




平成 19 年度国立環境研究所年報の刊行にあたって

平成 19 年度は， 国立環境研究所が第 ２ 期中期目標 ・ 中期計画に基づき活動し た ２ 年目に

あた り ます。 本年報は， この １ 年間の活動実績を報告する ものです。

本期の研究計画の基本的な考え方は， 昨年度の年報に記し た と お り ， 大き く 分けて ２ つ

の目的を実現する こ と です。 第 １ は， さ ま ざ まな環境問題のなかで も， 国民が強 く 解決を

望んでいる課題， あ るいは地球規模で著し く 深刻化し ている課題に対し， 多分野の研究者

が協働し て取 り 組むこ と です。 第 ２ は， 新たな研究方法の開発や， 将来顕在化する と 予測

される問題に対処する先見的 ・ 先導的な研究を積極的に進める こ と です。 本年度は， 第 ２

期への移行時に行った研究ユニ ッ ト の大がか り な再編が も た らす影響を検証しつつ， 上記

の目的の達成に向けた研究の充実に重点を置き ま し た。 所内の研究者の努力に加え， 所外

の多 く の研究者等の協力を得なが ら， ４ 重点研究プロ グ ラ ム， 基盤的な調査 ・ 研究， 知的

研究基盤整備など， すべての分野において着実な成果をあげる こ と ができ ま し た。 また， 研

究系ユニ ッ ト と 企画部 ・ 総務部 ・ 環境情報セン ター と の協働作業が今まで以上に進展し た

こ と も， その原動力になった と考えています。

平成 19 年度は， IPCC （気候変動に関する政府間パネル） の ノ ーベル平和賞受賞をはじ

め， 環境問題への関心が今まで以上に高ま った年でし た。 国立環境研究所は， IPCC の活動

に設立当初か ら積極的に関わって き た こ と も あ り ， 私たちの研究成果がマス メ デ ィ アなど

を介し て， あ るいは研究所の公開シンポジ ウ ム ・ 施設公開さ ら にはホームページを と おし

て， 国民の皆様にお伝えする機会が増加いた し ま し た。 その内容は地球温暖化以外にも， 廃

棄物処理， 循環型社会， 大気中のオゾ ンや黄砂， 侵入生物種， 有害化学物質など多岐にわ

たっています。

平成 19 年度の新たな取組と し て， 研究の推進と成果の社会還元を意識しつつ， すべての

ユニ ッ ト がポ リ シーステー ト メ ン ト を作成いた し ま し た。 この目的は， 各ユニ ッ ト の使命 ・

目的 ・ 計画を所内で広 く 共有する と と も に， 所外の皆様に も明示する こ と です。 研究系ユ

ニ ッ ト のポ リ シーステー ト メ ン ト は， 既にホームページに掲載されて き ま し た し， 本年度

の活動の総括を受けて次年度 （平成 20 年度） のポ リ シーステー ト メ ン ト も作成されま し た

（ホームページに掲載されています）。

本研究所のエネルギー消費量 ・ 二酸化炭素排出量の削減および廃棄物の減量につき ま し

ては， ハー ド 面での改善はなかった も のの， 所員の日常的な努力で着実に前進をつづけて

います。 また， 社会的な関心が高 く なった研究倫理や安全管理等の問題に対し ては， 未然

防止の取組を行った と こ ろです。

「国立環境研究所は， 今も未来も人びと が健やかに暮らせる環境を ま も り はぐ く むための

研究によ って， 広 く 社会に貢献し ます」 と 謳った憲章の精神に則 り ， 今まで以上に努力す

る所存ですので， 皆様には本研究所の活動を よ り 深 く ご理解いただき ます と と も に， 忌憚

のないご意見を賜 り た く 宜し く お願い申し上げます。

　 平成 20 年 ６ 月

独立行政法人 　 国立環境研究所

　 　 　 　 　 　 　 理事長 　 　大 　 塚 　 柳 　 太 　 郎
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国立環境研究所年報 （平成 19 年度）
国立環境研究所は， 昭和 49 年， 環境庁国立公害研究所

と し て筑波研究学園都市内に設置された。

その後， 環境研究に対する社会 ・ 行政ニーズに対応す

る ため， 平成 ２ 年 ７ 月に， 研究部門の大幅な再編成を行

い， 名称も 「国立環境研究所」 と 改めた。 同年 10 月に

は， 地球環境研究， モニ タ リ ングの中核拠点 と し て 「地

球環境研究セン ター」 を所内に設置し た。

また， 「独立行政法人通則法」 （平成 11 年 ７ 月） 及び

「独立行政法人国立環境研究所法」 （平成 11 年 12 月） に

基づき，平成 13 年 ４ 月に独立行政法人 と し て発足し た こ

と を契機に， 社会の要請に一層応え られる よ う 循環型社

会形成推進 ・ 廃棄物研究セン ター （現 ： 循環型社会 ・ 廃

棄物研究セ ン タ ー） 及び化学物質環境 リ ス ク 研究セ ン

ター （現 ： 環境 リ ス ク研究セン ター） を設け る など， 体

制が再編された。 環境大臣が定めた ５ ヵ 年の第 １ 期中期

目標 （平成 13 ～ 17 年度） に基づき， これを達成するた

めの第 １ 期中期計画においては， ６ つの重点特別研究プ

ロ ジェ ク ト ， ２ つの政策対応型調査 ・ 研究等を実施し た。

平成 １ ８ 年度か らは， 特定独立行政法人以外の独立行政

法人 （非公務員型） への移行を行 う と と も に， 環境大臣

が定めた ５ ヵ年の第 ２ 期中期目標 ( 平成 18 ～ 22 年度 ) に

基づき， これを達成する ための第 2 期中期計画及び年度

計画を策定し， 柔軟な運営によ る質の高い研究活動を効

果的， 効率的に実施し てい く こ と を目指し ている。

本研究所の特色は， 我が国の中核的な環境研究機関 と

し て， 高い専門性， 幅広い見識， 鋭い洞察 と 先見性， 専

門家 と し ての使命感を持って， 自然科学 ・ 技術か ら人文

社会科学にま たが る広範な環境研究を総合的に推進し，

その科学的成果を も って国内外の環境政策に貢献する と

と も に， 各界に対し て環境問題を解決する ための適切な

情報の発信 と 相互に連携し た活動を実施し ている こ と に

あ る。

（ １ ） 予算及び人員

本年度の予算は， 研究所総体の運営に必要な経費 と し

て運営費交付金 9,680 百万円，施設整備費補助金 1,111 百

万円及び競争的資金や受託等によ る 4,055 百万円が計上

された。

平成 20 年 1 月 1 日現在の役職員数は 254 名 （役員 ５

名， 任期付き研究員を含む） で， こ のほか， 優れたポス

ド ク のキ ャ リ ア・パス と し て NIES 特別研究員制度に基づ

く 契約職員の採用を行った。

（ ２ ） 施設

つ く ば市の研究本所 (23ha) には， 本館， 地球温暖化研

究棟， 低公害車実験施設， 循環 ・ 廃棄物研究棟， ナ ノ 粒

子健康影響実験棟など， 大小 30 弱の施設が存在する。

（ ３ ） 研究活動

第２ 期中期計画の達成に向け， 持続可能な社会の実現

を目指し ， 学際的かつ総合的で質の高い環境研究を進め，

環境政策への貢献を 図る ため， 以下の環境研究を 戦略的

に推進する 。 こ れら の研究活動については， 研究計画を

作成し ， ホームページで公開し た。

ⅰ 重点研究プロ グラ ム

全地球的な環境の健全性を確保し ， 持続可能な社会を

構築する ために， １ ０ 年先に在る べき 環境や社会の姿及

び課題を 見越し て， 環境政策に資する ため， 国環研が集

中的・ 融合的に取り 組むべき 研究課題と し て， 以下の４

つの重点研究プロ グラ ムを実施する 。

①地球温暖化研究プロ グラ ム

②循環型社会研究プロ グラ ム

③環境リ ス ク 研究プロ グラ ム

④アジア自然共生研究プロ グラ ム

ⅱ 基盤的な調査・ 研究活動

長期的な視点に立って， 先見的な環境研究に取り 組む

と と も に，新たに発生する 重大な環境問題及び長期的，予

見的・ 予防的に対応すべき 環境問題に対応する ため， 環

境研究の基盤と なる 研究及び国環研の研究能力の向上を

図る ため， 基盤的な調査・ 研究を推進する 。

ⅲ 知的研究基盤の整備

研究の効率的実施や研究ネッ ト ワ ーク の形成に資する

ため， 環境研究基盤技術ラ ボラ ト リ ー（ 環境標準試料の

作製等を 実施） 及び地球環境研究センタ ー（ 地球環境の

戦略的モニタ リ ング等を 実施） 等において， 知的研究基

盤を整備し ている 。

研究活動評価については，「国立環境研究所研究評価実

施要領」 に基づき， 研究課題の評価を行っ て き てい る。

外部の専門家によ る外部研究評価委員会において， 重点

研究プロ グ ラ ム， 基盤的な調査 ・ 研究活動及び知的研究

基盤の整備事業に係る年度評価並びに平成17年度及び平

成 18 年度終了特別研究に係る事後評価 （平成 19 年 4 月）

を実施し た。 評価結果については， ホームページ上で公

開し ている。

（ ４ ） 環境情報の提供
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環境情報セン ターにおいて， 環境の保全に関する国内

外の資料の収集， 整理及び提供並びに ス ーパー コ ン

ピ ュータの運用を行い， 国民等への環境に関する適切な

情報の提供サービ ス を実施し た。

重点研究プロ グ ラ ム

１ ． 地球温暖化研究プロ グ ラ ム

（ １ ） 温室効果ガスの長期的濃度変動 メ カニズム と その地域特性の解明

（ ２ ） 衛星利用によ る二酸化炭素等の観測と全球炭素収支分布の推定

（ ３ ） 気候 ・ 影響 ・ 土地利用モデルの統合によ る地球温暖化 リ ス ク の評価

（ ４ ） 脱温暖化社会の実現に向けたビジ ョ ンの構築と対策の統合評価

２ ． 循環型社会研究プロ グ ラ ム

（ １ ） 近未来の資源循環システム と政策 ・ マネジ メ ン ト 手法の設計 ・ 評価

（ ２ ） 資源性 ・ 有害性を もつ物質の循環管理方策の立案と評価

（ ３ ） 廃棄物系バイオマスの Win-Win 型資源循環技術の開発

（ ４ ） 国際資源循環を支える適正管理ネ ッ ト ワーク と技術システムの構築

３ ． 環境 リ ス ク研究プロ グ ラ ム

（ １ ） 化学物質曝露に関する複合的要因の総合解析によ る曝露評価

（ ２ ） 感受性要因に注目し た化学物質の健康影響評価

（ ３ ） 環境中におけるナ ノ 粒子等の体内動態と健康影響評価

（ ４ ） 生物多様性と生態系機能の視点に基づ く 環境影響評価手法の開発

４ ． アジア自然共生研究プロ グ ラ ム

（ １ ） アジアの大気環境評価手法の開発

（ ２ ） 東アジアの水 ・ 物質循環評価システムの開発

（ ３ ） 流域生態系における環境影響評価手法の開発
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国立環境研究所年報 （平成 19 年度）
地球環境研究セン ター

　 地球環境研究セン ターは， 人類が地球環境に及ぼす影

響を科学的に解明し， 的確な環境保全対策を講ずる ため

の基礎作 り を行 う こ と を目的に， わが国の地球環境研究

に関わる中核的機関と し て 1990 年に発足し た。2006 年 4

月か らは， 独立行政法人化し た研究所のも と での第二期

中期計画期間の開始に伴い， 研究所の重点研究プロ グ ラ

ムのひ と つであ る 「地球温暖化研究プロ グ ラ ム」 を担当

する組織 と し て， 中核研究プロ ジ ェ ク ト の推進にあたっ

ている。 また， 従来か ら当セン ターで実施し て き た地球

環境の戦略的モニ タ リ ング， 地球環境データベースの構

築， スーパーコ ン ピ ュータの利用支援やデータ解析環境

の整備などの研究支援や， 国際研究プロ ジェ ク ト や関係

府省等 と の連携の も と で国際･国内活動の事務局やオ

フ ィ スの運営を行い， 学際的･省際的･国際的な地球環境

研究の総合化を図る など， 地球環境研究を基盤的に支え

る事業を実施し ている。

　 地球温暖化研究プロ グ ラ ムは 19 年度においては，（ １ ）

「温室効果ガ スの長期的濃度変動 メ カニズム と その地域

特性の解明」， （ ２ ） 「衛星利用によ る二酸化炭素等の観測

と全球炭素収支分布の推定」， （ ３ ） 「気候 ・ 影響 ・ 土地利

用モデルの統合によ る地球温暖化 リ ス ク の評価」，並びに

（ ４ ） 「脱温暖化社会の実現に向けたビジ ョ ンの構築 と 対

策の統合評価」 の ４ つの中核研究プロ ジ ェ ク ト の他， ７

つの関連プロ ジ ェ ク ト と， 当セン ター事業の う ち地球温

暖化に関係する も の と か ら構成されている。 地球環境研

究セン ターの ４ つの研究室 （炭素循環研究室， 衛星観測

研究室， 温暖化 リ ス ク評価研究室， 温暖化対策評価研究

室） は， 上記の ４ つの中核研究プロ ジ ェ ク ト それぞれの

実施主体部署 と し て， 2 名の主席研究員やセン ター内の

他の研究室 ・ 推進室の研究員， 他ユニ ッ ト の研究員 と と

もに， 研究の推進を担っている。

　 大気･海洋モニ タ リ ング推進室では，地球温暖化に関連

し て， 温室効果ガス等の地上モニ タ リ ング， 定期船舶を

利用し た太平洋での温室効果ガス等のモニ タ リ ング， シ

ベ リ アにおけ る温室効果ガ ス等の航空機モニ タ リ ン グ，

温室効果ガス関連の標準ガス整備を行い， またオゾン層

破壊問題に関連し て， 成層圏モニ タ リ ング， 有害紫外線

モニ タ リ ングネ ッ ト ワーク の運用を行っている。 陸域モ

ニ タ リ ング推進室では， 陸域生態系に関し て森林温室効

果ガス フ ラ ッ ク スモニ タ リ ング， 森林 リ モー ト センシン

グを実施し た。 また水環境モニ タ リ ング と し て， 霞ヶ浦

モニ タ リ ン グ， 摩周湖の ト レ ン ド モニ タ リ ン グ を始め，

GEMS/Water ナシ ョ ナルセン ター と し て関連事業を行っ

ている。 地球環境データベース推進室では， 地球環境モ

ニタ リ ングデータベースの構築と観測・解析支援ツール・

データの整備 ・ 提供， 陸域炭素吸収源モデルデータベー

ス， 温室効果ガス排出シナ リ オデータベース， 温室効果

ガス等排出源データベース， 炭素フ ローデータベースの

構築･運用を行っている。

　 地球環境研究の総合化 ・ 支援事業 と し て， グ ローバル

カーボンプロ ジェ ク ト つ く ば国際オフ ィ スや温室効果ガ

ス イ ンベン ト リ オフ ィ スの運営に加え， わが国の地球温

暖化分野の観測を関係府省 ・ 機関の連携で進める ための

温暖化観測推進事務局／環境省・気象庁を運営し ている。

また， 環境省 ・ 宇宙航空研究開発機構 ・ 国立環境研究所

の 3 者協同事業であ る GOSAT プロ ジェ ク ト の実施に関

し， 国環研 GOSAT プロ ジェ ク ト オフ ィ ス を設置し てい

る。 その他， 地球環境情報の収集 ・ 提供やニュース発行 ・

ホームページを通し て， 地球環境研究者間の相互理解の

促進や地球環境問題に対する国民的理解向上のための研

究成果の広報 ・ 普及に努めている。

　 行政系の職員で構成 さ れる， 主幹， 業務係， 交流係，

観測第一係， 及び観測第二係では， 当セン ターの実施す

る上記の諸事業に関し， 各推進室の担当に係る事項の事

務並びに広報等の一部業務を担当し ている。

循環型社会 ・ 廃棄物研究セン ター

　 循環型社会 ・ 廃棄物研究セン ター （2005 年度までは，

「循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究セン ター」 。 以下 「循

環セン ター」。） は， 2001 年 ４ 月に政策対応型調査 ・ 研究

セン ター と し て発足し た。 以来， 環境保全を図 り つつ，

天然資源の消費 と 廃棄物の発生を抑制し， 再利用する物

質の流れを創 り 上げ， 廃棄物の適正な管理を行 う 循環型

社会の形成の支援を目標 と し て研究を進めて き た。 第 ２

期中期計画期間 （2006 ～ 2010 年度） においては， 循環

セン ター （ ７ 研究室で構成） は，重点研究プロ グ ラ ム 「循

環型社会研究プロ グ ラ ム」 を中心 と なって担 う 。 同プロ

グ ラ ムでは， 第 １ に， 今後の 「循環型社会」 を形成し て

い く う えで達成目標を明ら かにし て集中的に取 り 組む必

要のあ る目的指向型の研究課題 と し て， （ １ ） 「近未来の

資源循環システム と 政策 ・ マネジ メ ン ト 手法の設計 ・ 評

価」， （ ２ ） 「資源性 ・ 有害性を もつ物質の循環管理方策の

立案と評価」，（ ３ ） 「廃棄物系バイオマスの Win-Win 型資

源循環技術の開発」， （ ４ ） 「国際資源循環を支え る適正管

理ネ ッ ト ワーク と 技術システムの構築」 の ４ 課題を中核

研究プロ ジ ェ ク ト と し て位置付け， 実施する。 また， 第

１ 期中期計画期間におけ る政策対応型調査研究の重要な

柱であった “ 廃棄物の適正な管理のための研究 ” も， こ

れまで同様に着実に進める必要があ り ， プロ グ ラ ムの中
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に， 「廃棄物管理の着実な実践のための調査 ・ 研究」 と い

う 区分を設け， 「循環型社会に対応し た安全 ・ 安心な適正

処理 ・ 処分技術の確立」 ， 「試験評価 ・ モニ タ リ ング手法

の高度化 ・ 体系化」 ， 「液状 ・ 有機性廃棄物の適正処理技

術の高度化」，「廃棄物の不適正管理に伴 う 負の遺産対策」

を実施する。 さ ら に， 資源循環 ・ 廃棄物管理分野の 「基

盤型な調査 ・ 研究」 と し て， 廃棄ア スベス ト の リ ス ク管

理に関する研究， 資源循環に係る基盤的技術の開発およ

び資源循環 ・ 廃棄物処理に関するデータベース作成に取

り 組む。

環境リ スク研究セン ター

　 リ ス ク管理の基本 と な る リ ス ク評価の ３ つの主要な要

素であ る， 曝露評価， 健康 リ ス ク評価及び生態 リ ス ク評

価について， 現行の リ ス ク管理政策か らの要請への対応

と リ ス ク管理政策の将来的な展開に向け， リ ス ク評価 ・

管理に係る幅広い課題を対象 と し ている。 中期計画にお

ける環境 リ ス ク研究プロ グ ラ ムを担 う 組織であ り , 様々

な環境要因によ る人の健康や生態系に及ぼす環境 リ ス ク

を包括的に評価でき る手法を見いだすため ,4 つの中核プ

ロ ジ ェ ク ト （化学物質曝露に関する複合的要因の総合解

析によ る曝露評価 , 感受性要因に注目し た化学物質の健

康影響評価 , 環境中におけるナ ノ粒子等の体内動態 と健

康影響評価 , 生物多様性 と生態系機能の視点に基づ く 環

境影響評価手法の開発） を実施する と と と もに , 「環境政

策におけ る活用を視野に入れた基盤的な調査研究」 と し

て , 化学物質の高感度・迅速分析法の開発 , 新たな生態毒

性試験法の開発 , 発がん リ ス ク を簡便に評価するための

手法開発 , バイオイ ンフ ォマテ ィ ッ ク スの手法を活用し

た化学物質の類型化手法の検討 , 生態毒性に関する構造

活性相関モデル作成など既存知見を活用しつつ新たな リ

ス ク評価手法の開発を進める。

　 また , 「知的基盤の整備」 と し て , 化学物質データベー

ス , 侵入生物データベースなどの構築 ・ 更新を実施する。

リ ス ク管理政策におけ る環境 リ ス ク評価等の実践的な課

題に対応する と と もに , 環境 リ ス ク に関する情報 ・ 知識

の提供を行 う 。 さ ら に， 化審法審査， 環境 リ ス ク初期評

価など， 定常的な環境施策の支援 と と も に， 各種制度に

おけ る生態 リ ス ク管理の導入など， 法制度の新たな整備

に向けて必要なデータや知見を提供する。

アジア自然共生研究グループ

 　 アジア自然共生研究グループは， 平成 18 年 4 月のア

ジア自然共生研究プロ グ ラ ムの発足に伴い， プロ グ ラ ム

を担 う 研究組織 と し て創設された。 我が国 と 地理的， 経

済的に密接な関係にあ り ， かつ今後の急速な発展が見込

まれる アジア地域を対象 と し て， その環境を保全し， 自

然共生型社会を構築し てい く こ と は， 我が国の環境安全

保障及び国際貢献の観点か ら， また地域全体の持続可能

な社会を実現する観点から も極めて重要であ り ， アジア

自然共生研究プロ グ ラ ムでは， その実現に貢献する こ と

を目的 と し て研究を進めている。 そ し て， 第 ２ 期中期目

標期間においては， これら の地域の大気環境 ・ 広域越境

大気汚染， 陸域 ・ 沿岸域 ・ 海域を対象 と し た持続可能な

水環境管理， 及び大河川を中心 と し た流域におけ る生態

系保全管理に関する研究を行 う こ と によ って， 国際協力

によ る アジアの環境管理 と 自然共生型社会構築のための

科学的基盤を確立し， 政策提言に資する こ と を目標 と し

ている。 そのために， (1) 「アジアの大気環境管理評価手

法の開発」， (2) 「東アジアの水 ・ 物質循環評価システムの

開発」 ， (3) 「流域生態系における環境影響評価手法の開

発」 の ３ つの中核プロ ジ ェ ク ト を中心に， 関連課題， 二

つの関連研究プ ロ ジ ェ ク ト 等 と 共に研究を進めてい る。

アジア自然共生研究グループの五つの研究室 （アジア広

域大気研究室， 広域大気モデ リ ング研究室， アジア水環

境研究室， 環境技術評価シス テム研究室， 流域生態系研

究室） は， 上記の三つの中核研究プロ ジェ ク ト それぞれ

の実施主体部署 と し て， 主席研究員， 更に兼務研究者を

は じ め と す る 他ユニ ッ ト の研究者 と 共に研究の推進を

担ってい る。 アジア広域大気研究室では， アジアか ら国

内におけ る大気質の実態 （越境大気汚染を も た らす気塊

の分布， 移動経路， 大気組成 と その変化等） の把握を行

う と 共に観測結果等のデータベース を構築し ている。 広

域大気モデ リ ング研究室では， 大気環境予測モデル と 排

出イ ンベン ト リ を開発し， アジアから国内都市域におけ

る大気質の実態把握 と 将来予測を行っている。 アジア水

環境研究室では， 中国内陸部か ら大河川を経由し て東シ

ナ海に至る領域 （水空間） の水資源 ・ 水環境 ・ 生態系 ・

生物資源に関する日中の共同調査研究 と 自然共生型環境

管理手法の開発を行っている。 環境技術評価システム研

究室では， 都市ス ケールの分布型環境アセス メ ン ト モデ

ル， 都市 ・ 産業共生のための技術 ・ 政策イ ンベン ト リ モ

デルの構築， 分散循環型汚濁制御装置の技術イ ンベン ト

リ と 社会システムの構築等を行っている。 流域生態系研

究室では， 主に メ コ ン川の淡水魚類相の実態解明， 流域

の環境動態の解明を行 う こ と 等によ り ， ダム建設， 経済

発展等の環境負荷が生態系に及ぼす影響の評価を実施し

ている。 主席研究員は， 大気環境， 土地利用， 草原生態

系の相互作用等について研究を行っている。グループ長，

副グループ長は中核プロ ジェ ク ト と 関連研究等の調整を
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行い， アジア自然共生研究プロ グ ラ ム と し ての統合的な

研究推進を図 る と 共に， ホームページ等に よ る ア ウ ト

リ ーチを進めている。

社会環境システム研究領域

　 環境問題の解明や解決には， 理学， 工学， 医学か ら社

会科学ま で を含む広範な領域の研究を推進す る と と も

に， これら の研究を統合し て政策決定者に対し て適切な

メ ッ セージを出さ なければな ら ない。 こ の基本的な政策

ニーズに応え る ため， 社会環境システム研究領域の研究

が推進されている。 こ の領域の主た る研究活動は， （ １ ）

個々の基礎的研究を統合する コ ン ピ ュータ モデル開発，

政策評価のためのシス テム分析手法開発， そ し て これら

のモデルや手法を用いた政策分析か ら構成される 「政策

統合評価研究」 ， （ ２ ） 環境経済学， 国際政治学等， 環境

問題の解明 ・ 解決に不可欠の 「社会科学研究」 ， さ らに，

（ ３ ） 環境情報の体系化や リ モー ト センシング手法の開発

を担 う 「情報解析研究」 の ３ つに大き く 分類される。 そ

し て， 統合評価モデル， 資源循環， 環境計画， 環境経済，

情報解析の ５ つの研究をベースにし て， 重点特別研究プ

ロ ジェ ク ト や政策対応型調査 ・ 研究， 地球環境研究セン

ター と 連携し て， 各種の政策ニーズに対応し た質の高い

研究を推進し てき た。

　 具体的な研究内容 と し ては， 経済発展 と 環境保全をめ

ざ し てアジア地域にイ ノ ベーシ ョ ンの導入を図る国際共

同研究， 環境産業の効果や生態系の価値を評価する ため

の新しい経済モデル開発， ラ イ フサイ クルアセス メ ン ト

やマテ リ アル ・ フ ロー解析などの循環型社会形成のため

の定量的分析手法の開発， 地球環境保全に関する国際的

な環境外交交渉の分析， 環境保全のための経済的イ ンセ

ンテ ィ ブの計量， 環境意識や環境関連の消費に関する国

際比較， 森林， 草原， 湿原等の自然環境を保全する ため

の衛星によ る リ モー ト センシング手法の高度化， リ モー

ト センシング ・ データによ る生態系モニ タ リ ング手法の

改良，生態系の変化を予測するための数理モデルの開発，

などがあげられる。

　 こ の研究領域の成果は， 国連環境計画 （UNEP）， 気候

変動政府間パネル （IPCC）， 経済協力開発機構 （OECD），

千年紀生態系評価 （MA），アジア環境大臣会合（Eco Asia）

等の国際機関， 日本， 中国， イ ン ド， 韓国等のアジアの

政府機関， 東京都や愛知県等の我が国の地方公共団体，

民間企業やの環境 NGO などの非政府組織などで活用さ

れ， 具体的な国内外の政策ニーズに応えている。

化学環境研究領域

　 人間活動拡大に伴って地球的な規模で進行するいろい

ろな物質の循環と それに基づ く 環境の変化，また複雑化，

多様化する有害物質の汚染 と その環境 リ ス ク を理解し，

それらの課題を解決する ため科学的知見を集積する こ と

が重要であ る。 こ のため化学環境研究領域においては，

環境におけ る物質の計測， 地球レベルあ るいは地域レベ

ルでの動態の解明， 及びその生物学的な意義の解明に関

する研究を行っている。

　 基盤研究部門であ る化学環境研究領域では， 以下の ４

研究室において，それぞれ独自の研究がな されているが，

研究者の多 く は， 地球環境関連のプロ ジェ ク ト や， 環境

リ ス ク， ナ ノ 粒子等の有害物質関連のプロ ジ ェ ク ト に も

参加 ・ 連携し て， 研究を行っている。 化学環境研究領域

には以下の ４ つの研究室が設置されて , 研究を進めてい

る。

　 有機環境計測研究室では , ダ イオキシン分析に代表さ

れる高感度高精度有機汚染物質分析のレベルを維持 , 発

展させつつ , さ らに多 く の種類の汚染物質分析への対応

を目指し て , 多次元分離－同時多物質分析手法の高度化

を目指し た機器開発 , 複合手法開発を特別研究 と し て推

進し ている。また , 日韓環境ホルモン並びに POPs 共同研

究と し て , 離島での POPs モニ タ リ ングを実施し ている。

　 無機環境計測研究室では , 安定同位体並びに放射性同

位体の計測技術の高度化によ る汚染の発生源解析に関す

る特別研究を進める と と もに , 元素の化学形態 , 存在状態

, 局在に関する研究（経常研究等） , ナ ノ テ ク を利用し た大

気浮遊粒子状物質中の新たな元素分析手法の開発 （環境

保全調査費） などが進められている。

　 動態化学研究室では主に外部競争的資金（地球一括 , 推

進費 , 科研費） や所内奨励研究費を取得 ・ 活用し , 遠隔地

の観測ステーシ ョ ンや船舶などを利用し て , 温室効果ガ

スその他の揮発性有機物 , 残留性有機汚染物質などの広

域観測や長距離輸送 , 発生源等に関する観測研究が , 地球

温暖化プロ グ ラ ムの中核 PJ に関連し て進められている。

　 生体計測研究室では競争的資金を取得し て ,MRIを用い

た脳神経系の形態 , 機能 , 代謝等の計測 と化学物質の影響

解析に関する研究 （科研費など） , 動物行動学によ る化学

物質の脳神経系への影響解析に関する研究 （奨励研究な

ど） , ナ ノ テ ク を利用し た微生物機能評価手法の開発 （環

境保全調査費） 等が行われている。

　 その他 , 主な活動と し て , ナ ノ粒子計測に関する研究へ

の貢献， ス ト ッ ク ホルム条約への貢献や国の POPs モニ

タ リ ング , 有機 ヒ 素汚染， ダ イオキシンモニ タ リ ング関

連事業等への貢献などが行われている。 さ らに , 環境試
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料長期保存事業 （環境試料タ イ ムカプセル化事業） も分

担し て実施し ている。

環境健康研究領域

　 環境健康研究領域では， 環境化学物質や大気汚染物質

等の種々の環境ス ト レ ス を対象 と し， それら が及ぼす健

康影響を的確， かつ， 速やかに評価する こ と をめざ し，

影響評価の実践 と と も に， 適切， かつ， 新たな影響評価

手法， 疫学手法 ・ 曝露評価手法， 及び， 高感受性要因も

対象 と し う る適切な動物モデルや培養系等の開発をすす

めている。 また， それら の手法や動物モデル， 及び， 培

養系を用いた影響評価の実践， 応用， 検証 と と も に， 健

康影響発現の メ カニズムの解明を推進し， 得られた知見

を影響評価手法の開発 ・ 改良にフ ィ ー ド バ ッ クする こ と

をめざ し ている。 これら の研究を通じ， 環境ス ト レ スの

影響 と その発現機構を明ら かにする と と も に， 簡易 ・ 迅

速で， かつ， 感度 と 特異度に優れた曝露 ・ 影響評価系の

開発を進めている。 これらの取 り 組みよ り ， 健康影響の

未然防止をめざ し た施策に資す る 科学的知見を蓄積す

る。

　 具体的には， 環境有害因子 （排気ガス等の大気汚染物

質， ダ イ オキシンや環境ホルモンな どの環境化学物質，

重金属， アレルゲン， 紫外線等） が， いかに ヒ ト の健康

に影響を及ぼすかに関する実験的 ・ 疫学的研究を行って

いる。 上記の環境有害因子の健康 リ ス ク に関する文献レ

ビ ューも と り ま と めた。 また， 研究員の一部は筑波大学

や千葉大学の連携大学院併任教官 と し て， あ るいは環境

行政に係 る 国内外の専門委員会委員 と し て活動 し てい

る。

　 分子細胞毒性研究室では， 環境化学物質が免疫系をは

じめ と する生体機能に及ぼす影響の分子 メ カニズムを明

らかにし，影響の裏づけや評価に資する こ と を目標 と し，

研究を遂行し た。 近年， 生命現象の基本 と な る多種類の

遺伝子の発現変化を網羅的に解析する ための ト キシ コゲ

ノ ミ ク ス技術が飛躍的に進歩し ている。 また， ダ イオキ

シンをはじめ と する種々の化学物質が， それぞれ特異的

な転写因子に作用し て遺伝子発現を変化させ， その結果

毒性影響を誘導する こ と が報告されている。 それら を鑑

み， 有害環境化学物質を曝露し た実験動物や細胞におい

て， 遺伝子発現変化のデータ を手がか り と し て， 影響経

路や影響の原因遺伝子を探索し， 作用の分子 メ カニズム

を明ら かにする研究を行なった。 また， 影響検出指標 と

し て有効な遺伝子を明ら かにし， 有害化学物質の効率的

な影響評価法を確立する ための研究を行った。

　 生体影響評価研究室では， 高感受性集団や高感受性影

響を対象 と し， 高感度で環境ス ト レ スの健康影響を評価

する こ と を目標 と し， 動物モデル等を用いた影響評価手

法の開発， 応用 と それによ る影響評価の実践， 検証， 維

持を遂行し た。 特に， 特別研究 「環境化学物質の高次機

能への影響を総合的に評価する in vivo モデルの開発 と検

証」 を遂行し， 環境化学物質が免疫 ・ アレルギー系を中

心 と する高次機能に及ぼす影響を明ら かにし， 影響を総

合的に評価する こ と が可能な in vivo モデルを開発する こ

と をめし た。 また， ナ ノ粒子やナ ノ マテ リ アルが， 免疫 ・

ア レルギー系， 呼吸器系， 循環器系， 凝固 ・ 線溶系， 皮

膚， 等に及ぼす影響を明ら かにし， その特性や メ カニズ

ムを検討し た。 また， メ タ ロ イ ド の メ タ ボロ ミ ク スに関

する研究 と 環境負荷を低減する水系ク ロマ ト グ ラ フ ィ ー

システムの開発をめざ し た。

　 総合影響評価研究室では， 環境ス ト レ スの健康影響を

体系的， 総合的に理解 ・ 評価する ため， 分子， 細胞， 組

織， 動物， ヒ ト と 多岐にわた る環境影響評価研究を遂行

し た。 その結果の体系化， 総合化によ り ， 新たな健康影

響評価手法の開発をめざ し た。 特別研究 「都市大気環境

中におけ る微小粒子 ・ 二次生成物質の影響評価 と 予測」

に参画し， 都市環境におけ る二次生成汚染物質や自動車

排ガスに起因する高レベル暴露の実態把握 と 健康影響予

測を行 う ほか， 地球環境研究総合推進費， 文部科学省科

学研究費等補助金， 環境省受託研究， NEDO 受託研究等

の外部研究資金によ る研究を推進し た。 また，環境省 （環

境保健部） 「局地的大気汚染によ る健康影響に関する疫学

調査 （そ らプロ ジェ ク ト ）」 ほか， 各種調査研究， 委員会

の分担研究者， 研究協力者と し て指導 ・ 助言を行った。

　 環境疫学研究室では， 一般環境において人々が種々の

環境因子に曝露され， その結果 と し て発生する健康 リ ス

ク を疫学的手法によ って解明する こ と を目標 と し， その

ための評価手法の開発， 検証， 維持， 実践を遂行 し た。

特に， 都市大気汚染に焦点を当てて， 道路沿道や一般環

境におけ る微小粒子状物質や窒素酸化物などの環境測定

データの解析， 個人曝露量測定， 曝露評価モデルの開発

など曝露評価手法の検討を行った。 また， 大気汚染の短

期お よ び長期の健康影響に関す る 疫学調査の実施 し つ

つ， 種々の健康影響指標に関する検討， 収集し たデータ

の統計解析を行って， 大気汚染物質への曝露 と 健康影響

と の関連性について疫学的な検討を進めた。

大気圏環境研究領域

　 大気圏環境研究領域では， 地球温暖化問題やオゾン層

破壊問題， 酸性雨問題を含む越境広域大気汚染， 都市に

おけ る大気環境問題など， 地球規模か ら局所的な問題ま
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での大気環境に関わる課題について， 2 つの重点研究プ

ロ グ ラ ム （地球温暖化研究プロ グ ラ ムおよびアジア自然

共生研究プロ グ ラ ム） と も連携しつつ， 大気環境に関わ

る個々の物理 ・ 化学プロセスの解明 と その相互作用の理

解に関する基盤的研究を進めた。 大型実験施設 （大気拡

散大型風洞や光化学反応チ ャ ンバー） な ど を利用 し た

個々の物理 ・ 化学プロ セスに関する室内実験， レーザー

レーダー （ラ イ ダー） をはじめ と し た遠隔計測手法を用

いた大気の性状や運動の時間的 ・ 空間的変動の観測， 化

学的な分析手法を用いた大気の組成や微量物質の濃度 ・

同位体組成の観測， 人工衛星観測も含めた観測データの

解析，大気数値モデルを用いた数値実験，などのアプロー

チでの研究が行われた。 大気物理研究室では， 米国西部

におけ る水循環の明瞭な変化に焦点を当てた領域規模の

気候変化シグナルの検出およびその要因評価に関する研

究や南極オゾンホールの崩壊時期に焦点を当てた将来変

動予測に用いた数値モデルの検証研究が進められた。 オ

ゾン層破壊に関連し ては，ILAS-II 衛星観測データ解析か

ら 極域オ ゾ ン 破壊で重要な役割 を 果 たす極成層圏雲

（PSC） の組成情報 と粒径分布情報を引き出す研究も行わ

れた。 遠隔計測研究室では， 日本， 中国， タ イ な ど で，

非球形の黄砂 と 球形の大気汚染エア ロ ゾルの分離を視野

に入れた二波長偏光ラ イ ダーによ る通年連続観測体制の

整備 と 観測が行われた。 大気化学研究室では， これまで

開発を続けて き た陽子移動反応－飛行時間型質量分析装

置を， 代表的な光化学反応生成物であ る アルデ ヒ ド 類の

実大気中での実時間計測に応用し， ホルムアルデ ヒ ド の

実時間観測が行われた。 大気動態研究室では， 落石 ・ 波

照間モニ タ リ ング ステーシ ョ ンにおいて進められて き た

O2/N2 比モニタ リ ングデータの解析から 1999 年から 2005

年の 6 年間に大気中に放出された化石燃料起源の二酸化

炭素の吸収源の定量的評価 と し て， 海洋 と 陸域生物圏へ

の吸収量の見積 り が行われた。 更に大気圏環境研究領域

では，大型実験施設（大気拡散風洞および光化学反応チャ

ンバー） を利用し て他の複数のユニ ッ ト と 連携し た都市

大気汚染に関わる研究， 環境技術研究 と し てナ ノ テ ク ノ

ロ ジーと IT技術を利用し たパーソナルモニ タ リ ング用の

センサー開発， にも取 り 組んだ。

水土壌圏環境研究領域

　 流域圏におけ る水土壌環境では， 湖沼 ・ 内湾等のよ う

に閉鎖性の高い水域において環境基準の達成率が依然 と

し て改善 さ れない原因 と さ れる富栄養化な どの問題や，

金属や化学物質によ る地下水や土壌の汚染など多 く の未

解決の課題があ る。 さ ら に， 有害金属によ る市街地の土

壌汚染のよ う な潜在的な課題も あ る。 これら の課題を解

決する ためには， 単に各事象を対象 と し た研究を実施す

るだけでな く ， 流域圏全体を視野に入れ相互の関連性に

も着目し た総合的な研究への取組が必要 と な る。 水土壌

圏環境研究領域では， これを実現する ために下記 ４ 研究

室におけ る研究及び領域横断的な研究更に他ユニ ッ ト と

連携する研究課題によ って， 長期モニ タ リ ングや一定期

の調査等によ り 水土壌圏の環境に関する自然現象を解明

し，そのモデル化を通し て人間活動の影響評価を実施し，

あ るいは水土壌環境に関する改善 ・ 修復技術を開発し効

果 ・ 安全性を評価する など し て， 水土壌環境政策に指針

を与え る こ と を目標 と し た研究を実施し ている。 本年度

は経常研究 9 課題， 奨励研究 2 課題， 特別研究 2 課題，

地球環境研究総合推進費 1 課題， 地球環境保全等試験研

究費 （公害） 1 課題， 環境技術開発等推進事業 1 課題， 環

境保全調査等請負費 1 課題，科学技術振興調整費 1 課題，

文部科学省 ・ 科学研究費補助金によ る研究 6 課題， 民間

委託研究 1 課題， 産業技術研究助成によ る研究 2 課題，

共同研究 1 課題を行った。

　 本領域の構成は， 土壌環境研究室， 湖沼環境研究室，

海洋環境研究室 と 場を特定し た ３ 研究室 と， 場横断的な

水環境を研究対象 と し た水環境質研究室か ら成る。 水環

境質研究室では， 物理 ・ 化学 ・ 微生物学 ・ 遺伝子工学な

ど様々な研究手法を駆使し て， 新たな分析法， 解析法を

開発し， さ ら に汚染防止や汚染処理に関する技術手法を

開発する等の場横断的な研究を推進する。 土壌環境研究

室では， 土壌汚染の現況を把握し汚染機構を明ら かにし

て， 現在自治体などで抱え る問題に対処方針を示す と 共

に， 潜在的に進行する都市汚染に警鐘を鳴らすなど， 土

壌環境管理手法の提言を目指す。 湖沼環境研究室では，

水質改善が進まない指定湖沼を中心にし て， 特に溶存有

機物および難分解性有機物を ターゲ ッ ト と し た分析法の

開発及び湖内におけ る動態モデル開発を推進し， 湖沼環

境管理の在 り 方を示す。 海洋環境研究室では， 環境省で

取 り 組み始めた水質管理枠組みの大幅な見直し作業を科

学的に支持し協働で推進する と共に， Ｎ ・ Ｐ 増加シ リ カ

欠損シナ リ オに関する研究を推進し国際的な海洋保全策

に反映させる。

生物圏環境研究領域

　 生物圏環境研究領域は， 研究を通じ て人間 と 生き物の

共存関係の構築に貢献する こ と をその使命 と し てい る．

そのために， 地球上の生物多様性を形作っている生物を

守る ための研究， そ し て多様な生物か ら な る生態系の構

造 と 機能を守る ための研究を進めている． 現在， その研
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究テーマは大き く 分けて ４ つに整理でき る．すなわち (1)

絶滅が心配される生物の保全に関する研究， (2) 生態系の

機能の保全に関する研究， (3) 環境の変動やス ト レ スが生

物と生態系に及ぼす影響に関する研究， (4) 外来生物 ・ 遺

伝子操作作物の定着 ・ 分散の実態の把握 と 対策に関する

研究であ る。

　 生物の研究は， 上にあげた よ う に取 り 組む課題で整理

されるほか， 具体的にどの生物ないしは地域を対象 と す

るのか， また， どのよ う なアプローチで取 り 組むのか と

い う 軸で も整理する こ と ができ る． 生物領域を構成する

４ つの研究室は， おも に後者 ２ つの軸にそって整理され

ている． その結果， 上記の各課題には研究室を越えた連

携によ り 取 り 組んでいる． と く に， 絶滅が心配される生

物の保全に関する研究および外来生物に関する研究に関

し ては， それぞれ所内のプロ ジ ェ ク ト 研究を組織し て推

進し ている。

個体群生態研究室では， さ ま ざ まな生態系および生物種

におけ る生物個体群の存続 と 生物間相互作用のし く みに

研究の焦点を当てている。 個体群は生物種によ って種々

の範囲に分布し ている ため GIS などの技術を活用し た分

布域 ・ 生息環境の評価 ・ 記録 ・ 推定を行なっている。 ま

た， 現在の個体群の成立には， そ こ に至る までの血縁関

係 ・ 地理的系統関係が複雑に絡み合っている ため， 近年

の発達がいち じ る しい分子遺伝学的手法を用いて これら

の関係の解析を進めている． さ ら に， 個体群存続 と 生物

間相互作用に関わ る 要因の解析 と 検証のために， コ ン

ピ ュータ シ ミ ュ レーシ ョ ン ・ 実験個体群を用いた研究を

進めている。

　 生理生態研究室では， 生物 と 環境の関わ り について，

おも に植物を対象に， 分子生物学， 生理学か ら生態学に

またがる研究を行っている。 環境ス ト レ スにさ ら された

植物で発現する遺伝子の探索， オゾンによ る植物の被害

と その分子的 メ カニズムの解明， 遺伝子組換え植物 （ダ

イ ズ， ナタ ネ） の一般環境中におけ る生育状況のモニ タ

リ ング， チベッ ト 高原での地球温暖化の早期検出 と 予測

のための生態系 （植物群落の構造， 機能） 変化のモニ タ

リ ング， 高山植生を指標 と し た温暖化影響の検出に関す

る研究等を進めている．

微生物生態研究室では， 水圏を中心に微小生物の生態 と

多様性に関する研究を， 系統， 遺伝的変異， 生理生態機

能の解析 と いった手法を用いて行っている。 赤潮 ・ アオ

コ形成藻， 絶滅危惧種藻類， 地衣形成藻に着目し， これ

ら の藻類がどのよ う に移動し， 分布を拡大 ・ 縮小するの

かを， 遺伝的な変異を解析する こ と によ り 解明する ため

の研究， 干潟の底質の有機物分解プロセスの評価手法の

開発， ユス リ カを材料の環境指標性に関する研究， 微細

藻類を利用し たエネルギー再生技術開発や藻類資源を研

究に活用する ための収集 ・ 保存 ・ 提供の拠点 と し ての活

動等を進めている。

　 生態遺伝研究室では，分子遺伝学的な手法を活用し て，

生物多様性の保全に関する研究を行っている。 具体的に

は， 分子マーカーを利用し ながら， 侵入生物や遺伝子組

換え生物の生態系への浸透 と 環境影響の調査 ・ 評価手法

の開発に関する研究を進めている。 また， 近年のゲ ノ ム

情報研究か ら得られた結果を環境管理や環境修復に役立

て る ための技術開発を行っている。 遺伝子マーカーによ

る マ リ モの個体群の識別法など， 応用面で利用価値が高

い技術が開発されている． また， 生態系機能 と 生物多様

性保全の観点か ら， 水辺に生息する動植物の う ち， 特に

希少種や絶滅危惧種の生態的特性や遺伝的な動態に関す

る研究を行っている。 さ ら に， 塩湿地 ・ 干潟の植生の動

態を調査する と と も に， 衰退し たアマモ場の復元を図る

ための研究を進めている。

環境研究基盤技術ラボラ ト リー

　 環境計測が環境政策の根拠 と な る科学的知見の中で も

基盤であ る 「環境の現状認識」 を担当し， 確かで信頼で

き る環境の値付け こ そが， 世界の人々が持続的に安全 ・

安心に生き る ための環境保全の基礎であ る こ と。 更に，

国際的な場で関係者が合意可能な値付けをする ための国

際標準化も重要な課題であ る こ と。 環境研究基盤技術ラ

ボ ラ ト リ ーは上記のこ と を認識し， 環境研究や環境問題

におけ る これら課題の解決を目指し， 環境計測 ・ 評価手

法の品質管理に資する標準試料 ・ 実験生物 ・ 新規計測法

の開発 ・ 標準化や提供などを行 う 。

　 また， 過去の汚染状況を知る ため， あ るいは将来， 私

たちの後裔が今の環境の現状を知 り た く なった時に， 時

間を遡っ て昔の状況を反映 し た 「環境試料」 があれば，

大いに有効であ る。 そのよ う な遡及的な環境汚染評価手

法を生かすには， 現状の環境を反映し た試料を変質させ

ない長期間保存が必須であ る。 絶滅危惧生物種の保護で

は， 緊急避難 と し て種を本来の生息地域外で維持する手

法が必要であ るが， 多様性を維持し た種の保存は， 現状

では DNA レベルでは不可能で，少な く と も細胞レベルの

保存が不可欠であ る。 多様な生物を対象に， 細胞を生か

し た ま ま極低温で凍結保存する手法を開発する こ と で，

そのよ う な生物多様性の保全に貢献する。 これら に共通

な手法 と し て， 液体窒素を利用し た超低温 ・ 超長期保存

法の確立によ り ， 環境試料 ・ 絶滅危惧生物種細胞の超長

期保存を行 う 。
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　 上記の方針を踏まえ， 環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー

は， 具体的活動 と し て， 環境研究者の研究開発活動を安

定的かつ効果的に支え る知的基盤と し て， (1) 環境標準試

料の作製と分譲， (2) 分析の精度管理，(3) 環境試料の収集

と長期保存， (4) 絶滅危惧生物の細胞 ・ 遺伝子保存， (5) 環

境微生物の収集・保存と分譲，及び (6) 生物資源情報の整

備を行い， 環境分野におけ る物質及び生物関連のレ フ ァ

レ ン ス ラ ボ ラ ト リ ー ( Ｒ Ｌ ：環境質の測定において標準 と

な る物質 ・ 資料や生物および手法を具備し ている機関 )

と し ての機能の整備と強化を図る。

　 平成 19 年度の環境標準試料の有償頒布数は 182 本で

あった。 新たな環境標準試料 と し ては， 茶葉は国内原子

炉の不調に よ る 放射化分析 １ 件を除いて分析は終了 し

た。 フ ラ イ ア ッ シ ュに関し ては， ダ イオキシン等に関す

る認証値を決定し COMAR への認証を受けフ ラ イ ア ッ

シュⅡ (NIES-CRM-NO.24) と し て頒布開始し た。

　 環境試料の長期保存に関し ては， 前年度に引き続き試

料の収集， 保存事業を展開し， 二枚貝約 110 試料を保存

し た。 定点採取地点 10 地点 12 ポイ ン ト 及び移動採取地

点 22 地点 28 ポイ ン ト から イガイ科及びカキ科の二枚貝

を採取し た。 試料は凍結し たま ま粉砕し， よ く 混合し て

から 50ml 容量のガ ラ ス ビンに小分け し て充填。元素分析

に拠 り 均質性を確認後， － 150 ℃前後の液体窒素上気相

保存体制に入った。 大気粉じん試料は 12 セ ッ ト （波照間

観測ステーシ ョ ンのハイ ボ リ ュームサンプ ラ で毎月 １ 回

２ ４ 時間採取） を冷凍保存 し た。 東京湾精密調査では，

アカエイ並びに底質試料を 140 試料保存し た。 東京湾内

に設定し た 20 箇所の調査地点で 8 月に表層底質試料を採

取， 冷凍庫に保存。 また， 5,8,11,2 月の年 4 回， 底質調査

と同じの20箇所の調査地点において底曳き調査を行いア

カエイ を採集し た。 でき るだけ速やかに解剖し て肝臓を

摘出 ・ 凍結し， 二枚貝 と同じ手法で凍結粉砕， 保存し た。

並行し て， 試料の採取か ら保存に至る一連の過程で， 試

料に余分な汚染を付け加え る こ と のないよ う ， さ ら に監

視体制の強化 と 前処理過程の改善を進めた。 昨年度まで

に分析条件を確立し て生物試料の前処理過程におけ る汚

染レベルの確認並びに汚染防止対策を進めて き たプ ラ ス

チ ッ ク関連化学汚染物質 （アルキルフ ェ ノ ール類， ビ ス

フ ェ ノ ール A など） に加え， 特別研究で進められたフ ッ

素系界面活性剤研究の成果を活用し て前処理過程での こ

れらの物質によ る試料汚染レベルの確認 と 主な汚染源の

特定をすすめ， 汚染レベルの削減のための前処理手法の

改良を行った。 あわせて二枚貝中の これら フ ッ素系界面

活性剤の濃度レベルの調査結果 と 比較し， 現在の前処理

手法によ る汚染が実試料の分析を妨害し ないレベルに抑

え られている こ と を確認し た。 また， 長期環境モニ タ リ

ング事業 と の連携の一環 と し て， ダ イ オキシン ２ ０ ０ ７

国 際 会 議 に お い て， 特 別 セ ッ シ ョ ン 「Environmental

Specimen Banking」 を設け， 米 ・ 独 ・ 豪など多数の国から

の参加を得た。

　 国立環境研究所か ら発せられるオ リ ジナルデータにつ

いて， 信頼性を確保する と と も に分析が専門ではない研

究者を支援する ために実施し ている所内か らの依頼分析

は， 24,482 件を行った。 また， 水中の揮発し易い有機物

分析に用いる P&G GS/MS の機器更新を行った。

　 National Bioresource Project において， 微細藻類のセン

ター と なっている環境生物保存棟 ・ 微細藻類系統保存施

設

　 ① 　 Ｈ19 年度， 保存株は約 300 株増加し 2568 株 （公

開株 2099 株）。 内訳は， 微細藻類 2242 株 （公開株 1794

株）， 絶滅危惧種 327 株 （公開株 　 305 株）。 凍結保存株

は 34 株増えて 676 株 （公開株 552 株）。 分譲株数は， 所

内 （含客員 ・ 共同研究員） 33 件 (146 株 )， 所外 200 件

(457 株 )；国内189件 (505株 )，国外44件 (98 株 ) と なってお

り ， 国内所外ユーザーが主と なっている。

　 ②， ③ 　 平成 19 年度の新たな収集 ・ 確立株 （淡水産紅

藻 4 種 58 系統， シャ ジ ク モ類 3 種 5 系統） を加え， 20 種

66 系統のシ ャジ ク モ類，9 種 260 系統の淡水産紅藻を保存

し た。 この う ち， 2007 年版レ ッ ド リ ス ト 植物Ⅱに掲載さ

れたシ ャジ ク モ類の絶滅危惧種は 15 種，淡水産紅藻の絶

滅危惧種は 8 種， 準絶滅危惧種が 1 種であ る。 安定し た

長期保存のために本年度は淡水産紅藻26系統の凍結保存

を行い， これまでに 99 系統を凍結保存のみでの保存に移

行し た。 また， シ ャジ ク モ類 3 系統の単藻化を行い， 合

計 15 系統の単藻株を保存し ている。シャ ジ ク モ類の生育

地調査は長崎県， 佐賀県， 香川県のため池や水田 49 地点

について行い，主と し て香川県の 17 地点でシャ ジ ク モ藻

の生育が確認され， 一部を採取し た。 また， 絶滅危惧Ⅰ

類にラ ン ク されている シ ャ ジ ク モ類イ ノ カシ ラ フ ラ ス コ

モの日本唯一の生育地においては， 管理者であ る市川市

の許可を得て藻体および埋土卵胞子の採集を行い， 培養

株化お よ び埋土卵胞子の保存お よ び発芽条件を検討 し

た。 また， 信濃 ・ 浅間地域に古 く か ら知られる微生物群

集であ る テング ノ ムギ メ シを， 環境省の許可を得て採取

し， 凍結保存し た。

　 ③ 　 平成 １ ９ 年度に， １ ２ 種の水生生物 ［ユス リ カ卵

塊 （ ２ 種） ， イ ト ト ンボ幼虫， ヨ コエビ， ミ ジン コ （ ３

種）， ヌ カエビ， ヒ メ ダカ， ゼブラ フ ィ ッ シュ， グ ッ ピー，

フ ァ ッ ト ヘッ ド ミ ノ ー］ を化学物質等の生態影響試験に

供する試料 と し て提供を開始し た。 平成 １ ９ 年度は １ １
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件の依頼があ り ， ６ 種の生物， ３ ５ 試料を提供し た。

　 ④ 　 平成 19 年度に凍結保存し た絶滅危惧動物試料は，

鳥類 17 種， 哺乳類 4 種， 魚類 5 種， 678 系統。 平成 １ 8

年度まで と あわせて 1,754 系統の細胞・遺伝子を保存。更

に， 絶滅危惧動物種を収集する際に不可欠な検疫につい

ては H18 年度よ り イ ンフルエンザウ イルスおよびウエス

ト ナ イルウ イ ルスの診断キ ッ ト に よ る現場検疫を開始。

また， タ イ ムカプセル棟において も リ アルタ イ ム Ｐ Ｃ Ｒ

によ る検疫シス テムを導入し， 検疫作業に要する時間を

大幅に短縮。 H19 年度は各協力機関への診断キ ッ ト およ

び検疫マニ ュ アルの配布を徹底し， 効率的な検疫を実施

でき る体制を構築。 こ のため， 特に代表な絶滅危惧種 と

し てヤンバルク イナに加えてカンム リ ワ シをモデル と し

て試料収集体制の構築を進めた。 死亡個体の場合は現場

でNPO ど う ぶつたちの病院の獣医師によ る現場検疫の後

に国立環境研究所へ国連規格容器を用いて宅急便で輸送

し， 研究所の野生動物検疫施設での剖検 と 試料採取の後

に環境省やんばる自然保護事務所に死体を返送。 ま た，

傷病個体か ら の非不変採取に際 し て も 予め現場検疫を

行った後に， 獣医師によ る皮膚片採取 と 国連規格容器に

よ る輸送を行って後に細胞培養によ り 大量の細胞を凍結

保存する体制が完成。 今後は， こ の様な試料収集体制を

他の絶滅危惧種に も順次適応する こ と で保存のための収

集体制を効率化する と 共に， よ り 新鮮な試料の保存が可

能と なる見通し。

　 保存細胞の活用法 と し て， 遺伝的な多様性を確保し た

個体増殖手法の開発を実施。 同種間の生殖巣キ メ ラ か ら

は ド ナーの個体を生ませる こ と が可能であ るが， 異種間

生殖巣キ メ ラ においては生殖巣に ド ナー由来の生殖細胞

は確認されている ものの個体は生まれていない。

環境情報セン ター

　 環境情報セン ターは， 独立行政法人国立環境研究所法

第 11 条第 ２ 号に規定する環境情報の収集，整理及び提供

に関する業務を中心 と なって担 う と と も に， 研究部門及

び管理部門を情報技術によ り 支援する業務等を実施し て

いる。

　 環境情報の収集， 整理及び提供に関する業務について

は， 国民の環境保全活動の推進等のため， 環境情報提供

システムを運用する こ と によ り ， 様々なセ ク ターが提供

する環境情報を収集し， 広 く 案内 ・ 提供し ている。 併せ

て， 環境保全に貢献する技術の開発 と 普及を推進する た

め， 環境技術に関する情報を発信し ている。 さ ら に， 我

が国の環境の状況を示す基本的なデータ をデータベース

化し， これら を地図やグ ラ フに加工する など し て理解や

利用がしやすい形で提供する システム （環境 GIS） を運

用し ている。

　 また， 国立環境研究所の研究成果を国民各層が活用で

き る よ う ， 研究所ホームページの運営及び研究報告書等

の編集 ・ 刊行に関する業務を行っている。 研究所ホーム

ページにおいては， 研究領域毎に活動状況を紹介する と

と も に研究成果 と し て各研究者の発表研究論文を検索で

き る よ う にし ているほか， 研究の結果得られた各種デー

タベースや年報， 研究報告書など各種刊行物を掲載し て

いる。

　 一方， 研究部門及び管理部門を支援する業務について

は， コ ン ピ ュータ ・ ネ ッ ト ワーク シス テムの管理に関す

る業務， 研究情報の整備 ・ 提供に関する業務， 情報技術

を活用し た事務の効率化に関する業務， 研究成果のデー

タベース化等に係る研究者支援業務等を行っている。

　 スーパーコ ン ピ ュータについては， 大容量データ解析

を超高速かつ効率的に実行可能 と するベク ト ル処理用計

算機 （NEC 製 「SX － 8R」） によ り ， 地球温暖化予測や地

球観測データの解析などの環境研究に活用されている。

また， 図書室においては， 環境研究に必要な文献情報を

国内外から収集し， 単行本蔵書数約 5 万冊， 国内外の学

術雑誌約 ４ ０ ０ 誌を整理 ・ 保管し て所内の研究者を中心

に閲覧等に供し ている。 さ ら に， 文献閲覧サービ スの一

環 と し て， イ ン ターネ ッ ト 上のウ ェブサイ ト を利用し た

文献情報の検索 ・ 参照体制を整備し ている。

　 なお， 本研究所が独立行政法人化し た こ と によ り ， 国

や民間の機関等か ら の業務委託 ・ 請負の実施が可能 と

なった こ と か ら， 環境情報の収集 ・ 整理 ・ 提供業務に関

連し， 環境省か ら の受託 ・ 請負業務 と し て， 同省の情報

提供の一部についてシステムの構築等を行っている。
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重点 １ 　 地球温暖化研究プログラム

〔研究課題コード〕 0610SP001

〔代表者〕 笹野泰弘

〔期　間〕 平成 18 ～ 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目　的〕 人為起源の排出に よ る温室効果ガ ス の大気中

濃度の増加によ る地球温暖化 と それに伴 う 気候変化、 そ

の人類や地球の生態系に及ぼす影響について、 その実態

を把握し、 その機構を理解し、 将来の気候変化 と その影

響を予測する技術の高度化を図 り 、 予測される気候変化

と その影響を具体的にかつ不確実性を含めて定量的に示

す と 同時に、 脱温暖化社会の実現に至る道筋を明ら かに

する こ と によ り 、 地球温暖化問題の解決に資する こ と を

目的とする。

　 本プロ グ ラ ムは 19 年度は、 ４ つの中核研究プロ ジェ ク

ト 、 ７ つの関連プロ ジェ ク ト 、 並びに地球環境研究セン

ターが知的研究基盤の整備事業の一環 と し て行 う 地球温

暖化関連のモニ タ リ ング、 データベース、 研究の総合化

･支援に係る事業から構成されている。 この う ち、 中核研

究プロ ジェ ク ト は以下の課題に取 り 組む。

（ １ ） 温室効果ガスの長期的濃度変動 メ カニズム と その地

域特性の解明

（ ２ ） 衛星利用によ る二酸化炭素等の観測 と全球炭素収支

分布の推定

（ ３ ） 気候 ・ 影響 ・ 土地利用モデルの統合によ る地球温暖

化 リ ス ク の評価

（ ４ ） 脱温暖化社会の実現に向けたビジ ョ ンの構築 と対策

の統合評価

〔内容および成果〕

（ １ ） 温室効果ガスの長期的濃度変動 メ カニズム と その地

域特性の解明

　 アジア ( シベ リ ア も含む ) －オセアニア地域での陸 ・

海 ・ 空に展開 し た広い観測網に よ る 温室効果ガ スや ト

レーサー物質の時空間分布や、 それら のフ ラ ッ ク スの長

期的変動を行い、 濃度変動を引き起こす メ カニズムやそ

の地域的な特性を検出する。 こ のため、 波照間、 落石ス

テーシ ョ ンでの大気成分の高頻度観測、 アジア、 欧州へ

の定期航空路上の CO2 連続観測、 西 ・ 北太平洋における

民間船舶によ る海洋の CO2 分圧観測を継続する と と も

に、 日本－オセアニア、 日本－北米に加え、 アジア路線

の海上大気観測を開始し た。 酸素や同位体等の観測デー

タ を利用し た温室効果ガスの全球収支変化 と 気象 と の関

連、 大気輸送モデルを用いた発生源 と 観測値の関係を検

討し た。 また、 土壌呼吸速度の温暖化影響の観測的研究

に関する検討を開始し た。

（ ２ ） 衛星利用によ る二酸化炭素等の観測 と全球炭素収支

分布の推定

　 温室効果ガス観測技術衛星 （GOSAT） の取得データか

ら、 二酸化炭素 ・ メ タ ン等のカ ラ ム濃度の全球分布を高

精度に導出する ためのデータ処理手法の開発、 地域別炭

素フ ラ ッ ク スの推定を行 う ためのイ ンバースモデルにつ

いて、 推定誤差の低減 と 時間 ・ 空間分解能の向上のため

のモデルの改良を図る。 こ のため、 様々な大気条件下で

の衛星取得データ に対応するデータ処理手法を開発し、

導出 さ れ る 二酸化炭素カ ラ ム濃度値の誤差評価を行っ

た。 また、 実験データの解析を通し て、 データ処理手法

の妥当性 ・ 改良点など を確認し、 データ処理手法の検証

及びデー タ プ ロ ダ ク ト の検証手段の検討 と 準備を進め

た。 大気輸送フ ォ ワー ド 計算手法を改良し時間 ・ 空間分

解能を精密化する と と も に、 全球の炭素収支分布を推定

する イ ンバースモデル解析手法のシステム化を行った。

（ ３ ） 気候 ・ 影響 ・ 土地利用モデルの統合によ る地球温暖

化 リ ス ク の評価

　 気候モデル、 影響モデル、 及び陸域生態 ・ 土地利用モ

デル各々の高度化 と、 極端現象及び不確実性を考慮し た

モデルの高度利用を行 う 。 また、 地球温暖化 リ ス ク の総

合的な評価を行 う ための、 モデルの統合利用も し く は結

合の作業を開始する。 こ のため、 気候モデルの改良な ら

びに次世代モデル実験の準備を進める と と も に、 予測の

不確実性を考慮し た確率的気候変化シナ リ オの開発に取

り 組む と と も に、 土地利用変化が気候に与え る影響を調

査し た。 影響モデルについて、 気候モデルによ る確率的

予測 と 連携し て影響評価結果の不確実性を明示的に表現

する ための手法の開発、 水資源影響モデルの高度化 と と

も に、 気候モデル と の結合作業を進めた。 陸域生態 ・ 土

地利用モデルについて、 気候変化に伴 う 陸域生態系にお

け る炭素収支変動 と 社会経済発展に対応する土地利用変

化を予測するモデルの開発に取 り 組み、 モデル入力情報

と し て空間詳細な社会経済シナ リ オを構築する ための情

報解析を実施し た。

　

（ ４ ） 脱温暖化社会の実現に向けたビジ ョ ンの構築 と対策

の統合評価 　

　 京都議定書削減目標達成のた めの環境政策の評価、

2012 年以降に開始される将来枠組みに関する諸制度の分

析、 脱温暖化社会の構築に向けたビジ ョ ン ・ シナ リ オの

作成を行 う 。 こ のため、 脱温暖化社会へ至る ための実現

可能な発展経路の同定、 対策オプシ ョ ンの提示、 政策措

置に必要 と な る情報の提供を行った。 また、 中国など と

協力し て、 途上国、 経済移行国の脱温暖化シナ リ オを描

く と と も に、 日英共同プロ ジェ ク ト を推進し低炭素都市
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に向けた取組みについて検討し た。 温暖化対策のための

将来枠組みを提示する と と も に、 望ま しい枠組みを検討

する ための国内ステーク ホールダー会議の開催、 アジア

の途上国 を 対象 と し た交渉能力増強の た めの ワ ー ク

シ ョ ッ プを開催し た。 アジア主要国のニーズにあった分

析を強化する ためにモデルを改良する と と も に、 対策オ

プシ ョ ンによ る温室効果ガス削減効果 と その経済影響を

分析し た。 また、 各国の技術 リ ス ト を精査改定し、 革新

技術が普及し た場合の需要の変化に対応でき る よ う モデ

ルを改良し た。

(1)-1.　 重点１ 中核 P1　 温室効果ガスの長期的濃度変動

メ カ ニズムと その地域特性の解明

〔区分名〕 中核研究

〔研究課題コード〕 0610AA101

〔担当者〕 ○向井人史 （地球環境研究セン ター）， 高橋善

幸， 梁乃申， 町田敏暢， Shamil Maksyutov， 白

井知子， 遠嶋康徳， 横内陽子， 唐艷鴻， 荒巻能

史， 谷本浩志

〔期　間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目　的〕 温室効果ガスの多 く は，自然における循環サイ

クルを持ってお り ， そのサイ クルの変動が大気中の温室

効果ガスの増加速度変化を起こす要因になっている と 考

え られる。 濃度増加その も のの主原因は， 人間活動によ

る排出であ る こ と がわかっているが， 地球の温暖化によ

る自然のフ ィ ー ド バ ッ ク が さ ら にその濃度増加を加速さ

せる可能性が高い こ と が予想されている。 こ こ では， 長

期的にそのよ う な自然の中の収支の変動が起こ っている

のかを調べた り ， 温暖化や気象変化によ る長期的な温室

効果ガスのフ ラ ッ ク スの変化などに着目し， 変動の要因

やその度合いを観測する。 それによ って， 今後の温室効

果ガスの濃度増加予測に役立てる。

〔内容および成果〕

　 温室効果ガスの収支や濃度の地域的特性に関する研究

を進める ため， アジア - 太平洋域を中心 と し た広域大気

観測を推し進めた。 民間航空機によ る世界各地の二酸化

炭素の高度分布測定や定期船舶航路を用いた太平洋上で

のバッ ク グ ラ ウ ン ド 大気観測などの世界に類を見ない観

測網を立ち上げた。

　 地上での観測地点でGC-MSによ る フ ロ ン類の高頻度観

測や連続酸素の現場観測などの充実に加えて観測地点の

アジアへの展開やアジア航路への船舶を使って観測範囲

の拡大を図った。 これら のデータによ り ， 二酸化炭素や

その他の温室効果ガスのグ ローバルな収支やアジア地域

での発生量変化などに着目し た観測およびモデル研究を

行った。

　 酸素の濃度変化量を精密に観測する こ と で， こ こ 10 年

での二酸化炭素の収支など を推算する こ と ができ た。 炭

素同位体比か ら海洋や陸域の二酸化炭素吸収量を推算し

た結果， その ト レ ン ド と し ての変化はまだ大き く ない こ

と がわかった。 しかし， ゆっ く り ではあ るが海洋の吸収

の増加が 近みられた。 これは北太平洋での海洋の観測

結果によ って も支持された。

　 一方では， 二酸化炭素やフ ロ ン類のアジア域での 近

の人為発生量の増加によ り ， 観測地域の温室効果ガスの

濃度分布に大き な影響を与えている こ と が示された。 こ

れらの豊富な観測データか ら， 大気の輸送モデルの改良

など を行った。 特に航空機によ る鉛直分布のデータ を用

いて， 改良が行われた。 また， 波照間の二酸化炭素デー

タ， HCFC データ などのシ ミ ュ レーシ ョ ンなど も行われ

た。

　 フ ラ ッ ク ス観測 と し て， 海洋では北太平洋に加えて西

太平洋の観測を開始し た。北太平洋では 10 年程度の長期

の吸収量の精密な時系列など を計算し た。 陸域生態系で

は日本のカ ラ マツ林の吸収フ ラ ッ ク ス特性や撹乱の影響

などの調査に加えて， 温暖化の影響 と し て現れる土壌呼

吸のフ ィ ー ド バッ ク に関する実験的調査を ３ ヵ 所で開始

し た。

〔備考〕

〔関連課題〕

0408BB368 　 陸域 ・ 海洋に よ る二酸化炭素吸収の長期 ト

レ ン ド 検出のための酸素および二酸化炭素同位体に関す

る観測研究 19p.

0508BB770 　 東アジアにおけ るハロ ゲン系温室効果気体

の排出に関する観測研究 19p.

0507CC919 　 西太平洋の海洋大気間 CO2 ・ 酸素収支観測

20p.

0507AE963 　 大気 ・ 陸域生態系間の CO2 同位体および微

量ガスの交換プロセス解明に関する基礎研究 21p.

0607BA587 　 陸域生態系 CO2 フ ラ ッ ク スの分離評価を目

的と し た同位体 ・ 微量ガス観測手法の開発 21p.

0610BB920 　 民間航空機を活用し たアジア太平洋域上空

における温室効果気体の観測 21p.

0608BB931 　 東アジアの温室ガス収支推定のための大気

多成分観測データの診断モデル解析 22p.

0509CC331 　 海洋二酸化炭素センサー開発 と 観測基盤構

築 22p.

0507CD589 　 台風 18 号によ る自然撹乱が北方森林の炭素

交換量および蓄積量に与える影響の評価 23p.

0711BB323 　 アジア陸域炭素循環観測のための長期生態
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系モニ タ リ ング と データのネ ッ ト ワーク化促進に関する

研究 23p.

0711BB569 　 タ ワー観測ネ ッ ト ワーク を利用し たシベ リ

アにおける CO2 と CH4 収支の推定 20p.

【関連課題】

1）　 陸域・ 海洋による二酸化炭素吸収の長期ト レ ンド 検

出のための酸素および二酸化炭素同位体に関する観

測研究 

〔区分名〕 環境 - 地球一括 

〔研究課題コード〕 0408BB368

〔担当者〕 ○向井人史 （地球環境研究セン ター）， 遠嶋康

徳， 野尻幸宏， 町田敏暢， 柴田康行

〔期　間〕 平成 16 ～平成 20 年度 （2004 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 これまで太平洋を航行する船舶を活用し て，緯

度別の酸素濃度や二酸化炭素の炭素同位体比の観測手法

の確立を行ってお り ， 海洋吸収量がほぼ安定であ るのに

対し て， 陸上生態系によ る吸収量は非常に大き く 年々変

動する こ と が明ら か と な り つつあ る。 今後は， こ の手法

を長期的に活用し て， 気温の上昇傾向や水循環の変化や

海洋循環の変化が， 陸域， 海域の二酸化炭素吸収量に対

し どのよ う に影響を及ぼすかを解明する こ と を目標にす

る。

〔内容および成果〕

　 定期船舶を用いて太平洋高緯度航行路線 （ス コーブ リ

ン ： シーボード イ ン ターナシ ョ ナルシ ッ ピング Co） およ

び中緯度路線 （PYXIS: 鹿児島船舶） オセアニア路線 （ ト

ラ ン ス フ ューチャー ５ 号 ： ト ヨ フジ海運） を用いて， 南

緯 30 度から北緯 50 度程度までの， 広い緯度帯での濃度

変動， 同位体変動， 酸素濃度変動を観測 し た。 同時に，

波照間， 落石ステーシ ョ ンでの酸素濃度の現場分析を進

めた。 また本年度は， 放射生炭素の分析も進めた。

　 酸素濃度によ る グ ローバルな こ こ 10年の二酸化炭素収

支を推算し，2.1Gt が海洋によ る吸収であ る と の結果を得

た。 同位体比を元に年々変動を求める ためには， 海洋や

陸域の生態系 と 大気間での非平衡によ る同位体交換量の

推算が必要であ るが， 新たな仮定を導入する こ と によ っ

てそれの変動を推算し た。 これによれば， 海洋の近年の

吸収量がやや増加し， 陸域の吸収量は減少する と い う 傾

向が現れた。 これは， 北太平洋での二酸化炭素分圧か ら

推定された ト レ ン ド と一致し た。

　 酸素の年変動か らは， 海洋の酸素放出量に関し ての年

変動の情報が得られたが， その変動 と 水温異常の変動が

かな り 一致し ていた こ と から， 海洋での酸素の年変動が

水温で ド ラ イブされている こ と が推察された。

　 放射性炭素の分析から緯度別の10年程度の減少傾向が

それぞれ異な る こ と がわかった。 これらは， 緯度毎の放

射性炭素の リ ザーバー内の濃度変化の違いやそれら と の

間の交換量の違いが大気中濃度変化に現れている と 考え

られた。 核実験でばら撒かれた放射性炭素が急激に少な

く なって き ている現在， 新たな平衡に向かって炭素が循

環し てお り ， 放射性炭素の観測によ って， 循環の過程が

よ り 明らかになる こ と が期待された。

〔備考〕

日本， 名古屋大学， 北川浩之

2）　 東アジアにおけるハロゲン系温室効果気体の排出に

関する観測研究

〔区分名〕 環境 - 地球一括 

〔研究課題コード〕 0508BB770

〔担当者〕 ○横内陽子 （化学環境研究領域） ， 白井知子，

菅田誠治， 向井人史， 斉藤拓也

〔期　間〕 平成 17 ～平成 20 年度 （2005 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 京都議定書で規制対象 と さ れた ６ ガ ス成分の

う ち， PFC， HFC， SF6 の観測研究は， 他の ３ 成分 （二酸

化炭素， メ タ ン， 亜酸化窒素） に比べて立ち遅れている。

特に， 東アジア域はハロ カーボン類の主要な発生地域で

あ り ， 中国などの工業発展によ って排出量の急増が予想

されているに も かかわらず， 定常的な観測体制の空白域

と なっている。 本研究では， 波照間島 ( 沖縄県） および

落石岬 （北海道） においてハロ カーボン類の高頻度連続

観測を実施し て， 東アジアにおけ るハロゲン系温室効果

気体の経年変化を的確に把握する と 共に， 詳細な濃度変

動データ と 輸送モデルの結合によ って地域別排出量を評

価する こ と を目標とする。

〔内容および成果〕

（ １ ） 波照間島， 落石岬における HFCF 類， HFC 類， PFC

類，CFC 類等約 20 成分のハロ カーボン連続観測を継続し

た。 HCFC-22， HFC-134a， HFC-152a， HFC-32 のベース

ラ イ ン濃度は両地点で上昇を続けてお り ， 大気中におけ

る蓄積が進んでいる こ と が示された。波照間島では，2006

年 ６ ～ ７ 月から 2007年 ６ ～ ７ 月にかけてのベース ラ イ ン

濃度の年間増加量は， それぞれ 7.7ppt （＋ 4.4％）， 4.7ppt

（＋ 12％）， 0.6ppt （＋ 14％）， 0.6ppt （39％） であった。

一方， HFC-23 と HCFC-141b のベース ラ イ ン濃度は， ほ

ぼ横ばいの状況にあった。 PFC 類については， 過去 ３ 年

間のデータ を基にし て PFC-116 が約 0.07ppt ／年の割合で

増加し ている こ と が分かった。 PFC-218 と PFC-318 につ

いては，測定誤差を上回る経年変化は認められなかった。

（ ２ ） 領域気象モデル RAMS(Regional Atmospheric
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Modeling System) にオン ラ イ ン ト レーサーモデルを組み

込み， 排出源分布を仮定し て， HCFC-22 の濃度分布の計

算を行った。 上記シ ミ ュ レーシ ョ ンによ り 得られた， 東

アジアの主な放出領域に由来する各 ト レーサー濃度の波

照間の位置におけ る時系列を観測値 と 比較し， 観測値が

示し た鋭い濃度ピーク と 同期し て現れた計算値のピーク

についてピーク面積を計算し， 逆計算を行った。 2005 年

１ 月～ ３ 月の HCFC-22 について逆計算を行った結果，境

界値と し て用いた GEIA の放出量分布が日本 ・ 韓国 ・ 台

湾由来については整合性が高かった も のの， 中国に対し

ては 11 （± ６ ） 倍も低 く 見積も られている， と い う 結果

が得られた。 こ の結果は，ΔHCFC-22 と ΔCO （Δ はバッ

ク グ ラ ウ ン ド 濃度から の増加分） の比か ら見積も った中

国からの HCFC-22 排出量と も整合し てお り ，中国からの

HCFC-22 排出量が，現在の統計値よ り も 10 倍近 く 上回っ

ている こ と が示唆された。

〔備考〕

3）　 タ ワー観測ネッ ト ワーク を 利用し たシベリ アにおけ

る CO2 と CH4 収支の推定

〔研究課題コード〕 0711BB569

〔担当者〕 ○町田敏暢 （地球環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 19 ～平成 23 年度 （2007 ～ 2011 年度）

〔目　的〕 本研究では世界の観測空白域の １ つであ り ，今

後の気候変動に対し て脆弱であ る と危惧されている シベ

リ ア域において， タ ワー観測ネ ッ ト ワーク用いて ト ッ プ

ダ ウ ン ア プ ロ ーチに よ る 亜大陸規模の CO2 と メ タ ン

（CH4） の収支分布と その年々変動を推定する こ と が目的

であ る。

〔内容および成果〕

　 西シベ リ ア ５ ヵ 所， 東シベ リ ア １ ヵ 所のタ ワーにおけ

る既存の観測システムを使った CO2 濃度および CH4 濃度

の連続観測シス テムは順調に稼働し， 詳細な季節変動を

取得でき た。 シベ リ ア南部のアルタ イ地方におけ る初の

観測拠点であ る Savvushka のシステムが 2006 年末に稼働

を開始し た。 約 １ 年間のデータ を解析し た と こ ろ， 明瞭

な季節変動が観測されてお り ， データの ク オ リ テ ィ も高

いこ と が示唆された。 また， シベ リ ア南部 Omsk 近郊の

Azovo でのタ ワー観測システムを 2007年12月に立ち上げ

る こ と ができ た。 データはまだ取得でき ていないが， 順

調に観測を実施 し てい る。 さ ら に， ウ ラ ル山脈南部の

Vaganovo での観測許可を ロ シア政府から取得し た。 2008

年 ５ 月に観測装置の設置を行 う 予定であ る。 これで西シ

ベ リ ア ８ ヵ 所， 東シベ リ ア １ ヵ 所の合計 ９ つのタ ワーを

使った観測ネ ッ ト ワーク を構築でき る こ と にな る。 現在

共同研究の相手方であ る ロ シア大気光学研究所が， ク ラ

ス ノ ヤルス ク森林研究所 と の共同研究 と し て， エニセ イ

川近 く の Zitino でのタ ワー観測を計画中であ る。 Zotino

におけ る観測では国立環境研究所の観測装置を提供する

こ と で合意し た。 Zotino の観測が成功すればシベ リ ア全

体で 10 ヵ所の観測データ を同時に比較する こ と が可能に

な る。 こ れ ま で 取得 し た デー タ を 比較 し た と こ ろ，

Berezorechka と Karasevoe の CO2 濃度は夏季を除 く と非常

に似た変動を示し てお り ， シベ リ アでは CO2 濃度の変動

が 300km の空間スケールで均一であ る こ と がわかった。

夏季には観測地点近傍におけ る 植生の活動に違いがあ

り ， CO2 濃度の変動も一致し ていない。

〔備考〕

4）　 西太平洋の海洋大気間 CO2・ 酸素収支観測

〔区分名〕 文科 - 海地

〔研究課題コード〕 0507CC919

〔担当者〕 ○向井人史 （地球環境研究セン ター）， 遠嶋康

徳， 野尻幸宏， 荒巻能史

〔期　間〕 平成 17 ～平成 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 地球温暖化の今後の予測や二酸化炭素排出の

削減計画に重要な情報を与え る ため， 日本の近海や熱帯

域を含む太平洋の西側地域において， 海洋大気中の酸素

濃度の連続観測や表層海水二酸化炭素分圧を観測する。

その こ と によ って， 海域の特性や季節性や年変動など を

含めて二酸化炭素吸収量を把握する。

〔内容および成果〕

　 西太平洋を日本か ら オース ト ラ リ アーニ ュージーラ ン

ド と 航海する ト ラ ン ス フ ューチャー ５ 号 （ ト ヨ フジ船舶

所有） に協力をいただき， 船舶での酸素の自動連続測定

や海水の酸素濃度測定， 二酸化炭素分圧測定などの機器

を開発しつつ， モニ タ リ ングベースに載せてい く 活動を

行ってき た。

　 酸素濃度の測定システムの開発において， TCD 検出器

の船の揺れによ るベース ラ イ ンの波 う ち現象をキ ャ ンセ

ルする ために， レ フ ァ レ ン スの TCD を準備し た。 揺れに

対 し て応答が小 さ く な る よ う な方向性を見出 し て， レ

フ ァ レン ス と なる TCD検出器を実際の検出器になるべ く

合 う よ う な相対的な位置関係を見出すこ と によ って， 基

本的な応答を合わせてゆ く と い う 手法で， ベース ラ イ ン

の揺れの応答をキ ャ ンセルする こ と を試みた。 後はデー

タに処理を施すこ と によ って， 固定点で測定し ているの

と 同程度の精度が出る こ と がわかった。 これによ り ， 酸

素の観測を開始し良好な精度のデータが得られる こ と が

わかった。
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　 二酸化炭素分圧測定において も， システムを改良する

など し て， 安定し て観測が行え る よ う になった。 これに

よ り 約 １ 年のデータが蓄積し， 季節ご と， 海域ご と に分

圧の変化が これまでのデータに比べて， よ り 精度良 く 測

定でき る こ と が確認された。

　 表層酸素濃度測定も行われ， 地域的に， 季節的に酸素

の飽和度が変化し てる こ と がわかった。

〔備考〕

5）　 大気・ 陸域生態系間の CO2 同位体および微量ガスの

交換プロセス解明に関する基礎研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コード〕 0507AE963

〔担当者〕 ○高橋善幸 （地球環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 17 ～平成 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 生態系内において大気 と 陸域生態系間のガ ス

交換によ る二酸化炭素そその安定同位体比， メ タ ンなど

温暖化ガスの濃度変化を観測し， 炭素循環研究の高度化

に用いる ための新たな ト レーサー技術を確立する。

〔内容および成果〕

　 森林生態系内での CO2 同位体比および微量ガスの交換

プロ セス を解明する ために， 国内の森林に設置された観

測タ ワーを用いた CO2 濃度高度分布観測システムを整備

する と 共に， これに連携し たサンプ リ ングシステムの開

発を行った。 また， 土壌から放出される CO2 の安定同位

体比や土壌によ る吸収 ・ 放出活性を持つ微量ガス成分の

交換量の変動を高い精度で観測する ためのチャ ンバーサ

ンプ リ ングシステムの開発を行った。

〔備考〕

6）　 陸域生態系 CO2 フ ラ ッ ク スの分離評価を目的と し た

同位体・ 微量ガス観測手法の開発

〔区分名〕 環境 - 地球推進 RF-062

〔研究課題コード〕 0607BA587

〔担当者〕 ○高橋善幸 （地球環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 18 ～平成 19 年度 （2006 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 現在の陸域生態系の CO2 収支 （フ ラ ッ ク ス） 観

測は， 主に炭素吸収量の現状把握の高精度化に重点をお

いて実施されている。 しかし なが ら， 気候変動によ る温

度や降水量 と いった環境因子の変動の も た らす陸域生態

系の炭素吸収量の変化を予測する ためには， 陸域生態系

の正味の CO2 フ ラ ッ ク ス を呼吸 ・ 光合成 と い う 二つの構

成成分に分離し た上で， それぞれの環境因子に対する応

答特性の違いを評価する必要があ る。 一般的に用い られ

る CO2 フ ラ ッ ク スの呼吸 ・ 光合成分離評価手法にはその

適用条件に関し て多 く の制約があ り ， 解析の高度化の障

害 と なっている。 本研究では， こ の一般的なアプローチ

と 異な る呼吸 ・ 光合成分離評価手法を導入する こ と で，

陸域生態系の CO2 フ ラ ッ ク スの環境因子に対する応答特

性の解析を高度化し， 気候変動に対する陸域生態系の炭

素吸収量の将来的推移の推定精度の向上に貢献する こ と

を目指す。

〔内容および成果〕

　 陸域生態系の CO2 交換量を呼吸 ・ 光合成に分離評価す

る こ と を目的 と し て， CO2 の安定同位体比と硫化カルボ

ニルのフ ラ ッ ク ス を ト レーサー と し て用いる手法の開発

を行った。 大気中に CO2 の約 100 万分の １ 程度の濃度で

存在する硫化カルボニルを少量 （数十 ml） のサンプルか

ら 高精度に測定する ための， 分析シ ス テム を開発し た。

群落ス ケールでの CO2 安定同位体比 と硫化カルボニルの

生態系によ る フ ラ ッ ク ス を定量する ために， 渦集積法 と

呼ばれる原理を応用し たサンプ リ ングシステムの開発を

行った。 これに用いる中間貯留容器 と し て数種類の素材

を比較評価し た結果， Eval と呼ばれるガス遮断フ ィ ルム

と アル ミ 薄膜から作られたバッ グが， CO2 の安定同位体

比 と 硫化カルボニルの両成分に対し て高い保存性を持つ

こ と が確認された。 また， 森林の群落上で観測された各

種微気象要素の実測データ を用いて， 数値実験を行い，

今回開発し た観測システムで， CO2 の安定同位体比 と硫

化カルボニルの群落ス ケールでの生態系フ ラ ッ ク スが実

測可能であ る こ と を確認し た。

〔備考〕

7）　 民間航空機を 活用し たアジア太平洋域上空における

温室効果気体の観測

〔区分名〕 環境 - 地球一括

〔研究課題コード〕 0610BB920

〔担当者〕 ○町田敏暢 （地球環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目　的〕 地球表層の炭素循環を定量的に明 ら かにする

ための ３ 次元大気輸送モデルの性能は日進月歩であ る

が， 入力すべき観測データ， 特に鉛直方向の観測結果は

決定的に不足し てお り ， 終的な収支見積の精度向上を

阻む原因と なっている。 本研究は （株） 日本航空 （JAL）

所有の国際線航空機 ５ 機に CO2 濃度連続測定装置 と大気

試料サンプ リ ング装置を搭載し て， 頻度 と 領域を飛躍的

に向上させた温室効果気体の空間分布観測を新たに立ち

上げる ものであ る。

　 特に観測の空白域であ る アジア域のデータ及び世界各

地での鉛直分布は大陸別の炭素収支量の推定に多大な貢
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献と なる と期待される。 また， その観測結果は 2008 年に

日本 と 米国で相次いで打ち上げられる予定の温室効果気

体観測衛星 （GOSAT や OCO） の極めて重要な検証デー

タ と な る。 さ ら に， 上部対流圏におけ る観測データ量が

飛躍的に増え るので， 大気輸送モデルで信頼性の低い鉛

直方向の輸送過程を評価す る 非常に有効な情報に も な

る。

〔内容および成果〕

　 CMEの観測は定常観測に移行し てから １ 年以上が経過

し， 2000 回以上のデータ取得に成功し た。 このこ と によ

り ， 世界各地の上空における CO2 濃度の季節変動が明ら

かになった。 CO2 濃度の季節変動の振幅は南半球や赤道

域では非常に小 さ く ， 高度方向に も ほぼ一定であ った。

北半球中高緯度の季節振幅は緯度方向に大き な違いは見

いだせなかったが，高度 10km 以上の上部対流圏では，高

緯度ほど振幅が小さ く なってお り ， 成層圏大気の移流が

季節変動に影響し ている こ と を示唆し ていた。 また， 季

節振幅の高度依存性は， 北半球高緯度ほど大き く ， 低緯

度や南半球では小さ く なっていた。 一方， 上空におけ る

CO2 濃度の年平均値は，南半球 と赤道域の間で 2ppm ほど

の差が生じ ていたが， 北半球では赤道域か ら高緯度域ま

で有意な勾配は存在し ていなかった。 しかし ながら， こ

れら を経度別に分けて考え る と， 低高度におけ る アジア

域の濃度が高 く なってお り ， 経度方向の濃度の不均一が

存在し ている こ と が明らかになった。 ASE を使った太平

洋上のサンプ リ ングによ る観測では CO2，CH4，N2O，SF6，

COおよびH2 の各濃度の緯度分布が明らかになった。本年

度には， 航空機の運航状況によ ってはシ ド ニー線だけで

な く ブ リ スベン線で も 観測が行え る よ う な体制を整え

た。ブ リ スベン線の観測では南緯 30 度のサンプ リ ングが

でき ない代わ り に， 日本付近での中部対流圏でのサンプ

リ ングを実行し， 他の航空機観測 と の相互比較を行 う 予

定であ る。

〔備考〕

本研究は気象庁気象研究所と の共同研究であ る。

8）　 東アジアの温室ガス収支推定のための大気多成分観

測データ の診断モデル解析

〔区分名〕 環境 - 地球一括

〔研究課題コード〕 0608BB931

〔担当者〕 ○ Shamil Maksyutov （地球環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 中国 ・ 東南アジアの各国の急速な経済発展は，

大気汚染ガスや温室効果ガスの排出の急速な増加を も た

ら し ている。 人類の持続的な発展のためには， これら の

国々の排出削減が必須であ る 　 しかし なが ら， 東アジア

では欧米のよ う な高密度の観測ネ ッ ト ワーク を早急に形

成でき る見込みがない。 本研究では， 多成分の観測デー

タで， 多地点データの解析 と 同様な目的が達成でき る点

に着目し た。 多成分大気微量成分濃度には， た と えば，

ハロ カーボンは都市で， 一酸化炭素は森林火災や自動車

か ら， 酸素／窒素比は海洋 と 陸域の分別など， 発生源を

区別する情報を含んでいる。 これら の大気観測データ を

用いる こ と によ り ， よ り 信頼性の高い発生源分布の推定

ができ る。 こ のよ う な数は少ないが高度な観測から発生

源分布の詳細を解明し よ う と い う 研究の進め方は， 多数

の観測点を展開す る と い う 従来の発展方向 と 逆であ る

が， 大き なポテンシ ャルを有し ている。

　 本研究では， 発生／吸収の空間分布を定量的に解析 ・

導出する こ と を目標 と する。 具体的には， グ ローバルな

大気輸送モデル と 地域的な ラ グ ラ ジアン型輸送モデルを

使い， 発生源 ・ 観測点の相関マ ト リ ッ ク ス を計算する。

人為的な二酸化炭素や メ タ ンの発生源に拘束を与え るに

は， 地域や発生源タ イプを区別する多 く の大気微量成分

濃度データ を併用し た， 多成分ベイエシアン イ ンバース

モデルを使 う 。 同時に， 随伴モデルによ る解析も視野に

入れ， 相互に比較 し， 新たな手法の開発に も 挑戦する。

多成分のモニ タ リ ングデータの総合的利用 ・ 解析方法が

確立される こ と によ り ， 東アジア ・ 東南アジアの正確な

排出イ ンベン ト リ の作成が可能 と な る。 これによ り ， ポ

ス ト 京都議定書の取 り 決めに有益な情報が提供され， 東

アジア ・東南アジア諸国の排出削減の努力が促進される。

〔内容および成果〕

　 波照間や落石等で得られた観測データ を収集・処理し，

大陸起源の温室効果ガスだけでな く ， 大気微量成分に関

するデータ も整備し た。

　 全球規模のグ リ ッ ド 型輸送モデル と 結合された地域的

な ラ グ ラ ジアン型輸送モデルを開発し， その計算結果を

モニタ リ ングサイ ト における観測データ と比較し た。

　 どの程度の領域を ラ グ ラ ジアン型で計算すべきかに関

し ては， 数値実験を繰 り 返すこ と によ り 適値を試行錯

誤によ り 見出し た。

〔備考〕

9）　 海洋二酸化炭素センサー開発と 観測基盤構築

〔区分名〕 文科 - 海地

〔研究課題コード〕 0509CC331

〔担当者〕 ○野尻幸宏 （地球環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 17 ～平成 21 年度 （2005 ～ 2009 年度）

〔目　的〕 国立環境研究所ではサブテーマ 「海洋炭素循環
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観測基盤の構築」 を受け持ち， 本プロ ジ ェ ク ト によ る開

発機器が国際的に使用される基盤 と， 得られるデータの

配信 ・ 相互交換等の基盤を作る。 すなわち， 開発機器の

国際的展開を念頭に置いた国際連携の方法の調査， 開発

機器の国際認知を行 う ための相互検定， 公表時のデータ

ベースの作成方法の検討を行 う ための準備等を行 う 。

〔内容および成果〕

本研究プロ ジェ ク ト で， 海洋研究開発機構が開発し た海

洋ブイ搭載型の二酸化炭素分圧計測センサーは pH 指示

薬液液平衡方式の色素法を用いてお り ， その海水中の二

酸化炭素分圧の絶対値を検証する ためには， 正確さ の保

証 さ れてい る他の測定方法 と 相互比較する必要があ る。

そ こ で本実験では， 実際に現場に投入する海洋二酸化炭

素分圧観測ブイ と 国立環境研究所が開発し た タ ンデム型

気液平衡器を用い る二酸化炭素分圧計測装置の比較を，

実験室で行った。 昨年度の実験 と 同様に， 段階的に海水

中の二酸化炭素分圧を変化させながら連続測定する こ と

によ り ， 高／低分圧値におけ る両者の測定値の差や応答

速度を評価し， 開発装置の性能が妥当な も のであ る こ と

がわかった。

〔備考〕

10）　 台風 18 号による自然撹乱が北方森林の炭素交換量

および蓄積量に与える影響の評価

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 0507CD589

〔担当者〕 ○藤沼康実 （地球環境研究セン ター）， 小熊宏

之， 梁乃申， 犬飼孔

〔期　間〕 平成 17 ～平成 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 台風 18 号で被災し た北海道樽前山麓のカ ラ マ

ツ林において， 集中的な野外観測を行い， 自然撹乱が森

林生態系の炭素循環に与え る影響を明らかにする。また，

得られた結果をモデル化し， リ モー ト センシングや GIS

を活用し て広域化する。

〔内容および成果〕

　 2004 年 ９ 月に来襲し た台風 18 号によ り 全壊し た苫小

牧カ ラ マツ林で， 森林生態系の炭素循環過程を中心 と し

た諸過程 （被災林の CO2 交換過程， バイオマスの変化，

残置バイオマスの分解過程， 森林の再生過程， 土壌呼吸

速度 ・ 土壌炭素蓄積量の変化など） に及ぼす自然攪乱の

影響を総合的に観測調査し た。 自然攪乱後の回復過程で

の炭素収支機能を多面的に評価する ために， 全壊し た観

測林での渦相関法によ る炭素収支観測 と と も に， 大き な

に CO2 放出源 と なる土壌の CO2 放出量を定量評価するた

めに， 独自に開発し た土壌呼吸測定チャ ンバーを用いた

連続観測を行った。 また， 森林の回復過程を把握する た

めに植生調査を定期的に進めた。 自然攪乱後 ３ ヵ 年で，

炭素の放出源であった森林跡地が， 森林の下層植生の成

長に伴い， 次第に吸収源に移行するのが確認できた。

〔備考〕

課題代表者 ： 平野高司 （北海道大学）

共同研究機関 ： 北海道環境科学研究セン ター

※研究経費は研究代表者の所属機関 （北海道大学） で一

括管理

11）　 アジア陸域炭素循環観測のための長期生態系モニ

タ リ ングと データ のネッ ト ワーク 化促進に関する研

究

〔区分名〕 環境 - 地球一括 

〔研究課題コード〕 0711BB323

〔担当者〕 ○藤沼康実 （地球環境研究セン ター）， 高橋善

幸， 平田竜一

〔期　間〕 平成 19 ～平成 23 年度 （2007 ～ 2011 年度）

〔目　的〕 国内の タ ワーフ ラ ッ ク ス観測サ イ ト を連携し

て， 観測解析の標準共有化， 可搬型測器によ る比較 （検

定） 観測を実施し， 国内 ・ アジア地域の観測地点におけ

る観測データの信頼性の確保 と 品質管理された観測デー

タの蓄積を目指す。 また， 比較観測によ ってアジア地域

の観測体制を整備し， 国内外か ら の科学的 ・ 社会的要請

に対応する と と も に， アジア地域を中心 と し た我が国の

国際的 リ ーダーシ ッ プを確保する。

〔内容および成果〕

　 新たに開発し た可搬型の二酸化炭素フ ラ ッ ク ス観測シ

ス テムを用いた比較観測向けて， 富士北麓フ ラ ッ ク ス観

測サイ ト （山梨県富士吉田市） において， 既存の観測シ

ス テムの調整 ・ 準備を行った。 また， 富士北麓サイ ト に

おけ る炭素収支特性の解析を進め， 渦相関法によ る二酸

化炭素フ ラ ッ ク ス観測の特性， 限界を抽出し た。

〔備考〕

課題代表者 ： 中井裕一郎 （森林総合研究所）

(1)-2.　 重点１ 中核 P2　 衛星利用によ る 二酸化炭素等の

観測と 全球炭素収支分布の推定

〔区分名〕 中核研究

〔研究課題コード〕 0610AA102

〔担当者〕 ○横田達也 （地球環境研究セン ター） ， Shamil

Maksyutov， 松永恒雄， 小熊宏之， 森野勇， 山

野博哉， 日暮明子， 青木忠生， 江口菜穂， 太田

芳文，吉田幸生，Sergey Oshchepkov，Andrey Bril，

Raphael Desbiens， 田中智章， 齊藤龍， 古山祐
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治， 齊藤誠， 中塚由美子， Anna Peregon， Dmitry

Belikov， Nikolay Kadygrov， Vinu Valsala

〔期　間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目　的〕 温室効果ガス観測技術衛星 （GOSAT） プロ ジェ

ク ト は， 環境省 ・ 国立環境研究所 （NIES） ・ 宇宙航空研

究開発機構 （JAXA） の三者共同プロ ジェ ク ト であ る。 京

都議定書の第一約束期間 （2008 ～ 2012 年） に， 衛星で

太陽光の地表面反射光を分光測定し て SN 比 300 以上を

達成し (JAXA 目標 )， 二酸化炭素 と メ タ ンのカ ラ ム濃度

を雲 ・ エア ロ ゾルのない条件下で二酸化炭素は １ ％， メ

タ ンは ２ ％の精度で観測する。 これら全球の観測結果 と

地上での直接観測データ を用いる こ と によ り ， イ ンバー

スモデル解析に基づ く 全球の炭素収支分布の算出誤差を

地上デー タ のみを用いた場合 と 比較 し て半減す る こ と

（NIES 目標） を目標にし ている。 本研究ではこの目標達

成に向けて， 様々な観測条件下において取得されたデー

タに対し て， 雲 ・ エア ロ ゾル ・ 地表面高度などの誤差要

因を補正し， 高精度で二酸化炭素 ・ メ タ ンのカ ラ ム濃度

を導出する こ と を目的に， 衛星観測データの定常処理ア

ルゴ リ ズムを開発する。衛星打ち上げ前には，数値シ ミ ュ

レーシ ョ ンに基づいてデー タ 処理アルゴ リ ズ ム を開発

し， 航空機や地上で取得する擬似データや直接観測デー

タ に よ り アルゴ リ ズムの精度を評価し改良する。 ま た，

衛星打ち上げ後は， データ処理の結果を直接測定 ・ 遠隔

計測データによ り 検証し， データ処理アルゴ リ ズムの更

な る改良を行 う 。 また， こ の衛星観測データ と 地上での

各種の直接測定データ と を利用し て， 全球の炭素収支推

定分布の時空間分解能 と 推定精度を向上する こ と を目的

にイ ンバースモデルを開発し， データ解析を行 う 。

〔内容および成果〕

　 プロ ジェ ク ト 内の三つの研究担当グループによ り 以下

の成果を得た。

　 １ ）衛星観測データの処理アルゴ リ ズム開発・改良研究

巻雲やエア ロ ゾルの存在する様々な大気条件下での取得

データに対応するデータ処理手法を開発し， それら によ

り 導出される二酸化炭素カ ラ ム濃度値の誤差評価を行っ

た。その結果，導出誤差が大き く なるのは黄砂などの高々

度にエア ロ ゾルが存在する場合 と， 大粒径の黒色炭素を

多 く 含むダス ト の場合であ る こ と が判明し たが， ほ と ん

どの観測条件で目標精度が達成される。 また， 偏光を計

算する放射伝達コー ド （Pstar2b） を完成し， 関係者に公

開し た。

　 ２ ） 地上観測 ・ 航空機等観測実験によ る温室効果ガス

導出手法の実証的研究

前年度に実施し た実験データの解析を通し てデータ処理

手法の妥当性 ・ 改良すべき点など を確認し， データ処理

手法の検証及び衛星打ち上げ後のデータプロ ダ ク ト の検

証に必要な実証手段の検討と準備を進めた。

　 ３ ） 全球炭素収支推定モデルの開発 ・ 利用研究

大気輸送計算に よ っ て地上測定デー タ 及び関連デー タ

ベースから二酸化炭素の空間分布を求める フ ォ ワー ド 計

算手法を改良 し， その時間 ・ 空間分解能を精緻化 し た。

さ らに， GOSAT の陸域観測データ を用いる こ と で， イ ン

バースモデルによ る地域別の炭素収支推定誤差の低減量

をシ ミ ュ レーシ ョ ン計算によ り 解析し た。 その結果， 地

上観測局の少ないアフ リ カや南ア メ リ カ大陸で誤差の低

減率が 30 ～ 50％ と大きいこ と が解った。 また， これら

の手法のシステム化に着手し た。

〔備考〕

本課題は， 「GOSAT データ定常処理運用シス テム開発 ・

運用」（課題コード 0610AL917） と合わせて，国環研GOSAT

プロ ジェ ク ト を構成する。

〔関連課題〕

0507BH855 　 衛星によ る スペク ト ルデータ を利用し た天

然ガスパイプ ラ イ ンか らの メ タ ン漏洩量導出アルゴ リ ズ

ムの開発 24p.

【関連課題】

1）　 衛星によるスペク ト ルデータ を 利用し た天然ガスパ

イ プラ イ ンから のメ タ ン漏洩量導出アルゴリ ズムの

開発

〔区分名〕 環境 - 石油特会

〔研究課題コード〕 0507BH855

〔担当者〕 ○横田達也 （地球環境研究セン ター）， 井上元，

田中智章， 齊藤龍

〔期　間〕 平成 17 ～平成 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 衛星等に よ る メ タ ン漏洩監視 と 天然ガ スパ イ

プ ラ イ ン漏洩防止措置の統合システムによ って， 天然ガ

ス輸送に伴 う 温室効果ガス排出量を削減する事業を支援

する ため， 衛星搭載用 メ タ ン観測センサを活用し た天然

ガスパイプ ラ イ ン監視－ メ タ ン漏洩防止措置統合システ

ムを確立する。

〔内容および成果〕

　 天然ガス輸送に伴 う メ タ ン漏洩量を GOSAT 衛星で測

定する可能性を確かめる ため， 平成 17 ～ 18 年度に環境

省が宇宙航空研究開発機構に開発させた メ タ ン観測セン

サ （TSUKUBA Model ； GOSAT 搭載センサ と ほぼ同等の

性能を持ったセンサ） を用いた観測 と 観測データの解析

を行った。 前年度に開発し た イ メ ージ移動補償 ミ ラーシ

ステム （IMC） の性能改良を行った う えで， 平成 19 年 ８
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月に天然ガス漏洩や湿原か ら の メ タ ン発生が予測される

西シベ リ アにおいて， 航空機によ る遠隔計測 と 直接連続

計測 と を行った。 また， 前年度にオース ト ラ リ アで実施

し た航空機観測データの解析 と 整理を行い， 乾燥地上空

での二酸化炭素濃度の導出 と メ タ ン導出を試み， スペク

ト ルデータの解析手法の妥当性について検討し た。 さ ら

に， TSUKUBA Model の温度環境性能に関する対策 と改

良を行い，GOSAT 衛星 と同じ よ う に偏光観測機能を追加

し た。 また， TSUKUBA Model の誤差解析検討に必要な

温室効果ガス濃度測定装置を開発し た。 後に， 取得し

た観測データの状況か ら， メ タ ン漏洩量導出アルゴ リ ズ

ムに関する整理と考察を行った。

〔備考〕

(1)-3.　 重点１ 中核 P3　 気候・ 影響・ 土地利用モデルの統

合による地球温暖化リ スク の評価

〔区分名〕 中核研究

〔研究課題コード〕 0610AA103

〔担当者〕 ○江守正多 （地球環境研究セン ター）， 高橋潔，

小倉知夫， 伊藤昭彦， 山形与志樹， 野沢徹， 原

沢英夫， 肱岡靖明， 日暮明子， 永島達也， 花崎

直太

〔期　間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目　的〕 効果的な温暖化対策を策定する ためには，短中

期および長期の将来に亘って人間社会および自然生態系

が被る温暖化の リ ス ク を高い信頼性で評価する こ と が必

要であ る。 短中期については， 将来 30 年程度に生起する

と 予測される極端現象の頻度 ・ 強度の変化を含めた気候

変化 リ ス ク ・ 炭素循環変化 リ ス ク を詳細に評価し， 適応

策な らびに炭素管理オプシ ョ ンの検討や温暖化対策の動

機付けに資する こ と を目的 と する。 長期については， 安

定化シナ リ オを含む複数のシナ リ オに沿った将来 100 年

程度も し く はよ り 長期の気候変化 リ ス ク ・ 炭素循環変化

リ ス ク を評価し， 気候安定化目標な らびにその達成のた

めの排出削減経路の検討に資する こ と を目的 と する。 地

球温暖化研究プロ グ ラ ムにおけ る位置付け と し ては， 炭

素循環観測研究か ら 得 ら れ る 新の知見を取 り 込みつ

つ， 主 と し て自然系の将来予測情報を対策評価研究に提

供する ものであ る。

　 上記の目的を達成する ため， 極端現象の変化を含む将

来の気候変化 と その人間社会および自然生態系への影響

を高い信頼性で予測でき る気候モデル， 影響モデル， お

よび陸域生態・土地利用モデルの開発 と統合利用を行い，

炭素循環変動に関す る 新の研究知見 も 取 り 入れた上

で， 多様な排出シナ リ オ下での全球を対象 と し た温暖化

リ ス ク を不確実性を含めて定量的に評価し， 適応策， 炭

素管理オプシ ョ ン， および長期気候安定化目標に関する

政策検討に資する。

〔内容および成果〕

　 気候モデルに関し ては， 今後 ２ ５ 年程度の近未来に，

地球温暖化に伴って年平均降水量 と 極端な降水の強さ が

どのよ う に変化するかを予測し た。 その結果 と し て， 高

緯度 と 熱帯では， 温暖化シグナルが数十年規模の自然変

動に よ って覆い隠 さ れる可能性は低い こ と がわかった。

一方， 亜熱帯では， 数十年規模自然変動によ って降水量

変化の符号も代わ り 得る こ と が示された。 また， モデル

によ る気候変化予測の不確実性の定量化に向けて， 複数

のモデルによ るデータ を用いて， モデル間の気候変化予

測パターン と 現在気候の再現性の関係を定量的に評価し

た。 その結果 と し て， 熱帯域の夏季降水量および高緯度

域の冬季地表気温に関する， 現在気候の再現性 と 気候変

化予測パターンの間に高い相関が得ら れた。 すなわち，

これら の要素に関し て， 現在気候の再現性が類似し てい

るモデルほど， 気候変化予測パターン も類似する傾向に

あ る こ と が分かった。 さ ら に， 森林伐採などによ る土地

被覆変化条件を与え て大気－陸域生態系モデル実験を

行った。 現在気候条件の下， 土地被覆のみ将来シナ リ オ

において予測される分布をモデルに与えて実験を行った

と こ ろ， 耕作地面積が増加し ている領域の付近で気温の

上昇が見られた。

　 影響・適応モデルに関し ては，IPCC-AR4 で評価対象 と

なった約20の気候モデルによ る 新の将来気候予測を用

いて， アジア域の水稲を対象作物 と し て取 り 上げ， 気候

モデル不確実性を明示的に考慮し た気候変化によ る収量

減少の リ ス ク評価 （確率的な影響評価） を行った。 その

結果， 品種変更 ・ 植え付け日の変更によ る適応が， 現在

の栽培地域での灌漑割合の拡大によ る適応に比べ， 高い

リ ス ク軽減効果を持つこ と を示し た。 また， ダム， 農業，

灌漑 と いった人間活動を結合し た全球水資源モデル と気

候モデルのプロ グ ラ ム コー ド を結合し た。 こ の結合モデ

ルを用いて， 灌漑が気候システムに与え る影響を予備的

に評価し た。 その結果， 灌漑のタ イ ミ ングや供給水量に

着目し た， 先行研究を大幅に上回る高度な解析を行 う 用

意が整った。

　 陸域生態 ・ 土地利用モデルに関し ては， 陸域生態系モ

デルの高度化を進め， 炭素 - 窒素循環およびバイオマス

燃焼や生物起源揮発性有機炭素 と いった微量物質交換プ

ロセス を組み入れた改良モデル （VISIT） を開発し た。 土

地利用変化の影響を調べる ため， 過去の耕作地面積また

は土地利用転換データ を用いて予備的なシ ミ ュ レーシ ョ
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ンを実施し た。 温室効果ガス収支のモデル推定を検証す

る ため， い く つかのサイ ト において CO2， CH4， N2O 交換

の観測データ と 比較を行った。 また， 森林面積 と 農地面

積の将来予測に重点をおいたモデルの開発を行った。 食

糧経済 と 林産経済の結合によ って土地利用変化の推定を

行い う と同時に，農産物，林産物需要の予測も同時に行っ

た。 さ ら に， 全球土地被覆図を用いた， 都市サイ ズに関

する ラ ン ク サ イ ズルールの適用性について検討を行い，

従来の行政区域の人口によ る ラ ン ク サイ ズルール と 同等

も し く は有利であ る こ と を示し た。

〔備考〕

2006年度までは経常研究0308AE591 で気候モデルの雲プ

ロセス検証の研究について一部を登録し ていた。

〔関連課題〕

0607BA923 　 Super GCM の開発およびそれを用いた温暖

化時の メ ソ気象現象変調に関する研究 26p.

0607CD924 　 気候モデルによ る温暖化予測の不確実性に

関する研究 ： 火山噴火気候応答実験によ る制約 26p.

0607CD925 　 大気海洋結合モデルを用いた極端な気象現

象の ２ ０ 世紀中の変化と将来予測に関する研究 27p.

0710CD313 　 大気―陸域間の生物地球化学的相互作用を

扱 う モデルの拡張と温暖化影響評価への適用 29p.

0711BA335 　 総合的気候変動シナ リ オの構築 と 伝達に関

する研究 27p.

0712BA337 　 統合シ ス テム解析に よ る空間詳細な排出 ・

土地利用変化シナ リ オの開発 28p.

0711CE432 　 高解像度大気海洋結合モデルに よ る近未来

予測実験 28p.

0508CD466 　 研究コ ン ソーシアムによ る気候変動に対す

る国際的対応力の形成に関する総合的研究 29p.

【関連課題】

1）　 Super GCM の開発およびそれを用いた温暖化時のメ

ソ 気象現象変調に関する研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 RF-061

〔研究課題コード〕 0607BA923

〔担当者〕 ○江守正多（地球環境研究セン ター），小倉知夫

〔期　間〕 平成 18 ～平成 19 年度 （2006 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 温暖化で変化する気候環境の も と での社会の

適応策を適切に策定するには， メ ソ気象現象の統計量に

関する よ り 信頼性の高い長期的予測が重要であ り ， その

ためには雲システムを陽に表現でき る非静力学 GCM が

必須の道具 と な る。 本研究は， スーパーパラ メ タ リ ゼー

シ ョ ン （super parameterization, 以下 SP と略） と い う よ り

新しいモデ リ ング手法にも とづ く super-GCM の開発およ

び温暖化予測への応用を目的とする。

〔内容および成果〕

　 サブテーマ （ ３ ） の 「GCM における雲パラ メ タ リ ゼー

シ ョ ン改良 と super-GCM を用いた気候変化シ ミ ュ レー

シ ョ ン」 を担当し た。

本年度は， サブテーマ （ ２ ） の 「雲解像モデルを用いた

雲物理量の確率分布に関する解析」 と 連携し て， モデル

格子以下のス ケールの雲分布の確率的表現および氷雲の

パ ラ メ ラ リ ゼーシ ョ ン を改良 し て， それが気候シ ミ ュ

レーシ ョ ンに及ぼす効果を解析し た。

　 また， サブテーマ （ １ ） の 「Super-GCM の開発」 と協

力し て， Super-GCM を用いて日本周辺地域を詳細化し た

気候シ ミ ュ レーシ ョ ンを行った。

〔備考〕

研究代表者 ： 北海道大学大学院地球環境科学研究院 　 渡

部雅浩准教授

2）　 気候モデルによる温暖化予測の不確実性に関する研

究： 火山噴火気候応答実験による制約

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 0607CD924

〔担当者〕 ○横畠徳太 （地球環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 18 ～平成 19 年度 （2006 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 気候モデルを用いた研究によ る と，今後大気中

の温室効果ガス濃度が上昇すれば地表気温が さ ら に上昇

する こ と が予測されている。 しかし どの程度まで昇温が

進むかに関し ては， モデルによ って結果がばらつ く 。 本

研究では東京大学気候シ ス テムセン ター （CCSR） ／ 国

立環境研究所 （NIES） ／地球環境フ ロ ンテ ィ ア研究セン

ター （FRCGC） によ って開発された全球大循環気候モデ

ルの複数のモデルバージ ョ ン （～ 40， バージ ョ ンによ っ

て温暖化予測の結果が異なる） を用いて， 1991 年のピナ

ツボ火山噴火後の気候寒冷化の数値シ ミ ュ レーシ ョ ンを

行 う 。 気候モデルによ る気候寒冷化の再現性を評価する

こ と よ り モデルの妥当性を検討し， 温暖化予測の不確実

性に制約を与え る こ と を目標 と する。 また研究代表者ら

が開発し た新たな手法を用いて， 火山噴火気候応答実験

において働 く 気候フ ィ ー ド バ ッ ク 過程について調べる。

モデル結果 と 観測 と の比較を行 う こ と によ り モデルの気

候フ ィ ード バッ ク過程の妥当性について も検討する。 

〔内容および成果〕

　 本研究で使 う 予定であった CCSR ／ NIES ／ FRCGC 全

球大循環気候モデルの将来気候予測の結果が異な る複数

のバージ ョ ンは， 大気混合層海洋結合モデル （大気に厚

さ 50m ほどの簡略化海洋を結合させたモデル）であった。
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前年度の解析によ って大気混合層海洋結合モデルでは海

洋によ る熱吸収過程が正し く 再現されないため， 現実的

な火山噴火応答を得る こ と がで き ない こ と がわかった。

こ のため， 英国気象局ハ ド レーセン ターによ って開発さ

れた大気海洋結合モデル （海洋の物理過程を陽に解いた

モデル） の結果の解析を行った。 将来気候予測の結果が

異なるモデルバージ ョ ンによ る 20世紀気候再現実験にお

いて，大規模火山噴火が起こ った後の寒冷化に着目し た。

これまでの解析では， 将来の気候変化が大きい （同じ二

酸化炭素濃度変化を与えた場合， よ り 温暖化が進む） と

予測するモデルほど， 火山噴火応答が大き く な る （火山

噴火後の寒冷化が大き く な る） と い う 単純な関係は確認

でき ていない。 モデル実験によ る シグナル と ノ イ ズの問

題 と 関係する と 考え られる ため， さ ら に解析を進めてい

る。

〔備考〕

3）　 大気海洋結合モデルを用いた極端な気象現象の２ ０

世紀中の変化と 将来予測に関する研究

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 0607CD925

〔担当者〕 ○塩竃秀夫 （地球環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 18 ～平成 19 年度 （2006 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 地球温暖化が進むこ と で， 極端な気象現象 ( 以

下極端現象 ) の頻度分布が大き く 変化する こ と が， 大気

海洋結合モデルを用いて予測されている。 しかし， モデ

ルが現実の頻度分布を精度良 く 再現 し てい る か ど う か

は， こ れま で十分に検証 さ れて こ なかっ た。 こ こ では，

モデルで計算された 20世紀中の極端現象の頻度分布変化

が， 観測を再現でき ているかど う かを 新の統計分析手

法を用いて検証し， 可能であれば将来予測の不確実性の

削減を試みる。

〔内容および成果〕

　 本年度は， 前年度の成果をふまえて， 2030 年までの近

未来気候変動予測を行い， 地球温暖化に伴って発現する

極端な気温現象 ( 夏期または冬期における極端に暑い昼・

夜または寒い昼 ・ 夜 ) の発生頻度の変化 （温暖化シグナ

ル） について調べた。 2011 ～ 2030 年平均の極端現象の

発生頻度分布を 1951 ～ 1970 年平均のそれ と比較する と，

陸上のほ と んどの地域で，温暖化シグナルは内部変動（自

然の変動） を凌駕する こ と がわかった。 つま り 数十年規

模内部変動の位相にかかわ ら ず， 暑い昼 ・ 夜が増加し，

寒い昼 ・ 夜が減少する こ と が示された。

　 また 「年平均降水量」 と 「年間で ４ 番目に多い日降水

量 （極端な降水）」 がどのよ う に変化するかも調べた。 高

緯度と熱帯では，数十年規模の内部変動の位相によ らず，

降水量の増加が予測された。 一方， 亜熱帯では， 内部変

動の位相によ って降水量変化の符号が変わ り 得る こ と が

示された。 温暖化シグナル と 内部変動の大き さ の比が地

域によ って異なる原因も調べた。

〔備考〕

英国ハ ド レーセン ターの John Caesar よ り 観測データの提

供を受けている。 また同セン ターの Nikolaos Christidis と

共同でモデル相互比較研究を行 う 。

4）　 総合的気候変動シナリ オの構築と 伝達に関する研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 S-5-1

〔研究課題コード〕 0711BA335

〔担当者〕 ○江守正多 （地球環境研究セン ター）， 高橋潔，

肱岡靖明， 小倉知夫， 伊藤昭彦

〔期　間〕 平成 19 ～平成 23 年度 （2007 ～ 2011 年度）

〔目　的〕 既存の も し く は他課題に よ り 得 ら れる気候変

動予測計算の結果を用いて， 確率的気候変動シナ リ オを

構築する と と も に， それを用いた水文 ・ 水資源， 海洋環

境 ・ 水産業， 雪氷圏 ・ 海面水準， 農業 ・ 食料および生態

系等各分野の影響評価を行 う こ と によ り ， 気候変動予測

の信頼性および予測の意味する社会への影響 （気候未来

像） を明ら かにする。 また， そ う し て得られた総合的な

「気候変動シナ リ オ」 を社会に効率的に伝達する方法を確

立する ための研究を行 う 。 さ ら に， 戦略研究プロ ジ ェ ク

ト の総括班と し て，プロ ジェ ク ト の中枢的な働き を担 う 。

〔内容および成果〕

　 今後 25 年程度の近未来に， 地球温暖化に伴って年平均

降水量 と 極端な降水の強さ がどのよ う に変化するかを予

測し た。 10 本の予測実験の平均では， 年平均 と極端な降

水量は高緯度 と 熱帯で増加し， 亜熱帯で減少する と 予測

された。 また気候の自然変動が温暖化シグナルを覆い隠

す可能性も調べた。 高緯度 と 熱帯では， 温暖化シグナル

が数十年規模の自然変動によ って覆い隠される可能性は

低い こ と がわかった。 一方， 亜熱帯では， 数十年規模自

然変動の位相によ って降水量変化の符号も代わ り 得る こ

と が示された。

　 また， 気候変化の影響を評価する際に， 気候予測の不

確実性を考慮する こ と は極めて重要であ る。 そ こ で世界

中の大学や機関で作成された 18の気候モデルの将来気候

予測を用いて， 気候変化によ り 米の収量が減少する確率

を算定し た。 その結果， CO2 の施肥効果をモデル中で考

慮し た場合であって も，アジアの広い範囲に渡って，1990

年代に比し て 2020年代に米の収量が減少する確率が高い

こ と が分かった。 地域的には， 西日本， 中国南部， イ ン
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ド シナ半島， イ ン ド において， 米の収量が減少する確率

が高いこ と が示された。

〔備考〕

「S-5:地球温暖化に係る政策支援 と普及啓発のための気候

変動シナ リ オに関する総合的研究」 の一部

5）　 統合システム解析による空間詳細な排出・ 土地利用

変化シナリ オの開発

〔区分名〕 環境 - 地球推進 Ｓ － ５

〔研究課題コード〕 0712BA337

〔担当者〕 ○山形与志樹 （地球環境研究セン ター）， 野沢

徹， 大原利眞

〔期　間〕 平成 19 ～平成 24 年度 （2007 ～ 2012 年度）

〔目　的〕 気候変動予測シナ リ オは，国際的な温暖化対策

を検討する上での科学的基盤であ る。 次世代の気候変動

シナ リ オの構築に関する研究を我が国が先駆的に進める

こ と によ り ， 温暖化問題の解決に向けた今後の国際交渉

を リ ー ド し てゆ く こ と が可能 と な る。 次世代の気候変動

シナ リ オの構築に際し ては， これまで十分には取 り 扱わ

れて こ なかった自然システム と 社会システムを統合し て

解析する アプローチが必要 と 考え られる。 これまでの気

候変動シナ リ オ研究では， 世界を十数地域に分割し たグ

ローバルな社会経済シナ リ オを用いた将来予測が実施さ

れて き たが， 本研究では， 次世代の気候変動シナ リ オの

構築にむけて， 空間詳細な排出 ・ 土地利用シナ リ オの開

発を実施する。

〔内容および成果〕

　 これまでの気候変動シナ リ オ研究では， 世界を十数地

域に分割し たグ ローバルな社会経済シナ リ オを用いた将

来予測が実施されて き たが， 本研究では， 次世代の気候

変動シナ リ オの構築にむけて， 空間詳細な排出 ・ 土地利

用シナ リ オの開発を実施する。 こ のために下記の ４ つの

サブテーマについて研究を実施する。 （ １ ） 空間的な社

会経済発展パターンをモデル化し てグ ローバルシナ リ オ

を空間詳細化 （ダ ウ ン ス ケール） する手法 と， 農林地間

の転換をモデル化し て空間詳細な土地利用変化シナ リ オ

を開発する。 （ ２ ） 空間詳細シナ リ オを用いて， 気候モデ

ルに入力する GHG・ エア ロ ゾル等の排出シナ リ オを開発

する。 （ ３ ） 空間詳細シナ リ オの妥当性について国内外の

テス ト サイ ト において検証する。 （ ４ ） 空間詳細シナ リ オ

を実際に気候モデルに入力し て， 気候変動シナ リ オ と の

整合性について検討する。

　 本年度は， 平成 20 年に開始される IPCC の次期シナ リ

オ （RCP） に対応する ための検討を中心に実施する こ と

と な り ， 下記の研究に取 り 組んだ。

（ １ ） 社会経済シナ リ オのダウ ン スケール手法 と土地利用

変化シナ リ オの開発

　 グ ローバルな社会経済 シナ リ オ （IPCC の SRES 等） を

出発点 と し， 人口， 経済活動 （GDP） について， 将来の

空間分布変動を空間解像度 100 ～ 10km に詳細化 （ダウ

ン ス ケール） する手法の高度化および土地利用変化シナ

リ オの開発に取組み， 下記の解析に着手し た。

・ リ モー ト センシングを活用し た社会経済活動の空間分

布を推定する空間情報解析手法

・ 都市の空間的発展を推定する空間経済モデルによ る社

会経済シナ リ オのダウ ン ス ケール手法

・ 農林地の転換を予測する土地利用変化予測モデルに よ

る空間詳細な土地利用変化シナ リ オ

（ ２ ） 温室効果ガス と エア ロ ゾル等の排出の空間分布の推

定 　 　 　 　

　 気候変動シナ リ オの予測精度向上に資する ために， 全

球気候モデルの境界条件 と し て必要 と な る温室効果ガス

（GHG）， エア ロ ゾル等の空間詳細な排出シナ リ オの開発

に取組み， 下記の解析に着手し た。

・ 排出源情報を用いて推定さ れる現状におけ る排出の空

間分布

・ 土地利用変遷情報か ら推定さ れる過去におけ る排出の

空間分布

・ 空間詳細社会経済 ・ 土地利用シナ リ オか ら計算さ れる

将来の空間詳細な排出シナ リ オ

〔備考〕

「S-5:地球温暖化に係る政策支援 と普及啓発のための気候

変動シナ リ オに関する総合的研究」 の一部

6）　 高解像度大気海洋結合モデルによる近未来予測実験

〔区分名〕 文科 - 振興費 

〔研究課題コード〕 0711CE432

〔担当者〕 ○野沢徹 （大気圏環境研究領域） ， 永島達也，

小倉知夫， 伊藤昭彦

〔期　間〕 平成 19 ～平成 23 年度 （2007 ～ 2011 年度）

〔目　的〕 東京大学気候システム研究セン ター，国立環境

研究所， 海洋研究開発機構地球環境フ ロ ンテ ィ ア研究セ

ン ターが共同し て開発し て き た大気海洋結合気候モデル

を高精度， 高解像度化し て， 人為要因によ る 2030 年程度

までの近未来 （温室効果ガス濃度のシナ リ オ間の違いが

小さ く ， 気候変化がそれにあ ま り 依存せずに予見でき る

期間） の気候変化の予測実験を行 う 。 これまでにない高

解像度の実験によ り ， 温暖化の社会影響評価， 政策決定

に資する定量情報の提供を図 り ， 地球温暖化問題に対す

る国際的な取 り 組みの進展に貢献する こ と を目指す。
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〔内容および成果〕

　 地球温暖化問題に対する国際的な取 り 組みの進展に資

する ために， 東京大学気候システム研究セン ター， 国立

環境研究所， 海洋研究開発機構地球環境フ ロ ンテ ィ ア研

究セン ターが共同し て開発し て き た大気海洋結合気候モ

デルを高精度化， 高解像度化し て， 人為要因によ る 2030

年程度までの近未来の気候変化の予測実験を行 う 。 予測

実験は， 大気海洋結合気候モデルによ る予測 と し ては世

界に例を見ない， 大気約 50km， 海洋 20 ～ 30km の解像

度で実施する。 これまでにわかっている物理過程等の不

十分さ （雲のパラ メ タ リ ゼーシ ョ ンや温室効果ガスの放

射的な取 り 扱い， 境界層乱流の表現， 成層圏力学過程の

導入など） を改善する と と もに， 植生変化やエア ロ ゾル，

化学過程の効果も取 り 入れて， エルニーニ ョ や数十年規

模の気候変動現象をはじめ， 社会的に影響の大きい顕著

現象の変化予測の信頼性向上を図る。 また， 観測データ

を用いた初期値作成やアンサンブル手法を用いた不確実

性の定量化を行 う と と も に， 気候変化によ る極端現象変

化， 洪水， 渇水， 海洋生態系破壊の リ ス ク定量化を図る。

さ らに，モデルの物理過程にも とづ く 不確実性の低減や，

よ り 広い範囲の社会産業への影響評価等について も， 国

内外の研究者 と 共同研究を実施し， 政府国民の意思決定

に資する情報の発信を目指す。 国立環境研究所では， 主

と し て近未来予測実験に必要 と な る気候変化要因のデー

タ整備， 高解像度大気海洋結合気候モデルへの気候変化

要因の導入およびそれに伴 う モデル調整， 近未来予測に

関する多 メ ンバーアンサンブル実験の不確実性評価法の

検討を行 う 。 本年度に得られた成果は以下の通 り 。 年々

の自然変動の不確実性を考慮し た近未来の気候変化予測

のための予備的解析と し て，初期条件の異なる 10 本の近

未来予測実験結果を解析し， 今後 25 年程度の近未来に，

地球温暖化に伴って年平均降水量 と極端な降水の強さ が

どのよ う に変化するかを予測し た。 10 本の予測実験の平

均では，年平均 と極端な降水量は高緯度 と熱帯で増加し，

亜熱帯で減少する と 予測された。 また気候の自然変動が

温暖化シグナルを覆い隠す可能性も調べた。 高緯度 と 熱

帯では， 温暖化シグナルが数十年規模の自然変動によ っ

て覆い隠される可能性は低い こ と がわかった。 一方， 亜

熱帯では， 数十年規模自然変動の位相によ って降水量変

化の符号も代わ り 得る こ と が示された。 近未来実験で必

要 と な る各種外的気候変動要因については， 主に自然起

源の気候変動要因に焦点をあて， 既存の太陽変動や大規

模火山噴火によ る気候影響に関するデータの情報収集を

行った。 大規模火山噴火については， 入手可能な情報を

大限活用すべ く ， 火山性エア ロ ゾルの光学的厚 さ の

データ を高度ご と に考慮でき る よ う にプロ グ ラ ムの改変

を行った。

〔備考〕

研究代表者 ： 木本昌秀 （東京大学）

共同研究機関 ： 東京大学気候シス テム研究セン ター， 海

洋開発研究機構地球環境フ ロ ンテ ィ ア研究セン ター

7）　 研究コ ンソ ーシアムによる気候変動に対する国際的

対応力の形成に関する総合的研究

〔区分名〕 文科 - 科研費 

〔研究課題コード〕 0508CD466

〔担当者〕 ○原沢英夫 （社会環境システム研究領域）， 江

守正多， 高橋潔

〔期　間〕 平成 17 ～平成 20 年度 （2005 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 本研究の 終目的は，気候変動がも た らす大規

模な環境変化に対し て， 技術 ・ 政策面での国際的な対応

力を実現する方策を提案する こ と であ る。 よ り 具体的に

は， 気候変動の リ ス ク情報 ・ 評価手法 ・ 適応政策に関す

る統合データベース構築し， 広 く 国際的に提供する。 統

合デー タ ベース を核 と し て， 適応策に関す る 研究国際

ネ ッ ト ワーク を形成する。 こ のネ ッ ト ワークは， アジア ・

太平洋地域におけ る研究交流， 人材交流を促進する役割

を果たす。

〔内容および成果〕

(1)IPCC 第 ４ 次評価報告書で評価された約 20 の気候モデ

ルによ る将来気候予測情報を利用し， その不確実性を考

慮し た農作物収量影響評価が出来る よ う ， 既存の影響予

測 ・ 適応策モジュールを拡張し た。

(2) 影響 ・ 適応策の総合評価での利用を目的と し て， 適応

関連研究文献の収集 と データベース化を継続し， データ

ベース を拡充し た。 特に， 2007 年 4 月に IPCC 第 4 次評

価報告書第 2 作業部会 （影響 ・ 適応 ・ 脆弱性） が公表さ

れ， 2000 年以降に発表された適応策に関わる重要な研究

論文の整理が行われたため， 本データベースについて も

IPCC 報告書で引用さ れた論文を中心に大規模な拡充を

行った。

〔備考〕

8）　 大気―陸域間の生物地球化学的相互作用を扱う モデ

ルの拡張と 温暖化影響評価への適用

〔区分名〕 文科 - 科研費 

〔研究課題コード〕 0710CD313

〔担当者〕 ○伊藤昭彦 （地球環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 19 ～平成 22 年度 （2007 ～ 2010 年度）

〔目　的〕 陸域生態系か ら大気に放出 さ れる各種の微量
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ガスは， 温室効果や大気化学反応によ って気候システム

に相当の影響を与え る要因であ る。 本研究では， そのよ

う な大気 - 陸域生態系間の微量ガス交換に関する生物地

球化学的プロ セスモデルの高度化を図 り ， 長期 ・ 広域で

の交換量を定量化する と と も に， 環境変動に対する影響

評価シ ミ ュ レーシ ョ ンを実施する こ と を目的 と する。 現

地観測に基づいたモデル開発 ・ 高度化を行い， 生物地球

化学的プロセスの メ カニステ ィ ッ ク な理解を深める と と

もに， 高い定量的な再現性を得る こ と を目指す。

〔内容および成果〕

　 大気－陸域間の微量ガス交換， 流出， 生態系動態を統

合的に扱 う モデル （VISIT: Vegetation Integrative Simulator

for Trace gases） を開発し た。 こ のモデルは主要温室効果

ガスであ る CO2， CH4， N2O の交換， 土地利用変化に伴 う

放出， バイ オマス燃焼によ る放出， 生物期限揮発性有機

炭素の放出， エロージ ョ ンおよび溶存有機炭素での流出

を扱い， 生物地球化学的な諸課題に対応する こ と を目指

し ている。 また， 温暖化や窒素負荷などの環境問題への

生態系応答評価に も適用する予定であ る。 本年度はモデ

ル開発を中心に行ったが， い く つかの観測サイ ト で温室

効果ガス を中心に比較検証を実施し た。

〔備考〕

9）　 大気海洋結合系の気候感度決定メ カ ニズムに関する

研究

〔区分名〕 経常 

〔研究課題コード〕 0308AE591

〔担当者〕 ○小倉知夫 （地球環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 15 ～平成 20 年度 （2003 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 地球温暖化に対する適応策等を検討する上で，

温室効果気体の増加に対する大気海洋結合系の応答を定

量的に把握する こ と が重要 と な る。 しかし， 数値気候モ

デルを用いた温暖化実験では気温上昇の幅がモデルの種

類によ り 有意にばらつ く 現状にあ る。そ こ で本研究では，

温室効果気体増加に対するモデル気温の応答幅 （気候感

度） を決定する メ カニズムについて理解を深め， 気候変

動見通しの精度向上に寄与する こ と を目標とする。

〔内容および成果〕

　 気候感度が二つの気候モデル （MIROC と HadGEM） で

異な る仕組みを理解する ため， 前年度に引き続き雲水収

支の比較を行い， 得られた成果を論文にま と めて投稿 ・

受理された。 また， モデルの気候感度が雲微物理過程の

設定に大 き く 依存す る と い う こ れま で研究結果を踏ま

え， 気候モデル MIROC の雲パラ メ タ リ ゼーシ ョ ン改良

に着手し た。 具体的には， 雲氷量の算出方法を Le Treut

and Li （1991） に基づ く 診断型か ら Wilson and Ballard

（1999） で提案された予報型へ移行させた。 予報型スキー

ムは診断型 と 比べて経験則への依存性が少な く ， 基本的

に物理法則に基づ く 利点があ る。 こ の予報型ス キームを

試験的に MIROC の大気部分に導入し， 良好な結果が得

られる こ と を確認し た。 以上のこ と を踏まえ， IPCC AR5

へ向けた新バージ ョ ンの MIROC に予報型雲氷スキーム

を採用する こ と を提案し た。

〔備考〕

(1)-4.　 重点１ 中核 P4　 脱温暖化社会の実現に向けたビ

ジョ ンの構築と 対策の統合評価

〔区分名〕 中核研究

〔研究課題コード〕 0610AA104

〔担当者〕 ○甲斐沼美紀子 （地球環境研究セン ター）， 亀

山康子， 藤野純一， 花岡達也， 増井利彦， 久保

田泉， 原沢英夫， 肱岡靖明， 日引聡， 森口祐一，

松橋啓介， 金森有子， LEE， Huey-Lin， 芦名秀

一， 池上貴志， XU Yan

〔期　間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目　的〕 地球温暖化問題は，社会経済活動 と密接な関係

があ り ， 地球温暖化問題を解決する ためには， 科学的な

メ カニズムを明ら かにする こ と と と も に， 将来の社会経

済のあ り 方を含めた議論 （社会構造その も のを温暖化防

止に資する も のに転換する 「脱温暖化社会」 の構築に向

けた議論） が重要 と な る。 また， 温暖化対策の目標の設

定や枠組を明ら かにし， その効果を評価する こ と は， 温

暖化対策を効率的かつ効果的に実施する上で必要不可欠

であ る。

　 本研究課題では， 脱温暖化社会のビジ ョ ンやその構築

に向けたシナ リ オの検討， 国際交渉の枠組， さ らにはこ

れらの評価を定量的に行 う ためのモデル開発やモデルの

適用を通じ て， 温暖化を防止する社会の構築やそれを支

え る温暖化政策を支援する こ と を目的 と する。 また， モ

デル開発及び政策分析では， 途上国 と の共同作業を通じ

た人材育成を行 う こ と で， アジアを中心 と し た途上国に

おける温暖化対策の促進に貢献する こ と も目的とする。

　 温暖化研究プロ グ ラ ムにおいては， 中核 １ ， ２ と の共

同作業によ り 温室効果ガス排出イ ンベン ト リ の検証を行

う 。 また， 排出経路や安定化濃度を中核 ３ と 共有する こ

と で， 温暖化影響を フ ィ ー ド バ ッ ク し た対策の評価を整

合的に分析する。 これらの研究を通じ て IPCC 等への国

際貢献を行 う 。

〔内容および成果〕

　 2050 年の日本の CO2 排出量を 1990 年に比べて 70％削
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減する よ う な低炭素社会を実現する戦略を具体的に示す

ため，複数の対策 と政策を組み合わせた約 20 の施策パッ

ケージ を選定し， それぞれの施策パ ッ ケージに対し て，

目指すべき姿， 目指すべき社会像を実現する ための障害

と 施策， それら を組み合わせた実現戦略を叙述的， また

可能な限 り 定量的に記述し た。 アジア主要国， ブラ ジル，

南アフ リ カから若手研究者を招聘し て， 日本低炭素社会

シナ リ オの構築に用いたモデルを供与 し， 彼 ら 自身で

データ を入力し， シナ リ オを構築でき る よ う 指導し， 人

材育成を行った。 また， 低炭素社会構築に関する第 ２ 回，

第 ３ 回の日英国際ワーク シ ョ ッ プを ロ ン ド ン及び東京に

て開催し， 成果を ま と め政策提言を行った。 気候変動に

関する国際政策分析に関し ては， これまでの成果をふま

えて， 国内の専門家 ・ 産業関係者 ・ 環境保護団体関係者

を招致し た ワーク シ ョ ッ プを開催し， 次期枠組みに関す

る グループワーク を実施し， 次期枠組みについて検討し

た。 また， その成果をふま えて， 次期枠組みに関する考

え方のデ ィ ス カ ッ シ ョ ンペーパーを作成し た。 さ ら に，

アジア太平洋地域の専門家を招致し た次期枠組みに関す

る ワーク シ ョ ッ プを北京で開催し， アジア太平洋地域 と

し て望ま し い と 考え ら れる次期枠組みについて検討し，

検討結果 を カ ン ト リ ーペーパー と し て と り ま と め，

COP13 にて配布し た。 これらの成果は， 今後の国内の多

様な議論の場において情報を イ ンプ ッ ト する形で活用し

た。

　 モデル開発においては， アジア主要国を対象 と し て各

国のニーズにあった分析を強化する ためにモデルを改良

し， 技術 リ ス ト を見直す と と も に， エネルギー改善目標

や将来の削減目標に対応し た経済影響や実現可能性を分

析し た。 世界エン ド ユースモデルでは， 二酸化炭素の限

界削減費用を 21 地域別に定量化する と と もに，各地域で

の削減ポテンシ ャルを推計し た。 また， 世界エン ド ユー

スモデル と の リ ン ク が可能な よ う に世界経済モデルを改

良し た。IPCC 第 5 次評価報告書に向けた新シナ リ オにお

いてアジア途上国の視点か ら世界シナ リ オを提供する こ

と を目的と し て，世界経済モデルに関する ト レーニング・

ワーク シ ョ ッ プを開催， 世界の温暖化対策シナ リ オを作

成する ための人材育成を行った。

〔備考〕

〔関連課題〕

0408BA369 　 温暖化対策評価のための長期シナ リ オ研究

31p.

0408CD465 　 途上国におけ る温暖化対策 と 持続可能な発

展－ 「京都」 以後の国際制度設計をめざ し て 32p.

0507BA794 　 アジア太平洋統合評価モデルによ る地球温

暖化の緩和 ・ 適応政策の評価に関する研究 32p.

0608BA568 　 気候変動に対処する ための国際合意構築に

関する研究 33p.

0608CD972 　 温暖化防止の持続的国際枠組み 33p.

0408BA587 　 技術革新 と 需要変化を見据えた交通部門の

CO2 削減中長期戦略に関する研究 34p.

【関連課題】

1）　 温暖化対策評価のための長期シナリ オ研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 S-3-1

〔研究課題コード〕 0408BA369

〔担当者〕 ○甲斐沼美紀子 （地球環境研究セン ター）， 増

井利彦， 藤野純一， 花岡達也， 肱岡靖明， 高橋

潔， 芦名秀一， 池上貴志， 岩渕裕子， 徐燕

〔期　間〕 平成 16 ～平成 20 年度 （2004 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 気候安定化を達成する ためには，低炭素社会に

向けた幅広い政策オプシ ョ ン を実施する必要があ る が，

従来の技術積み上げのみの対策では不十分であ り ， 社会

システムの変革 と イ ノ ベーシ ョ ンの導入を行 う などの脱

温暖化にむけた構造的な転換が不可欠であ る。 本研究で

は，日本における 2050 年に向けた脱温暖化政策オプシ ョ

ンおよびそれらが統合化されたシナ リ オを検討する評価

手法を開発し，日本における 2020 年までの中期シナ リ オ

と 2050 年までの中長期シナ リ オを構築する。

〔内容および成果〕

　 2050 年の日本の CO2 排出量を 1990 年に比べて 70％削

減する よ う な低炭素社会を実現する戦略を具体的に示す

ため， 複数の対策 と 政策を組み合わせた施策パッ ケージ

を検討し， それぞれの施策パ ッ ケージに対し て， 目指す

べき姿，目指すべき社会像を実現する ための障害 と施策，

それら を組み合わせた実現戦略を叙述的， また可能な限

り 定量的に記述し た。 また， 施策パッ ケージに示された，

政策 ・ 対策群の組み合わせた と きに， 需給の調整や導入

タ イ ミ ン グ をチェ ッ ク する選択モデルをデザ イ ン し た。

さ らに， 前期 ３ 年で開発し た経済モデルに基づ く 第 １ 次

バージ ョ ン と 結合し て， 施策パ ッ ケージを 適に導入す

る様子を分析する第 ２ 次バージ ョ ンのバッ ク キ ャ ス ト モ

デルのフ レーム ワーク を構築し た。これによ り ，施策パッ

ケージの定量データが整い次第， 施策パッ ケージが整合

的に導入される様子を分析する こ と ができ る よ う になっ

た。

　 日英低炭素社会研究プ ロ ジ ェ ク ト の活動を発展 さ せ，

2007 年 ６ 月にロ ン ド ンにて第 ２ 回国際ワーク シ ョ ッ プを

行い， 国だけでな く 都市や交通セ ク ター， 民生セ ク ター

さ らには， 人々の ラ イ フ ス タ イルを どのよ う に変更すれ
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ば低炭素社会が実現でき るか議論を行い， その様子を要

旨にま と めた。 その成果について， 2008 年 12 月にバ リ

で行われた COP13 ／ CMP3 にてサイ ド イベン ト を行 う と

と も に日英環境大臣のサイ ンの入ったペーパーを国際交

渉関係者に配布し活動を広 く 知ら しめた。

　 中国， イ ン ド， タ イ， 韓国， マレーシア， ロ シア， ブ

ラ ジル， 南アフ リ カ， デンマーク か ら若手研究者に対し

て， 日本低炭素社会シナ リ オの構築に用いたモデルを供

与し て， 特に家庭部門 と 運輸部門を対象に， どのよ う に

日本低炭素社会シナ リ オを構築し たかを説明し なが ら，

彼 ら 自身でデー タ を入力 し， シナ リ オ を構築す る よ う

キ ャパシテ ィ ービルデ ィ ングを行った。 それらの成果を

ホームページに掲載する と と もに， 2008 年 12 月にバ リ

で行われた COP13 ／ CMP3 にて 「低炭素アジア （Low

Carbon Asia）」 と題するサイ ド イベン ト （12 月 ８ 日） を開

催し， 日本， イ ン ド， 中国， タ イ， イ ン ド ネシアの低炭

素社会シナ リ オについてその実現戦略 と と も に報告 ・ 議

論し た。

　 2008 年 ２ 月に東京にて第 ３ 回日英低炭素社会研究プロ

ジェ ク ト の国際ワーク シ ョ ッ プを行い， 約 20 ヵ国 70 名

以上の専門家によ り ， 個人のラ イ フ ス タ イル変更 と その

影響， 持続可能な発展 と 低炭素社会の両立の可能性， 低

炭素社会を実現する投資， セ ク ター別に見た低炭素社会

に向けた障壁およびチャ ン スの ４ つのテーマについて議

論を深めた。 それら の成果を ま と め， 日英環境大臣のサ

イ ンの入ったペーパーと し てま と めた。

　 これら の研究活動は， 年間 100 件ほどの講演を行い，

直接に ス テー ク ホルダーに研究の中身を伝え る と と も

に，雑誌，新聞，テレ ビなどの メ デ ィ アに広 く 紹介された。

〔備考〕

共同研究者 ： 松岡譲， 河瀬玲奈 （京都大学） ， 島田幸司

（立命館大学）， 日比野剛， 石井久哉， 岡和孝， 榎原友樹，

宮下真穂 （みずほ情報総研）， 板橋重幸 （日本エネルギー

学会）， 長田紘一， 森裕子 （（株） ジェ イ ・ ケ イ ・ エル），

外崎真理雄， 久保山裕史， 立花敏， 岡裕泰， 恒次佑子，

青井秀樹 （森林総合研究所） ， 小嶋公史， 木村ひ と み

（IGES）， 藤井美文， 山田修嗣 （文教大学）， 石川雅紀 （神

戸大学）

2）　 途上国における温暖化対策と 持続可能な発展－「 京

都」 以後の国際制度設計をめざし て

〔区分名〕 文科 - 科研費 

〔研究課題コード〕 0408CD465

〔担当者〕 ○亀山康子（地球環境研究セン ター），橋本征二

〔期　間〕 平成 16 ～平成 20 年度 （2004 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 地球温暖化対策 と し て現在唯一の国際合意で

あ る京都議定書は， 2008 ～ 2012 年までの先進国の排出

量について義務規定を設けているが， その後のあ り 方に

ついては， 今後の交渉が必要 と されてお り ， 現在すでに

多 く のオプシ ョ ンが提示され始めている。 中で も と り わ

け途上国に関し ては， 現在の京都議定書では， 排出量目

標を設定し ていないが， 今後， 途上国か ら の排出量の急

増が予想されている こ と， また， 米国が自国の参加条件

と し て主要途上国の参加を挙げている こ と から， 今後は

途上国の参加のあ り 方が重要な課題 と な る。 本研究は，

途上国が参加する中長期的な国際制度の設計に必要な条

件を検討し， それを同定し明ら かにする こ と をめざすも

のであ る。

〔内容および成果〕

　 途上国の う ち と り わけアジア諸国に関し て， それらの

国が地球温暖化対処のための国際枠組みに参加し たい と

考え る ために必要な前提条件を検討し た。 それら の国の

専門家に ヒ ア リ ング調査し た結果， 国ご と に状況が大き

く 違 う こ と が判明し た。 例えば， 韓国は， 次期枠組みに

おいては 「途上国グループ」 よ り は先進国グループに近

い対応を と る こ と を希望し ていた。 中国は， 近年のエネ

ルギー事情をふま え， 省エネ関連の技術移転に関心を

持っている。2007 年末の COP13 をホス ト し た イ ン ド ネシ

アでは， 森林減少が大き な問題 と なっている。 バング ラ

デ ィ シ ュでは適応策が 大の関心事 と なっている。 いず

れにせよ， 「温暖化問題は先進国の責任なのだから， 先進

国だけで将来の義務を話し合 う べきだ」 と い う 態度を途

上国が崩さ なかった 2005 年の COP11 の頃 と今回 と では，

途上国の態度に革新的な変化が見られている。 こ の変化

の理由 と し ては複数挙げられているが， 全体的な経済発

展によ る意識の向上， 温暖化影響の顕在化， IPCCＡ Ｒ ４

によ る科学的知見からの後押し， 等が挙げられた。

〔備考〕

研究代表者 ： 高村ゆか り （龍谷大学）

3）　 アジア太平洋統合評価モデルによる地球温暖化の緩

和・ 適応政策の評価に関する研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 B-052

〔研究課題コード〕 0507BA794

〔担当者〕 ○甲斐沼美紀子 （地球環境研究セン ター）， 増

井利彦， 藤野純一， 花岡達也， 原沢英夫， 肱岡

靖明， 高橋潔， 日引聡， 花崎直太， 金森有子

〔期　間〕 平成 17 ～平成 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 本研究では，地球温暖化問題に関連の深いエネ

ルギーのみな らず， 水や土地など他の環境問題 と 経済発
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展の両面を分析でき るモデルを開発する。 また， ミ レニ

ア ム開発目標に示 さ れる よ う な短 ・ 中期的な環境保全，

開発目標 と， 経済発展を損なわない長期的な温暖化対策

と し ての緩和策， 適応策の整合的な政策の評価を， 中国，

イ ン ド， タ イ と いったアジアの途上国および世界全体の

両面か ら行 う 。 さ ら に， 日本 と の関係を定量的に分析す

る ために， 日本からの CDM （ク リ ーン開発 メ カニズム）

をはじめ と する技術支援等の政策が， 受け入れ国の経済

発展， 環境保全に及ぼす影響ついて評価する。

〔内容および成果〕

　 ア ジ ア主要国の温暖化対策について定量的に分析 し

た。 中国では， 技術選択モデル と 経済モデルを統合し た

上で， 中国のエネルギー効率改善目標 （2005 年から 2010

年までに 20％改善する） の実現可能性 と その経済影響に

ついて定量的に評価し た。 その結果， エネルギー効率改

善目標は既存の対策 メ ニ ューだけでは達成できず， さ ら

な る 革新的技術の導入が必要 と な る こ と を明 ら かに し

た。 イ ン ド では， 温暖化対策 と 経済発展の関係を明ら か

にする ために， 将来の発展の経路の違いによ る温室効果

ガス排出量の変化を技術選択モデルを用いて分析する と

と も に， 将来の社会経済にあった温暖化対策によ る二酸

化炭素排出削減量をそれぞれの社会において評価し た。

タ イでは，2050 年の二酸化炭素排出量を BaU と比較し て

15％削減する よ う な対策を 2015年以降に導入する場合に

ついて評価し た。 発電部門では， CCS 付きの石炭火力発

電， コ ンバイ ン ド サイ クル発電が二酸化炭素排出量の削

減に貢献し， 産業部門や運輸部門において も エネルギー

終需要が減少す る と と も に， 運輸部門ではバ イ オ

デ ィ ーゼル車， アルコール混合燃料， ハイブ リ ッ ド 車の

寄与が大きい。 また， その結果， 副次効果 と し て大気汚

染物質の排出量も大き く 削減された。 日本を対象 と し た

経済モデルを も と に， 将来の経済成長の 新の想定や近

年の原油高騰等の影響を組み込む と と も に， ガ ソ リ ンお

よび軽油に科されている道路特定財源の暫定税率を廃止

し た場合の二酸化炭素排出量の変化について試算を行っ

た。 世界エン ド ユースモデルでは， 各国の技術 リ ス ト を

精査し て改定する と と も に， 二酸化炭素の限界削減費用

曲線を 21 地域別に定量化する と と もに，各地域の削減ポ

テンシ ャルを明ら かにし た。 世界経済モデルでは， エン

ド ユースモデル と の リ ン ク が可能 と な る よ う に地域の統

合やデータの更新などのモデル改良を行い， ２ つのモデ

ルを統合し た予備的なシ ミ ュ レーシ ョ ンを行った。 IPCC

新シナ リ オにおいてアジアの途上国の視点か ら の世界シ

ナ リ オを提供する こ と を目的 と し て， 世界経済モデルに

関する ト レーニング ・ ワーク シ ョ ッ プを開催し， 世界の

温暖化対策シナ リ オを作成す る ための人材育成を行っ

た。

〔備考〕

共同研究者 ： 松岡譲， 倉田学児， 河瀬玲奈 （京都大学）

外国共同研究機関 ： 中国能源研究所， 中国科学院地理科

学与資源研究所， イ ン ド 経営大学院， ソ ウル大学， 韓国

環境研究所， アジア工科大学 

4）　 気候変動に対処するための国際合意構築に関する研

究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 H-064

〔研究課題コード〕 0608BA568

〔担当者〕 ○亀山康子（地球環境研究セン ター），久保田泉

〔期　間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 地球温暖化抑制を目的 と し て 2005 年に発効し

た京都議定書では， 先進国等の 2008 ～ 2012 年の温室効

果ガス排出量に関し て数量目標が課される と 同時に排出

量取引等いわゆる京都 メ カニズムや遵守制度のよ う な新

たな諸制度が承認された。 2013 年以降の排出量に関し て

は京都議定書に規定がない こ と か ら， 今年か ら本課題に

関する政府間非公式協議が開始するが， 米国や途上国の

参加のあ り 方など， 協議は難航が予想されている。 本研

究は， 2013 年以降の国際的取 り 組みのあ り 方について合

意可能かつ効果的な枠組みを提示する こ と であ る。

〔内容および成果〕

　 国内で本問題に関する有識者 ・ 専門家 （研究者， 産業

界関係者， 環境保護団体関係者） を 30 名ほど招へいし，

本問題に関する グループ ワー ク を開催し た。 その結果，

本テーマを ３ つの観点 （炭素市場を 大に利用する こ と

を目指し た場合の利点 と 問題点， セ ク ター別アプローチ

を活用し た場合の利点 と 問題点， 途上国の参加を目指し

て国際制度を構築し た場合の利点 と 問題点） か ら議論し

た Ｋ Ｊ 図が作成された。 また， 並行し てデルフ ァ イ法を

利用し たアンケー ト 調査を行い， 今後の交渉シナ リ オを

定めた。 これら の成果を踏まえ， 次期国際枠組みに関す

る デ ィ ス カ ッ シ ョ ンペーパーを と り ま と め， そのペー

パーを も と に国内外の関係者と議論する機会を も った。

〔備考〕

5）　 温暖化防止の持続的国際枠組み

〔区分名〕 文科 - 科研費 

〔研究課題コード〕 0608CD972

〔担当者〕 ○亀山康子（地球環境研究セン ター），橋本征二

〔期　間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 大の温室効果ガ ス排出国であ る ア メ リ カが
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批准し ない状況でよ う や く 発効し た京都議定書が， 排出

量目標が決ま っていない2013年以降も維持されるかど う

かは予断を許さ ない。 温暖化防止は長期にわたって， 国

際的に取 り 組む必要があ る。 本研究では， 持続的に温室

効果ガスの排出 と 吸収を国際的に管理する枠組みを提案

する。 中でも国立環境研究所では， 

（ １ ） 京都議定書の問題点の抽出と対応策の検討， および

2013 年以降に関する既存提案の評価。（ ２ ） 吸収源や技術

に関するデータベースの作成， を実施する。

〔内容および成果〕

（ １ ） 京都議定書の問題点の抽出と対応策の検討， および

2013 年以降に関する既存提案の評価を行った。2005 年の

京都議定書の発効以来， 次期枠組みの提案は京都議定書

の下での各種制度が動き出すこ と を前提 と し た も のに限

定される よ う になった。 また， 気候変動枠組条約や京都

議定書 と いったいわゆる国連の下でのフ ォーラ ム以外に

も，多様な国際的活動が並行し て進むよ う になるにつれ，

京都議定書 と 整合性が取 り に く い提案については， 京都

議定書の外で活用される こ と を前提 と し た も のが， い く

つか検討され始めている こ と が分かった。 例えば， 近年

の米国内で議論されている国内排出量取引法案は， 国内

制度 と 国際制度のタ イプを明確に分けた上での議論 と し

て扱われている。 今後次期枠組みを具体的に検討するに

あた り ， あ る制度を 「ど こ で」 構築するのか， と い う 点

が重要になってい く もの と考え られる。

（ ２ ） 吸収源や技術に関するデータベースの作成を目指

し， 必要なデータ収集を行った。

〔備考〕

研究代表者 ： 新澤秀則 （兵庫県立大学経済学部）

6）　 技術革新と 需要変化を見据えた交通部門の CO2 削減

中長期戦略に関する研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 S-3-5

〔研究課題コード〕 0408BA587

〔担当者〕 ○森口祐一 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 小林伸治， 松橋啓介

〔期　間〕 平成 16 ～平成 20 年度 （2004 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 2020 年まで， 2050 年までの ２ つのタ イ ム スパ

ンについて， 交通部門からの CO2 排出量の大幅削減のた

めの中長期戦略を策定する こ と を目的 と する。 そのため

に本研究では，削減の中間目標年と し ての 2020 年頃を見

据え， 自動車 と く に乗用車への新技術適用によ る削減見

通し を明らかにする と と もに， 2050 年に向けては， 国土

構造 ・ 都市構造の変化の方向性を見据えながら， 削減シ

ナ リ オを検討する。 さ ら に， 地域類型ご と に地域内交通

の望ま しい将来像を よ り 精緻に描き， その実現のための

手段を明ら かにする と と も に， 人口減少 ・ 少子高齢化の

も と で国土構造， 都市構造の再編が進むこ と を念頭にお

いた将来シナ リ オを構築する。

〔内容および成果〕

　 燃費改善技術 と 次世代自動車技術を調査し， その結果

を用いて 2020年の基準シナ リ オ と対策シナ リ オを策定し

た。 また， 技術選択モデル と コ ホー ト に基づき地域類も

考慮でき る削減効果評価モデルを開発し た。 一方， 有識

者 ヒ ア リ ングで得られた知見を踏まえて， 都市圏別都市

規模別の各種交通対策の組み合わせによ る 2050年脱温暖

化ビジ ョ ンを構築し， その実現のための都市圏別都市規

模別の各種交通対策の組み合わせを提示する と と も に，

2020年対策シナ リ オを経て2050年に ７ 割減を達成するパ

ス を示し た。 さ ら に， 人口減少 と 自動車走行量の動向を

分析し， 主に 2,000 人 /km2 未満の低密度の三次 メ ッ シュ

で人口減少が起き ている こ と， 高齢運転者数が増加する

一方で走行量が減少し ている こ と を明らかにし た。また，

2050 脱温暖化ビジ ョ ンの地域別将来人口を変化させ， 都

市部への強度の人口集中を想定せずと も 7 割減が達成で

き る こ と を示し た。

〔備考〕

7）　 カ ーボンフ リ ーＢ Ｄ Ｆ のためのグリ ーンメ タ ノ ール

製造及び副産物の高度利用に関する技術開発

〔研究課題コード〕 0709MA564

〔担当者〕 ○倉持秀敏（循環型社会・廃棄物研究セン ター）

〔期　間〕 平成 19 ～平成 21 年度 （2007 ～ 2009 年度）

〔目　的〕 京都市廃食用油燃料化事業のバ イ オデ ィ ーゼ

ル燃料 （Ｂ Ｄ Ｆ ） 製造施設において， 水や遊離脂肪酸等

の不純物 を 多量に含む未利用な低品質油脂類 を 新規

Ｂ Ｄ Ｆ 原料 と し て受け入れ る こ と を 目指 し て， 実機

Ｂ Ｄ Ｆ 製造プ ロ セ スにつなげる ための前処理技術を選

定 ・ 開発し， 実証試験を行 う こ と を目的と し ている。

〔内容および成果〕

　 遊離脂肪酸 (FFA) を多 く 含む低品質な廃油脂類か ら

BDF を製造する ために， FFA をエステル化する前処理方

法を調査 ・ 整理し， 技術的な適用範囲や実績など を踏ま

えて も実用性の高い前処理技術 と し て均相酸触媒法 と

イオン交換樹脂法を選定し た。 FFA だけでな く 水や固形

物 も 多量に含む低品質な廃油脂類 （ ト ラ ッ プグ リ ース）

や廃食用油を処理剤で固化 し た廃食用油固化物を新規

BDF 原料 と し て捉え， まず， ト ラ ッ プグ リ ースから選択

的に BDF 原料成分を抽出でき る技術を提示し，その技術

特性を明ら かにする と と も に， 均相酸触媒法によ って抽
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出物中の FFA をエステル化処理でき る こ と を示し た。 さ

ら に， 廃食用油固化物に対し て も， 新たな可溶化技術を

提示し， その技術 と 均相酸触媒法を用いて， 廃食用油固

化物を既存の BDF原料 と同等レベルの品質にする方法を

確立し た。

〔備考〕

地球温暖化対策技術開発事業 （研究代表者 ： （財） 京都高

度技術研究所 　 中村一夫） からの委託

(1)-5.　 重点1関連P1　 過去の気候変化シグナルの検出と

その要因推定

〔区分名〕 リ ーダー調整 

〔研究課題コード〕 0610AJ001

〔担当者〕 ○野沢徹 （大気圏環境研究領域）， 永島達也

〔期　間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目　的〕 気候モデルに よ る地球温暖化予測の信頼性を

向上させる ためには， 現在の平均的な気候状態を現実的

に再現するだけでな く ， 過去の気候変化について も尤も

ら し く 再現する こ と が重要 と な る。 また， 再現された気

候変化が， 気候の内部変動に起因するのではな く ， 温室

効果気体の増加などの外的な気候変動要因に起因する こ

と を統計的に有意に示すこ と は， 地球温暖化研究を支え

る意味で も大変重要であ る。 こ のよ う な観点から， 本研

究課題では， 十年以上の時間ス ケールを持つ長期気候変

化の メ カニズム解明に資する ために， 様々な気候変動要

因を考慮し た複数の20世紀気候再現実験結果 と長期観測

データ と を比較解析する こ と によ り ， 観測された長期気

候変化シグナルを検出し その要因を推定する こ と を目的

とする。

〔内容および成果〕

　 近年の温暖化傾向が人為起源の気候変動要因に起因す

る こ と の， よ り 確度の高い情報を提供すべ く ， 観測され

た長期気候変化の原因を推定する と と も に， 自然起源の

気候変動要因に起因する気候変化の不確実性の幅を定量

的に評価する。 本年度も， 既存の気候モデルシ ミ ュ レー

シ ョ ン結果 と 長期観測データ と を比較 ・ 解析する総合的

な長期気候変化シグナルの検出 と 要因推定に関する研究

を継続し て実施し た。 特に， 20 世紀後半に中国で観測さ

れた地表日射量の減少傾向が人為起源エア ロ ゾルの増加

に起因し てお り ， その多 く はエア ロ ゾル直接効果によ り

も た ら される も のの， 場所によ っては間接効果の影響も

無視でき ない こ と を明ら かにし た。 また， 複数の国際共

同研究にも参加し， （ １ ） 過去 30 年程度の間に観測され

た海洋大気中の水蒸気量変化 （10 年あた り 0.41kg/m2 の

増加） は， 人間活動に伴 う 温室効果ガス （GHG） 濃度の

増加に起因する こ と， （ ２ ） 20 世紀に観測された陸域降

水量の緯度分布の変化 （北半球中緯度域 と 南半球亜熱帯

域の湿潤化および北半球亜熱帯域の乾燥化） は人間活動

によ り も た ら され， 気候の内部変動や自然起源の気候変

動要因 （太陽変動や大規模火山噴火） では説明でき ない

こ と， （ ３ ） 過去 50 年間における米国西部の河川流量や

冬季気温， 積雪量の長期変化傾向の 74％までが人間活動

によ り 引き起こ された こ と， などが明ら か と なった。 さ

ら に， 気候モデルにおけ るエア ロ ゾルの取 り 扱いの違い

に起因する， 多変量統計解析によ る過去の昇温量推定に

及ぼす影響について も評価し た。 従来の気候モデルにお

いてはほぼ無視されて き た， 過去の炭素性エア ロ ゾル排

出量の増加を考慮し た場合 と 考慮し なかった場合の ２ 通

り の 20 世紀気候再現実験結果を用いて，人為起源の GHG

増加のみ， GHG 以外の人為起源の気候変動要因 （主 と し

て人為起源エア ロ ゾルの増加） のみ， 自然起源の気候変

動要因のみ， それぞれの要因によ り も た ら された地上気

温の時空間変化を推定し た結果， 20 世紀における炭素性

エア ロ ゾルの増加を考慮し た場合には，GHG 増加によ る

気温上昇 と 人為起源エア ロ ゾルの増加に よ る 気温低下

（の絶対値） が上方修正される こ と が分かった。 このよ う

な多変量統計解析では， さ ま ざまな気候変動要因に対す

る気温応答の加算性を前提 と し ているが， 大陸規模以上

の空間ス ケールを持つ平均気温に対する加算性の仮定の

妥当性を， さ まざまな組み合わせについて確認し た。

〔備考〕

【関連課題】

1）　 人為起源の温暖化シグナルの検出を目指し た気候の

長期内部変動に関する数値実験的研究

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 0608CD928

〔担当者〕 ○野沢徹 （大気圏環境研究領域）， 永島達也

〔期　間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 人間活動に伴 う 気候変化シグナルを統計的に

有意に検出する ためには， 気候システムが本質的に持つ

揺ら ぎ （内部変動） に関する知見が不可欠であ る。 本研

究では， 数値気候モデルを用いた超長期積分結果を用い

て， モデルによ り 再現された内部変動の妥当性を評価す

る。 また， 標準状態におけ る内部変動が， 外的な気候変

動要因によ り どの程度変調し得るのか， に関する知見を

得る。

〔内容および成果〕

　 数値気候モデルによ り シ ミ ュ レー ト される長期内部変

動の妥当性を検討する ため， 数千年規模の超長期間にわ
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た る コ ン ト ロール実験 （外的な気候変動要因を与えない

実験） におけ る内部変動の時空間的な変動特性の再現性

を検証する。 また， 過去 150 年間を対象 と し た， 気候変

動要因を切 り 分けた場合の多 メ ンバーアンサンブル実験

結果を用いて， 数値気候モデルによ り シ ミ ュ レー ト され

た長期内部変動が， 外的な気候変動要因によ り どの程度

変調し得るのか調査する と と も に， こ のよ う な長期内部

変動の変調を考慮し て も， 20 世紀後半に観測された気温

上昇が人間活動に起因する気候変化であ る と 結論される

のか否かを明ら かにする。 さ らに， 人間活動に起因する

気候変化がほ と んどなかった過去1000年程度までの気候

再現実験を行い， 自然要因のみに起因する長期内部変動

の変動幅を統計的に推定し， 基本的には人為要因しか考

慮し ていない地球温暖化予測に， 自然要因によ る不確実

性の幅を加味する こ と によ り ， 温暖化時に生じ得る極端

な気象現象などについて， よ り 確度の高い情報を提供す

る。 本年度は， 人為要因のみ， 自然要因のみ， すべての

気候変動要因をそれぞれ考慮し た場合の20世紀気候再現

多 メ ンバーアンサンブル実験結果の解析を継続し， 各実

験におけ る アンサンブル平均か らの偏差のばらつき具合

について， その季節性および地域性だけでな く ， 火山噴

火などの大規模な イベン ト 前後の期間におけ る差異につ

いて も調査し た。 また， 過去 1000 年程度の気候再現実験

に向けて収集し た自然要因に関する情報を， 気候モデル

に与え る境界条件 と し て整備する など， 長期積分開始に

向けた準備を進めた。

〔備考〕

(1)-5.　 重点1関連P2　 高山植生による温暖化影響検出の

モニタ リ ングに関する研究

〔区分名〕 環境 - 地球一括 

〔研究課題コード〕 0408BB475

〔担当者〕 ○名取俊樹 （生物圏環境研究領域）， 原沢英夫

〔期　間〕 平成 16 ～平成 20 年度 （2004 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 IPCC 第 ３ 次評価報告書 （2001） では， 地球温

暖化によ る影響がすでに世界各地で顕在化し てお り ， 今

後温暖化影響長期モニ タ リ ングが必要であ る と 結論し て

いる。 し かし， 我が国においては， 温暖化影響検出 ・ 把

握 と い う 点については， 長期にわた る着実な調査 ・ 研究

が欠かせない こ と， 影響検出手法の不明確さ から， これ

まで十分な系統的研究が実施されて こ なかった と い う の

が実情であ る。 そのため， 本研究では， 高山植生を活用

し，IPCC が地球温暖化によ る影響がすでに世界各地で顕

在化し ている と 結論付けた手法に準じ て， 温暖化影響の

検出 ・ 把握を行 う 。

〔内容および成果〕

　 我が国高山域での気温の長期変化の傾向を把握する た

め， 長期間のデー タ が得 ら れてい る ７ ヵ 所の高層気象

データ （気象庁） から， 3,000m と 1,500m の年平均気温

を計算 し， 富士山頂でのデー タ （気象庁） と 比較 し た。

その結果， 我が国中部地方から北海道までの高山域での

年平均気温の長期変化の傾向は， 概ね同じ であ り ， 近年

上昇傾向であ る こ と が認められた。 また， 自然環境の特

徴か ら我が国の高山域を大き く ３ つに分け， それぞれの

地域から選んだアポイ岳 （北海道）， 白山 （石川県）， 北

岳 （山梨県） の定点観測地の高山植物の開花日， 及び千

蛇ケ池雪渓 （白山） の越年規模の観測調査を継続 し た。

さ ら に， 観測調査開始以前のデータ を推定する ため， 前

年度までに得られた各温暖化影響指標 と 気象要因 と の関

係を も と に， 既存の気象資料か ら， 過去の影響指標の変

化を推定し た。 それらの結果， ヒ ダカ ソ ウ （アポイ岳） ，

ク ロユ リ （白山）， キ タ ダケ ソ ウ （北岳） の開花時期が早

る傾向が認めれた。 さ ら に， 千蛇ケ池雪渓 （白山） の越

年規模は減少傾向であった。 また， 我が国高山帯を特徴

づけ るハイ マツの南限域での分布について， かつて， 生

育が確認されていた池口岳 （南アルプス） 周辺において

調査を行った と こ ろ， ハイ マツの生育が確認でき なかっ

た。 こ の結果 と 以前の丸盆岳 （南アルプス） 周辺での調

査結果 と 合わせる と， ハイ マツの南限域では， ハイ マツ

の生育場所が北上し ている こ と が分かった。 また， 気温

と 同様， 我が国高山生態系に大き な影響を及ぼす消雪時

期を把握する ため， 空間分解能 と 時間分解能を考慮し た

MODIS 画像の活用の検討を継続し た。 その結果， 画像を

構成する ピ ク セルご と に積雪の比率を計算する こ と によ

り ， 消雪日が概ね推定でき た。

〔備考〕

共同研究者 ： 東京大学大学院農学生命科学研究科， 静岡

大学理学部， 石川県白山自然保護セン ター， 北海道環境

科学研究セン ター

(1)-5.　 重点1関連P3　 京都議定書吸収源と し ての森林機

能評価に関する研究 (2) 吸収量評価モデルの開発と

不確実性解析 1) 吸収量評価モデルの開発 2) 吸収量

評価モデルの不確実性解析

〔研究課題コード〕 0507BA776

〔担当者〕 ○山形与志樹 （地球環境研究セン ター）， 木下

嗣基

〔期　間〕 平成 17 ～平成 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 京都議定書で認められた植林・森林管理等の炭

素吸収源活動に伴 う 吸収量評価モデルを開発し， 吸収量
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推定の不確実性を検証する。 テス ト サイ ト におけ るデー

タ を用いて開発 ・ 検証されたモデルを用いて， 終的に

は国全体での吸収量の算定に利用可能 と する ための， 地

理情報データ の整備 と その精緻化 も合わせて実施する。

評価対象 と する吸収源活動は， ３ 条 ３ 項， ４ 項の活動で

あ るが， 第 ２ 約束期間以降のフルカーボンアカ ウ ンテ ィ

ング ・ モデルにも発展可能 と な る よ う ， 森林生態系全体

の吸収量を把握でき るモデルの開発 と 不確実性の解析を

目的とする。

〔内容および成果〕

　 生態学ベースのグ ローバルな陸域生態系モデルを改良

し て， 日本国内の炭素吸収量を推定するモデルの開発を

行 う 。 森林の炭素吸収 を評価す る た めには NBP （Net

Biome Product ： 純生物相生産） の推定が必要 と な る が，

NEP （Net Ecosystem Product ： 純生態系生産） の推定には

生態学の基づ く 陸域生態系モデルを用い， 人間活動によ

る伐採には伐採モデルを用い， 両モデルを結合する こ と

で炭素吸収量の推定を行 う 。 あわせて生態系モデルおよ

び伐採モデルの不確実性解析を行 う 。 終的には， フル

カーボンアカ ウ ンテ ィ ングに資する森林吸収源モデルの

確立を目指す。

　 本年度は， 炭素吸収量を生態学アプローチで算定する

モデルを開発する こ と を目的 と し， 生態モデル， 林業モ

デルの精緻化を行い， 両者を結合する こ と で吸収源活動

の評価に利用でき る吸収量算定モデルの高度化を実施し

た。 特に， 愛媛県での， 人工林の森林生態 ・ 林業情報を

収集し て， 生態モデルによ る吸収量算定結果を イ ンベン

ト リ ーデータによ る推定値 と 比較検証し た。 また森林管

理に伴 う バ イ オマ ス利用ポテ ン シ ャ ルの評価を実施 し

た。

〔備考〕

課題コード 0204BA338 を引き続き延長し て行 う ものであ

る。

【関連課題】

1）　 ポスト 京都議定書吸収源と し ての森林機能評価に関

する研究

〔研究課題コード〕 0707AE527

〔担当者〕 ○山形与志樹 （地球環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 19 年度 （2007 年度）

〔目　的〕 京都議定書で認められた植林・森林管理等の炭

素吸収源活動に伴 う 吸収量評価モデルを開発し， 吸収量

推定の不確実性を検証する。 テス ト サイ ト におけ るデー

タ を用いて開発 ・ 検証されたモデルを用いて， 終的に

は国全体での吸収量の算定に利用可能 と する ための， 地

理情報データ の整備 と その精緻化も 合わせて実施する。

評価対象 と する吸収源活動は， ３ 条 ３ 項， ４ 項の活動で

あ るが， 第 ２ 約束期間以降のフルカーボンアカ ウ ンテ ィ

ング ・ モデルにも発展可能 と な る よ う ， 森林生態系全体

の吸収量を把握でき るモデルの開発 と 不確実性の解析を

目的とする。

〔内容および成果〕

　 生態学ベースのグ ローバルな陸域生態系モデルを改良

し て， 日本国内の炭素吸収量を推定するモデルの開発を

行 う 。森林の炭素吸収を評価するためには NBP（NetBiome

Product ： 純生物相生産） の推定が必要 と な る が， NEP

（Net Ecosystem Product ： 純生態系生産） の推定には生態

学の基づ く 陸域生態系モデルを用い， 人間活動によ る伐

採には伐採モデルを用い， 両モデルを結合する こ と で炭

素吸収量の推定を行 う 。 あわせて生態系モデルおよび伐

採モデルの不確実性解析を行 う 。 また， 温暖化対策 と し

ての木質バイオマス利用ポテンシ ャルの推定も同時に行

う 。 終的には， フルカーボンアカ ウ ンテ ィ ングに資す

る森林吸収源モデルの確立を目指す。

　 本年度は， 温暖化対策 と し ての木質バイ オマス利用ポ

テンシ ャルの推定方法の開発を行った。 日本では森林に

多 く のバイオマス賦存量を有するが， 林業の低迷によ り

それらは有効に活用されていない。 しかし， 近年の国際

的な木材価格の上昇や， エネルギー価格の上昇， カーボ

ンオフセ ッ ト の導入の可能性など， 木質バイオマス利用

に追い風が吹いてい る。 木質バ イ オマ ス利用のポテ ン

シ ャル評価を行 う には， 林業活動の経済的評価が必要で

あ るが， 林業コ ス ト は地理的な影響を強 く 受け る。 そ こ

で， 本プロ ジェ ク ト では GIS （地理情報システム） を用

いて， 小班 （森林の 小単位） 単位で伐採コ ス ト の推定

を行 う 手法の開発を行った。 それを高知県梼原町の全体

に適用し， バイオマス利用をする場合の総コ ス ト の空間

分布を算出し た。 これによ り ， 将来の木材価格や， カー

ボンオフセ ッ ト など社会的変化によ り ， 利用可能 と な る

木質バイオマスの総量の推定が可能と なった。

〔備考〕

(1)-5.　 重点1関連P4　 太平洋小島嶼国に対する温暖化の

影響評価

〔区分名〕 経常 

〔研究課題コード〕 0610AE004

〔担当者〕 ○山野博哉 （地球環境研究セン ター）， 松永恒

雄， 島崎彦人

〔期　間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目　的〕 環境変動に対する脆弱性が極めて高い と 考え
―  37  ―



国立環境研究所年報 （平成 19 年度）
られる太平洋の島嶼国を対象 と し て， リ モー ト センシン

グデータ を活用し た地形及び土地利用のマ ッ ピ ング と と

も に， 全球規模で州島の形成維持に関わる要因の収集及

び解析を行い，地形の形成維持プロセス を明らかにする。

それに基づいて， 現在及び将来の環境変動 と 経済システ

ムの変化によ る応答を予測し， 持続可能な維持のための

方策を提案する。

〔内容および成果〕

　 マーシ ャル諸島共和国 と ツバル共和国を対象 と し て，

地形図 ・ 土地利用図 ・ 沿岸環境に関する基本的な イ ンベ

ン ト リ マ ッ プを作製し た。 また， 現在の砂生産 と， 海面

が上昇し た場合の砂生産予測を行い， 保全区域の提案を

行った。 これら の成果を現地政府に提供し， 沿岸管理計

画策定に貢献し た。 さ ら に， 全球の島嶼を対象 と し た解

析によ り ， 州島の維持には地域での適切な管理計画が重

要であ る こ と を示し た。

〔備考〕

【関連課題】

1）　 環礁州島から なる島嶼国の持続可能な国土の維持に

関する研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 B15

〔研究課題コード〕 0607BA475

〔担当者〕 ○山野博哉（地球環境研究セン ター），松永恒雄

〔期　間〕 平成 18 ～平成 19 年度 （2006 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 島嶼国，と く に環礁上の州島は標高が 大数 ｍ

と 低平で， 利用可能な土地 と 資源が限られてお り ， 環境

変動に対する脆弱性が著し く 高い。 と く に温暖化に伴 う

海面上昇によ って， 国土その も のが水没し て し ま う こ と

が危惧されている。 こ う し た点から IPCC の第 ３ 次報告

書において も １ 章を 「小島嶼国」 にあて， 地球環境変動

に対する対応戦略の策定が急務であ る と し ている。 本研

究においては， 環礁州島の形成維持機構を自然， 人文両

方の面か ら明ら かにし， 環礁州島の持続可能な維持のた

めの総合的 ・ 具体的方策を提案する。

〔内容および成果〕

　 マーシ ャル諸島共和国 と ツバル共和国を対象 と し て，

地形図 ・ 土地利用図 ・ 沿岸環境に関する基本的な イ ンベ

ン ト リ マ ッ プを作製し た。 また， 現在の砂生産 と， 海面

が上昇し た場合の砂生産予測を行い， 保全区域の提案を

行った。 これら の成果を現地政府に提供し， 沿岸管理計

画策定に貢献し た。 さ ら に， 全球の島嶼を対象 と し た解

析によ り ， 州島の維持には地域での適切な管理計画が重

要であ る こ と を示し た。 2008 年 ２ 月に海外の研究者 と政

策担当者を招へいし て公開シンポジ ウ ムを開催し， 今後

の課題に関する議論を行った。

〔備考〕

研究代表者 ： 茅根創 （東京大学）

共同研究者 ： 山口徹 （慶應大学）， 横木裕宗 （茨城大学）

(1)-5.　 重点1関連P5　 温暖化に対するサンゴ礁の変化の

検出と モニタ リ ング

〔区分名〕 経常 

〔研究課題コード〕 0610AE005

〔担当者〕 ○山野博哉（地球環境研究セン ター），松永恒雄

〔期　間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目　的〕 近年， サンゴ礁では， 共生し ている藻類が放出

される白化現象が多数観察され， 地球規模でサンゴ礁が

衰退し てい る こ と が報告 さ れてお り ， 温暖化 と と も に，

ローカルなス ト レ ス と の複合が原因 と し て考え られてい

る。 白化現象を起 こ す地理的要因を明ら かにする ため，

現地観測データや航空機， 衛星センサー等 リ モー ト セン

シングデータ を用いた， サンゴ礁の変化監視のためのア

ルゴ リ ズム開発を行い， 広域かつ継続的なサンゴ礁のモ

ニタ リ ングの実施に資する。

〔内容および成果〕

　 2007 年夏に起こ った白化現象に関し て， 現地データ を

収集し， 衛星データによ る白化の検出の可能性を明ら か

にし た。 現地データの収集に関し， 市民参加型の広域に

おけるデータ収集方法を提案し た。

〔備考〕

【関連課題】

1）　 日本及び韓国の温帯域に分布する造礁サンゴの群集

構造・ 骨格年 輪に基づく 環境変動解析

〔研究課題コード〕 0709LA582

〔担当者〕 ○山野博哉 （地球環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 19 ～平成 21 年度 （2007 ～ 2009 年度）

〔目　的〕 日韓の国境を跨ぐ対馬～朝鮮海峡地域におい

て， １ ） 造礁サンゴの群集構 造を明らかにし， それに基

づいて群集構造 と 環境要因 と の関係を明 ら かにす る こ

と， ２ ） サン ゴ骨格 と 環境要因 と の関係を明ら かにする

こ と を目的とする。 こ のため同研 究地域の環境が異なる

５ 地点において， 定量的かつ統一的なサンゴ群集の記載

を共同 で行い， 環境要因 と群集構造の関係を明らかにす

る。 さ らに， 同地域に生息する キ ク  メ イ シ科サンゴの骨

格を用い， 地球化学的手法も併せて利用する こ と で， 骨

格と それ を取 り 囲む環境 と の関係を評価する。

〔内容および成果〕

　 済州島 ・ Geoge 島 （韓国） 及び対馬 ・ 壱岐 ・ 甑島 （日
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本） において現地調査を行い， 造礁サンゴの群集構造の

記載を行 う と同時に， サンゴのコ アを取得し た。 2008 年

３ 月に福岡大学においてワーク シ ョ ッ プを開催し， デー

タの と り ま と めの方針を議論し た。

〔備考〕

2）　 平成１ ９ 年度サンゴ礁マッ ピング手法検討調査業務

〔研究課題コード〕 0707BY583

〔担当者〕 ○山野博哉 （地球環境研究セン ター）， 松永恒

雄， 小熊宏之

〔期　間〕 平成 19 年度 （2007 年度）

〔目　的〕 サン ゴ礁保護区の形成及びネ ッ ト ワー ク 構築

の検討にあたっては， リ モー ト センシング等を用いた効

率的なサンゴ礁の分布図の作成が必要不可欠であ る。 リ

モ ー ト センシングによ り 取得されるデータは， 画像分類

に よ り 作成 さ れる分布図の精度 がセンサーの波長帯や

空間解像度などに依存する ため， 効率性も含めて適切な

手法を 選定する必要があ る。 本業務では， サンゴ礁保護

区のネ ッ ト ワーク構築に必要と な る， サンゴ礁の分布図

に有効なマ ッ ピング手法の検討を行い， 効率的なサンゴ

礁の分 布図作成方針を明らかにする こ と を目的 とする。

〔内容および成果〕

　 有識者に ヒ ア リ ングを行い， マ ッ ピ ングの分類項目を

策定し た。 沖縄県石垣島 と 高知県竜串海域において現地

調査を行い， 衛星画像を分類し て精度評価を行った。 ま

た， 各衛星に関し て， 現在のサンゴ礁域でのデータ取得

状況の調査を行った。 以上によ り ， サンゴ礁マ ッ ピ ング

に関し て， 現状では ALOS AVNIR2 が も効率の良いセ

ンサーであ る こ と を示し た。

〔備考〕

3）　 南西諸島におけるサンゴ礁及びサンゴ群集類型化手

法検討作業

〔研究課題コード〕 0708MA584

〔担当者〕 ○山野博哉 （地球環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 19 ～平成 20 年度 （2007 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 南西諸島海域におけ る サン ゴ礁及びサン ゴ群

集分布の類型化に関し て， 類型化に有効なデータ項目を

検討し， それに基づいた類型化の手法を確立し， 類型化

の作業手順と類型結果を報告書と し てま と める。

〔内容および成果〕

　 南西諸島海域に関し て， サンゴ礁地形データ， 海岸線

データ， う ね り ， 風， 台風， 水温， 河口位置， 人口に関

するデータ を収集し， GIS レ イ ヤー と し て統合化を行っ

た。 海岸線 と サンゴ礁礁原のポ リ ゴン上にポ イ ン ト を等

間隔に発生させ， 各ポ イ ン ト に対し て， う ね り ， 風， 台

風， 水温， 河口位置， 人口に関するの属性を与えて区分

を行い， 類型化を行 う プ ロ グ ラ ム を開発 し た。 同時に，

モニタ リ ング 1000 をはじめ とするモニ タ リ ングデータに

関し て も収集を行って GIS レ イヤー と し て統合化を行っ

た。 これら のデータ を用いて， 重要な海域の検討を行っ

た。

〔備考〕

WWF ジャパンからの委託

(1)-5.　 重点1関連P6　 統合評価モデルによる温暖化の危

険な水準と 安定化経路に関する研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 S-4(1)

〔研究課題コード〕 0507BA507

〔担当者〕 ○原沢英夫 （社会環境システム研究領域）， 亀

山康子， 久保田泉， 高橋潔， 肱岡靖明， 増井利

彦， 花崎直太

〔期　間〕 平成 17 ～平成 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 濃度安定化等の温暖化抑制目標 と それを実現

する ための経済効率的な排出経路， および同目標下での

影響 ・ リ ス ク を総合的に解析 ・ 評価する ための統合評価

モデルを開発する。 開発にあたっては， 関連分野の影響

予測 ・ 経済評価研究および適応策研究か ら得られる温暖

化影響関数を統合評価モデルに集約的に組み込むこ と に

よ り ， 精緻かつ現実的な影響推計を比較的簡便に実現可

能であ る よ う にする。 本統合評価モデルを用いて， 種々

の温暖化抑制目標を前提と し た場合の， 「危険な影響」 が

発生する可能性 と その発生時期を提示する こ と を目的 と

し ている。 評価対象期間 と し ては， 今世紀中頃 （2050 年

頃） までに重点をおきつつ今世紀末までを取扱 う 。 『危険

な影響』 を如何に決定すべき か， については， 衡平性，

予防原則， 不確実性 と いった観点か ら， 新たな方法論 ・

概念の開発を試みる。

　 本研究課題において統合評価モデルの一環 と し て開発

する 「気候 ・ 社会経済シナ リ オデータベース」 は， S-4 の

その他の研究課題において共通シナ リ オ と し て利用され

る。 また， S-4 のその他の研究課題で行われる影響予測 ・

経済評価研究の結果を温暖化影響関数 と し て と り ま と

め， 統合評価モデルに組み込むこ と など， 各公募領域研

究と緊密な連携を と り つつ研究を進める。

〔内容および成果〕

（ １ ） 温暖化の危険な影響のレベルを科学的知見に基づい

て検討する ために， 前年度に引き続き 「温暖化影響デー

タベース」 を開発 ・ 改良し た。

（ ２ ） 全球規模の影響評価モデル （水資源， 健康， 農業）
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を改良し， 国別の気温 ・ 降水量変化を説明変数 と する分

野別影響関数 （世界） を開発し， その再現性を検証し た。

（ ３ ） 濃度安定化等の温暖化抑制目標 と それを実現するた

めの経済効率的な排出経路， および同目標下での影響 ・

リ ス ク を総合的に解析 ・ 評価する ための統合評価モデル

（AIM/Impact[Policy]） に国別 ・ 分野別影響関数を実装 し

た。 また， 日本を対象 と し た影響関数の開発 ・ 実装に も

取 り 組んだ。 さ ら に， 得られた影響評価結果に基づき温

暖化の危険な水準および温暖化抑制目標に関し て議論す

る ための結果表示機能について検討し た。

〔備考〕

「S-4 ： 温暖化の危険な水準及び温室効果ガス安定化レベ

ル検討のための温暖化影響の総合的評価に関する研究」

の一課題

【関連課題】

1）　 健康面から みた温暖化の危険性水準情報の高度化に

関する研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 S-4

〔研究課題コード〕 0509BA937

〔担当者〕 ○小野雅司 （環境健康研究領域）， 田村憲治

〔期　間〕 平成 17 ～平成 21 年度 （2005 ～ 2009 年度）

〔目　的〕 気温の上昇に よ って増加が予想 さ れる死亡や

熱中症， などの直接的な イ ンパク ト ， および， 光化学ス

モ ッ グ発生増加によ る リ ス ク の増大や日本脳炎， あ るい

は国内での流行は現在見られないも のの潜在的な リ ス ク

が懸念されるデング熱， 西ナイルウ ィ ルスなどの媒介性

感染症によ る間接的な イ ンパク ト について， リ ス ク が増

大する レベル， すなわち閾値について検討を行 う 。 併せ

て， 人口の将来推計な ど を加味し た定量的 リ ス ク 評価，

経済コ ス ト への変換のための手法を開発する。

〔内容および成果〕

（ １ ） 適応策を考慮し た温暖化の健康 リ ス ク の定量化 ・ 経

済指標化と マ ッ ピング

熱ス ト レ スの評価は， 高気温によ る超過死亡の形で研究

される こ と が多 く ， 我が国以外に， ヨ ーロ ッパや米国で

も気温と死亡の関連が V 字型 （あ る気温 （至適気温） で

死亡率が 低にな り ， それよ り 気温が高 く て も低 く て も

死亡率は高 く なる） になる こ と がわかっている。

気温と死亡の関連が示す V 字型の， 死亡率が 低になる

気温， すなわち至適日 高気温が， その地域の日 高気

温の85パーセン タ イル値で精度良 く 推定でき る こ と を発

見し， それを用いた将来予測のためのモデルを作成し，

県別の将来予測を行った。

（ ２ ） 温暖化と熱中症 ・ 熱ス ト レ スに関する研究

昨年に引き続き， 気温の上昇によ って増加が予想される

熱中症について， 温度 ・ 影響関数の高精度化について検

討し た。

・ 本年度データ に基づき， 従来検討の困難であ った， 35

℃以上の高温域におけ る温度 ・ 影響関数について検討し

た。 64 歳以下では高温域で熱中症発症 リ ス クの上昇が緩

やかになるのに対し， 65 歳以上の高齢者では気温の上昇

に伴 う 熱中症発症 リ ス ク は指数関数的に上昇し， 温度 ・

影響関数の年令によ る差別化が必要と考え られた。

・ 18 ～ 64 歳では，比較的多様な場所で発生し ているのに

対し， 小学生 ・ 中学生 ・ 高校生では運動中 ・ 学校で， 65

歳以上の高齢者では自宅 （居室） での発生が多 く ， 対策

が必要と考え られた。

・ 気象庁の作成し た地域気候モデル RCM20 を用いて，東

京都を対象に 2031 ～ 2050 年及び 2081 ～ 2100 年の熱中

症患者数の推計を行った。

（ ３ ） 温暖化に伴 う 大気汚染の リ ス ク に関する研究

・気象庁の作成し た地域気候モデル RCM20 を用いて 2031

～ 2050 年及び 2081 ～ 2100 年の夏季 （ ６ ～ ８ 月） の気象

パターンの出現状況を予想し， その気象状況ご と に発生

する光化学オキシダン ト 濃度 （Ox） を求め将来の Ox 濃

度分布を推定し た。

・ 関東， 関西， 東海に続き， 本年度は福岡地域について

予測を行った。 当該地域では過去に Ox 高濃度事例が少

ない こ と か ら， 現況の発生源に基づ く 推定では， 将来の

Ox 濃度にそれほど大き な増加は起き ない と予想された。

・ 将来の Ox 濃度変化 （ΔOx） に伴 う 健康影響 と し ては，

文献よ り 求めた死亡率の増加割合 （ΔRR） と， ２ 種の社

会シナ リ オに基づいて求めた メ ッ シ ュ ご と の将来人口を

ΔOx にかけ る こ と で増加死亡数を推定し て リ ス ク マ ッ

プを作成し た。

 

〔備考〕

①適応策を考慮し た温暖化の健康 リ ス ク の定量化 ・ 経済

指標化と マ ッ ピングに関する研究 （DALY ｓ ） （小野雅司）

②温暖化と死亡 リ ス ク に関する研究 （筑波大学 ・ 本田靖，

国立環境研究所）

③温暖化と熱中症 ・ 熱ス ト レ スに関する研究 （小野雅司）

④温暖化に伴 う 大気汚染の リ ス ク に関する研究 （田村憲

治）

⑤別枠） 節足動物媒介性感染症の発生に及ぼす地球温暖

化の影響予測に関する研究 （国立感染症研究所 ・ 倉根一

郎）
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(1)-5.　 重点 1 関連 P7　 アジア太平洋域における戦略的

データ ベースを用いた応用シナリ オ開発

〔区分名〕 環境 - 委託請負

〔研究課題コード〕 0607BY530

〔担当者〕 ○甲斐沼美紀子 （地球環境研究セン ター）， 増

井利彦， 肱岡靖明， 徐燕， 藤野純一， 花岡達也，

高橋潔

〔期　間〕 平成 18 ～平成 19 年度 （2006 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 今後ますます深刻化する こ と が危惧される，ア

ジア諸国におけ る廃棄物， 大気汚染， 水質悪化などの環

境問題に対し て， 環境負荷及び環境 ・ 資源の現状を包括

的に把握し， 技術や制度を含めた様々な対策オプシ ョ ン

を提供する ための戦略的データベース を構築する。また，

環境－経済モデルを統合する こ と で， 地域レベルか ら多

国間の様々なス ケールで， 物質フ ローや健康影響， 環境

投資を行った場合の環境改善の効果等を評価する応用シ

ナ リ オ分析を行 う 。

〔内容および成果〕

　 イ ノ ベーシ ョ ンオプシ ョ ン分析ツールおよびアジア主

要国に適用し た成果をニューヨーク国連本部で2007年 ５

月に開催された持続可能な発展委員会第 15 会期 （CSD-

15） の ラ ーニ ン グセ ン タ ーお よ びパー ト ナーシ ョ ッ プ

フ ェ アで発表し た。 また， 国立環境研究所で開催された

2007 ト レーニング ワーク シ ョ ッ プにて， アジア主要国の

若手研究者を対象に環境－経済統合モデルの ト レーニン

グを行った。 環境－経済統合モデルの入力条件 と な る シ

ナ リ オについて， 各国の立場から の条件設定ができ る よ

う モデルを組み替えて分析ができ る よ う になった。 これ

まで開発し て き た戦略的データベース （SBD） は， シナ

リ オ分析用のデータ を提供し て き たが， 今後， アジア各

国において環境イ ノ ベーシ ョ ン技術を始め と する環境オ

プシ ョ ンが持続的発展に果たす役割を分析でき る よ う に

する ためにモデル と の イ ン タ フ ェース について検討 し

た。 本年度は， 環境負荷の削減量 と そのために必要な経

費 と の関係を定量的に表現す る 機能を追加 し た。 こ の

ツールはユーザーが各種対策に必要な費用およびその対

策によ る環境負荷の変化量， 各種活動におけ る環境負荷

量， 対策の導入量に関わる シナ リ オなど を入力する こ と

で， 費用 と 対策効果量 と の関係がグ ラ ス上に図示する も

のであ る。また，イ ン ド の民生部門でのバイオマス ス ト ー

ブ， 太陽光発電， CFL 照明などの導入によ る二酸化炭素

削減効果 と 室内大気汚染の改善効果や， 運輸部門を対象

と し て， 電気自動車， バイオ燃料， 交通信号の効果につ

いて推計し た。また，これまでに収集された イ ノベーシ ョ

ン技術の一部を世界経済モデルに組み入れる こ と で， そ

う し た技術の環境及び経済活動への影響を評価する手法

を検討し た。

〔備考〕

外国共同研究機関 ： 中国能源研究所， 中国科学院地理科

学与資源研究所， イ ン ド 経営大学院， ソ ウル大学， 韓国

環境研究所， アジア工科大学 

(1)-6.　 重点研究プログラ ムに係わるその他の活動

(1)-6-1.　 地球温暖化に係わる地球環境モニタ リ ングの実

施

1）　 大気・ 海洋モニタ リ ング

〔研究課題コード〕 0307AC585

〔担当者〕 ○町田敏暢 （地球環境研究セン ター）， 向井人

史， 野尻幸宏， 中根英昭， 小野雅司， 遠嶋康徳，

横内陽子， 谷本浩志， 荒巻能史

〔期　間〕 平成 15 ～平成 19 年度 （2003 ～ 2007 年度）

2）　 陸域モニタ リ ング

〔研究課題コード〕 0610AC593

〔担当者〕 ○藤沼康実 （地球環境研究セン ター）， 小熊宏

之， 高橋善幸， 梁乃申， 田中敦， 今井章雄， 稲

葉一穂， 岩崎一弘， 松重一夫， 上野隆平， 高村

典子， 冨岡典子， 西川雅高， 高澤嘉一， 武田知

巳， 中路達郎， 平田竜一， 犬飼孔， 油田さ と子，

井手玲子

〔期　間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

(1)-6-2.　 地球環境データ ベースの整備

〔研究課題コード〕 0307AC523

〔担当者〕 ○松永恒雄 （地球環境研究セン ター）， 志村純

子， 藤沼康実， 町田敏暢， 甲斐沼美紀子， 花岡

達也， 山形与志樹， 森口祐一， Georgii A

Alexandrov， 曾継業， 開和生， 林洋平

〔期　間〕 平成 15 ～平成 19 年度 （2003 ～ 2007 年度）

(1)-6-3.　 GOSAT データ 定常処理運用システム開発・ 運用

〔研究課題コード〕 0610AL917

〔担当者〕 ○横田達也 （地球環境研究セン ター）， 渡辺宏，

石原博成， 河添史絵， 松永恒雄， 開和生

〔期　間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

(1)-6-4.　 地球温暖化に係わる地球環境研究の総合化及び

支援

1）　 グローバルカ ーボンプロジェ ク ト 事業支援

〔研究課題コード〕 0712BA278
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〔担当者〕 ○笹野泰弘 （地球環境研究セン ター）， 山形与

志樹， Shobhakar Dhakal

〔期　間〕 平成 19 ～平成 24 年度 （2007 ～ 2012 年度）

2）　 地球温暖化観測連携拠点事業支援

〔研究課題コード〕 0609BY922

〔担当者〕 ○野尻幸宏 （地球環境研究セン ター）、 藤谷徳

之助、 宮崎真、 樋渡亜矢子、 レオン愛

〔期　間〕 平成 18 ～平成 21 年度 （2006 ～ 2009 年度）

3）　 温室効果ガスイ ンベント リ 策定事業支援

〔研究課題コード〕 0610BY571

〔担当者〕 ○野尻幸宏 （地球環境研究セン ター）， 相澤智

之， 梅宮知佐， ジャ ンサラ ンジャ ワ ・ バーサン

ス レ ン， 松本力也， 早渕百合子， 小野貴子， 酒

井広平， 田辺清人

〔期　間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

4）　 地球環境研究の総合化及び支援

〔研究課題コード〕 0610AC932

〔担当者〕 ○山本哲 （地球環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

重点 ２ 　 循環型社会研究プログラム

〔研究課題コード〕 0610SP002

〔代表者〕 森口祐一

〔期　間〕 平成 18 ～ 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目　的〕 　 本研究プロ グ ラ ムにおいては，廃棄物の処理

処分や資源の循環的利用が適切な管理手法の も と で国民

の安全， 安心への要求に応え る形で行われる こ と を担保

し ながら， 科学技術立国を支え る資源循環技術システム

の開発と国際社会と調和し た ３ Ｒ （ リ デュース （発生抑

制）， リ ユース （再使用）， リ サイ クル （再生利用）） 推進

を支え る政策手段の提案によ って， 循環型社会の近未来

の具体的な姿を提示し， そ こへの移行を支援する こ と を

目的と し た。

　 中核研究プロ ジェ ク ト ４ 課題， 関連プロ ジェ ク ト ３ 課

題に加え， 重点研究プ ロ グ ラ ムに関連する活動 と し て，

廃棄物管理の着実な実践のための ４ 分野の調査 ・ 研究を

実施する。 併せて， 廃棄物管理の基盤的な調査 ・ 研究，

知的研究基盤整備 と し ての資源循環 ・ 廃棄物処理に関す

るデータベース等の作成を行 う 。

〔内容および成果〕

（ １ ） 中核研究プロ ジェ ク ト

　 「近未来の資源循環システム と政策・マネジ メ ン ト 手法

の設計 ・ 評価 （中核 Ｐ Ｊ １ ）」 と し て， 近未来の循環型

社会ビジ ョ ンについて， 専門家を集めたシナ リ オワーク

シ ョ ッ プを開催し， 2030 年頃までに予想される社会変化

の物質フ ロー及び循環 ・ 廃棄物管理システムへの影響を

予測し， 複数のシナ リ オを描いた。 物質フ ロー と 対策に

よ る環境負荷削減効果を予測する ための投入 ・ 産出型の

定量的なモデルを主要な循環資源を対象に試作し た。 具

体的な技術シス テムを検討する ために， い く つかの主要

な循環資源について関連技術のイ ンベン ト リ ーデータの

基盤整備を図る と と も に， 動脈 ・ 静脈連携によ る資源循

環システム形成の効果を評価し た。 個別 リ サイ クルにお

け る費用や 「見えないフ ロー」 を含めた物質フ ローの把

握， EU の拡大生産者責任の下での責任 ・ 役割分担の形態

や諸外国のデポジ ッ ト 制度の状況を明らかにし た。

　 「資源性・有害性を もつ物質の循環管理方策の立案 と評

価 （中核 Ｐ Ｊ ２ ）」 と し て， プラ スチッ クについて， 臭

素系難燃剤等の添加剤等を対象に， 製品のラ イ フサイ ク

ルにおけ る各ス テージでモニ タ リ ングを実施し， 製品中

含有レベルや使用時の実態把握， リ サイ クル施設におけ

る作業環境の安全性， プロ セスにおけ る制御性の評価や

環境排出量を算定し た。 有害性金属について， 水銀のサ

ブス タ ン ス フ ローを整備し日本の年間排出量を推定， 複

合素材 ・ 複合製品中の金属含有量及び環境排出量把握に

必要な分析方法を確立し， パソ コ ンをケース ス タデ ィ と

し て解体段階におけ る素材及び部品の資源性 と 回収性を

評価し た。 建設資材系再生品について， 環境安全性評価

試験フ レーム案を提示， 特性評価試験の試験精度を確認

し， 標準規格原案を作成し た。

　 「資源循環・廃棄物ラ イ フサイ クルにおける Win-Win 型

資源循環技術システムの開発と評価 （中核 Ｐ Ｊ ３ ）」 と

し て， ガス化 - 改質法によ るエネルギー回収に関し， 850

℃までの範囲で改質触媒適用によ る生成ガス特性の評価

および長時間触媒耐久性の試験評価を行い， 技術的諸要

件を明ら かにし た。 未利用の低品質廃油脂類か らバイオ

デ ィ ーゼル燃料を製造でき る新規技術を開発し， 技術特

性を明らかにし た。 食堂残飯を用いた水素 / メ タ ン二段

発酵 ミ ニパイ ロ ッ ト システムを構築し， 連続運転での負

荷特性， 栄養塩類除去機能の解析等を行った。 食品残さ

から得る L-乳酸の劣化防止策および過熱蒸気殺菌条件の

評価を行ったほか， 発酵残さ飼料を用いた肉用鶏飼養の

飼料特性評価を行った。 中規模浄化槽での効率的な リ ン

除去特性 と と も に鉄電解脱 リ ン法を導入し た小型浄化槽

汚泥から リ ンの溶出および回収特性を得た。 動脈 - 静脈

連携シス テムの基本設計に関し， 関東エ リ アを中心に廃

棄物系バイオマスの需給状況をデータベース化し， 特定
―  42  ―



国立環境研究所年報 （平成 19 年度）
地域を想定し たシステム設計を行い， ラ イ フサイ クルア

セス メ ン ト の手法によ る評価を行った。

　 「国際資源循環を支え る適正管理ネ ッ ト ワー ク と 技術

システムの構築 （中核 Ｐ Ｊ ４ ）」 と し て， アジア地域で

の物質フ ロー分析について， 使用済みの家電 ・ パソ コ ン，

廃プ ラ スチ ッ ク の国内 ・ 国際フ ローの精緻化を行い， 中

古輸出台数や廃ペ ッ ト ボ ト ルの輸出要因な ど を把握 し

た。 アジア諸国の資源循環過程での環境影響把握のため

に， 廃パソ コ ンの詳細解体や基板の燃焼実験を行い， パ

ソ コ ン中金属含有量や不完全燃焼下での PBDEs等排出増

加を明ら かにし た。 また， 固形廃棄物対応 と し てはアジ

ア諸国の廃棄物フ ローパターン化 と技術評価モデルを作

成する と と も に， 液状廃棄物対応 と し て生活排水原単位

の日中比較調査 と 効率的な処理対策技術の開発を進め

た。

（ ２ ） 廃棄物管理の着実な実践のための調査 ・ 研究

　 「循環型社会に適応し た安全 ・ 安心な適正処理 ・ 処分技

術の確立」 と し て， 廃棄物フ ローの中で中間処理に着目

し て自治体レベルでの実態把握調査を行 う と 同時に， 生

態毒性 ・ 生分解性 ・ 有害性 ・ 汚濁性を指標 と し た質変換

評価手法の検討を開始し た。 また， 循環型社会に資する

処分場の埋立類型の構築を目指し て， 埋立後の廃棄物の

安定化 と 周辺環境影響を評価可能な数値解析モデルの構

築に着手し た。 さ ら に， 有機性ハロ ゲン濃度指標の測定

が焼却施設の燃焼制御 と 運転管理に有効であ る こ と を示

し た。 「試験評価 ・ モニ タ リ ング手法の高度化 ・ 体系化」

と し て， 次期 POPs の候補物質， 特に含窒素化合物の分

析法について開発を進め， 循環 ・ 廃棄物処理の発生状況

調査を行った。 更に循環 ・ 廃棄過程において必要な試験

法及び簡易法を整理し， ケース ス タデ ィ と し てダ イ オキ

シン類の生物検定法の適用性確認や再生材におけ る現場

分析試験法の開発を進めた。 また， 「液状 ・ 有機性廃棄物

の適正処理技術の高度化」 と し て， 生活 ・ 事業場排水等

の汚水，生ごみおよびこれらの処理過程で発生する汚泥，

植物残渣等に対し， 浄化槽技術の機能強化や汚泥発生抑

制効果を期待でき る運転操作条件の解析， 生ごみ処理シ

ス テムにおけ る固形および溶存態の炭水化物， 蛋白質，

脂質についての生物処理特性解析， 植栽 ・ 土壌生態工学

システムの高度化技術開発等， 地域特性に応じ た適正処

理 ・ 資源循環技術システムの開発 ・ 評価を行った。 さ ら

に， 「廃棄物の不適正処理に伴 う 負の遺産対策」 と し て，

発熱し た堆積廃棄物の出火危険性を把握する現場調査法

と 評価法に関する検討を行い， 発火が疑われる重点調査

地点の抽出法フ ローを提案する と と もに， 低濃度の PCB

を測定する方法の検討， PFOS の適正処理方法の検討を

行った。

（ ３ ） 基盤型な調査 ・ 研究

　 「廃棄ア スベス ト の リ ス ク管理に関する研究」 と し て，

ア スベス ト 廃棄物の熱処理によ る無害化処理を確認する

ため， 分析が必要な各種試料に対し透過電子顕微鏡によ

る試験法を確立し， 処理物及び一般環境試料に適用し，

データの蓄積に努める と と も に， 基礎的検討 と し て ４ 種

の標準物質の熱処理物の鉱物組成変化及び繊維数減少を

確認し た。 「資源循環に係る基盤的技術の開発」 と し て，

廃棄物処理 ・ 資源化技術等の開発， 導入および稼働状況

等に関する調査を行い， バイオマスガス化 - 発電システ

ムや炭化施設等におけ るエネルギー利用， マテ リ アル回

収の実際例を評価し たほか， 今後の技術的課題について

環境設備 メ ーカーから情報を収集し た。

（ ４ ） 知的研究基盤の整備

　 「資源循環 ・ 廃棄物処理に関するデータベース等の作

成」 と し て， 廃棄物系バイオマスの賦存量や循環利用技

術プロ セスの投入 ・ 産出データ， 建設系再生製品の環境

負荷データベース作成に取 り 組んだ。

(2)-1.　 重点２ 中核 P1　 近未来の循環資源システムと 政

策・ マネジメ ント 手法の設計・ 評価

〔区分名〕 中核研究

〔研究課題コード〕 0610AA201

〔担当者〕 ○大迫政浩 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター） ， 田崎智宏， 藤井実， 橋本征二， 南齋規

介， 稲葉陸太， 鄭 　 昌煥， 村上理映

〔期　間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目　的〕 近未来におけ る 循環型社会の形成を目指 し，

OECD 等の国際的な研究の動向を踏まえながら， 社会条

件等の変化 と それに伴 う 物質フ ローの時空間的な変化を

量的 ・ 質的に予測 ・ 評価し， 循環型社会形成に向けた戦

略的な目標設定を行 う 。 また， それら を達成する ための

資源循環型の技術システム と 社会 ・ 経済シス テムへの転

換を図る ための政策 ・ マネジ メ ン ト 手法の設計 ・ 評価を

行い， 近未来の循環型社会ビジ ョ ンに向けた転換シナ リ

オを提示する。 具体的には，

（ １ ） 10 ～ 20 年後の循環資源 ・ 廃棄物の発生量を予測し

て資源循環の優先的対象を抽出する と と も に， 資源循環

の指標群や定量的な目標を与え る。

（ ２ ） 目標達成のために地域から国レベルの具体的な技術

システム と 政策 ・ マネジ メ ン ト 手法を含む転換シナ リ オ

を示す と と も に， その達成のための課題を明確化し， 新

たな循環型社会形成推進基本計画の検討に資する目標設

定にかかる考え方や個別施策の方向性を提示する。
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〔内容および成果〕

　 様々な社会条件の変化と それに伴 う 物質フ ロー，循環・

廃棄物管理シス テムへの影響を， 識者へのイ ン タ ビ ュー

や他分野の将来予測に関する知見， ワーク シ ョ ッ プ形式

での議論を基に網羅的に整理し， 定性的な因果関係モデ

ルを作成する と と も に， 重要かつ不確実性の高い要因を

同定し複数のシナ リ オを描いた。 また， 社会変化が も た

らす製品 ・ サービ ス需要への影響や天然資源消費抑制や

環境負荷低減対策 と し ての社会 ・ 技術システムの設定を

外生的に与え， 物質フ ローの将来予測 と 対策によ る効果

を予測する ための投入 ・ 産出型の定量的なモデルを試作

し た。

　 近未来におけ る対策シナ リ オの重要な役割を担 う 技術

システムについて，主要な循環資源を対象と し た LCA 評

価を行った。 含炭素循環資源 （バイオマス系及びプラ ス

チ ッ ク 系） や鉱物系循環資源について イ ンベン ト リ ー

データの情報基盤整備を行い， その中で食品廃棄物や下

水汚泥を対象 と し たバイオマスエネルギーシステム， 鉄

鋼， 非鉄， セ メ ン ト の三大素材産業を中核 と し た動脈 ・

静脈連携によ る産業システム形成の効果を評価し た。

　 自治体間のパフ ォーマン ス を比較可能にし， 各自治体

が自らのマネジ メ ン ト を改善し てい く ための手法 と し て

ベンチマーキング手法を提案し た。 また， 物質循環の各

断面で発生する費用や環境保全効果を表現でき る廃棄物

環境会計を提案し， 容器包装 リ サイ クル法 と 一般廃棄物

処理への適用を試みた。 個別 リ サイ クル法におけ る費用

情報収集や 「見えないフ ロー」 を含めた物質フ ローの把

握， 建設 リ サイ クルにおけ る問題視的検証型の実態評価

によ る政策課題明確化等の検討を行 う と と もに，EU の拡

大生産者責任の下での責任 ・ 役割分担の形態や諸外国の

デポジ ッ ト 制度の状況を明らかにし た。

〔備考〕

〔関連課題〕

0607BE579 　 近未来の循環型社会におけ る技術シ ス テム

ビジ ョ ン と転換戦略に関する研究 44p.

0608BE581 　 ベンチマーク 指標を活用し た一般廃棄物処

理事業の評価に関する研究 45p.

0709BE280 　 破砕選別によ る建設系廃棄物の地域循環シ

ステムの設計に関する研究 68p.

0707BE282 　 物質ス ト ッ ク 勘定体系の構築 と その適用に

よ る廃棄物 ・ 資源管理戦略研究 45p.

0709CD304 　 国際貿易戦略と調和し た 「持続可能な消費」

に向けた消費と技術の転換ビジ ョ ンの構築 46p.

0710AE525 　 廃棄物政策の有効性 と 廃棄物事業の非効率

性に関する実証研究 60p.

【関連課題】

1）　 近未来の循環型社会における技術システムビジョ ン

と 転換戦略に関する研究

〔区分名〕 環境 - 廃棄物処理

〔研究課題コード〕 0607BE579

〔担当者〕 ○大迫政浩 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 井上雄三， 倉持秀敏， 稲葉陸太

〔期　間〕 平成 18 ～平成 19 年度 （2006 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 様々な主体での近未来の循環型社会への転換

戦略が必要 と されている こ と から， 主に技術システムづ

く り の観点か ら， 将来ビジ ョ ン と それに向けた転換戦略

と し てのシナ リ オ と ロー ド マ ッ プを提示する。 また， そ

の検討の過程で得 ら れ る 近未来の物質フ ロ ーの予測手

法， 近未来の資源循環のターゲ ッ ト と すべき廃棄物 ・ 副

産物 リ ス ト ， 技術システムシーズのデータベース， 地域

実証に繋がる ビジネスモデル ・ 産業モデル， い く つかの

制度に基づ く 技術政策の在 り 方などを提示する。

〔内容および成果〕

　 近未来の物質フ ロー， 管理システムに影響する社会シ

ナ リ オ と し て， 環境省の超長期ビジ ョ ンや日本低炭素社

会 2050 プロ ジェ ク ト ，当研究所中核研究プロ ジェ ク ト の

研究成果等を勘案， 考察し， 人の価値観 （ラ イ フ ス タ イ

ル） の変化， 技術の変化， 国際情勢の変化の三つの要因

を社会の分岐点 と する シナ リ オを描いた。 次に， 社会シ

ナ リ オを物質フ ローに定量的に投影する ためのモデルを

試作し た。 食品系および木質系循環資源を例 と し て， 需

要か ら モ ノ の生産や循環資源の発生に至る関係構造を記

述し， 社会変化等の外性的要因が物質需要や技術等に変

化を も た ら し た際の物質フ ロー変化を予測でき るモデル

と し た。 需要に関わる各種の将来予測を考慮し た木質系

循環資源の試行的な予測か らは， マテ リ アル リ サイ クル

を優先し た場合にはエネルギー利用に供給でき る量は確

保でき ない と の見通しが得られた。

　 後に， 物質フ ローを コ ン ト ロールする ための対策シ

ナ リ オを上記のモデルに組み込むために， 実現可能な具

体的な循環技術システムの設計 ・ 評価をケース ス タデ ィ

と し て行った。 鉄鋼， 非鉄， セ メ ン ト の素材産業を活用

し たシス テムについては， 関連する技術プロセスへの物

質の投入 ・ 産出構造を定量的に明ら かにし， 現在の循環

資源の投入によ る効果を評価する と と も に， 将来， 廃プ

ラ スチ ッ クや焼却残渣の投入量を増加させる シナ リ オで

の分析か ら， 温室効果ガス排出や天然資源消費抑制に大

き く 貢献でき る こ と を明確にし た。 金属資源の回収シス

テム と し て， 焼却残渣の溶融プロ セス と 非鉄製錬プロ セ
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ス と を連結させたシス テム評価においては， ベース メ タ

ルだけでな く レ ア メ タ ルや貴金属な ど の回収が可能で

あ っ た。 ま た， 温室効果ガ ス 排出増加や総物質関与量

（TMR） 減少などの結果を示し た。土石系循環資源につい

ては，愛知県を中心 とする東海地域をフ ィ ール ド と し て，

新たな需要技術 と し て環境修復 と 両立し た亜炭坑跡地空

洞充填や浚渫窪地埋め戻し事業の費用便益分析を行い，

便益が上回る条件を明確にし た。 廃棄物系バイオマスに

ついては， 動脈 ・ 静脈連携エネルギーシステムについて

設計 ・ 提案し， 下水汚泥を対象にし た評価を行い， バイ

オガス化や炭化等のエネルギー転換技術を活用し た電力

系統や都市ガス導管への接続によ るエネルギー利用シス

テムが優位性を もつこ と を明確にし た。

〔備考〕

2）　 ベンチマーク 指標を 活用し た一般廃棄物処理事業の

評価に関する研究

〔区分名〕 環境 - 廃棄物処理

〔研究課題コード〕 0608BE581

〔担当者〕 ○大迫政浩（循環型社会・廃棄物研究セン ター）

〔期　間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 市町村の一般廃棄物処理事業を詳細に分析す

る ミ ク ロ評価， および自治体間での比較が可能で全国に

おけ る相対的位置付けを分析するマ ク ロ評価の両側面か

ら，それぞれ事業の効果及び費用効率性を的確に評価し，

事業の改善分析に も 応用で き る ベンチマー ク 指標を開

発 ・ 実証する と と も に， 今後の指標活用方策に関する展

開の方向性を提示する。

〔内容および成果〕

　 本研究の成果が反映され環境省において策定された一

般廃棄物処理システム指針に基づいて， 福岡県の市町村

を対象にケース ス タデ ィ を行った。 ごみ排出量や リ サイ

クル率， 終処分量， エネルギー回収量， それら に要す

る コ ス ト と 費用効率などの指標を算定し， 他の類似自治

体等 と の比較分析用のレーダーチャー ト を作成し た。 そ

の結果， 本手法が対象自治体におけ る課題や改善策の分

析に有用であ る こ と が明確になった。

　 指標の中で調査手法や改善分析用の補助指標の開発が

遅れている 「住民満足度」 については， 前年度行った住

民の一般廃棄物処理事業に対する評価に関する アンケー

ト 調査結果を属性別に追加解析する と と も に， 住民 と 行

政担当者の評価の乖離について ヒ ア リ ング調査等によ り

明ら かにし た。 それらの結果を も と に， 改善分析に必要

な補助指標を含む住民満足度の調査フ ォーマ ッ ト を設計

し イ ン ターネ ッ ト 調査をい く つかの自治体で実施する こ

と で， 住民満足度の実態を把握し た。

〔備考〕

3）　 物質スト ッ ク 勘定体系の構築と その適用による廃棄

物・ 資源管理戦略研究

〔区分名〕 環境 - 廃棄物処理 

〔研究課題コード〕 0707BE282

〔担当者〕 ○橋本征二 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 田崎智宏， 中島謙一

〔期　間〕 平成 19 年度 （2007 年度）

〔目　的〕 大量生産 ・ 消費 ・ 廃棄に象徴される フ ロー型社

会に対する も の と し てス ト ッ ク型社会が提示されている

が， 既存の物質ス ト ッ ク を有効に活用する ためには， 具

体的にどのよ う な物質がどの程度社会に蓄積され， 活用

され， 将来にわたって廃棄物 と し て発生し， また， 資源

と し ての再活用が可能で， も し く は有害性を有するのか

を明らかにする こ と が必要であ る。 このよ う な こ と から，

本研究では， 物質フ ロ ーの勘定体系 と 整合 し た物質ス

ト ッ ク の勘定体系を構築し て これを適用し， い く つかの

製品や素材を対象 と し て近未来のシナ リ オ分析を行 う こ

と で， ス ト ッ ク に関わる廃棄物 ・ 資源管理戦略について

検討する。

〔内容および成果〕

　 本年度は， 物質ス ト ッ ク勘定体系の枠組みの改善， 素

材及び製品の構成物質原単位の拡張， 製品使用年数等の

データベースの設計， い く つかの物質に関する ス ト ッ ク

およびフ ローの分析を行った。

　 物質ス ト ッ ク勘定体系の枠組みについては， 本研究の

システム境界を明確にする と と も に， 廃棄物 ・ 資源管理

の観点から見た物質ス ト ッ ク の分類について さ ら に詳細

に検討し た。 システム境界 （経済圏 と 環境圏の境界） に

ついては， 物質ス ト ッ ク 勘定の用途 ・ 目的の観点か ら，

人工林 ・ 耕作物を環境圏， 埋立廃棄物を経済圏 と 設定す

る こ と と し た。 ま た， 物質ス ト ッ ク の分類については，

利用 ・ 存在形態か ら の分類を再構築し， 廃棄物 と し ての

発生可能性 ・ 資源 と し ての回収可能性 と の関係を よ り 明

確にし た。

　 素材および製品の構成物質原単位の推計については，

WIO-MFA モデルの応用 と し て推計を行った。銅電解ス ラ

イ ムから の金および銀の抽出技術などの非鉄金属精錬プ

ロ セスの反映， 塩化ビニル （PVC） を含めたプ ラ スチ ッ

ク部門の拡張によ り ， Fe， Al， Cu， Pb， Zn， Sn， Au， Ag，

Ferro-alloy， Plastics の推計が可能と なった。

　 製品使用年数等のデータベースについては， その目的

と し て， １ ） 使用年数等のデータの取得を容易にし， ス
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ト ッ ク調査 ・ 研究を進展させる こ と， ２ ） 使用年数等の

データの定義等を明確にし， 誤利用を防ぐ こ と， ３ ） 整

備 ・ 調査されていないデータ を明確にし， 調査等を促す

こ と， ４ ） データ収集機能を設ける こ と の ４ つを設定し，

データベースの項目を選定し た。

　 物質ス ト ッ クおよびフ ローの分析については， 建設鉱

物， マンガン， イ ン ジ ウ ム を対象 と し た分析を行った。

建設鉱物については， いわゆる廃棄物 と し て発生する可

能性のあ る潜在廃棄物の推計を試み， その比率がス ト ッ

ク量の 30％程度と それほど大き く ないこ と を示し た。 マ

ンガンについては， 鉄鋼フ ローに随伴するマンガンの物

質フ ロー分析を行い， 製鋼プロセスでは投入されるの と

同量のマンガンが製鋼ス ラ グ と し て排出されている こ と

を示し た。 イ ンジウ ムについては， 透明電極用 ITO に利

用される イ ンジウ ムの物質フ ロー分析を行い， ITO 膜用

途に利用されている イ ンジ ウ ムの う ち約半分が拡散も し

く は潜在的に拡散し ている こ と を示し た。

〔備考〕

共同研究者 ： 梅澤修 （横浜国立大学）， 谷川寛樹 （和歌山

大学）， 村上進亮， 醍醐市朗 （東京大学）， 横山一代 （東

北大学），布施正暁 （産業技術総合研究所），山末英嗣 （京

都大学）

4）　 国際貿易戦略と 調和し た「 持続可能な消費」 に向け

た消費と 技術の転換ビジョ ンの構築

〔区分名〕 文科 - 科研費 

〔研究課題コード〕 0709CD304

〔担当者〕 ○南齋規介（循環型社会・廃棄物研究セン ター）

〔期　間〕 平成 19 ～平成 21 年度 （2007 ～ 2009 年度）

〔目　的〕 国際貿易パターンの違い と 消費の転換ビ ジ ョ

ン と の関係に問題意識を持ち， ラ イ フサイ クル思考によ

る研究手法を援用し て， 消費の転換ビジ ョ ンの構築に取

り 組む。 と り わけ輸出入パターン， 消費形態， 環境 と 経

済 と の関係に着目し た消費構造の評価モデルの開発を行

う 。 また， 消費構造の変化の将来シナ リ オを立て， 消費

変化 と 輸出入パターン と の組み合わせを考え， モデルを

通じ て環境負荷， 経済， 社会の安定性に関する特性を明

ら かにし， 国際貿易戦略 と 調和し た我が国の消費の転換

ビジ ョ ンを提示する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 本年度は， 消費 と 財 ・ サービ スの輸出入を通じ た諸外

国 と の貿易ネ ッ ト ワーク を同定する ための手法論の開発

を主 と し て行った。 我が国の生産消費システム と 貿易相

手国 と の関係を取引額に着目し て投入産出表の勘定体系

で表現し， こ の勘定体系か ら産業連関モデルを構築する

ため理論的な整理を行った。 提案する勘定体系において

は， 我が国の産業連関表の部門分類の詳細性が確保でき

る ため， 国内の技術や消費形態の変化をモデルに組み入

れこ と に適し た枠組みであ る と考え られる。

〔備考〕

5）　 資源有効利用促進のためのレ アメ タ ル資源循環分析

モデルの開発

〔研究課題コード〕 0708CD580

〔担当者〕 ○中島謙一（循環型社会・廃棄物研究セン ター）

〔期　間〕 平成 19 ～平成 20 年度 （2007 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 近年具現化しつつあ る温暖化な ど をは じ め と

する地球環境問題， 資源枯渇などの資源問題を受けて物

質循環型社会の形成， および， そのための資源 ・ 廃棄物

を含めた物質管理が緊要 と されている。 上記の物質管理

の観点において， 特定の物質が 「ど こ に？」 ， 「どの く ら

い？」 ， 「どのよ う な形態で？」 存在し ているかを把握す

る こ と は極めて重要であ る。本研究では，WIO-MFA モデ

ルに基づ く レア メ タル資源循環分析モデルの開発 と 応用

を行 う 。

〔内容および成果〕

　 ①レア メ タルのマテ リ アルフ ロー調査と し て， （ ａ ） イ

ンジウ ム， （ ｂ ） マンガン， （ ｃ ） モ リ ブデン， （ ｄ ） 携帯

電話に含有される微量有害物質の調査を実施し た。結果，

（ ａ ） についてはフ ラ ッ ト パネルデ ィ スプレ イ製品製造時

の歩留ま り の向上および， 工程屑の更な る リ サイ クルの

向上の必要性， （ ｂ ） については製鋼ス ラ グに含まれるマ

ンガンの有効利用の可能性， （ ｃ ） についてはス ク ラ ッ プ

規格の必要性， （ ｄ ） については使用済み携帯電話の回収

システムの必要性が明らか と なった。

　 ②製錬 ・ 精製技術モデルの調査， および③レア メ タル

資源循環分析モデルの開発 と し ては， 文献 ・ ヒ ア リ ング

調査データ を も と に， 非鉄金属製錬 ・ 精製におけ る副産

物 （電解ス ラ イ ム） からの随伴金属 （金 , 銀 , 錫） の副産

物回収を組み込んだモデルの開発を行った。 これによ り ，

随伴金属の需要変化に伴 う ベース メ タル （銅， 鉛， 亜鉛

など） の供給変化の構造の分析が可能と なった。

〔備考〕

(2)-2.　 重点２ 中核 P2　 資源性・ 有害性をも つ物質の循環

管理方策の立案と 評価

〔区分名〕 中核研究

〔研究課題コード〕 0610AA202

〔担当者〕 ○野馬幸生 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター） ， 滝上英孝， 肴倉宏史， 貴田晶子， 山本
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貴士， 田崎智宏， 寺園淳

〔期　間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目　的〕 廃棄物の適正管理及び， 製品， 資源の循環的利

用が有害性 と 資源性 （有用性） の両面を見据えた新たな

物質管理手法の下に行われる こ と を目指し，国民の安全，

安心への要求に応えつつ， 資源の循環的利用を促進し，

資源回収 ・ 適正処理の高度化を支援する こ と を目的 と す

る。 到達目標は， 資源性 と 有害性の両面を見据えた物質

管理方策を提示し， 再生品利用促進のための環境安全品

質の管理手法を確立する こ と であ る。

〔内容および成果〕

　 プ ラ スチ ッ ク の リ サイ クル ・ 廃棄過程におけ る化学物

質管理方策の検討のため， 臭素系， 有機 リ ン系難燃剤等

の分析法を開発する と と も に， 挙動評価に有用な物性値

が実験的に得られた。 製品， 再生製品を構成する部材中

の化学物質情報を明ら かにする ため， 臭素系難燃剤を対

象 と し た分析を実施し， 製品中の含有レベル， 再生製品

への混入レベルを把握し た。 製品使用時におけ る化学物

質の室内負荷に関し， 難燃剤等を対象に， 一般家庭や事

業所の室内空気， ハウ スダス ト の分析を行 う こ と によ っ

て実態を明ら かにし， モデルルームにおけ る製品負荷試

験を行 う こ と によ って放散速度， 排出係数 と いった曝露

リ ス ク算定に有用なパラ メ ータ を求めた。 家電及び廃プ

ラ スチ ッ ク リ サイ クル施設におけ る調査を実施し， 有害

化学物質のモニ タ リ ン グ を行っ て， 作業環境の安全性，

プ ロ セ ス におけ る 制御性の評価や環境排出量を算定 し

た。

　 製品， 素材， 廃棄物等複合素材中の有害性 ・ 資源性金

属の試験法 と し て， 部品 ・ 素材の解体 と 個別分析によ る

全含有量の積み上げ方式に加え， 基板等資源回収される

部品等の回収後残渣の不適正処理に伴 う 影響を推定する

ための試験系を加えた手法を確立し た。 パソ コ ンをケー

ス ス タデ ィ と し て， 40 種の金属量を把握し， 解体段階に

おけ る素材及び部品の回収性を評価し た。 多種 ・ 多量の

部品を含む基板について燃焼実験によ るマスバラ ン ス解

析によ り 得た金属量の代表値は， 積み上げ方式によ る値

と ほぼ一致し た結果を得た。 廃パソ コ ンの金属量に流通

フ ローを組合せて， 資源性 ・ 有害性金属の潜在回収可能

量及び国内 ・ 国外移動量を求めた。 また， 国際的管理対

象物質であ る水銀のサブス タ ン ス フ ローを整備する と と

も に， 大気排出イ ンベン ト リ ーにおいては排出源別の排

出係数を精緻化し， 日本からの年間排出量を推定し た。

　 建設系再生製品に関す る 評価方法 と 許容基準につい

て， 環境安全評価試験フ レーム案を提示し た。 欧州規格

の特性評価試験を我が国の再生製品に適用する ための試

験条件を検討し，試験精度への影響要因を明らかにし た。

環境 大溶出可能量試験については十分な精度を持つ試

験法であ る こ と が確認され， 廃棄物学会へ標準規格の原

案を提出し た。 環境曝露試験では， 中性化や浸漬式乾湿

サイ クル条件で溶出が促進する こ と を確認し た。 評価試

験データ を入力情報 と する発生源理論モデル と 土壌地下

水環境への移動モデルを設計 ・ 試作し， 長期的な放出 と

地盤環境中での移動を予測する手法を開発し た。

〔備考〕

〔関連課題〕

0507BE509 　 再生製品に対する環境安全評価手法のシ ス

テム規格化に基づ く 安全品質レベルの合理的設定手法に

関する研究 49p.

0507BE955 　 循環廃棄過程を含めた水銀の排出イ ンベン

ト リ と排出削減に関する研究 47p.

0610AB447 　 循環資源 ・ 廃棄物の試験評価 ・ モニ タ リ ン

グ手法の高度化 ・ 体系化 62p.

0608BF326 　 家庭系廃製品の残留性化学物質 と ３ Ｒ シナ

リ オ解析 48p.

0608CD327 　 残留性化学物質の物質循環フ ローモデルの

開発と検証 48p.

0708BY364 　 平成 １ ９ 年度 Ｒ ｏ Ｈ Ｓ 規制物質等対策調査

業務 49p.

0708AF567 　 繊維製品に含まれる添加型化学物質の使用

時挙動の解明 49p.

【関連課題】

1）　 循環廃棄過程を含めた水銀の排出イ ンベント リ と 排

出削減に関する研究

〔区分名〕 環境 - 廃棄物処理

〔研究課題コード〕 0507BE955

〔担当者〕 ○貴田晶子 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 安田憲二

〔期　間〕 平成 17 ～平成 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 水銀の世界的削減動向の中でアジアか ら の発

生源寄与が注目されているが， 排出量の状況は不明であ

る。 日本におけ る主た る排出源 と される石炭燃焼 ・ 廃棄

物燃焼を含む排出イ ンベン ト リ を作成し， 水銀の国内 ・

国際フ ローを明確にし， 環境挙動をおさ えつつ， 削減方

法に応じ た制御シナ リ オに対応する大気排出量を推定す

る。 また連続モニ タ リ ング装置によ る排出量推定値の精

度検証を行 う 。

〔内容および成果〕

　 研究期間 終年度 と し て， 水銀の大気排出イ ンベン ト

リ ー推定の精緻化を行った。 排出量が多い と 想定 さ れ，
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日本におけ る実施設調査が少ない排出源について， 原料

か らの推定及び実調査によ り 排出係数の精度を向上させ

た。

（ １ ） 医療系廃棄物焼却の実施設において， 形態別 （原子

状水銀， イオン性水銀， 粒子状水銀） の水銀の連続測定

によ り 排出係数を得た。 焼却の発生段階では主にイ オン

性水銀と し て存在し てお り ，その排出係数は １ mg/kg，ま

た環境排出時点での排出係数は 0.36mg/kg と なった。 国

連環境計画 （UNEP） のデフ ォル ト 値 （10 ～ 20mg/kg） と

比べ一桁以上小さ かったが， 得られた値は， 日本唯一の

既報値 （0.13 ～ 1mg/kg） の範囲にあ り ， 前年度の施設調

査の結果1.48～2.35mg/kg と ほぼ一致する排出係数であっ

た。 こ の発生源からの排出量 0.34 ～ 1.64 ト ン／年 と推定

し た。

（ ２ ） 製鉄業では実施設調査が不可能であったため， 原料

鉱石の水銀濃度測定によ り 排出 大量を推定し た。 結果

は， これまでに硫黄濃度か らの水銀濃度推定で得られた

0.017mg/kg よ り 高 く 0.04mg/kg であった。製鉄業からの

大排出量推定値は約 ９ ト ン／年 と なった。 排ガス低減効

率を産業廃棄物処理施設と同等とみなすと約 4.5 ト ン／

年と推定された。

（ ３ ） 日本全体の水銀の大気排出イ ンベン ト リ ーは， 上記

検討及びセ メ ン ト 協会発表 （すべてのセ メ ン ト キルンの

測定値平均） を採用し， 全体と し て 23 ～ 27 ト ン／年 と

推定し た。

　 形態別の水銀の排出係数について， ラ ボス ケール実験

及び実施設調査に よ り 得 ら れたデー タ を も と に整理 し

た。 水銀の発生過程は， 使用する水銀の形態 と ガス中の

塩素濃度に影響される。 また 終排ガス中の形態は排ガ

ス処理設備の種類によ り 異な る ため， 発生源ご と に形態

別排出係数を推定するにはさ ら に実施設データの集積が

必要と いえ る。

（ ４ ） 排出 イ ンベン ト リ ーの経年変化を推定し， 製造工

程 ・ 製品への使用量低減対策及びダ イオキシン類対策 と

し て実施された排ガス処理施設の変更の影響について考

察し た。

〔備考〕

共同研究機関 ： 京都大学 （酒井伸一， 高岡昌輝， 平井康

宏）， 岐阜大学 （守富寛）， 九州大学 （高橋史武）

2）　 家庭系廃製品の残留性化学物質と ３ Ｒ シナリ オ解析

〔区分名〕 環境 - 廃棄物対策 

〔研究課題コード〕 0608BF326

〔担当者〕 ○滝上英孝 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 倉持秀敏

〔期　間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 家庭系廃製品に含有 さ れる有機臭素系難燃剤

（BFR） や重金属類等の残留性化学物質を取 り 上げ， 物質

代替，回収再生などの ３ Ｒ 方策を含めたシナ リ オ研究を

行 う 。 特に家庭製品中の難燃剤使用に関し， ３ R シナ リ

オの遂行 （物質代替， 再生品利用等） に付随し てハザー

ド ・ リ ス ク評価の面か ら留意すべき ポ イ ン ト を化学分析

／バイオア ッ セ イ統合評価か ら抽出する。 環境動態モデ

ルに BFR 等を適用する ための物理化学パラ メ ータ を整備

する ため， それら の測定および推算モデルの開発 ・ 評価

を行 う 。

〔内容および成果〕

　 モデルルームに難燃剤を含有する家電製品および繊維

製品を設置し， 室内空気中の リ ン系 ・ 臭素系難燃剤等の

濃度を調査し た。 設置製品中の難燃剤については実測も

し く は， ハン ドヘル ド XRF でス ク リ ーニングを行い， 含

有量情報を得た。 また， 個別製品にパ ッ シブサンプ ラー

を装着し， 難燃剤の放散について も調査を行った。 これ

ら の結果か ら室内空気に存在する各種難燃剤の起源 と製

品からの放散に関する特性について解析を行った。

　 物理化学パラ メ ータの整備に関し ては， 前年度の知見

を利用し て， 任意の pH における テ ト ラブロモビ ス フ ェ

ノ ール A （TBBP-A) の水への溶解度 （Sw) およびオ ク タ

ノ ール / 水分配係数（Kow) を計算でき るモデルを整備し，

そのモデルを用いて TBBP-A の解離定数を新たに提示し

た。 また， 芳香族 リ ン酸エス テル と その縮合型 リ ン酸エ

ステルの Sw および Kow を測定し た。 一部の物質に対し

て Sw や Kow を測定でき ない場合があ り ， それらの Sw

や Kow を求めるために， 推算モデルの適用を試み， その

推算値の妥当性を評価し た。 さ ら に， 蒸気圧測定装置を

作成し， 臭素系難燃剤や リ ン酸エステル と 同等の蒸気圧

を有する標準物質の蒸気圧測定を試みた。

〔備考〕

研究代表者 ： 京都大学 　 酒井伸一

研究分担者 ： 愛媛大学 　 田辺信介 ・ 高橋 　 真 ・ 神戸大学 ・

竹内憲司， 京都大学 　 平井康宏 ・ 浅利美鈴

3）　 残留性化学物質の物質循環フ ローモデルの開発と 検

証

〔区分名〕 文科 - 科研費 

〔研究課題コード〕 0608CD327

〔担当者〕 ○滝上英孝（循環型社会・廃棄物研究セン ター）

〔期　間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 循環型社会におけ る残留性化学物質の制御に

向け， 政策的に応用可能な社会循環 と 環境移動を統合し
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た循環系モデルを構築する こ と を目指す。 分担テーマ と

し て， 製造 ・ 加工 ・ リ サイ クル施設等を中心 と し た残留

性化学物質の大気沈降分析に加え， 特に有機臭素系難燃

剤 （BFRs） については， 室内環境 （ハウ スダス ト 等） か

ら の排出 ・ 分解変換パラ メ ータ等の取得を行い， 社会循

環モデル と の統合に向けて重要な排出イ ンベン ト リ を整

備 ・ 検証し， 環境移動／動態モデルにも反映させる。

〔内容および成果〕

　 室内環境から の残留性化学物質排出調査 と し て， 特に

難燃剤に着目し， 防炎機能が強化されている施設を選定

し， う ち， ビジネス ホテルを対象に， 宿泊フ ロ ア， バン

ケ ッ ト フ ロ ア等において採取し た室内空気並びにダス ト

試料について， 有機臭素系難燃剤や リ ン系難燃剤及び関

連化学物質の分析調査を行い， 使用されている物品や設

備素材 と の関連性の考察を行った。 また， ホテル以外に

も保育園や病院， 飲食店などの施設か ら， 室内ダス ト を

採取し て， 有機臭素化合物の化学分析／バイオア ッ セ イ

によ る統合評価を行った。 具体的には， 有機臭素系難燃

剤， 臭素化ダ イオキシン類等の関連化学物質及び各種バ

イ オア ッ セ イ値 （ダ イオキシン様活性値等） の分析調査

を行い，各種分析値の濃度レベルを把握する と共に，デー

タ間の関連性について評価し た。

〔備考〕

研究代表者 ： 京都大学 　 酒井伸一

分担研究者 ： 京都大学 　 平井康宏， 浅利美鈴

4）　 平成１ ９ 年度 Ｒ ｏ Ｈ Ｓ 規制物質等対策調査業務

〔区分名〕 環境 - 委託請負 

〔研究課題コード〕 0708BY364

〔担当者〕 ○滝上英孝（循環型社会・廃棄物研究セン ター）

〔期　間〕 平成 19 ～平成 20 年度 （2007 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 本調査は， 廃棄物処理や リ サ イ ク ル等に係る

Ｒ ｏ Ｈ Ｓ 規制物質等について， 国内外の研究成果や知見

を収集 ・ 整理し， 廃棄物処理施設等か ら の排出経路 ・ 形

態等及び再生製品中の状況を把握する こ と によ り ， 今後

の対策指針策定に必要な基礎資料を得る こ と を目的 と す

る。

〔内容および成果〕

　 下記 （ １ ） ～ （ ４ ） の内容を実施し た。

（ １ ） 焼却施設， 破砕施設， 圧縮 ・ 減容施設， 終処分場

等の廃棄物処理施設に係る技術情報並びにそれら施設に

おけ る有害化学物質の発生及び発生抑制等に関する技術

情報等の文献調査を実施し た。

（ ２ ） プラ スチ ッ ク製品， 廃製品及び再生製品中の RoHS

規制物質等の含有量調査を実施し た。

（ ３ ） プラ スチッ ク系廃棄物熱処理 リ サイ クル施設 （ １ 施

設） 及び一般廃棄物 終処分場 （ １ 施設） における RoHS

規制物質等のプロ セス内挙動調査， 環境排出量推定， 作

業環境評価を行った。

（ ４ ） 廃棄物処理技術に係る国外の情報と し て， 韓国， 中

国， Ｅ Ｕ， ド イ ツ， フ ラ ン ス及びア メ リ カ合衆国におけ

る適正処理困難物， 生ごみ， プ ラ スチ ッ ク などの収集 ・

処理方法， 廃棄物処理技術に関する焼却処理， 焼却処理

以外の普及状況， 埋立処分の現状について情報収集を

行った。

〔備考〕

環境省からの入札請負業務と し て実施。

5）　 繊維製品に含まれる添加型化学物質の使用時挙動の

解明

〔研究課題コード〕 0708AF567

〔担当者〕 ○梶原夏子（循環型社会・廃棄物研究セン ター）

〔期　間〕 平成 19 ～平成 20 年度 （2007 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 繊維製品は室内利用品の中で も特に比表面積

が大きいため， 製品に付与される添加型化学物質の気中

放散量が大きい可能性があ る。 本研究では， ハウ スダス

ト から高濃度で検出例のあ る難燃剤 HBCD （化審法第一

種監視化学物質） に着目し， 防炎加工された繊維製品使

用時におけ る HBCD の放散および環境変換性等を調査

し， ヒ ト への暴露量および環境排出係数を見積も る こ と

によ り 製品使用時の添加型化学物質挙動の一端を解明す

る こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 LC-MS-MS によ る異性体分析の結果， 難燃加工カーテ

ンには重量当 り ３ ～ ５ ％の HBCD が添加されている こ と

がわかった。 ３ つの主要異性体の う ち， HBCD 製剤には

γ 体が 70％以上含まれている と報告されているが，本研

究で分析対象と し た防炎カーテンでは α および γ 体が

それぞれ 40％ずつを占め， 製剤 と は明らかに異なる異性

体組成を示し た こ と から，難燃加工過程で γ-HBCD の熱

異性化が生じ ている こ と が示唆された。 また， 小形チャ

ンバー試験を実施し た と こ ろ， 40 ～ 80 度の温度域で繊

維中 HBCD の放散が確認された こ と から， 一般室内環境

でも防炎繊維製品から HBCD が放散し ている こ と が考え

られた。

〔備考〕

6）　 再生製品に対する環境安全評価手法のシステム規格

化に基づく 安全品質レ ベルの合理的設定手法に関す

る研究
―  49  ―



国立環境研究所年報 （平成 19 年度）
〔区分名〕 環境 - 廃棄物処理

〔研究課題コード〕 0507BE509

〔担当者〕 ○大迫政浩 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 貴田晶子， 肴倉宏史， 遠藤和人

〔期　間〕 平成 17 ～平成 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 量的に多い建設資材系の再生製品を対象 と し

た土壌 ・ 地下水への溶出 リ ス ク に焦点をあて， 目的に応

じ た複数の試験方法を設計し， 実試料を用いた実験的検

討等を行って妥当性を検証し， 一連の試験群を体系的な

システム規格 と し て提案する。 また， 一連の試験群か ら

得られるデータ を用いた土壌 ・ 地下水への影響予測手法

を確立し， 科学的な不確実性 と 社会的影響を勘案し た合

理的な安全品質レベルの決定手法を構築する。

〔内容および成果〕

　 設計し た評価フ レームに基づき， 多様な建設資材系再

生製品の環境安全評価試験法の開発を進めた。 特に環境

大溶出可能量試験については， 攪拌等の 適条件を実

験的に検索し前年度か ら改良し た試験操作に基づいて複

数研究機関によ る ク ロ スチェ ッ ク を行い， 試験規格 と し

て十分高い精度を確認し， 廃棄物学会規格案 と し て提出

し た。pH 依存性試験は初期添加型の簡易的な方法の適用

可能性を検討し， 自動調整型の方法 と と も に規格案を作

成し た。 カ ラ ム試験について も， 課題抽出の目的を含め

て検討を行いデータの蓄積を図った。

　 再生プ ラ スチ ッ ク を対象 と し た試験方法については，

重金属を対象 と し て検討を進め， プ ラ スチ ッ ク から の重

金属の溶出 メ カニズムを推察する上でのデータが各種の

特性化試験の適用によ り 入手でき た。 　 環境安全品質レ

ベル設定ツール と し てのシ ミ ュ レーシ ョ ンモデルの開発

では， まず利用場での発生源モデルの検討を行い， 熱力

学的化学平衡計算によ り 化学種組成も同時に推定し なが

ら発生源から の放出フ ラ ッ ク ス を推定でき るモデルを開

発し た。 一方， シ リ アルバ ッ チ試験結果か ら得た放出パ

ラ メ ータ を用いる移動モデルを作成し， 再生製品か らの

動的な発生挙動変化を模擬し ての長期的な放出 と 地盤環

境中での移動を予測する手法を示し た。

　 以上の規格化を進めている試験方法や開発し たシ ミ ュ

レーシ ョ ンモデルを基に， 全国の道府県 リ サイ クル製品

認定制度におけ る 建設系再生製品を収集 し， 各種試験

データの蓄積を進める と と も に， 一部の製品について用

途に応じ た利用場の条件を踏まえた環境安全性の評価を

試行的に行った。 その結果， いずれの再生製品について

も安全上懸念される特性が認められなかった。

　 環境安全性の観点か らの品質向上 と 他の環境負荷 と の

ト レー ド オフの関係について， 前年度 と 同様に焼却残渣

の溶融ス ラ グを例 と し て ラ イ フサイ クルアセス メ ン ト の

手法によ り 考察し た。 本年度は溶融飛灰や溶融 メ タルの

山元還元の考慮や溶融方式ご と の詳細な評価も実施し た

結果， 単純に焼却残渣を利用する ケースに比較し て溶融

ス ラ グはよ り 安全性は高いが， 温室効果ガス排出量は若

干増加し， 山元還元の効果はそれほど大き く は寄与し な

い点などが明確になった。 さ ら に， 道府県の リ サイ クル

認定製品に関する製造時の環境負荷データ を数百の事業

者か ら アンケー ト 調査によ り 収集し， データベース化し

た。 製品類型ご と に整理し代表値を得て， 製品ご と に温

室効果ガス排出量， 天然資源消費抑制量， 終処分量な

どを算定する簡易ツールを作成し た。

〔備考〕

7）　 プラ スチッ ク 含有廃棄物の処理およびリ サイ ク ル過

程における有害物質の生成特性解析と 効率的対策手

法の開発

〔区分名〕 環境 - 廃棄物処理 BE

〔研究課題コード〕 0608BE946

〔担当者〕 ○川本克也 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 野馬幸生， 渡部真文， 安田憲二

〔期　間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 焼却，廃プラ スチッ ク類 リ サイ クル過程からの

有機窒素化合物の生成には， 温度や雰囲気等を重要な因

子 と する こ と か ら， 比較的低温か ら高温に至る各種温度

条件での生成上の諸特性を定量的に明ら かにする こ と，

さ らに高効率触媒の適用等によ って これら を有効に低減

でき る技術が必要であ る。 そ こ で本研究では， １ ） 科学

的知見の不十分な有機窒素化合物等について， 基礎試験

および実プ ラ ン ト 調査を通じ て生成上の量的特性， 生成

機構および低減対策までの詳細を明らかにする こ と， ２ ）

廃棄物処理および資源循環施設におけ る適切な物質管理

方策を提示する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 比較的高温で の気相中にお け る 多環芳香族化合物

（PAH） と窒素酸化物と の反応によ る ニ ト ロ PAH の生成

に着目し， PAH 標準ガス と ガス流通式加熱反応装置を用

いた実験によ り ， 200 ～ 800 ℃の広い温度領域で供給し

た気相中アン ト ラ センから 9- ニ ト ロ アン ト ラ センが生成

する こ と を見出し たほか， 加熱温度が 800 ℃以上になる

と同化合物の 90％以上が分解する などの温度特性を明ら

かにし た。 ナフ タ レ ンを用いた場合， 標準ガスか ら のニ

ト ロナフ タ レ ンの生成量がアン ト ラ センの場合 と 比較し

約 1/200 以下になる など，ニ ト ロ PAH の生成量は PAH の

種類によ って大き く 変化する こ と も見出し た。 廃プ ラ ス
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チ ッ ク の固形燃料化施設 (RPF 製造施設 ) や圧縮梱包施設

で作業環境および排ガスの測定を実施し， 樹脂添加剤や

樹脂分解物など廃プラ スチ ッ ク類の処理過程で揮散する

化学物質と し て， 揮発性有機化合物 （VOC）， 悪臭物質，

作業環境中有害物質， PAH， アルデ ヒ ド 類および有機窒

素化合物を含む多数の物質の種類と量を把握し た。また，

処理温度や排ガスの処理系統が， 化学物質の挙動に及ぼ

す影響を明らかにし た。 化審法の第 1 種特定化学物質に

指定されている DBHPBT を含むベンゾ ト リ アゾール系紫

外線吸収剤 7 物質について， ミ ニカ ラ ムを用いた気体試

料からの捕集方法を確立し， ガス ク ロマ ト グ ラ フ / 高分

解能質量分析計を用いた分析方法を確立し た。 こ の手法

を上記の廃プ ラ スチ ッ ク リ サ イ ク ル施設調査に適用し，

こ れ ら の物質の処理過程におけ る 実態を詳細に把握 し

た。 有機窒素化合物類を有効に触媒分解する ための触媒

の探索を酸素共存下で行った。 ニ ト ロベンゼン， ナフ タ

レ ンなど をモデル反応基質 と し た各種触媒系の活性評価

を行い， 酸化セ リ ウ ム （CeO2） の存在が と く に有効であ

り ， これが表面上に存在する こ と でニ ト ロ基 と の相互作

用が分解促進に重要な役割を果たす こ と を明 ら かに し

た。

〔備考〕

期間 ： 平成 18 ～ 20 年度

担当者：○川本克也 （循環型社会・廃棄物研究セン ター），

野馬幸生， 渡部真文， 安田憲二， 筑波大学 　 冨重圭一

(2)-3.　 重点２ 中核P3　 廃棄物系バイ オマスのWin-Win型

資源循環技術の開発

〔区分名〕 中核研究

〔研究課題コード〕 0610AA203

〔担当者〕 ○川本克也 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター） ， 山田正人， 稲葉陸太， 蛯江美孝， 徐開

欽， 倉持秀敏， 大迫政浩， 井上雄三， 小林潤

〔期　間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目　的〕 廃棄物系バ イ オマ ス を対象 と し た資源循環を

実現する ための高度な要素技術 ・ シ ス テム開発を行い，

さ らに動脈産業 と 静脈プロ セス と の産業共生または一体

化システムを開発 ・ 実証 ・ 評価する こ と によ り ， 廃棄物

排出の回避 ・ 低減 と 資源化を可能 と する と 同時に， 地球

温暖化防止および資源の持続的な確保や生産性向上に も

寄与する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

（ １ ） 炭素サイ クル型エネルギー循環利用技術システムの

開発と評価 ： 650 ～ 850 ℃の範囲における木質バイオマ

ス を原料と し た水蒸気ガス化 ・ 改質に Ni-Ca 系改質触媒

を適用し， 40％以上の水素濃度 と 2,000kcal/m3
N （8.4MJ/

m3
N） 以上の発熱量を有する燃料ガ ス を得る こ と に成功

し， カーボンガス化率 95％以上を達成し た。 また， 改質

温度 850 ℃において触媒は十分な耐久性を有する こ と，

空気酸化によ り 触媒再生を行った場合， 活性が十分に回

復する こ と を明ら かにし た。 ト ラ ッ プグ リ ースや廃食用

油固化物に液化ジ メ チルエーテル （DME） を抽出溶媒 と

し て添加し， これら廃油脂類か らバイ オデ ィ ーゼル燃料

（BDF） 原料成分を選択的に 99.9％以上抽出でき る技術を

新たに開発し た （特許出願）。 また， 従来法の 100 倍以上

の反応速度と なる BDF超高速合成技術を新規に開発し た

（特許出願）。 食堂残飯 （TS10％程度） を対象 と し た水素

／ メ タ ン二段発酵プロ セスにおいて， 水素発酵槽の微生

物濃度を高 く 維持し pH を 5.5 に制御する等の適正条件に

よ り ， 長期の連続水素発酵が可能 と な り ， 酢酸， 酪酸を

主な中間代謝産物 と す る 発酵パ タ ーンの有機物負荷特

性， 温度特性に応じ た変化をモニ タ リ ングする こ と がで

き た。 また， 発酵阻害物質であ る アンモニアに対し， 硝

化細菌を高濃度に固定化し たゲル担体を用い る こ と で，

硝化効率の高い 適運転条件を明らかにし た。

（ ２ ） 潜在資源活用型マテ リ アル回収利用技術システムの

開発と評価：食品残さに排出段階で L- 乳酸菌を植種する

こ と で生成 L- 乳酸の純度を 98％以上に維持でき た。肉用

鶏の飼養実験を行い， 発酵残さ飼料の高付加価値鶏肉生

産効果を検討し， 食品残さ を原料 と し たゼロエ ミ ッ シ ョ

ン型乳酸発酵技術が実用性の高い循環技術であ る こ と の

評価を前進させた。 吸着法， 鉄電解法が分散型処理シス

テム と し て安定な リ ン除去を行い得る こ と を長期モニ タ

リ ングによ り 実証する と 同時に， リ ン含有汚泥から の効

率的 リ ン回収技術の要素開発を行い， 0.05M 程度の硫酸

に よ り 数十分で 80％程度の リ ン を溶出 さ せる こ と がで

き， 物質収支解析の結果， 投入 リ ン量に対し約 68％の回

収量を得た。 中規模浄化槽 と の組み合わせによ る リ ン回

収 ミ ニパイ ロ ッ ト システムの結果を基に， 詳細設計因子

の抽出およびコ ス ト 試算等を進めた。

（ ３ ） 動脈 - 静脈プロセス間連携／一体化資源循環システ

ムの開発 と 実証評価 ： 連携のパターンを類型化し， 地域

の需給特性に応じ たシステムの技術的， 社会経済的な成

立条件を整理し た。 鉄鋼などの産業プロ セスが一つあれ

ば広域的に存在するバイオマス資源を一挙に受け入れ可

能であ る一方， 発電によ る電気エネルギーの系統 と の接

続は分散型で も対応可能であ るが， バイオガスのガス導

管 と の接続はガス製造設備の立地特性に依存する こ と が

明確になった。 湿潤系バイ オマス （下水汚泥， 食品廃棄

物， 廃油脂等） を対象 と し て， 主要な連携シス テムを設
―  51  ―



国立環境研究所年報 （平成 19 年度）
計し， 評価のためのイ ンベン ト リ ーデータの収集および

関東エ リ ア内特定地域での二酸化炭素削減効果を試算

し， 従来型の処理処分シス テムに対する優位性を確認し

た。

〔備考〕

〔関連課題〕

0307BH593 　 バイ オ資源 ・ 廃棄物等か ら の水素製造技術

開発 53p.

0608BE989 　 高度処理浄化槽における リ ン除去・回収・資

源化技術の開発と システム評価 52p.

0507CD409 　 熱分解ガス化－改質によ る リ サ イ ク ルプ ロ

セスにおける環境安全 54p.

0607CD412 　 多種複合廃棄物の高度製鉄利用を可能にす

る有機化合物の高温反応解明と制御 52p.

0608BE508 　 バイ オガス化プ ラ ン ト 排水中の高濃度アン

モニアの MAP-ANAMMOX ハイブ リ ッ ド処理技術の開発

54p.

【関連課題】

1）　 多種複合廃棄物の高度製鉄利用を可能にする有機化

合物の高温反応解明と 制御

〔区分名〕 文科 - 科研費 

〔研究課題コード〕 0607CD412

〔担当者〕 ○川本克也（循環型社会・廃棄物研究セン ター）

〔期　間〕 平成 18 ～平成 19 年度 （2006 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 比較的低温で進行する有機化合物の熱分解に

よ り 生じ た還元ガス を酸化鉄の還元反応に有効に利用す

る ため， コ ンポジ ッ ト 粒子中心部への有機化合物の偏析

配置の妥当性を検証する。 さ らに， 各反応速度を定量評

価し， 熱分解 と 還元反応が同時進行可能な コ ンポジ ッ ト

構造の設計を行 う 。 次いで， 固体酸化鉄の還元によ り 生

成し た金属鉄を比較的分子量の大き な炭化水素類を含む

熱分解ガスの改質反応の高効率触媒 と し て， その場で有

効に作用させる ためのプロセス条件を明らかにする。

〔内容および成果〕

　 金属酸化物の還元反応によ って生成し た金属種が， 高

温気流中において微量に存在する有機化合物 （有機汚染

物質） の分解触媒 と し て機能する こ と を想定し て， 高温

雰囲気での有機化合物の分解特性を試験し た。 有機化合

物の起源 と な る木質試料， または特定のモデル有機化合

物を反応系に供給し， 850 ℃程度までの温度範囲におい

て分解特性を評価し た。 ベンゼン， 多環芳香族化合物類

およびダ イ オキシン類等について， 温度， 適用触媒およ

び反応系内滞留時間の効果の観点か ら， 700 ℃以上の高

温 と する こ と， ニ ッ ケル系触媒に分解活性が備わってい

る こ と， 滞留時間に分解性が依存する こ と など を明ら か

にし た。

〔備考〕

研究代表者 ： 葛西栄輝 （東北大学 ・ 多元物質科学研究所 ・

教授） 

研究分担者 ： 林直人 （東北大学 ・ 多元物質科学研究所 ・

助教），村上太一 （東北大学・ 多元物質科学研究所・助教）

2）　 高度処理浄化槽におけるリ ン除去・ 回収・ 資源化技

術の開発と システム評価

〔区分名〕 環境 - 廃棄物処理 

〔研究課題コード〕 0608BE989

〔担当者〕 ○徐開欽 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セン ター），

蛯江美孝， 近藤貴志

〔期　間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 環境低負荷資源循環型の社会シ ス テム を構築

する ための浄化槽法改正の これか らの課題であ る リ ン負

荷削減等の新技術開発は重要な位置づけにあ る。 リ ンは

枯渇化資源であ り ， リ ンを 100％海外依存する我が国で

は， リ ン回収循環利用を図る システムの構築が将来的な

見通しか ら重要課題 と なっている。 本研究では， これら

を踏まえ， 合併処理浄化槽を中心に環境低負荷資源循環

型の理念を取 り 入れた吸着 ・ 電解脱 リ ン法等を導入し た

システム技術開発 と， 派生する回収 リ ンの肥料化， 工業

薬品化の適正技術開発 と社会受け入れ度評価に基づ く 適

正システム構築を目途と し て研究を実施する。

〔内容および成果〕

　 吸着脱 リ ン法 と し ての メ リ ーゴーラ ン ド システムの設

計 ・ 運転条件の解析を進め， 吸着剤を充填し たカ ラ ムに

おけ る吸着可能な領域を効率的に活用し， 吸着 ・ 回収量

の 大化， 処理性能の安定化のための運転操作条件の基

盤を構築する こ と ができ た。 また， 鉄電解脱 リ ン法を導

入し た高度処理浄化槽におけ る長期的な リ ン除去特性，

汚泥生成能， 生物相への影響および貯留汚泥の リ ン含有

率等について実現場におけ る処理特性の解析を実施し た

結果， 当該高度処理浄化槽は分散型の高度生活排水処理

システム と し て極めて有効であ り ， BOD， T-N， SS につ

いて も目標水質を達成しつつ， 適正な電流値設定等の維

持管理によ り ， T-P1mg ・ L-1 以下を達成可能であ る こ と が

わかった。 こ の技術は小規模分散型処理におけ る高度化

および維持管理性の向上に繋がる重要な位置づけにあ る

と 考え られる。 さ ら に， リ ン除去 ・ 廃棄か ら回収 ・ 資源

化へのパラ ダ イ ムシフ ト を図る ため， 負荷条件を制御可

能なバイオ ・ エコエンジニア リ ング研究施設において鉄

電解脱 リ ン法を導入 し た高度処理浄化槽を １ 年間稼働
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し， リ ン除去性能， 汚泥中に沈殿除去された リ ンの含有

率， 汚泥生成能等を分析し， さ ら に リ ン含有汚泥から の

リ ン溶出 ・ 回収プロセスの実験的検討を行った。 その結

果， リ ン除去機能のない浄化槽汚泥 と 比較し て嫌気槽貯

留汚泥の リ ン含有率は高 く ， 低濃度の硫酸で 80％程度の

リ ンが溶出可能であ り ， また溶出し た リ ンは低 pH であ

る こ と か ら， 吸着法によ って効率的に回収可能であ る こ

と がわかった。 

〔備考〕

共同研究機関 ： 福島大学， （財） 日本建築セン ター， （株）

三洋電機， フジ ク リ ーン工業 （株）， パシフ ィ ッ ク コ ンサ

ルタ ンツ （株） ， （財） 茨城県薬剤師会公衆衛生検査セン

ター， 早稲田大学

3）　 バイ オ資源・ 廃棄物等から の水素製造技術開発

〔区分名〕 環境 - 石油特会 

〔研究課題コード〕 0307BH593

〔担当者〕 ○川本克也 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 蛯江美孝， 徐開欽， 小林潤

〔期　間〕 平成 15 ～平成 19 年度 （2003 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 燃料電池の燃料と なる水素は，天然ガスや メ タ

ノ ールか らの製造が可能であ る も のの， 多様な供給源が

期待されるバイオ資源や廃棄物か らの製造については技

術が確立し ていない。 それら潜在的利用価値の高いバイ

オ資源等か ら水素を効率的に製造する ため， ガス化改質

やバイ オガス化， ガス精製等の技術開発を行い， 地域特

性に応じ た地域内自立型の資源 ・ 環境負荷 小化システ

ム , さ らには地域間統合に関する システム解析を行 う 。 

〔内容および成果〕

　 ガス化 - 改質プロセスについて， 処理量約 15kg/h のベ

ンチス ケールプラ ン ト を用いた試験と同 １ kg/h 以下の基

礎実験装置を用いた試験によ り ， 改質プロ セスに適用す

る Ni 系触媒の活性低下挙動， Ni 系改質触媒 と酸化カル

シ ウ ム （CaO） の複合的な適用効果の実証 と 両者の適正

な配合割合， および触媒再生プロ セスの提案 と その具体

的効果について探求し た。

　 木質バイオマスおよび RPF を原料 と し たベンチスケー

ル試験で， 改質触媒充填量が一定の条件下において CaO

充填量を増加させる こ と で， 二酸化炭素濃度が減少し水

素濃度が増加する こ と を明らかにし た。 また， CaO 充填

量の増加が タ ール成分の排出抑制に も 効果的であ る こ

と， 特に木質バイオマス由来のタール除去に特異的な効

果を発現する こ と を解明し た。

　 基礎実験装置を用いた低温 （650 ℃） から高温 （850 ℃）

におけ る廃木材ガス化 ・ 改質試験の結果， 改質温度を高

める こ と で触媒活性の低下によ る水素濃度低下を抑制で

き る こ と を明らかにし た。 さ らに， 温度 850 ℃での触媒

の空気酸化によ る再生がその活性向上に有効に作用する

可能性を明らかにし た。 また， 熱分解温度を 850 ℃に設

定する こ と で， 空気比 0.15， 水蒸気／炭素モル比 ２ 程度

の条件においてガス化率 90％以上を達成し た。

　 生物学的な水素製造技術 と し て， 水素 ・ メ タ ン二段発

酵 と 好気生物膜のハイブ リ ッ ド システムの開発を実施し

てお り ，高温水素・中温 メ タ ン発酵プロセスは高温水素・

高温 メ タ ン発酵プロセス よ り 安定な運転および高いバイ

オガス回収ができ る こ と， pH5.5 での制御プロセス と 55

℃での水素発酵によ り ， 乳酸菌の水素生成細菌に対する

阻害効果を抑制でき， 水素発酵は主に酢酸， 酪酸発酵パ

ターンで良好な水素発酵が可能であ る こ と， 高温水素発

酵槽からのガス生成速度は 10.4L ･ L-1 ･ d-1，水素濃度は 52

～ 56％， 水素収率は 2.5 ～ 2.8mol ･ mol hexose converted-1

であ り ，中温 メ タ ン発酵槽からのガス生成速度は 4.7L ･ L-

1 ･ d-1，メ タ ン濃度は 72 ～ 80％であ り ，効率的に機能する

こ と を明ら かにし た。 こ の こ と か ら， 水素 ・ メ タ ン発酵

システムによ り TS33.8％の食堂残飯湿重量当 り ， 水素発

酵槽から消化ガス 116 m3 ･ t-1-wet， 水素 52 ～ 56％ （水素

62m3 ･ t-1-wet），メ タ ン発酵槽から消化ガス 209m3 ･ t-1-wet，

メ タ ン 70 ～ 80％（ メ タ ン 157m3 ･ t-1-wet）を回収でき る こ

と を示し た。

〔備考〕

研究代表者 ： 酒井伸一 （特別客員研究員 ； 京大教授） 環

境省地球環境局から受託。

共同研究機関 ： 日立造船 （株）， 大阪ガス （株）

4）　 軽油代替燃料への利用拡大を目的と し た廃食用油の

相平衡の把握と 品質向上技術の評価

〔区分名〕 文科 - 科研費 

〔研究課題コード〕 0608CD993

〔担当者〕 ○倉持秀敏 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 大迫政浩， 崔基仁

〔期　間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 既存のバイオデ ィ ーゼル燃料 （BDF） 製造ラ イ

ンに適用でき る廃食用油の品質範囲を拡大する ため， 廃

食用油を模倣し た廃食用油モデルを構築し， その相平衡

を把握する ための手法および情報を整備する。 さ ら に，

その成果を踏まえて， 廃食用油の品質ご と に既存の BDF

化プロセスに導入する ための前処理技術を提案し， 安全

性の観点を含めて精製プロセス等の品質向上技術を評価

する。

〔内容および成果〕
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　 低品質な廃油脂類を模倣し た廃油脂モデルに対する相

平衡関係を測定する と と も に， 前年度よ り 着手し た相平

衡推算モデルの開発を完了させた。 これら の相平衡に関

する成果よ り ，泥状や固形状の低品質廃油脂から BDF 原

料成分を選択的に抽出する技術またはそれら を可溶化す

る技術を新規前処理技術 と し て提案し， 可溶化条件や抽

出率に関する技術特性を明ら かにし た。 さ らに， これら

の前処理で用いた液化ジ メ チルエーテルを BDF合成系に

添加する こ と によ り ， BDF を超高速に合成でき る こ と を

示し た。 また一方， 前処理から BDF 合成に至る過程にお

ける環境汚染物質等を含む不純物の挙動も調査し た。

〔備考〕

共同研究先 ： 兵庫県立大学大学院 　 前田光治准教授

5）　 熱分解ガス化－改質によるリ サイ ク ルプロセスにお

ける環境安全

〔区分名〕 文科 - 科研費 

〔研究課題コード〕 0507CD409

〔担当者〕 ○川本克也 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 小林潤， 井上研一郎

〔期　間〕 平成 17 ～平成 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 熱分解ガ ス化および改質法では可燃性ガ スが

生成される反面， 多様な副生成物も生じ る。 後段のガス

利用上， また環境への直接排出の面か ら環境安全特性を

把握する必要があ る。 そ こ で， １ ） ガス化プロ セスおけ

る多様な副生成物の発生挙動 と それに対する影響因子の

解明を行い， ２ ） これに基づき排出および発生抑制が可

能な制御要素 ・ 技術に関し， 投入エネルギーや残渣の発

生など を総合的に検討し て有効なガス精製プロセス を開

発し， さ ら に ３ ） 循環型社会に対し総合的な適合性の高

い適正な廃棄物処理および資源化技術の確立に寄与する

こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 ガス化プロセスおけ る炭化水素類等の副生成物生成挙

動については，750 ℃で廃棄物を熱分解ガス化 - 改質し た

場合， メ タ ンやエチレ ン等の低級炭化水素類， ベンゼン

や ト ルエン等の芳香族炭化水素類が高濃度で生成し た。

また， 木質系バイオマス を対象に酸化カルシ ウ ムを含有

する ニ ッ ケル系触媒を用いて改質し た場合， タールの生

成を約 85％抑制でき る こ と， タール中にはナフ タ レ ンや

フ ェナン ト レ ン と いった多環芳香族炭化水素類が高濃度

で含まれる こ と を明ら かにし た。 こ の事実を踏まえ， 改

質ガス中に含まれるベンゼンおよびエチレ ンを対象物質

と し て触媒を用いて効率的に除去する方法について検討

し た。 これらは改質ガス中に高濃度で含まれる不飽和炭

化水素類であ り ， 後段でガス タービンや燃料電池等の発

電に利用する際， 被毒物質 と し て影響を及ぼすほか， 芳

香族炭化水素類についてはタールの主要成分 と な る こ と

か ら， 有効なガス精製によ り 濃度を確実に低減する こ と

が望まれる。 改質ガスは， 還元 （無酸素 ・ 低酸素） 雰囲

気にあ り ， かつ数十％の水素が含まれる こ と か ら， ニ ッ

ケルおよびパラ ジ ウ ム系の水素添加触媒を用いて これら

の不飽和炭化水素類を メ タ ン または飽和炭化水素類に変

換する こ と によ り ， 被毒成分およびタール主要成分の効

率的な低減化を狙った。 模擬ガ ス を用いた試験の結果，

150 ℃程度で水素添加 （飽和炭化水素類への変換） が高効

率で可能 と な る こ と が明ら か と なった。 また， ニ ッ ケル

系水素添加触媒においては， 300 ℃程度でベンゼンか ら

メ タ ンに高効率で変換でき る こ と を明ら かにし た。 改質

炉か ら排出されたガスの温度が低下し た場合で も タール

の生成が抑制でき， 発電等におけ る被毒成分が低減可能

なガス精製方法に関する知見を得た。 ダ イオキシン類に

関し ては， ガス化の温度条件によ っては生成が認め られ

るが， 改質工程を経る こ と によ って十分低濃度の水準ま

で低減する こ と を明らかにし た。

〔備考〕

研究分担者 ： 小林 潤 （独立行政法人国立環境研究所 ・ 循

環型社会･廃棄物研究セン ター・研究員），葛西 　 栄輝 （東

北大学 ・ 多元物質科学研究所 ・ 教授）

6）　 バイ オガス化プラ ント 排水中の高濃度アンモニアの

MAP-ANAMMOX ハイ ブリ ッ ド 処理技術の開発

〔区分名〕 環境 - 廃棄物処理 

〔研究課題コード〕 0608BE508

〔担当者〕 ○井上雄三（循環型社会・廃棄物研究セン ター）

〔期　間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 熱処理 MAP のアンモニア吸収機能を用いて高

濃 度 の ア ン モ ニ ア を 物 理 化 学 的 に 除 去 し た の ち，

ANAMMOX 反応槽にアンモニアを導入し亜硝酸脱窒を

行い， アンモニア除去の高速 ・ 低コ ス ト 化を図る と と も

に， バイオガス化によ るエネルギー回収技術の実用化を

図る もので， MAP-ANAMMOX ハイブ リ ッ ド アンモニア

脱窒素技術 と 名付けて地域分散エネルギー回収システム

の要素技術開発を行 う 。

〔内容および成果〕

　 MAP 熱処理時の １ 水和物生成が，回分操作時に起こ る

結晶水の大量遊離で生じ る吸熱反応によ る急激な温度低

下が原因で生じ る と 仮定し， キルン炉の加熱能力を高め

る こ と に よ り １ 水和物生成が防止で き る こ と を確認 し

た。 一方， MAP によ る メ タ ン発酵消化液中アンモニア除
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去コ ス ト を試算し， 本プロセスで 380 円 /m3 消化液 と極

めて低コ ス ト にな る こ と を示し た。 アンモニアガス濃度

を 3,500ppm，二酸化炭素濃度を約 ５ ％と し，水温約 30 ℃

の条件で， 吸収液に精製水を用いた場合 （Run1） と培養

排水を用いた場合 （Run2） の ２ つの条件について実験を

行い，アンモニアガスの吸収率は 99％以上と高 く ，pH は

7.8～8.3，アルカ リ 度はアンモニア態窒素濃度の約 ４ 倍で

あ り ， 後段の生物処理に適し た吸収液が効率良 く 得られ

る こ と を確認 し た。 沈澱池付 き揺動床 リ ア ク タ （BFR）

は， 窒素容積負荷 （VLR） と し て 3.0kg-N/m3/d （NO2-N/

NH4-N 比が平均 1.0） 以上を達成でき る こ と を確認し た。

また， DGGE 菌叢解析から Nitrosomonas 以外の複数種の

細菌の関与が示唆された。 以上の結果を基に， 実証用ベ

ンチス ケール MAP-ANNAMOX ハイブ リ ッ ド装置を鹿児

島県垂水市の大隅養豚生産組合内に設置されているバイ

オガスプラ ン ト （NEDO の地域バイオマス熱利用フ ィ ー

ル ド テス ト 事業と し て実施中） に設置し， 2008 年 １ 月か

ら， BOD 除去回分槽及び部分亜硝酸化槽の馴養運転を開

始し た。

〔備考〕

共同研究機関 ： 熊本大学 （古川憲治）， 前澤工業 （株） （矢

尾眞）

(2)-4.　 重点２ 中核 P4　 国際資源循環を 支える 適正管理

ネッ ト ワーク と 技術システムの構築

〔区分名〕 中核研究

〔研究課題コード〕 0610AA204

〔担当者〕 ○寺園淳 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セン ター），

吉田綾， 中島謙一， 村上 （鈴木） 理映， 滝上英

孝， 貴田晶子， 渡部真文， 梶原夏子， 山田正人，

遠藤和人， 井上雄三， 崔基仁， 李淑煕， 蛯江美

孝， 徐開欽， 劉超翔

〔期　間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目　的〕 アジア地域での適正な資源循環の促進に貢献

すべ く ， 途上国を中心 と する各国での資源循環， 廃棄物

管理に関する現状把握を通し て， アジア地域におけ る資

源循環シス テムの解析を行 う 。 また， 技術的側面から の

対応 と し て， 液状系を含む有機性廃棄物の適正処理及び

温暖化対策を両立する， 途上国に適合し た技術システム

の設計開発 と 適用によ る効果の評価を実施する。 これら

を総合し， 該当地域におけ る資源循環システムの適正管

理ネ ッ ト ワーク の設計及び政策の提案を行 う 。 具体的に

は，

１ ） 国際資源循環の現状や環境影響を考慮し た， 指標を

含む資源循環の評価手法を確立する。

２ ） アジア諸国の数都市において， 有機物の埋立処分地

への投入を回避し， 液状廃棄物の資源循環に資する など

の環境低負荷型技術システムの提案や Ｃ ＤＭ事業化の方

法を示し， そのネ ッ ト ワーク化を図る。

〔内容および成果〕

　 ①アジア地域におけ る資源循環システムの解析 と 評価

手法開発によ る適正管理ネ ッ ト ワーク の設計 ・ 評価

　 国際資源循環の物質フ ロー分析 と し て， 家電 ・ パソ コ

ン， 廃プ ラ の国内 ・ 国際フ ローの精緻化を行った。 家電

４ 品目な らびにパソ コ ンの推定中古輸出台数， アジア諸

国での家電などの排出台数の増加傾向， 中古品輸入国で

の残渣発生率など を示し た。 家電 リ サイ クル制度の国際

比較から， 生産者の責任範囲が一般に引取 り 以降に限定

される こ と を把握し た。 廃ペッ ト ボ ト ルなどの輸出要因

と 中国での リ サイ クルの特徴を整理し た。 有害性の視点

か らの評価手法の試算をパソ コ ンの事例で行い， 評価手

法ご と に多様な結果が得られる こ と を示し た。

　 ②アジア諸国における資源循環過程での環境影響把握

　 途上国で適用可能な試料採取 ・ 測定分析法など を開発

する ために， アジア - 太平洋地域の土壌 ・ 底質試料を対

象にバイオア ッ セイによ るモニ タ リ ングを実施し， 前処

理の自動化等によ り 迅速にダ イオキシン類縁化合物の測

定ができ る こ と を示し た。 廃パソ コ ンの詳細解体によ っ

て基板などに含有される金属量を求める と と も に， 基板

の燃焼実験によ って不完全燃焼条件下では PBDEs等の排

出が大幅に増加する こ と を明ら かにし た。 太陽光によ る

プ ラ スチ ッ ク中臭素系難燃剤の分解実験を行い， プ ラ ス

チッ ク中での BDE209 の分解半減期などのデータ を得る

こ と ができ た。

　 ③途上国におけ る適正処理 ・ 温暖化対策両立型技術シ

ステムの開発 ・ 評価

　 固形廃棄物対応 と し て， ア ジ ア諸国の廃棄物処理フ

ローをパターン化し， 分別収集， 資源化処理施設の導入，

準好気性埋立技術の導入によ る環境負荷変動を評価する

LCA モデルを作成し た。 温室効果ガス排出量を抑制し，

浸出水処理負荷を軽減する こ と が可能な埋立技術の効果

を評価するパラ メ ータの検討に着手し た。

　 また， 液状廃棄物対応 と し て， 中国の生活排水事例に

ついての調査を実施し， 我が国の生活排水原単位 と の相

違を解明する と と も に， 効率的な処理対策技術の開発を

進めた。 植栽 ・ 土壌浄化法等については， 処理機能およ

び処理過程で発生する温室効果ガスの発生特性解析を行

い， 有望な汚水流下方法を示し た。

〔備考〕

〔関連課題〕
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0608BE567 　 国外 リ サ イ ク ルを含むシナ リ オ間の ラ イ フ

サイ クル比較手法と廃プラ スチ ッ クへの適用 58p.

0607BA459 　 アジア－太平洋地域における POPs候補物質

の汚染実態解明と新規モニタ リ ング法の開発 57p.

0307KB008 　 持続可能なサニテーシ ョ ンシ ス テムの開発

と水循環系への導入 58p.

0607AF971 　 拡大生産者責任の概念導入に関する比較分

析 56p.

0709BA279 　 廃棄物分野におけ る温室効果ガス イ ンベン

ト リ の高度化と削減対策の評価に関する研究 56p.

0608BE938 　 アジア地域におけ る廃電気電子機器 と 廃プ

ラ スチ ッ ク の資源循環システムの解析 57p.

0608BE328 　 アジア地域におけ る リ サ イ ク ルの実態 と 国

際資源循環の管理 ・ ３ Ｒ 政策 59p.

0608CD454 　 野生高等動物におけ る残留性有機ハロ ゲン

化合物の蓄積 ・ 代謝特性の解明と影響評価 65p.

【関連課題】

1）　 廃棄物分野における温室効果ガスイ ンベント リ の高

度化と 削減対策の評価に関する研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 B-071

〔研究課題コード〕 0709BA279

〔担当者〕 ○山田正人 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 遠藤和人， 李淑熙， Komslip Wang-Yao

〔期　間〕 平成 19 ～平成 21 年度 （2007 ～ 2009 年度）

〔目　的〕 廃棄物分野におけ る非化石燃料由来の CH4 ・

N2O ・ NH3 を対象と し， 活動量であ る炭素 ・ 窒素フ ロー と

廃棄物 ・ 排水処理技術ご と の排出係数マ ト リ ッ ク ス また

はモデルを提示する こ と によ り ， 温室効果ガス イ ンベン

ト リ 算定法を高度化し， 国内 と アジア途上国におけ る削

減対策の立案 ・ 評価スキームを提示する。

〔内容および成果〕

　 現在の一般廃棄物焼却施設の諸元データ を解析し， 排

出係数を改訂すべき焼却技術の抽出を行った。 産業廃棄

物焼却炉の排ガス中を連続モニ タ リ ング し， 炉の立ち下

げ時に NOx と同時に N2O 濃度が上昇する現象がみられ

た。 また， もみ殻をモデル試料 と し， 野焼き を想定し た

非制御焼却実験において， 窒素源 と し て化成肥料を加え

た場合に排ガス中の N2O 濃度が大き く なった。

　 コ ン ポ ス ト 化過程において， 窒素成分の挙動を モニ

ターし， NH3 の発生は初期にピーク があ り ， 食品廃棄物

と堆肥， 間伐材を原料と し た実験で約 ６ mg/kg の排出係

数が得られた。

　 コ ミ ュ ニテ ィ プラ ン ト における観測では N2O の排出は

ほ と んどみられなかった。 し尿処理施設では主反応槽が

複数の施設で N2O 排出係数が大き く なる傾向があ り ， こ

の分類の新たな排出係数を提案し た。 排水処理におけ る

N2O 排出量は下水終末処理場， 生活排水処理施設 （主に

浄化槽） の順で大きい と 見積も られたが， 自然界におけ

る 分解に伴 う 排出については知見が極めて限 ら れてお

り ， 検討が必要であ る こ と がわかった。

　 アジア諸国におけ る典型的な廃棄物ス ト リ ームを ４ つ

に分類し た。 埋立地において準好気性埋立の性能を評価

する指標 と し て， バイオガス中の メ タ ン比な らびに廃棄

物層の水分分布を提案し た。 また， 地表面フ ラ ッ ク スの

観測によ って覆土の メ タ ン酸化能を評価する手法を提示

し た。 埋立地覆土の高含水によ る透気性の低下は資材の

混合によ って調整可能であ り ， 標準砂に木 く ずを混合し

て含水率を 10％にし た媒体で生物学的 メ タ ン酸化は も

促進された。 また， メ タ ン酸化が促進された系では表層

30cm 付近に 107MPN-copy/g-soil 程度の メ タ ン酸化細菌が

存在し ていた。 ハ ノ イ市の廃棄物処理システムを改善し

た場合の温室効果ガスな らびに環境負荷の削減量を LCA

によ って評価し た。 アジアにおいて温室効果ガス削減 と

地域環境保全の両方を果たす適正な廃棄物管理技術につ

いて議論する国際ワーク シ ョ ッ プを開催し た。

〔備考〕

共同研究機関 ： 龍谷大学， 大阪大学

2）　 拡大生産者責任の概念導入に関する比較分析

〔区分名〕 奨励 AF

〔研究課題コード〕 0607AF971

〔担当者〕 ○村上理映（循環型社会・廃棄物研究セン ター）

〔期　間〕 平成 18 ～平成 19 年度 （2006 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 先進国 ・ 途上国間で 「使用済み製品」 が再生資

源 ・ 中古品 , または廃棄物 と し て循環し ているが， 関連

諸国間では各々の廃棄物 ・ リ サイ クル政策の具体的内容

が理解されていない こ と か ら， 関連諸国間での各ス テー

ク ホルダーの役割の相違はあま り 認識されておらず適正

な循環の障害 と なっている。 そ こ で， 各国のステーク ホ

ルダー と く に生産者の役割を明確化し， 共通点や相違点

の整理を通じ不適正な廃棄物 ・ 使用済み製品の循環の抑

制に資する。 　

〔内容および成果〕

　 多 く の国が他国の政策を参考にし ながら， 拡大生産者

責任の概念を導入し て リ サイ クルの制度設計を行ってい

る。 しかし， 制度導入の背景や各関係者の役割などの相

違を検証し ないま ま形式を真似た制度を設計し て も， そ

れが適切に機能し ない可能性があ る。 そ こ で， 各国にお

け る制度導入の背景， 各主体の役割， 共通点， 相違点の
―  56  ―



国立環境研究所年報 （平成 19 年度）
整理が必要であ る と 考え， 欧州 ４ ヵ 国 （ス イ ス， オラ ン

ダ， ス ウ ェーデン， デンマーク） において， 政府担当者，

電気電子機器業界団体， 関連研究者に対し， 各国政府が

政策を導入し た背景や業界 と し ての取組， 各主体の役割

など を中心に ヒ ア リ ングを実施し， 公式資料及びアジア

諸国に関する自らの知見と併せて，各国の政策施行状況，

共通点及び相違点を整理し た。

　 欧州諸国で導入された制度は Ｅ Ｕ 指令に基づいている

ため， およ そ同様の型であ り ， その制度に従って各国の

生産者が構築し た回収 ・ リ サイ クルシス テム も類似し て

いた。 しかし， 制度導入の背景は国によ って異なってい

る こ と がわかった。 また， 欧州には欧州外か ら多数の製

造事業者が進出し てお り ， その進出状況は国ご と に殆ど

差がないに も かかわらず， 生産者責任団体の構造は国ご

と に全 く 異なっている こ と も判明し た。 さ ら に， 各国の

制度の内容や各ス テー ク ホルダーの役割及び責任の範

囲， モ ノ ・ カネ ・ 情報のフ ローを図示化し， 東アジア諸

国の制度と比較する こ と で，相違点及び類似点を見出し，

今後の制度改訂及び制度設計に有用 と な り う る着眼点を

提示でき た。

〔備考〕

当課題は、 重点 ２ 中核 P １ 及び ４ に関連

3）　 アジア－太平洋地域における POPs 候補物質の汚染

実態解明と 新規モニタ リ ング法の開発

〔区分名〕 環境 - 地球推進

〔研究課題コード〕 0607BA459

〔担当者〕 ○滝上英孝 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 山本貴士， 渡部真文

〔期　間〕 平成 18 ～平成 19 年度 （2006 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 アジア－太平洋地域における POPs 候補物質の

汚染実態に関する基礎情報を収集する こ と に加え， 将来

的なモニ タ リ ングや物質循環解明のための技術および方

法を確立する。

〔内容および成果〕

　 アジア - 太平洋地域の都市ゴ ミ 投棄場や港湾 ・ 沿岸域

か ら 採取 し た土壌 ・ 底質試料を対象にバ イ オア ッ セ イ

（DR-CALUX 法） によ るモニ タ リ ングを実施し， 前処理

の自動化等によ り 迅速にダ イオキシン類縁化合物の測定

ができ， 化学分析によ る毒性等量値を精度良 く 予測でき

る こ と を示し た。

　 臭素系難燃剤等が含まれる基板の燃焼実験を行い， 非

制御の不完全燃焼条件下では PBDEs等の排出が制御燃焼

に比べ大幅に増加する こ と を示し た。 また， 太陽光によ

るプ ラ スチ ッ ク中臭素系難燃剤の分解実験を行い， プ ラ

スチッ ク中での BDE209 の分解半減期が約 50 日 と求めら

れ， また， PBDFs が二次生成される こ と が明らか と なっ

た。

〔備考〕

研究代表者 ： 愛媛大学 　 高橋真

研究分担者 ： 国立環境研究所 　 山本貴士， 渡部真文

4）　 アジア地域における廃電気電子機器と 廃プラ スチッ

ク の資源循環システムの解析

〔区分名〕 経常 

〔研究課題コード〕 0608BE938

〔担当者〕 ○寺園淳 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セン ター），

吉田綾， 村上 （鈴木） 理映

〔期　間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 アジア地域において適正な資源循環シ ス テム

を構築する ためには， 具体的な品目に対する詳細なマテ

リ アルフ ロー と影響因子の把握を基にし た解析 と 提言が

求め られている。 本研究では， 各種統計調査， 現地調査

や海外専門家 と の研究協力などによ って， 国内 ・ 国際両

面か ら のマテ リ アルフ ロ ー解析 と 影響因子の把握を行

う 。 また， 将来の制度や経済の変動にも対応し た制度分

析 ・ モデル分析 と 指標化を行 う こ と で， 適正な資源循環

システムを構築する ために必要な条件などの知見を提供

する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 国際資源循環の物質フ ロー分析 と し て， 家電 ・ パソ コ

ン， 廃プ ラ の国内 ・ 国際フ ローについて， 物質フ ローの

精緻化を行った。家電は ４ 品目の推定中古輸出台数が 460

万台程度あ る こ と やアジア諸国での排出台数の増加傾向

を示し た。 特に， フ ィ リ ピ ンでは日本か ら の中古テレ ビ

の輸入後のフ ローを調査し て破損状況を確認し， ベ ト ナ

ムでは解体調査から廃基板が中国へ集中し ている こ と な

ど を把握 し た。 パ ソ コ ンについては誤差 小化計算に

よ って国内フ ローを精査の上，2004年度は中古輸出が200

万台程度まで増加し てい る こ と を明ら かに し た。 日本 ・

アジア ・ 欧州の家電 リ サイ クル制度について， 生産者の

責任範囲が一般に引取 り 以降に限定される こ と を把握し

た。 廃ペッ ト ボ ト ルなどの輸出要因 と 中国での リ サイ ク

ルの特徴を整理し， 貿易統計や国内 リ サイ クルの課題を

示し た。 有害性の視点か らの評価手法の試算をパソ コ ン

などの事例で行い， 評価手法ご と に多様な結果が得られ

る こ と を示し た。 これらの E-waste に関する成果は， 11

月に開催 し た第 ４ 回国立環境研究所 E-waste ワ ー ク

シ ョ ッ プにおいて， 各国専門家 と 有益な議論をする なか

から も得られた。
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〔備考〕

分担研究者 ： 東京大学大学院 ・ 村上進亮講師， 東京外国

語大学 ・ 新熊隆嘉准教授 

旧研究課題コード ： 0606AE938

5）　 国外リ サイ ク ルを含むシナリ オ間のラ イ フ サイ ク ル

比較手法と 廃プラ スチッ ク への適用

〔区分名〕 環境 - 廃棄物処理

〔研究課題コード〕 0608BE567

〔担当者〕 ○森口祐一 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 寺園淳， 藤井実

〔期　間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 近年，日本で消費された物品が リ サイ クル目的

で近隣諸国に輸出される事例が増加し ている。 本研究で

は， 国内完結型の リ サイ クルシナ リ オ と， 国外での工程

を含む リ サイ クルシナ リ オについて， ラ イ フサイ クル分

析によ る環境負荷やコ ス ト の比較を行 う ための評価手法

の枠組みを設計する。 また， これを廃プ ラ スチ ッ ク に適

用し， シナ リ オ間の得失の比較を行い， 開発し た評価手

法の有効性を検証する と と も に， 国際資源循環を考慮し

た リ サイ クル制度の設計等のための知見を得る こ と を目

的とする。

〔内容および成果〕

　 前年度に引き続き， 事例研究対象に関連する動向を把

握する ため， 日中間の廃プ ラ スチ ッ ク の貿易， 中国にお

け る リ サイ クル品を含む繊維製品の需給展望など を調査

し た。 また， 中国の廃プ ラ スチ ッ ク リ サイ クル工場を複

数訪問し， リ サイ クルプロ セスのフ ローやイ ンベン ト リ

の更な る把握に努めた。 前年度及び本年度の調査結果を

基に， 主 と し てペッ ト ボ ト ルについて典型的な国内， 国

際 リ サイ クルのシナ リ オを複数設定し た。 これら のシナ

リ オについて， 前年度検討を行った リ サイ クルの評価方

法を踏まえて， ラ イ フサイ クルアセス メ ン ト の手法によ

り 資源消費， 環境負荷面での評価を実施し た。 結果は電

力原単位の影響を受ける ものの， CO2 排出量および化石

資源消費量は， 設定し た全ての リ サイ クルシナ リ オにお

いて焼却発電シナ リ オよ り も小さ く ， ケ ミ カル リ サイ ク

ルではマテ リ アル リ サイ クルよ り も大きい こ と が示され

た。 経済面では， プ ラ スチ ッ ク の国内， 国際 リ サイ クル

において，どの主体が リ サイ クルのための費用を負担し，

どの主体が便益 （ラ イ フサイ クルコ ス ト の削減） を受け

るかを明確にし， 各主体あ るいは全体の費用対効果につ

いて示す枠組みを設計し， 評価を行った。 一方， 中国の

リ サイ クルシステムの評価に必要 と な る， 石油精製， 石

油化学など新規樹脂製造に関わる イ ンベン ト リ 調査を実

施する共に， 共通プロセスであ る石炭生産 ・ 電力， 上水 ・

下水 ・ 工業用水 ・ 工場排水， 水酸化ナ ト リ ウ ム ・ 酸化カ

ルシ ウ ム ・ アンモニア と いった化学工業製品， 廃棄物処

理などについて， 統計及び現地調査を用いてデータの拡

充及び精緻化を行った。 また， ペッ ト ボ ト ルの国内 ・ 国

際 リ サイ クルの評価手法に関する ワーク シ ョ ッ プを開催

し， 関連分野の研究者， 業界団体， 行政機関などの参加

者を交えて， マテ リ アルフ ロー， ラ イ フサ イ ク ル評価，

費用対効果などについて議論を行った。

〔備考〕

共同研究機関 ： 産業技術総合研究所ラ イ フサイ クルアセ

ス メ ン ト 研究セン ター， 東京大学

6）　 持続可能なサニテーショ ンシステムの開発と 水循環

系への導入

〔区分名〕 JST 

〔研究課題コード〕 0307KB008

〔担当者〕 ○徐開欽 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セン ター），

蛯江美孝

〔期　間〕 平成 15 ～平成 19 年度 （2003 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 2035 年には世界中で約 55 億人が衛生状態の悪

い状況での生活を余儀な く される と 推測されてお り ， 水

資源の不足， 飲料水の量的 ・ 質的不足， 水環境の劣悪化

等の問題は， し尿 ・ 有機性廃棄物問題－サニテーシ ョ ン

問題 と 極めて密接な関係にあ る。 本研究では上記の点を

鑑み， 排水をその特性に応じ て分離し た， 分散型で持続

可能性の高い新しいサニテーシ ョ ンシステムの開発を目

的と し て検討を行 う 。 

〔内容および成果〕

　 本研究では， し尿については窒素， リ ンの再資源化可

能な コ ンポス ト ト イ レで処理し， 生活雑排水については

傾斜土槽法によ り 高度に処理する新規サニテーシ ョ ンシ

ス テムを確立する こ と と し ている。 特に， 土壌微生物の

機能を 大限活用する ために土壌を薄層状に充填し た傾

斜土槽法によ る生活雑排水処理の 適運転条件を明ら か

にする こ と を目的 と し て基盤的 ・ 実証的試験研究を行っ

た。

　 生活雑排水を対象 と し て傾斜土槽法を運転し， 原水流

入パターンの解析を行った結果， 有機汚濁成分， 懸濁性

物質， リ ンは長期にわたって高い除去率が得られる こ と

がわかった。 窒素については， 連続流入系では十分に硝

化反応が進行し なかったが， 間欠流入系では １ 段目か ら

硝化反応が効率的に進行する こ と が明ら か と なった こ と

か ら， ス テ ッ プ流入方式の導入 ・ 評価を行った。 その結

果， 流入負荷条件の 適化によ り ， 窒素除去プロ セスの
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高度化および処理性能の安定化等を図る こ と が可能であ

る こ と が示唆された。 また， 実際の家庭での台所排水お

よびその他の雑排水 （風呂， 洗濯水等） について水量 ・

水質調査を行い， 傾斜土槽法におけ る流量調整， 循環運

転等の導入によ り 高度 ・ 安定的な処理性能を発揮可能で

あ る こ と が示された。

〔備考〕

共同研究機関 ： 北海道大学， 福島大学， 東京工業大学，

お茶の水女子大学， 東京大学， 早稲田大学， 埼玉県環境

科学国際セン ター， 三菱商事 　 他

7）　 アジア地域におけるリ サイ ク ルの実態と 国際資源循

環の管理・ ３ Ｒ 政策

〔区分名〕 環境 - 廃棄物処理 

〔研究課題コード〕 0608BE328

〔担当者〕 ○吉田綾 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セン ター），

村上理映

〔期　間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 国際的な ３ R の推進に向けて，現状認識や将来

の方向性を国際的に共有し， 議論を進める ために， 以下

の 3 点で貢献する こ と を目的 とする。 １ ． リ サイ クルや

循環資源等の越境移動に関わる制度， リ サイ クル産業の

発展状況等に関する アジア諸国の相違点・類似点の整理，

２ ． 現状認識を踏まえた上で， アジア地域でのあ るべき

循環資源の国際的な管理レジーム提案， ３ ． 各国の リ サ

イ クルの現状を踏まえた上で， 国際資源循環を視野に入

れた国内 リ サイ クル法制度のあ り 方についての提案。

〔内容および成果〕

　 本年度は， ３ 年計画の ２ 年目であ る。 前年度に構築し

た分析枠組みを適用し， 比較研究を行 う と と も に， 現地

調査 ・ 委託調査など を通じ て リ サイ クルの実態の解明を

試みた。

　 各国国内の リ サイ クルについては， ベ ト ナムでの リ サ

イ クル村に関する調査を引き続き委託研究 と し て実施し

た。 再生資源の回収のし く み， 利用する再生資源の種類

を限定する こ と で製品の質を一定水準に保っている こ と

が明ら か と なった。 また， アジア各国でボ ラ ン タ リ ーな

使用済み製品や再生資源の回収プロ グ ラ ムについての比

較検討を行った。 中国については， 100 世帯あた り の普

及台数の統計データ を用いて， 農村地域での白黒テレ ビ

の排出台数を推計し た。

　 廃棄物や中古品の越境移動に関し ては， 主要 12 ヵ国の

過去 20 年分の輸出入データの整理を行い，どのよ う な事

象が観察でき るかを考察する と と も に， 経済理論モデル

等に関する文献調査を行った。 また， 台湾， 中国， ベ ト

ナムの再生資源等の貿易規制，バーゼル条約 BAN 改正案

の発効の条件を検討し た。

〔備考〕

研究代表者 ： 日本貿易振興機構アジア経済研究所 　 新領

域研究セン ター環境・資源研究グループ 　 小島道一 　 （旧

課題コード 　 K1827）

(2)-5.　 関連研究プロジェ ク ト

1）　 ラ イ フ スタ イ ル変革のための有効な情報伝達手段と

その効果に関する研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 H-052

〔研究課題コード〕 0507BA792

〔担当者〕 ○青柳みど り （社会環境システム研究領域）

〔期　間〕 平成 17 ～平成 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 こ の課題は，生活様式変革のための有効な情報

伝達手段 と その効果について， マ ス メ デ ィ ア （テ レ ビ，

新聞など） の報道内容や， イ ン ターネ ッ ト ， 口コ ミ など

が市民の態度形成 と 行動変化 （世論調査によ る） に与え

る影響を明ら かにし よ う と する も のであ る。 人々のラ イ

フ ス タ イル と それに影響を及ぼす情報手段 と い う 観点か

ら日本だけではな く 将来的に大き な負荷を も た らす と考

え られる中国 と の共同研究を行 う こ と によ り ， 生活様式

の水準か ら見た日本の位置づけを明ら かにし， その生活

様式の変化を促すための効果的な情報伝達手段を探ろ う

とする ものであ る。

〔内容および成果〕

　 本年度は， 環境に関する情報源に関する全国調査 と 時

系列調査， マス メ デ ィ アの内容分析を実施し た。 情報源

に関する全国調査の結果， テレ ビは気候変動問題に関す

る 「関心」 の喚起に効果があ り ， さ ら に新聞は 「理解」

に効果があ る ら しい こ と が判明し た。 さ ら に， 気候変動

問題およびその関連事項に関する報道の量は， 世界およ

び日本全体での様々な社会問題の中での環境問題の位置

づけに大き く 影響し， 報道量が増え るほど， 環境問題の

位置が上昇する こ と がわかった。 また， 報道の内容につ

いてみる と， 前年冬か ら春にかけて数度に亘って報道さ

れた Ｉ Ｐ Ｃ Ｃ の第 ４ 次報告書は，第 ３ 次報告書に比べる

と マス メ デ ィ アでの扱いが飛び抜けて大き く ， 報道の内

容が 「科学的事実」 へ と 大き く シフ ト し ている様子が観

察された。 さ ら に細か く 見る と， クールビズ， ウ ォーム

ビズなどの温暖化対策に関する キ ャ ンペーンについての

報道が必ずし も気候変動問題 と 結びつけては取 り 扱われ

ておらず， 人々の温暖化問題の理解にズレ を生じ させて

いる こ と もわかった。

〔備考〕
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大学共同利用機関法人 　 人間文化研究機構 　 総合地球環

境学研究所 　 鄭躍軍准教授， および株式会社ニ ッ セ イ基

礎研究所 　 栗林敦子主任研究員と の共同研究

2）　 気候変動問題についての市民の理解と 対応について

の調査分析および文化モデルの構築

〔区分名〕 JST

〔研究課題コード〕 0508KB555

〔担当者〕 ○青柳みど り （社会環境システム研究領域）

〔期　間〕 平成 17 ～平成 20 年度 （2005 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 科学技術専門家 と 一般の人々の気候変動問題

をめぐ る理解の論理の違いを フ ォーカ ス ・ グループ ・ イ

ン タ ビ ューを用いて明ら かにする。 基礎 と な る知見や専

門家 と し ての訓練を受けていない一般の人々は個人の持

つ過去の知見を も と に気候変動をはじめ と する未知の問

題についての理解モデルを構築するが， 基本的知見の土

台が異な る ためにその市民の理解モデルは専門家のそれ

と は異な ら ざ る を得ない。 こ の市民の理解モデルを実証

分析によ ってあ き ら かにする こ と によ り ， 不確実性を も

つ多 く の科学技術 リ ス ク問題をめぐ る意思決定への全て

の利害関係者の参加に新たな展望を与える。

〔内容および成果〕

　 社会人を対象 と し て映像 と レ クチャーを用いたフ ォー

カ ス ・ グループ ・ イ ン タ ビ ュー調査を実施し た。 映像 と

し ては， 2007 年 1 月に日本でも一般公開された 「不都合

な真実」 等の利用を考えたが， 映画配給会社 と の交渉で

はあ ま り 芳しい反応をえ られず， テレ ビ放映映像を編集

し て用いた。 内容と し ては， 第 ２ 年次の内容を受け継ぎ，

フ ォーカ ス ・ グループ ・ イ ン タ ビ ューの前半において，

既存の知識の確認を行い， 後半で編集映像を見せての議

論を実施する こ と にし た。 さ らに， 第 ３ 年次までの調査

において， かな り 知識および理解に欠如 （知識がない，

も し く は間違った知識を持ったま ま，修正されていない，

修正のチャ ン スがない） が観察されたため， レ ク チャー

を追加する こ と と し， 気候変動問題の 「科学的側面」 お

よび， 「対策的側面」 に関する ２ つのレ クチャーを追加し

ての調査を実施し た。 手順 と し ては， １ ） 導入→ ２ ） 気

候変動問題についての関心 ・ 知識 ・ 理解について把握→

３ ） DVD 映像視聴 （気候変動の メ カニズムおよび影響に

ついて日本 ・ 海外の実態を ま と めた編集映像） および映

像についての議論→ ４ ） レ ク チャー １ （気候変動問題の

「科学的側面」 に関する レ ク チ ャー） および議論→レ ク

チャー ２ （気候変動問題の 「対策的側面」 に関する レ ク

チャー） および議論→総括議論， と い う 手順で実施し た。

レ ク チャーの効果は大き く ， 調査対象者の自己評価での

「理解度」 「対策行動やる気度」 のいずれにおいて も大き

な上昇を示し た。 映画を見る こ と を想定し ての， 「映像を

１ ～ ２ 時間程度みる こ と」 の可能性について聞いたが，

「日常では １ ～ ２ 時間，集中し てみる時間を確保するのが

難しい」 と の回答が多 く ， １ ５ 分程度に編集し た映像で

あって も十分に効果を上げられる こ と が分かった。

〔備考〕

（独） 科学技術振興機構社会技術開発セン ター公募プロ グ

ラ ム。

3）　 廃棄物政策の有効性と 廃棄物事業の非効率性に関す

る実証研究

〔研究課題コード〕 0710AE525

〔担当者〕 ○日引聡 （社会環境システム研究領域）

〔期　間〕 平成 19 ～平成 22 年度 （2007 ～ 2010 年度）

〔目　的〕 循環型社会システム構築のために，ごみ排出量

の削減， リ サイ クル， 再利用の促進が重要な政策課題 と

なっている。 近年各自治体においてごみ有料化制度の導

入が急速に進んでいるが， 導入後 ５ 年で一割以上の削減

を実現し た自治体も あ る一方で， 導入数年後にごみの排

出量が導入前の水準に ま で戻っ て し ま っ た自治体 も あ

り ， 有料化に対する， 自治体の効果の評価にはばらつき

があ る。 また， 国内外で有料制のごみ削減効果に関する

研究が多 く 見られるが， その削減効果の有効性に関し て

結論が分かれる。 中環審廃棄物 ・ リ サイ クル意見具申で

は， 循環型社会に向けた取組 と し て， 経済的手法 （有料

化） の推進， 一般廃棄物処理コ ス ト 分析や効率化の推進

の必要性をあげ， 十分な減量効果発揮のために必要な料

金設定の必要性を述べている。

  本研究は， 有料化の有効性を評価し， 廃棄物処理費用を

分析し， 望ま しい廃棄物政策のあ り 方を明らかにする。

〔内容および成果〕

　 本研究では， 次年度以降， ごみ処理手数料有料化が家

計のごみ排出行動や リ サイ クル行動に与え る影響を分析

する ために， 本年度は， 家計のごみ排出量， リ サイ クル

活動， ごみ袋の価格， 家計が居住し ている自治体のごみ

処理事業の取組 （回収頻度， 資源ごみの分別数， ごみ袋

のサイ ズなど）， 家計属性 （家計所得， 世帯人員， 世帯平

均年齢， 住居床面積， 環境意識など） に関する家計調査

を実施し （サンプ リ ング された同一家計を対象に平成 19

年12月から平成20年 ３ 月までの計 ４ 回の繰 り 返し調査），

分析に必要なデータ を収集し た。

〔備考〕

東京工業大学 ： 島根哲哉

横浜国立大学 ： 馬奈木俊介
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4）　 産業拠点地区での地域循環ビジネスを 中核と する都

市再生施策の設計と その環境・ 経済評価システム構

築

〔区分名〕 環境 - 廃棄物処理

〔研究課題コード〕 0507BE937

〔担当者〕 ○藤田壮 （アジア自然共生研究グループ）， 森

口祐一

〔期　間〕 平成 17 ～平成 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 　 国内の先進的な産業集積 「川崎エコ タ ウ ン地

区」 を対象 と し て， 循環形成の環境 ・ 社会経済効果を定

量的に評価する システムを構築する。 循環形成が も た ら

す効果を定量化する こ と で， これまでの環境施策 と 循環

ビジネス を評価する。 加えて， 産業間の副産物の連携拡

大や都市 ・ 産業連携のア ク シ ョ ンプロ グ ラ ムを設計 ・ 評

価する システムを築 く 。 すなわち， （ １ ） 地域の物質代謝

の空間情報データベース を共有する地理情報シ ス テム ・

ネ ッ ト ワーク で構築し た う えで， （ ２ ） 企業 と連携し て循

環施策の中核 と な る転換技術の代謝プ ロ セ スモデル と，

輸送プロセス を含む LCA 評価システムを構築する。その

う えで （ ３ ） 個別事業か ら統合的な都市政策まで多様な

代替的施策 を設計 し て評価す る シ ス テ ム を構築す る。

（ ４ ） 川崎地区での運用を通じ て行政， 企業の要請を反映

し て よ り 実用的システムを実現しつつ， 国際共同研究者

と と も に産業共生型の都市再生システムの国際的ベンチ

マーク モデルを構築する。

〔内容および成果〕

本年度に以下の成果を得た。

　 １ ． エコ タ ウ ン地区および周辺地域の統合的物質循環

データベースの構築

　 国内で も先進的なエコ タ ウ ン地区であ る 「川崎エコ タ

ウ ン」 を対象 と し て， 産業廃棄物及び水資源等について

発生業種 ・ 分類ご と の立地情報を物質循環データベース

と し て地理情報シ ス テム （GIS） データベースに構築し

た。 さ ら に， 1 都 ６ 県東京圏域で， 農業系廃棄物， 下水

汚泥を含む廃棄物の発生情報の GIS データベース を構築

し た。

　 ２ ． 「エコ ・ イ ンダス ト リ アルパーク ・ レポー ト 」 調査

によ る企業間物質連関構築

　 川崎市の経済局および川崎市の臨海部の製造業か ら構

成される企業 NPO 「産業環境創造 リ エゾンセン ター」，東

洋大学地域産業共生研究セン ター と 連携し て， 川崎市臨

海部に立地する主要な工場 ・ 事業所約 60 ヵ所に対し て調

査を行った。 調査の結果， 資源循環可能な産業廃棄物に

ついて も市外への搬出が多いこ と が明らかになった。 

　 ３ ． Ｗ ｅ ｂ 地理情報システムを用いた企業 ・ 行政情報

の統合的調査システムの構築

　 受入事業者の技術イ ンベン ト リ の情報を利用者間で共

有する と と も に， 技術選択によ って想定される環境改善

効果を定量的に算定す る こ と ので き る 機能を提供す る

Ｗ ｅ ｂ Ｇ Ｉ Ｓ と し て 「地域循環支援システム」 を構築し

た。 2006 年 ９ 月から 2007 年 ３ 月までに，川崎臨海部に立

地する事業者約 15 事業者を対象 と し て試験運用を行い，

廃棄物種類別の受入事業者検索サブシステムの総利用回

数約 1200 回について，支援システムの利用履歴を調査し

て， 資源循環情報のニーズやシステムが持つ課題を分析

し た。

　 ４ ． 都市産業共生技術の技術イ ンベン ト リ の調査

　 循環型の生産施設の技術イ ンベン ト リ を企業調査に基

づいて定式化し， 廃棄物の処理削減効果 と 受け入れ企業

の生産プロセスにおけ る新規資源代替効果を含む環境改

善効果の評価手法を提案し た。 川崎エコ タ ウ ンの循環型

セ メ ン ト 製造施設， 製鉄施設， ス テン レ ス製造施設を対

象 と し た廃棄物受け入れの現状の循環事業の環境改善効

果を算定す る と と も に， 統合的な廃棄物政策の推進に

よ って約 80 万 ｔ の CO2 削減効果があ る こ と を明らかに

し た。

　 ５ ． 産業連携および循環形成の代替オプシ ョ ンの設計

と評価システム

　 川崎エコ タ ウ ンに立地する循環型の生産施設の循環型

転換技術を中核 と する， 一般廃棄物の政策シナ リ オを設

計し て評価する システムを開発し た。 2015 年に向けて ８

つの将来シナ リ オを評価し た。 廃棄物の再資源化利用率

を 10％改善し て， 終処分量を 13000 ト ン削減でき る と

と も に， 53000 ト ンの二酸化炭素の発生量削減が可能に

なる こ と を明らかにし た。

　 ６ ． 産官学連携によ る資源循環支援の技術 ・ 政策シナ

リ オ検討の推進

　 川崎市の資源循環の行政担当者 （環境局廃棄物政策担

当および経済局担当）， 企業担当者 と と もに， 資源循環技

術 ・ 政策シナ リ オの検討会を開催し て， 資源循環支援の

データベースのシステム設計と運用及び，資源循環技術・

政策シナ リ オの検討を行った。

〔備考〕

共同研究者 ： 花木啓祐 （東京大学）

(2)-6.　 重点研究プログラ ムに係わるその他の活動

(2)-6-1.　 廃棄物管理の着実な実践のための調査・ 研究

1）　 循環型社会に対応し た安全・ 安心な適正処理・ 処分

技術の確立
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〔区分名〕 循環セン ター

〔研究課題コード〕 0610AB546

〔担当者〕 ○井上雄三 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター） ， 川本克也， 山田正人， 遠藤和人， 阿部

誠， 朝倉宏， 安田憲二

〔期　間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目　的〕 循環型社会を支え る廃棄物処理・処分プロセス

の安全 ・ 安心な管理を遂行する ための技術システムを構

築する。 現行制度では把握が不十分な有害物質を含む廃

棄物や副産物をいち早 く 特定し， 適正な質の管理手法を

示す。 また， 不要物 と なった も のが適正に循環 ・ 処分さ

れる ための分岐点 と し て機能する中間処理技術シス テム

を提示する。

〔内容および成果〕

　 産業廃棄物物流の形成要因を明ら かにする ため， 廃棄

物／循環資源の到達点であ る資源引き取 り 価格 と 終処

分料金を把握する と 共に， 物流の分岐点であ る中間処理

の技術コ ス ト を評価し た。 また， 廃プ ラ スチ ッ ク と 木 く

ずを材料品質に応じ て整理し た。

　 終処分場におけ る アスベス ト 含有廃棄物の存在位置

と 状態を把握する ため， 現場で小口径打撃式削孔機によ

る簡易削抗を試みた結果， ア スベス ト の再飛散は観測さ

れず， 約 ７ m 深までの廃棄物が採取可能であったが， 削

抗時間など作業性に課題が残された。 一方， アスベス ト

の廃棄物層中移動を表す数値モデルにおけ る濾過 と 剥離

の表現方法をパラ メ ト リ ッ ク に解析し た。

　 化学物質含有固体廃棄物に対応し た生態毒性評価手法

を開発する ため， ２ 種の ト ビ ムシ と シマ ミ ミ ズへの試験

試料 （埋立対象廃棄物） の直接曝露毒性試験を実施し た。

その結果， ト ビムシに対する致死毒性は主に高塩濃度が，

シマ ミ ミ ズに対する忌避性には高塩， 有機化合物および

重金属が関与し ている こ と を示し， 直接暴露法の有用性

が示唆された。

　 ごみ質が異な る処分場浸出液 （n=26） のホ ウ素濃度に

ついてデータ を収集し， ごみ質 と ホ ウ素濃度の関係を整

理し た結果， 産廃， 一廃不燃物か ら の特異的な溶出 （そ

れぞれ平均 30mg/L， 3.7mg/L） が示され， ごみ質によ る

類型化の可能性が示唆された。

　 既存の埋立層反応モデルに覆土か らのガス交換モデル

を組み込み， 埋立模擬実験か ら得られたパラ メ ータ を適

用し， 内部反応 と 流出成分に関する数値解析を行った。

浸出液の TOC が 60mg-C/L以下 と なるのに必要な時間は，

覆土の拡散係数が 1000 倍で 1/10 に， 廃棄物の初期有機

物含有量が 1/4 で 1/5 以下に短縮され，覆土の物質移動性

と 廃棄物初期成分含有量の両者が早期安定化に有効であ

る こ と が示された。

　 海面埋立処分場におけ る内部保有水水位の管理方法を

二次元断面飽和 ・ 不飽和移流分散解析によ り 検討し た結

果， 廃棄物埋立層の透水係数や不均一性， 降雨量等の因

子の中で， 降雨量 （浸透量） は浸出液水質の低下を も

早めるが， 埋立層内の水平難透水層は遅らせる こ と を明

らかにし た。

　 有機性ハロゲン濃度の連続的測定装置を用いて， 廃棄

物焼却炉 2 施設について排ガス濃度の測定 と同時に排ガ

スおよびばいじん中の DXNs 濃度測定を行った。 その結

果， 集じん装置の入口側 DXNs 濃度 と高沸点有機ハロゲ

ン濃度と の相関， および集じん装置内での DXNs 再合成

濃度 と 低沸点有機ハロゲン濃度の相関等か ら， 本濃度指

標の測定は排ガス中およびばいじん中の DXNs 濃度の変

化を迅速に検知可能であ り ， 焼却施設の燃焼制御 と 運転

管理に有効であ る こ と を示し た。

〔備考〕

共同研究機関 ： 埼玉県環境科学国際セン ター， 千葉県環

境研究セン ター， 神奈川県環境科学セン ター， 福井県衛

生環境研究セン ター， 沖縄県衛生環境研究所， 大阪府環

境農林水産総合研究所 , 北海道大学， 岡山大学， 龍谷大

学，秋田県立大学 , 東京大学 , 早稲田大学 , 筑波大学 , （財）

日本環境衛生セン ター , （社） 全国産業廃棄物連合会

2）　 循環資源・ 廃棄物の試験評価・ モニタ リ ング手法の

高度化・ 体系化

〔区分名〕 循環セン ター

〔研究課題コード〕 0610AB447

〔担当者〕 ○貴田晶子 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター） ， 野馬幸生， 滝上英孝， 山本貴士， 肴倉

宏史， 渡部真文， 鈴木剛， 白波瀬朋子

〔期　間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目　的〕 循環資源 ・ 廃棄物を対象と し て， 有害物質の挙

動把握， 簡易測定技術の 適化， 処理プロセスか ら の事

故の未然防止等の各種目的に応 じ た試験分析方法の整

理， 開発を進め， 標準規格化， 包括的な適用プロ グ ラ ム

と し て， 試験評価 ・ モニ タ リ ング手法の高度化 ・ 体系化

を図る。

〔内容および成果〕

（ １ ） プラ スチッ クに汎用されるベンゾ ト リ アゾール系紫

外線吸収剤 7 物質について， 気体試料からの ミ ニカ ラ ム

によ る捕集方法を確立し た。 ア ミ ノ シ リ カカ ラ ムによ る

精製， GC/HRMS を用いた高感度分析手法を確立し， 実

施設調査に適用し た。 廃棄物処理 ・ リ サイ クル過程で放

散が予測される ニ ト リ ル類など約 100 物質の有機窒素化
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合物について，GC/MS と GC/FTD のデュ アル検出手法を

用いた一斉ス ク リ ーニング / 半定量分析方法を検討し た。

（ ２ ） 廃棄物の処理過程及び資源循環過程における有害物

質の把握のために必要な試験法 ・ 分析法を網羅し整理し

た。 簡易法開発にあた り ， 適用範囲を明確にし て利用す

べきであ る と い う 観点から， 「規制試験の代替目的」， 「分

析化学でい う 標準試験法の標準操作の効率化を図 る 目

的」， 「日常モニ タ リ ング」， 「ス ク リ ーニング法」， 「現場

分析法」， 「ガス試料の現場濃縮法」， 「その他毒性総合指

標等」 に分類する こ と を提案し た。

（ ３ ） ダ イオキシン類の生物検定法は規制試験法代替法 と

し て精度管理が必要であ る こ と か ら， その一貫 と し て，

食品， 飼料を対象 と し た国際相互検定に参加し， 結果を

解析評価し た。 化学物質標準品， 底質および飼料／食品

の精製済抽出液， 及び参加機関の調製し た魚油および飼

料抽出液の ３ フ ェーズの試料の試験結果の解析に よ れ

ば， 生物検定法そのも のの誤差よ り も前処理の熟練度が

データのばらつきに大き く 影響する こ と が示唆された。

（ ４ ） 現場分析及びス ク リ ーニン グ分析 と し て開発し た

カー ト リ ッ ジ式ボルタ ン メ ト リ ーを用いて， 連続採取し

た溶融ス ラ グの Pb について適用し， 良好な結果を得た。

また As についての基礎実験を進めた。

（ ５ ） 複雑素材かつ多種の部品を搭載し た基板に含まれる

金属類の含有量の代表値を求める方法 と し て， 各部品の

量か ら積み上げる方式を提案し た。 その妥当性を検証す

る ために， 多量の基板破砕物を燃焼し， 発生し た焼却残

渣 と 排ガス を分析し マスバラ ン スか ら得た含有量 と 比較

し た。 48 元素の う ち ２ 元素を除き よい一致をみた。

〔備考〕

3）　 液状・ 有機性廃棄物の適正処理技術の高度化

〔区分名〕 循環セン ター

〔研究課題コード〕 0610AB519

〔担当者〕 ○徐開欽 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セン ター），

蛯江美孝， 近藤貴志

〔期　間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目　的〕 有機性廃棄物と し てのし尿， 生活雑排水， 生ご

み等の適正処理技術， 技術システムを確立し， な らびに

有害 ・ 難分解物質や感染性微生物 リ ス ク か ら の安全性を

確保する ため， バイ オ ・ エコエンジニア リ ングを活用し

た浄化槽の機能改善， 植栽 ・ 土壌処理システム等の実証

等を通じ て， 液状廃棄物処理の高度化のためのシステム

及び技術開発を行い， 地域特性に応じ た環境低負荷 ・ 資

源循環技術シス テムによ る液状廃棄物の安全安心 ・ 適正

管理手法を構築する こ と を目的とする。  

〔内容および成果〕

　 生活 ・ 事業場排水等の汚水， 生ごみおよびこれら の処

理過程で発生する汚泥， 植物残渣等の液状 ・ 有機性廃棄

物に対し， 浄化槽の機能改善 ・ 強化， 生態工学技術シス

テム開発， 汚泥量 ・ 発生負荷量等に基づ く 適正処理 ・ 再

資源化物の リ サイ クル技術等の有機性廃棄物対策によ る

地域特性に応じ た環境低負荷 ・ 資源循環技術システムの

開発 ・ 評価を行った。 すなわち， 浄化槽技術の高度化の

ための試験研究， 生ごみ処理シス テム， 植栽 ・ 土壌生態

工学シス テムの高度化技術開発 と 同時に， 浄化槽ビジ ョ

ンの実現を目指し た維持管理特性等についての検討等を

行った。 また， 生ごみデ ィ スポーザ排水等を導入し た総

合排水処理シス テムの解析を行い， デ ィ スポーザ排水の

導入によ り BOD/N 比が上昇する こ と，個別分散型の処理

では生ごみを貯留する ため， 破砕粒度にかかわらず １ ～

２ ヵ 月で可溶化が進行する こ と， 生ごみ破砕物の導入に

よ り 有機物負荷が上昇する ため，処理水 BOD10mg ･ L-1 以

下を確保する上では， 循環比を考慮し， 好気槽での適切

な滞留時間を確保する必要性があ る こ と， BOD/N 比が高

く な り 効率的な脱窒反応が促進され， 循環比を調整する

こ と で処理水 T-N10mg ･ L-1 以下を達成可能であ る こ と が

わかった。 有機性廃棄物に含有される炭水化物， 蛋白質，

脂質についての生物処理特性を検討し た結果， 中規模以

上の処理システムにおいては溶存性の炭水化物，蛋白質，

脂質の資化性が重要であ る こ と， 循環比を増加させる等

の運転操作条件の適正化によ り 有機物および窒素除去率

を向上可能な こ と などがわかった。 また， 循環比の増加

に よ り 汚泥転換率が抑制 さ れ る 傾向 も 見 ら れた こ と か

ら， 汚泥発生抑制効果も期待でき る こ と がわかった。 さ

らに， LCCO2 解析によ る基礎的な検討によ り ， 生ごみを

可燃ごみ と し て排出 し， 生活排水を浄化槽で処理す る

ケース と， 生ごみをデ ィ スポーザで破砕し， 生活排水 と

合わせてデ ィ スポーザ対応浄化槽で処理する ケースの比

較解析を行い， 地域特性に応じ たネ ッ ト での CO2 排出量

を考慮し た技術システムの構築に資する知見を集積する

こ と ができ た。

〔備考〕

共同研究機関 ： 筑波大学， 福島大学， 早稲田大学， 工学

院大学， 横浜国立大学， 埼玉県環境科学国際セン ター，

（財） 日本建築セン ター， （財） 茨城県薬剤師会公衆衛生

検査セン ター， （独） 放射線医学総合研究所， フジ ク リ ー

ン工業 （株）， （株） ダ イ キア ク シス， （株） 日立プラ ン ト

テ ク ノ ロ ジー

4）　 廃棄物の不適正管理に伴う 負の遺産対策
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〔区分名〕 循環セン ター

〔研究課題コード〕 0610AB436

〔担当者〕 ○野馬幸生 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター），井上雄三，山田正人，山本貴士，遠藤和人

〔期　間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目　的〕 廃棄物の不適正管理に伴 う 環境汚染の修復事

業を支援する ため， 同事業のフ ォ ローア ッ プ， 廃 PCB 処

理技術， 埋設農薬の適正処理及び管理方策の調査を実施

する と と も に， 不適正処分場に対し てそれぞれの環境 リ

ス ク を踏まえた汚染修復対策プロ グ ラ ムを設計する手法

を提示する。

〔内容および成果〕

　 正規の廃棄物フ ローか ら外れた不法投棄や不適正保管

などの課題の一つであ る堆積廃棄物の火災問題に対応す

る ため， 発熱し た堆積廃棄物の出火危険性を把握する現

場調査法 と 評価法に関する検討を開始し た。 現場調査法

と し て地表面調査 と 物理探査の ク ロ スチェ ッ ク に よ り ，

連続モニ タ リ ングを必要 と し， 発火が疑われる重点調査

地点の抽出法フ ロー （ガス温度， ガス成分， 沈下速度に

着目） を提案し た。 一方， 微量の PCB が混入し た廃電気

機器が多量に存在する ため，低濃度の PCB を測定する方

法を検討し た。 前処理方法 と 測定機器 と の組合せが重要

であ り ， 油成分を完全に除去するか， 測定機器に検出器

の選択性を持たせる こ と で定量可能であ る と の結果を得

た。 また， 撥水材等に使用されたパーフ ロ ロオ ク タ ン ス

ルホン酸の廃棄過程での挙動把握のため， 熱処理プ ラ ン

ト で実験を行い適正処理方法の検討を行った。

〔備考〕

【関連課題】

1）　 循環資源利用促進及びリ スク 管理のための簡易試験

法の確立

〔区分名〕 環境 - 公害一括 

〔研究課題コード〕 0709BC277

〔担当者〕 ○貴田晶子 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 滝上英孝， 肴倉宏史

〔期　間〕 平成 19 ～平成 21 年度 （2007 ～ 2009 年度）

〔目　的〕 廃棄物 ・ 再生材の利用促進や資源循環 ・ 廃棄過

程に関連する リ ス ク管理に必要な， 日常モニ タ リ ングや

化学分析の代替法等の簡易試験法を開発 ・ 整備する。 簡

易法の位置づけを明確にし， 適用範囲に応じ た確度 ・ 精

度確認， 公定法 と の照合， 簡易法適用におけ る留意事項

整理等を行 う 。 事例研究 と し て， （ １ ） 溶融ス ラ グ等の

Pb， As 等高頻度で検出される金属の簡易試験法の開発，

（ ２ ） ダ イオキシン類の生物検定法の精度確認や適用性，

精度向上に向けた検討， （ ３ ） 循環資源 ・ 廃棄物デー タ

ベース構築のための蛍光 X 線分析法の活用を取 り 上げ

る。

〔内容および成果〕

（ １ ） “ 簡易法 ” は様々な意味を有し ている。 利用目的を

明確にする ため， 廃棄物の処理過程及び資源循環過程に

おいて必要な試験法 ・ 分析法について網羅し， それら を

利用目的に対応する形で ７ つに分類し た。 こ の ７ つの分

類は， 「規制試験の代替目的」， 「分析化学でい う 標準試験

法の標準操作の効率化を図る目的」 ， 「日常モニ タ リ ン

グ」， 「ス ク リ ーニング法」， 「現場分析法」， 「ガス試料の

現場濃縮法」 ， 「その他毒性総合指標等」 であ る。 以下の

３ つの事例研究の利用目的を明確にし た。

（ ２ ） 溶融ス ラ グの Pb について， 現場分析及びス ク リ ー

ニング分析が可能な簡易法 と し て開発し たカー ト リ ッ ジ

式ボルタ ン メ ト リ ーを用いて， 連続採取し た試料に適用

し，良好な結果を得た。 また As についての基礎実験を進

めた。 カー ト リ ッ ジでの濃縮にあた り 必要な条件を決め

る ため， As(III) 及び As(V) のそれぞれについて， Fe 共沈

又は Zr共沈法によ る捕集及び溶離液条件での溶解性を確

認し た。 形態によ っては捕集されない場合があ り ， 今後

の検討課題と なった。

（ ３ ） ダ イオキシン類の生物検定法は規制試験法代替法 と

し て位置づけ られ， 精度管理が必要であ る。 精度管理調

査の一貫 と し て， 食品， 飼料を対象 と し た国際相互検定

に参加し た。 参加機関の試験結果について解析を実施し

た と こ ろ， 生物検定法その も のの誤差よ り も前処理の熟

練度がデータのばらつきに大き く 影響する こ と が示唆さ

れた。

（ ４ ） 産業廃棄物 190 試料について， 蛍光 X 線分析法を

ス ク リ ーニン グ法 と し て採用し， 32 元素の組成分析を

行った。 その結果をデータベース化し， Web 上で情報公

開でき る形と し た。

〔備考〕

共同研究機関 ： 岐阜県保健環境研究所， 兵庫県立健康環

境科学研究セン ター， 鳥取県衛生環境研究所， 宮城県保

健環境セン ター

2）　 高分子材料中の添加物質の放出挙動と 高分子軟化点

温度の関係

〔研究課題コード〕 0707AF572

〔担当者〕 ○白波瀬朋子 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セン

ター）

〔期　間〕 平成 19 年度 （2007 年度）

〔目　的〕 本研究では， 高分子製品中の添加物質の放出
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（溶出 ・ 揮発） 挙動 と高分子固有の軟化点温度の関係につ

いて検討する。 TV ケーシングや PC 部品など， 一部の廃

棄物は，集積所及び野積み現場で高温になる場合があ り ，

製品によ っては高分子材料固有の軟化点温度を超え る可

能性も あ る。 高分子中物質の放出挙動 と 軟化点温度 （ガ

ラ ス転移温度 Tg ） の関係を示し，野積みや廃棄物の埋め

立て等におけ る， 水系への溶出 ・ 大気への揮発挙動の一

考察とする こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 埋立地， 野積みなどで高温下に さ ら される可能性が高

い高分子廃棄物 と し て電気電子製品な どが考え ら れる。

添加物と し て難燃剤 （PBDE） が含まれている高分子材料

であ る TV ケーシング， 難燃助剤 （Sb） が含まれている

高分子材料であ る コ ネ ク ターを用いて， それぞれ揮発試

験， 溶出試験を実施し た。 コ ネ ク ターの軟化点温度 （ガ

ラ ス転移温度 Tg） は低温 と高温の ２ 点あ る こ と が確認で

き た。 そ こ で埋立地でも な り う る温度帯であ る低 Tg （約

70 ℃）に条件を設定し，低 Tg 前後で溶出試験を実施し た。

その結果， Sb 溶出量は室温から Tg までは温度 と共に増

加し， Tg よ り 少し高温域でさ ら なる増加が見られた。 今

後， 有機物質分析によ る放出試験の結果 と 合わせて検討

する必要があ るが， 高分子材料中の添加物質の放出挙動

と 高分子材料の物性指標であ る軟化点温度に関係があ る

可能性が示唆された。

〔備考〕

3）　 野生高等動物における残留性有機ハロゲン化合物の

蓄積・ 代謝特性の解明と 影響評価

〔区分名〕 文科 - 科研費 

〔研究課題コード〕 0608CD454

〔担当者〕 ○滝上英孝（循環型社会・廃棄物研究セン ター）

〔期　間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 水酸化代謝物を含む有機ハ ロ ゲン化合物の新

規分析法を確立し， 野生高等動物におけ る汚染実態 と 蓄

積特性を明ら かにする。 また， それら物質の蓄積 ・ 残留

パターンを解析する と と も に， 肝臓組織等を用いて親化

合物の代謝試験を行い， その代謝挙動 と メ カニズムの解

明を試みる。 さ ら に主要な代謝物については競合結合／

レポーター遺伝子ア ッ セ イ を実施する。 上記の研究成果

を総合的に考察し， 代謝活性化を含む有機ハロゲン化合

物の毒性影響について包括的に評価する。

〔内容および成果〕

　 化学物質及び環境試料 （室内ダス ト 試料） の甲状腺ホ

ルモン受容体 （TR） 原性を評価し た。 TR レポーター遺

伝子ア ッ セ イ と し て， ホ タルルシフ ェ ラーゼ遺伝子を導

入し た組換え ヒ ト 骨肉腫細胞 （U2OS-luc） を用いて， 試

料中の化学物質によ って TRβ を介し て発現されるルシ

フ ェ ラーゼ活性を測定し た。 また， 甲状腺ホルモン様作

用 （アゴニ ス ト ） だけでな く ， TRβ の リ ガン ド であ る

T3 と の共曝露試験も行い， 阻害作用や増強作用の評価を

試みた。 供試し た有機ハロゲン化合物は， 曝露 24 および

48 時間後においてアゴニス ト 作用を示さ なかったが， T3

と の共曝露試験の曝露 48 時間後において， Triclosan （2’-

OH-2,4,4'-Trichlorodiphenyl ether） ， 2-OH-3’,4’,5-

Trichlorobiphenyl （TriCB） ， 2-OH-3’,5,5’-TriCB， 2-OH-

2’,3’,4’,5’-TetraCBおよび2-OH-2’,3’,4’,5,5’-PentaCBについ

て阻害作用が， 4,4’-diiodobiphenyl お よ び

Hexachlorobutadiene について増強作用が，それぞれ観察さ

れた。 室内ダス ト 抽出液に適用し た結果， T3 と の共曝露

試験において一部の試料で顕著な増強作用が観察 さ れ

た。 室内環境には， TRβ アゴニス ト 作用や阻害作用では

な く ，増強作用を示す化学物質が存在する こ と が示され，

その同定 ・ 定量評価の必要性が示唆された。

〔備考〕

研究代表者 ： 愛媛大学 　 高橋 　 真

共同研究者 ： 愛媛大学 　 田辺信介， 岩田久人， 磯部友彦

4）　 終処分場におけるアスベスト 廃棄物の安全性評価

手法の開発

〔区分名〕 環境 - 廃棄物処理 

〔研究課題コード〕 0609BE996

〔担当者〕 ○山田正人 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 井上雄三， 遠藤和人

〔期　間〕 平成 18 ～平成 21 年度 （2006 ～ 2009 年度）

〔目　的〕 アスベス ト 問題の安全・安心かつ究極的な解決

を図る ためには， 過去か ら現在までにア スベス ト が埋め

立て られた 終処分場を特定し て封じ込めを確認する と

共に， 掘 り 起こ し再生事業や跡地の形質変更時におけ る

再放出の防止を図る必要があ る。 本研究では， 既存 終

処分場におけ る ア スベス ト の安全性確認手法を体系化

し， 適正埋立のための情報管理システム， 埋立層内の移

動を抑止する埋立技術や容量増加， 形質変更時におけ る

指針， 封じ込め能力を高める埋立工法や管理手法を提示

する

〔内容および成果〕

　 飛散性ア スベス ト 除去工事か ら発生する廃棄物に含ま

れる防護衣服などの混在率は １ ％程度であ り ， アスベス

ト 含有廃棄物の処理実績値は統計情報か ら作成し た全国

存在量データベースによ る地域別の埋立量の推計値 とお

おむね一致し ていた。 また， 平成 ４ 年以前にはア スベス
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ト の危険性に対する認識が低 く ， 埋立実態の把握が困難

であった。

　 ア スベス ト 含有廃棄物の埋立区画において比抵抗探査

および EM 探査を実施し， 掘削試料 と の比較を行い， 固

化されたアスベス ト 含有廃棄物の埋立領域は高比抵抗域

と し て表される こ と が示唆された。 また， 同区画におい

て打撃式 ・ 小口径の掘削機を用いて位置確認のための簡

易掘削を試み， 掘削によ る ア スベス ト の再飛散は観測さ

れず，約 ７ m の深さ までの廃棄物が採取可能であったが，

掘削に相当の時間を要す る な ど作業性に課題が残 さ れ

た。

　 ア スベス ト 含有廃棄物の分析の際の妨害を低減化する

風力選別装置の開発を進め， 装置によ り 処理し た試料中

の石英成分またギ酸処理残渣率は低下し， ア スベス ト を

分離 ・ 濃縮し て捕集でき る こ と が示された。

　 土壌等の多孔質内におけ る粒子の移動 メ カニズムを解

明する ため， カオ リ ナイ ト 粒子の荷電特性に影響する共

存因子 と し てフ ミ ン酸の影響を調べた。 フ ミ ン酸の吸着

によ り カオ リ ナイ ト 粒子の負荷電量は減少し， 電気泳動

移動度が－ ３ 未満の条件下で， 媒体 （標準砂） への補足

率が高ま る こ と が示された。 また， 廃棄物層中のアスベ

ス ト の移動を表す数値モデルにおけ る濾過 と 剥離の表現

方法をパ ラ メ ト リ ッ ク に解析し， 濾過係数をゼ ロ と し，

アスベス ト 含有量を初期値 と し た剥離定数を求める こ と

が必要であ る こ と を示し た。

〔備考〕

分担研究者 ： （財） 日本環境衛生セン ター， （社） 全国産

業廃棄物連合会， 千葉県環境研究セン ター， 埼玉県環境

科学国際セン ター， 筑波大学

5）　 埋立廃棄物の陸生動物を用いた生態毒性評価手法の

確立

〔区分名〕 経常 

〔研究課題コード〕 0507AE781

〔担当者〕 ○山田正人 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 阿部誠， 井上雄三

〔期　間〕 平成 17 ～平成 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 終処分場が安全であ る ためには，処分場 と い

う 受け皿の保全技術を向上させるだけでな く ， 埋立廃棄

物の質， すなわち有害性を埋立て前後の変化を考えて制

御 ・ 管理する必要があ る。 さ らに廃棄物の有害性も人へ

の影響だけではな く ， 周辺環境への複合的影響を考慮す

る こ と が不可欠であ る。 終処分場の周辺環境影響につ

いては， 水生生物への影響の観点か ら研究が進められて

いるが， 陸上生態系については影響の評価手法すら確立

し ていない。 本研究は， これまでの生態毒性試験では評

価が困難であった， 固体および気体試料に対応し た生態

毒性評価手法を開発し， 廃棄物管理のための新たな生態

毒性評価指標の確立を目的とする。

〔内容および成果〕

　 廃棄物由来の化学物質に対応する試験手法 と し て， 埋

立て対象 と な る各種廃棄物 （焼却灰， 飛灰， 不燃残 さ）

を試験試料 と し， ２ 種の ト ビムシ （オオフ ォルソ ト ビ ム

シ， ユ ミ ゲカギヅ メ アヤ ト ビムシ） に試験試料を直接曝

露する毒性試験を行った。 両種に対し致死性の高かった

飛灰を水， メ タ ノ ール， アセ ト ンおよびジ ク ロ ロ メ タ ン

で抽出し て試験に用いた と こ ろ， オオフ ォルソ ト ビムシ

では水抽出物， ユ ミ ゲカギヅ メ アヤ ト ビ ムシでは水抽出

物および メ タ ノ ール抽出物に高い毒性が認められた。 水

抽出物を分析 し た結果， Na， K， Ca 等の塩類濃度が高

かった こ と か ら， 飛灰の ト ビ ムシに対する毒性は主に高

濃度の塩類によ る もの と考え られた。

　 次に汚染土壌等の生態毒性試験の供試生物 と し て実績

のあ る シマ ミ ミ ズを用い， 同試験試料に対する忌避行動

を調べた と こ ろ， 飛灰および焼却灰に忌避性が認め られ

た。 飛灰を水， メ タ ノ ール， アセ ト ンおよびジ ク ロ ロ メ

タ ンで抽出し て試験に用いた と こ ろ， 水抽出物およびア

セ ト ン抽出物に忌避性が認められた。 アセ ト ン抽出物の

GC-MS 分析では複数の芳香族化合物の存在が確認さ れ

た。 以上の結果か ら， 飛灰のシマ ミ ミ ズに対する忌避性

には， 塩類 と 有機化合物が複合的に作用し ている可能性

が示唆された。 一方で焼却灰の水， メ タ ノ ール， アセ ト

ンおよびジ ク ロ ロ メ タ ン， いずれの抽出物にも シマ ミ ミ

ズに対する忌避性は認められなかったが， pH3 に調整し

て水抽出を行った抽出物には高い忌避性が認め ら れた。

pH3調整水抽出物は ICP分析の結果，MgおよびMnの濃度

がそれぞれ 312ppm， 22ppm と pH 未調整水抽出物よ り も

千倍以上高かった こ と から， 焼却灰のシマ ミ ミ ズに対す

る忌避性にはこれら の重金属類が関与し ている と 考え ら

れた。

〔備考〕

6）　 埋立廃棄物の品質並びに埋立構造改善による高規格

終処分システムに関する研究

〔区分名〕 環境 - 公害一括 

〔研究課題コード〕 0407BC381

〔担当者〕 ○井上雄三 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 山田正人， 遠藤和人， 大迫政浩， 朝倉宏

〔期　間〕 平成 16 ～平成 19 年度 （2004 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 廃棄物の選別や前処理な どに よ る埋立廃棄物
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の品質 （性状） 制御， および埋立層内の物理 ・ 化学 ・ 生

物学的な環境を工学的に改善可能 とする埋立構造を検討

する。 また， 埋立構造によ って も た ら される長期安定化

プロセス を , 実験 と モデル解析から予測し , 品質制御な ら

びに高規格埋立処分の技術評価を行 う 。 埋立構造や品質

制御 , な らびに安定化に要する維持管理時間を考慮し た

総コ ス ト を比較評価し， 高度に発達し た社会が受け入れ

可能な 終処分の形態を提案する。

〔内容および成果〕

　 埋立地の設計， 埋立作業， 運転管理， 環境モニ タ リ ン

グなどの状況をアンケー ト 調査によ り 把握し， それらが

地域， 規模， 運営主体などの種々の要因によ って決定さ

れている構造を明ら かにし た。 特に遮水シー ト ， 浸出水

集排水管の種類および浸出水有害物質モニ タ リ ング頻度

などの安全安心に係る要件は， 施設規模 と 一定の相関が

あ る こ と を把握し た。

　 埋立廃棄物中の有機物や重金属の分離のために風力選

別 と 分粒を組み合わせた装置を試作し， 性能試験を行っ

た と こ ろ， 鉛， ヒ 素お よびホ ウ素が細粒区分 （ダ ス ト ）

へ濃縮される こ と を確認し た。

　 既存の埋立層反応モデルに上下の覆土から のガス交換

に関するモデルを組み込み， 埋立模擬実験か ら得られた

パラ メ ータ を適用し， 内部反応 と 流出成分に関する数値

解析を行い， 初期条件 （ごみ質） と 埋立地構造に関連す

るパラ メ ータの感度を解析し， 以下の結果を得た。 すな

わち， 浸出水の TOC が 60mg-C/L 以下 と なるのに必要な

年数は， 一般的に利用されている覆土をシル ト から砂に

変え る （覆土の拡散係数を 1000 倍とする） こ と で 1/10

に，廃棄物の初期有機物含有量を 1/4 にする こ と で 1/5 以

下 と な る こ と がわか り ， 覆土の流体移動特性及び廃棄物

の初期成分含有量の両因子－埋立地の構造に係る物理的

因子 と 埋立廃棄物の組成に係る化学的因子－が早期安定

化に同等な重みで効果的であ る こ と が示された。

　 熱処理残渣主体の埋立処分場の早期安定化を目的 と し

て， 一般廃棄物焼却灰 と 飛灰混合物にコ ンポス ト を混合

し て埋め立てた場合の脱塩促進に対する好気条件の効果

についてカ ラ ム実験を行った。 好気条件下において難溶

性のフ リ ーデル氏塩の消失が確認された こ と， 嫌気およ

び準好気条件では， 脱塩の遅延が見られた こ と， フ リ ー

デル氏塩の溶出の原因と し て pH の低下及び硫酸 と二酸

化炭素の増加が考え られる こ と を示し た。

　 以上の成果を用いる こ と によ って， 新たな埋立廃棄物

基準 （初期含有量など） 及び 終処分システム （含有量，

構造， 運転方法） の設計 ・ 運転条件の提案， 並びに総合

的な環境負荷及びコ ス ト の評価および地域埋立廃棄物マ

スバラ ン スの評価 と 統合する こ と によ り ， 終的には高

規格 終処分システムの提案 と そのシステムの社会適合

性評価が行える と い う 展望を示し た。

〔備考〕

共同研究機関 ： 北海道大学， 九州大学， 埼玉県環境科学

国際セン ター， 龍谷大学

7）　 ホウ素等に対応可能な排水対策技術の開発

〔区分名〕 環境 - 委託請負 

〔研究課題コード〕 0709BY310

〔担当者〕 ○山田正人 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 阿部誠， 成岡朋弘

〔期　間〕 平成 19 ～平成 21 年度 （2007 ～ 2009 年度）

〔目　的〕 現在， 多 く の業種で （暫定） 排水基準が未達成

の状況にあ る中， ホ ウ素及びフ ッ素等に対応可能な技術

開発がすすめば， 排水処理技術の導入が遅れている事業

者への設置促進が期待でき， ホ ウ素等の環境基準の早期

達成が見込まれる。 従来のプロセスに比べて低コ ス ト で

保守管理が容易であ る特徴を持 RO 膜処理によ って， 各

種排水中のホ ウ素， フ ッ素等の除去を行 う にあた り ， こ

れに適し た高性能の RO 膜を開発する。 さ らに具体的に

は， 各種排水の中で， その多様性において代表的 と 考え

られる 終処分場浸出水等をモデル排水と捉え，RO 膜の

評価に使用する。

〔内容および成果〕

　 終処分場浸出水および温泉排水において RO 膜処理

の負荷と なる水質マ ト リ ッ ク ス を示し た。

　 ごみ質が異な る処分場の浸出水の水質データ を収集し

て類型化を試みた。 ごみ質 と し て， 一廃焼却残渣 （ ７ ヵ

所）， ス ラ グ （ ２ ヵ所）， 一廃不燃物 （ ４ ヵ 所）， 一廃不燃

物と一廃焼却灰の混合 （12 ヵ所） ， 産廃 （管理型） （ １ ヵ

所） が埋め立て られている処分場の浸出水において， ホ

ウ素濃度は， 産廃 （管理型） （30mg/L）， 一廃不燃物 （0.2

～ 7.3mg/L）， 一廃不燃物 と一廃焼却残渣の混合 （0.1 ～

2.6mg/L），一廃焼却残渣 （0.2 ～ 2.2mg/L）， ス ラ グ （0.3 ～

0.9mg/） の順で高い傾向がみられ， 産廃 と 一廃不燃物か

ら の溶出が大きい傾向が示された。 また， ホ ウ素濃度 と

フ ッ素濃度と間に高い相関 （R2=0.95） が認められ， NH4-

N （R2=0.64）， COD （R2=0.59） と の間にも相関があった。

終処分場浸出水中のホ ウ素およびフ ッ素の RO 膜処理

に際し ては， 同時に有機系汚濁成分に対応する必要があ

る こ と が示唆された。

　 平成17年度に環境省が行った排水基準未規制項目実態

調査よ り 温泉排水のホ ウ素濃度， フ ッ素濃度データ を収

集し た。その結果，全国で，ホ ウ素濃度については，10mg/
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L未満が608施設，10～50mg/Lの施設が78施設，50mg/L を

上回る施設が17施設あ り ，その内の ３ 施設は400～500mg/

L と高濃度であった。 フ ッ素については， ８ mg/L 未満が

573 施設，８ ～ 15mg/L が 33 施設，15mg/L を上回る施設が

３ 施設であった。 ホ ウ素 と フ ッ素の間に相関は認め られ

なかったが， 両者 と も に規制値を ク リ ア し ていない施設

が ２ 施設あった。 また， 特にホ ウ素濃度が 498mg/L と高

い値を示し た施設では， 塩化物イオン， ナ ト リ ウ ム イオ

ンなどの溶存物質濃度が 32,000mg/L 以上に達し ていた こ

と から， ホ ウ素除去用の低圧 RO 膜処理の前段 と し て海

水に対応する高圧 RO 膜処理を用いる必要性が示唆され

た。

〔備考〕

研究代表者 ： 辺見昌弘 （東レ （株） 地球環境研究所）

8）　 破砕選別による建設系廃棄物の地域循環システムの

設計に関する研究

〔区分名〕 環境 - 廃棄物処理 

〔研究課題コード〕 0709BE280

〔担当者〕 ○山田正人 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 遠藤和人， 朝倉宏， 阿部誠

〔期　間〕 平成 19 ～平成 21 年度 （2007 ～ 2009 年度）

〔目　的〕 ３ R をベース と し た循環型社会の構築にあた

り ， 特に廃棄物発生量の多 く を占める建設系廃棄物 ・ 副

産物を メ イ ンのターゲ ッ ト と し， それら を取 り 扱 う 破砕

選別技術に着目し た地域循環システムの構築に関する提

案を行 う 。 これによ り ， 資源生産性 と 循環利用率を向上

させ， 終処分量を低減させる社会の実現を目指す。

〔内容および成果〕

　 建設系廃棄物の物流の形成要因を明ら かにする ため，

廃棄物／循環資源の到達点であ る資源引き取 り 価格 と

終処分料金を把握する と 共に， 物流の分岐点であ る破砕

選別処理の技術コ ス ト を評価し， これらの関係について

の解析を進めた。 また， 建設混合廃棄物処理施設の処理

プロ セス を調査し， 重量 と 除去対象成分のフ ローを把握

する と 共に， 残渣において石膏が存在する比重範囲を明

らかにし た。

　 新たな破砕選別技術の開発を進めた。 電気パルス粉砕

では異相境界面で選択的に破壊が起こ り ， 破砕物の単体

分離性の高い こ と が検証された。 イ ンテンシブ ミ キサー

によ る表面粉砕の機構は粉砕速度論で記述でき る こ と を

明ら かにし た。 ボール ミ ル粉砕の性能は， 硬軟両成分の

圧縮 ・ せん断応力に対する破壊挙動か ら予測可能であ る

こ と を示し た。 湿式破砕法 と し て水中爆破粉砕を試み，

機械的破砕が困難であ る密度の異な る複合材料や繊維パ

ネルを良好に粉砕でき る こ と を示し た。

　 建設系廃棄物の選別残渣の性状を発生源情報から分類

し た。 また残渣の特性 と し て， 熱し ゃ く 減量が ５ ％以上

であ る こ と， 六価 Cr や Pb などの重金属やふっ素に注意

が必要であ る こ と， 有機物の大部分は木であ る と 考え ら

れる こ と，溶出 TOC は木を除去する こ と によ って低減で

き る可能性があ る こ と， 木 と 廃石膏ボー ド は粒径で偏在

し ていないため， ふるい分けによ る除去は非効率であ る

こ と を示し た。

　 破砕選別残渣の処分後の長期的な生分解性な らびに生

態毒性を評価する手法の開発を試みた。 分解を加速する

ためセル ラ ーゼを 500 ユニ ッ ト 添加し て生分解試験を

行った結果， 溶解成分の生物分解によ る断続的な酸素消

費が確認された。 また， シマ ミ ミ ズおよび ト ビムシを固

体廃棄物試料に直接暴露する方法で， 溶出試験を行わず

に生態毒性の評価が可能であ る こ と が示唆された。

　 破砕選別残渣の再利用の方法について検討し た。 有機

性土壌に硫黄分を混合し て湿地帯に埋設する と 硫化水素

ガスが発生する可能性が高い こ と， セ メ ン ト 等 と の混合

によ り pH を制御する と硫化水素ガスの発生抑制を行え

る こ と， 石膏ボー ド 自体に生分解性有機物が含まれる た

め， 再資源化の際に質を検討し な く てはな ら ない こ と を

示し た。

〔備考〕

共同研究機関 ： 早稲田大学， 東京大学， 北海道大学， 龍

谷大学， 秋田県立大学， 埼玉県環境科学国際セン ター

(2)-6-2.　 基盤的な調査・ 研究の推進

【関連課題】

1）　 アスベスト 含有廃棄物の分解処理による無害化の確

認試験方法の確立と その応用

〔研究課題コード〕 0608BE434

〔担当者〕 ○野馬幸生 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター） ， 貴田晶子， 山本貴士， 寺園淳， 平野靖

史郎， 古山昭子

〔期　間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

2）　 資源循環に係る基盤的技術の開発

〔研究課題コード〕 0610AB462

〔担当者〕 ○川本克也 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 小林潤

〔期　間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

(2)-6-3.　 知的研究基盤整備

【関連課題】
―  68  ―



国立環境研究所年報 （平成 19 年度）
1）　 資源循環・ 廃棄物処理に関するデータ ベース等の作

成

〔研究課題コード〕 0610AB454

〔担当者〕 ○森口祐一 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター） ， 井上雄三， 貴田晶子， 大迫政浩， 山田

正人， 倉持秀敏， 橋本征二， 田崎智宏， 藤井実，

南齋規介， 肴倉宏史， 稲葉陸太

〔期　間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

重点 ３ 　 環境リ スク研究プログラム

〔研究課題コード〕 0610SP003

〔代表者〕 白石寛明

〔期　間〕 平成 18 ～ 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目　的〕 　 人間活動が も た らす環境 リ ス ク はますます

複雑化 , 多様化し てお り , 人の健康や生態系に深刻な影響

を未然に防止する ため , 新たな環境 リ ス ク管理施策が導

入されている。 これらの運用にあたって , 高感受性集団

への健康影響が発生し た り , 影響を受けやすい生物が切

り 捨て られた り する こ と のないよ う に リ ス ク評価を行 う

必要があ る。 また , 適切な リ ス ク評価によ り 過大な社会

コ ス ト をかける こ と な く , 効果的な リ ス ク管理ができ る

もの と期待される。 環境 リ ス ク研究プロ グ ラ ムは , 化学

物質 , ナ ノ 粒子 , 侵入種 , 遺伝子組み替体などの様々な環

境要因の曝露実態の解明や , それが健康 と生態系にも た

らす未解明の有害性影響の研究を通じ て , これらの要因

がも た らす環境 リ ス ク を評価する ための包括的な手法を

開発する。 また , 環境 リ ス ク評価に係わる情報を体系的

に整備し , これを用いて リ ス ク評価の実施やわか り やす

い リ ス ク情報の提供を通じ て , 環境 リ ス ク に基づいた環

境 リ ス ク管理施策の円滑な運用 と と も に国民の安全 と 安

心の確保に資する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

環境 リ ス ク研究プロ グ ラ ムは、 環境中の化学物質に起因

する リ ス ク に と ど ま らず、 侵入生物、 遺伝子組み換え生

物、生態系の攪乱等多様な環境 リ ス ク を対象 と し てお り 、

分野が広範囲に及ぶこ と から、 統合性がな く 分散的に見

え る研究形態を と ら ざ る を得ない点が特徴であ る。 化学

物質によ る環境 リ ス ク について も、 人の健康に対する リ

ス ク と 環境中の生物に対する生態 リ ス ク の双方を視野に

入れる必要があ り 、 また人の健康に対する リ ス ク に着目

し て も さ ま ざまな環境媒体から種々の経路を経由し た曝

露を考慮する必要があ る。 こ のため、 さ ま ざ まな環境要

因が人の健康 と 生態系の双方に及ぼす リ ス ク を的確に管

理し てい く こ と を究極の目標 と し ているが、 今期におい

ては、 近未来の環境施策上のニーズを視野に入れ、 リ ス

ク評価手法の改善に向けた研究を進める こ と に重点を置

いている。 ４ つの中核プロ ジェ ク ト を実施する と と もに、

その他の活動 と し てを環境政策におけ る活用を視野に入

れた基盤的な調査研究」 、 「知的基盤の整備」 および リ ス

ク評価にかかわる環境省受託によ る調査 ・ 研究を実施し

た。

中核研究プロ ジ ェ ク ト の ４ 課題は、 曝露評価、 健康 リ ス

ク評価、 生態 リ ス ク評価のそれぞれの分野で、 環境施策

上のニーズを視野に入れて研究開発が必要な課題を同定

し、 こ の ５ 年間でそれぞれの手法の確立を図る こ と を目

的 と し ている。 基本的には独立し た ４ 課題が併走する形

を と っているが、 プロ グ ラ ム全体 と し ては、 今期のプロ

ジ ェ ク ト の中で可能な範囲で当該 リ ス ク の評価を試みる

必要があ るので、 これを前提 と し てプロ ジェ ク ト 研究を

進めた。

中核 PJ1「化学物質曝露に関する複合的要因の総合解析に

よ る曝露評価」

　 課題 (1) 地域 GIS 詳細モデルおよび地球規模など複数

の空間規模階層を持つ動態モデル群の総合的構築 ： 地域

GIS多媒体モデルの開発を行い、流域動態の再現性を確認

し た。全球多媒体動態モデルの開発 と PCB 等で検証を進

めた。 小児の曝露特性に関する検討及び東京湾の PCB、

PFOS 等の観測 と室内移行実験を行った。

課題(2)バイオア ッ セイ と包括的測定の総合によ る環境曝

露の監視手法の検討 と 曝露評価への適用 ： 環境水および

環境大気の in vitro 試験のための濃縮 ・ 分画法を確立し、

全国多数の環境水 ・ 大気試料への適用性の検討を開始し

た。 また、 各種 in vivo 水生生物試験法を用い WET 概念

等での包括的影響把握の検討を実施し た。

課題 (3) モデル推定、観測データ、曝露の時間的変動や社

会的要因などの検討 と 総合解析によ る曝露評価手法 と基

盤の構築 と 整備 ： モニ タ リ ングデータの統計解析手法の

開発および曝露の総合解析の考察を行った。

中核 PJ2 「感受性要因に注目し た化学物質の健康影響評

価」

課題(1)低濃度有機化合物の高感受性集団への影響評価を

行 う ために、 その実験モデルの開発を試みた。 系統の異

な る ４ 種類のマウ ス を用いて低濃度 ト ルエン曝露の影響

を海馬、 嗅球、 肺、 脾臓、 血漿などで種々の指標を用い

て検索し た と こ ろ、 C3H/HeN マウ ス を抗原刺激によ り 活

性化し た状態が、 も っ と も感受性が高ま る こ と が明ら か

と なった。

課題 (2) 時間軸での影響の違いについて脳形成、免疫・感

染防御系、 腎臓や骨形成での核内受容体遺伝子発現、 神

経変性行動モデル、 血管新生 ・ 形成を指標に、 それぞれ
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の実験系を確立し、 ト ルエン、 TCDD, 農薬類の影響によ

る臨界期決定を行っている。

課題(3)ア ト ピー性皮膚炎様病態モデルを用いてのダニ抗

原、 化学物質の複合影響についての有用性の検討、 ス ク

リ ーニング検証をおこ なった。

中核 PJ3「環境中におけるナ ノ粒子等の体内動態 と健康影

響評価」

課題 １ の環境ナ ノ 粒子の生体影響に関す る 研究 では、

モー ド 走行時におけ るデ ィ ーゼルエンジンか ら排出する

ナ ノ 粒子の挙動 と 成分分析に関し て明ら かにし、 ナ ノ 粒

子を暴露し た実験動物におけ る好中球の浸潤を伴 う 肺の

炎症を起こすこ と、 酸化的ス ト レ ス、 心血管系への影響

に関し て明らかにしつつあ る。 　

課題 ２ ： ナ ノ マテ リ アルの健康 リ ス ク評価に関する研究

では、 カーボンナ ノ チ ューブの細胞毒性は極めて高 く 、

その細胞障害性 と 細胞膜 と の反応性に関し て研究を進め

た。 また、 ナ ノ フ ァ イバーの吸入暴露装置の開発を行っ

た。 　

課題 ３ ： アスベス ト の呼吸器内動態 と 毒性に関する研究

では、 400 度から 100 度単位で 1000 度近 く まで熱処理し

た ク リ ソ タ イル と ク ロ シ ド ラ イ ト に加えて、 アモサイ ト

に関し て も研究を進めた。 マ ク ロ フ ァージ、 肺胞上皮細

胞、 中皮細胞に対する細胞毒性試験を実施し、 加熱によ

り 水和し な く なったア スベス ト は繊維構造が残っていて

も細胞毒性が低下する こ と、 また、 腹腔内に投与し た場

合の影響について も調べた。

中核 PJ4「生物多様性 と生態系機能の視点に基づ く 環境影

響評価手法の開発」

課題 (1) 社会変化から管理されな く なってき た里地・里山

の事例と し て兵庫県ため池地域、および、課題 (2) 人為的

開発に も晒されている生態系の事例 と し て東京湾の双

方をモデルフ ィ ール ド と し て、 それぞれ生物多様性や生

態系機能の低下、 および、 （有用） 個体群の再生産の阻害

をエン ド ポ イ ン ト と し て、 リ ス ク因子の解明 と 具体的な

生態影響評価の事例を提示する ための野外調査を実施し

た。

課題 (3) 侵入種の生態 リ ス ク評価に関し ては、在来種 と外

来種の交雑実態を ヒ ラ タ ク ワガ タやオオマルハナバチで

明確に評価し た。 2006 年度末にカエルツボカビの侵入が

確認された こ と を受けて、 緊急に検査耐性を整え、 国内

における本菌の侵入 ・ 分布実態を調べた。

課題 (4) 生物群集を対象 と し た環境影響評価のために、生

物群集の環境応答を機能形質の変化 と し て予測するモデ

ルを完成させた。 生態系機能 （物質循環） を促進する上

で重要な機能形質を推測する ために， ３ 栄養段階の生態

系モデルを作成し， 数値的解析を行った． 東京湾のシ ャ

コの個体数変動を予測する ために個体群マ ト リ ッ ク スモ

デルを作成し、 生活史感度解析をおこ なった。

その他の活動 と し て、 環境政策におけ る活用を視野に入

れた基盤的な調査研究」 、 「知的基盤の整備」 と と も に、

リ ス ク評価に係わる実践的取 り 組み と し て、 環境 リ ス ク

初期評価の取 り ま と め、 化審法への技術的支援など を請

負調査と し て実施し た。

「環境政策におけ る活用を視野に入れた基盤的な調査研

究」

　 環境施策への活用を視野にいれ、 既存知見の活用のた

めの基盤整備および新たな リ ス ク評価手法の開発を目指

し て、 中期計画 （別表 ３ ） に記載の以下の ７ 課題を実施

し た。 実施内容については、 (3)-6-1. 環境政策における活

用を視野に入れた基盤的な調査研究の推進の項目に記載

し た。

（ １ ） 化学物質 リ ス ク総合解析手法と基盤の開発

（ ２ ） 化学物質環境調査によ る曝露評価の高度化に関する

研究

（ ３ ） 生態影響試験法の開発及び動向把握

（ ４ ） 構造活性相関等によ る生態毒性予測手法の開発

（ ５ ） 発がん性評価と予測のための手法の開発

（ ６ ） イ ンフ ォマテ ィ ッ ク ス手法を活用し た化学物質の影

響評価と類型化手法の開発

（ ７ ） 化学物質の環境 リ ス ク評価のための基盤整備

「知的基盤の整備」

知的基盤の整備については昨年度評価された こ と を踏ま

え、 よ り 社会生活に身近な情報基盤 と し て活用でき る よ

う 充実を図った。 研究の成果が基準等の策定にどのよ う

に貢献し たかなど活用についての情報を発信する ため リ

ス ク村 「Mei のひろば」 を開設する と と もに、 知的基盤

の整備 と し て中期計画 （別表 ５ ） に記載される以下の ３

課題を実施し た。実施内容については (3)-6-2. 環境 リ ス ク

に関するデータベース等の作成の項目に記載し た。

（ １ ） 化学物質データベースの構築と提供

（ ２ ） 生態系評価 ・ 管理のための流域詳細情報の整備

（ ３ ） 国立環境研究所侵入生物データベース管理

「 リ ス ク評価の実施」

中期計画において 「環境 リ ス ク評価の実施等の実践的な

課題に対応する」 と し た化学物質の環境 リ ス ク初期評価

に関し ては、 受託課題 と し て化学物質環境 リ ス ク評価オ

フ ィ スにおいて進めている。 同オフ ィ スにおけ る主な受

託課題と成果は以下の とお り であった。

・ 化学物質環境 リ ス ク評価検討調査

　 平成19年度までに と り ま と めが行われた リ ス ク評価結
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果については、 化学物質の環境 リ ス ク初期評価 （第 ６ 次

と り ま と め） と し て、 平成 20 年 2 月に環境省よ り 公表さ

れた。

・ 水生生物への影響が懸念さ れる有害物質情報収集等調

査

水生生物の保全のための水質管理のあ り 方の検討 と し

て、 有識者よ り 構成される懇談会を運営し ながら、 水生

生物保全環境基準を巡る論点等 と し て整理 さ れた課題、

対象物質の選定方法等について検討し ている。 化学物質

に関する毒性等の諸情報の整備 ・ 検討のため化学物質の

水生生物に対する有害性評価の実施に向けて毒性試験法

や文献情報の基礎資料の整備を継続し た。

(3)-1.　 重点３ 中核 P1　 化学物質曝露に関する 複合的要

因の総合解析による曝露評価

〔区分名〕 中核研究

〔研究課題コード〕 0610AA301

〔担当者〕 ○鈴木規之 （環境 リ ス ク研究セン ター）， 今泉

圭隆， 櫻井健郎， 白石不二雄， 鑪迫典久， 中島

大介

〔期　間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目　的〕 化学物質の曝露を考え る上では，多数の物質に

よ る多重的な曝露， 一つの物質の持つ複雑な影響スペク

ト ル， 排出か ら個人あ るいは生態系への曝露に至る過程

で関連する自然的， 時間的また社会的な因子など を考慮

し た評価 ・ 解析が重要であ る。 これらは， 終的な リ ス

ク評価におけ る複合影響の評価において特に不可欠な解

析 と な るが， まず当面は， 可能な範囲の複合的要因の総

合解析によ る， 化学物質の曝露のよ り 包括的な評価を目

指すこ と が必要と考え られる。本プロ ジェ ク ト では，（ １ ）

地域 GIS 詳細モデルおよび地球規模など複数の空間規模

階層を持つ動態モデル群の総合的構築， （ ２ ） バイオア ッ

セ イ と 包括的測定の総合によ る環境曝露の監視手法の検

討 と 曝露評価への適用， （ ３ ） モデル推定， 観測データ，

曝露の時間的変動や社会的要因などの検討 と 総合解析に

よ る曝露評価手法 と 基盤の構築 と 整備， の ３ つの課題を

設定し， それらの有機的な連携を通じ て化学物質曝露に

関する複合的要因の総合解析を達成し， 新たな知見を与

え る こ と を目指す。

〔内容および成果〕

　 本年度は， 課題 （ １ ） については， 本年度は既存の GIS

多媒体モデルや種々のモデルの階層的総合化のための基

盤データ構造およびシステムの設計を継続し， また， 地

点個別推定精度の向上のためのフ ィ ール ド 調査等の結果

を用いたモデルの改良を実施し た。 地球規模動態モデル

について も同様に GIS 多媒体モデルを基盤 とする拡張開

発を行い，この結果， GIS 多媒体モデルの新たなデータ構

築によ り  モデル予測精度の向上を得る と と もに， PCB の

地球規模動態の予備的解析結果を拡張し て地域別寄与率

等の解析を行った。 また， 新たに小児の曝露特性の把握

に関し て肺喚起量の実測調査を行った。

　 課題 （ ２ ） については， 前年度の河川水成分や大気中

の粒子状成分及びセ ミ ボ ラ タ イル成分について化学分析

法 と バイオア ッ セイ を併用し たモニ タ リ ング手法に関す

る検討に続き，「In vitro ア ッ セイ を用いる河川及び大気の

曝露モニ タ リ ングに関する基礎的研究」 への取 り 組み と

あわせ 13 都道府県計 80 河川水試料について計測を進め

た。 また， 前年度のモニ タ リ ングで得られたエス ト ロ ゲ

ン活性の高い試料について， その活性物質の単離を進め

ている。 大気の検討では， 地方環境研 と 共同し て行なっ

た夏季の全国一斉サンプ リ ング試料について，変異原性，

PAH 濃度などの測定を行った。 また， 環境水および環境

大気の in vitro 試験のための濃縮 ・ 分画法 と試料への適用

に関する予備的検討， また， 各種の水生生物試験法を用

いた包括的影響把握のための検討を実施し た。

　 課題 （ ３ ） については， 本年度は不検出値を含むモニ

タ リ ングデータに対する評価手法の開発および実測結果

への適用について検討を継続し た。 また， 東京湾におけ

る フ ィ ール ド 調査および室内実験を PCB， PFOS 等い く

つかの物質群を対象と し て試み， PCB および POPs の一

部成分においての底質か ら水環境への移行経路に関する

推定結果を得た。 後半の結果は次年度よ り 課題 （ １ ） に

移し て実施する。

〔備考〕

環境 リ ス ク プロ グ ラ ム各中核プロ ジ ェ ク ト ， 特に中核プ

ロ ジェ ク ト ４ と は特に密接に共同し て実施する。

〔関連課題〕

0607AE562 　 ニホン ウ ズ ラ受精卵を用いた経卵曝露毒性

試験法の開発に関する研究 203p.

0607BY004 　 水銀等の残留性物質の長距離移動特性の検

討に関する調査 ・ 研究 72p.

0608BY449 　 農薬等に よ る 水生生物影響実態把握調査

80p.

0707BE452 　 リ サイ クル材 （タ イヤチッ プ等）， ごみ焼却

灰， その他 終処分場由来物質など， 循環型社会か ら派

生し て く る複合廃棄物が環境に与え る影響についてのバ

イオア ッ セイ を用いた評価手法の構築 82p.

【関連課題】
―  71  ―



国立環境研究所年報 （平成 19 年度）
1）　 水銀等の残留性物質の長距離移動特性の検討に関す

る調査・ 研究

〔区分名〕 環境 - 委託請負 

〔研究課題コード〕 0607BY004

〔担当者〕 ○鈴木規之 （環境 リ ス ク研究セン ター）， 柴田

康行， 貴田晶子

〔期　間〕 平成 18 ～平成 19 年度 （2006 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 環境中に排出された水銀等の重金属類は，環境

中で減衰する こ と な く 残留し， 長期にわた る環境影響が

懸念されている。 特に水銀は揮発性および生物濃縮性を

有する こ と から， 例えば残留性有機汚染物質 （POPs） 等

と 同様に， 発生源か ら長距離を移動し て遠隔地まで到達

し， それによ る広域 ・ 地球規模の汚染が懸念されている。

し たがって， 特に水銀等の有害金属については， 長距離

移動特性の把握が汚染機構の解明 と有効な対策立案のた

めに必須の課題であ る。

　 本研究は， 水銀等の長距離移動特性の検討を目標 と し

て， 長距離移動特性の技術的検討， 排出イ ンベン ト リ に

係わる排出源調査， 観測データの解析の主に ３ つの課題

に取 り 組むこ と によ って， 水銀等の長距離移動特性に関

する把握を試みる こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 水銀の形態変化等を組み込んだ新たなグ ローバル多媒

体動態モデルの開発を継続し， 本年度は大気輸送 ・ 化学

モデルの開発を開始し た。 排出イ ンベン ト リ に係わる排

出源調査においては， 発生源の調査結果の解析 と 考察を

行い，水銀の各種の排出減の情報について整理を行った。

ま た， 波照間等の観測データ を用いた解析を実施し， モ

デル と の複合も あわせ観測値を用いた動態解明に関する

考察を行い， 本年度は同位体を用いた動態解析の可能性

について検討を行った。

〔備考〕

(3)-2.　 重点３ 中核 P2　 感受性要因に注目し た化学物質

の健康影響評価

〔区分名〕 中核研究

〔研究課題コード〕 0610AA302

〔担当者〕 ○藤巻秀和 （環境 リ ス ク研究セン ター）， 石堂

正美， 黒河佳香， 山元昭二， 塚原伸治， 西村典

子， 柳澤利枝， 高野裕久， 井上健一郎， 野原恵

子， 中島大介， 曽根秀子

〔期　間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目　的〕 環境化学物質によ る内分泌系 ・ 免疫系 ・ 神経系

などの高次生命機能のか く 乱によ る生殖 ・ 発生 ・ 免疫 ・

神経行動 ・ 遺伝的安定性などへの影響の解明が求め られ

ている。本研究では，先端技術を活用し たバイオマーカー

やス ク リ ーニング手法の開発などによ り ， 化学物質に対

する感受性要因に注目し て健康影響を評価する。 特に，

胎児 ・ 小児 ・ 高齢者や遺伝的素因保持者などの化学物質

曝露に脆弱な集団の高感受性要因の解明を進め， 高感受

性の程度を把握し， 感受性の個人差を包含し た リ ス ク評

価， 環境 リ ス ク管理対策の検討に必要 と な る科学的知見

を提供する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 本年度は， サブ １ の課題では低濃度 ト ルエン曝露の神

経ー免疫系におけ る過敏状態把握のためマウ スの系統間

差について検討し た。 その結果， 免疫機構の抗体産生の

制御に関わる転写因子においてその発現に系統間差の存

在を見いだし た。 また， 脳内で学習 ・ 記憶に関わる グル

タ ミ ン酸受容体やその転写因子で も系統差の存在が認め

られた。 さ ら に， 匂いを検知する閾値の実験で も， マウ

スは ヒ ト に比べ ト ルエン濃度では 100 倍以上感度が良い

こ と が明らか と なってき た。 サブ ２ では， 脳形成， 感染 ・

免疫の発達， 核内受容体のか く 乱， 学習行動への影響，

脳血管形成について， 化学物質の影響を解析し てい る。

脳形成への影響では， 妊娠ラ ッ ト の低濃度 ト ルエン曝露

によ る胎仔の脳内NMDA受容体発現への影響があ る こ と

が分かった。 感染 ・ 免疫の発達系では， 妊娠後期の低濃

度 ト ルエン曝露で， 出生仔の抗体産生系にか く 乱がおき

ている結果が得られた。 核内受容体を介し た TCDD の骨

形成への影響解析では， 授乳期曝露マウ スの脛骨におい

て， TCDD によ る軟骨の増加 と骨形成への阻害作用が認

められた。 これまで形成期の腎臓において， TCDD によ

り ビ タ ミ ン D 代謝が撹乱される こ と， さ らに Ca の再吸

収が阻害される こ と を報告し て き たが， こ のたび， これ

らの一連の影響が TCDD の骨形成阻害に関連する結果が

得られた。 学習 ・ 行動の発達では， 初に浸透圧ポンプ

によ る農薬の慢性曝露によ るパーキン ソ ン病モデルラ ッ

ト を作成し た。 ７ 週齢の成熟ラ ッ ト を用いた結果， 農薬

の慢性曝露によ り 寡動 ・ 固縮を呈するパーキン ソ ンニズ

ム ラ ッ ト が作成された。 次に， 同じ農薬を新生児ラ ッ ト

に経口投与する と 多動性障害を呈し た。 脳血管形成への

影響では， サ リ ド マ イ ド を陽性コ ン ト ロールに用いる出

芽試験 と 管腔形成試験， 胎仔脳底血管の分岐数 と 長さ に

基づ く in vivo 試験によ って， 化学物質が血管形成や血管

新生に及ぼす影響を評価可能であ る こ と を示し た。 サブ

３ では， ア ト ピー性皮膚炎モデルを用いて環境化学物質

のス ク リ ーニング系の確立を目的 と し た。 本年度は， 10

物質を対象に皮膚炎モデルにおけ る影響評価を行った。

その結果， 数物質について増悪影響を認めた。 界面活性
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剤， 樹脂原料， デ ィ ーゼル排気微粒子に含まれる芳香族

炭化水素類において， アレルギーを増悪する可能性が示

唆された。

〔備考〕

〔関連課題〕

0608CD494 　 炎症反応によ る記憶機能分子か く 乱に着目

し た化学物質に過敏な動物モデルの作成 73p.

0608AE508 　 ダ イ オキシン類の心臓血管系疾患および糖

尿病関連遺伝子に対す る 影響 と その メ カ ニズ ムの解析

73p.

0608ZZ569 　 環境因子に起因する精神 ・ 神経疾患の解明

に関する研究 74p.

0608AK021 　 新たな幼若期学習試験法によ る ダ イオキシ

ン ・ PCB 類の発達神経毒性の解析 75p.

0507AG476 　 環境化学物質の高次機能への影響を総合的

に評価する in vivo モデルの開発と検証 133p.

0307BX015 　 DNA チッ プを用いた有害化学物質の健康影

響評価手法の開発 134p.

0608CD461 　 マウ ス Ｅ Ｓ 細胞を用いた次世代影響予測シ

ステムの開発研究 187p.

0709CD283 　 乳幼児期の細菌刺激および化学物質曝露に

よ る成長後の Th1 ／ Th2 バラ ン スへの影響 74p.

0709CD305 　 脳の発達 ・ 性分化に及ぼす揮発性有機化合

物の影響と作用機序の解明 75p.

0708CD306 　 脳の性差発現機構の解明 76p.

0708BD307 　 ア ト ピー素因を有する高感受性集団に環境

化学物質が及ぼす影響を簡易 ・ 迅速に判定する抗原提示

細胞を用いた評価手法の開発 132p.

0707AF360 　 ラ ンゲルハン ス細胞を用いた皮膚免疫に対

する環境汚染物質の影響解析 135p.

0708CD379 　 内分泌撹乱物質のビ タ ミ ン Dおよび骨Ca代

謝に及ぼす影響と毒性発現 メ カニズムの解明 76p.

0707AF441 　 内分泌撹乱環境化学物質の骨代謝への影響

と毒性 メ カニズム 77p.

0708ZZ536 　 幼児の日常生活におけ る活動強度および活

動環境に関する研究 188p.

0707BY562 　 小児の感受性に着目し た環境中の化学物質

の健康影響評価 189p.

1）　 ダイ オキシン類の心臓血管系疾患および糖尿病関連

遺伝子に対する影響と そのメ カ ニズムの解析

〔区分名〕 経常

〔研究課題コード〕 0608AE508

〔担当者〕 ○西村典子 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期　間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 これまでに，経母乳ダ イオキシン類曝露し た新

生仔ラ ッ ト ， マウ スで水腎症を発症し， 腎臓のナ ト リ ウ

ム イオンチャネル関連遺伝子に変動を き たすこ と を明ら

かにし てき た。

　 心臓血管系疾患や血統維持に重要なホルモンであ る イ

ンシ ュ リ ンの分泌機構に も種々のイオンチャネルが関連

し ているが， こ のよ う な イオンチャ ネル関連遺伝子に対

する ダ イオキシン類の影響は殆ど報告されていない。 本

研究はダ イオキシン類の心臓血管系疾患および糖尿病関

連遺伝子に対する影響を解析し， その メ カニズムを明ら

かにする こ と にあ る。

〔内容および成果〕

　 粥状動脈硬化症は活性化された動脈の内皮細胞，単球・

リ ンパ球 ・ マ ク ロ フ ァージなどの炎症性細胞， それらが

産生する炎症性サイ ト カ イ ンの相互作用によ り 発症 ・ 進

展する と 考え られている。 一方， ダ イ オキシンは多 く の

器官や細胞で慢性的炎症を も た ら す こ と が知 ら れてい

る。 そ こ でダ イオキシン と 粥状動脈硬化症 と の関連性を

明らかにする ために TCDD を曝露し た ８ 週齢 C57BL/6J

雄マウ スの大動脈を用いてダ イオキシン と 炎症性サイ ト

カ イ ン 誘導 と の 関連性 を 遺伝子 レ ベル で 解析 し た。

TNFα， COX-2,IL-8,IL-1β， IL-12,NFkB, MCP-1,p-selectin

などの炎症に関連する遺伝子の発現を TCDD が誘導する

こ と が分かった。 と こ ろが大動脈血管におけ る蛋白レベ

ルでの発現を免疫組織化学的に調べた と こ ろ， ｍRNA レ

ベルでは誘導されていたに も かかわらず蛋白レベルでは

ダ イオキシン曝露群 と 対照群 と の間に染色強度に顕著な

変化は認められなかった。 遺伝子レベル転写が活性化さ

れた後， たんぱ く 質に翻訳される過程での抑制， 分解促

進が起き たためなのかは今後追求し たい と 考えてい る。

今回の研究において病理組織学的に TCDD によ るマ ク ロ

フ ァージの泡沫細胞化によ る冠動脈の初期粥状動脈硬化

病変像を確認し た。 粥状動脈硬化進展の一因 と し て糖尿

病が関係し ている。 我々はグルコースの細胞内取 り 込み

に関与する glucose transporter type 4(GLUT4), GLUT2 遺伝

子発現を TCDD が有意に抑制する こ と を見ている。TCDD

が糖輸送蛋白の発現抑制を介し て血中グルコースの恒常

性異常を も た らすこ と が TCDD によ る粥状動脈硬化症発

症の一因であ る こ と を示唆し た。

〔備考〕

2）　 炎症反応による記憶機能分子かく 乱に着目し た化学

物質に過敏な動物モデルの作成

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 0608CD494
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〔担当者〕 ○藤巻秀和 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期　間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 低濃度の揮発性化学物質の健康影響解明のた

めには， 有用な動物モデルを用いて低濃度化学物質の曝

露を行い， IV 型あ るいは V 型に分類されている アレル

ギー反応や高用量の曝露で見られる傷害作用 と し ての中

毒学的反応 と 異な る反応が誘導されるか否かを明ら かに

する こ と が急務と考え られている。 また， MCS やシ ッ ク

ハウ ス症候群の疑いのあ る患者でアレルギー性疾患の罹

患率が非常に高い と い う 報告があ る こ と か ら， ア レ ル

ギー性炎症反応か ら神経性炎症反応を誘導する こ と， 及

びその相互作用によ る可能性が一つの仮説 と し て考え ら

れている。

　 本研究では， 化学物質の曝露によ る アレルギー性炎症

反応 と 神経性炎症反応の誘導， および記憶情報を蓄積さ

せる過程でのか く 乱の機構を明ら かにする こ と で， 過敏

症の解明に有用な動物モデルを作成する こ と を目指し て

いる。 今回の提案は， これまでの研究成果を発展させる

ために大脳辺縁系への影響 と 免疫系への影響結果か ら抽

出し た炎症 と 記憶機能 と の関連に絞って， 低濃度化学物

質曝露によ る炎症反応の誘導か ら記憶機能か く 乱への メ

カニズムについて解明し， 過敏症解明のための動物モデ

ルを提供する こ と を目的と し た。

〔内容および成果〕

　 抗原感作 と 低濃度 ト ルエン曝露の併用によ る炎症反応

の誘導における CD4 陽性 T 細胞の働き を抗 CD4 抗体処

理によ り 検討し た。 その結果， 肺における IFN-γ 産生は

ト ルエン曝露によ り 抑制がみられたが， 抗体処理によ る

影響はみられなかった。 NGF 産生は， ト ルエン曝露によ

り 変化がみられなかったが， BDNF 産生は有意に増加し

た。 しかし ながら， 抗 CD4 抗体処理によ り この ト ルエン

の効果は消失し た。 脾臓におけ るサイ ト カ イ ン遺伝子発

現でも， IL-4mRNA 発現が ト ルエン曝露によ り 増強し た

が， 抗体処理はその増強を抑制し た。 次に， BALB/c マウ

スの野生型と成熟 T 細胞の欠損し たヌード マウ ス を用い

て， 低濃度 ト ルエン曝露を行い， 海馬におけ る記憶関連

遺伝子の発現を比較検討し た。 その結果， 野生型タ イプ

では ト ルエン曝露によ る NMDA受容体からの情報伝達経

路 （NR2AmRNA,CaMKIVmRNA,CREB1mRNA） の発現は

有意に増強し たが， ヌー ド マウ スでは， ト ルエン曝露に

よ る遺伝子発現の変化はみられなかった。 これら の結果

か ら， マウ スへの低濃度 ト ルエン曝露によ る免疫－神経

軸でのか く 乱作用が推測される。

〔備考〕

3）　 乳幼児期の細菌刺激および化学物質曝露による成長

後の Th1 ／ Th2 バラ ンスへの影響

〔区分名〕 文科 - 科研費 

〔研究課題コード〕 0709CD283

〔担当者〕 ○山元昭二 （環境 リ ス ク研究セン ター）， 藤巻

秀和

〔期　間〕 平成 19 ～平成 21 年度 （2007 ～ 2009 年度）

〔目　的〕 本研究では，乳幼児期における グ ラ ム陽性菌性

の経気道感染や刺激 （特に TLR2 の リ ガン ド であ る菌体

細胞壁成分の PGN や リ ポテ イ コ酸 （LTA） によ る刺激）

が成長後の Th1 型応答の発達やアレルギー抑制へ と導 く

か ど う か を明 ら かにす る と と も に， 化学物質過敏症や

シ ッ クハウ スの原因物質の一つで も あ る ト ルエン等によ

る二次的な刺激が Th1/Th2 バラ ン スにどのよ う な修飾作

用を持つのかをアレルギーモデル動物を用いて解明する

こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 本年度は， 妊娠後期のマウ スに ト ルエン曝露， あ るい

は PGN を投与し て，出生後の仔マウ スの Th1/Th2 バラ ン

スへの影響について血漿中の抗体値 と 脾臓でのサイ ト カ

イ ン産生について検討し た。 その結果， ト ルエン曝露の

みの群の比較では，総 IgG1 および IgG2a 抗体価は と もに

50ppm 曝露群で上昇し た。 一方， ト ルエン曝露＋ PGN 群

では，総 IgG1 および IgG2a 抗体価 と もに有意な抑制が認

められた。 脾臓における IL-4,IL-12,IFN-gamma サイ ト カ

イ ン mRNA の発現では， ト ルエン曝露のみの群では影響

は見られていない。 しかし ながら， ト ルエン＋ PGN 曝露

群で IL-12mRNA 発現の有意な低下が認められた。これら

の結果， PGN のみの投与では影響がみられていないこ と

から， 妊娠後期の ト ルエン＋ PGN 投与は， Th1/Th2 バラ

ン ス よ り 免疫系の抑制に働 く 可能性が示唆された。

〔備考〕

4）　 環境因子に起因する精神・ 神経疾患の解明に関する

研究

〔区分名〕 個別名を記載 

〔研究課題コード〕 0608ZZ569

〔担当者〕 ○石堂正美 （環境 リ ス ク研究セン ター）， 鈴木

純子， 柳澤利枝， 白石不二雄

〔期　間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 内分泌攪乱化学物質をは じ め と する環境化学

物質が発達期の脳 ・ 神経系へ影響し ているではないか と

指摘されて き ている。 環境化学物質の汚染が酷い地域で

出生し た子供のIQが低い と い う 報告や ヒ ト のへその緒か

ら様々な環境化学物質が検出された と い う 報告がな され
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て き ている。 ラ ッ ト を用いた動物実験において も生後 ５

日齢のラ ッ ト 脳が内分泌攪乱物質に曝露する と ヒ ト の学

童期に相当する ４ ～ ５ 週齢で多動性障害が観察される こ

と を報告し て き ている。 こ の報告では， 内分泌攪乱化学

物質によ る ラ ッ ト 多動性障害は化学物質の用量に依存し

て こ と が明白に示されている。 つま り ， ラ ッ ト 新生期で

の環境化学物質に対する感受性が極めて高い こ と を示唆

し ている。

　 従って， 本研究では環境因子のラ ッ ト 新生期の脳神経

系への影響 と 新生期の影響が成熟期の脳神経系へ及ぼす

影響についての詳細を明らかにする。

〔内容および成果〕

　 本年度は， ラ ッ ト を用い農薬ロ テ ノ ンの生体感受性を

新生期及び成熟期において検討し た。 新生期曝露は， 生

後 ５ 日齢のラ ッ ト にロ テ ノ ン （ ０ ～ 16mg/kg) を単回或は

反復回数経口投与し た。 それら の自発運動量を ４ ～ ５ 週

齢， ８ ～ 11 週齢と 17 週齢で定量し た。 その結果， 単回

経口投与では １ mg/kg ロ テ ノ ン処理ラ ッ ト の自発運動量

は，未処理ラ ッ ト のそれ と比較し た時少な く と も 17 週齢

まで差は見られなかった。 １ mg/kg ロ テ ノ ン処理ラ ッ ト

の自発運動量は， ８ ～ 11 週齢の成熟期において未処理

ラ ッ ト のそれ と比較し た時有意な差が見られた。16mg/kg

ロ テ ノ ン処理ラ ッ ト の自発運動量は， ４ ～ ５ 週齢におい

て未処理 ラ ッ ト のそれ と 比較 し た時有意な差が見 ら れ

た。 また， １ mg/kg ロ テ ノ ンを新生期に ４ 回繰 り 返し曝

露する と， 有意な自発運動量の亢進が観察された。

　 一方， 成熟期ラ ッ ト へのロ テ ノ ン曝露は， ３ mg/kg/ 日

の ロ テ ノ ン を注入 し た浸透圧ポ ンプ を用い慢性曝露を

行った。 その結果， ロ テ ノ ン曝露ラ ッ ト は， 固縮， 無動，

平行障害， 歩行障害を示し た。 その自発運動量を定量す

る と対照ラ ッ ト のそれ と比較する と約 49％の寡動を示し

た。

　 以上の結果か ら， 同一環境化学物質の曝露時期の相違

によ り ， 全 く 異な る行動特性を示すこ と が明ら かになっ

た。 また， 高感受性期 と 考え られている新生期におけ る

曝露においては， 環境化学物質の用量や曝露回数によ り

行動プロ フ ァ イルが異なる こ と が示された。

〔備考〕

5）　 新たな幼若期学習試験法による ダイ オキシン・ PCB

類の発達神経毒性の解析

〔区分名〕 リ ス ク セン ター CD

〔研究課題コード〕 0608AK021

〔担当者〕 ○北條理恵子 （環境 リ ス ク研究セン ター）， 藤

巻秀和

〔期　間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 本研究課題では，胎生・授乳期のラ ッ ト にTCDD

あ るいは PCB153 またはその他の神経毒性を示す化学物

質を曝露し， その後に生まれた仔獣に対し， 学習 ・ 行動

機能を幼若期か ら成獣まで継続し て測定し， 曝露の発達

期の影響について検証する こ と を目的 と する。 同時に学

習行動試験に伴 う 脳の遺伝子発現を組織学的 （局在変

化）， に検証し， 発達時系列に応じ た変化 と曝露によ る変

化について， 生体および分子レベルで対応させる。

〔内容および成果〕

　 ダ イオキシン類の発達期曝露によ り 神経行動毒性を示

すこ と が過去の研究か ら報告されている。 その毒性の強

さ は， 強 と さ れ る 2, 3, 7, 8-tetrachlorodibenzo-p-dioxin

(TCDD)を1 と し，その他のダ イオキシン類をTCDDに対す

る係数で示す毒性等価係数（toxic equivalency factor，TEF）

が通常用いられるが， 高次脳機能への影響も TEF が適合

する ど う かいま まで検討された こ と がない。本研究では，

妊娠 15 日目の Long-Evans ラ ッ ト に対し TCDD および 3,

3', 4, 4', 5-pentachlorobiphenyl （PCB126， TEF=0.1） を経口

曝露し， その後に生まれた仔ラ ッ ト を用いて学習行動試

験を行 う こ と によ り ， 胎児期 ・ 授乳期の高次脳機能が こ

れらの化学物質によ り どのよ う な影響を受け るのかを調

べた。 また， PCB126 の曝露量を TCDD の 10 倍 と し， 毒

性を等価に揃え る こ と によ り 毒性影響の強さ の比較検討

も試みた。 生まれた雌雄の仔ラ ッ ト にはオペラ ン ト 学習

行動試験を施行し た。 その結果， TCDD と PCB126 の低

用量 と 高用量曝露群で雌雄 と も に行動が多動にな り ， 中

用量曝露群では行動が抑制された。 　 　 　 　 また， 現れ

た影響の強さは， ほぼ同程度であ る こ と がわかった。 本

研究によ り ， TCDD および PCB126 には類似し た神経行

動毒性があ り ， と も に用量に依存し た神経毒性を引き起

こすこ と， 現行の PCB126 の TEF は学習行動に対する影

響も正し く 示し ている こ と が示唆された。

〔備考〕

6）　 脳の発達・ 性分化に及ぼす揮発性有機化合物の影響

と 作用機序の解明

〔区分名〕 文科 - 科研費 

〔研究課題コード〕 0709CD305

〔担当者〕 ○塚原伸治 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期　間〕 平成 19 ～平成 21 年度 （2007 ～ 2009 年度）

〔目　的〕 成人 と 比べて化学物質の曝露影響を受けやす

い と 考え ら れてい る胎児 ・ 小児の脳は発達段階にあ り ，

性分化する。 室内空気の汚染物質 と される揮発性有機化

合物が脳に作用 し て影響を及ぼす こ と が知 ら れてい る
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が， 幼若個体での影響に関する知見は乏しい。 時間軸に

おけ る発達期や性別は化学物質の曝露影響の質や程度を

左右する要因 （感受性要因） と な り 得る こ と か ら， これ

ら の要因を考慮し た脳への影響を明ら かにする こ と を目

的 と し て， 揮発性有機化合物の発達期曝露によ る脳の性

分化への影響およびその作用機序を解析する。

〔内容および成果〕

　 性分化し た成熟個体の脳内には， 大き さやニ ューロ ン

数などの形態構造の性差がみ と め られる脳領域 （性的二

型核） が存在す る。 性的二型核の一つであ る ラ ッ ト の

SDN-POA （Sexually dimorphic nucleus of the preoptic area）

では， 構成する ニ ューロ ン数が雄において雌よ り も多 く

含まれている。 反対に， 新生仔期の SDN-POA ではアポ

ト ーシスによ って死滅する ニ ューロ ンの数が雄よ り も雌

において多 く ， こ のアポ ト ーシスの性差によ って性的二

型核の形成がな される。 そ こ で本年度は， 新生仔ラ ッ ト

の SDN-POA のアポ ト ーシスに着目し， 脳の性分化の臨

界期にあた る周生期での低濃度 ト ルエン曝露によ る影響

を検討し た。 その結果，雌雄と もに新生仔期の SDN-POA

におけ る アポ ト ーシスの誘導が ト ルエン曝露によ って促

進し， 死滅細胞が増加する こ と が明らかになった。 また，

新生雌ラ ッ ト では， SDN-POA の周囲領域におけ る アポ

ト ーシス細胞数も ト ルエン曝露によ って増加し， 新生雄

ラ ッ ト よ り も細胞死に対する広範囲な影響があ る こ と も

分かった。 以上の こ と か ら， 発達期の ト ルエン曝露が性

的二型核を含む脳領域の構造形成に影響を及ぼし， その

影響が性別によ って異な る こ と が示唆された。 不可逆的

な発達期のアポ ト ーシス細胞死への影響は成熟期まで持

続する こ と から， 成熟期において性別によ って異な る脳

機能への影響 と し て顕われ る 可能性があ る と 考え ら れ

た。

〔備考〕

7）　 脳の性差発現機構の解明

〔区分名〕 文科 - 科研費 

〔研究課題コード〕 0708CD306

〔担当者〕 ○塚原伸治 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期　間〕 平成 19 ～平成 20 年度 （2007 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 ほ乳類の脳は発達期の性ス テ ロ イ ド ホルモン

作用の有無によ り 性分化の方向性が決定される。 性分化

し た脳内には神経核の大き さやニ ューロ ン数など形態学

的な性差が生じ た性的二型核 と 呼ばれる領域が存在し て

いる。 性的二型核の形成におけ る性ステ ロ イ ド ホルモン

作用の重要性は明ら かであ る も のの， 性的二型核形成の

分子機構は未解明であ る。 本研究では， 脳の性差形成の

分子機構およびこ の分子機構に対する性ステ ロ イ ド ホル

モンの作用を明らかにする こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 ラ ッ ト の性的二型核であ る前腹側脳質周囲核 （AVPV）

および視索前野の性的二型核 （SDN-POA） を解析対象 と

し て， これら神経核の新生仔期での性差形成に関連する

分子群を検索する ため， 2D-DIGE 法によ るプロ テオ ミ ク

ス解析をおこ なった。 その結果， AVPV および SDN-POA

それぞれにおいて， 発現量に性差がみ と めら る タ ンパク

質スポ ッ ト が複数みつかった。 これら スポ ッ ト のタ ンパ

ク質を同定する ため MALDI-TOF-MS によ る解析が現在

進行中であ る。

〔備考〕

所外共同研究 ： 研究代表者 　 金子律子 （東洋大学）， 研究

分担者 　 塚原伸治 （国環研）， 小川園子 （筑波大学）

8）　 内分泌撹乱物質のビタ ミ ン D および骨 Ca 代謝に及

ぼす影響と 毒性発現メ カ ニズムの解明

〔区分名〕 文科 - 科研費 CD

〔研究課題コード〕 0708CD379

〔担当者〕 ○西村典子 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期　間〕 平成 19 ～平成 20 年度 （2007 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 本研究は生育過程にあ る腎臓におけ る ビ タ ミ

ン D 代謝および Ca の動態に関与する遺伝子発現に及ぼ

す 2,3,7,8-tetrachlorodibenzo-p-dioxin （TCDD） 影響を解明

し， さ らには骨形成への影響を分子生物学的および病理

組織学的に検討する こ と を目的 と する。 こ の研究の遂行

は， TCDD の毒性に関する新たなる情報 と基盤の確保が

期待で き る。 こ の研究結果の網羅的検証 と 俯瞰に よ り ，

TCDD と骨代謝の因果関係を明らかにし， いまだよ く 分

かっていないダ イオキシン と 骨粗鬆症 と の関連性を解明

し たい。

〔内容および成果〕

　 ダ イオキシンが活性型ビ タ ミ ン D ３ 合成 と カルシウ ム

（Ca） の再吸収に影響するか， また骨の発育にどのよ う に

影響す る か を生育段階の異な る マ ウ ス を用いて解析 し

た。 そのために母乳を介し てダ イオキシン暴露し たマウ

ス仔から生後 ７ ， 14， 21 目において腎臓， 小腸， 副甲状

腺， 脛骨を採取し て生化学的および組織学的検査を行っ

た。 また尿中の ミ ネ ラル分析も あわせて行った。 ダ イオ

キシン曝露によ り 尿中Caの有意な排泄増加が起き ている

にもかかわらず血清中のCa濃度は対照群 と の間に統計的

差は認められなかった。腎臓内の Ca 再吸収に関与する遺

伝子へのダ イ オキ シ ンの影響を調べた と こ ろ カルビ ン

デ ィ ン D28k と Na+/Ca2+ （NCX） の発現抑制が明らか と
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なった。 Ca の吸収を行っている他方の臓器であ る小腸に

おいてはダ イ オキ シ ン がカル ビ ンデ ィ ン D9k， plasma

membrane Ca2+-ATPase （PMCA1b） の遺伝子の発現を有

意に高めた こ と から，腎臓における Ca の再吸収抑制効果

は小腸の代償的作用によ り 消失し，血中 Ca 濃度が維持さ

れている こ と が示唆された。 ダ イオキシンによ る も予

期せぬ反応は， 腎臓内で活性型ビ タ ミ ン D3 合成に関与

する Cytochrome P450(CYP)27b1 遺伝子がダ イオキシンに

よ り 著名に誘導された こ と であった。 血中のビ タ ミ ン D

濃度も またダ イオキシンによ り 有意に上昇し ていた。 ま

た Arylhydrocarbon Receptor （AhR） 遺伝子欠損マウ スで

は認められなかった こ と から， この反応が AhR 依存性の

作用であ る こ と が分かった。 次に骨に対する ダ イオキシ

ンの影響を生化学的， 組織学的に解析し た。 ダ イオキシ

ンに曝露する と骨塩量， 骨密度共に有意に低下し た。

〔備考〕

9）　 内分泌撹乱環境化学物質の骨代謝への影響と 毒性メ

カ ニズム

〔区分名〕 奨励 AF

〔研究課題コード〕 0707AF441

〔担当者〕 ○西村典子 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期　間〕 平成 19 年度 （2007 年度）

〔目　的〕 動物実験でダ イ オキシンが骨の発育や骨形成

阻害を も た らすこ と が実証されている。 一方， 環境化学

物質が骨粗し ょ う 症の リ ス ク フ ァ ク ターであ る と の疫学

的報告も あ り 近年注目されて き ている。 我々はダ イ オキ

シンがビ タ ミ ン Ｄ 代謝に関与する CYP 遺伝子の発現を

撹乱する証左を既に持っている。 本研究の目的はビ タ ミ

ン Ｄ 代謝および Ca 輸送系の撹乱がダ イオキシンの骨毒

性発現の メ カニズムであ る と 考え， 分子レベルな らびに

骨の形態計測的観点の両面か ら その毒性を実証し， その

毒性発現機構を明らかにする こ と であ る。

〔内容および成果〕

　 ダ イオキシンによ る成長期の骨毒性の影響をマウ ス を

用いて解析し た。 母乳を介し てダ イオキシン曝露し た仔

マウ ス （生後 21 日齢） から脛骨を採取し， 骨の組織形態

計測的， 生化学的および組織学的検査を行った。 マ イ ク

ロ CT スキ ャナー検査によ り ， ダ イオキシンがマウ スの

骨量，骨密度を有意に低下させる こ と が明らか と なった。

骨代謝に関与する遺伝子発現に対する ダ イオキシンの影

響を調べた と こ ろ， も顕著な影響は骨形成マーカーで

あ るオステオカルシン と アルカ リ フ ォ ス フ ァ ターゼの遺

伝子発現量の減少が認め られた。 一方， 骨吸収関連遺伝

子であ る RANKL の遺伝子発現量においてはダ イオキシ

ンによ る影響は見られなかった。 ダ イ オキシンの骨形成

能阻害を支持する結果が骨形態計測および組織学的観察

か ら も得られた。 すなわち吸収面においては対照マウ ス

と 曝露マ ウ ス の間に有意差は認め ら れなかっ たのに対

し， 類骨面に関し てはダ イオキシンによ る有意な増加が

認められた。 ダ イオキシンの骨石灰化阻害は類骨 と 石灰

骨の鑑別診断に汎用される Villanueva’s Goldner 染色し た

骨組織所見で明ら か と なった。 類骨が皮質骨の内骨膜表

面に規則正し く 配列し ているのに対し， ダ イオキシン曝

露によ り 類骨の異常増加を示す所見が得られた。 以上の

実験結果か ら ダ イオキシンによ る骨の発育毒性は， 骨吸

収の阻害によ る も のではな く ， 骨芽細胞の機能阻害に基

づ く 骨の石灰化不全であ る こ と が明らかになった。

〔備考〕

10）　 マルチプロ フ ァ イ リ ン グ技術によ る 化学物質の胎

生プログラ ミ ングに及ぼす影響評価手法の開発

〔区分名〕 環境 - 環境技術 BD

〔研究課題コード〕 0709BD451

〔担当者〕 ○曽根秀子 （環境 リ ス ク研究セン ター）， 今西

哲， 座波ひろ子

〔期　間〕 平成 19 ～平成 21 年度 （2007 ～ 2009 年度）

〔目　的〕 数万に及ぶ化学物質について哺乳動物に よ る

毒性試験か ら ヒ ト への発ガンや慢性影響を評価する現在

の健康影響評価手法には， 種によ る生命情報システムの

違いが反映 さ れていないな ど様々な限界があ る。 ま た，

アレルギー疾患など旧来の リ ス ク評価では見過ご されて

き た健康影響が社会的な関心を集めてい る。 こ のため，

多種多様な化学物質ばか り でな く ， 多種多様なエン ド ポ

イ ン ト の評価が可能であ り ， さ らに簡便かつハイ スルー

プ ッ ト な毒性評価システムの構築が求め られている。 こ

れまで ヒ ト 由来のガン細胞が汎用されて き たが， 成体の

各臓器や発育段階の感受性の高い分化し た組織によ り 近

いモデルであ る ES 細胞を使用する こ と によ り ，動物実験

への依存を減ら し， ヒ ト の健康 リ ス ク を判定する際の不

確実係数を 小化でき る評価システムを構築する必要が

あ る。

〔内容および成果〕

研究開発の概要， 年次計画

　 本研究は， 化学物質を ヒ ト 及びマ ウ スの胚性幹 （ES）

細胞に曝露させ， 得られる分化及び発達への細胞影響を

細胞形態， mRNA 遺伝子発現及び DNA の メ チル化の各

レベルにおけ る影響を計測し， そのデータ情報を化学物

質ご と に分類し て， 影響の類型化をマルチプロ フ ァ イ リ

ング技術によ って行 う 。 こ の こ と よ り ， 初期曝露によ る
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晩発影響のモデルを確立し， 胎生プロ グ ラ ミ ングに及ぼ

す化学物質の響評価手法の開発を行 う 。

各サブテーマは， 次のよ う に， ３ つに大別される。

（ １ ） 細胞工学を用いた胎生プロ グ ラ ミ ング異常を検出す

るモデル細胞系の確立 と 細胞形態変化の解析に関する研

究 ： 形態計測や メ チル基の修飾状態 （ メ チル化ス テータ

ス） が容易にモニ タ リ ン グで き る モデル細胞を確立し，

化学物質を こ のモデル細胞に曝露させて神経系及び血管

内皮細胞への分化を解析する。

（ ２ ） マルチプロ フ ァ イ リ ングのための遺伝子発現及び メ

チル化ス テータ スの検出に関する研究 ： 化学物質の曝露

によ る影響を， 核内の メ チル化変異状態， 網羅的遺伝子

発現解析及び全ゲ ノ ム レベルの メ チル化状態解析を実施

し，マルチプロ フ ァ イ リ ングのためのデータ取得を行 う 。

（ ３ ） 数理工学を用いた表現型情報からのマルチプロ フ ァ

イ リ ングに関する研究 ： 化学物質曝露によ る細胞形態変

化の情報， 遺伝子発現変動情報及びゲ ノ ム メ チル化情報

など を， ベイ ジアンアルゴ リ ズムなどの数理工学的手法

によ り マルチプロ フ ァ イ リ ング化し影響の類型を解析す

る。

平成 19 年度 ： マウ ス ES 細胞の培養系確立。 マルチプロ

フ ァ イ リ ング化技術の構築。

平成 20 年度 ： ヒ ト ES 細胞の培養系確立。 化学物質の曝

露によ るマルチプロ フ ァ イ リ ング化技術の完成。 化学物

質の曝露によ る影響の各種情報データの取得。

平成 21 年度 ： 化学物質の曝露によ る影響のマルチプロ

フ ァ イ リ ングデータ をシステムに格納

当該年度の研究成果

ヒ ト ES 細胞の実験室の設置及び整備，胎生プロ グ ラ ミ ン

グ影響 （初期曝露によ る晩発影響） を評価する ためのモ

デル細胞系の確立を行った。 ６ 種類の化学物質を用いて

細胞形態変化の計測 と 遺伝子発現解析データによ るマル

チプロ フ ァ イ リ ング技術の開発に努め， そのプロ ト タ イ

プを開発し た。

サブテーマ １ ： 細胞工学を用いた胎生プロ グ ラ ミ ング異

常を検出するモデル細胞系の確立においては，マウ ス ES

細胞か ら神経系への分化誘導系及び ヒ ト 脳毛細血管内皮

系細胞の菅腔形成試験で確立し， ６ 種類の化学物質の影

響を評価し た。

サブテーマ ２ ： 細胞表現型解析 （イ メ ージング ・ 遺伝子

発現 ・ メ チル化ステータ ス） と マルチプロ フ ァ イ リ ング

のためのデータ取得では， サブテーマ １ において実施し

た各種化学物質の形態数値情報を集積し た。 

サブテーマ ３ ： 数理工学を用いた表現型情報か ら のマル

チプ ロ フ ァ イ リ ン グでは， 形態情報の数値を管理す る

データベース を構築し， 実際にサブテーマ ２ ， で取得し

たデータ を用いてプロ フ ァ イ リ ングのためのアルゴ リ ズ

ムの検証を行った。

〔備考〕

本研究の一部は， 東京大学医学部大迫一郎助教授 と の共

同研究と し て実施する。

(3)-3.　 重点３ 中核 P3　 環境中における ナノ 粒子等の体

内動態と 健康影響評価

〔区分名〕 中核研究

〔研究課題コード〕 0610AA303

〔担当者〕 ○平野靖史郎 （環境 リ ス ク研究セン ター）， 古

山昭子， 鈴木明

〔期　間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目　的〕 これまでの環境有害物質の健康影響評価は，ア

スベス ト などの例外も あ る も のの， 対象 と な る物質の用

量あ る いは濃度に対し て行われて き てい る。 　 し か し，

粒子状物質などが細胞膜ス ケールのナ ノ のサイ ズの場合

は， 組織透過性が高ま り ， 粒子サイ ズや表面活性が重量

よ り も生体影響に大き く 関与する可能性が示されている

こ と から， 環境 リ ス ク を評価する上に於いてテス ト ガ イ

ド ラ イ ン も含めて新たな取 り 組みが必要であ る。 こ こ で

は， ナ ノ 粒子， ナ ノ フ ァ イバーの生体影響を調べ， これ

らの環境汚染と健康 リ ス ク評価に関する研究を行 う 。

〔内容および成果〕

　 本年度は， これまでの研究成果を国際的に も発信する

ため，平成 20 年 １ 月につ く ばにおいて国際環境ナ ノ粒子

シンポジ ウ ムを開催し， また， 海外か ら も招待講演を依

頼し てナ ノ 粒子研究の交流を深めた。 大気中の環境ナ ノ

粒子の研究に関し ては， 同時に存在するガス状成分の影

響に関し て も併せて評価を行った。 また， これまでの環

境ナ ノ 粒子の短 ・ 中期的影響に関し ての知見を集約する

と と も に， 来期か らの慢性吸入実験の準備を始めている

と こ ろ であ る。 ナ ノ マテ リ アルの代表物質であ る 多層

カーボンナ ノ チューブ （MWCNT） は， 導電性や耐久性

に優れた繊維粒子状物質であ り ， 大量生産が見込まれて

いるが， 粒子の凝集性が高 く ， 生体影響評価を行 う 上で

の問題点が多い。 　 本年度は MWCNT の細胞への取込み

機構について詳細に調べた。 MARCO を遺伝子導入し た

多 く の CHO-K1 細胞において， 蛍光ビーズを取込んでい

た細胞においてのみ MWCNT の取込みも観察された こ と

から，細胞への MWCNT の取込みに MARCO が関与し て

いる こ と が明らか と なった。 　 MWCNT の J774.1 細胞に

対する細胞障害性に MARCO が関与し ている可能性を示

し た。
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　 一方， ア スベス ト に関し てはマウ ス肺胞マ ク ロ フ ァー

ジ細胞株， ラ ッ ト 肺胞マ ク ロ フ ァージ， ヒ ト 中皮細胞株

を用いて in vitro 細胞毒性を検討し た。 アモサイ ト 熱処理

物はいずれの細胞において も未処理 （250 ℃） と 400 ℃

から 1000 ℃の熱処理物で同程度の細胞毒性が認められ，

1100， 1200， 1300 ℃熱処理物で顕著に毒性減少が認めら

れた。 また， in vivo の毒性試験 と し て， マウ スに未処理

（250 ℃）， 600， 800 ℃ク ロ シ ド ラ イ ト 熱処理物を生理食

塩水に懸濁し て １ 匹あた り 100&micro;g を腹腔内投与あ

るいは気管内投与し た と こ ろ， 未処理ク ロ シ ド ラ イ ト 投

与群においては， 24 時間後の総細胞数 と白血球の有意な

増加を特徴 と し た炎症を， 600 ℃熱処理物を投与し た群

では未処理ク ロ シ ド ラ イ ト に比べて若干弱い も のの炎症

が認めた。 しかし， 800 ℃熱処理物を投与し た群ではほ

と んど細胞浸潤は認められなかった。 引き続き， 他の種

類のア スベス ト について も同様の評価を続け る予定であ

る。

〔備考〕

〔関連課題〕

0610BY303 　 自動車排出ガスに起因する環境ナ ノ 粒子の

生体影響調査 79p.

0607CD510 　 ナ ノ 素材が皮膚疾患に及ぼす影響 と その メ

カニズムの解明に関する研究 136p.

0708CD351 　 ア スベス ト 肺に対する常在細菌の急性増悪

作用に関する研究 80p.

0709CD529 　 ナ ノ 素材がア レルギーに与え る影響 と メ カ

ニズムの解明に関する研究 131p.

0608CD530 　 高感受性要因に配慮し たナ ノ マテ リ アルの

健康影響評価と メ カニズムの解明に関する研究 136p.

0607CD531 　 大気中浮遊粒子状物質が脂肪肝 と 白内障に

及ぼす影響と機構の解明に関する研究 137p.

0707DA532 　 ナ ノ 粒子 ・ ナ ノ マテ リ アルの呼吸器， 免疫

影響 137p.

0708AF546 　 エレ ク ト リ カルエア ロ ゾルデ ィ テ ク ターを

用いた気相中ナ ノ 粒子表面積の測定手法の検討 188p.

【関連課題】

1）　 自動車排出ガスに起因する環境ナノ 粒子の生体影響

調査

〔区分名〕 環境 - 委託請負

〔研究課題コード〕 0610BY303

〔担当者〕 ○平野靖史郎 （環境 リ ス ク研究セン ター）， 古

山昭子， 鈴木明， 山元昭二， 井上健一郎， 藤谷

雄二， 種田晋二， 菅野さ な枝 

〔期　間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目　的〕 デ ィ ーゼル粒子除去装置や触媒の開発，燃料の

低硫黄化などによ り ， 自動車排出ガスに起因する粒子状

物質の質量濃度の低減は可能 と なっている。 しかし， 粒

径が数十ナ ノ メ ー ト ル以下のナ ノ 粒子 と いわれる極めて

微小な粒子の低減に関し ての対策は遅れてお り ， 依然 と

し て数濃度 と し て高いも のが排出される可能性があ る こ

と が指摘されている。 同時に現実の大気環境中において

も， 幹線沿道沿いではナ ノ 粒子の個数濃度がラ ッ シ ュ ア

ワー時に高 く な る こ と が指摘されている。 ナ ノ 粒子はそ

の毒性 ・ 影響 ・ 性状 ・ 環境動態のいずれも未解明の部分

が多い。 これまでの二酸化チタ ンや炭素のナ ノ粒子では，

大き な粒子状物質よ り 炎症を引き起こ しやすい こ と など

強い影響があ る可能性や， 呼吸器内に入った場合肺を通

過し全身への影響を持つ可能性が示唆されているが充分

な検討がな されていないのが現状であ る本研究では， 自

動車排ガス由来のナ ノ 粒子の性状や， 毒性 ・ 影響評価に

必要な調査研究を行 う こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 本年度は， デ ィ ーゼル排ガス由来のナ ノ 粒子を曝露す

る際に同時に含まれるガス状物質， 特に二酸化窒素の影

響を把握する ために， 吸入チャ ンバーを改良し て除粒子

曝露群を設けてナ ノ 粒子だけの影響を抽出でき る よ う に

し た。 また， 曝露空気質モニ タ リ ング と 過渡運転の検討

について検討を行った。

　 定常運転によ る曝露実験には， 8L ； 長期規制対応のエ

ンジンを用いた。 高濃度群の CH13 にに並行し て除粒子

用 ULPA フ ィ ルターを設置し て， 粒子はほぼ除去し， 高

濃度チャ ンバー と 同様のガス濃度を維持するチャ ンバー

と し て設けた。 これによ り ， ガス成分のみの影響評価を

可能 と し， ガス成分のみの曝露によ る影響評価 と， 粒子

と ガ ス成分の両方の曝露に よ る影響評価 と の相違か ら，

粒子の影響を評価する こ と が可能と なった。

　 過渡運転に関し ては希釈 ト ンネル と 各チャ ンバーにお

いて各曝露空気質と もに安定し ている こ と を確認し た。

細胞への取 り 込み機構は， 粒子の大き さや表面構造や表

面電位によ り 大き く 異なる こ と が知られている。MARCO

は negative な電位を持つものを結合させ， 貪食する こ と

が報告されている。 そ こ で， 表面電位の異な る蛍光粒子

を用いて， MARCO を通し た細胞によ る結合あ るいは取

り 込みが， 電位に よ って どの よ う に異な る かを調べた。

MARCO を遺伝子導入 し た CHO 細胞に， 表面電位が

negative であ る カルボキシル基または positive の電位を持

つア ミ ノ 基修飾模擬的蛍光粒子 （粒径 １ マ イ ク ロ メ ー ト

ル （&#61549;m）， または 200nm） を暴露し， 粒子の細胞

への接着お よ び取 り 込みを蛍光顕微鏡を用いて観察 し
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た。 その結果， コ ン ト ロールではカルボキシル基または

ア ミ ノ 基修飾蛍光粒子 と も細胞にほ と んど接着し なかっ

たのに対し，MARCO を遺伝子導入し た細胞には，200nm

及び １ &#61549;m のカルボキシル基およびア ミ ノ基修飾

蛍光粒子と も結合し た。 以上の結果よ り MARCO は， 今

まで報告されていた negative の電位を持つ粒子のみな ら

ず，positive の電位を持つ粒子の取 り 込みにも関与し てい

る こ と が示唆された。

　 環境ナ ノ 粒子がグ ラ ム陽性菌毒素によ る肺炎症状に及

ぼす影響を明ら かにする ために， 亜急性吸入曝露実験を

行った。 実験では， 17 ～ 19 nm 付近のナ ノ粒子を多 く 含

んだ中濃度のデ ィ ーゼル排気 （NRDE: nanoparticle-rich

diesel exhaust, 42μg/m3）， 高濃度 NRDE （159μg/m3）， 除

粒子 （ガス成分のみ） を ４ 週間 （ ５ 時間／日， ５ 日／週）

BALB/c 系雄マウ スに吸入暴露後，グ ラ ム陽性細菌細胞壁

成分であ る リ ポテ イ コ酸 （LTA） 40μg を点鼻投与し， そ

の ４ 時間後または 24 時間後に解剖し て NRDE 又は除粒

子によ る前曝露がグ ラ ム陽性菌性の肺炎症状に及ぼす影

響について検討し た。 LTA 非投与の中濃度 NRDE 曝露，

高濃度 NRDE 曝露， 除粒子曝露のいずれも， 気管支肺胞

洗浄 （BAL） 液中炎症性細胞数や肺ホモジネー ト 中炎症

性サイ ト カ イ ン ・ ケモカ イ ン産生量の増加はな く ，NRDE

やガス成分によ る影響は見られなかった。 LTA と の併用

（清浄空気 +LTA， 中濃度 NRDE ＋ LTA， 高濃度 NRDE ＋

LTA，除粒子＋ LTA） では，LTA 非投与時に比べて炎症性

パラ メ ーター （BAL 液中の総細胞 ・ 好中球 ・ リ ンパ球数，

肺ホモジネー ト 中のサ イ ト カ イ ン ・ ケモカ イ ン産生量）

の増加が見られたが， 各群間で差はな く ， NRDE やガス

成分と LTA と の併用によ る相加的あ るいは相乗的な影響

はみられなかった。 肺組織の病理所見では， NRDE やガ

ス成分によ る顕著な影響は観察されなかった。 しかし な

がら，LTA と の併用 （中濃度 NRDE ＋ LTA，高濃度 NRDE

＋ LTA， 除粒子＋ LTA） では， 軽度の気管支上皮の肥大

と増生が観察され， LTA と ガス成分の併用によ る影響が

示唆された。

〔備考〕

2）　 アスベスト 肺に対する常在細菌の急性増悪作用に関

する研究

〔区分名〕 文科 - 科研費 

〔研究課題コード〕 0708CD351

〔担当者〕 ○山元昭二 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期　間〕 平成 19 ～平成 20 年度 （2007 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 白石綿， 青石綿， 茶石綿等のアスベス ト をマウ

スに気管内投与し， ア スベス ト 肺モデルマウ ス を作製す

る。 肺の線維化を惹起し た本モデルマウ スに感染実験室

にて常在細菌を経気道感染させ生体への病態増悪作用を

明らかにする。

〔内容および成果〕

　 本年度は， マウ ス を用いて麻酔や投与量など粒子物質

の気管内投与法の種々の検討， および常在細菌の経気道

感染に関わる予備的検討を行い， 本実験の準備を完了し

た。

〔備考〕

研究代表者は外部の者であ り 、 本研究には研究分担者 と

し て参加する。

3）　 農薬等による水生生物影響実態把握調査

〔区分名〕 環境 - 委託請負 

〔研究課題コード〕 0608BY449

〔担当者〕 ○鑪迫典久 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期　間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 環境中に放出 さ れた農薬およびその他の化学

物質の水生生物に対する複合的な影響を， イ ン ビボバイ

オア ッ セ イ， 化学分析 と フ ィ ール ド 調査を組み合わせて

総合的に評価する系を構築する。

〔内容および成果〕

　 本年度は， 前年度既存の試験法を フ ィ ール ド サンプル

試験用に改良し た試験法を用いて， 実際にフ ィ ール ド サ

ンプルにおけ る適用を行った。 バイオア ッ セ イ試験法 と

し ては， 緑藻増殖阻害試験， ミ ジン コ （セ リ オダフニア）

繁殖阻害試験， メ ダカ孵化仔魚急性毒性試験， 発光バク

テ リ ア発光阻害試験の ４ 種類であ る。 機器分析は， GC/

MS と LC/MS を用いた，多検体一斉分析法を確立し，700

以上の物質について一度に分析でき る システムを導入し

た。 測定物質は日本で使用実績があ るかまたは検出され

る農薬を中心に選択し， それら の検量線を作成し た。 サ

ンプル と し ては， ゴルフ場， 農業用水路からの水， 水田，

ため池， 果樹園下の小川などで ４ 月から ９ 月までのべ 30

サンプル程度についてのサンプ リ ングを行った。 試験供

試水は上記の機器分析 と バイオア ッ セ イ を行い， データ

の蓄積を行った。 藻類については環境サンプル中の窒素

および リ ンの存在が大き く 結果に影響を与え る こ と が判

明し たため， それら についての検討を別途行った。 ため

池については， 兵庫県にあ る多 く のため池の中か ら， 環

境状況か らは ト ンボが生息でき て もおかし く ないが， 原

因不明で ト ンボの幼虫の存在が確認されていない ２ ヵ 所

につい て の継続的な バ イ オ ア ッ セ イ を 行 う と 同時に

フ ィ ール ド 調査も行った。 以上の結果か ら， 初夏で一部

の環境水で除草剤の影響 と みられる緑藻類への影響が観
―  80  ―



国立環境研究所年報 （平成 19 年度）
察され， 晩夏には殺虫剤の影響 と 予想される ミ ジン コへ

の影響が観察された。 しかし それらは機器分析で検出さ

れた農薬の測定値濃度では影響の説明がつかず， 環境中

では単一の農薬に よ る影響ではない こ と が予測 さ れた。

今後は分解物や複合影響など を考慮し， 更な る検討が必

要であ る。 こ の試験は次年度も継続し て行 う 。

〔備考〕

共同研究者 ： 環境 リ ス ク研究セン ター PJ4 高村典子

(3)-4.　 重点３ 中核 P4　 生物多様性と 生態系機能の視点

に基づく 環境影響評価手法の開発

〔区分名〕 中核研究

〔研究課題コード〕 0610AA304

〔担当者〕 ○高村典子 （環境 リ ス ク研究セン ター）， 西川

潮， 田中嘉成， 立田晴記， 菅谷芳雄， 堀口敏宏，

五箇公一， 児玉圭太， 赤坂宗光， 国武陽子， 堂

囿い く み， 郡麻里， 松崎慎一郎， 中嶋美冬， 真

野浩行

〔期　間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目　的〕 自然環境や自然の生態系を対象 と し た生態影

響評価は， 野外での複数の リ ス ク因子を解明し， 生物個

体群や生物群集， 生態系を対象 と し た評価に拡張し て考

え る必要に迫られている。 評価尺度について も， 幾つか

の考え方があ り ， これは人間社会の価値観にも左右され

る。 本プ ロ ジ ェ ク ト では， 「生物多様性」 と 「生態系機

能」 の視点から，生態系サービ スの劣化を引き起こす （有

用） 個体群の再生産の阻害や種数の減少， 生態系機能の

低下 （例えば， バ イ オマ ス生産性や物質循環効率な ど）

をエン ド ポ イ ン ト （評価指標） と し て， 数理モデルを活

用 し た概念的な手法か ら 具体的な実例での評価 も 含め

た， 新たな生態影響評価手法を提案する。

〔内容および成果〕

　 本プロ ジ ェ ク ト では， まず， 東京湾や兵庫県ため池地

域で具体的な生態影響評価の事例を提示する ために， 野

外フ ィ ール ド での調査や実験を実施し た。 生物 リ ス ク因

子 （侵入種） については， 悪影響が懸念される生物種 と

法的規制のかか ら ない微小な生物に対する リ ス ク評価を

実施し た。 さ ら に， 野外フ ィ ール ド 調査や実験に基づい

て得られた知見に対し て， 個体群や生物群集を対象に研

究されて き た数理的な生態 リ ス ク評価手法の適用を試み

た。

　 サブテーマ １ ） 東京湾におけ る底棲魚介類の個体群動

態の解明と生態影響評価

　 底棲魚介類の空間分布 と 水質の季節変化について， ８

月には， 貧酸素水塊が形成 さ れて湾北部が無生物域 と

なった。 10 月に湾北部に出現する種は， 遊泳力のあ る魚

類や， 貧酸素に比較的耐性のあ る二枚貝類であった。 生

物 と 同様の空間分布を示す環境因子 と し て， ８ 月におい

ては底層 DO， 10 月には底層塩分， 底層 DO， 水深が抽出

さ れた。 ま た， 生物が存在する底層酸素濃度の閾値は，

８ 月には 1.7ml L-1， 10 月には 1.2ml L-1 と推定された。

　 マコガレ イの耳石によ る年齢査定 と 胃内容物の観察か

ら成長曲線を推定し， 摂餌生態を明ら かにし た。 雄よ り

雌で成長がよ く ， 寿命も長い と 考え られた （ 高齢は雄

６ 歳， 雌 10 歳）。 成長の推定では， 2000 年代は 80 年代

よ り 成長がよ く なっていた。 一方， 近年の胃内容物重量

指数は， 80 年代よ り も有意に低下し ていた。 摂餌生態に

ついては， 80 年代には環形動物が優占し た ものの軟体動

物や棘皮動物も観察されたが， 近年はほ と んど環形動物

のみで占められた。

　 シ ャ コの生殖器官の組織学的観察を行い， 雌雄の生殖

周期及び交尾期を明らかにし た。雄は着底後体長 ４ cm 以

上に達し た当歳の個体か ら成熟を開始し た。 一方， 雌は

産まれた翌年に体長 ７ cm 以上に達し た個体から成熟を

開始し た。 一方， 雌の成熟個体及び受精嚢内に精子が存

在する個体の出現時期には明瞭な季節性がみられ， 体長

10cm以上では ５ ～ ６ 月，７ cm以上10cm未満では ７ ～ ８ 月

にピーク と なった。 雄は周年成熟状態にあ るが， 交尾は

雌が成熟し て産卵可能 と な る期間にのみ行われる こ と が

示唆された。一方，新規加入量を規定する初期生活史 （産

卵， 幼生， 着底） を明ら かにする ためのフ ィ ール ド 調査

を継続し た。

　 サブテーマ ２ ） 淡水生態系におけ る環境 リ ス ク要因 と

生態系影響評価

　 兵庫県南西部のため池の多い地域を モデル地区 と し

て， 淡水生態系におけ る生物多様性 と 生態系機能の低下

を引き起こす環境 リ ス ク因子を明ら かにする ために野外

調査を実施し た。 連続的に重なっているため池 （重ね池）

を調査対象と し て，池に出現する水生植物の種多様度が，

生育地の連続性 と 池の水質悪化のどち ら の影響を よ り 強

く 受け るかについて検討し た。 沈水植物は水質の悪化に

よ る影響を大き く 受けたが， 浮葉植物は生育地の連続性

の低下の影響を大き く 受けた。 淡水生態系においてカ タ

ス ト ロ フ ィ ッ ク ・ レジームシフ ト を引き起こす可能性の

あ る侵略的外来種， コ イ と ザ リ ガニの生態系影響を隔離

水界実験で検証し た。 淡水生態系に強い負の影響を与え

る外来ザ リ ガニ類の遺伝的変異 と 分散を明ら かにする た

め分子系統地理解析を実施し た。

　 サブテーマ ３ ） 侵入種生態 リ ス ク評価手法の開発に関

する研究
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　 セ イ ヨ ウ オオマルハナバチの分布規定要因について，

セ イ ヨ ウオオマルハナバチの訪花によ って， 在来植物の

繁殖が阻害される こ と が明ら か と なった。 ヒ ラ タ ク ワガ

タの交尾後生殖隔離の進化について解析し た結果， 遺伝

的系統と し て 100 万年以上分化し た個体群間では生殖隔

離が働かない こ と が示された。 こ の こ と か ら地理的に近

い個体群で も遺伝的に長時間隔離されていた個体群であ

れば， 移送によ って容易に雑種が生じ る可能性が示され

た。 日本全国のカエル野生個体および施設飼育個体 （総

計 1700 検体） よ り 皮膚サンプルを採集し てカエルツボカ

ビ菌の感染状況を調査し た結果， 施設内のみな らず野外

か ら も菌が検出される と と も に， 宿主や地域によ って菌

に高い遺伝的変異が存在する こ と が明ら か と な り ， 従来

のアフ リ カツ メ ガエル起源説をみなおす必要があ る こ と

が示された。

　 サブテーマ ４ ） 数理的手法を用いた生態 リ ス ク評価手

法の開発

　 環境要因の生態系影響を推定する ための基礎 と な る，

生物群集の環境応答を機能形質の変化 と し て予測するモ

デルを完成させた。 生態系の機能 （物質循環） を促進す

る上でどの機能形質が重要であ る かを推測する ために，

３ 栄養段階の生態系モデルを作成し， 数値的解析を行っ

た。 その結果， １ 次消費者のバイ オマス転換効率などが

機能形質 と し て重要であ る と い う 知見が得られた。 環境

汚染物質の生態 リ ス ク を抵抗性遺伝子の変異から推定す

る ための基礎的なデータ を取得し た。 霞ヶ浦および大膳

池のカブ ト ミ ジン コ （Daphnia galeata） ４ 集団のフ ェ ンバ

レ レー ト 感受性を比較し， 数倍～ １ ０ 倍の毒性値の変異

が検出された。 空間的な遺伝子流動を推定する ために合

計 216 個体のカブ ト ミ ジン コについてマイ ク ロサテ ラ イ

ト 遺伝子座 （ ８ 座位） の多型解析に関する基礎的なデー

タ を収集し た。 東京湾底生魚類の解析では， シ ャ コの個

体数変動を予測する ために個体群マ ト リ ッ ク スモデルを

作成し， 生活史感度解析をおこ なった。

〔備考〕

〔関連課題〕

0407BD480 　 空間明示モデルによ る大型哺乳類の動態予

測と生態系管理に関する研究 83p.

0508BD966 　 健全な湖沼生態系再生のための新し い湖沼

管理評価軸の開発 83p.

0608CD551 　 アジア産 ヒ ラ タ ク ワガ タにおけ る形態形質

変異の遺伝的基盤および種分化機構の解明 85p.

0507KZ555 　 受粉用マルハナバチの逃亡防止技術 と 生態

リ ス ク管理技術の開発 85p.

0709CD291 　 淡水域の生物多様性 と 生態的機能の基盤 と

なる多様な植生の維持機構の解明 83p.

0708CD301 　 前鰓類における レチ ノ イ ド Ｘ 受容体の機能

解析 ： 雄性生殖器の分化 ・ 成長と の関係 185p.

0711AF303 　 東京湾におけ る底棲魚介類群集の動態に関

する長期モニタ リ ング 84p.

0709CD487 　 空間系統学的アプローチによ る Podisma 属

昆虫における染色体分化プロセスの解明 186p.

0708LA488 　 遺伝多型情報に基づ く 環境影響評価に関す

る研究 188p.

【関連課題】

1）　 リ サイ ク ル材（ タ イ ヤチッ プ等）， ごみ焼却灰， その

他 終処分場由来物質など， 循環型社会から 派生し

てく る複合廃棄物が環境に与える影響についてのバ

イ オアッ セイ を用いた評価手法の構築

〔区分名〕 環境 - 廃棄物処理 

〔研究課題コード〕 0707BE452

〔担当者〕 ○鑪迫典久 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期　間〕 平成 19 年度 （2007 年度）

〔目　的〕 循環型社会を構築し てい く 上で ３ Ｒ を進める

こ と は意義があ るが， 物質によ っては リ サイ クルする こ

と によ り 逆に環境負荷が高 く なった り 二次再生品の処理

が困難になる場合が考え られる。 CO2 の発生量を基準に

し た Ｌ Ｃ Ａ ではな く ，バイオア ッ セイの観点から リ サイ

クル材の環境負荷について明らかにする。

〔内容および成果〕

　 土壌改良などの リ サイ クル材 と し て注目されている古

タ イ ヤチ ッ プの環境負荷を評価する ための指標の開発を

行った。 環境省告示 46 号を基本 と し て溶出し た タ イ ヤ

チ ッ プ溶出液について， ミ ジン コおよび発光バク テ リ ア

によ るバイオア ッ セイ を行った。 予備検討で境省告示 46

号によ る溶出では環境影響が十分に評価し きれていない

こ と が示唆されたため， 溶出時間， 固体液体比率， pH な

ど を変化させ， 至適溶出条件を検討し た。 その結果， 環

境省告示 46 号に従った ６ 時間の溶出時間では， 有機， 無

機物質の溶出量が少な く ， 時間 と と も に溶出量が増加す

るが， 特に， 亜鉛については， 48 時間まではほ と んど溶

出されないのに48時間以降に変曲点が現れ急激に濃度が

増加する こ と が判明し た。 またそれ と 同時に ミ ジン コに

対する急性毒性も現れた。 以上の こ と か ら， 廃棄物材料

についてそれらの特性を生かし た溶出条件を用いて作成

し た溶出液について環境負荷を検討すべきであ り ， 一律

に環境省告示46号を使用する こ と には注意を要する こ と

が判明し た。

〔備考〕
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熊本県立大学 　 有薗幸司教授

2）　 淡水域の生物多様性と 生態的機能の基盤と なる多様

な植生の維持機構の解明

〔区分名〕 文科 - 科研費 

〔研究課題コード〕 0709CD291

〔担当者〕 ○高村典子 （環境 リ ス ク研究セン ター）， 赤坂

宗光

〔期　間〕 平成 19 ～平成 21 年度 （2007 ～ 2009 年度）

〔目　的〕 水生植物群落は，物質循環を促進する生態的機

能の面か らだけでな く ， 水域を利用する多 く の動物群集

の生息場所 と し て， 水域生態系にはな く てはな ら ない生

態系要素であ る。 しか し， 多 く の湖沼やため池では， 埋

め立て （干拓）， 護岸， 灌漑期にあわせた春先の高い水位

設定， 富栄養化， 土砂の流入， 除草剤などの流入， 侵入

植物の繁茂などの影響で， 過去半世紀にわた り ， 水生植

物群落の衰退や水生植物種数の減少が起き ている。 本研

究では， ため池に成立し ている水生植物群落の成立要因

を， 土地利用などの比較的大き な空間ス ケール と 池周辺

の護岸や水質な ど の中程度の ス ケールか ら 説明を試み

る。

〔内容および成果〕

（ １ ） 兵庫県南西部について既存の地理情報を整備し， た

め池の種多様度に影響を与え る空間ス ケール と 環境要因

の解明を行った。 注目し た生物は， 生物多様性 と 生態系

機能の基盤 と な る水生植物種であ る。 種多様度に影響す

る 空間ス ケールは水生植物の生活型に よ り 異な っ てい

た。すなわち，沈水植物は 10 ～ 100ｍ，浮葉植物は 500ｍ，

そし て抽水植物は 1000 ～ 2500ｍ で， ため池の周囲の土

地利用は， 概ね市街地が負の効果を， 淡水域面積 （他の

ため池） が正の効果を与えていた。

（ ２ ） ハビ タ ッ ト の連続性の遮断は， 生物多様性の保全に

と って大き な関心事であ り 阻害要因にな る。 連続的に重

なっている ため池 （重ね池） を調査対象 と し て， 池に出

現する水生植物の種多様度が， 生育地の連続性 と 池の水

質悪化のどち らの影響を よ り 強 く 受け るかについて予備

的な調査を実施し た。 沈水植物は水質の悪化によ る影響

を大き く 受けたが， 浮葉植物は生育地の連続性の低下の

影響を大き く 受ける こ と がわかった。

〔備考〕

3）　 空間明示モデルによる大型哺乳類の動態予測と 生態

系管理に関する研究

〔区分名〕 環境 - 環境技術 

〔研究課題コード〕 0407BD480

〔担当者〕 ○立田晴記 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期　間〕 平成 16 ～平成 19 年度 （2004 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 本研究では房総のシカ孤立個体群をモデルシ

ス テム と し， シカ個体群の動態 と それによ って引き起こ

される生態系レベルでの環境劣化や農業被害を説明 ・ 予

測する。 サブテーマ と し ては （ １ ） 個体群動態モデルの

構築と生態系イ ンパク ト の評価に関する研究， （ ２ ） 遺伝

子によ る シカ集団構造の解析に関する研究， （ ３ ） 植物の

現存量 ・ 生産性 ・ 動態評価に関する研究の ３ つがあ り ，

それぞれのサブテーマか ら推定される シカ個体群動態 と

環境パ ラ メ ー タ を取 り 込んだ空間明示モデルを構築す

る。 それによ って具体的なシカ駆除対策立案のための提

言と， 農業被害予測を的確に行 う こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 ミ ト コ ン ド リ ア DNA に引き続き，マイ ク ロサテ ラ イ ト

遺伝子 9 座について遺伝子型データ を取得し， 空間明示

型のベイ ジアン ク ラ ス タ リ ング法を用いて遺伝的不連続

性の検出を試みた。その結果 ミ ト コ ン ド リ ア DNA から検

出された不連続境界 と マイ ク ロサテ ラ イ ト 遺伝子か ら推

定された境界がほぼ一致し， こ の原因 と し て地理的障壁

および餌分布の偏 り の存在が挙げられた。 また今回検出

された遺伝子の空間的不連続性がどのよ う に形成された

のかを調べる ため， 個体ベースモデルによ る シ ミ ュ レー

シ ョ ン解析を実施し た。 その結果， 従来残存集団数が １

つ と 考え られていたが， 遺伝子データか らは残存集団が

少な く と も ２ つ存在 し た可能性が高い こ と が示唆 さ れ

た。 また雌雄で分散パターンに性差があ る こ と も示され

た。 これら の結果を ま と め， 今後の大型哺乳類管理に関

する政策提言を行った。

〔備考〕

4）　 健全な湖沼生態系再生のための新し い湖沼管理評価

軸の開発

〔区分名〕 環境 - 環境技術

〔研究課題コード〕 0508BD966

〔担当者〕 ○高村典子 （環境 リ ス ク研究セン ター）， 田中

嘉成

〔期　間〕 平成 17 ～平成 20 年度 （2005 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 日本の湖沼の水質は，様々な施策にかかわらず

改善の兆しがみえない状況にあ る。 湖沼環境の真の再生

には， 自然科学的な研究に人文社会学的な研究を加え，

湖沼環境の変化 と 人間の意識や意思決定のカ ッ プ リ ング

についての理解が必要であ る。 本研究では， 生態学 と 社

会学の研究成果を利用し， 生態系ダ イナ ミ ズム と 人文社

会的ダ イナ ミ ズムがカ ッ プ リ ング し た結果起こ る現象を
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明らかにする。 

〔内容および成果〕

　 湖沼の健全性を評価する幾つかの新しい評価軸を， 自

然科学と人文社会科学の融合によ り 開発し た。

　 １ ． 霞ヶ浦流域の土地利用 と 水循環の関係について幾

つかの調査を実施し， それに基づき， 衛星画像か ら霞ヶ

浦流域について， 不浸透域面積率の変化を推測し た。 そ

の結果， こ こ十年で不浸透面積率の増加に伴い， 水流出

が早 く な り ， それが物質流出の増大につながっている可

能性を示し た。

　 ２ ． 野外調査， 隔離水界実験， 数理モデルなどによ り ，

沈水植物や動物プ ラ ン ク ト ンの量 と 質の変化が， 湖沼生

態系の健全性評価に大き く 関与し ている こ と が明ら かに

された。

　 ３ ． 釧路湿原東部湖沼を対象 と し て， 湖沼 と 人のかか

わ り と い う 観点か ら， 文化的 ・ 精神的価値を評価する枠

組み 「関係論二次元モデル」 を構築 し， 評価を試みた。

経済評価手法を用いて湖沼生態系の再生に関する人々の

選考や価値形成を解析し た。 「生物多様性」 について， 情

報の提供の効果が明確に現れた。

　 ４ ． 人の選択 と 湖沼生態系のカ ッ プ リ ングについてモ

デル化を進めた。 その結果， 経済的コ ス ト の削減や社会

的関心を惹起するだけでは不十分であ り ， 同調性の重要

性が示唆された。 複数の集団では， 対立が深ま り やすい

と い う 結果が得られた。

〔備考〕

共同研究機関 （共同研究者） ： 九州大学 （巌佐庸） ， 総合

研究大学院大学 （長谷川真理子）， 東京大学 （鬼頭秀一），

筑波大学 （福島武彦）， 信州大学 （花里孝幸）

5）　 東京湾における底棲魚介類群集の動態に関する長期

モニタ リ ング

〔区分名〕 奨励 

〔研究課題コード〕 0711AF303

〔担当者〕 ○堀口敏宏 （環境 リ ス ク研究セン ター）， 白石

寛明， 児玉圭太

〔期　間〕 平成 19 ～平成 23 年度 （2007 ～ 2011 年度）

〔目　的〕 1977 ～ 1995 年 （東京大学水産資源学研究室）

並びに 2002 ～ 2006 年 （国立環境研究所） の調査によ り ，

近年の東京湾では， 80 年代の優占種減少 と， サ メ 類など

大型種増加が著しい こ と が判明し， 世界的に稀有な知見

と なった。 生態系を構成する生物群集の時系列変化を知

り ， 人間活動 と の関連を解析する ためには， 長期観測が

必須であ る。 一方， サ メ 類は， 近年増加し ている ものの，

肝重量指数が減少し， 栄養状態の悪化が疑われる。 東京

湾の環境保全に向けて， 底魚群集 と 共にサ メ 類資源の動

向を長期に追跡し てその要因を調べる。

〔内容および成果〕

　 東京湾におけ る底棲魚介類群集の質的及び量的な変化

を追跡する ために， 東京湾内湾部 （神奈川県の観音崎 と

千葉県の富津岬と を結ぶ線以北の水域） に設けた 20 定点

において神奈川県の横浜市漁業協同組合柴支所に所属す

る ５ ト ンの小型底曳網漁船を傭船し て， 年 ４ 回 （春 ： ５

月， 夏 ： ８ 月， 秋 ： 11 月， 冬 ： ２ 月） の試験底曳き調査

（曳網速度は ２ ノ ッ ト ， 曳網時間は着底から 10 分間） を

行った。 水 ・ 底質調査も並行し て実施し た。 漁獲物か ら

魚類， 甲殻類， 軟体動物及び棘皮動物 （ウ ニ類） を船上

で選び出し， 氷蔵し て研究所に持ち帰 り ， 凍結保存し た。

種の同定後， 種別に個体数を算定し重量を計測し た。 漁

獲データは単位努力量当 り 漁獲量 （CPUE ： こ こ では １ 曳

網当 り の漁獲量） と し て調査年ご と に算出し， 解析に用

いた。 2007 年の結果は， 総じ て， 前年まで と変わ り がな

かった。 すなわち， CPUE について， 個体数ベースでは

依然 と し て低水準， 重量ベースでは大型魚類の寄与によ

る高水準が続いた。 また， 近年， 種数の経年的減少傾向

が窺われた。 種別には， アズマニシキガ イの顕著な増加

が見られた も のの， 漁業者によ る自主的な禁漁が ２ 年以

上続いてい る シ ャ コ の回復が弱 く ， 甲殻類の減少が目

立った。 軟体動物はコ ウ イ カが前年よ り やや増えたほか

は， 総 じ て低水準であ っ た。 魚類は， 板鰓類 と ス ズキ，

テンジ ク ダ イ を除いて， 前年よ り も さ らに減少する など

低水準のま まであった。 板鰓類では， ホシザ メ が減少傾

向にあ るか も しれない。 また， かつては内湾南部か ら湾

外にかけて生息し ていた コモンカ スベが内湾全域に分布

を拡大させている可能性があ る。

　 一方，東京大学農学部水産資源学研究室が 1977 年から

1995 年まで実施し た全 く 同種の調査で得 ら れた CPUE

データ も用いて， 重量 CPUE 上位 90％を占める 28 種の

類似度によ る ク ラ ス ター解析及び座標づけ解析 （多次元

尺度法） を行なった結果， 2003 年～ 2007 年は， それ以

前 （1977 年～ 1995 年） と は異なる期間区分と された。 こ

れよ り ， 近年， 東京湾の底棲魚介類相が大き く 変化し た

こ と が示唆された。

　 一方， 主 と し て富津漁協の協力の下， ホシザ メ 試料を

毎月採集し， 年齢 と 成長， 食性， 性成熟の解析に着手し

た。 組織観察に基づき， 雄のホシザ メ の精巣の成熟段階

を未成熟期， 前成熟期及び成熟期の 3 段階に分けた。 こ

れによ り 小成熟サイ ズを推定し た結果， 608mm （全長）

であった。 1990 年代の東京湾産ホシザ メ の 小成熟サイ

ズ （全長 687mm） と比べて， 近年， 小成熟サイ ズの低
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下が認め られた。 雌の卵巣， 輸卵管， 卵殻腺及び子宮の

組織観察も進めてお り ， 今後， 雌の性成熟について も同

様の比較検討を行 う 。 また， 1990 年代と比べて， 雄では

栄養状態の指標であ る肝重量指数が， 繁殖期 （ ５ ～ ７ 月）

に低下し てい る こ と が明 ら か と なっ た。 食性に関し て，

全長 600mm 未満の小型個体の摂餌量が 1990 年代よ り も

低下し， 全長 600mm 以上の大型個体では増加し ていた。

また， 体サイ ズによ り 餌選択性が異な り ， 小型個体では

エビ， カニ及び多毛類が目立ち， 大型個体ではシ ャ コ，

カニ及び魚類が目立った。 体サイ ズによ る餌選択性の差

は， 1990 年代と同様の傾向であった。

〔備考〕

6）　 アジア産ヒ ラ タ ク ワガタ における形態形質変異の遺

伝的基盤および種分化機構の解明

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 0608CD551

〔担当者〕 ○五箇公一 （環境 リ ス ク研究セン ター）， 立田

晴記， 今藤夏子， 国武陽子

〔期　間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 日本およびアジア各地に生息する ヒ ラ タ ク ワ

ガ タ地域系統の分子系統関係， 系統間の生殖隔離の程度

および機構， および形態形質変異の遺伝的基盤を明ら か

にし， ヒ ラ タ ク ワガ タの遺伝的多様性および種分化プロ

セスの解明を目指す。ヒ ラ タ ク ワガタの核遺伝子 DNA 変

異を調べて系統解析を行い，従来の ミ ト コ ン ド リ ア DNA

系統解析結果 と 照ら し合わせて， 地域集団間の系統関係

を明ら かにする と と も に交雑実験によ り 系統間の生殖隔

離の程度を調べる。 次に各系統の交尾器におけ る形態変

異の大き さ を解析し， 交配前生殖隔離の程度 と の関係を

調べる。 また， 各系統共生微生物感染状況を調べ， 生殖

隔離 と の関係を調べる。 さ らに成虫の非交尾器形態に見

られる変異について， 交雑で得られた雑種の形態も含め

て様々な系統について幾何学的測定を行い， 形態測定学

的手法を用いて定量評価を行 う と と も に， 形質を支配す

る遺伝子座の数についての情報を量的遺伝学的に推定に

する。 以上の実験よ り ， ヒ ラ タ ク ワガ タの分子系統解析

結果に生殖隔離発達レベル， 細胞内共生微生物の関与お

よび形態形質変異のデータ を加味する こ と で， ヒ ラ タ ク

ワガ タの種分化プロセス を総合的に解析する。 得られた

成果は外国産 ヒ ラ タ ク ワガ タによ る在来種に対する交雑

リ ス ク評価の基礎データ とする。

〔内容および成果〕

　 中国， 東南アジア ・ フ ィ リ ピ ン諸島， およびボルネオ

島産の ヒ ラ タ ク ワガ タ個体が採集でき た こ と によ り ， 本

種が生息する アジア大陸および島嶼のほ と んどすべての

地域サンプルが揃った。 これら のサンプルについて ミ ト

コ ン ド リ アDNAチ ト ク ロ ムオキシダーゼ遺伝子領域2000

塩基を PCR 法によ り 増幅し て塩基配列解析を行った。得

られた塩基配列情報に基づき NJ 法および Bayes 法によ っ

て系統樹構築を行った結果， 日本列島の ヒ ラ タ ク ワガ タ

の祖先系統は中国に存在する こ と が示され， さ ら に塩基

置換率よ り 分子時計を用いて年代推定を行った結果， 約

400 万年前か ら日本列島の形成にあわせて様々な系統が

複数回進出し て， 現在の多様な地理的亜種が形成された

こ と が明ら か と なった。 同様に東南アジア産 ヒ ラ タ ク ワ

ガタの分化プロセスについて も約 500 万年前から， ス ン

ダ ラ ン ド 大陸が島に分化し てい く なかで， 様々な島固有

の亜種が分化し た こ と が明ら か と な り ， 亜種分化の順序

および年代も明ら か と なった。 さ ら に交雑実験を繰 り 返

し た結果， 分化年代が 300 万年以内の系統間では交雑和

合性が低 く 雑種がほ と んど産出されないが， 分化年代が

400 万年以上の系統間では交雑和合性が高 く ，妊性のあ る

雑種が多数生まれる こ と が示された。 遺伝的距離 と 交雑

和合性の間に従来の生殖隔離機構進化の概念 と は異な る

関係が認められた。

〔備考〕

7）　 受粉用マルハナバチの逃亡防止技術と 生態リ スク 管

理技術の開発

〔区分名〕 その他公募

〔研究課題コード〕 0507KZ555

〔担当者〕 ○五箇公一 （環境 リ ス ク研究セン ター）， 今藤

夏子

〔期　間〕 平成 17 ～平成 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 外来花粉媒介昆虫セ イ ヨ ウ オオマルハナバチ

の生態 リ ス ク評価 と 適正な農業利用を目指し て， 定着の

実態調査を行 う と と も に在来マルハナバチ個体群および

在来植生に対する影響について実証研究を行 う 。 ま た，

北海道におけ る野生化セイ ヨ ウオオマルハナバチの有効

駆除手法の開発を行 う と と も に， 逃亡防止策 と し てハウ

スのネ ッ ト 展帳効果を検証する。 さ ら に在来マルハナバ

チの商品化を目指し た優良系統選抜 ・ 大量増殖技術の開

発を行 う 。

〔内容および成果〕

　 野生化巣数推定においては， Shared Loci ス コ アを二値

化し，巣数推定精度を高めた。コ ンピ ューターシ ミ ュ レー

シ ョ ンによ る検討か ら， 遺伝子座数 と 対立遺伝子の数が

８ 以上あれば， かな り 精度の高い巣数推定ができ る こ と

が明 ら かにな っ た。 定着要因解析については ３ 年間の
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データ と， 地理情報を使用し， セイ ヨ ウの分布に対する，

周囲の環境要因の影響を解析し た。 その結果， セ イ ヨ ウ

の分布に影響するのは周囲 3000m の広域の景観要素 （森

林率 と 市街地率） と 使用商品コ ロ ニー数であ り ， さ ら に

それらの影響は調査し た ５ 地域間で異な る こ と が明ら か

になった。 種間交雑 リ ス ク については， 種間交雑によ る

雑種卵の胚発育停止 メ カニズムを細胞生物学的に明ら か

にし た。 寄生性ダニ持ち込み実態については， 中国およ

びカナダのダニの DNA 分析も行い，ダニの遺伝的分化を

明ら かにし た。 ダニ感染によ るハチ個体の適応度変化を

調べた結果， 室内飼育レベルでは適応度に重大な影響を

及ぼすこ と はなかった。 ハウ スか らの逃亡実態調査につ

いては， 愛知県の ト マ ト 産地におけ る ネ ッ ト の展張率の

推移と マルハナバチの利用動向を明らかにし た。 さ らに，

逃亡実態調査を行い， ３ 年間の逃亡実態を明らかにし た。

逃亡防止技術の開発については， ハウ スにおけ る ネ ッ ト

展張方法のガ イ ド ラ イ ンを作成し た。 誘因 ト ラ ッ プの開

発については嗅覚 と 視覚刺激を利用し てセ イ ヨ ウオオマ

ルハナバチ生殖虫を誘引捕獲でき る試作品を作成し た。

〔備考〕

(3)-5.　 重点3関連P1　 エピジェ ネティ ク ス作用を包括し

たト キシコ ゲノ ミ ク スによる環境化学物質の影響評

価法開発のための研究

〔区分名〕 特別研究 

〔研究課題コード〕 0710AG333

〔担当者〕 ○野原恵子 （環境健康研究領域） ， 鈴木武博，

立石幸代， 小林弥生， 柳澤利枝， 西村典子， 塚

原伸治

〔期　間〕 平成 19 ～平成 22 年度 （2007 ～ 2010 年度）

〔目　的〕 種々の環境化学物質について，胎児期曝露の影

響が成長後に現れる などの後発影響や， 経世代影響の存

在が疑われているが， その メ カニズムや曝露 と 影響の因

果関係は多 く の場合不明であ る。 近， 基本的な生命現

象 と し て， ま た後発 ・ 経世代影響の メ カニズム と し て，

「エピジェネテ ィ ク ス作用」 によ る遺伝子機能の修飾の重

要性が明ら かに されつつあ る。 本研究では， 環境化学物

質のエピジェネテ ィ ク ス作用について， 実験動物におい

て高感受性期や臓器 ・ 細胞特異性， 標的遺伝子， および

後発 ・ 経世代影響を明ら かにする。 さ らに影響検出指標

の ヒ ト への応用のため， 影響の メ カニズム と その動物種

差について検討し， 環境化学物質の後発 ・ 経世代影響を

評価する ための科学的基盤を明らかにする こ と を目的 と

する。

〔内容および成果〕

　 妊娠中に無機 ヒ 素 （亜 ヒ 酸） 曝露を受けたマウ スの仔

が 18 ヵ月令に達し た時に肝がんを高率に発症する こ と が

他の研究グループによ って報告され， エス ト ロゲン レセ

プター α （ERα） プロモーター領域の DNA メ チル化変

化がその原因であ る こ と が示唆されている。 こ の結果を

追試し， さ ら に詳細な検討を行 う こ と によ って， 亜 ヒ 酸

曝露の後発影響や標的 と な る時期， 臓器， 遺伝子を明ら

かにする ために， マ ウ ス の繁殖 ・ 曝露実験を開始 し た。

またマウ ス各種臓器の遺伝子プロモーター領域DNA メ チ

ル化解析およびグ ローバルDNA メ チル化解析を行 う ため

に， 至適実験条件を決定し た。 これまでに出産直前の胎

児お よ び生後 ４ ヵ 月令の仔の肝臓お よ び肺におい て，

ERα やエピジ ェ ネテ ィ ク ス修飾を受け る こ と が報告さ

れているその他の癌関連遺伝子のDNA メ チル化の検討を

行った結果， ４ ヵ 月令までは対照群 と 亜 ヒ 酸曝露群で顕

著な差はみいだ さ れない こ と が明ら か と なっ た。 一方，

亜 ヒ 酸曝露によ ってオス胎仔脳の ERα の mRNA 発現量

が低下する こ と が明ら か と なった。 また抗体アレ イによ

る タ ンパク質の解析では， 雌雄胎仔それぞれの脳で発現

量が変化する タ ンパ ク 質のあ る こ と が明ら か と なった。

これらの結果から， 胎生期の無機 ヒ 素曝露が ERα に影

響を及ぼすこ と によ って脳の発達 と 性分化に影響を及ぼ

す可能性が示唆され， エピジェネテ ィ ク ス を含む作用 メ

カニズムの詳細な解析が必要であ る と考え られた。

　 ま た， 亜 ヒ 酸を含む飲水の長期投与実験を開始し た。

６ ヵ月曝露し た雌雄マウ スの肝臓と肺においてDNA メ チ

ル化の影響を受け る各種癌関連遺伝子の発現変化を検討

し た結果， オスの肝臓でのみ顕著に発現量が変化する遺

伝子が見出され， 無機 ヒ 素の遺伝子発現に対する影響に

性差 と 臓器特異性のあ る こ と が示唆された。 さ らに， 原

因と な り う る各種因子について検討を開始し た。

〔備考〕

(3)-5.　 重点 3 関連 P2　 侵入生物・ 遺伝子組換え生物によ

る遺伝的多様性影響評価に関する研究

〔区分名〕 特別研究

〔研究課題コード〕 0608AG430

〔担当者〕 ○中嶋信美 （生物圏環境研究領域）， 玉置雅紀，

五箇公一， 高村健二， 西沢徹

〔期　間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 「カルタヘナ法」 や 「外来生物法」 の規制対象

外であ るが， 遺伝的多様性に影響を与え る可能性があ る

輸入昆虫や寄生ダニ類， 遺伝子組換え農作物及び移殖淡

水魚について， その遺伝的特性 と 在来生物 と の遺伝的相

互作用の実態把握をおこ な う 。 これら生物に由来する外
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来遺伝子が在来生物集団へ浸透するプロセス を明ら かに

する こ と によ り ， それら の遺伝的多様性への影響を調査

する。

〔内容および成果〕

　 輸入されているセイ ヨ ウ アブラナ（Brassica napus L） の

種子に混在する除草剤耐性遺伝子組換えセ イ ヨ ウ アブ ラ

ナ （以下 GM セイ ヨ ウ アブラナ） が一般環境中に生育し

ているかど う かの調査をおこ ない， 遺伝子組換え植物の

拡散状態の現状把握を行 う こ と を目的 と し て， 関東地方

の幹線道路沿いに生育し ている GM セイ ヨ ウ アブラナの

調査を行った。 その結果， 国道 51 号線沿いに生育し てい

た 278 個体のセイ ヨ ウ アブラナの う ち ５ 個体から グ リ ホ

サー ト （商品名 ： ラ ウ ン ド ア ッ プ） 耐性遺伝子が検出さ

れた。 ま た， 組換え体の出現は， 個体数では減少傾向に

あ る が， 出現率 （生育 し ていた全個体数に対する割合）

では顕著な傾向は認められなかった。 さ ら に， カ ラ シナ

と 在来アブラナが混生し ている調査地か らナタ ネ類の種

子を採取し，フ ローサイ ト メ ト リ ーによ って DNA 量を検

定し た と こ ろカ ラ シナ と 在来アブ ラナの雑種 と 考え られ

る種子が見つかった。

　 特定外来生物に指定されている農業用花粉媒介昆虫セ

イ ヨ ウオオマルハナバチの代替種 と し て商品化が進めら

れている在来種ク ロマルハナバチのアジア地域におけ る

進化的重要単位を探る ために， 中国， 韓国， および日本

各地よ り サンプルを採集し て ミ ト コ ン ド リ アDNAチ ト ク

ロ ムオキシダーゼ遺伝子領域 （mtDNA-CO） の 1000 塩基

配列を解析し た。 その結果， 日本列島の ク ロ マルハナバ

チは大陸産個体群を起源と し て 17万年前までに日本列島

に渡 り ， その後大陸か ら孤立し て独自の遺伝子組成を持

つ集団に分化し ている こ と が明ら か と なった。 また ヒ ラ

タ ク ワガタについては，中国産のサンプルが入手でき て，

アジア地域の DNA 系統樹が完成し た。それに基づけば日

本列島の ヒ ラ タ ク ワ ガ タ 個体群は中国を起源 と し て約

150 万年かけて島ご と に分化を果た し た こ と が示された。

さ らに東南アジア地域におけ る遺伝的分化プロセス も明

ら か と な り ， ス ンダ ラ ン ド 大陸が列島 と し て分化し た地

史的順序も明ら か と なった。 さ ら に交雑実験を繰 り 返し

た結果， 分化し て 100 万年以下の個体群同士の場合は交

雑和合性が低 く ， 100 万年以上の場合は交雑和合性が高

く な る傾向が示され， 通常， 負相関関係を示す交雑和合

性 と 遺伝的距離が ク ワガ タの場合， 正の相関を示すこ と

が明らか と なった。

　 淡水魚オイ カ ワ Zacco platypusの琵琶湖系統は近年琵琶

湖産アユ放流が盛んにな るにつれて， 全国的に分布する

よ う になった。 脊椎骨数などの形態調査によれば， 琵琶

湖系統は他水系の も の と は明確な違いがあ り ， 地理系統

が本来の分布域外に定着する同種内外来に当る と 考え ら

れる。 関東地方河川では琵琶湖系統定着以前か ら オイ カ

ワの生息が確認されている ため， 現在では異な る地理系

統が混在し ている と 考え られるが， 遺伝子によ る確認は

な されていなかった。 そ こ で本研究では遺伝子情報に も

と づいて両系統を判別し関東地方河川におけ る分布実態

を調査し ている。 初年度に， 関東 ・ 琵琶湖両系統が ミ ト

コ ン ド リ ア DNA 塩基配列を用いて確認され，系統の出現

頻度に河川によ る違いが認められた。 本年度は両系統が

どの程度交雑し ているかを確かめる ために， 仔魚の系統

判別によ り 両系統の繁殖時期を調べた。 その結果， 系統

の出現頻度に季節的な違いはな く ， 仮に繁殖集団が分か

れている と し て も季節的ではない こ と がわかった。 し た

がって， 実際には交雑し ている可能性が高ま った。 一方，

仔魚で も河川に よ る系統出現頻度の違いがあ ったため，

こ れがなにに起因す る のか を検討す る 必要が認め ら れ

た。

〔備考〕

【関連課題】

1）　 抗生物質耐性遺伝子を用いない遺伝子組換え植物の

新規な選抜手法に関する研究

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 0607CD582

〔担当者〕 ○玉置雅紀 （生物圏環境研究領域）

〔期　間〕 平成 18 ～平成 19 年度 （2006 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 本研究では遺伝子組換え植物の作成手法の異

な る イ ネ及びシ ロ イ ヌナズナをモデル植物 と し て， 抗生

物質耐性遺伝子の代わ り に元の植物由来の遺伝子を遺伝

子組換え体の選抜マーカー と し て用いる こ と ができ るか

を 検証す る。 具体的には イ ネ の シ ュ ー ト 形成変異体

（shootless） 及びシ ロ イ ヌナズナの発芽抑制変異体 （ga1）

を遺伝子組換え宿主 と し て用い， これにそれぞれの変異

を相補する遺伝子を従来の選抜マーカーの代わ り と し て

使えるかど う かの検証を行 う 。

〔内容および成果〕

　 シ ロ イ ヌナズナの発芽抑制変異体 ga1 の形質を相補す

る こ と ができ る遺伝子のコ ン ス ト ラ ク ト を作成し， それ

を ga1 変異体に導入し た。 その結果， 遺伝子組換えが成

功 し た植物の選抜を行 う こ と がで き る こ と が確認 さ れ

た。 同様にイネのシュー ト 形成変異体 shootless の形質を

相補す る こ と がで き る 遺伝子の コ ン ス ト ラ ク ト を作成

し， それを shootless 変異体に導入し た と こ ろ， 遺伝子組

換えに成功し た個体のみを得る こ と ができ た。 以上の結
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果か ら種子発芽及びシ ュー ト 形成変異体 と それを相補す

る こ と ができ る遺伝子を用いる こ と によ り ， 従来使われ

て き た抗生物質抵抗性遺伝子を使用し な く て も遺伝子組

換え植物の作成が可能であ る こ と が示された。

〔備考〕

(3)-6. 重点研究プログラ ムに係わるその他の活動

(3)-6-1. 環境政策における 活用を 視野に入れた基盤的な

調査研究の推進

【関連課題】

1）　 平成１ ９ 年度残留性有機化合物の底質から 水生生物

への移行に関する検討業務

〔研究課題コード〕 0707BY563

〔担当者〕 ○鈴木規之 （環境 リ ス ク研究セン ター）， 櫻井

健郎

〔期　間〕 平成 19 年度 （2007 年度）

〔目　的〕 水環境を経由し た多種多様な化学物質が，人の

健康や水生生物の保全に有害な影響を与え るおそれがあ

り ， 水生生物への移行によ る生物濃縮性の問題を検討す

る必要があ る。 こ の際， 水環境か ら の移行について， 水

及び底質の二媒体を経由する移行フ ローをそれぞれ考慮

する必要があ る。 本業務では， これまでの調査結果を踏

ま え， 更に広範な物質について水環境中での水， 底質，

水生生物等への分配及び残留傾向を予測する ために必要

な事前調査を実施する と と も に， 水環境におけ る化学物

質の水生生物への移行に関する 新の知見の収集 ・ 整理

を行 う 。

〔内容および成果〕

　 物質選定に係る知見の収集 ・ 整理， 主に水へ分配され

る化合物についての移行試験計画 （案） の策定， 化学物

質の水生生物への移行におけ る経路別の寄与率に関する

知見の収集 ・ 整理について試験生物種の食物連鎖を介し

た生物移行に関する文献調査を行 う と と も に， 試験にお

いて得られた実験データか ら水環境の各媒体から の経路

別の寄与率を推定する手法に関する文献調査を行った。

〔備考〕

2）　 平成１ ９ 年度土壌生物生態影響試験法等検討調査

〔研究課題コード〕 0707BY542

〔担当者〕 ○菅谷芳雄 （環境 リ ス ク研究セン ター）， 鑪迫

典久

〔期　間〕 平成 19 年度 （2007 年度）

〔目　的〕 Ｏ Ｅ Ｃ Ｄ では， 化学物質によ る生態への影響

を把握する ための生態影響試験について， 各国共通で参

照する ためのテス ト ガ イ ド ラ イ ンの策定 ・ 改定作業を進

めている。 我が国において も， 生態影響試験は Ｏ Ｅ Ｃ Ｄ

のテス ト ガ イ ド ラ イ ンに即し て実施し ているが， テス ト

ガ イ ド ラ イ ンは試験法の概略を示し た も のであ る こ と か

ら， 実際に生態影響試験を行 う ためには， 我が国におけ

る実用化に向けて， 試験内容， 試験手順等の細部にわた

る検討を行 う こ と が必要であ る。 また， Ｏ Ｅ Ｃ Ｄ のテス

ト ガ イ ド ラ イ ンは 新の科学的知見を踏まえて改訂がな

されてお り ，科学的知見及び Ｏ Ｅ Ｃ Ｄ の動向を的確に把

握し た上で対応を図ってい く 必要があ る。

　 本研究は土壌生物等を対象 と し た生態影響試験法を対

象と し て， Ｏ Ｅ Ｃ Ｄ の検討状況を踏まえつつ詳細な検討

を行い， 国内におけ る生態影響試験の円滑な実施に資す

る こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 OECD テス ト ガイ ド ラ イ ンの内， 国内法令で利用し て

いる も し く は今後利用する可能性が高い試験法や， 新た

に OECD に提案された試験法で特に科学的な検証が必要

であ る と判断し た課題の検討を行った。 （ １ ） 土壌生物を

用い た試験法の シ マ ミ ミ ズ の繁殖試験法 （OECD-TG-

222） と ト ビムシ繁殖試験法 （新規提案） については， ガ

イ ド ラ イ ン も し く はプ ロ ト コルに従った試験を実施し，

その適用性と詳細手順の検討を行った。 （ ２ ） 魚類胚毒性

試験については， OECD 専門家コ ンサルテーシ ョ ン会合

に向けた前年度実施試験結果の取 り ま と め， および， 専

門家グループで収集し たデータの解析を行った。 こ の ２

つの資料か らゼブラ フ ィ ッ シ ュ を用いた魚類胚毒性試験

では正し く 毒性を評価でき ない化学物質カテゴ リ ーが存

在する可能性が高い こ と を示し， 同法は限定的な利用に

と どめるべきであ る と 結論し た。 また， これら の結果を

ま と め国内の専門家に示し， 同毒性値の扱い方に関する

アンケー ト 調査を実施し た。 （ ３ ） OECD テス ト ガイ ド ラ

イ ン 207 で規定する ミ ミ ズ急性毒性試験法の標準試験手

順書 （案） の改訂を行った。 （ ４ ） 底生動物の １ 種オ ヨ ギ

ミ ミ ズの １ 種を用いた底質毒性試験法の予備的検討を行

い， 実験室内での飼育法 と 継代培養法および試験環境の

作出の検討を行った。 （ ５ ） 化学物質の環境毒性およびそ

の評価に関する OECD などの機関の動向について調査し

た。

〔備考〕

3）　 化学物質リ スク 総合解析手法と 基盤の開発

〔区分名〕 リ ス ク セン ター

〔研究課題コード〕 0611AK509

〔担当者〕 ○鈴木規之 （環境 リ ス ク研究セン ター）， 今泉

圭隆， 櫻井健郎
―  88  ―



国立環境研究所年報 （平成 19 年度）
〔期　間〕 平成 18 ～平成 23 年度 （2006 ～ 2011 年度）

〔目　的〕 化学物質 リ ス ク の解析にあたっては，多数の物

質， 多様な影響の側面， 排出や リ ス ク に関連する経済 ・

社会的データ など多種のデータ を総合的に解析する こ と

が必要であ る。 また， 多 く のデータは地理的あ るいは時

間的属性を持ち， GIS （地理情報システム） などのシステ

ムを有効に活用する こ と も効率的かつ高度な解析のため

には必須であ る。 同時に， 例えば曝露解析のためのモデ

ルやモニ タ リ ングデータの解析手法など， 種々の手法を

容易に利用可能な形に統合する システム と し ての機能が

十分であ る こ と が， 特に政策対応 と し ての貢献には望ま

しい。 本課題では， 化学物質 リ ス ク の解析のために必要

と な る， 地理情報， 水文 ・ 気象情報， また， モデルやモ

ニ タ リ ングデータ などの手法群を構造化されたデータ ・

手法群 と し て蓄積する と と も に， 影響データや環境 リ ス

ク プロ グ ラ ム各中核PJ間の連携によ る総合的な解析を含

めて支援する ためのシステム と データ を構築する こ と を

目的とする。

〔内容および成果〕

　 化学物質の実測調査結果・モデル予測結果や気象情報・

社会基盤情報など多岐に渡る形式を有するデータ を効率

的に蓄積する ためのデータベースの基礎設計を実施し，

実際のデータ を蓄積しつつデータベース設計の改良を進

めた。 魚介類経由の曝露評価を実施する こ と を目的 と し

て， 計算に必要な海水中の残留化学物質実測結果や G-

CIEMS によ るモデル予測結果の一部をデータベースへ蓄

積し た。 また， 曝露評価全般に必要 と な る社会基盤情報

と し て人口密度等の メ ッ シ ュ デー タ を蓄積 し た。 当該

データベースに関し て， 必要な情報 （平均値などの基礎

統計情報や ヒ ス ト グ ラ ム） を表示する機能 と， 様々な形

式のデータの解析に必要 と な る地理区分変換機能を構築

し た。 魚介類経由での曝露評価を実施する ためフ ローに

沿った イ ン ターフ ェ イ スの開発を進めている。

〔備考〕

環境 リ ス ク プロ グ ラ ム 　 中核プロ ジェ ク ト １ と は特に密

接な関連を持って実施する。

4）　 化学物質環境調査による曝露評価の高度化に関する

研究

〔区分名〕 リ ス ク セン ター

〔研究課題コード〕 0610AK545

〔担当者〕 ○白石不二雄 （環境 リ ス ク研究セン ター）， 鑪

迫典久，中島大介，塚原伸治，鎌田亮，白石寛明

〔期　間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目　的〕 化学物質の曝露評価には，化学物質の環境中濃

度の調査ばか り でな く ， 実際に生体が受けた曝露量の測

定も重要であ る。 曝露された化学物質は生体内で代謝を

受け る ため， 総曝露量の把握には， 代謝物を含めた評価

が必要であ る。 本研究では， 化学物質環境調査によ る曝

露評価の高度化を目指し， 生体試料中有機毒性物質及び

その代謝物の簡易分析法の開発を行 う 。

〔内容および成果〕

　 本年度は， 化学物質 （ ト ルエン） 曝露量評価の手法開

発と し て，羊水中当該物質の代謝物濃度の測定を行った。

まず， ヒ ト において ト ルエンの職業曝露等の指標に用い

られている代表的な代謝物であ る馬尿酸を LC/MSMS に

よ って定量する方法を確立し た。 初年度 と 同様に， 妊娠

ラ ッ ト に ト ルエンを鼻部曝露 （90 分間／日 × ５ 日間） し，

終日の曝露終了約20分後に各胎仔ご と に全羊水を採取

し た。 ト ルエ ン の曝露濃度を コ ン ト ロ ール， 0.09ppm，

0.9 ｐ ｐ ｍ，９ ｐ ｐ ｍ および 90ppm と し たが，測定の結果，

羊水中の馬尿酸量は曝露濃度には依存し ていなかった。

馬尿酸は ト ルエン曝露以外に も， 食餌等から も生成する

こ と が知られてお り ， 低濃度の ト ルエン曝露においては

当該代謝物がその曝露マーカーにはな り えない こ と が確

認された。ト ルエンの代謝物には，馬尿酸の他に ク レ ゾー

ルが知られている ため，羊水中 o- ク レ ゾールおよび m/p-

ク レ ゾール測定を GCMS で試みてお り ， 胎仔 １ 匹分の羊

水か ら検出する ための条件検討を進めている。 また妊娠

ラ ッ ト への VOC の長時間曝露実験の準備も進めた。 即

ち， 鼻部曝露よ り も物理的なス ト レ スが少ない全身曝露

チャ ンバーの開発を進め， 試作品を製作し た。 １ 日あた

り ８ 時間， 50ppm 濃度の ト ルエン連続曝露を試行し た結

果，比較的安定し た曝露濃度を保つこ と が可能であった。

現在チャ ンバー内濃度均一化等の改良を進めている と こ

ろであ る。

〔備考〕

5）　 化学物質管理のための生態影響試験法および生態リ

スク 評価法の検討

〔区分名〕 リ ス ク セン ター

〔研究課題コード〕 0610AK484

〔担当者〕 ○田中嘉成 （環境 リ ス ク研究セン ター）， 菅谷

芳雄， 立田晴記， 真野浩行

〔期　間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目　的〕 生態学モデルに基づいて，生態毒性データから

自然生態系への影響を評価する解析手法の確立を目的 と

する。 また， 生態 リ ス ク評価の高精度化のため， 耐性遺

伝子の解析に基づ く 遺伝的モニ タ リ ング手法の開発， お

よび底生生物群集を対象 と し た生態影響試験法の開発を
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試みる。

〔内容および成果〕

（ １ ） ３ 栄養段階モデルの解析

　 化学物質の生態系への影響を評価する ために， １ 次生

産者 （藻類）， １ 次消費者 （ ミ ジン コ類）， ２ 次消費者 （魚

類） か ら成る ３ 栄養段階モデルを作成し， 淡水生態系に

おけ る観測データ を も と にモデルのカ リ ブレーシ ョ ンを

おこ なった。 評価すべき生態系機能 と し て， 藻類が生産

し たバイオマスが魚類にまで利用される栄養転移効率を

取 り あげ， 生態系機能に対す る 感度の高いモデルパ ラ

メ ータ （ ミ ジン コの転換効率， 大摂食率など） を特定

し た。 これら のパラ メ ータに対する化学毒性の効果を推

定する こ と によ り ， 生態系機能への毒性影響を評価でき

る こ と が示唆された。

（ ２ ） ミ ジン コの化学物質耐性変異

　 化学物質に対する耐性遺伝子の集団間変異を利用し た

遺伝モニ タ リ ング手法の開発のため， 霞ヶ浦および大膳

池 （北浦に隣接する ため池） に生息する カブ ト ミ ジン コ

（Daphnia galeata） のフ ェ ンバレ レー ト 感受性の集団間比

較，およびマイ ク ロサテ ラ イ ト DNA によ るマーカー遺伝

子変異の解析を行った。 その結果， 集団間で数倍から十

数倍の感受性差が検出され， 遺伝マーカーか ら も有意な

遺伝的分化 （分化指数 Fst） が検出された。 これらの結果

は， 同一水系内で も， 環境汚染の局所的変異 と 遺伝子流

動の制限によ り ， 耐性獲得に集団間差異が生じ， 遺伝的

モニ タ リ ングによ って環境負荷の推測を行 う こ と が可能

であ る こ と を示し ている。 

（ ３ ） 底生生物生態毒性試験法の予備調査

　 河川や湖沼の底生生物は生態系の主要な分解者を構成

し， 生態系機能の保全のために欠かせない。 本研究は，

これらの生物群に対する OECD テス ト ガイ ド ラ イ ン策定

の動向をふまえ， 化学物質の底生生物に対する生態毒性

試験法を確立する ために， オ ヨ ギ ミ ミ ズ， イ ト ミ ミ ズ，

ユス リ カ ２ 種を対象 と し て， 標準飼育法の調査， 試験環

境中での成長速度などの基礎的な生活史データの収集を

行った。

〔備考〕

研究経費の一部は， 環境省請負費を充当する。

6）　 メ ダカ ， ミ ジンコ などの水生生物を用いた内分泌か

く 乱化学物質に関するスク リ ーニング・ 試験法開発

〔区分名〕 リ ス ク セン ター

〔研究課題コード〕 0208AK536

〔担当者〕 ○鑪迫典久 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期　間〕 平成 14 ～平成 20 年度 （2002 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 メ ダカ， ミ ジン コ などの水生生物を用いた内分

泌か く 乱化学物質に関する ス ク リ ーニング ・ 試験法開発

をおこ な う 。 ミ ジン コ を用いた試験は日本か ら提案し た

初めての試験法 と し て， 環境省お よ び各国 と 協力 し て

OECD テ ス ト ガ イ ド ラ イ ンに早 く 採用 こ と を目標 と す

る。 メ ダカを用いた試験法に関し ては米国 Ｅ Ｐ Ａ および

日本の提案 し てい る 試験法の比較お よ びその応用を行

う 。

〔内容および成果〕

　 メ ダカにおいて， 日本政府から OECD に提案し ている

魚類フルラ イ フサイ クル試験と ア メ リ カ EPA が提案し て

いる ２ 世代試験と の比較検討を行っている。 EPA と当ラ

ボでは同一の化学物質を用いて ２ 世代試験を並行し て行

い， その結果を持ち寄って検討する予定になっ てい る。

試験期間が暴露時間だけで半年程度かかる ため現在も継

続中であ る。 また， 第 ５ 回 VMG-eco で魚類ス ク リ ーニン

グ 試験の テ ス ト ガ イ ド ラ イ ン 化の た めの取組 と ス ケ

ジ ュール提案 / 承認がな さ れた Fish sexual development

test(FSDT) 検証作業について，メ ダカによ る試験を行 う 必

要があ る こ と が提言された こ と を受けて当研究室で検証

作業を行った。 その結果， メ ダカは遺伝子で雄雌判定が

可能であ る ため， ゼブ ラ フ ィ ッ シ ュおよびフ ァ ッ ト ヘッ

ド ミ ノ ーよ り 化学物質によ る性比のか く 乱に関し て， よ

り 詳細なデータが得られる こ と が OECD でも再確認され

た。総合的には SPEED ９ ８ で日本が開発し たパーシャル

ラ イ フサイ クル試験 と ほぼ同等の感度を持つこ と が判明

し たが， 更なるデータの追加が要求されている。

ミ ジン コについて， 日本政府から OECD に提案し ている

Enhanced TG211 試験法について， ２ 回のバ リ デーシ ョ ン

試験を経ての， 報告書作成およびプロ ト コール作成の作

業が終了し た。 2008 年 ４ 月にパ リ で行われる OECD の

WNT 会議において， その結果が報告される予定であ る。

また， ミ ジン コ以外の無脊椎動物の試験法がすべて多世

代試験に移行し ている こ と を鑑み， ミ ジン コ を用いた多

世代試験法の検討を要求されている。

〔備考〕

7）　 定量的構造活性相関による生態毒性予測手法の開発

〔区分名〕 リ ス ク セン ター

〔研究課題コード〕 0610AK533

〔担当者〕 ○白石寛明 （環境 リ ス ク研究セン ター）， 櫻井

健郎

〔期　間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目　的〕 化学物質の構造か ら構造活性相関モデルを用

いてその生態毒性等を予測す る 手法を開発す る と と も
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に， OECD における (Q)SAR モデルの検証等に対する貢

献を行 う こ と を目的 と する。 本研究の成果は， 生態毒性

の構造活性相関モデルの構築， 実用化に貢献する も ので

あ り ， 化審法におけ る化学物質の審査， 安全性の点検等

に際し ての行政や事業者におけ る構造活性相関モデルの

活用に向けた検討に資する ものであ る。

〔内容および成果〕

　 魚類致死毒性および甲殻類遊泳阻害についての構造活

性相関モデルについて， 部分構造フ ラ グ メ ン ト の取扱方

法， 分類ルールの改善， および他の要修正点について検

討をすすめ 「KATE」 モデル と し て イ ン ターネ ッ ト 上で一

般に公開し た。 ス タ ン ド ア ロ ン版の開発を継続し， Web

版 と 同等の機能を も つ部分構造の解析 ソ フ ト を完成 さ

せ， 「KATE」 モデルの移植を開始し た。 藻類成長阻害に

関するモデルの構築を進めた。 甲殻類遊泳阻害について

非線形手法を用いたグ ローバルモデル構築を試行し た。

〔備考〕

8）　 発がん性評価と 予測のための手法の開発

〔区分名〕 リ ス ク セン ター

〔研究課題コード〕 0610AK544

〔担当者〕 ○米元純三 （環境 リ ス ク研究セン ター）， 松本

理， 中島大介， 天沼喜美子

〔期　間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目　的〕 化学物質曝露に よ る発がん作用等の有害作用

の リ ス ク を把握する ために， ト ラ ン ス ジ ェ ニ ッ ク 動物，

バク テ リ ア，動物培養細胞等を用いた測定法を活用し て，

環境中の化学物質や混合汚染物質などの有害性を簡便に

評価する ための基礎的研究を行 う 。

〔内容および成果〕

　 Ames 試験で強い変異原性が確認 さ れてい る新規化学

物質について， 変異原検出用の ト ラ ン ス ジェ ニ ッ ク動物

を用いて， in vivo での変異原性の検出を試みた。

　 Ames 試験では 1,6- ジニ ト ロ ピ レ ン （1,6-DNP） と同等

以上の強い変異原性を示す 3,6-DNBeP も ト ラ ン ス ジ ェ

ニ ッ ク マウ ス  を用いた変異原性試験 （gpt ア ッ セ イ） で

は 1,6-DNP のよ う に用量に依存し た変異頻度の有意な上

昇は観察されなかった。 3,6-DNBeP によ り gpt delta マウ

スの肺に誘発された突然変異のスペク ト ルを解析し た結

果， G:C から A:T への転移と G:C の欠失変異が多 く 観察

されたが， 対照 と 異な る特徴的な変異は認め られなかっ

た。

　 河川水中で検出されたアゾ色素由来の化合物群のひ と

つ， PBTA-6 も Ames 試験で強力な変異原性を示すこ と が

分かっている。 魚個体に曝露し た と きの変異原性を変異

原検出用の ト ラ ン スジ ェニ ッ ク ゼブラ フ ィ ッ シ ュ を用い

て調べた。 ベンゾ [a] ピ レ ン （B[a]P） について調べた結

果と比較する と， PBTA-6 は Ames 試験では B[a]P よ り は

るかに強い変異原性を示すが， Tg-ZF ア ッ セ イでは変異

を誘発し なかった。

〔備考〕

9）　 イ ンフ ォ マティ ッ ク ス手法を活用し た化学物質の影

響評価と 類型化手法の開発

〔区分名〕 リ ス ク セン ター

〔研究課題コード〕 0611AK518

〔担当者〕 ○米元純三 （環境 リ ス ク研究セン ター）， 曽根

秀子， 座波ひろ子

〔期　間〕 平成 18 ～平成 23 年度 （2006 ～ 2011 年度）

〔目　的〕 化学物質の生体影響予測のため， ゲ ノ ム情報，

化学物質の毒性情報， メ カニズム分類， 疾患情報等に基

づき，バイオイ ンフ ォマテ ィ ッ ク ス等の手法を活用し て，

化学物質の生体影響に関する類型化を行 う 。それによ り ，

毒性反応 メ カニズムの解明， 化学物質の毒性予測， リ ス

ク評価への応用に結び付け る。 また， 化学物質をはじめ

と する環境因子への曝露が， ヒ ト を含む生物の健康事象

に， どれぐ らい， どのよ う に影響し ているかについての

曝露予測モデルに関し ては様々に研究がな さ れて き た。

しかし， 個体 ・ 臓器 ・ 細胞レベルにおけ る影響について

の断片的なデータか ら， 生命現象のネ ッ ト ワーク に基づ

いて作用 と その影響を予測 し う る アルゴ リ ズ ム を確立

し， システム化する試みは， これか ら の課題 と なってい

る。 こ のよ う なシス テムを作る こ と は， 少ない情報に基

づ く リ ス ク評価手法を開発する上で も必須であ る。 その

ためには， 現段階で入手可能な化学物質についての さ ま

ざまな次元での影響情報をそれらの作用機構ご と に分類

し， 疾患影響と の関連性を予測でき る情報を整備する。

〔内容および成果〕

　 本 年 度 は， １ ． 大 量 デ ー タ 取 得 シ ス テ ム （仮 称

ChemToxGen， http://idenshi.nies.go.jp/cgi-bin/mdcs/

index.cgi）及び ２ ．化学物質の類型化システム (仮称pCEC)

を改良し， ３ ． マルチプロ フ ァ イ リ ングシステムを構築

し た。 具体的には， NCBI の TOXNET に リ ン ク し ている

PubMed Tox[Sub] データ を取得し，そ こ から化学物質 と毒

性の種類ご と に自動的に分類する システムであ る。 一般

的なワード と CASNo. によ る検索に対応し て GEO （Gene

Expression Omnibus, http://www.ncbi.nlm.nih.gov/geo/） に搭

載 さ れてい る公開マ イ ク ロ ア レ イ データ と PubMed に

入っている毒性文献が自動で取得でき る よ う に構築し て

あった と こ ろを， 20 個ご と の化学物質の一覧で一括自動
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取得でき る よ う に改良し た。

　 ２ ． 大量データか ら特徴あ る遺伝子発現や影響情報を

抽出する ための手法の開発に関し ては， 毒性の種類ご と

に， データ を峻別する し く みや影響の類型化を数値的に

比較で き る よ う な仕組みを化学物質の類型化シ ス テ ム

（pCEC） に格納し， pCEC を さ らに充実させた。 これらの

機能を確認する ため， 肝毒性を示すこ と が知られている

102 個の化学物質について，化学構造に関する情報を整備

し， 生殖 ・ 発生毒性を示す報告のあ る化学物質 ６ 個， 及

び神経毒性を示すこ と が知られている化学物質 ５ 個につ

いて， 構造， 毒性， 遺伝子発現に関する情報を格納し た。

また， これら の情報を取得する ためのマザーデータベー

ス と し て， 国内外の注視化学物質を調査し， カテゴ リ ー

ご と の化学物質一覧 22500 物質について， データベース

に格納し た。

　 ３ ． 遺伝子発現情報の特徴づけによ る毒性影響 と 疾患

と の関連性の解析を行 う シ ス テ ムに関 し ては， Ｎ Ｔ Ｐ

（National Toxicology Program, USA） の公開データ の中か

ら長期毒性試験 ５ 化学物質（P-nitrotoluene, O-nitrotoluene，

Oxazepam，Eugenol 及び Methyleugenol） を選び，その共通

な肝毒性を特徴づける遺伝子を選択し，NiesGeNet によ る

遺伝子ネ ッ ト ワーク と， 病理診断情報のマルチプロ フ ァ

イ リ ングの解析を検討し た。

〔備考〕

10）　 環境政策における 活用を 視野に入れたリ スク 評価

手法の検討， リ スク コ ミ ュ ニケーショ ン手法の検討

等の推進

〔区分名〕 リ ス ク セン ター

〔研究課題コード〕 0610AK915

〔担当者〕 ○山崎邦彦 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期　間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目　的〕 環境基準値や指針値の設定をは じ め と する環

境政策に向けた環境 リ ス ク 評価の実施を念頭に置いて，

化学物質の毒性， 生態毒性等に関する知見の集積， リ ス

ク評価及び リ ス ク管理に関する動向の把握， リ ス ク評価

手法の総合化及び リ ス ク コ ミ ュ ニケーシ ョ ン手法に関す

る検討等を行 う 。

〔内容および成果〕

（ １ ） 化学物質の毒性， 生態毒性等に関する知見の集積

　 化学物質の環境 リ ス ク初期評価を始め と する リ ス ク評

価の実施に向けて， 化学物質に関する基本的事項 （物理

化学的性状， 環境運命に関する基礎的事項等）， 環境中の

存在状況及び生態毒性に関する情報を収集し， その知見

の集積を進めた。

（ ２ ） リ ス ク評価及び リ ス ク管理に関する動向の把握

　 OECD （経済協力開発機構） 化学品プ ロ グ ラ ムにおけ

る化学物質の リ ス ク評価に関する検討の動向の把握に努

めた。

（ ３ ） リ ス ク評価手法の総合化

　 環境行政分野におけ る整合的な生態 リ ス ク評価の実施

に向け， 化学物質の環境 リ ス ク初期評価におけ る生態 リ

ス ク評価手法の見直しの方向性について検討を行 う と と

もに， これに必要と なる情報の整理を開始し た。

　 環境 リ ス ク の評価 と 管理の接点 と し ての環境基準の体

系の検証と し て，平成 10 年に改定された騒音に係る環境

基準を対象 と し て， 基準の体系の整理， 基準改定に係る

課題の抽出に着手し た。

（ ４ ） リ ス ク コ ミ ュ ニケーシ ョ ンに関する検討

　 地域におけ る化学物質環境 リ ス ク関連施策の推進にお

いて重要な役割を担 う 地方公共団体の行政部局及び研究

機関を対象 と し て， アンケー ト 調査の実施を通じ て化学

物質の リ ス ク評価への対応状況， ニーズ等を把握する と

と も に， これら を主た る想定読者 と し て リ ス ク評価の方

法及び結果をわか り やす く 解説する ためのガ イ ド ブ ッ ク

（仮称） の作成に着手し た。

〔備考〕

(3)-6-2. 環境リ スク に関するデータ ベース等の作成

【関連課題】

1）　 化学物質データ ベースの構築と 提供

〔研究課題コード〕 0610AK513

〔担当者〕 ○白石寛明 （環境 リ ス ク研究セン ター）， 今泉

圭隆

〔期　間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

2）　 生態系評価・ 管理のための流域詳細情報の整備

〔研究課題コード〕 0610AK526

〔担当者〕 ○高村典子 （環境 リ ス ク研究セン ター）， 赤坂

宗光， 今田美穂， 小熊宏之

〔期　間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

3）　 国立環境研究所侵入生物データ ベース管理

〔研究課題コード〕 0610AK550

〔担当者〕 ○五箇公一（環境 リ ス ク研究セン ター），郡麻里

〔期　間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

重点 ４ 　 アジア自然共生研究プログラム

〔研究課題コード〕 0610SP004

〔代表者〕 中根英昭
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〔期　間〕 平成 18 ～ 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目　的〕 　 我が国は世界の社会経済活動の中で大き な

地位を占めてお り , 高度な技術力 と社会システムを有し

ている と と もに , かつての深刻な公害問題を克服し た経

験も有する． 我が国と地理的 , 経済的に密接な関係にあ

り , かつ今後の急速な発展が見込まれる アジア地域を対

象と し てその環境を保全し , 自然共生型社会を構築し て

い く こ と は我が国の環境安全保障及び国際貢献の観点か

ら , また地域全体の持続可能な社会を実現する観点から

も極めて重要であ る．

　 本研究プロ グ ラ ムでは , アジア地域の大気環境 ・ 広域

越境大気汚染 , 陸域 ・ 沿岸域 ・ 海域を対象 と し た持続可

能な水環境管理 , 大河川を中心 と し た流域における生態

系保全管理に関する研究を行 う こ と によ って , 国際協力

によ る アジアの環境管理 と自然共生型社会構築のための

科学的基盤を確立する こ と を目的とする．

〔内容および成果〕

　 本プロ グ ラ ムでは , （ １ ） アジアの大気環境管理評価手

法の開発 , （ ２ ） 東アジアの水 ・ 物質循環評価システムの

開発 , （ ３ ） 流域生態系における環境影響評価手法の開発

, の三つ中核プロ ジェ ク ト を中心と し た研究等によ って ,

科学的知見の集積 , 環境管理のツールの開発を通じ て政

策提言のための科学的基盤を創 り , そのために必要な研

究協力ネ ッ ト ワーク を強化する こ と を目標とする．

　 中核研究プロ ジェ ク ト の内容及び平成18年度成果の概

要は以下の通 り であ る．

（ １ ） 中核プロ ジェ ク ト １ ； アジアの大気環境管理手法の

開発

　 大気汚染物質と黄砂の地上観測 , 航空機観測 , ラ イ ダー

ネ ッ ト ワーク観測等を行 う と共に , マルチスケール数値

モデルの開発と排出イ ンベン ト リ の精緻化 , 化学気候モ

デルの開発を進める．平成 19 年度の主な成果を下記に挙

げる。

・アジアの広域越境大気汚染の実態解明のために , 辺戸岬

ステーシ ョ ンの整備と通年観測の実施 , 辺戸ステーシ ョ

ン及び福江島での観測 と 同期し た中国渤海湾長島での集

中観測， 辺戸ステーシ ョ ンにおいて蓄積された観測デー

タの解析等を行った．

・アジアの大気環境評価と将来予測のために , 過去四半世

紀におけ る アジア大気質再現数値実験を引き続き実施す

る と共に , 全球化学気候モデル (CHASER) を用いた日本

の対流圏オゾンの世界各発生地域別寄与の評価， 対流圏

衛星データ を用いた NOx排出イ ンベン ト リ を修正する イ

ンバースモデルの開発， 2007 年春季のオゾン高濃度現象

の発生 メ カニズムの解析等を行った．

・ 黄砂の実態解明 と 予測手法の開発のために， モン ゴル

と の共同研究を開始し， 観測データ をモデルに同化させ

る技術手法の開発及び輸送モデル (CFORS) の精緻化を進

めた． その結果， モニ タ リ ング観測結果が リ アルタ イ ム

で入手可能 と な り ， 北東アジア地域及び日本のラ イ ダー

観測網によ って， 発生源か ら日本に長距離輸送される黄

砂を ３ 次元的に把握する こ と が可能と なった．

（ ２ ） 中核プロ ジェ ク ト ２ ； 東アジアの水 ・ 物質循環評価

システムの開発

　 東アジア地域の流域圏について , 観測 と モデルを組合

せた水 ・ 物質循環評価システムの開発， 長江起源水が東

シナ海の海洋環境 ・ 生態系に及ぼす影響の解明， 及び拠

点都市におけ る技術 ・ 政策イ ンベン ト リ と その評価シス

テムの構築を行 う ．平成 19 年度の主な成果を下記に挙げ

る．

・ 衛星データ， GIS， 観測データおよび現地調査等に基づ

く ， 中国の河川流域の水 ・ 物質循環情報データベース構

築の継続， 水文， 水質及び人間生活や社会経済的な イ ン

ベン ト リ データの収集 と 入力， 水 ・ 物質循環を評価でき

るモデルの統合化を行った． また， 南水北調の水源であ

る漢江流域において栄養塩の自動観測システムを設置し

た．

・ 長江起源水が東シナ海の海洋環境 ・ 生態系に及ぼす影

響を解明する ために， 浅海域の水質浄化機能の定量的評

価のためのデータ収集等を行 う と 共に， 初夏の東シナ海

陸棚域におけ る航海調査を本年度も継続し た。 また， 東

シナ海におけ る栄養塩の輸送過程を評価する ための海洋

流動・低次生態系モデルに必要な環境情報データの入手，

整理， データベース化を行った．

・ 拠点都市におけ る技術 ・ 政策イ ンベン ト リ と その評価

シ ス テ ム の構築の た めに , 統合型陸域生態系モデル

（NICE） モデルを基に鉛直一次元建築 ・ 都市 ・ 土壌連携

モデルのプロ ト タ イプを構築し， シ ミ ュ レーシ ョ ンを試

行する と 共に， 都市 と 産業を包括する環境技術 ・ 政策 ・

ビジネスのイ ンベン ト リ を定量的に評価し た． また， 都

市環境のデータ を統合的な GIS データ と し て入手 ・ 整備

する と と も に， 拠点都市を対象 と し て， 陸域統合型モデ

ルに新たに都市モデルを結合し た水 ・ 物質 ・ エネルギー

統合型モデルを構築する ためのフ レーム ワーク を作成し

た．

（ ３ ） 中核プロ ジェ ク ト ３ ； 流域生態系における環境影響

評価手法の開発

　 メ コ ン河の淡水魚類相の実態解明 , 流域の環境動態の

解明を行 う こ と 等によ り ， ダム建設等の生態系影響評価

を実施する。 平成 19 年度の主な成果を下記に挙げる．
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・ メ コ ン河流域全体を網羅し た自然環境 （地質， 土壌， 植

生， 気候， 水文な ど） お よ び人文社会 （行政界， 人口，

交通網， 産業統計など） に関する空間データ を整備する

と と も に , 各要因の類似性に基づいた地域の類型化を

行った．

・北タ イ地域の メ コ ン河本流および支流における河岸・河

床地形， 流速， 水質， 魚類相の現地調査を実施し， 硝酸

濃度が高 く タ イ支流からの流入と地形変化によ り ｐ H や

濁度が変動する こ と を明ら かにし た。 また， 水質のモニ

タ リ ングを開始し た。 さ らに， メ コ ン河支流ムン川の魚

類相調査， 水質調査， 魚類の耳石解析を開始し た．

(4)-1.　 重点４ 中核 P1　 アジアの大気環境評価手法の開

発

〔区分名〕 中核研究

〔研究課題コード〕 0610AA401

〔担当者〕 ○大原利眞 （アジア自然共生研究グループ） ，

谷本浩志， 永島達也， 菅田誠治， 高見昭憲， 佐

藤圭， 清水厚， 清水英幸， 西川雅高， 杉本伸夫，

日暮明子， 猪俣敏， 松井一郎， 横内陽子， 甲斐

沼美紀子， 白井知子

〔期　間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目　的〕 エア ロ ゾルおよびガ スの大気汚染物質 と 黄砂

の地上観測， 航空機観測， ラ イ ダーネ ッ ト ワーク観測等

を行い， 国際的に も観測の連携を進める と と も に， モデ

ル と 排出イ ンベン ト リ の精緻化を進めて， 観測データ ・

モデル解析の両面から日本国内を含むアジア地域の大気

環境施策立案に必要な科学的知見と ツールを提供する。

〔内容および成果〕

　 ①アジアの広域越境大気汚染の実態解明

・ 沖縄 ・ 辺戸ス テーシ ョ ン を整備し測定機器を拡充し て

通年観測を実施し た。対外的には UNEP の ABC プロ ジェ

ク ト において， 「スーパーサイ ト 」 と認められた。 国内に

おいて も 「平成 20 年度の我が国における地球観測のあ り

方」 において分野間 ・ 機関間連携を図る具体的施策のひ

とつと し てあげられる など高い評価を受けた。

・ 平成 19 年春に中国環境科学院 と共同で中国渤海湾にあ

る長島での集中観測を行い， 辺戸ステーシ ョ ン， 福江島

の観測 と 同期 し て気塊の移流経路に沿っ た観測を行っ

た。 こ の結果など を用いて気塊の移流距離に応じ て， 硫

黄化合物や有機化合物の酸化が進行し てい く 過程を定量

的に解析し た。

・ 辺戸ス テーシ ョ ンにおいて蓄積された観測データ を も

と に， 硝酸塩の変質過程に関し て定量的に解明し た。

・ 学術会議 IGAC 小委員会と連携し て， 大気環境データ

ベース と 辺戸ステーシ ョ ンホームページの作成について

検討し た。

　 ②アジアの大気環境評価と将来予測

・ アジア地域の排出イ ンベン ト リ と 化学輸送モデルを用

いて， 過去四半世紀の大気質の経年変動を計算し， 既存

の観測データ を用いて検証する と と もに，対流圏オゾン・

酸性沈着量の空間分布や越境大気汚染によ る日本へのイ

ンパク ト の経年変動 ・ 年々変動を評価する研究を， 前年

度から継続し て進めた。 これら の研究成果は， 国際的な

「大気汚染の半球規模輸送に関する タ ス ク フ ォース」 の中

間報告書や環境省検討会の報告書に取 り 込まれた。

・ アジア地域の大気質変動を， 地域外の影響も含めて評

価する ために， 全球化学気候モデル （CHASER） を用い

た解析を進め， 日本の対流圏オゾンの発生地域別寄与を

評価し た。

・ 対流圏衛星データ を用いて NOx 排出イ ンベン ト リ を修

正する イ ンバースモデルの開発を進めた。 また， 排出イ

ンベン ト リ に関する中国 と の共同研究を前年度に継続し

て実施し た。

・ 2007 年春季に西日本地域などで発生し大き な社会問題

と なったオゾ ン高濃度現象の発生 メ カニズム を解析し，

オゾンの越境大気汚染が顕在化し始めている こ と を指摘

し た。

　 ③黄砂の実態解明と予測手法の開発

・JICAの協力のも と，モンゴルにおいて ４ 局のネ ッ ト ワー

ク観測網を完成させた。 黄砂発生源であ る砂漠地帯に ２

局 （サイ ンシ ャ ン ド， ザ ミ ン ウー ド） と 都市大気汚染お

よび観測機器の精度管理のために １ 局 （ウ ラ ンバー ト ル）

にラ イ ダーシス テムを設置し たほか， 砂漠地帯 １ 局 （ダ

ラ ンザ ト ガ ド） を含めた全 ４ 局に黄砂モニター （PM10 お

よび TSP あ るいは PM2.5 を対象） を設置し た。

・ モンゴル NAMHEM （モンゴル国気象水文研究所） と の

共同研究を開始し， モニ タ リ ング観測結果が リ アルタ イ

ムで入手可能 と なった結果， 北東アジア地域におけ るモ

ンゴル ３ 局， 韓国 １ 局， 日本 10 局のラ イ ダー観測網に

よ って， 発生源か ら日本に長距離輸送される黄砂を ３ 次

元的に把握する こ と が可能と なった。

・ こ れら の観測データ をモデルに同化させる技術手法を

開発し， 輸送モデル （CFORS） の精緻化を進めた。

〔備考〕

〔関連課題〕

0407KB498 　 都市域における PM2.5 大気汚染特性 と生成

機構解明研究 96p.

0507BA825 　 アジア大陸か ら のエア ロ ゾル と その前駆物

質の輸送 ・ 変質プロセスの解明に関する研究 95p.
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0507BA405 　 アジアにおけ る オゾ ン ・ ブ ラ ッ ク カーボン

の空間的 ・ 時間的変動と気候影響に関する研究 95p.

0507CD824 　 都市内大規模河川 （ソ ウル市清渓川） の復

元によ る暑熱現象改善効果の実証 111p.

0510AE803 　 エア ロ ゾル上での不均一反応の研究 190p.

0709CD299 　 黄砂モニ タ リ ング情報の整備 と その化学組

成の決定 204p.

0610CD309 　 海洋表層 ・ 大気下層間の物質循環 リ ンケー

ジ 192p.

0709BC383 　 新潟県におけ る オ ゾ ン高濃度現象の解明

96p.

0711AE458 　 東アジア域におけ る エア ロ ゾル空間分布の

把握およびその変動の抽出に関する研究 198p.

0607CD528 　 表面張力測定を用いた有機エア ロ ゾルの雲

生成能評価に関する研究 194p.

【関連課題】

1）　 ア ジ ア 大陸から のエ ア ロ ゾ ルと その前駆物質の輸

送・ 変質プロセスの解明に関する研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 C-051

〔研究課題コード〕 0507BA825

〔担当者〕 ○高見昭憲 （アジア自然共生研究グループ） ，

杉本伸夫， 大原利眞

〔期　間〕 平成 17 ～平成 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 東～東南～南アジア地域にかか る高密度の粒

子の層 （ABC: Atmospheric Brown Clouds-Asia） は主に硫

酸 ・ 硝酸塩や有機物， 黒色炭素から な り ， 気候や水循環，

農業や人間の健康にも多大な影響があ る。 90 年代以降減

少を続けていた中国の二酸化硫黄の排出量は， 近再び

増加に転じ た。 東アジアにおけ る大気汚染物質の動態を

精確に把握し， 気流の流れの場に沿っ た観測に よ っ て，

長距離輸送過程におけ る変質プロセス を解明し， モデル

の信頼性を高め， これにバッ ク グ ラ ウ ン ド と し て加わる

ヨ ーロ ッパおよび南 ・ 東南アジアの影響も加味し た研究

を行って， ユーラ シア東部全体での広域大気汚染現象を

把握する。

〔内容および成果〕

　 大陸起源汚染大気の経由地長崎県福江島 と， 受容地沖

縄辺戸岬でエア ロ ゾル質量分析計など を用いた同期観測

を春季に行った。

　 前年度行った中国華北地域での大気汚染物質の航空機

観測結果を解析し た と こ ろ， 上空 1500m 付近において二

酸化硫黄など大気汚染質が高濃度で分布し ている こ と が

わか り ， 鉛直方向での濃度が一様でない こ と を明ら かに

し た。 また， 黄砂の影響を強 く 受けた気塊を捕ら えた結

果， これまでの航空機観測ではカチオン成分は常にアン

モニ ウ ムが主要イオンであったが， 今回はカルシ ウ ム イ

オンが主要な成分であった。

　 地上観測結果の解析では， 中国 と 沖縄におけ る元素状

炭素 と 有機炭素の濃度を比較によ って， 中国では沖縄に

比べ絶対濃度が １ 桁以上高 く ， 有機炭素 と 元素状炭素の

比は沖縄の方が大きい こ と が明ら かになった。 これは輸

送途上におけ る揮発性有機化合物の反応によ る有機エア

ロ ゾルの生成を示唆し ている。 中国青島 と 大連での地上

観測を比較し た と こ ろ， 日本で黄砂が観測されている と

きで も， その風上にあた る青島や大連ではイオン成分の

分析から黄砂の影響が見られていない こ と があった。 こ

の場合， 南方か ら気塊が到達し てお り 気塊起源や気塊の

高度によ り エア ロ ゾルの化学組成が大き く 異な る こ と を

明ら かにし た。 エア ロ ゾル中の組成を分析する と 沖縄で

は硫酸塩が多 く ， 長崎福江島では有機物が多い。 東シナ

海の南北でエア ロ ゾル化学組成が大き く 異な る こ と を明

ら かにし た。 硫酸塩が高濃度の と きの気塊の履歴を検討

する と，中国大陸を通過し た時間が長い傾向が見られた。

長崎福江島 と 沖縄辺戸での濃度を比較する と それぞれ硫

黄酸化物の減少 と 硫酸塩の増加が見られた。 これは輸送

中の硫黄酸化物の酸化がすすんでいる こ と を示唆し てい

る。

〔備考〕

再委託先 ： 東京農工大， 東京大学， 豊橋技術科学大学，

首都大学東京， 財団法人日本環境衛生セン ター 酸性雨研

究セン ター

本課題 （C-051） 全体の代表者は畠山史郎であ るが， 畠山

は H19 年 ４ 月に東京農工大へ転出し たため， 環境研内は

高見が代表と なる。

2）　 アジアにおけるオゾン・ ブラ ッ ク カ ーボンの空間的・

時間的変動と 気候影響に関する研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 B-051

〔研究課題コード〕 0507BA405

〔担当者〕 ○谷本浩志 （アジア自然共生研究グループ）

〔期　間〕 平成 17 ～平成 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 地球温暖化の現象解明に関し ては， これまで京

都議定書の対象物質であ る長寿命温室効果ガスに関する

研究が中心に行われて き たが， 近エア ロ ゾル ・ オゾン

などの短寿命温暖化関連物質が地域的気候変動に及ぼす

影響の重要性が IPCC などでも指摘されてき ている。 本

研究においてはこれら短寿命温暖化関連物質の内で， 特

に長寿命温室効果ガス と同様に大き な正の放射強制力を

有する こ と が知られている対流圏オゾン と ブラ ッ ク カー
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ボンを対象に， アジアにおけ る空間的分布 と 時間的変動

を明ら かにし， それらの地域的気候変動への影響を評価

する こ と を目的 と する。 こ の目的を達成する ため本研究

では， これまで観測がほ と んどな されて来なかった中国

大陸部及び中央アジアにおいて， これら大気汚染物質の

地上通年観測を初めて行 う と 共に， よ り 広域の通年デー

タ を得る ために対流圏化学衛星データ を利用し てアジア

域の大気汚染物質の分布についての解析を行 う 。 得られ

た観測データ を元に化学輸送モデルおよびエ ミ ッ シ ョ ン

イ ンベン ト リ データ を検証する。 アジアにおけ る大気汚

染物質放出量の将来予測を行い， オゾン， ブ ラ ッ ク カー

ボンによ る地域的気候影響を化学 ・ 気候結合モデルによ

り 予測する こ と を 終目的とする。

〔内容および成果〕

　 中国 ・ 泰山において行った集中観測で得られた窒素酸

化物 と 揮発性有機化合物の野外観測データの解析を行っ

た。 集中観測期間中， 前半 と 後半で空気塊の起源が異な

る こ と が分かった。 特に， 化学発光式一酸化窒素測定器

をベースに し た一酸化窒素 （NO） ・ 二酸化窒素 （NO2） ・

総反応性窒素酸化物 （NOy） の同時測定か らは， 測定さ

れた濃度の絶対値レベルは予想 さ れたほど高 く ないが，

NOx と し て排出された窒素酸化物の う ち大部分がすでに

NOx 以外に変換されていた。 これは， 前駆物質が酸化さ

れる過程で， 速いオゾン生成が起こ っている こ と を示唆

し ている。 また， 揮発性有機化合物の濃度レベルは予想

以上に高 く ， 中で も方向族炭化水素や含酸素有機化合物

の濃度が高い こ と が分かった。 その一つであ る ホルムア

ルデ ヒ ド の濃度決定は非常に困難であったが， その正確

な決定に成功し， 実大気中濃度の定量に成功し た。

〔備考〕

研究代表者 ： 秋元肇 （海洋開発研究機構地球環境研究フ

ロ ンテ ィ アセン タープロ グ ラ ムデ ィ レ ク ター）

3）　 都市域における PM2.5 大気汚染特性と 生成機構解明

研究

〔区分名〕 JST 

〔研究課題コード〕 0407KB498

〔担当者〕 ○大原利眞 （アジア自然共生研究グループ） ，

西川雅高， 長谷川就一， 小林伸治， 松橋啓介，

伏見暁洋， 菅田誠治， 早崎将光， 上原清， 神田

勲， 足立幸穂， 片山学， 黒川純一， 森野悠

〔期　間〕 平成 16 ～平成 19 年度 （2004 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 都市域におけるPM2.5大気汚染特性 と生成機構

を明ら かにする こ と を目的 と し て， 日本 と 中国において

共同研究を行 う 。 具体的な研究目標は （ １ ） 環境動態解

明， （ ２ ） 発生源解析， （ ３ ） 発生源 と 環境濃度の関連性

解析とする。

〔内容および成果〕

　 本研究は， 平成 16 年度から開始し， 系統的な大気採取

方法， 統一的な分析方法， および共通な解析評価モデル

等を用いて， 清華大学 と 国立環境研究所がそれぞれ， 中

国お よ び日本国で研究を行い， 得 ら れた結果を ワ ー ク

シ ョ ッ プや研究会を通じ て相互に比較 ・ 評価する こ と に

よ り ， 都市域における PM2.5 の特性 と生成機構の解明を

進めた。 こ の作業を通し て， 環境動態， 発生源特性， 発

生源 と 環境濃度の関連性等に関し て， 共通な側面 と 固有

な側面を明ら かにする こ と ができ た。 研究実施に当たっ

ては， ３ つのサブグループをつ く り ，

①環境動態の把握 （都市域におけ る PM2.5 組成 と ガス状

成分の解析）

②発生源の解析 （固定発生源や移動発生源か らの発生源

特性解析）

③ PM2.5 の発生源 と環境濃度の関連性の解析 （大気汚染

モデル解析）

に関し ての共同研究， 情報交換， 研究発表， 研究交流を

行って き た。 本年度は 終年にあた り ， これまでの共同

研究成果の と り ま と めに重点をおいた。

 

〔備考〕

日本側代表 ： 若松伸司 （愛媛大学） ， 中国側 ： 清華大学

（ リ ーダー） Jiming HAO， （研究者） Hezhong TIAN， Kebin

HE，Yongliang MA，Shuxiao WANG，Fumo YANG，Ximing

Guo，Jingnan HU，Honghong YI， Xinghua LI，Litao WANG，

Lin LI

4）　 新潟県におけるオゾン高濃度現象の解明

〔区分名〕 環境 - 公害一括 

〔研究課題コード〕 0709BC383

〔担当者〕 ○大原利眞 （アジア自然共生研究グループ）

〔期　間〕 平成 19 ～平成 21 年度 （2007 ～ 2009 年度）

〔目　的〕 新潟県の大気常時監視データ に よ る光化学オ

キシダン ト 濃度は， 全国的な傾向 と 同様に環境基準未達

成であ り ， かつ近年上昇傾向にあ る。 特に， 中越地域で

は， 環境基準未達成率が高 く ， 注意報レベルの濃度が観

測されている。 光化学オキシダン ト の主成分であ るオゾ

ンは， 人への健康影響ばか り でな く ， 植生への影響も あ

る こ と が知られている。 これら に対する対策を講ずる上

で， オゾンの高濃度現象の原因解明 と 将来予測が重要な

課題 と なっている。 本研究は， 新潟県におけ る光化学オ

ゾン現象を解明する こ と によ り ， オゾン被害対策の基礎
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資料とする こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

（ １ ） オゾン汚染状況の解析

　 新潟県内及び近隣県において， 既存のオゾン及び関連

物質の環境濃度測定データ等を も と にオゾン汚染状況を

把握し た。

（ ２ ） オゾン濃度分布と高濃度地域の把握

　 常時監視局が設置されていない測定空白地域にオゾン

自動測定器を設置し， オゾンの連続測定を開始し た。 ま

た， 新潟県内及び周辺県の常時監視データ， オゾン連続

測定データ， EANET 測定データ等を解析し， オゾン濃度

特性を把握し た。

（ ３ ） シ ミ ュ レーシ ョ ンモデルの開発

　 新潟県周辺のオゾン濃度分布を計算可能なシ ミ ュ レー

シ ョ ンモデルを開発し， 観測データ を使って検証し た。

（ ４ ） 農作物の影響評価

　 水稲などの農作物の成長 ・ 収量に対するオゾンの影響

を評価する ために， 既存の作物成長モデルにオゾンの影

響を導入する ための準備を行った。

〔備考〕

共同研究機関 ： 新潟県保健環境科学研究所， 独立行政法

人農業環境技術研究所

(4)-2.　 重点４ 中核 P2　 東アジアの水・ 物質循環評価シス

テムの開発

〔区分名〕 中核研究

〔研究課題コード〕 0610AA402

〔担当者〕 ○王勤学 （アジア自然共生研究グループ）， 藤

田壮， 水落元之， 越川海， 徐開欽， 中山忠暢，

岡寺智大， 東博紀， 木幡邦男， 林誠二， 牧秀明，

珠坪一晃， 劉晨

〔期　間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目　的〕 長江，黄河を中心 と し た東アジア地域の流域圏

について， 国際共同研究によ る水環境に関する科学的知

見の集積 と 持続的な水環境管理に必要なツールの確立を

目指し， 観測 と モデルを組合せ， 水 ・ 物質循環評価シス

テムの開発を目的 と する。 さ ら に， 都市 ・ 流域圏におけ

る環境管理の技術イ ンベン ト リ を整備し， 持続性評価指

標体系を構築する こ と によ り ， 技術導入効果に基づ く 適

切な技術シス テム と 政策プロ グ ラ ムの設計を含む流域の

長期シナ リ オ・ ビジ ョ ンの構築の方法論の開発を目指す。

〔内容および成果〕

（ １ ） 流域圏における水 ・ 物質循環観測 ・ 評価システムの

構築

　 衛星データ，GIS，観測データおよび現地調査等に基づ

く ， 長江， 淮河など， 特に南水北調の水源であ る漢江流

域におけ る水 ・ 物質循環情報データベースの構築を継続

し， 気象， 地形， 土地利用のデータのほかに， 水文， 水

質および人間生活や社会経済的な イ ンベン ト リ データ を

収集し入力し た。 また， 気象 ・ 地形 ・ 土地被覆などの自

然条件 と 人間活動の相互関係について検討し， 水 ・ 物質

循環を評価でき るモデルの統合化を行った。 モデルの検

証や適用を含めた共同研究体制を確立する ために， 長江

水利委員会 と 共同で漢江流域において栄養塩の自動観測

システムを設置し た。 さ ら に， 共同研究体制を強化する

ため，平成 19 年 ５ 月に第二回日中流域水環境技術交流会

を日本で開催し た。

（ ２ ） 長江起源水が東シナ海の海洋環境 ・ 生態系に及ぼす

影響の解明

　 浅海域の水質浄化機能の定量的評価のため， 長江河口

域及び沿岸域の漁獲量の経年変化， 埋め立て面積等の

データ収集を行った。 また， 沿岸域の富栄養化等の実態

理解のため， 浙江海洋大学等 と の共同調査の可能性の検

討を行 う と と も に， 長期 ・ 中期 ・ 短期ス ケールでの研究

課題を設定し， その実行工程に関する詳細な議論を進め

た。 さ ら に， 初夏の東シナ海陸棚域におけ る航海調査を

本年度も継続し， 長江起源水によ り 輸送される栄養塩類

の藻類群集によ る取 り 込み過程及びその行方に関する検

討を行った。 後に， 東シナ海におけ る栄養塩の輸送過

程を評価する ための海洋流動 ・ 低次生態系モデルに必要

な環境情報データ を入手， 整理し， データベース化し た。

（ ３ ） 拠点都市における技術 ・ 政策イ ンベン ト リ と その評

価システムの構築

　 統合型陸域生態系モデル （NICE） モデルを基に， 都市

ス ケールの水・物質・ エネルギー解析の鉛直一次元建築・

都市 ・ 土壌連携モデルのプロ ト タ イプを構築し， シ ミ ュ

レーシ ョ ンのテス ト を行った。 また， 循環形成の産業シ

ステムの環境フ ラ ッ ク ス分析の方法論を開発する こ と に

よ り ， 都市 と 産業を包括する環境技術 ・ 政策 ・ ビジネス

のイ ンベン ト リ を定量的に評価し， さ らに， 共同研究を

推進し ている大連理工大学環境計画研究所等 と の連携を

活用し て， 都市の上下水道， 河川， 沿岸域， および地下

水位水質分布， 降水量， 都市排熱， 気温等の都市環境の

データ を統合的な GIS データ を入手・整備する と と もに，

拠点都市を対象 と し て， 陸域統合型モデルに新たに都市

モデルを結合し た水 ・ 物質 ・ エネルギー統合型モデルを

構築する ためのフ レーム ワーク を作成し た。中国大連市・

遼寧省 （平成 19 年 5 月）， 中国武漢市 ・ 湖北省 （平成 19

年 12 月）， 国連環境計画と川崎市 （平成 20 年 １ 月） と連

携する産官学連携の国際専門家ワーク シ ョ ッ プ ・ フ ォー
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ラ ムを開催する と と も に， 中国環境科学院および日中友

好環境セン ター と 循環経済研究についてのワーク シ ョ ッ

プ （平成 20 年 ２ 月） を開催し， 共同研究のフ レームを構

築し た。 また， EMECS 国際会議準備会合を平成 19 年 11

月に開催し た。 

〔備考〕

海外共同研究機関 ： 長江水利委員会， 中国科学院地理科

学与資源研究所， 浙江海洋大学， 上海水産大学， 大連理

工大学， 武漢大学， 南開大学など

〔関連課題〕

0608BY023 　 温暖化影響早期観測ネ ッ ト ワ ー ク の構築

98p.

0507BE937 　 産業拠点地区での地域循環ビジネス を中核

と する都市再生施策の設計 と その環境 ・ 経済評価システ

ム構築 61p.

0510KZ503 　 都市の地下環境に残る人間活動の影響112p.

0708CD316 　 地球温暖化によ る豪雨発生頻度の変化が長

江河口 ・ 沿岸海域の水質 ・ 生態系に及ぼす影響 196p.

0709KB586 　 (4)-5. 　 水利構造物によ る淮河流域の水環境

劣化の実態把握と対策に関する研究 100p.

【関連課題】

1）　 温暖化影響早期観測ネッ ト ワーク の構築

〔区分名〕 環境 - 委託請負 

〔研究課題コード〕 0608BY023

〔担当者〕 ○王勤学 （アジア自然共生研究グループ）， 藤

田壮，徐開欽，中山忠暢，岡寺智大，劉晨，呉通華

〔期　間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 東アジア地域におけ る温暖化影響を早期に観

測する こ と と， 代表的な地域におけ る環境資源および食

料需給バラ ン スへの影響を予測するモデルを開発する こ

と を目的とする。 即ち， APEIS プロ ジェ ク ト （平成 14 ～

16 年） において中国で構築された衛星 ・ 地上統合観測シ

ス テム と モンゴルの永久凍土観測システム （平成 18 年

度） の維持管理を行 う と と も に， 東アジアをカバーでき

る温暖化影響観測ネ ッ ト ワーク を構築し， 環境資源情報

の高精度 ・ 効率的計測手法を開発し， 温暖化によ る環境

資源， 食料生産および食糧需給バラ ン スへの影響要因を

解析する。

〔内容および成果〕

（ １ ） 衛星データ を利用し たアジア地域環境資源モニ タ リ

ング

　 衛星データ を利用し たアジア地域環境資源モニ タ リ ン

グの一環 と し て， 中国新疆ウ イ グル自治区のウルムチ近

辺に設置し ている EOS/MODIS 衛星データ受信システム

によ る現地観測を継続的に行った。 また， MODIS 受信シ

ステムから得られる大量のデータ を保管し効率良 く 運用

する と と も に， 地上観測データ を活用し衛星データの検

証 ・ 補正を行い， NIES で設置し ている MODIS データ解

析 ・ 基礎解析システムの運用を継続し て行った。 MODIS

データ を利用する こ と によ って， 広域の地表面温度， 土

地被覆， 蒸発散量， 植生指数及び生態系の炭素固定量な

どの高次プロ ダ ク ツの処理を行った。

（ ２ ） 温暖化影響地上観測ネ ッ ト ワーク の高度化

　 衛星観測を よ り 広い範囲に適応する と 共に， 地上観測

ネ ッ ト ワーク を既存の ６ 地点 （畑地， 水田， 草地， 森林，

乾燥地， 永久凍土におけ る森林） に新たにモンゴルの永

久凍土におけ る草原地域への地上観測システムの設置に

よ って ７ 地点に拡張し た。 これらのシステムによ る東ア

ジアの代表的な生態系において多 く の観測データ を取得

し， ノ イ ズ除去など再処理を行い， データベースの作成

を行った。 また， 観測データ を用いて土地被覆， 蒸発散

量及び生態系の炭素固定量など衛星高次プロ ダ ク ツ処理

用のアルゴ リ ズムを検証し た。 さ ら に， 地上観測データ

を解析する こ と によ り ， 水田生態系や畑地生態系の炭素

フ ラ ッ ク ス， 土壌呼吸及び土地生産性などの評価を行っ

た。 特に， 温暖化に敏感に反応する永久凍土の変化に関

する研究結果は， NEWTON などの科学誌や日本経済新

聞， 東京新聞など多 く の メ デ ィ アに報道された。

（ ３ ） 温暖化影響評価モデルの開発

　 気候変動によ る水資源への影響 （降雨量や降雨パター

ンの変化） に対し て脆弱な東アジア地域において， 水資

源量 と 穀物生産量を定量化可能な環境資源統合管理モデ

ルの開発を行った。 こ のモデルは， 河川湖沼等の表流水

と 地下水を同時に予測可能な陸域統合型流出モデルに，

食料生産過程，永久凍土溶解過程を加えたモデルであ る。

また， 食糧需要量の推定する ため， 中国の地域間産業連

関表の産業分類に即 し た食料消費量等の統計デー タ か

ら， 各産業への活動に付随し た食料消費量， 水資源消費

量のイ ンベン ト リ の構築を行った。 これら， 一連のモデ

ル開発によ って， 気候変動の影響下で水資源量の変化を

通じ た食糧生産量や食糧需給バラ ン スへ与え る影響が予

測可能になる。

〔備考〕

再委託先 ： 慶応大学 （渡辺正孝教授）

共同研究機関 ： 中国科学院生態ネ ッ ト ワ ー ク 研究セ ン

ター， 地理科学与資源研究所， 亜熱帯農業研究所， 西北

高原生物研究所， 新疆生態与地理研究所， モンゴル科学

院地理研究所
―  98  ―



国立環境研究所年報 （平成 19 年度）
(4)-3.　 重点４ 中核 P3　 流域生態系における 環境影響評

価手法の開発

〔区分名〕 中核研究

〔研究課題コード〕 0610AA403

〔担当者〕 ○野原精一 （アジア自然共生研究グループ） ，

福島路生， 亀山哲， 井上智美， 一 ノ瀬俊明， 今

井章雄，広木幹也，矢部徹，小熊宏之，島崎彦人

〔期　間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目　的〕 東南アジア・日本を中心 と し た流域生態系にお

け る環境影響評価手法の開発を行い， メ コ ン河流域に関

連し た国際プロ グ ラ ム間のネ ッ ト ワーク を構築し， 国際

共同研究によ る流域の持続可能な発展に必要な科学的知

見を提供する。 主に メ コ ン河の淡水魚類相の実態解明，

流域の環境動態の解明を行 う こ と 等によ り ， ダム建設等

の生態系影響評価を実施する。

〔内容および成果〕

　 ①流域生態系及び高解像度土地被覆データベースの構

築

　 メ コ ン河流域全体を網羅し た自然環境 （地質， 土壌，

植生， 気候， 水文など） および人文社会 （行政界， 人口，

交通網， 産業統計など） に関する空間データ を整備する

と と も に， 各要因の類似性に基づいた地域の類型化を

行った。 さ ら に類型地域ご と に， 人為によ る環境影響の

特性を整理， 検討し， 現地調査やモデルシ ミ ュ レーシ ョ

ンで得られた知見を一般化し た。

　 ②人間活動によ る生物多様性 ・ 生態系影響評価モデル

の開発

　 北タ イ地域の メ コ ン河本流および支流におけ る河岸 ・

河床地形， 流速， 水質， 魚類相の現地調査を実施し， 硝

酸濃度が高 く タ イ支流からの流入と地形変化によ り ｐ H

や濁度が変動する こ と を明ら かにし た。 定期採水委託に

よ り 水質のモニタ リ ングを開始し た。

　 タ イ， ウ ボン ラチャ タ ニ大学 と 連携し， メ コ ン河支流

ムン川の魚類相調査， 水質調査， 魚類の耳石解析を開始

し た。 同大学 と の間で委託契約を結び， 魚類採集を と も

な う 定期モニタ リ ングを行っている。

　 多岐にわた る海外現地調査活動を通し， モデルシ ミ ュ

レーシ ョ ンに資す る 一次デー タ 取得を始め， 継続的な

データサンプル輸入体制 ・ 研究組織間のネ ッ ト ワーク等

を構築し た。

　 ③持続可能な流域生態系管理を実現する手法開発

　 日本，タ イの環境 NGO 等 と メ コ ン河流域住民 と の環境

影響評価に関する ヒ ア リ ングを行い問題点の抽出を行っ

た。 メ コ ン河上流の中国国内で環境ジ ャーナ リ ス ト ， 研

究者によ る現地視察を行った。

〔備考〕

〔関連課題〕

0608CD930 　 全国を対象 と し た淡水魚類生息地ポ テ ン

シ ャルの時空間解析と流域再生支援システム 194p.

0607AF999 　 極東ロ シアを中心 と し た絶滅危惧種イ ト ウ

の保全管理計画 195p.

0709AE340 　 環境同位体を用いた沿岸域生態系におけ る

流域環境影響の評価手法に関する研究 200p.

0607AF384 　 水生植物の根か ら の酸素漏出速度を測定す

る新しい方法 201p.

0707AE385 　 水生植物の根圏酸化機能に関する研究201p.

0710CD494 　 チベッ ト 高原横断鉄道によ る野生動物への

影響評価に関する研究 199p.

(4)-4.　 重点 4 関連 P1　 省エネルギー型水・ 炭素循環処理

システムの開発

〔区分名〕 特別研究 14024

〔研究課題コード〕 0608AG506

〔担当者〕 ○珠坪一晃 （水土壌圏環境研究領域）， 山村茂

樹， 冨岡典子， 水落元之

〔期　間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 我々の日常生活や産業活動の結果多量に排出

される有機性排水は， 環境保全のために好気性微生物処

理が施されている。 しかし， 処理に伴 う 電力消費は莫大

（国内総電力消費の 0.6 ～ 0.8％） であ り ， さ らに除去有

機物の 50％程度が産業廃棄物 と し ての余剰汚泥に姿を変

えている。 それ故， 水処理に伴 う エネルギーの削減は急

務であ る。 また， 未利用有機資源の大き な ソースであ る

排水から再利用が可能な形のエネルギーを取 り 出すこ と

は新たな水 ・ 有機物循環社会構築のために必要であ る。

他方， 下水処理設備を利用できない人は， 世界人口の 40

％超 （26 億人） に達し てお り ， 処理に伴 う エネルギー消

費が少ない （維持管理コ ス ト が安い） 適切な排水処理技

術の開発が求められている。 以上の様な背景か ら本研究

では， 有機性排水の無加温処理に対応し た省 ・ 創エネル

ギー型の メ タ ン発酵排水処理技術の開発を行 う こ と を目

的とする。

〔内容および成果〕

　 低濃度産業排水の資源循環処理法の開発を目標に， 生

物膜を利用し た メ タ ン発酵法の開発を行った。 生物膜流

動型 リ ア ク タ ーに よ る 低濃度排水の連続処理実験を行

い， 処理水循環が排水処理性能や， 生物膜の性状等に及

ぼす影響を評価し た。 その結果， 処理水循環無し （UASB

モード , ワ ンパス処理） と処理水循環有 り （EGSB モー

ド， 循環処理） と の組み合わせによ る運転 と， 流入水の
―  99  ―



国立環境研究所年報 （平成 19 年度）
ORP 制御によ り 低濃度排水 （400mgCOD/L 以下） の効率

を飛躍的に向上 （COD 除去率 60％→ 90％以上） させる

こ と ができ た。 また， 200 日以上の長期間， 保持生物膜

の物性は良好に維持され， 高い活性を有する生物膜の高

濃度保持を達成し た。ろ床を密閉容器に設置し た DHS リ

ア ク ター （cDHS） によ る メ タ ン発酵処理水からの溶存 メ

タ ン回収を試み， 溶存 メ タ ンの約 80 ～ 90％を回収する

こ と ができ た。ろ床型の メ タ ン発酵法については，スケー

ルア ッ プを考慮し た担体 （ラ ンダムパ ッ キング） を利用

し た装置を作成し， 実下水処理実験を行った。 その結果，

既存処理法 と 同程度の性能を示し たが， 短絡流が生じ る

と処理性能が悪化する傾向にあった。

　 都市下水を処理対象 と し た省エネ ・ 低コ ス ト 型排水処

理装置 （UASB 法と DHS 法の組み合わせ） のパイ ロ ッ ト

ス ケール実験を鹿児島県霧島市ク リ ーンセン ターで開始

し （民会企業 と の共同研究）， UASB 保持汚泥の メ タ ン生

成活性を定期的に測定し た。 その結果， 消化汚泥植種直

後の UASB 汚泥はあ る程度高い活性を示し たが， 運転の

継続 と 水温の低下 （冬季の外気温低下） に伴い活性が低

下する傾向にあった。 また， 冬期間は余剰汚泥量が増え

る傾向にあったが， UASB 法 （嫌気槽） の排水処理性能

は， 著し く 悪化する こ と な く 安定的な運転が可能であっ

た。

〔備考〕

共同研究先 ： 長岡高専 　 荒木信夫教授， 広島大学 　 大橋

晶良教授， 長岡技術科学大学 　 山口隆司准教授， 岐阜高

専 　 角野晴彦助教

(4)-4.　 重点4関連P2　 湿地生態系の時空間的不均一性と

生物多様性の保全に関する研究

〔区分名〕 特別研究

〔研究課題コード〕 0608AG485

〔担当者〕 ○竹中明夫 （生物圏環境研究領域）， 永田尚志，

福島路生， 小熊宏之， 石濱史子， 武田知己， 島

崎彦人

〔期　間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 湿地における水分条件 ・ 土壌 ・ 地形などの空間

的な不均一性， 定期的 ・ 確率的に生じ る撹乱要因 と， 湿

地生態系のあ り かた と の関係の理解に基づいて湿地の生

物多様性の保全 ・ 管理を効率的に行 う 方法を提示する こ

と を目的 と する。 そのため， リ モー ト センシング と 地上

での調査を有機的に関連させ， 踏査が困難な広い湿地で

の生物の分布を効率的に把握する手法を開発する．

〔内容および成果〕

　 渡良瀬遊水地での航空写真 と 植生調査のデータ か ら，

絶滅危惧種を含む草本種の分布推定を行った。予測には，

単純な ロ ジステ ィ ッ ク回帰モデル と， 種子散布などの影

響で分布が集中しやす く な る 「空間自己相関」 を考慮し

た条件付き自己相関 （CAR） モデルを用いた。 その結果，

ほ と んどの種で空間自己相関を考慮し たCARモデルのほ

う が影響の大き な説明変数を絞 り 込める と と も に， モデ

ルの当てはま り の良さ を向上させる こ と ができた。

　 渡良瀬遊水地では， ヨ シの優占する群落， オギの優占

する群落が主要な構成要素 と なっている。 デジ タル航空

写真を用いて渡良瀬遊水地におけ るオギ と ヨ シの分布域

の推定や草丈の推定を行った と こ ろ， ヨ シの分布の推定

精度は 80％近い正解率 と なった。 一方， オギの分布の推

定精度は 50％強に と ど ま った。 航空写真から推定される

群落の高さは， 植物の葉の先端の高さ ではな く 葉の密度

が 大にな る 高 さ と 良 く 一致す る こ と が明 ら か と な っ

た。

　 渡良瀬遊水池の91地点においてポイ ン ト カ ウ ン ト 法に

よ る鳥類センサス を行った と こ ろ， 渡良瀬遊水池および

その近傍で繁殖し ている種 37 種が記録された。そのなか

にはサンカ ノ ゴ イ， サシバ， オオタ カ等の希少種も含ま

れていた。 統計解析の結果， 観察ポ イ ン ト での出現種数

は， 近傍 500ｍ の灌木林面積が大きいほど多数であ る こ

と は明らか と なった。

　 絶滅が危惧されるサケ科の回遊魚イ ト ウの日本におけ

る分布 ・ 絶滅要因の解析を行った。 現存する 12 の個体群

中の ７ つの安定し た個体群は， いずれも下流域に海跡湖

を持つ湿原河川に分布する も のであった。 また ５ つの安

定個体群は農地面積の割合が低い河川に分布し ていた。

イ ト ウ個体群が絶滅せずに存続する条件 と し て， 海跡湖

の残る湿原が保全されている こ と の重要性が示された。

〔備考〕

(4)-5. 重点研究プログラ ムに係るその他の活動

(4)-5.　 水利構造物によ る 淮河流域の水環境劣化の実態

把握と 対策に関する研究

〔研究課題コード〕 0709KB586

〔担当者〕 ○村上正吾 （アジア自然共生研究グループ）

〔期　間〕 平成 19 ～平成 21 年度 （2007 ～ 2009 年度）

〔目　的〕 本研究は，淮河流域の水環境劣化問題の解決を

目標 と し て， 日中の研究者の交流を通じ て， 淮河流域の

抱え る問題点 と その原因を整理し， 次に対策技術 と 環境

修復に関する論議を深め， 流域の持続性に資する提言を

ま と める。 具体的に期待される主要な提言は， ①淮河流

域の生態系 と 水環境を保全する ための水利構造物か らの

負荷流出管理， ②環境保全 ・ 維持のための水量管理を可
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能 と する水利構造物の運用方法， ③淮河流域の特定河川

区間におけ る水資源管理 と 生態系保全 と の可能性， 等で

あ る。

〔内容および成果〕

　 １ ． 中国科学院地理科学資源研究所が， ９ 月初旬に実

施し た淮河中流域 （蚌埠， 周口地域周辺域） での水循環，

水質環境の予備的調査に千葉大学 と立正大学の研究者 と

と もに参加し た。

　 ２ ． 10 月 25 日， 東京にて第 ２ 回 『水循環 と健康河川

に関する日中学術交流会』 を開催し た。

　 日本か らの参加者は国立環境研究所か ら ８ 名， 埼玉大

学か ら ２ 名， 千葉大学か ら ７ 名， JST か ら ２ 名， 環境省

か ら １ 名， 国土交通省か ら １ 名， 地球環境戦略研究機関

か ら １ 名， 水資源機構か ら １ 名で， 総計 14 名の参加が

あった。 中国側は中国科学院国際合作局， 地理資源研究

所， 淮河流域水資源保護局， 水利水電科学研究院から ７

名が参加し た。 日本側か らは， 流域水環境に配慮し たダ

ム統合管理， 地表水 と 地下水管理， 日本か ら中国への分

散型 ・ 小規模生活排水処理技術の技術移転事例， 水環境

分野におけ る日中協力についての発表を行った。 中国側

か らは， 水利構造物によ る河川水環境への影響評価， 賈

魯河流域の水循環 と 水環境について， 南水北調東ルー ト

の水環境保全 と 改善， 湖沼富栄養化の制御 と 総量規制，

中国科学院の国際共同研究動向に関す る 発表が行われ

た。

〔備考〕

(4)-5.　 光化学オキシダン ト と 粒子状物質等の汚染特性

解明に関する研究

〔区分名〕 地環研 

〔研究課題コード〕 0709AH381

〔担当者〕 ○大原利眞 （アジア自然共生研究グループ） ，

宮下七重， 坂下和恵， 菅田誠治， 早崎将光

〔期　間〕 平成 19 ～平成 21 年度 （2007 ～ 2009 年度）

〔目　的〕 本研究は，各自治体の大気環境時間値データの

整備を継続し， 相互比較検討を行 う こ と で地域的な汚染

の特徴を明ら かにし， 光化学オキシダン ト と 粒子状物質

等の汚染特性や発生原因を解明する こ と によ り ， その成

果を地方自治体や国が行 う べき大気汚染対策に活用する

こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 本年度は研究 ３ 年間の初年度であ り ， 全参加機関によ

る基本解析を中心に進めた。 基本解析は， 第 １ 期及び第

２ 期の共同研究 （「西日本及び日本海側を中心 と し た地域

におけ る光化学オキシダン ト 濃度等の経年変動に関する

研究 （平成 13 ～ 15 年度）」 と 「日本における光化学オキ

シダン ト 等の挙動解明に関する研究 （平成 16 ～ 18 年

度）」） で対象 と し た Ox に加え SPM も対象にし， これま

での共同研究で作成し て き た集計解析プロ グ ラ ムを使用

し て実施し た。 選定 ５ 局 （一般局） の見直し を行い， 各

機関で実施し た基本解析結果を各地域グループに持ち寄

り ， 地域内比較を行 う こ と によ り 地域特性の検討を進め

た。 また， 平成 19 年春～夏に発生し た Ox と SPM の高

濃度汚染について， 参加機関を対象にし た緊急アンケー

ト 調査を実施し， その結果を も と に高濃度日の抽出 と 汚

染状況の解析を進めた。 大気汚染予測シ ス テムの改良 ・

検証を進める と 共に， 研究 メ ンバー限定で Web 公開を

行って活用し た。 応用解析 と し て 「PO を用いたオゾンの

地域特性 と 経年変動の解析」 を進め る と と も に， 「衛星

データ を用いた解析のための勉強会」 を開始し た。 ５ 月

と ２ 月に東京で全体研究会を開催し， 研究結果の報告や

情報交換をする と と も に， 今後の進め方について議論し

た。

〔備考〕

旧研究課題コ－ド ： 0406AH380

地環研と の C 型共同研究：参加 46 研究機関：北海道環境

科学研究セン ター， 宮城県保健環境セン ター， 秋田県健

康環境セン ター， 山形県環境科学研究セン ター , 福島県

環境セン ター， 新潟県保健環境科学研究所 , 埼玉県環境

科学国際セン ター， 千葉県環境研究セン ター， 財団法人

東京都環境整備公社東京都環境科学研究所， 神奈川県環

境科学セン ター， 川崎市公害研究所 , 長野県環境保全研

究所， 山梨県衛生公害研究所， 静岡県環境衛生科学研究

所， 富山県環境科学セン ター， 石川県保健環境セン ター，

福井県衛生環境研究セン ター， 愛知県環境調査セン ター

, 名古屋市環境科学研究所， 滋賀県琵琶湖 ・ 環境科学研究

セン ター， 京都府保健環境研究所， 京都市衛生公害研究

所， 大阪府環境農林水産総合研究所， 大阪市立環境科学

研究所， 兵庫県立健康環境科学研究セン ター， 神戸市環

境保健研究所， 鳥取県衛生環境研究所， 島根県保健環境

科学研究所， 岡山県環境保健セン ター， 広島県立総合技

術研究所保健環境セ ン タ ー , 山口県環境保健研究セ ン

ター， 徳島県保健環境セン ター， 香川県環境保健研究セ

ン ター， 愛媛県立衛生環境研究所， 高知県環境研究セン

ター， 福岡県保健環境研究所， 福岡市保健環境研究所，

北九州市環境科学研究所， 佐賀県環境セン ター， 長崎県

環境保健研究セン ター， 熊本県保健環境科学研究所， 熊

本市環境総合研究所 , 大分県衛生環境研究セン ター， 宮

崎県衛生環境研究所， 鹿児島県環境保健セン ター， 沖縄

県衛生環境研究所
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共同研究者 ： 若松伸司 （愛媛大学）， 山川和彦 （島津テ ク

ノ リ サーチ）， 笠原三紀夫 （中部大学）， 鵜野伊津志 （九

州大学）， 神成陽容 ( 国立環境研究所）， 野口克行 （奈良

女子大） 
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国立環境研究所年報 （平成 19 年度）
（ １ ） 社会環境システム研究領域における研究活動

〔研究課題コード〕 0610FP012

〔代表者〕 原沢英夫

〔期　間〕 平成 18 ～ 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目　的〕 社会環境システム研究領域では , 環境 と経済の

統合を目指し , 安全 ・ 安心 ・ 快適な社会環境 ( 地域規模、

都市規模、 身近な社会環境 ) を創造するためのビジ ョ ン

を示す と と も に、 それら を実現 ・ 維持する ためのシナ リ

オ ・ 方策を提示し、 持続可能な社会を構築する ための具

体的な政策提言に結びつ く 研究等を推進する。

１ . 　 中長期を対象 と し た持続可能な社会シナ リ オの構

築に関する研究

　 持続可能な社会のあ るべき姿 （ビジ ョ ン） を描き、 そ

れを達成す る ための社会シナ リ オを作成す る こ と に よ

り 、 今後の国際 ・ 国内環境政策に資する こ と を目的 と す

る。 持続可能性を評価する指標や環境統合評価モデルを

活用し た分析枠組を開発し、 これら を用いて中長期を対

象 と し た持続可能な社会像を定性的、 定量的に描 く と と

も に、 それを達成する ための道筋や課題を、 国際的な視

点を踏まえて、 環境及び社会経済の側面か ら整合的に明

らかにする。

２ ． 都市大気環境中におけ る微小粒子 ・ 二次生成物質の

影響評価と予測

  車載計測や低公害実験施設を用いて、次世代自動車の実

使用条件下におけ る評価を行 う と と も に都市圏におけ る

観測を行い、 微小粒子 ・ 二次生成汚染物質の動態を把握

する。 また、 光化学反応チャ ンバー実験等を も と に、 二

次生成物質の予測モデルを改良し て大気質予測モデルに

組み込み、 発生源の評価や将来の環境予測を行 う 。 さ ら

に、 疫学的手法によ り 、 二次生成物質や自動車排気に起

因する高レベル曝露の実態把握 と 健康影響予測を行 う 。

低公害実験施設や車載計測技術を用いて、 次世代デ ィ ー

ゼル車等の リ アルワール ド におけ る環境影響評価を行 う

と と も に、 都市圏におけ る フ ィ ール ド 調査を行い、 微小

粒子 ・ 二次生成汚染物質の発生か ら一般環境におけ る動

態を把握する。 また、 フ ィ ール ド 調査結果やチャ ンバー

実験を も と に光化学反応によ る二次生成物質の予測モデ

ルに改良を加えて、 大気質予測モデルに組み込み、 発生

源寄与率の解析や将来の都市大気環境の予測を行 う 。 さ

ら に、 疫学的手法によ り 、 都市環境におけ る二次生成汚

染物質や自動車排ガスに起因する高レベル曝露の実態把

握と健康影響予測を行 う 。

３ . 　 身近な交通の見直しによ る環境改善に関する研究

「ラ ス ト ワ ンマイル」 と呼ばれる各家庭 と の接続部分に着

目し、その身近な交通からの環境負荷低減を目指す。CO2

や汚染物質の排出量を使用形態や輸送品目別に推計する

と と も に、 車載機器を用いて地域の実使用条件下におけ

る自動車の環境負荷を評価する。 また、 購買行動の違い

によ る環境負荷を調査する。

〔内容および成果〕

１ ． 平成 19 年度は、 前年度にひきつづき持続可能性を評

価する指標及び環境統合評価モデルを活用し た社会シナ

リ オ作成 ・ 評価の枠組みを開発する と と も に、 これら を

用いて中長期を対象 と し た持続可能な社会像を環境及び

社会経済の側面か ら定性的シナ リ オを作成し、 環境統合

評価モデルによ り 定量的に分析、 評価する具体的方法を

開発し た。

２ . 平成 19 年度は、車載計測や低公害実験施設を用いて、

後処理付デ ィ ーゼル自動車の実使用条件下におけ る排出

特性評価方法を検討し た。 さ ら に二次粒子を含む微小粒

子の大気動態計測 と モデルシ ミ ュ レーシ ョ ン、 二次粒子

生成モデル改良のためのチャ ンバー実験、 排出イ ンベン

ト リ の改良、 二次生成物質や自動車排気に起因する高レ

ベル曝露の実態把握結果を も と に評価方法の検討を行っ

た。

３ . 平成 19 年度は、 センサスデータ を も と に自家用車の

利用目的別 ・ 距離帯別 CO2 排出量の分析を継続し て行っ

た。 また、 車載機器を用いた実使用条件下におけ る走行

状況の把握、 シ ャ シーダ イナモ試験によ る自動車の環境

負荷の評価、 購買行動によ る環境負荷の評価を行 う と と

も に、 身近な交通の見直しによ る環境改善効果について

ま と めた。

(1)-1.　 社会環境システム研究領域プロジェ ク ト

1）　 身近な交通の見直し による環境改善に関する研究

〔区分名〕 特別研究

〔研究課題コード〕 0507AG521

〔担当者〕 ○小林伸治 （社会環境システム研究領域）， 近

藤美則， 松橋啓介， 伏見暁洋， 田邊潔， 森口祐

一， 加藤秀樹， 原田一平

〔期　間〕 平成 17 ～平成 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 「ラ ス ト ワ ンマイル」 と呼ばれる各家庭 と の接

続部分に着目し， その身近な交通から の環境負荷の低減

を目指す。 特に， 自動車の使い方と排出される CO2 に着

目し， 車載機器を用いて地域の実使用条件下におけ る自

動車の走行実態を把握し て正確な環境負荷評価を行 う 。

また， 宅配， コ ン ビニ， シ ョ ッ ピ ングセン ター等の購買

行動の違いによ る環境負荷の違いを調査する。 得られた

結果を も と に， モデル地域を対象 と し て， 自動車の使用

実態を考慮し た 適な車両技術及び交通対策の導入につ
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いて， 効果的な対策シナ リ オを提示する。

〔内容および成果〕

　 車載機器を用いて路上走行実態 （交通特性） 調査を行

い， 身近な交通の実態を明ら かにし た。 特に， 従来の統

計で正し く 把握されていなかった短距離 ト リ ッ プの頻度

および CO2 排出寄与が高いこ と を明らかにし た。 また，

26 人を対象と し た路上試験によ り ， エコ ド ラ イブで平均

12％の燃費改善 と な る こ と， エコ ド ラ イブのポ イ ン ト は

１ ） 高速度を抑えた走行， ２ ） 前方の交通状況を よ く

見て早めのア ク セルオフ を行い無駄な走行エネルギーを

消費し ない こ と の ２ 点で， 改善効果の内訳は走行エネル

ギーを抑え る 対策が約 ７ 割を占め る こ と を明 ら かに し

た。 さ ら に， 実使用時の車両技術を車載機器やシ ャ シー

ダ イナモ設備によ って調査し た結果， 市販の小型電気自

動車は平均速度の低い領域でも効率が 45％ （走行エネル

ギー／充電量） 以上 と 高い反面， エア コ ン等の使用によ

り 効率が約半分に低下する など性能悪化が大きい こ と を

確認し た。 バッ テ リ 性能と価格を考え合わせる と， 当面，

電動車両は， エア コ ンを使わず容量の小さ いバッ テ リ で

駆動でき る超軽量の車両 （例えば， 電動アシス ト 自転車，

電動カー ト など） に適し ている もの と考え られた。

　 一方， 温暖化に関する身近な交通対策を削減可能性 と

実現可能性の観点か ら整理し， １ ） 短期的にはエコ ド ラ

イブや公共交通利用促進， ２ ） 中期的には小型軽量かつ

低燃費車への切 り 替えや公共交通等の利用しやすい場所

への住み替え， ３ ） 長期的には制度やまちづ く り の見直

し等が大幅削減につながる一連の対策であ る こ と を示し

た。 また， 購買行動に着目し， 物流セン ターか ら各戸ま

での範囲で， 宅配利用 と シ ョ ッ ピ ングセン ター利用等の

買い物によ る CO2 排出量を交通特性調査のデータ を取 り

入れたシ ミ ュ レーシ ョ ンで分析し た結果， 寄与の大半は

自家用車利用によ る も ので， 商業施設 と 住戸 と の距離や

購入物数によ って差はあ るが， 宅配利用によ る CO2 削減

余地が大きい こ と を明ら かにし た。 後に， 公共交通等

の利用しやすいまちづ く り の将来像について議論する材

料 と する ため， 中心市街地， 住宅地， 農村等の土地利用

状況に適 し た交通シ ス テ ム を イ メ ージ図 と し て作成 し

た。

〔備考〕

2）　 都市大気環境中における微小粒子・ 二次生成物質の

影響評価と 予測

〔区分名〕 特別研究

〔研究課題コード〕 0608AG441

〔担当者〕 ○小林伸治 （社会環境システム研究領域）， 新

田裕史， 大原利眞， 田邊潔， 今村隆史， 小野雅

司， 日引聡， 上原清， 菅田誠治， 近藤美則， 松

橋啓介， 田村憲治， 南齋規介， 長谷川就一， 早

崎将光， 神田勲， 伏見暁洋， 藤谷雄二， 高橋克

行， 森野悠， 須賀伸介

〔期　間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 デ ィ ーゼル車に対する厳し い排出ガ ス規制導

入等によ り ， 将来， DEP 等の一次排出粒子の排出量は大

幅な低減が見込まれているが， その一方で， 大気中にお

け る光化学反応で生成される微小な二次生成粒子の寄与

が高ま る傾向があ る。 また， 今後， デ ィ ーゼル車に対す

る排ガス触媒や地球温暖化対策 と し てのバイオ燃料の採

用， VOC 対策等によ り ， 排出ガスの質が変化する ため，

都市におけ る大気汚染の構造が大き く 変化する こ と が予

想される。 本研究では， 都市圏におけ る微小粒子， 二次

生成汚染物質を対象にその動態， 生成要因の解明 と 曝露

モニ タ リ ング， リ ス ク評価等を行 う と と も に， ナ ノ 粒子

の毒性研究プロ ジェ ク ト と も連携し， 今後， 自動車等の

技術変革によ り 起こ り う る都市の環境問題を未然に予測

し，中長期的な環境政策立案に資する こ と を目的 とする。

〔内容および成果〕

　 発生源に関する研究では，低公害車実験施設を用いて，

新長期規制対応の 新デ ィ ーゼル車の排出ガス評価を実

施し た。 DPF （Diesel Particulate Filter） 付の新長期規制対

応車から の粒子状物質の排出は極めて少ない こ と が確認

されたが， 窒素酸化物の排出量は低減されているが， 二

酸化窒素の排出量が従来車よ り も増加し ている こ と が確

認された。 また， 自動車や固定発生源か ら の汚染物質排

出量を推計する システムを整備し， 汚染物質の排出イ ン

ベン ト リ 改善策に関する検討を実施し た。

　 微小粒子の大気中におけ る動態については， 従来か ら

実施し ている長期観測を継続し て実施し， 粒子の個数濃

度や炭素組成， 有機成分組成についてのデータ を蓄積し

た。

　 大気質予測モデル及び二次粒子の動態解明について

は， 予測モデルに よ る 計算結果を も と に有機二次粒子

（SOA） を中心 とする二次生成汚染物質の動態解明を目的

にし た観測計画を立案， 2007 年 ７ ～ ８ 月に， 地方自治体

や大学， 民間の研究機関の協力を得て， 関東地域を対象

と し たフ ィ ード観測を行い， SOA 等の動態解明 と モデル

検証のためのデータ を取得し た。 さ ら に， 得られたデー

タ を用いて， SOA 予測モデルや都市大気汚染モデルを検

証し た。 また， 風洞実験データ を活用し， 道路沿道の高

濃度汚染を対象に し た簡略型数値モデルの開発を進め

た。
―  106  ―



国立環境研究所年報 （平成 19 年度）
　 曝露評価に関する研究では， 前年度に引き続き， 一般

住民の幹線道路沿道歩行中の自動車排ガスへの高曝露実

態解明を目的 と し て， 東京都内の幹線道路沿道および後

背地区を歩行し ながら大気中浮遊粒子状物質濃度 と ナ ノ

粒子を含む微小粒子数 （個数濃度） を測定し， 沿道およ

び後背地域歩行中の短時間の曝露濃度変化状況 と それに

関わる要因について検討し た。

〔備考〕

3）　 中長期を対象と し た持続可能な社会シナリ オの構築

に関する研究

〔区分名〕 特別研究

〔研究課題コード〕 0608AG527

〔担当者〕 ○原沢英夫 （社会環境システム研究領域）， 増

井利彦， 肱岡靖明， 日引聡， 久保田泉， 亀山康

子， 甲斐沼美紀子， 藤野純一， 花岡達也， 森口

祐一， 橋本征二， 田崎智宏， 高橋潔

〔期　間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 社会の持続可能性を評価する こ と がで き る指

標や分析の枠組を開発する こ と を第一の目的 と する。 ま

た， 開発された枠組を も と に， 持続可能な社会像を理論

的， 定量的， 定性的に描 く と と も に， それを達成する た

めの道筋や課題を， 国際的な視点を踏まえて， 環境及び

社会経済の側面から整合的に明らかにする こ と を第二の

目的とする。

〔内容および成果〕

　 本年度は， 前年度にひきつづき持続可能性を評価する

指標についての検討を行い， 指標の比較および問題点を

ま と める と と も に， 新たな指標の概念設計を行った。 ま

た環境ビジ ョ ン ・ シナ リ オの作成方法 と し て定性的シナ

リ オおよび定量的なシナ リ オに関する方法を検討し， 後

者については統合評価モデルを活用し たシナ リ オ作成 ・

評価の枠組みを開発し た。 これら を用いて環境省の超長

期ビジ ョ ンの持続可能な社会ビジ ョ ンおよび環境及び社

会経済の側面か ら定性的シナ リ オを作成し， 統合評価モ

デルによ り 定量的に分析， 評価する方法の妥当性を検討

し た。

〔備考〕

環境省 ・ 超長期ビジ ョ ン ・ シナ リ オ研究 と連携し て行 う 。

共同研究者 ： 馬奈木俊介 （横浜国立大学経営学部）

(1)-2.　 その他の研究活動（ 社会環境システム研究領域）

1）　 機会論に基づく マーケティ ングを応用し た環境ボラ

ンティ ア獲得のための情報システム 開発

〔区分名〕 文科 - 科研費 

〔研究課題コード〕 0709CD281

〔担当者〕 ○森保文 （社会環境システム研究領域）

〔期　間〕 平成 19 ～平成 21 年度 （2007 ～ 2009 年度）

〔目　的〕 ボ ラ ンテ ィ アの需要 と 供給の不釣合いをマー

ケテ ィ ング的手法を用いて解消し， ボ ラ ンテ ィ アの協力

が必要であ り ながら十分にボ ラ ンテ ィ アを獲得でき ない

環境事業の推進手法を提示する と と も に， ICT をベース

にし た具体的なボ ラ ンテ ィ ア獲得の仕掛けを構築する こ

と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 ボ ラ ンテ ィ アを効果的に募集する ためには， その活動

に応じ たアプローチが必要であ るが， ボ ラ ンテ ィ ア活動

の種類や種類によ る参加動機の差異については十分に検

討されて こ なかった。 本研究では， 経験に関係する趣味

および性別などの個人属性 と 参加し たいボ ラ ンテ ィ ア活

動の種類の関係を， ＷＥ Ｂ 調査のデータ を用いて解析し

た。 ボ ラ ンテ ィ ア活動ご と に関係する趣味や個人属性は

異なった。 こ の関係はボ ラ ンテ ィ ア機会理論を支持し た

が， Dominant status model では説明でき なかった。 これら

の結果を利用し て， 各ボ ラ ンテ ィ ア活動に合ったボ ラ ン

テ ィ ア募集方法を見いだすこ と ができた。

〔備考〕

研究代表者 ： 前田恭伸 （静岡大学 ・ 工学部）

2）　 電気駆動車両の普及方策に関する研究

〔区分名〕 経常 

〔研究課題コード〕 0710AE295

〔担当者〕 ○近藤美則 （社会環境システム研究領域）

〔期　間〕 平成 19 ～平成 22 年度 （2007 ～ 2010 年度）

〔目　的〕 　 電気駆動系は，車両におけるエンジン駆動系

に対し て環境負荷が小さ い駆動系であ る。 それら の早期

の普及を進めるには， 現在の電気駆動系の性能に合致し

た利用分野の設定 と， 従来エンジン車に匹敵する コ ス ト

競争力を持つ必要があ る。 こ こ では， 電気駆動系車両の

導入ポテンシ ャルの計算， 車両の低コ ス ト 化のための方

策について検討する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 環境研で過去に開発し た電気自動車Lucioleおよび2005

年か ら開始し た特別研究 「身近な交通の見直しによ る環

境改善に関する研究」 で購入し た車両 Reva について， 軽

乗用車の利用実態調査か ら抽出し た走行パターンによ る

エネルギー消費量 （電費） をシ ャ シーダ イナモ試験によ

り 求め， 市販されている電気自動車の性能の実態を把握

し た。 未だ 11 年前に開発し た Luciole の方が電費， 加速

性能 と も によい性能であ る こ と がわかった。 また， Reva
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に GPS 記録装置を取 り 付けた走行実態調査を行い， 駅ま

での往復や日常的な使用におけ る走行性能について確認

し た。 これら の結果か ら， 軽乗用車の日常使用におけ る

市販電気自動車への代替可能量について， 電気自動車の

一充電走行距離 と 軽乗用車の一日当た り 使用距離を考慮

し た結果， 現在市販されている電気自動車の性能で も導

入可能な量は， 頻度で半数， 距離で ２ 割弱， Reva の 高

速度がさ らに10km/h高ま る と その比率はほぼ倍増する こ

と がわかった。 ただし， 車両の安全性， 騒音等の検討が

必要であ る。

　 一方， 車両の低コ ス ト 化について， 車両の価格は電池

価格に大き く 支配 さ れてお り ， 低コ ス ト 化のためには，

電池価格の低 　 減， た と えば電池容量の削減も し く は電

池を リ ース等の方法で供給する こ と によ り 実質的な初期

コ ス ト を下げる等の方策が必要 と 考え られた。 電池容量

の削減は走行距離の低下に直接関係する ため， 乗用車の

使用実態に関するデータ収集がよ り 重要と考え られた。

〔備考〕

3）　 アジア諸国における環境配慮型ラ イ フ スタ イ ルの形

成要因についての研究

〔区分名〕 経常 

〔研究課題コード〕 0507AE793

〔担当者〕 ○青柳みど り （社会環境システム研究領域）

〔期　間〕 平成 17 ～平成 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 一般の人々を環境配慮型ラ イ フ ス タ イルへ と

方向付ける様々な手法について分析， 検討を行 う 。

〔内容および成果〕

　 アジア諸国におけ る ラ イ フ ス タ イル変更関連要因 と し

て社会資本についての先行知見の収集を行い， 社会資本

についての考察を行った。 また， 持続可能な ラ イ フ ス タ

イルについて， 普及理論をめぐ る考察を行った。

〔備考〕

4）　 気候風土や文化的背景による環境知覚の違い

〔区分名〕 経常

〔研究課題コード〕 0608AE398

〔担当者〕 ○青木陽二 （社会環境システム研究領域）

〔期　間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 気候風土や文化的背景に よ り 環境に対する知

覚は異な る こ と が予想される。 こ のよ う な現象を把握す

る と 共に， 違いを も た らす原因を明ら かにし， 環境対策

を考え る時の基盤を明らかにする。

〔内容および成果〕

　 気候風土の異な る地域で戸外活動を比較する ため， 公

園利用者数の調査を行った。 この利用者数 と気温， 湿度，

風速， 降雨量， 日照などの気象データ と の関連を分析し

た。 その結果文化的背景が異なって も， 気象データの影

響は似ている こ と が分かった。 また同じ日本で も気象条

件の違いによ り ， 人々の戸外活動は影響を受けている こ

と が分かった。 こ のよ う な行動量の分析に林の数量化理

論Ⅰ類は有効な結果を導いた。 そ し て こ の分析手法は冷

温帯 と 亜熱帯の差のよ う な大き な違いだけでな く ， 樹林

の多い公園 と 少ない公園におけ る ミ ク ロ な気象条件の影

響の違いについて も分析でき る こ と が分かった。

〔備考〕

5）　 環境問題に現れる拡散現象に対する数値シミ ュ レ ー

ショ ン手法の開発

〔区分名〕 経常 

〔研究課題コード〕 0707AE338

〔担当者〕 ○須賀伸介 （社会環境システム研究領域）

〔期　間〕 平成 19 年度 （2007 年度）

〔目　的〕 種々の環境問題において現れる拡散現象の効

率的な数値シ ミ ュ レーシ ョ ン手法の開発を目指す。 流れ

場におけ る 拡散を扱 う 移流拡散問題の数値シ ミ ュ レー

シ ョ ンでは， 計算精度の観点か ら， 計算コ ス ト の負担が

多い陰解法が多 く 用いられている ため， 大規模な数値シ

ミ ュ レーシ ョ ンにおいては計算容量， 計算時間の面で効

率性に難点があ る。 本研究では， こ のよ う な陰的解法の

短所を克服する ために， 格子ボルツマン法を用いた陽的

な手法の開発を目的とする。

〔内容および成果〕

　 種々の環境問題の現象解明において重要な役割を演ず

る拡散現象に対する数値シ ミ ュ レーシ ョ ン手法の基礎研

究を行った。 既存の市販されている解析パ ッ ケージの多

く は陰的解法 と 呼ばれる手法に基づいている。 これは多

様なパラ メ ータ設定に対し て安定な解を得る こ と （実際

の現象から大き く かけ離れた無意味な数値が出力されな

い こ と） を重視し ている ためであ る。 しかし ながら実際

の現象解明を陰的解法でシ ミ ュ レーシ ョ ンする ためには

膨大な計算時間と計算資源 （ メ モ リ 容量） が必要であ り ，

パソ コ ン レベルで手軽に計算を行 う こ と は困難であ る場

合がほ と んどであ る。 本研究では， 少ない資源 （計算時

間 と 容量） で安定な解を得る こ と ができ る数値計算手法

の陽解法の開発を行った。 そ こ では， 従来のパ ッ ケージ

な ど では用い ら れていない格子ボルツ マ ン法を適用 し

た。 こ の手法の計算精度 と 安定な解を得 る ためのパ ラ

メ ータの条件 （安定性条件） を実証的， 理論的に解析し

た結果， 伝統的な陰解法であ る有限要素法， 差分法 と 同
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程度の信頼度で数値計算が行え る こ と がわかった。 研究

成果は土木学会応用力学論文集に査読付き論文 と し て投

稿， 受理された。

〔備考〕

6）　 分かり やすさ を重視し たマスメ ディ ア利用型コ ミ ュ

ニケーショ ンに関する実証的研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 S-5-1(12)

〔研究課題コード〕 0712BA339

〔担当者〕 ○青柳みど り （社会環境システム研究領域）

〔期　間〕 平成 19 ～平成 24 年度 （2007 ～ 2012 年度）

〔目　的〕 温暖化の現状や因果関係，不確実性などを正し

く 認識でき る よ う にする ために， 気候未来像の映像 と レ

ク チャーを合わせたセ ミ ナー形式のコ ミ ュ ニケーシ ョ ン

手法の開発を行い， また， 日本の地域ご と の気候未来像

を用いて， イ ン ターネ ッ ト など を活用し た， 幅広い地域

で実施可能な コ ミ ュ ニケーシ ョ ン手法の開発 と 評価を行

う 。

〔内容および成果〕

　 本年度は初年度であ るので， 気候モデルか ら導出され

た気候未来像はまだ入手不可能であ る。 そのため， 既に

テ レ ビ放映 さ れた気候変動の影響 と さ れ る 様々な現象

や， 気候変動対策の現状に関する映像を編集し， それを

用いたフ ォーカ ス ・ グループ ・ イ ン タ ビ ューを， 大卒男

女 （理系 ・ 文系別， 男女別の ４ グループ） の社会人経験

10 年程度の一般市民について実施し た。 その結果， も

理解が進んでお り 対策行動に積極的であったのは理系女

子であ り ， 知識 と 意欲があ るだけに， 現状の対策につい

ての要求レベルが高い こ と が分かった。 次に理解が進ん

でい る のは理系男子で理系女子 と 同様の傾向を示 し た

が， 実際の行動については若干実行度合いが低い傾向に

あった。 一方， 文系については， 男性では職業上関連の

あ る商社関係者などは知識も豊富で対策に対し て意欲的

であったが，金融関係関連者は全 く 興味を示さ なかった。

一方， 女性では， キ ャ リ ア意欲 と 社会的な事柄に関する

興味が関連し てお り ， 職業的キ ャ リ アの展望があ る も の

ほど， 温暖化対策について も関心を示し た。

〔備考〕

課題代表者 ： 神奈川大学 　 松本安生

7）　 市民および企業などの自主的な環境活動の理論およ

び効果に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コード〕 0610AE451

〔担当者〕 ○森保文 （社会環境システム研究領域）

〔期　間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目　的〕 良好な環境を維持 ・ 改善し てい く 上で， 市民参

加および企業の協力が重要であ る こ と は今や論を待たな

い。 これら自主的な環境事業への参加についての理論や

効果を明ら かにする こ と で， 今後の支援策の方向決定に

有用な情報を提供する。

〔内容および成果〕

　 本研究では， ボ ラ ンテ ィ ア参加の動機について合理的

選択理論 と は異な る ボ ラ ンテ ィ ア機会理論を提案し， こ

れを ＷＥ Ｂ 調査を用いて検証し た。 この理論では， 機会

に触れ る こ と がボ ラ ン テ ィ ア参加を も た ら す と 仮定 し

た。 ボ ラ ンテ ィ ア参加に関する要因を解析し た と こ ろ，

関心事の多さや地域や特定の活動に関係する個別的な情

報な ど の参加機会に関係す る 要因が正に有意であ る な

ど， こ の理論に基づ く 仮説が支持された。 また利己的動

機に関係する要因は， 有意でないか負に有意であ り ， 経

済モデルは支持されなかった。

〔備考〕

8）　 空間統計モデルの環境政策の評価分析への適用に関

する研究

〔区分名〕 経常 

〔研究課題コード〕 0708AE370

〔担当者〕 ○須賀伸介 （社会環境システム研究領域）， 日

引聡

〔期　間〕 平成 19 ～平成 20 年度 （2007 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 近年，空間統計学を考慮し た計量経済学の手法

を用いた経済分析が注目されて き ている。 しかし， 新し

い手法であ る ため， 環境経済学の実証研究への応用事例

も少な く ， また， 従来の手法に空間統計を応用する場合

の手法について， 明ら かに されていない も のが多い。 本

研究では統計学的な観点から従来から の手法のレ ビ ュー

を行 う と と も に， 従来の手法に空間統計を組み入れた場

合の推計手法の拡張について検討し， ゴ ミ 処理の有料化

がゴ ミ 削減に及ぼす影響， 汚染源の環境負荷の評価に及

ぼす影響などの具体的問題への適用を検討する。

〔内容および成果〕

　 本年度は実証研究への準備 と し て， 空間統計モデ リ ン

グ， 状態空間モデ リ ングによ る時系列分析およびこれら

のモデ リ ング解析の基礎 と な るマルコ フ連鎖モンテカル

ロ法などに関する文献調査を中心に研究をすすめた。

〔備考〕

9）　 自主的アプローチの評価に関する研究

〔区分名〕 経常 
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〔研究課題コード〕 0709AE453

〔担当者〕 ○日引聡 （社会環境システム研究領域）

〔期　間〕 平成 19 ～平成 21 年度 （2007 ～ 2009 年度）

〔目　的〕 近年，従来型の政策手段 と は異なった タ イプの

政策手段 と し て， 自主的アプローチ と 呼ばれる政策が実

施される よ う になって き た。 自主的アプローチ と は， 政

府が主導し， 企業の自主的な取組を促進する よ う な政策

プロ グ ラ ムの実施など を意味し ている。 本研究では， い

く つかの事例研究を通し て自主的アプローチの有効性に

ついて明らかにする こ と を目的と し ている。

〔内容および成果〕

　 環境負荷の低減に貢献する可能性のあ る企業の自主的

な取組と し て期待されている ものに， ISO14001 などの環

境マネジ メ ン ト システム （以下では， EMS と 略称する）

の認証制度があ る。 本研究では， 製造業を対象 と し た実

施された事業所レベルの環境マネジ メ ン ト に関するサー

ベイデータ を利用し て， 次の点について分析し た。

（ １ ） ステーク ホルダーを 13 タ イプに分類し， その中で，

事業所の環境保全活動に重要な影響を及ぼすステーク ホ

ルダーを明らかにし， それらが， EMS 導入 と どのよ う な

関係があ るか

（ ２ ） 市場構造が事業所の意思決定にどのよ う な影響を与

え るか

（ ３ ） 制度導入初期時点と比較し て， どのよ う にイ ンセン

テ ィ ブが変化し たか

　 その結果得られた結論は以下の通 り 。

（ １ ） 行政当局， 得意先， 近隣住民あ るいは地域コ ミ ュニ

テ ィ ， 管理職や従業員が事業所の環境に対する取 り 組み

を推進 さ せ る 上で重要な ス テー ク ホルダーにな っ てい

た。

（ ２ ）意外にも環境 NGO や環境 NPO は事業所の取 り 組み

に対し てあ ま り 重要な役割を果た し ていなかった。 日本

では， 環境 NGO や NPO は， その規模が社会的な影響力

を持つほど大き く な く ， また， 企業活動を監視する役割

を十分果た し ていない こ と によ る も のではないか と 推察

される。 今後， 企業や事業所の自主的行動を促進する上

で，環境 NPO や NGO は重要な役割を果たす必要があ る。

政府は， 環境 NPO や NGO がこのよ う な社会的役割を十

分に果たせる よ う な施策を検討する必要があ る。

（ ３ ） 環境への取 り 組みに対し て強い影響度を もつステー

ク ホルダーがEMS導入に与え る影響について検討し た と

こ ろ， 得意先， 管理職， 一般従業員は導入を促進する傾

向があった。 その一方で， 行政当局， 近隣住民等か ら の

影響は導入に大き な役割を果た し ていなかった。

（ ４ ） 市場 （製品市場 と 株式市場） の役割や市場の性質

（競争市場かど う か） に焦点を当て， それらが事業所レベ

ルの EMS 導入に果たす役割について考察し た。 その結

果，国際的なマーケ ッ ト に製品を供給する事業所は，EMS

導入の初期時点か ら事業所の EMS 導入の重要な要因 と

なっている こ と が明ら か と なった。 また， 市場の競争度

や株式市場での投資家の評価が事業所あ るいは企業戦略

に重要な影響を及ぼす結果， EMS 導入のイ ンセンテ ィ ブ

を強める要因 と なっている点も明ら か と なった。 これら

の点はこれまで既存研究では明ら かに されて こ なかった

点であ る。

〔備考〕

10）　 統合評価モデル改良のための基礎的情報収集

〔区分名〕 経常

〔研究課題コード〕 0610AE531

〔担当者〕 ○増井利彦 （社会環境システム研究領域）， 肱

岡靖明， 花崎直太， 金森有子

〔期　間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目　的〕 社会環境シ ス テム研究領域統合評価研究室で

は， 環境 と 社会 ・ 経済活動を統合的に分析し， 環境保全

に資する施策を評価する ためのツールであ る統合評価モ

デルの開発 と その適用を主 と し て行 う 。 これまでに開発

し て き たモデルを拡張， 改良するにあたっての参考事例

と し て， これまでに世界の様々な研究機関で開発されて

いる統合評価モデルを収集し， 各種モデルの構造につい

て相違点やモデルの活用事例を分析する こ と を目的 とす

る。

〔内容および成果〕

　 IPCC 新シナ リ オ作成を支援する こ と を目的 と し て，世

界経済モデル を改良す る ための情報収集 （LINKAGE，

EPPA， GTAP-EG， SGM， MiniCam， WorldScan 等） とデー

タの準備 （様々なガスの排出係数の収集 と モデルへの入

力） を行った。

〔備考〕

11）　 非競争的市場を 仮定し た経済モデルの開発と 環境

税制度の定量評価

〔研究課題コード〕 0707AF517

〔担当者〕 ○岡川梓（社会環境システム研究領域），日引聡

〔期　間〕 平成 19 年度 （2007 年度）

〔目　的〕 環境税制度の評価ツール と し て，競争的市場を

仮定し た CGE モデルが頻繁に利用されているが，現実に

はほ と んどの財 ・ サービ ス市場は非競争的であ る。 競争

的市場 と 非競争的市場では， 企業が持つ市場価格への影

響力が異な る。 そのため， 環境税制度の効果や経済的影
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響の大き さは異な り ， 競争的市場を仮定し た先行研究の

分析では， 一定量の削減に必要な環境税率を過小評価し

ている可能性が高い。 本研究の目的 と 目標は， 市場の特

性を織 り 込んだモデルで2008年度以降の環境税制度導入

の効果を分析する こ と であ る。

〔内容および成果〕

【内容】

　 従来の応用一般均衡モデルでは， 規模の経済性がない

（生産量に関わ らず負担する固定設備が費用に含まれな

い） と い う 仮定 と， 全ての市場が完全競争的であ る （市

場価格に対し て影響力を持たない） と い う 仮定に従って

構築されている。 本研究ではこれらの点について先行研

究 （Okagawa and Ban （2007） ） で開発し た応用一般均衡

モデルを改良し た。 具体的には，

（ １ ） 企業の生産総費用を可変費用 （生産量に応じ て変化

する費用） と固定費用 （固定設備費用） に分離し た。 （規

模の経済性 　 　 の導入）

（ ２ ） 市場均衡条件を市場価格 と限界生産費用が乖離する

形で記述し た。 （不完全競争の導入）

（ ３ ） 先行研究 （加藤 （2003） ， 乾 ・ 権 （2004） および宮

川 （2006）） を参考にし て， 企業の生産総費用の う ち固定

費用の占める割合 　 を特定化し た。

（ ４ ） 完成し たモデルを用いてシ ミ ュ レーシ ョ ン分析を行

い， 従来モデルに と の違いを明らかにし た。

【成果】

（ １ ） 非競争的企業の行動を織 り 込んだ応用一般均衡モデ

ルの開発に成功し た。

（ ２ ） モデルによ るシ ミ ュ レーシ ョ ンの結果から， 以下の

点を明らかにし た。

　 ① 13％の二酸化炭素排出削減の た めの環境税率は

15,700 円 /t-C，その際に GDP は 1.4％減少，社会厚生は 0.65

％低下す 　 　 る。

　 ②莫大な固定費用を必要 と する装置産業に環境税を賦

課し た ら ど う なるか？

　 　 →固定費用が大き い産業 （鉄鋼， 電力， 運輸な ど）

ほど， 環境税率上昇によ る負の影響が大き く なる。

　 ③本モデルが捉え る特有の効果 ：

　 通常の CGE モデルで環境税をシ ミ ュ レーシ ョ ンする

と， 企業の生産費用 ・ 市場価格が上昇し， 需要が減少す

る と い う 効果を捉え る こ と ができ る。 本モデルでは， こ

れらの効果に加えて， 規模の経済性によ って環境税導入

によ る生産量の減少が さ らに大き な生産費用の増加を も

た らす。 し たがって完全競争モデルの場合よ り も生産物

の価格が上昇し， 需要が大き く 減少する。 一方で， 装置

産業の固定費用は一定であ る こ と か ら， 社会厚生は低下

する と い う 効果を捉える こ と に成功し た。

【発展性】

　 本研究は， 環境税制度導入によ る日本経済への影響を

数値で示すこ と ができ， 制度導入のための議論の材料を

提供する こ と ができ る。 その際， 従来提唱されて き た よ

う な均一の環境税 （炭素含有量に応じ た化石燃料への課

税） が必ずし も 社会厚生の低下が小 さ い制度ではな く ，

産業ご と に環境税率を差別化する政策を検討する こ と も

必要であ る こ と を政策提言する こ と ができ る。 また， 環

境税制度を評価する ための日本経済モデルについて， こ

れまで標準的に設定されて き た仮定が， 制度評価の結果

にどんな意味を持つのかを明ら か と な る。 それに よ り ，

環境税制度を評価する ためのモデル と し ての満たすべき

条件を提案し， 将来の環境税制度の評価研究に貢献する

ものであ る。

〔備考〕

12）　 都市内大規模河川（ ソ ウル市清渓川） の復元による

暑熱現象改善効果の実証

〔区分名〕 文科 - 科研費 

〔研究課題コード〕 0507CD824

〔担当者〕 ○一 ノ 瀬俊明 （社会環境システム研究領域） ，

松本太， 原田一平

〔期　間〕 平成 17 ～平成 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 ソ ウル市都心を東西に貫 く 清渓高架道路撤去

工事によ り ，都市内大規模親水空間と し ての清渓川（チ ョ

ンゲチ ョ ン） が復元された。 2006 年夏季に超音波風向 ・

風速計などによ る集中気象観測を行った結果， 河道上お

よび河道南側 80ｍ 付近で， 清渓川に沿った西風 （海風）

の強 ・ 弱に対応し た気温の下降 ・ 上昇が見られ， 河川か

ら周辺地域への冷却効果のプロセスが示された。 そ こ で

2007 年夏季の集中気象観測では， 冷気の川面から周辺市

街地へ輸送されるプロ セスに関し， その発生源であ る河

道内の気象学的な メ カニズムにアプローチする。

〔内容および成果〕

　 夏季に， 清渓川の河川中ほど と 南北川岸にポールを立

て， 鉛直 （高 さ 別） に気温や湿度の連続測定を行っ た。

清渓川の河川水によ る冷却効果については， 川面に近い

高度ほど気温が低 く ， 水蒸気密度 （絶対湿度） が大きい

傾向が見られた。 南側の鉛直分布に関し ては， 北側よ り

相対的に気温が低い傾向が見られた。 また地表面に近い

ほど気温が低 く なっている傾向が見られた。 一方， 北側

では日中地表面に近いほど気温が高 く なっている様子が

しばしば観測されている。 それら の要因 と し ては， 南側

沿道の地表面には植物が繁茂し ているのに対し， 北側の
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地表面はコ ン ク リ ー ト 面がむき出しになっている こ と が

考え られる。 以上の結果か ら， 南側河岸の方に冷気層が

形成されている可能性が示唆されるが， 海風吹走時にお

ける乱流の可能性についてはさ らに検討が必要であ る。

〔備考〕

共同研究者 ： イ ・ リ ョ ンテ （韓国ソ ウル特別市） ほか多

数， 平成 15 ～ 16 年度 （2003 ～ 2004 年） 研究調整費 と

し て関連課題を実施。

13）　 地下水の散水によ る 環境影響と ヒ ート アイ ラ ン ド

現象緩和効果の評価

〔研究課題コード〕 0707BX543

〔担当者〕 ○一 ノ 瀬俊明 （社会環境システム研究領域） ，

松本太

〔期　間〕 平成 19 年度 （2007 年度）

〔目　的〕 東京都区部のあ る広範囲の地域において地下

水を く み上げ， 散水を行った場合にどの程度の冷却効果

が得られるのかを評価する ため， 散水に有効な時間帯や

地理・気象条件などを検討し，それらの評価を広域スケー

ルの数値シ ミ ュ レーシ ョ ンを通じ て行 う 。

〔内容および成果〕

　 東京都区部におけ る散水適地の検討や地下水利用可能

量を も と に， 東京都心部に散水を行った場合の気温低減

効果の数値シ ミ ュ レーシ ョ ンを行った。 晴天条件では海

風の影響が強 く ，それは内陸部にまで及んでいる。練馬・

新宿・大手町では散水によ る気温低下効果が顕著であ る。

ま た， 散水グ リ ッ ド の風下側で も気温低下が見 ら れる。

よ って東京都区部の広範囲にわた り ， 散水の効果が期待

でき る。 散水によ る気温低下効果は， 練馬 ・ 新宿では曇

天条件 と 比較し， 晴天条件の方が大きい。 大手町付近で

は比較的風が強 く ， 内陸部では弱い こ と がその背景にあ

る も の と 考え られる。 散水によ る気温低下効果は日中

高気温時に大き く ， 散水に有効な時間帯であ る こ と が示

唆される。

〔備考〕

研究代表者 ： 滝沢智 （東京大学）

共同研究者 ： 大岡龍三 （東京大学）， 林武司 （秋田大学），

平野勇二郎 （群馬大学）

環境省クールシテ ィ 事業

14）　 都心における大規模緑地の暑熱緩和効果

〔研究課題コード〕 0707AE544

〔担当者〕 ○一 ノ 瀬俊明 （社会環境システム研究領域） ，

松本太

〔期　間〕 平成 19 年度 （2007 年度）

〔目　的〕 都心の大規模緑地が夏季に形成する ク ールス

ポ ッ ト の状況を把握する と と も に， 海風によ る影響を評

価する。 また， 地表面被覆の差異によ る熱的な特性を把

握する。

〔内容および成果〕

　 東京都港区芝公園と周辺市街地を対象に，気温・湿度・

放射温度 ・ 風向 ・ 風速の多点同時集中観測を実施 し た。

また， 高所か ら の熱画像撮影調査を実施し た。 集中観測

の結果よ り ， 日中に大規模緑地は周辺市街地よ り も気温

が低 く 水蒸気圧が高い こ と が確認され， 緑地の蒸発散が

気温低減に寄与し ている可能性が示された。 さ らに， 公

園内樹林地の風下に位置する観測地点においては風上よ

り も水蒸気圧が高 く ， 海風によ る冷気の運搬の可能性が

あ る こ と などが示唆された。 加えて， 高所か ら の熱画像

撮影結果を地表面被覆 ・ 方位ご と に解析し， 熱的な特性

が明らか と なった。

〔備考〕

共同研究者 ： 岡田信行 （株式会社タ ム地域環境研究所） ，

片岡久美 （筑波大学）， 半田真理子 （財団法人都市緑化技

術開発機構）

平成 18 年度 （2006 年） よ り 港区から財団法人都市緑化

技術開発機構への委託調査 「水 と 緑の熱環境緩和効果測

定調査」 と し て野外観測等を実施。

15）　 都市の地下環境に残る人間活動の影響

〔区分名〕 その他公募

〔研究課題コード〕 0510KZ503

〔担当者〕 ○一 ノ 瀬俊明 （社会環境システム研究領域） ，

松本太

〔期　間〕 平成 17 ～平成 22 年度 （2005 ～ 2010 年度）

〔目　的〕 人間活動の影響が残 り やすい地下環境指標を

用い， 「気候変動影響」 ・ 「人間活動影響」 ・ 「都市基盤 と社

会政策」 の観点か ら， 過去の自然 と 都市の復原 （現在か

ら過去） を行 う と と も に， 自然－社会統合概念 （過去か

ら現在 ・ 未来） を と おし， 将来の都市のあ り 方への提言

を目指す。

〔内容および成果〕

　 現在の地下熱環境情報を用いた気候変動復原 ・ 都市化

の影響評価など，各種の地下環境情報を用い，都市と水・

熱 ・ 物質環境 と の関係を明ら かにする。 都市温暖化の指

標 と し て， 従来観測地点の有無， 立地条件に左右される

こ と の多かった ヒ ー ト ア イ ラ ン ド 強度に対し， CRU TS

2.1 の気温格子データ を活用する こ と で新しい指標を開

発し， アジアの対象諸都市に適用し た結果， 都市の発展

状況を反映 し た合理的な指標 と な り う る こ と が示 さ れ
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た。

〔備考〕

共同研究者 ： 白迎玖 （東北公益文科大学）， 片岡久美 （筑

波大学）

総合地球環境学研究所プロ ジェ ク ト 。 平成 16 年度 （2004

年度） FS を実施。 課題全体の代表者は谷口真人 （総合地

球環境学研究所）。 サブテーマ 「都市地理班」 の代表者は

吉越昭久 （立命館大学）。

16）　 自治体向けク リ マアト ラ ス作成方法の開発： 長野市

における研究をベースに

〔研究課題コード〕 0607AH550

〔担当者〕 ○一 ノ 瀬俊明 （社会環境システム研究領域） ，

松本太， 原田一平

〔期　間〕 平成 18 ～平成 19 年度 （2006 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 地方都市の ヒ ー ト ア イ ラ ン ド 対策 と し て都市

計画の中で具現的に提案する ためには， 視覚的な研究成

果， すなわち地図上に表現し た ク リ マア ト ラ ス （都市環

境気候図） の作成が重要であ る。 しかし， その作成手法

に標準的な仕様はな く ， その手法開発が大 き な課題で

あった。

〔内容および成果〕

　 長野市裾花川か ら流出する山風の実態， 発生条件等を

把握する ため， 市内数箇所の屋上で風向 ・ 風速， 気温，

湿度の定点観測を行った。また メ ソ気象モデル WRF を使

用し， 裾花川か ら の山風の再現数値シ ミ ュ レーシ ョ ンを

行った。 その結果， 午前 ３ 時頃に裾花川か ら山風が流出

し， 長野市内を吹走する状況が再現された。 観測された

山風は吹走の開始時刻， ピーク風速など う ま く 再現され

ていない点は多いが， 今後計算方法や地表面パラ メ ータ

の改良等を行えばク リ マア ト ラ スへの応用が十分可能 と

考え られる ものであった。

〔備考〕

研究代表者 ： 浜田崇 （長野県環境保全研究所）

平成 15 ～ 17 年度 （2003 ～ 2005 年度） 文科―科研費 と

し て関連課題を実施。 2002 年度まで と 2006 年度以降は

地方環境研と の共同研究と し て も実施。

17）　 能動的多軸 DOAS 観測法による大気 NO2 と エアロ

ゾルの計測

〔研究課題コード〕 0607ZZ551

〔担当者〕 ○一 ノ 瀬俊明 （社会環境システム研究領域） ，

原田一平， 松本太

〔期　間〕 平成 18 ～平成 19 年度 （2006 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 本研究は夜間に山風が出現する長野県長野市

において， 光源や受光系を自由に配置し て観測を行え る

プロ ジェ ク タ を光源 と し て利用する長光路差分吸収分光

（DOAS） 法を提案し， 解析結果 と大気地上測定局におけ

る観測データ を比較する こ と によ り ， DOAS 法の信頼性

を検証する ものであ る。

〔内容および成果〕

　 これまで， 既存の白色点滅灯であ る航空障害灯を利用

し た測定を行って き たが， 夜間は赤色灯に代わる ために

測定が昼間に限られ， 航空障害灯がない場所での測定が

行なえない と い う 制限があった。PC プロ ジェ ク タ光源を

利用し た DOAS 法によ る計測によ り 24 時間連続観測が

可能と なった。 しかし， 11 月に実施し た大気汚染集中観

測は， 天候が雪のため信頼性のあ るデータ を取得でき な

かった。

〔備考〕

共同研究者 ： 久世宏明 （千葉大学） ， 近藤昭彦 （千葉大

学）， 浜田崇 （長野県環境保全研究所）

千葉大学環境 リ モー ト センシング研究セン ター共同利用

研究

（ ２ ） 化学環境研究領域における研究活動

〔研究課題コード〕 0610FP013

〔代表者〕 柴田康行

〔期　間〕 平成 18 ～ 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目　的〕  化学的な見地に立って環境問題に取 り 組み、汚

染状況の把握や化学物質の環境動態解明、 さ らには環境、

生態系、 生体のシス テム と し ての理解 と その応答の計測

を目的 と し て、 新たな計測技術や環境モニ タ リ ング手法

の開発、 既存の分析法の高度化、 体系化 と その応用に関

する研究を行 う 。

　 化学環境研究領域には以下の ４ つの研究室が設置され

て、 研究を進めている。

A) 有機環境計測研究室では、 ダ イオキシン分析に代表さ

れる高感度高精度有機汚染物質分析のレベルを維持、 発

展させつつ、 さ ら に多 く の種類の汚染物質分析への対応

を目指し て、 多次元分離－同時多物質分析手法の高度化

を目指し た機器開発、 複合手法開発を特別研究 （H18 ～

20） と し て推進し ている。 また、 日韓環境ホルモン並び

に POPs 共同研究と し て、離島での POPs モニ タ リ ングを

実施し ている。

B) 無機環境計測研究室では、 安定同位体並びに放射性同

位体の計測技術の高度化によ る汚染の発生源解析に関す

る特別研究 （H18 ～ 20） を進める と と もに、 元素の化学

形態、 存在状態、 局在に関する研究 （経常研究等）、 ナ ノ

テ ク を利用し た大気浮遊粒子状物質中の新たな元素分析
―  113  ―



国立環境研究所年報 （平成 19 年度）
手法の開発 （環境保全調査費 ： H16 ～ 20） などが進めら

れている。

C) 動態化学研究室では主に外部競争的資金 （地球一括、

推進費、 科研費） や所内奨励研究費を取得 ・ 活用し、 遠

隔地の観測ステーシ ョ ンや船舶など を利用し て、 温室効

果ガスその他の揮発性有機物、 残留性有機汚染物質など

の広域観測や長距離輸送、発生源等に関する観測研究が、

地球温暖化プロ グ ラ ムの中核 PJ1 の課題 と し て進めてい

る。

D) 生体計測研究室では競争的資金を取得し て、 核磁気共

鳴イ メ ージング MRI を用いた脳神経系の形態、 機能、 代

謝等の計測 と 化学物質の影響解析に関する研究 （科研費

（～ H18） など）、 動物行動学によ る化学物質の脳神経系

への影響解析に関する研究 （奨励研究 （H18 ～ 19） な

ど）、 ナ ノ テ ク を利用し た微生物機能評価手法の開発 （環

境保全調査費 ： H15 ～ 19）、 等が行われている。

E) その他、 主な活動 と し て、 ス ト ッ ク ホルム条約への貢

献や国の POPs モニタ リ ング、有機 ヒ 素汚染への対応、ナ

ノ 粒子計測に関する研究、 国のダ イオキシンモニ タ リ ン

グ関連事業への貢献などが行われている。 さ ら に、 精度

管理のための標準試料作成や環境試料長期保存事業 （タ

イ ムカプセル事業） も分担し て実施し ているほか、 有機

ヒ 素汚染などの比較的規模の大きい環境事例への緊急対

応が行われている。

〔内容および成果〕

平成 １ ９ 年度には、 ２ つの領域プロ ジェ ク ト （特別研究）

など以下の研究が進められた。

（ １ ） 残留性有機汚染物質の多次元分離分析法の開発に関

する研究

　 高い分離能力を もつ GCxGC と多種類のイオンの同時

測定が可能な TOFMS と を組み合わせた新たな分析法開

発を継続し た。 排ガス、 焼却灰のダ イオキシン類の測定

を行い、 毒性を もつ異性体を前処理な しに妨害な く 分析

でき る条件を確立し た。 実試料を分析し た結果、 煩雑な

前処理と高価な高分解能GC/MSによ る公定法の分析結果

と 良好な一致を示し た。 捕集 ・ 熱脱離試料導入法 と 組み

合わせて沿道大気微粒子、 一般大気中 POPs の測定に適

用し、 各種多環芳香族炭化水素や HCB、 HCH、 ク ロルデ

ン類等の有機塩素系農薬類を検出し て定量を行った。

（ ２ ） 化学物質の動態解明のための同位体計測技術に関す

る研究

　 複雑な成分を有する環境試料の鉛同位体比をマルチコ

レ ク ター ICPMS によ り 精密に測定するため、各種キレー

ト 剤など を利用し た抽出 ・ 前処理条件の検討、 適化を

すすめ、 前処理から含めて 高 0.02% の精度で測定可能

な条件を確立し た。 ホルムアルデ ヒ ド の捕集並びに 14C

測定法を確立し て新築家屋で分析し た結果、 化石燃料由

来であ る こ と が明ら か と なった。 さ ら にハウ スダス ト を

集めて元素測定を行い統計的に解析し た結果、 室内鉛の

起源 と し て鉛含有塗料の寄与の大 き い こ と が示唆 さ れ

た。

（ ３ ） その他

　 GLANC と 呼ばれる新炭素材料を用いて小型の電子線

源並びにエ ッ ク ス線源を作成し、 実用化にむけた技術的

課題の抽出 と 解決作業を継続し た。 ナ ノ テ ク ノ ロ ジーを

利用し た微生物活性測定装置の作成を進め、 １ 細胞の β

－ガ ラ ク ト シダーゼ活性測定に成功し た。 MRI における

脳神経系研究の一環と し て、 T2 緩和時間が生体内の非ヘ

ム鉄 （Fe(III)） 濃度を反映する こ と を明らかにし、 生体内

鉄分布の新 し い分析手法 と な り う る こ と を示 し た。 ジ

フ ェ ニルアルシン酸 DPAA を飲ませたマ ウ スの脳内に

DPAA が入 る 様子 を、 マ イ ク ロ ダ イ ア リ シ ス と ナ ノ

LCMSMS 測定で検出し た。そのほか、加速器 MS によ る地

球環境変動研究、 太陽活動変化の解析、 有害藻類モニ タ

リ ングのための海外調査の実施、 ス ト ッ ク ホルム条約に

おける有効性評価への貢献等が行われた。

(2)-1.　 化学環境研究領域プロジェ ク ト

1）　 残留性有機汚染物質の多次元分離分析法の開発に関

する研究

〔区分名〕 特別研究

〔研究課題コード〕 0608AG457

〔担当者〕 ○橋本俊次 （化学環境研究領域） ， 高澤嘉一，

伊藤裕康， 田邊潔， 柴田康行， 野馬幸生， 伏見

暁洋

〔期　間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 本研究では，残留性有機汚染物質の分析に対す

る高いニーズに応え る ために， 高精度 ・ 高感度 ・ 迅速 ・

多成分同時分析法を開発する こ と を目的とする。

（ １ ） ダ イオキシン類 （DXNs） をはじめ と する残留性有

機汚染物質 （POPs） の分析には， 多工程 と高度な技術を

要す る 等の難 し さ があ り ， 研究や対策の大 き な障害 と

なっている こ と か ら， それら の迅速･高精度･高感度分析

法を開発する。

（ ２ ） 広範な汚染が見いだされているパーフルオロオ ク タ

ン酸などの環境挙動を解明するには， 関連物質を包含し

た研究が不可欠であ る。 近年， パーフルオ ロ カーボ ン

（PFCs）の大気への放出や大気経由の輸送が注目されてい

る こ と から， それらの多成分･高精度分析法を開発する。

（ ３ ） 環境中に蓄積された PCBs の問題は依然重要であ る
―  114  ―



国立環境研究所年報 （平成 19 年度）
が， 特に， PCBs の代謝物であ る水酸化 PCBs （HO-PCBs）

は， 甲状腺ホルモンか く 乱作用が報告される など， 生体

影響の解明が急がれている。 HO-PCBs には多数の異性体

があ り ， 毒性には大き な差があ る と 考え られる ため， そ

れらの超高度分離分析法を開発する。

　 技術的には， 分析法の開発を多次元ガス ク ロマ ト グ ラ

フ （GC ｘ GC） 及び 高 分解 能 飛 行時 間 型質 量 分 析計

（TOFMS） の組み合わせによ る超高分離 ・ 高精度測定技

術の開発を中心に進め， その開発 ・ 改良によ り ， 有機分

析の発展と ブレーク スルーを目指す。

〔内容および成果〕

　 残留性有機汚染物質の迅速分析法 と し て， 多次元ガス

ク ロマ ト グ ラ フ （GC×GC） と高分解能飛行時間記録型質

量分析計 （HR-TOFMS） を組み合わせた多次元分離分析

に よ る， 各種試料抽出液中のダ イ オキシン類 （PCDDs，

PCDFs）， PCBs， PAHs などの直接定量の可能性について

検討を行った。 測定装置には ZOEX 社製 KT-2004 を内蔵

し たアジレ ン ト 社製 6890GC および日本電子社製 JMS-

T100GC 高分解能飛行時間型質量分析計を用いた。一次元

目カ ラ ムに ５ ms 系 ( 液相 ： ５ ％- フ ェニル / フ ェニル メ

チルシ ロ キサン，長さ ：50m，内径：0.25mm，膜厚：0.1um)

を ２ 次元目カ ラ ムに 17ms 系（液相：50％- フ ェニル / フ ェ

ニル メ チルシ ロ キサン， 長さ ： 1.5m， 内径 ： 0.075mm， 膜

厚 ： 0.1um） を使用し た。

　 GC×GC/HR-TOFMS によ る排ガスおよび飛灰抽出液の

直接測定では， ダ イオキシン類の同定 と 定量が可能であ

る こ と を確認し た。 GC×GC によ り ， 全ての TEF 保有異

性体が他の異性体よ り 分離する こ と ができ， 一回の測定

でほぼ正確な TEQ が得られる こ と が分かった。精密な前

処理 と 二重収束型質量分析計測定によ る公定法 と の比較

でも，ほ と んどの TEF 異性体の定量値の差は 50 ～ 150％

以内に収ま った。

　 熱脱着装置 （TD， ゲステル社製 TDU） -GC×GC/MS に

よ る沿道大気中粒子の分析では， 脂肪族炭化水素， 含酸

素脂肪族炭化水素， 芳香族炭化水素， 含酸素芳香族炭化

水素， 含窒素芳香族炭化水素， PAHs， oxy-PAHs， 複素環

化合物など様々な化合物群が同定でき，PAHs については

定量を行った。

　 TD-GC×GC/TOFMS によ る少量 （数立米） の大気試料

中の POPs および PCBs の直接定量の可能性について検討

を行った。 ３ ～ ４ 立米の屋外大気を捕集し た Tenax TA 管

の熱脱着測定によ り ， HCHs， HCB， ク ロルデン， ヘプタ

ク ロール， ノ ナ ク ロールなどが定量可能であ る こ と を確

認し た。

　 GC×GC/TOFMSによ るモ ノ メ ト キシPCBs（水酸化PCBs

の誘導体化物） の測定条件の 適化を図った。 一次元目

カ ラ ムには， PCBs の測定で多 く 用いられる HT-8 よ り も

DB-5ms 系カ ラ ムが適し ている こ と が分かった。 また，底

質試料の前処理液から 150 本を越え る メ ト キシ PCBs の

ピーク を確認し た。

〔備考〕

装置及びソ フ ト ウ ェ アの開発を日本電子株式会社及びゲ

ステル株式会社等と共同し て実施する．

2）　 化学物質の動態解明のための同位体計測技術に関す

る研究

〔区分名〕 特別研究

〔研究課題コード〕 0608AG466

〔担当者〕 ○瀬山春彦 （化学環境研究領域）， 田中敦， 柴

田康行， 内田昌男， 宇田川弘勝， 久米博

〔期　間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 安全で快適な生活環境を保持する ためには，有

害物質の主要な発生源を明ら かにし， 環境中への放出を

抑制する必要があ る。 しかし， 有害物質の中には， 天然

の発生源 と 人為的発生源が考え られた り ， 複数の発生源

が想定される も の も あ る。 本研究では， 発生源によ り 元

素の同位体存在度のパターンが異な る こ と を利用し た化

学物質の発生起源推定法の確立を目的 と し て， 元素の同

位体存在度 と 有機化合物の放射性炭素同位体比の精密計

測技術の開発， 改良を行い， 高精度な同位体分析システ

ムを構築する。 また， 環境試料の鉛やアルデ ヒ ド の分析

に同位体測定法を応用し，環境中のその動態を解析する。

〔内容および成果〕

　 金属元素の同位体計測に関する研究では， 陰イオン交

換法， キレー ト 樹脂法， ク ラ ウ ンエーテル樹脂法によ る

Pb 等の元素分離特性について検討を続け， 生体試料， 地

質試料など多種類の環境試料前処理法 と 有効なマ ト リ ッ

ク ス分離法を確立し， その方法を用いて環境標準試料の

同位体比分析を行った。 その結果， 同位体測定用誘導結

合プ ラ ズマ質量分析装置 （MC-ICPMS） を用いた同位体

測定では，数 ppb 程度の Pb 溶液での高精度安定同位体比

測定が可能 と な っ た。 典型的な測定精度は， Pb-207/Pb-

206 比及び Pb-208/Pb-206 比で 0.02％，Pb-206/Pb-204 比で

0.09％であ り ， 各標準物質の原料の起源に応じ た Pb 同位

体比分布が得られた。

　 有機化合物の放射性炭素同位体計測に関す る 研究で

は， 前年度に引き続き， 微量な試料の放射性炭素測定に

必要な微量真空ラ イ ンシステムおよびプレ ス機の開発を

行った。 また， 微量な試料作製過程で問題 と な る大気か

ら の現代炭素吸着を低減する こ と を目指し て， 脱気状態
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で試料を充填する装置を設計， 試作し た。 さ ら に， 放射

性炭素同位体比を使用し た室内空気中アルデ ヒ ド 類の起

源探索のため， 前年度のアセ ト アルデ ヒ ド に続き， 本年

度はホルムアルデ ヒ ド を 2,4- ジニ ト ロ フ ェニル ヒ ド ラ ジ

ン （DNPH） 化合物 と し て大量捕集し， 分取液体 ク ロ マ

ト グ ラ フ （PLC）， 分取キ ャ ピ ラ リ ーガス ク ロマ ト グ ラ フ

（PCGC） を併用し て単離， 精製する方法を確立し た。

　 室内環境中の有害金属 と アルデ ヒ ド の動態解明では，

室内空気中のアセ ト アルデ ヒ ド， ホルムアルデ ヒ ド の放

射性炭素同位体比を加速器質量分析法 （AMS） で測定し

た。 その結果， ホルムアルデ ヒ ド のほぼ 100％， アセ ト

アルデ ヒ ド は ３ ～ 52％が， それぞれ化石燃料由来であっ

た。 また， 一般家庭の掃除機ごみか ら調製し たハウ スダ

ス ト の多元素分析を も と に因子分析を行った と こ ろ， ハ

ウ スダス ト の元素組成は土壌， 汚染， 塗料， アルカ リ 金

属の ４ つの因子によ って全体の変動の 73％が説明可能で

あ る こ と が明か と なった。 鉛は塗料因子に も っ と も大き

い負荷量を もつこ と か ら， ハウ スダス ト の鉛汚染源 と し

て塗料があ る こ と が示唆された。

〔備考〕

共同研究機関 ： 東京大学

3）　 海洋全層に分布する独立栄養古細菌による炭素固定

は， 海洋における新たな巨大炭素リ ザーバーになり

う るか？－核実験由来放射性炭素ト レ ーサーを 用い

た海洋微生物マク ロコ ズム実験」

〔研究課題コード〕 0708AF558

〔担当者〕 ○内田昌男 （化学環境研究領域）

〔期　間〕 平成 19 ～平成 20 年度 （2007 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 海洋古細菌の炭素固定に関する情報を得る た

め， 国内海洋深層水取水施設で深層水の大量ろ過を実施

し， ろ過フ ィ ルター試料か ら古細菌由来有機分子を大量

に抽出 ・ 精製し， それら分子の放射性炭素同位体比を測

定する。得られた結果 と同位体マスバラ ン スモデルから，

海洋古細菌の代謝情報 （独立栄養 or 従属栄養） に関する

知見を得る。 近年， 分子生物学的手法の進歩か ら， 非熱

水性の古細菌が海洋全層に分布し てお り ， それら の古細

菌が光合成非依存の化学合成独立栄養を高い活性で行っ

ている こ と が遺伝子的（定性的）に示唆される よ う になっ

た。 本研究では， これら海洋古細菌の代謝特性を地球化

学的手法で定量的に明ら かにする こ と を目標 と する。 こ

こ で得られる知見は， 微生物によ る海洋炭素循環の定量

的解明に資する手法開発であ る こ と か ら， 将来的には海

洋の新しい微生物ループに関する定量的知見を提供する

こ と が期待される。

〔内容および成果〕

駿河湾深層水取水施設 （深度 400m, 600m) の ２ 水深にて，

0.2マイ ク ロ mサイ ズの メ ンブラ ンフ ィ ルターの連続大量

ろ過を行った。 積算ろ過量は， 約 5 万 L に到達し た。 ま

た メ ンブレ ン フ ィ ルターから の古細菌膜脂質の抽出条件

の検討を進め， 約 3000L ろ過相当の試料を用いた分析し

た と こ ろ， LC/MS によ る古細菌膜脂質であ る GDGTs 分

子の同定に成功し た。 来年度は， さ ら に抽出条件の検討

を進め回収量の増加を見越し た実験を進める。

さ らに抽出し た GDGTs の 14C分析に向けて分取実験を進

める予定であ る。

〔備考〕

(2)-2.　 その他の研究活動（ 化学環境研究領域）

1）　 高磁場 MRI による含鉄タ ンパク 質フ ェ リ チンの定量

化と 分子イ メ ージングへの適用研究

〔区分名〕 文科 - 科研費 

〔研究課題コード〕 0709CD311

〔担当者〕 ○三森文行 （化学環境研究領域） ， 渡邉英宏，

梅津豊司

〔期　間〕 平成 19 ～平成 21 年度 （2007 ～ 2009 年度）

〔目　的〕 ヒ ト や動物の体内で鉄貯蔵に用い ら れる球状

タ ンパク質， フ ェ リ チンは環境条件によ り 消長し， 脳内

の存在量はパーキン ソ ン病等の脳神経疾患 と 相関する こ

と が知られている。 本研究では， 4.7T の超高磁場を有す

る人体用 MRI 装置を用いて in vivo 脳の T2 緩和時間を精

密かつ高速に測定する方法を開発し， ヒ ト 脳内のフ ェ リ

チン濃度を無侵襲的に定量す る 方法の実現を目的 と す

る。 さ ら に， 天然のナ ノ 粒子であ る フ ェ リ チン分子の鉄

イ オン ポ リ マー コ アの超常磁性を緩和源 と す る 分子 イ

メ ージング法の基礎的検討を試みる。

〔内容および成果〕

　 鉄は人体に も多 く 含まれる重金属元素であ り ， ヘモ

グ ロ ビ ンや各種酵素の構成要素 と し て必須であ る一方，

過剰の鉄は活性酸素の発生を も た ら し， 各種の疾病や老

化の促進要因と考え られている。本研究では MRI を用い

た生体内の鉄の定量評価をめざ し， 次の成果を得た。 生

体の In vivo 画像測定において T2 緩和時間を正確に測定で

き る MASE （Multiecho Adiabatic Spin Echo） 法を構築 し

た。 4.7T 高磁場 MRI 装置を用いて， 男女それぞれ ６ 名，

計12名の健常被験者の大脳基底核部位を含む軸位断面に

おいて上記の MASE 法を用いて， １ × ２ mm の分解能を

有する良好な T2 マ ッ プを得る こ と ができた。皮質で得ら

れた T2 値は淡蒼球の 38±2ms から前頭葉皮質の 64±2ms

と 部位によ り 大き な変化を示し た。 各部位で得られた横
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緩和速度 （1/T2） を文献上に報告されたそれぞれの部位の

非ヘム鉄濃度に対し てプロ ッ ト する と きれいな線形相関

が得られ， その比例係数は 0.551 (s ･ mg Fe/100g f.w.)-1， y

切片は 14.1 s-1， その相関係数は 0.997 と きわめて高い相

関であった。 y 切片の逆数よ り 得られる T2 = 71.3 ms は，

鉄をほ と んど含まない と される視放線部位の白質で実測

された T2 値， 69±2ms と きわめて良い一致を示し た。 こ

の結果は，健常者の in vivo 脳組織で観測される T2 値は組

織内に含有される非ヘム鉄 （大部分がフ ェ リ チンに結合

し た Fe3+） 濃度によ り 支配的に決定される こ と を示し て

いる。 さ らに， 線形相関の比例係数 0.551 を， これまで

0.05~1.5Tの低磁場で摘出組織で測定された値 と比較する

と， これまでで 大の値であ り ， その大き さ は観測磁場

B0 に比例する （相関係数 0.99） こ と が明らかになった。こ

の結果はフ ェ リ チン分子内の鉄ポ リ マー核が示す超常磁

性と良 く 一致する。 以上の結果は， ヒ ト 脳組織 T2 を正確

に測定する こ と によ り 脳組織内のフ ェ リ チン鉄濃度を in

vivo で定量でき る可能性を示す。

〔備考〕

2）　 生物的に生成し たマ ン ガン 酸化物のキャ ラ ク タ リ

ゼーショ ン

〔区分名〕 経常 

〔研究課題コード〕 0507AE797

〔担当者〕 ○瀬山春彦 （化学環境研究領域）， 田中敦

〔期　間〕 平成 17 ～平成 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 静岡県菊川水系の川底には，表面が黒 く なった

河石が見られる。これはマンガン酸化能を有する菌類（カ

ビ） によ り ， 河川水中の ２ 価マンガン イオンが酸化され，

河石表面にマンガン酸化物 と し て沈着し た も の （生体鉱

物） と 考え られる。 本研究では， こ の生物的に生成し た

マンガン酸化物を表面分析や Ｘ 線回折など様々な方法で

分析し， その構造や化学的特性を明 ら かにする。 ま た，

河川水中の金属イオンの吸着など を と おし て， マンガン

酸化物が自然環境へ与え る影響について調べる。

〔内容および成果〕

　 前年度に引き続いて， 分離， 培養し たマンガン酸化物

形成能を持つ微生物 （菌類） によ り 形成されるマンガン

酸化物の生成過程 と その物理 ・ 化学的な特性について調

べた。 その結果， 生物起源マンガン酸化物には， コバル

ト な ど の金属陽 イ オンばか り でな く ， ヒ 酸 イ オ ン な ど

様々なオキ ソ アニオン も 吸着 さ れ る こ と が明 ら か と な

り ， 廃水などに含まれている有害金属の除去や有用な金

属の回収処理に利用可能であ る こ と が示唆された。

〔備考〕

共同研究機関 ： 静岡県立大学環境科学研究所

3）　 環境及び生体中の元素の存在状態と 動態解明のため

の計測手法に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コード〕 0610AE413

〔担当者〕 ○瀬山春彦 （化学環境研究領域） ， 柴田康行，

久米博， 田中敦， 内田昌男， 宇田川弘勝

〔期　間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目　的〕 環境や生体中におけ る有害物質や元素の動態

を解明し た り ， その毒性など を評価する ためには， 様々

な元素の存在状態 （化学形態） と 試料中におけ るその分

布状態 （局所的分布や蓄積部位） に関する情報が重要で

あ る。 また， 元素の同位体比は， 元素や化学物質の起源

を探 り ， 環境動態を追跡し， 生態系におけ る汚染物質の

蓄積を解明する上で重要な手がか り を与えて く れる。 本

研究では， こ のよ う な測定を行 う ために必要 と される多

種類の分析法， 計測手法 （質量分析法， 分光分析法， ク

ロ マ ト グ ラ フ法など） の開発や改良， また複数の分析法

の組み合わせなどによ る計測手法の高度化を目指す。

〔内容および成果〕

　 マルチコ レ ク ター型誘導結合プラ ズマ質量分析法を用

いた元素同位体比の高精度計測法を確立する ため， 様々

な環境試料の前処理方法や分析条件な ど について調べ

た。 また， 粉末 Ｘ 線回折法， Ｘ 線光電子分光法などを

用いた状態分析および顕微蛍光 Ｘ 線分析法，二次イオン

質量分析法などの局所分析を応用し た固体環境試料中の

元素の化学結合状態 と その分布に関する計測法の検討を

継続し て行った。 その結果， 蛍光 Ｘ 線スペク ト ルや Ｘ

線回折パターンの測定など複数の分析手法を組み合わせ

る こ と で， 不均一な混合物試料中の特定粒子のキ ャ ラ ク

タ リ ゼーシ ョ ンを有効に行 う こ と が可能であ る こ と を明

らかにし た。

〔備考〕

4）　 高磁場 MRI 法の高度化と ヒ ト への応用

〔区分名〕 経常

〔研究課題コード〕 0610AE416

〔担当者〕 ○三森文行 （化学環境研究領域） ， 渡邉英宏，

高屋展宏

〔期　間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目　的〕 無侵襲で生体の解剖学的構造や， 代謝， 機能発

現を計測する こ と が可能な高磁場 MRI 法の測定 ・ 解析手

法の開発 と 高度化を目的 と する。 また， 開発し た方法を

用いて， ヒ ト の健康に関わる指標のモニ タ リ ングや実験
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動物の環境負荷に対する応答の解析への応用をはかる。

〔内容および成果〕

　 ヒ ト 脳の形態情報の蓄積を進めた。 また脳の緩和時間

を正確に測定し， 指標化する研究を行った。 代謝情報の

測定 ・ 解析法の研究では神経伝達物質を よ り 高感度， 短

時間で測定でき る方法の開発を進めた。 精巣の造精機能

測定の研究においては， 実験動物を用いて精細管の描出

が可能な こ と， また， そのサイ ズが造精機能障害モデル

動物では減少する こ と を見出し た。

〔備考〕

5）　 環境化学物質の生体影響評価のための行動試験法の

体系の確立に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コード〕 0610AE444

〔担当者〕 ○梅津豊司 （化学環境研究領域）

〔期　間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目　的〕 環境中の化学物質の少な く ない種類が中枢神

経系に影響を及ぼす可能性が考え られるが， その生体影

響を評価する方法については未整備の状態にあ る。 そ こ

で動物の各種高津を指標 とする行動試験法の有用性を検

討し， 化学物質の中枢影響をでき るだけ迅速に， そ し て

的確な評価を下すためのシステム （体系） の構築を目指

す。

〔内容および成果〕

　 新たな行動試験法 と し て， 認知機能評価法であ る新規

対象物認知試験 と， 短期記憶評価法であ る自発交代反応

試験について， 基礎的検討を行った。 こ れ ら の手法の，

有機 ヒ 素の発達神経毒性評価への応用を図った。

〔備考〕

6）　 環境微生物の特性に関わる新規計測手法の開発

〔区分名〕 経常

〔研究課題コード〕 0608AE563

〔担当者〕 ○板山朋聡 （化学環境研究領域）

〔期　間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 環境中に生息する多様な微生物の諸特性を計

測する ための， 新規計測手法に関する研究開発および技

術調査を行い， また， 計測結果によ り 得られた環境中で

の微生物の活性や動態の解析手法を確立する こ と を目的

とする。

〔内容および成果〕

　 本年度は， 環境微生物に関する新規計測手法を東南ア

ジア地域に普及する こ と を狙い と し， タ イ王国チェ ンマ

イ市近郊にあ る メ ージ ョ ー大学にあ る LC ／ MS を用い

たアオコ毒素 ミ ク ロ キ ステ ィ ン分析について調査および

検討を行った。 その結果， 分析条件などの情報提供で現

地で も十分に高精度測定が可能な こ と を明ら かに し た。

東南アジアではナマズなどの淡水養殖が盛んであ り ， 養

殖場でのアオ コ毒素が問題 と な ってい る。 そのために，

明星大学 （理工学部） と 共同し て， アオコ毒素 と 水産に

関するの ミ ニワーク シ ョ ッ プ， および， LC ／ MS 分析の

研修を行い， 今後の技術協力の準備 と し た。 また， 新技

術普及の一環 と し て， メ ージ ョ ー大学ではマ イ ク ロデバ

イ ス を用いた新 し い微生物研究についての講演を行っ

た。

　

〔備考〕

当課題は，「環境汚染修復のための新規微生物の迅速機能

解析技術の開発」 および， 「有害藻類モニ タ リ ングおよび

特性解析のための新規計測システムの開発」 と関連。

共同研究 ： 明星大学 　 理工学部 　 岩見徳雄准教授

7）　 海洋における溶存炭素中の放射性炭素測定と 炭素循

環研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コード〕 0607AE586

〔担当者〕 ○荒巻能史 （化学環境研究領域）

〔期　間〕 平成 18 ～平成 19 年度 （2006 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 本研究では，日本原子力研究開発機構 と の共同

研究 と し て， 日本海 （縁辺海の代表海域） 及び西部北太

平洋 （大洋の代表海域） におけ る海水循環及び炭素循環

を明ら かにする こ と を目的 と する。 こ の目的を達成する

ため， 本研究では海水に溶存する無機炭素及び有機炭素

中の放射性炭素を化学 ト レーサー と し て使用する。 溶存

無機炭素中の放射性炭素は， 海水循環を的確に評価する

こ と のでき る化学 ト レーサー と し て海洋学において広 く

活用 さ れてい る。 ま た溶存有機炭素中の放射性炭素は，

海洋におけ る親生物元素 ・ 核種の移行に時間軸を与え る

化学 ト レーサーと し て近年注目されている。本研究では，

日本海及び西部北太平洋において溶存炭素中の放射性炭

素の分析を行い， 当該海域におけ る海水循環及び炭素循

環の相違や関連などを明らかにする。

〔内容および成果〕

　 前年度までに明ら かにし た日本海深層におけ る日本海

盆東部域 と 他の海盆 と の水塊構造の相違を総合的に解明

する ため， 北海道大学大学院水産科学院のご協力の下，

平成 19 年 11 月に， 北海道大学練習船 ・ おし ょ ろ丸によ

る調査航海を実施し， 日本海盆東部域 と 大和海盆域を横

断する測線での化学成分断面観測を行っ た。 観測では，
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本課題の主要テーマであ る放射性炭素のほか， 比較的新

しい水塊の ト レーサー （追跡子） と し て有効だ と 考え ら

れる ト リ チウ ム - ヘ リ ウ ム年代測定， 海水中に浮遊する

粒子濃度の度合いを推定す る 濁度測定 も 併せて実施 し

た。 放射性炭素， ト リ チウ ム - ヘ リ ウ ム年代については

今後の測定結果が待たれる と こ ろであ るが， 濁度につい

ては日本海盆東部域が大和海盆域に比べて有意に低い こ

と が確認され， 放射性炭素年代の結果 と 矛盾し ない こ と

が分かった。

〔備考〕

共同研究 ： 独立行政法人日本原子力研究開発機構 （相手

方担当者 　 外川織彦）

8）　 超高磁場 MRI を用いたヒ ト 脳の無侵襲高速高感度多

次元スペク ト ロスコ ピー法の研究

〔区分名〕 文科 - 科研費 

〔研究課題コード〕 0709CD315

〔担当者〕 ○渡邉英宏 （化学環境研究領域）， 三森文行

〔期　間〕 平成 19 ～平成 21 年度 （2007 ～ 2009 年度）

〔目　的〕 ヒ ト 脳内の主要な神経伝達物質であ る グル タ

ミ ン酸と γ- ア ミ ノ酪酸は， 神経変性疾患や精神神経疾

患 と の関連が指摘されているが， 従来の手法では検出が

困難であった。我々はこれまで 4.7 T MRI 装置上で in vivo

2D スペク ト ロ ス コ ピー法であ る局所励起2D CT COSY法

を提案， 開発し， こ の方法によ って ヒ ト 脳内で これら の

ピーク が取得でき， 定量化でき る こ と を示し て き た。 本

研究では， こ の方式を発展させ， in vivo 2D スペク ト ロ ス

コ ピー法の高感度化， 高速化および網羅的， 総合的定量

化を目的とする。

〔内容および成果〕

　 本年度はin vivo 2Dスペク ト ロ ス コ ピー法の高感度化を

目的 と し て研究を行った。 具体的には， ス ピ ンエコー成

分のデー タ 取得の た め高感度化が期待で き る 2D CT

PRESS 法について検討し た。 この結果， これまでに報告

されている方法に対し て， データ収集法， 後処理法につ

いて改良を施す必要があ る こ と がわかった。 こ の改良法

を開発し， 脳代謝物模擬試薬を用いて実験を行い， グル

タ ミ ン酸，γ- ア ミ ノ酪酸， グルタ ミ ンのピーク分解がで

き， CT COSY スペク ト ル上のピーク に対し て 2.24 倍の

SNR であ る こ と が確認できた。 ヒ ト 脳にて も， 上記ピー

ク分解が可能で， 1.7 倍の感度を得る こ と ができ た。

〔備考〕

9）　 ジフ ェ ニルアルシン酸の発達影響に関する行動毒性

学的研究

〔区分名〕 奨励

〔研究課題コード〕 0607AF443

〔担当者〕 ○梅津豊司 （化学環境研究領域）

〔期　間〕 平成 18 ～平成 19 年度 （2006 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 幼若期のジフ ェニルアルシン酸への暴露が，成

長後の脳機能に及ぼす影響を動物実験によ り 検討し， 影

響の有無， 影響の特徴及び無作用量を明らかにする。

〔内容および成果〕

　 前年度 　 産仔数と出生時の体重に DPAA 暴露の影響は

認められなかった。 また形態的な異常を示す仔獣は生じ

なかった。15ppm 群で体重増加の遅延傾向が観察された。

離乳時に一部動物の脳を採取し脳内 DPAA を測定し た結

果， いずれの投与群でも DPAA が検出され， その量は用

量 （溶液濃度） に依存し ていた。 離乳後 ７ 週齢を過ぎた

と こ ろか ら， 行動試験 （運動活性の測定， ロータ ・ ロ ッ

ド 試験， 受動的回避反応試験， 高架式十字迷路試験） を

実施し た。 主な知見は， 高架式十字迷路上におけ る活動

性の増加 と 受動的回避反応試験におけ る反応潜時の短縮

であった。 組織学的手法 （HE 染色， ク リ ューバー ・ バレ

ラ染色） と免疫組織化学的手法 （FOS と GFAP） につい

て基礎検討を行い， 適切な条件を見出し た。 ナ ノ フ ロー

LC/MS/MS の開発・基礎検討を行い，DPAA については fg

まで検出下限を下げる こ と に成功し た。

　 本年度 　 引き続き上記動物について行動試験 （新規対

象認知試験， ビー玉覆い隠し反応試験， 自発交代反応試

験） を実施し た。 主な知見はビー玉覆い隠し反応におけ

る覆い隠し頻度の増加， 自発的交代反応試験におけ る活

動性の増加であった。 全体 と し て多動化する傾向が認め

られ，また影響は生涯にわた り 続 く 可能性が考え られた。

行動試験後脳を灌流固定し， 脳サイ ズを測定し た。 脳サ

イ ズに大き な影響は観察されなかった。 これらの脳は病

理組織学的検討のため保存し た。 微小脳透析サンプルを

ナ ノ フ ロー LC/MS/MS で分析し た と こ ろ， DPAA は投与

後速やかにそのま まの形で脳に移行する こ と， free の状

態の DPAA はその後比較的速やかに減少する こ と が見出

された。 DPAA を 24 週間慢性投与する と成獣小脳のグル

タ ミ ナーゼ活性が低下し た。 従って， DPAA は脳内グル

タ ミ ン酸生合成に影響を及ぼすと考え られた。

〔備考〕

10）　 猪苗代湖湖水の ｐ Ｈ 上昇の原因調査

〔区分名〕 地環研 

〔研究課題コード〕 0708AH368

〔担当者〕 ○田中敦 （化学環境研究領域）

〔期　間〕 平成 19 ～平成 20 年度 （2007 ～ 2008 年度）
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〔目　的〕 猪苗代湖は日本 大の酸性湖であ り ，その湖水

は水道用水 ・ 農業用水 ・ 発電用水に利用されるほか， 水

浴場 と し て も利用されている。 磐梯朝日国立公園内の観

光資源と し て も貴重な湖であ る。 猪苗代湖の pH が昭和

65 年頃よ り わずかに上昇， 中性化しつつあ る。 今後， さ

らに pH が上昇し， 中性化が進行する こ と によ って水質

が悪化し， 湖が富栄養化する こ と 等が懸念 さ れてい る。

湖の水質保全対策を講じ る ためには，pH 上昇の原因を解

明し， 今後の水質を予測する こ と が必要であ る。

〔内容および成果〕

　 猪苗代湖に流入する河川水か ら の負荷量を捉え る目的

で水質を類型化し た。 酸性河川水を含む河川水， 源流部

温泉水， 湖水の定期調査及び共同調査を実施し た。 冬季

の湖水循環を調査する ために， 湖内に温度計等を係留し

た。

〔備考〕

共同研究機関 ： 福島県環境セン ター

11）　 大気中非メ タ ン 炭化水素の成分別リ アルタ イ ム測

定システムの開発に関する研究

〔区分名〕 環境 - 環境技術 

〔研究課題コード〕 0607BD963

〔担当者〕 ○横内陽子 （化学環境研究領域）

〔期　間〕 平成 18 ～平成 19 年度 （2006 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 光化学オキシダン ト は，工場や自動車から排出

される窒素酸化物 と 非 メ タ ン炭化水素が紫外線を受けて

光化学反応によ り 二次的に生成されている。 近年， 窒素

酸化物の削減が進んでいるにも関わらず， 環境基準を大

き く 上回る高濃度オキシダン ト の出現が再び大き な問題

と なっている。 その原因解明のためには， 反応性の異な

る個別の炭化水素濃度の情報が必要であ る。本研究では，

非 メ タ ン炭化水素の連続 Ｇ Ｃ 測定 と自動解析システムを

組み合わせる こ と によ り ， ほぼ リ アルタ イ ムで炭素数 ２

～ ７ の炭化水素濃度を報告す る シ ス テ ムの構築を目指

す。

〔内容および成果〕

　 前年度開発し た遠隔制御が可能な自動非 メ タ ン炭化水

素 （エタ ン～ ト ルエン） 測定システムに， 自動データ処

理機能を付加し て観測結果の即時解析を可能にし た。 さ

いたま市内の常時大気観測局において本システムによ る

非 メ タ ン炭化水素の無人連続観測を実施し， 19 成分の非

メ タ ン炭化水素について 6000組を上回る実大気のデータ

セ ッ ト を得た。 各成分の保持時間の変動 （ １ ヵ 月間の相

対標準偏差） は 0.5％以内であ り ， 標準ガスに対する レ ス

ポン スにも十分な安定性が確認された。 観測された炭化

水素濃度は成分によ ってその日変動 ・ 季節変化パターン

に大き な違いがあ り ， オキシダン ト や窒素酸化物の変動

と 深 く 関わっている こ と が分かった。 ブテン類などのオ

レ フ ィ ン炭化水素類の中には高反応性にも関わらず夏期

に高濃度 と な る も のが見られた。 さ ら に， ２ 種のカ ラ ム

（アル ミ ナプロ ッ ト と メ チルシ リ コ ン系カ ラ ム） の切 り 替

えによ って， キシレ ン以上の高沸点成分も測定でき る拡

張型自動非 メ タ ン炭化水素測定システムを構築し た。 こ

れによ り ， 光化学オキシダン ト の解明， 予測に必要な成

分別非 メ タ ン炭化水素の測定を常時監視レベルで行 う こ

と が可能になった。

〔備考〕

12）　 新たな炭素材料を用いた環境計測機器の開発

〔区分名〕 環境 - 委託請負 

〔研究課題コード〕 0408BY576

〔担当者〕 ○久米博 （化学環境研究領域）

〔期　間〕 平成 16 ～平成 20 年度 （2004 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 ダ イ ヤモン ド やカーボンナ ノ チ ューブ と い う

優れた電子放出源を備え， 照射エネルギーを低 く し て も

十分な強度の電子線が得られ， かつ大気中にも電子線を

取 り 出せる電子線源を開発する。 また， 同様の電子線源

を利用し た Ｘ 線源も開発する。 そし て， これら電子線源

と Ｘ 線源を装備し，人への影響が大きいエア ロ ゾルに対

し て， （ １ ） 捕集量が小さ く て も精密な質量濃度測定がで

き， （ ２ ） 蛍光 X 線法によ る成分分析も可能 と し， さ ら

に， （ ３ ） フ ィ ール ド でも使え る コ ンパク ト な装置を開発

する。

〔内容および成果〕

　 GRANC カ ソー ド の長期安定性を含む諸特性を確認す

る ため， 評価用の ２ 極管構造の Ｘ 線管球を作製し た。

ターゲ ッ ト 部はガ ラ ス管球 と の接合のためコバール合金

を用い，中央部分には Ｘ 線取 り 出し用の Be 窓が設けた。

また， Ｘ 線管球の真空排気装置も新たに構築し た。 管球

内部を高真空にす る ために， 管球お よ びチ ャ ンバーの

ベーキングを行え る よ う にし た。 典型的なベーキング条

件はチャ ンバー部 250 ℃程度， 管球部 420 ℃であ る。 そ

の管球の特性はエ ミ ッ タ と ターゲ ッ ト 間を流れる管電流

によ り 評価し た。 こ の結果から管球内部の真空度の向上

が管球の長寿命化に重要であ る こ と が確認された。現在，

管電流の さ ら な る 安定性を図 る ため， エ ミ ッ タ と タ ー

ゲ ッ ト 間に制御電極 （グ リ ッ ド） を導入し， それに電圧

を 印加す る こ と に よ っ て タ ーゲ ッ ト へ流入す る 電流

（ターゲ ッ ト 電流） を制御する こ と を行っている。

　 次に， 大気取 り だし電子線源の作製プロ セスに関する
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検討を行った。 電子線源作製プロ セスの課題 と し て電子

線取 り 出し窓の作製および真空封止があ る。 電子線取 り

出し窓作製に関し ては， Si 半導体作製プロセス を応用す

る方法を確立し た。 一方， 作製された電子線取 り 出し窓

をガ ラ ス管に貼 り 付け真空封止する技術 と し て陽極接合

を採用し た。 電子線源には， Ｘ 線管球の場合 と同等の高

真空度が要求される ため， その作製には 400 ℃を越え る

ベーキングが必要 と な り ， 通常の接着材は用いる こ と が

でき ない。 陽極接合法は， ガ ラ ス と シ リ コ ンを接合する

MEMS の要素技術の一つであ り ， 接着材を用いる必要が

ない。 しかし イオンの電界によ る移動を利用し た接合の

ため， 界面 と ガ ラ ス表面に長い移動距離があ る と 接合が

不安定 と な り ， 信頼性が低下する。 電子線源本体のガ ラ

ス円筒材料は， 30mm 以上の長さ があ り ， 通常の陽極接

合法ではシ リ コ ン と 接合する こ と は困難であ る。 しかし

なが ら 接合電極間の抵抗をいかに小 さ く す る かに よ っ

て， 必要な接合電流 （イ オンの移動） を得られる可能性

があ り ， 確認のための試作 と 評価を行った。 今回は， 接

合電極間の抵抗を低 く する ため， ガ ラ ス管表面にアル ミ

蒸着を施し， 同時に， 接合界面よ り 数 mm のマスキング

を行って， 電極間のシ ョ ー ト を防止し た。 典型的な接合

条件は， 接合温度が 380 ℃， 接合時間は 30 分， そし て接

合電圧を 600 ～ 800V と し た。 その結果， 20mm 以上のガ

ラ ス円筒長さ で も接合可能でイオンの移動を表す接合電

流も観測された。 こ のよ う に， 従来接合が困難 と 思われ

ていた長いガ ラ ス円筒 と シ リ コ ンの接合は， アル ミ 蒸着

によ る電極形成によ り 可能になる こ と がわかった。また，

アル ミ 蒸着の接合界面側端面 と 接合界面の距離が短いほ

ど接合電流が得 ら れ， 確実な接合が得 ら れ る こ と がわ

かった。

〔備考〕

13）　 環境汚染修復のための新規微生物の迅速機能解析

技術の開発

〔区分名〕 環境 - 委託請負 

〔研究課題コード〕 0408BY387

〔担当者〕 ○板山朋聡 （化学環境研究領域）

〔期　間〕 平成 16 ～平成 20 年度 （2004 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 微生物の多様な機能 （有害物質分解等） を環境

浄化に活用する こ と を目的 と し， 微生物細胞を操作， 培

養， 維持可能なマ イ ク ロ リ ア ク ターや， 細胞の呼吸活性

や基質利用特性など を測定するマ イ ク ロセンサー等を同

一チ ッ プ上に集積し， マ イ ク ロデバイ ス化し た細胞機能

解析シス テムを開発する こ と で， これまで困難であった

微生物の迅速 ・ 並列 ・ 網羅的な機能解析が可能な革新的

な技術を確立する こ と を目標とする。

〔内容および成果〕

　 本年度は， 微生物代謝活性を単一細胞で測定する ため

のデバイ ス と し て， T 字型マイ ク ロチャ ンバーデバイ ス

を試作し， 酵母の活性を検出， 測定し た。 マ イ ク ロ流路

内の細胞操作に利用し た電気泳動によ り T 字型マイ ク ロ

チャ ンバーへの単一細胞の酵母を捕捉 と 開放を連続し て

達成でき た。 さ ら に， 本デバイ スでは単一酵母細胞を対

象と し たβ-galactosidase活性の電気化学計測に成功し た。

さ ら に， generator-collector モー ド に よ る マ イ ク ロチャ ン

バー内での電気化学測定によ り 感度向上に成功し た。

　 また， この酵母懸濁液を PDMS 製マイ ク ロ ウエルアレ

イ上に滴下し単一細胞の組み換え酵母が入ったマ イ ク ロ

ウエルアレ イ を構成する こ と ができ た。 同様に， マ イ ク

ロ ウエルアレ イの上に組み換え大腸菌アガロース懸濁液

を滴下し， 平板 PDSM シー ト で挟み込むこ と で単一細胞

か ら な る大腸菌が入ったマイ ク ロ ウ ェルアレ イの構築に

も 成功 し た。 こ の マ イ ク ロ ウ エル中の微生物の β-

galactosidase 活性を，蛍光によ り 検出でき，環境微生物の

細胞活性の高感度測定手法に応用でき る こ と が考え られ

た。 さ ら に， 微生物細胞の電気化学計測用マルチウ ェル

ア レ イ を作成 し た。 こ のマルチ ウ ェ ルア レ イ にには約

1,000 個のウ ェルがあ り ，個々のウ ェルで電気化学測定が

でき る こ と を確認し た。 　

　 さ ら に， バ ク テ リ アサ イ ズの微生物細胞を対象 と し，

単一細胞電気化学測定のためのSU-8製の新しい構造のマ

イ ク ロ ウ ェルデバイ ス を作成する こ と に成功し た。 また

こ の試作デバイ スの電気化学的な基本特性を測定し， 今

後の微生物活性測定実験のための基礎データ と できた。

　 以上の研究成果を基に， 各デバイ スや要素技術の特徴

を生かし なが ら適切に組み合わせる こ と によ り ， 環境浄

化のために有用な微生物の迅速ス ク リ ーニングや， 有害

微生物や環境中の病原微生物などの検出， 特性解析のた

めのシステム構築につなげる こ と ができ る。

〔備考〕

共同研究機関および担当者 ： 東北大学 　 大学院環境科学

研究科 　 末永智一教授， 珠玖仁准教授， 安川智安助教，

人間文化研究機構 　 総合地球環境学研究所 　 川端善一郎

教授， 株式会社 KRI 　 市村直也主任研究員， 藤井泰久研

究員

14）　 摩周湖の透明度変化に関する物理・ 化学・ 生物学的

要因解析

〔区分名〕 地環研 

〔研究課題コード〕 0709AH371
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〔担当者〕 ○田中敦 （化学環境研究領域）

〔期　間〕 平成 19 ～平成 21 年度 （2007 ～ 2009 年度）

〔目　的〕 摩周湖は， かつて世界 高の透明度 （41.7m）

を記録し た湖であ り ， 近年で も日本で も清澄な湖であ

る。 しかし， この 20 年あま り の観測においてその透明度

は漸減傾向を示し てお り ， 近では 20m を切る こ と も多

く なったが， こ の要因については明確ではない。 摩周湖

は， 地理的 ・ 湖沼的環境から高頻度観測が不可能であ る。

そ こ で， 実地観測 と 係留観測 と の組み合わせによ り ， 高

密度の物理 ・ 化学 ・ 生物学的パラ メ ータ を積み重ねる こ

と で， 摩周湖の透明度低下の要因について， 新たな知見

を得る こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 2007 年 ７ 月， ８ 月， 11 月， 2008 年 ３ 月の ４ 回にわた

り ， 摩周湖湖心部または水深 200m 地点において透明度，

ク ロ ロ フ ィ ルロ ガー等によ る湖水観測， 採水 と プラ ン ク

ト ンの採取と解析に関する共同研究を行った。

〔備考〕

共同研究機関 ： 北海道環境科学研究セン ター

15）　 アイ スコ ア中の宇宙線生成核種によ る 宇宙線と 地

球環境の変動史に関する研究

〔区分名〕 文科 - 科研費 

〔研究課題コード〕 0709CD391

〔担当者〕 ○柴田康行 （化学環境研究領域）

〔期　間〕 平成 19 ～平成 21 年度 （2007 ～ 2009 年度）

〔目　的〕 氷床コ ア中に閉じ こ め ら れてい る過去の宇宙

線起源放射性核種の測定によ り ， 太陽活動の変化並びに

地球環境の変化に関す る 記録を読み出す こ と を目的 と

し， そのための手法開発並びに南極 ド ームフジなどの氷

床コ アの分析を行 う 。

〔内容および成果〕

　 氷床コ ア中に閉じ こ められている宇宙線起源長寿命放

射性核種の う ち， 本年度はアル ミ ニウ ム 26 に着目し， い

く つかの予備検討を行った。 アル ミ ニ ウ ムはマグネシ ウ

ムの安定同位体の影響を さ ける ために酸化物 （アル ミ ナ）

から直接アル ミ ニ ウ ムの負イオンを引き出し て測定を行

う が， ビーム強度が極めて弱 く 測定に時間がかか り ， 環

境中での生成率が元々極めて低い こ と も あって実試料の

測定を実用的に進める こ と が難しい。 アル ミ ナ測定の際

の共存元素の変化， 並びに酸化物の種類に よ る イ オ ン

ビーム強度の変化に関する基礎的な検討を行った。 これ

までの と こ ろ強度の増加には成功し ていないが， 測定試

料の長寿命化に寄与する因子を見つけてお り ， 引き続き

効率の向上， 感度の向上にむけた検討を進めている。

〔備考〕

研究代表者 ： 東京大学 　 松崎浩之助教授

16）　 環境モニタ リ ン グの手法と 精度管理に関する 研究

(3) ダイ オキシン類測定の高度化に伴う 精度管理

〔区分名〕 経常 

〔研究課題コード〕 0709AE438

〔担当者〕 ○伊藤裕康 （化学環境研究領域） ， 橋本俊次，

田邊潔， 高澤嘉一

〔期　間〕 平成 19 ～平成 21 年度 （2007 ～ 2009 年度）

〔目　的〕 環境の状況を把握する ために行 う モニ タ リ ン

グでは， 適切なサンプ リ ン グ， 信頼性の高い化学分析，

適切なデータ評価などが必要 と される。 これらは， モニ

タ リ ン グの目的， 対象物質， 環境媒体に よ っ て異な り ，

それぞれについて手法の 適化が必要 と される。 本研究

では， 各種のモニ タ リ ングの現状を整理し， 問題点を把

握し， 精度管理を含めたモニ タ リ ング手法の 適化 ・ 標

準化を順次行 う 。 また， モニ タ リ ングを担 う 地方自治体

研究機関等を含め， 標準的モニ タ リ ング手法によ る ク ロ

スチェ ッ ク等を行い， 精度管理の 適化， 普及につ と め

る。今期はダ イオキシン類，POPs 等について検討を行 う 。

〔内容および成果〕

　 環境中のダ イオキシン類（ポ リ ク ロ ロ ジベンゾ -p- ジオ

キ シ ン 類 （PCDDs） と ポ リ ク ロ ロ ジ ベ ン ゾ フ ラ ン 類

（PCDFs））の分析に関する種々の検討を行った。 地方環境

研究所等 と の共同研究において， こ の数年間， 岐阜県内

を流下する代表的 ６ 河川及び栃木県 ・ 茨城県を流下する

那珂川， 鬼怒川におけ る付着藻類， 水生昆虫 （ ヒ ゲナガ

カ ワ ト ビケ ラ， 以下ざざ虫と表記）， 魚類 （アユ） 中のダ

イオキシン類について調査し， 河川水 ・ 底質 と の関連及

び各媒体間の挙動を明ら かにし て き た。 ざざ虫など水生

生物の同族体組成を用いて汚染起源の推定を実施し た。

また， ダ イ オキシン類汚染起源別濃度を推定し， PCDD/

Fs ・ Co-PCBs 濃度組成 と の関連性について検討し た。 汚

染起源別濃度と PCDD/Fs ・ Co-PCBs 濃度と の関係 汚染起

源寄与率を も と に汚染起源別濃度を算出し， PCDD/Fs と

Co-PCBs 濃度 と の関連性について検討し た。 同族体組成

が地点によ り 異なる岐阜県内河川や， PCDD/Fs 同族体組

成が殆ど同じで調査時期によ り PCDD/Fs 濃度 ・ Co-PCBs

濃度のバラ ン スが異な る栃木県 ・ 茨城県の河川のいずれ

において も， PCB ･燃焼由来の PCDD/Fs 濃度は Co-PCBs

濃度と相関性が高い と推察され，CNP ･ PCP 等農薬由来 と

燃焼･ PCB 由来のダ イオキシン類の挙動及び河川汚染の

機構の違いを調査によ り 推定し た。

　 ダ イオキシン類の簡易分析法は， ダ イ オキシン対策を
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講ずる上で， 簡易分析法の果たす役割は大きい と 考え ら

れ， その手法について検討を行った。 また， 簡便で実用

的なモニ タ リ ング法を確立する こ と を目的 と し， 毛糸で

作成し たパッ シブエアサンプラー （毛糸 PAS） によ る室

内環境大気中の PCBs の測定法について検討し， 成果を

ま と めた。

〔備考〕

17）　 有害藻類モニタ リ ン グおよ び特性解析のための新

規計測システムの開発

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 0608CD547

〔担当者〕 ○板山朋聡 （化学環境研究領域）

〔期　間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 本研究では， ミ ク ロ キステ ィ ンなどの有害藻類

の諸特性や産生毒素を簡単 ・ 迅速に測定する こ と を目的

と し た計測シス テム と し て， 酵素や抗体など を用いた毒

素モニ タ リ ングのためのバイオセンサー， さ らに藻類特

性の迅速計測システム と し て自動増殖測定装置や藻類細

胞の活性測定のためのマ イ ク ロデバイ ス を開発し， 実際

の水域での実証化する こ と を目標とする。

〔内容および成果〕

　 本年度は， ミ ク ロ キ ス テ ィ ンの脱 リ ン酸化酵素阻害

ア ッ セイ法 （PP2A 法） を途上国などに普及させる場合を

考慮し， 高額な酵素 （PP2A） 使用量を低減するための測

定条件について検討し た。 酵素反応速度論的な実験的解

析を行 う こ と で， 標準法に く らべて酵素量を １ ／ ３ にし

た場合で も， 標準反応時間を ２ 倍に， 基質量を ５ 倍にす

る こ と で， 標準法 と 同等の感度 と レ ンジを持たせる こ と

ができ る こ と が判明し た。 こ の新しい， 低コ ス ト 化条件

で， 秋田の八郎湖の有毒アオコ， および ミ ク ロ キ ステ ィ

ンの広域現状調査を実施でき た。

　 電気化学的に脱 リ ン酸化酵素阻害ア ッ セ イ法を安価に

行 う こ と について も検討を行い低コ ス ト 化ポテンシオス

タ ッ ト の試作を行い， 基礎的特性を得た。 さ ら に， 前年

度試作 し た藻類増殖のための自動増殖測定装置におい

て， バッ ク グ ラ ウ ン ド 光 り が多い と い う 問題点を改善す

る ための， 光学系の改良および光センサー電子回路の試

作 ・ 改良を行った。 また， 藻類の単一細胞活性測定のた

めに， 新しいマイ ク ロ流路デバイ ス を作成し た。 今回は，

新たなデバイ ス材料を用いた新プロ セスによ り ， マ イ ク

ロデバイ スの簡易作成方法を開発でき た。 さ ら に， 試作

デバイ ス を用いる こ と で， 有毒藍藻 ミ ク ロ キ ステ ィ スの

単一細胞光合成の高感度活性測定を可能にする こ と がで

き た。

〔備考〕

東北大学 　 環境科学研究科 　 末永智一教授， 明星大学

理工学部 　 岩見徳雄助教授， 秋田県立大学 　 生物資源科

学科 　 尾崎保夫教授

18）　 ベリ リ ウム１ ０ と 炭素１ ４ を 用いた 終退氷期の

太陽活動変遷史に関する研究

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 0608CD565

〔担当者〕 ○柴田康行 （化学環境研究領域）

〔期　間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 過去の気候変動の ド ラ イ ビ ン グ フ ォース と し

ての太陽活動変化を読み出すための手法 と し て， 宇宙線

起源放射性核種の生成量に対する太陽活動の影響を利用

し た方法を開発し， 終氷期後の温暖化過程におけ る太

陽活動変化の詳細な解明への利用を目指す。

〔内容および成果〕

　 １ 万年ほ ど前に自然災害で埋没 し た木の年輪構造に

沿って 14C 濃度変化の精密な分析を行い， その変動を解

析し て当時の太陽活動の周期的な変化を よみ と る作業を

継続し た。 これまでに確立し た， 元素分析計を用いる試

料前処理法を用い， 木材試料の洗浄方法について検討を

重ねながら 80 年間の変動の様子を明らかにし た。結果は

前年末のア メ リ カ地球物理学会の年会に報告し た。

〔備考〕

弘前大学 （堀内一穂氏） が課題代表。 共同研究者 ： 鈴木

　 亮， 勝又美由希

19）　 ナノ ・ マイ ク ロ LC/MS による環境・ 廃棄物試料の

グリ ーンケミ スト リ ー分析技術の開発

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 0507CD566

〔担当者〕 ○柴田康行 （化学環境研究領域）

〔期　間〕 平成 17 ～平成 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 ナ ノ ・ マイ ク ロ LC/MS 技術に基づき， 環境配

慮を推し進めた環境分析技術の改良， 開発を推進する。

〔内容および成果〕

　 ナ ノ Ｌ Ｃ イ ン ターフ ェース を介し てナ ノ Ｌ ＣＭ ＳＭ Ｓ

によ る環境汚染物質測定の条件 適化 と 溶媒等の使用量

を減ら し た環境分析のグ リ ーンケ ミ ス ト リ ー化に引き続

き取 り 組んだ。 国際条約の対象候補物質 と し て近年注目

を集めている PFOS などのフ ッ素系界面活性剤の測定条

件を検討し，通常型 Ｌ ＣＭ Ｓ Ｍ Ｓ と同等以上の極めて高

い感度で １ ｕ Ｌ 程度の試料から ６ 種類の化合物を一斉に

分析で き る 条件を確立 し た。 ま た地下水汚染が問題 と
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なったジフ ェ ニルアルシン酸の分析法を確立し， 奨励研

究で別途実施されたマ イ ク ロ ダ イ ア リ シス法 と 組み合わ

せてジフ ェ ニルアルシン酸を飲ませたマウ スの脳内に一

過性で増減する様子を捉え る こ と ができ た。 　

〔備考〕

課題代表者鈴木茂博士の国環研か ら中部大学への異動に

伴い、 サブ課題と し て昨年度から独立。

研究協力者 ： 吉兼光葉

20）　 熱帯林発生源調査と 安定同位体比測定によ る 大気

中塩化メ チルの収支バラ ンスの解明

〔区分名〕 文科 - 科研費 

〔研究課題コード〕 0607CD969

〔担当者〕 ○横内陽子 （化学環境研究領域）， 斉藤拓也

〔期　間〕 平成 18 ～平成 19 年度 （2006 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 年間 3500Gg( ギガグ ラ ム ) に上る塩化 メ チルが

自然界から放出されている。 20 世紀になって， 人類が大

量にフ ロ ン類を放出する以前は， こ の塩化 メ チルが 大

の塩素供給源 と し て成層圏オゾン濃度のバラ ン ス維持に

貢献し ていた可能性が高い。 熱帯植物であ る フ タバガキ

や木性シダ類が大量の塩化 メ チルを放出し ている こ と が

分かっているが， 熱帯植物の多様性のゆえに， 熱帯林全

体か ら の放出量を正確に推定するには至っていない。 本

研究では， 熱帯林におけ る発生源調査 と 安定同位体比を

利用し た収支解析によ って， 熱帯林起源塩化 メ チルの寄

与を見積も る。

〔内容および成果〕

（ １ ） マレーシアの熱帯林において 115 種の熱帯植物の葉

を採取し， バイ アル瓶法によ る塩化 メ チル放出速度の測

定を行った。 その結果， その う ちの 23 種が数 ng/g （dry

wt） /h 以上の塩化 メ チルを放出する塩化 メ チル放出植物

と同定された。塩化 メ チル放出植物の多 く はDipterocarpus

や Shorea など フ タバガキ科樹木であ る こ と がわかった。

また，Pasoh 森林保護区のタ ワーを用いて，樹幹上におけ

る塩化 メ チル濃度の高度分布を測定し た。 樹幹上の高さ

に対する塩化 メ チル濃度の減少率などから，Pasoh 熱帯林

からの塩化 メ チル放出量が数～数十 μg/m2/h に上る と推

定し た。

（ ２ ） 温室で栽培し た 14 種の熱帯植物を用いて， それら

か ら 放出 さ れた塩化 メ チルの炭素安定同位体比測定を

行った。 得られた熱帯植物起源塩化 メ チルの平均的な同

位体比 （約 -83 パー ミ ル） と これまでに報告されている

塩化 メ チルの各種発生源の同位体比， および消失源の同

位体効果を用いて， グ ローバルな塩化 メ チル収支を計算

し た と こ ろ， 熱帯植物から の塩化 メ チル発生量は年間約

1500 ～ 3000 万 ト ンに上る こ と がわかった。

〔備考〕

本研究は基盤研究 （B） と し て， 北海道大学理学 （系） 研

究科 ・ 角皆潤教授， 広島大学大学院総合科学研究科 ・ 奥

田敏統教授と共同で実施する ものであ る。

21）　 海洋起源ハロカ ーボン類のフ ラ ッ ク スと 生成過程

〔区分名〕 文科 - 科研費 

〔研究課題コード〕 0610CD974

〔担当者〕 ○横内陽子 （化学環境研究領域）， 大木淳之

〔期　間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目　的〕 海洋か ら 大気中には多 く のハ ロ カーボン類が

放出されてお り ， 成層圏オゾン破壊や海洋境界層内の対

流圏オゾ ン破壊 ・ エーロ ゾル生成な どに関与し てい る。

本研究では， 大気 ・ 海水中ハロ カーボン分圧の広域観測

を行 う ための技術開発を行って地球規模 ・ 地域規模のハ

ロ カーボンフ ラ ッ ク スに関する知見を得る と 共に， 海洋

におけ るハロ カーボン生成過程を明ら かにし てハロ カー

ボン発生量に対する海水温や栄養塩等の環境要因の影響

を明らかにする こ と を目指す。

〔内容および成果〕

（ １ ） シ リ コ ン メ ンブラ ンチューブを利用し た気液平衡器

を製作し， 自然水中のハロ カーボン類を １ 時間間隔で自

動測定する シス テムを開発し た。 霞ヶ浦の湖水で試験運

用を行い， １ ヵ 月以上安定し てシステムが稼動する こ と

を確認し た。 こ のシステムを調査船 （北光丸 ： 水産総合

研究セン ター） に搭載し て， 2008 年 １ 月に西部北太平洋

亜寒帯域でハロ カーボン類のフ ラ ッ ク ス を測定し た。 海

洋生物生産の少ない冬季において も， 生物由来 と 考え ら

れる ヨ ウ化 メ チル， ジブロモ メ タ ン， ブロモホルム， ク ロ

ロ ホルム等が海洋か ら大気中へ放出されている こ と がわ

かった。 特に， ブロモホルムの放出量が大き く ， 大 1.3

nmol/m2/hr であった。

（ ２ ） 波照間島における大気中揮発性有機化合物の高頻度

Ｇ Ｃ ／ Ｍ Ｓ 測定によ って得られた イ ソ プレ ン と ジ メ チ

ルスルフ ィ ド 濃度の解析を行った。 春～夏のイ ソ プレ ン

濃度については， 島の植生によ る影響のほかに早朝に極

大と なる日変動が観測された。 その極大値 （ ２ ～ ５ ppt）

は風速 と 相関があ り ， 周辺海域か ら大気中に放出されて

いる こ と が示唆された。 また， ジ メ チルスルフ ィ ド 濃度

について も， 極大が 50 ～ 200ppt と なる類似の日変化パ

ターンが観測された。

〔備考〕

本研究は， 特定領域研究 「海洋表層 ・ 大気下層間の物質

循環 リ ンケージ」 の研究計画第二班と し て静岡県立大学・
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環境科学研究所 ・ 橋本伸哉教授， 富山県立大学 ・ 工学部

伊藤伸哉教授と共同で実施する ものであ る。

22）　 集中豪雨によ り 放出さ れる 懸濁粒子の特徴と 沿岸

生態系への影響評価

〔区分名〕 文科 - 科研費 

〔研究課題コード〕 0708CD447

〔担当者〕 ○荒巻能史 （化学環境研究領域）

〔期　間〕 平成 19 ～平成 20 年度 （2007 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 集中豪雨等に よ り 河川か ら沿岸域に大量に放

出される懸濁粒子の沿岸生態系への影響を以下の観点よ

り 考察し， 沿岸生態系保全のために資する。 １ ） 河川懸

濁粒子の量 と その特徴を鉱物組成 と 栄養塩， 有機物の観

点よ り 明ら かにする。 ２ ） 放射性核種 と 安定同位体比を

ト レーサー と し て活用し， 河川水の懸濁粒子の起源を推

定する。 ３ ） 懸濁粒子の化学的な特徴を基に陸起源物質

の沿岸域への移行挙動， 水平的な広が り と 堆積物への沈

降過程を考察する。 ４ ） 観測時におけ る底棲生物種の採

取状況， 漁獲高 と の対比によ り ， 沿岸生態系への影響を

評価する。

〔内容および成果〕

　 陸域か ら海洋へどのよ う な有機物が流域のど こ か ら供

給されるのかを明ら かにする ため， 北海道石狩川におい

て ３ 年間にわた り 下流の定点で観測を行い， 懸濁態有機

物中の Δ14 C および δ13 C と有機物含有量を測定し， 移

行動態について解析を行った。 その結果， １ ） 現在移行

し ている懸濁態有機物は核実験以前に生成された有機物

が大部分を占める， ２ ） 年間を通じ， 流域環境の変動に

伴い輸送される有機物の特性も変動， 雪解け時期 と 降雨

時には比較的古い有機物が移行する こ と が明ら かになっ

た。 これらの結果から， Δ14 C および δ13 C の組み合わ

せによ り ， 環境変動に伴い変動する物質の移行形態をモ

ニタ リ ングでき る可能性が示唆された。

〔備考〕

研究代表者 ： 長尾誠也 （北海道大学）

23）　 高エネルギー密度界面を 用いた大容量キャ パシタ

の開発

〔区分名〕 環境 - 委託請負 

〔研究課題コード〕 0711BY485

〔担当者〕 ○久米博 （化学環境研究領域）

〔期　間〕 平成 19 ～平成 23 年度 （2007 ～ 2011 年度）

〔目　的〕 ナ ノ 界面制御技術を用いて， （ １ ） 擬似容量付

与し た高容量型カーボン電極 と （ ２ ） 耐電圧型固体電解

質の ２ つの技術を融合する こ と によ り 革新的な高エネル

ギー密度ナ ノ 界面を構築 し， 従来材料では達成で き な

かった大容量電気二重層キ ャパシ タ技術の開発を行 う 。

それによ って， 車載用回生電源あ るいは負荷平準化電源

と し て， ハイブ リ ッ ド 車の導入促進や太陽光発電， 風力

発電の普及に寄与する こ と を目標とする。

〔内容および成果〕

　 耐電圧特性に優れ， かつ液体 と 同程度な イオン伝導性

を有する新規固体電解質を目的 と し てゾルゲル法を用い

て イ オン液体 と シ リ カの分子レベルの有機無機ハ イ ブ

リ ッ ド を合成 し た。 こ の新材料は イ オ ン液体がシ リ カ

ネ ッ ト ワーク内に固定された イオンゲルであ る ため， 液

体 と 同程度の高い伝導度を有する固体電解質であ った。

また， 高比表面積のカーボン粒子表面にイオンゲルを固

体電解質 と し て コーテ ィ ングする こ と によ り 固体のヘテ

ロ界面で電気二重層を形成でき る新しい構造の耐電圧型

キ ャパシ タ電極を合成し た。

　 バルク ではイオン伝導性を有し ないか無視でき るほど

の伝導性の無機固体で も， ナ ノ 結晶化する こ と， あ るい

はナ ノ レベルでのヘテ ロ界面を形成する こ と でイオン伝

導性を発現する。 本年度は， フ ッ化カルシ ウ ムのナ ノ 結

晶 と アル ミ ナのナ ノ 粒子のハイブ リ ッ ド 型固体電解質を

合成し た。 ゾルゲル法を用いてフ ッ化カルシ ウ ムのナ ノ

結晶粒子を作製で き る プ ロ セ ス を新規開発 し た。 ポ リ

マーを添加し た新規ゾルゲル合成法を用いる こ と によ り

60 ～ 300nm のサイ ズの結晶性のナ ノ粒子が合成されてい

る こ と を Ｘ 線回折結果よ り 確認し た。 これら をアル ミ ナ

の超微粒子 と 混合し てペレ ッ ト 化する こ と によ り ， ヘテ

ロ界面を有し たナ ノ 結晶ハイブ リ ッ ド 型の固体電解質を

作製し た。 全固体型のキ ャパシ タデバイ ス作動を想定し

た高温領域でのイオン伝導度を測定し た。

　 耐電圧特性に優れた無機固体であ り ながら低温で も高

いイオン伝導性を有する電解質材料を目的 と し てナ ノ 結

晶をベースに新材料の設計を行った。 イ ッ ト リ ウ ム安定

化ジルコ ニア YSZ は 900 ℃程度の高温で高いイオン伝導

性を示す固体電解質材料であ るが， ナ ノ 化によ る低温領

域でのイオン伝導度の向上を目指し て， パルス レーザー

（PDL） 堆積法を用いた これら のナ ノ 結晶膜を作製し た。

その結果， 約 20nm のナ ノ 結晶のから なる YSZ 材料が合

成で き る こ と を確認し た。 ま た合成条件に よ る サ イ ズ，

結晶性の制御も行った。 熱酸化処理し たシ リ コ ン基板上

に， YSZ 膜を， 室温～ 700&ordm;C の範囲で基板温度を

変化させて堆積し た際の結晶性の変化を調べた。 明確な

結晶ピーク が基板温度 500&ordm;C 以上で観察され， シ

リ コ ン基板上の YSZ は 500&ordm;C 程度の結晶化する と

考え られる。 一方， アル ミ ナ単結晶基板上では， 同様の
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堆積条件でも 300&ordm;C 以下で結晶化し た こ と から，基

板界面を制御する こ と によ り 結晶成長を抑制し たナ ノ 結

晶か ら な る薄膜型固体電解質を作製でき る こ と がわかっ

た。

〔備考〕

産業技術総合研究所

24）　 微生物 rRNAの自然レベル放射性炭素分析に基づく

海洋堆積物中炭素サイ ク ルの解明

〔研究課題コード〕 0608CD559

〔担当者〕 ○内田昌男 （化学環境研究領域）

〔期　間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 こ れまでの海底下地下微生物圏に関する微生

物活動に関する研究手法には， 大き く 分けて ２ つの方法

があ る。 ① RNA/DNA の系統解析， ②微生物由来バイオ

マーカーの炭素安定同位体比によ る炭素源の解明， であ

る。 これら ２ 者のデータの相互比較によ り ， 現場の微生

物活動に関する定性的， 定量的な解析が行われて き た。

しかし ながら， これらの解析を行 う には膨大な時間が掛

かる こ と から， 海底柱状コ アのよ う な数百 m にもわた る

サンプルの解析には， 上記の詳細な分析を行 う 前に， 一

次情報な る も のが必要であ る。 一次情報に も と づいて詳

細な解析へ と つなげる こ と が， 今後の重要な課題であ る

こ と は間違いない。 そのよ う な理由か ら， 本研究の目的

であ る， 堆積物試料からの RNA ・ DNA 分子レベル高精

度炭素安定同位体比分析シ ス テ ムの開発が必要 と さ れ

る。 本シス テムでは， 大量のサンプルを必要 小限の前

処理だけで， 堆積物中の RNA/DNA について， バルク で

分析する こ と によ り ， 現場に生息する微生物の炭素源に

関する一次情報を短時間で知る こ と が可能 と な る。 本研

究では， 初年度に こ のシステムの製作を行い， 次年度か

らは， 海洋研究開発機構の船舶によ り 採取された世界各

地の堆積物試料 （熱水 ・ 冷湧水環境などの極限環境も含

む） を使って， バルク の RNA/DNA の炭素同位体比の測

定を行 う 。 また同じ堆積物試料について平行し て， 遺伝

子によ る系統解析 と バイオマーカーの個別安定同位体比

測定を行い， 終的に堆積物 よ り 抽出 さ れたバル ク の

RNA/DNA の炭素同位体比から，未培養の未知微生物の代

謝機能の明ら かに されてする ための知見をえ る こ と を目

的とする。

〔内容および成果〕

海洋堆積物からの rRNA の分離 ・ 濃縮条件の 適化並び

に大量 rRNA 試料の抽出 ・ 濃縮 ・ 精製条件の確立につい

て検討を行った。 一連の抽出を自動で行 う ため， 大容量

の自動反復注入式の高分解能液体ク ロマ ト グ ラ フシステ

ム と 酸化ラ イ ンの製作を行った。 一方， 堆積物か ら の微

生物由来 RNA/DNA の抽出には， メ タ ン生成細菌のよ う

にアルカ リ 法などでは菌体破砕が難しい菌種が存在し て

いる こ と を考慮し て， 物理破砕法 （Bio 101for soil） を使

用し て検討を行った。 物理破砕法のキ ッ ト は， DNA に関

し ては， 陸上の土壌環境や海洋堆積物中か ら の微生物

DNA抽出に多 く 用いられている FastDNA SPIN Kit for Soil

(DNA用)，昨年開発されたニ ッ ポンジーン社の ISOIL を使

用し て検討し た結果，十分な RNA の回収率を得る こ と が

でき た。

〔備考〕

25）　 海底下メ タ ン ハイ ド レ ート 湧出現象と 気候変動と

の関連性解明に関する研究

〔研究課題コード〕 0607CD960

〔担当者〕 ○内田昌男 （化学環境研究領域）

〔期　間〕 平成 18 ～平成 19 年度 （2006 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 ハ イ ド レー ト の溶解に よ り 放出 さ れた メ タ ン

が海底泥表層や海水中で細菌 （ メ タ ン酸化細菌） に分解

された場合， ハイ ド レー ト 由来 メ タ ンの痕跡が メ タ ン酸

化細菌のバイ オマーカーに記録 さ れる と 考え ら れる が，

それを明ら かにする こ と は難しい。 なぜな ら既存のバイ

オマーカー測定方法では， バイオマーカーの記録が， 過

去のハイ ド レー ト のも のなのか， 現在堆積物内で二次的

に生成された も のなのか判別でき ないためであ る。 申請

者らは， バイオマーカーによ る過去の記録解釈を よ り 正

確にする ため， 有孔虫の炭素同位体比異常が見つかって

いる堆積物コ ア， メ タ ンシープなどの表層堆積物を用い，

堆積物中のバイオマーカー分析の他， 堆積物な らびに海

底直上海水中に棲息する細菌群集構造 と それら の細菌に

純粋に由来するバイオマーカーの index を同時に作成す

る こ と でバイオマーカーのプロ フ ァ イ リ ングを可能にす

る手法の確立を目指す。 さ ら に疑似 メ タ ン放出環境下で

の浮遊性有孔虫の培養実験か ら， 有孔虫の炭酸カルシウ

ム骨格の炭素同位体比異常 と メ タ ン放出量の関係につい

ての経験式を求め， 実際の堆積物コ アに保存された有孔

虫異常に影響を与えた メ タ ン放出現象を定量的に評価す

る手法を開発する。 こ れ ら の成果を利用すれば， 将来，

高分解能海洋堆積物 コ ア を用いた過去の メ タ ンハ イ ド

レー ト 湧出に関する イベン ト 発見が可能 と な り ， さ らに

放出された メ タ ン量の見積も り か ら， 自然レベルの環境

変動で失われた メ タ ン量の推定 も可能 と な る こ と か ら，

環境影響評価研究のための重要な知見の提供につなが

る。

〔内容および成果〕
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本研究では， バイオマーカーによ る過去の記録解釈を よ

り 正確にする こ と を目的に， 有孔虫の炭素同位体比異常

が見つかっている堆積物コ ア， メ タ ンシープなどの表層

堆積物を用い， 堆積物中のバイオマーカー分析の他， 堆

積物な らびに海底直上海水中に棲息する細菌群集構造 と

それら の細菌に純粋に由来するバイ オマーカーの index

を同時に作成する こ と で， バイオマーカーのプロ フ ァ イ

リ ングを可能にする手法の確立を目指す。 さ らに有孔虫

化石の自然レベル放射性炭素， 安定同位体比を用いたマ

スバラ ン スモデルを構築する こ と によ って， 有孔虫の炭

酸カルシ ウ ム骨格の炭素同位体比異常 と メ タ ン放出量の

関係についての経験式を求め， 実際の堆積物コ アに保存

された有孔虫異常に影響を与えた メ タ ン放出現象を定量

的に評価する手法を開発し た。 これら の方法を利用する

こ と によ り ， 過去の メ タ ンハイ ド レー ト 湧出に関する イ

ベン ト 発見が可能 と な る と 考え られる。 自然レベルの環

境変動で失われた メ タ ン量の推定 も 可能 と な る こ と か

ら， 環境影響評価研究の為の重要な知見の提供につなが

る も の と 期待でき る。 今年度は， すでに有孔虫化石の同

位体費異常が見つかっている下北沖， 十勝沖海底コ アに

ついて， バイオマーカー分析並びに放射性炭素分析を行

い， 同位体比を用いたマスバラ ン スモデル構築のための

検討を行った。

来年は， さ らにこれらのコ アについて同様の分析を進め，

炭素同位体異常炭素の起源についてのよ り 定量的な検討

を行った。

〔備考〕

26）　 病原生物と 人間と の相互作用環

〔区分名〕 共同研究

〔研究課題コード〕 0611LA554

〔担当者〕 ○板山朋聡 （化学環境研究領域）

〔期　間〕 平成 18 ～平成 23 年度 （2006 ～ 2011 年度）

〔目　的〕 人の経済活動などによ り ，生態系の破壊や環境

汚染の進行に と も ない， 様々な病気の発生が， 人畜， ま

た， 生態系の構成生物の生存に多大な影響を及ぼし て き

ている。 また， こ の病気の発生は水産業や農業 と いった

人の経済活動に跳ね返って く る こ と で， 負の連鎖 と な る

こ と が懸念される。 そ こ で， 近年， 問題 と なった鯉ヘル

ペス ウ イルス と 水域生態系の劣化 と の関係を例 と し て，

病原生物 と 人間 と の相互作用について解明し基礎的概念

を構築する こ と を目的 と する。 本研究の中で， 特に， 水

域でのウ イルスの検出や生態系の各種微生物の迅速計測

技術の開発を行 う こ と を分担し， 本研究の目標とする。

〔内容および成果〕

　 琵琶湖や霞ヶ浦などの大き な湖沼で， KHV （コ イヘル

ペス ウ イルス） などの病原ウ イルスの分布や動態を研究

する上では， 多 く の場所でのサンプル水採取が必要であ

る。 しかし ながら， 環境中の病原ウ イルス密度は極めて

低いため， 多量の水を濃縮する必要があ り ， また， 従来

法では一つの濃縮作業に ２ 時間程度を要し ていた。 そ こ

で， 今回， あ調査船の上で も迅速濃縮が可能な新しい濃

縮システムを開発し た。

　 本システムはウ イルスの電荷に着目し た陽電荷膜法を

基本原理と し てお り ， 約 30cm の大面積フ ィ ルターを使

用し ている。 また， フ ィ ルター部分をユニ ッ ト 化する こ

と で， 船の上で も簡単に着脱が可能 と し た こ と が特徴で

あ る。

　 本システム を用いる こ と で， 従来法に く らべて， 数分

の一の時間で濃縮を行 う こ と ができ た。 また， 従来法に

比べて も回収率の向上し ていた。 しかし ながら， 使用す

る湖水の汚濁状況， と く に， 溶存有機物濃度などによ り ，

回収率が変動する こ と も明ら かにな り ， 今後， 適濃縮

の基礎データ を得る ために， 汚濁度や藻類発生状況など

が異な る 様々な水域での試験が必要であ る と 考え ら れ

た。

〔備考〕

研究代表者 ： 人間文化研究機構 　 地球環境学総合研究所

　 川端善一郎教授

＊地環研と の共同研究

27）　 大気中ナノ 粒子の多元素・ 多成分同時計測技術を用

いた環境評価技術の開発 「 開発装置を用いた大気中

ナノ 粒子のフ ィ ールド 計測と 評価」

〔区分名〕 委託請負

〔研究課題コード〕 0507MA519

〔担当者〕 ○田邊潔 （化学環境研究領域）， 小林伸治， 伏

見暁洋

〔期　間〕 平成 17 ～平成 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 本研究では，超短時間レーザ励起イオン化など

の技術を利用し た， 非接触， リ アルタ イ ム， 高感度， 高

選択性のナ ノ 粒子中化学成分測定技術開発事業の一部 と

し て， 開発し た測定法 （レーザーイオン化 TOFMS） の比

較検証のため， 既往の測定法を も と にし たナ ノ 粒子成分

分析法を開発し， 基礎データ を取得する。 さ ら に， 開発

し た装置を自動車排気や大気環境中におけ るナ ノ 粒子の

測定に適用し， 大気中ナ ノ 粒子の リ ス ク を評価する上で

不可欠であ る環境動態の解明に資する。

〔内容および成果〕

　 前年度までに，低圧多段分級イ ンパク ター（NanoMoudi-
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II） によ る 10nm までの微小粒子の正確な分級捕集法， そ

の熱脱離 GC/MS によ る高感度多成分分析法など を開発

し， SCAN 法に よ る 粒径別有機組成の全体像の把握，

micro-gレベルの分級捕集試料に含まれる数10pgレベルの

n- アルカンや pg レベルの多環芳香族炭化水素 （PAH） の

SIM 法によ る定量などを実現する と共に， 従来実態把握

が困難であったデ ィ ーゼル排ガスや沿道大気中のナ ノ 粒

子の有機組成や挙動の解明に本法が有効であ る こ と を示

し てき た。

　 本年度は， 高沸点成分への適用拡張のために測定条件

の詳細な検討を行い， TDU によ る熱脱離時の CIS によ る

試料一時濃縮温度を高目の 0 ℃と し，試料量を 20micro-g

程度までに抑え る こ と によ って， BaP など大部分の ５ ～

６ 環系 PAH の回収率を 70％以上に改善し，その再現性を

維持する こ と を可能にし た。 エンジンダ イナモを用いた

デ ィ ーゼル排ガス （8L 長期規制， 2000rpm， ０ Nm 及び

1000rpm，300Nm） 中の粒子を粒径別に捕集し て ３ ～ ６ 環

の PAH を分析し， レーザーイオン化 TOFMS の実地試験

データ と 比較し て， 測定原理や方法が全 く 異な る両者の

値が概ね数倍の範囲内で一致する こ と を確認・検証し た。

こ の比較・検証では，熱脱離 GC/MS 法のために ３ 時間程

度の試料採取が必要であ り ，レーザーイオン化 TOFMS で

も 30 分程度の一時粒子捕集･熱脱離によ る感度向上が必

要であった。 時間分解能の高い測定を行 う には， 今後さ

らに高感度化等を進める必要があ る。

〔備考〕

　 本研究は， 平成 19 年度環境技術開発等推進費 （大気中

ナ ノ 粒子の多元素 ・ 多成分同時計測技術を用いた環境評

価技術の開発） の一環 と し て， 財団法人電力中央研究所

からの再委託業務によ り 実施する ものであ る。（研究代表

者 ： 財団法人電力中央研究所 　 CS 推進本部 　 田中伸幸）

28）　 ジフ ェ ニルアルシン 酸等の健康影響に関する 調査

研究　（ 分析班）

〔区分名〕 日本科学技術振興財団

〔研究課題コード〕 0307ZZ476

〔担当者〕 ○柴田康行 （化学環境研究領域）

〔期　間〕 平成 15 ～平成 19 年度 （2003 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 神栖の地下水汚染事例に対応し，各種環境試料

中のジフ ェ ニルアルシン酸および関連化合物の分析法を

開発する と と もに精度管理体制を整える。

〔内容および成果〕

　 環境中に放出されたジフ ェニルアルシン酸が微生物な

どによ り 代謝を う けて メ チル化体などができ る様子が次

第に明らかになってき た。 これらの精密定量を LCMSMS

で行 う ため， 市販品のない物質について標準物質並びに

安定同位体ラベルサロゲー ト の合成を行い， 分析態勢を

整えた （フ ェ ニル メ チルアルシン酸， フ ェ ニルジ メ チル

アルシンオキサイ ド， ジフ ェニル メ チルアルシンオキサ

イ ド， フ ェニルアルシンオキサイ ド）。 ジフ ェニルアルシ

ン酸投与ラ ッ ト 組織を分析し た結果， これら のい く つか

が組織特異的な量比で検出された。 また， 毒性の高さ か

ら注目される フ ェニルアルシンオキサイ ド について， 上

記の合成標純物質を用いてLCMSMSによ る定量法を作成

し た。 これら の開発手法を使って， 分析法比較並びに精

度管理用に作 ら れた水田土壌均質化試料の分析を行っ

た。

〔備考〕

全体は分析班， 毒性班， 臨床班， 疫学班の ４ つによ って

構成されている。

研究協力者 ： 石井一弘 （筑波大学）， 吉兼光葉， 中宮邦近

（ ３ ） 環境健康研究領域における研究活動

〔研究課題コード〕 0610FP014

〔代表者〕 高野裕久

〔期　間〕 平成 18 ～ 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目　的〕 領域の研究目的 ・ 概要

環境化学物質や大気汚染物質等の環境ス ト レ ス を対象 と

し、 それら が及ぼす健康影響を的確かつ速やかに評価す

る こ と をめざ し、 影響評価の実践 と、 適切かつ新たな影

響評価手法、 疫学手法 ・ 曝露評価手法、 高感受性要因も

対象 と し う る適切な動物モデルや培養系等の開発をすす

める。 また、 影響評価の実践、 応用、 検証 と と も に、 健

康影響発現の メ カニズムの解明を推進し、 得られた知見

を影響評価手法の開発 ・ 改良にフ ィ ー ド バ ッ クする。 こ

れらの研究を通じ、 環境ス ト レ スの影響 と その発現機構

を明ら かにする と と も に、 簡易 ・ 迅速で、 かつ、 感度 と

特異度に優れた曝露 ・ 影響評価系の開発を進め、 健康影

響の未然防止をめざ し た施策に資する科学的知見を蓄積

する 　

本年度は、「エピジェネテ ィ ク ス作用を包括し た ト キシコ

ゲ ノ ミ ク スによ る環境化学物質の影響評価法開発のため

の研究」 、 「環境化学物質の高次機能への影響を総合的に

評価する in vivo モデルの開発 と検証」、 「ア ト ピー素因を

有す る 高感受性集団に環境化学物質が及ぼす影響を簡

易 ・ 迅速に判定する抗原提示細胞を用いた評価手法の開

発」 、 「大気中微小粒子状物質の健康影響に関する疫学的

評価手法の体系化」 、 「健康面からみた温暖化の危険性水

準情報の高度化」 、 「モデル細胞を用いた遺伝子機能等解

析技術開発」 に重点を置いた。
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〔内容および成果〕

分子細胞毒性研究室 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

環境化学物質が免疫系をはじめ と する生体機能に及ぼす

影響の分子 メ カニズムを明ら かにし、 影響の裏づけや評

価に資する こ と を目標 と し、 研究を遂行する。 ダ イオキ

シンや ヒ 素をはじめ と する種々の化学物質が、 それぞれ

特異的な転写因子に作用し て遺伝子発現を変化させ、 そ

の結果毒性影響を誘導する こ と が報告されている。 また

近では DNA メ チル化修飾等の「エピジェネテ ィ ク ス作

用」 を介し た遺伝子発現調節の重要性に対する認識が急

速に高ま っている。 特に これらの点に着目し、 有害環境

化学物質を曝露し た実験動物や細胞において、 転写因子

依存的またはエピジェネテ ィ ク ス作用依存的な影響経路

や影響の原因遺伝子を探索し、 作用の分子 メ カニズムを

明ら かにする研究を行 う 。 また、 影響検出指標 と し て有

効な遺伝子を明ら かにし、 有害化学物質の効率的な影響

評価法を確立する ための研究を行 う 。 さ ら に、 有害化学

物質の影響の ヒ ト と 実験動物の種差、 臓器 ・ 細胞特異性

の メ カ ニズ ムに関 し て、 転写因子の機能やエ ピ ジ ェ ネ

テ ィ ク スの関与に着目し て研究を行 う 。

妊娠中に無機 ヒ 素曝露を受けたマウ スの仔が 18ヶ月令に

達 し た時に肝がんを高率に発症す る こ と が他の研究グ

ループに よ っ て報告 さ れ、 エ ス ト ロ ゲ ン レ セプ タ ー α

(ERα)プロモーター領域のDNA メ チル化変化が原因であ

る こ と が示唆されている。 本年度は、 この結果を追試し、

さ ら に詳細な影響 ・ メ カニズムの検討を行 う ために、 繁

殖 ・ 曝露実験を開始し、 またマウ ス各種臓器の遺伝子プ

ロ モー タ ー領域 DNA メ チル化解析お よ びグ ロ ーバル

DNA メ チル化解析の至適実験条件を決定し た。 これまで

に出産直前の胎児および生後 ４ ヶ月令の仔の各種臓器に

おける ERα やその他の癌関連遺伝子の DNA メ チル化の

検討を行い、 ４ ヶ月令まででは対照群 と 無機 ヒ 素曝露群

で変化がない こ と を確認し た。 一方、 無機 ヒ 素を含む飲

水の長期投与実験では、DNA メ チル化変化によ って発現

調節を受け る 癌関連遺伝子の発現変化が見出 さ れたた

め、 さ らに原因 と な り う る各種因子に関し て検討を行っ

た。 免疫細胞に対する無機 ヒ 素や有機ス ズの短期曝露に

おいて、 細胞増殖抑制の メ カニズムについて検討を進め

た。 環境汚染物質の呼吸器系、 または免疫系への悪影響

を簡便に検知・予測可能な遺伝子を選抜し搭載し た DNA

チ ッ プをそれぞれ作製し、 有効性を検証し た。

生体影響評価研究室 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

高感受性集団や高感受性影響を対象 と し、 高感度で環境

ス ト レ スの健康影響を評価する こ と を目標 と し、 動物モ

デル等を用いた影響評価手法の開発、 応用 と それによ る

影響評価の実践、 検証、 維持を遂行する。 特に、 特別研

究 「環境化学物質の高次機能への影響を総合的に評価す

る in vivo モデルの開発 と検証」 を遂行し、 環境化学物質

が免疫 ・ アレルギー系を中心 と する高次機能に及ぼす影

響を明らかにし、 総合的な影響評価が可能な in vivo モデ

ルを開発する こ と をめざす。 さ らに、 in vivo モデルを用

いた高次機能影響評価システムの短期化、 簡便化を図る

こ と を目指すと と もに、 in vitro 評価モデルの可能性を検

討する。 環境技術開発等推進費 「ア ト ピー素因を有する

高感受性集団に環境化学物質が及ぼす影響を簡易 ・ 迅速

に判定する抗原提示細胞を用いた評価手法の開発」 を遂

行 し、 「ア ト ピー素因」 を有する集団を対象に、 ア レル

ギーの発症 ・ 増悪を修飾する可能性が高い環境化学物質

を簡易 ・ 迅速に判定し、 in vivo における当該病態増悪影

響を的確に反映する抗原提示細胞を用いた in vitro 評価系

を開発し、 至適化する。 また、 ナ ノ 粒子やナ ノ マテ リ ア

ルが、 免疫 ・ アレルギー系、 呼吸器系、 循環器系、 凝固 ・

線溶系、 皮膚、 等に及ぼす影響を明ら かにし、 その特性

や メ カニズムを検討する。

本年度は、 特に、 in vivo ス ク リ ーニングモデルによ り 複

数の環境化学物質のアレルギー増悪影響を評価し、 数種

類の化学物質がアレルギー疾患の病態を増悪する こ と を

明ら かにし た。 アレルギー病態の潜在期から病態完成期

におけ る、 経時的、 網羅的な遺伝子解析によ り 、 アレル

ギー疾患に対する環境化学物質の増悪影響を予測 ・ 検知

可能 と考え られる遺伝子を選抜し DNA チッ プを作成し

た。 脾細胞や骨髄由来樹状細胞を用いて、 in vitro で環境

化学物質の影響を評価 し、 あ る 種の化学物質がア レル

ギーに関わる分子の発現 ・ 産生を増強する こ と を明ら か

にし た。 また、 「ア ト ピー素因」 を持つマウ スの骨髄よ り

抗原提示細胞を分離、 分化誘導する至適条件をほぼ確立

し た。 先導的に選択し た環境化学物質が抗原提示細胞の

活性化に与える影響を検討し、 既に確立し ている in vivo

影響評価系と骨髄由来抗原提示細胞を用いた in vitro 評価

系の相関を検討し、 至適条件を提案でき た。 また骨髄の

代わ り に末梢血液を用い、 それに由来する抗原提示細胞

の分離、 分化誘導 （成熟）、 培養手法をほぼ確立し た。 デ

イーゼルエンジン由来ナ ノ 粒子が濃度依存的に細菌成分

に関連する気道炎症を増悪する こ と を明ら かにし、 メ カ

ニズムを解明し た。 あ る種のナ ノ マテ リ アルは、 皮膚の

バ リ ア機能破綻時にア ト ピー性皮膚炎を増悪する こ と を

明ら かにし、 メ カニズムを検討し た。 あ る種のナ ノ マテ

リ アルの経気道曝露が気管支喘息を増悪する こ と と、 そ

の メ カニズムを明らかにし た。

総合影響評価研究室 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
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環境ス ト レ スの健康影響を体系的、 総合的に理解 ・ 評価

する ため、 分子、 細胞、 組織、 動物、 ヒ ト と 多岐にわた

る環境影響評価研究を遂行する。 その結果の体系化、 総

合化に よ り 、 新たな健康影響評価手法の開発をめざす。

特別研究 「都市大気環境中におけ る微小粒子 ・ 二次生成

物質の影響評価 と 予測」 に参画し、 都市環境におけ る二

次生成汚染物質や自動車排ガスに起因する高レベル暴露

の実態把握 と 健康影響予測を行 う ほか、 地球環境研究総

合推進費、 文部科学省科学研究費等補助金、 環境省受託

研究、 NEDO 受託研究等の外部研究資金によ る研究を推

進する。 また、 環境省 （環境保健部） 「局地的大気汚染に

よ る健康影響に関する疫学調査 （そ らプロ ジェ ク ト ）」 ほ

か、 各種調査研究、 委員会の分担研究者、 研究協力者 と

し て指導 ・ 助言を行 う 。

本年度は、 東京都内で一般住民の幹線道路沿道歩行中の

自動車排ガスへの高曝露実態解明の調査を実施し た。 環

境省微小粒子状物質曝露影響調査報告書の作成及びこれ

を受けた微小粒子状物質健康影響評価検討会のワーキン

ググループ委員 と し て参画 ・ 検討を行った。 環境省 「局

地的大気汚染によ る健康影響に関する疫学調査 （そ ら プ

ロ ジ ェ ク ト ） の各種調査業務へ参画 ・ 協力を行った。 ま

た、 環境省委託 「バイオナ ノ 協調体」 で、 櫛形電極を備

えた SAW 基板上に上皮細胞を播種し て人工組織を構築

し、 SAW の信号変化を確認し た。 NEDO 「モデル細胞を

用いた遺伝子機能等解析技術開発／研究用モデル細胞の

創製技術開発」 で、 ES-heaptocyte の機能を成熟させるた

めの基底膜基質を作製 ・ 提供し た。 環境省 「健康面か ら

みた温暖化の危険性水準情報の高度化に関する研究」 で

温暖化 と 熱中症 ・ 熱ス ト レ スに及ぼす影響、 温暖化に伴

う 大気汚染の リ ス ク に関する感度関数の構築を行った。

環境省 「熱中症予防情報提供並びに暑熱環境観測ネ ッ ト

ワーク の構築 と 観測実況値提供シス テムの開発業務」 で

熱中症予防を目的に、 予防情報の提供、 全国 ６ 箇所での

WBGT 温度観測情報の提供、 熱中症患者速報、 から なる

熱中症予防情報提供システム （HP、 携帯サイ ト ） の運用

を ５ 月か ら ９ 月にかけて行った。 特に ８ 月には月間のア

ク セス数が 173 万件に達する など、 幅広 く 活用された。

環境疫学研究室 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

一般環境において人々が種々の環境因子に曝露され、 そ

の結果 と し て発生する健康 リ ス ク を疫学的手法によ って

解明する こ と を目標 と し、 そのための評価手法の開発、

検証、 維持、 実践を遂行する。 特に、 都市大気汚染に焦

点を当てて、 道路沿道や一般環境におけ る微小粒子状物

質や窒素酸化物などの環境測定データの解析、 個人曝露

量測定、 曝露評価モデルの開発など曝露評価手法の検討

を行 う 。 また、 大気汚染の短期および長期の健康影響に

関する疫学調査の実施しつつ、 種々の健康影響指標に関

する検討、 収集し たデータの統計解析を行って、 大気汚

染物質への曝露 と 健康影響 と の関連性について疫学的な

検討を進める。

本年度は、特別研究 「都市大気環境中における微小粒子・

二次生成物質の影響評価と予測」、 サブテーマ 「都市環境

におけ る大気汚染高レベル曝露 と 健康影響予測」 に関連

し て、 東京都内で一般住民の幹線道路沿道歩行中の自動

車排ガ スへの高曝露実態解明のための調査を実施し た。

環境省 「微小粒子状物質等曝露影響調査」 において、 死

亡等に関する短期影響や呼吸器症状に関する長期影響に

ついて疫学的な解析を実施し て、 報告書を完成 さ せた。

こ の成果は微小粒子 （PM2.5） の健康 リ ス ク評価のための

も基盤 と な る疫学知見に関し て、 我が国で初めてデー

タ を提供し、 大気環境行政の展開において重要な資料 と

な る も のであ る。 環境省 「局地的大気汚染によ る健康影

響に関する疫学調査 （そ らプロ ジェ ク ト ）」 の円滑な実施

のためのバーチ ャ ル組織であ る 疫学調査オ フ ィ ス の運

営 ・ 管理を行 う と 共に、 調査対象者か ら継続的な協力を

得られる よ う な各種調査業務を実施し た。 また、 詳細な

曝露評価モデルを用いた曝露量推計を行った。

(3)-1.　 その他の研究活動（ 環境健康研究領域）

1）　 環境化学物質が骨髄由来樹状細胞の分化および機能

に及ぼす影響の検討

〔区分名〕 経常 

〔研究課題コード〕 0708AE362

〔担当者〕 ○小池英子 （環境健康研究領域）

〔期　間〕 平成 19 ～平成 20 年度 （2007 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 環境化学物質は， アレルギー疾患の発症 ・ 増悪

を誘導する可能性が示唆されいるが， その詳細な メ カニ

ズムは明らかでない。 また， 抗原提示細胞によ る T 細胞

への抗原提示は リ ンパ球の活性化や抗体産生につながる

こ と から アレルギー反応において重要な過程であ る。 そ

こ で， 本研究では， 環境化学物質によ る アレルギー疾患

の発症 ・ 増悪の メ カニズム解明を目指し， 強い抗原提示

機能を持つ樹状細胞を用いて， その活性化に環境化学物

質が及ぼす影響を明ら かにする。 また， 樹状細胞を用い

た影響評価手法を構築する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 １ ． ICR, NC/Nga, BALB/c, C57BL/6 雄性マウ ス を用い

て， 骨髄由来樹状細胞の分化 ・ 成熟レベルを系統間で比

較検討し た。 骨髄細胞は， マ ウ ス の大腿骨よ り 採取し，

GM-CSF 存在下で培養す る こ と に よ り 樹状細胞を誘導
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し， 分化 ・ 成熟 ・ 活性化に関わる細胞表面分子の発現を

フ ローサイ ト メ ト リ ーによ り 解析し た。 その結果， ア ト

ピー素因を もつ NC/Nga マウ スの骨髄由来樹状細胞の分

化 ・ 成熟レベルは， 他系統マウ ス よ り も高い こ と が明ら

か と なった。 これよ り ， アレルギー反応におけ る感受性

の系統差には， 遺伝的背景によ る樹状細胞等の抗原提示

細胞の分化 ・ 成熟レベルの差異が １ つの要因 と し て寄与

し ている可能性が示唆された。

　 ２ ． in vivo でアレルギー症状の増悪が観察されている，

環境化学物質 ： デ ィ ーゼル排気微粒子 （DEP） やフ タル

酸ジエチルヘキシル （DEHP） ， フ タル酸ジ イ ソ ノ ニル

（DINP） が， in vitro において， ICR マウ スの骨髄由来樹

状細胞に及ぼす影響について検討し た。 骨髄由来樹状細

胞は， 環境化学物質に曝露し た後， 上述 と 同様に細胞表

面分子の発現を解析し た。 その結果， DEP はそれらの分

子の発現に対し て全般的に抑制方向に作用し たが， リ ン

パ球増殖刺激反応を増強する こ と，DEHP と DINP は補助

刺激分子であ る CD86 の発現を増加させる こ と が明らか

と なった。 DEHP と DINP においては同様の影響が NC/

Nga マウ スにおいて も観察されている。 これらのこ と か

ら， 環境化学物質によ る アレルギー反応増悪の メ カニズ

ムの一要因 と し て， 樹状細胞の活性化が示唆された。 ま

た， これらは影響評価系の指標 と し て も有用であ る可能

性が示唆された。

〔備考〕

2）　 ナノ 素材がアレ ルギーに与える影響と メ カ ニズムの

解明に関する研究

〔研究課題コード〕 0709CD529

〔担当者〕 ○井上健一郎 （環境健康研究領域）

〔期　間〕 平成 19 ～平成 21 年度 （2007 ～ 2009 年度）

〔目　的〕 アレルギー性喘息モデルに，ナ ノ素材が与え る

影響を in vitro， in vivo 両試験にて検討する。 特に， 組成 ・

サイ ズの異な るナ ノ 素材を用い， ナ ノ 素材の組成 ・ 及び

サイ ズ と アレルギー反応の修飾効果 と の相関につき注目

する。

〔内容および成果〕

　 マウ ス を vehicle( コ ン ト ロール） 群， 抗原群， ラ テ ッ

ク スナ ノ 素材群， 抗原 + ラ テ ッ ク ス群に分け， それぞれ

を反復気管内投与し た と こ ろ， 抗原 + ラ テ ッ ク ス群にお

け る気道炎症や過敏性 と いった喘息の諸症状は抗原群 と

著変ないこ と が分かった。 しかし in vitro においては， 同

素材は骨髄細胞から分化させた抗原提示細胞におけ る同

細胞活性化マーカーの発現を上昇させる こ と が明ら か と

なった。

〔備考〕

3）　 メ タ ロイ ド のメ タ ボロミ ク スに関する研究

〔区分名〕 経常 

〔研究課題コード〕 0509AE796

〔担当者〕 ○小林弥生 （環境健康研究領域）， 平野靖史郎

〔期　間〕 平成 17 ～平成 21 年度 （2005 ～ 2009 年度）

〔目　的〕 半金属 （ メ タ ロ イ ド） に属する ヒ 素やセ レ ン

は， 古 く か ら工業的に利用されて き たが， 毒性の高い元

素 と し て も知られている。 これらの メ タ ロ イ ド は メ チル

化代謝され体外に排泄されるが， その詳細な メ カニズム

および理由は明ら かになっていない。 取 り 込み， 吸収か

ら排出， 排泄までに至る メ タ ロ イ ド の代謝過程を明ら か

にする ためには， メ タ ロ イ ド の状態 （価数および形態）

変化を解析し， それに関与する蛋白を も含めた メ タ ボ ロ

ミ ク スが必要であ る。 本研究は メ タ ロ イ ド の代謝 と 体内

動態を分析毒性学的研究によ り 明ら かにし， これら有害

メ タ ロ イ ド の毒性軽減， および毒性発現機構を解明する

こ と を目的 と し， 本研究の手法をその他の金属の毒性学

へ応用する こ と を目標とする。

〔内容および成果〕

（ １ ） ジフ ェニルアルシン酸を反復投与し たカニ ク イザル

における ヒ 素の分布と排泄

　 ヒ ト における ジフ ェニルアルシン酸 （DPAA） の代謝動

態を予測する上で， 霊長類の試料を用いて研究する意義

は大きいこ と から，DPAA を反復投与 （経鼻胃内投与） し

たカニ ク イザルにおけ る， 糞尿， 血液， 体毛等の ヒ 素濃

度を測定する こ と によ り ， DPAA の代謝的動態を調べた。

41～91日間の DPAA反復投与において高濃度の ヒ 素が血

液中に検出されたが， 赤血球中にはその約 71％が分布し

ていた。 DPAA を反復投与し たサルの体毛中においては，

対照群と比較し て約 5 倍の ヒ 素が蓄積し ていた。

（ ２ ） ジフ ェニルアルシン酸を単回投与し たカニ ク イザル

における ヒ 素の分布と排泄

　 DPAA を単回投与し た際の血液， 脳脊髄液， 糞尿の ヒ

素濃度 と化学形態別分析を行 う こ と によ り ， DPAA の代

謝的動態を調べた。 DPAA 投与 １ 時間および ４ 時間後の

脳脊髄液中の ヒ 素の濃度は， 対照群 と 比較し それぞれ約

1.5 倍，2.6 倍と なった。 こ のこ と から，DPAA は神経系へ

影響を及ぼす可能性が示唆された。

（ ３ ） ラ ッ ト 赤血球における ヒ 素蓄積に関する餌の影響

　 ラ ッ ト 赤血球中には高濃度の ヒ 素が蓄積する こ と が知

られている。 そ こ で， ラ ッ ト に通常食 と 蛋白源を魚粉か

ら カゼイ ンに変更し た精製食を与え， 赤血球中の ヒ 素濃

度の変化を調べ， また， 精製食で飼育し た ラ ッ ト に対し
―  131  ―



国立環境研究所年報 （平成 19 年度）
ジ メ チルアルシン酸 （DMAV） およびアルセ ノ ベタ イ ン

（AsB） を強制経口投与し た際の ヒ 素の分布を明らかにし

た。 離乳 １ 週間後には， 全血および臓器中で精製食群 と

比較し通常食群で総 ヒ 素濃度が有意に上昇し た。 DMAV

と AsB を経口投与し た際に，DMAV 群は投与量の約 72％

が全血中に存在し ていたのに対し，AsB 群は約 0.1％ほど

であった。 こ の こ と か ら， 通常食で飼育し た ラ ッ ト 赤血

球中における ヒ 素の蓄積は主と し て DMAV に起因し てい

る こ と が示唆された。

〔備考〕

4）　 有害化学物質の毒性の臓器・ 細胞特異性に関与する

転写因子機能の研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コード〕 0608AE438

〔担当者〕 ○野原恵子 （環境健康研究領域）， 鈴木武博

〔期　間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 近年，種々の化学物質が転写因子や核内受容体

に作用し て遺伝子の転写を変化させ， 生体に悪影響を及

ぼすこ と が報告されている。 本研究では， 有害化学物質

の臓器 ・ 細胞特異的な影響について転写因子の作用に着

目し て メ カニズムを明らかにする。

〔内容および成果〕

　 これまでの研究によ って， ダ イオキシンが T リ ンパ球

の転写因子 AhR を活性化する こ と によ って抗体産生につ

ながる一連の反応を抑制する こ と が示唆されている。 こ

の仮説を検証する ために， Ｔ リ ンパ球でのみ恒常的活性

化型 AhR を発現し ている ト ラ ン スジェニ ッ ク マウ ス （T

細胞特異的 CA-AhR Tg マウ ス） に免疫を し， 抗体産生反

応の抑制がおこ るか否かを検討し た。 その結果， T 細胞

の AhR の活性化のみで， ダ イオキシン曝露 と同様に免疫

後の脾臓細胞増加の抑制や脾臓細胞からの IFNgamma の

産生亢進がおこ る こ と が明ら か と なった。 一方， ダ イオ

キシン曝露でみられる Th2 サイ ト カ イ ン産生抑制や抗体

産生の抑制は T 細胞の AhR の活性化のみではおこ ら ない

こ と が明らか と な り ， これらの抑制には T 細胞以外の細

胞の AhR の活性化が関与する こ と が示唆された。以上の

結果か ら， ダ イ オキシンに よ る各種免疫毒性に対し て，

標的 と な る 細胞に関す る 有効な知見を得 る こ と がで き

た。

〔備考〕

5）　 アト ピー素因を有する高感受性集団に環境化学物質

が及ぼす影響を簡易・ 迅速に判定する抗原提示細胞

を用いた評価手法の開発

〔区分名〕 環境 - 環境技術 ED

〔研究課題コード〕 0708BD307

〔担当者〕 ○高野裕久 （環境健康研究領域）， 井上健一郎，

柳澤利枝， 小池英子， 伊藤智彦

〔期　間〕 平成 19 ～平成 20 年度 （2007 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 「ア ト ピー素因」 を有する人々は， 環境化学物

質の健康 リ ス ク に感受性が高い。 「ア ト ピー素因」 を有す

る高感受性集団を対象に， アレルギー疾患の発症 ・ 増悪

を修飾する可能性が高い環境化学物質を簡易 ・ 迅速に判

定し， in vivo における増悪影響を的確に反映する in vitro

評価系を開発し， 至適化する。 アレルギー反応の 初の

ス テ ッ プを司る抗原提示細胞の培養系を適用する。 本研

究開発を， 高感受性集団に健康影響を き た しやすい環境

化学物質の絞 り 込みに役立て， その健康 リ ス ク評価及び

リ ス ク を低減する施策に科学的根拠を付与する こ と に資

する。

〔内容および成果〕

【研究課題の構成】

１ ． 骨髄よ り 分離誘導し た抗原提示細胞を用いた in vitro

影響評価手法の確立

（ １ ） 抗原提示細胞の分離誘導の至適化 と環境化学物質の

影響評価

「ア ト ピー素因」 を持つマウ スの骨髄よ り 抗原提示細胞を

分離， 分化誘導する至適条件を確立する。 先導的に選択

し た環境化学物質が抗原提示細胞の活性化に与え る影響

を検討する。

（ ２ ） in vivo 影響評価手法 と相関する in vitro 影響評価手

法の開発

既に確立し ている in vivo 影響評価系 と骨髄由来抗原提示

細胞を用いた in vitro 評価系の相関を検討し， 至適条件を

確立する。

（ ３ ） in vitro 影響評価手法の簡易化，迅速化に寄与するバ

イオマーカーの探索

当該の iin vitro 評価系において，in vivo 評価系における増

悪影響を的確に， かつ， 早期に予測し う る簡便な影響指

標を探索し， バイオマーカーと し て活用する。

２ ． 末梢血液よ り 分離誘導し た抗原提示細胞を用いた in

vitro 影響評価手法の検討

骨髄の代わ り に末梢血液を用い， それに由来する抗原提

示細胞の分離， 分化誘導， 培養手法を検討する。 末梢血

由来抗原提示細胞を利用し， 骨髄由来抗原提示細胞 と 同

様の試みを進展させる。

　 以上よ り ， 全体と し て， 「ア ト ピー素因」 を有する高感

受性集団に対し アレルギー疾患の発症 ・ 増悪を修飾する

可能性があ る環境化学物質を簡易・迅速に判定し， in vivo
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における増悪影響を的確に反映する in vitro 評価系を開発

する。

【成果】

１ ． 骨髄よ り 分離誘導し た抗原提示細胞を用いた in vitro

影響評価手法の確立

「ア ト ピー素因」 を持つマウ スの骨髄よ り 抗原提示細胞を

分離， 分化誘導する至適条件をほぼ確立し た。 先導的に

選択し た環境化学物質が抗原提示細胞の活性化に与え る

影響を検討し， 既に確立し ている in vivo 影響評価系 と骨

髄由来抗原提示細胞を用いた in vitro 評価系の相関を検討

し， 至適条件を提案できた。 当該の in vitro 評価系におい

て， in vivo 評価系における増悪影響を的確に， かつ， 早

期に予測 し う る 簡便な影響指標を探索 し， バ イ オマー

カーと し ての活用を進め，CD86, CD11c, CD (DEC) 205, リ

ンパ球増殖 , サイ ト カ イ ン産生， 等の有力な候補指標を

得る こ と ができ た。

２ ． 末梢血液よ り 分離誘導し た抗原提示細胞を用いた in

vitro 影響評価手法の検討

骨髄の代わ り に末梢血液を用い， それに由来する抗原提

示細胞の分離， 分化誘導 （成熟）， 培養手法をほぼ確立し

た。 末梢血由来抗原提示細胞を利用し， 骨髄由来抗原提

示細胞と同様の試みを進展させた。

〔備考〕

重点 3 中核 P2 に関連する課題

6）　 ヒ 素の転写因子調節作用に着目し た免疫細胞特異的

作用メ カ ニズムと 免疫毒性の解明

〔区分名〕 文科 - 科研費 

〔研究課題コード〕 0708CD336

〔担当者〕 ○野原恵子 （環境健康研究領域）

〔期　間〕 平成 19 ～平成 20 年度 （2007 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 本研究では，環境汚染物質であ る無機 ヒ 素の免

疫細胞特異的な作用 メ カニズムを転写因子や転写因子の

一種であ る核内受容体への作用に着目し て明ら かにする

こ と を目的 と する。 さ ら に ヒ 素の転写因子を介し た免疫

細胞への作用が免疫機能にいかな る影響を及ぼすかにつ

いて も明らかにする。

〔内容および成果〕

　 無機 ヒ 素 （亜 ヒ 酸） をマウ スに投与する と， 胸腺萎縮

がおこ る こ と が報告されている。 そ こ で無機 ヒ 素によ る

胸腺での遺伝子発現変化を手がか り と し て， ヒ 素の免疫

細胞への影響の メ カニズムを検討し た。 近の他の細胞

種における研究では，無機 ヒ 素が転写因子 Nrf2 を活性化

する こ と が報告されているが， 亜 ヒ 酸投与し たマウ スの

胸腺では Nrf2 の標的遺伝子であ る Homx1 等の発現変動

は検出 さ れず， こ れに対 し て細胞周期進行に関与す る

Ccnb2，Ccne2 等の遺伝子群の発現抑制が顕著に観察され

た。 胸腺， 脾臓， 肝臓， 腎臓， 肺等の各種臓器におけ る

Ccnb2およびCcne2のmRNAの発現量を リ アルタ イ ムPCR

で測定し た と こ ろ， 両遺伝子の発現は対照群のマウ スの

胸腺で特に高 く ， ついで脾臓で高 く ， 両臓器での発現が

亜 ヒ 酸曝露で大き く 抑制 さ れる こ と が明ら か と なった。

また Ccnb2 および Ccne2 の発現調節を行 う 転写因子であ

るE2Fフ ァ ミ リ ータ ンパクの遺伝子の発現量について も，

やは り 胸腺で特に高 く ，ついで脾臓で高いこ と が示され，

無機 ヒ 素は リ ンパ球特異的に E2F フ ァ ミ リ ーの機能を変

化させる こ と が示唆された。 そ こ で さ らに リ ンパ球由来

の細胞株に亜 ヒ 酸を曝露し て， E2F フ ァ ミ リ ーの標的遺

伝子プロモーターへの結合量を ChIPア ッ セイで調べた結

果，亜 ヒ 酸曝露によ って転写促進に働 く E2F1 の結合量が

減 り ，転写抑制に働 く E2F4 の結合量が増加する こ と が明

らか と なった。さ らに亜 ヒ 酸曝露が E2F4 と相互作用する

ポケ ッ ト プ ロ テ イ ンに影響を及ぼす こ と が示唆 さ れた。

無機 ヒ 素は リ ンパ球特異的にこれらの変化を引き起こす

こ と によ って細胞周期進行に働 く 遺伝子の発現を低下さ

せ， 細胞増殖を抑制する こ と が示唆された。

〔備考〕

7）　 環境化学物質の高次機能への影響を総合的に評価す

る in vivo モデルの開発と 検証

〔区分名〕 特別研究

〔研究課題コード〕 0507AG476

〔担当者〕 ○高野裕久 （環境健康研究領域）， 井上健一郎，

柳澤利枝， 塚原伸治， 石堂正美， 小池英子

〔期　間〕 平成 17 ～平成 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 免疫 ・ アレルギー系に注目し， 環境化学物質の

高次機能影響を評価する こ と が可能な in vivo モデルを開

発し検証する。 さ らに， in vivo モデル と と もに in vitro モ

デルを用いた影響評価システムの短期化，簡便化を図る。

これに並行し， 複数の環境化学物質を対象 と し， 本シス

テムの有用性を検証する。

〔内容および成果〕

【内容】

　 本研究課題は以下のサブテーマから構成された。

（1） in vivo ス ク リ ーニングによ る化学物質のアレルギー

増悪影響評価

（2） アレルギー増悪影響のよ り 簡易なス ク リ ーニング手

法の開発

　 　 DNAマイ ク ロ アレ イ を用いた短期ス ク リ ーニング手

法の開発
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　 　 培養細胞系を用いた簡易ス ク リ ーニング手法の開発

【成果】

（1） in vivo ス ク リ ーニングによ る化学物質のアレルギー

増悪影響評価

　 既作成の in vivo ス ク リ ーニングモデルを用い， 複数の

対象化学物質について検討し た。

　 本年度の対象物質は，4- ノ ニルフ ェ ノール (NP), 4-t- オ

クチルフ ェ ノ ール (OP), p-t- ブチルフ ェ ノ ール (BP), ベン

ゾ [a] ピ レ ン (BaP), ナフ ト キ ノ ン (NQ), フ ェナン ト ラ キ ノ

ン (PQ), スチレ ンモ ノ マー (ST), ア ク リ ルア ミ ド (AA), フ

タル酸ジブチル(DBP), フ タル酸ジエチル(DEP)等 と し た。

BaP, NQ, PQ, ST 処置群において，対照群，および Dp 単独

投与群に比し， 化学物質の濃度， あ るいは病態の進行段

階によ って有意な耳介腫脹の変化を認めた。 また， 症状

変化も同様の傾向を示し た。 NP, DBP については， 増悪

傾向を示し た。 一方， AA は， Dp 単独群に比し， 有意な

耳介腫脹の抑制を認めた。

（2） アレルギー増悪影響のよ り 簡易なス ク リ ーニング手

法の開発

　 ①DNAマイ ク ロ アレ イ を用いた短期ス ク リ ーニング手

法の開発

　 in vivo ス ク リ ーニングモデルにおいて影響が認められ

た化学物質について， 病態の各進行におけ る段階の遺伝

子発現変動を， DNA マイ ク ロ アレ イ を用いて網羅的， か

つ包括的に解析する こ と によ り ， 早期影響指標 と な る遺

伝子を選抜し た。 病態の形成各段階に共通し て発現する

遺伝子の存在を認めた。

　 ②細胞培養系を用いた簡易ス ク リ ーニング手法の開発

　 免疫担当細胞を用いて， in vivo の結果を反映する簡易

な in vitro ス ク リ ーニング手法の確立を目的 と し た。 対象

物質は， in vivo で皮膚炎症状の増悪が認められた DEHP

と フ タ ル酸ジ イ ソ ノ ニル （DINP） ， ビ ス フ ェ ノ ール A

（BPA） と し た。 動物は in vivo ス ク リ ーニングモデルに用

いた NC/Nga マウ ス を使用し， 脾臓よ り 細胞を採取し た。

脾細胞は， 上記化学物質に 24 時間曝露し た後， 細胞表面

分子の発現を フ ローサイ ト メ ト リ ーにて解析し た。 また

培養上清中のサイ ト カ イ ンを ELISA によ り 定量し た。 さ

らに脾細胞は， ダニアレルゲン （Dp） と化学物質の存在

下で ３ 日間培養し， 化学物質が細胞増殖に及ぼす影響に

ついて も検討し た。DEHP，DINP，BPA は，脾細胞の TCR

と CD3 の発現および IL-4 産生を濃度依存的に増加させ

た。 また， これら の化学物質は抗原刺激によ る細胞増殖

も増強させた。 こ の作用は， いずれも低濃度域で観察さ

れた。 今回の結果からは特に， IL-4 産生 と細胞増殖に対

する影響が顕著であった こ と から， in vitro ス ク リ ーニン

グの指標と し て有用であ る可能性が示唆された。

〔備考〕

重点 3 中核 P2 に含まれる課題

8）　 DNAチッ プを用いた有害化学物質の健康影響評価手

法の開発

〔区分名〕 環境 - その他 

〔研究課題コード〕 0307BX015

〔担当者〕 ○野原恵子 （環境健康研究領域） ， 高野裕久，

尾村誠一， 柳澤利枝

〔期　間〕 平成 15 ～平成 19 年度 （2003 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 環境化学物質に よ る健康 リ ス ク を適切に管理

する上では， その曝露評価 と 有害性評価に基づ く リ ス ク

評価を行 う こ と が基本 と な る。 こ の う ち有害性評価は，

検討すべき事項が多様で， かつ， 結果の取得まで長時間

要する こ と が多 く ， 多種多様な環境化学物質の リ ス ク管

理を行 う 上で障害 と な って き た。 こ の よ う な背景か ら，

本研究では有害性を包括的， 簡便， 高感度かつ安価に検

知・予測する こ と が可能な，環境ス ト レ ス DNA チ ッ プを

開発する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

（ １ ） 呼吸器への影響検知 ・ 予測チ ッ プの作製 ： 前年度作

製し た DNA チッ プの性能評価を行った。肺胞上皮細胞に

大気環境中粒子状物質の主な成分であ るデ ィ ーゼル排気

粒子 （DEP） 抽出物やその構成成を曝露し，作製し たチ ッ

プを用いて遺伝子発現の変化を解析し た。 その結果， 本

チ ッ プを用いる こ と によ って， 大気中粒子状物質の健康

影響で問題 と な る酸化ス ト レ ス， 炎症， 薬物代謝系酵素

の誘導な どへの影響の検出が可能であ る こ と が示 さ れ

た。 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 （ ２ ） アレ

ルギー反応への影響検知・予測チ ッ プの作製：アレルギー

性気道炎症モデルを用いて， デ ィ ーゼル排気微粒子の経

気道曝露が肺組織の遺伝子発現変動に及ぼす影響につい

て， 病態形成の各段階 （病態潜在期～完成期）， および各

形成段階におけ る経時的な発現変動について検討可能な

カス タ ムチッ プを作製し た。本年度は，複数のアレルギー

疾患モデルを用いて， 環境化学物質の影響評価におけ る

カ ス タ ムチ ッ プの有効性を検証し た。 その結果， 従来品

と比較し て， 今回試作し たカス タ ムチッ プは 429 遺伝子

と い う 少ない遺伝子数の解析で環境化学物質のア レル

ギー病態への影響を検知 ・ 予測が可能であ る こ と が示さ

れた。

（ ３ ） 免疫系への影響検知 ・ 予測チ ッ プの作製 ： 環境から

の影響を受けやすい代表的な免疫臓器であ る胸腺に着目

し， 胸腺萎縮作用を も ち免疫毒性作用を示すこ と が報告
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されている種々の化学物質によ って発現が変動する遺伝

子群を搭載し た DNA チッ プを作製し た。本年度はその性

能試験を行い， さ らに搭載遺伝子を精査し た。 その結果，

免疫系に悪影響を及ぼす種々の転写因子依存性の変化

や， 細胞周期， サイ ト カ イ ンの変化等を検出する遺伝子

を選択し， 終的に 84 遺伝子を搭載し たチッ プを完成し

た。 本チ ッ プによ り 環境化学物質の胸腺への作用経路を

簡便に検出し， また免疫系への悪影響を推測する こ と が

可能であ る こ と が示された。

〔備考〕

9）　 ラ ンゲルハンス細胞を用いた皮膚免疫に対する環境

汚染物質の影響解析

〔区分名〕 奨励 

〔研究課題コード〕 0707AF360

〔担当者〕 ○伊藤智彦 （環境健康研究領域）

〔期　間〕 平成 19 年度 （2007 年度）

〔目　的〕 ア ト ピー性皮膚炎は主に遺伝的要因に よ り 発

症するが， 近年の患者数の増加か ら環境汚染物質の関与

も考え られ， 動物曝露実験か ら ヒ ト への影響解析に繋げ

る手法が必要 と されている。 そ こ で， ヒ ト で も利用可能

な血液細胞か ら皮膚免疫の主要な細胞であ る ラ ンゲルハ

ン ス細胞へ分化 ・ 培養する手法を確立させ， 次に遺伝子

的背景を考慮し， ア ト ピー性皮膚炎に対する感受性の異

なるマウ ス系統間で機能の比較を行 う 。さ らに，ア ト ピー

を増悪させる DEHP の作用機序を， ラ ンゲルハン ス細胞

の機能差を切 り 口に調べてい く 。

〔内容および成果〕

　 マウ ス末梢血から OptiPrep を用いた密度勾配遠心法に

よ り 末梢血単核球 （PBMC） を調製し た。 PBMC を GM-

CSFおよびIL-4存在下で培養し た結果，前駆細胞であ る単

球から樹状細胞細胞への分化を示す CD11c の発現誘導が

見られた。 また こ の分化は培養 １ 日 と い う 短期間で比較

的低濃度の GM-CSF で誘導される こ と がわかった。また，

IL-4 共存下では分化し た樹状細胞は活性化 （成熟） され，

GM-CSF 単独では未成熟な状態にな る こ と も わかった。

次に， TGF-beta 刺激で樹状細胞から ラ ンゲルハン ス細胞

への分化を試みたが， ヒ ト 細胞で報告されている よ う に

分化されなかったが， マウ ス耳介か ら調製し た実際のラ

ンゲルハン ス細胞 と 分化させた樹状細胞の表現型はほぼ

同様であったため， 以降の実験は抗原提示細胞 と し て分

化させた樹状細胞を用いた。 こ の樹状細胞への分化培養

について， 免疫応答の異な るマウ ス ５ 系統で行った と こ

ろ， 発現量の違いは見られたがほぼ同様に GM-CSF に反

応し て分化する こ と がわかった。 後に本樹状細胞培養

系を用いて， マウ スのア ト ピー性皮膚炎を増悪させる フ

タル酸エステル （DEHP および MEHP） について， 樹状

細胞の分化および活性化に与え る影響を調べた。 その結

果， フ タル酸エステルは樹状細胞の分化および活性化に

関与する表面抗原の発現量を増加させ， 特に分化におい

てはその傾向がア ト ピー感受性の NC/Nga マウ スや Th2

優位の BALB/c マウ スで出やすい結果が得られた。 以上

の結果か ら， フ タル酸エステル類は樹状細胞の分化およ

び活性化を増加 ・ 誘導する こ と がわか り ， その傾向は特

に分化においてアレルギー反応を起こ しやすいマウ ス系

統で現れる こ と が示唆された。

〔備考〕

10）　 ペルオキシレド キシン I（ PrxI) の呼吸器系における

役割

〔区分名〕 経常 

〔研究課題コード〕 0708AE367

〔担当者〕 ○柳澤利枝 （環境健康研究領域）

〔期　間〕 平成 19 ～平成 20 年度 （2007 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 Peroxiredoxin （Prx） は， 抗酸化性物質の一種で

あ り ， 各臓器に発現し ている。 Prx は， 生体防御 と し ての

機能を有する。 しかし， 病態におけ る影響を検討し た報

告はない。 そ こ で， 急性肺障害における PrxI の役割を調

べる ため， PrxI ノ ッ ク ア ウ ト （KO） マウ スにオゾン曝露

し， 肺局所における PrxI の役割を検討する。 

〔内容および成果〕

　 PrxI ノ ッ ク アウ ト マウ ス， および野生型マウ ス （WT）

に対し て， オゾン ２ ppm， あ るいは清浄空気を， ６ 時間

曝露し， 24 時間後の肺胞洗浄液中 （BAL） の細胞数の算

定， および病理組織学的観察を行った。 その結果， オゾ

ン曝露群において， 対照群 と 比較し， 有意な好酸球， 好

中球数の増加を認めた。一方，オゾン曝露された PrxI KO

マウ スにおいて， WT と比較し， BAL 中の炎症細胞数が

有意に減少し ていた。 病理組織学的所見において も， オ

ゾン曝露された WT マウ スでは， 気道上皮の損傷， 剥離

が顕著に観察されたのに対し，PrxI KO マウ スではその障

害が軽減されていた。 これよ り ， オゾン曝露によ る急性

肺障害において， PrxI は病態の増悪を引き起こす可能性

が考え られた。

〔備考〕

11）　 環日本海都市の多環芳香族炭化水素／ニト ロ 多環

芳香族炭化水素の発生と 曝露の国際比較

〔研究課題コード〕 0608CD509

〔担当者〕 ○田村憲治 （環境健康研究領域）
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〔期　間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 大気汚染が顕在化する環日本海域諸国に焦点

を合わせ， 我が国及び大陸の中国， ロ シア， 韓国の主要

都市で浮遊粒子状物質 （SPM） 及びガス を捕集し， 多環

芳香族炭化水素 （PAH） 及びニ ト ロ多環芳香族炭化水素

（NPAH） の濃度 と組成を分析し， 都市のエネルギー と交

通事情の違い と 寄与の大き さ を解析する。 さ ら に， 尿を

用いた PAH ／ NPAH 曝露量測定法を適用し て肺がんを含

む呼吸器系疾患の疫学調査によ る結果 と 併せて， 大気中

微小粒子状物質曝露濃度と PAH， NPAH 汚染 と の関連を

追究する。

〔内容および成果〕

　 平成 19 年 ３ 月及び ９ 月に，金沢大学の研究班が中国瀋

陽市， 上海市において大気汚染の激しい地区 と 比較的汚

染の少ない地区の小学校各 １ 校において環境中の PM サ

ンプ リ ング と 児童の尿の採取を行った。 こ の時期に合わ

せて， それぞれの小学校におけ る大気中微小粒子 （PM）

の粒径別サンプ リ ング と， 数軒の対象児童家庭におけ る

屋内 と 屋外のサンプ リ ングを実施し た。 尿サンプルにつ

いては， ３ 日間の早朝尿を採取し， 凍結保存のま ま日本

に持ち帰 り ， 金沢大グループが PAH， NPAH 代謝物の分

析を継続中であ る。

　 大気中粒子濃度を国環研で測定し た結果， 石炭燃焼に

よ る暖房を行っている瀋陽市内の PM 濃度は， 上海市よ

り 高濃度であったが， 非暖房期 （ ９ 月） においては， 上

海市内汚染地区の PM 濃度が高濃度であ り ， 自動車由来

の PM が多いこ と が予想された。 粒子中の PAH， NPAH

については金沢大で分析中であ るので， 今後地域， 季節

によ る組成の違いが明確になる こ と が期待される。

〔備考〕

科研費 （基盤研究 A （海外）） 「環日本海都市の多環芳香

族炭化水素／ニ ト ロ多環芳香族炭化水素の発生 と 曝露の

国際比較 （研究代表者 ： 早川 （金沢大学教授）」 の分担研

究者と し て参加

12）　 高感受性要因に配慮し たナノ マテリ アルの健康影

響評価と メ カ ニズムの解明に関する研究

〔研究課題コード〕 0608CD530

〔担当者〕 ○高野裕久 （環境健康研究領域）， 井上健一郎，

柳澤利枝

〔期　間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 （ １ ） 免疫 ・ アレルギー， 呼吸器， 循環器， 粘

膜系 と それら に関連する疾患モデルに， ナ ノ マテ リ アル

の曝露が及ぼす健康影響を明ら かにする。 特に， 大気中

のナ ノ メ ーターサイ ズの粒子に感受性の高い疾患であ る

「アレルギー性気管支喘息」， 「感染性肺傷害」， 「凝固 ・ 線

溶系異常」 に種々のナ ノ マテ リ アルの経気道曝露が与え

る影響を， 重点的に解明する。 （ ２ ） ナ ノ マテ リ アルのサ

イ ズ， 形状， 組成 と， 健康影響の種別や強度 と の相関性

について明らかにする。 さ らに， （ ３ ） 病態増悪の メ カニ

ズムを分子レベルで体系的に解明し， ヒ ト におけ る健康

影響評価に外挿する。

〔内容および成果〕

　 ICR 系雄性マウ スに下記の実験群を設定し， 経気道曝

露 （気管内投与） を施行し た。

１ ． vehicle 曝露群 （0.05％ Tween 80， 0.25％DMSO 加 リ

ン酸緩衝液 （pH:7.4） を 100μl/body で曝露）

２ ． ナ ノ マテ リ アル （粒子） 曝露群 （125μg/body を 大

量と し， 少量曝露群を設定） 　

３ ． 細菌毒素曝露群 （lipopolysaccharide: LPS: 75μg/body

を 大量と し， 少量曝露群を設定）

４ ． ナ ノ マテ リ アル （粒子） ＋細菌毒素併用曝露群 　

　 経気道曝露の 24 時間後に， 以下の検討を加えた。 （ １ ）

気管支肺胞洗浄液中の総細胞数 と 好中球をはじめ と する

各種炎症細胞の浸出数， （ ２ ） 肺の組織学的所見 （好中球

性気道炎症と肺水腫に注目し て定量的に検討） ， （ ３ ） 肺

水腫の指標と し て肺水分量， （ ４ ） 肺組織の遠心上清に含

まれる炎症性サイ ト カ イ ン （IL-1β， TNF-α， IL-6， 等），

ケモカ イ ン （KC， MIP-1α， MIP-2， 等） の濃度 （ELISA）

　 ナ ノ マテ リ アル （粒子） の単独曝露では， 肺におけ る

炎症や水腫は軽度であった。 一方， 細菌毒素によ る肺の

炎症及び水腫はナ ノ マテ リ アルの併用曝露によ り 顕著に

増悪し た。 こ の効果は， 肺におけ る炎症性サイ ト カ イ ン

やケモカ イ ンの発現 と よ く 並行し ていた。 また， 増悪効

果は， よ り 小さ な ものによ り 強い傾向を認めた。

〔備考〕

重点 3 に関連する課題

13）　 ナノ 素材が皮膚疾患に及ぼす影響と そのメ カ ニズ

ムの解明に関する研究

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 0607CD510

〔担当者〕 ○柳澤利枝 （環境健康研究領域）

〔期　間〕 平成 18 ～平成 19 年度 （2006 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 本研究は，近年生活環境中で広 く 用いられてい

るナ ノ 素材に着目し， 人体への曝露様式の一つ と し て想

定される皮膚を経由し た曝露によ る人体への影響を評価

する こ と を目的 と する。 前年度の検討において， バ リ ア

機能破綻時におけ るナ ノ サイ ズのラ テ ッ ク ス粒子， およ

び二酸化チタ ン粒子曝露が， ダニアレルゲン誘発性ア ト
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ピー性皮膚炎を増悪する こ と が明らか と なった。 本年度

はその増悪影響の作用機序の解明を試みた。

〔内容および成果〕

　 １ ． ラ テ ッ ク ス粒子がバ リ ア機能の破綻を想定し た皮

膚炎モデルに及ぼす影響 　

　 ラ テ ッ ク ス粒子は， ３ 種類 (25, 50, 100nm) 用い，ラ テ ッ

ク ス粒子と ダニアレルゲン （Dp, ５ μg/animal/ 回） を同

時， あ るいは粒子単独 （20μg/animal/ 回） で， 計 ８ 回反

復的に皮内投与し た。 その結果， 病変局所であ る耳介組

織における IL-4， および MIP-β の産生は， Dp 曝露群で

有意に増加し， ラ テ ッ ク ス粒子 と の共存で さ らに増強さ

れた。 一方， IFN-γ については， Dp 曝露群で対照群 と比

較し抑制が認め られ， ラ テ ッ ク ス粒子 と の併用によ り さ

らに顕著な減少を示し た。 また，血清中 total IgE, Dp 特異

的 IgG1 抗体の産生は， Dp 曝露群で有意に増加し たが，

ラ テ ッ ク ス粒子によ る影響は認めなかった。 単独曝露群

はいずれの項目について も対照群に比し， 有意な変動は

認められなかった。

　 ２ ． 二酸化チタ ン粒子がバ リ ア機能の破綻を想定し た

皮膚炎モデルに及ぼす影響

　 二酸化チ タ ンは， 粒径は ３ 種類 （15, 50, 100nm） を設

定し， １ ． と同様の投与スケジュールにて皮内投与し た。

その結果， 二酸化チタ ン粒子と Dp の共存によ り ， 耳介

組織における IL-4， および MIP-β の産生が， Dp 曝露群

と比し，増加， あ るいは増加傾向を認めた。一方， IFN-γ

については， Dp 曝露群で対照群 と 比較し抑制が認め ら

れ，二酸化粒子 と の併用によ り さ らに減少傾向を示し た。

また， 血清中 total IgE, Dp 特異的 IgG1 抗体の産生は， Dp

曝露群で有意に増加し たが， 二酸化チタ ン粒子によ る影

響は認めなかった。 単独曝露群はいずれの項目について

も対照群に比し， 有意な変動は認められなかった。

　 本年度の結果よ り ， バ リ ア機能破綻時のアレルゲン存

在下におけ るナ ノ 粒子曝露は， 皮膚炎病態の増悪を き た

し， その作用機序と し ては， ナ ノ 粒子曝露によ る Th2 反

応への偏位が考え られた。

〔備考〕

14）　 大気中浮遊粒子状物質が脂肪肝と 白内障に及ぼす

影響と 機構の解明に関する研究

〔研究課題コード〕 0607CD531

〔担当者〕 ○高野裕久 （環境健康研究領域）

〔期　間〕 平成 18 ～平成 19 年度 （2006 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 大気中の浮遊粒子状物質 （suspended particulate

matter: SPM）， 特に， 我が国の都市域において SPM の主

体を占めるデイーゼル排気微粒子 （diesel exhaust particles:

DEP） を対象と し， （ １ ） DEP の経気道曝露が 「脂肪肝」

に及ぼす健康影響を， 生活習慣病のモデル動物を用いて

明らかにする。 ついで， （ ２ ） 増悪 メ カニズムを分子レベ

ルで解明し， ヒ ト におけ る健康影響評価に外挿する。 さ

らに， （ ３ ） 健康影響評価に適用可能な指標 （バイオマー

カー）， 特に， 早期に変動する健康影響指標 （予防的バイ

オマーカー） を探索し， 未然防止に資する こ と をめざす。

〔内容および成果〕

　 肥満， 糖尿病， 高脂血症を伴 う 生活習慣病のモデル動

物と正常動物に DEP を経気道曝露曝露し た。生活習慣病

モデルにおいて， DEP は脂肪肝の組織像， 肝機能障害を

増悪し たが， 正常動物では影響は見られなかった。 増悪

メ カニズム と バイオマーカーに関し ては， 肝臓におけ る

カルボニルス ト レ ス と 酸化ス ト レ スの亢進が重要であ る

こ と が示唆された。

〔備考〕

15）　 ナノ 粒子・ ナノ マテリ アルの呼吸器， 免疫影響

〔研究課題コード〕 0707DA532

〔担当者〕 ○高野裕久 （環境健康研究領域）

〔期　間〕 平成 19 年度 （2007 年度）

〔目　的〕 ナ ノ マテ リ アルの使用は年々増加し ているが，

その健康影響の可能性は未解明の ま ま で あ る。 hazard

identification と hazard characterization と し，種々のナ ノ マテ

リ アルの健康影響の可能性 と その メ カニズムの解明を目

的とする。

〔内容および成果〕

　 マウ スに， vehicle， カーボンナ ノ 粒子 （14nm， 56nm），

卵白アルブ ミ ン ( アレルゲン )，ナ ノ粒子 と アレルゲンの

併用投与群を設定し， 経気道曝露を行った。 気道の粘液

産生に関与する Muc5ac 遺伝子発現は， vehicle 曝露に比

較し てアレルゲン曝露によ り 亢進し， ナ ノ 粒子 と の併用

は一層の発現亢進を示し， よ り 小さ な粒子で顕著であっ

た。 気道の メ サコ リ ン反応性も， vehicle に比較し てアレ

ルゲン曝露によ り 亢進し， ナ ノ 粒子 と の併用は一層の亢

進を も た ら し た。

〔備考〕

16）　 局地的大気汚染の健康影響に係る 疫学調査のため

の関東地区及び中京地区の同意確保調査

〔研究課題コード〕 0707BY535

〔担当者〕 ○新田裕史 （環境健康研究領域） ， 小野雅司，

友利直子

〔期　間〕 平成 19 年度 （2007 年度）

〔目　的〕 平成 17 年度から 「局地的大気汚染の健康影響
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に係る疫学調査 （学童コ ホー ト 調査）」 が開始された。 学

童コ ホー ト 調査は， 大都市部の道路沿道住民におけ る自

動車排ガスへの曝露実態を定量的に把握し， 住民の呼吸

器疾患をはじめ と する健康影響 と の関連性を疫学的に明

ら かにする も のであ り ， 関東地区， 中京地区， 阪神地区

の小学 １ ～ ３ 年生約 16,000 人を調査対象候補者と し， こ

れらの候補者の う ち， 保護者の同意が得られた者を対象

と し て実施する も のであ る。 疫学調査において も重要

な点のひ と つは， 多 く の候補者か ら同意を得て， 調査対

象者に偏 り がない状況によ り 調査を実施する こ と であ る

が， 近年， 国民の価値観の多様化， 個人情報の保護に対

する意識の高ま り 等か ら疫学調査への同意を得る こ と が

難し く なって き ている こ と が指摘されている。 本調査で

は学童コ ホー ト 調査におけ る同意を確保する こ と を目的

とする。

〔内容および成果〕

　 本年度は学童コ ホー ト 調査の第 ３ 年度目の調査実施の

ために， 協力小学校 （千葉市 ： ７ 校， 世田谷区 ： 12 校，

川崎市 ： ５ 校， 名古屋市 ： 10 校）， 保護者 （約 9,500 人）

等への説明を行 う ためのパン フ レ ッ ト 及びポス ターを作

成し， 配布し た。 また， 想定質問に対する回答案， およ

び保護者等か らの電話によ る問い合わせに対する対応マ

ニ ュ アルを作成し た。 協力小学校の教諭等に対し て十分

な説明を行い， 学童コ ホー ト 調査に対する理解を得る と

と もに，保護者に対し て調査への理解 と協力を依頼し た。

また， フ リ ーダ イ ヤルを設置し て， 保護者等か らの問い

合わせに対し， 問い合わせ対応マニ ュ アルに従って対応

し た。 第 ３ 年度目において も調査目標達成のために十分

と考え られる同意率が得られた。

〔備考〕

平成 17 年度研究課題コ－ド  0505BY511

平成 18 年度研究課題コ－ド  0606BY950

（ ４ ） 大気圏環境研究領域における研究活動

〔研究課題コード〕 0610FP015

〔代表者〕 今村隆史

〔期　間〕 平成 18 ～ 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目　的〕  地球温暖化問題やオゾ ン層破壊問題、 酸性雨

問題を含む越境広域大気汚染、 更には都市におけ る大気

環境問題など、 地球規模か ら局所的な問題までの大気環

境に関わる課題について、2 つの重点研究プロ グ ラ ム （地

球温暖化研究プロ グ ラ ムおよびアジア自然共生研究プロ

グ ラ ム） と も連携しつつ、大気環境に関わる個々の物理・

化学プロセスの解明 と その相互作用の理解に関する基盤

的研究を行 う 。 大型実験施設 （大気拡散大型風洞や光化

学反応チャ ンバー） など を利用し た個々の物理 ・ 化学プ

ロ セスに関する室内実験、 化学的な分析手法を用いた大

気の組成や微量物質の濃度 ・ 同位体組成の観測、 遠隔計

測手法を用いた大気の性状や運動の時間的 ・ 空間的変動

の観測、 人工衛星データ も含めた観測データの解析、 大

気数値モデルを用いた数値実験、 などのアプローチで研

究を進める。 また新たな大気遠隔計測手法や大気微量物

質の計測手法の開発に も取 り 組む。 研究対象の現象 と し

ては、 大気汚染物質の移流拡散、 大気中での微量物質の

変質 と 大気質の変化、 除去過程に伴 う 酸性雨問題等の地

域や国を またいだ汚染物質の輸送、 地球規模での物質循

環過程、大気構造や汚染物質の大気の放射特性への影響、

微物理過程を含む雲 ・ エア ロ ゾル相互作用およびそれら

の放射影響、 地球規模での気候システムの変化、 成層圏

オゾン層の変化、 が挙げられる。

〔内容および成果〕

 沿道の大気汚染などに関連し て、 大型の大気温度成層風

洞実験から市街地におけ る大気汚染物質のピーク濃度や

短時間の濃度変動に及ぼす大気安定度の影響の定量化や

いわゆ る 風の道を考慮 し た街づ く り と の関連か ら ス ト

リ ー ト キ ャニオン内の 3 次元的な通風経路形成 と建物の

高さや配置 と の関連を明ら かにし た。 また、 個人、 家庭

などのレベルでの大気汚染の把握を目的に小型センサー

の開発と IT技術 と の併用によ る小型環境監視装置への応

用について も開発を進めた。

越境大気汚染の監視の観点か ら、 連続観測小型ラ イ ダー

を活用し た日中韓モンゴルの 4 カ国連携で進めている黄

砂モニ タ リ ングのための黄砂ネ ッ ト ワーク の展開を図っ

た。 特に長崎、 沖縄、 中国 ・ 合肥、 タ イ ・ ピマ イにおい

て非球形の黄砂 と 球形の大気汚染エア ロ ゾルの分離を視

野に入れた二波長偏光ラ イ ダーによ る通年連続観測体制

を整備し た。 また二波長偏光ラ イ ダーネ ッ ト ワーク か ら

得られる波長依存性 と 非球形性の情報を 大限に利用す

る解析手法を開発し、 黄砂 と 水溶性エア ロ ゾル、 海塩の

分布のよ り 正確な分布の導出を可能にし た。 一次排出さ

れる揮発性有機物 （VOC） およびその大気反応生成物の

実時間計測を目標にこれまで開発を続けて き た陽子移動

反応－飛行時間型質量分析装置を、 本年度は、 代表的な

光化学反応生成物であ る アルデ ヒ ド 類の実大気中での実

時間計測に応用し、 ホルムアルデ ヒ ド の実時間観測が可

能であ る事を示す事に成功し た。

温室効果気体の地球規模での物質循環過程の理解に向け

て、 二酸化炭素観測 と 相補的な情報を与え る 酸素濃度

（O2/N2 比） の観測を波照間島および落石岬のモニ タ リ ン

グステーシ ョ ンで継続し た。 また これまでの O2/N2 比の
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モニタ リ ング結果の解析を進めた結果、1999 年から 2005

年の 6 年間に大気中に放出された化石燃料起源の二酸化

炭素の う ち 30% が海洋に、14% が陸域生物圏に吸収され

ている こ と が分かった。

エア ロ ゾルの大気放射特性への影響に関す る 研究 と し

て、 衛星搭載用に開発中の高スペク ト ル分解ラ イ ダーか

ら得られる ラ イ ダーデータから雲およびエア ロ ゾルの分

布および特性に関するデータ を引き出すためのデータ処

理アルゴ リ ズムへの応用を視野に、 地上の高スペク ト ル

分解ラ イ ダーデータか ら エア ロ ゾル種の濃度を推定する

ための解析プ ロ グ ラ ム を作成し評価を行った。 さ ら に、

高スペク ト ル分解ラ イ ダー技術に基づ く 多波長ラ イ ダー

のフ ィ ジビ リ テ ィ ーを検討し、 次世代ネ ッ ト ワーク用ラ

イ ダーの開発研究を提案し た。

地球規模での気候変動やオゾン層の変動に関する研究 と

し て、 数値モデルを活用し た数値実験結果の解析研究を

進めた。 大気海洋結合モデルを用いた気候変動の数値実

験では、 主 と し て乾燥地域であ り 、 今なお成長を続け る

人口密集地域で も あ る、 米国西部におけ る水循環の明瞭

な変化に焦点を当て、 領域規模の気候変化シグナルの検

出およびその要因評価に関する研究を行った。その結果、

過去 50 年間における米国西部の河川流量や冬季気温、積

雪量の長期変化傾向が主 と し て人間活動に起因する と の

結果を得た。 成層圏オゾン層に関する研究 と し て、 成層

圏化学気候モデルを用いた過去のオゾン層変動の数値実

験結果を実測の結果 と 比較し た。 その結果、 長期変動実

験に用いた化学気候モデルで、 オゾンホールの維持に重

要な極渦の崩壊時期の長期変動について、 過去の変化傾

向を数値モデルが良 く 再現し ている こ と が分かった。 オ

ゾン層の破壊問題に関し ては数値モデルによ る研究以外

に、ILAS-II 衛星観測データ解析から極域オゾン破壊で重

要な役割を果たす極成層圏雲 （PSC） について、 新たな

データ処理によ って得られたデータ セ ッ ト を用いた ラ グ

ラ ンジュ的解析を行い、 PSC の組成情報 と粒径分布情報

を引き出すこ と に成功し た。

(4)-1.　 大気圏環境研究領域プロジェ ク ト

1）　 成層圏プロセスの長期変化の検出と オゾン層変動予

測の不確実性評価に関する研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 A-071

〔研究課題コード〕 0709BA375

〔担当者〕 ○今村隆史 （大気圏環境研究領域）， 秋吉英治，

杉田考史

〔期　間〕 平成 19 ～平成 21 年度 （2007 ～ 2009 年度）

〔目　的〕 本課題はオゾン層変動の将来予測の精度･確度

の評価 と 向上， 成層圏の力学 ・ 化学プロ セスの過去の長

期的な変化の検出， な らびにオゾン層変動 と 気候変動の

相互作用の解明を目的 と し ている。 その中で も特に， 成

層圏プロセス を取 り 込んだ化学気候モデルを用いたオゾ

ン層の長期変動に対する数値実験を通し て， 成層圏プロ

セス と 結びついているオゾンな らびにオゾン層破壊関連

物質などの化学場や気温や風速などの気象場の再現精度

および確度の検証 と モデルの精緻化のための化学プロ セ

スの解明を目指す。 さ ら に極域オゾン層破壊の機構解明

を進め， モデルの精緻化を行 う こ と も目的と し た。

〔内容および成果〕

　 成層圏化学気候モデルおよび化学輸送モデルの改良 と

し て， 臭素系のオゾン分解反応サイ クルを導入し た。 さ

ら に将来大気におけ るオゾン全量の変化は， 子午面循環

の変化によ るオゾンの輸送効率の変化に加えて， 上部成

層圏気温の低下によ る化学的なオゾン消滅率の減少の影

響を受ける と思われるので， この ２ つの影響を分離し て，

オゾン量の回復時期を見る こ と が目的 と し て， 臭素の影

響 を 考慮 し た等価有効塩素濃度 （Equivalent Effective

Stratospheric Chlorine, EESC = Cly + 60Bry） の下部成層圏

におけ る将来にわた る変化 と オゾン全量の変化 と の関係

について CCM を用いた数値実験から調べた。 その結果，

CO2濃度などを固定し た数値実験に比べて，通常の将来予

測実験の EESC 回復時期は約 10 ～ 20 年早 く なる こ と が

分かった。 こ れは， 温室効果気体 と SST の将来変化に

よ って， 子午面循環が変化し たためだ と 考え られる。 こ

の差は南半球よ り も北半球で大きい こ と が示された。 ま

た南半球大気の環状モー ド 解析 と し て， NCEP データ と

ERA40 データの 12 月－ ５ 月平均の高度場を，1980 ～ 2000

年の期間について EOF 解析し た と こ ろ， この期間の環状

モー ド の発達が認め られた。 同様な解析を化学気候モデ

ルの計算結果について も行い， 特にオゾン加熱によ る影

響に着目し て解析を進めている。

　 オゾン層破壊の長期積分実験 と 平行し て， 過去のオゾ

ン層破壊の変化要因の解析 も 化学気候モデルを用いて

行った。 特にオゾンホールの崩壊時期に着目し， 実際に

観測された崩壊時期の変化 と 化学気候モデルを用いた長

期積分実験でのオゾンホール崩壊時期の変化について比

較し た結果， 化学気候モデルで過去の崩壊時期の長期的

な変化を再現でき ている こ と を確かめた。

　 また， 数値モデルによ る研究以外に， ILAS-II 衛星観測

データ を利用し て， 観測空気塊の流跡線マ ッ チ解析を実

施し た。 次に， 解析された各マ ッ チベア間の硝酸 と エア

ロ ゾル消散係数， 気温などのパラ メ ータの変化を， 高度，

時間ご と に解析し た。 具体的には， 硝酸濃度差やエア ロ
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ゾル消散係数比， 流跡線上での気温の変化， などであ る。

こ の解析から得られる数日間以内のラ グ ラ ンジ ュ変化か

ら， PSC の組成情報 と， さ らに理論計算 （ ミ ー散乱） か

ら PSC 粒径分布の情報を引き出すこ と に成功し た。

〔備考〕

(4)-2.　 その他の研究活動（ 大気圏環境研究領域）

1）　 外的な気候変動要因による長期気候変化シグナルの

検出に関する数値実験的研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コード〕 0608AE549

〔担当者〕 ○野沢徹 （大気圏環境研究領域）

〔期　間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 気候シ ス テムは様々な時空間ス ケールで変動

し ているが， これら の変動が， 何ら かの外的な気候変動

要因によ り 強制された も のか， あ るいは気候システムが

本質的に持つ揺ら ぎ （内部変動） によ る も のか， を峻別

する こ と は， 地球温暖化などの人間活動に伴 う 気候変化

シグナルを検出する上で大変重要であ る。 こ のよ う な観

点か ら， 本研究では， 数値気候モデルを用いて， 様々な

気候変動要因によ り 引き起こ される長期気候変化に関す

る知見を得る こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 準的な解像度を持つ大気海洋結合モデルによ る数値シ

ミ ュ レーシ ョ ン結果を用いて， 気候シス テムが本質的に

持つ内部変動 （気候の揺ら ぎ） に関する知見を得る と 共

に， 何ら かの外的な気候変動要因によ り 引き起こ される

長期気候変化が， 気候の揺ら ぎでは説明でき ない， 統計

的に有意な変化であ る こ と を示す。 また， そのよ う な有

意な変化の発現 メ カニズムについて も解析を行 う 。 本年

度は， 新の大気海洋結合気候モデルであ る MIROC の

中解像度版を用いて行った，様々な条件下での 20 世紀気

候再現実験結果について， 特に陸域降水量の長期変化傾

向に着目し て解析を行った。 また， 個別の外部要因に特

徴的な気候応答に関する知見を得る ため， ほぼ同程度の

放射強制力を異な る気候変動要因によ り 与え る仮想的な

実験を行い， 両実験間に見られる気候応答の相違点につ

いて調べた。

〔備考〕

2）　 波長・ 偏光特性を 同時活用し た２ 波長偏光ラ イ ダー

から のエアロゾル導出手法の開発

〔研究課題コード〕 0708AF556

〔担当者〕 ○西澤智明 （大気圏環境研究領域）

〔期　間〕 平成 19 ～平成 20 年度 （2007 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 大気エア ロ ゾルの性質 （濃度， 種類等） や動態

把握 （発生， 輸送等） は， 大気環境等の評価には欠かせ

ない。 これまでに ２ 波長偏光ラ イ ダーデータか ら ２ 種類

のエア ロ ゾル （球形の小粒子＋ダス ト （ないしは海塩） ）

の各層での濃度を偏光特性ないしは波長特性を用いて推

定する ２ つの手法が開発された。 そ こ で本研究ではこれ

ら の手法を統合し， 偏光 と 波長の両特性を活用する高性

能な推定手法の開発を目指す。 ２ 波長偏光ラ イ ダーデー

タ を 大限に活用し， 波長 ・ 偏光特性の違いを利用し て

３ 種エア ロ ゾルの鉛直分布を同時抽出する手法を開発す

る。

〔内容および成果〕

　 上記手法 （目的参照） の開発のために， 本年度では以

下 ２ つの開発課題を立て， それに取 り 組んだ。 （ １ ） 回転

楕円体に対する光学特性の基礎データ （先行研究で作成）

を用いて， 非球形性を考慮し たダス ト 光学特性モデルを

作成する。 （ ２ ） 作成し たダス ト 光学特性モデルを組み込

み， ２ 波長偏光ラ イ ダーデータか ら ３ 種エア ロ ゾル （水

溶性の小粒子， 海塩粒子， ダス ト ） の濃度を各層で抽出

するプロ グ ラ ムを作成する。

　 上記 ２ つの開発課題を予定通 り 遂行し た。 さ らに， 初

期解析と し て船舶に搭載された国立環境研究所の 2 波長

偏光ラ イ ダーデータに本アルゴ リ ズムを適用し た。 推定

結果を船舶に搭載されたス カ イ ラ ジオ メ ータの解析結果

と 比較し， アルゴ リ ズムの性能評価を実施し た と こ ろ良

好な結果が得られ，アルゴ リ ズムの妥当性が示唆された。

〔備考〕

3）　 気候影響評価のための全球エアロゾル特性把握に関

する研究

〔区分名〕 経常 

〔研究課題コード〕 0308AE486

〔担当者〕 ○日暮明子 （大気圏環境研究領域）

〔期　間〕 平成 15 ～平成 20 年度 （2003 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 エア ロ ゾルの気候影響評価は依然大き な不確

定性があ り ， 気候変動研究において重要な課題の １ つ と

なっている。 不確定性はモデル間の相違によ る と こ ろが

大きいが， その背景には， その気候影響評価に十分な全

球でのエア ロ ゾル特性が明ら かになっていない実情があ

る。 本研究では， エア ロ ゾルの気候影響評価の精度向上

にむけ， 衛星データ を利用し， 全球でのエア ロ ゾル光学

特性の把握を行 う 。

〔内容および成果〕

　 エア ロ ゾル種別やエア ロ ゾル分布を観測データか ら抽

出する ためのアルゴ リ ズム開発を行った。 さ らに開発ア
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ルゴ リ ズムを用いて衛星観測データ （MODIS） からエア

ロ ゾルの光学パラ メ ータであ る光学的厚さ な らびにオン

グス ト ローム係数の全球 （海上） 分布を抽出 ・ 整備し た。

さ らに幾つかの領域でのエア ロ ゾルの光学パラ メ ータの

時系列変化を整備し た。 観測データ と エア ロ ゾルモデル

によ るエア ロ ゾル特性の比較を行い， モデルの再現性を

調べた。

　 海上のエア ロ ゾルデータ解析のみな らず，GOSAT 衛星

データ を意識し た陸上エア ロ ゾルの導出アルゴ リ ズムの

開発にも取 り 組んだ。開発アルゴ リ ズムの検証と し てGLI

や GOSAT 衛星観測データへの応用を進めている。

〔備考〕

4）　 分光法を用いた遠隔計測に関する研究

〔区分名〕 経常 

〔研究課題コード〕 0308AE539

〔担当者〕 ○森野勇 （地球環境研究セン ター）， 杉本伸夫、

中根英昭

〔期　間〕 平成 15 ～平成 20 年度 （2003 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 人工衛星，地上等からの分光遠隔計測によ って

地球大気中の微量成分の存在量及びその変動を把握する

と き， よ り 精度良 く 必要な情報を得る ためには， 遠隔計

測法， 放射伝達の取 り 扱い及びデータ解析法に関する検

討 と 微量成分の分光パ ラ メ ー タ の高精度化が重要であ

る。 本研究では分光学の視点に立って関連する研究を行

い， 高精度化に貢献する こ と を目標とする。

〔内容および成果〕

　 温室効果ガスであ る メ タ ンや水蒸気， 他一酸化窒素に

対し て実験室分光測定を行い， 測定スペク ト ルの解析 と

決定し た分光パラ メ ータの評価を行った。

　 大気観測用高分解能フー リ エ分光計を用いて測定し た

大気吸収スペク ト ルの リ ト リ ーバル解析は， ３ 年間観測

スペク ト ルの二酸化炭素の吸収線に対し て行った。 季節

変動及び経年変動の導出に成功し た。 こ の結果を他の観

測値やモデル計算値 と 比較し た。 また， 詳細な誤差要因

解析 と 結果の検討を行った。 ほか， 温室効果ガス観測専

用装置に変更する ための準備を行った。

　 ハー ド と 解析アルゴ リ ズムのイ ン ターフ ェースに重点

を置 く データ解析法の検討を行った。 つま り ， 既述のフ

ラ ン フ ォ フ ァー線導出法や装置関数の詳細な評価を引き

続き行った。

　 新規分光法を用いた遠隔計測装置の開発については，

分光部及び検出部の整備を行った。

〔備考〕

本研究課題は文科 - 科研費 0708CD386 と関連。

5）　 質量分析法を 用いたラ ジカ ルの検出と 反応に関する

研究

〔区分名〕 経常 

〔研究課題コード〕 0408AE338

〔担当者〕 ○猪俣敏 （大気圏環境研究領域）

〔期　間〕 平成 16 ～平成 20 年度 （2004 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 大気中において ラ ジカルは極めて反応性が高

いために様々な大気中での反応に関与し てお り ， これら

ラ ジカルの反応を明らかにする こ と は大気化学を理解す

る う えで必要であ る。 しかし， ラ ジカルの反応を研究す

る場合，ラ ジカルは反応性が高いために低濃度の条件で，

さ らに短時間での測定が必要にな る。 本研究ではこれら

の条件が可能な方法の １ つであ る質量分析法を用いて，

ラ ジカルの高感度検出を行い， さ ら にラ ジカル反応の研

究を行 う 。

〔内容および成果〕

　 陽子移動反応質量分析計を用いたアルキルベンゼンの

検出について調べた。 陽子移動反応質量分析計では陽子

親和力の差を利用し て， 一次イオン， H3O+ から アルキル

ベンゼンに陽子を移動させ， アルキルベンゼンに陽子が

付加し た イオンを検出するが， その過程でフ ラ グ メ ン ト

イオン も生じ る。 エチルベンゼン， プロ ピルベンゼンの

場合， それぞれの陽子付加イオンのほか， C6H7
+ イオンが

フ ラ グ メ ン ト イオン と し て生成する。 例えば， エチルベ

ンゼンの場合， C6H7
+ が生成するには， エチル基から水素

がベンゼン側に残る こ と にな るが， その水素はエチル基

のどち ら側の も のであ るかについて， 重水素同位体を用

いて調べた。 ７ 割強が ２ 位の水素が残 り ， ２ 割強は １ 位

の水素が残る こ と がわかった。

〔備考〕

6）　 極域成層圏のエアロゾル物理化学過程の解明に関す

る研究

〔区分名〕 研究調整費 

〔研究課題コード〕 0607AI298

〔担当者〕 ○杉田考史 （大気圏環境研究領域）

〔期　間〕 平成 18 ～平成 19 年度 （2006 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 極域オゾン層破壊では極成層圏雲 （PSC） と呼

ばれる雲が重要な役割を果た し てい る。 し か し なが ら，

観測が北極に比べて非常に限られる南極では， 特に数日

程度の時間ス ケールで， どのよ う なプロ セスが生じ てい

るのか不明であ る。 本研究では， 環境省が開発し た ILAS

および ILAS-II 衛星観測データからの PSC イベン ト 時に

おけ るデータ精度の高度化を目標 と し て， 観測空気塊の
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流跡線解析等の道具を用いて， 南極 PSC 生成 ・ 消滅過程

を定量的に明らかにする こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 2003 年南極における ILAS-II 衛星観測データ を， 他の

課題で開発し て き た気体 ・ エア ロ ゾル同時推定手法に基

づき， 運用プロ グ ラ ム を調整し， 実際に冬期間の ５ 月か

ら 10 月までのデータ処理を実施し た。 処理されたデー

タ，およそ 2500 シーンの気体 と エア ロ ゾルの高度分布を

丹念に確認し， データ ス ク リ ーニングを完了し た。 （前年

度）

　 前年度までに処理 ・ ス ク リ ーニング されたデータ を利

用し て， 観測空気塊の流跡線マ ッ チ解析を実施し た。 次

に， 解析された各マ ッ チベア間の硝酸 と エア ロ ゾル消散

係数， 気温などのパラ メ ータの変化を， 高度， 時間ご と

に解析し た。 具体的には， 硝酸濃度差やエア ロ ゾル消散

係数比， 流跡線上での気温の変化， などであ る。 こ の解

析か ら 得 ら れ る 数日間以内の ラ グ ラ ン ジ ュ 変化か ら，

PSC の組成情報と， さ らに理論計算 （ ミ ー散乱） から PSC

粒径分布の情報を引き出すこ と に成功し た。

〔備考〕

7）　 3 次元モデルによる大気微量成分分布の長期変動に

関する研究

〔区分名〕 経常 

〔研究課題コード〕 0408AE373

〔担当者〕 ○秋吉英治 （大気圏環境研究領域）

〔期　間〕 平成 16 ～平成 20 年度 （2004 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 オゾンや N2O などの大気微量成分分布の長期

間にわた る年々変動を理解する。 また， 年々変動を引き

起こす， 様々な物理 ・ 化学過程の理解に努める。

〔内容および成果〕

　 衛星観測の開始に よ り 気象デー タ の精度が上がっ た

1979年以降の，1980～2004年の25年間の化学気候モデル

の計算結果の う ち， オゾン全量 （気柱量） に関する解析

を行った。 オゾンホールが起こ り 始めた 1982 年を含む

1980 ～ 1989 年の 10 年間の平均 と，オゾンホールが十分発

達し てき た 1990 ～ 1999 年の 10 年間の，経度平均し たオ

ゾ ン全量の季節－緯度分布の比較を行った。 その結果，

北半球高緯度， 南半球中緯度のオゾン全量の春の極大が

観測 と 同様によ く 再現され， また， オゾン全量の極小が

10 月に起こ り 12 月には消滅する様子も再現された。さ ら

に， オゾンホール 盛期のオゾン全量の極小値も観測に

近い値 と なったが少しだけ大きかった。 熱帯のオゾン量

は観測値に比べて少しだけ （20DU （ド ブ ソ ンユニ ッ ト ）

程度） 大き く なった。 次に， オゾンホールが 1980 年代か

ら 1990年代に向けてフ ロ ンガスの増加によ って発達し て

き た様子を調べた。モデルは 1980 ～ 1989 年の 10 年間に

比べて 1990 ～ 1999 年の 10 年間のオゾンホールが深 く

なっている こ と を再現し た。 1980 年代と 1990 年代の月

平均のオゾン全量の差の 大は， 観測の TOMS データは

11 月に -72DU であったのに対し，化学気候モデルの ３ つ

のアンサンブル計算の結果はそれぞれ， 11 月に -49DU，

10 月に -42DU， 11 月に -73DU， であった。

〔備考〕

8）　 波照間モニタ リ ングステーショ ンにおける大気微量

気体成分の観測に基づく 東アジア地域の発生源強度

の時間変化の推定

〔区分名〕 経常 

〔研究課題コード〕 0708AE361

〔担当者〕 ○遠嶋康徳 （大気圏環境研究領域）

〔期　間〕 平成 19 ～平成 20 年度 （2007 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 波照間モニタ リ ングステーシ ョ ンには，秋期か

ら春季にかけて主に大陸 （中国） から大気塊が輸送され，

大気微量気体成分濃度 （ メ タ ン， 二酸化炭素， 亜酸化窒

素， 一酸化炭素， 水素等） が高ま る こ と が知られている。

また， 観測される大気微量気体成分の濃度変動の間には

高い相関関係がみられ， その濃度の変動比は発生源強度

の比を反映し ている と考え られる。 そ こ で， 本研究では，

観測される濃度変動比の時系列解析を行い， 東アジア地

域か らの各気体成分の発生源強度比の時間変動に制約条

件を見いだすこ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 波照間島で観測された CO2， CH4， CO の短期変動につ

いて， ２ 成分間の濃度変動比を計算し その時間変化を調

べた。 CO2 と CH4 については 11 年間 （1996 ～ 2006） の

データ を， CO については ８ 年間 （1999 ～ 2006） のデー

タ を用い， 24 時間分のデータ を相関プ ロ ッ ト し て傾き

（変動比） と相関係数を繰 り 返し求めた。 さ らに， 相関係

数が 0.7 以上のものについて変動比の月平均値を計算し

た。 △ CO2/ △ CH4 比の月平均値は冬に高 く （約 100mol/

mol） 夏に低い （約 -50mol/mol） 季節変動が見られた。 ま

た， △ CO/ △ CH4 比も同様に冬に高 く （約 4.5mol/mol）

夏に低い （約 １ mol/mol） 季節変動が見られた。 △ CO2/

△ CO 比の月平均値 （約 30 mol/mol） には明瞭な季節変

動が見られなかった。観測された△ CO2/ △ CH4 比の季節

変動は， 国別イ ンベン ト リ や陸域生態系モデル等か ら推

定される大陸か ら の月別放出量の比 と ほぼ一致し ている

が， △ CO/ △ CH4 比は推定値よ り も大きいこ と が分かっ

た。 ５ 月から 10 月のデータ を除外し た△ CO2/ △ CH4 比
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の年平均を見る と 1996 年から 2006 年にかけて約 35％増

加し ている こ と が分かった。 これは， CO2 の CH4 に対す

る放出量が相対的に増加し てい る こ と を示唆し てい る。

統計によ る と， 中国における化石燃料起源 CO2 排出量は

2000 年以降急激に増加し ている と され， 本研究の結果 と

整合的であ るが CO2 排出量の増加率と△ CO2/ △ CH4 比

の増加率は必ずし も一致し ていない。

〔備考〕

9）　 都市の街並みと 街路の通風・ 換気に関する実験的研

究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コード〕 0607AE520

〔担当者〕 ○上原清 （大気圏環境研究領域）

〔期　間〕 平成 18 ～平成 19 年度 （2006 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 都市が高層・高密度化するにつれて街路空間の

通風は悪化し， 居住域の空気環境が悪化しやす く な る。

しかし， こ う し た現象が街路空間内部のどのよ う な流れ

の変化によ って生じ るのかについて十分解明されてはい

ない。 従来， ス ト リ ー ト キ ャ ニオンに代表される街路空

間に生じ る キ ャ ビテ ィ 渦 と言われる鉛直渦が街路の拡散

を支配し ている も の と 考え られ， それに注目し た研究が

多 く な されて き た。 ご く 近は， 鉛直断面の流れだけで

な く 水平流れが重要な役割を街路の通風 ・ 換気に重要な

役割を果た し ている ら しい こ と が分かって き た。 本研究

では， これら の水平 と 鉛直流れが相互にどのよ う に影響

し合いなが ら， 通風 ・ 換気 と 係わるのかについて， 主に

PIV によ る流れ場の可視化計測 と炭化水素分析計によ る

濃度測定によ る グ ロ スの通風換気指標によ って明ら かに

し， 高層高密度の都市空間におけ る快適な空気環境を維

持する ための基礎的知見を得る こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 本年度は大気安定度が， ス ト リ ー ト キ ャ ニオン内にお

け る大気汚染物質の短時間におけ る濃度変動 と ピーク濃

度に及ぼす影響を調べる ための風洞実験を行った。安定・

中立 ・ 不安定の成層条件下でス ト リ ー ト キ ャ ニオン内か

ら ト レーサーガス を放出し， 高応答炭化水素分析計を用

いて濃度変動を計測し た。 その結果， 安定時の濃度変動

の標準偏差は中立や不安定の時よ り も大きいが， 基準化

し た濃度変動の強度は大気安定度によ って変化し ない こ

と。 キ ャ ニオン内のピーク濃度は， 大気安定時には中立

や不安定時の約 ２ 倍程度にな る こ と。 大気安定時におけ

る キ ャ ニオン内のガスの滞留時間は中立， 不安定時よ り

も長 く ， 気塊の動きは遅い。 また， 大気安定時の汚染気

塊は中立や不安定時よ り も小さ く 細片化しに く い こ と な

どが分かった。

〔備考〕

10）　 エアロゾルの乾性沈着に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コード〕 0608AE538

〔担当者〕 ○内山政弘 （大気圏環境研究領域）

〔期　間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 経験的には降水な ど と 匹敵する沈着量が予想

されながら， 未だエア ロ ゾルの特性か ら その沈着量測定

に関し ては確立し た手法が存在し ない。 そ こ でエア ロ ゾ

ルの地表面への沈着量の観測手法の開発および評価手法

の研究を行 う 。

〔内容および成果〕

　 乾性沈着の定量的な測定手法には大別 し て濃度勾配

法， 渦相関法 （EC） ， 緩和渦集積法 （REA） の方法があ

る。エア ロ ゾルの鉛直濃度勾配は気体成分 （CO2etc.) など

に比し て理論的に～ 1/10000 になる と予想され， 濃度勾

配法の適応は殆ど不可能と考え られる。EC はエア ロ ゾル

の個数濃度については可能であ るが， 大気環境研究の観

点か らは化学物質の地表面への輸送が研究目的であ るの

で， こ の研究では REA を用いたエア ロ ゾルの乾性沈着量

の評価を主たる検討対象と し た。 REA 法は風向別 （鉛直

上向き， 下向き） にエア ロ ゾルのサンプ リ ン グ を行 う ，

その濃度差に よ り 沈着量を評価する こ と を基本 と する。

流体力学的に も簡単な境界条件を有する と 思われる雪

面上での こ れま での観測結果に対 し， 新たに開発 し た

Relaxed-EC 法を適応し て沈着量の評価を試みた。

〔備考〕

東洋大学 　 工学部 　 泉克幸

11）　 ネッ ト ワーク 観測用ラ イ ダーの高度化技術に関す

る基礎研究

〔区分名〕 経常 

〔研究課題コード〕 0709AE389

〔担当者〕 ○杉本伸夫 （大気圏環境研究領域）， 松井一郎，

清水厚， 西澤智明

〔期　間〕 平成 19 ～平成 21 年度 （2007 ～ 2009 年度）

〔目　的〕 国立環境研では黄砂および大気汚染性エア ロ

ゾルの動態把握のためのラ イ ダーネ ッ ト ワーク を東アジ

ア地域に展開し ている。 また， こ のネ ッ ト ワーク の一部

は放射観測ネ ッ ト ワーク SKYNET の中にも位置付け られ

ている。 一方， WMO の GAW （Global Atmosphere Watch）

では世界の既存のラ イ ダーネ ッ ト ワーク を連携し て地球

規模のネ ッ ト ワー ク を構築する こ と が検討 さ れてい る。
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これら に対応し て， 必要なパラ メ ータ を必要な精度で測

定する こ と が求められている。 本研究では， 今後の数年

間を睨んで， 現在展開し ている既存の ラ イ ダー装置を

大限に活用する ための技術的改良の可能性を検討する。

〔内容および成果〕

　 現在黄砂および大気汚染性エア ロ ゾルの観測のために

展開し ている ラ イ ダーは ２ 波長 （532nm と 1064nm） の後

方散乱ラ イ ダーで， 532nm では偏光解消度の測定機能を

持っている。 これによ って， 非球形の黄砂 と 球形の大気

汚染エア ロ ゾルを分離し て測定でき るが， データ解析に

はラ イ ダー比の仮定が必要であ る。 本研究では， 短期的，

長中期的な測定技術の改良， 高度化を念頭において， 現

システムへのラ マン散乱チャ ンネルの追加 と， 新しい多

波長高スペク ト ル分解ラ イ ダーの開発の可能性の両方に

ついて検討し た。 前者については， 現有システムを用い

て実験的研究を行ない有効性を実証し た。 後者について

は， フ ィ ジビ リ テ ィ ース タデ ィ を行 う と と も に， 新たに

開発研究を提案し た。

〔備考〕

12）　 亜酸化窒素濃度分布を 介し た北極域オゾン 層の長

期変動に関する研究

〔区分名〕 文科 - 科研費 

〔研究課題コード〕 0710CD390

〔担当者〕 ○秋吉英治 （大気圏環境研究領域）， 杉田考史

〔期　間〕 平成 19 ～平成 22 年度 （2007 ～ 2010 年度）

〔目　的〕 北極域オゾン濃度の年々変動は，オゾンの化学

破壊の年々変動 と， オゾン輸送の年々変動の， 両方の影

響を受け る。 そ こ で， こ の両方の過程に関係する， オゾ

ン濃度， 亜酸化窒素濃度， 気温， 子午面循環， 化学オゾ

ン破壊率な ど の量的関係を調べ， オ ゾ ンの化学破壊の

年々変動 と 輸送の年々変動を分離し て理解する こ と が本

研究のポ イ ン ト であ る。 成層圏の大気波動活動の年々変

動によ って引き起こ された上述の要素の年々変動の因果

関係および量的関係を数十年にわた るモデル計算結果 と

衛星観測データ を解析し， 明ら かにし てい く こ と が本研

究の目的であ る。

〔内容および成果〕

　 化学気候モデルによ るオゾン と 亜酸化窒素分布の 120

年間積分を行った。 まず， こ の数値計算のためのモデル

の設定作業 （気温， 風速， 物質分布の初期値およびハロ

ゲンや温室効果気体の地表濃度データの準備） を行った。

それら のデータ を用い， 化学気候モデルを用いて現在か

ら将来へ延長し た約 120 年間 （1980 ～ 2100 年） の亜酸

化窒素と オゾン分布の数値計算を行った。

〔備考〕

13）　 衛星搭載ラ イ ダー， 雲レーダーによる雲， エアロゾ

ルの測定に関する研究

〔区分名〕 経常 

〔研究課題コード〕 0709AE404

〔担当者〕 ○杉本伸夫 （大気圏環境研究領域）， 西澤智明

〔期　間〕 平成 19 ～平成 21 年度 （2007 ～ 2009 年度）

〔目　的〕 宇宙航空研究開発機構が欧州宇宙機構 （ESA）

と共同で開発中の大気放射観測衛星 EarthCARE に搭載さ

れる ラ イ ダー と レーダーによ る雲およびエア ロ ゾルの観

測のためのアルゴ リ ズム開発を目的とする。

〔内容および成果〕

　 EarthCARE 搭載ラ イ ダーは 355nm の一波長の高スペク

ト ル分解ラ イ ダーで， 後方散乱係数， 消散係数， および

偏光解消度が測定される。 これらの情報から雲およびエ

ア ロ ゾルの分布および特性に関する情報を 大限に引き

出すためのデー タ 処理アルゴ リ ズ ムの検討を進めてい

る。 エア ロ ゾル種に対する光学モデルを仮定し， 測定さ

れるパラ メ ータから エア ロ ゾル種ご と の濃度を推定する

手法について， 地上の高スペク ト ル分解ラ イ ダー用の解

析プロ グ ラ ムを作成し評価を行った。

〔備考〕

14）　 大気汚染物質等のパーソ ナルモニタ リ ン グ技術の

開発

〔区分名〕 環境 - 委託請負 

〔研究課題コード〕 0307BY592

〔担当者〕 ○内山政弘 （大気圏環境研究領域）， 植弘崇嗣

〔期　間〕 平成 15 ～平成 19 年度 （2003 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 環境 リ ス ク の高い大気汚染質を測定する ため

に， ナ ノ テ ク ノ ロ ジーの成果を広 く 活用 ・ 駆使し た小型

センサーの研究開発を行い， これらセンサー群と IT 技術

を融合し， 個人， 家庭等のレベルで環境汚染を把握でき

る小型環境監視装置を開発する。 併せて， これによ り 得

られる高密度 ・ 多量の環境データ を処理 ・ 解析する と と

も に， 各利用者に配信し， 各地域， 各利用者のデータ を

相互に利用でき るネ ッ ト ワーク システムを考察する。

〔内容および成果〕

　 こ の研究で開発を行 う システムをセンサ ・ ネ ッ ト ワー

ク と い う 言葉で括る。 その開発目標は以下のよ う に分か

れる。 Ⅰ） 大気環境濃度測定が可能なセンサの開発。 Ⅱ）

センサ ・ ス テーシ ョ ンの開発 ： 化学センサがプ ラ グ イ ン

された多数のセンサ・ ステーシ ョ ンの結合によ り センサ・

ネ ッ ト ワーク が構成される。Ⅲ） センサ と センサ・ ステー
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シ ョ ン間のプロ ト コルの開発 ： プロ ト コルを公開する こ

と に よ り オープ ンプ ラ ッ ト ホーム型のセ ンサ ・ ス テー

シ ョ ンが可能と なる。 Ⅳ） 匿名 LAN の開発 ： 個人携行あ

るいは家庭で使用する ためには位置情報以外の個人情報

を秘匿する必要があ る。 　

　 以下のセンサ仕様に基づいてセンサを検討し た。 対象

物質 ： （都市域の） 大気濃度レベルの NO2， NO， O3， エ

ア ロ ゾル， VOC （BTX）， ((NMH， HNO3)) ； 時間分解能 ：

～ 20min 以下。 こ のプロ ジェ ク ト では主と し て NTT 環境

エネルギー研究所が実用化に成功し た蓄積型 ・ 化学セン

サであ る固相比色法によ る研究開発を行 う 。

　 固相比色法 NO2 センサについては測定誤差の主要な要

因であ る湿度影響を軽減する ための膜技術 と の融合を検

討し た。 よ り 容易な個人携行を目的 と し て， これまでに

開発し た超小型エア ロ ゾルセンサ と オゾンセンサ， 携帯

電話網をデータ送信路 と し て複合センサを開発し， その

試験運用を行った。

　 固相比色法 VOC センサ と し て，アンモニウ ム イオンお

よびベータ ジケ ト 類をナ ノ 孔ガ ラ ス孔内に把持させた大

気環境測定用ホルムアルデ ヒ ド 検出素子を開発し た。 検

知素子はホルムアルデ ヒ ド に暴露前は無色であ り ， 暴露

後は黄色になる。

　 大気環境濃度の非 メ タ ン炭化水素計測用固体化学セン

サの検討を行った。 酸素イオン導電性を示す固体電解質

であ る イ ッ ト リ ア安定化ジルコ ニアをセンサベース材料

と し， これにセンシング材料を組み合わせてセンサ素子

を作製し， 微量の炭化水素ガス等を含む被検ガス雰囲気

において種々の作動条件下におけ るセンサ応答特性につ

いての評価を行った。

〔備考〕

15）　 ２ 波長偏光Mie散乱ラ イ ダーデータ を用いた海洋上

でのエアロゾル時空間分布に関する研究

〔区分名〕 経常 

〔研究課題コード〕 0709AE434

〔担当者〕 ○西澤智明 （大気圏環境研究領域）， 杉本伸夫，

松井一郎， 清水厚

〔期　間〕 平成 19 ～平成 21 年度 （2007 ～ 2009 年度）

〔目　的〕 エア ロ ゾルの気候影響を評価する上で，洋上に

おけ るエア ロ ゾル光学特性の時空間分布の把握は不可欠

であ る。 そ こ で， 太平洋およびイ ン ド 洋上におけ るエア

ロ ゾルによ る大気汚染の動態把握 と 数値モデル （エア ロ

ゾル輸送モデルや雲解像モデルなど） と の比較 ・ 検証 ・

入力データの提供を主眼と し て，JAMSTEC の研究船 「み

らい」に搭載された NIES の ２ 波長偏光 Mie 散乱ラ イ ダー

で測定されたデータ を解析し， エア ロ ゾル種ご と （水溶

性の小粒子， ダス ト ， 海塩） の濃度の時空間変動を抽出

する観測研究を行 う 。

〔内容および成果〕

　 2001 年および 2004 年に熱帯域太平洋上 （フ ィ リ ピン

諸島と イ ン ド ネシア諸島周辺海域）で観測された NIES ２

波長偏光ラ イ ダーデータ を解析し， エア ロ ゾル種ご と の

時空間分布の把握を行った。 データ解析では， これまで

に開発し て き た ２ 波長偏光ラ イ ダーデータ用のエア ロ ゾ

ル導出手法を用いて， 水溶性の小粒子， 海塩粒子， 及び

ダス ト の濃度の鉛直分布を推定し た。

　 日本近海域か ら ニ ューギニア島の南北海域にて， これ

まで報告されて き た遠洋のエア ロ ゾル濃度に比べて著し

く 高いケースが頻繁に見られた （ 大で ６ 倍）。 エア ロ ゾ

ル種ご と の濃度解析結果か ら， これら の高濃度ケースは

主に水溶性粒子によ って引き起こ されている こ と が判明

し， 陸上起源の大気汚染粒子の洋上への輸送が海洋大気

の汚染を引き起こ し ている こ と が示唆された。 また， ラ

イ ダーデータや解析結果 （エア ロ ゾル種ご と の濃度デー

タ） を全球エア ロ ゾル輸送モデルの比較 ・ 検証に利用し，

その性能評価に貢献し た。

〔備考〕

16）　 SKYNET 観測網による エアロゾルの気候影響モニ

タ リ ング

〔区分名〕 文科 - 海地 

〔研究課題コード〕 0610CC995

〔担当者〕 ○杉本伸夫 （大気圏環境研究領域）， 松井一郎，

清水厚

〔期　間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目　的〕 イ ン ド ・東南アジアを含む東アジアの観測空白

域に， エア ロ ゾル ・ 雲 ・ 放射系を統合的に観測し， 同地

域および世界の気候変化， 植生変化等の研究に資する観

測システムを構築する。 IPCC 報告書にあ る よ う に， 特に

エア ロ ゾル ・ 雲過程の不確定性を早急に縮小させる こ と

が緊急に必要な課題であ り ， そのための高精度観測網の

整備及び解析体制を整える こ と が目標であ る。

〔内容および成果〕

　 福江島， 辺戸岬， 中国 ・ 合肥， タ イ ・ ピマ イ において

二波長偏光ラ イ ダーに よ る通年連続観測体制を整備し，

観測を行った。 観測データは， 中国を除き イ ン ターネ ッ

ト 経由で リ アルタ イ ムで転送し， 国立環境研究所におい

て一括処理す る シ ス テ ム を 構築 し た。 こ れに よ っ て，

532nm と 1064m の減衰補正な し後方散乱係数プロ フ ァ イ

ルおよび， 532nm の全偏光解消度， 532nm の球形エア ロ
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ゾル と 非球形エア ロ ゾルの消散係数を導出し アーカ イブ

し た。 得られたデータについて， 気候モデルの検証等の

応用研究への提供を開始し た。

　 欧州の EARLINET， 米国が展開する MPL-Net など， 世

界のエ ア ロ ゾ ル観測ネ ッ ト ワ ー ク を 統合 し て， WMO

GAW の complementary station と し てグ ローバルなネ ッ ト

ワーク GALION（GAW Aerosol Lidar Observation Network）

を構築する計画が進められてお り ， SKYNET-lidar を含む

国立環境研究所のラ イ ダーネ ッ ト ワーク も これに参加す

る方向で準備を進めた。

〔備考〕

代表者 ： 千葉大学 　 環境 リ モー ト セ ン シ ン グ研究セ ン

ター 　 高村民雄

17）　 連続観測ミ ー散乱ラ イ ダーでの受光検出部が測定

誤差に及ぼす影響の検討

〔区分名〕 経常 

〔研究課題コード〕 0709AE500

〔担当者〕 ○松井一郎 （大気圏環境研究領域）， 杉本伸夫，

清水厚， 西澤智明

〔期　間〕 平成 19 ～平成 21 年度 （2007 ～ 2009 年度）

〔目　的〕 遠隔計測研究室で展開し てい る連続観測小型

ラ イ ダーは， ２ 波長 （532， 1064nm） 散乱強度 と 532nm

での偏光解消度の測定が行え る。 現在， データ品質向上

の課題の一つは， 偏光解消度測定値が観測地点でばらつ

きがみられる こ と であ る。 本研究では， 偏光解消度の校

正方法についての実験的検討を行い， 測定誤差の改善の

方法を明らかにする。

〔内容および成果〕

　 偏光板を用いた簡易な偏光校正手法を考案し， ネ ッ ト

ワーク ラ イ ダーの整備時に こ の手法によ り 校正データ を

取得し た。 これによ って測定地点間のばらつきは改善さ

れた。

〔備考〕

18）　 多成分揮発性・ 半揮発性有機化合物測定装置の高速

化・ 高感度化

〔区分名〕 寄付 

〔研究課題コード〕 0607NA994

〔担当者〕 ○猪俣敏 （大気圏環境研究領域）， 谷本浩志

〔期　間〕 平成 18 ～平成 19 年度 （2006 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 昨今の日本における大気汚染の状況は，浮遊粒

子状物質 （SPM） に係る環境基準の達成率の低下が見ら

れ， また， 都市近郊におけ るオキシダン ト 濃度が再び増

加し ている こ と が報告されている。 大気汚染の原因物質

の一つであ る揮発性有機化合物 （VOCs） は多種多様で反

応性の高い化合物を含むため， 従来の VOCs 一括 り では

な く 各 VOCs の反応性を考慮し たオゾン生成能や二次粒

子生成能を考慮する こ と が重要であ る。 本研究では， 多

成分揮発性 ・ 半揮発性有機化合物測定装置 （陽子移動反

応－飛行型質量分析計） の高速化 ・ 高感度化を行ない，

また SPM 中の有機化合物の測定に応用する。

〔内容および成果〕

　 陽子移動反応－飛行時間型質量分析計 （PTR-TOFMS）

の， 短時間で有機化合物の多成分を高速にかつ高感度に

測定でき る利点を生かし， エア ロ ゾル中の有機成分の分

析への応用手法の開発を行った。 本年度では， サンプ リ

ング し て き た有機エア ロ ゾルのフ ィ ルターを フ ロー系に

つなぎ， フ ィ ルター部の徐々に温度を上げていき， エア

ロ ゾル中の有機物成分を徐々に蒸発させ，PTR-TOFMS に

導入し， 短時間で多成分の測定を行い， 温度上昇 と 同期

させて質量スペク ト ルを連続し て取得し た。 本測定に際

し工夫し た点は， フ ィ ルターホルダーは高温に熱し て も

ク リ ーン な も の と し てガ ラ ス製の も のを考案 し た点 と

フ ィ ルター内を減圧にし， 蒸気圧の低い と 思われるエア

ロ ゾル中の有機物の蒸発を容易にし た点であ る。 温度を

上げるにし たがって， 質量スペク ト ルは高質量数側にシ

フ ト し ていっていった こ と か ら， エア ロ ゾル中の有機成

分を捉えている と考え られた。

〔備考〕

（ ５ ） 水土壌圏環境研究領域における研究活動

〔研究課題コード〕 0610FP016

〔代表者〕 木幡邦男

〔期　間〕 平成 18 ～ 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目　的〕 流域を構成する河川 ・ 湖沼 ・ 海域 ・ 地下水など

の水圏及び土壌圏について、 水の循環やそれに伴 う 栄養

塩 ・ 有機物などの循環の解明、 また、 水圏 ・ 土壌圏にお

け る 汚染防止対策を主な研究対象 と す る。 海洋汚染 と

いった広域の環境問題や、 湖沼 ・ 海域で見られる富栄養

化、 さ らに近年特に深刻化し ている土壌汚染などの地域

的な環境問題について、 観測、 現象解明、 予測等の基礎

研究を実施する。 水質環境管理上、 現在問題 と なってい

る事項について課題を整理し科学技術的に解明する こ と

で、 今後の管理手法改善を目指す。 さ ら に、 劣化し た環

境を修復する ために、 有機性廃棄物 ・ 低濃度排水の管理

と エネルギー化技術、 沿岸環境修復技術などの開発及び

環境修復技術の評価手法を開発する。 環境修復技術開発

は、 重点研究プロ グ ラ ム （アジア自然共生研究プロ グ ラ

ム、 循環型社会研究プ ロ グ ラ ム） と 連携 し て実施する。
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水環境質研究室では、 陸水 ・ 地下水の化学物質や金属等

によ る汚染実態を把握し、 水系生態系での物質循環を物

理 ・ 化学 ・ 微生物学的な見地か ら定量的に解析する。 さ

ら に水環境保全の観点か ら、 新たな排水処理 ・ 土壌浄化

システムの開発や、 地下水汚染対策技術の影響評価手法

に関する研究を行 う 。 湖沼環境研究室では、 長期的なモ

ニ タ リ ン グに よ り 湖沼の水質や生態系の変動を把握し、

特に有機物によ る汚濁機構を解明する。 有機炭素ベース

の湖沼流域モデル開発 と 検証、 有機物組成 と 反応性の関

係解明、 湖沼の有機物指標の見直し、 浄水 ・ 下水処理の

適正化等を通し、 湖沼環境保全施策の方向性を示す。 海

洋環境研究室では、 日本を と り ま く 広域海洋及び閉鎖性

海域について、 その環境汚染および生態系変質の進行状

況の評価 と 機構解明を行 う 。 特に、 陸域か ら流入する各

栄養塩負荷 ・ 組成の変化によ る有害微細藻類の増加、 浅

海域の自然浄化機能の喪失、 汚染物質流入によ る生態系

影響 と その軽減手法に関する研究を行 う 。 土壌環境研究

室では、 鉛、 レア メ タル等の金属汚染や都市域におけ る

土壌汚染実態、 及び土壌圏におけ る物質循環を、 物理 ・

化学 ・ 微生物学的な観点から把握し、 流域 （森林 ・ 土壌 ・

水循環） モデル開発、 汚染物質の土壌動態パラ メ ータの

整備、 汚染対策技術の影響評価、 慢性的土壌劣化等に関

する研究を行 う 。

〔内容および成果〕

水土壌圏環境研究領域では、 下記 ４ 研究室におけ る研究

及び領域横断的な研究更に他ユニ ッ ト と 連携する研究課

題によ って、 長期モニ タ リ ングや一定期の調査等によ り

水土壌圏の環境に関する自然現象を解明し、 そのモデル

化を通し て人間活動の影響評価を実施し、 あ るいは水土

壌環境に関する改善 ・ 修復技術を開発し効果 ・ 安全性を

評価する など し て、 水土壌環境政策に指針を与え る こ と

を目標 と し た研究を実施し ている。 本年度は経常研究 9

課題、 奨励研究 2 課題、 特別研究 2 課題、 地球環境研究

総合推進費 1 課題、 地球環境保全等試験研究費 （公害） 1

課題、 環境技術開発等推進事業 1 課題、 環境保全調査等

請負費 1 課題、科学技術振興調整費 1 課題、文部科学省・

科学研究費補助金によ る研究 6 課題、 民間委託研究 1 課

題、 産業技術研究助成によ る研究 2 課題、 共同研究 1 課

題を行った。

水環境質研究室では、 水土壌環境の現象解明 と 保全のた

めの様々な技術 ・ 技法について、 化学、 微生物学、 工学

など様々な視野か ら の検討を行っている。 平成 19 年度

は、 霞ヶ浦エコ ト ーンにおけ る ５ 年間のモニ タ リ ングを

取 り 纏め、 ヨ シ帯のバン ク の有無が物理的な ヨ シ帯の維

持や水・栄養塩の循環に与え る影響の差を明らかにし た。

腐植物質還元菌を環境浄化へ応用する こ と を目的 と し た

研究では、 獲得し た分離菌株の系統解析を行い、 分布の

特性を明ら かにし た。 地下に漏出し た有機溶剤を洗剤注

入によ り 浄化する技術の有効性 と 安全性を評価する ため

に本年度開始し た研究では、 対象 と な る有機塩素系溶剤

及び界面活性剤の選定 と 基礎的な挙動を確認し た。 省エ

ネルギー型水 ・ 炭素循環処理技術開発では、 生物膜流動

型 リ ア ク ターによ る低濃度排水の処理で、 処理水循環及

び流入水の酸化還元電位を制御する こ と で排水の処理効

率を飛躍的に向上させる こ と が出来た。 土壌環境研究室

では、 次世代技術利用金属 （銀、 イ ンジウ ム、 ビ スマス、

アンチモン、 ス ズなど） や鉛の土壌中での動態解明や森

林の窒素飽和現象の解明を目的 と し て研究等を行ってい

る。 本年度は、 大型ラ イ シ メ ーターを用いた上記金属の

模擬汚染試験で、 金属の移動度が形態によ って大き く 異

な る こ と を明らかにし た。 秩父山地帯におけ る土壌調査

及び採取資料の理化学分析か ら、 アル ミ ニ ウ ムや鉄など

火山噴出物由来の成分を多 く 含む土壌で土壌炭素蓄積量

が高い こ と を明ら かにし た。 また、 窒素飽和やアル ミ ニ

ウ ムの土壌か ら水圏への流出機構等、 森林生態系内にお

け る各種成分のス ト ッ クおよびフ ローにも た らす人間活

動の影響に関する調査研究を行った。 湖沼環境研究室で

は、 湖沼を含む流域圏における溶存有機物 （DOM） や難

分解性 DOM の特性 ・ 起源 ・ 影響を様々な手法を使って

評価し ている。 本年度は、 DOM の特性 ・ 反応性を評価す

る ために、 全有機炭素 (TOC) によ って検出でき るサイ ズ

排除ク ロ マ ト グ ラ フ ィ ーシステム開発を完了し た。 従来

の UV で検出された DOM では分子量 1,000 ～ 3,000 程度

にピーク が観察されていたが、 本システムで分析し た結

果、 有機物量 と し ては分子量 1,000 以下が卓越し ていた。

こ のこ と は、 新しい知見であ る。 また、 DOM 中の藍藻類

由来の糖類組成を高感度に分析する手法やア ミ ノ 酸光学

異性体を分析可能なシステムを導入し、DOM の組成や由

来を検討し た。 貧栄養湖であ る十和田湖の汚染機構を調

査する ため、DOM を 3 種類の樹脂によ り 5 分画し て他の

湖沼の結果 と 比較検討し た。 海洋環境研究室では、 人為

的な海洋汚染 と 物質循環変動の解明 ・ 評価を中心 と し た

研究を行っている。 本年度は、 前年度構築し た海洋生態

系モデル （MSFTM） に機懸濁粒子の動態を加えて粒子沈

降 と 堆積の過程を解析し た結果、 植物プ ラ ン ク ト ン粒子

と 無機懸濁粒子が共凝集し て沈降する こ と が、 栄養物質

を沈降 さ せる点で重要であ る こ と が確認で き た。 ま た、

東京湾の貧酸素化機構解明を目的 と し て、 東京湾奥部の

3 点で本年度に ４ 回、 底泥試料を採取し、粒度 ・ 強熱減量

等の物理化学的な性状を測定する と 同時に、 底泥の酸素
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消費速度を測定し た結果、 酸素消費速度は、 泥分の多い

東京灯標附近の試料で高い値であ り 、 冬季よ り 夏期が高

い値であった。

(5)-1.　 水土壌圏環境研究領域プロジェ ク ト

1）　 貧栄養湖十和田湖における難分解性溶存有機物の発

生原因の解明に関する研究

〔区分名〕 環境 - 公害一括 

〔研究課題コード〕 0709BC444

〔担当者〕 ○今井章雄 （水土壌圏環境研究領域）， 松重一

夫， 小松一弘， 奈良郁子

〔期　間〕 平成 19 ～平成 21 年度 （2007 ～ 2009 年度）

〔目　的〕 十和田湖の湖水， 流入河川水等を採取し て， 溶

存有機物分画手法等を適用し て DOMや難分解性DOM の

特性を評価し， 湖内モデルを開発し て実測値 と モデル計

算値を比較検討する こ と によ って， 難分解性 DOM の起

源やその寄与率を算定する。 さ ら に， モデルを用いて具

体的な発生源対策の在 り 方を検討する。

〔内容および成果〕

　 十和田湖湖心におけ る水サンプルを採取し て， 凍結濃

縮操作によ って ２ ～ ３ 倍濃縮し た後，溶存有機物 （DOM）

を ３ 種類の樹脂によ って ５ つに分画する樹脂分画手法に

供し た。 結果と し て， 表層水 DOM において， フ ミ ン物

質 22％， 疎水性中性物質 3.7％， 親水性酸 47％， 塩基物

質 9.7％， 親水性中性物質 17％が存在する こ と がわかっ

た。十和田湖湖水ではフ ミ ン物質の存在比が と て も低 く ，

親水性酸や親水性中性物質の存在比が と て も高い こ と が

わかった。 十和田湖のフ ミ ン物質の存在比は， 琵琶湖，

諏訪湖， 霞ヶ浦， 手賀沼よ り も低 く ， 降雨の存在比に近

かった。

〔備考〕

2）　 流下栄養塩組成の人為的変化による東アジア縁辺海

域の生態系変質の評価研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 D-061

〔研究課題コード〕 0608BA934

〔担当者〕 ○原島省 （水土壌圏環境研究領域）

〔期　間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 近年世界的に有害赤潮や ク ラ ゲの増大な どの

生態系変質が起こ っている。 主要因 と し て過剰漁獲， 富

栄養化等が考え られているが， 栄養塩の組成比の変化も

重要であ る。 すなわち， 人口 × 消費の増大に よ り 窒素

（N）， リ ン （P） の水域負荷が増し， 自然の風化溶出で補

給さ れる ケ イ素 （Si， シ リ カ と も呼称） が大ダム湖で保

留されて し ま う ため， 海域の N ： P ： Si が変化し， このた

めケ イ藻類 （Si を殻材 と し て必要 と し， 正常な海洋生態

系の基盤と なる） よ り も渦鞭毛藻 （Si を必要 とせず， 有

害赤潮種を含む） などの非ケ イ藻類が有利にな り つつあ

る こ と が考え られる （シ リ カ欠損仮説）。 さ らに， ケ イ藻

が春季大増殖の際に栄養物質を効率よ く 下層に引きおろ

す （生物ポンプ機能） のに対し， 非ケ イ藻類はその機能

が弱いため， 上層に栄養物質が残留しやす く な る。 それ

ら が夏季の食物連鎖を肥大化させ， これが ク ラ ゲの増大

につながる こ と が考え られる。 本研究では 「シ リ カ欠損

仮説」 に基づき， ａ ． ア イ アンゲー ト ダム－ ド ナウ川－

黒海， ｂ ． 断流が頻発し ている黄河－黄海， ｃ ． 三峡ダ

ム－長江－東シナ海， ｄ ． 琵琶湖－淀川－瀬戸内海の ４

水系について推定される環境変質を比較検証する。

〔内容および成果〕

　 年度初頭に， SCOPE 主催の 「半閉鎖性海域への栄養塩

および堆積物 （粘土鉱物 ・ シル ト な どの無機懸濁粒子）

流入のダ イナ ミ ッ ク ス」 と い う 国際会議が開かれ， 栄養

塩 と 同様に無機懸濁粒子の河川流下の環境影響も議論さ

れた。 これら の事柄か ら， 前年度構築し た海洋生態系モ

デル （MSFTM） に機懸濁粒子の動態を加え， さ らにモデ

ルを １ ボ ッ ク スか ら鉛直 ２ ボ ッ ク スに拡充し， 粒子沈降

と 堆積の両過程を加えて解析し た。 こ の結果， 植物プ ラ

ン ク ト ン粒子 と無機懸濁粒子が共凝集し て沈降する こ と

（ ミ ネラルバラ ス ト 効果） が， 栄養物質を沈降させる （上

層か ら取 り 除いて富栄養化を緩和させる） 点で重要であ

る こ と が確認でき た。 三峡ダムのみな らず， 複数のダム

の累積のため， 長江においてシ リ カの流下 と と も に無機

懸濁粒子の流下が減少し ている こ と から， こ の効果も減

少しつつあ る こ と が推定される。

　 モデルの検証のため，瀬戸内海のフ ェ リ ー船舶によ り ，

栄養塩お よ び微生物ループ関連物質のモニ タ リ ン グ を

行った。 この結果， 例えば播磨灘で 1990 年代には春季植

物プラ ン ク ト ンのブルーム （大増殖） 直後にはシ リ カ濃

度が ２ ～ ３ マ イ ク ロモル／ リ ッ ト ルまで減少し ていたの

に対し，近年は ５ ～ 10 マイ ク ロモル／ リ ッ ト ルまでしか

下がらず， シ リ カ欠損が緩和されている傾向にあ る こ と

が確認された。

　 また， ケ イ藻類 と 非ケ イ藻類の相対的優位性を検知す

る ため， SeaWiFS 衛星画像から円石藻 （非ケ イ藻類の範

疇に含まれる） のブルームを解析し た。 こ の結果， 黒海

では， 夏季に円石藻によ る と 見られるブルームが確認さ

れ， しか も ケ イ藻のブルーム と 空間分布を異にする こ と

も わか っ たが， 東ア ジ ア縁辺海では黒海ほ ど顕著でな

かった。 こ の こ と か ら， 東アジア縁辺海では黒海に比べ

て相対的にケ イ藻の優位性が保たれている こ と が推定さ
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れるが， 今後の環境変化によ って変わって行 く 可能性も

あ り ， その長期的変化するかが注目される。

〔備考〕

3）　 水系溶存有機物の特性・ 反応性を 評価するための有

機炭素検出ク ロマト グラ フ ィ ーシステムの開発に関

する研究

〔区分名〕 環境 - 環境技術 

〔研究課題コード〕 0607BD966

〔担当者〕 ○今井章雄 （水土壌圏環境研究領域）， 松重一

夫， 小松一弘， 川崎伸之

〔期　間〕 平成 18 ～平成 19 年度 （2006 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 水環境中の溶存有機物 （DOM） の分子サ イ ズ

は DOM の特性・反応性を規定する重要な因子であ る。一

般的な分子サイ ズ測定法であ る紫外部吸光度＋サイ ズ排

除ク ロマ ト グ ラ フ ィ ー （SEC） では DOM の分子サイ ズを

定量的に測定でき ない。本研究では， DOM の分子サイ ズ

を適正に測定する ために， 存在量を定量的に表せる全有

機炭素 （TOC） で検出する SEC システムを開発 ・ 確立す

る。 さ らに当該システムを用いて DOM の特性を分子サ

イ ズをパラ メ ータ と し て評価する。

〔内容および成果〕

　 本研究において， 全有機炭素 （TOC） によ って検出で

き る サ イ ズ排除 ク ロ マ ト グ ラ フ ィ ー （SEC） シ ス テ ム，

TOC 検出分析的 SEC システムが開発された。開発の過程

において以下の案件について検討し た ： オン ラ イ ン脱無

機炭酸装置の開発， 湿式酸化方法によ る酸化率， SEC カ

ラ ムの選択， 溶離液組成， 非分散型赤外線 （NDIR） 検出

器の高分解能化 ・ 製作 ・ 適化， 溶離液 pH の 適化， 紫

外線 （UV） 照射酸化管ユニ ッ ト の製作， UV ラ ンプの出

力 と 酸化率の関係， プレ カ ラ ム導入によ るベース ラ イ ン

改善， 酸化分解部保持具の設計 ・ 製作 ・ コ ンパク ト 化等。

　 開発し た TOC 検出分析的 SEC システムは，既存の TOC

検出 SEC システム よ り もはるかに高感度であった。 さ ら

に，溶存有機物 (DOM) に対する 適な分子量標準物質で

あ るポ リ スチレ ン スルフ ォ ン酸 （PSS） に対し て， UV 吸

収と TOC 検出と もに高い線形相関 （log[ 分子量 ]vs. 溶出

時間） を示し た。 この結果は PSS に対し て TOC 検出方式

で線形の較正曲線を得た初めてのケースであ る。

　 TOC検出分析SEC システムを使って実際の水環境に存

在する DOM （湖水， 底泥間隙水等） の分子サイ ズおよび

その特性を評価し た。結果と し て，UV 吸収で観察された

DOMのピーク と し ては分子量1,000～3,000程度のものが

ほ と んであったが， TOC 検出で見る と DOM ピーク と し

ては分子量 1,000 以下のものが卓越し ていた。従って，湖

水等の水環境中 DOM と し ては，UV 吸収能の低い低分子

有機化合物が と て も 重要な構成要素であ る と 示唆 さ れ

る。 すなわち， 新しい知見が得られた。

 TOC 検出分析的 SEC システムを発展させて，多目的検出

（UV 吸収， 蛍光強度， TOC） SEC システムを構築し た。

当該 SEC システムを使って下水処理水， 下水初沈水等の

DOM を UV 吸収能，蛍光強度および TOC 濃度の特性から

分子サ イ ズ をパ ラ メ ー タ と し て評価 し た。 下水処理に

よ って分解される DOM は主に UV 吸収能の低い低分子

であ る こ と， 下水処理水や下水初沈水において下水由来

の特異的蛍光ピーク を放つ分子量 2,000 程の有機化合物

が観察された。

〔備考〕

共同研究者 ： 株式会社島津製作所

4）　 湖沼溶存有機物の同位体的キャ ラ ク タ リ ゼーショ ン

〔区分名〕 文科 - 科研費 

〔研究課題コード〕 0607CD958

〔担当者〕 ○奈良郁子 （水土壌圏環境研究領域）

〔期　間〕 平成 18 ～平成 19 年度 （2006 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 本研究では， 湖沼水 ・ 河川水試料中の DOM の

安定炭素同位体比測定， 放射性炭素同位体年代測定を行

い， 集水域から湖沼へ流入する DOM の同位体変動を明

ら かにする。 富栄養化度が異な る湖沼水 （霞ヶ浦， 摩周

湖， 十和田湖， 琵琶湖など）， 及びその流入河川水を試料

と し， 国内の陸水環境における DOM 同位体マ ッ プの作

成を試みる。 異なる水環境におけ る DOM を同位体的に

識別化し， 基本データの蓄積を行 う 。 また， 湖沼中の難

分解性 DOM に対し て， 放射性及び安定炭素同位体測定

を行 う 。難分解性 DOM の炭素安定同位体比測定から，そ

の起源を推定し， さ ら に年代測定を行 う こ と によ り ， 難

分解性 DOM の湖沼中での滞留時間を明らかにする。

〔内容および成果〕

　 霞 ヶ 浦湖水， 流入河川水， 及び流域水 （下水処理水，

生活雑排水， 森林渓流水） 試料を用いて， 霞ヶ浦湖水中

の溶存有機物の起源推定を行った。 霞ヶ浦湖水， 流入河

川水，下水処理水，生活雑排水，および森林渓流水の D14C

および， d13C 値は， それぞれ異なる値を示し た。 霞ヶ浦

湖水の D14C および， d13C 値は， 測定された試料の中で

も 重い同位体比を示 し （D14C;-15‰， d13C ： -24.0‰)， こ

の時期の霞ヶ浦湖水では， 湖内起源 DOM の寄与が高い

こ と が考え られる。 一方， 霞ヶ浦湖水 DOM の起源 と し

て報告されている下水処理水の D14C および， d13C 値は，

d13C 値は，霞ヶ浦湖水 DOM の値 と似た値 （-24.9‰） を示

し たが， D14C 値では 100‰ 以上異な る値を示し， 湖水
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DOM と は明らかに異なる値を示し た。 よ って， この時期

の霞ヶ浦湖水における， 下水処理水由来 DOM の寄与は

非常に小さい と推測される。

　 森林渓流水の D14C および， d13C 値は， 湖水， 河川水試

料と比べ軽い同位体比を示し （D14;-290‰， d13C;-27.1‰)，

その放射性炭素年代値は約 2700 年であった。 これは， 森

林渓流水に含まれる DOM が， 霞ヶ浦湖水および流入河

川水 と 比べ， 非常に古い有機物によ って構成されている

こ と を示し， 森林渓流水中の DOM に， 生物に分解され

に く い難分解な有機物が含まれてい る こ と を示唆する。

森林渓流水中 DOM の約 60％以上がフ ミ ン物質であ る こ

と から も， 森林渓流水 DOM が周辺河川へ流入する難分

解有機物の起源のひとつであ る と推定される。

〔備考〕

5）　 嫌気性生物膜の高度利用による排水処理技術

〔区分名〕 NEDO 

〔研究課題コード〕 0608KA954

〔担当者〕 ○珠坪一晃 （水土壌圏環境研究領域）

〔期　間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 極低濃度 （0.4gCODcr/L 以下） の有機性排水の

安定 ・ 高効率処理を実現する ための嫌気排水処理法の開

発を行い， 省エネ排水処理法の適用範囲を飛躍的に拡大

する。 具体的には， 生物膜流動型 メ タ ン発酵法におけ る

排水流入条件の 適化によ り ， 研究開発目標 （処理水質

等） の達成を目指す。 また生物膜の微生物学的知見を収

集し， メ タ ン発酵排水処理プロセスの安定化や効率化の

ための基礎データ と する。 さ らに， 維持管理が容易なろ

床型 メ タ ン発酵法の開発を進める。

〔内容および成果〕

　 生物膜流動型 リ ア ク ターによ る低濃度排水の連続処理

実験を行い， 処理水循環が排水処理性能や， 生物膜の性

状等に及ぼす影響を評価し た。 その結果， 処理水循環無

し （UASB モード， ワ ンパス処理 ： 微生物活性化） と処

理水循環有 り （EGSB モー ド， 循環処理 ： 生成ガス分離

促進） と の組み合わせによ る運転 と， 流入水の ORP 制御

によ り 低濃度排水 （400mgCOD/L 以下， 処理時間 １ 時間）

の効率を飛躍的に向上 （COD 除去率 60％→ 90％以上） さ

せる こ と ができ た。 また， 200 日以上の長期間， 保持生

物膜の物性 （沈降性， 濃度） を良好に維持する こ と がで

き た。

　 ろ床型の メ タ ン発酵法 （AnDHS） については， スケー

ルア ッ プを考慮し た担体 （ラ ンダムパ ッ キング） を利用

し た装置を作成し， 実下水処理実験を行った。 その結果，

既存処理法 と 同程度の性能を示し たが， 短絡流が生じ た

場合， 処理性能が悪化する傾向にあった。 回分の試験の

結果，AnDHS におけ る酢酸消費量は比較対照の UASB 法

（既存技術） を 上回 り ， 実排水滞留時間 を 考慮す る と

AnDHS は， 高い酢酸消費能力を有する こ と が分かった。

〔備考〕

共同研究者 ： 大橋晶良 （広島大学 　 教授）， 角野晴彦 （岐

阜工業高等専門学校 　 助教），

旧研究課題 （平成 15 ～ 17 年度，0305KA600） の継続研究

6）　 無曝気・ 省エネルギー型次世代水資源循環技術の開

発「 無加温嫌気処理における有機物分解特性の評価」

〔区分名〕 NEDO 

〔研究課題コード〕 0608KA018

〔担当者〕 ○珠坪一晃 （水土壌圏環境研究領域）， 山村茂

樹， 水落元之

〔期　間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 低有機物濃度排水の無加温 メ タ ン発酵技術を

確立する ための基礎的知見 と し て， 常温条件下におけ る

有機物の分解特性や分解を担 う 微生物群に関する知見を

収集する。 特に， 常温条件下で分解律速 と な り やすい，

固形性の有機物の分解に関わる細菌の同定や， 水温 と 固

形性有機物の分解特性と の関連評価を行 う 。

〔内容および成果〕

　 本年度は， 都市下水中の固形性有機物の主要な成分で

あ るセルロース分解細菌の同定を回分分解試験 と 菌相解

析によ り 行った。 その結果， Bacteroidales 目に属する新

種のセルロース分解菌が常温下 （20 ℃） でのセルロース

分解に寄与し ている こ と が明ら かになった。 こ の細菌を

特異的に検出可能な遺伝子プローブを設計し， 集積培養

汚泥に適用し た と こ ろセルロースへの付着 ・ 増殖が確認

された。

　 鹿児島県霧島市ク リ ーンセン ター内に設置のパイ ロ ッ

ト プラ ン ト UASB リ ア ク ター保持汚泥の メ タ ン生成活性

を定期的に測定 し た。 その結果， 消化汚泥植種直後の

UASB汚泥はあ る程度高い活性を示し たが，運転の継続 と

下水温度 （外気温） の低下に伴い活性が低下する傾向に

あった。 また， セルロース分解活性については， 対照系

と同じ レベルであ り 活性は常時低かった。

〔備考〕

NEDO プロ ジェ ク ト 　 無曝気 ・ 省エネルギ－型次世代水

資源循環技術の開発 （前段嫌気処理に関する研究開発）

に関する再委託研究 （荏原環境エンジニア リ ング株式会

社よ り ）， 連携研究先 ： 長岡技術科学大学 　 山口隆司准教

授
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7）　 貧酸素水塊の形成機構と 生物への影響評価に関する

研究

〔区分名〕 特別研究 

〔研究課題コード〕 0710AG474

〔担当者〕 ○牧秀明 （水土壌圏環境研究領域）， 中村泰男

〔期　間〕 平成 19 ～平成 22 年度 （2007 ～ 2010 年度）

〔目　的〕 東京湾を対象と し て （ １ ） プラ ン ク ト ン由来の

有機物 と 陸起源の有機物によ る貧酸素水塊形成への寄与

の把握， （ ２ ） 底泥における酸素消費速度の時空間分布特

性の把握， （ ３ ） 貧酸素によ る底生生物生息環境への影響

評価， （ ４ ） 流動 ・ 生態系モデルに基づ く 貧酸素水塊形成

過程の解析を行 う 。 これら を総合し て， 海域環境の健全

性を現すための， 溶存酸素を基本 と し た新たな指標体系

を確立し， 水質環境基準 （生活環境項目） の改訂に指針

を与え る。

〔内容および成果〕

　 閉鎖性海域におけ る有機物分解性 （すなわち浮遊系で

の酸素消費潜在性） 評価を行った と こ ろ， 植物プ ラ ン ク

ト ン （ も大量に増殖する珪藻） 由来の有機物は運河部

等の陸起源の も のよ り 分解率が高 く ， 分解の際によ り 多

く の酸素を消費する こ と が明ら かにな り ， さ ら に， 起源

の異な る試水中の有機物ご と に懸濁態有機炭素の組成や

炭素の安定同位対比が異な り ， 分解性 と と の関連性が示

された。 性状の異な る地点の底泥の酸素消費速度を同時

的に測定 ・ 評価し た と こ ろ， 浅場で酸化的状態の砂質の

箇所よ り 水深が有 り 還元的状態にあ る泥質の箇所の方が

よ り 速 く 酸素を消費する こ と が示された。

〔備考〕

環境 リ ス ク 研究プ ロ グ ラ ム ： 中核研究プ ロ ジ ェ ク ト ４

（ Ｐ Ｊ ４ ） 　 生物多様性 と生態系機能の視点に基づ く 環境

影響評価手法の開発

形状研究 ： 人為影響によ る海洋生態系変質に関する研究

(5)-2.　 その他の研究活動（ 水土壌圏環境研究領域）

1）　 水環境中における溶存有機物 (DOM) に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コード〕 0610AE599

〔担当者〕 ○今井章雄 （水土壌圏環境研究領域）， 松重一

夫， 小松一弘

〔期　間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目　的〕 近年， 湖水中で難分解性の溶存有機物 （DOM）

が漸増 し てい る。 湖沼環境保全上， 湖水中の難分解性

DOM の漸増 メ カニズムを定量的に把握する必要があ る。

本研究では， 様々な手法によ り ， 湖水 DOM の特性 ・ 起

源 ・ 影響を明らかにする こ と を目標とする。

〔内容および成果〕

　 藍藻類由来の溶存有機物 （DOM） 中の糖類組成を高速

液体ク ロ マ ト グ ラ フ ィ ー ・ パルス ド アンペロ メ ト リ ー法

（HPLC-PAD 法） によ り 評価し た。 HPLC-PAD 法は従来法

（誘導化前処理＋ガ ス ク ロ マ ト フ ラ フ ィ ー法） よ り も約

100 倍感度が高かった。

　 霞 ヶ 浦で優占す る 藍藻類 ミ ク ロ キ ス テ ィ ス ・ エルギ

ノ ーサ， アナベナ ・ フ ロ ス ア ク アエ， プ ラ ン ト ス リ ッ ク

ス ・ アガーデ ィ が増殖定常期に排出する糖類組成を調べ

た。 藻類種によ らず も多 く 排出される単糖はグルコー

スであった。グルコースの組成比率は藍藻類種で異な り ，

プラ ン ク ト ス リ ッ ク スが も多 く 83％， ミ ク ロ キステ ィ

スは 66％， アナベナは 40％であった。

〔備考〕

2）　 アミ ノ 酸光学異性体 (D/L- 体 ) を利用し た溶存有機物

の起源推定

〔研究課題コード〕 0708CD540

〔担当者〕 ○川崎伸之 （水土壌圏環境研究領域）， 今井章

雄， 松重一夫

〔期　間〕 平成 19 ～平成 20 年度 （2007 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 多 く の湖沼において漸増し てい る難分解性溶

存有機物 （DOM） の起源や動態等をア ミ ノ酸を測る こ と

によ り 起源推定を行い難分解性 DOM の生成過程を推測

する。

〔内容および成果〕

　 本年度の内容は， 試料収集と既存の HPLC にア ミ ノ酸

分析システムを導入する こ と を目的と し た。試料は，霞ヶ

浦 と 周辺河川の毎月行われる試料採集 と， 相模湾か ら沖

合までの試料を採取し た。 また富栄養湖の霞ヶ浦 と の対

照に十和田湖か ら の試料も用意し た。 ア ミ ノ 酸分析シス

テムの導入においては， 注文し た試薬 （IBLC） 中にア ミ

ノ 酸が混在し ている こ と が分か り ， い く つかの会社か ら

同じ試薬を購入し， テス ト を行った結果， 混在が少ない

試薬を手に入れた。 現在， ア ミ ノ 酸の標準試料では十分

測定を行え る レベルになっている。 また， バク テ リ アの

バイオマーカーであ る ム ラ ミ ン酸の分析システム も立ち

上げ， 分析可能なレベルになっている。 本研究室で 20 年

度から新しい HPLC を導入する こ と が決定し てお り ， そ

のシステムを使って次年度はサンプルを測定し てい く 予

定であ る。

〔備考〕

3）　 東アジアの環境中における放射性核種の挙動に関す

る研究
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〔区分名〕 経常 

〔研究課題コード〕 0307AE532

〔担当者〕 ○土井妙子 （水土壌圏環境研究領域）

〔期　間〕 平成 15 ～平成 19 年度 （2003 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 地殻中の天然放射性核種であ る  238U や 232Th の

壊変生成物で大気中に存在する  222Rn ( ラ ド ン), 210Pb, 212Pb

と 主に成層圏を起源 と する宇宙線生成核種の 7Be 及び大

気圏核実験由来の 137Cs 等について，東アジアにおける大

気中濃度か ら， これらの核種の挙動を明ら かにする。 こ

れらの放射性核種の濃度変動を指標 と し て， 環境汚染物

質の移動や砂漠化等の環境変化の解明を行 う 。 

〔内容および成果〕

　 冬季の中国で採取されたエア ロ ゾルは筑波で採取され

たエア ロ ゾル と 比較し て土壌粒子が多 く ， エア ロ ゾル中

の 210Pb 比放射能は筑波のエア ロ ゾルよ り 低かった。 中国

の砂漠土壌 と 土壌標準試料中の 210Pb 比放射能を測定し

た。 その結果， 砂漠土壌 と標準土壌試料の 210Pb 比放射能

は １ g 当た り 0.02 ～ 0.05Bq であ り ，日本の花崗岩土壌試

料 と 同程度またはそれ以下であった。 冬季の中国におい

ては， エア ロ ゾルへの土壌粒子の混入は 210Pb 比放射能を

低下させる傾向にあ る こ と がわかった。

〔備考〕

4）　 都市土壌における Sb 等有害金属汚染に関する研究

〔区分名〕 経常 

〔研究課題コード〕 0707AE312

〔担当者〕 ○越川昌美（水土壌圏環境研究領域），渡邊未来

〔期　間〕 平成 19 年度 （2007 年度）

〔目　的〕 都市部では，大気降下物等に由来する汚染によ

り ， 鉛等が土壌汚染に係る環境基準を超え る問題が指摘

されているが， その調査手法は確立されていない。

　 本研究では， アンチモンの富化係数が天然土壌中よ り

も大気降下物中で高い こ と に着目し， アンチモンを指標

と し て， 都市におけ る大気降下物の量 と 形態を把握し，

土壌中の元素蓄積量 と の関係を明ら かにする こ と を目的

とする。

〔内容および成果〕

　 大気降下物由来の汚染の程度が異な る と 予想される ４

地点 （東京都港区， 茨城県つ く ば市， 茨城県桜川市， 茨

城県大子町） において， レア メ タルの土壌中現存量およ

び負荷量のモニタ リ ングを実施し， 次の成果を得た。 １ ）

大気経由の人為汚染が疑われる金属元素は Sb, Bi, Pb, Ag,

Sn, W, Mo の ７ 元素であ る。 ２ ） Sb の場合， 土壌表層で

は， 天然存在量の 10 倍以上に濃度が上昇し ている。 ３ ）

Sb の負荷機構は， 湿性沈着だけでな く ， 乾性沈着 （樹木

葉表面に沈着し たのち， 林内雨および落葉 と し て土壌に

負荷する） の寄与が大きい。

〔備考〕

5）　 底質試料を用いた合成化学物質による水域汚染のト

レンド の解析に関する研究

〔区分名〕 経常 

〔研究課題コード〕 0507AE819

〔担当者〕 ○稲葉一穂 （水土壌圏環境研究領域）， 土井妙

子， 松重一夫

〔期　間〕 平成 17 ～平成 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 河川や湖沼， 内湾などの水域底泥には， その水

域の上流に位置する発生源から放出された様々な化学物

質が沈降し堆積し ている。 そのため使用期間が明確な合

成化学物質の蓄積濃度を測定する こ と で， 汚染の時間的

および空間的な履歴を明ら かにする こ と が可能であ る。

本研究では霞ヶ浦や手賀沼などに流入する河川の河口域

などから底泥試料を採取し て， その中に含まれる化学物

質の種類 と 濃度および流域の地理， 産業， 人口などの情

報か ら汚染履歴を推定し， 土地利用の変化や下水道普及

などが も た らす汚染の内容 と 量の変化を明ら かにする こ

と を目標 と する。 また， 水溶解度や吸着性， 生分解性な

ど性質の異な る化学物質について比較を行い， 過去の汚

染状況を把握す る 上で有効な指標についての検討 も 行

う 。

〔内容および成果〕

　 前年度に引き続いて， 霞ヶ浦および手賀沼で採取し た

底泥コ ア試料について， 生活系排水によ り 負荷される と

考え られる直鎖アルキルベンゼン スルホン酸ナ ト リ ウ ム

（LAS） と ト リ ク ロサン （TCS） の濃度測定を行った。 手

賀沼の大津川と大堀川の流入地点では LAS が 100ppb レ

ベル，TCS が 1ppb レベルで検出され，深度 10 ～ 15cm 付

近が も高濃度であった。 霞ヶ浦湖心部の底泥では濃度

レベルは非常に低 く ， 殆ど検出されなかった。 これらの

底泥試料の堆積年代を放射性同位体測定によ り 検討し た

が， 攪乱の影響を受け てお り 厳密な年代は求め ら れな

かった。 現在， 他の指標化合物を利用し て堆積年代の推

定を考慮中であ る。

〔備考〕

日本原子力研究開発機構と の共同研究

6）　 流域の森林土壌が渓流水に溶存するアルミ ニウムの

濃度と 形態に与える影響

〔区分名〕 経常

〔研究課題コード〕 0508AE926
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〔担当者〕 ○越川昌美（水土壌圏環境研究領域），渡邊未来

〔期　間〕 平成 17 ～平成 20 年度 （2005 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 天然水中のアル ミ ニウ ムは， Al3+ イオンのほか

各種の無機 ・ 有機錯体 と し て存在するが， その毒性は濃

度だけでな く 存在形態に も強 く 依存する。 本研究では，

渓流水におけ る溶存アル ミ ニ ウ ムの濃度 ・ 形態 と， 流域

の森林土壌の特性 （土壌種 と 水文過程） の関係を明ら か

にする こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 筑波山の ２ 地点 （これまでの研究から，渓流 C1 では渓

流 A2 よ り も， 無機 Al および有機錯体 Al の濃度が １ 年

を と おし て約 ２ 倍高い こ と がわかっ てい る） において，

流域の土壌分析を実施し た。 その結果， 無機 ・ 有機錯体

Al 濃度が高い渓流 C1 の流域土壌は，鉱物層の塩基飽和度

が 16 ～ 17％ と低 く ， 一般に酸性アニオン （NO3
-+SO4

2-）

濃度の上昇に伴って無機Al濃度が上昇する よ う になる と

言われる状態 （塩基飽和度 10 ～ 15％） に近いこ と が明

らか と なった。

〔備考〕

7）　 水土壌環境における微生物群集構造及び活性評価に

関する基礎的研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コード〕 0607AE442

〔担当者〕 ○冨岡典子 （水土壌圏環境研究領域）， 珠坪一

晃， 山村茂樹

〔期　間〕 平成 18 ～平成 19 年度 （2006 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 汚染 さ れた水土壌環境の浄化において微生物

は重要な役割を果た し ている。 しかし なが ら， 微生物の

活性や群集構造 と それを取 り 巻 く 環境 と の相互作用につ

いては未だ不明な点が多い。 本研究では様々な水土壌環

境において， 微生物群集構造及び環境浄化活性を評価す

る と 共に， 微生物浄化能力を利用し た水土壌浄化システ

ムの開発を行 う 。

〔内容および成果〕

　 湖沼内部での湖水の浄化に重要な役割を果た し ている

微生物群集の構造解析のため， 全域調査によ る採水， 河

川水採水及び湾部を含む沿岸湖水 15 地点を毎月採水し，

栄養塩の分析と微生物群集構造の解析を実施し た。長期，

多地点の湖水中の微生物群集の解析の結果， 河川水， 河

口部，湖内それぞれに季節ご と に特有の微生物が存在し，

物質循環の役割を担っている こ と が明ら か と なった。 ま

た， 特に河口部に於いては， 群集構造の変化， 微生物存

在量の変化が大き く ， 河川か らの有機物， 栄養塩類の供

給 と の関連が示唆された。 本年度は， 特定の機能を担 う

微生物種の特定， 挙動解析までには至ら なかったが， 今

後得られた情報に基づいて， 霞ヶ浦湖水内部で起こ る物

質代謝に於け る微生物の役割について さ ら な る知見が得

られる物と考え られる。

〔備考〕

8）　 微生物の環境利用およびその影響評価に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コード〕 0610AE460

〔担当者〕 ○岩崎一弘 （水土壌圏環境研究領域）

〔期　間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目　的〕 環境保全・浄化に向けて微生物機能を積極的に

活用し てい く ための基礎技術並びに影響評価法の開発を

目的 と する。 そのために本研究では， １ ） 有機塩素化合

物， 油， 重金属等の環境汚染物質を分解 ・ 除去する微生

物の探索を行い， その機能の解明および強化を試み， 環

境保全に有用な微生物を開発する， ２ ） これら有用微生

物あ るいは組換え微生物の微生物生態系への影響を分子

生物学的手法によ り 解析する と と もに新たな評価手法の

開発を目指す。

〔内容および成果〕

　 前年度に引き続き組換え微生物の生態系影響評価技術

の開発を目指し， 水マイ ク ロ コ ズムを用いて土着微生物

群集への影響を調べた。 霞ヶ浦湖心表層から サンプ リ ン

グ し た試水を フ ラ ス コ に分注 し て水マ イ ク ロ コ ズ ム と

し， 組換え微生物， 非組換え微生物を接種し た系， 及び

無接種の対照系を用意し た。 RCR-DGGE 法によ り 微生物

DNA を分析し，得られたバン ド を統計処理によ り その微

生物群集の変化を解析し た。 これまで夏季に採水し た試

水によ る試験では， 組換え微生物及び非組換え微生物接

種系においてその微生物群集に大 き な違いは認め ら れ

ず，また試験開始後 96 日目には微生物接種系 と無接種の

対照系でほぼ同様の微生物群集構造 と な る こ と が示され

た。 また， 冬季の試水について も同様の試験を行った結

果， 256 日目に微生物接種系 と 対照系でほぼ同様の微生

物群集構造と な り ， さ らに 459 日目には非常に近い構造

と な る こ と が示された。 夏季 と 冬季の湖水におけ る微生

物群集構造の違いが， 上記の接種系 と 無接種系が同様な

群集構造 と な る までにかかった日数が異な る理由ではな

いか と 考え られる。 また， 微生物群集構造全体には影響

が認められなかったが， 組換え微生物接種直後に増殖し

生物膜を形成する Sphingomonas sp.GE 株の分離に成功し

ている。

〔備考〕
―  153  ―



国立環境研究所年報 （平成 19 年度）
9）　 人為影響による海洋生態系変質に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コード〕 0610AE926

〔担当者〕 ○中村泰男 （水土壌圏環境研究領域）， 原島省，

牧秀明

〔期　間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目　的〕 環境劣化の著し い我が国の沿岸海域におけ る

栄養塩の過剰負荷， 漁業利用， 底質改変， 石油流出等に

よ る生態系に及ぼす影響と修復手法の評価を行 う 。

〔内容および成果〕

　 東京湾のなかで も特に水質が悪 く ， 貧酸素水が頻繁に

浸入する京浜運河において， そ こ に位置する人工干潟で

の， さ ま ざ まな二枚貝の生残 ・ 成長を解析し た。 その結

果， 東京湾を代表する アサ リ やシオフキは夏場に大量に

死亡するが， 外来種であ る ホン ビ ノ スガ イは生残 ・ 成長

と も に良好であ る こ と が判明し た。 こ の こ と から， 劣悪

な環境に対し て強い耐性を持つこ と がホンビ ノ スガ イの

東京湾への移入を可能にし た と推察された。

〔備考〕

10）　 次世代利用型金属類の土壌中挙動およ び自然賦存

量に関する研究

〔区分名〕 経常 

〔研究課題コード〕 0708AE320

〔担当者〕 ○村田智吉 （水土壌圏環境研究領域）， 越川昌

美， 渡邊未来， 林誠二

〔期　間〕 平成 19 ～平成 20 年度 （2007 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 鉛フ リ ー化社会への推進に伴い， Ag， In， Bi，

Sb な ど代替金属類の環境中への急激な拡散が予想 さ れ

る。 本課題ではこれらの次世代利用型金属類の土壌中天

然賦存量およびこれら金属が土壌を汚染し た場合の土壌

中での形態および挙動の解明を行 う 。

〔内容および成果〕

　 大型ラ イ シ メ ーターを用いて Ag， In， Sn， Sb， Bi を土

壌中背景値の 50 ～ 100 倍程度で模擬汚染試験を行ってい

る。 純水を模擬降雨 と し て散水し ５ 年経過し た後の土壌

試料を採取し， 各元素の土壌中鉛直プロ フ ァ イルを検証

し た結果，これまでの経過同様多 く の元素で表層 ２ cm 深

での高い残存率を確認し た。 しかし， すべての元素にお

いて ２ cm 深以下への移行も確認された。 特に In で移行

率が高い こ と はこれまでに も報告し たが， 形態別分析の

結果， 添加直後か ら イオン交換態， 炭酸塩収蔵態などの

移動性の高い形態を示し ていた こ と が確認された。 鉛直

方向への移行率が比較的小さ な元素はこれらの形態が占

める割合が低かった。 今後は， 時間経過に伴 う 各添加元

素の形態別組成変化について詳細な解析をすすめる。 ま

た， 野外の非汚染地由来の土壌中の これら元素の自然賦

存量について も検証を進める。

〔備考〕

11）　 霞ヶ 浦エコ ト ーン における 生物群集と 物質循環に

関する長期モニタ リ ング

〔区分名〕 奨励 

〔研究課題コード〕 0307AF511

〔担当者〕 ○冨岡典子 （水土壌圏環境研究領域）， 今井章

雄， 松重一夫， 野原精一， 矢部徹

〔期　間〕 平成 15 ～平成 19 年度 （2003 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 生物活動と物質循環の要であ り ，且つ人間活動

の影響を受けやすいエコ ト ーンに対する長期的モニ タ リ

ングを行い， GEMS/Water によ り 陸水 （淡水） モニ タ リ ン

グ ステーシ ョ ン と し て観測が続け られている湖のデータ

と あわせて湖全体の生物群集 と 物質循環の把握を行 う 。

特に， 沿岸植生について， 新しい手法であ る細菌群集構

造解析，安定同位体比解析を行い，再生事業の影響，霞ヶ

浦導水路工事前の状況把握を含めた霞ヶ浦全体の ト レ ン

ド を明らかにする こ と を目標とする。 

〔内容および成果〕

　 ヨ シ帯内部の微地形が異な る ２ 地点， 沿岸部に自然堤

防を有し， 比較的高い標高を持つ地点 （バン ク有 り ） と，

比較的標高が低 く ， 沿岸部に自然堤防を持たない （バン

ク な し） に採水井戸を設置し， ヨ シの成長， 栄養塩の供

給について通年の検討を行った。 さ ら に， 土壌コ アを採

取し その解析を行った。 その結果， バン ク有 り の ヨ シ帯

内部では栄養塩 （特に窒素） の供給が制限され， ヨ シの

成長が抑制 さ れ る と 共に陸生の植物の浸入が認め ら れ

た。 一方， バン ク な しでは， ヨ シ帯内部に向かって， ヨ

シの草丈は漸減傾向にあ る も のの， ヨ シは全体に良好な

成長を保っていた。 前年度の安定同位体比の調査結果か

ら， バン ク有 り ， な し共に， 降雨増水後， 表層に被った

水は 15cm まで速やかに浸透し，湖岸部では 50cm まで浸

透し ている こ と が明らか と なっている。本年度実施し た，

両地点の土壌解析の結果， 両地点共に沿岸 ヨ シ帯の土壌

は砂 と ヨ シの細根 と 腐植か ら構成されていた。 こ の結果

は， 安定同位体比の結果か ら得られた， 両地点の高い透

水性を支持し ている。 従って， 両地点で確認された栄養

塩の供給 と ヨ シの成長の差は， 微地形の差によ る湖水の

供給状況の差によ る と 推察された。 こ の こ と か ら， 湖水

の供給を増し， 窒素の供給を増大させる こ と によ り ， エ

コ ト ーンに健全な ヨ シ帯が保全でき る可能性が示唆され

た。 一方， 過去の航空写真の調査の結果， バン ク な しの
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ヨ シ帯では湖岸部の浸食が継続的に進行し ていた。 さ ら

に， 2006 年 と 2007 年の測量の結果， 同地点において， １

年間で湖岸が ２ m 後退し ている こ と が明らか と なった。

すなわち， バン ク がな く ， 栄養塩の供給が豊富な ヨ シ帯

は，風波によ る浸食を う けて，長期減少傾向にあ る。霞ヶ

浦導水路工事後に， ヨ シが栄養塩を要求する夏期に低水

位， 季節風によ る浸食が起きやすい冬期に高水位に保た

れた場合の浸食の進行が懸念される。 本モニ タ リ ングに

よ って， 土壌流出によ る湖岸部の後退を防ぎながら， 内

部まで湖水が浸入でき る方法を模索する必要があ る こ と

が示された。

〔備考〕

12）　 地下に漏出し た有機溶剤の洗浄剤注入によ る 回収

効率と 下層への汚染拡散に関する研究

〔区分名〕 文科 - 科研費 

〔研究課題コード〕 0711CD331

〔担当者〕 ○稲葉一穂 （水土壌圏環境研究領域）

〔期　間〕 平成 19 ～平成 23 年度 （2007 ～ 2011 年度）

〔目　的〕 有機溶剤に よ る地下環境汚染の浄化法の一種

であ る洗浄剤注入法は， 界面活性剤溶液を地下に注入し

て溜ま った溶剤を移動回収する ため， 新たな環境汚染が

懸念される。 これまでの研究で， あ る種の界面活性剤を

注入する と， 有機溶剤原液が非常に細かな空隙を通過し

て下層へ と 移動する こ と が明ら か と なった。 これは洗浄

剤注入によ り ， 汚染を下方に拡散させる可能性があ る こ

と を示し ている。 本課題では， こ の下方浸透性の増大現

象について， どの様な物理 ・ 化学的因子が寄与し ている

のかを明らかにする こ と を目的と し ている。

〔内容および成果〕

　 本年度は初年度であ る こ と か ら， 研究対象 と な る有機

塩素系溶剤および界面活性剤の選定 と 基礎的な挙動の確

認を行った。 有機塩素系溶剤と し ては， cis-1,2- ジ ク ロ ロ

エチレ ン， ト リ ク ロ ロエチレ ン， テ ト ラ ク ロ ロエチレ ン

の ３ 種を， 界面活性剤には直鎖 ド デシルベンゼン スルホ

ン酸ナ ト リ ウ ム， ド デシル硫酸ナ ト リ ウ ム， セチル ト リ

メ チルアンモニウ ムモニウ ム臭化物塩， ポ リ オキシエチ

レ ン (23) ラ ウ リ ルエーテル， ポ リ オキシエチレ ン (20) セ

チルエーテル， ポ リ オキシエチレ ン (20) ソルビ タ ンモ ノ

ステアレー ト の ６ 種類を使用する こ と と し た。 それぞれ

の溶剤について， 界面活性剤水溶液への飽和溶解度の測

定を行った。 いずれの系において も臨界 ミ セル濃度以上

で溶解度の急激な上昇が見られた。 また， 粒径の異な る

ガ ラ ス ビーズを充填し た水飽和カ ラ ムを使用し て， 洗浄

剤無添加の場合の溶剤原液の通過可能な空隙サイ ズの推

定を行った。

〔備考〕

13）　 伊勢湾流域圏の自然共生型環境管理技術開発

〔区分名〕 文科 - 振興調整

〔研究課題コード〕 0608CB936

〔担当者〕 ○木幡邦男 （水土壌圏環境研究領域）， 村上正

吾， 王勤学， 水落元之， 越川海， 東博紀， 藤田

壮， 野原精一， 井上智美， 樋渡武彦， 大場真

（アジア自然共生研究グループ）

〔期　間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 都市 - 農村共生社会における水 ・ 物質管理評価

システム開発流域圏の生態系サービ スの劣化を水 ・ 物質

循環系の変化過程の視点か ら検討し， 水 ・ 物質 ・ 植物生

態系の ３ 者の相互作用系の理解を深め機構モデルを構築

し， 生態系サービ スの機能評価を行 う 。

　 陸域生態系が浅海域環境に及ぼす影響 と， 河川河口域

におけ る塩生湿地 ・ 干潟及び藻場の水文地形学及び景観

生態学的なユニ ッ ト 構造を抽出し， ユニ ッ ト ご と に一次

生産や分解速度等の物質循環機能 と 生物分布 ・ 群集構造

を明ら かにし て生物多様性の実態 と 生態系機能への人為

影響を評価する。

〔内容および成果〕

（ １ ） 都市ー農村共生社会における水 ・ 物質管理評価シス

テム開発

　 ①数値標高モデル， 水系図， 土壌図， 植生分類図等の

自然環境情報 と， 人口分布， 生産活動等の社会環境情報

を地理情報システム （GIS） 上で統合化し た流域環境情報

データベースの開発を進めた。

　 ②前年度よ り 整備を開始し た伊勢湾流域圏の汚濁負荷

発生量ベク ター型データベースにも と づき， 陸域か ら伊

勢湾への負荷量推定の定性的モデルの設計を開始し た。

また， 前年度の検討された食料を中心 と し た基本的栄養

塩収支フ ローの概念図を も と に， 複数の検査領域で定量

的な収支解析を開始し た。

　 ③伊勢湾の生態系機能を定量的に評価するモデル と し

て， 湾内流動モデル と 生態系モデルの開発を進め， 陸域

か ら流入する環境負荷の伊勢湾での物質循環機能 と 低次

生物生産機能の定量化に着手し た。

（ ２ ） 陸域生態系が浅海域環境に及ぼす影響 と干潟創出技

術の開発

　 ①櫛田川 ・ 雲出川河口域に分布する塩生植物群落の植

生調査， 底生動物調査及び生産 ・ 分解等の生態系機能調

査を行い生態系機能図を作成し た。 また， 櫛田川 ・ 雲出

川河口域の環境調査を行い土砂の流入拡散プロセス を明
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らかにし， シュ ミ ュ レーシ ョ ンパラ メ ータ を収集し た。

　 ②陸域か ら の栄養塩類の供給を把握する ため， 伊勢湾

の主な河川におけ る河口域に分布する海藻植物相を調査

し種ご と の炭素 ・ 窒素安定同位体比の検討を始めた。 湿

地林ハマボウの酸素供給能等を測定し生態系機能評価及

び湿地の群落調査に着手し た。

　 ③沿岸域の環境修復技術 と し て， 二枚貝 （アサ リ ， ハ

マグ リ ） 水質浄化能の検討のため， 前年度の ノ リ 網施設

を基本 と し て， 二枚貝の着底 と 生残 ・ 成長を促進する方

法を加味し た現地実験を継続し た。

〔備考〕

14）　 オホーツ ク 海沿岸環境脆弱域における 油汚染影響

評価と バイ オレ メ ディ エーショ ン実用化に関する研

究

〔研究課題コード〕 0609LA557

〔担当者〕 ○牧秀明 （水土壌圏環境研究領域）

〔期　間〕 平成 18 ～平成 21 年度 （2006 ～ 2009 年度）

〔目　的〕 油汚染被害に対し て特に環境が脆弱な地域に

ついて， 地学的および生物的影響評価 と リ ス ク情報マ ッ

プの整備を行 う 。 有効な対応策であ る微生物によ る浄化

法の実用化を図 り ， （独） 海上災害防止セン ターの協力を

得て対応マニュ アルの整備を行 う 。

〔内容および成果〕

　 室内試験によ り ， サハ リ ン産原油中に含まれる炭化水

素は， 中東産の原油に含まれる それよ り 早 く 分解された

こ と がわかった。 現場試験では， サハ リ ン産原油中に含

まれる比較的易分解性と される炭化水素については 90％

近 く 分解し たのに対し， 分子量が大きい難分解性の芳香

族炭化水素に関し ては 40％の分解に と ど ま った。 これら

の個々の炭化水素の分解に対する栄養塩 （肥料） 添加効

果は顕著ではなかったが， 原油全体量の減少に対し ての

効果は明確だった。

〔備考〕

共同研究機関 ： 北海道立地質研究所， サロマ湖養殖漁業

協同組合， 北海道環境科学研究セン ター

課題代表者：濱田誠一（北海道立地質研究所・海洋地学部）

15）　 森林土壌炭素蓄積量の推定精度向上に向けた日本

の統一的土壌分類案の適用に関する研究

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 0507CD468

〔担当者〕 ○村田智吉 （水土壌圏環境研究領域）， 亀山哲

〔期　間〕 平成 17 ～平成 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 地形， 表層地質， テフ ラ降灰量の異なる幾つか

の森林地帯において， 各種土壌の空間分布的特徴， 特に

火山灰母材の土壌の空間分布について考察を行い， 土壌

炭素蓄積量など土壌構成成分の組成， 蓄積量に関する空

間的特徴を検証する。 さ ら に， 土壌の空間分布パターン

について幾つかの土壌分類体系を用いて土壌図を作成，

森林の土壌炭素蓄積量の推定手法 と し て有効な分類体系

の検証を行 う 。

〔内容および成果〕

　 荒川源流域奥秩父山地帯におけ る土壌調査および採取

試料の理化学分析結果を用いて， 土壌炭素蓄積量を推定

する と と も に， 国内外におけ る数種の土壌分類体系によ

る分類比較を行った。 その結果， 日本の国土において広

く 分布する と考え られている火山噴出物由来の成分 （Al，

Fe 成分） を多 く 含む土壌で土壌炭素蓄積量が高いこ と が

示された。 また， それら成分の形態も土壌炭素蓄積量の

制限要因と なってお り ，環境変化に伴 う 土壌炭素の分解・

消失などに対する脆弱性評価に Al，Fe 成分の形態評価が

重要であ る こ と が示唆された。 また， 土壌炭素蓄積量を

空間上で推定する際も こ のよ う な火山噴出物を由来 とす

る成分量や組成を土壌分類上の高次カテゴ リ ーの要件 と

し て活用し ている も のの方が推定ツール と し て妥当性が

高い と考え られた。

〔備考〕

共同研究者 ： 田中治夫 （東京農工大）

16）　 自然条件下の干潟底質有機物分解速度の定量的評

価手法の検討

〔研究課題コード〕 0707AE561

〔担当者〕 ○広木幹也 （生物圏環境研究領域）

〔期　間〕 平成 19 年度 （2007 年度）

〔目　的〕 干潟は陸域や海域か ら 運ばれて き た種々の懸

濁物質が沈殿 ・ 堆積し， 分解される物質循環の場であ る。

干潟生態系の物質循環が円滑に行われる こ と は， 水質の

浄化機能， 生物資源を保全 ・ 再生する機能など， 干潟の

持つ様々な生態系サービ ス機能を維持し てい く う えで，

重要であ る。 しか し， 干潟底質中での微生物によ る有機

物分解量に関し ては， 信頼でき る評価手法はいまだ確立

されていない状況にあ る。 本研究では， 自然条件下にあ

る干潟底質の有機物分解速度を酵素活性か ら推定する手

法を確立する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 東京湾小櫃川河口干潟において， メ ッ シ ュバッ グに入

れた底質の分解量と酵素活性の変動を調べた。

その結果， 細粒画分 （125μ ＞） の底質粒子では粗大画

分 （125μ ＜） よ り も有機物含量が高かった。 酵素活性
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は， セルロース＞キチン＞ヘ ミ セルロース＞タ ンパク質

分解酵素の順に活性が高 く ， また， ヘ ミ セルロース分解

酵素は細粒画分に存する比率が高いなど， 粒径によ り 化

学性， 分解性が異な る こ と が示された。 酵素活性への温

度影響を検討し た結果，温度が 10 ℃上がる こ と によ り 分

解速度が ２ ～ 2.6 倍上昇する と推定された。 以上の結果

か ら， 酵素活性から底質の分解速度を評価するには温度

条件の他， 複数の分解酵素の関与を加味し て評価する必

要が示された。

〔備考〕

17）　 湖沼における 溶存鉄の存在形態分析と 鉄利用性が

アオコ 発生に及ぼす影響

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 0507CD921

〔担当者〕 ○今井章雄 （水土壌圏環境研究領域）， 松重一

夫， 小松一弘

〔期　間〕 平成 17 ～平成 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 湖沼において藍藻類がアオ コ を形成し優占す

る要因 と し て， 鉄の利用性が重要であ る と 認識されてい

る。 本研究の目標は， 湖水中の溶存鉄やその存在形態を

定量的に測定する分析手法を開発し て， 湖水 （霞 ヶ 浦）

や流入河川水等の溶存鉄濃度 と その存在形態を定量する

こ と， そ し て実際の湖水を用いた室内培養実験でアオコ

形成藍藻類の増殖が生物利用可能鉄濃度によ って規定さ

れるか否かを明らかにする こ と であ る。

〔内容および成果〕

　 霞ヶ浦や流入河川におけ る溶存鉄濃度およびその存在

形態の分析を実施し た。 湖水溶存鉄濃度は 35 ～ 254nM，

河川水溶存鉄濃度は 47 ～ 2910nM の範囲にあった。溶存

鉄濃度は水の流れ方向に沿って明 ら かに低減し ていた。

こ の ト レ ン ド は， 湖水に対する鉄の主要な供給源は河川

であ る こ と を示し ている。 還元的になれば湖底泥も鉄の

供給源 と 考え られるが， 底層から表層まで湖水柱の溶存

酸素濃度は ４ mg/L 以下になる こ と はなかったため，底泥

か らの鉄供給は小さ い と 思われる。 湖水中の溶存鉄濃度

は比較的秋季に高 く 春季に低い傾向を示し たが， 一方，

河川水溶存鉄について季節変化は認められなかった。

　 有機配位子濃度の分布は溶存鉄濃度のそれ と ほぼ等し

く ， Fe （III） の天然有機配位子も河川水由来であ る と 推

察される。条件安定度定数の対数値は 25.1 ～ 26.2 でほ と

んど変動し なかった。 こ の変動の欠如は， 霞ヶ浦におけ

る有機配位子の供給源は単一であ る と 指摘する。 化学平

衡計算か ら， 霞ヶ浦では大部分の溶存鉄は有機錯体 と し

て存在する こ と が分かった。 河川水では有機錯体の存在

比は湖水に較べて低 く ， 水の流れに沿って増大する傾向

が認められた。 有機配位子濃度が溶存鉄濃度よ り も高い

場合には， 当該配位子の条件安定度定数が非常に大きい

ため， ほ と んど全て （>99.9％） の溶存鉄が有機錯体 と し

て存在し ていた。 生物利用可能な鉄 と 考え られる無機態

鉄濃度を表す pFe’ （- log[Fe’] も河川 と湖水で大き く 異な

る こ と がわかった。 pFe’ 値は河川で比較的低 く ， 水の流

れに沿って上昇する傾向があった。

　 本研究は， 湖沼において， 溶存鉄濃度および存在形態

の水平方向および季節的変動を明ら かにし た初めての研

究であ る。 我々の得た結果によ り ， 霞ヶ浦におけ る鉄の

供給源は主に河川であ り ， 河川水中の溶存鉄の大部分は

不安定な溶存状態にあ る こ と が示された。 河川水中の不

安定な溶存鉄は河川流入地点で沈殿す る のか も し れな

い。 霞ヶ浦の溶存鉄は外洋のそれよ り も遙かに高い濃度

であ るが， 霞ヶ浦の pFe’ 値は低 く 外洋の値 と ほぼ等し

かった。 従って， 鉄の存在形態および利用性が植物プ ラ

ン ク ト ンの優占種遷移や多様性を決定する重要な因子で

あ る可能性があ る。

〔備考〕

18）　 腐植物質還元微生物の特性の把握と 環境浄化への

応用に関する研究

〔区分名〕 文科 - 科研費 

〔研究課題コード〕 0607CD940

〔担当者〕 ○山村茂樹 （水土壌圏環境研究領域）

〔期　間〕 平成 18 ～平成 19 年度 （2006 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 土着の微生物の群集に よ って汚染地の浄化を

行 う バイオステ ィ ミ ュ レーシ ョ ンが一部ですでに実用化

されているが， 分解菌の偏在などによ って分解でき る物

質の種類や濃度が限定される こ と が多いため， その適用

性は未だ十分 と はいえないのが現状であ る。 一方， 近年

の研究か ら， 環境中に広 く 存在する腐植物質が微生物に

よ る嫌気呼吸の電子受容体 と し て機能し得る こ と が明ら

か と なってお り ， その作用が汚染物質の消長に も影響を

及ぼし ている可能性が示唆されている。 本研究では， 従

来のバイオステ ィ ミ ュ レーシ ョ ンでは考慮に入れられて

いなかった腐植物質の還元を担 う 微生物群に着目し， そ

の効果的な活用方法を提案する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 前年度獲得し た分離菌株の系統解析の結果か ら， 腐植

物質還元細菌は多様 な 細菌種に分類 さ れ， な か で も

Enterobacteriaceae 科， Bacillus 属， Paenibacillus 属，

Clostridium 属に分類 さ れ る も のが多い こ と が明 ら か と

なった。 また， 各分離源か ら複数の細菌株を獲得でき た
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こ と から， 同細菌が環境中で普遍的に存在し ている こ と

が示された。 分離菌株はすべて， フ ミ ン酸及びそのキ ノ

ン部分のモデル物質であ る AQDS の安定し た還元能を有

し てお り ， さ ら に 適条件下におけ る培養実験か ら， 自

身が還元 ・ 分解能を持たない汚染物質に対し て も， フ ミ

ン酸も し く は AQDS を共存させる こ と で浄化能力を発揮

でき る こ と が示唆された。 本研究の実施によ り ， 腐植物

質還元細菌を積極的に利用する こ と によ って， 効率の良

いバイオステ ィ ミ ュ レーシ ョ ンプロ セス を構築でき る可

能性が示され， その礎と なる知見を得る こ と ができ た。

〔備考〕

（ ６ ） 生物圏環境研究領域における研究活動

〔研究課題コード〕 0610FP017

〔代表者〕 竹中明夫

〔期　間〕 平成 18 ～ 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目　的〕 地球上には，物理環境の不均一性や歴史的な背

景を反映し， さ ま ざ まな生態系が存在し ている． 地球上

の各所にそれぞれ多様で固有な生物相が見ら れる こ と，

その総体が生物多様性であ る． 生物圏環境領域では， 生

態系および生物多様性の適切な保全 ・ 管理に貢献する た

め、 生態系の地域的な多様性 と 固有性に着目しつつ、 生

態系を構成する さ ま ざまな生物 ・ 物理環境およびこれら

の要素間の相互作用に関する研究等を推進する。

生態系や生物多様性に影響を与えている人為的な要因に

は さ ま ざ ま な も のがあ る． そのなかか ら， 人間活動に由

来する さ ま ざ まな汚染物質， 人間が意図的 ・ 非意図的に

関与し て外部か ら侵入し た生物， 人間が作出し た遺伝子

組換え生物， 土木的な環境条件の改変， 空間的な土地利

用パターンの変化， さ ら には地球レベルでの温暖化 ・ 環

境変動などに注目する． これらの要因の影響を， 個々の

生物の生理的なプロセスか ら生態系全体の構造 と 機能ま

で， さ まざまな視点から解明する．

環境要因が様々なレベルで生物に影響を与え る と い う こ

と は， 生物 ・ 生態系 ・ 生物多様性に注目する こ と で， 環

境の変化を知る手がか り が得られるはずであ る． こ う し

た環境指標と し ての視点からの研究も進める．

〔内容および成果〕

生物圏環境研究領域は、 地球上の生物多様性を形作って

いる生物を保全する ための研究， そ し て多様な生物か ら

な る 生態系の構造 と 機能を守 る ための研究を進めてい

る．現在，(1) 絶滅が心配される生物の保全に関する研究，

(2) 生態系の機能の保全に関する研究， (3) 環境の変動や

ス ト レ スが生物 と生態系に及ぼす影響に関する研究， (4)

外来生物 ・ 遺伝子操作作物の定着 ・ 分散の実態の把握 と

対策に関する研究， の ４ つの課題に領域内の各研究室が

連携し て取 り 組んでいる．

個体群生態研究室では、 さ ま ざまな生態系および生物種

におけ る生物個体群の存続 と 生物間相互作用のし く みに

関す る 研究を進めた。 湖沼な ど止水域において底生の

キース ト ーン種 と な り う るユス リ カの調査では， 富栄養

化し た湖沼で優占する アカムシユス リ カは， かつて大発

生し ていた霞ヶ浦においてほ と んど発生し ていない こ と

がわかった。 これは広域の環境変動ではな く 水域生態系

の変化によ る も の と 推察される． 小笠原諸島の陸水域に

生息し ている水生昆虫や甲殻類の固有種についての これ

までの分布調査の結果を と り ま と めた と こ ろ、 数種につ

いて生息地点の減少などが認められた。 その結果は環境

省レ ッ ド リ ス ト の改訂版に反映された．

生理生態研究室では、 生物 と 環境の関わ り について、 お

も に植物を対象に， 分子生物学、 生理学か ら生態学にま

たがる研究を行った。 近年， 発生が顕著な光化学オキシ

ダン ト によ り 植物の受け る ス ト レ ス を迅速かつ適確に診

断する ために、 オゾンのス ト レ スで特異的に発現する遺

伝子の産物 （タ ンパク質） を簡便に検出でき る手法の開

発を行った． 本年度は， オゾンのス ト レ ス を受けたアサ

ガオの葉で多量に発現 し てい る 防御系遺伝子を見出 し

た。 チベッ ト 高原では温度環境の変化が高山生態系の群

落構造 と 生態系機能に及ぼす影響を検討する ため、 異な

る標高の地点間での植物群落の移植実験を開始し た。 ま

た、 高原に広 く 分布す る 矮性低木キ ン ロ バ イ の葉緑体

DNA の遺伝変異の地理的分布パターンを解析し た結果、

氷期には高原に広 く 分布拡大し、 間氷期には標高の高い

高原中央部に分布を縮小する と い う サイ クルの存在が示

唆された．

微生物生態研究室では、 系統、 遺伝的変異、 生理生態機

能の解析 と いった手法を用いて， 水圏を中心 と し た微小

生物の生態 と 多様性に関する研究を進めた。 日豪間を行

き来する鉄鉱石運搬船でバラ ス ト タ ン ク内の調査を行っ

た と こ ろ， プラ ン ク ト ン性の微細藻 16 種、 付着性種 10

種の生息が確認でき た． バラ ス ト タ ン ク内の堆積物中か

ら有害藻類種を特異的に検出する方法について検討し た

結果、 分子遺伝学的な手法を用いて、 有害藻 ４ 種を数細

胞あれば検出でき る実験系を確立でき た。 こ のほか， 微

生物が深 く 関与し てい る干潟底質の有機物分解速度を，

酵素活性か ら推定する手法の開発を行った． 東京湾小櫃

川河口干潟において底質の分解量 と 酵素活性の変動を調

べた と こ ろ， 粒径によ り 化学性 ・ 分解性が異な る こ と が

示された。

生態遺伝研究室では、 分子遺伝学的な手法を活用し て、
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生物多様性の保全に関する研究を進めた。 輸入されてい

るセ イ ヨ ウ アブ ラナの種子に混在する除草剤耐性遺伝子

組換えセイ ヨ ウ アブラナの拡散状態の現状把握を行 う た

め， 関東地方の幹線道路沿いで調査を行った結果， 主要

国道沿いに生育し ていた 278 個体のセイ ヨ ウ アブラナの

う ち 5 個体から除草剤グ リ ホサー ト 耐性遺伝子が検出さ

れた。 また， 絶滅危惧種の保全を目的 と し て， 湿原での

航空写真 と 地上での植生調査のデータか ら草本種の分布

を精度よ く 推定する統計モデルの開発を行った。 種子散

布などの影響で分布が集中しやす く なる 「空間自己相関」

を考慮し たモデルを使 う と説明変数の効果的な絞 り 込み

が可能にな る と と も に， モデルの当てはま り を向上する

こ と ができ た。

(6)-1.　 その他の研究活動（ 生物圏環境研究領域）

1）　 植物の環境スト レ ス耐性に関与する遺伝子の探索と

機能解析

〔区分名〕 経常 

〔研究課題コード〕 0307AE503

〔担当者〕 ○佐治光 （生物圏環境研究領域） ， 久保明弘，

青野光子

〔期　間〕 平成 15 ～平成 19 年度 （2003 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 植物は環境保全に必須であ り ，大気汚染や紫外

線などのス ト レ ス要因が植物に及ぼす影響やそれら に対

する植物の耐性機構を明ら かにする こ と は， 基礎 ・ 応用

の両面において重要であ る。 植物の環境ス ト レ ス耐性機

構には様々な遺伝子が関与し てい る と 考え ら れる ため，

それらの遺伝子を探索し， その機能を解明する。

〔内容および成果〕

　 これまでに単離し たシ ロ イ ヌナズナのオゾン感受性突

然変異体の一つであ る ozs （ozone-sensitive） １ の原因遺伝

子は TDT （Tellurite resistance/C4-dicarboxylate transporter）

フ ァ ミ リ ーに属す る ト ラ ン ス ポー タ ー様 タ ンパ ク 質を

コー ド し ている こ と がわかっている。 こ の変異体の種々

のス ト レ ス因子に対する感受性を調べた と こ ろ， 過酸化

水素， 低温， 強光ス ト レ スに対する感受性には野生型 と

の間で差がないのに対し， ガス状汚染物質のオゾンや二

酸化イオウの他乾燥には感受性であ る こ と か ら， ガスの

吸収量が野生型 と 異な る 可能性が示唆 さ れた。 そ こ で

ozs1 変異体の気孔コ ンダ ク タ ン ス と気孔開度を測定し た

と こ ろ， こ れ ら の値が野生型 よ り 高い こ と が明 ら かに

なった。 さ らに ozs1 変異体の気孔は， 野生型に比べて常

に開度が高い状態で日周変動し てお り ， 光， アブシシン

酸， 高濃度の二酸化炭素 （1000ppm） な どの処理に対し

て野生型同様正常に応答する こ と がわかった。 以上の結

果から，OZS1 タ ンパク質は，常に気孔を閉じ た状態に保

つ方向に作用する こ と が示唆された。

〔備考〕

2）　 ユスリ カ 類の多様性と 環境要因と の関連に関する研

究

〔区分名〕 経常 

〔研究課題コード〕 0408AE467

〔担当者〕 ○上野隆平 （生物圏環境研究領域）

〔期　間〕 平成 16 ～平成 20 年度 （2004 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 ユス リ カ類は陸水域の底生動物の代表的なグ

ループであ り ， 魚類や捕食性の無脊椎動物の主要な餌動

物 と し て食物網の重要な位置を占めているが， 個別のユ

ス リ カ種の存続や他種 と の交代に関係する環境要因につ

いては十分に整理されていない。 また， 日本から 1000 種

を超え るユス リ カが記載されてお り 多様性の研究材料 と

し て も重要であ る と 思われるが， しばしば異名同物が報

告される など一層の分類学的検討が必要であ る。 本研究

ではユス リ カの生息場所の環境要因や分布に関する情報

を包括的に整理する と と も に， ユス リ カの分類学的研究

を行 う 。

〔内容および成果〕

　 小笠原諸島父島内の ３ つのダム湖で流路に沿って数地

点を設け， ユス リ カ幼虫の分布 と 溶存酸素等の環境要因

を調査し た。 いずれのダムで も流入河川に近い上流部で

はユス リ カが採集されたが， 下流側の大部分の地点では

ま った く 採集されなかった。 小笠原においてダム湖は希

少な止水環境であ るが， 流入河川の近 く を除 く 大部分で

湖底の溶存酸素がほぼ ０ であ り ， ユス リ カの生息には不

適当であ る と 思われた。 上流部で採集されたユス リ カの

優占種は， 昨年母島のダム湖で採集された も の と 同種で

ハイ イ ロユス リ カ (Glyptotendipes tokunagai ) と同定され

た。 ま た， 今 ま で未記録だ っ た Macropelopia

ogasasextdecima の雌 ・ 蛹を採集し， 形態を精査し た。 本

種については， 近年， 本土に生息する キブネヌマユス リ

カ (M. kibunensis ) の異名同物であ る と の報告が出されて

いたが， 成虫の翅脈および雌の尾葉が暗色であ る こ と な

どから， キブネヌマユス リ カ と は別種であ り ， 現時点で

は原記載どお り 小笠原固有の独立し た種 と し て扱 う べき

ものであ る こ と が判明し た。

〔備考〕

3）　 シロイ ヌ ナズナの酸化的スト レ スに対する新規な初

期応答機構

〔区分名〕 経常 
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〔研究課題コード〕 0508AE772

〔担当者〕 ○玉置雅紀 （生物圏環境研究領域）

〔期　間〕 平成 17 ～平成 20 年度 （2005 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 植物は外界か ら様々な環境ス ト レ ス に さ れて

お り ， その多 く が植物内で活性酸素を生じ させる こ と か

ら酸化的ス ト レ スに対する植物の応答機構の研究が重要

視 さ れてい る。 植物の酸化的ス ト レ スに対する研究は，

比較的遅い反応 （数時間～数日） に向いてお り ， その初

期反応についての知見は得られていない。 本研究ではス

ト レ ス源 と し てオゾンを用い， 植物の酸化的ス ト レ スに

対する初期応答機構に関する解析を行 う 。

〔内容および成果〕

　 本年度はシ ロ イ ヌナズナへの酸化的ス ト レ スに対する

初期応答に関与する遺伝子の一つであ る， AtGSTF6 の発

現が植物ホルモンであ るサ リ チル酸やエチレ ンの影響を

受けているかど う かについての検証を行った。 サ リ チル

酸及びエチレ ンの前駆体であ る ACC を植物に投与し た と

こ ろ AtGSTF6 遺伝子の発現は投与後 ３ 時間以内に誘導さ

れた。 しかし ながら， こ の遺伝子のオゾンによ る発現誘

導は １ 時間以内に起こ る こ と か ら これら の植物ホルモン

は AtGSTF6 の初期応答には関与し ていないこ と が示唆さ

れた。 さ ら にエチレ ンシグナルの欠損し たシ ロ イ ヌナズ

ナ変異体 ein2 及びサ リ チル酸合成をする こ と ができ ない

遺伝子組換え体 NahG でも野生型で見られる よ う なオゾ

ンに対する短時間での AtGSTF6 遺伝子の発現は消失し て

いた。 以上の結果から AtGSTF6 遺伝子のオゾンによ る初

期応答機構にはサ リ チル酸やエチレ ンなどの植物ホルモ

ンは関与し ていないこ と が明らかになった。

〔備考〕

4）　 スズメ 目鳥類の個体群構造に関する研究

〔区分名〕 経常 

〔研究課題コード〕 0507AE780

〔担当者〕 ○永田尚志 （生物圏環境研究領域）

〔期　間〕 平成 17 ～平成 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 生物種の集団は， 個体群， 亜種 と いった階層的

な構造を持っている。 そのため， 野生生物を効率的に保

全する際に， 個体群間および亜種間の系統関係， 野生生

物の個体群構造に関する情報は必要不可欠であ る。 これ

まで調査を行って き て， サンプルが蓄積し ているオオ ヨ

シキ リ ， オオセ ッ カ， コ ジ ュ リ ン等の湿地性スズ メ 目鳥

類の個体群間の遺伝的構造の差異， および， メ ジ ロの亜

種間の系統関係を明らかにする こ と を目的と し ている。

〔内容および成果〕

　 青森， 利根川流域， 阿蘇の ３ 地域に生息する日本国内

に分布す る コ ジ ュ リ ンの系統関係を明 ら かにす る 目的

で， 形態， ソ ング， 遺伝構造の比較を行った。 青森 と 関

東では形態的な差異は確認でき なかったが， 阿蘇の個体

群は翼長 ・ 尾長 ・ 嘴峰長は本州の個体群 と 差異はなかっ

たが， ふ蹠長 と 体重が本州よ り 小 さ く 小型化し ていた。

また， ソ ング構造を解析し た と こ ろ， ソ ングの長さ が短

く 周波数も高っかった。 mtDNA の D-loop の遺伝子配列

（585bps） の解析結果から も， 阿蘇の個体群は本州 と は異

なった独自のハプロ タ イプを持っている こ と が明らかに

なった。阿蘇では 30 羽程度の雄しか確認されていないの

で， 本州 と は異な る固有の個体群 と し て保全し てい く 必

要があ る と考え られる。

〔備考〕

5）　 環境指標生物と し てのホタ ルの現状と その保全に関

する研究

〔区分名〕 経常 

〔研究課題コード〕 0508AE799

〔担当者〕 ○宮下衛 （生物圏環境研究領域）

〔期　間〕 平成 17 ～平成 20 年度 （2005 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 豊かな自然環境， う るおいのあ る自然環境の指

標 と し て親し まれている ホ タルやホ ト ケ ド ジ ョ ウ， ヒ ヌ

マ イ ト ト ンボ， ベッ コ ウ ト ンボ， タ ガ メ ， チス ジ ノ リ な

どの絶滅のおそれのあ る野生生物の生息する自然環境の

保全 と 復元 ・ 再生について調査研究する こ と を目的 と す

る。

〔内容および成果〕

　 ホ タルの生息環境に配慮し た護岸工事が行わた渓流に

おいて， 工事後のゲンジボ タル幼虫の上陸行動を調査し

た と こ ろ， 幼虫は街灯や民家の明か り を避けて暗い場所

か ら上陸する こ と が観察された。 そ こ で， ホ タルの幼虫

に対する影響の少ない照明装置の開発する ための基礎資

料を得る こ と を目的と し て， ５ 色の Ｌ Ｅ Ｄ ラ ンプを用い

てゲンジボ タル ・ ヘイ ケボ タルの幼虫の行動に対する光

源の色 と 明る さ （照度） の影響について調べた。 その結

果， 白 ・ 緑 ・ 青色については両種の幼虫は， 0.1Lux で有

意な影響が認め られた。 黄色については， ヘイ ケボ タル

幼虫では ５ Lux以上で，ゲンジボタル幼虫では30～40Lux

以上で， また， 赤色については， ヘイ ケボタル幼虫では

40Lux 以上で，ゲンジボタル幼虫では 60Lux 以上で有意な

影響が認め られた。 すなわち， 通常の街灯の明る さ （照

度） では， 赤色については， 両種の幼虫の行動に対する

影響は少ないが， 黄色の照明については， ヘイ ケボ タル

幼虫に影響を及ぼす可能性があ る と 推測 さ れた。 一方，

白 ・ 緑 ・ 青色の照明については， 0.1Lux の明る さ で影響
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を及ぼすこ と か ら， 両種の生息環境は， 街灯や民家， 自

動車， ゴルフ場などの照明によ る影響は無視でき ない と

考え られた。

〔備考〕

6）　 低圧環境下での植物の生理生態特性に及ぼす温度上

昇の影響

〔区分名〕 経常

〔研究課題コード〕 0509AE952

〔担当者〕 ○名取俊樹 （生物圏環境研究領域）

〔期　間〕 平成 17 ～平成 21 年度 （2005 ～ 2009 年度）

〔目　的〕 地球温暖化に伴 う 気温の上昇に対し て我が国

高山生態系は極めて脆弱性が高い こ と が認められる よ う

になった。 また， 高山帯の特徴的な環境要因 と し て気圧

が低い こ と が挙げられる。 しかし， 低気圧下での植物反

応についてのデータが少ない こ と か ら， 今までの高山生

態系の脆弱性に関する考察の中では， 低い気圧の効果に

ついて明確に されていない。 そ こ で， 植物の生理生態的

特性に及ぼす低気圧下での気温上昇の影響について実験

的検討を行 う 。

〔内容および成果〕

　 昨年までの結果から， おおよそ 500hpa （5,000ｍ 相当）

程度の低圧の短期処理には， 高地性の樹木 と 同様に低地

性の樹木も耐え得る も のの， 気孔開度に処理の影響が残

る こ と が分かった。 そ こ で， 低圧処理の特徴を明ら かに

する ため， 低圧処理 と 低湿度処理 と の比較を計画し た。

しかし， 現在使用し ている人工気象室では， 500hpa 処理

時の蒸散速度 と 同等な， 低湿度処理によ る蒸散速度の上

昇が再現でき ない。 そ こ で， まず， 実験に用いる人工気

象室での低湿度の制御方法の検討を行った。 その結果，

数台の除湿器を組み合わせる こ と によ り ， 500hpa 処理時

と 同等な蒸散速度の上昇を得る低湿度の制御があ る程度

でき る よ う になった。 現在， こ の方法によ り ， 低湿度処

理実験を行っている。

〔備考〕

7）　 環境変動下における生態系と キースト ーン種の挙動

〔区分名〕 経常

〔研究課題コード〕 0610AE411

〔担当者〕 ○高村健二 （生物圏環境研究領域）

〔期　間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目　的〕 環境変動下におけ る生態系の変化 と その仕組

みを解明する ためには， 生態系自体 と それを構成する生

物種， なかで も キース ト ーン種の挙動を把握する こ と が

重要であ る。 そ こ で， 本研究ではそのための包括的手法

の開発と変化実態の把握を目指す。

〔内容および成果〕

　 湖沼など止水域において底生のキース ト ーン種 と な り

う るユス リ カを対象 と し て， その生息量変動 と 環境要因

と の関係を調べている。 富栄養化し た湖沼で優占する こ

と の多いアカムシユス リ カの成虫発生量を継続調査し た

結果， かつて大発生し ていた霞ヶ浦において発生量がほ

ぼ ０ に近い こ と がわかった。 しかし， 対照 と し ている研

究所内生態園池では， 同じ期間にあ る程度の発生量を維

持し ている ため， 霞ヶ浦での発生減少は広域の環境変動

よ り も水域生態系の変化によ る もの と推察された。なお，

霞ヶ浦では昨年から アカムシユス リ カ成虫が少数 と は言

え再び採集される よ う にな り ， 湖沼生態系に変化の生じ

ている こ と が示唆された。

〔備考〕

8）　 チベッ ト 高原における高山植物の環境適応に関わる

集団間の遺伝的分化の解明

〔区分名〕 文科 - 科研費 

〔研究課題コード〕 0708CD290

〔担当者〕 ○下野綾子 （生物圏環境研究領域）

〔期　間〕 平成 19 ～平成 20 年度 （2007 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 自然選択が作用し え る発現遺伝子の変異を検

出する遺伝マーカーを開発し， 野生生物の集団間分化に

おけ る選択圧の効果を明ら かにする。 具体的には標高 と

い う 環境勾配に着目し， 植物の分布限界の標高 （5300m）

から 3200m まで生育する高山植物を対象に， 以下の ３ 点

に取 り 組む。 ①モデル植物の塩基配列情報か ら， 遺伝子

の変異を同定する ための遺伝マーカーを開発する。 ②適

応に関わる遺伝子 と 関わら ない遺伝子の標高に応じ た変

異パターンを解析する。 ③集団間の遺伝的分化におけ る

自然選択の効果を推定する。

〔内容および成果〕

　 チベッ ト 高原において幅広い標高に分布する Potentilla

saundersiana Royle と P. fruticosa L. （バラ科キジムシ ロ属）

を対象にマーカー開発を行った。 Potentilla に近縁な属の

モデル植物と し て イチゴ （Fragaria×ananassa） に焦点をあ

て， データベース よ り 発現遺伝子の塩基配列 （Experssed

Sequence Tag: EST） 情報を取得し た。 全ゲ ノ ムの解読が

すみ， 遺伝子の研究蓄積が進んでいる シ ロ イ ヌナズナの

塩基配列 と ア ラ イ メ ン ト （整列） を行い， 種間を こ えて

塩基配列の似た相同性の高い領域にプラ イマーを 50対作

成し た。作成し たプラ イマーでP. saundersiana と P. fruticosa

の遺伝子が増幅でき るか確認し た と こ ろP. saundersianaで

は約 30％， P. fruticosa では約 60％のプラ イマーで増幅が
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可能 で あ っ た。 バ ラ 科 の 系統学的研究 に よ る と， P.

fruticosaはPotentilla の中でFragaria と も近縁な種であ る

こ と が示されている。 増幅率の違いは系統関係を反映し

ている と 考え られる。 今後は増幅可能なプ ラ イ マーを用

いて集団内および集団間の変異を探索する。 モデル生物

の塩基配列情報を利用する こ と で， 本来 EST を得るのに

必要な作業 （mRNA を抽出し cDNA ラ イブラ リ ーの構築

を行 う ） にかかる時間 と コ ス ト を大幅に節約でき る可能

性があ る。

〔備考〕

9）　 オゾンによる植物被害と その分子的メ カ ニズムに関

する研究

〔区分名〕 地環研 

〔研究課題コード〕 0708AH293

〔担当者〕 ○青野光子 （生物圏環境研究領域）， 久保明弘

〔期　間〕 平成 19 ～平成 20 年度 （2007 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 オゾ ンの影響に よ る森林の減少や農作物の減

収等が強 く 懸念される こ と か ら， 植物被害の実態把握 と

被害原因の特定が急がれる。 そのため， これまで個別に

行なわれて き た地方環境研究所等におけ る植物の被害実

態に関する研究の情報の統合， 及び継続し た共同調査を

実施する。 同時に， 国環研で進め られている遺伝子を用

いた植物のオゾンに対する応答機構の解析の成果を導入

し， 分子的 メ カニズムに裏づけ られた植物のス ト レ ス診

断手法を確立し て， 各地環研におけ る実際の植物被害調

査への利用を図る こ と も目指す。

〔内容および成果〕

　 地環研等において ７ 月， ８ 月に実態調査を行った。 被

害植物については， アサガオに加え， ブナを対象に加え

る可能性を検討し た。 野外において発現し た被害植物を

遺伝子解析用に採取し， 国立環境研究所に送った。 国立

環境研究所はこれら の植物におけ るオゾン応答遺伝子の

発現や構造の解析を行った。 一部は地環研等で も解析を

試みた。 オゾンによ る被害を反映し， 野外でのオゾン ス

ト レ ス診断に使用でき る よ う な遺伝子の候補を探索し て

いる。

 

〔備考〕

旧研究課題コード ： 0610AH400

平成 19 ～ 20 年度地方公共団体環境研究機関 と国立環境

研究所と の共同研究提案課題。

研究協力 ： 千葉県環境研究セン ター （企画情報室 　 岡崎

淳）， 千葉県農業総合研究セン ター （生産環境部 　 松丸恒

夫， 真行寺孝）， 埼玉県環境科学国際セン ター （自然環境

担当 　 小川和雄， 三輪誠） ， 神奈川県環境科学セン ター

（環境保全部 　 相原敬次， 武田麻由子） ， 福岡県保健環境

研究所 （環境科学部環境生物課 　 須田隆一， 中村朋史）

10）　 淡水生物の個体群動態と 繁殖に及ぼす化学物質の

生態影響に関する基礎的研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コード〕 0610AE455

〔担当者〕 ○多田満 （生物圏環境研究領域）

〔期　間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目　的〕 野外の河川 ・ 湖沼などの淡水 （環境水） は人間

活動によ って農薬をはじめ と する化学物質によ り 汚染さ

れ， そ こ に生息する様々な水生生物の生態に潜在的な影

響を及ぼすこ と が予想される。 そ こ で， 本研究では野外

において生物調査をおこ ない底生生物の個体群動態を調

べる と と もに，採水を室内に持ち帰 り 環境水の化学分析，

な らびに環境水の総合毒性を ヌ カエビ と オオ ミ ジン コ を

用いて調べ， 化学物質の潜在的な生態影響を評価する こ

と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 つ く ば市内の ４ 河川 （花室川， 桜川， 東谷田川， 小貝

川） と 土浦市境川において底生生物調査 と 河川水のヌ カ

エビ と ミ ジン コによ る総合毒性評価試験を ５ 月か ら翌 ３

月まで行った。 ６ ～ ８ 月において底生生物相は， 各地点

において違いはみられる も ののコ カゲ ロ ウ， ユス リ カな

どの個体数密度は低 く （サンプル数は 20 個体以下）， 東

谷田， 花室， 境川の各地点ではヌ カエビの急性影響や ミ

ジン コ繁殖試験によ る産仔数の減少がみられ， 残留農薬

や生活排水な らびに廃棄物処理水 （境川） の影響が考え

られた。 境川の地点では， 夏期に化学物質 （と く に農薬）

汚染に耐性種であ る シマ ト ビケ ラ （固着性） の優占する

群集であったが， 水位の安定し た 10 ～ 11 月には， 感受

性種であ る ニンギ ョ ウ ト ビケ ラ （固着性） ， 12 月以降に

は， ト ウ ヨ シ ノ ボ リ の優占する群集が形成された こ と か

ら， 夏期には増水によ る上流か らの汚染物質流入によ る

影響があ るのではないか と考え られた。

〔備考〕

11）　 島嶼河川に生息する 底生動物の分類及び生態に関

する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コード〕 0610AE463

〔担当者〕 ○佐竹潔 （生物圏環境研究領域）

〔期　間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目　的〕 島嶼生態系は一般に脆弱な系であ る と し て知
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られているが， そのなかで も河川は海 と 陸によ り 隔て ら

れた特殊なハビ タ ッ ト であ る と 考え られる。 その主要な

構成種であ る底生動物について分布調査を行い， 甲殻類

や腹足類， 水生昆虫などについて， 島ご と， あ るいは島

内の河川ご と に異な る生物相 と その特徴を明ら かにする

こ と を目的と し ている。

〔内容および成果〕

　 島嶼河川に生息する底生動物について， 水生昆虫では

ト ビケ ラ目， 腹足類では ト ウガ タ カ ワ ニナ科に注目し て

分布調査を行い， 得られた標本について分類学的な検討

を行った。 特に， ト ウガタ カ ワニナ科の Stenomelania 属

の数種については， 既知種がすべて絶滅危惧種に指定さ

れてお り その保全が課題 と なっているが， 分類学的位置

づけ も同一種について国内外で異な る学名があて られる

などの問題があ るので， その足がか り と し て， 本年度は

国内各地 よ り 得 ら れた標本を用いて類縁関係の推定を

行った。

〔備考〕

12）　 東京湾小櫃川河口干潟における塩湿地植生

〔区分名〕 経常

〔研究課題コード〕 0610AE548

〔担当者〕 ○矢部徹 （生物圏環境研究領域）

〔期　間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目　的〕  千葉県小櫃川河口には約 30ha の東京湾 大の

塩湿地が広が り ， ア イ アシや ヨ シ等の湿性高茎草本が優

占し ている。 本植生に関する初の本格的調査であ る延原

ら （1980） の報告 と 比較し てハママツナやウ ラ ギ ク， シ

オ ク グ等が分布を大き く 減ら し ている現状であ る。 同時

に塩湿地の形状や面積も大き く 変化し ている。 河口塩湿

地は本来適度な撹乱によ って維持される特殊性の高い生

態系であ り ， これら の草本群落や生育地にみられる変化

は本生態系の現状を顕著にあ ら わ し てい る と 推測 さ れ

る。 塩湿地には潮汐 と い う 明確な環境傾度がみられる一

方で， 各種の成育に関する環境要因同士が複雑に関与し

あっている ために長期的な観測の必要性があ る こ と を既

に石塚 （1977） が指摘し ている。 我々の研究グループは

1999 年以降干潟生態系に関する研究 （矢部ら， 2002） や

微生物機能からみた干潟評価 （広木ら， 2003a， b）， マ ク

ロベン ト ス相か らみた干潟評価 （古賀ら， 2005） を報告

し た。 2001 年以降は塩湿地植生を対象と し て， 全域植生

調査や操作実験， 水位変動や土壌構造 と いった物理性調

査， 底質や間隙水の化学分析， 過去 と 現在の航空写真解

析， を通じ て， （ １ ） 河口塩湿地全域の植生分布 と植生変

遷 （金子ら， 2005） ， （ ２ ） 塩湿地における人里植物の侵

入 （金子ら， 投稿中）， （ ３ ） 塩湿地植生におけ る HSI モ

デル， （ ４ ） フ ェ ノ ロ ジーや形態変化にみ ら れた種の適

応， （ ５ ） 洪水や覆土 と いった短期的撹乱を想定し た植生

操作実験， （ ６ ） 塩湿地植物群落の遷移課程 と周辺土地利

用や河口堰の運用によ る長期的な影響， と いった課題に

ついて取 り 組んでいる。

〔内容および成果〕

　 本調査地では 1974 年以降， ４ 回の全域植生調査が実施

されてお り ， 本課題では当地を生態系の長期継続研究サ

イ ト と し て位置付けている。 1980 年の上流でのダム ・ 河

口堰の建設以降， 上流か らの土砂供給が減少し塩湿地は

干潟へ と 遷移する， と い う シナ リ オ と， 湿地か ら乾燥地

への遷移が進み人里種や帰化種を含めた植物が塩湿地に

侵入し ている，と い う シナ リ オを想定し，現地調査を行っ

た。 その結果， 1974 年の先行調査と比較し て， 海側では

ハママツナやシオ ク グ と いった満潮時に冠水する立地に

生育する塩湿地植物が大幅に減少し ている こ と， 後背側

ではク ズやセ イ タ カア ワダチソ ウ と いった人里種や帰化

種が侵入し ている こ と， などの変化を明らかにし た。

〔備考〕

13）　 光回復酵素の発現を指標と し た植物の UVB シグナ

リ ング機構の解明

〔区分名〕 経常 

〔研究課題コード〕 0707AE355

〔担当者〕 ○中嶋信美 （生物圏環境研究領域）

〔期　間〕 平成 19 年度 （2007 年度）

〔目　的〕 オゾン層破壊によ る UVB 領域紫外線の増加に

よ り ，植物の DNA 上に損傷が生じ るが，その多 く は光回

復酵素 （PHR） によ って修復される。 これまでの研究に

よ り PHR は UVB によ って発現誘導される こ と が明らか

と なっている。 本研究では， UVB によ る転写誘導に関与

する PHR プロモーター上の cis 因子を同定する こ と を目

的とする  。

〔内容および成果〕

　 キ ュ ウ リ 光回復酵素遺伝子 （CsPHR） の転写は 300 ～

310nm 付近の長波長 UVB によ り 効率良 く 誘導される。

CsPHR の転写誘導には UVB を特異的に受容し，そのシグ

ナルを伝達する何ら かの機構が関与し ている と 考え られ

たが。 こ の応答機構がキ ュ ウ リ 以外の植物で も保存され

ているかど う かを調べる こ と を目的 と し た。 野生型のシ

ロ イ ヌナズナに対し単色光照射を行なった。 各試料か ら

RNA を抽出し， シ ロ イ ヌナズナの光回復酵素遺伝子を特

異的に増幅するプラ イマーを用いて RT-PCR をおこ なっ

た。現在， RT-PCR を定量的におこ な う ための条件検討を
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行っている。

〔備考〕

14）　 スト レ ス環境下における 近交弱勢の個体群存続性

への影響評価

〔区分名〕 文科 - 科研費 

〔研究課題コード〕 0709CD358

〔担当者〕 ○石濱史子 （生物圏環境研究領域）

〔期　間〕 平成 19 ～平成 21 年度 （2007 ～ 2009 年度）

〔目　的〕 開発な どに よ る生息環境の悪化に直面する絶

滅危惧植物は強いス ト レ ス を経験し ている。 そのよ う な

ス ト レ ス環境下では， 近交弱勢 （近親交配によ る子孫 と

そ う でない他殖の子孫の適応度の差） が大き く な る可能

性があ る。 ス ト レ ス条件下での， 近交弱勢が個体群動態

へ及ぼす影響を評価し， 保全のための指針の構築に寄与

する。 研究対象 と し て， 環境の悪化が著しい湿地に生育

する絶滅危惧植物， イ ヌセンブ リ を取 り 上げる。 　 具体

的には野外のス ト レ ス条件下での近交弱勢の測定， 遺伝

マーカーを用いた自然個体群での近親交配の実態把握，

個体群動態モデルを用いた， 近交弱勢によ る絶滅 リ ス ク

の評価を行 う 。

〔内容および成果〕

　 イ ヌセンブ リ のよ う な貧栄養湿地の小型の植物が経験

する主要なス ト レ スは， 乾燥ス ト レ ス と 高茎草本によ る

被陰ス ト レ ス であ る。 こ れ ら のス ト レ ス条件の強弱を，

草刈 と 地盤高の選択に よ っ て制御 し た野外実験個体群

で， 近親交配 ( 自殖 ) 個体 ・ 他殖個体の発芽 ・ 生存率を比

較し た。 その結果， いずれの条件で も自殖 ・ 他殖株間で

の生存率の有意な差はな く ， 共に生存率は １ ％未満であ

り ， イ ヌセンブ リ では近交弱勢も ス ト レ ス条件 と 近交弱

勢の交互作用も認められなかった。 夏場の極端な乾燥 と

冠水によ って生存率が著し く 低下し たために検出でき な

かっ た可能性があ り ， 今後は， 再度の野外実験に加え，

圃場の半野外条件での実験を行 う 。

〔備考〕

旧課題コード 　 0609AE448

15）　 小笠原における 河川環境の劣化と 固有種の減少要

因の推定に関する研究

〔区分名〕 奨励

〔研究課題コード〕 0607AF452

〔担当者〕 ○佐竹潔 （生物圏環境研究領域）

〔期　間〕 平成 18 ～平成 19 年度 （2006 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 海洋島であ る小笠原諸島の河川の生物種につ

いての分布調査を行い， 絶滅の危惧される固有種がレ ッ

ド リ ス ト に載 り ， ひいてはレ ッ ド データブ ッ ク に登録さ

れる ために必要 と される項目について と り ま と める。 特

に， 分布域 と その動向， あ るいは存続を脅かし ている原

因やその時代的変化などについて把握に努め， 今後それ

らの生物種の保全策に資する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 父島の陸水域において水生生物の分布調査を行った。

特に， オガサワ ラ モ ク ズガニの幼生については河口閉塞

に伴 う 新規加入の阻害の可能性が疑われるので， 河川感

潮域で人工基物を設置し て メ ガロパ幼生の着底 と 塩水遡

上 と の関係を調べたが， 汽水域での着底は確認で きず，

その上流の淡水域での着底が確認された。 一方， オガサ

ワ ラ モ ク ズガニの成体についてはカニ篭およびラ イ ン ト

ラ ンセ ク ト 法によ る調査を行い， 父島の東岸に流入する

河川では低密度ではあ るが下流か ら上流に至る まで幅広

く 分布し ている こ と が確認されたが， 父島の西岸に流入

する河川ではほ と んど確認されなかった。 また， 父島の

八瀬川水系の ３ つのダム湖および周辺の河川において環

境要因の測定を行い， 水生生物の分布調査を行った。 そ

の結果， ダム湖の湖心部底泥の直上部は無酸素状態であ

り ， 無生物状態か， ユス リ カや貧毛類が生息し ているの

が確認された。 一方， オガサワ ラ ヌマエビなど固有水生

生物はダム湖上流の自然度が高い と 考え られる地域にみ

られ， 通し回遊性のエビ ・ カニ類は一部の種を除 く と 海

に近いダム湖の湖岸および下流での分布が確認された。

〔備考〕

共同研究者 ： 小林哲 （佐賀大学）

16）　 炭化水素産生藻類によ る 石油代替資源の開発に関

する基盤技術研究

〔区分名〕 文科 - 科研費 

〔研究課題コード〕 0709CD373

〔担当者〕 ○中嶋信美 （生物圏環境研究領域）， 河地正伸

〔期　間〕 平成 19 ～平成 21 年度 （2007 ～ 2009 年度）

〔目　的〕 体外に炭化水素を産生する緑藻， Botryococcus

を利用し た石油代替エネルギー生産の実用化をめざ し，

増殖 ・ 炭化水素産生の優れた培養株の探索 ・ 取得を行い，

各培養株において産生す る 炭化水素分子種の情報を調

べ， 培養株及び各株の炭化水素種の情報を提供する。 さ

ら に， 炭化水素生産時に発現し ている遺伝子の解析 と 遺

伝子導入技術の開発， 炭化水素産生 ・ 分泌機構を解明し，

炭化水素合成 と分泌の増産に資する分子生物学的基盤を

確立する。

〔内容および成果〕

　 Botryococcus は生重量の 50％以上にあたる炭化水素を
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細胞外に放出する淡水産微細緑藻で， 放出される炭化水

素はこ の藻類が光合成によ り 固定し た大気中の二酸化炭

素に由来し てお り ， 再生産可能な代替エネルギー源の一

つ と な る可能性を秘めている。 本研究では Botryococcus

の炭化水素生産時に発現し ている遺伝子の解析をおこ な

い， 約 3000 個の EST ラ イブラ リ ーよ り 炭化水素生産に

関わっている と思われる 49 種類の遺伝子を同定し た。取

得し た EST ク ローンをマ ク ロ アレ イ化し た。 また， 細胞

が細長 く , 単細胞にな り やすいBotryococcus無菌培養株 １

株を対象 と し て， 炭化水素等の分泌物質の動態に関する

調査を行った。 炭化水素は細胞側面 と 下部を中心に存在

し， まれに細胞頂端部で も観察される こ と， そ し て細胞

側面ではキ ャ ッ プ状構造のつなぎ目位置によ く 認め られ

た。 また細胞内の炭化水素顆粒 （油滴） は細胞内周縁を

取 り 巻 く １ 個のカ ッ プ状葉緑体の内側に存在し， 細胞外

への油滴の滲出は葉緑体の開裂箇所から起き る こ と が示

唆された。 タ イ ム ラ プス撮影によ る コ ロ ニー形成過程の

観察では， 光条件やグルコースの有無 と いった栄養条件

の違いによ り ， コ ロ ニーの形状やサイ ズに変化が認めら

れた。 すなわち栄養条件が引き金 と なって， 炭化水素の

分泌位置や炭化水素の質的な変化が起き， 結果 と し て コ

ロ ニー内の炭化水素の分布やコ ロ ニーの形状が変化する

可能性が考え られた。

〔備考〕

17）　 分子マーカ ーを 用いたイ ネ品種のオゾン 影響評価

手法の開発に関する研究

〔区分名〕 奨励

〔研究課題コード〕 0607AF961

〔担当者〕 ○久保明弘 （生物圏環境研究領域）

〔期　間〕 平成 18 ～平成 19 年度 （2006 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 対流圏オゾンが地球規模で増加しつつあ り ，食

糧生産への影響が危惧されている。 イ ネは各地域で多様

な品種が栽培されているが， オゾンによ る減収の品種間

差が大きい と 報告されている。 しかし， 品種ご と の収量

影響の調査には大型設備 と 長時間を要する。 そ こ で本研

究では， 短期オゾン暴露を行った植物や野外栽培中の植

物を用いた簡便迅速な影響評価手法の開発のため， イ ネ

主要品種の生体内分子の含有量やオゾン暴露時の変化を

調べて品種間差を明 ら かに し， 減収の指標 と な る 分子

マーカーを見いだすこ と を目標とする。

〔内容および成果〕

　 イ ネ幼苗にオ ゾ ン を短期暴露 し た後， タ ンパ ク 質や

RNA を抽出し， 二次元電気泳動や PCR， マイ ク ロ アレ イ

などで分析し た結果， オゾン影響の分子マーカー候補 と

し て多数のタ ンパク質や転写産物などが同定でき た。 転

写産物を品種間で比較する こ と によ り ， 可視障害の程度

と 負の相関のあ る含有量を示す分子マーカーが二つ見い

だされた。

〔備考〕

18）　 藻場の生態系機能による海域再生研究 

〔区分名〕 地環研 

〔研究課題コード〕 0408AH376

〔担当者〕 ○矢部徹 （生物圏環境研究領域）

〔期　間〕 平成 16 ～平成 20 年度 （2004 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 アマモ場生態系は， 沿岸水から （ １ ） 栄養塩を

吸収， （ ２ ） ト ラ ッ プ し た有機物を根圏へ供給， （ ３ ） 根

茎を発達させる こ と で生じ る地固め効果によ って， 攪乱

の大きい沿岸域において魚類や底生生物の餌場および生

息場 と し て機能する。 また干潟か ら浅海域への移行帯 と

し て， 物質循環 と 生物多様性の維持に と って も重要な要

素であ る。 本研究では現在のアマモ場再生が抱え る問題

点を解決すべ く ， （ １ ） 再生植物の適正な選定を行い，

（ ２ ） 残存する アマモ場 と再生し たアマモ場の生態系機能

の比較を行い， （ ３ ） 生態系機能によ って海域生態系の再

生を行 う こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 本研究では再生植物の適正な選定を行 う ために， 対象

水域でのアマモ場に関する過去の分布情報を収集し， 現

存お よ び過去のアマモ場におけ る 生育環境項目を計測

し， 両者を総合し て再生対象地を選定する。 同時に， 現

存アマモ場におけ る遺伝子レベルの多様性に配慮し て移

植元のアマモ場にも配慮する。上記プロセスについては，

おも に鳥取県 と福岡市の協力のも と コ アマモに関する事

例収集を進めた。 再生方法については， これまで提案さ

れて き たい く つかの方法に加え て今回新たな手法 も 加

え， 定着率の比較を行った。 具体的には広島県 と 三重県

がそれぞれ中心 と なって開発し た苗の生育に有効な機能

や移植後の流出防止且つ運搬や移植に も適し た基盤 （苗

床シー ト ） の比較検討を行った。 再生し よ う と する アマ

モ場の生態系機能は水質， 底質， 競合生物の制御 と し て

機能する も のに重点をおき比較を行った。 上記について

は国立環境研究所 と 三重県でそれぞれ現地調査を行い，

生産および分解のプロ セスについてデータの検証を行っ

た。 再生藻場の持続技術の と し て底質の還元化防止に注

目し， 国立環境研究所， 広島県， 兵庫県， 茨城県がそれ

ぞれの手法で実地試験を行ってその成果を比較し た。

〔備考〕

共同研究機関 ： 鳥取県衛生環境研究所 （幹事）， 兵庫県立
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健康環境科学研究セン ター， 広島県立総合技術研究所広

島県保健環境セン ター， 広島県立総合技術研究所水産海

洋技術セン ター， 三重県科学技術振興セン ター， 茨城県

霞ケ浦環境科学セン ター

19）　 海草藻場における根圏環境の研究

〔区分名〕 経常 

〔研究課題コード〕 0710AE378

〔担当者〕 ○矢部徹 （生物圏環境研究領域）

〔期　間〕 平成 19 ～平成 22 年度 （2007 ～ 2010 年度）

〔目　的〕 現在， 干潟の至る所で見 ら れていた海草藻場

が，環境要因の変化や開発によ る埋め立てによ って衰退，

消失し ている。 衰退の重要な要因であ り ， 海草の生育に

不可欠な底質環境に関する研究はこれまで少な く ， 生理

生態的知見は十分ではない。 またそれに伴い， 各地で行

われている アマモ場再生では定着でき なかった事例が多

く ， アマモ場の維持が困難 と なっている。 そ こ で本研究

では， 海草が海洋植物のなかで唯一地下器官を有する形

態的特徴か ら根圏環境に注目し， 潮間帯におけ る海草藻

場の根圏環境の特徴を明らかにする こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 平成 19 年 ５ 月に，東京湾東岸に位置する砂質干潟であ

る千葉県木更津市盤洲干潟 と 千葉県富津市富津干潟に自

生する コ アマモの藻場および隣接する裸地において野外

調査を行った。直径 ５ cm 長さ 20cm の小型のプラ スチッ

ク コ アを用いて植物および底質のサンプ リ ングおよび土

壌間隙水の採水を行った。 コ アを深度別に切 り 分け， 植

物体の器官別乾燥重量， 底質中有機物量， 間隙水に含ま

れる無機態 NP 濃度， 有機物分解速度測定に供し た。 あ

わせて， 富津干潟では異な る複数コ ド ラー ト サイ ズを用

いて コ アマモのサンプ リ ングを行い， 研究室において地

上部， 地下部の株数， 乾燥重量の比較を行い， コ アマモ

のサンプ リ ングサイ ズ適正値を見積も った。

〔備考〕

共同研究先 ： 東海大学 ・ 木村賢史， 高仲淳志

本研究は国環研における地方環境研究所と の C 型共同研

究 （鳥取県衛生環境研究所 ・ 初田亜希子） にも関連する。

20）　 チベッ ト 高原を 利用し た温暖化の早期検出と 早期

予測に関する研究

〔区分名〕 環境 - 地球一括 

〔研究課題コード〕 0509BB829

〔担当者〕 ○唐艷鴻 （生物圏環境研究領域）， 下野綾子

〔期　間〕 平成 17 ～平成 21 年度 （2005 ～ 2009 年度）

〔目　的〕 チベッ ト 高原は，地球上も っ と も標高の高い生

態系の一つで， その気候は寒冷で変化 も 激し い。 一方，

当該高原生態系は， 温暖化を含む環境変動に対し て極め

て脆弱であ る。 既に， 温暖化に伴 う 環境変動によ り ， チ

ベッ ト 高原生態系の構造 と 機能の急激な変化が報告され

ている。 そ こ で本研究では， 温暖化の影響が検出しやす

い敏感な生態系 と し てチベッ ト 高原を利用し， 温暖化の

影響の早期検出 と 早期予測を目的 と し た。 具体的な目標

と し て， 既存の研究成果 と 観測シ ス テム を活用しつつ，

新たに同高原の代表的な生態系に観測シ ス テ ム を設置

し， それぞれの環境変動 と 生態系の構造および機能の反

応を長期モニ タ リ ン グする。 ま た， こ れ ら の結果か ら，

各生態系に及ぼす温暖化の影響を解明する。 さ ら に得ら

れた知見 と モデ リ ングによ り ， チベッ ト 高原を含むアジ

ア陸域全体における温暖化影響の予測を試みる。

〔内容および成果〕

　 チベッ ト 高原北限の海北で異な る標高 6 地点 （3200m，

3600m， 3800m， 4000m， 4100m， 4200m）， 高原中南部の

当雄で異なる標高 ９ 地点（4300m，4400m，4500m，4650m，

4800m， 4950m， 5100m， 5200m， 5300m） で， 温暖化モニ

タ リ ングのための微気象観測を継続し ている。 これらの

観測データ と 収集し た気象資料を利用し， チベッ ト 高原

全体において標高の変化に伴 う 気象の変化を検討し た。

また， 温度環境の変化が高山生態系の群落構造 と 生態系

機能の影響を明ら かにする ため， 上記の観測点での 「 ミ

ニ生態系」 移植実験を開始し た。 移植実験は， 5200m の

地点以下のすべて標高の地点について， 高標高地点か ら

隣接の低標高地点に ５ つの ミ ニ生態系を移植し た。また，

当雄では， 5200m 地点からすべて標高の地点の ミ ニ生態

系を 4300m の地点に移植し た。 これらの移植生態系にに

ついて群落組成 と 植物の生長に関する観測を始めた。 現

在その観測データの解析を行っている。 また， チベッ ト

高原北東部に位置する海北において， 山の斜面の異な る

標高に設けた長期モニ タ リ ン グプ ロ ッ ト で植生調査を

行った。各標高の種数は 30 前後で標高によ る違いは見ら

れなかったが， 構成種は標高 と と もに変化し， 400m の標

高差で半数以上の種が入れ替わった。 現在， 世界各地で

動植物の分布標高の上昇や種組成の変化が報告されてい

るので， 注意深 く モニタ リ ングする必要があ る。

〔備考〕

共同研究者 ： 中国科学院地理学 と 資源研究所 　 Zhang

Xianzhou，中国科学院西北高原生物研究所 　 Zhao Xinquan

当課題は重点研究分野 1.(1), 1.(2) にも関連

21）　 地衣類の遺伝的多様性を活用し た大気汚染診断

〔区分名〕 環境 - 公害一括
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〔研究課題コード〕 0507BC935

〔担当者〕 ○河地正伸 （生物圏環境研究領域）， 大村嘉人

〔期　間〕 平成 17 ～平成 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 地域におけ る大気汚染の影響や改善状況を把

握する ためには， 化学物質の計測によ る物理的評価だけ

でな く ， 生物を指標 と し た直接的 ・ 客観的評価が不可欠

であ る。 大気汚染物質に対する感受性や汚染物質の体内

蓄積， 長期モニ タ リ ン グに適し た永続性等の性質か ら，

地衣類は も優れた大気汚染指標生物であ る と 考え られ

ている。 しかし， 従来用いられて き た ウ メ ノ キゴケなど

の代表的な指標地衣類の消長 と いっ た方法は高濃度の

SO2 汚染物質に対応する ものであ り ，現在問題 と なってい

る NOxやオキシダン ト などの大気汚染物質に対する指標

性は不明であ る。 一方， 現在の複合大気汚染に対応する

方法 と し て地衣類の生態指数 （出現種の被度や共存種数

等の総和） によ り 評価する手法が提案されているが， 高

度な分類学的知識が必要であ る こ とや計算方法が煩雑で

あ る ために， 我が国ではあ ま り 普及し ていない。 そ こ で

本研究では， 現在の多様化し た大気汚染物質に対する地

衣類の指標性を検証する と と も に， 長期に渡る低濃度の

大気汚染に も対応する評価手法 と し て， 地衣類の遺伝的

多様性を指標 と し た客観的な大気汚染診断技術を開発す

る こ と を目的と し た。

〔内容および成果〕

　 ① ウ メ ノ キ ゴ ケ共生藻の核 リ ボ ゾーム遺伝子スペー

サー領域 （ITS rDNA） の遺伝的多様性から見出された主

要 ６ グループを検出する ために， マルチプ ラ イ マー法に

よ る簡易的多様性検出法を開発し た。 これら の ６ グルー

プは， これまでの大阪平野， 神奈川県， 静岡市の現地調

査か ら， 市街地および郊外で分布が異なってお り ， NO2

濃度と の相関が認められている。

　 ②今後実施 さ れ る 疫学調査等に対 し て， 比較可能な

データ を提供する ための基礎資料 と な る よ う に， 大阪平

野および神奈川県の遺伝的多様性マ ッ プを作成し た。

　 ③地方環境研究所等で円滑に実施でき る よ う に， 調査

手法及び地衣類の分布 と 遺伝的多様性データ を盛 り 込ん

だ電子媒体と し てのガ イ ド ブ ッ ク を作成し た。

〔備考〕

共同研究機関 ： （独） 森林総合研究所， 大阪市立環境科学

研究所， 神奈川県環境科学セン ター， 静岡県環境衛生科

学研究所

22）　 大型船舶のバラ スト 水・ 船体付着で越境移動する海

洋生物の動態把握と 定着の早期検出

〔区分名〕 環境 - 地球推進 D-072

〔研究課題コード〕 0709BA392

〔担当者〕 ○河地正伸 （生物圏環境研究領域）， 功刀正行

〔期　間〕 平成 19 ～平成 21 年度 （2007 ～ 2009 年度）

〔目　的〕 国際条約の基で対策 と 規制が整備 さ れ始めた

バラ ス ト 水によ る生物移入 と 現時点では法的な規制が策

定 さ れていない船体付着に よ る 生物移入の動態につい

て， 大型輸送船を実際の調査対象 と し て， 両媒体の現状

について定量的に把握し， 船舶によ る生物移入防止対策

の策定に科学的な根拠を与え る こ と を目的 と する。 また

これらの大型船舶で運ばれる外来生物の多様性 と その起

源について， 遺伝子解析を伴 う 付着生物群の解析 と 寄港

地などの生物群の比較から明ら かにし， 寄港先の港湾な

どへの定着の初期過程の解析を試みる。

〔内容および成果〕

　 本年度調査対象 と し た船舶は， 日豪間を行き来する鉄

鉱石運搬船で， これまでに 2007 年 ９ 月， 10 月， 12 月，

１ 月に国内港停泊中にバ ラ ス ト タ ン ク 内の調査を行っ

た。 ９ 月と 12 月の調査では船体付着生物の調査も併せて

実施し た。 固定試料および培養試料の観察によ り ， バラ

ス ト タ ン ク内のバラ ス ト 水および堆積物か ら少な く と も

プラ ン ク ト ン性の微細藻 16 種， 付着性種 10 種の生息を

これまでに確認し た （合計 26 種）。 船体付着試料からは，

少な く と も 21 種の付着性微細藻種を確認し た。出現頻度

が も高 く 種類数も多かったのは， シア ノ バク テ リ ア と

珪藻で， 一部の種はバラ ス ト タ ン ク由来の微細藻 と 重複

し ていた。 また船体付着試料か らは熱帯 ・ 亜熱帯域に生

息する種が認められた。 船体付着防止策の検討に関連し

て， 同船を用いた候補塗料のパ ッ チテ ス ト を試験的に

行っているが， その付着生物モニ タ リ ング調査か ら， バ

イオサイ ド フ リ ーペイ ン ト と 比べてバイオサイ ド 混入ペ

イ ン ト が， よ り 高い付着阻害効果を示す結果 と なっ た。

さ らにバラ ス ト タ ン ク内の堆積物中から有害藻類種を特

異的に検出する方法について検討し た結果，real time PCR

法を用いて， 有害藻の Chattonella antiqua， C. marina， C.

ovata と Heterosigma akashiwo を数細胞のオーダーで検出

する実験系を確立でき た。 今後はバラ ス ト タ ン ク内の堆

積物や港湾堆積物に適用する こ と で， 特定有害藻の越境

移動 リ ス ク の評価に役立てる予定であ る。

〔備考〕

共同研究機関 （研究代表者所属は神戸大学） ： 神戸大学，

東京大学， 千葉大学， 東海大学， 広島大学， （株） 海洋生

態研究所

23）　 マイ ク ロサテラ イ ト マーカ ーによる Chattonellaの生

活史解明
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〔区分名〕 文科 - 科研費 CD

〔研究課題コード〕 0708CD397

〔担当者〕 ○河地正伸 （生物圏環境研究領域）

〔期　間〕 平成 19 ～平成 20 年度 （2007 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 個体識別の可能な マ イ ク ロ サ テ ラ イ ト マー

カーおよび分子生物学的手法を活用し て， 有害植物プ ラ

ン ク ト ンの一種， Chattonella （ラ フ ィ ド 藻） の生活史の

全 容 を 解 明 す る こ と を 目 的 と す る。 具 体 的 に は，

Chattonella の生活史における各ステージの細胞 （栄養細

胞， 小型細胞， シス ト ） を分離し て， 各々の細胞の核相

をマ イ ク ロサテ ラ イ ト マーカーで直接的に決定し， これ

によ り 減数分裂時期 と 複相化の時期を特定する。 さ らに

シス ト から の発芽細胞において無性的複相化が起き る と

い う 過去の報告の検証も併せて行 う 。

〔内容および成果〕

　 C. antiquaの栄養細胞 と小型細胞をマイ ク ロ ピペッ ト に

よ っ て単離 し， １ 細胞ご と にマ イ ク ロ サテ ラ イ ト マー

カーによ る解析を行った。 その結果， すべての栄養細胞

において， いずれかのマ イ ク ロサテ ラ イ ト マーカーによ

り ２ 本バン ド が検出された。 こ の こ と は栄養細胞が ２ 倍

体でヘテ ロ接合体であ る こ と を示唆し てお り ， 接合の結

果生じ た可能性を示唆する も のであった。 小型細胞につ

いては， １ 本バン ド のみが検出される小型細胞 （タ イプ

１ ） と ２ 本バン ド を示す細胞 （タ イプ ２ ） の存在が明ら

か と なった。 タ イプ １ の小型細胞は， 減数分裂の結果生

じ た と 考え られた。 タ イプ ２ の小型細胞は栄養細胞 と 同

じ核相 （ ２ 倍体ヘテ ロ接合体） と 考え られ， 接合を経ず

に栄養細胞か ら直接シス ト （休眠細胞） へ変化する可能

性が考え られた。

〔備考〕

24）　 博多湾における 円石藻ブルームの発生機構に関す

る研究

〔区分名〕 研究調整費 AI

〔研究課題コード〕 0707AI405

〔担当者〕 ○河地正伸 （生物圏環境研究領域）

〔期　間〕 平成 19 年度 （2007 年度）

〔目　的〕 近年， 東京湾や博多湾など日本各地で， 円石藻

のブルームが発生する よ う になった。 沿岸域で発生する

円石藻ブルームの研究例はな く ， 発生 メ カニズムの詳細

など不明な点が多い。 博多湾では， 円石藻ブルームが頻

発傾向にあ り ， 博多湾におけ る円石藻ブルームの発生機

構を解明する ために， 現地調査， 培養試験を行 う と と も

に， 遺伝的多様性について解析する。

〔内容および成果〕

　 2007 年の ３ 月末から ４ 月中旬にかけて， 博多湾内の各

所で，円石藻 Gephyrocapsa oceanica が， 大約 20,000cells/

ml に達する規模で大量繁殖し た。 その後夏から冬にかけ

て， ５ ～ 20cells/ml の細胞密度で推移し た後， 2008 年 ３

月の調査では博多湾湾口付近の海域で約40cells/ml とやや

増加する傾向が認め られた。 大量繁殖時に博多湾か ら確

立し た Gephyrocapsa 培養株について， 温度変化に伴 う 増

殖特性について調べた結果， 20 ～ 25 ℃で増殖は 大 と

な り ， 25 ～ 30 ℃の高い温度条件や定常期以降に円石を

も たない遊泳細胞の占める割合が高 く なった （50 ～ 90

％）。 こ う し た性質は黒潮由来の Gephyrocapsa 培養株 と

も一致し ていた。 また 25 株の Gephyrocapsa （博多湾およ

び黒潮由来の株を含む） について， ミ ト コ ン ド リ ア COX3

遺伝子におけ る変異を解析し た結果， 博多湾で大量繁殖

し た Gephyrocapsa の株は黒潮由来の株の一部 と高い遺伝

的類似性を示すこ と が明らかになった。

〔備考〕

定期調査は福岡県水産海洋技術セン ターと共同で実施

25）　 小笠原諸島における 固有水生生物の保全手法につ

いての研究

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 0507CD539

〔担当者〕 ○佐竹潔 （生物圏環境研究領域） ， 上野隆平，

五箇公一

〔期　間〕 平成 17 ～平成 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 小笠原諸島の陸水域に生息し てい る固有水生

生物について分類学や生態学などの観点か ら研究を行な

い， その結果を これら固有水生生物の保全策に資する こ

と を目的と し ている。

〔内容および成果〕

　 小笠原諸島の父島 と 母島の陸水域において調査を行

い， 得られた標本に加えて， 前年度までに採集し た標本

を用いて， 等脚目などの甲殻類 ・ ユス リ カ類などの水生

昆虫について分類学的な研究をすすめた。 その結果， 母

島で採集し たワ ラ ジムシ科の 1 種が未記載種であ る など

の成果が得られた。

　 固有水生生物の生息環境のモニ タ リ ン グの一環 と し

て， 固有種が多数生息する地域 と 移入種が数多 く 生息し

ている地域に温度ロガーを設置し，水温を測定を行った。

その結果， 夏季の場合， 固有種の生息域 と 移入種がよ り

多 く 見られる地域を比較する と， 固有種の生息域の方が

水温の日格差が少な く ， 調査期間を通し て水温がよ り 低

いなど， 環境によ る温度条件の違いが分かって きた。

　 水生昆虫や甲殻類の固有種についての これまでの分布
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調査の結果を と り ま と めた と こ ろ， 数種について生息地

点の減少などが認め られた。 なお， 本研究の調査結果を

受けて， オガサワ ラ ニンギ ョ ウ ト ビケ ラは環境省レ ッ ド

リ ス ト 改訂版において絶滅危惧Ⅱ類に指定された。

〔備考〕

共同研究者 ： 倉西良一 （千葉県立中央博物館）

26）　 マムシグサにおける 父性繁殖成功度の集団間比較

に関する研究

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 0608CD450

〔担当者〕 ○西沢徹 （生物圏環境研究領域）

〔期　間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 マムシグサArisaema serratumはサ ト イモ科テン

ナンシ ョ ウ属の多年生草本で， 性型が個体のサイ ズに依

存し て変化する 「性転換」 を行 う 植物 と し て知られてい

る。 マムシグサの性転換については， 理論モデルの一つ

であ るサイ ズ有利性仮説によ ってその進化的安定条件が

予想されている。 こ のモデルの検証を行 う ためには， 雌

雄の適応度 と 個体のサイ ズ と の関係を明らかにする必要

があ るが， 種子の花粉親推定の技術的な困難さ か ら， こ

のモデルの検証的な研究は行われていない。 現在までに

長野県安曇野市堀金および石川県金沢市の集団で行った

研究から， サイ ズ有利性仮説の予想を一部支持する結果

が得られている。 そ こ で本研究では， 年次変動の効果を

考慮し， 複数年度にわた る父性繁殖成功度を， ３ 集団で

解析する こ と を目的 と する。 調査集団は， 長野県安曇野

市， 石川県金沢市， 及び茨城県つ く ば市の ３ 集団を対象

と し， サイ ズ有利性仮説の検証に必要な情報 と な る， 花

粉親 と し ての繁殖成功度が個体のサイ ズに依存し て変化

するかど う かを集団間で比較検討する。 マムシグサに近

縁なテンナンシ ョ ウ属植物には， 絶滅危惧 II 類に分類さ

れているマ イ ヅルテンナンシ ョ ウやユキモチソ ウが含ま

れている こ と か ら， 本研究の進展は， テンナンシ ョ ウ属

におけ る 繁殖動態お よ び性転換の進化機構を明 ら かに

し， 近縁貴重種を含む保全計画への貢献も期待される。

〔内容および成果〕

　 本年度は， 筑波山頂御幸ヶ原の集団に設定し た調査集

団での個体識別・遺伝解析用試料の採取を中心に行った。

また， 新たな遺伝子座においてマ イ ク ロサテ ラ イ ト マー

カーの開発を進め，集団解析に適し た 10 遺伝子座程度の

マーカーを単離し た。 本年度新たに個体識別し， 試料採

取を行った筑波山集団のサンプルからはDNA精製を終了

し た。

　 前年度永久方形区を設定し た筑波山頂御幸ヶ原付近の

集団においては，前年度に個体識別し た 50 個体の繁殖動

態個体 （個体分布位置の確認， 性型およびサイ ズ） を継

続調査し た。 その結果， 哺乳類等によ る地下部球茎の捕

食によ り ， 方形区内の個体が著し く 減少し ていた こ と か

ら，前年よ り も調査区画を拡大し て新たに 23 個体を識別

し， 繁殖動態を追跡する対象に加えた。 これらの 23 個体

については葉片を採取し， DNA 精製を終了し た。 秋季調

査では 13 個体の雌株から果実を採取し， 胚からの DNA

精製を進めている。

　 以前よ り 追跡調査を行っている石川県金沢市および長

野県安曇野市の集団において も， 引き続いて個体群動態

に関する野外調査を行った。

〔備考〕

27）　 遺伝子組換えダイ ズから 野生種への遺伝子浸透に

関する研究－雑種の適応度の解明

〔区分名〕 農水 - 独法 

〔研究課題コード〕 0610JA970

〔担当者〕 ○佐治光 （生物圏環境研究領域）， 久保明弘

〔期　間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目　的〕 遺伝子組換え （GM） ダ イ ズの我が国の一般環

境中での使用によ り 生物多様性に及ぼす影響がない こ と

を確認する ために， 除草剤耐性 GM ダ イ ズ と ツルマ メ の

間で人工交配によ り 作成し た雑種 と その後代の環境適応

度に関する性質を閉鎖系温室におけ る栽培実験等によ り

調べる。

〔内容および成果〕

　 GM 及び非 GM ダ イ ズ， ツルマ メ ， F2 雑種を温室内で

育て，それらの適応度関連形質を調べて互いに比較し た。

その結果， 開花までの日数 と 播種後 2ヶ月後の蔓性 ・ 屈

触性， 茎の形態等については， F2 雑種は両親系統の中間

的性質を示し，組換え遺伝子の影響は認められなかった。

播種後 49 日目の草丈についてのみ，組換え遺伝子を持つ

も の と 持たないも の と の間で差が認められたが， 遺伝的

バッ ク グ ラ ウ ン ド の近い兄弟系統間では組換え遺伝子の

影響が認められなかったため， 組換え遺伝子の影響の可

能性は低い と思われる。

〔備考〕

28）　 カ エルツ ボカ ビ の日本国内への侵入実態と 生態系

影響の解明

〔区分名〕 共同研究 LA

〔研究課題コード〕 0708LA457

〔担当者〕 五箇公一 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期　間〕 平成 19 ～平成 20 年度 （2007 ～ 2008 年度）
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〔目　的〕 2006 年 12 月に両生類の感染症カエルツボカビ

症がペッ ト 用の外来輸入カエルか ら国内で初めて発見さ

れ た。 カ エ ル ツ ボ カ ビ 症 は カ エ ル ツ ボ カ ビ 菌

Batrachochytrium dendrobatidis が原因 と なる両生類の新興

感染症で， 近年の世界的な両生類野生個体群の激減を も

た ら し ている要因の一つと される。

　 日本にはオオサンシ ョ ウ ウオに代表される固有の両生

類が多数生息し てお り ， 本菌が野外に蔓延し た場合， 貴

重な両生類多様性が壊滅的被害を受け る こ と も 悪の事

態 と し て想定される。 可能な限 り 正確な生態 リ ス ク を評

価する ために も， カエルツボカビに関する科学的知見を

早急に収集する必要があ る。 特に こ の病原体は， アジア

地域ではこれまでその存在すら調査されていなかった種

であ り ， まず， 日本を含めてアジア全体でどの地域にど

れだけ分布し ているのかを把握する必要があ る。

　 本課題では， カエル個体から効率的にカエルツボカビ

菌を検出する手法を開発し て， 日本国内およびアジア地

域におけ る本菌の分布状況を明ら かにする。 さ ら に全世

界のカエルツボカビ菌の遺伝的変異よ り 起源 と 分布拡大

ルー ト を明ら かにする。 カエル と カエルツボカビの共種

分化関係を明ら かにし て， 宿主転換によ る毒性発現の リ

ス ク評価を行 う 。

〔内容および成果〕

　 DNAデータバン ク に登録されている カエルツボカビ菌

および近縁種の塩基配列情報に基づきプ ラ イ マーを設計

し た。 種間差の小さい conservative 領域 と し て ribosomal

RNA subunit 18Sおよび28S遺伝子領域の増幅を試みた。種

間差の大き な領域 と し て Internal Transcribed Spacer (ITS)

領域の増幅を試みた。 また，低濃度の DNA でも増幅可能

な PCR 法の開発を試みた。

　 国立環境研究所を中核と し て， 地方自治体， 獣医師会，

NGO， 環境省地方事務所， 大学 と の間にネ ッ ト ワーク を

構築し て， 両生類飼育個体および野外個体か らのカエル

ツボカビ検査サンプルを収集する検査体制を整え， 採材

方法 ・ 送付方法のマニュ アル化を図った。

カエルツボカビ DNA の分布実態および DNA 変異の検出

　 収集し たサンプルを開発し た PCR 検査法にかける こ と

によ り カエルツボカビの分布実態を明ら かにする と と も

に，得られた DNA 断片の塩基配列情報を収集し て変異を

解析し た。

　 その結果， １ ×10-3ng/uL の DNA 濃度で， かつ夾雑物

が混入し た状況でも高感度 ・ 高特異性の PCR 検出法の開

発に成功し た。

　 麻布大学および環境省 と 協力し て， 全国レベルの検査

ネ ッ ト ワーク が構築された。 カエルツボカビに関する科

学的情報および検査手続きのガ イ ダン ス を国立環境研究

所侵入生物データベース HP に掲載し て， サンプル採集

の効率化に貢献し た。

　 両生類の室内飼育個体から約 300 のサンプルが採集さ

れ， 開発された検出法に基づき検査を行った結果， 感染

個体が確認された。さ らに得られた DNA 断片の塩基配列

に変異が存在する こ と が確認された。

〔備考〕

29）　 アズキゾウムシの隠蔽種と ボルバキアによ る 生殖

隔離機構の解明

〔区分名〕 経常 AE

〔研究課題コード〕 0710AE480

〔担当者〕 ○今藤夏子 （生物圏環境研究領域）

〔期　間〕 平成 19 ～平成 22 年度 （2007 ～ 2010 年度）

〔目　的〕 世界中に分布する貯穀害虫アズキ ゾ ウ ムシに

は， 形態的には区別でき ないが遺伝的に明確に区別され

る隠蔽種が台湾南部に存在する。 本研究は， アズキゾ ウ

ムシ と その隠蔽種におけ る生殖隔離がどのよ う な要因で

維持されているかを解明する こ と を目的 と する。 生殖隔

離機構の維持要因 と し て， 幼虫がエサ と し て利用するマ

メ 科植物の分布や， 休眠性などの生活史特性の違いにつ

いて調べる。 また， 生殖操作を行 う こ と で昆虫の多様性

に影響を与え る と 考え られている細胞内寄生細菌ボルバ

キアが感染し ている こ と か ら， 生殖隔離 と の関連を明ら

かにする。

〔内容および成果〕

　 本年度は， 宿主系統の生殖隔離に影響を与え得る ボル

バキアの性質を調べる こ と で， 生殖隔離機構の成立要因

を探る こ と を目指し た。 ボルバキアは， 原則 と し て宿主

の母から子への垂直感染のみによ って伝わる ため， 宿主

と 強い共進化関係にあ る。 従って， 一般的なアズキゾ ウ

ム シ系統 （以下， 害虫系統） と その隠蔽種系統 （以下，

台湾系統） と では， 感染ボルバキアが各宿主系統に特異

的に進化し ている可能性があ る。 そ こ で， ボルバキア系

統別 （Con 系統 ・ Ori 系統） に感染能力の差および感染に

対する系統間相互作用の有無を， 日本産アズキゾ ウ ムシ

（害虫系統） を用いた人工感染実験によ り 調べた。 その結

果， Con 系統よ り も Ori 系統の方が， 感染能力が高いこ

と， また， Con 系統の存在下では Ori 系統の感染成功率

が高 く な る こ と が明ら か と なった。 今後， 台湾系統につ

いて も同様に調べ， 加えて害虫系統 と 台湾系統のボルバ

キアを交換感染させる実験を行い， アズキゾ ウ ムシの系

統進化およびボルバキア と の共進化について考察する予

定であ る。 また， 害虫および台湾系統の各ボルバキアに
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ついての分子系統解析について も予備的に調べた。 その

結果， wsp 遺伝子など通常の系統解析に用いられる遺伝

子には違いがない こ と がわか り ， さ ら に詳細な結果が得

られる こ と が期待される MLST 解析についての準備をす

すめた。

〔備考〕

30）　 チベッ ト 高原における キン ロ バイ の分子系統地理

学的研究

〔区分名〕 経常 

〔研究課題コード〕 0707AE495

〔担当者〕 ○下野綾子 （生物圏環境研究領域）

〔期　間〕 平成 19 年度 （2007 年度）

〔目　的〕 高山植物は，近年急速に進行し ている地球温暖

化に よ って， 生育地が縮小する こ と が懸念 さ れてい る。

そのよ う な分布の変化は過去の気候変動期に も繰 り かえ

された と 考え られてお り ， 過去の分布変遷の歴史は今後

の温暖化影響を理解する上で有効な知見を与え る。 本研

究は， チベッ ト 高原に広 く 分布する高山植物であ る キン

ロバイ Potentilla fruticosa （バラ科キジムシ ロ属） を対象

に， 葉緑体 DNA 変異を手がか り と し， 過去の氷期 ・ 間氷

期に応じ た分布の変化パターンを地史 と 関連づけて明ら

かにする こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 標高の高いチベッ ト 高原中央部か ら標高の低 く な る北

東部にわたる 23集団および日本の北岳の １ 集団よ り サン

プ リ ング し た。 葉緑体 DNA の matK 領域約 1100bp の塩

基配列を決定し， 36 個の変異型 （ハプロ タ イプ） を見出

し た。 分岐年代の古いハプロ タ イプは高原中央部の集団

のみに見られ， 北東部集団には分岐年代の新しい共通し

たハプロ タ イプが優先し ていた。 こ の こ と は北東部よ り

中央部の集団の起源が古い こ と を示唆する。 これは北東

部よ り 中央部の遺伝的多様性が高い こ と か ら も支持され

た。 日本のハプロ タ イプは中央部の古いも の と 近縁な こ

と か ら， キン ロバイは， 過去の氷期に日本を含む高原の

広範囲に生育し ていた と考え られる。チベッ ト 高原では，

間氷期に森林が分布を広げた と されてお り ， キン ロバイ

の分布は標高の高い中央部に縮小し， 日本の集団は残存

し た も の と 考え られた。 その後再び分布を拡大し， 北東

部の集団が成立し た と 考え られた。 北東部集団の遺伝的

変異の組成は， 集団サイ ズの急速な拡大を仮定し たモデ

ルにも よ く 適合し た。

　 以上の こ と か ら， キン ロバイ氷期に拡大し間氷期に高

標高域へ縮小し た と い う ダ イナ ミ ッ ク な分布変化を繰 り

返し た と考え られた。

〔備考〕

31）　 国内放鳥ト キの生態情報の収集に関する研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 F-072

〔研究課題コード〕 0709BA504

〔担当者〕 ○永田尚志 （生物圏環境研究領域）

〔期　間〕 平成 19 ～平成 21 年度 （2007 ～ 2009 年度）

〔目　的〕 既存の情報を ト キに と って必要な生息環境を

も と にモデル化し， 再導入された ト キの個体群の存続可

能性分析を放鳥前に行ない， 放鳥後の ト キの行動圏の詳

細な情報を も と に生息地利用モデルを改善し， ト キの再

導入個体群を存続させる ための順応的管理手法を構築す

る。

〔内容および成果〕

　 1981 年に 後の ５ 羽を捕獲し て以来， 野生絶滅状態に

あ る ト キの再導入計画を環境省は進めている。 2008 年秋

の試験放鳥後に， 放鳥し た ト キの行動 ・ 利用ハビ タ ッ ト

をモニ タ リ ングする ために， 佐渡島においてサギ類の分

布調査， 後まで生息し ていた環境調査を行ない， 試験

放鳥にむけての準備を行った。 また， 再導入計画が先行

し ている豊岡市のコ ウ ノ ト リ の状況を調査し， 佐渡での

モニ タ リ ング体制への提言を行った。 試験放鳥される ト

キの一部には衛星発信器が取 り 付け られるが， 電波法の

制限のため地上波発信器は装着されない。 そ こ で， GPS

レーザー測距装置を用いて， サギ類やツル類の位置 と 行

動を記録する予備調査を行った。 その結果， 対象個体か

ら 80 ～ 120ｍ 以内の距離であれば記録可能な こ と が明ら

かになった。

〔備考〕

32）　 植物のスト レ スを 素早く 適確に診断する ための指

標遺伝子の選定

〔研究課題コード〕 0708AI516

〔担当者〕 ○青野光子 （生物圏環境研究領域）

〔期　間〕 平成 19 ～平成 20 年度 （2007 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 今春，我が国の広い範囲で光化学オキシダン ト

（オゾン） の近年例を見ない大発生があ り ， 今後， 植生に

対する影響がますます深刻にな る と 予想される。 植物の

受け る ス ト レ ス を迅速かつ適確に診断する ために， オゾ

ンなどのス ト レ スで特異的に発現する遺伝子の産物 （タ

ンパク質） を， 抗原抗体反応を用いた免疫ク ロマ ト グ ラ

フによ り 簡便に検出でき る手法の開発が急がれる。 こ の

研究の本格的な展開に不可欠な実験 と し て， 適な指標

遺伝子 （タ ンパク質） を決定する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕
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　 野外で栽培し たアサガオを材料 と し， オゾン ス ト レ ス

を受けた葉 （オゾンによ る可視傷害の見られた葉やオゾ

ン濃度の高い と きに採取し た葉） で高発現し ている防御

系遺伝子を見出し た。 また， レポータータ ンパク質 （除

草剤耐性タ ンパク質） を導入し た遺伝子組換えシ ロ イ ヌ

ナズナにおいて， 市販の免疫ク ロ マ ト グ ラ フ試験紙によ

り 当該タ ンパク質の検出ができ る こ と を確認し た。

〔備考〕

理事長枠

33）　 空間構造を導入し た生態系モデルの開発

〔研究課題コード〕 0707AE522

〔担当者〕 ○吉田勝彦 （生物圏環境研究領域）

〔期　間〕 平成 19 年度 （2007 年度）

〔目　的〕 生物の進化を導入し た生態系モデルは，大規模

で複雑な仮想生態系の構築に成功し た。 また， 比較的実

際の生態系に近い形状を もつ仮想生態系の構築にも成功

しつつあ り ， こ のよ う なモデルを利用し た操作実験も現

在行われつつあ る。 しかし， これらのモデルには空間構

造が導入されていない と い う 重要な問題があ る。 よ り 現

実の世界に近い条件での操作実験を行 う ためには， 空間

構造を導入し たモデルが必要であ る。そ こ で本研究では，

今後の操作実験の基盤 と し て， 複数の生態系が同時に進

化する シ ミ ュ レーシ ョ ンモデルを開発する こ と を目的 と

する。

〔内容および成果〕

　 生態系内の相互作用プ ロ セ ス について Holling II 型，

Holling III 型を採用し たモデルをそれぞれ構築し， Simple

Lotka-Volterra 方程式を採用し たモデル と の挙動の比較を

行った。 Holling II 型を採用し たモデルでは， 捕食者の餌

の処理時間を意味する handling time が長 く なるほど， 餌

に対する捕食圧が弱ま る ため， Simple Lotka-Volterra モデ

ルに比べて基底種の生物量が増え る。 基底種の生物量が

増えた分， 支え られる動物種の数が増え， 全体的な多様

性が増加し た。 相互作用を Holling III 型の方程式で記述

し たでは， 生物量が低下し た餌に対する捕食圧が弱ま る

と い う 特徴があ る。 そのため， 生物量が減った種も その

ま ま絶滅せずに生き延びやすい。 その結果， 基底種の多

様性が他の大き く 増加する。 こ のプロセスは動物種で も

同じであ る し， 基底種の多様性が大きいほどそれを利用

する動物種の数も増加する。 その結果， 全体的な多様性

も他の二つのモデルに比べて大き く 増加し た。 今後はさ

ら に詳細な検討を進め， どの方程式で， どのよ う なパラ

メ ータが適切なのかを解析し てい く 。

　 二つの生態系が同時に進化するモデルを開発し た。 今

後はこ のモデルを利用し た様々な操作実験を行い， 環境

変動に対する生態系の応答についての解析を行ってい く

予定であ る。

〔備考〕

34）　 マリ モの遺伝的多様性と 保全に関する研究

〔研究課題コード〕 0710AF573

〔担当者〕 ○中嶋信美 （生物圏環境研究領域）

〔期　間〕 平成 19 ～平成 22 年度 （2007 ～ 2010 年度）

〔目　的〕 阿寒湖のマ リ モ （Aegagropila linnaei） は国の特

別天然記念物で， 糸状体→球状体→球状体の成長→球状

体崩壊を繰 り 返す生活史を持つ と 推定されているが証明

されていない。 阿寒湖にはかつて ４ ヵ 所で大き な球状体

マ リ モが分布し ていたが， ２ ヵ 所はすでに絶滅し た。 阿

寒湖の球状体マ リ モ絶滅地を再生す る には， 分子マー

カーを用いてマ リ モ個体群の遺伝的多様性を解明し た上

で， 移植個体群を選定する必要があ る。 本研究ではマ リ

モの個体群識別用分子マーカーを作成し， マ リ モ個体群

の遺伝的多様性の解明と生活史の検証を目標とする。

〔内容および成果〕

　 シ ラル ト ロ湖産のマ リ モを材料と し て， マ リ モの DNA

から マイ ク ロサテ ラ イ ト 領域を 96× ６ 個選び， その塩基

配列を決定し た。 単離し たマイ ク ロサテ ラ イ ト 領域を増

幅する ための PCR プラ イマーを 235 セ ッ ト 作成し た。 こ

れらのプラ イマーと シ ラル ト ロ湖産マ リ モのDNAを用い

て PCR をおこ なった と こ ろ， 52 個の DNA 断片の増幅に

成功し ている。現在増幅された DNA の塩基配列を決定し

て，マイ ク ロサテ ラ イ ト 領域であ る こ と を確認中であ る。

〔備考〕

釧路市教育委員会 　 阿寒湖畔エコ ミ ュージアムセン ター

（ ７ ） 地球環境研究セン ターおける研究活動

〔研究課題コード〕 0610FP008

〔代表者〕 笹野泰弘

〔期　間〕 平成 18 ～ 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目　的〕 地球環境の実態把握及びその変化機構の解明

に向けた観測とデータ利用研究の強化を図るため , 新た

な地球環境の監視 ・ 観測技術やデータベースの開発 ・ 高

度化に関わる研究を行 う 。 特に , 衛星観測 , 航空機 ・ 船舶

等の移動体を利用し た直接観測や リ モー ト センシングに

関する研究を推進する。 また , 将来の地球環境に関する

予見的研究 , 新たな環境研究技術の開発等 , 先導的･基盤

的研究を行 う 。

〔内容および成果〕

地球環境の監視 ・ 観測技術に関する研究 と し て、 特に、
―  172  ―



国立環境研究所年報 （平成 19 年度）
リ モー ト センシングに関する研究 と し て、 衛星利用の温

室効果ガス全球分布観測に関する先導的研究、 光通信用

波長可変光学フ ィ ルタ を用いた大気微量成分の高精度分

光装置の開発、Intracavity レーザー吸収法 と結合し た時間

分解フー リ エ分光法の開発 と 応用、 分光法を用いた遠隔

計測に関する研究、 遠隔計測データ中の地形及び分光特

徴の自動認識に関する研究を実施し た。 また、 次世代ア

ジアフ ラ ッ ク スへの先導研究、 を行った。 データベース

の開発 ・ 高度化に関わる研究 と し て、 森林 ・ 草地 ・ 湖沼

生態系に共通し た環境監視システム と 高度データベース

の構築、 海洋生物資源情報 と 地球環境研究情報の統合化

に関する基礎的研究を行った。

将来の地球環境に関する予見的研究や新たな環境研究技

術の開発等の先導的･基盤的研究 と し て、東シベ リ アにお

け る森林火災によ る大気環境影響 と その日本への越境大

気汚染の解明、 大気―陸域間の生物地球化学的相互作用

を扱 う モデルの拡張 と 温暖化影響評価への適用、 アジア

陸域炭素循環観測のための長期生態系モニ タ リ ン グ と

データのネ ッ ト ワーク化促進に関する研究、 上部対流圏

か ら下部成層圏におけ る水蒸気分布の変動要因の解明 と

気候に及ぼす影響評価、台風 18 号によ る自然攪乱が北方

森林の炭素交換量及び蓄積量に与え る影響の評価に関す

る研究を行った。

1）　 TerraSAR-X の実用可能性の評価に関する研究

〔区分名〕 委託請負

〔研究課題コード〕 0607MA479

〔担当者〕 ○山野博哉 （地球環境研究セン ター）， 松永恒

雄， 島崎彦人

〔期　間〕 平成 18 ～平成 19 年度 （2006 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 小島嶼国は数十 cm と予測されている今世紀中

の海面上昇や頻度を増やす可能性のあ る台風 ・ 高潮被害

など， 環境変動に対する脆弱性が指摘されている。 しか

し ながら， 小島嶼国においては国土の基盤情報であ る現

在の詳細な地図がほ と んど存在し ないため， 資源量やそ

の脆弱性を定量的に評価す る こ と が不可能 と な っ てい

る。 本研究では， 小島嶼国の効率的な国土基盤情報整備

及び今後の監視体制の構築に向け， TerraSAR-X 衛星の後

方散乱情報を用いた土地被覆分類図の実用可能性に関す

る研究を行 う 。

〔内容および成果〕

　 マーシ ャル諸島共和国 と ツバル共和国において， 衛星

データの検証のための土地利用データ を取得し た。また，

当該地域において撮影 リ ク エス ト を提出し た。

〔備考〕

2）　 東シベリ アにおける森林火災による大気環境影響と

その日本への越境大気汚染の解明

〔区分名〕 文科 - 科研費 

〔研究課題コード〕 0507CD821

〔担当者〕 ○向井人史 （地球環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 17 ～平成 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 東シベ リ ア地域におけ る森林火災に よ る大気

汚染物質を高時間分解能 （ １ 日単位） の連続大気汚染物

質捕集測定によ り 測定し， その局地的な大気環境イ ンパ

ク ト を求める と 同時に， 越境大気汚染 と し て日本に及ぼ

す影響を明らかにする。

〔内容および成果〕

　 東シベ リ ア地域イルクーツ ク市近郊のサンプ リ ング地

点において，10 ラ イ ング ローバルサンプラー （GS10-GP）

によ り ， 暖候期に大気汚染物質 （二酸化硫黄， エア ロ ゾ

ル） を高時間分解能 （ １ 日単位） の連続大気汚染物質捕

集によ り 測定し， その局地的な大気環境イ ンパク ト を求

める と 同時に， バ ッ ク ト ラ ジェ ク ト リ ー計算によ る解析

によ り 越境大気汚染 と し て日本に及ぼす影響を明らかに

する こ と を目的 と し て， 本年度も ロ シア連邦科学アカデ

ミ ーシベ リ ア支所， 湖沼学研究所が大気汚染物質のサン

プ リ ングを行い， 化学分析も終了し た。 サンプ ラーの破

損によ り ， 当初希望する期間の観測は行えなかった。 観

測期間内では硫酸塩の高濃度は観測されなかった。

　 ９ 月中旬に日本環境衛生セ ン タ ー ・ 酸性雨研究セ ン

ター ： 家合が別予算で訪露し て， 研究打ち合わせを行っ

た。

前年度の｢東アジア酸性雨モニ タ リ ングネ ッ ト ワーク｣に

よ る二酸化硫黄の濃度測定を ロ シアから の移流の可能性

があ るサンプ リ ング地点 （利尻， 竜飛岬， 佐渡関岬） に

関し て解析し た。 ４ 月に ６ ppbv を越え る高濃度が， 佐渡

関岬のみで観測されたが以降は ６ 月いっぱいまで低濃度

であ っ た。 ７ ～ ９ 月は ３ 地点 と も 二酸化硫黄濃度は低

かった。 12 月から ３ 地点に共通する高濃度現象が観測さ

れた。 １ ～ ３ 月に も ス パ イ ク 状の高濃度が観測 さ れ，

５ ppbv を越え る こ と が ３ 回あった。 米国 NOAA の後方

流跡線計算結果によ る と 12 月 22， 23 日は一部ロ シア上

空を気塊が横切っていたが， 森林火災の影響かど う かは

明らかではなかった。

〔備考〕

共同研究機関 ： 財団法人日本環境衛生セン ター酸性雨研

究セン ター， ロ シア連邦科学アカデ ミ ーシベ リ ア支所湖

沼学研究所
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3）　 海洋生物資源情報と 地球環境研究情報の統合化に関

する基礎的研究

〔区分名〕 奨励 AF

〔研究課題コード〕 0608AF003

〔担当者〕 ○志村純子 （地球環境研究セン ター）， 開和生

〔期　間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 日本の海洋生物資源に関する調査結果は電子

媒体または非電子媒体によ って公開されている も のも存

在するが， その情報を地理情報や環境情報 と 組み合わせ

て解析する ためには， 情報の格納形式が さ ま ざ まで活用

困難であ る。 そ こ で， 国際的な海洋生物データ交換のプ

ロ ト コルによ り データ交換可能な形式に変換し た情報を

構築し， 再利用可能な情報資源 と し て確保し， 環境情報

等と の統合的な解析に用いる こ と を目的に整備する。

〔内容および成果〕

　 国際的な海洋生物のデータベースプロ ジ ェ ク ト であ る

Ocean Biogeographic Information System （OBIS） のポータ

ルシステムの日本語版の開発を継続する と と も に， 沿岸

生物観測国際プ ロ ジ ェ ク ト  NaGISA の参画研究者間の

データ共有及びその一部の OBIS ポータルから公開につ

いて関係者と検討を行った。

〔備考〕

共同研究機関 ： 米国 ラ ト ガー大学， Ocean Biogeographic

Information System， Fred Grassle， Yunqing Zhang

4）　 遠隔計測データ 中の地形及び分光特徴の自動認識に

関する研究

〔区分名〕 経常 

〔研究課題コード〕 0507AE844

〔担当者〕 ○松永恒雄（地球環境研究セン ター），小川佳子

〔期　間〕 平成 17 ～平成 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 衛星や航空機か ら取得 さ れた遠隔計測データ

か ら， 地形及び分光特徴を自動的に認識 ・ 抽出する技術

を開発する。

〔内容および成果〕

　 本年度は雪原の リ モー ト センシング画像に映っている

野生動物の足跡を自動抽出する アルゴ リ ズム を開発し，

北海道の雪原で取得された極めて高い空間分解能を もつ

航空デジ タル画像に適用し た。 可変し きい値を用いた画

像の二値化後に， 線上に並ぶ領域を足跡の判定する こ と

によ り ， 足跡以外の誤判別を減らすよ う にし た。 また本

アルゴ リ ズムによ って抽出された足跡をベースに単位面

積あた り の足跡総延長を求め， それよ り INTGEP 法によ

り ， 対象動物 （ ヒ グマ等） の生息密度の推定を行った。

　 ま た衛星に搭載 さ れた可視近赤外連続分光計の校正

データ を定期的に取得し， 同分光計の校正手法の検討を

行った。またその検討結果を受けて，ユーザが自分でデー

タ を処理する ために必要な関数群のコーデ ィ ングを進め

た。

〔備考〕

5）　 光通信用波長可変光学フ ィ ルタ を用いた大気微量成

分の高精度分光装置の開発

〔区分名〕 文科 - 科研費 

〔研究課題コード〕 0708CD386

〔担当者〕 ○森野勇 （地球環境研究セン ター）、 青木忠生、

小熊宏之

〔期　間〕 平成 19 ～平成 20 年度 （2007 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 光通信用に開発された安価， 高精度， 高安定な

波長可変光学フ ィ ルタ装置を用いた大気微量成分の分光

測定装置を開発する。 人工光源を用いた測定系や太陽直

達光を用いた室内試験測定によ り ，スペク ト ルを取得し，

分光装置自身の評価を行 う 。

　 さ ら に， 野外観測を試み， 野外での大気微量成分のス

ペク ト ルを測定し， 解析を行い野外観測におけ る評価を

行 う 。 こ の結果を基に， 多数展開可能な実用環境モニ タ

リ ングシステムの発展の可能性を探る。

〔内容および成果〕

　 本研究で購入する波長可変光学フ ィ ルタ装置の仕様を

決定する ために， デモ機によ る太陽直達光や人工光源の

観測を行った。 デモ機を用いた実験結果を基に購入する

波長可変光学フ ィ ルタの仕様を決定し， 仕様の波長可変

光学フ ィ ルタ を購入し， 入射光学系， 光フ ァ イバの整備，

装置の制御 ・ データ取得系の立ち上げを行った。 本研究

で開発する装置は光通信用光フ ァ イバを用いて光を導 く

ので各装置の構成や配置の自由度が高い メ リ ッ ト があ

る。 室内実験によ る本装置の評価試験 と 解析を行い議論

を行った。

　 平行し て， 測定スペク ト ルを解析するプロ グ ラ ムの開

発を開始し た。

　 野外観測のための検討を行い， 野外観測のための太陽

直達光観測光学系 （小型太陽追尾装置等） の検討を開始

し た。

　

〔備考〕

本研究課題は経常 0308AE539 と関連。

6）　 アジア陸域炭素循環観測のための長期生態系モニタ

リ ングと データ のネッ ト ワーク 化促進に関する研究

〔区分名〕 環境 - 地球一括 
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〔研究課題コード〕 0711BB323

〔担当者〕 ○藤沼康実 （地球環境研究セン ター）， 高橋善

幸， 平田竜一

〔期　間〕 平成 19 ～平成 23 年度 （2007 ～ 2011 年度）

〔目　的〕 国内の タ ワーフ ラ ッ ク ス観測サ イ ト を連携し

て， 観測解析の標準共有化， 可搬型測器によ る比較 （検

定） 観測を実施し， 国内 ・ アジア地域の観測地点におけ

る観測データの信頼性の確保 と 品質管理された観測デー

タの蓄積を目指す。 また， 比較観測によ ってアジア地域

の観測体制を整備し， 国内外か ら の科学的 ・ 社会的要請

に対応する と と も に， アジア地域を中心 と し た我が国の

国際的 リ ーダーシ ッ プを確保する。

〔内容および成果〕

　 新たに開発し た可搬型の二酸化炭素フ ラ ッ ク ス観測シ

ステムを用いた比較観測向けて， 富士北麓フ ラ ッ ク ス観

測サイ ト （山梨県富士吉田市） において， 既存の観測シ

ス テムの調整 ・ 準備を行った。 また， 富士北麓サイ ト に

おけ る炭素収支特性の解析を進め， 渦相関法によ る二酸

化炭素フ ラ ッ ク ス観測の特性， 限界を抽出し た。

〔備考〕

課題代表者 ： 中井裕一郎 （森林総合研究所）

7）　 衛星利用の温室効果ガス全球分布観測に関する先導

的研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 RF-063

〔研究課題コード〕 0607BA583

〔担当者〕 ○松永恒雄 （地球環境研究セン ター）， 小熊宏

之， 森野勇

〔期　間〕 平成 18 ～平成 19 年度 （2006 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 2008 年打上げ予定の GOSAT 衛星運用終了

（2013 年頃） 以降の衛星利用の温室効果ガス全球分布観

測について， 科学的 ・ 政策的要求を明 ら かに し た上で，

具体的な観測シナ リ オの策定 と， それを実現する ための

技術課題 の抽出 と 解決 に 向 け た 道筋 の検討 を 行 い，

GOSAT 後継衛星計画の立案に資する事を目的とする。

〔内容および成果〕

　 本年度の主な成果を以下にま と める。

　 ①現在世界各国で室内 ・ 地上実験レベルで開発が進め

られている CO2 用差分吸収ラ イ ダ （DIAL） の技術動向を

調査し， さ ら にその う ち日本が国際競争力を持つ １ つの

方式については衛星に搭載 し た場合の リ ソ ース検討を

行った。その結果，現時点及び近い将来に利用可能なレー

ザ関連技術によ り GOSAT を上回る性能を実現でき る可

能性が示された。 一方， DIAL には宇宙に特有の要素 （熱

真空， 放射線， 振動等） に対する実績が ま だないため，

宇宙仕様 と す る ための諸検討や試験等が今後必要であ

る。

　 ②衛星によ る全球温室効果ガス観測データ と 全球炭素

吸収排出量推定精度の関係を イ ンバースモデル等を用い

て評価し た既往研究を， 特に GOSAT 仕様決定後に発表

さ れた も のを中心に精査し， その結論を取 り ま と めた。

イ ンバースモデルの高分解能化 と 衛星観測データの高密

度化によ り 現状よ り 狭いス ケールでの解析が可能にな る

反面， 個々の観測データの時空間平均処理によ る精度改

善が期待し たほどではない場合や衛星データのバイ ア ス

精度に地域的な偏 り があ る場合に大き な問題にな る こ と

等が分かった。

　 ③地域レベル （数十～数百 km） の二酸化炭素吸収排出

量推定を地点間の二酸化炭素濃度差観測か ら行 う 場合に

ついて も検討し，衛星観測に必要な条件を明らかにし た。

こ のよ う な観測は大都市， 森林火災発生地点等の二酸化

炭素のポ イ ン ト ソース を念頭においている。 こ のよ う な

ケースで GOSAT では数百 km， 数 ヵ 月 と い う 時空間ス

ケールになるのに対し， DIAL では数十 km， 数週間 と い

う 時空間ス ケールを実現でき る可能性が示された。

　

〔備考〕

8）　 Intracavity レ ーザー吸収法と 結合し た時間分解フ ー

リ エ分光法の開発と 応用

〔区分名〕 文科 - 科研費 

〔研究課題コード〕 0608CD387

〔担当者〕 ○森野勇 （地球環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 時間分解 フ ー リ エ変換型分光法に よ り ，

Intracavity レーザー吸収を観測する高感度赤外分光シ ス

テムの開発を行 う 。 中間赤外領域におけ る強い赤外レー

ザー， 量子カ ス ケー ド レーザーの共振器内に吸収セルを

設置し て， 数 km の有効光路長を実現し， 分子， 分子イ

オンの弱い吸収スペク ト ル線を検出でき る よ う にする こ

と を目標 と する。 スペク ト ルの時間変化から化学反応速

度定数を決定する システム を用い， 陽イオン， 電子の再

結合反応の速度定数の測定に適用する。 星間化学組成の

解明のために HCNH+ および HC3NH+ と電子 と の再結合

反応によ って生じ る HCN， HNC， HCCCN， HNCCC の存

在量を求め， 分岐比を決定する こ と を目的 と する。 また

環状C3H3+ と電子 と の再結合によ って生じ る環状C3H2,，

H2CCC， C3H， 環状 C3H の分岐比決定にも応用する。

〔内容および成果〕

　 現有の時間分解 フ ー リ エ変換型分光器 TR-FTS に
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Intracavity 吸収セルを持つレーザー共振器か ら の赤外光

を入射する。 レーザーは量子カ ス ケー ド レーザーを， 液

体窒素温度で用いる。 また， チタ ンサフ ァ イ アレーザー

共振器内での Intracavity 実験も試みる。 チタ ンサフ ァ イ

アレーザーの発振領域は近赤外領域なので， 振動遷移の

倍音， ま たは電子遷移の特殊な も のを テ ス ト に用い る。

パルス レーザー発振 と パルス ノ ズル制御も FPGA （Field

Programmable Gate Array） を用いて行 う 。

　 本年度は， 近赤外領域のチタ ンサフ ァ イ ヤレーザーの

開発を行い， レーザー光のパルス発振に成功し た。 繰 り

返し周波数は ２ kHz で， 時間分解フー リ エ変換型分光器

にレーザー光を入射させ，レーザー光の性能を評価し た。

　 また， レーザーアブレーシ ョ ン実験を行い， 鉄原子や

一酸化炭素のスペク ト ルを， 時間分解フー リ エ変換型分

光器を用いて観測し た。

〔備考〕

研究代表者 ： 岡山大学自然科学研究科 　 川口建太郎教授

9）　 森林・ 草地・ 湖沼生態系に共通し た環境監視システ

ムと 高度データ ベースの構築

〔区分名〕 環境 - 環境技術 

〔研究課題コード〕 0708BD437

〔担当者〕 ○小熊宏之（地球環境研究セン ター），中路達郎

〔期　間〕 平成 19 ～平成 20 年度 （2007 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 個別の生態系での環境応答に関する モニ タ リ

ングやそのデータベース化は様々な も のが試みられて き

ているが， 共通のプ ラ ッ ト フ ォームの整備は特に立ち後

れている。 森林， 草地， 湖沼など全 く 異なった生態系で

共通し た景観ス ケールでの観測 と それを視覚的な形で提

供で き るデータベース開発を行 う こ と が不可欠であ る。

本研究開発をおこ な う こ と で， 各生態系に共通し た劣化

現象 と， あ る生態系に特有の危機的崩壊を明確に区別す

る こ と が可能 と な り ， 将来的に欧米並の環境政策を立て

る ためのモデルケース を確立する。

〔内容および成果〕

　 森林をはじめ と する自然植生に対する， 気候変動や人

間活動の影響等の長期モニ タ リ ング手法の確立を 終課

題 と し て， 植生の季節応答を簡便に評価する こ と を目指

し た分光画像センサーの開発に着手し た。 本年度は基礎

研究 と し て， 野外において地温上昇処理実験を行ってい

る落葉広葉樹 （ ミ ズナラ） を対象 と し て， その樹冠表面

の分光反射率のモニ タ リ ングを行った。 波長分解能の細

かい分光カ メ ラ を用いて葉の生理活動 （展葉， 黄葉， 落

葉の時期や着葉期間） の季節性を評価する ための分光指

標の検討を行 う こ と で， 将来的に汎用型野外モニ タ リ ン

グセンサーの開発に必要な計測波長域や解析手法を明ら

かにし た。

〔備考〕

課題代表者 ： 日浦勉 （北海道大学教授）

10）　 次世代アジアフ ラ ッ ク スへの先導

〔区分名〕 文科 - 振興調整

〔研究課題コード〕 0608CB961

〔担当者〕 ○藤沼康実 （地球環境研究セン ター）， 梁乃申，

高橋善幸， 犬飼孔， 油田さ と子， 平田竜一

〔期　間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 アジア地域の陸域炭素フ ラ ッ ク ス観測網 と し

て我が国主導で立ち上げた AsiaFlux の活動を発展させる

ため， 国際会議， 専門家派遣， ト レーニング コース を通

じ て， アジア諸国の技術の向上を図る。 既存観測点への

技術移転を進め， 国 ・ サブ地域レベルでの拠点化を図 り ，

次世代のアジアフ ラ ッ ク スの確立を目指す。 これを支援

する ため， データ セン ター ・ 事務局機能を強化し， 国際

的 リ ーダーシ ッ プを確保する。

〔内容および成果〕

　 アジア地域の陸域生態系の炭素収支観測の拡充 と 連携

強化を促進する ため， 観測ネ ッ ト ワーク （AsiaFlux） にお

けるデータセン ターおよび事務局機能の強化を進めた。

　 AsiaFlux News Letter の定期発行 （季刊） ， ホームペー

ジ， メ ー リ ング リ ス ト の運営， FLUXNET 関連組織 と の

情報交換等を通し て日常的な情報の発信 ・ 収集機能を強

化し， データ セン ター機能 と と も にアジア地域の当該分

野の研究者， 組織間の連携支援を進めた。 また， アジア

地域の炭素フ ラ ッ ク ス観測の現状把握 と， 既存の研究成

果 ・ 観測データの集約を促進するために， 2007 年 10 月

に台湾桃園市において， 国際会議 （AsiaFlux Worksdhop

2007） を開催し， アジア諸国におけ る観測研究の現状や

観測 ・ データ解析技術等を検討し た。 また， 国際会議の

後， 専門家会合を開催し， 今後の AsiaFlux の推進戦略に

ついて， 意見交換及び討論を行った。 また， AsiaFlux の

情報 ・ データ の共有化 ・ 流通を促進する ため， AsiaFlux

の参加拠点の基盤情報 ・ 観測データ を集約し， 統合化さ

れたデータベース シ ス テム を構築を進めてい る。 なお，

2008年 ３ 月に開催し たAsiaFlux運営委員会で，よ り 国際的

な活動を推進する ために執行体制を変更し た。

〔備考〕

課題代表者 ： 大谷義一 （森林総合研究所）

11）　 上部対流圏から 下部成層圏における 水蒸気分布の

変動要因の解明と 気候への影響評価
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〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 0507CD554

〔担当者〕 ○江口菜穂 （地球環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 17 ～平成 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 上部対流圏におけ る水蒸気の気候への影響評

価は， 観測データの不足か ら依然大き な不確定性を含ん

でいる。 本研究では， 衛星観測データ と ゾンデを用いた

現場観測データ を組み合わせる こ と で， 科学的に有効な

水蒸気データの取得 と それを用いた解析か ら上層の水蒸

気の気候への影響を よ り 定量的に評価する こ と を目的 と

し ている。 以下に本年度実施し た研究項目を記述する。

〔内容および成果〕

　 １ ． 高層大気観測の実施 ： 前年度行った衛星観測デー

タの解析よ り ， 春 ・ 夏季に対流圏か ら成層圏への湿潤空

気塊の流入が見られたバング ラデ ィ ッ シ ュにおいて， ラ

ジオゾンデ搭載型湿度計 （Snow White, Meteolabor 社） を

用いた高層大気観測を， プレ モン スーン期 （ ３ ～ ５ 月）

に ６ 回， モン スーン期 （ ６ ～ ８ 月） に ４ 回実施し た。 湿

度センサーの気温を調整する部分が機能し なかった １ 回

を除き，地表から高度 25 ㎞以上までの水蒸気プロ フ ァ イ

ルを計 ９ つ取得する こ と ができ た。

　 ２ ． 観測結果概要 （ ａ ） プレモン スーン期の観測期間

中は， 通常プレモン スーン期に頻繁に観測される シビア

ス ト ーム等の総観規模擾乱に伴 う 現象はみ ら れなかっ

た。 地表か ら高度 ８ ㎞ までは相対湿度が 80％以上 と 高

かったが， それ以高は対流圏界面直下に巻雲に伴 う 過飽

和高度を除き，20％以下 と乾燥し ている こ と がわかった。

こ の特徴はモン スーン期にも見られた。 （ ｂ ） モン スーン

期の観測期間中は， 数日間隔でモン スーン低気圧がベン

ガル湾上で発生し， 北西進し ていた。 それに伴って， 下 ・

中部対流圏で湿度の変動が著しかった。上部対流圏では，

湿度センサーの House keepingデータが異常値を示すこ と

が多 く ， これは下層で測器に付着し た水蒸気量の影響 と

推測されるが， 原因の詳細は明らかでない。 （ ｃ ） 衛星観

測データ （EOS MLS，AIRS） と の比較を行った結果，下・

中部対流圏では相対湿度値 10％以内で良い一致を示し た

が， 巻雲が存在する上部対流圏では衛星観測か ら の湿度

が極端 （＋ 30％以上） に過大評価し ている こ と がわかっ

た。 こ の結果よ り ， 衛星観測データ を用いた雲域での水

蒸気の定量的な議論は慎重に行 う 必要があ る こ と が指摘

された。

〔備考〕

（ ８ ） 循環型社会 ・ 廃棄物研究セン ターにおける研

究活動

〔研究課題コード〕 0610FP009

〔代表者〕 森口祐一

〔期　間〕 平成 18 ～ 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目　的〕 廃棄物研究の基盤と なる調査 ・ 研究と し て， 重

大な環境問題に対応すべき研究， 研究能力の向上を図る

ための研究や手法開発等について取 り 組む。 中期計画に

明示し た，

(1) 廃棄アスベス ト の リ ス ク管理に関する研究

(2) 資源循環に係る基盤的技術の開発

のほか， 科学研究費等によ り 実施する基盤的な調査研究

を含む。

〔内容および成果〕

(1) 廃棄アスベス ト の リ ス ク管理に関する研究

　 TEM 分析法を確立し， 土壌 ・ 底質 ・ 廃棄物への適用性

を検討しデータ を取得する と と もに， TEM 分析法 と位相

差顕微鏡分析法を比較照合し た。 アモサイ ト 及び ト レモ

ラ イ ト の熱処理物の鉱物組成変化， 石綿繊維数及び質量

変化を確認し， 非石綿化する 低温度を明ら かに し た。

細胞毒性試験及びク ロ シ ド ラ イ ト 及びク リ ソ タ イルの熱

処理物のマウ スへの腹腔及び気管投与実験によ る毒性評

価を行った。

(2) 資源循環に係る基盤的技術の開発

　 ガス化プロセス を含む資源化技術・システムについて，

物理化学 ・ 熱的方式， 生物学的方式の各分野にわた り ，

調査および環境プラ ン ト メ ーカーから の実際的な情報提

供等によ って要素技術および実機に係る諸情報 ・ 知見を

収集し た。 これによ り ， エネルギーおよび有用なマテ リ

アル回収技術システム と し て今後の技術開発において基

盤と なる情報 ・ データ ・ 課題等を蓄積し た。

1）　 アスベスト 含有廃棄物の分解処理による無害化の確

認試験方法の確立と その応用

〔区分名〕 環境 - 廃棄物処理

〔研究課題コード〕 0608BE434

〔担当者〕 ○野馬幸生 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター） ， 貴田晶子， 山本貴士， 寺園淳， 平野靖

史郎， 古山昭子

〔期　間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 将来的な廃棄ア スベス ト に よ る健康被害の拡

大を防止する観点か ら， 溶融等の無害化処理技術の評価

方法等に関する研究を実施する。 今後増加する アスベス

ト 廃棄物の処理において， 処理システム全体の安全性確

認のため， 無害化処理に係る試験方法の確立を行 う 。 試

験方法 と し てはア スベス ト 繊維の形状 ・ 繊維数 ・ 濃度を

精度良 く 分析する分析方法 と 実機処理におけ るモニ タ リ
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ング手法に必要な日常分析法を含む。 また， 処理物レベ

ル と し て比較対照 と な る， 一般土壌 ・ 底質の濃度を把握

する ための試験法確立及びデータ取得を目指す。 さ らに，

処理において生じ る ア スベス ト 繊維の結晶構造 ・ 物理形

状 ・ 化学組成の変化が生体に及ぼす毒性変化を推定評価

する。

〔内容および成果〕

　 アスベス ト の透過型電子顕微鏡 （TEM） によ る高感度・

高精度分析法の開発に関し て， 粗大ごみ破砕集じん物や

ハウ スダス ト 等の前処理法 と し て， 低温灰化 と ギ酸処理

を組み合わせた方法を考案し た。 これによ り ， ろ過時の

繊維の凝集を抑え られる こ と， 集じん物では繊維計数値

が増加する こ と を確認し た。 また， 日常モニ タ リ ング法

の開発に関し て， 位相差顕微鏡， 偏光顕微鏡 （PLM）， 走

査型電子顕微鏡と TEMの各方法で試料の作成方法や結果

の報告様式を統一し， アスベス ト 標準及びス ラ グ溶出物

試料を用いた共同分析を実施し た。

　 処理レベル設定に必要な環境試料中アスベス ト 濃度の

把握に関し て， 旧ア スベス ト 製品工場周辺の土壌やハウ

スダス ト ，河川・海域底質の採取と TEM 法によ る アスベ

ス ト の分析を実施し た。 また， 一般環境試料 と し て蛇紋

岩地域や非蛇紋岩地域で土壌を採取し， PLM 法と TEM

法によ る ア スベス ト の分析を行い， 蛇紋岩地域土壌か ら

ト レモラ イ ト やク リ ソ タ イルを検出し た。

　 アモサイ ト 及び ト レモラ イ ト 標準の熱処理物を X 線回

折法と TEM 法によ り 観察し た。 アモサイ ト の X 線回折

パターンは 900 ℃で消失し， 1100 ℃以上でク リ ス ト バラ

イ ト やマグネ タ イ ト のそれに変化し た。 ト レモ ラ イ ト も

同様に 900 ℃以上で回折パターンが消失・変化し た。TEM

法によ る観察では， アモサイ ト は 800 ℃までは繊維数濃

度がほぼ一定であ り ， 繊維構造が保持される も の と 考え

られた。

　 アモサ イ ト 及び ト レ モ ラ イ ト 標準の熱処理物につい

て， マウ ス肺胞マ ク ロ フ ァージ等の細胞生存率によ る in

vitro での毒性評価を行った。 その結果， アモサイ ト では

1100 ℃以上，ト レモラ イ ト では 1200 ℃以上で毒性が失わ

れる こ と が分かった。また，マウ ス腹腔内投与によ る フ ォ

ルステ ラ イ ト （ク リ ソ タ イル熱変成物） の炎症誘導能は，

800 ℃で熱処理 し た ク リ ソ タ イ ル よ り も 低い こ と が分

かった。 ク ロ シ ド ラ イ ト 熱処理物を用いて in vivo 投与経

路 （腹腔内， 気管内） によ る違いを比較し た と こ ろ， 腹

腔内投与は急性炎症誘導能に対する感度が高 く ， 一方気

管内投与では組織の線維化が確認でき た。

〔備考〕

廃棄物処理等科学研究費

課題代表者 ： 野馬幸生 　

共同研究機関 ： 京都大学， 核融合科学研究所， 日本環境

衛生セン ター， 産業廃棄物処理事業振興財団

2）　 資源循環に係る基盤的技術の開発

〔区分名〕 循環セン ター

〔研究課題コード〕 0610AB462

〔担当者〕 ○川本克也 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 小林潤

〔期　間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目　的〕 環境低負荷であ り 循環型社会形成の要素技術

と し て将来的に中核 と な り 得る廃棄物の資源化技術， 環

境保全技術等に関する調査および研究開発を行 う 。 新規

の原理等に立脚し， 従来に比較し総合的な効率が高 く ，

エネルギーおよび物質の回収が可能な有効性の高い資源

循環技術に関する情報基盤構築を目指す。

〔内容および成果〕

　 循環型社会が現実的に形成されるには技術の存在が不

可欠であ り ， 技術はまた効率の向上や問題点の解消等の

観点から常に向上させ， あ るいは更新される こ と が必要

であ る。 本研究は， こ のよ う な従来技術の改良または新

規原理に基づ く 優れた技術の発掘 と 発展に寄与する こ と

を目的と し て実施し ている。

　 民間の環境プ ラ ン ト メ ーカー数社 と 研究会組織を設け

て連携し， 廃棄物処理 ・ 資源化および環境保全技術に関

する調査を文献， 施設調査等に基づいて行い， 開発， 導

入および稼働状況等にわた る情報を収集し， 集約し た。

調査施設は， バイオマスガス化 - 発電システム， 一般廃

棄物炭化施設等であ り ， 発電によ るエネルギー利用およ

びマテ リ アル回収の実際例を評価し た。 また， 今後の技

術的課題について， 各 メ ーカーか ら の情報を収集し， 整

理し た。

〔備考〕

3）　 水質改善効果の評価手法に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コード〕 9911AE473

〔担当者〕 ○徐開欽 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セン ター），

蛯江美孝

〔期　間〕 平成 11 ～平成 23 年度 （1999 ～ 2011 年度）

〔目　的〕 生活排水等の処理プロセスの高度化を目指し，

栄養塩類， 有害物質を含めた物理的 ・ 化学的 ・ 生物的要

因 と それ ら の相互作用に よ る 物質循環 ・ エネルギーフ

ローの変遷を解析する こ と を目的 と し て， マ イ ク ロ コ ズ

ム等の微生物群から な る生態系影響評価手法等を確立す
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る。 これによ り ，有害化学物質等の水域における有毒性・

残存性等を個体群動態等から解析し， 生態系の観点か ら

の影響評価を行 う 。

〔内容および成果〕

　 環境生態系におけ る影響評価の高度化のため， 微生物

間の食物連鎖系を中心 と し た相互関係についての解析技

術を確立する と と も に， 物質循環 ・ エネルギーフ ローの

評価 ・ 解析 と し て， 同位体を用いた炭素 ・ 窒素に関する

フ ロー解析 と 微生物解析を同時に評価可能な技術の基盤

を構築する こ と ができ た。 また， 食物連鎖系の捕食者 と

し ての重要な役割を担 う 原生動物や微小後生動物などの

微小動物については， 従来， 顕微鏡観察によ る同定 ・ 評

価がな されてお り ， 観察者のス キルに依存し， 人的誤差

が大き く ， 多大な時間 と 労力が必要であ っ た こ と か ら，

高次生態系を含めた生物群の迅速 ・ 包括的な評価を行 う

ため，18S rRNA 遺伝子を指標 と し た分子生物学的手法を

導入し， 微小動物群集解析におけ る分子生物学的解析の

有効性の検討を行った。 処理状況の異な る生物処理プロ

セスにおいて，顕微鏡観察によ る検鏡解析と 18S rRNA 遺

伝子を指標 と し た分子生物学的解析を行い， 両解析の整

合性や多様性の比較 ・ 解析を行った結果， 微小動物群集

解析におけ る分子生物学的解析の有効性および検鏡分析

と の整合性や， 迅速かつ網羅的な多様性の評価のために

必要な知見を得る こ と ができ た。 

〔備考〕

共同研究機関 ： 横浜国立大学， （独） 放射線医学総合研究

所， 福島大学， 筑波大学， 早稲田大学

旧研究課題コード ： 9906AE323

4）　 生物・ 物理・ 化学的手法を 活用し た汚水および汚泥

処理に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コード〕 9911AE476

〔担当者〕 ○徐開欽 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セン ター），

蛯江美孝

〔期　間〕 平成 11 ～平成 23 年度 （1999 ～ 2011 年度）

〔目　的〕 生活排水， 事業場排水， 埋立地浸出水等の汚

水， 湖沼， 内湾， 河川， 地下水等の汚濁水およびこれら

の処理過程で発生する汚泥等の液状 ・ 有機性廃棄物を生

物 ・ 物理 ・ 化学的に効率よ く 分解 ・ 除去あ るいは有用物

質を回収する手法を微生物培養， 分子生物学的解析等の

技術 と 生態学的技術を活用し て確立する基盤的検討を行

う 。

〔内容および成果〕

　 生活排水等の液状廃棄物は一般に生物学的な処理プロ

セスが広 く 採用されてお り ， その過程で多 く の余剰汚泥

が発生する こ と か ら， 汚泥発生量の削減は重要な課題で

あ る。 本研究では， 栄養塩類除去プロ セスにおいて， 高

度処理を達成しつつ， 汚泥発生量を削減する新規プロ セ

ス と し て， 嫌気 ・ 好気 ・ 無酸素 （AOA） プロセスにマイ

ク ロバブル化オゾン ・ 吸着脱 リ ンシステムを組み込んだ

処理技術の確立に向けた検討を行った。 その結果， 槽内

の汚泥量の一部をオゾン処理する こ と によ り 余剰汚泥が

可溶化 ・ 再基質化され， 汚泥濃度がほぼ一定に保たれる

条件を見いだし たが， 窒素除去性能の低下が見られた こ

と か ら， 生物処理反応槽内の汚泥を高濃度で維持する よ

う 運転条件を 適化し た結果， 窒素除去の律速 と な る硝

化反応が速やかに進行し， 汚泥の発生を抑制しつつ， 栄

養塩類除去性能を高度に維持可能な基盤条件を得る こ と

ができ た。

〔備考〕

共同研究機関 ： 横浜国立大学， （独） 放射線医学総合研究

所， 福島大学， 早稲田大学

旧研究課題コード ： 9906AE324

5）　 難分解性有機物の高度処理に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コード〕 9911AE477

〔担当者〕 ○徐開欽 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セン ター），

蛯江美孝

〔期　間〕 平成 11 ～平成 23 年度 （1999 ～ 2011 年度）

〔目　的〕 水質汚濁の原因 と な る高濃度窒素や微生物で

分解除去困難な難分解性物質， 微量で も生態系 ・ 生体に

影響を及ぼす可能性の高い化学物質の分解除去の高度化

は重要な課題であ る こ と を踏まえ， これら の難分解性有

機物の効率的かつ高度な処理手法の開発の検討を行 う こ

と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 埋立地浸出水等に含有する高濃度ア ンモニア態窒素，

難分解性有害化学物質等の高度な除去が可能な生物処理

プロセスの 適化を図る ため， 特に， リ ア ク ター内で低

水温条件下において も高いアンモニア酸化活性を示す包

括固定化担体内の微生物相について， 流入アンモニア濃

度をパラ メ ーターと し て 20℃および低水温条件の ７ ℃で

連続運転を行い， 低水温下での処理特性 と 硝化細菌の挙

動を解析し た。 その結果， 低濃度系 20 ℃においてはほぼ

完全にアンモニアが除去されたが， 高濃度系では処理水

に約20mg･L-1 のアンモニアが常に残存する と い う 特徴が

認められた。水温を 20 ℃から低水温条件の ７ ℃に移行し

た と こ ろ， 低濃度系においては， 硝化速度が半減し たが，
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高濃度系においては， 硝化速度の減少は 30％程度に留

ま った。 各 リ ア ク ターにおけ る高分子ゲル担体に保持さ

れたアンモニア酸化酵素遺伝子について， Real-time PCR

によ る定量を行った結果， 低濃度系に比べて， 高濃度系

では， 低水温条件下でのアンモニア酸化酵素遺伝子数が

５ 倍以上高 く ， 低水温条件下において， 高濃度系の担体

はアンモニア酸化細菌を多 く 保持し てお り ， 低水温下で

の高い硝化活性を維持可能であ る こ と が示された。

〔備考〕

共同研究機関 ： 埼玉県環境科学国際セン ター， 株式会社

日立プラ ン ト テ ク ノ ロ ジー， 福島大学， 早稲田大学

旧研究課題コード ： 9906AE325

6）　 Material Stock Accounts に基づく 中長期の物質管理戦

略研究

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 0608CD431

〔担当者〕 ○橋本征二（循環型社会・廃棄物研究セン ター）

〔期　間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 我々の社会におけ る物質ス ト ッ ク を有効に活

用する ためには， 具体的にどの程度の物質が社会に蓄積

され， 将来資源 と し ての再活用が可能で， も し く は有害

性を呈するのかを明ら かにする必要があ る。 研究実施者

は， Material Flow Accounts （MFA） に対応する も の と し

て Material Stock Accounts （MSA） を提案し ているが， 本

研究では， 社会におけ る物質ス ト ッ ク のほ と んど を占め

る と 考え られる建設物を取 り 上げ， ①その物質ス ト ッ ク

の定量化手法を複数開発し て これを適用し，MSA の体系

およびその実施可能性を検証する と と も に， ②人口減少

な ど も 加味しつつ将来シナ リ オの分析を行い， 資源性，

有害性の観点か ら建設資材に関わる中長期的な物質管理

戦略について分析する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 前年度整備 し た建材の生産量 （木材， 防腐処理木材，

セ メ ン ト ， セ メ ン ト 製品， 石綿製品， 繊維板， 石膏製品，

金属製建具， プレハブ建築用パネル， 板ガ ラ ス， 陶磁器

など） のデータ と， 資材利用原単位か ら推計される これ

ら の量を比較し， 原単位の妥当性の検討および建材向け

利用量の推計を行った。 また， これを も と に， 過去か ら

現在にわたる建材の蓄積量， 廃棄量を推計し た。 さ らに，

人口， 建築ス ト ッ ク量， 建築寿命をベースに将来の建築

解体量， 需要量を推計するモデルを作成し た。

〔備考〕

7）　 生物学的栄養塩類除去プロセスにおける同位体解析

を導入し た微生物ループの解明

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 0507CD531

〔担当者〕 ○蛯江美孝（循環型社会・廃棄物研究セン ター）

〔期　間〕 平成 17 ～平成 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 液状廃棄物処理システム と し ての活性汚泥法，

生物膜法等を効率的かつ安定的に運転・管理する上では，

処理性能を左右する有用な微生物の挙動および捕食－被

食関係を踏まえた物質フ ロー等の機構解明が不十分であ

る こ と が指摘されている。 本研究では， 栄養塩類等の細

菌群への取 り 込み， 食物連鎖によ る原生動物 ・ 微小後生

動物への取 り 込みなどの微生物ループの解明におけ る課

題であ る微生物個体群 と物質フ ローの同時解析を可能 と

する ため， 放射性同位体 （RI） および安定同位体 （SI） を

活用し た解析技術の確立を図 り ， 高度処理プロ セスにお

いて処理機能を担 う 有用微生物群の機能強化を目指し た

微生物ループの メ カニズムの解明を行 う 。  

〔内容および成果〕

　 排水処理システムにおけ る微生物ループ解析を行 う た

め， 16S rRNA 遺伝子によ る細菌類の解析と同時に， 捕食

者と し ての微小動物の 18S rRNA 遺伝子を指標と し た T-

RFLP 解析によ る微小動物群集構造の迅速な解析技術を

確立し た。 また，SIP 解析の特徴の一つでも あ る炭素の ク

ロ ス フ ィ ーデ ィ ング解析を利用する こ と で， メ タ ン酸化

細菌 と 脱窒細菌の共存機構を明ら かにし， メ タ ン脱窒反

応を進行させる メ カニズムの検証を行った結果， メ タ ン

脱窒反応場において， 主要な脱窒細菌に供給されている

主な電子供与体は メ タ ノ ールやギ酸 （ メ タ ン酸化反応系

の中間代謝産物）などの C1 化合物であ る こ と が推察され

た。 また， メ タ ノ ールを炭素源 と し た従属栄養性脱窒で

は， 投入硝酸態窒素量の約 90％が系外に脱窒されるのに

対し， メ タ ン脱窒反応では投入硝酸態窒素の約 40％が系

外に脱窒され， 残 り 約 60％が同化によ り 汚泥 と し て変換

される など， 微生物群集 と 物質フ ローの同時解析が可能

であ る こ と が明ら か と なった。 さ ら に本年度は， 排水処

理生態系において重要な元素であ る窒素について も同位

体を用いた解析技術の開発を行い， 窒素循環微生物の解

析に一定の目処がつ く など， 同位体を活用し た解析技術

によ る高度処理プロセスにおけ る微生物ループの メ カニ

ズム解明の基盤を構築する こ と ができた。 

〔備考〕

（ ９ ） 環境リ スク研究セン ターにおける研究活動

〔研究課題コード〕 0610FP010
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〔代表者〕 白石寛明

〔期　間〕 平成 18 ～ 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目　的〕 「環境政策における活用を視野に入れた基盤的

な調査研究」 と し て , 化学物質の高感度 ・ 迅速分析法の

開発 , 新たな生態毒性試験法の開発 , 発がん リ ス ク を簡便

に評価する ための手法開発 , バイオイ ンフ ォマテ ィ ッ ク

スの手法を活用し た化学物質の類型化手法の検討 , 生態

毒性に関する構造活性相関モデル作成など既存知見を活

用し た新たな リ ス ク評価手法の開発を進め , 曝露評価お

よび有害性評価におけ る不確実性の低下および効率化を

はかる。

〔内容および成果〕

　 環境施策への活用を視野にいれ、 既存知見の活用のた

めの基盤整備および新たな リ ス ク評価手法の開発を目指

し て、 中期計画 （別表 ３ ） に記載の以下の ７ 課題を実施

し た。

（ １ ） 化学物質 リ ス ク総合解析手法と基盤の開発

　 　 化学物質の実測調査結果 ・ モデル予測結果や気象情

報 ・ 社会基盤情報など多岐に渡る形式を有するデータ を

効率的に蓄積する ためのデータベースの基礎設計を実施

し、 実際のデータ を蓄積しつつデータベース設計の改良

を進めた。海水中の残留化学物質実測結果や G-CIEMS に

よ る モデル予測結果の一部をデータベースへ蓄積し た。

また、 曝露評価全般に必要 と な る社会基盤情報 と し て人

口密度等の メ ッ シ ュデータ をデータベースへ蓄積し た。

必要な情報 （平均値などの基礎統計情報や ヒ ス ト グ ラ ム）

を表示する機能 と、 様々な形式のデータの解析に必要 と

な る地理区分変換機能を構築し た。 魚介類経由での曝露

評価を実施する ためフ ローに沿った Web イ ン ターフ ェ イ

スの開発を進めている。

（ ２ ） 化学物質環境調査によ る曝露評価の高度化に関する

研究

　 当該研究の ２ 年目にあた る本年度は、 化学物質 （ ト ル

エン） 曝露量評価の手法開発 と し て、 羊水中当該物質の

代謝物濃度の測定を行った。 まず、 ヒ ト において ト ルエ

ンの職業曝露等の指標に用いられている代表的な代謝物

であ る馬尿酸を LC/MSMS によ って定量する方法を確立

し た。 初年度 と 同様に、 妊娠ラ ッ ト に ト ルエンを鼻部曝

露 （90 分間／日 ×5 日間） し、 終日の曝露終了約 20 分

後に各胎仔ご と に全羊水を採取し た。 ト ルエンの曝露濃

度を コ ン ト ロール、 0.09ppm、 0.9 ｐ ｐ ｍ、 9 ｐ ｐ ｍ および

90ppm と し たが、 測定の結果、 羊水中の馬尿酸量は曝露

濃度には依存し ていなかった。 馬尿酸は低濃度の ト ルエ

ン曝露の曝露マーカーにはな り えない こ と が確認 さ れ

た。ト ルエンの他の代謝物であ る o- ク レ ゾールおよび m/

p- ク レ ゾールについて測定をGCMSで試みたが、 高曝露

濃度において も胎仔 1 匹分の羊水から ク レ ゾールを検出

する こ と はでき なかった。

（ ３ ） 生態影響試験法の開発及び動向把握

有害化学物質の藻類、 ミ ジン コ、 メ ダカの毒性データか

ら、 生態系への影響を食物連鎖によ る生態系機能への影

響 と し て評価する生態系数理モデルの開発を開始し た。

数理モデルの結果を実験的に検証する方法を検討する た

め、 ア ク ア リ ウ ム生態系を作成し た。 土壌生物を用いた

生態影響試験法と し て OECD 化学物質テス ト ガイ ド ラ イ

ン 207 （ ミ ミ ズ急性毒性試験 ； 以下 TG208） と 222 （ ミ ミ

ズ繁殖試験 ： 以下 TG222） の標準試験手順の検討、 ト ビ

ムシ繁殖試験に関する検討を継続し た。 甲殻類の内分泌

撹乱に関する試験法の リ ー ド ・ ラ ボ ラ ト リ ー と し てバ リ

デーシ ョ ン リ ングテス ト の 終報告書を作成し OECD に

報告し た。 魚類胚毒性試験など国際的な検討において国

内データ と コ メ ン ト の取 り ま と めを実施し た。

（ ４ ） 構造活性相関等によ る生態毒性予測手法の開発

魚類致死毒性および甲殻類遊泳阻害についての構造活性

相関モデルについて、部分構造フ ラ グ メ ン ト の取扱方法、

分類ルールの改善、 および他の要修正点について検討を

すすめ 「KATE」 モデル と し て イ ン ターネ ッ ト 上で一般に

公開し た。 ス タ ン ド ア ロ ン版の開発を継続し、 Web 版 と

同等の機能 を も つ部分構造の解析 ソ フ ト を完成 さ せ、

「KATE」 モデルの移植を開始し た。 藻類成長阻害に関す

るモデルの構築を進めた。

（ ５ ） 発がん性評価と予測のための手法の開発

Ames 試験で強い変異原性が確認 さ れてい る新規化学物

質について、 変異原検出用の ト ラ ン スジ ェ ニ ッ ク動物を

用いて、 in vivo での変異原性の検出を試みた。 ト ラ ン ス

ジェニ ッ ク マウ ス  を用いた 3、6-Dinitrobenzo[e]pyrene（3、

6-DNBeP） の変異原性試験 と、 河川水中で検出されたア

ゾ色素由来の化合物であ る PBTA-6 の ト ラ ン スジェニ ッ

ク ゼブ ラ フ ィ ッ シ ュ を用いた変異原性の検出を実施 し

た。

（ ６ ） イ ンフ ォマテ ィ ッ ク ス手法を活用し た化学物質の影

響評価と類型化手法の開発

　 初 年 度 作 成 し た 大 量 デ ー タ 取 得 シ ス テ ム

（ChemToxGen） を用いて生殖 ・ 発生毒性を有する化学物

質の構造、 毒性、 遺伝子発現に関するデータベースの整

備 ・ 構築を行った。 大量データか ら特徴あ る遺伝子発現

や影響情報を抽出する ため、 毒性の種類ご と に、 データ

を峻別する し く みや影響の類型化を数値的に比較でき る

よ う な仕組みを化学物質の類型化シス テム (pCEC) に格

納し、pCEC を充実させた。肝毒性 １ ０ ２ 物質に関し て遺
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伝子発現情報 と 毒性影響 と疾患 と の関連性の解析を数理

工学的に行った。

（ ７ ） 化学物質の環境 リ ス ク評価のための基盤整備

化学物質の生態 リ ス ク が環境行政上に位置付け られ始め

たが、 評価手法の整合性等について十分に配慮されてい

る と は言えない。 リ ス ク評価手法の総合化の観点か ら生

態 リ ス ク評価を と り あげ、 水生生物保全環境基準の体系

について概念整理を行い、 評価上の課題を抽出し た。 地

域におけ る化学物質環境 リ ス ク の管理及びコ ミ ュ ニケー

シ ョ ンの場で、 環境 リ ス ク及び リ ス ク評価に関する理解

を広め る ため、 地方自治体 （都道府県、 政令指定都市、

中核市等） の環境担当部局を主た る対象 と し て環境 リ ス

ク初期評価に関する解説情報を作成し た。

1）　 海産生物に及ぼす内分泌かく 乱化学物質の影響に関

する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コード〕 0610AE558

〔担当者〕 ○堀口敏宏 （環境 リ ス ク研究セン ター）， 白石

不二雄， 白石寛明

〔期　間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目　的〕 内分泌か く 乱化学物質が生物に及ぼす影響は，

野生生物の う ち， 特に巻貝類で明瞭であ る反面， その他

の生物では必ずし も明瞭でない。 しかし ながら， その一

方で， 海産生物の生息量 （資源量） は， 近年， 多 く の種

で減少傾向にあ り ， その原因は不明のま まであ る。 し た

がって， 巻貝類においてはモニ タ リ ング調査を中心にそ

の回復過程を追跡する と と も に， その他の海産生物に対

し てはその生息量 （資源量） の減少に内分泌か く 乱化学

物質やその他の要因がどの程度寄与し て き たのかを明ら

かにする ための よ り 詳細な調査･解析あ る いは実験的検

討が必要であ る。

〔内容および成果〕

　 イ ボニシにおけ る イ ンポセ ッ ク ス と 組織中有機スズ濃

度の経年推移を国内 と 韓国において明 ら かにする ため，

全国規模の調査を実施し て き たが， 近， オース ト ラ リ

ア及びニ ュージーラ ン ド において も巻貝類のモニ タ リ ン

グ調査を実施する こ と になっ た。 オース ト ラ リ アでは，

2007 年 ８ 月にシ ド ニー周辺の ５ 地点 （Freshwater Beach,

Balmoral Beach, Bradleys Head, Garie 及び Kiama） で Thais

orbita と  Morula marginalba （いずれも ア ク キガ イ科） を

採集し， 解剖観察によ り ， 雌雄判別 と イ ンポセ ッ ク ス判

定を行なっている。 いずれの種も付属生息器官の特徴が

イ ボニシのそれ と 類似し ている ため， 卵嚢腺などの雌性

生殖輸管の存在によ り 雌雄判別を行な う こ と が可能であ

る。 イ ンポセ ッ ク スは， 出現率のほか， イ ボニシに準じ

て相対ペニス長指数， 輸精管順位指数及び陰門閉塞個体

の出現率で評価し， 解剖観察後， 軟体部に含まれる有機

スズ濃度を GC-FPD 法によ り 測定し ている。 これらの結

果を， 同種におけ る イ ンポセ ッ ク ス及び組織中有機スズ

濃度に関する過去の報告結果 と 比較し， 経年変化を検討

する予定であ る。

〔備考〕

趙 　 顯書 （国立全南大学校， 韓国）

Lee Jae-Seong （Hanyang University， Korea）

Kenneth Leung （University of Hong Kong， Hong Kong）

Richard Lim （University of Technology, Sydney， Australia）

Louis Tremblay（Landcare Research/CENTOX，New Zealand）

2）　 河川における絶滅危惧ザリ ガニの機能的役割： 地域

間なら びに地域個体群間比較

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 0607CD572

〔担当者〕 ○西川潮 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期　間〕 平成 18 ～平成 19 年度 （2006 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 ニ ホ ン ザ リ ガ ニ （Cambaroides japonicus） は，

日本唯一の在来ザ リ ガニ種かつ固有種で， 近年， 外来種

の移入や環境破壊などの影響を受けて急速に個体群が消

失し ている （環境省 RDB 絶滅危惧Ⅱ類）。 特に北海道東

部では外来ザ リ ガニ （Pacifastacus leniusculus） に よ る置

き換わ り が報告されてお り ， 釧路川流域では， 残された

ニホンザ リ ガニ個体群はご く 僅かであ る。しかし ながら，

これまで， ニホンザ リ ガニの生態的役割はほ と んど明ら

かに されていない。 これまでの代表者らの系統地理学的

研究によ る と， ニホンザ リ ガニは ５ つの明瞭な地理的グ

ループに分かれる こ と が明らか と なっている。本研究は，

こ の う ち祖先型個体群 と 道東個体群を対象 と し て， 地理

的グループ間の遺伝的特性 と 環境の違いによ ってニホン

ザ リ ガニの機能的役割がどのよ う に異な るかを明らかに

する。

〔内容および成果〕

　 平成 19 年 ７ 月から ９ 月にかけて，ニホンザ リ ガニの落

葉分解者 と し ての役割を評価する こ と を目的 と し て野外

実験を行った。道央 （北海道積丹半島） な らびに道東 （釧

路川流域） において， ニホンザ リ ガニが生息する河川を

３ 河川ずつ （計 ６ 河川） 選定し， ザ リ ガニ排除区 と 開放

区の ２ つの実験処理区を作成し た。 人工水路を縦半分に

切断し た もの （高さ 30cm× 長さ 60cm） を河床に設置し，

水路の上流側開口部のみを網目で塞いだ処理区を解放区

（ザ リ ガニのア ク セス可） ， 上流側 と下流側開口部双方を
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塞いだ水路をザ リ ガニ排除区 （ザ リ ガニのア ク セス不可）

と し た。 各地域において， ３ 河川中 1 河川では人口水路

を ８ 本設置し てザ リ ガニ排除区 と 解放区を ４ 反復ずつ割

り 当て， 残 り の ２ 河川では人工水路を ２ 本ずつ設置し て

ザ リ ガニ排除区 と 解放区を水路 １ 本ずつに割 り 当てた。

各実験水路には， 渓畔林の優占種であ る ミ ヤマハン ノ キ

な らびにイ タ ヤカエデの生葉を束ねた リ ーフパ ッ ク を ４

組ずつ設置 し， リ ーフパ ッ ク の残存量の時間的変化を

追った。 単一河川スケール （ ２ 地域 ： ２ 処理区 × ２ 反復）

および地域ス ケール （積丹 ３ 河川 vs. 釧路 ３ 河川： ２ 処理

区 × ３ 反復） の ２ つの空間スケールにおいて解析を実施

し た。

　 13 日間 （道央） も し く は 43 日間 （道東） の実験の結

果， 道央では解放区 と 比べてザ リ ガニ排除区で リ ーフ

パッ ク の分解が早 く 進行し たのに対し （ザ リ ガニ排除区：

2.8 ～ 4.1％／日，解放区 4.6 ～ 5.4％／日），道東では反対

に， ザ リ ガニ排除区 と 比べて解放区において リ ーフパッ

ク の分解が よ り 早 く 進行し た （ザ リ ガニ排除区 ： 0.4 ～

0.7％／日，解放区 0.7 ～ 0.9％／日）。落葉に付着し た底棲

動物を解析し た結果， 道央では落葉分解者であ る ヨ コエ

ビが全底棲無脊椎動物の大部分を占めていたのに対し，

道東では ヨ コエビがほ と んど認められなかった。従って，

道央では落葉分解者 と し ては ヨ コエビが主要な役割を果

た し ているが， ザ リ ガニが リ ーフパ ッ ク にア ク セスする

こ と で ヨ コエビの現存量が低下し， 落葉の分解速度が低

下し た （カ ス ケー ド 効果） のに対し， 道東ではザ リ ガニ

が主要な分解者であ る こ と か ら， ザ リ ガニのア ク セス下

（解放区） でよ り 早 く 落葉分解が進行し た と 考え られる。

一方， 地域ス ケールの解析では， ニホンザ リ ガニの排除

の有無によ って落葉分解率に差は認められなかった。

これら の こ と か ら， ニホンザ リ ガニは， 生物間相互作用

や落葉分解を通じ て河川生態系のプロセスに大き く 影響

を与え る こ と が明ら か と なった。 しかし ながら， ニホン

ザ リ ガニの生態影響は， 在来生物群集の構成に よ っ て，

また地域によ って大き く 異な り ，いずれにし て も局所（単

一河川） ス ケールで大き く 作用する こ と が明ら か と なっ

た。 地域ス ケールにおいてニホンザ リ ガニの影響が顕著

に出なかった理由は， 河川間の環境の違いがザ リ ガニの

影響よ り も強 く 作用し たため と考え られる。

〔備考〕

3）　 神経幹細胞に対する環境化学物質の影響評価法の確

立

〔区分名〕 奨励 

〔研究課題コード〕 0607AF973

〔担当者〕 ○鈴木純子 （環境 リ ス ク研究セン ター）， 石堂

正美

〔期　間〕 平成 18 ～平成 19 年度 （2006 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 環境化学物質には新生仔ラ ッ ト に曝露する と

行動を司る黒質 ド ーパ ミ ン作動性ニ ューロ ンの発達を障

害し若年期に多動を引き起こすも のがあ る。 化学物質の

神経に対する影響は新生仔期や胎仔期でよ り 感受性が高

い こ と が考え られる。 化学物質の脳への影響評価を行 う

には， in vivo 実験では長期にわたる ため， 化学物質の多

く を扱 う こ と は困難であ る。 そ こ で in vitro での簡便な神

経細胞に対する化学物質の影響評価法を確立する こ と が

必要であ る。 これまで神経幹細胞に特異的な抗体を用い

た免疫染色によ り 新生仔ラ ッ ト の中脳において神経幹細

胞の存在を見出し ている。 今回は， よ り 化学物質に感受

性の高い胎生期に着目し て化学物質の神経細胞への影響

評価法の構築のために中脳胞由来神経幹細胞の効率的な

培養系の確立を目指し た。

〔内容および成果〕

（ １ ） 中脳胞由来神経幹細胞の培養

　 胎生 16 日齢の Wistar ラ ッ ト 中脳胞よ り 神経幹細胞を含

む細胞を単離し， 培養し た。 中脳胞の摘出， 消化酵素の

作用時間等の検討によ り 培養 ２ ～ ３ 週間後に細胞塊を形

成させる こ と ができ た。 神経幹細胞に特異的な抗体 （ネ

スチン） に陽性であった こ と か ら， こ の細胞塊が神経幹

細胞塊 （neurosphere） と同定し た。

　 Neurosphere は，分散後培養する と新たな neurosphere を

形成し た。 Neurosphere を poly-L-Ornithine/Laminin コー ト

し た培養皿で培養する と コ アか ら ネスチン陽性の未分化

な細胞が遊走し， 自己増殖する こ と も確認し た。 神経細

胞の未分化 ・ 分化の同定は， 特異的なマーカー蛋白質の

発現を調べる こ と で行った。 以上よ り 中脳胞由来の神経

幹細胞の単離培養法を確立し た。 また新生仔の中脳も同

様に処理する こ と によ り neurosphere と し て培養が可能で

あ る こ と を確認し た。

（ ２ ） ト リ ブチルスズ (TBT) の神経幹細胞に対する影響

  中脳胞由来神経幹細胞に対する基礎データ を収集する

こ と， 並びに神経幹細胞に対する環境化学物質の影響評

価法の確立に向けて，環境化学物質の一つであ る TBT の

影響 を 調べた。 Neurosphere を poly-L-Ornithine/Laminin

コー ト し た培養皿で ４ 日間培養し， コ ア よ り 放射状に移

動し広がった細胞に対し， １ μM TBT を曝露し た。 曝露

直後よ り ， 突起の萎縮がおき， TUNEL 陽性細胞が確認さ

れた。 ミ ト コ ン ド リ ア膜の障害 と カ スパーゼー 3/7 の活

性化が認められた こ と から， アポ ト ーシスによ る細胞死

が引き起こ されている こ と が明らか と なった。 また DNA
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マ イ ク ロ アレ イの結果か ら も アポ ト ーシスに関連する遺

伝子の発現変動が認められた。

　 以上よ り ラ ッ ト の中脳胞由来神経幹細胞の培養法を確

立し， 環境化学物質に対する影響評価法の構築のための

基礎データ を収集する こ と ができ た。

〔備考〕

4）　 野生メ ダカ 個体群の絶滅確率による有害化学物質の

生態リ スク 評価

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 0508CD532

〔担当者〕 ○田中嘉成 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期　間〕 平成 17 ～平成 20 年度 （2005 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 有害化学物質の生態系への影響を，野生 メ ダカ

個体群の絶滅 リ ス ク と し て評価す る 解析方法を考案す

る。 主に動物プ ラ ン ク ト ン種の個体群を対象に開発し た

先行研究を発展させ， 餌生物 と の食 う も の と 食われる も

のの種間相互作用を組み込んだ数理モデルを解析する。

〔内容および成果〕

　 藻類－ ミ ジン コ－ メ ダカを念頭に置いた ３ 種系モデル

を作成し， 終的な評価基準 と し て メ ダカ個体群の絶滅

を採用し た生態 リ ス ク評価手法の研究を行った。 藻類 と

ミ ジン コに対し てはロ ト カボルテ ラ方程式を適用し， メ

ダカに関し ては， ４ 段階の生活史か ら成る レ ス リ ー行列

モデルを採用し た。 これによ って，化学物質の餌生物 （ ミ

ジン コ， 藻類） に対する作用を介する間接効果 と， メ ダ

カの各生活史に対する化学毒性の違いを反映させる こ と

がで き る。 い く つかの農薬および界面活性剤に対し て，

生態毒性デー タ と 環境中計測デー タ に基づいてシ ミ ュ

レーシ ョ ンをおこ なった。 また， モデルパラ メ ータの妥

当性を検討する ために， 霞ヶ浦周辺の水田排水路におい

て野外調査を行い， メ ダカ個体群密度， 動物プ ラ ン ク ト

ン密度， 水質データ などの季節変動を測定し た。

〔備考〕

5）　 有害化学物質に対する感受性要因と 薬物代謝系

〔区分名〕 経常 

〔研究課題コード〕 0408AE397

〔担当者〕 ○松本理 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期　間〕 平成 16 ～平成 20 年度 （2004 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 有害化学物質の生体影響には個体差があ り ，感

受性の差に起因する と 考え られる。 ダ イ オキシン， PCB

などの化学物質に対する感受性要因を， 遺伝的要因 と し

ての薬物代謝系の役割及び個体側の要因 と し ての年齢に

よ る影響の二つの側面よ り 探る こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 第 ２ 相薬物代謝酵素の発現に関与する転写因子 Nrf2 の

ノ ッ ク ア ウ ト マウ ス を用いてダ イオキシン投与によ り 誘

導される遺伝子発現の包括的な解析を行った。 TCDD の

経口投与によ り ，Nrf 欠損の有無に関わらず第 １ 相薬物代

謝酵素の発現は亢進し たが， NQO1， GST などの第 ２ 相

薬物代謝酵素の発現は Nrf2 欠損マ ウ ス では亢進せず，

Nrf2 に依存し ている と考え られた。 Nrf2 の負の制御因子

であ る Keap1 は TCDD の投与によ り Nrf2 欠損マウ スで

のみ減少し た。 さ ら に分子ネ ッ ト ワーク解析か ら， Nrf2

欠損マウ スでは薬物代謝系の機能低下やがん化関連転写

因子が関与する転写調節， 動脈硬化関連分子の変動の可

能性が示唆された。

〔備考〕

6）　 ゲノ ム情報を 利用し た環境化学物質の影響評価法の

開発に関する研究

〔区分名〕 経常 

〔研究課題コード〕 0507AE771

〔担当者〕 ○曽根秀子 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期　間〕 平成 17 ～平成 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 ヒ ト におけ る環境化学物質の次世代への影響

を よ り 精度高 く 評価する ためには， 影響を引き起こす化

学物質の作用機構に関与する分子 と 発生 ・ 成育障害の疾

患に関与す る 遺伝子 と の関係を明 ら かにす る 必要があ

る。

１ ． ゲ ノ ム情報を用いた感受性遺伝子の探索 と 発現機能

解析

２ ． マ イ ク ロ アレ イで得られた遺伝子や蛋白質発現情報

を用いた分子ネ ッ ト ワーク解析によ る影響の特徴づけ

〔内容および成果〕

　 本年度は， ゲ ノ ム情報を用いた感受性遺伝子の探索 と

発現機能解析について， 核内受容体及び薬物代謝酵素遺

伝子群について検討 と し た と こ ろ， ダ イオキシン類が結

合する AhR 受容体とヘテ ロ ニ量体を形成する Arnt のホ

モロ グ Arnt2 が， 尿道下裂やマイ ク ロペニスなどの男児

生殖器発達障害に関与する可能性が示唆され，Arnt2 の発

現機能解析系の確立のため， バ イ オマーカーの選択や

Arnt2 のゲ ノ ム配列などを検討し た。 また， マイ ク ロ アレ

イで得られた遺伝子や蛋白質発現情報を用いた分子ネ ッ

ト ワーク解析によ る影響の特徴づけを も と に， 肝がん発

生機序と の関わ り を解析し た。

〔備考〕

経常研究で実施。 2006 後期～ 2007 前期は， AF 奨励研究

「ゲ ノ ム疫学の健康 リ ス ク 評価への応用のための基盤技
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術の確立に関する研究」 で実施

7）　 前鰓類におけるレチノ イ ド Ｘ 受容体の機能解析： 雄

性生殖器の分化・ 成長と の関係

〔区分名〕 文科 - 科研費 

〔研究課題コード〕 0708CD301

〔担当者〕 ○堀口敏宏 （環境 リ ス ク研究セン ター）， 白石

寛明， 西川智浩

〔期　間〕 平成 19 ～平成 20 年度 （2007 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 前鰓類における イ ンポセ ッ ク スは，船底防汚塗

料由来の有機スズ （ ト リ ブチルスズ （TBT） 及び ト リ フ ェ

ニルスズ （TPT） ） 化合物によ って特異的に惹起される。

イ ンポセ ッ ク ス誘導 メ カニズム と し て， ア ロマターゼ阻

害説をはじめ と する ４ つの仮説が提起されて き たが， 追

試の結果， これらは十分に再現されなかった。一方，我々

は， 核内受容体の一種 ・ レチ ノ イ ド Ｘ 受容体 （RXR） が

前鰓類のイ ンポセ ッ ク スの発症に極めて重要な役割を演

じ ている こ と を見出し た。 本研究では， 雄性生殖器の分

化 ・ 成長と の観点で RXR の機能解析を行 う 。

〔内容および成果〕

　 有機スズ汚染が比較的軽微な茨城県ひたちなか市平磯

で 2006 年 ４ 月から 2007 年 ３ 月までの １ 年間， 毎月イボ

ニシを採集し， 雄イ ボニシのペニス長， 精巣重量及び頭

部神経節重量を測定し た。 相対ペニス長 （RP ； 殻高に対

するペニス長の比）， 精巣重量指数 （GSI ； 軟体部の総重

量に対する精巣重量の比） ， 相対頭部神経節重量 （RG ；

軟体部の総重量に対する頭部神経節重量の比） を算出し，

その季節変動を調べた。 並行し て， 組織標本を作製し，

HE 染色及び RXR 抗体を用いた免疫染色を施し た。また，

４ 個体分のペ ニ ス， 精巣及び頭部神経節の各組織 を

composite sample と し て，それぞれ １ 検体と し，５ 検体（20

個体分） の雄イボニシの各組織における RXR 遺伝子発現

量 （RXR gene） を定量的 RT-PCR 法を用いて測定し た。

各検体における RXR gene は， 18S rRNA の発現量で補正

し て求めた。 その結果， ４ ～ ９ 月の雄イボニシの RP は，

サンプ リ ン グ を開始し た ４ 月か ら ６ 月にかけて増大し，

７ 月まで高水準を維持し た。 しかし， ８ 月に前月の ３ 分

の １ 程度に急減し， ９ 月から 10 月にかけて回復し て， 以

後， 概ね横ばいに推移し た。 一方， GSI は， ４ 月から ６

月まで増大し たが， ７ 月か ら減少に転じ， ９ 月に 低水

準に落ち込んだ。 そし て， 12 月から ３ 月にかけて徐々に

回復する傾向が見られた。 HE 染色し た組織標本でも， ほ

ぼ同様の組織の発達及び退行が観察 さ れた。 こ れよ り ，

平磯におけ る イ ボニシの交尾 ・ 受精は ７ 月か ら始ま り ８

月にはほぼ終了し， 交尾後， 産卵する と 考え られる。 ま

た， 雄が交尾 と 授精を終えた と 考え られる ８ 月にペニス

長の著しい短縮が観察されたが， 交尾後のペニス長の短

縮はバイでも観察されている。 これに対し て， RG では，

明瞭な経月変化の傾向が観察されなかった。 一方， ペニ

スにおける RXR gene は， ４ 月から ８ 月まで上昇し た後，

９ 月には横ばい と なったが， 10 月に再度上昇し， 以後，

３ 月まで漸減し た。 ペニス長の急減が見られた ８ 月を除

き，RP の経月変化 と ２ ヵ月間のずれを以ってほぼ同調す

る よ う に見 ら れた。 精巣及び頭部神経節におけ る RXR

gene は，それぞれ，ペニスにおけるそれの 1/10 及び 1/5 程

度のレベルであ り ， いずれも明瞭な経月変化の傾向が観

察されなかった。 敢えて特徴を記すな らば， 精巣ではそ

の重量が増大し組織の発達が顕著 と な る ５ 月 と ６ 月で低

水準であった。 また頭部神経節では， 春～夏に高 く ， 秋

～冬に低い傾向があ るかも しれない。

　 一方， RXR 関与説の検証の一環 と し て， 種差に関する

知見を獲得する ため， イ ボニシ以外のア ク キガ イ科の種

と エゾバイ科及びオ リ イ レ ヨ フバイ科のい く つかの種を

対象と し てペニスや生殖巣などに対する HE 染色 と と も

に RXR 抗体によ る免疫組織化学染色を行なった。その結

果， レ イ シガ イにおいて， 雄のペニス表皮細胞 と 輸精管

細胞に RXR タ ンパク が発現し ていた。 概し て， 表皮細胞

に輸精管よ り も強 く 発現する細胞が含まれていた。 雄の

精巣及び雌の卵巣中の生殖細胞は成熟前段階にあ り ， 雄

性生殖細胞に RXR の発現は殆ど認められなかったが，卵

母細胞には発現 し ていた。 卵巣中卵母細胞の周辺部に

RXR 発現細胞が散見されたが， 如何なる細胞かは不明で

あ る。 消化腺の細胞は， 雄で強い発現があったが， 雌で

は極めて弱い発現しか認め られなかった。 ヨ ーロ ッパチ

ヂ ミ ボ ラ において も， 雄のペニス表皮細胞 と 輸精管細胞

に RXR のタ ンパク発現が観察された。特に輸精管上皮細

胞の核がよ く 染ま った。 イ ンポセ ッ ク ス個体において も

ペニ ス表皮細胞や輸精管上皮細胞な ど が よ く 染色 さ れ

た。 頭部神経節では染色の程度が弱かった。 卵巣では卵

母細胞が染ま らず， 周辺の細胞が良 く 染ま った。 イ ボニ

シ よ り も卵母細胞周辺の細胞が豊富であったが， これは

発達の時期によ る差か も しれない。 また， ヨ ーロ ッパア

ラ ムシ ロ ガ イ において も， 雄 も イ ンポセ ッ ク ス個体 も，

そのペニ ス の輸精管上皮細胞な どが染色 さ れた。 但し，

イ ンポセ ッ ク ス個体では RXR のタ ンパク発現が弱かっ

た。 ヨ ーロ ッパア ラ ムシ ロ ガ イの入手標本には寄生虫が

多 く ， 例えば， 卵巣には寄生虫が多数入ってお り ， 卵巣

は未発達と見られた。 以上の結果よ り ， 程度の差はあれ，

レ イ シガ イ も ヨーロ ッパチヂ ミ ボ ラ も ヨ ーロ ッパア ラ ム

シ ロガ イ も イ ボニシ と 同様に染色された。 一方， 種苗生
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産 さ れたバ イ を孵化後 ２ 年間にわた っ て経時的に採材

し， 生殖腺及び生殖輸管の分化 と 発達の過程を光学顕微

鏡で観察し た結果， 生殖腺及び生殖輸管の分化及び発達

にかな り の時間を要する と推察された。

〔備考〕

太田康彦 （鳥取大学農学部獣医学科）

8）　 ゲノ ミ ク スに基づく 化学物質の生態影響評価法の開

発に関する研究

〔区分名〕 環境 - 環境技術

〔研究課題コード〕 0608BD516

〔担当者〕 ○鑪迫典久 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期　間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 化審法の生態影響試験 と し て採用されている，

藻類 （ムレ ミ カズキモ）， 魚類 （ メ ダカ）， 甲殻類 （オオ

ミ ジン コ） のそれぞれについてマイ ク ロ アレ イ を作成し，

共通の化学物質によ って反応する mRNA と 反応し ない

mRNA を明らかにする こ と によ り ， 毒性発現 メ カニズム

や感受性の差にについて明らかにする。

〔内容および成果〕

　 藻類 （ムレ ミ カズキモ）， 魚類 （ メ ダカ）， 甲殻類 （オ

オ ミ ジン コ） のそれぞれについてマイ ク ロ アレ イの開発

が終了た。 そ し てそれら を用いて化学物質の影響を調べ

る ための化学物質暴露条件の検討を開始し た。 基本的に

短時間の mRNA の変化によ って暴露影響を予測する こ と

を目的 と する ため， それぞれの化学物質の半数影響濃度

を求め， その半値， 四分の一， 八分の一の濃度で 24 時間

だけ暴露し た時のア レ イ の変化を観察する こ と に し た。

藻類については， 48 時間までは無暴露で生長させ， その

後 24 時間だけの暴露を行い， 遠心後細胞から mRNA を

抽出する。 魚類は孵化後 24 時間以内の仔魚を 24 時間暴

露し，破砕後に mRNA を抽出する。 ミ ジン コは産仔後 24

時間以内の仔虫を 24 時間暴露し， 破砕後に mRNA を抽

出する。 マイ ク ロ アレ イに必要な mRNA を抽出するため

の 小細胞数などの検討を終了し た。 本年度も引き続き

継続する。

〔備考〕

共同研究者 ： 大学共同利用機関法人自然科学研究機構

渡邉肇助教授 （研究代表者）， 株式会社エコ ジェ ノ ミ ッ ク

ス 　 鏡良弘

9）　 環境負荷を低減する水系ク ロマト グラ フ ィ ーシステ

ムの開発

〔区分名〕 環境 - 環境技術 

〔研究課題コード〕 0509BD785

〔担当者〕 ○平野靖史郎 （環境 リ ス ク研究セン ター）， 小

林弥生

〔期　間〕 平成 17 ～平成 21 年度 （2005 ～ 2009 年度）

〔目　的〕 本研究においては，廃液処理を必要 と し ない高

度な ク ロマ ト グ ラ フ ィ ー法の革新的技術開発 と それを用

いた環境試料や生体試料のま った く 新しい高感度 ・ 高分

解能分析方法の開発を行 う 。 優れた温度応答性親水／疎

水性可変を示す こ と を カ ラ ム素材を コ ア物質 と し て用

い， 「環境に優しい環境分析技法」 を確立する こ と を目的

と し， また， 本技術をハイ スループ ッ ト な環境試料 ・ 生

体試料分析へ応用する こ と を目標とする。

〔内容および成果〕

　 水系ク ロマ ト グ ラ フ ィ ー用カ ラ ムの修飾基を変化させ

る こ と によ る， 分離定量可能な有害化学物質やタ ンパク

などの生体試料の適用範囲を拡大， ク ロ マ ト グ ラ フ ィ ー

用カ ラ ムの温度勾配を迅速に変化させる こ と によ る制御

技法の開発， 水系ク ロ マ ト グ ラ フ ィ ー用カ ラ ムを用いた

環境有害物質の生体内動態測定方法の開発 と 代謝情報

（環境 メ タボ ノ ミ ッ ク ス） の構築， 特異的温度応答性親水

／疎水性可変ポ リ マー修飾担体の充填方法， ポ リ マー重

合方法の改良によ るハイ スループ ッ ト な環境試料 ・ 生体

試料分析技術の確立など を遂行する必要があ るが， 本年

度は ６ グループで以下の ５ 研究課題を実施し た。 　

&#61656; 温度応答性親水／疎水性可変ポ リ マーの開発，

特にポ リ マーの表面分析， 官能基に よ る イ オン交換性，

アフ ィ ニテ ィ ー付加の効果の検討 と 環境試料 と ポ リ マー

素材と の相互作用の研究

&#61656; 分離カ ラ ムの製品化， 温度勾配装置の開発 　

&#61656; 温度応答性カ ラ ムの分離特性測定， 環境試料の

分析 と イオン交換， アフ ィ ニテ ィ ーを負荷し たカ ラ ムを

用いた新しい分析方法の開発 　

&#61656; 環境 ・ 生体試料分析への応用 　

&#61656; 温度応答性カ ラ ムの構造解析 　

　 また， これら の研究開発を行 う こ と によ り ， 有機溶剤

を使わない水系温度応答性ク ロマ ト の生体試料分析 と し

てのエポ ッ ク メ イ キングが可能 と な り ， DNA， タ ンパク

質などの新しい分析 ・ 分離手法 と し て， 次世代型のバイ

オテ ク ノ ロ ジー支援技術 と し ての役割も大きい も の と期

待される。

〔備考〕

10）　 空間系統学的アプローチによる Podisma属昆虫にお

ける染色体分化プロセスの解明

〔区分名〕 文科 - 科研費 

〔研究課題コード〕 0709CD487
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〔担当者〕 ○立田晴記 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期　間〕 平成 19 ～平成 21 年度 （2007 ～ 2009 年度）

〔目　的〕 本研究は北海道 ・ サハ リ ン ・ 国後島に分布し，

地域ご と に染色体構造に分化が生じ ているサ ッ ポロ フキ

バ ッ タ を対象に， 転座， 逆位 と いった染色体構造の変化

がどのよ う に， またいつ頃生じ たのかを核 と ミ ト コ ン ド

リ ア DNA 上の遺伝マーカー情報を取得し， 集約された

データ を集団遺伝学および空間統計学的手法を駆使し て

推定を試みる。 これまで実施された分子系統学的解析か

らは構造変異が複数回生じ た可能性， および分布の境界

で遺伝子浸透が生じ ている可能性が示唆されてお り ， 染

色体レースが地理的に接し ている境界部分を重点的に調

査解析する こ と で， 上記いずれの仮説が支持されるのか

検証を行 う 。

〔内容および成果〕

　 交雑帯の存在が疑われる北海道北東部の ２ 地域でサン

プ リ ングを行い， C バン ド法によ り 核型の解析を実施し

た。 その結果数キ ロおきに採集し た標本中には異な る核

型を持った個体の雑種 と 考え られる標本は含まれておら

ず， 仮に交雑帯が存在する場合には数百～ １ キ ロ程度の

極限られた範囲に存在する も の と 考え られる。 また姉妹

群に当たる クサツ フキバッ タで ミ ト コ ン ド リ ア COI 遺伝

子およびマ イ ク ロサテ ラ イ ト 遺伝子 ６ 座について遺伝子

型を解読し， 隔離集団の形成過程 と サ ッ ポ ロ フキバ ッ タ

と の関係について論文を ま と めている と こ ろであ る。

〔備考〕

共同研究者 ： 秋元信一 （北大農 ・ 昆虫体系 ・ 教授）， 八尾

泉 （北大理 ・ COE 研究員）

11）　 マウス Ｅ Ｓ 細胞を用いた次世代影響予測システム

の開発研究

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 0608CD461

〔担当者〕 ○曽根秀子 （環境 リ ス ク研究セン ター）， 今西

哲， 座波ひろ子

〔期　間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 化学物質をは じ め と する環境因子への曝露が

ヒ ト を含む生物の健康に及ぼす影響について様々な研究

がな されて き た。 従来の実験動物を用いた 小影響量を

求める手法では， ヒ ト の健康 リ ス クへの外挿への利用に

は限界があ る。 そのため， 個体 ・ 臓器 ・ 細胞レベルにお

け る 影響についての断片的なデー タ か ら， 生命現象の

ネ ッ ト ワーク に基づいて作用 と その影響を予測し う る ア

ルゴ リ ズムを確立し， システム化する試みは， 環境汚染

物質の基準値を算定する上で も必須であ り ， これか らの

課題 と な っ てい る。 そのため， 従来の手法か ら脱却し，

多種の化合物に関する生体影響の数値情報を予測でき る

実用可能なシス テムを構築する必要があ る。 こ のよ う な

背景から， マウ ス胚性幹細胞 （Ｅ Ｓ 細胞） の多機能性を

利用し て， 化学物質曝露によ る細胞の形態変化 と 遺伝子

などの分子変化 と の関連付けを数理工学的に解析し， 化

学物質の曝露量や時間変化によ る分子間ネ ッ ト ワーク の

特徴付けを試みる。 それによ り ， 毒性反応 メ カニズムの

解明， 化学物質の毒性予測， リ ス ク評価への応用に結び

つける。

〔内容および成果〕

　 本年度は， 主に次の ２ 点について行った。

１ ． マウ ス Ｅ Ｓ 細胞の神経系及び血管系への分化 ・ 増殖

のイ メ ージング と 遺伝子発現プロ フ ァ イ リ ングについて

は，レチ ノ イ ン酸及び有機塩素系農薬をマウ ス Ｅ Ｓ に暴

露し， Ｇ Ｆ Ｐ コ ン ス ト ラ ク ト 導入マウ ス Ｅ Ｓ 細胞の分

化増殖マーカーの発現を免疫組織学的に測定し て神経系

への分化 と 血管内皮への分化の自律増殖を計測し た。 同

時に， 分化過程での遺伝子発現ポ イ ン ト の検討 と 遺伝子

発現ネ ッ ト ワーク プロ フ ァ イ リ ングのため， マウ ス Ｅ Ｓ

細胞の分化に影響を及ぼす こ と が知 ら れてい る 条件の

下，経時的な培養細胞のサンプ リ ング と Ｒ Ｎ Ａ の抽出を

行い，マイ ク ロ アレ イ を用いた遺伝子発現解析を行った。

２ ． 遺伝子プロ フ ァ イ リ ングか らの遺伝子ネ ッ ト ワーク

抽出のためのアルゴ リ ズム開発研究については， 時系列

的な変化も見てい く 必要があ る こ と から， 時系列のデー

タの変化を特徴付け る こ と ができ る ネ ッ ト ワーク抽出の

ためのアルゴ リ ズムが必要にな る と 考え られたため， マ

ウ ス ES から， EB への分化の時系列変化によ る遺伝子間

のネ ッ ト ワーク を構築し た。　 そし て，この遺伝子間ネ ッ

ト ワー ク に細胞計測パ ラ メ ー タ ーを付加 し たデー タ に

よ って， マルチプロ フ ァ イ リ ングを作成し， 化学物質に

よ る影響の特徴づけを行った。

〔備考〕

12）　 種の境界が不明瞭なフ キバッ タ 亜科昆虫の進化経

路の探索

〔区分名〕 文科 - 科研費 

〔研究課題コード〕 0407CD481

〔担当者〕 ○立田晴記 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期　間〕 平成 16 ～平成 19 年度 （2004 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 一般に種の系統推定では， １ ～数個体のご く 少

数の標本で 「種」 を代表させる。 し かし生殖隔離が不完

全で，“ 進化途上の ” 生物集団の多様性を少数の標本で記

述する こ と はでき ない。 また近年の研究よ り ， 「種」 の境
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界では中心部 と 比較し， 遺伝的浮動が働 く 規模および保

持される遺伝的多様性が大き く 異な る こ と が指摘されて

いる。 本研究の目的 と し て， 形態分類学的に 「種」 の境

界が不明瞭な Parapodisma 属， および Podisma 属のフキ

バ ッ タ を材料に， でき る限 り 多 く の地域集団か ら大規模

なサンプ リ ングを行い， 「種」 を構成する地域集団で観察

される様々なレベルの変異を生物地理学的情報 と 合わせ

て解析する。

〔内容および成果〕

　 Parapodisma 属について，尾角 と交尾器形質に地理的傾

斜が認められるセ ト ウチフキバッ タ種群についてサンプ

リ ングを実施し， 形態変異の解析および交尾行動に関す

る実験を実施し た。また ミ ト コ ン ド リ ア DNA 解析も進行

中であ り ， これら の成果を近日中に論文化する予定であ

る。

〔備考〕

13）　 遺伝多型情報に基づく 環境影響評価に関する研究

〔区分名〕 共同研究 

〔研究課題コード〕 0708LA488

〔担当者〕 ○立田晴記 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期　間〕 平成 19 ～平成 20 年度 （2007 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 本研究では野生生物群集を対象に，生息地の分

断， 消失， 有害物質の流入 と いった遺伝集団構造に影響

を与え る環境中の攪乱要因をDNA多型情報 と理論集団遺

伝学におけ る集団の拡大 ・ 縮小プロ セス を推定する手法

を組み合わせる こ と で間接的に推定する こ と を目的 と す

る。DNA 情報に基づ く 生物種の多様化や集団構造の推定

については様々な生物でデータ が蓄積 さ れつつあ る が，

生息環境の変化が集団中に存在する遺伝変異に与え る影

響については十分研究されておらず， 本研究を遂行する

こ と で生物種の絶滅の引き金 と な る環境要因を推定する

手法の開発につながる こ と が期待される。

〔内容および成果〕

　 解析基盤と なるマイ ク ロサテ ラ イ ト DNA数座について

遺伝子型タ イ ピングを ミ ジン コについて行い， 有効集団

サイ ズの推定を行った。

　 また， 集団の消失や近交弱性に関する文献の情報収集

を実施し た。

〔備考〕

共同研究者 ： 高野敏行 （国立遺伝研 ・ 准教授）

14）　 幼児の日常生活における 活動強度およ び活動環境

に関する研究

〔研究課題コード〕 0708ZZ536

〔担当者〕 ○河原純子 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期　間〕 平成 19 ～平成 20 年度 （2007 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 小児の活動を反映し た，よ り 現実的な経気道曝

露量評価手法の構築を行 う には， 小児が日常 「どれ く ら

いの量の大気」 を， 「どごで」 曝露し たか と いった情報が

必須 と な る。 しか し ながら， 日本人小児を対象 と し た肺

換気量データは乏しい。

　 本研究では， 心拍数や身体の加速度を指標 と し て， 幼

児の日常生活におけ る換気量レベルの時間分布を調査す

る と と も に， 有害物質への曝露要因を推定する上で重要

な， 滞在環境の調査を行 う 。

〔内容および成果〕

　 １ ） 小児におけ る化学物質の経気道曝露を評価する上

で， 小児の肺換気量を知る必要があ るが， 小児の呼吸量

に関する知見は限られている。 関東圏内の ５ 保育施設の

４ ～ ６ 才児 138 名を対象に日常生活における活動強度の

調査を行い， 本研究で確立し た三次元加速度計を指標 と

し た肺換気量の推定手法を も と に幼児の １ 日の肺換気量

の推定を行った。 ５ ～ ６ 歳児が平日， 安静状態で過ごす

時間は平均 10.2 時間， 低強度の活動に費やす時間は 12.3

時間， 中強度には 1.3 時間， 高強度には 0.2 時間を費やし

てお り ， 一方休日では， 安静状態に 10.8 時間， 低強度活

動に 12 時間， 中強度活動に 1.1 時間， 高強度活動に 0.07

時間を費やすも の と 推定された。 ５ ～ ６ 才児の １ 日肺換

気量は平均 8.2m3/day と推定され，体重あた り では，0.4m3/

kg/day で成人の値 0.3m3/kg/day をやや上回る値であった。

〔備考〕

15）　 エレ ク ト リ カ ルエアロ ゾルディ テク タ ーを 用いた

気相中ナノ 粒子表面積の測定手法の検討

〔研究課題コード〕 0708AF546

〔担当者〕 ○藤谷雄二 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期　間〕 平成 19 ～平成 20 年度 （2007 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 In vitro の実験において粒子表面積が毒性の指

標 と な る こ と が示され， 表面積測定の重要性が認識され

て き ている。 一方， 拡散荷電を利用し たエレ ク ト ロ メ ー

タ に よ る エア ロ ゾル表面積の測定手法が検討 さ れてい

る。 同粒径の場合に荷電効率は凝集の程度 （形態） で異

な り ， 表面積 と 関係する こ と が示唆されているが自由分

子領域に近い粒径におけ る形態 と 荷電効率の間の定量的

な関係が明ら かでないため， 定量的に示すこ と を目標 と

する。

〔内容および成果〕

　 粒径 100nm 以下の ４ 種の粒径について， 形態の異なる

各種エア ロ ゾルを単分散粒子と し て， 約 1000 個 /cc の濃
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度 と な る よ う に発生を コ ン ト ロールし た。 その濃度は発

生装置， 測定感度， 凝集の問題か ら その濃度 と し た。 た

だ し， 一部の種類の粒子については濃度を振 る 実験 も

行った。 それぞれの粒子について， 凝縮粒子計数器 と エ

レ ク ト リ カルエア ロ ゾルデ ィ テ ク ターを組み合わせて，

空気イ オンの粒子に対する荷電効率を測定し た。 ま た，

走査式モビ リ テ ィ ーパーテ ィ クルサイザーを用いて， 測

定し ている粒子の粒径分布の確認を行った。 一方， 粒子

を捕集し， 透過型顕微鏡を用いて形態観察を行った。 そ

の後画像処理によ って， 各種粒子， 粒径について投影面

積， 投影面積径， 間隙 と輪郭のフ ラ ク タル次元を求めた。

次年度は， 荷電効率 と 表面積に関連するパラ メ ータが定

量的な関係になっているか調べる。 また， 理論的推論が

可能か考察する。

〔備考〕

16）　 内分泌かく 乱物質の発がん・ 加齢などに及ぼす影響

の分子メ カ ニズムに関する研究

〔区分名〕 厚労 - 厚生科学

〔研究課題コード〕 0609DA502

〔担当者〕 ○曽根秀子 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期　間〕 平成 18 ～平成 21 年度 （2006 ～ 2009 年度）

〔目　的〕 核内受容体に作用する化学物質の う ち，エス ト

ロゲン受容体 α （ESR1） に結合し， エス ト ロゲン作用を

有する こ と が知られている ビ ス フ ェ ノ ールＡ ( Ｂ Ｐ Ａ)は，

マウ ス及びラ ッ ト において周産期曝露で乳腺の発達に影

響を及ぼすこ と が示されて き た。 そのため， ヒ ト の乳が

ん発症や進展の環境因子の一つ と し て懸念される。 そ こ

で，その Ｂ Ｐ Ａ  の発がん促進作用の分子 メ カニズムを明

ら かにす る こ と を目的 と し て， 正常 ヒ ト 乳腺上皮細胞

（HMEC） における Ｂ Ｐ Ａ  の細胞増殖 ・ 細胞老化への影

響を調べる。

〔内容および成果〕

　 ビ ス フ ェ ノ ール Ａ （BPA） の正常 ヒ ト 乳腺上皮細胞

（HMEC） における， 細胞増殖 ・ 細胞老化への影響を調べ

た。 BPA は， HMEC の増殖を用量依存的に促進 し た。

mRNA 遺伝子発現レベルでの影響を調べる と， 細胞周期

の停止やアポ ト ーシスに関連し た遺伝子への影響は認め

られず， 増殖に関連し た遺伝子の誘発が認められた。 さ

ら に， こ の遺伝子発現レベルでの増殖関連遺伝子の誘導

能が実際の増殖能に反映されているかど う かを調べる た

めに， ヌー ド マウ スへの移植の代替法 と し て ３ 次元培養

によ る増殖能を調べた。 その結果， ８ 世代目に １ 世代間

だけ BPA を曝露し， その後 13 世代目細胞を ３ 次元培養

し た場合， 溶媒対照に比べ， 有意に大き な細胞集塊を形

成し た。 このこ と は，BPA が増殖能への影響を示すこ と，

エピジェネテ ィ ッ ク な作用を有する こ と を示唆し た。

〔備考〕

本課題は， 2007 よ り ， 平成 19 年度厚生労働科学研究費

補助金 ・ 化学物質 リ ス ク研究事業 「形態形成期 ・ 思春期

などの高感受性期にあ る集団での核内受容体作動性化学

物質等の有害性発現 メ カニズムの解明及びその評価手法

にかかる総合研究」 の分担研究と し て実施する。

17）　 小児の感受性に着目し た環境中の化学物質の健康

影響評価

〔研究課題コード〕 0707BY562

〔担当者〕 ○米元純三 （環境 リ ス ク研究セン ター）， 曽根

秀子， 河原純子

〔期　間〕 平成 19 年度 （2007 年度）

〔目　的〕 本研究では，小児のば く 露フ ァ ク ターデータの

整備， 感受性に着目し た環境中の化学物質の健康影響評

価に関する研究， 保存臍帯を用いた胎児期におけ る残留

性有機汚染物質のば く 露 と 軽度発達障害 と の関連性につ

いて研究を行い， 小児の感受性に着目し た環境中の化学

物質等の健康影響評価手法の開発に資する こ と を目的 と

する。

〔内容および成果〕

　 １ ） 小児を対象 と し た環境中の化学物質等のば く 露評

価に必要 と される食物 ・ 水 ・ 土壌 ・ 母乳 ・ 大気等の摂取

量， 身長 ・ 体重等の参照値を整備する こ と を目的 と し，

国内外におけ るば く 露フ ァ ク ターデータ集を調査する こ

と によ り ， 小児のば く 露評価において必要 と される情報

について検討を行 う と と も に， 国内におけ る既存の知見

を収集整理し， ば く 露フ ァ ク ターデータベースの構成項

目の検討を行った。

　 ２ ） 男児外陰部異常症 と 環境化学物質 と の関わ り を明

ら かにする目的で， 環境化学物質の代謝 と 関連する核内

受容体， 薬物代謝酵素の遺伝的多型が これら の疾患の感

受性因子かど う かを検討し た。 すなわち国立成育医療セ

ン ター研究所小児思春期発育研究部から供与されたサン

プルを用いて， 生殖発達障害におけ る薬剤応答性遺伝子

多型のゲ ノ ム解析を行った。 210 のサンプルの 378 個の

一塩基多型 （SNP） を解析し， 疾患群 と 対照群 と の間に

有意差のあ る SNP を 25 個見いだし た。

　 ３ ） 胎児期における水酸化 PCB および PCB へのば く

露 と 生後の軽度発達障害の発症 と の関連性を明ら かにす

る こ と を目的 と し， 国立成育医療セン ター出生コ ホー ト

（2003 年 11 月から 2005 年 12 月までに出生） 内， 後ろ向

き症例対照研究を行った。 すなわち， 310 名に本研究へ
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の参加を呼びかけ， 45 名 （症例 ８ 名， 対照 37 名） から

保存臍帯の提供を受け， 分析を開始し た。

〔備考〕

18）　 環境有害因子の健康リ スク 評価と そのメ カ ニズム

解明に関する研究

〔区分名〕 共同研究 

〔研究課題コード〕 0510LA843

〔担当者〕 ○遠山千春 （環境 リ ス ク研究セン ター）， 米元

純三

〔期　間〕 平成 17 ～平成 22 年度 （2005 ～ 2010 年度）

〔目　的〕 様々な環境因子に よ る健康 リ ス ク の発生， 予

測， 予防， 評価について， 国内外の情報を も と に幅広 く

レ ビ ューを行い， 個別課題については， 実験的研究を行

う こ と によ って， 毒性 メ カニズムを解明し， リ ス ク評価

に資する情報を提供する。

〔内容および成果〕

　 ダ イオキシンの リ ス ク評価のために これまで ７ 年間に

わた って行って き たダ イ オキシン類の文献レ ビ ューを，

国立環境研究所及び他大学の研究者の協力を得て， 2005

年に出版 さ れた関連文献， 約 800 件を対象に行い， レ

ビ ュー集 ８ と し て と り ま と めた。 また， 食品か らのカ ド

ミ ウ ムの耐容週間摂取量の設定のため， 食品安全委員会

汚染物質調査部会におけ る リ ス ク評価文書作成に参画し

た。

　 個別課題 と し て， ダ イ オキシン， PCB， ヒ 素の健康影

響 と その メ カニズムに関する実験的研究を遂行し た。 塩

素化ダ イオキシンの経母乳曝露によ る水腎症発症 メ カニ

ズムの検討， 塩素化ダ イオキシン と PCB153 の経胎盤 ・

経母乳曝露が仔の学習機能あ るいは性周期発来に及ぼす

影響， な らびに ヒ 素の免疫機能への影響について， 原著

論文と し て と り ま と めた。

〔備考〕

特別客員研究員の立場で， NIES の研究者と適宜， 協力し

て研究を行 う 。

（ １ ０ ） アジア自然共生研究グループにおける研究

活動

〔研究課題コード〕 0610FP011

〔代表者〕 中根英昭

〔期　間〕 平成 18 ～ 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目　的〕 　 アジア自然共生研究プ ロ グ ラ ムでは , （ １ ）

アジアの大気環境管理評価手法の開発 , （ ２ ） 東アジアの

水 ・ 物質循環評価システムの開発 , （ ３ ） 流域生態系にお

け る環境影響評価手法の開発の三つの中核プロ ジ ェ ク ト

を柱と し て研究を実施し ているが , 中核プロ ジェ ク ト 間

の連携 , 中核研究プロ ジェ ク ト の成果の統合的な活用 , プ

ロ グ ラ ムを横断する課題への取 り 組みや先導的研究のた

めに基盤的な調査 ・ 研究活動を実施する。

〔内容および成果〕

　 ア ジ ア自然共生研究プ ロ グ ラ ムにおけ る 基盤的な調

査 ・ 研究活動は , 下記に大別される。

（ １ ） アジア及び日本の大気環境の現状 と将来予測及び環

境管理に関する基盤的研究

（ ２ ） アジア及び日本の水環境の現状 と将来予測及び環境

管理に関する基盤的研究

（ ３ ） アジア及び日本の生態系の現状 と将来予測及び環境

管理に関する基盤的研究

（ ４ ） その他、 アジア自然共生研究グループ構成員が行 う

研究

これらの研究の中には , 中核研究プロ ジェ ク ト の関連研

究、 複合領域を扱 う 研究 , 気候変動や循環型社会に関す

る研究等と の境界領域を扱 う 研究 , 研究手法に関する研

究等も含まれている。

　 以上の研究によ る平成 19 年度の成果については , 個別

の課題についての説明を参照し て頂きたい。

　 なお , 上記以外のアジア自然共生研究グループの外部

資金等によ る研究の一部は , 中核研究プロ ジェ ク ト に直

接貢献する研究課題と し て掲載されている。

1）　 エアロゾル上での不均一反応の研究

〔区分名〕 経常 

〔研究課題コード〕 0510AE803

〔担当者〕 ○高見昭憲 （アジア自然共生研究グループ）

〔期　間〕 平成 17 ～平成 22 年度 （2005 ～ 2010 年度）

〔目　的〕 大気中においてエア ロ ゾルは気相か ら の分子

の取 り 込みや， 表面反応および液相反応を通じ て大気組

成に変動を与え る。 エア ロ ゾルの物理化学的性質， 特に

エア ロ ゾルが関与する不均一反応やエア ロ ゾルの形状に

ついて検討し， エア ロ ゾルの化学的変質について理解を

深める。

〔内容および成果〕

　 過去のデータ を解析し， 気塊が輸送される時の硫黄酸

化物の変質を検討 し た。 東シナ海両岸での濃度変化を

行った と こ ろ， 硫黄酸化物が酸化される変化率は ２ ％程

度 と 推測された。 これは過去のモデル計算で推測された

値 と ほぼ一致する。 また窒素酸化物の輸送中でのガスー

粒子分配について温度依存性や， 共存物質によ る影響を

検討し た。

〔備考〕
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今年度よ り 科研費（萌芽研究，H18-19）でも推進し ている。

2）　 揮発性有機化合物の光酸化で生成する二次有機エア

ロゾルの組成分析

〔区分名〕 経常

〔研究課題コード〕 0610AE402

〔担当者〕 ○佐藤圭 （アジア自然共生研究グループ）

〔期　間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目　的〕 大気エア ロ ゾル中の有機成分の う ち，大気中に

放出された揮発性有機化合物の酸化反応で生成する二次

有機エア ロ ゾル組成 と その生成過程の理解に寄与する こ

と を目的 と する。 室内チャ ンバーを用いて個別炭化水素

の酸化で生成す る 二次有機エア ロ ゾルの組成分析を行

う 。 特に大気中で二次有機エア ロ ゾル生成に寄与する と

考え られている芳香族炭化水素，環状アルケン炭化水素，

及び脂肪族アルカン炭化水素について， 生成する二次有

機エア ロ ゾルの組成を明らかにする こ と を目標にする。

〔内容および成果〕

　 芳香族炭化水素の光酸化は都市大気の二次有機エア ロ

ゾル （SOA） 生成に寄与する と 考え られるが， その生成

に関わる反応機構の解明は十分でない。 私は， 前年度の

研究から， ト ルエンの光酸化からの SOA の主要組成が，

炭素数が前駆体 と 同じ ７ のカルボン酸であ る こ と を示し

た。 ト ルエンからの気相酸化物は主に C2-C5 の分解型生

成物であ るが， SOA にはこれら主要生成物 と は異なる非

分解型の生成物が寄与する と考え られる。芳香族は，SOA

の収率によ って， 「高収率芳香族」 と 「低収率芳香族」 と

に分類される。 ト ルエン以外の芳香族で も非分解型の生

成物が SOA 生成に寄与する な ら， 芳香族からの SOA 収

率は非分解型の生成物の収率で決ま るはずであ る。 本研

究では， 高収率芳香族と し て ト ルエン （TOL） 及び p- エ

チル ト ルエン （ETT） を， 低収率芳香族 と し て p- キシレ

ン （XYL） 及び 1,3,5- ト リ メ チルベンゼン （TMB） を選

んで室内チャ ンバー実験を行った。生成する SOA 及び分

解型の生成物 （グ リ オキサール＋ メ チルグ リ オキサール）

の収率を測定し， SOA 生成物の質量スペク ト ルを液体ク

ロマ ト グ ラ フ質量分析計で調べた。 TOL， ETT， XYL， 及

び TMB からの SOA 収率は， それぞれ 0.07 ～ 0.11， 0.06

～ 0.10， 0.02 ～ 0.04， 及び 0.02 ～ 0.03 であ り ， SOA の

収率には （高収率芳香族） ＞ （低収率芳香族） の関係が

成 り 立った。 他方， SOA 生成に寄与し ない と予想される

分解型の生成物の収率には， SOA 収率の場合 と は逆に

（高収率芳香族） ＜ （低収率芳香族） の関係が成 り 立っ

た。 TOL， ETT， XYL， 及び TMB からの SOA の質量ス

ペク ト ルには， それぞれ質量数 171， 199， 185， 及び 199

に強いピーク が見つかった。 これら のピーク は， 前駆体

の炭素数を保存し たカルボン酸に帰属された。 以上の結

果から，芳香族炭化水素からの SOA 生成には非分解型の

生成物が寄与し， SOA の収率は非分解型の生成物の収率

によ って決ま る と結論し た。

〔備考〕

3）　 イ ソ プレ ンを 含むジアルケン炭化水素類の光酸化で

生成する二次有機粒子組成

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 0607CD403

〔担当者〕 ○佐藤圭 （アジア自然共生研究グループ）

〔期　間〕 平成 18 ～平成 19 年度 （2006 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 近， イ ソプレ ンの酸化で生成する 2- メ チル

テ ト ロールが大気中の二次有機エア ロ ゾル生成に寄与す

る と いわれている。 しかし， こ のポ リ オールの生成に関

わる反応機構は十分には理解されていない。本研究では，

イ ソ プレンや 1,3- ブタ ジエン等のジアルケンの光酸化で

生成する二次有機エア ロ ゾルの組成の分析を通し て， 特

にジアルケンか ら のポ リ オール類の生成に関わる酸化機

構を調べる こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 本研究では， NOx 存在下における ６ 種類のジアルケン

（1,3- ブタ ジエン， イ ソ プレ ン，2,3- ジ メ チルブタ ジエン，

2,4- ヘキサジエン，1,4- ペン タ ジエン，および 1,5- ヘキサ

ジエン） の光酸化を室内チャ ンバー実験によ って調べた。

生成する二次有機エア ロ ゾル （SOA） の水溶液に含まれ

る ポ リ オール， 有機酸， および硝酸を， イ オン排除型液

体ク ロマ ト グ ラ フ－質量分析法によ って分析し た。 イ ソ

プレンの実験では， 2- メ チルテ ト ロール （SOA の 0.5 ～

２ wt％） ， メ チルニ ト ロオキシブタ ン ト リ オール （SOA

の １ ～ ７ wt％） ， メ チルジニ ト ロオキシブタ ンジオール

（SOA の 0.3 ～ ８ wt％）， および硝酸 （SOA の ４ ～ ９ wt

％） が， SOA の水溶液中に見つかった。 抽出の ３ 日後に

は， ニ ト ロオキシポ リ オール （即ち， メ チルニ ト ロオキ

シブタ ン ト リ オールおよび メ チルジニ ト ロオキシブタ ン

ジオール） の濃度は減少し， 逆にポ リ オール と 硝酸の濃

度は増加し た。 同様の結果が， ６ つ全てのジアルケンの

実験で得られた。 実験結果は， NOx 存在下のジアルケン

の気相光酸化ではニ ト ロ オキ シポ リ オールが生成 し て

SOA の生成に寄与し， ニ ト ロ キシポ リ オールは水溶液中

で加水分解し てポ リ オール と 硝酸を生成する こ と を示し

ている。 ジアルケンの酸化におけ る気相の反応プロセス

によ るポ リ オール生成は NOx存在下では抑制される と考

え られる。
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〔備考〕

4）　 海洋表層・ 大気下層間の物質循環リ ンケージ

〔区分名〕 文科 - 科研費 

〔研究課題コード〕 0610CD309

〔担当者〕 ○高見昭憲 （アジア自然共生研究グループ）

〔期　間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目　的〕 標記課題の 「文部科学省特定領域研究」 におい

て， A-1 班に属し 「反応性微量成分によ る海洋大気化学

過程の変調」 を検討する。 主 と し て沖縄辺戸ステーシ ョ

ンにおいてエア ロ ゾル質量分析計， ナ イ ト レー ト モニ

ター， 全窒素化合物測定器など を用いて， 東シナ海域に

おける窒素化合物の動態を把握する。

〔内容および成果〕

　 本年度においては， 前年度までに辺戸ス テーシ ョ ンお

よび中国などで取得し た窒素化合物データ を解析し， 季

節変動， ガスー粒子間の分配， 長距離輸送によ る化学的

変質， 硫黄化合物の共存によ る化学的変質への影響につ

い て検討 し， 論文 と し て ま と めた (2007JD009462, JGR

Atmosphere, accepted)。気相アンモニア計測の準備のため，

イ オン ク ロ マ ト グ ラ ムベースの装置 と 比較を行った。 そ

の後， 辺戸ステーシ ョ ンに設置し て測定を開始し た。

〔備考〕

大阪府立大学， 坂東博教授が A-1 班の代表者であ り ， 研

究費はすべて大阪府立大学で管理されている。

5）　 北東アジアの草原地域における砂漠化防止と 生態系

サービ スの回復に関する 研究 (2) 荒廃し た草原の回

復にかかわる key species の環境適応性の解明

〔研究課題コード〕 0709BA513

〔担当者〕 ○清水英幸 （アジア自然共生研究グループ） ，

矢ヶ崎泰海， 小林祥子， 許振柱

〔期　間〕 平成 19 ～平成 21 年度 （2007 ～ 2009 年度）

〔目　的〕 本研究では， 北東アジアの放牧草地を対象に，

砂漠化し た土地の生態系再生 と 持続的な生物資源利用の

両立が可能 と な る よ う な環境修復の指針を提示する こ と

をめざす。 本サブ課題では， 荒廃草原および回復草原に

おける key species の環境適応にかかわる生理生態特性を

環境制御実験によ り 解明し，「環境修復の鍵 と なる植物種

はどのよ う な環境適応力を持っているのか？」 を明ら か

にする。 また， key species 間の環境適応能の差異に基づ

く 種群ご と に生長モデルを構築し， 生態プロセスの一般

化を行い， 生態系再生予測モデルのパラ メ ータ を提供す

る。

〔内容および成果〕

　 荒廃し た草原および回復し た草原におけ る key species

の環境適応に係わる生長 / 生理生態的特性に関し ては，こ

れまでに個別に検討されて き た， 各地域の主要植物種の

生長および生理生態機能に係わるデータ を整理し， 同様

な特性を有する種群ご と に比較し た。 （ １ ） 各草原地域の

保全域 key species と し て Cleistogenes squarrosa， Leymus

chinensis，Stipa gobica，Stipa krylovii，砂漠化域 key species

と し て Artemisia halodendron， Caragana microphylla，

Chenopodium album，Peganum nigellastrum 等を選定する と

共に， 各地域の気象等の環境情報を入手し た。 （ ２ ） 本年

度はこれまで情報が皆無であったC. squarrosaの土壌水分

に対する生長応答について， 環境制御実験によ り 解明し

た。 また， これまで入手が困難であったモンゴル産植物

種に関し て も種子を収集し， 予備的実験を行った。 （ ３ ）

key species 間の環境適応能の差異に基づいた各種群の生

長モデルを構築し， 生態プロセスの一般化を行 う ための

研究を開始し， 数種 key species を用いた生育 / 形態形成

実験を行っ た。 幾何学的立体構造を記述す る 形式言語

Lindenmayer system （L-system） に数値パラ メ ータ を導入

し たパラ メ ト リ ッ ク L-system を も と に， 植物体立体構造

シ ミ ュ レーシ ョ ンを行 う プロ グ ラ ムを開発し た。（ ４ ）key

species であ る C. squarrosa，A. halodendron，C. microphylla

等について，地上部および地下部の形態形成実験を行い，

茎および根の分枝の送出角度 と 数， 長さ と 直径， 葉縁部

の形状 と 面積等のパラ メ ータ を取得し， 空間上で複雑な

立体構造の表現を可能 と し た。 これら のシ ミ ュ レーシ ョ

ン成果を実際に栽培し た植物 と 比較し て， モデル性能の

検証を行った。

〔備考〕

共同研究機関 ： 東京大学， 岡山大学， 中国科学院植物研

究所， 中国科学院沈陽応用生態研究所， 中国環境科学研

究院， 北京師範大学資源学院， モンゴル農業大学

研究代表者 ： 大黒俊哉 （東京大学大学院農学生命科学研

究科）

6）　 大気境界層における物質輸送の研究

〔区分名〕 経常 

〔研究課題コード〕 0308AE510

〔担当者〕 ○菅田誠治 （アジア自然共生研究グループ）

〔期　間〕 平成 15 ～平成 20 年度 （2003 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 大気中物質の長距離輸送においては，発生源付

近での大気境界層内での拡散および自由大気への逃げ出

し等によ る上昇 と， 自由大気での長距離輸送， な らびに

受容域に至る までの何ら かの理由によ る沈降が重要であ

る。 本研究はこれら大気境界層に関わる上昇 ・ 沈降の過
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程を明らかにする こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 地域大気汚染モデルにおいて， 大気境界層のパラ メ タ

リ ゼーシ ョ ン ス キームを変更する こ と によ り ， どのよ う

に局地風の循環や， 生成されるオゾン濃度に違いが生じ

るかを調べ， 気象数値モデルにおけ る境界層ス キーム依

存性を明らかにし た。

〔備考〕

7）　 中国北部草原の劣化生態系に生育する主要植物種に

及ぼす気候変動の影響

〔研究課題コード〕 0709CD581

〔担当者〕 ○清水英幸 （アジア自然共生研究グループ） ，

許振柱， 小林祥子， 矢ヶ崎泰海

〔期　間〕 平成 19 ～平成 21 年度 （2007 ～ 2009 年度）

〔目　的〕 植生衰退・土壌劣化が進行する中国北部草原生

態系 （シ リ ンゴ ロ草原等） の現地環境 / 地球環境変動を

考慮し た将来環境を環境制御室に再現し，CO2 濃度増加，

気温上昇， 土壌乾燥化等の複合環境条件が， 現地の主要

植生であ る， Leymus chinensis， Stipa grandis 等の草本種，

Caragana microphylla， Hedysarum laeve 等の灌木種に及ぼ

す生長影響を， 生理生態 / 植生構造的観点から比較解析

し， 中国北部草原生態系に及ぼす気候変動の影響を予測

する。 また， 劣化草原の回復･再生に資する乾燥地草原生

態系研究の基盤的情報の提供に寄与する。

〔内容および成果〕

（ １ ） 中国北部の半乾燥地， シ リ ンゴ ロ草原等の植生や現

地環境に関する既存データ を収集整理し， 環境制御室内

で再現する ための基盤的環境情報を整備し た。 （ ２ ） 半乾

燥地草原に係わる温暖化関連研究成果を レ ビ ューする た

めに， 150 以上の文献を収集し， 重要な情報を整備し た。

こ れ を 基に， “Interactions of Elevated CO2 with Other

Environmental Stresses on Grassland Ecosystem--from

underlying mechanism to actual responses” を ま と めた。（ ３ ）

シ リ ンゴ ロ草原の草本種 （Agropyron cristatum，Astragalus

adsurgens， Chloris virgata， Cleistogenes squarrosa，

Corispermum candelabrum， Leymus chinensis， Medicago

sativa， Setaria glauca， S. viridis， Stipa grandis） およびそ

の荒廃 （砂漠化） 地域で認め ら れ る 灌木種 （Artemisia

halodendron，A. scoparia，Caragana microphylla，Hedysarum

fruticosum， H. laeve） の種子を収集し， 発芽 ・ 生育等に関

する予備実験を行った。 （ ４ ） 今後実験に用いる主要草本

種と し て， L. chinensis， S. grandis を， また灌木種 と し て，

C. microphylla， H. laeve を選出し， これらの生理生態研究

に適し た， 環境制御装置， 育成容器， 土壌等の改良， 準

備を行い， 複合環境の影響を把握する ための実験手法 と

今後の実験計画の詳細を設計し た。

〔備考〕

共同研究機関 ： 中国科学院植物研究所

8）　 気候変化と 大気化学諸過程の相互作用に関する数値

的研究

〔区分名〕 経常 

〔研究課題コード〕 0408AE494

〔担当者〕 ○永島達也 （アジア自然共生研究グループ）

〔期　間〕 平成 16 ～平成 20 年度 （2004 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 大気化学諸過程は，放射強制や大気の力学を媒

介 と し て気候シ ス テ ムの変動性に本質的に関わっ てい

る。 に も関わらず， 将来の気候変化見通しに使用される

新のモデルで も， 大気化学の扱いは十分 と は言えない

のが現状であ る。 こ う し た状況は， 例えば領域規模の気

候変化や気候変化におけ る成層圏 ・ 対流圏結合の役割等

を考える際に大き な問題と な り 得る。そ こ で本研究では，

大気化学過程が結合された数値モデルを用いて， 気候変

化におけ る大気化学過程の影響 （或いはその逆） に関す

る理解を深め， 可能な限 り 定量的な理解を得る こ と を目

指す。

〔内容および成果〕

　 引き続き， 対流圏化学輸送モデル CHASER を用いて，

全球の対流圏オゾン濃度に対する発生源別の寄与割合を

推定する研究を行った。 前年度か ら懸案であった， 成層

圏か ら の寄与率見積も り が過大にな る こ と に関し て， 成

層圏の取 り 扱い方を変更する こ と で過大を解消し， 観測

と の一致を飛躍的に向上 さ せた。 こ のモデルを使っ て，

本年度は 2000 ～ 2005 年の各種条件を与えた実験を行い，

結果を EANET サイ ト や WDCGG サイ ト などのデータ と

詳細に比較し た。 また， 実験に必要な 2000 ～ 2005 年相

当の各種化学物質の放出量データ を作成し た。 １ 時間値

の実験結果を用いて， 日本域において高濃度のオゾン イ

ベン ト が起こ る時の領域別寄与率評価を行い， 特に西日

本にでは， 100ppbv を超え る よ う な高濃度イベン ト では，

韓国と中国の影響が大き く なる こ と が分かった。ただし，

現状の計算結果には， 北半球高緯度冬季での低オゾンバ

イ ア スや日本海側で夏季のオゾン ミ ニマムが再現されな

いなどの問題があ り ， 現在はそれら問題点の修正を行っ

ている。

〔備考〕

9）　 混合状態を考慮し た炭素性エアロゾルの20世紀気候

への影響評価
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〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 0607CD560

〔担当者〕 ○永島達也 （アジア自然共生研究グループ）

〔期　間〕 平成 18 ～平成 19 年度 （2006 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 これまでに， 気候モデルを用いた 20 世紀気候

再現実験の解析から， 20 世紀中盤に観測された全球規模

の地表気温低下傾向に と って， 炭素性エア ロ ゾルによ る

冷却効果が本質的に重要であ る と の結果が得 ら れてい

る。 本研究では， これまでに使用し て き た気候モデルで

は簡便に取 り 扱われていた， 種類の異な るエア ロ ゾル間

の混合状態を複数 （内部混合及び外部混合） 仮定する こ

と のでき る気候モデルを開発し， これを用いた対照実験

によ って炭素性エア ロ ゾルが20世紀中盤の気候変化に及

ぼし た影響を よ り 明確に示すこ と を目的とする

〔内容および成果〕

　 前年度までに， 過去のエア ロ ゾル前駆体排出量を与え

たテス ト 実験 と その結果の確認， 及びその設定を用いた

500 年規模の標準実験が終了し ている。本年度は，標準実

験を さ らに延長させる と と もに， 標準実験から 100 年毎

に切 り 出し た初期値を用いて ４ メ ンバーの20世紀再現ア

ンサンブル実験を行った。 また， エア ロ ゾルの排出量を

人為的に調整し た感度実験もやは り ４ メ ンバーのアンサ

ンブル実験で行い， 先行研究 と の比較を今後進める予定

であ る。 さ ら に， 当初予定では考慮 さ れていなかった，

エア ロ ゾルの放射強制力を評価する ための実験を現在進

行中であ り ， 先行研究と の比較を今後進めたい。

〔備考〕

10）　 大気オゾン全球分布の変動過程： 化学・ 気候モデル

による２ ０ 世紀再現実験

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 0608CD561

〔担当者〕 ○永島達也 （アジア自然共生研究グループ）

〔期　間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 本研究は化学・気候モデル CHASER を用い，成

層圏および対流圏のオゾン分布の変動過程を結合 ・ 総合

的に解明する こ と を目的とする。特に 20 世紀中の成層圏

オゾン減少 と 対流圏オゾン増加の両傾向に着目し た再現

実験を行い， 大気中ハロゲン化合物増加や大気汚染， 気

候変動 ( 温暖化 ) 等の，大気オゾンの存在量に大き く 影響

を及ぼす と 考え られる各要因が成層圏 ・ 対流圏オゾン分

布に与え る影響について詳細な評価を行 う 。

〔内容および成果〕

　 前年度までに導入の済んでいる塩素系の化学反応に加

えて， 極域成層圏雲 （PSC） 上での不均一反応に引き続

き起こ る触媒的オゾン破壊連鎖反応に必要な化学種 と化

学反応の追加 と 調整を行った。 その結果， 若干過小評価

気味だった成層圏における HCl など塩素系化学種の再現

性が向上し た。 引き続き， 臭素系化学種の導入 と 反応の

導入及び調整を行い， 現状では PSC 生成過程の導入を進

めている と こ ろであ る。

〔備考〕

研究代表者 ： 須藤健悟 （名古屋大学）

11）　 表面張力測定を 用いた有機エアロ ゾルの雲生成能

評価に関する研究

〔研究課題コード〕 0607CD528

〔担当者〕 ○高見昭憲 （アジア自然共生研究グループ）

〔期　間〕 平成 18 ～平成 19 年度 （2006 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 大気エア ロ ゾルの表面張力を測定し，表面張力

と 化学組成の結果を定量的に関係づけ る 方法を検討す

る。 特に， 近年， 雲生成への寄与があ る と 考え られてい

る有機エア ロ ゾルに注目し，AMS で得られる有機物の質

量スペク ト ル と 表面張力測定結果を整理し， 両者を関係

づける こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 水溶性有機化合物の捕集のため ミ ス ト チャ ンバー法を

試し た。 大型チャ ンバーで生成し た有機エア ロ ゾルを捕

集し， 表面張力計で測定し た と こ ろ ２ ～ ３ mN/m 程度の

低下が見られた。AMS 測定によ り 有機エア ロ ゾルの酸化

がすすんでいる こ と がわかっている沖縄辺戸岬において

ミ ス ト チャ ンバー法を試し たが， 大気中エア ロ ゾルの濃

度が低 く 検出でき なかった。HV を用いて有機エア ロ ゾル

を捕集し， 水で抽出し表面張力の低下を検討し た。

〔備考〕

経常研究でも同様の研究を継続し て行っている。

12）　 全国を 対象と し た淡水魚類生息地ポテン シャ ルの

時空間解析と 流域再生支援システム

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 0608CD930

〔担当者〕 ○亀山哲 （アジア自然共生研究グループ）

〔期　間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 流域再生を考える上では，生態系を無視し た工

学的技術の適応， また局所的現象のみに焦点を当てた研

究では， 実質的効果を上げる こ と はでき ない。 一歩先を

読み， 流域の集合体であ る水系 と そ こ に生息する魚類群

全体を広 く 見渡し， 生息地変化要因 と 生物生息実態 と の

因果関係を正確に理解 （モデル化） しつつ， その知見に

基づき， 流域本来の再生能力 〔治癒力〕 を復元する努力
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が必要であ る。

　 本研究では全国を対象 と し， 絶滅危惧種を含む国内生

息淡水魚類の生息地ポテンシ ャルを定量化し，過去 25 年

間の時空間変動を解析する。 さ ら にその解析結果 （生息

地改善 （劣化） 要因） を根拠 と する 「流域再生支援シナ

リ オ」 を作成する。 また 終的に一連の研究フ ローを統

合し， 効率的に運用可能なシステム化を試みる。 本提案

の具体的な目的は， 日本全国の主要水系の淡水魚類相を

対象と し， 以下の点を実現する こ と であ る。

１ ） データベース構築 ； ESRI GIS 環境。

２ ） １ ） を用いた空間統計モデル作成 （生息適地ポテン

シ ャルの推定）。

３ ） 推定モデルの全国デジ タルマ ッ ピ ング と 流域再生シ

ナ リ オの構築。         

〔内容および成果〕

　 研究次年度では， 日本全国の水系の淡水魚類相を対象

と し， 以下の点を実現し た点であ る。 モデルイ ンプ ッ ト

用のデータベース構築では， 前年に引き続き， 国内で独

立 し て整備 さ れて き た次の ４ 分野の統計量を統合化 し

た。 １ ） 日本全国淡水魚類 （水辺の国勢調査魚介類，1990

～ 2002 年， 全魚種， 全調査ポイ ン ト ）。 ２ ） ダムによ る

流域分断データ （ ４ 世紀以後の国内全ダム，分断化流域・

分断後の経過年数）。 ３ ) 日本全国流域圏水質 （公共用水

域水質データ， 1973 ～ 2002 年， 全分析項目， 全調査ポ

イ ン ト ）。 ４ ） 生息地環境情報 （全国 １ km メ ッ シュ ： 気

象， 標高， 河川勾配， 集水面積等）

　 淡水魚類の生息適地ポテンシ ャルの推定においては，

生息地属性データ を基に対象種の生息適地ポテンシ ャル

モデル （一般化線形回帰モデル） を作成し， 対象種の生

息地条件 と し て必要な項目を統計解析に基づいて決定し

た。 さ ら に， 各項目の重要度を各パラ メ ータの係数 （寄

与率） と し て定量化し た。

　 結果 と し て， レ ッ ド データに含まれるほぼ全種に対し

て生息地評価モデルを適応し，過去 25 年にわた る生息地

ポテンシ ャルの変化を数値化し た。 さ らに， 絶滅危惧種

がどの生息地条件によ って生息地ポテンシ ャルを変化さ

せたのかを統計学的に決定し た。

　 研究成果の一部を下記国際誌に投稿 ・ 受理された。

S. Kameyama, M. Fukushima, M. Han and M. Kaneko：(2007)

Spatio-temporal changes in habitat potential of endangered

freshwater fish in Japan, Ecological Informatics. Vol. 2/4, pp

318-327. 

〔備考〕

当課題は中核 P3 （143）， 領域横断的な研究活動 （299），

にも関連

13）　 極東ロ シアを 中心と し た絶滅危惧種イ ト ウの保全

管理計画

〔区分名〕 奨励 

〔研究課題コード〕 0607AF999

〔担当者〕 ○福島路生 （アジア自然共生研究グループ） ，

亀山哲， 島崎彦人

〔期　間〕 平成 18 ～平成 19 年度 （2006 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 2006 年 IUCN （国際自然保護連合） によ り 絶滅

危惧 IA 類に指定 さ れ た日本 大の淡水魚類 イ ト ウ

（Hucho perryi） の生息環境で特に重要な産卵場所が， ど

こ に位置するかについての地理情報は乏し く ， 本種の適

切な保全， 管理手法が打ち出されていない。 極東ロ シア

は近年急速に森林資源， 石油 ・ ガス資源の開発が進めら

れてお り ， 河川環境の破壊も著しい。 本研究はイ ト ウ を

含め， 絶滅危惧生物の生息域全域をカバーする広域的か

つ効率的な保全に向けて， リ モセンや GIS を活用し た潜

在生息域の推定モデルの開発を目標とする。

〔内容および成果〕

　 イ ト ウの歴史的分布な らびに日本におけ る本種の絶滅

要因を統計モデルによ って推定し た。 本種は極東ロ シア

か ら北海道にかけて日本海を取 り 囲むよ う に分布し， 日

本では現在北海道が南限であ るが， かつては東北地方に

も広 く 分布し ていた可能性が示唆された。 また比較的大

き な河川水系で， 平均標高の低い湿原河川に優占的に分

布する こ と が分かった。 本種の世界的分布は月平均降水

量が 54 ～ 96mm の地域に合致し た。かつて日本ではす く

な く と も 48 水系に本種が生息し た記録があ るが，現在で

は 11 水系に 12 個体群が残るのみであ る。 これら現存個

体群はいずれも年平均気温が摂氏 5.2 度に達し ない寒冷

な地域で， 勾配の緩い湿原河川や農地面積の流域面積に

占める割合の低い （＜ 20％） 河川に生息する。 12 の現存

個体群のなかで も ７ の安定個体群 （残 り は絶滅危惧個体

群） は， いずれも下流域に海跡湖を持つ湿原河川であ る

と い う 共通点が見られた。 また ５ つの安定個体群は農地

面積の割合が低い河川 （＜ 20％） にのみ生息する。 この

よ う にイ ト ウの分布は極東ロ シア と 北日本におけ る湿原

河川の分布 と 密接に関係し ている こ と， 特に個体群が絶

滅せずに存続する条件 と し て， 下流域が開発を まぬがれ

海跡湖の残る湿原が保全されている こ と の重要性が浮き

彫 り にされた。

　 平成 19 年 ６ 月上旬， 極東ロ シア ・ ハバロ フ ス ク州コ ッ

ピ川において， 本河川の上流から約 80km を 10 日間かけ

てボー ト で流下し ながら イ ト ウの産卵河川をつき と める

ための現地調査を， ロ シアの研究機関 （TINRO） と 米国
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の NGO （Wild Salmon Center） と と もに行った。 残念なが

ら本調査では， イ ト ウの産卵場所を見つけ る こ と ができ

ず，若干数のイ ト ウ親魚を確認するのみに終わった。コ ッ

ピ川を含め， 極東ロ シアの河川は中下流域が著し く 分流

し， 本流 と く ら べ勾配のゆ る い分流河川 （side channel）

にイ ト ウが産卵し ている可能性も考え られる。 本種の保

全を行 う 上で， 生息域 ・ 生活史の解明， 絶滅要因の解明

がさ らに求められる。

〔備考〕

亀山哲 （アジア G ・ 流域生態系研究室）， 島崎彦人 （アジ

ア G・流域生態系研究室），Pete Rand （Wild Salmon Center,

Portland, Oregon, USA） ， Sergei Zolotukhin （TINRO, ロ シ

ア科学アカデ ミ ー , Khabarovsk, Russia）

14）　 地球温暖化に対する 庭園蘚苔地衣植生の応答解析

と 熱画像情報によるモニタ リ ング

〔区分名〕 経常 

〔研究課題コード〕 0607AE009

〔担当者〕 ○清水英幸 （アジア自然共生研究グループ） ，

邱国玉， 小林祥子

〔期　間〕 平成 18 ～平成 19 年度 （2006 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 蘚苔類･地衣類は湿潤な東アジアでは着生･林

床植生 と し て発達し てお り ， 日本や中国では昔から庭園

植生 と し て利用されて き たが， 近年では大気汚染や温暖

化･乾燥化等の影響を受けている。大気汚染に敏感な蘚苔

類･地衣類が大気環境指標になる と い う 報告は多いが，地

球温暖化への応答に関する研究は少ない。 蘚苔地衣植生

の保護 と 東アジアの庭園保全のため， 本研究では， 制御

環境下で温暖化環境のシ ミ ュ レーシ ョ ン実験を実施し，

熱画像情報を利用し た庭園蘚苔地衣植生の応答解析 と モ

ニ タ リ ング手法について検討する。 特に， 地球温暖化に

対する蘚苔類･地衣類の感受性種間差を明らかにし，熱画

像情報によ る評価･モニ タ リ ング手法を確立し，庭園およ

び自然の蘚苔地衣植生のモニ タ リ ングへの応用を提案す

る。

〔内容および成果〕

　 中国お よ び日本で採集 し た， Atrichum undulatum，

Plagiomnium acutum，Tortula systylia，Timmiella diminuta を

15， 20， 25， 30， 35 ℃で 30 日間生育させ， 蘚苔類の生育

状態， 蒸散量， 熱画像等を継続的に計測し， 300 以上の

熱画像データ を解析し た。 （ １ ） 気温上昇は蘚苔類全種の

生育を抑制し た。 35 ℃等の高温処理では， 蘚苔類の茎葉

体は徐々に暗黄色に変色し， 数週間後に枯死し た。 ４ 種

の中では P. acutum や A. undulatum 等比較的大型の蘚苔類

が気温上昇に敏感に反応し た。 （ ２ ） 気温上昇は各蘚苔植

生の蒸散速度を顕著に増加させたが， 水面蒸発量に対す

る蘚苔植生蒸散量の比を小さ く し た。 気温上昇によ って

蘚苔植生の蒸散機能に障害が引き起こ されている可能性

が示唆された。 （ ３ ） 気温上昇は飽差を拡大するが， この

飽差拡大が高温におけ る蘚苔植生の蒸散量の増加を引き

起こ し， さ ら には生育障害に導 く 原因ではないか と 推察

された。 （ ４ ） 蒸散速度の変化は蘚苔類の表面温度に影響

するので， 熱画像情報か ら蘚苔類の蒸散機能の変化を非

破壊で抽出でき る可能性が示唆された。以上の結果から，

地球温暖化は蘚苔類に大き な影響を及ぼすこ と が明ら か

に され， 一方， 蘚苔類は温暖化の指標植物 と し て有効で

あ る こ と が示唆された。 また， 熱画像計測が蘚苔植生へ

の地球温暖化の影響を非破壊で連続的にモニ タ リ ングす

る ために有効な手法であ る こ と が確認され， 今後の地球

温暖化影響を把握する手法と し て，庭園･自然の蘚苔類植

生を対象 と し た熱画像計測を用いたモニ タ リ ングを提案

し た。

〔備考〕

共同研究機関 ： 北京師範大学資源学院

15）　 地球温暖化による豪雨発生頻度の変化が長江河口・

沿岸海域の水質・ 生態系に及ぼす影響

〔区分名〕 文科 - 科研費 

〔研究課題コード〕 0708CD316

〔担当者〕 ○東博紀 （アジア自然共生研究グループ）

〔期　間〕 平成 19 ～平成 20 年度 （2007 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 本研究では長江流域およびその河口・沿岸海域

の水 ・ 物質循環および低次水界生態系モデルを構築する

と と もに， 中長期 ( ～ 2100 年 ) の将来を対象 と し て地球

温暖化が長江河口 ・ 沿岸海域の環境 ・ 生態系に及ぼす影

響を明確にする こ と を目的 と する。 地球温暖化によ る影

響は様々であ るが， 本研究では環境 ・ 生態系に著しいイ

ンパク ト を与える極端事象に焦点を絞 り ， 「豪雨発生」 →

「陸域からの水 ・ 栄養塩流出」 → 「沿岸海域における富栄

養化現象の発生」 と い う 一連の事象の発生頻度が地球温

暖化に よ っ て ど の よ う に変化す る か， 数値シ ミ ュ レー

シ ョ ンを とおし て定量的に評価する。 

〔内容および成果〕

　 本年度に行った研究内容・成果は以下の とお り であ る。

（ １ ） 地球温暖化に伴 う 長江流域における豪雨発生頻度の

変化

　 長江流域における 38 地点の地上降水量観測値 （Global

Daily Climatology Network, version 1.0） と各観測地点を含

む IPCC （AR4） の 12GCMs のグ リ ッ ド降水量を用い， 地

球温暖化に伴 う 豪雨発生頻度の変化について解析し た。
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100 年確率の流域平均 30 日降水量を算定し た と こ ろ現在

気候， 2050， 2100 年ではそれぞれ 365， 434， 447mm と

な り ， 地球温暖化によ って豪雨発生の頻発化する こ と が

明らかになった。

（ ２ ） 長江河口 ・ 沿岸域における水文 ・ 水質 ・ 生態系デー

タベースの構築

　 地球温暖化が長江河口 ・ 沿岸海域の環境 ・ 生態系に及

ぼす影響を予測する数理モデルの構築 ・ 検証に必要な水

文 ・ 水質 ・ 生態系情報のデータベース構築に着手し た。

（ ３ ） 沿岸域の流動 ・ 水質 ・ 生態系モデルの高精度化

　 高精度移流スキームであ る CIP 法を導入し た σ 座標系

の準 ３ 次元流動 ・ 水質 ・ 生態系 FEM モデルを構築し， そ

の有用性を国内フ ィ ール ド （東京湾， 伊勢湾） にて検証

し た。

〔備考〕

16）　 ブナ林衰退地域における 総合植生モニタ リ ン グ手

法の開発

〔区分名〕 地環研

〔研究課題コード〕 0509AH953

〔担当者〕 ○清水英幸 （アジア自然共生研究グループ） ，

矢ヶ崎泰海， 小林祥子

〔期　間〕 平成 17 ～平成 21 年度 （2005 ～ 2009 年度）

〔目　的〕 ブナ林は日本の冷温帯の代表的極相林で，生物

多様性豊かな地域 と し て保全 さ れてい る と こ ろ も 多い

が， 近では各地でブナ林衰退が報告されている。 しか

し， ブナ林の健全 （衰退） 度評価， 樹木活性， 植生状況，

環境要因等の調査項目や方法は地域で様々であ り ， 全国

的な衰退状況把握および原因検討は行われていない。 本

研究では， ブナ林域におけ る全国展開可能かつ効率的な

総合植生モニ タ リ ング手法を開発する。 特に， 衰退地域

以外で も適用可能なブナ林生態系の健全度に関する総合

調査マニ ュ アル （案） を作成する こ と， ブナ林を有する

多 く の都道府県が参画する総合植生モニ タ リ ングネ ッ ト

ワーク を構築する こ と を目標 と する。 本研究成果は衰退

ブナ林の保全 ・ 再生施策に寄与し， また地球温暖化影響

把握等のための広域植生モニ タ リ ングにも有用 と 考え ら

れる。

〔内容および成果〕

　 本年度から Ｃ 型研究と し て，複数の地方研究所 と の共

同研究およびネ ッ ト ワーク形成を推進し た。 （ １ ） 神奈川

県 ： ブナ林衰退が進む丹沢山 と 檜洞丸の試験地で， 高木

の衰退状況， 気象 ・ 大気環境等をモニ タ リ ング し， 植栽

及び天然更新の状況調査を実施し た。 ス ズ タ ケ等林床植

生の植被率や稚樹の生残 と 生長を追跡調査し た。 ま た，

平野部の常時観測地点に加え， 丹沢山地の東西方向 と，

山麓部か ら主稜線部に至る垂直方向を カバーする気象 ・

大気のモニタ リ ング体制を構築し た。 （ ２ ） 福岡県 ： ブナ

林が衰退し ている英彦山および健全な古処山， 脊振山で

衰退度調査 （ ０ ～ ４ で目視評価） を実施し た。 英彦山 ：

0.9 ～ 1.3，古処山：0.0 ～ 0.2，脊振山：0.0 ～ 0.3 であ り ，英

彦山で顕著な枯損が認められ， ブナ林衰退が進行し てい

た。 また， 英彦山では林床種数が少な く ， シカ食害の有

無によ って，類似度指数に大き な違いが認められた。（ ３ ）

埼玉県：奥秩父のブナ自然林の衰退は報告されていない。

しかし， 東京大学秩父演習林栃本作業所でのオゾン測定

では， 日 高濃度は春季 と 夏季に高い値を示し た。 ブナ

成長期の ４ ～ ９ 月の ６ ヵ月間の AOT40 （2006 ～ 07） は

10 ～ 15ppm ･ h と，欧州の ク リ テ ィ カルレベルを越えてお

り ， 奥秩父ブナ林が既にオゾン影響を受けている可能性

が示唆された。 （ ４ ） 岡山県 ： 中部 と北部にブナ林が分布

するが， 実生や稚樹が見られない地域が多い。 林床下で

ブナ実生の定着 と 生長を調査し た と こ ろ， 夏期のわずか

な光が重要であ り ， 閉鎖林冠下や林床にササが繁茂し て

いる と， ブナ実生の生存が困難であった。 （ ５ ） 福井県 ：

ブナ科樹木の堅果成熟期以前に結実状況を広域調査し，

ク マ出没傾向 と の関係について検討し た。 その過程で用

いた着果度指標は， ブナの健全度の長期モニ タ リ ングに

有用と思われた。 （ ６ ） 富山県 ： 立山 ・ 黒部アルペンルー

ト 沿線のブナを含む植生調査を実施し， ブナ平でのブナ

衰退と オゾン濃度と の関係を指摘し た。 （ ７ ） 丹沢犬越路

で OTC 実験を行った と こ ろ，ブナ苗の生長が環境大気に

よ って約 70％低下し た。 また， 蒸散， 光合成， 気孔コ ン

ダ ク タ ン ス等は春～初夏に影響され， 生理指標 と し て有

用 と 思われた。 さ ら に， ブナの生理機能をモニ タ リ ング

する ため， Granier 法によ るブナの樹液流の年間連続計測

を行い， その有用性を示す と 共に， 簡易な代替計測手法

について も 検討 し た。 （ ８ ） 本年度は， 神奈川県， 福岡

県， 埼玉県， 岡山県， 福井県， 富山県に加え， 平成 20 年

度か ら参加する静岡県 と秋田県の関連研究者 と 意見交換

を行い， 研究者ネ ッ ト ワーク の構築を推進し た。

〔備考〕

共同研究機関 ： 神奈川県環境科学セン ター （武田麻由子，

相原敬次）， 福岡県保健環境研究所 （須田隆一）， 埼玉県

環境科学国際セン ター （三輪誠， 小川和雄）， 神奈川県自

然環境保全セン ター （山根正伸， 田村淳， 越地正）， 岡山

県自然保護セン ター （西本孝）， 福井県自然保護セン ター

（多田雅充， 水谷瑞希） ， 富山県林業技術セン ター （安田

洋， 中島春樹）
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17）　 東アジア域における エアロ ゾ ル空間分布の把握お

よびその変動の抽出に関する研究

〔区分名〕 経常 

〔研究課題コード〕 0711AE458

〔担当者〕 ○清水厚 （アジア自然共生研究グループ）

〔期　間〕 平成 19 ～平成 23 年度 （2007 ～ 2011 年度）

〔目　的〕 こ れまで国立環境研究所が東アジア域に展開

し て き た ラ イ ダーネ ッ ト ワーク によ り ， 大規模なエア ロ

ゾル現象の空間的拡が り や時間発展の様子が準 リ アルタ

イ ムで可視化で き る よ う にな っ た。 今後は蓄積 さ れた

デー タ か ら エア ロ ゾル分布の特徴を示す代表的なパ ラ

メ ータ を抽出し， その空間分布や長期変動を示すこ と で

観測結果を各種モデルの検証などに活用し ていかなけれ

ばな ら ない。 そのよ う な観点か ら， ラ イ ダー観測の特長

を活かし たエア ロ ゾル分布パラ メ ータの決定， 過去デー

タか ら の抽出， 時間変動の検出を行い， 東アジア域大気

環境変動を総合的に記述し てい く こ と を目標とする。

〔内容および成果〕

　 地上ラ イ ダーネ ッ ト ワーク によ る観測結果の解析手法

においては， 雲底以下の領域におけ る地上側か ら のイ ン

バージ ョ ンによ り エア ロ ゾル消散係数を導出する手法の

開発と評価を行った。 1000 プロ フ ァ イル程度の観測デー

タ を統計的に利用する こ と で， 光学的に極端に厚いケー

ス を除 き 雲底下ま で消散係数を得 ら れ る こ と が分かっ

た。また人工衛星 CALIPSO に搭載された ラ イ ダーのデー

タ を NASA よ り 入手し， イ ンバージ ョ ンを行って黄砂の

消散係数を推定し た。 これを用いて地上ラ イ ダーデータ

を同化し た黄砂予報モデルによ る黄砂分布を検証し た。

　 さ らに ４ 月末に航空機搭載ラ イ ダーと CALIPSOの同期

観測が行われたのでそのデータ も解析し，航空機・衛星・

地上それぞれのラ イ ダーによ って同一のエア ロ ゾル層を

観測し た場合の特徴を明ら かにし た。 その他， 地上ラ イ

ダーネ ッ ト ワークデータの自動処理ルーチンを引き続き

改善し， 黄砂の立体分布に関する情報は環境省のウエブ

サイ ト から提供されている。

〔備考〕

18）　 森林－土壌相互作用系の回復と 熱帯林生態系の再

生に関する 研究 (5) 熱帯林の生物多様性評価と 再生

指標に関する研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 E-051

〔研究課題コード〕 0507BA849

〔担当者〕 ○清水英幸 （アジア自然共生研究グループ） ，

小林祥子， 矢ヶ崎泰海

〔期　間〕 平成 17 ～平成 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 イ ン ド ネシアな どの熱帯林は森林火災や違法

伐採などで急速に劣化 ・ 減少し てお り ， 地球環境保全に

と って有効な再生手法の提示が急務であ る。本研究では，

森林 と 土壌の相互作用系の回復を通し て， 多様性に富み

健全な熱帯林を再生させる方法を明ら かにする こ と を目

的 と するが， 本サブ課題では， 熱帯林再生過程におけ る

生物多様性の評価手法を解析する と 共に， 熱帯林管理に

も有効 と な る， 劣化森林の再生評価のための指標植物種

を明ら かにする。 さ ら に， 再生過程の熱帯林におけ る生

物多様性 と 微環境 （気象 ・ 土壌） と の関係について も解

析し， 森林再生評価手法の開発に有用な基盤的情報を提

供する。

〔内容および成果〕

　 東カ リ マン タ ン，ブキ ッ ト バンキ ラ イの低地熱帯林で，

森林火災の被害程度が異な る地域 （重度被害区， 軽度被

害区， 無被害区） に設置し た永久コ ド ラ ー ト において，

森林再生に伴 う 蘚苔類 ・ 地衣類の多様性や微環境の変化

について調査 ・ 解析し た。 （ １ ） 蘚苔類に関し， 本年度は

153 点の標本を採取し，70 分類群を見いだし た。調査区間

で蘚類の出現種 と 種数には顕著な差異が認められなかっ

たが， 苔類では明瞭な差異が認め られ， 樹皮／生葉上着

生種が低地熱帯林の再生指標 と し て有用であ る こ と が示

唆された。 また， 樹上コ ド ラー ト での蘚苔類相の経年変

化か ら， 重度被害区で も陰地生蘚苔類の種数増加が認め

られ， 同区におけ る高木層の植生回復に対応し た蘚苔類

多様性の回復が確認された。 （ ２ ） 地衣類に関し， 本年度

は 250 点の標本を採取し， 47 分類群を見いだし た。 地衣

類の出現種 と 種数には調査区間で明瞭な差異が認め ら

れ， 重度被害区では多様性が顕著に減少し ていた。 繊維

状地衣類 Conengonium sp. や葉状地衣類 Coccocarpia

palmicola は， 環境回復を示す再生指標種 と し て有望であ

り ， 一方， Dictionema sp. は森林回復に伴い減少傾向を示

し た。 我々が考案し た地衣類によ る森林再生の評価指数

をみる と， 重度被害区で も経年的には多様性の回復が示

唆された。 （ ３ ） 気候的 ・ 生物的熱帯環境耐性型の微環境

計測シス テムを開発し， 各調査区の微環境を連続計測し

た。 土壌水分には一定の傾向が認められなかったが， 他

の環境要因を比較する と， 無被害区に比べ被害区では，

日 高光量子密度が高 く ， 日 高気温が高 く ， また日

低気温が低かった。 さ ら に， 日 低相対湿度が低 く ， 日

高土壌温度が高かった。 これら の差異は， 雨季よ り も

乾季の場合に大き かった。 こ の よ う な微環境の違いが，

蘚苔類 ・ 地衣類の多様性の差異や再生状況に関係する こ

と が示唆された。

〔備考〕
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共同研究機関 ： 鹿児島大学， 東京大学， 広島大学， 佐賀

大学， 森林総合研究所， イ ン ド ネシア科学研究院生物学

研究所 （RCB-LIPI）

研究代表者 ： 鈴木英治 （鹿児島大学理学部）

19）　 可搬型超伝導ミ リ 波大気分子測定装置の開発 (2) オ

ゾン・ ClO・ 水蒸気変動の解析と モデル化

〔区分名〕 JST 

〔研究課題コード〕 0307KB571

〔担当者〕 ○中根英昭 （アジア自然共生研究グループ） ，

秋吉英治

〔期　間〕 平成 15 ～平成 19 年度 （2003 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 本研究のねらいは， （ １ ） CREST で進めてきた

チ リ 共和国ラ ス ・ カンパナス天文台における ClO の観測

を継続し， あわせて （ ２ ） 小型 GM 冷凍機や分光計の小

型化， 多周波同時受信等の改良を行 う 。 さ ら には， （ ３ ）

開発し た小型装置をチ リ 北部の標高 5000m の砂漠地帯に

設置し， さ らに高精度のオゾン ・ ClO 測定， 水蒸気 (H2O)

および HOx， NOx と いったオゾン層破壊物質の定量を行

い， オゾン層破壊の メ カニズムを多角的に解明する こ と

にあ る。

〔内容および成果〕

　 可搬型超伝導 ミ リ 波観測が行われている南米チ リ のア

タ カマ上空におけ る オゾ ン全量， オゾ ンの体積混合比，

亜酸化窒素の体積混合比， 水蒸気の体積混合比を化学気

候モデルで計算し， 2000 ～ 2009 年， 2040 ～ 2049 年，

2090～2099年の各10年間で平均し た将来の季節変動につ

いて検討し た。 10hPa の高度 （約 30km） では， 水蒸気混

合比はこ の 100 年間に徐々に増加する と い う 結果が得ら

れた。 また， 地表の亜酸化窒素濃度が将来にわた り 徐々

に増加する と い う シナ リ オを反映し て， 亜酸化窒素濃度

の絶対値も徐々に増加する と い う 結果であった。 特に注

目すべきは， 亜酸化窒素濃度の季節変動の振幅がだんだ

ん大き く なっている こ と であ る。 これは， ア タ カマ近辺

が季節によ って熱帯 と 中緯度の両方の空気塊を観測でき

る地点であ る こ と， 及び将来の温室効果ガスの増加によ

る地球温暖化によ って， 熱帯対流域の緯度幅が増加する

こ と に関係し ている可能性があ る。 なお， オゾン全量の

値と季節変動は将来 100 年間にわた り あま り 変動し てい

ないが， 10hPa のオゾン濃度の絶対値 と 季節変動の振幅

は増加する。 その理由は， 温室効果気体の増加によ って

成層圏温度が寒冷化し， それによ って化学的なオゾン生

成速度が増加する ためであ る と 解釈でき るが， 季節変動

の振幅の増加は化学的な影響 と 亜酸化窒素濃度の季節変

動に現れた輸送的によ る も の と 両方の影響を受けている

可能性があ る。

〔備考〕

課題代表者 ： 名古屋大学福井康雄

20）　 チベッ ト 高原横断鉄道によ る 野生動物への影響評

価に関する研究

〔区分名〕 文科 - 科研費 CD

〔研究課題コード〕 0710CD494

〔担当者〕 ○亀山哲 （アジア自然共生研究グループ）

〔期　間〕 平成 19 ～平成 22 年度 （2007 ～ 2010 年度）

〔目　的〕 チベ ッ ト 高原横断鉄道で完全に南北分断 さ れ

たホフシル （可可西里） 国家自然保護区を対象地域 と し

て， ホフシル国家自然保護区に生息する大型哺乳類， 小

型哺乳類の種類， 生息数， 季節移動の有無， 鉄道の動物

通路 （アンダーパス） の利用率， 個体群の数の変化を明

ら かにする。 個体数が激減し てい る チルーについては，

その季節移動 と 土地利用を調べ， 鉄道開通が季節移動に

与え る影響を評価する。 さ ら に， 動物移動用に設け られ

た鉄道の動物通路 （ア ンダーパス） を評価する ために，

利用する野生動物の種類 と 利用率を推定する。 また， 標

本の採集によ って， 調査地の哺乳類の遺伝的多様性を調

べ， データベース を作成する。 次に， リ モー ト センシン

グの手法を用いて， ホフシル保護区の生息環境評価な ら

びに， 鉄道通過地域の特徴を明ら かにする。 さ ら に， 経

済の発展 と 環境保全， 野生動物保護 と の両立などの検討

を行 う 。

〔内容および成果〕

　 日中共同の野生生物調査班によ る現地調査が2007年 ８

月にチベッ ト 高原で実施された。 こ こ でチルーを含む大

型哺乳類の捕獲に続き，PTT-ARGOS （アルゴ ス （ARGOS:

Argos satellite locatiion and data collection system）送信機）の

装着に成功し た。 さ ら に捕獲以後， 固体生息位置データ

の通信をアルゴ ス を通じ て行い， 本システムの初期稼動

を確認し た。

　 生息地域を対象 と し た空間情報データベースの構築で

は， 主に １ km 解像度レベルの情報収集のために MODIS

（Moderate Resolution Imaging Spectroradiometer） を利用し

た。 またアルゴ スによ って記録された実際の固体移動範

囲を中心 と し て， 土地被覆 ・ 地表面温度 ・ 葉面積指数 ・

放射輝度等のラ ス ターデータ を整備し た。 さ ら に， 今後

移動が予測さ れる行動圏範囲を対象 と し， 標高データ ・

基盤ベク ト ルデータ などを入手し た。

　

〔備考〕
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21）　 環境同位体を 用いた沿岸域生態系における 流域環

境影響の評価手法に関する研究

〔区分名〕 経常 

〔研究課題コード〕 0709AE340

〔担当者〕 ○野原精一 （アジア自然共生研究グループ） ，

井上智美

〔期　間〕 平成 19 ～平成 21 年度 （2007 ～ 2009 年度）

〔目　的〕 流域の開発に影響 さ れやすい移行帯 と し ての

沿岸域 （東京湾－小櫃川， 伊豆諸島等 ・ 伊勢湾－櫛田川

等 ・ 沖縄－石垣島網張等） を対象 と し， 自然の豊かな干

潟 ・ 塩生湿地 ・ マン グ ローブの河口域生態系において，

１ ） 流域か ら の栄養塩類の流入量評価 と ２ ） 分解機能並

びに ３ ） 酸素供給機能を調査 ・ 解析 ・ モデル化を行い，

生態系への環境影響の評価手法を得 る こ と を目的 と す

る。

〔内容および成果〕

　 主に八丈島の陸水， 海水の栄養塩類， 水の酸素安定同

位体比， 海藻及び陸域の淡水植物の炭素 ・ 窒素安定同位

体比の分析か ら島嶼におけ る磯焼けの原因仮説について

考察し た。 海藻の窒素安定同位体比が低い こ と， 海水に

硝酸態窒素が少な く ， 河口， 海中湧水ほど多い こ と など

か ら， 海藻は陸水起源の窒素に依存し てお り ， 八丈島の

沿岸では脱窒が多 く 起こ ら ない （窒素が重 く ない） こ と

が考られた。 陸域か らの水 と 物質の流れの変化がその原

因であろ う と 推察し た。 すなわち， 農業用水 と 生活用水

の利用の増加に よ り 自然の河川水の利用の変化が生じ，

従来起こ っていただろ う 沿岸域への河川水の供給が減少

し たため と 考え られる。 同時に， 農業や生活排水によ る

地下水の富栄養化は進行し た も のの， 地下水が沿岸へ供

給する量は極わずかで， 沿岸域の窒素 ・ リ ン等の栄養不

足に よ り 海藻の成長が思わ し く な く な っ た と 推察 さ れ

た。

　 現在の と こ ろ， 海洋深層水の正確な同位体比は未解明

であ り ， 海洋深層水の豊富な栄養によ って沿岸が潤 う か

ど う かについては明ら かでない。 少な く て も黒潮の蛇行

と 沿岸水温， 栄養塩， 海藻の栄養状態のモニ タ リ ングを

数年継続し て初めて明らかになる と期待される。 後に，

雨水にも比較的高い濃度の栄養塩 （硝酸） が含まれてい

た こ と は重要な知見であ る。 その起源は海洋由来か大陸

か らの降下物によ る と 推定される。 それら大気由来の付

加も正確にモニ タ リ ングを行い収支のバラ ン ス を検討す

る こ と が課題であ る。

〔備考〕

22）　 水稲葉枯症の発症要因の究明と 軽減対策技術の開

発

〔区分名〕 環境 - 公害一括

〔研究課題コード〕 0608BC597

〔担当者〕 ○清水英幸 （アジア自然共生研究グループ） ，

佐治光， 小林祥子， 矢ヶ崎泰海

〔期　間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 長崎県では， 北部高標高地帯の水田において，

水稲葉身の葉縁部が枯死する葉枯症が発生し，米の収量・

品質の低下を き たすこ と か ら， 現地の水稲生産農家の間

ではこれまでに大き な問題 と なって き た。 気象環境， 大

気汚染環境， 土壌水質環境や水稲の生理特性か ら の原因

究明を行い， 葉枯症発生によ る被害を 小限に抑え る た

めの防止対策技術を提案する。

〔内容および成果〕

　 水稲葉枯症の発症調査地 と し て佐世保市里美地区等，

対照地 と し て心野地区等を選び， 水稲の被害調査を継続

的に行った。両地区の気象や水田水質を継続的に計測し，

また発症地の霧成分を採集， 分析し た。 現地では施肥試

験等を行 う と 共に， 水稲葉枯症発症前後の水稲葉の成分

を分析し た。 また， 環境制御装置を用いて， 酸性霧 と オ

ゾン， 光強度の影響実験を行った。 （ １ ） 本年度の葉枯症

被害は 7 月 18 日と 8 月 3 日 （以降， 継続的に発症） に認

められた。 （ ２ ） 未完熟堆肥等， 硫黄成分の差によ る施肥

処理では， 発症に明確な差が認められなかった。 （ ３ ） 対

照地区 と 比較し， 被害地区の水稲では， 根の張 り 方が弱

く ， 窒素 と 水溶性硫黄含有率が高 く ， カ リ ウ ム， カルシ

ウ ム， ケ イ酸含有率は低かった。 各土壌成分のバラ ン ス

が発症に影響する可能性が考え られた。 （ ４ ） 対照地区 と

比較 し， 被害地区では， 気温が低 く ， 湿度は高かっ た。

また， 水田水の pH， 水温， EC が低 く ， DO は高かった。

（ ５ ） 被害地区の霧では， これまでで も低い pH2.41 が

確認された。 低 pH の際は， SO4
2-， NO3

- 濃度が高かった。

また， 低地に比べ， 被害地区近辺では， NOx や SO2 濃度

は低 く ， Ox 濃度は高かった。 （ ６ ） 現地で定期的に採取

し た水稲葉のス ト レ ス応答成分を分析し た結果， ミ ネ ラ

ル， ポ リ ア ミ ン， ACC 含有量等に差が認められた。 また

品種間で も差が認め られた。 現地では， ７ 月中旬に弱い

ス ト レ ス を受け， ８ 月上旬に強いス ト レ ス を受けた こ と

が推察された。 （ ７ ） pH3 あ るいは pH3.3 の酸性霧曝露

（ ２ ～ ４ 週間） によ って， 水稲葉には明確な可視傷害が発

症し， その生長は顕著に抑制された。 影響は感受性品種

イ ク ヒ カ リ で大 き く ， 抵抗性品種あ さ ひの夢では小 さ

かった。 また， オゾンや強光は被害を促進し た。 （ ８ ） こ

れらの水稲葉で， マ イ ク ロ アレ イ を用いた遺伝子発現解
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析や， 活性酸素ス ト レ スの指標物質 MDA 計測の予備実

験を行った。

〔備考〕

長崎県環境保健研究セン ター （森淳子， 藤哲士）， 長崎県

総合農林試験場 （渡邉大治， 藤山正史， 土谷大輔）， 中央

農業総合研究セン ター （藤原伸介）

23）　 水生植物の根から の酸素漏出速度を 測定する 新し

い方法

〔区分名〕 奨励 

〔研究課題コード〕 0607AF384

〔担当者〕 ○井上智美 （アジア自然共生研究グループ）

〔期　間〕 平成 18 ～平成 19 年度 （2006 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 湿地の土壌は嫌気的で， このよ う な環境に生育

し ている水生植物の地下部は常に酸素不足ス ト レ スに さ

ら されている。 水生植物の多 く はこ の問題に対応する た

め， 体内の空隙を通し て地上部か ら地下部へ酸素を送る

機能を発達させている。 送られた酸素は根の呼吸に使わ

れる が， 残 り のの一部は根を介し て土壌へ と 漏出 さ れ，

嫌気的土壌中にモザイ ク状の好気的環境を形成し， 微生

物環境を大き く 変え る要因 と な る。 植物の根か ら の酸素

漏出速度を推定する こ と は， 湿地生態系の物質循環を理

解する上で重要であ るが， 有用な測定法はまだない。 本

研究では， これを推定する新たな測定法を開発 ・ 実用化

する こ と を目標とする。

〔内容および成果〕

　 研究は以下の ３ ス テ ッ プ （設計 ・ 組み立て ・ 測定） で

進めてき た。

（ １ ） 測定装置の設計

　 土壌中で， 根から漏出された酸素は周辺にあ る還元態

物質 （Fe2+， Mn2+ など） の酸化反応や微生物によ ってす

ぐに消費される。 そのため， 根表面 と 土壌 と の間には常

に高い酸素濃度勾配が存在する。 根か らの酸素漏出速度

はこ の酸素濃度勾配に依存する ため， 実際の野外におけ

る根から の酸素漏出速度を推定する ためには， これ と 同

じ状況で測定する必要があ る。

本研究で提案する測定法の特色は， 以下の ３ 点。

・ 根か ら漏出さ れた酸素が窒素ガスバブ リ ングに よ って

直ちに取 り 除かれる よ う 設計し た。

・ 微量の酸素を検出でき る よ う ， 「アン ト ラ キ ノ ン ラ ジカ

ルアニオン」 と い う 酸素に非常に高感度な物質を用いて

酸素漏出速度を測定する。

・ 実際の測定は酸素 と 反応し た 「アン ト ラ キ ノ ン ラ ジカ

ルアニオン」 を分光光度計で定量する こ と で行 う が， 分

光光度計を装置に常設し， 植物の周辺環境 （光 ・ 温度 ・

湿度など） の変化に対応し た根か ら の酸素漏出速度を経

時的に追える よ う にし た。

（ ２ ） 組み立て

　 測定装置は人工気象チャ ンバー内 （温度， 湿度， 光強

度， CO2 濃度を設定可能） に設置し た。

（ ３ ） 測定

　 測定装置の， 検証実験および， キ ャ リ ブレーシ ョ ン実

験を行った後， 実際に植物 （マング ローブ植物） を用い

て測定を行った。

　 上記で組み立てた測定装置で測定を行い， 以下の成果

を得た。

・ 測定装置のキ ャ リ ブレーシ ョ ン実験を行い， 酸素漏出

速度測定が正確にでき る こ と を確認し た。

・ 実際の植物 （ ヒ ルギダマシ） を用いた測定に成功し た。

・ 光強度を変化させた実験を行い， 野外におけ る植物の

根か らの酸素漏出動態の日変化を推定する基礎データ を

得た。 葉にあた る光強度が増す と， 根か ら の酸素漏出速

度が増加するが， その応答には数時間かかる こ と が明ら

かになった。

〔備考〕

24）　 水生植物の根圏酸化機能に関する研究

〔区分名〕 経常 

〔研究課題コード〕 0707AE385

〔担当者〕 ○井上智美 （アジア自然共生研究グループ）

〔期　間〕 平成 19 年度 （2007 年度）

〔目　的〕 湿地の土壌は非常に嫌気的で， このよ う な場所

に生育する水生植物の根は常に酸素不足ス ト レ スに さ ら

されている。水生植物の多 く はこの問題に対応する ため，

体内の空隙を通じ て地上部から地下部へ酸素を供給し て

い る。 送ら れた酸素は根の呼吸に よ って消費 さ れる が，

一部は根の表面を介し て土壌へ と 漏出し ている。 これに

よ っ て嫌気的土壌中にモザ イ ク 状の好気的環境を形成

し， 微生物環境を大き く 変える要因と な る。

　 本研究では， 水生植物の根か らの酸素漏出が， 周辺土

壌環境へ与え る影響について明ら かにする こ と を目的 と

する。

〔内容および成果〕

　 日本の湿地の主要な優占種であ る ガマ属 ２ 種 （ ヒ メ ガ

マ， ガマ） の生育土壌について， 微生物代謝産物の検討

を行った。 ガマ属は地下部への酸素供給能力が非常に高

いこ と で知られている。

　 上記 ２ 種のポ ッ ト 植と無植生について， 2007 年 ４ 月か

ら ２ ヵ 月おきに土壌間隙水を採水し， 微生物代謝産物を

測定し た。 植生区では， ２ 種 と もに可溶態有機物の増加，
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硝酸態窒素の増加および還元鉄の増加が認められた。 ま

た， 植生区での土壌間隙水中の メ タ ン濃度は無植生区に

比べて低い こ と が明ら かになった。 また， その絶対量は

植物種によ って異なる こ と が明らかになった。

〔備考〕

（ １ １ ） 環境研究基盤技術ラボラ ト リ ーにおける研

究活動

〔研究課題コード〕 0610FP018

〔代表者〕 植弘崇嗣

〔期　間〕 平成 18 ～ 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目　的〕 知的基盤整備に関連 し て様々な研究活動 を

行っている。 生物学的多様性の保全に関連する研究や発

生工学的手法開発に関連する研究を推進し , 環境モニ タ

リ ングの手法開発や精度管理に関する研究 , 環境保全に

資する新技術開発など , 幅広い基盤的研究の展開を目指

し ている。

〔内容および成果〕

　 環境分析化学研究室が関連する研究活動では , 微細藻

類中から生理活性物質の単離 ・ 構造解析手法を進めたほ

か , 有機スズの分析手法開発にも着手し た。また , 生物資

源研究室における研究活動と し て , 希少鳥類以外の野生

鳥類も加えて野生鳥類細胞の凍結保存を推進する など ,

野生動物細胞を環境研究目的に提供する ための凍結保存

事業の基盤をほぼ固める こ と ができ た。 加えて , 鳥類を

用いて将来の精子 , 卵の祖細胞であ る始原生殖細胞を生

体外で大量培養可能とする と共に , この細胞を用いた環

境毒性検定法の開発研究を開始し た。 国際共同研究の面

では , ポーラ ン ド と の発生工学分野での共同研究を更に

進める と 共に人的交流を行って多 く の成果を挙げる こ と

ができ た。 更にロ シア , タ イ王国 , 中国 , 韓国 と の共同研

究体制の準備に着手し , 次年度内に共同研究契約及び覚

書の締結を目指し ている。

(11)-1.　 環境研究基盤技術ラ ボラ ト リ ープロジェ ク ト

1）　 鳥類体細胞を用いた子孫個体の創出

〔区分名〕 特別研究

〔研究課題コード〕 0507AG942

〔担当者〕 ○桑名貴 （環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー） ，

川嶋貴治， 橋本光一郎， 今里栄男， 大塲麻生，

石黒進

〔期　間〕 平成 17 ～平成 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 本研究は，従来の手法によ っては絶滅を食い止

め られない鳥類種を 新の発生工学的手法によ って救済

する こ と を目的 と し， そのために必要 と な る新規研究技

術を研究 ・ 開発する。

　 絶滅のおそれのあ る鳥類種は年ご と に増加し てお り ，

世界の 9,797 種の鳥類の 12％にあた る 1,186 種が絶滅の

危機にさ ら されている。 国内において も， 環境省の 2002

年改訂版レ ッ ド データブ ッ ク にあげられた鳥類は １ 137

種 ・ 亜種にのぼる。 これら の鳥類種を絶滅の危機か ら救

う ためには， 早急に， 保護増殖プロ ジ ェ ク ト を展開する

必要があ る。 しか し ながら， 個体数が極端に減少し た種

は， 一般に産卵率や受精率などの繁殖能力が低 く ， 通常

の自然繁殖で絶対数を増やすこ と は極めて困難であ る。

　 希少野生鳥類の体細胞の採取は生殖細胞を得る よ り は

遙かに容易で， 加えて増殖培養も可能になった （Kuwana

et al., 1996） 。 そのために， も採取が容易な皮膚の一部

か ら体細胞を取 り だし て培養し， これを も と に始原生殖

細胞 （PGC） を創 り 出すこ と ができれば希少野生鳥類の

個体増殖の効率的な増殖法にな るはずであ る。 なぜな ら

ば PGC さ えあれば， 我々が開発し てき た PGC の増殖培

養系， PGC を用いた生殖巣キ メ ラ個体作製法， 生殖巣キ

メ ラ個体から移植し た PGC由来の子孫を得る方法を持っ

ているからであ る。 さ らに， 体細胞核を持つ PGC を創 り

出すこ と が可能 と なれば， 既に絶滅し て し ま った鳥類体

細胞を用いて子孫個体を得， 絶滅種を復活させる こ と が

でき る こ と にな り ， 既に絶滅し た日本産 ト キ （体細胞は

環境試料タ イ ムカプセル棟内で凍結保存し てお り ， その

細胞は増殖培養可能） の個体復元も可能と な る。

〔内容および成果〕

　 １ ． 鳥類始原生殖細胞の長期大量培養 と 生殖巣キ メ ラ

個体作製能の評価

　 希少鳥類の始原生殖細胞を採取する機会は極端に少な

く ， かつ少量の細胞数しか採取でき ない点を解決する た

めに， KAv-1 培養液を基本 と し て始原生殖細胞の培養条

件の検討を行った。発生段階 16 のニワ ト リ 胚由来の繊維

芽細胞を 30 代以上継代培養し た ものを feeder 細胞 と し て

使用し た。 １ ％ゼラチン コー ト 上の feeder 細胞を 10μg/

ml MMC で ３ 時間処理し た後に ９ ×102/cm2 の密度で始原

生殖細胞を培養開始し， 約 ２ 週間ご と に継代を行っ た。

こ の培養条件で始原生殖細胞はES細胞様の細胞塊を形成

し て増殖し， 分散播種を繰 り 返すこ と によ って長期培養

を行 う こ と ができ た。 また， こ の様にし て継代し た細胞

は始原生殖細胞の持つ各種の組織化学的特性を保持し て

いた。 加えて， こ の細胞を分散し て羽装の異な る ニ ワ ト

リ 系統の胚血流中 （発生段階 14 ～ 15） に移植し た。 こ

の胚を孵化させて性成熟まで飼育後， 後代検定を行った

と こ ろ増殖培養細胞由来の子孫個体が 16 ～ 65％ と高率

に出現し た。 こ の事実か ら， 本培養条件によ って始原生
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殖細胞をその細胞性質を保持し たま ま長期培養する こ と

ができ る こ と を示すこ と ができ た。 なお， 発生段階 16 以

降の胚由来の feeder 細胞を用いた場合は， 上記のよ う な

始原生殖細胞の長期増殖培養がで き なかった こ と か ら，

こ の培養系は feeder 細胞の性質依存性であ る こ と が強 く

示唆された。

　 ２ ． 異種間生殖巣キ メ ラ個体

　 異種間生殖巣キ メ ラ個体をニホンキジ， ラ イチ ョ ウの

始原生殖細胞をニワ ト リ と ウ ズ ラ胚に， ニワ ト リ 始原生

殖細胞を ウ ズ ラ胚に移植し た。 こ の個体を性成熟まで飼

育し， 後代検定を行 う と共に， 精子， 受精卵， 雛の DNA

の分析によ ってキ メ ラ効率を評価し た。

　 ド ナーと ホス ト 側のゲ ノ ム DNA の一部配列と，mtDNA

の ND2 配列の全長を決定，比較し て特異的プラ イマーを

作成 し， こ れを用いて生殖巣キ メ ラ 個体の精液中の ド

ナー精子を PCR で識別し た。 同様に， 卵巣に関し て も識

別を行って ド ナー始原生殖細胞由来の卵細胞の存在を評

価し た。 その結果， 雌雄共に精子， 卵巣に ド ナー細胞の

存在が証明でき た。 また， 一部ではあ るが ド ナー始原生

殖細胞由来の細胞が大量に含まれる個体があった。

　 ３ ． 体細胞核を持つ始原生殖細胞の創出

　 始原生殖細胞核の不活化条件の検討 と 細胞融合条件の

検討を行って体細胞核を導入し た始原生殖細胞の創出法

の開発を目指し た。 まず， 始原生殖細胞核の不活化条件

が １ μW/cm2 の UV を 120 秒照射する こ と で始原生殖細

胞の移住能に影響する こ と な く 細胞核機能を破壊する こ

と ができ た。 その上で， 体細胞 と 始原生殖細胞を融合す

る条件検討を行った ものの，条件が整った場合でも 0.7％

程度でしか細胞 １ ： １ での融合を実現でき なかった。 今

後は， こ の融合効率の向上が 優先の課題と なる。

〔備考〕

(11)-2.　 その他の研究活動（ 環境研究基盤技術ラ ボラ ト

リ ー）

1）　 ニホンウズラ 受精卵を用いた経卵曝露毒性試験法の

開発に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コード〕 0607AE562

〔担当者〕 ○白石不二雄 （環境 リ ス ク研究セン ター）， 鎌

田亮， 高橋慎司， 清水明

〔期　間〕 平成 18 ～平成 19 年度 （2006 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 化学物質に よ る環境汚染の結果 と 考え ら れる

野鳥の繁殖障害や個体発生異常は現在まで数多 く 報告さ

れているが， 鳥類を対象 と し た信頼性の高い生態影響評

価試験法の開発は遅れている。 また， 鳥類の卵は胚発生

中に物質の出入 り がほ と んど無いため， 化学物質の胚発

生毒性を検出するには極めて優れた生体材料であ る。 本

研究では， 取 り 扱いの容易なニホン ウ ズ ラ受精卵を用い

て， 内分泌器官への攪乱作用 と 繁殖能への影響を検出す

る経卵曝露試験法の構築を行 う 。

〔内容および成果〕

　 被検動物 と し て良好な卵質や孵化率を示すニホン ウ ズ

ラ の受精卵を準備し， 被検物質を卵黄内投与し て曝露動

物を作出し た。 投与卵の孵化率を検査し た後， 孵化し た

雛を育雛 ・ 性成熟させ， 雌を個別飼いし て採卵し， 産卵

能および卵殻形成能を検査し た。 雌 10 週齢， 雄 ５ 週齢で

ウ ズ ラ を採血後に解剖に供し て， 形態変化を観察し た。

生化学検査 と し て， 血中ステ ロ イ ド ホルモン濃度， 血中

Ca 濃度および一般血液性状を測定し た。 さ らに， 採取し

た生殖腺および輸卵管子宮部から RNA を抽出し て，性ス

テ ロ イ ド合成酵素， ホルモン受容体， Ca 調節因子等の遺

伝子発現の変化を解析し た。 被検物質 と し て， 合成エス

ト ロ ジェ ンであ る diethylstilbestrol （DES)， o,p'-DDT， p,p'-

DDT， デ ィ ル ド リ ンおよびビ ス （ ト リ ブチルス ズ） ＝オ

キシ ド （TBTO） を用いた。

　 合成エス ト ロ ジェ ン DES またはエス ト ロ ジェ ン作用の

疑われる o,p'-DDT の卵内曝露によ って， 性成熟し た雌に

用量依存性の左側輸卵管の短縮 と 右側輸卵管の異常発達

が確認された。DES および o,p'-DDT は卵生産能も変化さ

せたが， 主に DES は産卵能自体を減退させ， o,p'-DDT は

卵殻形成不全 （卵殻強度， 卵殻重量および卵殻の厚さ の

減退） を引き起こ し た。 しかし ながら， p,p'-DDT の卵内

曝露では， 輸卵管の形態に も産卵 ・ 卵殻形成能に も顕著

な変化は観察されなかった。

　 デ ィ ル ド リ ンは卵内での胚発生にはほ と ん ど影響せ

ず， 胚は孵化直前まで正常に発育し たが， 用量依存性に

孵化し ない雛が観察され， 高用量投与された雛は孵化後

数日で強直性痙攣を発症し て斃死し た。 また， 性成熟し

たウズ ラには肝機能の低下が観察された。

　 TBTO は胚毒性が非常に強 く ， 胚は発生初期に致死 と

なった。 対照群の孵化率が 80％なのに対し て， １ ng/g of

egg の投与群で 53.3％， 10 ng/g で 13.3％であった。

　 以上のよ う に， こ の試験法は経卵曝露 （胚発生前の曝

露） によ る初期胚発生か ら性成熟 ・ 繁殖機能までの毒性

作用を観察する こ と が可能であ り ， 作用機序の異な る汚

染物質の毒性検出に有用であ る。

〔備考〕

追加予算 ： 文部科学省科学研究費補助金， 環境省化審法

審査支援等検討調査
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2）　 プロテイ ンホスフ ァ タ ーゼ２ Ａ を利用し た藍藻毒分

析キッ ト の開発

〔研究課題コード〕 0707ZZ553

〔担当者〕 ○佐野友春 （環境研究基盤技術ラ ボラ ト リ ー）

〔期　間〕 平成 19 年度 （2007 年度）

〔目　的〕 プロ テ イ ンホス フ ァ ターゼ ２ Ａ （PP2A） は生

体内において タ ンパ ク 質の脱 リ ン酸化を行 う 酵素であ

り ， その活性は藍藻毒の ミ ク ロ シスチンによ って強力に

阻害される。 そ こ で， 遺伝子工学技術によ って製造し た

PP2A を利用する こ と によ って簡便，迅速，高精度かつ安

価に行 う こ と ができ る藍藻毒の検出， 定量方法及びその

方法を利用し たキ ッ ト の開発を試み， キ ッ ト の製品化を

行 う こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 沖縄県内において採集されたアオコに含まれる ミ ク ロ

シスチン類の解析を行なった。 その結果， ミ ク ロ シスチ

ン -WR，FR を産生する珍しい株を単離する と こに成功し

た。 その株を大量に培養する こ と によ り ， ミ ク ロ シスチ

ン -WR， FR を調製し た。 また， これまでにアオコから単

離 ・ 精製し た ミ ク ロ シスチン類の PP2A 阻害活性を調べ

て， 構造活性相関について検討を行った。

〔備考〕

地域新生コ ン ソーシアム研究開発事業（経産省）の再委託

3）　 培養細胞を用いた環境の標準評価法の開発と 細胞保

存バンク

〔区分名〕 基盤ラ ボ

〔研究課題コード〕 0510AD944

〔担当者〕 ○桑名貴 （環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー） ，

大沼学， 今里栄男， 川嶋貴治

〔期　間〕 平成 17 ～平成 22 年度 （2005 ～ 2010 年度）

〔目　的〕 本研究の目的は環境中の化学物質等が野生生

物に与え る影響を， 野外の生物個体に侵襲を与えない手

法を用いて一次評価す る 研究手法を開発す る こ と にあ

る。 さ ら に， こ のために必要 と な る鳥類細胞を多 く の個

体か ら収集 ・ 培養し て野生個体群を反映し う る遺伝的多

様性を持つ細胞保存バン ク を構築する こ と によ って環境

研究の基礎とする。

〔内容および成果〕

　 絶滅危惧種を除いた一般種の細胞保存を行い， ハク ト

ウ ワ シ， カ ラ ス， ウ ミ ウ， ク ジ ャ ク， キアシシギ， オオ

ミ ズナギ ド リ ， ヤマシギ， コ ウ ラ イ ウ グ イ ス， メ ダ イチ

ド リ ，シ ロハラ ク イナ，チュ ウジシギ，アカエ リ 等 22 種，

49 個体， 480 サンプルの生細胞を凍結保存し た。

〔備考〕

4）　 黄砂モニタ リ ング情報の整備と その化学組成の決定

〔区分名〕 文科 - 科研費 

〔研究課題コード〕 0709CD299

〔担当者〕 ○西川雅高 （環境研究基盤技術ラ ボラ ト リ ー）

〔期　間〕 平成 19 ～平成 21 年度 （2007 ～ 2009 年度）

〔目　的〕 日本におけ る 黄砂現象の発現日数や濃度が

年々増加し てお り ， その現象時の呼吸器疾患などの健康

影響が危惧されいる。 本研究では， 実際に黄砂現象中に

日本に風送された微小黄砂の呼吸器系 （アレルギーを含

む） への影響を， 実験動物を用いて明らかにする と共に，

その生体影響が， 同じ黄砂現象中の日本国内におけ る健

康被害 と し て実際に起こ り う るのかについての疫学調査

と， アレルギー増悪に関わる微生物や化学物質 と 生体側

の分子標的を明ら かにする こ と を全体目的 と し， そのた

めの黄砂モニタ リ ング基礎情報の提供を分担する。

〔内容および成果〕

　 九州地域および関東地域を対象 と し て， 黄砂飛来日の

呼吸器疾患患者数の変動の疫学的調査を計画し た。 黄砂

飛来日お よ び飛来時間は， 国環研が運用す る ラ イ ダー

ネ ッ ト ワーク か ら の情報で判定する こ と と し た。 呼吸器

疾患患者数は， 大分看護大学， 東京慈恵医科大学， 福岡

県保健環境研究所が地域内の多数の病院か ら得られる情

報を も と に解析する こ と と し た。 本研究は本年から開始

し た も のであ り ， まず， 黄砂飛来日および暴露時間の特

定を精査中し た と こ ろであ る。

〔備考〕

本研究計画は， 大分県立看護科学大学が受託し た科学研

究費補助金 （基盤研究 Ｂ） 「中国大陸か ら風送された汚

染黄砂によ る呼吸器疾患の憎悪 と 日本におけ る その疫学

調査」 の分担研究であ る。 他に分担研究 と し て参画し て

いる機関は， 東京慈恵医科大学， 福岡県保健環境研究所

であ る。

5）　 希少鳥類の遺伝的多様性の評価と 細胞保存

〔区分名〕 共同研究 

〔研究課題コード〕 0708LA318

〔担当者〕 ○桑名貴 （環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー） ，

川嶋貴治， 大沼学， 橋本光一郎， 今里栄男，

Sawicka Edyta

〔期　間〕 平成 19 ～平成 20 年度 （2007 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 我が国の絶滅危惧大型鳥類の う ち，極東アジア

に生息し て日本と ロ シア両国に共通する種 （本研究では，

両国に共通す る 大型の鳥類種で環境省レ ッ ド デー タ ー

ブ ッ ク に記載のタ ンチ ョ ウ と ニホン コ ウ ノ ト リ 等を対象
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と する） の遺伝的多様性を解析 ・ 評価する こ と で種内多

様性を維持し た保護増殖を目指す。 同時に細胞保存を行

う こ と で将来的な遺伝子資源の保存体制を構築する。

〔内容および成果〕

　 今回の二国間共同研究で極東ロ シアに分布する コ ウ ノ

ト リ と タ ンチ ョ ウから皮膚および血液を採取でき る体制

を整え る こ と に成功し， 実際に 2007 年 ６ 月 22 日から ６

月 28 日までロ シア連邦・ボロ ン自然保護区において捕獲

調査を日露共同で実施し た。 こ の捕獲調査で採取し たサ

ンプルは経済産業省か らの正式な許可を得て国内に輸入

され， 現在は国立環境研究所において コ ウ ノ ト リ と タ ン

チ ョ ウの遺伝的多様性評価に関する研究に使用されてい

る。 また， 今回， 日本側が提供し た診断キ ッ ト によ って

ト リ イ ンフルエンザウ イルス と ウエス ト ナイルウ イルス

の検査を実施し た。 また， ロ シア側か らはこれまでに実

施し た ト リ イ ン フルエンザウ イルス と ウエス ト ナイルウ

イ ルスのモニ タ リ ン グ結果に関する情報提供があ った。

そ し て， 日露間で ト リ イ ン フルエンザウ イルスおよびウ

エス ト ナイルウ イルスのモニ タ リ ングに関する情報交換

を今後も継続する こ と に合意し た。

　 極東ロ シアでは希少鳥類の遺伝子資源消失が大き な問

題 と なっている。 そのため， 日本側か ら鳥類の遺伝資源

凍結保存方法に関する技術提供を行 う と と も に， ボロ ン

自然保護区管理事務所に凍結保存用液体窒素タ ン ク を設

置し た。 これによ って， 極東ロ シア地域において も希少

鳥類の遺伝資源を長期に凍結保存可能と なった。加えて，

特に若手研究者の育成に関し て， 2007 年 ９ 月 25 日から

９ 月 28 日までロ シア連邦よ り 獣医学部生 ２ 名を招聘し，

鳥類細胞の培養方法に関す る シ ョ ー ト コ ース を実施 し

た。 こ のコースでは細胞培養液の準備， 鳥類か らの培養

用組織サンプルの採取方法， 細胞培養そ し て培養細胞の

凍結保存方法までが網羅されてお り ， 日露間での細胞培

養方法標準化が達成でき た。 これによ って， ボ ロ ン自然

保護区以外か ら も同様な共同研究を実施し たい と い う 申

し出があ り ， 将来的には共同研究の対象 と する希少種数

と地域が増加 ・ 拡大し てい く 可能性が高い。

〔備考〕

ロ シ ア連邦 　 ボ ロ ン ス キ動物保護区 　 M. Kocherga， E.

Kocherga

ロ シ ア 連邦 　 消費者福祉保護監視局 　 L. Ivanov， N.

Pukhovskaya 　 　

6）　 微細藻類が生産する生理活性物質の構造解析・ 分析

に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コード〕 0610AE401

〔担当者〕 ○佐野友春 （環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー），

高木博夫

〔期　間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目　的〕 微細藻類は様々な生理活性物質を生産し てお

り ， その中には有毒な も のや強い酵素阻害活性を有し て

いる も の も あ る。 本研究では， 微細藻類が生産する新規

生理活性物質を単離 ・ 構造解析する と と も に， 微細藻類

が生産する有毒物質についての精度の高い分析法を開発

する こ と を目的 と し ている。 本研究では， ５ 年間で， ５

つ程度の微細藻類が生産する新規生理活性物質の単離 ・

構造解析を行い， １ つ程度の微細藻類が生産する有毒物

質についての精度の高い分析方法を開発する こ と を目標

とする。

〔内容および成果〕

　 付着性の藍藻 Carothrix から， ５ ％酢酸および メ タ ノー

ルで抽出後， ポ リ マー系の固相抽出カー ト リ ッ ジに吸着

させ， 20％ メ タ ノ ールで洗浄後， 80％ メ タ ノ ールで溶出

を行な っ た。 こ の 20％ メ タ ノ ール溶出画分について，

HPLC で分離・精製を行ない， ４ つの新規化合物を単離し

た。 現在， MS， NMR スプ ク ト ルから， その構造を解析

中であ る。

〔備考〕

7）　 鳥類繁殖技術の開発および基礎的研究

〔区分名〕 経常 

〔研究課題コード〕 0707AE501

〔担当者〕 ○川嶋貴治 （環境研究基盤技術ラ ボラ ト リ ー）

〔期　間〕 平成 19 年度 （2007 年度）

〔目　的〕 本研究の目的は， 絶滅危惧問題の解決に向け

て， 「人為的に」 鳥類個体を作出する方法の開発に取 り 組

む と と も に， 鳥類生殖細胞の形成に関与し ている因子を

検索し， その分子制御機構を解明する こ と であ る。

〔内容および成果〕

　 鳥類生殖細胞の起源， 移動および分化に関する メ カニ

ズムは未だ不明な点が多い。 鳥類の始原生殖細胞に発現

し ている受容体を解析する こ と で， 生殖細胞の生存およ

び増殖等に必要な因子を見つけ る こ と を目的 と し た。 そ

の結果， ニホン ウ ズ ラ の始原生殖細胞に メ ラ ト ニン レセ

プ ター遺伝子が発現し てい る こ と を発見し た。 さ ら に，

鳥類には ３ 種類あ る メ ラ ト ニン レセプターの う ち， 始原

生殖細胞では mel-1a レセプターのみが発現し ている こ と

を明らかにし た。 成熟卵子では主に mel-1c レセプターが

発現する こ と か ら， 生殖系列におけ る メ ラ ト ニン レセプ

ターの発現に違いがあ る こ と も示し た。 近年， メ ラ ト ニ
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ンやセロ ト ニンのよ う な神経伝達物質が発生 ・ 分化に関

与する と の報告も あ り ， これら の物質が生殖細胞形成に

も重要な役割を持つ可能性を示し た。

〔備考〕

Prof. Olszanska B. and Dr. Stepinska U. (Institute of Genetics

and Animal Breeding, Poland)

8）　 大気質成分の測定手法に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コード〕 0608AE478

〔担当者〕 ○西川雅高 （環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー），

森育子

〔期　間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 ガ ス状および粒子状を問わず大気質成分の測

定手法には， 体系的にま と めきれない技術的な問題点が

多々あ る。 例えば， 大気粉塵の標準方法はろ過捕集法で

あ るが， 装置工学的な問題点では分級装置の特性や捕集

効率があ り ， 捕集後の問題 と し ては重量測定時の湿度影

響があ り ， 化学成分の測定においては濾紙の取 り 扱いや

前処理方法の問題があ り ， 測定担当者に と って判断に困

る部分があ る。 モニ タ リ ング実務担当者に有益 と な る基

礎的な問題点の整理 と 解決策を科学的に見いだすこ と を

目的とする。

〔内容および成果〕

　 大気モニター棟において，PM2.5 および SPM に用いら

れるベータ線式エア ロ ゾル測定法と TEOM 法 と の計測比

較を行った。 夏期のよ う な高湿度期間では， ろ紙捕集し

ベータ線量の吸収から質量濃度を求める方法では外気の

湿度影響が見られたが冬期のよ う な低湿度においては湿

度影響が非常に小さ く なった。 TEOM 法は， 取 り 込み外

気を 50 ℃に加熱し てお り ，湿度影響が季節によ らず小さ

かったが， 低揮発性成分 （二次生成粒子） の再ガス化に

よ る影響があ る と 推察される結果 と なった。 成分比較に

よ り ，その現象機構を解明する こ と が今後の課題であ る。

〔備考〕

9）　 環境科学研究用に開発し た実験動物の有用性

〔区分名〕 経常

〔研究課題コード〕 0610AE539

〔担当者〕 ○高橋慎司 （環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー），

清水明， 桑名貴

〔期　間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目　的〕 環境科学研究用に開発し た実験動物を用いて，

希少野生動物の絶滅を回避する繁殖方法を検討する。 動

物実験施設には，遺伝的・微生物的に純化されたウ ズ ラ ・

ボブホ ワ イ ト ・ ハム ス ターが系統維持されてお り ， 希少

野生動物の絶滅回避モデル と し ての有用性が高い。 そ こ

で， これら の実験動物の近交化に伴 う 繁殖能力の遺伝学

的解析を行って， 近交退化克服の方策を提示する。

〔内容および成果〕

　 実験鳥類での近交退化現象を解明するために､ウズ ラ ・

ボブホ ワ イ ト を用いて近交化を循環交配 ・ 兄妹交配によ

り 推進し た。ウズ ラでは 66 世代を過ぎて も孵化率は低下

せず， 近交系 と し て貴重な ウ ズ ラになっている こ と がわ

かった。 また， ボブホ ワ イ ト は兄妹交配の 8 世代でも適

応度指数を指標 と し て， 更な る近交化が推進でき る こ と

も わかった。 そ こ で， 実験鳥類での近交退化克服を希少

鳥類の絶滅回避に応用する こ と が期待でき る｡

　 ハム ス ターでは､兄妹交配によ り 47世代まで近交化し，

産子数の減少 と イ ン ヒ ビ ン ・ ア ク テ イ ビ ン と の関係を明

らかにし た （東京農工大学と の共同研究）。

〔備考〕

10）　 渡り 鳥によ る ウエスト ナイ ル熱及び血液原虫の感

染ルート 解明と リ スク 評価に関する研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 F-062

〔研究課題コード〕 0608BA472

〔担当者〕 ○桑名貴 （環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー） ，

大沼学， 今里栄男

〔期　間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 ガン ・ カモ類は鳥イ ンフルエンザの感染ルー ト

と し て注目を浴びている。 しかし， 我が国への侵入が懸

念され， 鳥類種の大量死の原因 と な る ウエス ト ナイル熱

や鳥類血液原虫の感染ルー ト 解明のためには， むし ろガ

ン ・ カモ類以外の渡 り 鳥 （シギ ・ チ ド リ 類等） の疫学的

調査を行 う こ と が， その渡 り の中継地域に棲息する鳥類

を始め と し た生物多様性を保全する ために緊急の課題で

あ る。 さ ら に， 国内で 初に感染する可能性が高い鳥類

種での リ ス ク評価のために， モデル鳥類種 ( 幾つかの絶

滅危惧鳥類 ) での感染調査を行 う こ と が緊急の課題であ

る。 そのために， 我が国への侵入が懸念され， 鳥類種の

大量死の原因 と な る ウエス ト ナイル熱や鳥類血液原虫症

の感染ルー ト と な り 得る ガン ・ カモ類以外の渡 り 鳥 （シ

ギ ・ チ ド リ 類等） の疫学的調査 と 吸血昆虫の病原体モニ

タ リ ングを並行し て行い， あわせてモデル種を対象 と し

て国内鳥類での リ ス ク評価を行 う こ と で， 渡 り 鳥によ る

新規感染症拡大によ る生態系 と 生物多様性に対する危険

度を評価する手法を開発する。

〔内容および成果〕

　 ウエス ト ナイル熱のス ク リ ーニングに使用し て き た簡
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易診断キ ッ ト （VecTest） よ り 高感度に検出する方法を導

入する ため，RT-PCR法，リ アルタ イ ムRT-PCR法，Loopamp

法についての検出感度， 必要， 時間， 簡便さ， 信頼性等

の比較検討を行った結果， Loopamp 法 も優れていたた

め， プロ ジェ ク ト への導入を決定し た。 また， 2007 年 ６

月か ら 　 2008 年 １ 月にかけて北海道， 茨城県， 千葉県，

沖縄県でシギ ・ チ ド リ 類の捕獲を実施し ウエス ト ナイル

熱検査用の口腔内ス ワブを採取し た。 合計 382 個体のシ

ギ ・ チ ド リ 類で， Loopamp 法によ る ウエス ト ナイル熱検

査の結果， 全て陰性であった。 加えて， タ イ ・ カセサー

ト 大学 と ロ シア連邦 ・ ボ ロ ン ス キー自然保護区 と 共同研

究覚書を締結し， ウエス ト ナイル熱のモニ タ リ ングの共

同実施， 定期的なモニ タ リ ング結果の情報交換で合意し

た。

　 シギ ・ チ ド リ 類， 各種希少鳥類での血液原虫感染調査

を渡 り ルー ト の北海道， 関東圏および沖縄本島の湿地や

干潟で実施し， 各地域の鳥マ ラ リ ア遺伝子の保有率 と 分

子系統に関する結果を得た。 また， 吸血昆虫の捕集調査

を沖縄県漫湖で周年実施し， 蚊の種別発生数 と シギ ・ チ

ド リ 類の渡 り 数 と の関係を月別に解析し， 節足動物媒介

性感染症蔓延の危険性評価を行った。 次いで， 血液原虫

感染の調査を コ ウ ノ ト リ の繁殖地であ る ロ シア ・ アムル

ス ク地方 ・ ボ ロ ン ス キー自然保護区において実施し， 血

液原虫の一種であ る ロ イ コ チ ト ゾーンの感染を検出し，

当該遺伝子の部分配列を決定し た。 さ らに， 吸血昆虫の

捕集調査をシギ ・ チ ド リ 類の繁殖地， ロ シア ・ ボ ロ ン ス

キー自然保護区で実施する と 共に， 渡 り 鳥の越冬地であ

る タ イの湿地で も吸血昆虫捕集を実施し， 捕集昆虫を形

態観察によ り 種同定を行った。 加えて， 希少種， 普通種

の鳥類から検出された鳥マ ラ リ ア遺伝子の分子解析を行

い， ウエス ト ナイルウ イルス感染の指標 と な る相互感染

および宿主転換の可能性について評価し た。

　 北海道で捕獲し た野生カモ類の血清92サンプルを対象

にフ ラ ビ ウ イルス中和抗体検査を実施し た と こ ろ， 90 件

で抗体陽性の結果を得た。 これら のカモ類が極東ロ シア

において ウ エ ス ト ナ イ ル熱に感染 し た可能性 も あ る た

め， 今後継続し てモニタ リ ング実施する。

〔備考〕

11）　 洋上風力発電を利用し た水素製造技術開発

〔区分名〕 環境 - 石油特会 

〔研究課題コード〕 0307BH598

〔担当者〕 ○植弘崇嗣 （環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー），

内山政弘， 須賀伸介， 江嵜宏至

〔期　間〕 平成 15 ～平成 19 年度 （2003 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 持続可能な エネルギー源で あ る 太陽エネル

ギーは， 化石燃料 と 比較し てエネルギー密度が小 さ く ，

その変動も大きいため， エネルギー供給側 と し ては扱い

に く い対象であ る。 こ のため， 敷設面積が大き く 設置場

所が確保でき ない， あ るいは金銭的な コ ス ト が高 く な る

など， 基幹エネルギー と し て認知されるには至っていな

い。

　 本研究では，我が国陸地面積の 10 倍の広さ を有する経

済専管水域を対象 と し て， 非係留型大型浮体上に風力発

電設備 と 海水電解設備を設置し水素製造を行 う 「水素製

造用非係留洋上ウ ィ ン ド フ ァーム」 の成立可能性につい

て， エネルギー収支 と 環境負荷 ・ 影響の観点か ら検討を

行い， 技術的な問題点の解決を通し て， 環境的に持続可

能な風力エネルギーを， 基幹エネルギー と し て成立させ

う る システムの構築を目指す。

〔内容および成果〕

5 年計画の 終年度に当た り ， システムの 終仕様を明

確にし， EPR 等の評価指標を再検討し た。

【浮体】

・ 全長 ： 1,880m; 全幅 ： 70m; 喫水 ： 20m; 上部デッ キ海面

高 ： 12m; 浮体重量 ： 約 118,500ton

・帆走速力：約 4 ノ ッ ト ( 約 8km/h); 機帆走速力：約 7 ノ ッ

ト ( 約 13km/h)

【風車】

・ 出力 ： 5MW: 風車翼長 （直径） ： 120m; 風車ハブ高 ： 80m

（上部デッ キ よ り ） ; 基数 ： 11 基

【運行シ ミ ュ レーシ ョ ン】

・期間： 　 　 　 　 日本標準時 2005 年 7 月 1 日 09:00 － 2006

年 7 月 1 日 09:00

・ 良の結果 ： 　 全獲得エネルギー 280.3GWh， 設備利用

率 58.2%

【エネルギー収支比 (EPR)】

・ 発電端 ： 19.9; 陸上水素渡し ： 8.2

　 　 　 　

本年度は， 前年度までの研究結果を踏まえ， 次の各点に

ついて研究を実施し， システムを構成する個別技術の技

術的課題に関し ては， 現行技術の組み合わせによ り 解決

可能と判断された。

具体的には，

１ ） 浮体関連 ： 浮体構造の強度増加手法 と し て， 上部ハ

ルを結合する横桁の数増加が有効であ る ため， 下部ハル

の構造に関し て過剰性能であ る こ と がわか り ， 構造を縮

小する こ と によ り ， 横桁の増加によ る重量増加をキ ャ ン

セルでき た。 運行シ ミ ュ レーシ ョ ンについては， 日本海

内について も実施し たが， 単純なアルゴ リ ズムでは良好
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な結果は得られなかった。 また， 風速を風車ハブ高さ に

補正する巾乗則で見直し た後にシ ミ ュ レーシ ョ ン し た結

果， 設備利用率 と し て約 ５ ８ ％ と い う ， 陸上風車に比し

て約 ２ 倍の利用率が得られる可能性が示された。 さ らに，

本シ ス テム を運用する場合を想定し て， その運行形態，

ま た事故時を想定し， その安全性に関する検討を行い，

生起可能性の高い事故によ っては， 致命的なダ メ ージや

環境汚染など を引き起こす可能性は極少であ るか と が明

らかになった。

２ ） 電解シス テム関連 ： ５ 年間にわた る研究によ り ， 希

少金属を使わず海水を直接電解する系で， 高耐久性電極

の開発は大き な進捗を見たが， 陰極 ・ 陽極液間の隔膜の

性能等に よ り 電解電圧の大幅な低減が得 ら れずエネル

ギー効率の大幅な向上は実現でき なかった。 しかし， 洋

上で追加的な酸やアルカ リ など化学物質の添加が不必要

であ る と い う 長所は捨て難 く ， 更な る技術開発が期待さ

れる。 現状では， 少数導入時には淡水化後 （逆浸透膜＋

イオン交換）， 高分子イオン交換膜＋白金， 多数導入時に

は淡水化後アルカ リ 電解が， エネルギー効率 ・ 資源制約

の観点から現実的な解と推定し た。

３ ） エネルギー LCA ： エネルギーレベルのラ イ フサイ ク

ルアセス メ ン ト の精緻化を継続し， 風力発電端におけ る

EPR と し て火力発電 と同等の値を得られる こ と を確認し

た。 また， 浮体上での発電までの発電原価を試算し た結

果，12.6 円 /kWh，量産効果を考慮し た場合で 9.7 円 /kWh

であった。

〔備考〕

12）　 有害物質除去用ナノ 構造認識膜の開発

〔区分名〕 環境 - 委託請負 

〔研究課題コード〕 0307BY577

〔担当者〕 ○佐野友春 （環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー），

高木博夫

〔期　間〕 平成 15 ～平成 19 年度 （2003 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 環境ホルモンやアオ コ毒の よ う に環境中の濃

度が低い物質を測定する場合や環境中の有害物質を除去

する場合に， 吸着剤を用いた濃縮法が多用 さ れてい る。

しかし ながら， 現在用いられている吸着剤は標的物質の

性質の一部を用いているだけであ る ために， 選択性が低

く ， 測定の妨害 と な る物質を多量に吸着する。 また， 有

害物質除去では標的物質以外の物質が多量に吸着する こ

と によ って， 吸着剤がすぐに飽和状態にな り ， 結局高価

な も のになっている。 こ のよ う な状況か ら， 標的物質に

対する選択性の高い吸着剤の開発が期待されている。 本

研究では標的分子の構造 と電子状態を利用し た選択性の

高いナ ノ 構造認識膜や分離媒体を開発し， 環境改善や環

境研究への実用性を目指す。

〔内容および成果〕

　 当プロ ジ ェ ク ト にて開発し た有害物質除去用高分子媒

体において， 飽和量まで吸着し た有害物質を媒体か ら回

収 ・ 除去する こ と によ り ， 吸着媒体 と し て再利用する た

めの条件を検討し た。 吸着し た物質を回収する ために，

有機溶媒ではないが有機溶媒のよ う な性質を持ち， 室温

常圧に戻し た と たん気化し， 濃縮時にエネルギーを必要

と し ない二酸化炭素の超臨界流体を用い る こ と に よ り ，

環境への負荷をでき るだけ低減しつつ， 高分子媒体に吸

着し た有害物質を回収する条件を検討し た。 二酸化炭素

の超臨界流体にモデ ィ フ ァ イ アー と し て メ タ ノ ールを用

いて吸着用高分子媒体か ら吸着物質を回収でき る こ と を

前年度に報告し たが， 本年度は， モデ ィ フ ァ イ アー と し

て地球温暖化への影響が小さ い と 考え られるエタ ノ ール

を利用す る 可能性について検討を行い， モデ ィ フ ァ イ

アー と し て メ タ ノ ールの替わ り にエ タ ノ ールを用いて

も， 同程度に回収でき る こ と が明らか と なった。

しかし ながら， 溶出超臨界流体の回収時に， 容器に回収

し きれず 20％程度は大気中への放散を避ける こ と ができ

なかった。 大量に処理する こ と を考え る と， こ の量は環

境への影響が無視で き ない量 と な る こ と が考え ら れた。

また， 超臨界状態を維持する ために必要なエネルギーも

無視でき ない こ と か ら， エタ ノ ール水溶液によ る吸着物

質の回収を試みた と こ ろ， 50％エタ ノ ール水溶液でほぼ

定量的に回収される こ と がわかった。 吸着 ・ 回収の繰 り

返し実験において も， その吸着能にほ と んど変化がない

こ と が確認され， 環境に負荷の少ない再利用法であ る こ

と が確認された。

〔備考〕

客員研究官 ： 彼谷邦光 （東北大学大学院）

13）　 鳥類異種間生殖巣キメ ラ から の子孫作出実験

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 0607CD456

〔担当者〕 ○川嶋貴治 （環境研究基盤技術ラ ボラ ト リ ー）

〔期　間〕 平成 18 ～平成 19 年度 （2006 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 本研究では， キジ目鳥類をモデル と し て使用

し， それら の始原生殖細胞 （胚発生の一時期に出現する

精子や卵子の祖細胞） を繁殖力の高い一般種の胚に移植

し て得られた個体 （異種間生殖巣キ メ ラ） か ら， ド ナー

由来の機能性のあ る配偶子が生産されるか否かを明ら か

にする。本研究の結果，異種間生殖巣キ メ ラから， ド ナー

由来の子孫を得る こ と が可能 と なれば， 絶滅の可能性が
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特に高い種に， 重点的かつ戦略的に本技術を導入し， 個

体数そのも のを回復する こ と によ り ， 生物多様性の保全

に貢献する こ と が可能と なる。

〔内容および成果〕

　 ニホンキジ始原生殖細胞をニワ ト リ 胚へ移植する実験

を行った。性成熟に達し たキ メ ラ雄個体の精液から DNA

を抽出し， ニホンキジ特異的なプラ イマーを用いて PCR

を行った結果， ニホンキジのシグナルを検出し た。 こ の

結果は， 始原生殖細胞の移植によ って異種間生殖巣キ メ

ラ が成立する こ と を示し ている。 生殖巣キ メ ラにおけ る

ド ナー細胞の寄与率を知る ために， 標識し た始原生殖細

胞を移植し， 生殖巣へ到着し た個数を算出し た結果， ご

く 少量の始原生殖細胞で生殖巣キ メ ラ が成立する可能性

が示唆され， また， 生殖巣到着後か ら高い増殖性を示し

た。 希少の始原生殖細胞であって も生殖巣キ メ ラ を作出

でき る可能性を示し た。また，これまで判定が困難であっ

た ド ナー細胞由来の卵子を生産する雌の生殖巣キ メ ラ を

見分け る方法を開発する ために， 鳥類未受精卵から ゲ ノ

ム DNA の抽出を試みた結果， それら を鋳型と し て PCR

によ る Clusterin 遺伝子の増幅が見られた。 今後， 生殖巣

キ メ ラ から効率的に子孫を得る方法を開発する こ と が重

要と なる。

〔備考〕

14）　 希少野生鳥類保全のための新技術開発

〔区分名〕 共同研究

〔研究課題コード〕 0607LA482

〔担当者〕 ○桑名貴 （環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー） ，

大沼学， 今里栄男， Sawicka Edyta

〔期　間〕 平成 18 ～平成 19 年度 （2006 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 野生鳥類，特に絶滅危惧鳥類の始原生殖細胞を

用いて， ポーラ ン ド 側研究者 と 共同で野生絶滅危惧鳥類

種の増殖及び生息域外保全手法を新規に開発する。

〔内容および成果〕

　 鳥類生殖細胞の起源， 移動， 定住及び分化に関する メ

カニズムは不明な点が多 く ， 他の動物種に比較し て形態

形成に関わる遺伝子発現の解析も遅れている。 特に， 生

殖細胞に発現し ている受容体等を解明し， シグナル伝達

機構についての知見を得る こ と ができれば， 生殖幹細胞

の生存 ・ 増殖に必要な因子の発見につながる。 そのため

に， 鳥類卵子及び初期胚において メ ラ ト ニン受容体の遺

伝子発現や メ ラ ト ニン合成系酵素の存在を詳細に検討し

た結果， 鳥類生殖幹細胞， 精子形成過程， 卵形成過程の

melatonin 受容体各遺伝子 （mel-1a， mel-1b， mel-1c） の発

現を明ら かにする こ と ができ た。 これによ って鳥類の生

殖幹細胞制御機構が将来的に明ら かにな る知見が得られ

た。

〔備考〕

千葉科学大学 　 足立達美， ポーラ ン ド 共和国 　 科学アカ

デ ミ ー 　 B. Olszanska， ポーラ ン ド共和国 　 ワルシャ ワ大

学 　 K. Dmnowski

（ １ ２ ） 領域横断的な研究活動

(12)-1.　 領域横断的プロジェ ク ト

1）　 粒子状物質の粒子数等排出特性実態に関する調査研

究

〔区分名〕 環境 - 委託請負 

〔研究課題コード〕 0207BY471

〔担当者〕 ○小林伸治 （社会環境システム研究領域）， 田

邊潔， 長谷川就一， 伏見暁洋， 藤谷雄二， 高橋

克行

〔期　間〕 平成 14 ～平成 19 年度 （2002 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 排出ガス規制の強化によ り ，自動車から排出さ

れる粒子状物質の重量排出量は低下傾向にあ るが， 排出

ガ ス対策が高度にな る に従い粒径分布が微小化す る た

め， 微小粒子の数濃度に対する関心が高ま っている。 し

かし ながら， 微小粒子の排出は， エンジンの種類， 運転

条件， 希釈条件等， 複雑な要因の影響を う け る ため， 自

動車から の排出実態や大気中におけ る挙動に関する十分

な知見が得られていない。 本研究では， これら の微小粒

子の排出実態を把握する と と も に， その物理 ・ 化学的特

性や大気中におけ る挙動を解明する こ と を目的 と し てい

る。 

〔内容および成果〕

　 本年度は，平成 17 年度から実施し てき た道路沿道 ３ ヵ

所， 一般環境 １ ヵ 所におけ る微小粒子の長期連続測定を

継続し て実施する こ と によ り ， 新型車導入によ る改善効

果を把握する。 さ ら に， 粒径別組成分析等によ り ， 地点

間の差異や改善効果の要因を解析する。

　 池上新町 と 北の丸におけ る冬期の粒子個数濃度は， 前

年度までは低下傾向を示し ていたが， 本年度は前年度よ

り 高濃度であった。 11 月以降の 50nm 以下の粒子個数濃

度の増加が顕著であった こ と から， 冬期の気温が低かっ

た こ と が原因 と 考え られた。 他の地点の個数濃度は前年

度 と 同じ レベルであ り ， 粒径分布形状も前年度 と 同様で

あった。

　 イ ン パ ク タ ーに よ り 採取 さ れた粒子の質量濃度は，

年々減少し ている こ と が確認された。 また， 粒径別に採

取し た試料の炭素成分 （EC， OC） 分析結果の経年変化か

ら， 粒径 30 ～ 60nm の粒子 （ナ ノ粒子画分） と 100 ～
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180nm （デ ィ ーゼル排気粒子の主要粒径） のいずれの粒

径範囲でも EC と OC の濃度には減少傾向が確認された。

　 加熱脱着 GC/MS 法を高感度化し，粒径別に採取し た道

路沿道の粒子試料を分析し た と こ ろ， 30nm 以下の粒子

（18 ～ 32nm） から も n- アルカンや PAHs 等の有機成分が

検出された。 ク ロマ ト グ ラ ムのパターンやホパンのプロ

フ ァ イルからは， 沿道の粒径 18 ～ 32nm の粒子に対し て

潤滑油が一定程度寄与し ている こ と が示唆された。

　 地点間の差異や自動車の排気規制によ る改善効果につ

いて解析し た と こ ろ， 地点間の差異は， 直近道路におけ

る自動車から の排出量 と その周辺のバ ッ ク グ ラ ウ ン ド 大

気の影響度の差異によ り 生ずる も の と 考え られた。 自動

車の排気規制の効果については， 質量濃度や炭素成分，

粒径が 50nm 以上の粒子個数濃度については， 規制強化

によ る改善が認められるが， 粒径 50nm 以下のナ ノ粒子

の個数濃度については， 気象要因の影響が大き く ， 明確

な改善は認められなかった。

〔備考〕

2）　 道路沿道での対象者別個人曝露量推計

〔区分名〕 委託請負 

〔研究課題コード〕 0710MA380

〔担当者〕 ○大原利眞 （アジア自然共生研究グループ） ，

新田裕史， 上原清， 長谷川就一， 神田勲， 小野

雅司， 田村憲治

〔期　間〕 平成 19 ～平成 22 年度 （2007 ～ 2010 年度）

〔目　的〕 我が国の大都市部の道路沿道住民におけ る自

動車排ガスへの曝露実態を定量的に把握し， 住民の呼吸

器疾患をはじめ と する健康影響 と の関連性を疫学的に明

らかにする ため， 平成 17 年度から開始する 「局地的大気

汚染の健康影響に係る疫学研究」 で用いる曝露評価モデ

ルを構築する。 

〔内容および成果〕

　 曝露評価用の屋外濃度推計モデルを構築する ために，

（ １ ） 風洞実験データ を活用し た沿道解析モデルの確立，

（ ２ ） 広域解析モデル （対象幹線道路以外の寄与濃度を計

算） の開発と実測データに基づ く 検証， （ ３ ） 対象地域に

おける自動車排出量の推計などを進めた。 

〔備考〕

旧研究課題コ－ド  0506BY541

3）　 広域モニタ リ ングネッ ト ワーク による黄砂の動態把

握と 予測・ 評価に関する研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 C-061

〔研究課題コード〕 0608BA487

〔担当者〕 ○西川雅高 （環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー），

杉本伸夫， 菅田誠治， 松井一郎， 清水厚， 森育

子， 高橋克行， 早崎将光， 原由香里

〔期　間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目　的〕 中国内陸部やモン ゴルを発生源 と する砂塵暴

現象について， 近年， その発生回数や発生地が拡大化傾

向にあ る こ と が知られている。 発生源か ら見て風下側に

位置する韓国や日本で も， 同様に， 黄砂現象の発現日数

が年年変動の幅を超えて増加傾向を示し ている。 日本や

韓国では， 黄砂現象によ る視程障害のため交通機関や産

業への被害が出ている他， 大気汚染物質 と 混合し た汚れ

た黄砂によ る呼吸器疾患などの健康影響も懸念されてい

る。 黄砂は， それ自体が風送先におけ る社会環境への直

接的影響を与え る物質であ るが， 発生の増減は発生源地

の環境変化に受動的に対応する影響反映物質で も あ る。

し たがって， 黄砂問題に関する各国の政策面での取 り 組

みは， 発生源対策が地域住民への利益 と な る中国やモン

ゴル と， 飛来予測精度の向上が国民への利益 と な る韓国

や日本 と はス タ ン スが自ず と 異な るが， 大局的には ４ ヵ

国の共通問題 と し て認識されている。 それゆえ， アジア

開発銀行 （ADB） と 地球環境フ ァ シ リ テ ィ ー （GEF） お

よび国連組織であ る UNEP， UNESCAP， UNCCD と関連

４ ヵ 国 （日本， 中国， 韓国， モンゴル） が参加し て， モ

ニ タ リ ング と 予報および発生源対策に関する複数の関連

プロ ジ ェ ク ト が実施されて き たほか， 日中韓三国環境大

臣会議 （TEMM） において も， 黄砂は共通的環境問題 と

し て議題に上る こ と が多 く なって き た。 そのよ う な情勢

の中で， 黄砂モニ タ リ ングネ ッ ト ワーク の構築 と データ

の共有化を計る こ と が黄砂問題解決の糸口 と の国際的合

意がな されている。 本プロ ジ ェ ク ト では， ４ ヵ 国にまた

がる ラ イ ダーおよび PM10 計によ る観測網データの精度

管理手法の確立を基本 と し， 黄砂の三次元的動態把握事

例の集積 と 解析， データ同化手法によ る予報モデルの精

度向上， 黄砂 と 大気汚染物質の混合機構の解明， 汚染物

質 と の混合を考慮 し た負荷量推定モデルの精緻化 も 行

う 。 黄砂によ る東アジア地域の環境イ ンパク ト と 予報シ

ス テムの確立を目指す他， 黄砂に関する国際的政策に寄

与 / 貢献する こ と も目的とする。

〔内容および成果〕

　 本年度は， ラ イ ダーネ ッ ト ワーク （日本， 韓国 ２ 地点，

および中国の研究協力地点） によ る観測を行い， 前年度

開発し た リ アルタ イ ムデータ処理システムによ るデータ

処理を行った他， アルゴ リ ズムの改良など解析手法を向

上に着手し た。 これによ って， データ同化実験のための

データセ ッ ト を作成する と と も に， 環境省の黄砂飛来情
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報ホームページの試験運用のためのデータ提供に貢献し

た。 一方， 国際協力機構のモンゴル技術プロ ジ ェ ク ト で

構築されたモンゴル ４ 地点 （ う ち ３ 地点はラ イ ダーを有

する） のデータ処理体制を整備し た。 また， 近年の日本

国内での大規模黄砂時における SO2 などの汚染物質濃度

観測デー タ や視程や湿度な ど の関連気象要素の解析 も

行った。

　 黄砂の発生 と 輸送過程 新の 4 次元変分法を用いた

データ同化手法 （4DVAR） を適用し， 黄砂の発生地域 ・

発生量 ・ 初期分布の推定手法を開発し， 黄砂発生 ・ 輸送

モデルの高精度化を行った。本年度は 2007 年 ３ 月末から

５ 月下旬の日本に飛来し た黄砂現象を対象に 4DVAR に

よ り ダス ト 発生量の 適化を行った。 また， モデルの結

果を宇宙ラ イ ダーを搭載し たNASA/CALIPSO衛星 と の比

較を行い， ダス ト 発生域か ら北西太平洋域のダス ト の ３

次元構造を世界で初めて明瞭に示し た。

　 また，大気汚染 と黄砂の混合反応機構を解明するため，

独自開発し た円筒流通式反応器実験システムによ る実験

的検証を行った。 都市大気汚染物質の中で も， 光化学反

応によ る二次生成物質 と し て注目されているガス状シ ュ

ウ 酸 と 黄砂の反応機構について明 ら かに し た。 ガ ス状

シ ュ ウ酸は黄砂粒子表面に積極的に捕集され， 二酸化イ

オウ （SO2） と の競合沈着において SO2 の沈着率が 20％

ほど抑制される こ と を明らかにし た。

〔備考〕

九州大学，埼玉大学，日中友好環境保全セン ター （中国），

監測総站 （中国）， NAMHEM （モンゴル， 気象局）

4）　 環境政策の長期シナリ オ

〔区分名〕 文科 - 振興費

〔研究課題コード〕 0609CE491

〔担当者〕 ○原沢英夫 （社会環境システム研究領域）， 増

井利彦， 肱岡靖明， 森口祐一， 江守正多， 亀山

康子， 高橋潔， 近藤美則， 長谷川聡， 増富祐司

〔期　間〕 平成 18 ～平成 21 年度 （2006 ～ 2009 年度）

〔目　的〕 サス テ イ ナビ リ テ ィ の も典型的で差し迫っ

た課題であ る地球温暖化問題に焦点を当てた国際戦略の

確立を目指す と と も に環境政策の長期シナ リ オを作成す

る。 地球温暖化問題の解決に向けて， 自然科学に重点を

おいた気候モデルおよび社会科学やシステム工学に重点

をおいた影響 ・ 対策評価モデルを統合を図る研究および

炭素循環研究 と 炭素吸収対策研究の統合を図る研究を進

める こ と が必須であ る。 こ う し たモデルの統合および適

用を通じ て，京都議定書やそれ以降の地球温暖化対策が，

地球規模の気候変動 と その地域的影響を緩和する効果を

推計し， 中 ・ 長期的な政策対応のあ り 方を経済社会の発

展のシナ リ オ と の関係で明ら かにする こ と を目標 と し て

いる。

〔内容および成果〕

（ １ ） 気候変動 と サス テ イ ナビ リ テ ィ の相互関連性の研

究 ： 　 IPCC， IHDP 等の国際的な気候変動解決をめざ し

ている研究プロ グ ラ ムの報告書等を レ ビ ューし， 気候変

動の影響 と 影響軽減の適応策， 気候変動 と 環境問題 と の

関わ り について整理し た。

（ ２ ） 温暖化問題に関する科学的知見や知識を構造化する

方法の確立： 　 IPCC の第一次～第三次評価報告書に加え

て第四次評価報告書を中心に， 温暖化に関する現象 （科

学的知見）， 影響 ・ 適応 （工学的視点）， 対策 （社会経済

的視点） に関する科学的知識を整理する と と と も に， 気

候変動枠組条約で規定する安定化濃度 と 影響に関する知

識の構造化を事例的に検討し た。

（ ３ ） 問題解決型で自律的なアジア型の研究ネ ッ ト ワーク

の構築および （ ４ ） 地球温暖化問題解決にむけた日本の

国際戦略の確立 ： 　 アジア地域を対象 と し た研究ネ ッ ト

ワーク の現状等か ら， 気候モデルの将来予測値 （気候シ

ナ リ オ） や影響情報の研究上， 政策上のニーズを明ら か

にする こ と によ り ， 自律的な研究ネ ッ ト ワーク のあ り 方

を検討し た。

〔備考〕
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（ １ ） 環境研究基盤技術ラボラ ト リーにおける活動

(1)-1.　 環境標準試料及び分析標準物質の作製、 並びに環

境試料の長期保存（ スペシメ ンバンキング）

1）　 環境標準試料の作製と 評価

〔区分名〕 基盤ラ ボ

〔研究課題コード〕 0610AD474

〔担当者〕 ○西川雅高 （環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー），

佐野友春， 高木博夫， 森育子， 伊藤裕康， 柴田

康行

〔期　間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目　的〕 環境中での事象変動や物質の顕在化を調査・解

明をする ためには， 対象試料の採取 ・ 化学的分析によ る

一次データが基本 と な る こ と が多い。 その分析値の信頼

性確保のために， 環境標準試料によ る一次データの精度

管理が重要な役割を担 う 。 環境分析におけ る正確さ を担

保する， いわゆる リ フ ァ レ ン ス機能物質 と し ての性格を

有す環境標準試料の作製 と提供を知的基盤研究事業 と し

て， 継続的に推進する こ と を目標と し ている。

〔内容および成果〕

　 粒径 10 ミ ク ロ ン以下の都市大気粉塵 （NIES-CRM-

NO.28） の作製 と予備分析が前年度終了し，本年度は長期

保存性試験 と 認証値および参考値決定のための他機関分

析結果の解析を実施し た。 その成果は， BERM11 におい

て学会報告し たほか， 標準試料分野において著名な学会

誌 （ABC） に論文投稿し掲載可 と なった。 その結果を も

と に， 18 元素について認証値を 14 元素について参考値

与えた認証書を ま と め， ド イ ツにあ る標準物質の世界的

登録機関 （COMAR） へ登録申請を行なった。 2008 年 ３

月にその認定を受け， 新たな環境標準試料 と し て頒布を

開始し た。 今後， 様々な分析機関が実施する大気粉塵の

分析の精度管理に貢献する もの と期待される。

〔備考〕

(1)-2.　 環境測定等に関する標準機関（ レフ ァ ラ ンス・ ラ

ボラ ト リ ー） と し ての機能の強化

1）　 微生物系統保存施設に保存さ れている微細藻類保存

株の分類学的再評価と 保存株データ ベースの整備

〔区分名〕 基盤ラ ボ 

〔研究課題コード〕 0507AD816

〔担当者〕 ○笠井文絵 （生物圏環境研究領域）， 河地正伸，

広木幹也， 清水明

〔期　間〕 平成 17 ～平成 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 微細藻類は，分子系統解析の技術の進歩によ っ

て， これまで形態のみで分類されていた分類群の分類学

的見直しが行われている。 これに と も ない， 微生物系統

保存施設に保存されている微細藻類保存株の分子系統解

析によ って再同定する必要があ り ， また， 国際的に も系

統保存施設において高品質の保存株を維持する ために再

分類同定能力が求め られている。 そ こ で， 環境研微生物

系統保存施設に保存されている保存株の う ち， 分子系統

解析の行われていない株について解析を実施する。また，

これら の分子情報 と と も に， それら の画像や生理特性を

含めたデータベースの充実をはか り ， 保存株利用の利便

性を高める。

〔内容および成果〕

　 前年度に東京大学分子生物学研究所に保存されていた

約 400 株の微細藻類が国立環境研究所微生物系統保存施

設に移動し た。 これに伴い， 移動株の形態的特徴を顕微

鏡写真で確認する と と も に， 形態では区別でき ない主 と

し て緑藻の 53 株について， 18S リ ボ ソーム遺伝子の配列

を決定し て再同定を行った。

〔備考〕

(1)-3.　 環境保全に有用な環境微生物の探索、 収集及び保

存、 試験用生物等の開発及び飼育・ 栽培のための基

本業務体制の整備、 並びに絶滅の危機に瀕する野生

生物種の細胞・ 遺伝子保存

1）　 絶滅危惧野生生物の細胞・ 遺伝子のタ イ ムカ プセル

に関する研究

〔区分名〕 環境 - 委託請負 

〔研究課題コード〕 0288BY599

〔担当者〕 ○桑名貴 （環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー） ，

大沼学， 橋本光一郎， 今里栄男， 美濃口祐子，

植弘崇嗣

〔期　間〕 平成 14 ～平成 100 年度 （2002 ～ 2088 年度）

〔目　的〕 本研究は，環境汚染や環境変化によ り 絶滅の危

機に瀕し ている野生生物種はますます増加し ている状況

か ら， 絶滅のおそれのあ る野生生物等の保護増殖や生物

学的研究の基盤 と し て， 絶滅危惧 ・ 希少生物の細胞等の

遺伝資源の保存を行 う 。

〔内容および成果〕

　 本年度に保存し た絶滅危惧動物試料は， 鳥類 17 種， 哺

乳類 ４ 種， 魚類 ５ 種で， これらから 678 系統の試料を保

存し た。 前年度まで と あわせて 1,754 系統の細胞 ・ 遺伝

子を保存し た。 さ ら に， 絶滅危惧動物種を収集する際に

不可欠な検疫については前年度よ り イ ン フルエンザウ イ

ルスおよびウエス ト ナイルウ イルスの診断キ ッ ト によ る

現場検疫を開始し ている。 また， タ イ ムカプセル棟にお

いて も リ アルタ イ ム PCR によ る検疫システムを導入し，

検疫作業に要する時間を大幅に短縮し た。 本年度は各協
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力機関への診断キ ッ ト および検疫マニ ュ アルの配布を徹

底し，効率的な検疫を実施でき る体制を構築すし てきた。

こ のため， 特に代表な絶滅危惧種 と し てヤンバルク イナ

に加えてカンム リ ワ シをモデル と し て試料収集体制の構

築を進めた。死亡個体の場合は現場で NPO ど う ぶつたち

の病院の獣医師によ る現場検疫の後に国立環境研究所へ

国連容器を用いて宅急便で輸送する。 研究所の野生動物

検疫施設での剖検 と 試料採取の後に環境省やんばる自然

保護事務所に死体を返送する。 また， 傷病個体か ら の非

不変採取に際し て も予め現場検疫を行った後に， 獣医師

によ る皮膚片採取 と 国連規格容器によ る輸送を行って後

に細胞培養によ り 大量の細胞を凍結保存する と い う 体制

が完成し た。 今後は， こ の様な試料収集体制を他の絶滅

危惧種に も順次適応する こ と で保存のための収集体制を

効率化する と 共に， よ り 新鮮な試料の保存を行ってい く

見通しであ る。

〔備考〕

再委託先 ： 近畿大学， 旭川市旭山動物園

2）　 藻類の収集・ 保存・ 提供―付加価値向上と 品質管理

体制整備

〔区分名〕 文科 - 振興費 

〔研究課題コード〕 0711CE302

〔担当者〕 ○笠井文絵 （生物圏環境研究領域）， 河地正伸

〔期　間〕 平成 19 ～平成 23 年度 （2007 ～ 2011 年度）

〔目　的〕 日本に世界 高水準の藻類 リ ソ ース を整備す

る ため， 神戸大学および筑波大学 と 共同で， 新たな重要

種の収集 と， ナシ ョ ナルバ イ オ リ ソ ー ス プ ロ ジ ェ ク ト

（NBRP） 第 １ 期で収集し た株の付加価値の向上 と品質管

理体制 ・ ネ ッ ト ワーク体制の整備を行 う 。 国立環境研究

所では， 培養株の凍結保存に よ る長期保存体制の整備，

成果のフ ィ ー ド バッ ク を と おし た付加価値の向上， 株 と

株情報の共有のためのネ ッ ト ワーク の整備， 品質管理体

制の整備を行い， 世界 高水準の微細藻類 リ ソース を整

備する。

〔内容および成果〕

　 本年度は以下のこ と を行った

　 １ ） 収集 ・ 保存 ・ 提供 ・ 付加価値向上 ： 第 1 期収集株

の継代培養 ・ 凍結保存 ・ 提供を行った。 また， 約 50 株の

新規培養株が寄託 さ れた。 付加価値の向上を図る ため，

提供株の株情報を整理し， データベースに収納し た。 次

年度早々よ り 新たなホームページ と し て発信する予定で

あ る。 凍結保存株については， サブ機関であ る神戸大学

と保存株のバッ ク ア ッ プを開始し た。

　 ２ ） ゲ ノ ム DNA 保存：微細藻類重要種約 150 株のゲ ノ

ム DNA の抽出し，保存する と と もにプロ テ ィ ス ト のバー

コー ド プルジェ ク ト に試料を提供し た。 また， ゲ ノ ム配

列が解読された ミ ク ロ キ ステ ィ ス NIES-843 株のゲ ノ ム

DNA を抽出し，保存し た。DNA は次年度よ り 提供を実施

する予定であ る。

　 ３ ） ネ ッ ト ワーク整備 ： 既存のアジア･オセアニア微細

藻類コ レ ク シ ョ ンネ ッ ト ワーク （AOAC） を利用し て， ア

ジア ・ オセアニア諸国の関連機関 と のネ ッ ト ワーク整備

を進める と 同時に， 現在中核機関で保存し公開されてい

ないタ イ産保存株の公開に向けて， タ イ国科学技術研究

所およびカセサー ト 大学の関連研究者 と 条件等の調整を

行った。

　 ４ ） 品質管理体制整備 ： 品質管理の国際規格取得に向

けて，既に認証を受けた製品評価技術基盤機構において，

情報収集を行った。

　 ５ ） リ ソースの啓蒙 ・ 宣伝 ： 分子生物学会， NBRP キ ッ

ク オフシンポジ ウ ム， および藻類学会において展示発表

を行っ た。 ま た， 藻類の凍結保存技術に関す る ワ ー ク

シ ョ ッ プを開催し た。

〔備考〕

ナシ ョ ナルバイ オ リ ソースプロ ジ ェ ク ト 「藻類」 は， 神

戸大学， 筑波大学がサブ機関 と し て参画し， 共同で推進

する。

3）　 タ ンチョ ウ (Grus japonensis)のハプロタ イ プおよび雌

雄判別

〔区分名〕 環境 - 委託請負

〔研究課題コード〕 0510BY947

〔担当者〕 ○桑名貴 （環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー） ，

今里栄男， 大沼学

〔期　間〕 平成 17 ～平成 22 年度 （2005 ～ 2010 年度）

〔目　的〕 釧路湿原に生息する タ ンチ ョ ウ個体群は遺伝

的に ２ つのタ イプのも ので構成されているに過ぎない こ

と が分かっている。 こ の遺伝的多様性の変異 と 新しい遺

伝子タ イプを持つ個体の検索のために， 釧路湿原生息個

体及び過去に生息し ていた個体 （凍結保存個体や剥製等）

で ミ ト コ ン ド リ ア DNA の D- loop 領域のハプロ タ イプ解

析を行 う こ と で， 今後の個体群繁殖計画の基礎知見 と す

る。

〔内容および成果〕

　 本年度に標識を装着された ヒ ナ21個体を本業務の対象

と し た。 19 個体よ り 血液サンプルを， ２ 個体よ り 羽を採

取 し た。 そ の 後， 血 液 サ ン プ ル は 採 血 用 濾 紙

（ADVANTEC） に染み込ませた状態で， 羽はビニール袋

に入れた状態で国立環境研究所で受け入れた。 採血用濾
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紙からの DNA 抽出は， EZ1 DNA Tissue Kit （QIAGEN）

を使用し て実施し た。羽からの DNA 抽出は羽軸の根元を

細切し， EZ1 DNA Tissue Kit （QIAGEN） を使用し て実施

し た。抽出し た DNA 溶液 200&#181; ｌ の う ち 50&#181; ｌ

を性判別用， 150&#181; ｌ を環境試料タ イ ムカプセル化

事業用の保存サンプル と し た。 性判別は， タ ンチ ョ ウの

性判定用プラ イマーと し て使用されている 2550F および

2718R（Fridolfsson and Ellegren 1999）を使用し て PCR によ

る性判定を行った。PCR 反応の条件は熱変性 94 ℃ - ３ 分

間 １ サイ クル， 続いて熱変性 94 ℃ -30 秒 　 アニー リ ング

50℃-30秒 　 伸張反応72℃-30秒を ６ サイ クル，次に94℃-

30秒 　 アニー リ ング50℃-30秒 　 伸張反応72℃-35秒を35

サイ クル， そし て 後に 72 ℃ - ５ 分間の伸張反応を行っ

た。 PCR 終了後， 反応液を ２ ％アガロ－スゲルにて電気

泳動し， エチジウ ムブロマ イ ド によ る染色を実施し た後

に UV イル ミ ネーター上で PCR 産物の確認を行った。 雌

雄の判別は約 680bp と約 460bp 付近の ２ ヵ所に PCR 産物

が確認された場合を メ ス， 約 680bp 付近の １ ヵ所のみに

PCR 産物が確認された場合にはオス と判定し た。

〔備考〕

4）　 鳥類細胞保存のアジア国際ネッ ト ワーク 構築

〔区分名〕 文科 - 振興費

〔研究課題コード〕 0507CE943

〔担当者〕 ○桑名貴 （環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー） ，

大沼学， 橋本光一郎， 今里栄男， 川嶋貴治

〔期　間〕 平成 17 ～平成 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 絶滅の恐れのあ る鳥類種は年ご と に増加し て

お り ， 環境省レ ッ ドデータブ ッ ク掲載鳥類は 137 種 ・ 亜

種にのぼる。 さ らに， 世界の 9,797 種の鳥類の 12％にあ

たる 1,186 種が絶滅危惧種であ る。 これらの野生鳥類の

細胞 ・ 遺伝資源は未開拓の細胞資源であ る も のの， 現在

の鳥類細胞の保存技術は他の動物種の細胞保存技術 と 比

較する と 絶対的に遅れを と っている。 こ の原因の も大

き な も のは， つい 近まで鳥類細胞の長期培養法が開発

されず， そのために鳥類由来の樹立細胞株も数種の遺伝

子変異株以外に世界で存在し なかった点にあ る。つま り ，

鳥類細胞の培養法は不可能 と され， 永年のあいだ開発努

力がされないま ま と なっていた。 1996 年に至って我々が

鳥類胚由来細胞の長期培養系を開発し， 多 く の細胞株を

樹立する こ と で， よ う や く 鳥類細胞の安定的凍結保存が

現実的になった。 ただし， こ の様な鳥類細胞培養法や凍

結保存手法は未だ国際標準化されていないために， 世界

的に野生鳥類細胞の細胞保存に力点を置 く 研究組織 ・ 機

関がない。

　 本活動では将来的な個体増殖も視野に入れて野生鳥類

細胞保存を行い， 国境を越えた鳥類細胞保存ネ ッ ト ワー

ク を構築し て保存細胞の質の均一化を図る と と も に国際

的な細胞保存の危険分散を行 う 。 そのため， 中核機関を

コ ア と し て日本の枢要な研究施設 と アジア ・ ユーラ シア

各国の研究期間 と の間で共同研究及び細胞保存ネ ッ ト

ワーク を構築し て， 希少種個体に負担をかけない程度の

皮膚細胞の採取， その後の細胞培養に よ る細胞増殖 と，

増殖細胞の効率的な凍結保存条件に関する国際的な標準

化を行 う 。 加えて， 保存細胞を用いた希少野生鳥類個体

増殖法開発に向けた基盤技術開発， 将来に向けた持続的

利用のために， 鳥類細胞を用いたバイ オテ ク ノ ロ ジー応

用分野を含めた国際共同研究開発を行 う 。

〔内容および成果〕

　 １ ． 多国間での希少鳥類細胞保存ネ ッ ト ワーク構築の

ために， 野生鳥類細胞収集 と 保存に必要な現場検疫か ら

確定診断に至る全検疫過程のマニ ュ アルを作成， さ らに

試料採取， 細胞培養か ら 凍結保存に至 る 手技の詳細マ

ニ ュ アル （日本語， 英語， ロ シア語） を作成し た。 つい

で， これを用いて ロ シア， 韓国， 中国， タ イの若手研究

者を対象 と し た技術研修を年度ご と に行い本事業によ り

国際標準化し た技術移転を完了し た。 また， シンガポー

ルには日本側研究者が訪問し て現地での技術移転を行っ

た。

　 加えて国際ワーク シ ョ ッ プを開催し て参画機関ご と と

の共同推進体制を構築し た。 個別にはロ シア連邦 （ボ ロ

ン自然保護区） 及びタ イ王国 （カセサー ト 大学） と の間

では共同研究に関する覚書を交わし て鳥類細胞保存を開

始し ている。 ロ シアでは希少鳥類試料を採取し て遺伝子

保存を開始し， タ イでは凍結保存機器 ・ 施設整備が終わ

り ， 検疫 ・ 試料採取 と 鳥類細胞培養のためのス タ ッ フ養

成が始ま った。 韓国では若手研究者への技術移転に呼応

し て鳥類を含む希少動物の遺伝子保存体制 と 冷凍保存施

設建設が開始し た。 さ ら に中国の参画機関か ら長期に若

手研究者 １ 名を受け入れ， 基盤技術開発の共同開発研究

を開始し た。ただし，シンガポール （ジュ ロ ンバー ド パー

ク） は飼育個体維持増殖 と い う 形態での保全を目指すこ

と と な り ， ネ ッ ト ワーク構築には参画する も のの細胞凍

結保存は当面行わないこ と になった。

　 上記のよ う に， 希少鳥類細胞の凍結保存ネ ッ ト ワーク

体制の構築は日本側の技術移転を受けて順調に進み，

終年度末を迎えてほぼ将来像が固ま った と 言え る。 さ ら

に数年間は技術支援 と 助言が必要であ る状況ながら， 所

期の目的は達成でき た と考える。

　 ２ ． 鳥類の凍結保存細胞を活用する ために， 保存試料
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（体細胞， 生殖系列細胞） を用いて将来的に個体増殖を行

う 技術開発研究を進めた。

　 まず， 保存し た体細胞の核由来の生殖幹細胞を得る手

法開発を行い， 体細胞 と 脱核し た始原生殖細胞 と を電気

融合する こ と で体細胞核を持つ始原生殖細胞を作製， こ

の細胞が本来の始原生殖細胞同様に発生初期に将来の生

殖巣へ と 移動する こ と を確認し た。 これは， 培養 ・ 保存

する体細胞を用いた個体再生に有用な技術 と な る と 考え

る。 また， 希少鳥類の死亡個体か ら採取する生殖細胞か

ら個体を創出し う るか否かを検討する目的で研究を行っ

た結果，鶏の孵卵 20 日目胚から採取し た精巣および卵巣

中の生殖細胞は， レシピエン ト 胚の血流中に移植された

場合， 生殖隆起に移住し て生殖腺に入 り ， キ メ ラ胚およ

びキ メ ラ ニ ワ ト リ の生殖系列に導入される こ と が明ら か

になった。 これは， ほぼどの発生段階の胚か ら採取し た

生殖細胞であって も， 生殖巣キ メ ラ作出手法を応用する

こ と で採取し た生殖細胞由来の個体を創出可能であ る こ

と を示すものであ る。

　 こ の様に， 保存する体細胞及び生殖系列細胞を用いて

将来的に希少鳥類個体を創出する ための基盤研究を順調

に進め， 所期の目的を充分に達成する こ と ができ た と 考

え る。

〔備考〕

本研究は基盤ラ ボで行っている 「環境試料タ イ ムカプセ

ル化事業」 と 密接に関連し てお り ， そ こ で開発し た研究

知見 と 技術を国際的に標準化し て技術移転する こ と で，

国際ネ ッ ト ワーク構築を行お う とする ものであ る。

5）　 絶滅の危機に瀕する藻類の収集と 長期保存に関する

研究

〔区分名〕 環境 - 委託請負

〔研究課題コード〕 0610BY505

〔担当者〕 ○笠井文絵 （生物圏環境研究領域）， 河地正伸

〔期　間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目　的〕 2007 年の見直しによ って， 現在 116 種の藻類

が絶滅危惧種 と し てレ ッ ド リ ス ト に掲載されている。 こ

れらの藻類は富栄養化や化学物質の汚染などによ る水質

の悪化， 外来魚の人為的導入やコ イ等の養殖， 河川改修

や開発によ る生息場の消失や悪化， 上流のダム建設によ

る水量の変化などによ って個体数を減少し， 絶滅が危惧

されている。 車軸藻類は， 湖沼の底泥の巻き上げを抑制

する こ と によ って透明度の確保に貢献する。 淡水産紅藻

類の多 く は日本固有種であ る。 本来の生息地で保全する

こ と の重要性はい う まで も ないが， これら の種が本来の

生息場で絶滅をのがれ十分な個体数を維持でき るほど繁

茂するには， かな り 多 く の時間 と 対策が必要であ る。 そ

の間に生物種その も のが地球上か ら消滅し て し ま う こ と

を防ぐため，域外保全 と し て これら絶滅危惧藻類の収集，

系統保存， 凍結保存を行 う 。

〔内容および成果〕

　 本年度の新たな収集 ・ 確立株を加え， 20 種 66 系統の

シ ャ ジ ク モ類， ９ 種 263 系統の淡水産紅藻を保存し た。

こ の う ち， 2007 年版レ ッ ド リ ス ト 植物Ⅱに掲載 さ れた

シ ャジ ク モ類の絶滅危惧種は 15 種，淡水産紅藻の絶滅危

惧種は ８ 種， 準絶滅危惧種が １ 種であ る。 安定し た長期

保存のために本年度は淡水産紅藻26系統の凍結保存を行

い， これまでに 101 系統を凍結保存のみでの保存に移行

し た。 また， シ ャ ジ ク モ類 ３ 系統の単藻化を行い， 合計

15 系統の単藻株を保存し ている。 シャ ジ ク モ類の生育地

調査は長崎県， 佐賀県， 香川県のため池や水田 49 地点に

ついて行い，主と し て香川県の 17 地点でシャ ジ ク モ藻の

生育が確認され， 一部を採取し た。 また， 絶滅危惧Ⅰ類

にラ ン ク されている シ ャ ジ ク モ類イ ノ カシ ラ フ ラ ス コモ

の日本唯一の生育地においては， 管理者であ る市川市の

許可を得て藻体および埋土卵胞子の採集を行い， 培養株

化および埋土卵胞子の保存および発芽条件を検討し た。

〔備考〕

（ ２ ） 地球環境研究セン ターにおける活動

（ 2） -1.　 地球環境モニタ リ ングの実施

1）　 大気・ 海洋モニタ リ ング

〔区分名〕 地球セン ター

〔研究課題コード〕 0307AC585

〔担当者〕 ○町田敏暢 （地球環境研究セン ター）， 向井人

史， 野尻幸宏， 中根英昭， 小野雅司， 遠嶋康徳，

横内陽子， 谷本浩志， 荒巻能史

〔期　間〕 平成 15 ～平成 19 年度 （2003 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 定点および移動体プ ラ ッ ト フ ォーム を利用し

た大気や海洋の観測を通し てグ ローバルな視点での地球

環境の現状把握を行い， また地球環境の変動要因を明ら

かにする ための研究活動に資する高品質のデータ を長期

間モニタ リ ングによ り 提供する。

〔内容および成果〕

　 地上モニ タ リ ングでは， 本年度新たにフ ィ ルターサン

プ リ ングを用いた酸性雨関連物質の乾性沈着モニ タ リ ン

グ と， 酸素などの相互比較実験 と し てのボ ト ルサンプ リ

ングを開始し た。 また， メ タ ンや N2O などの測定装置の

更新を行な う ために新たなシステム作 り を行った。 共通

基盤の運営 と し て， 気象観測シ ス テムの更新を行っ た。

データの発信のために， 落石 CO2 システムの制御系を更
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新し， データの常時発信体制を整えた。 船舶モニ タ リ ン

グでは， 2005 年 11 月に就航し た Transfuture ５ 号の観測

が定常化し， 海洋表層水の CO2 分圧測定， 南北太平洋の

大気中温室効果ガスの観測など を継続し た。 海水観測で

は ド ッ ク において大掛か り な海水ラ イ ンの回収を行なっ

た こ と に よ り ， デー タ や運営の安定性が確保 さ れた。

Pyxis 号での観測によ り 北太平洋海域でのこ の 10 年間海

洋表層 CO2 分圧の変動などを明らかにし た。 航空機モニ

タ リ ングでは， チャーター航空機によ る高度 ７ km まで

の大気サンプ リ ングを， スルグー ト と ノ ボシビルス ク で

継続し た。 ヤ クーツ ク上空におけ る高々度サンプ リ ング

を再開する ための許可を 2007 年に取得し た。標準ガス事

業では， 新たに一段希釈重量充填シ リ ンダーを調整し て

既存のシ リ ンダー群にス ケール移転し た。 移転後のシ リ

ンダーの安定性から， 新しい CO2 標準を採用する目処が

立った。CO 濃度の長期安定なスケールを維持するために

動的希釈法によ って高濃度 CO ガス を正確に希釈する手

法の開発に成功し た。日本国内の 35 の県が所有するオゾ

ン 計 と 国立環境研究所が持 っ て い る 標準参照光度計

SRP35 の比較実験を行い， 測定法によ る感度の違いが有

意に存在し ている こ と を確かめた。 成層圏モニ タ リ ング

では， つ く ばにおけ るオゾン ラ イ ダー観測， ミ リ 波オゾ

ン観測， 陸別におけ る ミ リ 波オゾン観測を継続し た。 オ

ゾン レーザーレーダーによ って得られたオゾン鉛直分布

データの NDSC への登録を行った。 陸別の ミ リ 波データ

におけ る冷却黒体導入後の較正に関する見直し作業を終

え， データ質が大幅に改善する見込みになった。 有害紫

外線モニ タ リ ングでは， 各観測機関におけ る観測データ

について， ホームページ よ り ， 一般用， ネ ッ ト ワーク参

画機関用， それぞれデータ発信を継続する と 共に， 個別

に依頼のあった機関に対し てデータ提供を行った。 さ ら

にバイオモニ タ リ ングシステムを連続観測用に改良 ・ 開

発し， 陸別， つ く ば， 東京， 名護で連続観測を行った。

〔備考〕

2）　 陸域モニタ リ ング

〔区分名〕 地球セン ター

〔研究課題コード〕 0610AC593

〔担当者〕 ○藤沼康実 （地球環境研究セン ター）， 小熊宏

之， 高橋善幸， 梁乃申， 田中敦， 今井章雄， 稲

葉一穂， 岩崎一弘， 松重一夫， 上野隆平， 高村

典子， 冨岡典子， 西川雅高， 高澤嘉一， 武田知

巳， 中路達郎， 平田竜一， 犬飼孔， 油田さ と子，

井手玲子

〔期　間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目　的〕 地球温暖化や水圏変化な どの地球環境研究や

行政施策に必要 と な る基礎的なデータ を得る ために， 陸

域生態系での炭素収支観測な らび生態系観測， 陸水圏で

の水質のモニ タ リ ングなど陸域環境におけ る重要なパラ

メ ータに関し て国内外のネ ッ ト ワーク を通し た長期モニ

タ リ ングを実施する。

〔内容および成果〕

　 陸域生態系の炭素収支や水圏環境の変動の定量的評価

を目指し， 以下のモニタ リ ングを推進し ている。

（ １ ） 森林生態系の温室効果ガ ス フ ラ ッ ク ス モニ タ リ ン

グ ： 森林生態系の炭素収支の定量的評価を目指し， ３ ヵ

所のカ ラ マツ観測林 （富士北麓フ ラ ッ ク ス観測サ イ ト ，

天塩 CC-LaG サイ ト ，苫小牧フ ラ ッ ク ス リ サーチサイ ト ）

において， 二酸化炭素フ ラ ッ ク スや林内の構成要別の炭

素収支の測定， および林学的方法によ る森林の炭素収支

の推定な ど を統合し， 炭素収支観測手法の検証を行 う 。

また，富士北麓サイ ト は，AsiaFlux の基幹拠点 と し て，観

測手法の標準化やア ジア各地の森林での観測のネ ッ ト

ワーク化などを進めている。

  2004 年 ９ 月に来襲し た台風によ って全壊し た苫小牧サ

イ ト に代わるサイ ト と し て， 富士北麓サイ ト での炭素収

支観測体制を整備し， 2006 年 １ 月よ り 観測を開始し た。

本年度は観測を定常化し， 多分野から の手法で も って炭

素収支の定量的評価を進めた。 予備的な結果であ る が，

富士北麓サイ ト では， 苫小牧サイ ト に比べカ ラ マツの植

栽密度が約 1/2 であ るが， 苫小牧サイ ト と同程度の炭素

固定機能が有る こ と が分かった。 また， 一つの集水域生

態系であ り ， カ ラ マツの植林地であ る手塩サ イ ト では，

大気－森林－土壌－水の一連のシ ス テムでの炭素･窒素

の循環過程の変化を継続調査し てお り ， 皆伐後に植林し

たカ ラ マツ苗の生長に伴って炭素収支過程が変化し てい

る こ と を確認し た。

（ ２ ） 森林 リ モー ト センシング ： 炭素収支観測などのポイ

ン ト データ を広域化する こ と を目的 と し， 森林のバイオ

マスや植物生理活性について各種ス ケールでの遠隔計測

手法を開発し， 広域炭素収支研究に向けた基盤情報 （土

地被覆， 森林域の把握など） の整備を進めている。

  富士北麓サイ ト をモデル調査ポイ ン ト と し て，様々な遠

隔計測手法を用いて， 森林バイオマス， 構造， 生理機能

の解析を進めた。 また， 過去に遡って航空写真か ら， 森

林構造の変遷を解析する シ ス テム を開発し， 樹高変化 ・

バ イ オマ ス量を時系列的に推定す る こ と が可能にな っ

た。 こ の手法を AsiaFlux サイ ト などへの適用を試みた。

（ ３ ） GEMS/Water ナシ ョ ナルセン ター ： GEMS/Water （地

球環境モニ タ リ ングシステム／淡水観測計画） プロ グ ラ
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ムの我が国のナシ ョ ナルセン ター と し て， 地方公共団体

などの河川・湖沼における観測点の水質データ を収集し，

我が国の陸水環境概要を取 り ま と めた。 我が国内の各観

測サイ ト の精度管理などを行 う と と もに，GEMS/Water の

国際活動に対し て技術支援を行った。

（ ４ ） 摩周湖でのバッ ク グ ラ ウ ン ド モニタ リ ング ： GEMS/

Water ベース ラ イ ン ステーシ ョ ン と し て，人為的汚染の影

響が少な く ， 長距離輸送 ・ 大気経由の負荷を反映しやす

い北海道摩周湖で， 定期観測によ り ， 水質な らびに水生

生物調査を行った。 特に， 湖水環境の季節変動を把握す

る ために， 季節を追って湖水調査を行い， 透明度に及ぼ

す水生生物の影響や， 今後の環境への汚染が危惧される

残留性有機汚染物質新規物質の高度分析に着手し た。

（ ５ ）霞ヶ浦での長期 ト レ ン ド モニタ リ ング：GEMS/Water

ト レ ン ド ステーシ ョ ン と し て， 旧来か ら研究所の も長

い観測研究の一環 と し て実施し て き た茨城県霞ヶ浦の水

質調査を引き続き， 定期的に採水調査を行っている。 特

に， 湖沼の水質汚濁の変遷か ら， 汚濁源 と その原因の解

析など を目指し て， 多様な汚濁源を有する富栄養湖の水

質の定期調査を継続し た。 

〔備考〕

共同研究機関 ： 北海道大学北方生物圏フ ィ ール ド 科学セ

ン ター， 北海道大学大学院工学研究科， 信州大農学部，

静岡大学農学部， 北見工業大学， 北海道環境科学研究セ

ン ター， 北海道電力株式会社総合研究所， 宇宙航空研究

開発機構

(2)-2.　 地球環境データ ベースの整備

1）　 地球環境データ ベースの整備

〔区分名〕 地球セン ター 

〔研究課題コード〕 0307AC523

〔担当者〕 ○松永恒雄 （地球環境研究セン ター）， 志村純

子， 藤沼康実， 町田敏暢， 甲斐沼美紀子， 花岡

達也， 山形与志樹， 森口祐一， Georgii A

Alexandrov， 曾継業， 開和生， 林洋平

〔期　間〕 平成 15 ～平成 19 年度 （2003 ～ 2007 年度）

〔目　的〕 地球環境研究セン ターが実施し てい る地球環

境モニタ リ ング事業で観測・取得されるデータ を系統的，

一元的にデータベース化する と と も に， 地球温暖化に重

点をおいた社会系データベースの構築も進め， 既に構築

済みのデータベース と 併せて所内外の研究者及び一般に

向けて広 く 情報発信を行 う 。 また観測データの評価 ・ 解

析に不可欠な支援ツール （大気の流跡線解析， 成層圏極

渦予測など） や外部か ら導入し ているデータベース （客

観解析気象データ など） の開発 ・ 整備を通じ て， 地球環

境研究の推進に貢献する。 　

〔内容および成果〕

　 本年度は， 前年度に更新 ・ 整備を行った新サーバ群に

おいて既存コ ンテンツ を公開する と と も に， セン ター内

の他グループ と連携し て様々なデータベース （DB） の開

発や運用， 及びその支援を行った。 また ４ 種類の社会系

データベースの開発を前年度よ り 引き続き進めた。

（ １ ） 地球環境 DB の構築と運用

　 DB 関係の既存コ ンテン ツ を新サーバ群に移行し て運

用する と と もに， 各種 DB の新規開発 ・ 運用及びその支

援をセン ター内の他グループ と 連携し ながら進め， 所内

外の地球環境研究活動の支援を行った。

（ ２ ） 陸域炭素吸収源モデル DB

グ ローバル土地被覆図の精度検証用 DB の構築を進めた。

特にアジア地域については同 DB の整備をほぼ完了し た。

さ らに同 DB を用いて既存の全球土地被覆図の精度評価

研究を行 う と と もに， よ り 高精度の NIES オ リ ジナル土

地被覆図の作成にも貢献し た。

（ ３ ） 温室効果ガス排出シナ リ オ DB 事業

　 主要な項目を中心に収集データ を精査し， 収録データ

の信頼性を向上させた。 また作成し た DB に基づき， 気

候安定化シナ リ オにおけ る排出主要国の特徴やその差異

の分析をおこ なった。 また各シナ リ オで用い られている

評価項目の指標の解釈に注意し， 各指標を体系的に整理

し全ての収録データについて各 IPCC 評価報告書に活用

されたシナ リ オについて傾向の相違を比較でき る よ う に

DB を改良し た。

（ ４ ） 温室効果ガス等排出源 DB 事業

　 大規模発生源に関わるデータの精査 ・ 更新について画

一的な作業フ ローの確立を進めた。 中国 ・ タ イ ・ イ ン ド

については， 電力等の大規模発生源の位置及び生産規模

の情報を集め， 大規模発生源マ ッ プを作成し た。 アジア

地域のその他の国については， 国際エネルギー機関のエ

ネルギーバラ ン ス表をベース と し て 2005 年の CO2，SO2，

NOx の排出量データ を推計し， 面源データから排出量分

布図を作成する ための指標を整備し た。 また気候変動枠

組条約批准国が自ら算定し た公式の温室効果ガス排出 ・

吸収量を DB 化し､ Web で公開し た。

（ ５ ） 炭素フ ローデータベース事業

　 環境負荷原単位については2000年版産業連関表に対応

し たデータの収集・加工を引き続き行った。エネルギー・

二酸化炭素については， 家計消費に伴 う 環境負荷の定量

化へのニーズに応え， 購入者価格ベースの原単位を追加

公開し た。 また 2000 年原単位の詳細内訳表を整備し て

web での提供を行った。 加えて大気汚染物質などエネル
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ギー ・ 二酸化炭素以外の環境負荷データの整備 ・ 公開準

備を進めた。

〔備考〕

(2)-3.　 GOSAT データ 定常処理運用システム開発・ 運用

1）　 GOSAT データ 定常処理運用システム開発・ 運用

〔区分名〕 GOSAT

〔研究課題コード〕 0610AL917

〔担当者〕 ○横田達也 （地球環境研究セン ター）， 渡辺宏，

石原博成， 河添史絵， 松永恒雄， 開和生

〔期　間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目　的〕 温室効果ガ ス観測技術衛星 （GOSAT） の観測

データ を定常処理 （受信， 処理， 再処理， 保存， 処理結

果の検証， 提供） する こ と を目的に， 必要な計算機シス

テムを開発 ・ 整備し， 運用する。 衛星打ち上げ前はシス

テムの開発 と 整備を着実に行い， 衛星打上後はデータ処

理 ・ 再処理 ・ 検証 ・ 保存 ・ 提供を行い， 観測データが温

暖化研究等の推進に十分に活用される こ と を目指す。

〔内容および成果〕

（ １ ） 定常処理運用計算機シ ス テムの二次導入を実施し

た。

（ ２ ） システム開発と し て詳細設計を完了し， プロ グ ラ ミ

ング等の開発作業を進めた。

（ ３ ） 研究によ り 開発されたデータ解析手法 （アルゴ リ ズ

ム） に基づいて， 計算機のプロ グ ラ ム開発 と シス テム開

発を進めた。

（ ４ ） 宇宙航空研究開発機構 と のイ ン タ フ ェース調整を進

める と と も に， 一部データ授受に関するネ ッ ト ワーク を

介し て イ ン タ フ ェース試験を実施し た。

〔備考〕

当事業は， 研究分野 112 「衛星利用によ る二酸化炭素等

の 観 測 と 全 球 炭 素 収 支 分 布 の 推 定」 （課 題 コ ー ド

0610AA102） と合わせて，国環研 GOSAT プロ ジェ ク ト を

構成する。

(2)-4. 地球環境研究の総合化及び支援

1）　 グローバルカ ーボンプロジェ ク ト 事業支援

〔区分名〕 環境 - 地球推進 S-5

〔研究課題コード〕 0712BA278

〔担当者〕 ○笹野泰弘 （地球環境研究セン ター）， 山形与

志樹， Shobhakar Dhakal

〔期　間〕 平成 19 ～平成 24 年度 （2007 ～ 2012 年度）

〔目　的〕 Global Carbon Project （GCP） の国際オフ ィ ス と

し て， グ ローバルな気候－炭素－人間統合シ ス テムの分

析にかかわる研究を国際的に推進し， 同時に我が国にお

け る関連研究を支援する。 地域におけ る炭素マネージ メ

ン ト に関する国際研究計画を作成し， 炭素循環の自然科

学的研究に 「人間社会的次元」 を統合し た関連研究を国

際的に推進する。

〔内容および成果〕

 「都市と地域における炭素管理 （URCM）」 に関する新た

な国際研究計画を作成し，関連研究を国際的に推進し た。

URCM と は都市 ・ 地域の今後の発展が温室効果ガ ス

（GHG） の排出と密接に関連する ため， 将来の GHG 排出

の予測をする上で重要なテーマであ る。 URCM では都市

と地域の GHG 排出の現状の詳細な把握の手法や，技術発

展によ るGHG排出の抑制 と いった科学的な側面 と人間社

会的側面の双方を持ち合わせる課題であ る。 こ の問題に

対し て， GCP では国際連携枠組みの構築を行った。 具体

的には，

　 １ ） UNFCCC/CO13 （バ リ ） においてサ イ ド イ ベン ト

“Urban Carbon Management: Gaps in Scientific Understanding

and Policy Discussions”　 を開催し た。先進国および開発途

上国の年におけ る炭素管理の重要性や， 政策 と 科学的理

解のギ ャ ッ プなどに焦点をあてた討議を行った。

　 ２ ） タ イ に て国際シ ン ポ ジ ウ ム “Urban Energy and

Carbon Management: Challenges for Science and Policy” と国

際ワーク シ ョ ッ プ “Urban Energy and Carbon Modeling” を

開催し た。 地球温暖化問題に大き な影響を与え る都市の

エネルギー消費を議題 と し， 各研究者のモデル構成， 入

力データ， モデル適用結果に関し ての紹介を行い， さ ら

に研究者 と 政策担当者双方に よ り 今後の都市エ ネル

ギー ・ 炭素モデルのあ り 方を議論し た。

　 ３ ） 第三回アジアエネルギー環境モデ リ ングフ ォーラ

ム におい て ワ ー ク シ ョ ッ プ “How to Model Low Carbon

Society” を北京市で開催し た。

　 ４ ） URCM のパンフ レ ッ ト ， ウ ェブサイ ト を作成し た。

〔備考〕

旧課題コー ド ： 0206BA575。 グ ローバル ・ カーボン ・ プ

ロ ジ ェ ク ト つ く ば国際オフ ィ スは基本的には国際オフ ィ

ス と し て機能する。

2）　 地球温暖化観測連携拠点事業支援

〔区分名〕 環境 - 委託請負

〔研究課題コード〕 0609BY922

〔担当者〕 ○野尻幸宏 （地球環境研究セン ター）、 藤谷徳

之助、 宮崎真、 樋渡亜矢子、 レオン愛

〔期　間〕 平成 18 ～平成 21 年度 （2006 ～ 2009 年度）

〔目　的〕 「地球観測の推進戦略」 （総合科学技術会議決

定） に基づき， 地球温暖化分野の連携拠点を支え る地球
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温暖化観測推進事務局を設置し， 国内の関係省庁 ・ 機関

の連携を促進し， 利用ニーズに こ たえ る観測の実現， 国

際共同観測体制であ る全球地球観測シ ス テム （GEOSS）

の構築に貢献する。 国立環境研究所に事務局を置 く 地球

温暖化分野の連携拠点は， 環境省 と 気象庁の協力のも と

で運営される。 本事業では， 連携拠点事務局の運営を支

援し， 地球温暖化観測の現状調査などに基づき， 関係府

省 ・ 機関の地球温暖化に関する観測の効率的実施， 観測

データの流通促進に関する検討などを行 う 。

〔内容および成果〕

  19 年 7 月 23 日に地球観測推進部会で策定された 「平成

20 年度の我が国における地球観測の在 り 方」 の地球温暖

化分野に関する記述を事務局が担当し た。

WG によ る報告書第 1 号「地球温暖化観測における連携の

促進を目指し て－温室効果ガス ・ 炭素循環および温暖化

影響評価に係る観測－」 について事務局が WG 委員及び

外部有識者に原稿の執筆を依頼し， その と り ま と め ・ 編

集を行い， 20 年 3 月に刊行し た。 また， 事務局員が地球

温暖化観測の実施状況の現地調査や地球温暖化関連の

ワーク シ ョ ッ プやシンポジ ウ ム等に出席し ての情報収集

を積極的に行った。

　 平成 19 年 10 月 ４ 日に東京にて， 事務局主催の平成 19

年度連携拠点国内ワーク シ ョ ッ プ 「統合された地球温暖

化観測を目指し て－観測の長期継続 と 分野間 ・ 機関間連

携の視点か ら－」 を開催し た。 地球温暖化監視 ・ 予測の

ために必要な， 観測ニーズを踏まえた機関間 ・ 分野間連

携， 及びデータ標準化 ・ データ流通の促進について， 現

状 ・ 課題 ・ 今後の展望等について， 有識者によ る講演を

行 う と と も に， 分野間連携に関す る パネルデ ィ ス カ ッ

シ ョ ンを行った。

　 国際的な活動と し て， 19 年 ５ 月 14 ～ 15 日に東京にお

いて行われたGEOデータ及び構造委員会の第 ４ 回会合に

参加し， 連携拠点を紹介し た。 また， 19 年 11 月 28 ～ 30

日に南アフ リ カ共和国のケープタ ウ ンにおいて行われた

GEO 第 ４ 回本会合並びに閣僚級会合に参加し， エキシビ

シ ョ ンにおいて JAXA と共同で，「全球温室効果ガスモニ

タ リ ング （GMGG）」 と題し たブース を出展し た。 会合に

先立ち事務局は， GMGG のデモビデオを JAXA と共同で

製作 し， GEO の早期成果 と し て登録す る こ と に よ り ，

GEOSS の気候変動分野に対し て貢献し た。 さ らに，20 年

３ 月 17 ～ 19 日に事務局と CGER の主催で 「アジア太平

地域におけ る炭素循環観測に関する ワーク シ ョ ッ プ」 を

国立環境研究所にて開催し， 炭素循環観測 ( 大気 ・ 海洋 ・

陸域 ) に関する情報交換 と今後の連携について話し合っ

た。

　 こ う し た活動を通じ， これまで以上に効率的な関係府

省 ・ 機関間の横断的な地球観測体制に関する情報交換体

制を構築する こ と ができ た。 総合科学技術会議によ る地

球観測等事業の進捗状況のフ ォ ローア ッ プにおいては，

連携拠点が設置された こ と によ り ， 連携の効果が発揮さ

れ， 成果が上がっている と積極的に評価された。

〔備考〕

3）　 温室効果ガスイ ンベント リ 策定事業支援

〔区分名〕 環境 - 委託請負

〔研究課題コード〕 0610BY571

〔担当者〕 ○野尻幸宏 （地球環境研究セン ター）， 相澤智

之， 梅宮知佐， ジャ ンサラ ンジャ ワ ・ バーサン

ス レン， 松本力也， 早渕百合子， 小野貴子， 酒

井広平， 田辺清人

〔期　間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目　的〕 日本国の 2007 年提出温室効果ガス排出 ・ 吸収

目録 （以下， 「イ ンベン ト リ 」 ） 報告書を作成し， 所内外

の機関 と の連携に よ る 日本国 イ ンベン ト リ の精緻化，

データの解析， 環境省へのイ ンベン ト リ 関連の政策支援

を行 う 。 また， 国外活動 と し て， 気候変動枠組条約締約

国会議 （COP） や補助機関会合 （SB） 等における国際交

渉支援， 2006 年ガイ ド ラ イ ンなど イ ンベン ト リ 方法論レ

ポー ト 作成への協力，「アジアにおける温室効果ガス イ ン

ベン ト リ 整備に関する ワーク シ ョ ッ プ」 の開催を通じ た，

途上国専門家のキ ャパシテ ィ ビルデ ィ ングを行 う 。

〔内容および成果〕

　 1990 ～ 2005 年の日本の温室効果ガスの排出量及び吸

収量 を 推計 し た。 COP に て採択 さ れた共通報告様式

（CRF） 及び当該データの作成方法の説明及び分析を記載

し た国家イ ンベン ト リ 報告書 （NIR） を ５ 月に条約事務

局へ報告し た。 2007 年提出イ ンベン ト リ では， 2005 年の

日本の総排出量は京都議定書の基準年か ら 7.8％増加し

ている こ と が明ら かになった。 主要排出源， 不確実性評

価など， 京都議定書の下で国内制度に要求されている分

析を イ ンベン ト リ 提出 と 合わせて実施し た。 温室効果ガ

ス排出量の ト レン ド に関する解析も実施し た。

2007年 １ 月にUNFCCCによ り 任命された専門家レ ビ ュー

チームに よ る京都議定書の下での訪問審査 （初期審査）

が行われ， 本年度はその後に専門家レ ビ ューチームか ら

提出された 「初期審査報告書」 への対応 （内容検討 ・ 国

内向け和訳作成等） を行った。

　 温室効果ガ ス排出 ・ 吸収量データ の透明性， 一貫性，

完全性を保証する ために， ウ ェブアプ リ ケーシ ョ ンを用

いて イ ンベン ト リ データ を収集， 蓄積する温室効果ガス
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排出 ・ 吸収量データベースの構築を進めた。 本年度は関

係省庁 ・ 地方自治体 ・ 関係団体によ る活動量データ を入

力する部分の基礎設計および試作版の一部構築を行って

お り ，第一約束期間の算定が開始する 2010 年提出イ ンベ

ン ト リ からの本格的な運用を目指し ている。

　 アジア地域の温室効果ガス イ ンベン ト リ 作成の支援及

びイ ンベン ト リ の精度向上を図る ため， 2003 年から環境

省の支援の下で開催し ている 「アジア地域におけ る温室

効 果 ガ ス イ ン ベ ン ト リ に 関 す る ワ ー ク シ ョ ッ プ」

（WGIA5） を本年度は ９ 月にマレーシア ・ ク ア ラルンプー

ルにおいて開催し， イ ンベン ト リ 作成， 改善及びイ ンベ

ン ト リ 制度体制において直面し ている課題及びその解決

法を議論し た。

　 ６ 月にマニ ラ で開催された 「東南アジアにおけ る持続

可能な国家温室効果ガス イ ンベン ト リ 管理システムに関

する共同ス コーピ ン グ ミ ーテ ィ ン グ」 に参加し， WGIA

の実績， 当該プロ グ ラ ムを設計 ・ 実施する際の WGIA と

の関係 ・ 役割分担について議論し， 今後の当該プロ グ ラ

ム と の協力的 ・ 相互補完的な関係の維持， また当該プロ

グ ラ ムの成果を適宜取 り 込むこ と によ って， WGIA の活

動を さ らに発展させてい く こ と を確認し た。

　 11 月には有限責任中間法人オゾン層 ・ 気候保護産業協

議会 （JICOP） の研修 「日本における地球温暖化防止セ ミ

ナー」 において， 台湾行政官を対象 と し た 「温室効果ガ

スの算定方法及び目録作成」 に関する講習を行った。 ま

た， 同月に， ５ 日間の韓国の温室効果ガス イ ンベン ト リ

関係者向けの ト レーニング コース を行った。

　 SB26， COP13 に日本政府代表団の一員 と し て参画し，

イ ンベン ト リ 関連議題の交渉支援を行った。

〔備考〕

旧課題コード ： 0305BY590

4）　 地球環境研究の総合化及び支援

〔区分名〕 地球セン ター

〔研究課題コード〕 0610AC932

〔担当者〕 ○山本哲 （地球環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目　的〕 （ １ ） 研究者の相互理解促進， 研究情報 ・ 成果

の流通， 地球環境問題に対する国民的理解向上のため地

球環境研究セン ター ・ 国立環境研究所はも と よ り 国内外

の 新の研究成果の普及を図る。 こ の活動を通じ て国内

外の当該分野の研究者のみな らず政策立案者や一般に も

地球環境研究セン ターの存在を理解し て も ら い， 支持 ・

支援を得る こ と をめざす。

（ ２ ） 地球規模の環境変動の現象把握， 予測， 影響解明に

関する研究を推進する ためのスーパーコ ン ピ ュータ運用

において， 利用申請 ・ 審査事務や利用者の情報管理， ま

た研究成果の と り ま と めなど を行 う こ と によ り ， 研究を

支援する。

（ ３ ） 拡大する地球環境に関連する情報を， 研究支援情報

と し て収集 ・ 提供し て所内外の地球環境研究を側面か ら

支援する。

（ ４ ） 地球環境研究の成果を刊行物 と し て出版し， 外部の

研究者 ・ 学術機関 ・ 行政機関 ・ 民間機関等の要請に応え

る と と も に， 対外的に国立環境研究所におけ る地球環境

研究活動の成果を積極的にアピールする。

〔内容および成果〕

　 スーパーコ ンピ ュータは19年 ３ 月に計算能力がそれま

での数倍の新機種を導入し た。 また前年度に実施し た研

究利用のあ り 方について見直しに基づき， 課題の公募 と

審査のよ り 一層の適正化などによ り ，よ り 効率的な運用，

地球環境研究支援の効果的な実施を図る と と も に支援体

制の強化を図った。 スーパーコ ン ピ ュータ利用研究は，

本年度は 17 課題の利用を承認し た （表）。 この う ち ６ 課

題が国立環境研究所研究者を代表 と する。 利用率は導入

１ 年目であ り ながら， 秋以降は約 ７ 割に達し てお り ， 研

究所内外の研究者の環境研究を効果的に支援し てい る。

研究発表会の開催や報告書の刊行などによ り ， 利用成果

のよ り 広い公開に努めた。

　 広報， 出版， 普及に関し ては， 「地球環境研究セン ター

ニ ュース」 の月刊を継続し， 内容については， 常に新鮮

な内容を維持する よ う 努めた。 ニ ュースの記事を元にパ

ンフ レ ッ ト 「IPCC 第 ４ 次評価報告書のポイ ン ト を読む」

を作成し た。 ニュース連載記事 「コ コが知 り たい温暖化」

については書籍 と し て刊行す る こ と を計画 し てい る。

ウ ェブはコ ンテンツの新規作成， 内容の随時更新を図っ

た。 パン フ レ ッ ト ・ 教材等も数種を新規に作成し た。 多

数のイベン ト にも積極的に取 り 組んだ。 研究成果などの

記者発表を積極的に行い， テレ ビ， 新聞等マス コ ミ に多

く 取 り 上げられた。 見学や一般 ・ 報道機関等か らの問い

合わせにも可能な限 り 対応し， 研究成果の普及 と 地球環

境問題の理解増進に努めた。 CGER リ ポー ト は ７ 冊を刊

行し た。 地球温暖化問題に対する関心の高ま り を受け，

これら の問い合わせは急増し ている。 これまで上記のよ

う な活動によ り ， 信頼される情報を提供し て き た こ と が

高 く 評価されている こ と を伺わせる。
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表 　 平成 19 年度スーパーコ ンピ ュータ利用研究課題

〔備考〕

（ ３ ）循環型社会・廃棄物研究セン ターにおける活動

(3)-1.　 資源循環・ 廃棄物処理に関するデータ ベース等の

作成

1）　 資源循環・ 廃棄物処理に関するデータ ベース等の作

成

〔区分名〕 循環セン ター

〔研究課題コード〕 0610AB454

〔担当者〕 ○森口祐一 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター） ， 井上雄三， 貴田晶子， 大迫政浩， 山田

正人， 倉持秀敏， 橋本征二， 田崎智宏， 藤井実，

南齋規介， 肴倉宏史， 稲葉陸太

〔期　間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目　的〕 資源循環，廃棄物処理分野における技術開発情

報やニーズ情報を継続的に収集 ・ 整備し て取 り ま と め，

今後の研究プロ グ ラ ムの企画 ・ 実施 （モデル事業化） 等

のための技術データベース と するほか， 廃棄物処理 ・ リ

サイ クル部門の物質フ ロー及びス ラ グ等の再生製品や有

機性循環資源の組成等に関するデータベース を作成し，

公開する。

〔内容および成果〕

　 各中核 PJ および 「廃棄物管理の着実な実践のための調

査・研究」における情報基盤 と し て価値の高いデータベー

ス を， 「資源循環 ・ 廃棄物処理技術データ」， 「物質フ ロー

データ」 ， 「循環資源 ・ 廃棄物データ」 に類型化し， それ

ぞれのデータベースの枠組み と データの収集 ・ 整備方針

の も と に， 前年度に引き続きデータの収集 ・ 整備を進め

た。 食品廃棄物の市町村別賦存量については， まずは埼

玉県の調査に基づいたデータベースが構築され， 全国の

市町村別推計作業に着手し た。 廃棄物系バイオマスの循

環利用プロ セスに関わる物質の投入 ・ 産出量データにつ

いては， 一部のプロ セス を除いてシステムを評価可能な

データが収集でき たので， 次年度の公開に向けて公開形

式等の検討を開始し た。 全国道府県 リ サイ クル製品認定

制度認定製品のラ イ フサイ クルイ ンベン ト リ ーデータお

よび各種溶出試験値のデータベース化については， 全国

の数百の製造事業者へのアンケー ト 調査を実施する と も

に， 30 程度の製品サンプルの溶出試験を実施し， データ

整備を図った。 これら のデータは， 順次公開の予定であ

る。

〔備考〕

（ ４ ） 環境リ スクセン ターにおける活動

(4)-1.　 環境リ スク に関するデータ ベース等の作成

1）　 化学物質データ ベースの構築と 提供

〔区分名〕 リ ス ク セン ター

〔研究課題コード〕 0610AK513

〔担当者〕 ○白石寛明 （環境 リ ス ク研究セン ター）， 今泉

圭隆

〔期　間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目　的〕 化学物質の リ ス ク評価 ・ 管理を行 う 上で， リ ス

ク情報の集積 と効率的な情報発信基盤の整備は重要な課

題であ る。 近年， リ ス ク コ ミ ュ ニケーシ ョ ンや環境 リ ス

ク アセス メ ン ト に対する需要が拡大し てお り ， よ り 広範

な人々に対し て環境 リ ス ク に関連する情報を提供する必

要性が生じ ている。 当研究セン ターでは前中期計画よ り

化学物質デー タ ベース 「Webkis-plus」 を公開 し てお り ，

その整備および機能拡張を行って き た。 継続的な公開情

報の更新および内容の拡充が必要不可欠であ り ，同時に，

よ り 広範な人々に対し て リ ス ク情報を平易に伝え る方法

の検討が必要であ る。 それら の検討を通し て， 化学物質

の環境 リ ス ク に関する リ ス ク コ ミ ュ ニケーシ ョ ンの推進

に向けた基盤整備を行 う こ と を目標とする。

〔内容および成果〕

　 化学物質データベースシステムのオラ クルへの移行を
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実施し，法制度， リ ス ク評価，曝露情報などのカテゴ リ ー

よ り 検索が可能と し た。PRTR データ，環境省で実施され

ているモニ タ リ ングデータの整備をエコ調査を中心に進

め， 新の報告であ る 2005 年のエコ調査結果の う ち， 初

期環境調査， 詳細環境調査， 暴露量調査， モニ タ リ ング

調査の個別データ約32000件を入力し た。農薬データベー

スに農薬要覧 （2007 年版） を も と に再集計し た 2006 年

（農薬年度） の県別の農薬出荷量を追加し た。 利用者の利

便性を考慮し 2006 年に新規登録された商品名約 200 件を

含む過去の商品名約 15000 件 と農薬名の登録コード の対

応を追加し た。生態毒性データベース を更新する と共に，

環境省で実施されている生態毒性試験を本データ と 統合

する ためのデータベース設計とデータ入力を行った。

〔備考〕

2）　 生態系評価・ 管理のための流域詳細情報の整備

〔区分名〕 リ ス ク セン ター

〔研究課題コード〕 0610AK526

〔担当者〕 ○高村典子 （環境 リ ス ク研究セン ター）， 赤坂

宗光， 今田美穂， 小熊宏之

〔期　間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目　的〕 地球規模で見て も，淡水域は生態系サービ ス と

し ての価値が高いに も かかわ らず， 陸域や海域 と 比べ環

境劣化が も際立っている （WWF 2003）。 さ らに， 河川

に比べ， 止水淡水域の生物種 と 絶滅危惧種数は際立って

おおい と される （The Pond Conservation Trust 1999）。 その

ため， ため池が多い兵庫県南西部を対象に， 生態系サー

ビ ス を脅かす リ ス ク要因を解明し， 生態系や生物多様性

の総合管理に資する流域詳細情報の整備を実施する。

〔内容および成果〕

＜空間情報の整備＞ 　

　 対象域の環境情報のベースマ ッ プ と し て 385 枚の航空

写真を撮影し た。 航空写真は撮影後， デジ タル画像化し，

国土地理院発行の DEM に基づ く オルソ補正処理を施し

地理座標を与えた。 これによ り 各種地形図， GPS 計測に

よ る現地観測点データ， 衛星画像の重ね合わせを可能 と

し た。 ため池の位置 ・ 形状に関し ては， 各自治体が発行

する 2500分の １ の縮尺の地形図および補正処理を行った

航空写真を元にデジ タ イ ズ作業を行い， 対象域のおよ そ

25％の面積に存在する，ため池のポ リ ゴンを約 2000 点作

成し た。 データが作成されていない地域に関し ては引き

続き， 次年度， データ を作成する。

　 対象域の全ため池の分類手法を検討する目的で， 現地

観測がな されている地域の航空写真データにため池のポ

リ ゴンを適用し，ため池以外の土地被覆をマス ク処理し，

主成分分析， ク ラ ス タ リ ング等の画像処理を試行し た と

こ ろ， ため池を特徴あ る ク ラ スに分類する こ と が可能で

あ る こ と， ため池の内部を複数カテゴ リ ーに分類でき る

こ と が分かった。

< 生物分布情報の整備 >

　 1980 年代から 2000 年代にかけて， 10 年間に一度計 ３

回の水生植物の調査を 109 地点で実施し たデータ を入手

し， それら を本データベースで利用でき る よ う GIS デー

タ と し て整備し た。 水生植物の出現の年変化を検討する

ため， 前年度， 分布情報を収集し た調査し た 327 ヵ 所の

ため池を再調査し た。 また， 新たに山間部を中心に， 63

の箇所のため池の水生植物の調査を実施し た。

〔備考〕

「当課題は重点研究分野 (3)-4. にも関連」

3）　 国立環境研究所侵入生物データ ベース管理

〔区分名〕 リ ス ク セン ター

〔研究課題コード〕 0610AK550

〔担当者〕 ○五箇公一（環境 リ ス ク研究セン ター），郡麻里

〔期　間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目　的〕 国立環境研究所侵入生物研究チームは地球環

境研究総合推進費 2002 年度開始課題 「侵入種によ る生物

多様性影響機構に関する研究」 （総額 180,000 千円， 課題

代表 ： 五箇公一） の一環 と し て， 侵入種の生態学的特性

を網羅し た国内初の電子版データベース を構築し， 2004

年春よ り 国立環境研 Ｈ Ｐ にて一般に公開を開始し た。写

真や分布地図 （県） など も表示された本データベースは

大学などの研究機関のみな らず， 地方自治体やマス コ ミ

などにも多 く 利用されている。 しかし， 推進費課題が終

了し た時点で本データベースの管理は一切成されておら

ず， 情報の追加や修正などが滞ってお り ， 生態学会か ら

も 適正かつ迅速なデータ管理を求め ら れてい る。 特に，

2006 年 ３ 月に開催された生態学会外来種問題検討作業部

会において， 外来種対応にあた る各研究機関担当者の間

で議論し た結果，国立環境研究所が中心と な り ，各地方・

機関で実施し ている外来種に関する情報収集および駆除

活動の実態など を総括し， 外来種対策のネ ッ ト ワーク を

構築する こ と， また得られた情報を逐次， 国立環境研究

所侵入生物データベースに登録し て管理する こ と が計画

と し てま と められた。 そ こ で， 侵入種データベース管理

事業を こ の組織再編を機に立ち上げ， その内容 と 機能の

向上を目指すこ と とする。

〔内容および成果〕

　 環境省指定の特定外来生物および要注意外来生物の う

ち， 本データベースに未登録の種について優先的にコ ン
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テンツ を整備し た。 その他， 在来種に影響を与え る可能

性のあ る も のおよび侵略的にな る と思われる種について

優先的に生態学的特長や分布情報を収集し， それら の特

徴から生息可能地域の推定を進めた。特記すべき進展は，

アルゼンチンア リ の侵入危険地域予測については港湾の

種類など新たなパラ メ ーターを加え る こ と で， 静岡， 千

葉の港湾など， よ り 詳細な危険地域を網羅する こ と が可

能 と なった。 また， 国民的関心事で も あ る カエルツボカ

ビについて， 特別に再度ページ を開設し て， 菌の生態，

病理， 侵入実態に関する情報を掲載し て， 普及啓発に努

める と と も に， 環境省によ る カエルの感染状況の全国調

査のために， サンプルの採材方法および送付方法に関す

るマニ ュ アルも公開し て， 効率的なサンプル収集に貢献

し た。

〔備考〕
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６ . １ 環境情報の収集， 整理及び提供に関する業務

環境情報センターにおいてインターネットを通じて提供している情報については表に示すとおりである。

６ . １ . １ 環境情報提供システムの整備運用

（１）環境研究技術ポータルサイト

このサイトは，環境保全に貢献する技術の普及と啓発を

図るため，環境省との共同企画で，平成15年８月より運営

していた「環境技術情報ネットワーク」を，新たな環境研

究・環境技術のシステムとして構築し，平成 19年 10月よ

り国立環境研究所ホームページに開設したものである。

同サイトは，（１）国内や海外の環境研究・技術に関す

る新着ニュース，（２）環境研究・技術イベント情報，（３）

環境技術ライブラリ，（４）環境技術情報ナビゲーション，

（５）環境データベース及び（６）地方環境研究所との交

流などから構成され，環境研究技術のポータルサイト（情

報の収集・発信の窓口となるサイト）の役割を果たすこと

を目指している。ニュースやイベントの情報収集と更新を

表 ：環境情報センターにおいてインターネットを通じて提供している情報

区分 情報の内容 情報を提供しているサイト

環境情報提供システム 環境研究・環境技術に関する 新ニュースやイベント情報，
わかりやすい解説，データベース等

環境研究技術ポータルサイト（１）

環境 GIS
（数値情報を含む。）

環境 GIS 大気汚染状況の常時監視結果 国立環境研究所ホームページ

（環境 GIS）（２）

有害大気汚染物質マップ

生活環境情報サイト

自動車交通騒音マップ

公共用水域の水質測定結果

海洋環境モニタリングマップ ( 電子国土 )

ダイオキシンマップ

規制・指定状況

測定地点マップ ( 電子国土 )

環境数値
データベース

大気環境月間値・年間値データファイル

大気環境測定局データファイル

公共用水域水質検体値データファイル

公共用水域水質年間値データファイル

公共用水域水質測定点データファイル

研究成果等 研究計画 研究計画 国立環境研究所ホームページ（３）

研究発表 発表研究論文データベース

成果発表一覧（誌上）

成果発表一覧（口頭）

刊行物 国立環境研究所年報，特別研究報告，
研究報告，研究所ニュース，環境儀等

その他 研究分野別の活動等

（１）http://ecotech.nies.go.jp/
（２）http://www-gis.nies.go.jp
（３）http://www.nies.go.jp/
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日常的に実施するなど，掲載情報の充実に努めている。本

年度のアクセス数（ページビュー）は約12万件であった。

（２）EIC ネット

EICネット（Environmental Information & Communication

Network）は，環境基本法第 27 条に基づき，環境教育・学

習の振興及び民間の環境保全活動の促進に資するため，環

境情報の提供及び情報交流の促進を図ることを目的とし，

平成８年３月にパソコン通信による運営を開始し，平成９

年１月からはインターネットを利用したサービスに切り

替わったものである。

同条の規定は，独立行政法人国立環境研究所法にも反映

され，同法第 11 条第２号の規定に基づいて，本研究所が

EIC ネットの運営を継続して実施してきたが，現在では民

間独自のホームページ等を通じた交流も極めて活発化し，

多様な取り組みがなされている状況を踏まえ，国立環境研

究所が提供する環境情報のポータルサイト（総合案内所）

として，どのようなものが必要かつ妥当かを検討した結

果，平成19年９月末を持って運用を取りやめ，上記（１）

の新たな環境研究技術ポータルサイトの構築を推進した

ものである。なお，EICネットについては，引き続き（財）

環境情報普及センターが運営を行っている。

６ . １ . ２ 環境国勢データ 地理情報システム（ 環境 GIS）

の整備運用

（１）環境 GIS

環境 GISは，平成12年度から環境省が策定した「環境省

国土空間データ基盤整備等実施計画」に基づき，本セン

ターと環境省大臣官房総務課環境情報室とが協力して整

備を開始したものである。同実施計画では，汚染物質の総

量規制等の「指定・規制等位置データ」を第１類型とし，

大気や水質等の測定データやその集計値等の「環境質測定

結果等データ」を第２類型として位置づけている。環境省

では，これらのデータに位置情報を付加し，空間データの

整備を行った。国立環境研究所では，環境省から GISデー

タの提供を受け，環境の状況に関する情報を GISを用いて

可視化して提供するシステムを開発し，平成 14 年９月に

「環境GIS」ホームページの本格運用を開始した。

本年度は，新たに得られた新規データの登録を行ったほ

か，環境 GISの利便性を高めるため，ページデザインの改

良を始めとする全面的なリニューアルを行った。また，さ

まざまな環境質の測定地点を一括検索できる「測定地点

マップ（電子国土）を追加するなど，以下のサブサイトの

追加及びリニューアルを行った。

図 1 　 環境研究技術ポータルサイ ト によ る提供情報等一覧

（ＵＲＬ）http://ecotech.nies.go.jp/
―  230  ―



国立環境研究所年報 （平成 19 年度）
ア．「測定地点マップ（電子国土）」サイトの追加　（平

成19年 2月 21日より一般公開を開始）

イ．「海洋環境モニタリングマップ（電子国土）」サイト

のリニューアル　（「日本周辺海域における海洋環境の状

況」を電子国土版に変更）

ウ．「大気汚染状況の常時監視結果」サイトのリニュー

アル　（"環境基準の達成状況 "，"年平均値の濃度分布"，

"汚染濃度の上位測定局"のコンテンツを追加）

（２）環境数値情報の整備と提供

（ｉ）データファイルの整備

本センターでは，従来から，環境数値情報の収集，整理，

保管及び提供する業務を行っている。これらの数値情報

は，現在，環境GISの整備のための基礎的なデータにもなっ

ている。本年度は，前年度に引き続き大気データ及び水質

データを収集してデータファイルの整備を行った。

また，昭和45年度（1970年度）以降の大気環境月間値・

年間値データ及び昭和 46 年度（1971 年度）以降の水質環

境年間値データについて，「環境 ＧＩＳ」ホームページに

「環境数値データベース」サイトを開設し，データダウン

ロード提供を行っている。

ア．大気環境データ

大気環境データは，①大気環境時間値データファイル，

②大気環境時間値データファイル；国設局，③大気環境月

間値・年間値データファイル及び④大気環境測定局データ

ファイルにより構成されている。本年度は，前年度に引き

続きこれらのファイルの作成を行った。

各ファイルの内容は以下のとおりである。

①大気環境時間値データファイル

昭和 51 年度（1976 年度）から，大気汚染防止法に基づ

き都道府県が実施する大気環境常時監視の１時間値測定

結果をデータファイルに収録する作業を開始し，収録項目

を逐次充実してきた。本年度は，平成18年度（2006年度）

測定に係る関東・中部・近畿・中国・九州地方の測定局

（20都府県，1,218局）について，大気汚染物質（窒素酸化

物，浮遊粒子状物質，二酸化硫黄，一酸化炭素，光化学オ

キシダント，非メタン炭化水素等19項目）及びその他項目

（気象要素等10項目）の各測定結果データを収録した（延

べ10,068件）。

②大気環境時間値データファイル；国設局

①と同様に，全国の国設大気測定所及び国設自動車排出

ガス測定局（19局）についても，常時監視の１時間値測定

結果を収録した（延べ241件）。

③大気環境月間値・年間値データファイル

環境省水・大気環境局は，大気汚染防止法に基づき，各

都道府県より報告を受けた大気環境常時監視測定結果を

取りまとめ，データファイルに収録・集計を行っている。

本センターでは，水・大気環境局より集計結果を収録した

データファイルの提供を受けて，昭和45年度（1970年度）

測定結果から整備している。本年度は，平成18年度（2006

年度）測定に係る全国の測定局について，大気汚染物質11

項目の各測定結果データを収録した。

④大気環境測定局データファイル

大気環境測定局データファイルは，本研究所及び環境省

水・大気環境局が実施する「一般環境大気・自動車排出ガ

ス測定局属性調査」に基づき，全国の大気測定局に関する

基礎的情報を収録したファイルである。本年度は，平成18

年度（2006年度）調査結果に係る情報を収録した。

イ．水質環境データ

水質汚濁防止法に基づき，昭和 46 年度（1971 年度）か

ら全国公共用水域水質調査が実施されており，環境省水・

大気環境局では都道府県より報告を受けた水質常時監視

測定結果を取りまとめ，データファイルに収録・集計を

行っている。本センターでは，水・大気環境局よりデータ

の提供を受けて，水質環境データファイルの作成を行っ

た。

水質環境データは，①公共用水域水質検体値データファ

イル，②公共用水域水質年間値データファイル及び③公共

用水域水質測定点データファイルにより構成されており，

その内容は以下のとおりである。

①公共用水域水質検体値データファイル

昭和46年度（1971年度）～平成18年度（2006年度）の

全国公共用水域の全測定点について，生活環境項目（pH，

DO，BOD，COD，SS，大腸菌群数，n-ヘキサン抽出物質（油

分等），全窒素，全リン），健康項目（カドミウム，全シア

ン，鉛，六価クロム，ヒ素，総水銀，アルキル水銀，PCB

等計 30項目）及びトリハロメタン生成能（クロロホルム生

成能等計５項目）の各測定結果データを収録している。

②公共用水域水質年間値データファイル

全国公共用水域の全測定点について，生活環境項目，健

康項目等の項目別に年間の 大値，平均値及び測定実施検

体数等を収録したものである。本年度は，平成18年度（2006

年度）調査結果に係る情報を収録した。

③公共用水域水質測定点データファイル

水質測定点データファイルは公共用水域の水質測定点

に関する基礎的情報を収録したファイルである。本年度

は，前年度に引き続き，変更地点等の調査結果に基づいて，

地点統一番号，地点名称，指定類型，達成期間，緯度，経

度等をファイルに収録した。
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（ii）データファイルの提供

ア．ホームページによる提供

大気環境月間値・年間値データ(昭和45年度 (1970年度

) ～ ), 公共用水域水質年間値データ ( 昭和 46 年度 (1971

年度)～)及び公共用水域水質検体値データ(昭和56年度

(1981年度)～ )について，「環境数値データベース」を作

成し，「環境GIS」ホームページから提供を行っている。

イ．貸出による提供

大気環境時間値データファイルについては，環境省を始

めとする行政機関・研究者等への貸出提供を行っている。

本年度は，計2,378ファイルの貸出を行った。

ウ．コピーサービスによる提供

大気環境及び水質環境データファイルが環境研究及び

環境行政分野のほか，民間機関を含め広く社会的に利用さ

れるよう，「コピーサービス用電子メディア貸出規程」に

基づき，（財）環境情報普及センターを通じて，電子メディ

アコピーサービスによる実費提供を行っている。本年度は

計75ファイルの提供を行った。

６ . １ . ３ 研究所の広報及び成果の普及に関する業務

（１）国立環境研究所ホームページの運営

本研究所の案内情報，研究情報等のインターネット上で

の発信手段として，平成８年３月から「国立環境研究所

ホームページ」の運営を開始している。

運営開始当初は，本研究所の業務紹介やデータベースの

提供等本研究所の基本的な紹介情報を主としたもので

あった。その後，順次，個別研究テーマごとのページや，

データベース等の研究成果等を提供・紹介するページを追

加掲載するとともに，ホームページ情報検索システムの導

入や刊行物等の掲載を行ってきたところである。

特に，本年度は今期中期計画の２年めにあたり，新体制

での成果を基に，研究業務や成果などを紹介するコンテン

ツ「研究への取り組み」を刷新するとともに，英語版ホー

ムページについても，全面的な掲載情報の更新を実施し

た。

個別研究成果の紹介としては ,「トキシコゲノミクスサ

イト」「生態毒性予測システム」「リスク村 Meiの広場」な

どの新設をはじめ，ホームページから提供している各種

データベースへ登録データの追加更新が実施された。ま

た，各ユニットが運営するホームページがリニューアルさ

れた。

その他に,「公開シンポジウム2007」（動画提供），「夏の

大公開」, 「上智大学・国立環境研究所連携講座」，「COP13・

COP/MOP3 のサイドイベント」，研究所紹介ビデオなどの広

報的情報とともに，情報公開を一層促進する文書資料や，

調達情報と採用案内の公募情報を掲載した。

本年度１年間における国立環境研究所ホームページ（基

幹システム）へのアクセス件数（ページビュー件数）は，

29,375,669件であった。

国立環境研究所ホームページの構成は，図2及び 図 3の

とおりである。
―  232  ―



国立環境研究所年報 （平成 19 年度）
図 2 　 国立環境研究所ホームページ （和文） によ る情報提供

日本語ホームページ　http://www.nies.go.jp/
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（２）編集・刊行

本研究所の活動状況及び研究成果等については，刊行物

として関係各方面に配布するとともに，研究所ホームペー

ジにおいて広く提供している。本年度も引き続き指定刊行

物の PDF化を進め，研究所ホームページから閲覧や印刷を

可能にした。

本年度においては，平成18年度年報，NIES Annual Report

2007，平成 19 年度研究計画，特別研究報告（2 件），研究

報告（３件），地球環境研究センター報告（８件），国立環

境研究所ニュース（６件）を刊行したほか，本研究所の研

究成果を国民に分かりやすくリライトした研究情報誌「環

境儀」第24～ 27号を刊行した（８.1 研究所出版物参照）。

「年報」や「研究計画」の作成にあたっては，ＸＭＬ 自

動組み版システムにより，校正作業の省力化やコスト軽減

が図られている。またホームページに掲載された「年報」

の全文 ＰＤＦ ファイルより，Ⅲ．重点研究プログラム及

び，Ⅳ．基盤的な調査・研究活動，Ⅴ．知的研究基盤の整

備に示したページや，［成果発表一覧］誌上・口頭発表及

び，巻末の予算別・組織別，人名索引より，それぞれの研

究課題のページにリンクできるようになり，さらに活用し

やすいものとなった。

「環境儀」については，より充実したものとするための

基礎資料を得るため，毎号アンケート調査を実施してい

る。実施方法として，主な発送先にアンケート用紙を配布

するとともに，研究所 HP からも入力可能としている。今

後，得られた回答を基に編集作業に反映させていくことと

している。

図 3 　 国立環境研究所ホームページ （英文） によ る情報提供

英語ホームページ　http://www.nies.go.jp/index.html
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なお，これらの刊行物は，国立国会図書館，国内外の環

境関係試験研究機関，各省庁及び地方公共団体環境担当部

局等に寄贈交換誌として配布した。また，利用者の高度利

用や配布の便を図るため，平成 18 年度指定刊行物の PDF

ファイルを１枚のCD-ROMに編集し，関係各方面に提供した。

６ . ２ 研究部門及び管理部門を支援する業務

６ . ２ . １ コ ンピュータ ・ ネッ ト ワーク システム管理業務

本センターは，スーパーコンピュータを含む各種のコン

ピュータシステム及び国立環境研究所ネットワークに関

する管理，運用等業務を所掌している。これらの業務を遂

行するため，「国立環境研究所電子計算機処理管理規程」及

び「国立環境研究所ネットワーク運営管理規程」を定め，

適正な管理，運用等に努めている。

平成 17 年度からは，利用者が入室する電算機周辺装置

室のセキュリティ確保のため，同室のドアに静脈認証方式

を採用した入室管理システムを導入し，運用している。

また，本研究所を含む筑波研究学園都市の 10 の研究機

関（平成 19年 3月現在，11機関）の連携の下に，平成 19

年３月末に更新された「つくば WAN」により，各機関が保

有するスーパーコンピュータを結んだ相互利用，人工衛星

搭載センサーから得られる大容量リモートセンシング

データ等の高速な相互利用（ファイル共有）等が可能と

なっている。

（１）コンピュータシステム管理業務

平成 19 年３月のシステム更改により導入された現行シ

ステムは，比較的大規模のスーパーコンピュータを中核

に，複数の各種サブシステムを加えた分散型のシステムで

あり，夜間及び休日を含めて 24 時間連続運転を行ってい

る。また，スーパーコンピュータについては，運用開始初

年度である本年度については，原則として１ヵ月に１度の

定期保守を行うこととしている。

各システムのうち，ベクトル処理用計算機及びスカラ処

理用計算機の利用に係る調整は地球環境研究センターが

行い，それ以外のシステムの利用に係る調整，全システム

の管理及び運用を本センターが行うこととしている。

本年度の利用登録者数は，所外の共同研究者を含めて，

ベクトル処理用計算機 94名，スカラ処理用計算機 27名と

なっている。

また，利用者支援の一環として，オープンソースの CMS

を利用した利用者向け情報発信サーバによる，運用情報・

統計情報，利用情報・支援情報等に係る発信体制の整備・

充実の他，システム公開直後であることから，利用者講習

会やプログラム移行に伴う支援を中心とした対応を実施

した。

（２）ネットワーク管理業務

国立環境研究所ネットワーク（NIESNET） の代表的な利用

例は，各研究室等に配置されたパーソナルコンピュータ等

により，スーパーコンピュータを始めとする各種コン

ピュータの利用，国外を含む所内外との電子メール，ファ

イル転送及びWebの利用等である。

本システムは平成 19 年３月に基幹ネットワークを更新

し，スイッチング ＨＵＢ や各種サーバ類について高機能

化を図るとともに，冗長構成の在り方を見直すことによ

り，台数の削減を図りながら，システム障害発生時にも影

響を 小限として運用を継続できるシステムの導入を

図った。

ネットワークシステムの管理業務の中で特に重要とな

るネットワークセキュリティ対策については，ファイア

ウォールの設置・運用，非武装セグメント（DMZ）に設置さ

れた各種の WWWサーバ，データベースサーバ等の監視を始

めとする各種の不正アクセスの監視の他，イントラネット

を通じて研究ユニットのサーバ管理者向けにセキュリ

ティ情報を提供し，より積極的な注意喚起を行っている。

また，コンピュータウイルス対策サーバを設置し，メー

ル添付ファイル等のウイルス対策を講じているが，検出・

駆除されるコンピュータウイルスはこれまでと比較して

減少傾向にある一方で，いわゆるゼロデイアタックと呼ば

れる対応策が公表される前に配送されるコンピュータウ

イルスや，Web サイトの閲覧の際の感染と思われる事例が

引き続き発生していることから，今後も対策の強化が必要

である。

なお，コンピュータウイルス対策サーバによる対策に加

え，メール添付ファイル以外のネットワークを利用した情

報交換，CDや DVD等の電子メディア，インターネットから

のダウンロード等によるウイルスの感染を防止するため，

ソフトウェアの一括購入に基づいたイントラネットから

のダウンロード方式により，個別のパーソナルコンピュー

タについてもウイルス対策を講じている。

更に現状の問題点としては迷惑メールが増加の一途に

あり，この対策として迷惑メール対策サーバによるフィル

タリングの実施や ＰＣ 上での対策の周知等を実施してい

るが，今後更に検出精度を高める検討や，複数の手法によ

る対策の強化が必要と考えられる。

一方，利用者の便宜に供するため，Web メールの運用，

グループアドレスの採用，メーリングリストの運営，簡便

な所外ファイル交換システムの運用等，各種の業務の遂行

を側面から支援するメールの使い方の普及を図っている。
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本年度においては，法人文書を格納するための高信頼性

データ共有システムを導入し，来年度からの本格運用に向

け調整を進めている。

なお，昨今，社会的な問題となっている Winnyを始めと

する P2Pファイル共有ソフトウェアについて，利用者への

周知・指導を行うとともに，特にWinnyについては監視ツー

ルを用いた常時監視を実施している。

６ . ２ . ２ 研究情報の整備・ 提供

（１）文献データベースの整備と提供

本センターでは環境研究を側面から支援するために国

内外のデータベースの効果的な活用体制の整備を図って

いる。

ア．オンライン文献データベース

JDream Ⅱ((独)科学技術振興機構(JST)), STN（Chemical

Abstracts Service（CAS），FIZ Karlsruhe,( 社 ) 化学情報

協会が共同で提供），G-Search(( 株 ) ジー・サーチ ) の３

種類のデータベースを整備しており，依頼検索を受け付け

ている。

イ．文献データベースの管理

①引用文献データベース Web of Science（Thomson

Scientific）の自然科学分野及び社会科学分野の２分野を，

平成 14 年７月から導入している。また，これらのバック

ファイルは1981年からの利用が可能であり，研究基盤の強

化を図っている。

②フルテキストデータベースScience Direct（Elsevier）

を平成 17 年１月から導入し，現在購読している学術誌を

Web 上で閲覧することが可能となり，研究の一層の効率化

が期待される。

③その他にWebを利用した文献データベースとして，The

British Library inside web（大英図書館）及び研究室単

位で利用するJDream Ⅱ (固定料金制)を提供している。

④また，図書閲覧室内情報検索室では，NTIS（米国国立

技術情報サービス）を随時利用できるように整備してい

る。

（２）所外文献照会

所内研究者による所外文献のコピー入手申請を受けて，

国立大学附属図書館，JST，国立国会図書館にコピーの提供

を依頼しており，さらに，国外所蔵文献に関しては，The

British Library を利用して原報提供体制の強化を図って

いる。本年度においても国立情報学研究所が運営する「目

録所在情報サービス」及び「国立情報学研究所ILL文献複

写等料金相殺サービス」に引き続き参加し，業務の効率化

を図った。本年度の外部機関への複写申込件数は1,716件，

外部機関からの複写受入件数は101件であった。

（３）研究成果発表管理

誌上（所外の印刷物）発表論文及び口頭発表（講演等）

に関し，発表した後に研究課題コード，発表者，題目，掲

載誌（発表学会名称等 )，巻号，ページ（開催年）及び刊

行年に係る情報を研究者からの申請により受け付けて，研

究所の活動状況の把握のため整備している。これらのデー

タは，本年報の「Ⅷ.成果発表一覧」に掲載されている。

また，本年度は，研究所ホームページ「国立環境研究所

発表研究論文データベース」へのデータ更新頻度を四半期

ごとに実施するとともに，「成果発表一覧（誌上）」におい

ては，記載されている発表論題と原著論文間のリンクを進

め，研究活動状況の速報性の強化を図った。

（４）図書関係

図書関係業務では，研究活動に不可欠な情報源である学

術雑誌を始めとする書籍の収集・管理と閲覧等の図書室の

運営を行っている。本年度末における単行本蔵書数は

52,174冊であり，購読学術雑誌は，国内外合わせて396誌

にのぼる。その他，マイクロフィッシュの形態で収集して

いる米国政府の環境分野の技術報告書は 120,229 件を数え

る。昨年度に引き続き本年度も新たに入手した資料及び過

去に発行された資料のデータを「マイクロフィッシュ所蔵

目録データベース」に追加した。

図書等の管理及び文献情報の提供については，情報の電

子化を進めるとともに，所内の利用者がオンライン検索で

きるよう整備している。特に，雑誌所蔵目録データベース

においては，各誌の電子ジャーナルやインターネットによ

る出版社オンラインサービスへリンクできるように，常に

新の情報に更新している。

図書関係の設備については，雑誌閲覧室は棚数2,664棚，

雑誌展示書架840誌分，204m2，単行本閲覧室は棚数708棚，

ニュース展示書架280誌分，194m2，索引・抄録誌閲覧室は

棚数 1,008 棚，80m2，報告書閲覧室は棚数 918 棚，74m2 で

あり，その他情報検索室（50m2），地図・マイクロ資料閲覧

室（101m2），及び複写室（17m2）となっている。

なお，図書閲覧室(研究本館１棟)のアスベスト除去工

事及び耐震改修工事が実施され閉鎖を余儀なくされたが，

本年度の外来閲覧利用者は19人，図書室の延べ利用者数は

10,150人であった。

（５）環境省委託調査報告書等の収集

環境省が委託等により実施した調査研究等の成果は，研

究者や一般の国民にとっても貴重なものである。本年度

は，環境省が前年度中に実施した調査研究等の成果物を中

心に，673 種の報告書を収集，整備した。この結果，累積

総数は，6,376種に達している。
―  236  ―



国立環境研究所年報 （平成 19 年度）
また，国，地方公共団体，大学等から456種の寄贈及び

寄贈交換の報告書等があり，累積総数では，17,287種を数

える。

６ . ２ . ３ 情報技術を活用し た業務の効率化

（１）所内IT化支援業務

企画部及び総務部等の管理部門等を中心とし，情報技術

を活用した業務の効率化のための支援を行った。本年度に

実施した主なものは以下のとおりであり，データベースに

ついてはイントラネットでの稼動を基本とするが，一部は

研究所ホームページのコンテンツとしても公開されてい

る。これらの支援は，今後も継続して行っていくこととし

ている。

ア．所内電子申請・登録システムの開発支援（委員委嘱

等データベース，講演会等開催申請システム）

イ．業務用PC一括管理システムの運用管理

ウ．研究課題データベースシステムの更新

エ．職員等基本データベースのシステム更新・運用

オ．研究成果データベースの開発

カ．会計閲覧システムの更新支援

キ．データ保存用の所内共用磁気ディスクの導入

ク．環境マネジメントシステムの開発，更新，運用

（２）業務の効率化

平成 12 年に「高度情報通信ネットワーク社会形成基本

法」が成立し，同法に基づいて発足した「高度情報通信

ネットワーク社会推進本部」（略称「ＩＴ戦略本部」。内閣

総理大臣を本部長とし，全閣僚及び有識者により構成）に

おいて，国の行政事務等を対象として業務・システムの

適化を実現するため，平成15年度に各府省にＣＩＯ（Chief

Information Officer）を設置し，これら各府省の ＣＩＯ

は，「各府省情報化統括責任者（ＣＩＯ）連絡会議」を組

織し，所要の検討を行っている。

「各府省情報化統括責任者（ＣＩＯ）連絡会議」では平

成17年６月，「独立行政法人等の業務・システム 適化実

現方策」を策定した。同方策では，これらの実現のため，

平成17年度中に独立行政法人にＣＩＯ及びＣＩＯに対す

るアドバイス等を行う情報専門家として ＣＩＯ 補佐官を

設置することとされ，本研究所においても ＣＩＯ として

企画・総務担当理事を充てるとともに，ＣＩＯ補佐官（本

研究所における呼称は「ＣＩＯ 補佐」）を置くこととし，

平成18年 3月からＣＩＯ関連業務を本センターが行うこ

ととされた。

本年度は同方策の策定方針に基づき，「国立環境研究所

コンピュータシステム 適化計画」を策定し，平成20年 3

月，所管省である環境省に報告するとともに当研究所ホー

ムページで公開した。

また，情報セキュリティ対策については，「国立環境研

究所情報セキュリティポリシー」に基づく，「業務契約に

係る情報セキュリティの確保について」の施行をはじめ，

「同ポリシーの改訂（政府統一基準第二版）」を行ったほか，

職員等を対象とした情報セキュリティ研修を実施した。情

報セキュリティ研修後，「同ポリシー」に基づく，自己点

検調査を実施，結果を取りまとめた。

６ . ３ その他の業務

６ . ３ . １ 環境情報ネッ ト ワーク 研究会

本センターでは，環境情報の提供業務に関連した情報交

換等を行うため，全国の地方環境研究機関の情報担当者を

主な対象として，毎年度「国立環境研究所環境情報ネット

ワーク研究会」を開催している。本年度の研究会（第 20

回）は，「地理空間情報活用推進基本法と環境情報」をテー

マとして，平成20年２月７，８日に開催し，地方環境研究

機関及び環境省所管の公益法人等から 40 機関（約 58 名）

の参加を得た。

６ . ３ . ２ 研究情報企画・ 整備推進チーム

平成 15 年度における環境情報センターの組織改編の一

環として設置したもので，情報技術の活用を中心として所

内の研究者と連携する事業の展開を目指したものである。

本年度は，広域大気モデリング研究室が進める地方環境研

究所等との Ｃ 型共同研究「日本における光化学オキシダ

ント等の挙動解明に関する研究」に対し，国立環境研究所

ファイル交換サーバの利用により，研究データの一元管理

及びデータベースの共有化を図ったほか，データ集計解析

ツール「大気時間値データ集計プログラム」の改良を行い，

参加メンバーが共通の方法で解析できるよう，解析ツール

の提供を行った。また，共同研究関係者に利用限定した共

同研究メンバーサイトを開設し，Xoops を活用したフォー

ラムの運用を行ったほか，国立環境研究所ホームページか

らの研究成果公開についても技術支援を行った。

６ . ３ . ３ 環境省から の受託等業務

本研究所は，平成 13 年４月に独立行政法人化したこと

により，国や民間の機関等からの業務の委託，請負実施が

可能となった。本センターにおいても，本年度，環境省か

らの7件の委託，請負業務を実施した。その概要は以下の

とおりである。

（１）平成 19 年度自動車交通騒音情報の整備・管理業
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務（委託，水・大気環境局自動車環境対策課）

自動車交通騒音常時監視（法定受託業務）に関する結果

データは，自動車交通騒音施策の企画・立案に必要な基礎

的モニタリングデータであり，継続的にデータを整理・蓄

積していくとともに，国民に情報提供していく必要があ

る。本業務は，自動車交通騒音常時監視に関するデータの

整理・蓄積及びデータを取り扱うために必要な技術的支援

を，国立環境研究所環境情報センターが整備する「環境国

勢データ地理情報システム（環境 GIS）」を活用しながら，

継続的に効率よく行っていくことを目的とする。本年度

は，全国自動車交通騒音マップの運用・保守及び自動車交

通騒音情報の登録作業を行い，併せて自動車騒音常時監視

事務支援サイトの運用・管理を行った。

（２）平成 19 年度水質環境総合管理情報システム運用

及び開発業務（請負，水・大気環境局水環境課）

各種の水環境情報を一般に利用しやすい形で提供する

システムの構築を行い，広く国民の環境保全への理解を深

めるとともに，水環境保全活動及び学術的な調査・研究を

支援し，さらに，各行政機関が収集した水環境関連情報及

び市民から提供される情報についても総合的に提供でき

るシステムの構築を目的として，平成13年度から開始され

たものである。

本年度は，平成 17 年度に運用を開始した公開システム

（「水環境情報総合サイト」）及びデータ登録システムの管

理・運用を行うとともに，公共用水域水質測定結果など水

環境関連情報の追加更新を行った。また，システムの機能

拡充等を行い，提供内容等の充実を図った。

（３）平成 19 年度生活環境情報総合管理システムの整

備業務（請負，水・大気環境局大気環境課大気生活

環境室）

近年における感覚公害問題の実情を踏まえ，平成 13 年

度から全国の騒音・振動・悪臭などの生活環境情報の整備

を進め，国立環境研究所環境情報センターが整備する「環

境国勢データ地理情報システム」（環境GIS）のホームペー

ジからに広く一般に提供することを目的として，生活環境

情報総合管理システムを開発してきた。本年度は,平成19

年 6月 7日から環境GISサイト内「生活環境情報システム」

ページの一般公開を開始し，騒音・振動・悪臭に係る法施

行状況調査データ，発生源データ，及び「日本の残したい

かおり風景100選」「日本の残したい音風景100選」などの

コンテンツを提供した。また，地球温暖化やヒートアイラ

ンド現象に伴う高温下での熱中症の発生に対応するため，

気象庁数値予測情報に基づく熱中症予防情報（WBGT 情報）

を広く一般に提供することを目的として，18年度より，「国

立環境研究所ホームページ」内「環境省熱中症予防情報サ

イト」から本格公開を行っている。併せて，WBGT の観測

ネットワークを構築し，WBGT等観測実況値の提供を行った。

なお，熱中症予防情報の提供業務は，健康領域総合影響評

価室が実施した。

（４）平成 19 年度全国水生生物調査結果解析業務（請

負，水・大気環境局水環境課）

全国水生生物調査は昭和 59 年度から実施しており，小

中学生を含む一般市民が多く参加する調査で，河川の水質

保全の啓発に有効なものとなっている。本業務は，各都道

府県で集約された水生生物調査結果を集計し，調査結果を

評価するとともに，その結果を公表し，調査の窓口である

各都道府県等にその情報を提供することを目的とする。

また，水質環境総合管理情報システム「水生生物調査支

援情報サブシステム」では，調査参加団体及び都道府県の

調査担当者がインターネットに接続したパソコンを使用

して，一般公開されたホームページ上で調査結果を直接入

力すること及び過去の調査結果を閲覧することが可能と

なっている。

本業務では，「水環境情報総合サイト」「水生生物調査の

ページ」のホームページ上で登録された調査結果データを

用いて，調査状況・調査結果の集計及び解析等を行い，環

境省への報告書を作成したほか，「全国水生生物調査の

ページ」の維持・更新，管理を行った。

さらに,本年度は調査参加団体を対象に実施した,本調

査にかかるアンケートについて集計作業を実施するとと

もに,本調査にかかる英文サマリーの作成を行った。

（５）平成 19 年度ダイオキシン類環境情報調査データ

ベース運営業務（請負，水・大気環境局総務課ダイ

オキシン対策室）

環境省では，毎年常時監視等で得られる貴重なダイオキ

シン類の異性体情報を有効に活用して，今後のダイオキシ

ン対策を効果的に進めていくとともに，国立環境研究所環

境情報センターが整備する「環境国勢データ地理情報シス

テム」（環境GIS）のホームページから広く一般に当該デー

タを公開し，地方公共団体間の情報の共有化や国民，事業

者，研究者等への的確な情報の提供を進めることとし，平

成16年度に公開システムの構築を行い，地方公共団体関係

者への試験公開の後，平成17年度は環境GIS内「ダイオキ

シンマップ」から一般公開を開始した。

本年度は，前年度に構築したシステムの維持管理に加

え，「ダイオキシンマップ」をより利用しやすくするため，

システム期の追加を行い，更に，本年度新たに常時監視等

により得られたダイオキシン等の異性体情報等について，

データ追加更新を行った。
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（６）平成 19 年度有害大気汚染物質マップ整備業務

（請負，水・大気環境局大気環境課）

環境省では，有害大気物質の幅広い物質について大気環

境モデリング調査を実施しており，地方公共団体が実施す

る調査結果を，環境省施行調査分と併せて毎年公表してい

る。有害大気汚染物質の大気環境中の濃度を分かりやすく

表すために国立環境研究所環境情報センターが整備する

「環境国勢データ地理情報システム」（環境 GIS）を活用し

て，データマップやグラフにより表示するシステムを構築

し，平成18年度より「有害大気汚染物質マップ」として，

広く一般にデータの公開を行っている。

本年度は，前年度に構築したシステムの運用保守に加

え，本年度新たに得られた新規データの登録を行った。

（７）PRTR 活用環境リスク評価支援ツールの提供に係

る管理・運営（請負，総合環境政策局環境安全課環

境リスク評価室）

PRTR データを事業者・NGO・市民等が積極的に活用でき

るようにするため,環境省が作成した「PRTRデータ活用環

境リスク評価支援ツール」について, ダウンロードサイト

の構築を行うとともに，PRTRデータを基に推計した大気中

濃度をメッシュマップとして GIS表示する Webサイトの構

築を行った。なお，本業務は，「平成19年度化学物質環境

リスク評価検討調査」業務の一部を分担実施した。
―  239  ―





Ⅶ．研究施設・設備





国立環境研究所年報 （平成 19 年度）
７ . １ 運営体制

本研究所の大型施設等については，大型施設調整委員

会において管理・運営に係る基本的事項が審議され，研

究部門の主体運営部署を中心に関連部署との連携や専門

業者の活用が図られつつ，運営されている。

７ . ２ 大型研究施設

７ . ２ . １ 大気化学実験棟（光化学反応チャンバー）

本施設は，工場や自動車などから排出される一次汚染

物質や植物から放出される有機物が大気中での化学反応

によって，二次汚染物質に変質するメカニズムを実験的

に研究する施設である。本施設は都市域における光化学

スモッグや対流圏バックグラウンドの大気汚染に関連し

た光化学オゾンやエアロゾルの生成，成層圏でのオゾン

分解などの大気光化学反応を解明することを主目的とし

ている。そのための大型実験装置として光化学反応チャ

ンバーが設置されている。

本年度は，中核プロジェクト，特別研究，民間受託研

究および経常研究等が行われた。

７ . ２ . ２ 大気拡散実験棟（風洞）

本施設は，工場や自動車から排出される大気汚染の移

流，拡散現象をできるだけ現実に即してシミュレートす

るための施設である。本施設は従来の流体力学用風洞の

仕様条件に加えて，温度，速度成層装置，加熱冷却床パ

ネルを備えている点に特徴がある。これらの組み合わせ

により種々の気象条件が再現でき，移流，拡散に も重

要なパラメータである大気の安定度を調節して自然大気

と相似の条件で大気汚染をシミュレートすることが可能

である。そのための大型施設として大型・中型の風洞が

設置されている。

本年度は，局地的大気汚染の健康影響に係る疫学調査

のための曝露量評価モデルの構築に関する調査研究およ

び経常研究等が行われた。

７ . ２ . ３ 大気共同実験棟（大気フリースペース）

本施設は，室内実験，フィールド調査などに使用され

る各種計測器の校正試験，および既設の各施設では対応

できない大気関係の研究のために，その必要性に応じ一

定期間の使用に供することを目的とした施設で，各種の

機器の校正に利用された。また，成層圏のオゾン濃度分

布の測定を行い，オゾン濃度の変動現象の解明および長

期的な変化を研究するオゾンレーザーレーダーが設置さ

れている。

「オゾンレーザーレーダー」

オゾン観測室に設置されているオゾンレーザーレー

ダーはレーザーと口径 100cm の望遠鏡を備えており， 高

度 45km までのオゾンの高度分布を高い精度で観測する

ことができる。

本年度は，地球環境研究センターによる成層圏モニタ

リングが行われた。

７ . ２ . ４ 大気モニター棟

本施設は，大気質の自動測定装置等の精度や安定性の

チェックあるいは相互比較，さらに妨害因子の検討など

を行うための施設である。本施設には，国設大気測定所

などで実際に使用されている機器を中心として７種類の

自動測定器（NOx , SO2 , O3 , CO2 , 非メタン，SPM，ガ

ス状 Hg，酸性雨に関する各測定機器）が設置されている。

機器の性能を維持するために，専門技術者が精度管理を

厳しく行っている。また，所内外の研究者に対して，気

象要素（風向，風速，雨量，気圧，日射量，紫外線放射

量，地表温度）や大気質の測定結果についてホームペー

ジによる公開やデータ提供サービスなども行っている。

７ . ２ . ５ 水環境実験施設

本施設は，水界における汚染物質の挙動および影響を

生態学，生物学，水処理工学等の見知から解明し，汚染

環境を修復するための手法開発の研究を目的とした施設

である。水質改善手法等を開発する目的で大量培養装置・

水処理実験装置が設置され，有害汚染物質が水生生物へ

与える影響およびその評価手法を研究する目的で毒性試

験装置が設置されている。さらに，水生生物の飼育・培

養，系統保存が行える人工環境室，培養室が設けられて

おり，本年度に供試された実験水生生物は，大型から小

型までおよそ 50 種に及んだ。

本施設を利用して本年度は，循環型社会研究プログラ

ムおよび環境リスク研究プログラムとその関連プロジェ

クト研究課題が実施された。また，基盤技術開発研究と

して，微生物工学，生態工学等を活用した水・土壌環境

修復・改善に係る技術開発と液状廃棄物の適正処理シス

テムの構築を目的とした現象解明，発生源・面源対策研

究等を実施しており，液状廃棄物対策，有害藻類対策，

重金属汚染対策等を推進した，ほか文科省科研費，民間

受託等の外部競争的資金による研究も実施された。

７ . ２ . ６ 環境試料タイムカプセル棟

本施設は，将来の環境問題の顕在化に備え，現在の地

球環境の状況を適切に保存し，技術が進歩した未来にお
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ける分析や個体群増殖・再生を可能にするため，大気・

生物・底質・母乳等の環境試料や絶滅の危機に瀕する野

生生物の細胞・遺伝子を長期的に保存する施設である。

試料を超低温で保存する-60℃の超低温室や-150℃の気

相保存が可能な液体窒素タンクが 19 基設置され，厳密な

検疫システム及び保存環境監視システム下で業務が遂行

されている。

本年度は，凍結粉砕された貝類・アカエイ等の環境試

料が 81 地点，絶滅危惧鳥類 189 個体，絶滅危惧哺乳類 9

個体より培養細胞および遺伝子保存用サンプルを採取し

凍結保存を行った。新規に試料の保存を実施した種は，

ウミガラス，ホウロクシギ，エボシコクジャクの 3 種で

あった。 終的に今年度凍結保存した培養細胞および凍

結組織は合計で 3,934 本となった。内訳は絶滅危惧鳥類

3,766 本（培養細胞：765 本，組織：3,001 本），絶滅危

惧哺乳類 168 本（培養細胞：3本，組織：165 本）である。

７ . ２ . ７ 土壌環境実験棟

本施設は，土壌・底質環境の保全並びに汚染土壌の浄

化に関する研究を行うことを目的とした施設であり，気

温，地温，土壌水分などの制御下で土壌－植物系におけ

る汚染物質の挙動を調べるための土壌環境シミュレー

ター（大型ライシメーター）が設置されている。この装

置には不攪乱土壌が充填されており，現地の土壌構造が

室内に再現されている。本施設には他に，土壌中化学物

質の動態解析や土壌微生物への生態影響のための実験室

なども設置されている。

本年度は，本施設を利用して，経常研究，環境保全調

査等請負，特別研究，文部科学省科学研究補助金による

研究などが行われた。

７ . ２ . ８ 動物実験棟

本施設は，環境汚染物質が人の健康に及ぼす影響を，

Biomedical Science の立場から，動物を用いて実験的に

研究することを目的とした研究施設である。

本施設は，重点研究プロジェクトである「感受性要因

に注目した化学物質の健康影響評価」，「環境中における

ナノ粒子等の体内病態と健康影響評価」の２課題，政策

対応型調査・研究「効率的な化学物質環境リスク管理の

ための高精度リスク評価手法等の開発に関する研究」と

経常研究及び奨励研究などに使用された。

これらの内容として，大気汚染物質，重金属およびそ

の他の環境汚染物質の生体影響の解明に関する基礎的研

究・リスク評価研究に加えて，地球規模の環境変化とし

ての地球温暖化やオゾン層の破壊に伴う紫外線の健康影

響に関する研究が含まれている。なお，平成 19 年 10 月

から 19 年度末までは耐震工事のため，動物１棟は使用停

止となった。

「 生体用 NMR 装置」

本装置は実験動物が生きた状態で NMR 計測を行い，そ

の代謝機能や体内構造を解析する装置である。これまで，

経常研究，文科省科学研究補助金による研究，科学技術

振興調整費による研究などに使用され，ラット脳の代謝

解析，精巣の微細構造の抽出等の研究が行われた。

７ . ２ . ９ ナノ粒子健康影響実験棟

ナノ粒子健康影響実験棟の１～３階はディーゼル排気

中のナノ粒子発生装置と動物曝露装置が設置されてお

り，４～５階は ＧＬＰ対応の動物実験施設である。現在

「自動車排気ガス由来のナノ粒子の健康影響研究」が継続

中であり，次年度からの慢性吸入曝露実験に向けた準備

を始めている。

７ . ２ . 10 生物環境調節実験施設

本施設は，植物を主な対象として，大気汚染ガスやそ

の他の様々な環境要因が生物に及ぼす影響の解明や生物

による環境モニタリング，浄化・修復（バイオレメディ

エーション）に関する研究，遺伝子組換え生物の生態系

影響評価に関する研究等に利用するため，環境制御温室，

種々の型式・性能のキャビネット，遺伝子組換え実験室・

培養室等が設置されている。本年度は本施設を利用して，

地球環境研究，重点研究，特別研究，地方環境研究所等

との共同研究，委託研究等が実施された。

７ . ２ . 11 環境生物保存棟

本施設は，研究材料および試験生物としての環境微生

物の系統保存（微生物系統保存事業），および絶滅の危機

にある水生植物の系統保存，凍結保存（環境試料タイム

カプセル化事業）を行う施設である。現在，約 2500 株の

藻類が保存されており，そのうち微細藻類および原生動

物約 1800 株，絶滅の危機にある水生植物（車軸藻類と淡

水産大型紅藻）約 300 株が分譲用に公開されている。ま

た，シアノバクテリア，単細胞性紅藻，緑藻，トレボキ

シア藻などの微細藻類約 570 株と，絶滅危惧種の淡水産

紅藻約 100 株は凍結保存されている。

本年度は，522株が所外（うち 98株が国外），89株が所

内の研究者に提供され，環境研究，環境浄化研究，生理活

性物質の探索や生理機能の解析等の応用研究をはじめと

して，分類や系統解析等の基礎研究や教材等，多様な目的
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で利用された。また，微生物系統保存施設ホームページ

（http://www.nies.go.jp/biology/mcc/home_j.htm）より保

存株情報を発信している。

７ . ２ . 12 環境保健研究棟

本施設は，環境因子の人体への影響に関して，人を対

象として研究することを目的とした施設である。本施設

を利用し，主として，環境健康研究領域の総合影響評価

研究室および環境疫学研究室，環境リスク研究センター

の健康リスク評価研究室および高感受性影響研究室が以

下の研究を実施している。総合影響評価研究室および環

境疫学研究室は各種疫学調査の準備並びに現地調査の実

施，調査試料の分析，収集資料の整理とデータベースの

作成を行うとともに，大気汚染物質の曝露評価，各種計

算機システムを活用したデータ解析を行っている。健康

リスク評価研究室は環境政策における活用を目指した化

学物質等のリスク評価手法及びバイオアッセイ手法の開

発に関する研究を実施している。高感受性影響は重点プ

ログラム「環境リスク研究プログラム」の中核プロジェ

クト「感受性要因に注目した化学物質の健康影響評価」

の中での，おもに揮発性化学物質による神経系への影響

についての実験研究を行っている。

７ . ２ . 13 生態系実験施設

本施設は，地球環境問題や生態系保全などに関連して，

制御された環境条件下で，動植物の個体，個体群と群落

に及ぼす種々の環境要因の影響を解明するための実験研

究施設である。現在，昆虫や植物を培養するための光ス

ペクトル制御施設などを保有している。本年度は，上記

の施設を利用して，農林水産研究高度化事業，科学技術

研究費補助金，重点特別研究プロジェクト研究などが実

施された。

７ . ２ . 14 RI・遺伝子工学実験棟

本施設は，放射性同位元素を利用する施設（RI 棟），遺

伝子組換え実験を行うための P2 レベル封じ込め施設（遺

伝子棟）と通常の実験室から構成されている。RI 棟では

放射性同位元素を利用した環境中の汚染物質の挙動や，

生態系への影響，物質循環の解明，生物を用いた汚染物

質の除去技術の開発等を行っている。文部科学省より使

用許可を受けている核種は 23 核種である。本年度は 20

課題，放射線業務従事者数は職員，客員，共同研究員，

研究生，放射線 管理委託職員合わせて 37 人であった。

遺伝子棟では，組換え DNA 技術を環境保全に利用する

ための手法の開発や，遺伝子を組換えた生物の環境中で

の挙動や生態系への影響を解明するための基礎的知見を

収集することを目的とした施設である。

本年度に承認された本研究所における組換え DNA 実験

は 45 課題，登録された組換え DNA 実験従事者は 58 人で

あった。遺伝子組換えによる環境ストレス耐性の植物の

作成，組換え微生物の水中及び土壌中での挙動の解明，

動物遺伝子のクローニングなどの実験が本施設内で実施

された。また，P2 管理区域外の分析機器室には多重蛍光

画像解析装置，ペプチドシークエンサーや DNA シークエ

ンサー等の分析機器が設置されており，共用機器として

活発に使用された。

７ . ２ . 15 環境リスク研究棟

本施設は，環境リスクに関する調査・研究の中枢を担

う総合研究施設であり，生態影響評価，健康影響評価，

曝露評価の研究を実施するとともに，関連する情報を収

集・解析し，成果の外部発信を行っている。１階は水生

生物の生態影響評価研究エリアとなっており，流水式曝

露装置を用いたメダカへの化学物質曝露による毒性評

価，海水系曝露施設を用いた有機スズ曝露によるイボニ

シ（巻き貝）の生殖器異常のメカニズム解明，低質環境

シミュレーターを用いた魚類（マコガレイ）への化学物

質の曝露挙動などの研究を行っている。２階は主に化学

物質の計測のためのエリアで，水環境や大気環境の化学

物質を計測するための機器（GC/MS,LC/MS など）や，免

疫染色を施した細胞を観察するための共焦点レーザー顕

微鏡が設置され，また，環境質の in vitro バイオアッセ

イ手法による評価研究が行われている。４階は環境リス

クに関する情報の収集・解析・評価を行うエリアと，ヒ

トの健康に関する感受性要因を解明するための動物実験

エリアからなっており，化学物質を曝露した実験動物の

行動解析などが行われている。

「 核磁気共鳴断層撮像分光装置（ MRI）」

本装置は磁場強度 4.7 T，ボア径 92.5cm の超伝導磁石

を付帯し，ヒトを対象とした形態解析，代謝解析，機能

解析を通じて化学的，物理的，社会的環境がヒトに及ぼ

す影響を解明する研究に資する施設である。これまで，

重点研究プログラム，経常研究，文科省科学研究補助金

による研究に使用され，ヒト脳の形態，機能，代謝と環

境に関する研究が行われた。

７ . ２ . 16 地球温暖化研究棟

本施設は，温暖化現象の解明・評価のための観測技術

の開発や観測試料の分析・準備，温暖化の影響評価・予
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測の様々なシミュレーション・モデル開発，温暖化の社

会経済的影響の評価・予測など，さらには，研究交流に

いたる地球温暖化に係わる一連の研究を効率よく推進す

るための総合研究施設である。以下に示す研究設備が設

置されている。

（１）生態系パラメータ実験設備

地球温暖化による植物影響の解析や二酸化炭素吸収源

としての植物機能のリモートセンシングによる解析手法

の開発などを目的として，植物を育成できる大型の人工

光型グロースキャビネット群が設置されている。これら

の設備の特徴は，自然光に劣らない強光条件や温湿度の

制御範囲が広く，かつ二酸化炭素とオゾンを濃度制御で

きるところにある。

（２）大気微量成分スペクトル観測室

世界 高水準の波長分解能を誇るフェーリエ変換赤外

分光計（FTIR）と太陽光を FTIR に導入するための太陽光

追尾装置を有する大気観測室である。FTIR は，大気中の

温暖化関連物質のスペクトルを高分解能で観測し，温室

効果ガスなどの気柱全量や鉛直分布を観測することがで

きる。衛星観測による温暖化物質などの観測に対する地

上からの検証機器としての活動が期待されている。

（３）温暖化対策設備

本施設には，温暖化防止に有効な熱負荷低減手法・技

術が取り入れられているとともに，空調制御情報・居室

環境などの情報収録システムが整備されており，温暖化

対策技術の検証試験を行うことができる。

７ . ２ . 17 低公害車実験施設

自動車の環境負荷を実際の走行を再現しながら測定す

ることを目的とした世界 高水準の施設である。本施設

には，自動車の走行状況や排ガス濃度をリアルタイムに

計測する車載装置，自動車の走行を屋内で再現するシャ

シーダイナモ装置，温度湿度を高精度に制御可能な特殊

空調設備を備えた環境実験室，高精度な排ガス分析計及

び粒子計測装置，排ガスが大気と混ざる瞬間を再現した

高希釈倍率トンネル及び大気放出後の変化を観察する排

出ガス拡散チャンバ等を装備している。

本年度は，ガソリン車及びハイブリット車のエコドラ

イブ試験，後処理装置付きディーゼル車の排ガス試験，

電気自動車の性能評価のために使用された。

７ . ２ . 18 循環・廃棄物研究棟

本施設は，大量生産，大量消費，大量廃棄型の社会か

ら，天然資源の消費が少なく環境への負荷が小さい循環

型社会への転換を進めるための研究拠点として整備さ

れ，2002 年 3 月に竣工した。

廃棄物の発生抑制，資源化や適正処理に関する研究を

実施するための乳酸発酵・回収装置，熱処理プラント，

埋立処分シミュレータなどの各種プラント実験設備や，

有害物質によるリスクの管理・制御に資するため，資源

循環や廃棄物処理の過程で関係する様々な物質を物理

学・化学・生物学的に分析するために必要な機器等が設

置されている。

本年度は，重点研究プログラム「循環型社会研究プロ

グラム」を中心に，環境省からの受託・請負研究，競争

的資金による研究などが行われた。

７ . ２ . 19 基盤計測機器

本研究所では，大型で高価な分析機器等を基盤計測機

器として管理・運営し，広く研究者が利用できるように

なっている。どの機器も性能を維持するために専門技術

者による維持管理業務が行われている。その中でも，［

①透過型電子顕微鏡（TEM）②走査型電子顕微鏡（SEM）

③超伝導磁石核磁気共鳴装置（NMR）④ガスクロマトグラ

フ質量分析計（GC/MS）⑤パージ＆トラップガスクロマト

グラフ質量分析計（P&T-GC/MS）⑥プラズマ発光分光分析

装置 ICP-AES（J.A 及び T.I.S）の２機種⑦ ICP 質量分析

装置（ICP-MS）⑧元素分析計（CHN）］は特に分析希望が

多い装置である。分析希望試料も難度の高い前処理や分

析技術を必要とするものが多いため，この９装置につい

ては，専門技術者による依頼分析業務を行っている。平

成19年度にはパージ＆トラップガスクロマトグラフ質量

分析計（P&T-GC/MS）の更新を行った。

依頼分析を行った研究テーマは，約 30 課題，約 10,000

検体の分析希望があった。このようにして，所内約４割

の研究者が基盤計測機器を毎年利用しており，環境にか

かわる分野の応用研究や基礎研究に役立つデータを提供

している。

７ . ２ . 20 情報関連施設

（１）コンピュータシステム

平成 19 年３月に行われた，スーパーコンピュータを含

むコンピュータシステムの全面的なシステム更改では，

比較的大規模のスーパーコンピュータを中核に，複数の

各種サブシステムを加えた分散型のシステムを導入し

た。
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本システムの主な構成としては，システムの中核をな

すベクトル処理用計算機（NEC SX-8R/128M16，128CPU，

総合演算ピーク性能：4.096Tlops，主記憶容量：1.5TB），

ベクトル処理の必要のないプログラムの実行のためのス

カラ処理用計算機（CPU：Intel Xeon 4core × 22node，

総合演算ピーク性能：約 1TFlops，主記憶容量：192GB），

膨大な計算結果を格納するための大容量ファイルシステ

ム と し て 超 高 速 な フ ロ ン ト ラ イ ン（SGI

InfiniteStorage4500(FC disk) 約 34TB），大容量のニア

ライン（SGI InfiniteStorage4500(SATA disk)，約 320TB）

及び大容量テープライブラリ（STK StreamLine SL8500，

約 360TB）を備えるほか，ベクトル及びスカラ処理用計

算機の利用における前処理・後処理を行うためのフロン

トエンドサーバ，プログラムの開発時に活用する大容量

メモリを搭載したデバッギングサーバ等を備えている。

本システムの利用環境としては，ベクトル処理用計算

機は更改前のスーパーコンピュータの後継機種であり，

ライブラリ・コンパイラ等のソフトウェアの親和性が高

く，プログラム資産等の移行が比較的容易な環境である。

スカラ処理用計算機及びフロントエンドサーバでは汎用

OS である Linux が搭載され，数値計算ライブラリ（IMSL）

やデータ解析・可視化等を行うためのソフトウェア（IDL，

PV-WAVE，MATLAB 等）が利用可能である。また，デバッ

ギングサーバでは GUI ベースのデバッガ（TotalView）が

利用可能である。その他に，研究所内の個別 PC から利用

可能なソフトウェアとして，GIS ソフトウェア（ArcGIS），

リモートセンシングソフトウェア（ERDAS IMAGINE），統

計解析ソフトウェア（SAS），数値解析ソフトウェア

（MATLAB）等が利用可能となっている。

（２）国立環境研究所ネットワーク

国立環境研究所ネットワーク（NIESNET）は，当初，平

成３年度にスーパーコンピュータシステムが新規に導入

されたことに伴い，構内情報通信網（ローカルエリアネッ

トワーク：LAN）として，FDDI を基幹ネットワークとし

て構築されたものである。

その後，各年度ごとに，所外との接続回線（IMnet：平

成 14 年度より SINET）を増強（512Kbps，1.5Mbps，6Mbps，

135Mbps（ATM 専用サービス）），平成 13 年度末には，国

内の主要な超高速研究ネットワークに相互接続された

「つくば WAN」を筑波研究学園都市内の 10（平成 15 年８

月からは11）の研究機関と連携して整備したことにより，

155Mbps の高速回線による所外接続環境を整備し，更に

平成19年４月からは1Gbps× 5系統の利用環境へと拡充

した。また，ネットワークの機能としては，WWW サーバ，

ファイアウォール，イントラネット，コンピュータウィ

ルス対策サーバ，非武装地帯（DMZ），個別ウイルス対策

ソフト，常時監視型セキュリティシステム，Web メール

サーバ，会議室無線 ＬＡＮ 等の導入・開発及び汎用 jp

ドメイン取得等を実施するなど，常にシステムの高度化，

多様化に対応してきたところである。

本システムは平成19年３月に基幹ネットワークシステ

ムのシステム更改を行い，つくば WAN との接続のための

ファイアウォール（NOKIA IP390 × 2 台），所内 LAN の中

核となるセンタースイッチ（NEC IP8800/S402 × 2 台），

各建物に設置されるエッジスイッチ（NEC IP8800/

S2430,Dell PowerConnect5324）などのネットワークス

イッチ機器（サブエッジスイッチ，分岐用スイッチ等を

含め全 35 台）により各研究棟間を 1Gbps で接続するほ

か，研究所のホームページが稼働する WWW サーバ，ウイ

ルス検出，スパムメール対策等の機能を含む電子メール

サービスを提供するメールサーバ，各種データベースが

稼働するデータベースサーバなどのサーバ機器（NEC

Express5800，全 20 台）を備えている。

７ . ２ . 21 生態系研究フィールド

本施設は，植物・動物および土壌生物の様々な生物学

的特性と環境保全機能を野外条件下において測定・検証

することおよび上記の実験用生物を維持・供給すること

を目的とした生物系野外実験施設である。施設は，本構

内にあるフィールドⅠとその西約４ km のフィールドⅡ

（つくば市八幡台３）の２区画により構成されている。

本年度は 33 件の研究課題が登録された。特に湿地生態

系保全，遺伝子組換え植物監視，化学物質生態影響評価

に関わる利用が多い。設備面では，気象観測装置が過去

の落雷により機能停止していたが，昨年度に引続き重要

度の高いものから復旧を行なった。また，温室の多機能

化のために網室整備などの改良を行なった。

７ . ２ . 22 水環境保全再生研究ステーション

（１）霞ヶ浦臨湖実験施設

本施設は，霞ヶ浦を中心とした陸水の調査・研究を行

う共同研究施設である。施設は研究所の東方約 23 km 離

れた霞ヶ浦（西浦）の湖畔，湖心から南西約４ km 小野川

の河口に位置している。霞ヶ浦の湖水を実験装置に供給

し，湖沼の汚濁メカ二ズムの解明，汚濁した湖沼の再生，

湖沼生態系の保全や物質循環の解明を目的とした研究が

行われている。

本年度は，推進費，地域密着研究，経常研究，奨励研

究，科学研究や地球環境センター環境モニタリングなど
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多くの研究テーマで利用された。

（２）バイオ・エコエンジニアリング研究施設

本施設は，近隣の処理施設より実際の生活排水を集落

排水処理施設から導入し，これを実験装置に供給するこ

とにより，実排水を用いた液状廃棄物対策技術の開発・

解析・評価が可能な実験施設である。

開発対象としては，バイオエンジニアリングとしての

分散型の高度処理浄化槽システム，ディスポーザ破砕生

ごみに対応した排水処理システム，リン除去・回収資源

化システムおよび水素・メタン発酵システム等があり，

自然生態系に工学の技術を導入したエコエンジニアリン

グとしては無動力型土壌トレンチシステム，水耕栽培浄

化システム，植栽・土壌浄化システム等の研究が行われ

ている。これらの処理システムについては，温室効果ガ

スとしてのメタン，亜酸化窒素にも着目し，特性解析，

性能評価可能な水質・ガス分析が可能となっている。

本年度は，重点研究プログラム「循環型社会研究プロ

グラム」を中心に，外部競争的資金，所外機関との共同

研究等多くの課題が本施設を利用して実施された。また，

国際的研究拠点として海外研究機関等との連携も進め，

多くの研修生，見学者等が来訪した。

７ . ２ . 23 奥日光フィールド研究ステーション

本施設は，当初，森林生態系に及ぼす環境汚染の影響

および環境汚染に対する非汚染地でのバックグラウンド

値を長期にわたって観測することを目的とした実験・観

測施設として建設されたものであるが，環境問題の増大

に伴い，新たに，地球温暖化影響検出のための生物指標

の長期観測地などとして利用されている。

本施設は，日光国立公園内の栃木県日光市奥日光に所

在し，観測所と管理棟の２施設により構成されており，

本年度は，生物圏環境研究領域において下記の研究テ－

マについて実施された。

地球温暖化影響検出の際外乱の一つとなる都市化に伴

う気温上昇の影響が比較的少ないモニタリングサイトの

一つとして，当観測所周辺に生育するカラマツの出葉時

期の観測を継続するとともに，出葉時期と気温（気象庁

が公表している日光での値）との関係を求めた。また，

当施設の立地条件を利用し，低温など環境条件が厳しい

高山帯で用いるための前段階として，昨年度の結果をも

とに改良した小型雪圧計の野外試験を行った。

７ . ２ . 24 地球環境モニタリングステーション

地球の温暖化に関連する物質濃度変化を監視するた

め，人為的な発生源の直接影響を受けることが少ない沖

縄県竹富町波照間島と北海道根室市落石岬に無人の自動

観測ステーションを設置している。ここでは大気中の温

室効果ガス等を高精度自動測定し，ベースライン大気汚

染の長期的変化を調査観測している。

これら観測所と国立環境研究所とはネットワークで結

ばれ，データの取得や監視の頻度をあげ，観測や管理を

より安定に行えるようになっている。各ステーションの

観測項目は表のとおりである。

（１）地球環境モニタリングステーション－波照間

本施設は，沖縄県八重山郡竹富町にあり，西表島の南

方約 20 km の有人島としては日本 南端である波照間島

の東端に位置している。

本施設では，ベースライン大気中の温室効果ガスなど

の長期的な変化を観測するために，36.0ｍの観測塔上で

大気を採取して，表にあげたように温室効果ガスの他，

関連物質の観測も行っている。反応性の高いガスや粒子

状物質の観測のためにガラス製の10ｍのガス取り込み塔

を設置し観測を開始した。温暖化研究プログラムの観測

プラットフォームとして活用されている。観測は 1993 年

秋より開始しており，10年以上のデータが蓄積している。

（２）地球環境モニタリングステーション－落石岬

本施設は，波照間ステーションに続く第二のステー

ションとして根室半島の付け根にある落石岬の先端部

（海抜 50ｍ）に建設された。

本施設は，55ｍの観測塔上で大気を採取して，波照間

ステーションと同様に温室効果ガス・指標性ガス・気象

要素を 1995 年秋より観測している。本年度はフロン等の

観測を開始した。

表 　 地上モニ タ リ ングステーシ ョ ンの観測項目

観測項目 波照間 落石岬

二酸化炭素 ○ ○

メタン ○ ○

一酸化二窒素 ○ ○

オゾン ○ ○

フロン等 ○ ○

エアロゾル ○ ○

黒色炭素 ○ ○

一酸化炭素 ○ ○

水素 ○ ○

窒素酸化物 ○ ○

硫黄酸化物 ○ ○

気象要素 ○ ○
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７ . ２ . 25 陸別成層圏総合観測室

本施設は，地球環境モニタリングの一環として「北域

成層圏総合モニタリング」を行うための施設であり，北

海道陸別町の町立「りくべつ宇宙地球科学館（銀河の森

天文台）」の一室を名古屋大学太陽地球環境研究所と共同

で借り受け，広帯域ミリ波放射計によるオゾン鉛直分布

の観測，ブリューワー紫外分光計などによる有害紫外線

の観測などを行っている。

７ . ２ . 26 森林炭素収支モニタリングサイト

本施設は，地球環境モニタリングの一環として「森林

生態系の炭素収支モニタリング」を行うためのフィール

ド施設である。観測サイトは北海道内２ヵ所と山梨県１

カ所の計３ヵ所あり，育林段階の異なる林分で，森林の

二酸化炭素の吸収 / 放出（フラックス）をはじめとする

森林生態系の炭素循環機能について総合的な観測研究を

行っている。

（１）苫小牧フラックスリサーチサイト

本施設は，林野庁北海道森林管理局の協力を得て，樽

前山麓の緩傾斜地（苫小牧市丸山）に所在するカラマツ

林に，森林－大気間の二酸化炭素・水蒸気・熱フラック

スや，林内及び土壌の観測システム，森林機能のリモー

トセンシング観測システム等を整備し，平成 12 年８月よ

り観測を開始した。しかし，2004 年 9 月に台風 18 号に

より，カラマツ林・観測システムが壊滅的被害を被り，

観測を中断した。

平成 17 年６月より，林地崩壊による炭素収支機能の変

化を調査するために，簡便な観測システムによる観測を

行っている。

（２）天塩 CC-LaG サイト

本施設は，北海道大学北方生物圏フィールド科学セン

ター森林圏ステーション天塩研究林（天塩郡幌延町字問

寒別）に所在するカラマツ林（約 14ha）で，観測林が一

つの集水域を構成していることに特徴がある。本サイト

の目的としては，二酸化炭素フラックスを含めた森林生

態系の物質循環機能が，育林過程でどのように変遷する

かを長期間観測することである。そのため，平成 15 年２

月に既存の針広混交林を皆伐し，平成 15 年 10 月にカラ

マツ苗を植林した（2500 本 /ha）。観測内容は苫小牧サイ

トと同様であるが，カラマツ苗からの成長を通して観測

を行っている。

（３）富士北麓フラックス観測サイト

本施設は，台風で全壊した苫小牧フラックスリサーチ

サイトの機能を担うべく，富士山北麓の緩傾斜地（山梨

県富士吉田市）に所在するカラマツ林（150ha, 約 45 年

生）に，森林－大気間の二酸化炭素フラックスや林内微

気象観測システム群，及びカラマツや土壌の諸機能の観

測システム，森林機能のリモートセンシング観測システ

ム等を整備し，平成 18 年１月より観測を開始した。本サ

イトでは，森林生態系の炭素収支機能の観測・評価手法

を確立することを目指すとともに，アジア地域のフラッ

クス観測ネットワーク “AsiaFlux”の基幹拠点として，

観測手法の検証や技術研修に活用される。

７ . ２ . 27 GOSAT データ処理運用施設

GOSAT データ処理運用施設は，平成 20 年度に打ち上げ

が予定されている温室効果ガス観測技術衛星（GOSAT）の

観測データを処理し，データの保存・解析・提供を行う

ための計算機施設である。平成 19 年度は，当システムの

開発として詳細設計を完了し，プログラミング等の開発

を進めた。また，計算機システムの二次導入を行った。

なお，衛星観測プロジェクトの一貫として，1996 年 11 月

より1997年６月まで定常観測を行ったオゾン層観測セン

サ ILAS（改良型大気周縁赤外分光計）のデータプロダク

トと，2003 年 4 月から 10 月まで定常観測を行った ILAS-

Ⅱ（改良型大気周縁赤外分光計Ⅱ型）のデータプロダク

トを，登録研究者及び一般ユーザに当施設よりインター

ネットを介して提供している。
―  249  ―



国立環境研究所年報 （平成 19 年度）
７ . ２ . 28 高度化学計測施設

（研究本館 I （計測棟） 並びに研究本館Ⅲ）

環境中の有害物質を高感度，高選択的に検出したり，

環境試料中での有害物質の分布を局所分析などにより調

べること，あるいは，地球温暖化の現象解明や汚染物質

の起源解明などのための元素（炭素，鉛など）の安定，

放射性同位体比を精密に測定することは，環境汚染の状

況を把握し汚染機構を解明したり，環境リスク評価を行

う上で重要かつ基本的なことである。高度化学計測施設

は，このような分析・測定を行うための装置（高度な分

析機器など）およびそれらを有効に使用するための施設

（クリーンルームなど）を維持・管理し，必要に応じて高

精度の測定データを提供している。また，一部の機器に

ついては，新しい分析法を研究・開発するための装置と

しても利用されている。

（１）主要分析機器

１）同位体測定用誘導結合プラズマ質量分析装置

　　　（MC/ICP/MS）

２）二次イオン質量分析装置（SIMS）

３）高分解能質量分析装置（HRMS）

４）原子吸光光度計（AAS）

５）タンデム質量分析装置 ( タンデム MS)

（２）計測棟主要設備

１）クリーンルーム

２）純水製造装置

（３）加速器分析施設

本施設は， 大加速電圧５百万ボルトの静電型タンデ

ム加速器を擁する加速器質量分析装置（AMS）と AMS 用試

料調製クリーンルームを中心に構成される。AMS は，質

量分析の原理と高エネルギー粒子の弁別測定技術とを組

み合わせて， 極めて微量にしか存在しない同位体（安定

同位体の 10-10 以下）を精度，感度良く測定するためのシ

ステムで，特に炭素 14 等の，宇宙線起源の長寿命放射性

同位体をトレーサーとする環境研究に用いられる。 AMS

は放射線発生装置であり，放射線防護の観点から，放射

線モニターと連動したインターロックシステムの設置な

ど，様々な工夫が凝らされた施設になっている。

昨年度に引き続き，本施設を利用して地球温暖化研究

プログラムや特別研究等に関連した様々な環境試料に含

まれている14Ｃ測定を進めた。

７ . ２ . 29 研究本館Ⅱ（試・資料庫）

環境試料の長期保存並びに試料の保存性に関する研究

のために設立されたものであるが，環境試料タイムカプ

セル棟の建設にともない試料調製ならびに超低温下での

長期保存の機能がそちらに移り，試・資料庫はフィール

ド研究者を中心とする中期的試料保存に機能を集約する

形となった。- 20 ℃の３低温室からなり，大量の試料の

保存が可能である。

７ . ２ . 30 研究本館Ⅲ

化学物質管理区域

本施設は強い有害性を有するダイオキシン類などの特

殊化学物質の分析，毒性評価を行うための実験施設であ

る。

安全な実験環境の確保，かつ区域外への有害物質の漏

出を防ぐため，管理区域内の気圧を大気圧より低くし，

実験用ドラフトや空調の排気口に焼却可能な活性炭フィ

ルター等を設置してガス状，粒子状の有害物質が漏れ出

ることを抑える工夫がなされている。実験排水も，活性

炭処理されたあと，さらに研究所全体の化学排水処理施

設で処理される二重構造になっている。また区域内利用

者は登録制でカードキーで出入を管理記録している。

実験室としては GC/MS 室，試料調整室，微生物実験室，

物性実験室，低温室，水生生物実験室， 細胞実験室，毒

性実験室，動物飼育室，マイクロコズム等がある。

本年度は，所内廃棄物処理施設の実験廃棄物の処理体

制について見直しを進めた。また，ダイオキシン類の環

境分析，環境動態，生体影響評価等の研究が進められた。

（１）ミリ波測定施設

本施設は，ミリ波分光器室，ミリ波分光観測室の２部

屋からなっており，ミリ波オゾン分光観測システム等を

使用し，成層圏・中間圏のオゾンが放出する電波（ミリ

波）の回転スペクトルを高い分解能で分光し，14km 以上

の高度領域のオゾン鉛直分布を観測している。本年度は，

高度約 14km ～ 76km のオゾン鉛直分布のモニタリングを

行った。

７ . ３ 共通施設

７ . ３ . １ エネルギー供給施設

生物系研究室に対するエネルギーの安定した供給と，

理工系研究室の負荷変動の大きい間欠的な需要に応じる

ため，各研究室との密接な連絡をとり，安定したエネル

ギーの供給を行った。

また，適切な運転管理と計画的な保守管理により，省
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エネルギーに努めた。

本年度における，エネルギーセンターの施設概要は次

のとおりである。

（１）電気設備

１）特高受電需要設備　66,000V

　　変圧器容量　10,000ｋVA ×２台，

　　特高受電所　１ヵ所，　２･３次変電所　26ヵ所

２）蓄電池設備

　　NAS 電池システム　1,000ｋW 級

（２）機械設備

１）蒸気ボイラー

　　炉筒煙管式ボイラー（都市ガス使用）

　　10ｔ/ｈ ×３台

２）冷凍機

　　蒸気二重効用吸収式冷凍機 600USRT ×３台

　　ターボ冷凍機 600USRT ×２台

　　スクリューチラー 600USRT ×１台 (ESCO)

　　 300USRT ×１台

　　 150USRT ×１台

７ . ３ . ２ 廃棄物・廃水処理施設

廃棄物・廃水処理施設は，各処理施設と共に順調に稼

働した。本年度における廃棄物・廃水処理施設の概要は

次のとおりである。

処理能力

１）一般実験排水処理能力 300ｔ/ｄ

２）特殊実験排水処理能力 100ｔ/ｄ

３）一般固体焼却処理能力 160 ㎏ /ｈ

４）特殊固体焼却処理能力 50 ㎏ /ｈ

５）再利用水処理能力（RO 水） 370m3/ｄ

７ . ３ . ３ 工作室

研究活動に伴い，金工室，材料工作室，木工室，溶接

室の各室が利用され研究機器等の加工，製作が行われた。
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Schutgens N.A. Johannes(*2), 神沢博(*3), 大楽浩司(*4)(*1九州大応用力学研, *2東京大気候システム研究
セ, *3名古屋大院, *4防災科学技術研) ： 地域大気モデルを用いた大気環境研究, 17-22

0610AA401

地球環境研究セン ター報告, No.I078, CGER-I078-2008, (2008), 国立環境研究所スーパーコ ンピ ューター
利用研究年報 　 平成18年度, Maksyutov S., Kadygrov N., Nakatsuka Y., Shirai T., Koyama Y., Carouge C., 
Valsala V., Naja M.：Application of the transport model for inverse modeling studies of the regional and global 
budgets of CO2, 23-32

0610AA101
0610AA102
0206BA921

地球環境研究セン ター報告, No.I078, CGER-I078-2008, (2008), 国立環境研究所スーパーコ ンピ ューター
利用研究年報 　 平成18年度, 秋吉英治, 坂本圭, Zhou l., 高橋正明(*1)(*1東京大気候システム研究セ）： オ
ゾン層の将来予測実験, 33-40

0709BA375
0408AE373

地球環境研究センタ ー報告, No.I078, CGER-I078-2008, (2008), 国立環境研究所ス ーパーコ ンピュ ータ ー
利用研究年報　 平成18年度, 植田洋匡(*1), 畠山史郎, 村野健太郎(*1(財)日本環境衛生セ 酸性雨研究セ ) ：
東アジアにおける大気の運動と大気質の特性, 41-44

Z00009999

地球環境研究セン ター報告, No.I078, CGER-I078-2008, (2008), 国立環境研究所スーパーコ ンピ ューター
利用研究年報 　 平成18年度, 小森悟(*1)(*1京都大院) ： 浅海域における海水面及び海中での物質の乱流
拡散機構の解明と海水面を通し ての物質の交換機構に及ぼす飛沫液滴および う ね り の効果, 45-50

Z00009999

地球環境研究セン ター報告, No.I078, CGER-I078-2008, (2008), 国立環境研究所スーパーコ ンピ ューター
利用研究年報 　 平成18年度, 宮嵜武(*1), 花崎秀史(*2)(*1電気通信大院, *2京都大院) ： 準地衡風渦運動 と
物質輸送現象, 51-57

Z00009999

地球環境研究セン ター報告, No.I078, CGER-I078-2008, (2008), 国立環境研究所スーパーコ ンピ ューター
利用研究年報 　 平成18年度, Hanazaki H.(*1)(*1Kyoto Univ.) ： Stratified/rotating turbulence and the 
geostrophic ｖ ortices, 59-64
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利用研究年報 　 平成18年度, 林祥介(*1), 石渡正樹(*2)(*1神戸大院, *2北海道大院) ： 地球型惑星大気大循
環モデルの開発と基礎的実験, 65-72

Z00009999

地球環境研究セン ター報告, No.I078, CGER-I078-2008, (2008), 国立環境研究所スーパーコ ンピ ューター
利用研究年報 　 平成18年度, 柴田清孝(*1)(*1気象研) ： 中緯度における長期オゾン変動の解析と変動要
因の解析に関する研究, 73-79

Z00009999

地球環境研究セン ター報告, No.I078, CGER-I078-2008, (2008), 国立環境研究所スーパーコ ンピ ューター
利用研究年報 　 平成18年度, Ichinose T., Ashie Y.(*1), Kono T.(*1)(*1Build. Res. Inst.)：The high-resolution 
numerical model of heat island phenomena, 81-89

0306CD553
0507CD824

地球環境研究セン ター報告, No.I078, CGER-I078-2008, (2008), 国立環境研究所スーパーコ ンピ ューター
利用研究年報 　 平成18年度, 中島健介(*1), 小高正嗣(*2)(*1九州大院, *2北海道大院) ： 積雲対流 と大規模
運動の相互作用の直接計算, 91-95

Z00009999

地球環境研究セン ター報告, No.I078, CGER-I078-2008, (2008), 国立環境研究所スーパーコ ンピ ューター
利用研究年報 　 平成18年度, 山根省三(*1), 大淵済(*2)(*1千葉科学大, *2海洋研究開発機構) ： 大気大循環
モデル と用いた多 メ ンバーアンサンブル実験に関する基礎的研究, 97-101

Z00009999

地球環境研究セン ター報告, No.I078, CGER-I078-2008, (2008), 国立環境研究所スーパーコ ンピ ューター
利用研究年報 　 平成18年度, 中山忠暢, 渡辺正孝(*1)(*1慶応大) ： 総合型管理モデルを用いた東アジア地
域の流域生態系評価, 103-108

0610AA402

地球環境研究セン ター報告, No.I078, CGER-I078-2008, (2008), 国立環境研究所スーパーコ ンピ ューター
利用研究年報 　 平成18年度, 阿部裕明, 撫佐昭裕(*1), 長嶺七海(*1), 塚本龍治(*1), 佐藤善一(*1)(*1日本電
気(株)) ： 国立環境研究所 　 スーパーコ ンピ ューターシステム概要, 109-114

Z00009999

地球環境研究セン ター報告, No.I079, CGER-I079-2008, (2008), 家庭・業務部門の温暖化対策, 藤野純一, 
宮下真穂(*1)(*1みずほ情報総研(株)) ： 低炭素社会構築に向けて建築システムに求めたいこ と－脱温暖
化2050研究プロ ジェ ク ト 研究結果から １ －, 1-8

Z00009998

地球環境研究セン ター報告, No.I079, CGER-I079-2008, (2008), 家庭 ・ 業務部門の温暖化対策, 宮下真穂
(*1), 藤野純一(*1みずほ情報総研(株)) ： 低炭素社会構築に向けて建築システムに求めたいこ と－脱温暖
化2050研究プロ ジェ ク ト 研究結果から ２ －, 9-16

Z00009998

地球環境研究セン ター報告, No.I079, CGER-I079-2008, (2008), 家庭 ・ 業務部門の温暖化対策, 井上隆
(*1)(*1東京理科大) ： 住宅のエネルギー消費実態 と削減方策について, 17-30

Z00009998

地球環境研究セン ター報告, No.I079, CGER-I079-2008, (2008), 家庭 ・ 業務部門の温暖化対策, 田中昭雄
(*1)(*1熊本大院) ： 統計データからみた生活 ・ 住宅対策について, 31-41

Z00009998

地球環境研究セン ター報告, No.I079, CGER-I079-2008, (2008), 家庭 ・ 業務部門の温暖化対策, 下田吉之
(*1), 山口容平(*2), 水野稔(*1)(*1大阪大院, *2大阪大学サステ イナビ リ テ ィ ・ サイエン ス研究機構) ： 大
都市のエネルギーシステム変革シナ リ オ （大阪市を例に） , 43-56

Z00009998

地球環境研究セン ター報告, No.I079, CGER-I079-2008, (2008), 家庭 ・ 業務部門の温暖化対策, 石田武志
(*1)(*1日本工業大) ： 建物個別対応から都市の面的対策までの統一的評価に関する研究 （宇都宮市を事
例と し て） , 57-69

Z00009998

地球環境研究セン ター報告, No.I079, CGER-I079-2008, (2008), 家庭 ・ 業務部門の温暖化対策, 上野剛
(*1), 辻毅一郎(*2), 中野幸夫(*1)(*1(財)電力中央研 システム技術研, *2大阪大院) ： 家庭におけるエネル
ギー消費情報提供によ る省エネルギー効果, 71-82

Z00009998

地球環境研究セン ター報告, No.I079, CGER-I079-2008, (2008), 家庭 ・ 業務部門の温暖化対策, 佐土原聡
(*1)(*1横浜国立大院) ： エネルギーの面的利用－地域冷暖房の新しい展開に関する考察－, 83-90

Z00009998

地球環境研究セン ター報告, No.I079, CGER-I079-2008, (2008), 家庭 ・ 業務部門の温暖化対策, 外岡豊
(*1), 深澤大樹(*2), 中口毅博(*3), 馬場剛(*4), 藤野毅(*5), 石田武志(*6), 金本圭一朗(*1)(*埼玉大, *2埼玉
大総合研究機構, *3環境自治体会議環境政策研, *4(財)計量計画研, *5埼玉大環境制御大学院, *6日本工
業大) ： わが国民生部門のCO2排出削減シナ リ オ, 91-133

Z00009998

地球環境研究セン ター報告, No.I079, CGER-I079-2008, (2008), 家庭 ・ 業務部門の温暖化対策, 内海康雄
(*1), 藤沼康実, 神村一幸(*2), 井上隆(*3), 外岡豊(*4)(*1宮城高専, *2(株)山武, *3東京理科大, *4埼玉大)：
熱負荷シ ミ ュ レーシ ョ ンからみた業務対策について, 135-142

Z00009998
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地球環境研究セン ター報告, No.I079, CGER-I079-2008, (2008), 家庭 ・ 業務部門の温暖化対策, 神村一幸
(*1), 杵嶋修三(*1), 平卯太郎(*1), 藤沼康実, 吉田友紀子, 内海康雄(*2)(*1(株)山武, *2宮城高専) ： BEMS
（ビルエネルギーマネージ メ ン ト システム） 導入によ る省エネの可能性, 143-151

Z00009998

地球環境研究センタ ー報告, No.I079, CGER-I079-2008, (2008), 家庭・ 業務部門の温暖化対策, 吉田友紀
子, 井上隆(*1), 神村一幸(*2), 内海康雄(*3), 外岡豊(*4), 藤沼康実(*1東京理科大, *2(株)山武, *3宮城高専, 
*4埼玉大) ： BEMSを用いた業務対策の実態と総合評価手法について, 153-174

Z00009998

地球環境研究セン ター報告, No.I080, CGER-I080-2008, (2008), Shibata K.(*1), Deushi M.(*1)(*1Meteorol. 
Res. Inst.) ： CGER'S SUPERCOMPUTER MONOGRAPH REPORT Vol.13 Simulations of the Stratoshpheric 
Circulation and Ozone during the Recent Past (1980-2004) with the MRI Chemistry-Climete Model, 154p.

Z00009999

地球環境研究セン ター報告, No.M019, CGER-M019-2008, (2008), 長期生態系モニタ リ ングの現状 と課題
－温暖化影響と生態系応答－, 中静透(*1)(*1東北大院) ： JaLTER活動と生態系変動の長期観測戦略, 1-2

Z00009999

地球環境研究セン ター報告, No.M019, CGER-M019-2008, (2008), 長期生態系モニタ リ ングの現状 と課題
－温暖化影響と生態系応答－, 平野高司(*1)(*1北海道大院) ： JapanFluxの活動 と東アジア と の連携, 3-4

Z00009999

地球環境研究セン ター報告, No.M019, CGER-M019-2008, (2008), 長期生態系モニタ リ ングの現状 と課題
－温暖化影響と生態系応答－, 齊藤哲(*1), 佐藤保(*1), 小南陽亮(*2), 真鍋徹(*3), 西村尚之(*4), 永松大
(*5)(*1森林総合研, *2静岡大, *3北九州市立自然史 ・ 歴史博物館, *4名古屋産業大院, *5鳥取大) ： ド ラ ス
テ ィ ッ ク イベン ト に対する生態系応答の予測におけるLTERの有用性, 5-8

Z00009999

地球環境研究セン ター報告, No.M019, CGER-M019-2008, (2008), 長期生態系モニタ リ ングの現状 と課題
－温暖化影響と生態系応答－, 村岡裕由(*1)(*1岐阜大流域圏科学研究セ) ： 生態系構造 ・ 機能研究の
ネ ッ ト ワーク構築を目指し た連携について, 9-14

Z00009999

地球環境研究セン ター報告, No.M019, CGER-M019-2008, (2008), 長期生態系モニタ リ ングの現状 と課題
－温暖化影響と生態系応答－, 榎木勉(*1), 田代直明(*1), 古賀信也(*1), 内海泰弘(*1)(*1九州大) ： 九州大
学演習林における長期生態研究の現状と課題, 15-20

Z00009999

地球環境研究セン ター報告, No.M019, CGER-M019-2008, (2008), 長期生態系モニタ リ ングの現状 と課題
－温暖化影響と生態系応答－, 崎尾均(*1)(*1埼玉県農林総合研究セ 森林 ・ 緑化研) ： 大山沢渓畔林試験
場 （ORFRS） におけるLTER－優占種の開花結実特性－, 21-26

Z00009999

地球環境研究セン ター報告, No.M019, CGER-M019-2008, (2008), 長期生態系モニタ リ ングの現状 と課題
－温暖化影響と生態系応答－, 高木健太郎(*1), 福澤加里部(*2), 梁乃申, 野村睦(*1), 柴田英昭(*1), 深澤
達矢(*3), 野口泉(*4), 小熊宏之, 秋林幸男(*1), 笹賀一郎(*1), 小池孝良(*1), 藤沼康実, 水野真人(*5), 村山
岳史(*5)(*1北海道大北方生物圏フ ィ ール ド科学セ, *2北海道大院 （現 ： 京都大フ ィ ール ド科学教育研究
セ, *3北海道大院, *4北海道環境科学研究セ, *5北海道電力(株)総合研) ： 伐採 ・ 植林などの森林施業が北
海道北部森林小流域の炭素 ・ 水 ・ 窒素動態に与え る影響, 27-32

0610AC593

地球環境研究セン ター報告, No.M019, CGER-M019-2008, (2008), 長期生態系モニタ リ ングの現状 と課題
－温暖化影響と生態系応答－, 梁乃申, 藤沼康実, 向井人史, 高橋善幸, Kim S.-D.(*1), 平野高司(*2), 高木
健太郎(*3), 下山孔(*4), 中根周歩(*5), Kim Y.(*6)(*1Chungnam National Univ., Korea, *2北海道大院, *3北
海道大北方生物圏フ ィ ール ド科学セ, *4北海道大低温科学研, *5広島大院, *6IARC, Univ. Alaska 
Fairbanks, USA) ： チャ ンバー法によ る土壌からの炭素放出観測の展開, 33-36

0610AC593

地球環境研究セン ター報告, No.M019, CGER-M019-2008, (2008), 長期生態系モニタ リ ングの現状 と課題
－温暖化影響と生態系応答－, 宮田明(*1), 波多野隆介(*2), 川村修(*3), 寳示戸雅之(*4), 三枝俊哉(*5), 間
野正美(*1), 甲田裕幸(*5), 有田敬俊(*5), 松浦庄司(*4), 森昭憲(*4), 新美光弘(*3), 石井康之(*3), 清水真理
子(*2), 三田村強(*6)(*1農業環境技術研, *2北海道大院, *3宮崎大, *4畜産草地研, *5北海道立根室農業試
験場, *6日本草地畜産種子協会) ： 国内4地点の牧草地におけ る生態系炭素収支のモニタ リ ング, 37-42

Z00009999

地球環境研究セン ター報告, No.M019, CGER-M019-2008, (2008), 長期生態系モニタ リ ングの現状 と課題
－温暖化影響と生態系応答－, 三枝信子(*1)(*1産業技術総合研) ： 東アジア森林におけ る炭素収支季節
変動 ・ 年変動の多点解析, 43-46

Z00009999

地球環境研究セン ター報告, No.M019, CGER-M019-2008, (2008), 長期生態系モニタ リ ングの現状 と課題
－温暖化影響と生態系応答－, 加藤知道(*1)(*1海洋研究開発機構地球環境フ ロ ンテ ィ ア研究セ) ： 東ア
ジアの年間炭素収支のレ ビ ュー , 47-50

Z00009999

地球環境研究セン ター報告, No.M019, CGER-M019-2008, (2008), 長期生態系モニタ リ ングの現状 と課題
－温暖化影響と生態系応答－, 廣田充(*1)(*1筑波大菅平高原実験セ) ： 菅平フ ィ ール ド におけ る長期生
態系観測の現状と今後の展望, 51-54
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－温暖化影響と生態系応答－, 高村典子, 中川惠, 上野隆平 ： 霞ヶ浦の生物モニ タ リ ングの紹介, 55-58

0610AC593

地球環境研究セン ター報告, No.M019, CGER-M019-2008, (2008), 長期生態系モニタ リ ングの現状 と課題
－温暖化影響と生態系応答－, 仲岡雅裕(*1)(*1千葉大院) ： 沿岸生態系の長期モニタ リ ングの現状と展
望, 59-62

Z00009999

地球環境研究セン ター報告, No.M019, CGER-M019-2008, (2008), 長期生態系モニタ リ ングの現状 と課題
－温暖化影響と生態系応答－, 國井秀伸(*1)(*1島根大汽水域研究セ) ： 中海におけ る自然再生に果たす
汽水域重点プロ ジェ ク ト の役割, 63-66

Z00009999

地球環境研究セン ター報告, No.M019, CGER-M019-2008, (2008), 長期生態系モニタ リ ングの現状 と課題
－温暖化影響と生態系応答－, 小熊宏之, 福士亮太(*1), 米康充(*2)(*1(株)パス コ, *2島根大) ： 古い航空
写真の活用によ る半世紀にわた る里山林の変動抽出について, 67-68

0610AC593

地球環境研究セン ター報告, No.M019, CGER-M019-2008, (2008), 長期生態系モニタ リ ングの現状 と課題
－温暖化影響と生態系応答－, 大手信人(*1), 真板英一(*1)(*1東京大院) ： JaLTERにおける情報管理の現
状と将来, 69-72

Z00009999

地球環境研究セン ター報告, No.M019, CGER-M019-2008, (2008), 長期生態系モニタ リ ングの現状 と課題
－温暖化影響と生態系応答－, 石原正恵(*1), 豊田鮎(*1), 中村誠宏(*2)(*1自然環境研究セ, *2北海道大北
方生物圏フ ィ ール ド科学セ) ： モニタ リ ングサイ ト 1000 （森林調査） の現状 と課題, 73-74

Z00009999

地球環境研究セン ター報告, No.M019, CGER-M019-2008, (2008), 長期生態系モニタ リ ングの現状 と課題
－温暖化影響と生態系応答－, 板野志郎(*1), 下田勝久(*1), 冨松元(*1)(*1畜産草地研) ： 北関東における
半自然草地の長期植生モニタ リ ング, 75-76

Z00009999

地球環境研究セン ター報告, No.M019, CGER-M019-2008, (2008), 長期生態系モニタ リ ングの現状 と課題
－温暖化影響と生態系応答－, 井手玲子, 中路達郎, 小熊宏之, 高木健太郎(*1), 三枝信子(*2)(*1北海道大
北方生物圏フ ィ ール ド科学セ, *2産業技術総合研) ： 分光植生指標を用いた森林光合成能力の評価と
GPPの推定, 77-78

0610AC593

地球環境研究セン ター報告, No.M019, CGER-M019-2008, (2008), 長期生態系モニタ リ ングの現状 と課題
－温暖化影響と生態系応答－, 川井浩史(*1), 牛原康博(*1), 羽生田岳昭(*1)(*1神戸大自然科学系先端融
合研究環) ： 大型海藻類の生物多様性に基づ く 瀬戸内海西部の沿岸環境モニタ リ ング, 79-80

Z00009999

地球環境研究セン ター報告, No.M019, CGER-M019-2008, (2008), 長期生態系モニタ リ ングの現状 と課題
－温暖化影響と生態系応答－, 小川安紀子(*1)(*1京都大院) ： 東アジア ・ 太平洋域ILTERネ ッ ト ワークの
情報マネジ メ ン ト ワーク シ ョ ッ プの取 り 組み, 81-82

Z00009999

地球環境研究セン ター報告, No.M019, CGER-M019-2008, (2008), 長期生態系モニタ リ ングの現状 と課題
－温暖化影響と生態系応答－, 柴田英昭(*1), 徐小牛(*2), 小川安紀子(*3), 中塚武(*4), 吉岡崇仁(*5)(*1北
海道大北方生物圏フ ィ ール ド科学セ, *2安徽農業大, *3総合地球環境学研, *4北海道大低温科学研, *5総
合地球環境学研(現 ： 京都大フ ィ ール ド科学教育研究セ)) ： 北海道北部の多雪森林流域における河川水
質の時空間変動プロセスの解明, 83-84

Z00009999

地球環境研究セン ター報告, No.M019, CGER-M019-2008, (2008), 長期生態系モニタ リ ングの現状 と課題
－温暖化影響と生態系応答－, 清野達之(*1), 門脇正史(*1), 井波明宏(*1), 杉山昌典(*1), 上治雄介(*1), 菊
地亜矢子(*2), 上條隆志(*2), 中村徹(*2), 金子信博(*3), 長谷川元洋(*4), 壁谷大介(*4)(*1筑波大農林技術
セ, *2筑波大, *3横浜国立大院, *4森林総合研)： 筑波大学八ヶ岳演習林での長期生態学研究の取 り 組み, 
85-86

Z00009999

地球環境研究セン ター報告, No.M019, CGER-M019-2008, (2008), 長期生態系モニタ リ ングの現状 と課題
－温暖化影響と生態系応答－, 瀬戸浩二(*1), 倉田健悟(*1), 高田裕行(*1), 堀之内正博(*1), 山口啓子(*2), 
入月俊明(*2), 小草宏樹(*2)(*1島根大汽水域研究セ, *2島根大) ： 中海本庄水域における人為的環境変化
に対する生態系モニタ リ ング, 87-88

Z00009999

地球環境研究セン ター報告, No.M019, CGER-M019-2008, (2008), 長期生態系モニタ リ ングの現状 と課題
－温暖化影響と生態系応答－, 玉井幸治(*1), 清水貴範(*1), 深山貴文(*1), 小南裕志(*1)(*1森林総合研) ：
乾電池駆動のク ローズ ド チャ ンバーシステムの開発と長期モニタ リ ング試験における活用, 89-90

Z00009999

地球環境研究セン ター報告, No.M019, CGER-M019-2008, (2008), 長期生態系モニタ リ ングの現状 と課題
－温暖化影響と生態系応答－, 徳地直子(*1)(*1京都大フ ィ ール ド科学教育研究セ) ： 京都大学和歌山研
究林, 91-92

Z00009999
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地球環境研究セン ター報告, No.M019, CGER-M019-2008, (2008), 長期生態系モニタ リ ングの現状 と課題
－温暖化影響と生態系応答－, 冨松元(*1), 板野志郎(*1)(*1畜産草地研) ： 半自然草地における草地タ イ
プ別の分光反射特性の比較－ス スキ ・ シバ ・ アズマネザサ優占草地において－, 93-94

Z00009999

地球環境研究セン ター報告, No.M019, CGER-M019-2008, (2008), 長期生態系モニタ リ ングの現状 と課題
－温暖化影響と生態系応答－, 中路達郎, 野口享太郎(*1), 小熊宏之(*1森林総合研) ： 根圏動態研究にお
ける分光計測手法の導入, 95-96

0610AC593

地球環境研究セン ター報告, No.M019, CGER-M019-2008, (2008), 長期生態系モニタ リ ングの現状 と課題
－温暖化影響と生態系応答－, 中路達郎, 井手玲子, 高木健太郎(*1), 小杉緑子(*2), 大久保晋治郎(*2), 西
田顕郎(*3), 三枝信子(*4), 小熊宏之(*1北海道大北方生物圏フ ィ ール ド科学セ, *2京都大, *3筑波大院, *4
産業技術総合研) ： 落葉 ・ 常緑針葉樹林の光利用効率推定における植生指標の有効性評価, 97-98

0610AC593

地球環境研究セン ター報告, No.M019, CGER-M019-2008, (2008), 長期生態系モニタ リ ングの現状 と課題
－温暖化影響と生態系応答－, 中村誠宏(*1), 日浦勉(*1)(*1北海道大北方生物圏フ ィ ール ド科学セ） ： 地
下部の温暖化が林冠部の植食性昆虫群集に与え る影響, 99-100

Z00009999

地球環境研究セン ター報告, No.M019, CGER-M019-2008, (2008), 長期生態系モニタ リ ングの現状 と課題
－温暖化影響と生態系応答－, 篠崎孝一(*1), 蒲生祐輔(*1), 飯泉佳子(*2), 田中茂(*3), 原宏(*1)(*1東京農
工大, *2国際農林水産業研究セ, *3慶応大) ： FM多摩丘陵における気象要素と窒素湿性沈着量の経年変
化, 101-102

Z00009999

地球環境研究セン ター報告, No.M019, CGER-M019-2008, (2008), 長期生態系モニタ リ ングの現状 と課題
－温暖化影響と生態系応答－, 堀正和(*1), 吉田吾郎(*1), 樽谷賢治(*1), 小路淳(*2), 浜口昌巳(*1)(*1水産
総合研究セ瀬戸内海区水産研, *2広島大) ： 瀬戸内海西部における地球温暖化と沿岸域保全への取 り 組
み, 103-104

Z00009999

地球環境研究セン ター報告, No.M019, CGER-M019-2008, (2008), 長期生態系モニタ リ ングの現状 と課題
－温暖化影響と生態系応答－, 村山昌平(*1), 三枝信子(*1), 近藤裕昭(*1), 山本晋(*2)(*1産業技術総合研, 
*2岡山大) ： 冷温帯落葉広葉樹林におけるCO2濃度および安定同位体比の長期観測, 105-106

Z00009999

環境儀, No.24, (2007), 国立環境研究所 ： 21世紀の廃棄物 終処分場－高規格 終処分システムの研究
－, 14p.

0105AB403
0105AB402
0407BC381
0204BE420
0610AB546

環境儀, No.25, (2007), 国立環境研究所 ： 環境知覚研究の勧め－好ま しい環境をめざ し て－, 14p. 0608AE398

環境儀, No.26, (2007), 国立環境研究所 ： 成層圏オゾン層の行方－3次元化学モデルで見るオゾン層回復
予測－, 14p.

0709BA374

環境儀, No.27, (2008), 国立環境研究所 ： アレルギー性疾患への環境化学物質の影響, 14p. 0507AG476

国立環境研究所ニュース, Vol.26, No.1, (2007), 横田達也 ： 衛星利用によ る二酸化炭素等の観測 と全球炭
素収支分布の推定, 3-5

0610AA102
0610AL917

国立環境研究所ニュース, Vol.26, No.1, (2007), 村野健太郎 ： 発生源イ ンベン ト リ ーの開発－大気汚染物
質はど こ でどの く らい発生し ているか－, 6-8

0610FP015

国立環境研究所ニュース, Vol.26, No.1, (2007), 松永恒雄 ： 人工衛星から大気中の温室効果ガスの量を測
るには？ , 8-9

0610AA102

国立環境研究所ニュース, Vol.26, No.2, (2007), 野馬幸生 ： 資源性 ・ 有害性を もつ物質の循環管理方策の
立案と評価－循環型社会研究プロ グ ラ ム ・ 中核研究プロ ジェ ク の概要紹介－, 3-5

0610AA202

国立環境研究所ニュース, Vol.26, No.2, (2007), 小野雅司 ： ホームページを使った身近な環境情報の提供
－UVイ ンデッ ク ス と熱中症予防情報－, 6-9

0509BA937
0307AC585

国立環境研究所ニュース, Vol.26, No.2, (2007), 蛯江美孝：分散型の生活排水対策 と し ての浄化槽, 10-12 0610AB519
0610AA203
0608BE989

国立環境研究所ニュース, Vol.26, No.3, (2007), 五箇公一 ： 侵入生物の生態 リ ス ク評価, 3-5 0610AA304

国立環境研究所ニュース, Vol.26, No.3, (2007), 松橋啓介 ： 2050年までの環境問題の全体像を整理する－
ワーク シ ョ ッ プ形式の試み－, 5-6

0608AG527
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国立環境研究所ニュース, Vol.26, No.3, (2007), 今藤夏子 ： カエルツボカビを追え！－国環研における
PRC検査－, 7-9

0708LA457

国立環境研究所ニュース, Vol.26, No.4, (2007), 野原精一 ： 国際河川 メ コ ン河の環境影響評価手法の開発
－中核プロ ジェ ク ト ・ 流域生態系における環境影響評価手法の開発の概要紹介－, 3-4

0610AA403

国立環境研究所ニュース, Vol.26, No.4, (2007), 荒巻能史：地球の変化に敏感に反応する日本海の姿, 5-7 0607AE586

国立環境研究所ニュース, Vol.26, No.4, (2007), 井上智美 ： マング ローブ と環境問題, 8-9 0610AA403

国立環境研究所ニュ ース , Vol.26, No.5, (2007), 江守正多： 近未来の地球温暖化の確率的予測にむけて－, 
3-5

0610AA103
0711BA335

国立環境研究所ニュース, Vol.26, No.5, (2007), 山村茂樹 ： 微生物を利用し て汚染土壌から ヒ 素を除去す
る, 6-8

0607AE442

国立環境研究所ニュース, Vol.26, No.5, (2007), 野沢徹 ： 地球温暖化の原因を探る－“ 適指紋法” によ
る気候変化シグナルの検出と要因評価－, 8-10

0608AE549

国立環境研究所ニュース, Vol.26, No.6, (2008), 川本克也 ： 廃棄物の再生資源化をガス化で実現－中核研
究プロ ジェ ク ト 3 「廃棄物系バイオマスのWin-Win型資源循環技術の開発」 から－, 3-5

0610AA203

国立環境研究所ニュース, Vol.26, No.6, (2008), 玉置雅紀 ： 毒を貯める植物－植物はなぜ重金属を貯める
のか？－, 5-7

0811CD002

国立環境研究所ニュース, Vol.26, No.6, (2008), 藤井実 ： リ サイ クルの効果を考え る, 7-9 0610AA201
0608BE567
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８ ． ２ 　 国立環境研究所研究発表会

発表年月日 　 　 平成 19 年 ６ 月 16 日 （土） ： 京都シルク ホール

　 　 　 　 　 　 　 平成 19 年 ６ 月 24 日 （日） ： 東京 メ ルパルク ホール

発 　 　 　 表 　 　 　 者 題 　 　 　 　 　 　 　 目

亀山 　 康子 （地球環境研究セン ター） 地球温暖化対策を巡る国際交渉

　 －その現状と 課題－

珠坪 　 一晃 （水土壌圏環境研究領域） 微生物を利用し たバイオマスの資源化技術

　 －廃棄物 ・ 排水の利用を考え る－

松橋 　 啓介 （社会環境システム研究領域） 脱温暖化社会に向けた交通と まちづく り

　 － 2050 年の持続可能な交通の姿を今から 考えまし ょ う －

一ノ瀬 俊明 （社会環境システム研究領域） 都市の温暖化と 自然を活かし た暑さ対策
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８ ． ３ 　 研究成果の発表状況

（ １ ） 年次別研究成果の発表件数
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 （単位 ： 件）

（ ２ ） 誌上発表 ・ 口頭発表一覧の構成

・ 収録対象は平成 19 年度に公表し た ものであ る。 （一部， 平成 19 年度以前に公表し た ものを含む。）

・ 平成 19 年度中に公表し た誌上発表 ・ 口頭発表を， 発表者の内の常勤職員筆頭者の 50 音昇順に配列

し た。 所外者についてのみ所属を略記し た。 関連する研究課題のコード （ 大 3 件まで） を リ ス ト

の右端に記載し た。

・ 研究課題コード については予算区分別，組織別，研究者別の研究課題 リ ス ト （427 ページ～ 459 ペー

ジ） を参照する こ と によ り 関連する研究課題の詳細を知る こ と ができ る。

区分 誌上発表件数 口頭発表件数

  年度 和 　 文 欧 　 文 計 国 　 内 国 　 外 計

平成 ５ 284 165 449 479 138 617

６ 304 167 471 508 157 665

７ 237 173 410 569 153 722

８ 287 199 486 519 163 682

９ 248 191 439 489 187 676

10 295 243 538 597 189 786

11 218 220 438 542 227 769

12 253 246 499 619 292 911

13 227 310 537 756 185 941

14 289 271 560 773 184 957

15 345 287 632 955 198 1153

16 278 318 596 882 239 1121

17 301 273 574 885 260 1145

18 257 330 587 852 262 1114

19 279 286 565 811 305 1116
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（ ３ ） 誌上発表一覧

発表者 ・ 題目 ・ 掲載誌 ・ 巻 （号） ・ 頁 ・ 刊年 研究課題ｺｰﾄﾞ

Aoki Y., Hashimoto A.H., Amanuma K., Matsumoto M., Hiyoshi K.(*1), Takano H., Masumura K-i.(*2), Itoh
K.(*3), Nohmi T.(*2), Yamamoto M.(*3)(*1Grad.Sch.Univ.Tsukuba, *2Cent.TARA/ERATO-JST
Univ.Tsukuba, *3NIHS) ： Enhanced spontaneous and benzo(a)pyrene-induced mutations in the lung of Nrf2-
derficient gpt delta mice, Cancer Res., 67(12), 5643-5648, 2007

0610AK544
0408AE397

青木陽二 ： 自然風景地の景観評価～南アルプス の植生景観評価研究を中心に, 国立公園, 660, 17-20,
2008

0608AE298

青木陽二 ： 風景の科学的評価について, 環境研究, (148), 120-126, 2008 0608AE398

Aoki Y.：Recent trends of English papers on the psychological evaluation of landscape, J.Environ.Inf.Sci., 35(5),
181-188, 2007

0608AE398

Geng X.(*1), Zhang J.(*1), Akasaka M.(*1), Aoki Y.(*1Grad.Sch.Chiba Univ.) ： The succession of a traditional
landscape style in yanjing eight scenery, J.Landscape Archit.Asia, 3, 151-156, 2007

0608AE398

Nagai S.(*1), Koide M.(*2), Takahashi S.(*2), Kikuta A.(*1), Aono M., Sasaki-Sekimoto Y.(*1), Ohta H.(*1),
Takamiya K.(*1), Masuda T.(*2)(*1Tokyo Inst.Technol., *2Univ.Tokyo) ： Induction of isoforms of tetrapyrrole
biosynthetic enzymes,AtHEMA2 and AtFC1,under stress conditions and their physiological functions in
Arabidopsis thaliana, Plant Physiol., 144, 1039-1051, 2007

0307AE503

Jiang C.-J.(*1), Aono M., Tamaoki M., Maeda S.(*1), Sugano S.(*1), Mori M.(*1), Takatsuji H.(*1)(*1NIAS) ：
SAZ,a new SUPERMAN-like protein,negatively regulates a subset of ABA-responsive genes in Arabidopsis,
Mol.Genet.Genomics, 279, 183-192, 2008

0307AE503
0708AH293

青柳みど り ： 環境の視点から見た国土形成計画, 農村計画学会誌, 26(2), 120-122, 2007 0712BA339
0507AE793

Aoyagi-Usui M.：A comparison of public attitudes and actions toward environmental issues in China and Japan,
Asian Rural Sociological Association(ARSA) 3rd Int.Conf.(Chin.Acad.Soc.Sci. ed.,Social Sciences Academic
Pr.(China)), 92-106, 2008

0507BA792
0507AE793

秋吉英治：極成層圏雲が関与する不均一反応の化学輸送モデルへの導入 と臭素化合物を介し た北極域オ
ゾン層への影響, エア ロ ゾル研究, 22(3), 196-203, 2007

0206BA782

秋吉英治：オゾン層の破壊 と回復の メ カニズム, 太陽紫外線防御研究委員会学術報告, 17(1), 23-28, 2007 0709BA375

Bodeker G.E.(*1), Waugh D.W.(*2), Akiyoshi H., Braesicke P.(*3), Eyring V.(*4), Fahey D.W.(*5), Manzini
E.(*6), Newchurch M.J.(*7) et al.(*1NIWA, *2Johns Hopkins Univ., *3Univ.Cambridge, *4DLR
Inst.Phys.Atmos., *5NOAA, *6Ist.Naz.Geofis.Vulcanol., *7Univ.Alabama) ： Chapter 6.The ozone layer in the
21st century, Scientific Assessment of Ozone Depletion: 2006 (WMO Global Ozone Res.Monit.Proj.-
Rep.No.50)(Ajavon A.-L. N.,Albritton D.L.,Watson R.T. eds.,WMO,572p.), 6.1-6.43, 2006

0206BA782

Eyring V.(*1), Waugh D.W.(*2), Bodeker G.E.(*3), Cordero E.(*4), Akiyoshi H., Austin J.(*5), Beagley S.R.(*6)
et al.(*1Inst.fur Physik der Atmos., *2Johns Hopkins Univ., *3Natl.Inst.Water Atmos.Res., *4San Jose State
Univ., *5NOAA, *6York Univ.) ： Multimodel projections of stratospheric ozone in the 21st century,
J.Geophys.Res., 112, D16303, 2007

0206BA782

Akiyoshi H., Zhou L.B.(*1)(*1Chin.Acad.Sci.)：Midlatitude and high-latitude N2O distributions in the Northern
Hemisphere in early and late Arctic polar vortex breakup years, J.Geophys.Res., 112, D18305, 2007

0710CD390

Eyring V.(*1), Gettelman A.(*2), Harris N.R.P.(*3), Pawson S.(*4), Shepherd T.G.(*5), Waugh D.W.(*6),
Akiyoshi H., Butchart N.(*7), Chipperfield M.P.(*8), Dameris M.(*1) et al.(*1DLR, *2NCAR,
*3Univ.Cambridge, *4NASA, *5Univ.Toronto, *6John Hopkins Univ., *7Met Office, *8Univ.Leeds)：Report on
the 3rd SPARC CCMVal workshop, SPARC Newsletter, (30), 17-19, 2008

0709BA375

Aramaki T., Senjyu T.(*1), Togawa O.(*2), Otosaka S.(*2), Suzuki T.(*2), Kitamura T.(*2), Amano H.(*2),
Volkov Y.N.(*3)(*1Kyushu Univ., *2JAEA, *3Far East.Reg.Hydrometeorol.Res.Inst.(Russia)) ： Circulation in
the northern Japan Sea studied chiefly with radiocarbon, Radiocarbon, 49(2), 915-924, 2007

0607AE586

Nagao S.(*1), Kodama H.(*2), Aramaki T., Fujitake N.(*3), Yonebayashi K.(*2)(*1Hokkaido Univ., *2Kyoto
Pref.Univ., *3Kobe Univ.) ： Variations in Δ14C of humic substances in the Lake Biwa waters,
Nucl.Instrum.Methods Phys.Res.,B, B259, 552-557, 2007

Z00009999
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Alam Md.J.(*1), Nagao S.(*1), Aramaki T., Shibata Y., Yoneda M.(*1Hokkaido Univ.)：Transport of particulate
organic matter in the Ishikari River,Japan during spring and summer, Nucl.Instrum.Methods Phys.Res.,B, B259,
513-517, 2007

Z00009999

Ishihama F., Washitani I.(*1)(*1Univ.Tokyo) ： Behavior of queen bumblebee pollinators on Primula sieboldii
(Primulaceae) in response to different patch sizes and spacing, Plant Spec.Biol., 22, 167-174, 2007

0608AG485
0709CD358

一 ノ瀬俊明 ： 特集●中国 いまなにがおき ているか ゴ ミ で包囲される中国内陸都市, 地理, 52(4), 46-51,
2007

Z00009999

一 ノ瀬俊明 ： 「千里走単騎」 中国単身現地考察活動, メ コ ン と黄河－研究者の熱い思い－(竹内邦良,福嶌
義宏編著,学報社,267p.), 203-216, 2007

0206CE421

一 ノ瀬俊明：中国の都市をめぐ る人と自然の和諧, COE 終報告書 現代中国環境論(榧根勇 他,愛知大学
国際中国学研究セン ター ,279p.), 77-93, 2007

0306CD553
0206CE421

一 ノ瀬俊明 ： 中国の都市における環境問題に対するみど り の取 り 組み, 都市緑化技術, (63), 38-40, 2007 0306CD553

一 ノ瀬俊明：海外での取 り 組み事例, 日本建築学会叢書5 ヒ ー ト ア イ ラ ン ド と建築・都市－対策のビジ ョ
ン と課題(日本建築学会編,日本建築学会,211p.), 168-173, 2007

0306CD553
0507CD824

白木洋平(*1), 近藤昭彦(*2), 一 ノ 瀬俊明(*1千葉大院, *2千葉大) ： GIS と リ モー ト センシングを用いた地
表面構造が都市の温度形成に及ぼす影響評価, 環境科学会誌, 20(5), 347-358, 2007

0306CD553

一 ノ瀬俊明, 白木洋平(*1), 松本太, 盧軍(*2), 花木啓祐(*3)(*1千葉大院, *2重慶大, *3東大) ： 都市空間情
報基盤不足地域における熱環境評価の試み, 環境システム研究論文集, 35, 147-153, 2007

0306CD553

松本太, 一 ノ瀬俊明 ： 都市の熱環境 と緑化によ る暑熱の緩和, 都市計画, 56(5), 43-48, 2007 0306CD553

一 ノ瀬俊明 ： 完成し た清渓川 大気 ・ 熱環境モニタ リ ングプロ ジェ ク ト のこれまで, サステナ, 6, 76-78,
2008

0507CD824

一 ノ瀬俊明 ： 中国の都市をめぐ る人と自然の和諧, ラ ン ド スケープデザイ ン, (59), 16-19, 2008 0206CE421
0306CD553

一 ノ 瀬俊明 ： 中国の都市をめぐ る人 と 自然の和諧, 中国の環境問題(榧根勇編,日本評論社,346p.), 230-
249, 2008

0306CD553
0206CE421

Ichinose T.(Toshiaki) ： Report on subgroup of urban climate, Res.Inst.Humanity Nat.Proj.Hum.Impacts Urban
Subsurface Environ.,Prog.Rep.2007 No.4(Taniguchi M. ed.,Res.Ins.Humanity Nat.,271p.), 23-28, 2008

0510KZ503

Ichinose T.(Toshiaki), Matsumoto F., Kataoka K.(*1)(*1Univ.Tsukuba) ： Counteracting urban heat islands in
Japan, Urban Energy Transition-From Fossil Fuels to Renewable Power-(Peter Droege ed.,Elsevier,655p.),
365-380, 2008

0306CD553
0507CD824

Nakamiya K., Nakayama T., Ito H., Edmonds J.S., Shibata Y., Morita M.：Degradation of arylarsenic compounds
by microorganisms, FEMS Microbiol.Lett., 274, 184-188, 2007

0307ZZ476

稲葉一穂 ： 洗浄剤注入によ る土壌汚染のレ メ デ ィ エーシ ョ ン技術の効率と安全性に関する基礎研究, 平
成15～18年度科研費補助金(基盤研究(C)研究成果報告書,112p.), 2008

0306CD536

Kong H.J., Iwasaki K., Doi T., Inaba K. ： Changes in solubility and migration behavior of trichloroethylene by
addition of several surfactants and high-molecular-weight organic compounds, Environ.Sci., 20, 477-483, 2007

0306CD536
0711CD331

Inoue Ken-ichiro, Takano H., Yanagisawa R., Hirano S., Kobayashi T., Fujitani Y., Shimada A.(*1), Yoshikawa
T.(*2)(*1Tottori Univ., *2Kyoto Pref.Univ.Med.)：Effects of inhaled nanoparticles on acute lung injury induced
by lipopolysaccharide in mice, Toxicology, 238, 99-110, 2007

0608CD530

Inoue Ken-ihciro, Takano H., Ichinose T.(*1), Tamura S.(*2), Yanagisawa R., Sakurai M., Sumi D.(*2), Cho
A.K.(*3), Hiyoshi K.(*2), Kumagai Y.(*3)(*1Oita Univ.Nurs.Health Sci., *2Univ.Tsukuba, *3Univ.California) ：
Effects of naphthoquinone on airway responsiveness in the presence or absence of antigen in mice,
Arch.Toxicol., 81, 575-581, 2007

0507AG476

Inoue Ken-ichiro, Takano H., Oda T.(*1), Yanagisawa R., Tamura H.(*1), Ohno N.(*2), Adachi Y.(*2), Ishibashi
K.(*2), Yoshikawa T.(*1SEIKAGAKU, *2Tokyo Univ.Pharm.Life Sci., *3Kyoto Pref.Univ.Med.) ： Candida
soluble cell wall-beta-D-glucan induces lung inflammation in mice, Int.J.Immunopathol.Pharmacol., 20(3), 499-
508, 2007

0707DA532
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Inoue Ken-ichiro, Takano H., Yanagisawa R., Sakurai M., Abe S., Yoshino S.(*1), Yamaki K.(*1), Yoshikawa
T.(*2)(*1Kobe Pharm.Univ., *2Kyoto Pref.Univ.Med.) ： Effects of nanoparticles on lung physiology in the
presence or absence of antigen, Int.J.Immunopathol.Pharmacol., 20(4), 737-744, 2007

0709CD529

関戸知雄(*1), 土手裕(*1), 井上雄三(*1宮崎大) ： 畜産廃棄物の適正資源化量決定のための窒素 ・ リ ンの
フ ロー解析, 廃棄物学会論文誌, 18(6), 382-391, 2007

0610AA203

井上雄三：有機性廃棄物の地域循環システムの設計と評価, 循環型社会の構築 と農業経営(日本農業経営
学会編,農林統計協会,361p.), 21-40, 2007

0610AA203

井上雄三 ： 廃棄物埋立処分場の未来形, 科学, 78(2), 188-190, 2007 0407BC381

井上雄三 ： 廃棄物 終処分場のあ り 方, 電気評論, 92(5), 52-53, 2007 0610AB546

Aoki N., Inomata S., Tanimoto H.：Detection of C1-C5 alkyl nitrates by proton transfer reaction time-of-flight
mass spectrometry, Int.J.Mass Spectrom., 263, 12-21, 2007

0405BD464
0607NA994
0408AE338

Inomata S., Tanimoto H., Kameyama S., Tsunogai U.(*1), Irie H.(*2), Kanaya Y.(*2), Wang Z.(*3)(*1Hokkaido
Univ., *2FRGCG/JAMSTEC, *3NZC/IAP)：Technical note: determination of formaldehyde mixing ratios in air
with PTR-MS: laboratoly characterization and field measurements, Atmos.Chem.Phys., 8(1), 273-284, 2008

0507BA405
0408AE338

Inomata S., Tanimoto H. ： Differentiation of Isomeric Compounds by two-stage proton tansfer reaction time-
of-flight mass spectrometry, J.Am.Soc.Mass Spectro., 19(3), 325-331, 2008

0405BD464
0607NA994
0408AE338

大久保卓也(*1), 藤井滋穂(*2), 今井章雄(*1滋賀県琵琶湖環境科研セ, *2京大院) ： 琵琶湖における水質動
向と水環境保全の新たな方向性, 用水 と廃水, 49(7), 48-58, 2007

0406AG399

奈良郁子, 渡邊隆広(*1), 堀内一穂(*2), 中村俊夫(*1), 河合崇欣(*3)(*1名古屋大年代観測総研セ, *2弘前大,
*3名古屋大院) ： 炭素,窒素及び硫黄安定同位体比測定を用いた(delta(13)C,delta(15)N and delta(34)S)モン
ゴル国フブスグル湖における環境変動解析, 名古屋大学加速器質量分析計業績報告書(18)(名古屋大学年
代測定総合研究セン ター編著,名古屋大学年代測定総合研究セン ター ,249p.), 60-64, 2007

0607CD958

Nagai T.(*1), Imai A., Matsushige K., Yokoi K.(*2), Fukushima T.(*1)(*1Grad.Sch.Univ.Tsukuba, *2Osaka
Kyoiku Univ.)：Dissolved iron and its speciation in a shallow eutrophic lake and its inflowing rivers, Water Res.,
41, 775-784, 2007

0406AG399
0610AE599
0507CD921

Nara Watanabe F., Imai A., Matsushige K., Komatsu K., Shibata Y. ： Application of 14C measurements for
isotopic characterization of dissolved organic carbon(DOC) in lake water, 9th Symp.Jpn.AMS Soc.
(Grad.Sch.Univ.Tokyo,Jpn.Soc.AMS Res. eds.,140p.)(第9回AMSシンポジウ ム 東京大学大学院 AMS研究協
会), 80-83, 2006

0607CD958

Nara F., Imai A., Yoneda M., Matsushige K., Komatsu K., Nagai T.(*1), Shibata Y., Watanabe
T.(*2)(*1Grad.Sch.Univ.Tsukuba, *2Cent.Chronol.Res.Nagoya Univ.) ： Seasonal variation in spieces of
dissolved organic carbon in a lacustrine environment revealed by paired isotopic measurements(Δ14C and
δ13C), Radiocarbon, 49(2), 767-773, 2007

0406AG399
0607CD958
0610AE599

Komai Y., Umemoto S., Takeda Y.(*1), Inoue T.(*2), Imai A.(*1Hyogo Pref.Inst.Public Health Environ.Sci.,
*2Gifu Univ.) ： Budgets of major ionic species and nutrients on a damreservoir in forested watershed, Water
Sci.Technol., 56(1), 287-293, 2007

0406AG399

Nagai T.(*1), Imai A., Matsushige K., Fukushima T.(*1)(*1Univ.Tsukuba) ： Growth characteristics and growth
modeling of Microcystis aeruginosa and Planktothrix agardhii under iron limitation, Limnology, 8, 261-270, 2007

0406AG399
0507CD921
0610AE599

今泉圭隆, 吉池信男(*1), 白石寛明, 鈴木規之(*1国立健康 ・ 栄養研) ： 一律基準を組み入れた食品残留農
薬 リ ス ク評価と残留農薬実測結果の不確実性を加味し た曝露評価, 環境化学, 17, 435-441, 2007

0610AK513
0610AA301

岩崎一弘 ： バイオレ メ デ ィ エーシ ョ ン技術の有効性(Efficacy) と安全性(Safety), 電気評論, 92(11), 62-63,
2007

0610AE460

Mera N., Iwasaki K. ： Use of plate-wash samples to monitor the fates of culturable bacteria in mercury- and
trichloroethylene-contaminated soils, Appl.Microbiol.Biotechnol., 77, 437-445, 2007

0610AE460

上原清, 山尾幸夫, 老川進(*1), 持田灯(*2)(*1清水建設, *2東北大) ： 通風の良いス ト リ ー ト キ ャニオンに
関する風洞実験, 大気環境学会誌, 42(5), 301-309, 2007

0607AE520
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老川進(*1), 上原清(*1清水建設)：市街地における短時間の濃度変動と ピーク濃度に及ぼす大気安定度の
影響, 大気環境学会誌, 43(1), 31-46, 2008

0607AE520

Coppola L.(*1), Gustafsson O.(*1), Andersson P.(*1), Eglinton T.I.(*2), Uchida M., Dickens A.F.
(*2)(*1Stockholm Univ., *2WHOI) ： The importance of ultrafine particles as a control on the distribution of
organic carbon in Washington Margin and Cascadia Basin sediments, Chem.Geol., 243, 142-156, 2007

0608AG466

Naka t subo  T . (*1 ) ,  Yosh i t ake  S . (*1 ) ,  Uch ida  M. (*2 ) ,  Uch ida  M. ,  Sh iba ta  Y . ,  Ko i zum i
H.(*3)(*1Grad.Sch.Hiroshima Univ., *2NIPR, *3Gifu Univ.) ：Organic carbon and microbial biomass in a raised
beach deposit under terrestrial vegetation in the High Arctic,Ny-Alesund,Svalbard, Polar Res., 27, 23-28, 2008

0608AG466

Mampuku M.(*1), Yamanaka T.(*2), Uchida M., Fujii R.(*3), Maki T.(*4), Sakai H.(*3)(*1Kyushu Univ., *2Now
at Grad.Sch.Okayama Univ., *3Now at Grad.Sch.Kyoto Univ., *4Now at JAMSTEC) ： Changes in C3/C4
vegetation in the continental interior of the Central Himalayas associated with monsoonal paleoclimatic changes
during the last 600 kyr, Clim.Past, 4, 1-9, 2008

0608AG466
0607CD560

Kato Y.(*1), Shinohara N.(*2), Yoshinaga J.(*1), Uchida M., Matsuda A., Yoneda M., Shibata Y.：Determination
of 14C/12C of acetaldehyde in indoor air by compound specific radiocarbon analysis, Atmos.Environ., 42, 1049-
1056, 2008

0608AG466

Peregon A., Uchida M., Shibata Y. ： Sphagnum peatland development at their southern climatic range in West
Siberia: trends and peat accumulation patterns, Environ.Res.Lett., 2, 045014, 2008

0608AG466

丸尾容子(*1), 中村二郎(*1), 内山政弘(*1NTT環境エネルギー研)：多孔質ガ ラ ス とBetaジケ ト ン類を用い
たホルムアルデ ヒ ド検出素子の開発, 環境化学, 17(3), 413-419, 2007

0307BY592

三浦則夫(*1), 和間良太郎(*1), 内山政弘(*1九大) ： 大気環境モニタ リ ング用新規固体電解質センサ, ケ ミ
カル ・ エンジニヤ リ ング, 52(9), 48-59, 2007

0307BY592

稲森悠平(*1), 稲森隆平(*1), 蛯江美孝, 徐開欽(*1福島大) ： バイオ ・ エコ技術を活用し た中国への水環境
再生保全戦略, 月刊下水道, 30(11), 58-62, 2007

0610AA204

蛯江美孝, 近藤貴志, 徐開欽, 常田聡(*1), 稲森悠平(*2)(*1早稲田大, *2福島大)： リ ン回収技術の現状 と将
来展望, 再生 と利用, 30(117), 6-10, 2007

0610AA203

林紀男(*1), 稲森隆平(*2), 蛯江美孝, 稲森悠平(*2)(*1千葉県中央博, *2福島大)：水生植物を植栽し た溜池
の水質浄化に果たすオタマジャ ク シの役割, 四万十 ・ 流域圏学会誌, 7(1), 7-12, 2007

0610AA204
0610AB519

Kondo T.(*1), Ebie Y., Tsuneda S.(*1), Inamori Y.(*1Waseda Univ.) ： Detection of Defluvicoccus-related
Glycogen-accumulating organisms in enhanced biological phosphorus removal processes, Microbes Environ.,
22(2), 190-195, 2007

0610AB519

Nakagawa G.(*1), Ebie Y., Tsuneda S.(*2), Matsumura M.(*1), Xu K-Q., Inamori Y.(*1Univ.Tsukuba,
*2Waseda Univ.)：Analysis of the relationship between ammonia oxidizing bacterial populations and nitrification
efficiency in full-scale advanced johkasou using different structured carriers by real-time PCR,
Jpn.J.Wat.Treat.Biol.(日本水処理生物学会誌), 43(3), 143-149, 2007

0610AB519
0507CD531
Z00009998

江守正多 ： 大気と海洋はどのよ う に変化し たか, 科学, 77(7), 702-708, 2007 0406BA488
0610AA103
0306CE525

Dairaku K.(*1), Emori S., Higashi H.(*1NIED)：Potential changes in extreme events under global climate change,
J.Disaster Res., 3(1), 39-49, 2008

0610AA103
0708CD316
0606AF406

Suzuki T.(*1), Ninomiya K., Emori S.(*1FRCGC/JAMSTEC) ： The impact of the cumulus suppression on the
Baiu front simulated by an AGCM, J.Meteorol.Soc.Jpn.(気象集誌), 86(1), 119-140, 2008

0610AA103

劉晨, 王勤学, 渡辺正孝(*1)(*1慶應大) ： 農生態系から三峡ダムに輸送された窒素負荷量の時空変化, シ
ステム農学, 23(2), 153-164, 2007

0610AA402
0608BY023

劉晨, 王勤学, 水落元之, 楊永輝(*1), 石村貞夫(*2)(*1中国科院遺伝与発育生物研, *2鶴見大)：中国長江中
下流農村地域におけ る人間生活が窒素フ ローに及ぼす影響の現地調査研究, シス テム農学, 23(4), 305-
316, 2007

0610AA402
0608BY023

Sun Z.(*1), Wang Q-X., Ouyang Z.(*2), Watanabe M.(*3), Matsushita B.(*1), Fukushima
T.(*1)(*1Univ.Tsukuba, *2Chin.Acad.Sci, *3Keio Univ.) ： Evaluation of MOD16 algorithm using MODIS and
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Liu C., Wang Q-X., Watanabe M.(*1)(*1Keio Univ.) ： Nitrogen transported to Three Gorges Dam from agro-
ecosystems during 1980-2000, Biogeochemistry, 81(3), 291-312, 2006

0610AA402
0608BY023

Bao X.(*1), Watanabe M.(*2), Wang Q-X., Hayashi S., Liu J.(*3)(*1Chin.Acad.Environ.Sci., *2Keio Univ.,
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Sci.Total Environ., 363(2006), 136-148, 2006

0608BY023
0610AA402

Yang Y.(*1), Zhang X.(*1), Watanabe M.(*2), Zhang J.(*3), Wang Q-X., Hayashi S.(*1Chin.Acad.Sci., *2Keio
Univ., *3MWR)：Optimizing irrigation management for wheat to reduce groundwater depletion in the piedmont
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0608BY023
0610AA402

Chen L., Otsubo K., Wang Q-X., Ichinose T.(Toshiaki), Ishimura S.(*1)(*1Tsurumi Univ.Sch.Dent.Med.) ：
Spatial and temporal changes of floating population in China between 1990 and 2000, Chin.Geogr.Sci., 17(2),
99-109, 2007

0610AA402
0608BY023

Liu C., Watanabe M.(*1), Wang Q-X.(*1Keio Univ.)：Changes in nitrogen budgets and nitrogen use efficiency
in the agroecosystems of the Changjiang River basin between 1980 and 2000, Nutr.Cycl.Agroecosyst., 80(1),
19-37, 2008

0610AA402
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Hasi B.(*1), Wang Q-X., Yasuoka Y.(*1), Watanabe M.(*2)(*1Univ.Tokyo, *2Keio Univ.) ： Synergetic use of
MODIS,ASTER and Landsat data for land cover classification and its calibration in North China, Asian
J.Geoinformatics, 7(3), 15-20, 2007

0610AA402
0608BY023

Hasi B.(*1), Wang Q-X., Watanabe M.(*2), Kameyama S., Bao Y.(*3)(*1Univ.Tokyo, *2Keio Univ.,
*3Inn.Mongolia Nor.Univ.)：Land-cover classification using ASTER Multi-band combinations based on wavelet
fusion and SOM Neural Network, Photogr.Eng.Remote Sensing, 74(3), 333-342, 2008
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0610AA402

Zhu Y.(*1), Tong C.(*1), Wu J.(*1), Wang K.(*1), Wang Q-X., Ren X.(*1)(*1Chin.Acad.Sci.) ： Seasonal
characteristics of CO2 fluxes from the paddy ecosystem in subtropical region, Chin.J.Environ.Sci.(in Chinise),
28(2), 283-288, 2007
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Li Y.(*1), Wang Q-X., Du M.(*2), Zhao L.(*1), Xu S.(*1), Tang Y., Yu G.(*1), Zhao X.(*1), Gu
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169, 2006
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S.(*1)(*1Chin.Acad.Sci., *2NIAES) ： Plant community structure and ecological characteristics of the alpine
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0608BY023
0610AA402

大塚柳太郎 ： サステ ィ ナビ リ テ ィ と イ ノベーシ ョ ン, サステナ, 6, 2, 2008 Z00009998

Maharjan M.(*1), Watanabe C.(*1), Ahmad Sk A.(*2), Umezaki M.(*1), Ohtsuka R.(*1Univ.Tokyo,
*2Natl.Inst.Prev.Soc.Med.) ： Mutual interaction between nutritional status and chronic arsenic toxicity due to
groundwater contamination in an area of Terai,lowland Nepal, J.Epidemiol.Community Health, (61), 389-394,
2007
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Takeuchi S.(*1)(*2), Li Y.(*3), He Y.(*3), Zhou H.(*1), Moji K.(*2), Ohtsuka R., Watanabe
C.(*1)(*1Univ.Tokyo, *2Nagasaki Univ., *3Hunan Inst.Parasit.Dis.(China)) ： Behaviors associated with water
contact and Schistosoma japonicum infection in a rural village,the Dongting Lake region,China,
Trop.Med.Health, 34(3), 117-123, 2006

Z00009998

Ohtsuka R. ： Biocultureal adaptation and population connectedness in the Asia-Pacific region, Health Change
in the Asia-Pacific Region(Ohtsuka R.,Ulijaszek S.J. eds.,Cambridge Univ.Press,313p.), 44-63, 2007
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Maharjan M.(*1), Shrestha R.R.(*1), Ahmad Sk.A.(*2), Watanabe C.(*3), Ohtsuka R.(*1ENPHO(Nepal),
*2Natl.Inst.Prev.Soc.Med.(Bangladesh), *3Univ.Tokyo) ： Prevalence of arsenicosis in Terai,Nepal, J.Health
Popul.Nutr., 24(2), 246-252, 2006
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片山学, 大原利眞, 鵜野伊津志(*1), 村野健太郎, 畠山史郎(*2)(*1九大応用力研, *2東京農工大) ： 冬季 ・ 九
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1442p.), 1100-1102, 2007

0608AG441
0407KB498
0610AA401

大原利眞 ： 7.2 大気環境保全対策の変遷と展開, 環境工学の新世紀(土木学会編,技報堂出版,288p.), 220-
233, 2008
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1102-1103, 2008
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of the increase trend of tropospheric NO2 over central east China during the past decade, Atmos.Environ., 41,
4865-4876, 2007
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大嶋香織里(*1), 飯村文成(*1), 石井康一郎(*1), 小野雅司(*1東京都環境科研) ： 東京都内における有害紫
外線モニ タ リ ング結果について, 東京都環境科学研究所年報2006(東京都環境科学研究所編,東京都環境
科学研究所,152p.), 111, 2006
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伊藤真人(*1), 小野雅司, 能登美之(*2)(*1高層気象台, *2札幌管区気象台) ： 陸別のブ リ ューワ分光光度計
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小野雅司 ： 地球に降 り 注ぐ紫外線, 太陽紫外線防御研究委員会学術報告, 17(1), 29-35, 2007 0307AC585

Honda Y.(*1), Kabuto M., Ono M., Uchiyama I.(*2)(*1Univ.Tsukuba, *2Kyoto Univ.) ： Determination of
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甲斐沼美紀子：地球温暖化対策モデル, 環境工学の新世紀(土木学会編,技報堂出版,278p.), 241-244, 2008 0610AA104

甲斐沼美紀子 ： 温室効果ガス削減のための中 ・ 長期シナ リ オ, 環境浄化技術, 7(4), 38-43, 2008 0408BA369
0610AA104

Kainuma M., Matsuoka Y.(*1), Masui T., Takahashi K., Fujino J., Hijioka Y.(*1Kyoto Univ.) ： Climate policy
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temporal changes in habitat potential of endangered freshwater fish in Japan, Ecol.Inf., 2(4), 318-327, 2007
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亀山康子 ： 長期協力への対話が始動, 日本経済研究セン ター会報, (961), 26-29, 2007 0608BA568

亀山康子 ： ハイ リ ゲンダムサ ミ ッ ト からCOP13CMP3,洞爺湖サ ミ ッ ト への国際社会の動向, 資源環境対
策, 43(15), 24-28, 2007
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棄物学会論文誌, 18(4), 219-229, 2007
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川本克也 ： 環境汚染－ごみに由来する環境汚染, 循環型社会キーワー ド事典(廃棄物 ・ 3R研究会編,中央
法規出版,216p.), 18-19, 2007
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川本克也 ： 中間処理－焼却,ガス溶融,熱分解等, 循環型社会キーワード事典(廃棄物 ・3R研究会編,中央法
規出版,216p.), 38-39, 2007
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版,216p.), 52-53, 2007
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中央法規出版,216p.), 56-57, 2007

0610AB546
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Saji S., Bathula S., Kubo A., Tamaoki M., Kanna M., Aono M., Nakajima N., Nakaji T., Takeda T., Saji H. et
al.：Disruption of a gene encoding C4-dicarboxylate transporter-like protein increases ozone sensitivity through
deregulation of the stomatal response in Arabidopsis thaliana, Plant Cell Physiol., 49(1), 2-10, 2008

0307AE503

久保田泉：地球温暖化問題に関する国際交渉－適応策を中心と し て－, 地球温暖化 と太平洋島嶼地域(南
太平洋海域調査研究報告No.47)(森脇広,河合渓編,鹿児島大学多島圏研究セン ター ,50p.), 19-27, 2007

0608BA568

倉持秀敏 ： 廃棄物処理および資源循環技術におけ る物性, 分離技術シ リ ーズ9 「実用製造プロセス物性
集覧」 (分離技術会編著,分離技術会,345p.), 210-216, 2007

0608BF326

倉持秀敏, 加藤覚(*1)(*1首都大) ： バイオデ ィ ーゼル燃料製造プロセスにおける物性, 分離技術シ リ ーズ
9 「実用製造プロセス物性集覧」 (分離技術会編著,分離技術会,345p.), 245-253, 2007

0610AA203
0608CD993

Freitag J.(*1), Yokoyama Y.(*1), Kuramochi H., Kawamoto K., Nagahama K.(*2), Kato S.(*1)(*1Tokyo
Metrop.Univ., *2Tokyo Metrop.Coll.Aeronaut.Eng.) ： Measurements of the solubilities of derivatized amino
acids in supercritical carbon dioxide, Fluid Phase Equilibria, 257, 201-206, 2007

0610AA203

Safaeefar P.(*1)(*2), Ang H.M.(*1)(*2), Kuramochi H., Asakuma Y.(*3), Maeda K.(*3), Tade M.O.(*1)(*2),
Fukui K.(*3)(*1Curtin Univ.Technol.(Aust.), *2Murdock Univ., *3Univ.Hyogo) ： Measurement and correlation
of the solubility of MnSO4・H2O in 2-propanol+water+MgSO4・7H2O solutions, Fluid Phase Equilibria, 262(1/
2), 82-86, 2007

0608BF326

Kuramochi H., Kawamoto K., Sakai S.-i.(*1)(*1Environ.Preserv.Cent.Kyoto Univ.)：Effects of pH on the water
solubility and 1-octanol/water partition coefficient of 2,4,6-tribromophenol, J.Environ.Monit., 10(2), 206-210,
2008

0608BF326
0610AA202

Yoshida T.(*1), Goka K., Ishihama F., Ishihara M.(*2), Kudo S.-i.(*3)(*1Univ.Tokyo, *2Osaka Pref.Univ.,
*3Naruto Univ.Educ.) ： Biological invasion as a natural experiment of the evolutionary processes: introductino
of the special feature, Ecol.Res., 22, 849-854, 2007

0608AG485
0709CD358

Koshikawa-K.M., Takamatsu T., Nohara S., Shibata H.(*1), Xu X.(*1), Yoh M.(*2), Watanabe M.(*3), Satake
K.(*4)(*1Hokkaido Univ., *2Tokyo Univ.Agric.Technol., *3Chiba Univ., *4Rissho Univ.) ： Speciation of
aluminum in circumneutral Japanese stream waters, Appl.Geochem., 22, 1209-1216, 2007

0508AE926

小林伸治： 都市大気エアロ ゾル－ディ ーゼル車から のナノ 粒子の排出と 道路沿道大気中における 挙動－,
検査技術, 12(9), 62-68, 2007

0207BY471
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小林伸治 ： 大気環境の現状と排出ガスの リ アルワール ド評価の必要性, 自動車技術, 61(7), 4-10, 2007 0608AG441

小林伸治, 長谷川就一, 近藤美則, 伏見暁洋, 田邊潔：排気後処理付デ ィ ーゼル車からのNO2排出特性, 自
動車技術会論文集, 38(6), 11-16, 2008

0608AG441

伏見暁洋, 小林伸治, 近藤美則, 森口祐一, 若松伸司(*1), 田邊潔(*1愛媛大) ： 自動車排出ガス測定におけ
る高反応性揮発性有機化合物の消失, 環境化学, 18(1), 51-64, 2008

0608AG441

Sasaki K.(*1), Saito T., Lamsa M.(*2), Oksman-Caldentey K.M.(*2), Suzuki M.(*3), Ohyama K.(*3), Muranaka
T.(*3), Ohara K.(*1), Yazaki K.(*1)(*1Kyoto Univ., *2VTT, *3RIKEN) ： Plants utilize isoprene emission as a
thermotolerance mechanism, Plant Cell Physiol., 48(9), 1254-1262, 2007

0607CD969

肴倉宏史, 大迫政浩 ： ス ラ グ類の化学物質試験法JIS K 0058によ る環境安全性評価, 環境浄化技術, 6(6),
1-5, 2007

0507BE509
0610AA202

肴倉宏史：青森県における産業廃棄物溶融ス ラ グ使用コ ン ク リ ー ト 二次製品認定基準制定の取 り 組みに
ついて, Indust, 22(10), 14-17, 2007

0507BE509
0610AA202

肴倉宏史, 大迫政浩 ： 建設系再生製品を対象と し た環境安全性評価試験システムの廃棄物学会規格化へ
の取 り 組み, 廃棄物学会誌, 18(6), 321-329, 2007

0507BE509
0610AA202

宮脇健太郎(*1), 大迫政浩, 肴倉宏史(*1明星大) ： 都道府県等における リ サイ クル製品認定制度の現状 と
課題－制度調査と問題事例－, 廃棄物学会誌, 18(3), 182-193, 2007

0507BE509
0610AA202

笹野泰弘 ： 成層圏オゾン層観測衛星ILASプロ ジェ ク ト と その成果, 気象研究 ノー ト , (215), 99-110, 2007 0105SP021

Coulter L.(*1), Canadell P.(*1), Dhakal S.(*1GCP(Aust.))：Carbon reductions and offsets, ESSR Report No.5/
GCP Report No.6(Earth Syst.Sci.Partnership,33p.), 2008

0712BA278

Dhakal S., Betsill Michele M.(*1)(*1Colorado State Univ.)：Challenges of urban and regional carbon management
and the scientific response, Local Environ., 12(5), 549-555, 2007

0712BA278

Yedla S.(*1), Dhakal S.(*1Indira Gandhi Inst.Dev.Res.)(Guest Editors) ： Transportation and environment in
developing countries, Int.J.Environ.Pollut., 30(1), 1-7, 2007

0712BA278

Yedla S.(*1), Dhakal S.(*1Indira Gandhi Inst.Dev.Res.)(Guest Editors) ： Special issue on environmental
inplications of urban transportation in Asia, Int.J.Environ.Pollut., 30(1), 2007

0712BA278

佐治光, 佐治章子 ： 植物の環境ス ト レ ス耐性機構の解析, 電気評論, 92(10), 68-69, 2007 0307AE503

金田彰二(*1), 倉西良一(*2), 石綿進一(*3), 東城幸治(*4), 清水高男(*5), 平良裕之(*6), 佐竹潔(*1日本工学
院専門学校, 千葉県中央博, *3神奈川県環境科セ, *4信州大, *5淡水ベン ト ス研) ：日本における外来種フ
ロ リ ダマ ミ ズ ヨ コエビ(Crangonyx floridanus Bousfield)の分布の現状, 陸水学雑誌, 68, 449-460, 2007

0610AE463

佐竹潔, 上野隆平 ： 小笠原の無脊椎動物 ・ 川のエビ(2), 季刊誌i-Bo, 18, 20-21, 2007 0508CD539
0610AE463

Satake K., Kuranishi R.B.(*1)(*1Nat.Hist.Mus.Inst.Chiba)：Further studies on caddisflies(Insecta: Trichoptera)
collected from the Bonin Islands and the Izu Archipelago,Japan, Proc.12th Int.Symp.Trichoptera(Bueno-Soria
J.,Barba-Alvarez R.,Armitage B. eds.,Caddis Pr.,378p.), 279-284, 2007

0508CD539
0610AE463

Nunomura N.(*1), Satake K., Ueno R.(*1Toyama Sci.Mus.) ： A new species of the genus Spherillo(Crustacea:
Isopoda) from Hahajima,Bonin Islands,southern Japan, Bull.Toyama Sci.Mus., 31, 45-50, 2008

0607AF452
0508CD539

佐藤圭, 田中友里愛(*1), 李紅(*2), 小川志保(*3), 畠山史郎(*4)(*1住化分析セ, *2中国環境科研院, *3筑波
大, *4東京農工大) ： 沖縄辺戸岬における有機エア ロ ゾルの組成 と季節変化 ： 2005～2006年に観測された
多環芳香族炭化水素, 地球化学, 41(4), 145-153, 2007

0610AA401
0507BA825

Narukawa M.(*1), Matsumi Y.(*1), Matsumoto J.(*1), Takahashi K.(*1), Yabushita A.(*2), Sato K., Imamura
T.(*1Nagoya Univ., *2Horiba) ： Real-time analysis of secondary organic aerosol particles formed from
cyclohexene ozonolysis using a laser-ionization single-particle aerosol mass spectrometer, Anal.Sci., 23(5),
507-511, 2007

0610AE402

Sato K., Hatakeyama S.(*1), Imamura T.(*1Tokyo Univ.Agric.Technol.) ： Secondary organic aerosol formation
during the photooxidation of toluene: NOx dependence of chemical composition, J.Phys.Chem.A, 111(39),
9796-9808, 2007

0610AE402
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Narukawa M.(*1), Matsumi Y.(*1), Matsumoto J.(*1), Takahashi K.(*1), Yabusita A.(*2), Sato K., Imamura
T.(*1Nagoya Univ., *2Horiba) ： Single particle analysis of secondary organic aerosol formed from 1,4-
cyclohexadiene ozonolysis using a laser-ionization single-particle aerosol mass spectrometer,
Bull.Chem.Soc.Jpn., 81(1), 120-126, 2008

0709BA375
0610AA401

中宮邦近, 中山崇(*1), 佐野友春, 高木博夫, 伊藤裕康, 柴田康行, Edmonds J.S., 森田昌敏(*1農環技研)：分
析標準物質と し ての有機 ヒ 素化合物の合成, 環境化学, 17(3), 355-361, 2007

0307ZZ476

Nemoto K.(*1), Kubo T.(*1), Nomachi M.(*1), Sano T., Matsumoto T.(*1), Hosoya K.(*1), Hattori T.(*1), Kaya
K.(*1)(*1Tohoku Univ.) ： Simple and effective 3D recognition of domoic acid using a molecular imprinted
polymer, J.Am.Chem.Soc., 129, 13626-13632, 2007

0307BY577

Sano T., Kikuchi S.(*1), Kubo T.(*1), Takagi H., Hosoya K.(*1), Kaya K.(*1)(*1Grad.Sch.Tohoku Univ.)：New
values of molecular extinction coefficient and specific rotation for cyanobacterial toxin cylindrospermopsin,
Toxicon, 51, 717-719, 2008

0610AE401
0610AD474

柴田康行, 堀口敏宏, 田中敦, 高澤嘉一, 植弘崇嗣, 廣田正史(*1), 吉兼光葉(*1)(*1環境研究セ) ： 野生生物
保護と環境汚染の監視－環境モニタ リ ング と環境スペシ メ ンバン ク－, 野生動物医学会誌, 12(1), 19-26,
2006

0610SP304

中西利典(*1), 竹村恵二(*2), 齋藤武士(*2), 松山尚典(*3), 柴田康行(*1土木研, *2京大院, *3応用地質) ： 大
分県別府浜脇地区の沖積層ボー リ ング コ ア解析－堆積層 と炭素14年代値－, 大分県温泉調査研究会報告
, (58), 11-19, 2007

0610AE413

柴田康行, 内田昌男, 米田穣(*1), 田中敦, 鈴木亮, 廣田正史(*2), 鵜野光, 小林利行(*3), 小林千明(*3), 植弘
崇嗣(*1東大院, *2パレオラ, *3伯東) ： ガス ク ロマ ト グ ラ フ と加速器質量分析計の組み合わせ(GC-AMS)
によ る個々の化合物の放射性炭素年代測定, 真空, 50(7), 480-485, 2007

0608AG466

石丸恵利子(*1), 海野徹也(*2), 米田穣(*3), 柴田康行, 湯本貴和(*4), 蛇安一郎(*1)(*1京大, *2広島大, *3東
大, *4地球研)：海産魚類の産地同定からみた水産資源の流通の展開－中四国地方を中心 と し た魚類遺存
体の炭素 ・ 窒素同位体分析の視角から－, 考古学と自然科学, 57, 1-20, 2008

0610AE413

Nakamiya K., Nakayama T., Edmonds J.S., Morita M. ： Chiral arsinic acid esters revealed by proton NMR
spectroscopy, Appl.Organometallic Chem., 20, 580-584, 2006

0307ZZ476

Shibata Y., Takasuga T.(*1)(*1Cent.Mar.Environ.Stud.Ehime Univ.) ： Persistent organic pollutants monitoring
activities in Japan, Persistent Organic Pollutants in Asia Sources,Distributions,Transport and
Fate(Developments in Environmental Science Vol.7)(Li A.,Tanabe S.,Jiang G. eds.,Elsevier,825p.), 3-30, 2007

0608AG457

Shibata Y. ： Monitoring network on the marine pollution in the Asian Waters, ASEAN Int.Conf.(Miyazaki
N.,Wattayakorn G. eds.,Shinjusha,132p.), 112-119, 2008

0608AG457

Kim S.-C.(*1), Choi J.-W.(*1), Shibata Y., Takazawa Y.(*1NIER(Korea))：Harmonization of analytical methods
of dioxins and POPs between Korea and Japan, 6th Jpn.-Korea Co-Operative Jt.Res.EDCs,POPs & Other
Related Chemicals Annual Report 2006(NIES,87p.)(平成18年度環境省請負事業 化学物質の内分泌か く 乱作
用等に関する日韓共同研究), 31-43, 2007

0606BY446

Iwasaki S.(*1), Murayama K.(*2), Hayashi M.(*3), Ogino S.-Y.(*4), Ishimoto H.(*5), Tachibana Y.(*4)(*6),
Shimizu A., Matsui I., Sugimoto N., Yamashita K.(*3) et al.(*1Natl.Def.Acad., *2Kanazawa Univ., *3Fukuoka
Univ., *4JAMSTEC, *5MRI, *6Tokai Univ.) ： Characteristics of aerosol and cloud particle size distributions in
the tropical tropopause layer measured with optical particle counter and lidar, Atmos.Chem.Phys., 7, 3507-
3518, 2007

0206BA342

Irie H.(*1), Kanaya Y.(*1), Akimoto H.(*1), Iwabuchi H.(*1), Shimizu A., Aoki K.(*2)(*1FRCGC,
*2Univ.Toyama) ： First retrieval of tropospheric aerosol profiles using MAX-DOAS and comparison with lidar
and sky radiometer measurements, Atmos.Chem.Phys., 8, 341-350, 2007

0610CC995

Uno I.(*1), Yumimoto K.(*2), Shimizu A., Hara Y., Sugimoto N., Wang Z.(*3), Liu Z.(*4), Winker
D.M.(*5)(*1Res.Inst.Appl.Mech.Kyushu Univ., *2Kyushu Univ., *3Chin.Acad.Sci., *4Natl.Inst.Atmos.,
*5NASA Langley Res.Cent.) ： 3D structure of Asian dust transport revealed by CALIPSO lidar and a 4DVAR
dust model, Geophys.Res.Lett., 35, L06803, 2008

0711AE458
0608BA487

Hayasaka T.(*1), Satake S.(*1), Shimizu A., Sugimoto N., Matsui I., Aoki K.(*2), Yoshikawa M.(*3)(*1RIHN,
*2Univ.Toyama, *3EnergySharing：Vertical distribution and optical properties of aerosols observed over Japan
during the Atmospheric Brown Clouds-East Asia Regional Experiment 2005, J.Geophys.Res., 112, D22S35,
2007

0610CC995
0711AE458
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山中勤(*1)(*2), 田中正(*1)(*2), 辻村真貴(*2), 大倉博(*3), 清水英幸, 吉谷純一(*4), 嶋田純(*5), 開發一郎
(*6), 近藤昭彦(*7)(*1筑波大陸域環境研セ, *2筑波大院, *3防災科研, *4土木研, *5熊本大院, *6広島大院,
*7千葉大環境 リ モー ト センシング研セ) ： 国際高等教育協力におけ る水問題 ・ 環境問題の認知構造 ： 数
量化Ⅲ類によ る知的 リ ソース ・ ニーズマ ッ ピング, 水文 ・ 水資源学会誌, 21(1), 39-49, 2008

0610AA401
0406BA405
0507BA849

田中正(*1), 木村富士男(*1), 辻村真貴(*1), 山中勤(*1), 真木雅之(*2), 清水英幸, 吉谷純一(*3), 嶋田純(*4),
開發一郎(*5), 近藤昭彦(*6)(*1筑波大院, *2防災科研, *3土木研, *4熊本大院, *5広島大院, *6千葉大環境
リ モー ト センシング研セ), 水資源 ・ 環境 ・ 災害教育協力モデル－中国を対象 と し た 適化 と実践検証－
平成19年度文科省 「国際協力イ ニシアテ ィ ブ」 教育協力拠点形成事業(水 ・ 環境関連国際教育協力調査
委員会,筑波大学陸域環境研究セン ター ,96p.), 2008

0610AA401
0406BA405
0507BA849

Shimizu H., Feng Y.W.(*1)(*1CRIEPI) ：Ozone and/or water stresses could have influenced the Betula ermanii
Cham.Forest decline observed at Oku-Nikko,Japan, Environ.Monit.Assess., 128, 109-119, 2007

9901BA004

Tanaka T.(*1), Kimura F.(*1), Tsujimura M.(*1), Yamanaka T.(*1), Ohkura H.(*2), Maki M.(*2), Shimizu H.,
Yoshitani J.(*3), Shimada J.(*4), kaihotsu I.(*5) et al.(*1Univ.Tsukuba, *2NIED, *3PWRI, *4Kumamoto Univ.,
*5Hiroshima Univ.), IReNe in the Field of Water & Environment(IReNe-WE,TERC Univ.Tsukuba,21p.), 2008

0610AA401
0406BA405
0507BA849

Sun C.X.(*1)(*2), Chen L.J.(*1), Wu Z.J.(*1), Zhou L.K.(*1), Shimizu H.(*1IAECAS, *2Northeastern Univ.) ：
Soil persistence of Bacillus thuringiensis(Bt) toxin from transgenic Bt cotton tissues and its effect on soil enzyme
activities, Biol.Fertil Soils, 43, 617-620, 2007

0709BA513
0406BA405

大河原正博(*1), 西山桂太(*1), 山口隆司(*1), 珠坪一晃, 井町寛之(*2), 原田秀樹(*3)(東北大), 大橋晶良
(*4)(*1長岡技科大, *2JAMSTEC, *3東北大, *4広島大) ： Expanded Granular Sludge Bed(EGSB) リ ア ク ター
によ る実下水処理特性の評価, 環境工学研究論文集, 44, 579-587, 2007

0608KA954

大塚勇輝(*1), 橋本尚人(*1), 荒木信夫(*1), 阿部憲一(*2), 川上周司(*2), 山口隆司(*2), 珠坪一晃(*1長岡高
専, *2長岡技科大院) ： apsA mRNAを標的と し たFISH法によ る硫酸塩還元菌群の検出, 環境工学研究論文
集, 44, 633-639, 2007

0608AG506

角野晴彦(*1), 室田龍一(*1), 大橋晶良(*2), 原田秀樹(*3), 珠坪一晃(*1岐阜高専, *2広島大院, *3東北大院)：
メ タ ン発酵型散水ろ床 「AnDHS反応槽」 によ る低濃度排水処理, 用水 と廃水, 49(12), 65-72, 2007

0608KA954

Syutsubo K., Yoocyatchaval W., Yoshida H., Nishiyama K.(*1), Okawara M.(*1), Sumino H.(*2), Araki N.(*3),
Harada H.(*3), Ohashi A.(*1)(*1Nagaoka Univ.Technol., *2Gifu Natl.Coll.Technol., *3Nagaoka
Natl.Coll.Technol.) ： Changes of microbial characteristics of retained sluge during low-temperature operation
of an EGSB reactor for low-strength wastewater treatment, Water Sci.Technol., 57(2), 277-281, 2008

0608KA954

稲森悠平(*1), 徐開欽, 稲森隆平(*1)(*1福島大) ： 環境農業直接支払制度を具体化し た 「環境こ だわ り 農
業」 によ る水環境保全, 用水 と廃水, 49(6), 3-6, 2007

0610AA402
0610AB519
0610AA204

稲森悠平(*1), 徐開欽, 稲森隆平(*1)(*1福島大)：中国の水環境の現状 と汚水処理事業の進展, 用水 と廃水，
49(5), 363-367, 2007

0610AA402
0610AB519
0610AA204

鈴木理恵(*1), 徐開欽, 佐竹隆顕(*1), 山崎宏史(*2), 稲森悠平(*1筑波大, *2東北大) ： デ ィ スポーザ活用排
水処理システムの浄化機能と微小動物の質的量的特性, 用水と廃水, 48(11), 994-1001, 2006

0610AA402
0610AB519
0610AA204

稲森隆平(*1), 徐開欽, 山本智子(*1), 松村正利(*1), 稲森悠平(*1筑波大)：生態工学を活用し た水生植物に
よ る浄化技術, 用水 と廃水, 48(11), 963-975, 2006

0610AA402
0610AB519
0610AA204

稲森悠平(*1), 徐開欽, 蛯江美孝, 稲森隆平(*2)(*1福島大, *2筑波大)：排水汚水処理技術集成, 排水汚水処
理技術集成(稲森悠平編著,エヌ ・ テ ィ ー ・ エス,550p.), 1-28, 2007

0610AA402
0610AB519
0610AA204

稲森悠平, 徐開欽, 岩見徳雄(*1)(*1明星大) ： 5.2.2 湖沼マイ ク ロ コ ズム, こ らからの大学等研究施設 第3
編 「環境科学編」 (有馬朗人監修,文教施設協会,338p.), 105-116, 2006

0610AA402
0610AB519
0610AA204

徐開欽, 稲森悠平(*1), 須藤隆一(*2)(*1福島大, *2環境生態工研) ： 深刻さ増す中国のアオコ問題 ： 対策に
本格的取組み－ 「第7回江蘇科学技術フ ォーラ ム」 に参加し て－, 用水 と廃水, 49(12), 1006-1010, 2007

0610AA402
0610AB519
0610AA204
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稲森悠平(*1), 徐開欽, 稲森隆平(*1), 蛯江美孝, 須藤隆一(*2)(*1福島大, *2埼玉県環境科国際セ)：Bio・Eco
Systemを活用 し た我が国の対策を踏ま えた中国におけ る 水環境保全再生戦略(2), 水, 2008(2), 14-26,
2008

0610AA402
0610AB519
0610AA204

稲森悠平(*1), 徐開欽, 稲森隆平(*1), 蛯江美孝, 須藤隆一(*2)(*1福島大, *2埼玉県環境科国際セ)：Bio・Eco
Systemを活用 し た我が国の対策を踏ま えた中国におけ る 水環境保全再生戦略(1), 水, 2008(1), 14-27,
2008

0610AA402
0610AB519
0610AA204

稲森悠平(*1), 稲森隆平(*1), 徐開欽, 蛯江美孝(*1福島大) ： バイオエコ システムを導入し た高度処理によ
る水環境保全再生, 水, 2008(2), 33-41, 2008

0610AA402
0610AB519
0610AA204

Kuwabara T.(*1), Kimochi Y.(*2), Xu K-Q.(*3), Inamori Y., Matsumura M.(*1)(*1Univ.Tsukuba,
*2Cent.Environ.Sci.Saitama, *3Wuhan Univ.) ： Analysis of the characteristics of CH4 and N2O Emission in the
bench-scale lagoon system, Jpn.J.Wat.Treat.Biol.(日本水処理生物学会誌), 43(2), 83-90, 2007

0610AA204

Kuwabara T.(*1), Matsumura M.(*1), Hayashi N.(*2), Xu K-Q.(*3), Inamori Y.(*1Univ.Tsukuba,
*2Nat.Hist.Mus.Inst.Chiba, *3Wuhan Univ.)：Evaluation of the role of the aquatic plants in floating type edible
aquatic plant purification system, Jpn.J.Wat.Treat.Biol.(日本水処理生物学会誌), 43(2), 91-97, 2007

0610AA204

Xu K-Q., Brown C.(*1), Kwon H-H.(*1), Lall U.(*1), Zhang J.(*2), Hayashi S., Chen Z.(*3)(*1Columbia Univ.,
*2Minist.Water Resour.(China), *3East China Norm.Univ.)：Climate teleconnections to Yangtze river seasonal
streamflow at the Three Gorges Dam,China, Int.J.Climatol., 27, 771-780, 2007

9911AE473
0610AB519
0610AA204

Chen Z.(*1), Chen D.(*2), Xu K-Q., Zhao Y.(*3), Wei T.(*1), Chen J.(*1), Li L.(*4), Watanabe M.(*1East
China Norm.Univ., *2Coll.Suzhou Sci.Technol., *3Univ.Leeds, *4Natl.Univ.Singapore) ： Acoustic Doppler
current profiler surveys along the Yangtze River, Geomorphology, 85, 155-165, 2007

9911AE473
0610AB519
0610AA204

Inamori R.(*1), Gui P., Dass P., Matsumura M.(*1), Xu K-Q., Kondo T.(*2), Ebie Y., Inamori
Y.(*1Univ.Tsukuba, *2Waseda Univ.) ： Investigating CH4 and N2O emissions from eco-engineering wastewater
treatment processes using constructed wetland microcosms, Process Biochem., 42, 363-373, 2007

0610AA402
0610AB519
0610AA204

Chen Z.(*1), Xu K-Q., Watanabe M.(*2)(*1East China Norm.Univ., *2Keio Univ.)：21 Dynamic hydrology and
geomorphology of the Yangtze River, Large Rivers: Geomorphology and Management(Gupta A.,Wily,689p.),
457-469, 2007

0610AA402
0610AB519
0610AA204

Zhan J.(*1), Ding G.(*2), Xu K-Q.(*1Jingdezhen Archit.Design Inst., *2Shanghai Univ.)：Study on inactivation
effect of chlorine on Rhabditis sp. in drinking water, Water Puri.Technol.(in Chinese), 26(3), 42-44, 2007

0610AA402
0610AB519
0610AA204

金相燦(*1), 稲森悠平(*2), 朴俊大(韓国国立環境研), 徐開欽, 蛯江美孝(*1中国環境科研院, *2福島大), 湖
泊和湿地水環境 生態修復技術与管理指南(金相燦,稲森悠平,朴俊大編,科学出版社,394p.)(中文), 2007

0610AA402
0610AB519
0610AA204

Shirai T., Yokouchi Y., Blake D.R.(*1), Kita K.(*2), Izumi K.(*3), Koike M.(*4), Komazaki Y.(*5)(*6), Miyazaki
Y.(*5), Fukuda M.(*5), Konso Y.(*5)(*1Univ.California, *2Ibaraki Univ., *3Toyo Univ., *4Univ.Tokyo,
*5CCSR Univ.Tokyo, *6Now at FRCGC)：Seasonal variations of atmospheric C2-C7 nonmethane hydrocarbons
in Tokyo, J.Geophys.Res., 112, D24305, 2007

0508BB770

Kodama K., Kume G.(*1), Shiraishi H., Morita M., Horiguchi T.(*1Nagasaki Univ.)：Relationship between body
lenght,processed-meat length and seasonal change in net processed-meat yield of Japanese mantis shrimp
Oratosquilla oratoria in Tokyo Bay, Fish.Sci., 72, 804-810, 2006

0610AA304

白石不二雄 ： 3.4.12 酵母ツーハイブ リ ッ ド ア ッ セイ法によ る新規環境ホルモン様物質の探索, 実験化学
講座 20-2 環境化学(第5版)(日本化学会編,丸善,519p.), 479-483, 2007

0610AA301

Hashimoto S.(*1), Ueda Y.(*1), Kurihara R.(*1), Shiraishi F.(*1Univ.Shizouka) ： Comparison of the estrogenic
activities of seawater extracts from Suruga Bay,Japan,based on chemical analysis or bioassay,
Environ.Toxicol.Chem., 26(2), 279-286, 2007

0610AA301

Kubo T.(*1), Matsumoto H.(*1), Shiraishi F., Nomachi M.(*1), Nemoto K.(*1), Hosoya K.(*1), Kaya
K.(*1)(*1Tohoku Univ.)：Selective separation of hydroxy polychlorinated biphenyls(HO-PCBs) by the structural
recognition on the molecularly imprinted polymers: Direct separation of the thyroid hormone active analogues
from mixtures, Anal.Chim.Acta, (589), 180-185, 2007

0610AA301
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Tada N.(*1), Saka M.(*1), Shiraishi F., Kamata Y.(*2)(*1Kyoto Pref.Inst.Public Health Environ.,
*2Grad.Sch.Osaka Pref.Univ.)：A field study on serum vitellogenin levels in male Reeves' pond turtles(Chinemys
reevesii) from estrogen-contaminated sites and a reference site, Sci.Total Environ., 384, 205-213, 2007

0610AA301

Kurihara R.(*1), Watanabe E.(*1), Ueda Y.(*1), Kakuno A.(*2), Fujii K.(*2), Shiraishi F., Hashimoto
S.(*1)(*1Univ.Shizuoka, *2FEIS) ： Estrogenic activity in sediments contaminated by nonylphenol in Tokyo
Bay(Japan) evaluated by vitellogenin induction in male mummichogs(Fundulus heteroclitus), Mar.Pollut.Bull.,
54, 1315-1320, 2007

0610AA301

Kurihara R.(*1), Shiraish F., Rajendran R.B.(*2), Tao H.(*2), Horiguchi F.(*2), Nakata K.(*3), Hashimoto
S.(*1)(*1Univ.Shizuoka, *2AIST, *3Tokai Univ.) ： Evaluation of ecotoxicity and fate of methylated butyltins in
sediments and seawater from Tokyo Bay,Japan, Environ.Toxicol.Chem., 26(12), 2560-2566, 2007

0610AA301

Terasaki M.(*1), Shiraishi F., Fukazawa H.(*2), Makino M.(*1)(*1Univ.Shizuoka, *2Shizuoka
Inst.Environ.Hyg.) ： Occurrence and estrogenicity of phenolics in paper-recycling process water: Pollutants
originating from thermal paper in waste paper, Environ.Toxicol.Chem., 26(11), 2356-2366, 2007

0610AK545

Allinson G.(*1), Allinson M.(*1), Salzman S.(*2), Shiraishi F., Myers J.(*3), Theodoropoulos T.(*1), Hermon
K.(*1), Wightwick A.(*1)(*1DPIQueenscliff, *2Deakin Univ., *3Monash Univ.), Hormones in Recycled
Water,Final Report(Allinson G. et al.,DPI,64p.), 2007

0610AA301

須賀伸介 ： 格子ボルツマン法を用いた2次元移流拡散方程式の数値ス キームに関する研究, 応用力学論
文集, 10, 147-156, 2007

0606AE512

早崎将光, 菅田誠治, 大原利眞, 若松伸司(*1), 宮下七重(*1愛媛大)：1992-2004年度のSPM環境基準達成率
に対する黄砂現象の影響, 大気環境学会誌, 42(3), 188-199, 2007

0610AA401
0608BA487
0709AH381

Adachi S.(*1), Kimura F.(*1), Sugata S., Hayasaki M., Kurosaki Y.(*2), Wakamatsu S.(*3)(*1Univ.Tsukuba,
*2Georgia Inst.Technol., *3Ehime Univ, )：Dust transport along a cold front: A case study of a cyclone observed
on 19-20 April 2000 in Northeast Asia, J.Jpn.Soc.Atmos.Environ.(大気環境学会誌） , 42(6), 327-338, 2007

0407KB498

高橋美加(*1), 松本真理子(*1), 川原和三(*2), 菅野誠一郎(*3), 菅谷芳雄, 広瀬明彦(*1), 鎌田栄一(*1), 江馬
眞(*1)(*1医薬品食品衛研, *2化評研, *3産医研) ： OECD化学物質対策の動向(第12報)－第20回,第21回
OECD高生産量化学物質初期評価会議(2005年パ リ ,ワ シ ン ト ンDC)－, 化学生物総合管理学会誌, 3(1),
43-55, 2007

0610AK484
0610AA304

松本真理子(*1), 大井恒宏(*2), 宮地繁樹(*3), 菅谷芳雄, 江馬眞(*1)(*1医薬品食品衛研, *2厚労省, *3化評
研)：OECD高生産量化学物質点検プロ グ ラ ム ：第23回初期評価会議概要, 化学生物総合管理学会誌, 3(1),
56-65, 2007

0610AK484
0610AA304

松本真理子(*1), 山本展裕(*2), 宮地繁樹(*3), 菅谷芳雄, 江馬眞(*1)(*1医薬品食品衛研, *2厚労省, *3化評
研) ： OECD高生産量化学物質点検プロ グ ラ ム ： 第24回初期評価会議概要, 化学生物総合管理学会誌, 3,
180-189, 2007

0610AK484
0610AA304

Manabe T.(*1), Takahashi Y.(*1), Yoshimi T.(*1), Miura T.(*1), Sugaya Y.(*1Tokyo Univ.Pharm.Life Sci.) ：
Development of an axute toxicity test for first-instar-larvae of a Midge(Chironomus yoshimatsui) using a Teflon
Sheet, Jpn.J.Envrion.Toxicol.(環境毒性学会誌） , 10(1), 51-57, 2007

0610AK484
0610AA304

Hayashida S.(*1), Sugita T., Ikeda N.(*1)(*2), Toda Y.(*1)(*3), Irie H.(*4)(*1Nara Women's Univ., *2Now at
Fujitsu Lab., *3Now at Mitsubishi Electr., *4FRCGC)：Temporal evolution of ClONO2 observed with Improved
Limb Atmospheric Spectrometer(ILAS) during arctic late winter and early spring in 1997, J.Geophys.Res., 112,
D14311, 2007

0406BA352
0607AI298
0709BA375

Hayashida S.(*1), Sugita T.(*1Nara Woman's Univ.)：Hemispheric contrast of inorganic chlorine partitioning in
the polar lower stratosphere during ozone recovery period observed from space, SOLA, 3, 117-120, 2007

0406BA352

Wetzel G.(*1), Sugita T., Nakajima H., Tanaka T., Yokota T., Friedl-Vallon F.(*1), Kleinert A.(*1), Maucher
G.(*1), Oelhaf H.(*1)(*1IMK(Ger.))：Technical Note: Intercomparison of ILAS-II version 2 and 1.4 trace species
with MIPAS-B measurements, Atmos.Chem.Phys.Discuss., 7, 16227-16251, 2007

0406BA352

Sugita T., Saitoh N.(*1), Hayashida S.(*2), Imamura T., Saeki K., Nakajima H.(*1CCSR Univ.Tokyo, *2Nara
Woman's Univ.) ：Temporary denitrification in the antarctic stratosphere as observed by ILAS-II in June 2003,
SOLA, 3, 137-140, 2007

0607AI298
0709BA375
0406BA352
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Wetzel G.(*1), Sugita T., Nakajima H., Tanaka T., Yokota T., Friedl-Vallon F.(*1), Kleinert A.(*1), Maucher
G.(*1), Oelhaf H.(*1)(*1IMK)：Technical note: Intercomparison of ILAS-II version 2 and 1.4 trace species with
MIPAS-B measurements, Atmos.Chem.Phys., 8, 1119-1126, 2008

0406BA352
0709BA375

杉本伸夫 ： ラ イ ダー , 天気, 54(7), 15-18, 2007 0709AE389

Lin C.-Y.(*1), Wang Z.(*2), Chen W.-N.(*1), Chang S.-Y.(*1), Chou C.C.K.(*1), Sugimoto N., Zhao
X.(*2)(*1Acad.Sin., *2Chin.Acad.Sci) ： Long-range transport of Asian dust and air pollutants to Taiwan:
observed evidence and model simulation, Atmos.Chem.Phys., 7, 423-434, 2007

0608BA487

Yumimoto  K . (*1 ) ,  Uno I . ( *2 ) ,  Sug imoto  N . ,  Sh im izu  A . ,  Sa take  S . (*3 ) (*1Kyusyu
Univ.*2Res.Inst.Appl.Mech.Kyusyu Univ., *3RIHN) ： Adjoint inverse modeling of dust emission and transport
over East Asia, Geophys.Res.Lett., 34, L08806, 2007

0608BA487

Nishizawa T.(*1)(*2), Okamoto H.(*1), Sugimoto N., Matsui I., Shimizu A., Aoki K.(*3)(*1Grad.Sch.Touhoku
Univ., *2Jpn.Soc.Promot.Sci., *3Univ.Toyama) ： An algorithm that retrieves aerosol properties from dual-
wavelength polarized lidar measurements, J.Geophys.Res., 112, D06212, 2007

0709AE434

Li C.(*1)(*2), Taneda S., Suzuki A.K., Furuta C.(*1)(*2), Watanabe G.(*1)(*2), Taya K.(*1)(*2)(*1Gifu Univ.,
*2Tokyo Univ.Agric.Technol.)：Effects of 3-methyl-4-nitrophenol in diesel exhaust particles on the regulation
of testicular function in immature male rats, J.Andrology, 28(2), 252-258, 2007

0610AA412

Lee C-H.(*1), Kamijima M.(*1), Li C.(*2)(*3), Taneda S., Suzuki A.K., Nakajima T.(*1)(*1Nagoya Univ., *2Gifu
Univ., *3Tokyo Univ.Agric.Technol.) ： 3-Methyl-4-nitrophenol metabolism by uridine diphosphate
glucuronosyltransferase and sulfotransferase in liver microsomes of mice,rats,and Japanese quail(Coturnix
japonica), Environ.Toxicol.Chem., 26(9), 1873-1878, 2007

0610AA412

Li C.(*1), Taneda S., Suzuki A.K., Furuta C.(*1)(*2), Watanabe G.(*1)(*2), Taya K.(*1)(*2)(*1Tokyo
Univ.Agric.Technol., *2Grad.Sch.Gifu Univ.) ： Effects of 3-methyl-4-nitrophenol on the suppression of
adrenocorical function in immature male rats, Biol.Pharm.Bull., 30(12), 2376-2380, 2007

0610AA412

Suzuki T., Nohara K. ： Regulatory factors involved in species-specific modulation of arylhydrocarbon
receptor(AhR)-dependent gene expression in humans and mice, J.Biochem., 142, 443-452, 2007

0608AE438
0710AG333

Mato Y.(*1), Suzuki N., Katatani N.(*2), Kadokami K.(*3), Nakano T.(*4), Nakayama S.(*1), Sekii H., Komoto
S., Miyake S., Morita M.(*1JESC, *2Univ.Yamanashi, *3Kitakyushu City Inst.Environ.Sci., *4Hyogo
Pref.Inst.Public Health Environ.Sci.)：Human intake of PCDDs,PCDFs,and dioxin like PCBs in Japan,2001 and
2002, Chemosphere, 67, S247-S255, 2007

0610AA301

Miyata N.(*1), Sugiyama D.(*1), Tani Y.(*1), Tsuno H.(*2), Seyama H., Sakata M.(*1), Iwahori
K.(*1)(*1Univ.Shizuoka, *2AIST) ： Production of biogenic manganese oxides by repeated-batch cultures of
laboratory microcosms, J.Biosci.Bioeng., 103(5), 432-439, 2007

0507AE797

Nakamiya K., Takagi H., Nakayama T., Ito H., Tsuruga H.(*1), Edmonds J.S., Morita M.(*1Hokkaido Univ.) ：
Microbial production and vaporization of mono-(2-ethylhexyl) phthalate fromdi-(2-ethylhexyl) phthalate by
microorganisms inside houses, Arch.Environ.Occup.Health, 60(6), 321-325, 2007

0105AA165

Takazawa Y., Yoshikane M., Shibata Y.：Toxaphene and other organochlorine compounds in pintails(Anas acuta)
from Saitama Kamoba in Japan during Oct 2000-Feb 2002, Bull.Environ.Contam.Toxicol., 79(1), 87-90, 2007

0606BY446

Takazawa Y., Tanaka A., Shibata Y. ： Organochlorine pesticides in muscle of rainbow trout from a remote
Japanese lake and their potential risk on human health, Water Air Soil Pollut., 187(1/4), 31-40, 2008

0606BY446

Takano H., Yanagisawa R., Inoue Ken-ihciro ： Components of diesel exhaust particles diversely enhance a
variety of respiratory diseases related to infection or allergy: Extracted organic chemicals and the residual
particles after extraction differently affect respiratory diseases, J.Clin.Biochem.Nutr., 40, 101-107, 2007

0507AG476

Tomaru M.(*1), Takano H., Osakabe N.(*2), Yasuda A.(*2), Inoue Ken-ichiro., Yanagisawa R., Ohwatari T.(*1),
Uematsu H.(*1)(*1Tokyo Med.Dent.Univ., *2Meiji Seika) ： Dietary supplementation with cacao liquor
proanthocyanidins prevents elevation of blood glucose levels in diabetic obese mice, Nutrition, 23, 351-355,
2007

0507AG476

Takahashi K. ： Impacts of global warming on agricultural production and adaptations in response, Global
Environ.Res., 10(2), 243-252, 2007

0406BA488
0507BA507
0507BA794
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泉徳和(*1), 石渡明(*2), 寒河江登志朗(*3), 佐藤勇(*4), 高橋慎司, 清水明, 唐澤豊(*5)(*1石川県大, *2金沢
大, *3日本大, *4日本大総研大院,*5信州大)： ダチ ョ ウなど平胸小網Ratitaeの孵化率に及ぼす卵殻および
卵殻気孔の影響, 日本ダチ ョ ウ ・ 走鳥類研究会誌, 8, 1-14, 2007

0610AE539

Kamata R., Takahashi S., Shimizu A., Morita M., Shiraishi F. ： In ovo exposure quail assay for risk assessment
of endocrine disrupting chemicals, Arch.Toxicol., 80(12), 857-867, 2006

0610AE539

Kamata R., Takahashi S., Shimizu A., Shiraishi F. ： Avian transgenerational reproductive toxicity test with in
ovo exposure, Arch.Toxicol., 80(12), 846-856, 2006

0610AE539

Li C.(*1)(*2), Takahashi S., Taneda S., Furuta C.(*1)(*2), Watanabe G.(*1)(*2), Suzuki A.K., Taya
K.(*1)(*2)(*1Gifu Univ., *2Tokyo Univ.Agric.Technol.) ： Effects of 3-methyl-4-nitrophenol in diesel exhaust
particles on the regulation of reproductive function in immature femle Japanese quail(Coturnix japonica),
J.Reprod.Dev., 53(3), 673-678, 2007

0610AE539

Weng Q.(*1)(*2), Saita E.(*2)(*3), Watanabe G.(*2)(*3), Takahashi S., Sedqyar M.(*2)(*3), SuzukiA.K., Taneda
S., Taya K.(*2)(*3)(*1Beijing For.Univ., *2Tokyo Univ.Agric.Technol., *3Gifu Univ.) ： Effect of methimazole-
induced hypothyroidism on adrenal and gonadal functions in male Japanese quail(Coturnix japonica),
J.Reprod.Dev., 53(6), 1335-1341, 2007

0610AE539

Sedqyar M.(*1)(*2), Weng Q.(*2)(*3), Watanebe G.(*1)(*2), Kandiel M.M.M.(*2)(*4), Takahashi S., Suzuki
A.K., Tanada S., Taya K.(*1)(*2)(*1Grad.Sch.Gifu Univ., *2Tokyo Univ.Agric.Technol., *3Beijin For.Univ.,
*4Benha Univ.)：Secretion of inhibin in female Japanese quails(Coturnix japonica) from hatch to sexual maturity,
J.Reprod.Dev., 54(1), 52-57, 2008

0610AE539

Suthawaree J.(*1), Kato S.(*1), Takami A., Hatakeyama S., Kadena H.(*2), Togushi M.(*2), Tomoyose N.(*2),
Yogi K.(*2), Jaffe D.(*3), Swartsendruber P.(*3) et al.(*1Tokyo Metrop.Univ., *2Okinawa Pref.Inst.Health
Environ., *3Univ.Washington-Bothell.) ： Influence from long-range transport of Asia outflow on O3,CO and
VOCs concentrations during an intensive measurement campaign at Cape Hedo,Okinawa,in spring 2004,
J.Jpn.Soc.Atmos.Environ.(大気環境学会誌） , 42(6), 350-361, 2007

0507BA825
0610AA401

高村健二 ： 分布確認地点にも とづ く メ ダカ生息適地推定, 保全生態学研究, 12, 112-117, 2007 0610AE411

Takamura K. ： Performance as a fish predator of largemouth bass [Micropterus salmoides(Lacepede)] invading
Japanese freshwaters: a review, Ecol.Res., 22, 940-946, 2007

0610AE411

針生勤(*1), 仲島広嗣(*2), 高村典子(*1釧路市博, *2野生生物総研) ： 達古武沼 と周辺河川における魚類の
分布特性と生息状況, 陸水学雑誌, 1(68), 157-167, 2007

0508BD966

高村典子, 中川惠, 若菜勇(*1), 五十嵐聖貴(*2), 辻ねむ(*1)(*1阿寒湖畔エコ ミ ュージアムセ, *2現 ・ 北海
道環境科研セ)：達古武沼の水質特性および水質分布に影響する要因について, 陸水学雑誌, 1(68), 81-95,
2007

0508BD966

中島久男(*1), 高村典子(*1立命館大) ： 数理モデルによ る達古武沼生態系のレジームシフ ト の解析, 陸水
学雑誌, 1(68), 187-194, 2007

0508BD966

高村典子, 中川惠, 仲島広嗣(*1), 若菜勇(*2), 伊藤富子(*3), 五十嵐聖貴(*4)(*1野生生物総研, *2阿寒湖畔
エコ ミ ュージアムセ, *3北海道水生生物研, *4現 ・ 北海道環境科研セ) ： 炭素 ・ 窒素安定同位体比によ る
達古武沼生態系の評価, 陸水学雑誌, 1(68), 169-186, 2007

0508BD966

中川惠, 高村典子, 金白虎(*1), 辻ねむ(*2), 五十嵐聖貴(*3), 若菜勇(*2)(*1韓国漢陽大, *2阿寒湖畔エ コ
ミ ュージアムセ, *3現 ・ 北海道環境科研セ) ： 達古武沼におけ る植物プ ラ ン ク ト ンの季節変化 と 水平分
布， 陸水学雑誌, 1(68), 109-121, 2007

0508BD966

五十嵐聖貴(*1), 高村典子, 中川惠, 辻ねむ(*2), 若菜勇(*2)(*1現 ・ 北海道環境科研セ, *2阿寒湖畔エ コ
ミ ュージア ムセ) ： 釧路湿原達古武沼におけ る動物プ ラ ン ク ト ンの季節変化 と 水平分布, 陸水学雑誌,
1(68), 123-129, 2007
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西廣淳(*1), 高村典子(*1東大院) ： シ ラル ト ロ湖の植生の現状, 健全な湖沼生態系再生のための新しい湖
沼管理評価軸の開発 平成19年度環境省環境技術開発等推進費報告書(高村典子編), 1-9, 2008
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L.)駆除方法 と し ての年1回地上部刈 り 取 り の有効性, 保全生態学研究, 12, 151-155, 2008
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赤坂宗光, 北川理恵(*1)(*1酪農学園大)： 紙地図,文献などのアナロ グ情報からのデータ収集, 自然環境解
析のための リ モー ト センシング ・GISハン ド ブ ッ ク(長澤良太,原慶太郎,金子正美編,古今書院,246p.), 59-
71, 2007
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研究, 環境化学, 17(3), 483-493, 2007
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Omori N.(*1), Fukata H.(*1), Sato K.(*1), Yamazaki K.(*1), Aida-Yasuoka K.(*1), Takigami H., Kuriyama
M.(*1), Ichinose M.(*1), Mori C.(*1)(*1Chiba Univ.) ： Polychlorinated biphenyls alter the expression of
endothelial nitric oxide synthase mRNA in human umbilical vein endothelial cells, Human Exp.Toxicol., 26, 811-
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Takigami H., Etoh T.(*1), Nishio T.(*2), Sakai S.-i(*3)(*1Mitsubishi Heavy Ind., *2City Gov.Kobe,
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using solvent extraction technology, J.Environ.Monit., 10(2), 198-205, 2008
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竹中明夫 ： 自然と末永 く 付き合 う ためのシナ リ オ と モニタ リ ング, ラ ン ド スケープ研究, 71(3), 221-224,
2007
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竹中明夫 ： 温暖化する地球で生き物はど こへ行 く のか Where do Plants and Animals go on the Warming
Earth?, 環境研究, (148), 25-30, 2008

Z00009999

竹中明夫 ： 木 と い う 生き方, エコ ロ ジー講座 森の不思議を解き明かす(日本生態学会編,文一総合出版,
85p.), 16-25, 2008
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小口正弘(*1), 亀屋隆志(*2), 田崎智宏, 谷川昇(*3), 浦野紘平(*2)(*1環境資源システム総研, *2横浜国大,
*3北大院) ： 製品特性に関する数量化分析を用いた電気 ・ 電子製品の平均使用年数の推定, 廃棄物学会論
文誌, 18(3), 182-193, 2007
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193p.), 94, 2007
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江口さやか(*1), 菅原志穂美(*1), 中川加奈子(*1), 三谷直子(*1), 大沼良子(*1), 松岡須美子(*1), 平井慈恵,
山本義和(*1)(*1神戸女学院大) ： メ ダカビテ ロ ジェニンア ッ セ イによ る下水高度処理のエス ト ロゲン様
物質低減効果の評価, 日本水産学会誌, 73(4), 726-733, 2007
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鑪迫典久 ： 第6回国際動物実験代替法会議参加報告記, 環境毒性学会誌, 10(2), 77-79, 2007 0607AE562

Oda S., Tatarazako N., Dorgerloh M.(*1), Johnson R.D.(*2), Kusk K.O.(*3), Leverett D.(*4), Marchini S.(*5),
Nakari T.(*6), Williams T.(*7), Iguchi T.(*8)(*1Bayer CropScience AG, *2EPA, *3Tech.Univ.Denmark,
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Strain difference in sensitivity to 3,4-dichloroaniline and insect growth regulator,fenoxycarb,in Daphnia magna,
Ecotoxicol.Environ.Safety, 67(3), 399-405, 2006
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Tatarazako N., Katoh M.(*1), Kadokami K.(*2)(*1Ibaraki Univ., *2Univ.Kitakyushu) ： Evaluation of
environmental impact of tire chips by bioassay, Scrap Tire Derived Geomaterials Opportunities and
Challenges(Hazarika H.,Yasuhara K.,Taylor & Francis,395p.), 109-114, 2007
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J.Endocrinol., 193, 183-194, 2007
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Kato Y.(*1), Kobayashi K.(*1), Oda S., Colbourn J.K.(*2), Tatarazako N., Watanabe H., Iguchi T.(*1NINS,
*2Indiana Univ.)：Molecular cloning and sexually dimorphic expression of DM-domain genes in Daphnia magna,
Genomics, 91, 94-101, 2008
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Tatsuta H., Fujimoto K.(*1), Mizota K.(*2), Akimoto S.(*1)(*1Hokkaido Univ., *2Miyagi Univ.Educ.) ：
Distinctive developmental variability of genital parts in the sexually dimorphic beetle,Prosopocoilus
inclinatus(Coleoptera: Lucanidae), Biol.J.Linn.Soc., 90(4), 573-581, 2008

0610AA304

Bugrov A.G.(*1), Karamysheva T.V.(*1), Perepelov E.A.(*1), Elisaphenko E.A.(*1), Rubtsov D.N.(*1),
Warchalowska-Sliwa E.(*2), Tatsuta H., Rubtsov N.B.(*1)(*1Novosibirsk State Univ., *2Polish Acad.Sci.)：DNA
content of the B chromosomes in grasshopper Podisma kanoi Storozh.(Orthoptera,Acrididae), Chromosome
Res., 15(3), 315-325, 2007

0610AA304

Koshio C.(*1), Muraji M.(*1), Tatsuta H., Kudo S.(*1)(*1Naruto Univ.Educ.)：Sexual selection in a moth: effect
of symmetry on male mating success in the wild, Behav.Ecol., 18(3), 571-578, 2007

0610AA304

鳥山成一(*1), 島林誠(*1), 松井あ き え(*1), 米田京平(*1), 山崎敬久(*2), 溝口俊明(*2), 木戸瑞佳(*2), 中村
篤博(*2), 田中敦, 西川雅高 その他(*1富山高専, *2富山県環境科セ) ： 煙道内排出ガス採取法を用いたガ
ス状ホ ウ素化合物測定における アルカ リ 含浸ろ紙の検討, 環境化学, 17, 241-246, 2007
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高岡路枝, 吉永淳(*1), 田中敦(*1東大)：都内公園土壌中重金属濃度の相関関係, 環境化学, 17(4), 629-634,
2007
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Tanaka Y. ： Introgressive hybridization as the breakdown of postzygotic isolation: a theoretical perspective,
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Ochiai N., Ieda T., Sasamoto K.(*1), Fushimi A., Hasegawa S., Tanabe K., Kobayashi S.(*1Gerstel) ：
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spectrometry and simultaneous nitrogen phosphorous and mass spectrometric detection for characterization of
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in roadside atmosphere by thermal desorption-gas chromatography/mass spectrometry using a pyrolyzer,
Sci.Total Environ., 386, 83-92, 2007
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and background sites, Atmos.Environ., 42, 949-959, 2008
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谷本浩志, 猪俣敏 ： 第4節 VOCの多成分 リ アルタ イ ム測定装置の開発, 各種手法によ る有機物の分解技
術(谷口彰敏監修,情報機構,381p.), 38-49, 2007
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Tanimoto H., Aoki N., Inomata S., Hirokawa J.(*1), Sadanaga Y.(*1Hokkaido Univ.) ： Development of a PTR-
TOFMS instrument for real-time measurements of volatile organic compounds in air, Int.J.Mass Spectrom., 263,
1-11, 2007

0405BD464
0607NA994
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of OH and HO2 radicals observed at Rishiri Island,Japan,in September 2003: Missing daytime sink of HO2 and
positive nighttime correlations with monoterpenes, J.Geophys.Res., 112, D11308, 2008
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Hoewyk D.V.(*1), Takahashi H.(*2), Inoue E.(*2), Hess A.(*1), Tamaoki M., Pi lon-Smits
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Li  Y. (*1) ,  Du M. (*2) ,  Tang Y. ,  Wang Q-X.,  Zhao X. (*1) ,  Gu S . (*1) (*1Chin.Acad.Sc i . ,
*2Inst.Agri.Environ.Technol.)：UV-B changing characteristics of alpine meadow area at Haibei station in Qiliang
mountain, J.Arid Land Resour.Environ.(in Chinese), 20(3), 79-84, 2006

0608BY023
0610AA402
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0608AE938

寺園淳 ： 日中間におけるPETなど廃プラ スチ ッ ク の リ サイ クル, 環境技術会誌, (130), 28-32, 2008 0608AE938
0610AA204
0608BE567

寺園淳 ： 使用済み電気 ・ 電子製品のフ ローと海外輸出, 化学物質と環境, (87), 8-10, 2008 0608AE938
0610AA204

Tobe K., Li X.(*1), Omasa K.(*2)(*1Shandong Univ., *2Univ.Tokyo) ： Seed germination of a
halophyte,Halostachys caspica, Israel J.Plant Sci., 54, 97-103, 2006

Z00009998

Tobe K., Gao Y.(*1)(*1Inn.Mong.Agric.Univ.) ： Seed germination and seedling emergence of herbs in sand,
Aust.J.Bot., 55(1), 55-62, 2007

Z00009998

Tobe K., Zhang L.(*1), Omasa K.(*2)(*1Chin.Acad.Sci., *2Univ.Tokyo) ： Seed size effects of seedling
emergence of desert psammophytes in China, Arid Land Res.Manage., 21, 181-192, 2007

Z00009998

中島大介, 影山志保, 白石不二雄, 鎌田亮, 永洞真一郎(*1), 高橋悟(*2), 大金仁一(*3), 鑪迫典久, 白石寛
明， 鈴木規之 他(*1北海道環境科研セ, *2岩手県環境保健研セ, *3宮城県保健環境セ)：河川水中の遺伝毒
性物質モニタ リ ングへの発光umu試験の適用性について, 環境化学, 17, 453-460, 2007

0610AA301

Nakashima H.(*1), Nakajima D., Takagi Y.(*2), Goto S.(*2)(*1Osaka Pref.Inst.Public Health, *2Azabu Univ.)：
Volatile organic compound(VOC) analysis and anti-VOC measures in water-based paints, J.Health Sci., 53(3),
311-319, 2007

0610AA301

Nakajima D., Nagame S.(*1), Kuramochi H., Sugita K.(*2), Kageyama S., Shiozaki T.(*3), Takemura T.(*1),
Shiraishi F., Goto S.(*4)(*1Tokyo Univ.Sci., *2Dia Anal.Serv., *3Jpn.Environ.Sanit.Cent., *4Azabu Univ.) ：
Polycyclic aromatic hydrocarbon generation behavior in the process of carbonization of wood,
Bull.Environ.Contam.Toxicol., 79, 221-225, 2007

0610AA301
0204BE434
0105AB400

Goto S.(*1), Xiong J.F., Nakajima D., Inaba K., Ohata M.(*2), Yoshizawa S.(*2), Yajima H.(*3), Sakai S.-
i.(*4)(*1Azabu Univ, *2Meisei Univ., *3Tokyo Univ.Sci., *4Environ.Preserv.Cent.Kyoto Univ.)：A method for
removing copper from charcoal of waste wood using an electrical current, Bull.Environ.Contam.Toxicol., 79,
126-129, 2007

0610AA301

Manabe T.(*1), Ohata M.(*2), Yoshizawa S.(*2), Nakajima D., Goto S.(*3), Uchida K.(*1)Yajima
H.(*1)(*1Tokyo Univ.Sci., *2Meisei Univ., *3Azabu Univ.) ： Effect of carbonization temperature on the
physicohemical tructure of wood charcoal, Trans.Mater.Res.Soc.Jpn., 32, 1035-1038, 2007

0204BE434

Mineki S.(*1), Kawakami Y.(*1), Nakajima D., Shiozaki T.(*2), Sugita K.(*3), Shiraishi F., Takagi Y.(*4), Goto
S.(*4)(*1Tokyo Univ.Sci., *2Jpn.Environ.Sanit.Cent., *3Dia Anal.Serv., *4Azabu Univ.)：Recovery rate in the
concentration of semivolatile polycyclic aromatic hydrocarbon(PAH) solutions, J.Environ.Chem.(環境化学),
18(1), 43-50, 2008

0610AA301

Wang D.Y.(*1)(*2), Hopfner M.(*1), Blom C.E.(*1), Ward W.E.(*2), Fischer H.(*1), Blumenstock T.(*1), Hase
F.(*1), Keim C.(*1), Nakajima H., Sugita T. et al.(*1IMK(Ger.), *2Univ.New Brunswick) ：Validation of MIPAS
HNO3 operational data, Atmos.Chem.Phys.Discuss., 7, 5173-5251, 2007

0105SP021
0406BA352

Randall C.E.(*1), Harvey V.L.(*1), Singleton C.S.(*1), Bailey S.M.(*2), Bernath P.E.(*3), Codrescu
M.(*4)(*1Univ.Colorado, *2Univ.Alaska, *3Univ.Waterloo, *4NOAA, *5Hampton Univ.) ： Energetic particle
precipitation effects on the Southern Hemisphere stratosphere in 1992-2005, J.Geophys.Res., 112, D08308,
2007

0105SP021
0406BA352

Huck P.E.(*1), Tilmes S.(*2), Bodeker G.E.(*3), Randel W.J.(*2), McDonald A.J.(*1), Nakajima
H.(*1Univ.Canterbury, *2Natl.Cent.Atmos.Res., *3Natl.Inst.Water Atmos.Res.) ： An improved measure of
ozone depletion in the Antarctic stratosphere, J.Geophys.Res., 112, D11104, 2007

0105SP021
0406BA352

Griesfeller A.(*1), Clarmann T.von(*2), Griesfeller J.(*1), Hopfner M.(*2), Milz M.(*2), Nakajima H., Steck
T.(*2), Sugita T., Tanaka T., Yokota T.(*1NIES on leave, *2IMK-ASF(Ger.)) ： Intercomparison of ILAS-II
version 1.4 and version 2 target parameters with MIPAS-Envisat measurements, Atmos.Chem.Phys.Discuss.,
7, 9319-9365, 2007

0406BA352
0709BA375

Wang D.Y.(*1)(*2), Hopfner M.(*1), Blom C.E.(*1), Ward W.E.(*2), Fischer H.(*1), Blumenstock T.(*1), Hase
F.(*1), Keim C.(*1), Nakajima H., Sugita T. et al.(*1IMK(Ger.), *2Univ.New Brunswick) ：Validation of MIPAS
HNO3 operational data, Atmos.Chem.Phys., 7, 4905-4934, 2007

0406BA352
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Tanaka T., Nakajima H., Sugita T., Ejiri M.K., Irie H.(*1), Saitoh N.(*2), Terao Y.(*3), Kawasaki H.(*4), Yokota
T., Sasano Y. et al.(*1FRCGC, *2CCSR Univ.Tokyo, *3Harvard Univ., *4Fujitsu FIP) ： Tangent height
registration method for the Version 1.4 data retrieval algorithm of the solar occultation sensor ILAS-II,
Appl.Opt., 46(29), 7196-7201, 2007

0406BA352
0105SP021

Mueller R.(*1), Tilmes S.(*2), Grooss J.U.(*1), Engel A.(*3), Oelhaf H.(*4), Wetzel G.(*4), Huret N.(*5), Pirre
M.(*5), Catoire V.(*5), Nakajima H. et al.(*1Forschungszentrum Julich, *2NCAR, *3Johann Wolfgang Goethe-
Univ., *4Forschungszentrum Karlsruhe, *5CNRS)：Impact of mesospheric intrusions on ozone-tracer relations
in the stratospheric polar vortex, J.Geophys.Res., 112, D23307, 2007

0406BA352

Griesfeller A., Clarmann T.(*1), Griesfeller J., Hopfner M.(*1), Milz M.(*1), Nakajima H., Steck T.(*1), Sugita
T., Tanaka T., Yokota T.(*1IMK)：Intercomparison of ILAS-II version 1.4 and version 2 target parameters with
MIPAS-Envisat measurements, Atmos.Chem.Phys., 8, 825-843, 2008

0406BA352
0709BA375

Eguchi K.(*1), Yamaguchi N.(*2), Ueda K.(*3), Nagata H., Takagi M.(*4), Noske R.(*5)(*1Kyushu Univ.,
*2Yokohama Natl.Univ., *3Rikkyo Univ., *4Osaka City Univ., *5Charles Darwin Univ.) ： Social structure and
helping behaviour of the Grey-crowned Babbler Pomatostomus temporalis, J.Ornithol., 148(2), 203-210, 2007

0103CD209

Nagahama T.(*1), Nakane H., Fujinuma Y., Morihira A.(*2), Mizuno A.(*1), Ogawa H.(*3), Fukui
Y.(*4)(*1STEL Nagoya Univ., *2ULVAC, *3Osaka Pref.Univ., *4Nagoya Univ.)：Ground based millimeter wave
rediometer for measuring the stratospheric ozone over rikubetsu,Japan, J.Meteorol.Soc.Jpn.(気象集誌), 85(4),
495-509, 2007

0307AC585

Brinksma E.J.(*1), Bracher A.(*2), Lolkema D.E.(*1)(*3), Segers A.J.(*1), Boyd I.S.(*4), Bramstedt K.(*2),
Claude H.(*5), Godin-Beekmann S.(*6), Hansen G.(*7), Nakane H. et al.(*1KNMI, *2Univ.Bremen, *3RIVM,
*4NIWA, *5Deutscher Wetterdienst, Meteorol.Obs., *6Service d' Aeronomie-CNRS, *7NILU) ： Geophysical
validation of SCIAMACHY limb ozone profiles, Atmos.Chem.Phys., 6, 197-209, 2006

0307AC585

Newman P.A.(*1), Rex M.(*2), Canzizni P.O.(*3), Carslow K.S.(*4), Dredla K.(*1), Godin-Beckmann S.(*5),
Golden D.M.(*6), Jackman C.H.(*1), Kreher K.(*7), Nakane H. et al.(*1NASA, *2AWI, *3Pontif.Univ.Catolica
Argentina/CONICET, *4Univ.Leeds, *5Service d' Aeronomie/IPSL(CNRS-UPMC-UVSQ), *6Stanford Univ.&
SRI Int., *7NIWA) ：Chapter 4.Polar ozone: Past and present, Scientific Assessment of Ozone Depletion: 2006
(WMO Global Ozone Res.Monit.Proj.-Rep.No.50)(Ajavon A.-L. N.,Albritton D.L.,Watson R.T.
eds.,WMO,572p.), 4.1-4.47, 2007

0307AC585

Nakamura Y., Shinotsuka Y.(*1)(*1Miyako Fish.High Sch.)：Suspension feeding and growth of ark shell Anadara
granosa: comparison with ubiquitous species Scapharca subcrenata, Fish.Sci., 73, 889-896, 2007

0710AG474

Usio N., 中田和義(*1), 川井唯史(*2), 北野聡(*3)(*1土木研, *2北海道稚内水試, *3長野県環境保全研) ： 特
定外来生物シグナルザ リ ガニ(Pacifastacus leniusculus)の分布状況 と防除の現状, 陸水学雑誌, 68(3), 471-
482, 2007

0610AA304

西川雅高, 杉本伸夫 ： 黄砂観測手法 と環境科学的ふる まい, 環境技術, 36(4), 240-243, 2007 0608BA487

津留靖尚(*1), 田島孝治(*1), 中熊秀光(*1), 高畑陽(*2), 西川雅高, 中杉修身(*3)(*1熊本市環境総研, *2土壌
環境セ, *3上智大院) ： 科学的自然減衰(MNA)を導入し たガ ソ リ ン汚染地域における地下水中のBTXの挙
動, 用水 と廃水, 50(3), 63-71, 2008

Z00009999

Takahashi K., Hirabayashi M., Tanabe K., Shibata Y., Nishikawa M., Sakamoto K.(*1)(*1Saitama Univ.) ：
Radiocarbon content in urban atmospheric aerosols, Water Air Soil Pollut., 185(1/4), 305-310, 2007

0608AE478
0608BA487

遠山千春(*1), 大迫誠一郎(*1), 石村隆太(*1), 西村典子, 吉岡亘(*1)(*1東大院) ： ダ イオキシンの生殖発生
影響と その病態発症の メ カニズム, 細胞工学, 26(12), 1380-1385, 2007

0708CD379

西村典子：内分泌撹乱化学物質の骨形成への影響, 日本内分泌撹乱化学物質学会ニュース レ ター, 10(3),
3, 2008

0708CD379

西村典子：母体へのダ イオキシン曝露が新生児に影響を も た らす メ カニズム, Biophilia, 4(1), 30-34, 2008 0610AA302

新田裕史 ： 西暦2025年の生活と環境, 生活と環境, 53(3), 5, 2007 0608AG441

新田裕史 ： PM2.5の健康 リ ス ク に関する研究の動向 と展開の方向性, 日本 リ ス ク研究学会誌, 17(2), 93-
99, 2007

0608AG441

Shiogama H., Nozawa T., Emori S. ： Robustness of climate change signals in near term predictions up to the
year 2030: Changes in the frequency of temperature extremes, Geophys.Res.Lett., 34, L12714, 2007

0406BA488
0610AA103
0306CE525
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Zhang X.(*1), Zwiers F.W.(*1), Hegerl G.C.(*2), Lambert F.H.(*3), Gillett N.P.(*4), Solomon S.(*5), Scott
P.A.(*6), Nozawa T.(*1Environ.Canada, *2Duke Univ., *3Univ.California, *4Univ.East Anglia, *5NOAA Earth
Syst.Res., *6Univ.Reading) ： Detection of human influence on twentieth-century precipitation trends, Nature,
448, 461-465, 2007

0608AE549
0608CD928
0610AA103

Santer B.D.(*1), Mears C.(*2), Wentz F.J.(*2), Taylor K.E.(*1), Gleckler P.J.(*1), Wigley T.M.(*3), Barnett
T.P.(*4), Boyle J.S.(*1), Bruggemann W.(*5), Nozawa T. et al.(*1Lawrence Livermore Natl.Lab., *2Remote
Sensing Syst., *3NCAR, *4SIO, *5Univ.Hamburg) ： Identification of human-induced changes in atmospheric
moisture content, Proc.Natl.Acad.Sci.USA, 104(39), 15248-15253, 2007

0608AE549
0608CD928
0610AA103

Allen M.(*1), Pall P.(*1), Stone D.(*1), Stott P.(*2), Frame D.(*3), Min S.(*4), Nozawa T., Yukimoto
S.(*5)(*1Univ.Oxford, *2Univ.Reading, *3Oxford Univ.Cent.Environ., *4Environ.Canada, *5MRI) ： Scientific
challenges in the attribution of harm to human influence on climate, Univ.Pennsylvania Law Rev., 155(6), 1353-
1400, 2007

0608AE549
0608CD928
0610AA103

Shiogama H., Hasegawa A., Nozawa T., Emori S. ： Changes in mean and extreme precipitation in near-term
predictions up to the year 2030, SOLA, 4, 17-20, 2008

0711CE432
0711BA335
0607CD925

Barnett T.P.(*1), Pierce D.W.(*1), Hidalgo H.G.(*1), Bonfils C.(*2), Santer B.D.(*2), Das T.(*1), Bala G.(*2),
Wood A.W.(*3), Nozawa T., Mirin A.A.(*2) et al.(*1Univ.California, *2Lawrence Livermore Natl.Lab.,
*3Univ.Washington) ： Human-induced changes in the hydrology of the western United States, Science, 319,
1080-1083, 2008

0608AE549
0608CD928
0610AA103

Tuda A.(*1), Takeda S.(*1), Saito H.(*2), Nishioka J.(*3), Kudo I.(*3), Nojiri Y., Suzuki K.(*3), Uematsu M.(*1),
Wells M.L.(*4), Aramaki T. et al.(*1Univ.Tokyo, *2Tohoku Natl.Fish.Res.Inst., *3Hokkaido Univ.,
*4Univ.Maine) ： Evidence for the grazing hypothesis: grazing reduces phytoplankton responses of the HNLC
ecosystem to iron enrichment in the western subarctic Pacific(SEEDS II), J.Oceanogr., 63(6), 983-994, 2007

0103BA153

Ohtake F.(*1)(*2), Baba A.(*2), Takada I.(*2), Okada M.(*2), Iwasaki K.(*1), Miki H.(*2), Takahashi S.(*2),
Kouzmenko A.(*1)(*2), Nohara K., Chiba T.(*3)(*1JST, *2Univ.Tokyo, *3Univ.Tsukuba)：Dioxin receptor is a
ligand-dependent E3 ubiquitin ligase, Nature, 446, 562-566, 2007

0406AG337
0608AE438

Nohara K., Ao K., Miyamoto Y., Suzuki T., Imaizumi S., Tateishi Y., Omura S., Tohyama C.(*1), Kobayashi
T.(*1Grad.Sch.Univ.Tokyo)：Arsenite-Induced thymus atrophy is mediated by cell cycle arrest: A characteristic
downregulation of E2F-Related genes revealed by a microarray approach, Toxicol.Sci., 101, 226-238, 2008

0608AE438
0307BX015
0710AG333

野原精一 ： 尾瀬沼生態系の20年の変遷と外来種コ カナダモの長期モニタ リ ング, 尾瀬の保護と復元, (特
別号), 149-158, 2007

0610AA403
0406CD448

Hirota M.(*1), Senga Y.(*1), Seike Y.(*2), Nohara S., Kunii H.(*2)(*1Rissho Univ., *2Shimane Univ.) ： Fluxes
of carbon dioxide,methane and nitrous oxide in two contrastive fringing zones of coastal lagoon,Lake
Nakaumi,Japan, Chemosphere, 68, 597-603, 2007

0610AA403
0406CD448

Noma Y., Mitsuhara Y.(*1), Matsuyama K.(*1), Sakai S.-i.(*2)(*1Toyota Motor, *2Environ.Preserv.Cent.Kyoto
Univ.) ： Pathways and products of the degradation of PCBs by the sodium dispersion method, Chemosphere,
68, 871-879, 2007

0610AB436
0610AA202

Ishikawa Y.(*1), Noma Y., Mori Y.(*2), Sakai S.-i.(*3)(*1Res.Fellow JSPS, *2Ochanomizu Univ.,
*3Environ.Preserv.Cent.Kyoto Univ.)：Congener profiles of PCB and a proposed new set of indicator congeners,
Chemosphere, 67, 1838-1851, 2007

0610AB436
0610AA202

Ishikawa Y.(*1), Noma Y., Yamamoto T., Mori Y.(*2), Sakai S.-i.(*3)(*1Res.Fellow JSPS, *2Ochanomizu Univ.,
*3Environ.Preserv.Cent.Kyoto Univ.)：PCB decomposition and formation in thermal treatment plant equipment,
Chemosphere, 67, 1383-1393, 2007

0610AB436
0610AA202

Sakai S.-i.(*1), Noma Y., Kida A.(*1Environ.Preserv.Cent.Kyoto Univ.) ： End-of-life vehicle recycling and
automobile shredder residue management in Japan, J.Mater.Cycles Waste Manag., 9, 151-158, 2007

0610AB436
0610AA202

Isobe T.(*1), Ramu K.(*1), Kajiwara N., Takahashi S.(*1), Lam P.K.(*2), Jefferson T.A.(*3), Zhou K.(*4),
Tanabe S.(*1)(*1Ehime Univ., *2City Univ.Hong Kong, *3NOAA, *4Nanjing Normal Univ.) ： Isomer specific
determination of hexabromocyclododecanes(HBCDs) in small cetaceans from the South China Sea-Levels and
temporal variation, Mar.Pollut.Bull., 54, 1139-1145, 2007

0610AA202

姉崎克典(*1), 山口勝透(*1), 棗庄輔(*1), 岩田理樹(*1), 橋本俊次(*1北海道環境科セ) ： 統計学的手法を用
いるポ リ 塩化ビ フ ェニルの汚染由来の推定, 分析化学, 56(8), 639-648, 2007

0709AE438
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佐々木啓行(*1), 山本央(*1), 阿部圭恵(*1), 吉岡秀俊(*1), 飯村文成(*1), 橋本俊次, 柏木宣久(*2), 佐々木裕
子(*1)(*1東京都環境科研, *2統計数理研)：環境大気中のダ イオキシン類の濃度推移とCo-PCBsの汚染原
因, 環境化学, 17(1), 27-35, 2007

0709AE438

Nose K.(*1), Hashimoto S., Takahashi S.(*2), Noma Y., Sakai S.-i.(*3)(*1Environ.Res.Cent., *2Ehime Univ.,
*2Environ.Preserv.Cent.Kyoto Univ.)：Degradation pathways of decabromodiphenyl ether during hydrothermal
treatment, Chemosphere, 68, 120-125, 2007

0610AB436
0610AA202

Hashimoto S., Takazawa Y., Fushimi A., Ito H., Tanabe K., Shibata Y., Ubukata M.(*1), Kusai A.(*1), Tanaka
K.(*1), Otsuka H.(*2) et al.(*1JEOL, *2Hokkaido Inst.Environ.Sci.)：Quantification of polychlorinated dibenzo-
p-dioxins and dibenzofurans by direct injection of sample extract into the comprehensive multidimensional gas
chromatograph/high-resolution time-of-flight mass spectrometer, J.Chromatogr.A, 1178, 187-198, 2008

0608AG457

橋本征二 ： 地球温暖化問題と廃棄物管理, 環境技術会誌, (128), 9-16, 2007 0408CD465

橋本征二 ： 廃棄物会計と いわゆる環境会計の統合に向けて, 廃棄物学会誌, 18(4), 222-230, 2007 0406BE817

東岸芳浩(*1), 谷川寛樹(*1), 橋本征二(*1和歌山大) ： 複数年の空間情報を用いた建築物の耐用年数の推
計手法の提案, 環境情報科学論文集, (21), 37-42, 2007

0608CD431

Hashimoto S., Tanikawa H.(*1), Moriguchi Y.(*1Wakayama Univ.) ： Where will the large amounts of materials
accumulated within the economy go? -A material flow analysis of construction minerals, Waste Manage., 27(12),
1725-1738, 2007

0103BE278

Yamasue E.(*1), Nakajima K.(*2), Daigo I.(*3), Hashimoto S., Okumura H.(*1), Ishihara K.N.(*1)(*1Kyoto
Univ., *2Tohoku Univ., *3Univ.Tokyo) ： Evaluation of the potential amounts of dissipated rare metals from
WEEE in Japan, Mater.Trans., 48(9), 2353-2357, 2007

0707BE282

長谷川知子(*1), 花岡達也, 松岡譲(*1)(*1京大) ： 農業 ・ 廃棄物部門におけるCH4 とN2Oの排出量 と その削
減ポテンシ ャルの将来推計, 環境システム研究論文集, 35, 491-498, 2007

0507BA794
0607BA529
0610AA104

花崎直太, 増冨祐司, 高橋潔, 肱岡靖明, 原沢英夫, 松岡譲(*1)(*1京大) ： 温暖化政策支援モデルのための
全球水資源影響関数の開発, 環境システム研究論文集, 35, 367-374, 2007

0610AA103

犬塚俊之(*1), 新田友子(*1), 花崎直太, 鼎信次郎(*1), 沖大幹(*1)(*1東大) ： 水の供給源に着目し た日本に
おける仮想的な水輸入の内訳, 水工学論文集, 52, 367-372, 2008

0610AA103

Shen Y.(*1), Oki T.(*2), Utsumi N.(*2), Kanae S.(*2), Hanasaki N.(*1Chin.Acad.Sci., *2Univ.Tokyo) ：
Projection of future world water resources under SRES scenarios: water withdrawal, Hydrol.Sci.J., 53(1), 11-33,
2008

0610AA103

原沢英夫 ： IPCCと科学者の功績, NHK未来への提言 ラ ジェ ン ド ラ ・ パチャ ウ リ －地球温暖化IPCCから
の警告(ラ ジェ ン ド ラ ・ パチャ ウ リ ,原沢英夫共著,NHK出版,96p.), 79-93, 2008

0609CE491

Cruz  R.V. (*1 ) ,  Harasawa  H. ,  La l  M. (*2 ) ,  Wu S . (*3 ) (*1Un iv .Ph i l i pp . ,  *2CESDAC,
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Aikawa M.(*1), Suzuki M.(*1), Hiraki T.(*1), Tamaki M.(*2), Kondo A.(*3), Mukai H., Murano K.(*1Hyogo
Pref.Inst.Public Health Environ.Sci., *2Hyogo Environ.Adv. Assoc., *3Grad.Sch.Osaka Univ.) ： Intensive field
survey of aerosol and gas concentrations with 6-h interval sampling in winter in Japan, Water Air Soil Pollut.,
182(1/4), 91-105, 2007

0105AE155
0103BB151

Fujisaki H.(*1), Ebihara T.(*1), Irie S.(*1), Kobayashi T.(*2), Adachi E.(*3), Mochitate K., Hattori
S.(*1)(*1Nippi Res.Inst.Biomatrix, *2Chiva Univ., *3Kitasato Univ.)：Keratinocyte apoptois on type I collagen
fibrils is prevented by Erk1/2 activation under high calcium condition, Connect.Tissue Res., 48, 159-169, 2007

0307BY601

Hoshiba T.(*1), Mochitate K., Akaike T.(*1)(*1Tokyo Inst.Technol.) ： Hepatocytes maintain their function on
basement membrane formed by epithelial cells, Biochem.Biophys.Res.Comm., 359, 151-156, 2007

0307BY601

Ozawa K.(*1), Nemoto S.(*1), Hara M.(*1), Maeda M.(*1), Mochitate K.(*1RIKEN) ： The passivation/
modeification of ALGaAs/Ga As surfaces by amorphous TiO2for the biosensing use in electrolytes, Surface Sci.,
601, 4536-4540, 2007

0307BY601

Ozasa K.(*1), Nemoto S.(*1), Lee Y.(*1), Mochitate M., Hara M.(*1), Maeda M.(*1)(*1RIKEN) ： The surface
of TiO2 gate of 2DEG-FET in contact with electrolytes for biosensing use, Appl.Surf.Sci., 254, 36-39, 2007

0307BY601

Asakawa H.(*1), Mochitate K., Haruyama T.(*1)(*1KIT)：Seamless signal transduction from live cells to an NO
sensor via a cell-adhesive sensing matrix, Anal.Chem., 80, 1505-1511, 2008

0307BY601

森保文, Welch E.W.(*1)(*1Univ.Illinois) ： 中小の事業所におけるISO14001審査登録の動機 と排出削減目標
に対する効果, 環境科学会誌, 20(2), 87-94, 2007

0610AE451

Mori Y., Kikegawa Y.(*1), Uchida H.(*2)(*1Meisei Univ., *2Mizuho Inf.Res.Inst.) ： A model for detailed
evaluation of fossil-energy saving by utilizing unused but possible energy-sources on a city scale, Appl.Energy,
84, 921-935, 2007

0610AE451

森口祐一 ： 循環型社会の理念,実践と研究展望, 土木学会論文集G, 63(4), 286-293, 2007 0610SP002
0610AA201

山本祐吾(*1), 吉田登(*2), 盛岡通(*1), 森口祐一(*1大阪大, *2和歌山大)：廃棄物産業連関モデルによ る鉄
鋼生産イ ンフ ラでの技術変化と エコ産業発展の物質フ ロー分析, 土木学会論文集G, 63(4), 304-312, 2007

0406BA501

森口祐一 ： 容器包装等の使用済みプ ラ スチ ッ ク の リ サイ クルシス テムの評価, 日本エネルギー学会誌,
86(11), 888-894, 2007

0608BE567
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森口祐一 ： 物質フ ローからみた東アジアの循環型社会の課題, 学術の動向, 12(10), 23-27, 2007 0610SP002
0608BE567
0406BA501

森口祐一 ： 4-1 環境指標 と その開発の枠組み, 環境経済 ・ 政策学の基礎知識(環境経済 ・ 政策学会編,有斐
閣,446p.), 138-139, 2006

Z00009998

森口祐一：4-9 物質フ ロー分析, 環境経済・政策学の基礎知識(環境経済・政策学会編,有斐閣,446p.), 154-
155, 2006

0406BA501

森口祐一 ： 4-11 物量産業連関表, 環境経済 ・ 政策学の基礎知識(環境経済 ・ 政策学会編,有斐閣,446p.),
158-159, 2006

0406BA501

Moriguchi Y. ： Material flow indicators to measure progress toward a sound material-cycle society,
J.Mater.Cycles Waste Manag., 9, 112-120, 2007

0406BA501

Nakayama T.(*1), Fukuda H.(*1), Sugita A.(*1), Hashimoto S.(*1), Kawasaki M.(*1), Aloisio S.(*2), Morino I.,
Inoue G.(*3)(*1Kyoto Univ., *2California State Univ., *3Nagoya Univ.) ： Buffer-gas pressure broadening for
the (0 00 3)←(0 00 0) band of N2O measured with continuous-wave cavity ring-down spectroscopy, Chem.Phys.,
334, 196-203, 2007

0610AA102
0608CD387
0308AE359

Morino I., Takagi K.(*1), Kawaguchi K.(*2)(*1Univ.Toyama, *2Okayama Univ.) ： Fourier transform emission
spectroscopy of the Δv = 1 bands of the 18OH radical, Mol.Phys., 105, 841-848, 2007

0608CD387
0308AE539

Nakayama T.(*1), Fukuda H.(*1), Kamikawa T.(*1), Sugita A.(*1), Kawasaki M.(*1), Morino I., Inoue
G.(*2)(*1Kyoto Univ., *2Nagoya Univ.) ： Measurements of the 3υ3 band of 14N15N16O and 15N14N16O using
continuous-wave cavity ring-down spectroscopy, Appl.Phys.B, 88, 137-140, 2007

0610AA102
0308AE359
0406BA414

Nakayama T.(*1), Fukuda H.(*1), Kamikawa T.(*1), Sakamoto Y.(*1), Sugita A.(*1), Kawasaki M.(*1), Amano
T.(*1), Sato H.(*1), Sakai S.(*1), Morino I. et al.(*1Kyoto Univ.) ： Effective interaction energy of water dimer
at room temperature: An experimental and theoretical study, J.Chem.Phys., 127, 134302, 2007

0610AA102
0308AE539
0406BA414

Yanagisawa R., Takano H., Ichinose T.(*1), Mizushima K.(*2), Nishikawa M., Mori I., Inoue Ken-ichiro,
Sadakane K.(*1), Yoshikawa T.(*2)(*1Oita Univ.Nurs.Health Sci., *2Kyoto Pref.Univ.Med.) ： Gene expression
analysis of murine lungs following pulmonary exposure to Asian sand dust particles, Exp.Biol.Med., 232, 1109-
1118, 2007

0708AE367

山形与志樹, 中村仁也(*1)(*1ゴーガ)：炭素吸収源変動 リ ス ク を考慮し たグ ローバルな温暖化対策に関す
る動的ゲーム分析, 環境科学会誌, 20(2), 107-117, 2007

0206BA423

ク ラ ク スナー F.(*1), 山形与志樹(*1IIASA(Austria))：オース ト リ アにおけるバイオマスエネルギー利用の
発展, 季刊木質エネルギー , 15, 2-5, 2007

0712BA337

木下嗣基, 山形与志樹, 岩男弘毅(*1)(*1産総研) ： 炭素ク レジ ッ ト が土地利用に与え る影響の予測, 環境
科学会誌, 21(1), 37-52, 2008

0206BA423
0712BA337

Benitez P.C.(*1), McCallum I.(*2), Obersteiner M.(*2), Yamagata Y.(*1Univ.Victoria, *2IIASA(Austria)) ：
Global potential for carbon sequestration: Geographical distribution,country risk and policy implications,
Ecol.Econom., 60(3), 572-583, 2007

0206BA423

山崎邦彦 ： 亜鉛の水生生物保全環境基準設定に向けた リ ス ク評価と管理方策の検討, 日本 リ ス ク研究学
会誌, 17(2), 67-76, 2007

0610AK915

立尾浩一(*1), 山田正人, 石垣智基(*2), 大塚康治(*1), 植木祥治(*1)(*1日本環境衛セ, *2龍谷大) ： ベ ト ナ
ム社会主義共和国の廃棄物の現状, 日本環境衛生セン ター所報, (33), 71-75, 2007

0610AA204
0406BB384

山田正人, 遠藤和人, 坂内修, 阿部誠, 井上雄三, 小野雄策(*1), 石渡康尊(*2), 灘重樹(*3), 福井博(*4), 小野
芳朗(*5)(*1埼玉県環境科国際セ, *2千葉県環境研セ, *3神戸市環境局, *4神奈川県環境科セ, *5岡山大) ：
場内観測井を用いた 終処分場の安定化モニタ リ ング, 都市清掃, 60, 253-256, 2007

0610AB546

田中宏和(*1), 田中博義(*1), 橘治廣(*1), 山田正人(*1福井県衛環境研セ) ： 福井豪雨災害における水害廃
棄物への対応について, 都市清掃, 60, 220-226, 2007

0610AB546

山田正人 ： CDMと廃棄物管理, 都市清掃, 60, 345-350, 2007 0610AA204
0406BB384
0709BA279

山田正人 ： 物質循環は本当に閉じ るのか, 自然 ・ 社会 と 対話する環境工学(土木学会環境工学委員会編,
土木学会,179p.), 84-86, 2007

0610AB546
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長森正尚(*1), 小野雄策(*1), 河村清史(*1), 山田正人, 小野芳朗(*2)(*1埼玉県環境科国際セ, *2岡山大)：浸
出水質に よ る 一般廃棄物 終処分場の評価－その類型化 とEC測定の有用性－, 廃棄物学会論文誌,
18(5), 325-334, 2007

0610AB546

澤村啓美(*1), 山田正人, 宮城俊彦(*2), 石垣智基(*3), 池道彦(*3)(*1大阪大, *2沖縄県衛環境研, *3龍谷大)：
亜熱帯 ・ 熱帯地域の廃棄物埋立地における微生物生態系の調査, 水環境学会誌, 30(11), 621-628, 2007

0610AA204
0709BA279

Kagawa S.(*1), Nakamura S.(*2), Inamura H.(*3), Yamada M.(*1Kyushu Univ., *2Waseda Univ., *3Tohoku
Univ.)：Measuring spatial repercussion effects of regional waste management, Resour.Conserv.Recycl, 51, 141-
174, 2007

0610AB546
0610AB454

Yamano H., Chen J.(*1), Zhang Y.(*2), Tamura M.(*1Beijing Normal Univ., *2Chin.Acad.Sci.) ： Relating
photosynthesis of biological soil crusts with reflectance: preliminary assessment based on a hydration
experiment, Int.J.Remote Sensing, 27(24), 5393-5399, 2006

0105AA269

Yamaguchi T.(*1), Chikamori M.(*2), Kayanne H.(*3), Yamano H., Yokoki H.(*4), Najima Y.(*1)(*1Keio Univ.,
*2Teikyo Heisei Univ., *3Univ.Tokyo, *4Ibaraki Univ.) ： Conditions and activities supporting early prehistoric
human settlement on Majuro Atoll in Marshall Islands,Eastern Micronesia, Proc.10th Int.Coral Reef
Symp.(Suzuki Y. et al.,Jpn.Coral Reef Soc.,1997p.), 1549-1555, 2006

0610AE004
0607BA475

Yamano H., Yamaguchi T.(*1), Chikamori M.(*2), Kayanne H.(*3), Yokoki H.(*4), Shimazaki H., Tamura
M.(*5), Watanabe S.(*6), Yoshii S.(*6)(*1Keio Univ., *2Teikyo Heisei Univ., *3Univ.Tokyo, *4Ibaraki Univ.,
*5Kyoto Univ., *6Marshalls Oceanic Inst.)：Satellite-based typology to assess stability and vulnerability of atoll
islands: a comparison with archaeological data, Proc.10th Int.Coral Reef Symp.(Suzuki Y. et al.,Jpn.Coral Reef
Soc.,1997p.), 1556-1566, 2006

0610AE004
0607BA475

Yokoki H.(*1), Yamano H., Kayanne H.(*2), Sato D.(*3), Shimazaki H., Yamaguchi T.(*4), Chikamori M.(*5),
Ishoda A.(*6), Takagi H.(*7)(*1Ibaraki Univ., *2Univ.Tokyo, *3Grad.Sch.Ibaraki Univ., *4Keio Univ., *5Teikyo
Heisei Univ., *6Marshall Islands Mar.Resor.Auth., *7Fuyo Ocean Dev.Eng.) ： Numerical calculations of
longshore sediment transport due to wave transformation in the lagoon of Majuro Atoll,Marshall Islands,
Proc.10th Int.Coral Reef Symp.(Suzuki Y. et al.,Jpn.Coral Reef Soc.,1997p.), 1570-1576, 2006

0610AE004
0607BA475

Shimazaki H., Yamano H., Yokoki H.(*1), Yamaguchi T.(*2), Chikamori M.(*3), Tamura M.(*4), Kayanne
H.(*5)(*1Ibaraki Univ., *2Keio Univ., *3Teikyo Heisei Univ., *4 Kyoto Univ., *5Univ.Tokyo)：Global mapping
of factors controlling reef-island formation and maintenance, Proc.10th Int.Coral Reef Symp.(Suzuki Y. et
al.,Jpn.Coral Reef Soc.,1997p.), 1577-1584, 2006

0610AE004
0607BA475

Yoshida M.(*1), Hanaizumi H.(*1), Yamano H.(*1Hosei Univ.)：A method for extracting flow lines in coral reef
field using aerial photographs, Proc.10th Int.Coral Reef Symp.(Suzuki Y. et al.,Jpn.Coral Reef Soc.,1997p.),
1746-1752, 2006

0610AE005

Yamano H., Kayanne H.(*1), Yamaguchi T.(*2), Kuwahara Y.(*3), Yokoki H.(*3), Shimazaki H., Chikamori
M.(*2)(*4)(*1Univ.Tokyo, *2Keio Univ., *3Ibaraki Univ., *4Teikyo Heisei Univ.) ： Atoll island vulnerability to
flooding and inundation revealed by historical reconstruction: Fongafale Islet,Funafuti Atoll,Tuvalu, Global
Planet.Change, 57, 407-416, 2007

0610AE004
0607BA475

Yamano H.：The use of multi-temporal satellite images to estimate intertidal reef-flat topography, J.Spatial Sci.,
52(1), 71-77, 2007

0610AE005

Yamano H., Shimazaki H., Murase T.(*1), Itou K.(*2), Sano S.(*2), Suzuki Y.(*3), Leenders N.(*4), Forstreuter
W.(*4), Kayanne H.(*5)(*1Aichi Pref.Univ., *2Tamano Consultants, *3Nagoya Univ., *4SOPAC,
*5Univ.Tokyo)：Construction of digital elevation models for atoll islands using digital photogrammetry, GIS for
the Coastal  Zone: A Select ion of  Papers f rom CoastGIS 2006 (Wol longong Pap.Mar it ime
Policy,No.16)(Woodroffe C.D. et al. eds.,Univ.Wollongong,458p.), 165-175, 2007

0610AE004
0607BA475

Pelletier B.(*1), Cabioch G.(*1), Chardon D.(*1), Yamano H.(*1IRD), Lithologie des pentes externes du recif
barriere de Nouvell-Caledonie.Campagne de dragages dragages 2005-NC-DR du N.O.Alis(Sci.Terre;Geol.-
Geophys.No.68)(Pelletier B. eds,IRD,54p.)(in French), 2006

0610AE005

Yamamura S., Yamashita M.(*1), Fujimoto N.(*1), Kuroda M.(*1), Kashiwa M.(*1), Sei K.(*1), Fujita M.(*1),
Ike M.(*1)(*1Osaka Univ.) ： Bacillus selenatarsenatis sp. nov.,a selenate- and arsenate-reducing bacterium
isolated from the effluent drain of a glass-manufacturing plant, Int.J.Syst.Evol.Microbiol., 57, 1060-1064, 2007

0607AE442
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Tin-Tin-Win-Shwe, Mitsushima D.(*1), Yamamoto S., Fukushima A., Funabashi T.(*1), Kobayashi T., Fujimaki
H.(*1Yokohama City Univ.Grad.Sch.)：Changes in neurotransmitter levels and proinflammatory cytokine mRNA
expressions in the mice olfactory bulb following nanoparticle exposure, Toxicol.Appl.Pharmacol., 226(2), 192-
198, 2008

0610BY303

Tin-Tin-Win-Shwe, Yamamoto S, Nakajima D., Furuyama A., Fukushima A., Ahmed S., Goto S., Fujimaki H.：
Modulation of neurological related al lergic reaction in mice exposed to low-level toluene,
Toxicol.Appl.Pharmacol., 222(1), 17-24, 2007

0610AA302

Ahmed S., Tin-Tin-Win-Shwe, Yamamoto S., Tsukahara S., Kurokawa Y., Nakajima D., Goto S., Fujimaki H.：
Modulation of neural activity-related gene expression in the olfactory bulb of mice exposed to toluene, 8th
Int.Congr.Neuroimmunol.(Tabira T.,Yamamura T.,Kira J.eds.,404p.), 361-367, 2006

0610AA302

山本貴士：工業用ヘキサブロモシ ク ロ ドデカン製剤に含まれる立体異性体の分離分析, ぶんせき, 385(5),
252-253, 2007

0610AA202
0610AB447

Yamamoto T., Noma Y., Sakai S.-i(*1), Shibata Y.(*1Environ.Preserv.Cent.Kyoto Univ.)：Photodegradation of
perfluorooctane sulfonate by UV Irradiation in water and alkaline 2-propanol, Environ.Sci.Technol., 41, 5660-
5665, 2007

0305AG494
0610AB447

Yamamoto T., Ohara A.(*1), Noma Y., Nishizawa K.(*1), Yasuhara A., Sakai S.-i.(*2)(*1Toshiba,
*2Environ.Preserv.Cent.Kyoto Univ.) ： Photodegradation of tetraphenyltin contained in polychlorinated
biphenyl-based transformer oil simulants in alkaline 2-propanol solution, J.Mater.Cycles Waste Manag., 9, 188-
193, 2007

0105AB408

Yokouchi Y., Saito T., Ishigaki C.(*1), Aramoto M.(*1)(*1Ryukyu Univ.) ： Identification of methyl chloride-
emitting plants and atmospheric measurements on a subtropical island, Chemosphere, 69, 549-553, 2007

0607CD969

Kanaya Y.(*1), Cao R.(*1), Akimoto H.(*1), Fukuda M.(*2), Komazaki Y.(*2), Yokouchi Y., Koike M.(*2),
Tanimoto H., Takegawa N.(*2), Kondo Y.(*2)(*1JAMSTEC, *2Univ.Tokyo) ： Urban photochemistry in central
Tokyo: 1.Observed and modeled OH and HO2 radical concentrations during the winter and summer of 2004,
J.Geophys.Res., 112, D21312, 2007

0607BD963

Kanaya Y.(*1), Fukuda M.(*2), Akimoto H.(*1), Takegawa N.(*2), Komazaki Y.(*1), Yokouchi Y., Koike M.(*2),
Kondo Y.(*2)(*1JAMSTEC, *2Univ.Tokyo) ： Urban photochemistry in central Tokyo: 2.Rates and regimes of
oxidant(O3+NO2) production, J.Geophys.Res., 113, D06301, 2008

0607BD963

Eguchi N., Yokota T., Inoue G.(*1)(*1Nagoya Univ.) ： Characteristics of cirrus clouds from ICESat/GLAS
observations, Geophys.Res.Lett., 34, L09810, 2007

0406BA414
0610AA102

Yokota T., Oguma H., Morino I., Higurashi A., Aoki T., Inoue G.：Test measurements by a BBM of the nadir-
looking SWIR FTS aboard GOSAT to monitor CO2 column density from space, Proc.SPIE, 5652, 182-188, 2004

0105AE259

Bril A., Oshchepkov S., Yokota T., Inoue G.(*1)(*1Nagoya Univ.)：Parameterization of aerosol and cirrus cloud
effects on reflected sunlight spectra measured from space: application of the equivalence theorem, Appl.Opt.,
46(13), 2460-2470, 2007

0610AA102
0406BA414

Bril A., Oshchepkov S., Yokota T.：Carbon dioxide retrieval from reflected sunlight spectra in the presence of
cirrus cloud: model studies, Proc.SPIE, 6745(674502), 1-8, 2007

0610AA102
0406BA414

吉田綾 ： 中国の環境法制, 循環型社会キーワー ド 事典(廃棄物 ・ 3R研究会編,中央法規出版,216p.), 204-
205, 2007

0610AA204

小島道一(*1), 吉田綾, 佐々木創(*2)(*1アジア経済研, *2三菱UFJ リ サーチ&コ ンサルテ ィ ング)： 第9章 発
展途上国におけ るEPRの適用 と その課題, アジアにおけ る リ サ イ ク ル(研究双書 No.570)(小島道一編,ア
ジア経済研究所,382p.), 225-253, 2008

0608BE938
0610AA204
0608BE328

吉田綾 ： 第6章 中国における リ サイ クル－使用済み家電 と自動車の事例－, アジアにおける リ サイ クル
(研究双書 No.570)(小島道一編,アジア経済研究所,382p.), 225-253, 2008

0608BE938
0610AA204
0608BE328

Yoshida K. ： Evolutionary cause of the vulnerability of insular communities, Ecol.Modelling, 210(4), 403-413,
2008

0305AA506
0105SP041
0406BA421

Tanaka J.(*1), Yonemoto J., Zaha H., Kiyama R.(*2), Sone H.(*1Univ.Tsukuba, *2AIST)：Estrogen-responsive
genes newly found to be modified by TCDD exposure in human cell lines and mouse systems,
Mol.Cell.Endocrinol., 272, 38-49, 2007

0611AK518
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渡邉英宏 ： HMQC 異核種多量子遷移, MRI用語解説集(日本磁気共鳴医学会用語委員会編,イ ンナービ
ジ ョ ン,319p.), 114-115, 2007

0610AE416
0709CD315

渡邉英宏：HSQC 異核種一量子遷移, MRI用語解説集(日本磁気共鳴医学会用語委員会編,イ ンナービジ ョ
ン,319p.), 115, 2007

0610AE416
0709CD315

渡邉英宏：Polarization Transfer 分極移動, MRI用語解説集(日本磁気共鳴医学会用語委員会編,イ ンナービ
ジ ョ ン,319p.), 191-192, 2007

0610AE416
0709CD315

渡邉英宏 ： 超高磁場装置の現状と将来展望, 放射線撮影分科会会誌, 50, 57-59, 2008 0610AE416
0709CD315

Watanabe H., Takaya N., Mitsumori F.：Quantitation of glutamate and GABA in the human brain in vivo using
localized 2D constant time COSY at 4.7T, Proc.Int.Soc.Magn.Reson.Med., 15, 201-201, 2007

0610AE416
0709CD315

Watanabe M., Nakata C., Wu W., Kawamoto K., Noma Y.：Characterization of semi-volatile organic compounds
emitted during heating of nitrogen-containing plastics at low temperature, Chemosphere, 68(11), 2063-2072,
2007

0608BE946
0610AA202

Deng F.(*1), Chem J.M.(*1), Ishizawa M.(*1), Yuen C-W.(*1), Mo G.(*1), Higuchi K.(*2), Chan D.(*2),
Maksyutov S.(*1Univ.Tronto, *2Meteorol.Serv.Canada) ： Global monthly CO2 flux inversion with a focus over
North America, Tellus B, 59(2), 179-190, 2007

0610AA101
0610AA102

Peregon A., Maksyutov S., Kosykh N.P.(*1), Mironycheva-Tokareva Nina P.(*1)(*1ISSA)：Map-based inventory
of wetland biomass and net primary production in western Siberia, J.Geophys.Res., 113, G01007, 2008

0608BB931
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Tanno K.(*1), Minota S.(*1), Aoki Y., Yonemoto J., Sone H.(*1Kobe City Coll.Nurs.) ： Risk assessment of
chlorinated organic compounds using immortalized rat hepatocytes and toxicological information, 27th
Int.Symp.Halogenat.Persistent Org.Pollut.-DIOXIN 2007(Poster Session), Tokyo, 2007/09, Organohalogen
Compd., 1833-1836

0611AK518
0707BY562

Amanuma K., Tone S.(*1), Nagaya M., Aoki Y.(*1Mitsubishi Chem.Saf.Inst.) ： Spectra of wateborne Benzo [a]
pyrene-induced mutations in the gill and hepatopancreas  of rpsL transgenic zebrafish, 11th
Int.Congr.Toxicol.(Poster Session), Montreal, 2007/07, Abstracts

0610AK544

青木陽二：ス イ ス と日本の風景比較の記述, 日本観光研究学会 2007年度総会(ポス ター発表), 新座, 2007/
05, プロ グ ラ ム

0608AE398

烏恩(*1), 熊谷圭介(*2), 青木陽二(*1北京林大, *2ラ ッ ク研) ： 中国の自然観光の実態 と課題－5箇所の公
園について－, 日本観光研究学会 2007年度総会(ポス ター発表), 新座, 2007/05, プロ グ ラ ム

0608AE398

淺川昭一郎(*1), 青木陽二, Brandenburg C.(*2)(*1札幌市公園緑化協会, *2ウ ィ ーン生命科大) ： 季節の認
知と戸外活動に関する地域比較, 2007年次 北海道都市地域学会総会 ・ 研究発表会, 札幌, 2007/09

0608AE398

青木陽二 ： 日本 と オース ト リ アの戸外活動の比較調査, 平成19年度日本造園学会東北支部大会, 雫石,
2007/10, 同大会資料 「田園風景の中のエコ ロ ジカルラ ン ド ス ケープ」 , 27

0608AE398

青木陽二 ： つ く ばの景観保全, テ ク ノ ロ ジー ・ シ ョ ーケース イ ン ツ クバ 2008(ポス ター発表), つ く ば,
2008/01, 同要旨集, 18

0608AE398

青木陽二, 愛甲哲也(*1)(*1北大) ： 日本と オース ト リ アにおけ る戸外活動の比較調査の経緯と実施, 第21
回環境研究発表会(ポス ター発表), 東京, 2007/11, 環境情報科学, 88-89

0608AE398

Aoki Y.：Austria and Japan cooperative research,effects of climatic condition to visitor numbers; acomparative
study on feelings of seasons and outdoor activities in Japan and Austria, Bodenkultur Univ.Open Forum, Vienna,
2007/04

0506CE848

青木陽二 ： 日本と オース ト リ アの戸外活動の比較, 慶北大学校農科大学造景学科セ ミ ナー , 大邱, 2007/
04

0506CE848

青野光子, 岡崎淳(*1), 松丸恒夫(*2), 真行寺孝(*2), 相原敬次(*3), 武田麻由子(*3), 久保明弘, 中嶋信美, 玉
置雅紀, 佐治光 他(*1千葉県環境研セ, *2千葉県農業総研セ, *3神奈川県環境学セ) ：遺伝子発現でアサガ
オのオゾン ス ト レ ス を診断する, 第48回大気環境学会年会, 岡山, 2007/09, 同講演要旨集, 377

0708AH293
0307AE503

青野光子 ： アサガオを用いた植物のス ト レ ス診断, 第5回アサガオ研究集会, 岡崎, 2008/03, プロ グ ラ ム 0708AH293
0307AE503

Aono M., Kubo A., Nakajima N., Tamaoki M., Saji H., Okazaki J.(*1), Matsumaru T.(*1), Shingyouji T.(*1),
Aihara K.(*2), Takeda M.(*2), Ogawa K.(*3), Miwa M.(*3), Suda R.(*4), Nakamura T.(*4)(*1Chiba
Pref.Environ.Res.Cent., *2Kanagawa Environ.Res.Cent., *3Cent.Environ.Sci.Saitama, *4Fukuoka Inst.Health
Environ.Sci.) ： Diagnosis of ozone stress in Japanese morning glory using gene expression, ROS in Plant,
Gent(Belgium), 2007/09, Abstracts, 56

0307AE503
0708AH293

青柳みど り ： リ ス クの社会ガバナン ス と そのあ り 方, 第21回環境工学連合講演会, 東京, 2007/04, 同講演
論文集, 113-118

0508KB555
0507BA792
0204KB459

青柳みど り ： 気候変動問題に関する危機意識と エネルギー選択, 環境経済 ・ 政策学会2007年大会, 彦根,
2007/10, 同報告要旨集, 56-57

0507BA792
0508KB555

三瓶由紀, 青柳みど り ：一般市民の世界・国内の環境に対する問題意識の現状, 環境経済・政策学会2007
年大会, 彦根, 2007/10, 同報告要旨集, 140-141

0508KB555
0507BA792

青柳みど り ： 気候変動についての人々の理解について, 科学技術論社会学会 第6回年次研究大会, 東京,
2007/11, 同予稿集, 27-30

0508KB555
0507BA792

青柳みど り , 三瓶由紀 ： マス メ デ ィ ア接触と環境問題に関する意識の喚起－時系列社会調査データ を用
いた分析結果から－, 第80回日本社会学会大会, 横浜, 2007/11, 同予稿集, 136

0508KB555
0507BA792
0712BA339

Aoyagi-Usui M. ： The China-Japanese comparison study of public attitudes and actions towards the
environmental issues, Asian Rural Sociol.Assoc.(ARSA) 3rd Int.Conf., Sanhe(China), 2007/08, Abstracts, 20

0507BA792
0507AE793
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Aoyagi-Usui M. ： Understanding climate change issue and nuclear power, 2007 Annu.Meet.Soc.Soc.Stud.Sci.,
Montreal, 2007/10, Program

0508KB555
0712BA339
0507BA792

Kuribayashi A.(*1), Aoyagi-Usui M., Shinada T.(*2), Kondo M.(*3)(*1NRL Res.Inst., *2Rikkyo Univ., *3Mariko
Kondo Off.) ： Background of understanding climate change issue: a result from group interview on Japanese
undergraduate student in Tokyo Metropolitan Area, 15th Int.Conf.Soc.Human Ecol., Rio de Janeiro(Brazil),
2007/10

0508KB555
0507BA792

Shinada T.(*1), Aoyagi-Usui M., Kuribayashi A.(*2), Kondo M.(*3)(*1Rikkyo Univ., *2NRL Res.Inst., *3Mariko
Kondo Off.) ： How do students understand climate change?: Local knowledge and specialized knowledge, 8th
Eur.Soc.Assoc.Conf., Glasgow(UK), 2007/10, Program, 89

0508KB555
0507BA792

Aoyagi-Usui M., Shinada T.(*1), Kuribayashi A.(*2)(*1Rikkyo Univ., *2NRL Res.Inst.)：Understanding climate
change issue: a result from group interview on Japanese undergraduate student in Tokyo Metropolitan Area,
2007 Beijing Int.Conf.Environ.Soc., Beijing, 2007/07, Proceeding, 343-344

0508KB555
0507BA792

Aoyagi-Usui M.：Risk perception of climate change and the choice of energy sources, 2007 Annu.Meet.Soc.Risk
Anal., San Antonio(USA), 2007/12, Abstracts, 44

0507BA792
0712BA339
0508KB555

Sanpei Y., Aoyagi-Usui M.：Mass-media coverage and the public perception of climate change issues: an analysis
of a national campaign in Japan, TIGS Symp.2008(Poster Session), Honolulu, 2008/02, Program

0507AE793
0507BA792
0508KB555

秋吉英治, 坂本圭, 永島達也, 高橋正明(*1), 今村隆史(*1東大気候システム研セ) ： CCSR/NIES化学気候モ
デルを用いたオゾ ン層の将来予測実験, 日本地球惑星科学連合 2007年大会, 千葉, 2007/05, 同予稿集
(CD-ROM), F207-009

0206BA782

秋吉英治, Zhou L.B.(*1)(*1中国科院大気物理研) ： 北半球中高緯度および北極渦内下部成層圏N2O濃度 と
北極渦崩壊時期, 日本気象学会 2007年度春季大会, 東京, 2007/05, 同講演予稿集, 145

0406CD466

秋吉英治, 今村隆史, 永島達也, 山下陽介(*1), 高橋正明(*1)(*1東大気候システム研セ) ： 下部成層圏の等
価有効塩素濃度と オゾン全量の回復時期, 日本気象学会 2007年度秋季大会, 札幌, 2007/10, 同講演予稿
集, 307

0709BA375

Akiyoshi H., Sugata S., Imamura T., Nakane H.：Interannual variation in the BrO-CIO ozone destruction cycle
in the northern high latitude lower stratosphere associated with the Arctic polar vortex variation in 1995-97,
SMILES Int.Workshop 2008, Kyoto, 2008/03, Program

0710CD390

Yamashita Y.(*1), Sakamoto K., Akiyoshi H., Zhou L.B., Nagashima T., Takahashi M.(*1)(*1CCSR
Univ.Tokyo)：Solar cycle QBO effect to the stratosphere and troposphere, AGU 2007 Spring Meet., Acapulco,
2007/05, Abstracts(Web), A52B-05

0709BA375

Akiyoshi H., Sakamoto K.(*1), Nagashima T., Imamura T.(*1Now at ANA)：Ozone variation in the years 1980-
2100 calculated by the CCSR/NIES CCM in the CCMVal-REF2 scenario, IUGG 2007(24th
Gen.Assem.Int.Union Geod.Geophys.), Perugia, 2007/07, Abstracts

0206BA782

Akiyoshi H., Sakamoto K.(*1), Nagashima T., Takahashi M.(*2), Imamura T.(*1Now at ANA, *2CCSR
Univ.Tokyo) ： A future prediction of the ozone layer using the CCSR/NIES Chemistry-Climate Model in the
CCMVal-REF2 scenario, CCMVal Workshop 2007(Chemistry-Climate Model Validation)(Poster Session),
Leeds, 2007/06, Abstracts, 53

0206BA782

Akiyoshi H., Zhou L.B.(*1), Sakamoto K.(*2), Yoshiki M.(*3), Nagashima T., Takahashi M.(*4), Kurokawa J.,
Takigawa M.(*5), Imamura T.(*1Now at Chin.Acad.Sci, *2Now at ANA, *3Now at The Boston Consult.Group,
*4CCSR Univ.Tokyo, *5FRCGC)：Delay of the antarctic polar vortex breakup time in the year 1980-1999 due
to ozone depletion simulated by the CCSR/NIES CCM with the CCMVal-REF1 and -REF2 scenarios, CCMVal
Workshop 2007(Chemistry-Climate Model Validation)(Poster Session), Leeds, 2007/06, Abstracts, 43

0206BA782

石濱史子, 小熊宏之, 武田知己, 竹中明夫：空間自己相関を考慮し た湿地における絶滅危惧植物の分布予
測モデル, 第55回日本生態学会大会(企画集会) 「始めよ う ！ベイ ズ推定によ るデータ解析」 , 福岡, 2008/
03, 同講演要旨集, 155

0608AG485

白木洋平(*1), 近藤昭彦(*1), 一 ノ 瀬俊明(*1千葉大) ： レ イマンモデルを用いた都市の熱環境評価, 第1回
パーソナルコ ンピ ュータ利用技術学会全国大会, 東京, 2007/03, 同講演論文集, 139-142

0306CD553
0206BY530
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一 ノ瀬俊明, 白木洋平(*1), 松本太, 盧軍(*2), 花木啓祐(*3)(*1千葉大院, *2重慶大, *3東大) ： 都市空間情
報基盤不足地域におけ る熱環境評価の試み, 環境科学会2007年会, 長崎, 2007/09, 同講演予稿集, 100-
101

0306CD553

鈴木一令(*1), 一ノ 瀬俊明, 鈴木高二朗(*2), 清野聡子(*3)(*1八千代エンジニヤリ ング, *2港湾研, *3東大) ：
東京湾を媒体 と し た熱循環によ る暑熱緩和効果に関する研究, 環境科学会2007年会(ポス ター発表), 長
崎, 2007/09, 同講演予稿集, 174-175

0606AE409

一 ノ 瀬俊明, 原田一平(*1), 白木洋平(*1), 片岡久美, 李龍太(*2), 片岡大祐(*1), 宮崎正志(*1), 由井四海
(*3), 久世宏明(*1)(*1千葉大 リ モー ト センシング研セ, *2ソ ウル特別市, *3富山商船高専) ： 都市内大規模
河川の復元によ る大気環境改善効果の実証－能動的多軸DOAS観測法によ る大気NO2 と エア ロ ゾルの計
測－, 第9回CEReS環境 リ モー ト センシングシンポジウ ム, 千葉, 2007/02, 同予稿集, 132-132

0507CD824

松本太, 岡田信行(*1), 安永紳也(*2), 一 ノ瀬俊明, 片岡久美(*3), 白木洋平(*4), 原田一平(*5)(*1タ ム研, *2
筑波大院, *3女子栄養大, *4千葉大院, *5千葉大) ： 都心におけ る大規模緑地の暑熱緩和効果－風通し を
中心と し て, 日本地理学会 2007年秋季学術大会(ポス ター発表), 熊本, 2007/10, 同発表要旨集, 127

0707AE544

松本太, 一ノ 瀬俊明, 白木洋平(*1), 安永紳也(*2), 片岡久美(*3), 原田一平(*4)(*1千葉大院, *2筑波大院, *3
女子栄養大, *4千葉大) ： 都市内大規模河川(ソ ウル市清渓川)の復元によ る暑熱環境改善に関する気候学
的研究, 日本地理学会 2007年秋季学術大会, 熊本, 2007/10, 同発表要旨集, 95

0507CD824

松本太, 一 ノ瀬俊明：都市内大規模河川(ソ ウル市清渓川)の復元によ る大気環境改善 メ カニズム, 第53回
風に関するシンポジウ ム, 東京, 2007/06, 同予稿集, 16

0507CD824

Ichinose T.(Toshiaki)：Urban climate change and global warming, 名古屋大学大学院環境学研究科 国際フ ォー
ラ ム 脱温暖化都市づ く り (Int.Forum Nagoya Univ.Initiative Integrating Clim.Change Mitigation Urban Dev.),
名古屋, 2007/12, 同予稿集, 74-86

0306CD553
0507CD824
0606AE409

片岡久美(*1), 松本太, 一 ノ瀬俊明(*1筑波大) ： アジア諸都市におけ る過去100年間の都市温暖化の比較,
日本地理学会 2008年春季学術大会, 草加, 2008/03, 同発表要旨集, 10

0510KZ503

一ノ 瀬俊明, 鈴木一令(*1), 鈴木高二朗(*2), 清野聡子(*3)(*1八千代エンジニヤリ ング, *2港湾研, *3東大) ：
東京湾を媒体と し た熱循環によ る 暑熱緩和効果に関する 研究, 日本地理学会 2008年春季学術大会, 草加,
2008/03, 同発表要旨集, 150

0606AE409
0306CD553

Ichinose T.(Toshiaki)：The effect of climate change on urban subsurface temperature, RIHN Workshop: Human
Impacts on Urban Subsurface Environments in Asian Megacities, Bali(Indonesia), 2007/12, Proceedings, 128-
130

0510KZ503

稲葉一穂, 土井妙子, 長縄弘親(*1)(*1原研機構) ： 数種の界面活性剤 ミ セル溶液系における キレー ト 剤の
分配定数の比較, 日本分析化学会 第56年会, 徳島, 2007/09, 同講演要旨集, 108

0507AE819
0306CD536

井上健一郎, 高野裕久, 柳澤利枝, 桜井美穂, 市瀬孝道(*1), 吉川敏一(*2)(*1大分県看護科大, *2京都府医
大) ： デ ィ ーゼル排気微粒子はnaive リ ンパ球をTh2反応へ誘導する, 第19回日本アレルギー学会春季臨床
大会(ポス ター発表), 横浜, 2007/06, 同予稿集, 345

0507AG476

井上健一郎, 高野裕久, 柳澤利枝, 島田章則(*1), 和田枝美子(*1), 桜井美穂, 佐藤雅彦(*2), 吉川敏一(*3)(*1
鳥取大, *2愛知学院大, *3京都府医大)：SIRS関連肺傷害における メ タ ロチオネイ ンの役割, 第47回日本呼
吸器学会学術講演会(ポス ター発表), 東京, 2007/05, 日本呼吸器学会雑誌, 149

0507AG476

井上健一郎, 高野裕久, 柳澤利枝, 桜井美穂, 市瀬孝道(*1), 定金香里(*1), 吉川敏一(*2)(*1大分県看護科大,
*2京都府医大) ： ナ ノ 粒子が呼吸器疾患に与え る相乗影響, 第14回日本免疫毒性学会学術大会, 神戸,
2007/09, 同講演要旨集, 53

0608CD530

井上健一郎, 高野裕久, 柳澤利枝, 市瀬孝道(*1), 島田章則(*2), 吉川敏一(*2)(*1大分県看護科大, *2京都府
医大)：デ ィ ーゼル排気微粒子の反復経気道曝露がア ト ピーマウ スへ与え る影響, 第14回日本免疫毒性学
会学術大会(ポス ター発表), 神戸, 2007/09, 同講演要旨集, 64

0507AG476

井上健一郎, 高野裕久, 小池英子, 柳澤利枝, 吉野伸(*1), 八巻耕也(*1), 吉川敏一(*2)(*1神戸薬大, *2京都
府医大)：DEPが抗原提示細胞に与え る影響, 第57回日本アレルギー学会秋季学術大会(ポス ター発表), 横
浜, 2007/11, アレルギー , 1171

0708BD307

井上健一郎, 高野裕久, 日吉孝子(*1), 柳澤利枝, 角大悟(*2), 市瀬孝道(*3), 定金香里(*3), 小池英子, 戸村
成男(*3), 熊谷嘉人(*2)(*1静岡県大, *2筑波大, *3大分看護科大)：大気浮遊粒子状物質由来9,10-ナフ ト キ
ノ ンが喘息マウ スに及ぼす影響, 第57回日本アレルギー学会秋季学術大会(ポス ター発表), 横浜, 2007/
11, アレルギー , 1119

0708BD307
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井上智美, 橋爪雅彦(*1), 高木祐之(*1), 広木幹也, 野原精一(*1川平フ ァーム) ： マング ローブ植物の根圏
酸化機能と土壌環境, 第55回日本生態学会(ポス ター発表), 博多, 2008/03, 同講演要旨集, 404

0610AA403

井上雄三 ： 乳酸発酵によ る食品廃棄物からの乳酸回収と飼料化のコ ンバイ ンシステム, 平成19年度廃棄
物学会研究討論会, 川崎, 2007/05, 同講演論文集, 30-37

0610AA203

朝倉宏, 井上雄三 ： 新規に建設された 終処分場の技術選定におけ る住民 と の関わ り , 第29回全国都市
清掃研究 ・ 事例発表会, 広島, 2008/01, 同講演論文集, 1-3

0407BC381

Inoue Y., Yamada M., Endo K., Asakura H. ： What a future solid waste disposal should be? Current
status,probrem,and future direction in Japan, 11th Int.Waste Manage.Landfill Symp.(Sardinia 2007),
Cagliari(Italy), 2007/10, Proceedings

0407BC381

Asakura H., Inoue Y., Yamada M., Endo K., Ono Y.(*1)(*1Cent.Environ.Sci.Saitama) ： Effect of hydraulic
conductivity on stabilization of landfill layer of industrial solid waste, 11th Int.Waste Manage.Landfill
Symp.(Sardinia 2007), Cagliari(Italy), 2007/10, Proceedings

0407BC381

猪俣敏, 谷本浩志 ： 陽子移動反応質量分析法によ る異性体の区別の試み, 第55回質量分析総合討論会(ポ
ス ター発表), 広島, 2007/05, 同講演予稿集, 222-223

0405BD464
0607NA994
0408AE338

猪俣敏, 谷本浩志, 青木伸行(*1)(*1産総研)：揮発性有機化合物のオン ラ イ ン測定装置のソ フ ト イオン化・
選択的 イ オ ン化への工夫, 日本地球惑星科学連合 2007年大会, 千葉, 2007/05, 同予稿集(CD-ROM),
F118-018

0405BD464
0607NA994
0408AE338

猪俣敏, 谷本浩志, 亀山宗彦(*1), 角皆潤(*2), 入江仁士(*3), 金谷有剛(*3), Wang Z.(*4)(*1JSPS, *2北大院,
*3地球環境フ ロ ンテ ィ ア研セ, *4中国科学院)：PTR-MSを用いた大気中ホルムアルデ ヒ ド濃度の決定, 第
13回大気化学討論会, 名古屋, 2007/11, 同講演要旨集, 26

0507BA405

Kameyama S., Inomata S., Tanimoto H., Tsunogai U.(*1), Irie H.(*2), Kanaya Y.(*2)(*1Hokkaido Univ.,
*2JAMSTEC) ： Accurate determination of formaldehyde mixing ratios in polluted air with PTR-MS: Laboratory
characterization and field measurements, 12th Asian Chem.Congr.(12ACC), Kuala Lumpur, 2007/08,
Abstracts, 240-241

0507BA405

Inomata S., Tanimoto H., Kato S.(*1), Kanaya Y.(*2), Wang Z.(*3)(*1Tokyo Metro.Univ., *2FRCGC/
JAMSTEC, *3NZC/IAP) ： PTR-MS Measurements of non-methane volatile organic compounds at the summit
of Mount Tai,China,in June 2006, 12th Asian Chem.Congr.(12ACC), Kuala Lumpur, 2007/08, Abstracts, 192

0507BA405
0408AE338

Inomata S., Tanimoto H., Kameyama S., Tsunogai U.(*1), Irie H.(*2), Kanaya Y.(*2), Wang Z.(*3)(*1Hokkaido
Univ., *2FRCGC/JAMSTEC, *3NZC/IAP) ： Determination of formaldehyde mixing ratios in polluted air with
PTR-MS: Laboratory characterization and field measurements, AGU 2007 Fall Meet., San Francisco, 2007/12,
Abstracts(CD-ROM), A33D-1554

0507BA405

尾山洋一(*1), 松下文経(*1), 福島武彦(*1), 永井孝志(*2), 今井章雄(*1筑波大院, *2農環技研) ： Landsat/
TM画像を用いた霞ヶ浦のChl-a,NPSS濃度の同時推定, 日本陸水学会 第72回大会(ポス ター発表), 水戸,
2007/09, 同講演要旨集, 78

0610AE599

奈良郁子, 今井章雄, 松重一夫, 小松一弘, 柴田康行：2次元炭素同位体プロ ッ ト を用いた霞ヶ浦における
溶存有機物の起源推定, 日本陸水学会 第72回大会, 水戸, 2007/09, 同講演要旨集, 169

0610AC593
0607CD958

川崎伸之, 今井章雄, 松重一夫, 小松一弘, 大岸史和(*1), 矢幡雅人(*1), 三上博久(*1), 後藤武(*1)(*1島津製
作所) ： TOC検出器付サイ ズ排除ク ロマ ト グ ラ フ ィ ーを用いた霞ヶ浦中DOCの分子量分布の検討, 日本
陸水学会 第72回大会, 水戸, 2007/09, 同講演要旨集, 230

0607BD966

今井章雄, 松重一夫, 小松一弘, 奈良郁子, 川崎伸之, 天野邦彦(*1)(*1土木研) ： 霞ヶ浦底泥間隙水中にお
ける溶存有機物と栄養塩の挙動, 日本陸水学会 第72回大会, 水戸, 2007/09, 同講演要旨集, 168

0610AE599
0610AC593

渡邊隆広(*1), 中村俊夫(*2), 西村弥亜(*3), 松中哲也(*3), 掛川武(*1), 奈良郁子, Zhu L.(*4)(*1東北大院, *2
名古屋大年代測定総研セ, *3東海大, *4Chin.Acad.Sci.) ： 湖底堆積物の安定同位体比および放射性炭素年
代測定に よ り チベ ッ ト 南西部 ・ プマユム ツ ォ湖の古環境変動解析, 日本陸水学会 第72回大会, 水戸,
2007/09, 同講演要旨集, 240

0607CD958

Nara Watanabe F., Watanabe T.(*1), Nakamura T.(*2), Kawai T.(*3)(*1Grad.Sch.Tohoku Univ.,
*2Cent.Chronological Res.Nagoya Univ., *3Grad.Sch.Nagoya Univ.) ： High-time resolution records of stable
carbon and nitrogen isotope retions in Lake Baikal sediment during the past 27,000 years, 6th
Int.Symp.Terrestrial Environ.Changes in East Eurasia and Adjacent Areas, Irkutsk-Listvyanka(Russia), 2007/
08, Abstracts, 122

0607CD958
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Watanabe T.(*1), Nakamura T.(*2), Nara Watanabe F., Kakegawa T.(*1), Nishimura M.(*3), Matsunaka T.(*3),
Zhu L.(*4), Kawai T.(*2)(*1Grad.Sch.Tohoku Univ., *2Cent.Chronological Res.Nagoya Univ., *3Tokai Univ.,
*4Chin.Acad.Sci.) ： Stable carbon isotope rations and AMS 14C dating for sediments from the Lake
Baikal(Southern Siberia) and Lake Pumoyum CO(Tibetan plateau), 6th Int.Symp.Terrestrial Environ.Changes in
East Eurasia and Adjacent Areas, Irkutsk-Listvyanka(Russia), 2007/08, Abstracts, 80-81

0607CD958

Nara F., Imai A., Matsushige K., Komatsu K. ： Stable corbon isotopic characterization of DOC and its humic
fraction in Lake Kasumigaura,Japan, 30th Congr.Int.Assoc.Theor.Appl.Limnol., Montreal, 2007/08, Program

0607CD958

今泉圭隆, 鈴木規之, 中杉修身(*1), 磯部慶(*2), 村上治(*2), 白石寛明(*1上智大, *2環境情報科セ) ： 国内3
水系を対象 と し た化学物質GIS環境多媒体モデル(G-CIEMS)の検証, 第16回環境化学討論会(ポス ター発
表), 北九州, 2007/06, 同講演要旨集, 636-637

0610AA301

Imaizumi Y., Suzuki N., Sakurai T., Matsuhashi K., Tanabe K., Nakasugi O.(*1), Morita M., Isobe K.(*2),
Murakami O.(*2), Shiraishi H.(*1Sophia Univ., *2CEIS) ： Model validation of Geo-Referenced multimedia
environmental fate model(G-CIEMS) for three river basins in Japan, SETAC Eur.17th Annu.Meet.(Poster
Session), Porto(Portugal), 2007/05, Abstracts, 297

0610AA301

岩崎一弘, 大川恵(*1), 中嶋睦安(*1), 矢木修身(*2), 内山裕夫(*3), 鎌形洋一(*4), (*1日本大, *2日本大院,
*3筑波大院, *4産総研) ： PCR-DGGE法によ る各種組換え微生物の微生物多様性への影響評価, 第41回水
環境学会年会(ポス ター発表), 大阪, 2007/03, 同講演集, 648

0610AE460

岩崎一弘, 三浦ゆき こ(*1), 岡田光正(*1)(*1東邦大) ： 霞ヶ浦湖水における遺伝子組換えPseudomonas属細
菌の影響評価, 第41回水環境学会年会, 大阪, 2007/03, 同講演集, 523

0610AE460

Ayoub S.(*1), 内山裕夫(*1), 岩崎一弘, 土井妙子, 稲葉一穂(*1筑波大)：鉄粉によ る ト リ ク ロ ロエチレ ンの
分解に及ぼす界面活性剤及び高分子量有機化合物の影響, 第42回日本水環境学会年会(ポ ス ター発表),
名古屋, 2008/03, 同講演集, 570

0306CD536
0711CD331

上野隆平, 佐竹潔 ： 小笠原のユス リ カ,特に母島における知見について, 第18回ユス リ カ研究集会, 岐阜,
2007/05, Yusurika, 9-10

0408AE467
0507CD539

上野隆平, 佐竹潔, 布村昇(*1)(*1富山市科博) ： 小笠原諸島母島のダム湖および河川の大型底生動物, 日
本陸水学会 第72回大会(ポス ター発表), 水戸, 2007/09, 同講演要旨集, 126

0408AE467
0507CD539

上原清, 老川進(*1), 持田灯(*2)(*1清水建設, *2東北大) ： 通風の良いス ト リ ー ト キ ャニオンに関する風洞
実験, 2007年度日本建築学会大会学術講演会, 福岡, 2007/08, 同講演梗概集, 673-674

0607AE520

老川進(*1), 上原清(*1清水建設) ：大気安定度が漏洩ガス塊の分裂,細片化に及ぼす影響, 2007年度日本建
築学会大会学術講演会, 福岡, 2007/08, 同講演梗概集, 687-688

0607AE520

森田英和(*1), 早川眞(*1), 上原清(*1日本大) ： 外壁線の後退し た容積率緩和の高層建物が周辺空気質に
及ぼす影響, 2007年度日本建築学会大会学術講演会, 福岡, 2007/08, 同講演梗概集, 747-748

0607AE520

上原清, 山尾幸夫, 老川進(*1), 持田灯(*2)(*1清水建設, *2東北大) ： 通風の良いス ト リ ー ト キ ャニオンに
関する風洞実験, 第48回大気環境学会年会, 岡山, 2007/09, 同講演要旨集, 429

0607AE520

上原清, 山尾幸夫, 老川進(*1)(*1清水建設) ： 高架道路がス ト リ ー ト キ ャニオン内の流れ と拡散に及ぼす
影響に関する風洞実験, 第48回大気環境学会年会, 岡山, 2007/09, 同講演要旨集, 430

0607AE520

上原清 ： 市街地における大気汚染物質の拡散に関する風洞実験, 第48回大気環境学会年会, 岡山, 2007/
09, 同講演要旨集, 280-281

0607AE520

野津剛(*1), 老川進(*1), 上原清(*1清水建設) ： 大気安定度 と が可燃性ガスの短時間拡散性状に及ぼす影
響(その2)数値解析 と風洞実験の比較(平均濃度場), 第48回大気環境学会年会, 岡山, 2007/09, 同講演要旨
集, 607

0607AE520

老川進(*1), 上原清(*1清水建設)：大気安定度が可燃性ガスの短時間拡散性状に及ぼす影響(その3)パスキ
ル安定度と風速分布, 第48回大気環境学会年会, 岡山, 2007/09, 同講演要旨集, 608

0607AE520

老川進(*1), 上原清(*1清水建設)：大気安定度が可燃性ガスの短時間拡散性状に及ぼす影響(その4)漏洩ガ
ス塊の細片化と大気安定度, 第48回大気環境学会年会, 岡山, 2007/09, 同講演要旨集, 609

0607AE520

植弘崇嗣, 清水英幸, 松永恒雄, 志村純子 ： 国立環境研究所におけ る生物多様性情報活動 と 今後の展開,
ワーク シ ョ ッ プ21世紀の生物多様性研究 生物多様性イ ンフ ォマテ ィ ク ス を創出する, 東京, 2006/10, 同
要旨集, 8-12

0507BA849
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内田昌男, 近藤美由紀(*1), 大塚俊之(*1), 村山昌平(*2)(*1岐阜大, *2産総研) ： 核実験由来大気14CO2を用
いた森林土壌有機炭素のレジデン ス タ イ ムの推定と土壌呼吸(微生物 ・ 根)の分離 ： 温暖化影響土壌圏炭
素の脆弱性の評価のための手法開発, 第10回AMSシンポジウ ム(ポス ター発表), 東京, 2008/03

0608AG466

内田昌男, 熊田英峰(*1), 近藤美由紀(*2), 村山昌平(*3), 三枝信子(*3)(*1東京薬大, *2岐阜大, *3産総研) ：
森林大気中有機エア ロ ゾルの放射性炭素分析によ る大気CO2の光合成同位体分別効果推定の試み：陸域
炭素循環モデルの高精度化に向けたパラ メ ータの開発, 第10回AMSシンポジウ ム(ポス ター発表), 東京,
2008/03

0608AG466

内田昌男, 熊田英峰(*1), 佐久間英輔(*1), 藤原祺多夫(*1), 柴田康行(*1東京薬大) ： 14C測定によ る東京微
小大気エア ロ ゾル(PM1.1,PM10)中燃焼由来汚染化学物質(PAHs)並びブラ ッ ク カーボンの起源推定, 第10
回AMSシンポジウ ム(ポス ター発表), 東京, 2008/03

0608AG466

黒木由貴子, 内田昌男, 内海真生(*1), 松田あゆり , 鈴木優憲, 中宮邦近(*1), 陳剛, 佐藤千恵(*1)(*1筑波大)：
微生物によ る海洋DOC物質循環の定量的解明のための古細菌脂質分子(14)C分析前処理条件の検討, 第
10回AMSシンポジウ ム(ポス ター発表), 東京, 2008/03

0708AF558
0608CD559

内田昌男, 大串健一(*1), Timothy I.E.(*2), James P.K.(*3), 柴田康行(*1神戸大, *2WHOI, *3カ リ フ ォルニ
ア大) ： 有孔虫化石の放射性炭素年代測定によ る 終退氷期北西太平洋におけ る数十年～数百年ス ケー
ル海洋循環変動の高精度復元, 第10回AMSシンポジウ ム(ポス ター発表), 東京, 2008/03

0607CD560
0608AG466

内田昌男, 大串健一(*1), 稲垣史生(*2), 石村豊穂(*3), 角皆潤(*4), 柴田康行(*1神戸大, *2東大, *3産総研,
*4北大)： 終退氷期十勝沖海底コ アに記録された海底下 メ タ ンハイ ド レー ト 湧出現象, 第10回AMSシン
ポジウ ム(ポス ター発表), 東京, 2008/03

0607CD560
0608AG466

Uchida M., Koike Y.(*1), Kumata H.(*1), Nakata H.(*1), Tsuzuki M.(*1), Uchida T.(*1), Fujiwara K.(*1),
Shibata Y.(*1Tokyo Univ.Pharm.Life Sci.) ： Source approtioning and molecular characterization of incomplete
combustion products in PM1.1 and PM10 aerosols from residential areas of suburban Tokyo using
naturalabundance radicarbon, 27th Int.Symp.Halogenat.Persistent.Org.Pollut.-DIOXIN 2007(Poster Session),
Tokyo, 2007/09

0608AG466

黒木由貴子(*1), 内田昌男, 内海真生(*1), 松田あゆ り , 鈴木優憲, 佐藤千恵(*2), 陳剛(*2), 伊藤聡史(*2)(*1
筑波大院, *2筑波大) ： MR07-04,05,06航海採取試料によ る海洋DOC炭素循環 と微生物の関連性解明に関
する研究の予察的結果：古細菌脂質分子の(14)C測定のための分析条件の検討, 第11回みらいシンポジウ
ム(ポス ター発表), 横浜, 2008/03

0608AG466
0608CD559
0708AF558

内海真生(*1), 黒木由貴子(*1), 陳剛(*1), 佐藤千恵(*2), 伊藤聡史(*1), 内田昌男(*1筑波大院, *2筑波大) ：
MR07-04,05,06航海採取試料に よ る海洋DOC炭素循環 と 微生物の関連性解明に関する研究の予察的結
果 ： 海洋性古細菌の分布と多様性, 第11回みらいシンポジウ ム(ポス ター発表), 横浜, 2008/03

0608CD559
0608AG466
0708AF558

木元克典(*1), 内田昌男, 大串健一(*2), 阿波根直一(*3), 長谷川四郎(*4), 池原研(*5)(*1JAMSTEC, *2神戸
大, *3北大, *4熊本大, *5AIST) ： 過去2万年間における底生有孔虫のMg/Caを用いた北西太平洋の中層水
温度復元, 第11回みらいシンポジウ ム(ポス ター発表), 横浜, 2008/03

0610AE413

Rella S.(*1), Tada R.(*1), Uchida M., Nagashima K.(*2), Itaki T.(*3), Ohkushi K., Harada N.(*2)(*1Univ.Tokyo,
*2JAMSTEC, *3Pusan Natl.Univ., *4Kobe Univ.) ： Geochemical evidence for millenial-scale variation of
intermediate water intensity in the Bering Sea during the last glacial-interglacial cycles?, 第11回みらいシンポ
ジウ ム(ポス ター発表), 横浜, 2008/03

0610AE413
0607CD560

熊田英峰(*1), 内田昌男, 小崎沙織(*1), 藤原祺多夫(*1)(*1東京薬大)：Chukchi-Bering海表層堆積物中のブ
ラ ッ ク カーボンの分布と安定同位体的特徴, 第11回みらいシンポジウ ム, 横浜, 2008/03

0610AE413
0607CD560
0708AF558

板木拓也(*1), 内田昌男, Khim B-K., Sunghan K.(*1), 香月興太(*1), 大串健一(*2), 多田隆治(*3)(*1釜山大,
*2神戸大, *3東大) ： 後期更新世のベー リ ング海グ リ ーンベル ト における生物地球化学サイ クル ： MR06-
04呼応海で採取された海底コ アの記録から, 第11回みらいシンポジウ ム, 横浜, 2008/03

0608AG466
0607CD560
0608CD559

内田昌男, 青木かお り (*1), 簑島佳代(*2), 川幡穂高(*3), 村山雅史(*4), 柴田康行, 多田隆治(*5)(*1 ト ロ ン
ト 大, *2産総研, *3東大, *4高知大, *5JAMSTEC)： 終氷河期融氷期－完新世における北西太平洋におけ
る海洋表層 リ ザーバー年代の変動－有孔虫化石の放射性炭素年代測定, タ ンデム加速器研究会(ポ ス
ター発表), 東海村(茨城), 2007/07

0608AG466
0607CD560

内田昌男, 大串健一(*1),  T imothy I .E. (*2) ,  James P.K. (*3) ,  柴田康行(*1 産総研, *2WHOI,
*3Univ.California) ： 有孔虫化石の放射性炭素年代測定によ る 終退氷期北西太平洋における ミ レニアム
スケール海洋循環変動の高精度復元, タ ンデム加速器研究会(ポス ター発表), 東海村(茨城), 2007/07

0608AG466
0607CD560
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内田昌男, 熊田英峰(*1), 佐久間英輔(*1), 藤原祺多夫(*1), 柴田康行(*1東京薬大) ： 分子レベル14C測定に
よ る都市微小大気エア ロ ゾル中燃焼由来汚染化学物質(PAHs)の起源推定, タ ンデム加速器研究会(ポス
ター発表), 東海村(茨城), 2007/07

0608AG466
0607CD560

内田昌男, 大串健一(*1), 稲垣史生(*2), 石村豊穂(*3), 角皆潤(*3), 柴田康行(*1神戸大, *2JAMSTEC, *3北
大)： 終退氷期十勝沖海底コ アに記録された海底下 メ タ ンハイ ド レー ト 湧出現象, タ ンデム加速器研究
会(ポス ター発表), 東海村(茨城), 2007/07

0608AG466
0607CD560
0608CD559

石川尚人(*1), 内田昌男, 陀安一郎(*1)(*1京大生態学研セ) ： 河川流下過程におけ る食物網構造の変遷～
安定同位体比,放射性同位体比か ら の検討～, 日本陸水学会 第72回大会(ポス ター発表), 水戸, 2007/09,
同講演要旨集(Web), P28

0608AG466

石川尚人(*1), 内田昌男, 陀安一郎(*1)(*1京大生態学研セ)： 14Cを用いた河川生態系の食物網おけるにお
ける炭素起源推定, 第55回日本生態学会大会(ポス ター発表), 福岡, 2008/03, 同講演要旨集(Web), P2-271

0608AG466

Itaki T.(*1), Khim B-K.(*2), Kim S.(*2), Uchida M., Katsuki K.(*2), Ohkushi K.(*3), Nagashima K.(*4), Rella
S.(*5), Tada R.(*5)(*1AIST, *2Pusan Natl.Univ., *3Kobe Univ., *4JAMSTEC, *5Univ.Tokyo) ： The late
Pleistocene Radiolarians in the Bering Sea, Final Int.Symp.IGCP-476(Poster Session), Tokyo, 2007/12

0608AG466
0607CD560

Kim S.(*1), Khim B-K.(*1), Itaki T.(*2), Katsuki K.(*1), Uchida M., Tada R.(*3)(*1Pusan Natl.Univ., *2AIST,
*3Univ.Tokyo) ： Millennial-scale paleoceanographic changes in the central Bering Sea during the late
Pleistocene, Final Int.Symp.IGCP-476(Poster Session), Tokyo, 2007/12

0608AG466
0607CD560

Kim S.(*1), Khim B-K.(*1), Itaki T.(*1), Uchida M.(*1Pusan Natl.Univ.) ： Millennial-scale variation of CaCO3

values during the last glacial period in the Bering Sea: Evidence of Dansgaard-Oeschger events, 日本第四紀学
会50周年記念事業 国際シンポジウ ム(ポス ター発表), つ く ば, 2007/11

0608AG466
0607CD560

Itaki T.(*1), Khim B-K.(*1), Kim S.(*1), Uchida M., Katsuki K.(*1), Ohkushi K.(*2), Nagashima K.(*3), Rella
S.(*4), Tada R.(*4)(*1PusanNatl.Univ., *2Kobe Univ., *3JAMSTEC, *4Univ.Tokyo) ： High-resolution
radiolarian analysis for the late Pleistocene paleoceanography in the Bering Sea, 日本第四紀学会50周年記念
事業 国際シンポジウ ム, つ く ば, 2007/11

0607CD560
0608AG466

内田雅己(*1), 内田昌男, 中坪孝之(*2), 神田啓史(*1)(*1極地研, *2広島大)：高緯度北極ニーオルス ンの海
成堆積物層におけるCO2放出 と微生物の分解特性, 極域生物シンポジウ ム(ポス ター発表), 東京, 2007/11

0608AG466

Uchida M., Eglinton T.I.(*1), Hayes J.M.(*1), Montlucon D.(*1), Coppola L.(*2), Andersson P.(*3)(*1WHOI,
*2Villefranche-su-mer(Fr.), *3Swed.Mus.Natl.Hist.) ： Hydrodynamic controls on the molecular-level
composition of organic matter in sediments along Washington Margin and Cascadia Basin transect, 2008 Ocean
Sci.Meet.(Poster Session), Orlando, 2008/03, Abstracts(Web)

0608AG466
0608CD559
0607CD560

Uchida M., Ohkushi K.(*1), Kennett J.P.(*2), Eglinton T.(*2), Kimoto K.(*3), Shibata Y.(*1Kobe Univ.,
*2Univ.California, *4WHOI, *5JAMSTEC) ： Anti-phase variability of North Pacific ventilation and Atlantic
overturning circulation during the last deglaciation, 2007 AGU Fall Meet.(Poster Session), San Francisco, 2007/
12, Abstracts(Web)

0608AG466
0607CD560
0608CD559

Kondo M.(*1), Uchida M., Murayama S.(*2), Ohtsuka T.(*3), Shirato Y.(*4)(*1Gifu Univ., *2Ibaraki Univ.,
*3AIST, *4NIAES) ： Radiocarbon-based turnover time estimates of soil organic carbon in a cool-temperate
deciduous forest in Asian Monsoon region, 2007 AGU Fall Meet., San Francisco, 2007/12, Abstracts(Web)

0608AG466

Rella S.(*1), Tada R.(*1), Nagashima K.(*2), Uchida M., Itaki T.(*3), Ohkushi K.(*4)(*1Univ.Tokyo,
*2JAMSTEC, *3Pusan Natl.Univ., *4AIST) ： Millennial-scale variation of intermediate water intensity in the
bering sea during the last glacial-interglacial cycle, 2007 AGU Fall Meet.(Poster Session), San Francisco, 2008/
12, Abstracts(Web)

0608AG466
0607CD560

Uchida M., Kumata H.(*1), Chikaraishi Y.(*2), Kondo M.(*3), Murayama S.(*4), Saigusa N.(*4)(*1Tokyo Univ.,
*2IFREE, *3Gifu Univ., *6AIST) ： 13C and 14C isotopic signatures of plant derived biomarkers in forest fine
aerosol: Implication for a proxy for photosynthetic carbon isotopic discrimination at ecosystem-scale,
Am.Chem.Soc.234th Nat.Meet.(Poster Session), Boston, 2007/08, Abstracts(Web)

0608AG466

Uchida M., Eglinton T.I.(*1), Hayes J.M.(*1), Coppola L.(*2), Gustafsson O.(*3), Andersson P.(*2), Montlucon
D.(*1)(*1WHOI, *2LIG, *3Stockholm Univ.)：Hydrodynamic controls on the age and composition of terrestrial
organic matter distributed over the washington margin: Implication from compound-specific radiocarbon
analysis, Eur.Geophys.Union Gen.Assem.(Poster Session), Vienna, 2007/03

0608AG466

Uchida M., Ohkushi K.(*1), Kimoto K.(*2), Shibata Y.(*1AIST, *2JAMSTEC) ： Mid to deep-depth ocean
circulation in the western North Pacific during the last glacial maximum- deglacial transition period: evidence
from foraminiferal radiocarbon age, Eur.Geophys.Union Gen.Assem.(Poster Session), Vienna, 2007/04

0608AG466
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梅津豊司 ： 植物の香 り 成分の中枢作用の神経化学的機序, 第8回ア ロマ ・ サイエン ス ・ フ ォーラ ム2007,
東京, 2007/09, 同講演要旨集, 16-17

0105AE184

Umezu T. ： Behavioral pharmacology of plant-derived substances (18): Evidence for dopamine involvement in
ambulation promoted by pulegone,a constituent of peppermint oil,in mice, 第55回日本生態学会大会(ポス ター
発表), 福岡, 2008/03, 同講演要旨集, 232

0105AE184

Ebie Y., Tanaka N., Itayama T., Kuwabara T.(*1), Iwami N.(*2), Xu K-Q., Inamori Y.(*3)(*1Akita Pref.Univ.,
*2Meisei Univ., *3Fukushima Univ.) ： Slanted soil chamber systems as a decentralized gray water treatment,
5th Int.Symp.Sustainable Sanit., Tokyo, 2007/09, Preceedings, 33-34

0307KB008
0610AA204

Kondo T., Ebie Y., Kuwabara T., Itayama T., Xu K-Q, Inamori Y.(*1)(*1Fukushima Univ.) ： Effects of
operational conditions on the performance of gray water treatment by slanted soil chamber system, 5th
Int.Symp.Sustainable Sanit., Tokyo, 2007/09, Preceedings, 35-36

0307KB008
0610AA204

蛯江美孝, 徐開欽, 稲森悠平(*1)(*1福島大) ： 生活排水に由来する リ ンの回収 ・ 資源化, 第10回日本水環
境学会シンポジウ ム, 熊本, 2007/09, 同講演集, 20-21

0610AA203
0608BE989

鈴木理恵(*1), 山崎宏史(*1), 佐竹隆顕(*2), 蛯江美孝, 稲森悠平(*3)(*1茨城県薬剤師会公衆衛検査セ, *2筑
波大, *3福島大) ： 生ごみ破砕バイオマス処理派生汚泥の特性 と資源化, 第10回日本水環境学会シンポジ
ウ ム, 熊本, 2007/09, 同講演集, 22-23

0610AB519

蛯江美孝 ： 水処理プロセスにおける除去 ・ 廃棄から回収 ・ 資源化へのパラ ダ イ ムシフ ト , 化学工学会 第
39回秋季大会, 札幌, 2007/09, 同講演要旨集, Y104

0610AA203
0608BE989
0610AB519

近藤貴志, 蛯江美孝, 徐開欽, 常田聡(*1), 稲森悠平(*2)(*1早稲田大, *2福島大)： リ ン資源回収型栄養塩類
除去プロセスにおける微生物叢と処理性能の関係解析, 化学工学会 第39回秋季大会, 札幌, 2007/09, 同
大会講演要旨集, Y107

0610AA203
0608BE989
0610AB519

山本智子(*1), 稲森隆平(*2), 蛯江美孝, 徐開欽, 杉浦則夫(*1), 稲森悠平(*2)(*1筑波大, *2福島大) ： 人工湿
地におけ る水生植物の水質浄化機能 と 温室効果ガス発生機構への影響解析, 日本水処理生物学会 第44
回大会, 富山, 2007/11, 日本水処理生物学会誌, 17

0610AA204

塩入千春(*1), 蛯江美孝, 井上廣輝(*2), 杉浦則夫(*1), 稲森悠平(*3)(*1筑波大院, *2日本建築セ, *3福島大)：
生活排水の鉄電解法導入高度処理浄化槽の発生汚泥の リ ン含有および回収特性の解析, 日本水処理生物
学会 第44回大会, 富山, 2007/11, 日本水処理生物学会誌, 43

0608BE989
0610AA203

加島誠之(*1), 杉浦則夫(*1), 蛯江美孝, Chu-Chun-Feng, 稲森悠平(*2)(*1筑波大, *2福島大) ： 水素 ・ メ タ
ン発酵プロセスの効率化を目指し た低水素分圧条件下での乳酸発酵抑制効果の解析, 日本水処理生物学
会 第44回大会, 富山, 2007/11, 日本水処理生物学会誌, 61

0307BH593
0610AA203

山崎宏史(*1), 西村修(*1), 鈴木理恵(*2), 蛯江美孝, 稲森悠平(*3)(*1東北大院, *2茨城県薬剤師会公衆衛生
検査セ, *3福島大)：デ ィ スポーザ導入型排水処理システムにおける有機炭素成分に着目し た生物処理機
能解析, 日本水処理生物学会 第44回大会, 富山, 2007/11, 日本水処理生物学会誌, 69

0610AB519

鈴木理恵(*1), 栗原亮一(*1), 山崎宏史(*1), 佐竹隆顕(*2), 蛯江美孝, 稲森悠平(*3)(*1茨城県薬剤師会公衆
衛生検査セ, *2筑波大, *3福島大) ： デ ィ スポーザ排水処理システムにおける有機物負荷 と汚泥特性 と の
関係解析, 日本水処理生物学会 第44回大会, 富山, 2007/11, 日本水処理生物学会誌, 70

0610AB519

大坂利文(*1), 横澤和哉(*1), 常田聡(*1), 蛯江美孝, 稲森悠平(*2), 井坂和一(*3)(*1早稲田大, *2福島大, *3
日立プラ ン ト テ ク) ： 有機系排水流入時におけるanammox反応場の処理性能および細菌群衆構造の変化,
日本水処理生物学会 第44回大会, 富山, 2007/11, 日本水処理生物学会誌, 79

0610AB519
0507CD531

稲森隆平(*1), 林紀男(*2), 蛯江美孝, 徐開欽, 稲森悠平(*1)(*1福島大, *2千葉県中央博)：沈水植物の浄化・
成長特性に及ぼす環境因子の影響解析, 日本水処理生物学会 第44回大会, 富山, 2007/11, 日本水処理生
物学会誌, 85

0610AA204

Inamori Y.(*1), Inamori R.(*1), Ebie Y., Xu K-Q., Sudo R.(*2)(*1Fukushima Univ., *2Cent.Env.Sci.Saitama) ：
Strategy on preservation and restoration of East Asian Lakes for eco-sound water environment establishment,
7th TEMN Workshop/日本水処理生物学会 第44回大会, 富山, 2007/11, Jpn J.Water Treat.Biol.(日本水処理
生物学会誌), 91

0307KB008
0610AA204

Liu C-X., Gui P., Ebie Y., Xu K-Q., Inamori Y.(*1)(*1Fukushima Univ.) ： Comparison of different typical
constructed wetlands on domestic wastewater treatment under low C/N ratio loading and their potential GHG
emissions, 7th TEMN Workshop/日本水処理生物学会 第44回大会, 富山, 2007/11, Jpn J.Water Treat.Biol.
(日本水処理生物学会誌), 97

0610AA204
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Ebie Y., Yamazaki H.(*1), Xu K-Q., Inamori Y.(*2)(*1Tohoku Univ., *2Fukushima Univ.)：Functional analysis
in decentralized domestic wastewater treatment system “Johkasou” for prevention eutroplication, 7th TEMN
Workshop/日本水処理生物学会 第44回大会, 富山, 2007/11, Jpn J.Water Treat.Biol.(日本水処理生物学会
誌), 100

0610AB519
0507CD531
0610AA204

Liu C-X., Gao T.(*1), Inamori R.(*2), Ebie Y., Xu K-Q., Inamori Y.(*2)(*1Sanxia Univ., *2Fukushima Univ.)：
Treatment characteristics of domestic wastewater by four different constructed wetlands and its emissions of
greenhouse gases, 第42回日本水環境学会年会, 名古屋, 2008/03, 同講演集, 39

0610AA204
0610AB519

近藤貴志, 蛯江美孝, 徐開欽, 井上廣輝(*1), 稲森悠平(*2)(*1日本建築セ, *2福島大)：On-Site型 リ ン除去・
回収プ ロ セス を用いた リ ン資源回収シ ス テムの 適化, 第42回日本水環境学会年会, 名古屋, 2008/03,
同講演集, 88

0608BE989
0610AA203

加島誠之(*1), 杉浦則夫(*1), 蛯江美孝, 李東烈, 徐開欽, 稲森悠平(*2)(*1筑波大, *2福島大) ： ガス曝気シ
ス テム を組み込んだ水素 ・ メ タ ン発酵シ ス テムの処理影響解析, 第42回日本水環境学会年会, 名古屋,
2008/03, 同講演集, 103

0610AA203
0307BH593

稲森隆平(*1), 大内山高広(*2), 林紀男(*3), 蛯江美孝, 徐開欽, 稲森悠平(*1)(*1福島大, *2エコ ・ ク リ エイ
テ ィ ブジ ャパン, *3千葉県中央博)：沈水植物の存在の有無と サヤ ミ ド ロの発生特性およびモ ノ ア ラ ガイ
によ る捕食分解能解析, 第42回日本水環境学会年会, 名古屋, 2008/03, 同講演集, 147

0610AB519

戸上公博(*1), 杉浦則夫(*1), 山崎宏史(*2), 鈴木理恵(*2), 蛯江美孝, 徐開欽, 稲森悠平(*3)(*1筑波大院, *2
茨城県薬剤師会, *3福島大) ： デ ィ スポーザ排水の有機炭素成分を指標と し た生物処理機能解析, 第42回
日本水環境学会年会, 名古屋, 2008/03, 同講演集, 184

0610AB519
0610AA203

山崎宏史(*1), 鈴木理恵(*1), 稲森悠平(*2), 戸上公博(*3), 蛯江美孝, 西村修(*4)(*1茨城県薬剤師会, *2福島
大, *3工学院大, *4東北大) ： デ ィ スポーザ排水 と 生活排水の生物可溶化 ・ 資化特性比較解析, 第42回日
本水環境学会年会, 名古屋, 2008/03, 同講演集, 185

0610AB519
0610AA203

塩入千春(*1), 蛯江美孝, 井上廣輝(*2), 杉浦則夫(*1), 稲森悠平(*3)(*1筑波大院, *2日本建築セ, *3福島大)：
鉄電解脱 リ ン法を導入し た高度処理浄化槽における発生汚泥からの リ ン回収特性, 第42回日本水環境学
会年会, 名古屋, 2008/03, 同講演集, 294

0608BE989
0610AA203

近藤貴志, 蛯江美孝, 徐開欽, 小熊真希子(*1), 戎野棟一(*1), 生地正人(*2), 稲森悠平(*3)(*1東邦大, *2四電
技コ ンサルタ ン ト , *3福島大) ： 実家庭に設置し た傾斜土槽法の生活雑排水の処理性能解析, 第42回日本
水環境学会年会, 名古屋, 2008/03, 同講演集, 401

0307KB008
0610AA204

稲森悠平(*1), 是枝麻美(*2), 木村賢史(*2), 近藤貴志, 蛯江美孝, 徐開欽, 生地正人(*3)(*1福島大, *2東海大,
*3四電技コ ンサルタ ン ト )： ステ ッ プ流入方式を導入し た傾斜土槽法における生活雑排水の処理特性, 第
42回日本水環境学会年会, 名古屋, 2008/03, 同講演集, 402

0307KB008
0610AA204

山本智子(*1), 稲森隆平(*2), 蛯江美孝, 杉浦則夫(*1), 徐開欽, 稲森悠平(*2)(*1筑波大院, *2福島大) ： 抽出
植物が人工湿地の水質浄化および温室効果ガス発生機構に及ぼす影響, 第42回日本水環境学会年会(ポ
ス ター発表), 名古屋, 2008/03, 同講演集, 563

0610AA204

大坂利文(*1), 佐々木恵(*2), 海野肇(*2), 国安祐子, 塩入千春(*3), 稲森悠平, 蛯江美孝(*1早稲田大, *2工学
院大, *3筑波大院) ： 水処理システムの微小動物群集構造の18SrRNA遺伝子を指標 と し た解析, 第42回日
本水環境学会年会(ポス ター発表), 名古屋, 2008/03, 同講演集, 627

0507CD531
0610AB519

Ebie Y., Kondo T.(*1), Tsuneda S.(*1), Xu K., Inamori Y.(*1Waseda Univ.)：New probes and autofluorescence
observation that distinguish ach subgroup of Defluvicoccus-relative G-bacteria in a wastewater treatment
process, 107th Gen.Meet.Am.Soc.Microbiol.(Poster Session), Toronto, 2007/05, Abstracts(CD-ROM)

0507CD531

Osaka T.(*1), Ebie Y., Tsuneda S.(*1), Inamori Y.(*1Waseda Univ.) ： Identification of bacterial population
involved in the methane oxidation-coupled nitrate depletion under oxygen-limited conditions by using stable-
isotope probing, 107th Gen.Meet.Am.Soc.Microbiol.(Poster Session), Toronto, 2007/05, Abstracts(CD-ROM)

0507CD531

Yamamoto T.(*1), Gui P., Inamori R.(*1), Sugiura N.(*1), Ebie Y., Xu K-Q., Inamori Y.(*1Univ.Tsukuba) ：
Evaluation of constructed wetland system with multiple aquatic plants, Int.Conf.Multi Funct.Wetland Syst.,
Padova(Italia), 2007/06, Proceedings, 160-161

0610AA204

Ebie Y., Kondo T., Tanaka N., Itayama T., Kuwabara T.(*1), Xu K-Q., Inamori Y.(*2)(*1Akita Pref.Univ.,
*2Fukushima Univ.) ： Field and lab experiment of slanted soil chamber system as a decentralized gray water
treatment, 5th Int.Symp.Southeast Asian Water Environ.(Poster Session), Chiang Mai, 2007/11, Proceedings,
139-142

0307KB008
0610AA204
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Kondo T., Ebie Y., Suzuki Y.(*1), Tsuneda S.(*1), Inamori Y.(*2), Xu K-Q.(*1Waseda Univ., *2Fukushima
Univ.)：Characterization of the microbial community in the anaerobic/oxic/anoxic process without excess sludge
production, 2nd IWA ASPIRE, Perth, 2007/10, Proceedings

0610AB519
0507CD531

Liu C-X., Gui P., Ebie Y., Xu K-Q., Inamori Y.(*1)(*1Fukushima Univ.)：Performance of four types constructed
wetlands on domestic wastewater treatment under low C/N ratio loading and emissions of N2O and CH4 from
them, 4th Jt.China/Jpn.Chem.Eng.Symp.(CJCES), Chengdu, 2007/12, Proceedings

0610AA204

Yamazaki H.(*1), Ebie Y., Kondo T., Suzuki R.(*2), Xu K-Q., Inamori Y.(*3), Nishimura O.(*1)(*Tohoku Univ.,
*2Ibaraki Pharm.Assoc., *3Fukushima Univ.) ： Effects of circulation ratio in domestic wastewater and disposer
wastewater treatment Johkasou, 8th Spec.Conf.Smal l  Water Wastewater Syst.(SWWS),2nd
Spec.Conf.Decentralised Water Wastewater Int.Network(DEWSIN), Coimbatore(India), 2008/02, Proceedings,
164(論文番号）

0610AB519

Ebie Y., Kondo T., Kadoya N.(*1), Mouri M.(*2), Maruyama O.(*3), Noritake S.(*4), Inamori Y.(*5), Xu K-
Q.(*1Daiki Axis, *2Jpn.Enviro.Chem., *3Pac.Consult., *4Asahi Brew., *5Fukushima Univ.)：Recovery oriented
phosphorus adsorption process in decentralized advanced Johkasou, 8th Spec.Conf.Small Water Wastewater
Syst.(SWWS),2nd Spec.Conf.Decentralised Water Wastewater Int.Network(DEWSIN), Coimbatore(India),
2008/02, Proceedings, 165(論文番号)

0608BE989
0610AA203

江守正多, 塩竈秀夫, 野沢徹 ： 2030年までの確率的気候変化予測に向けて 第2報－降水量変化, 日本気象
学会 2007年度秋季大会, 札幌, 2007/10, 同講演予稿集, 67

0406BA488
0610AA103
0306CE525

長谷川聡, 江守正多, 塩竈秀夫, 三浦裕亮(*1)(*1東大気候システム研セ) ： 水惑星実験におけるSSTとCO2

濃度の変化によ る降水の力学 ・ 熱力学的変化, 日本気象学会 2007年度秋季大会, 札幌, 2007/10, 同講演
予稿集, 70

0406BA488
0610AA103
0306CE525

朝倉宏, 遠藤和人, 山田正人, 井上雄三, 小野雄策(*1)(*1埼玉県環境科国際セ) ： 覆土の透水性が埋立廃棄
物の安定化に与え る影響, 第18回廃棄物学会研究発表会, つ く ば, 2007/11, 同講演論文集, 808-810

0407BC381

朝倉宏, 遠藤和人, 山田正人, 井上雄三, 小野雄策(*1)(*1埼玉県環境科国際セ) ： 覆土の流体移動特性が埋
立廃棄物の安定化に与え る影響, 第15回衛生工学シンポジウ ム, 札幌, 2007/11, 同講演論文集, 63-66

0407BC381

Sun Z.(*1), Wang Q-X., Fukushima T.(*1), Matsushita B.(*1), Ouyang Z.(*2), Watanabe M.(*3)(*1Tsukuba
Univ., *2Chin.Acad.Sci., *3Keio Univ.)：Comparison of retreving dry edge methods in VI-Ts space using ASTER
data in the North China Plain, 5th Workshop Remote Sensing Hydrol.Processes Appl., Chiba, 2006/12,
Proceedings, 49-55

0608BY023
0610AA402

Ooba M., Wang Q-X., Murakami S., Kohata K. ： Evaluation of forest ecosystem services in the Ise-bay basin
by using of a GIS-based biogeochemical model, Int.Symp.Agric.Meteorol.(ISAM 2008), Shimonoseki, 2008/03,
Program

0608CB936

Wang Q-X., Liu C., Xiao Q.(*1), Watanabe M.(*2)(*1Tsukuba Univ., *2Keio Univ.)：Monitoring and simulating
water,carbon and nitrogen dynamics over catchments in Eastern Asia, 2006 Jt.Assem., Baltimore, 2006/05,
Abstracts(Web), GC42-A-01

0608BY023
0610AA402

Wang Q-X., Liu C., Xiao Q.(*1), Watanabe M.(*2)(*1Tsukuba Univ., *2Keio Univ.)：Evaluation of water,carbon
and nitrogen dynamics by an integrated hydro-ecosystem model coupled with Remote-sensing data and GIS, 1st
China-Jpn.River Basin Water Environ.Workshop, Wuhan(China), 2006/06, Proceedings, 55-63

0608BY023
0610AA402

Hasi B.(*1), Wang Q-X., Yasuoka Y., Watanabe M.(*2)(*1Tokyo Univ., *2Keio Univ.) ： Synaergetic use of
MODIS,ASTER/TM data for land cover classification in arid and semi-arid area of North China, 27th Asian
Conf.Remote Sensing, Ulaanbaatar(Mongolia), 2006/10

0608BY023
0610AA402

Wang Q-X., Liu C., Xiao Q.(*1), Watanabe M.(*2)(*1Tsukuba Univ., *2Keio Univ.)：Simulation of water,carbon
and nitrogen cycles over Changjiang River Basin in China, ESSP 2006 OSC, Beijing, 2006/11, CD-ROM

0610AA402
0608BY023

王勤学, 劉晨, 水落元之, 肖慶安(*1)(*1筑波大) ： 流域水 ・ 物質循環評価モデルによ る影響評価－淮河流
域を例と し て, 「水循環 と河川の健康」 中日学術検討会, 北京, 2007/01, 同予稿集, 94-99

0610AA402
0608BY023

大迫政浩, 肴倉宏史, 宮脇健太郎(*1)(*1明星大) ： リ サイ クル製品認定制度の現状分析からみた課題 と展
望－アンケー ト 調査結果を踏まえて－, 全国環境研協議会廃棄物研究発表会, 東京, 2007/02, 同予稿集,
20-23

0507BE509
0610AA202

大塚柳太郎：地球温暖化研究の 新情報－人間 と自然への影響を考え る－, 高崎地域政策学会 平成19年
度第1回学術文化講演会, 高崎, 2007/06, プロ グ ラ ム(Web)

Z00009998
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大塚柳太郎 ： 持続可能な社会の実現に向けて, 長岡技術科学大学 21世紀COEプロ グ ラ ム第8回国際シン
ポジウ ム(基調講演), 長岡, 2008/01, 同プロ グ ラ ム

Z00009998

長谷川就一, 速水洋(*1), 米持真一(*2), 梅沢夏実(*2), 大原利眞(*1電力中研, *2埼玉県環境科国際セ) ： 関
東地方で夏季に観測された高濃度エア ロ ゾルの化学組成, 第48回大気環境学会年会, 岡山, 2007/09, 同
講演要旨集, 561

0608AG441
0610AA401

長谷川就一, 板野泰之(*1), 紀本岳志(*2), 若松伸司(*3)(*1大阪市環境科研, *2紀本電工, *3愛媛大) ： 大阪
におけ る大気エア ロ ゾルの総合観測－含炭素粒子の日内変動 と 季節変化－, 第48回大気環境学会年会(
ポス ター発表), 岡山, 2007/09, 同講演要旨集, 558

0608AG441
0610AA401

Shi Z.B.(*1), Zang D.Z.(*1), Ji H.Z.(*1), Hasegawa S., Hayashi M.(*2)(*1Pref.Univ.Kumamoto, *2Fukuoka
Univ.) ： Modification of soot by volatile species in an urban atmosphere, 第24回エア ロ ゾル科学 ・ 技術研究
討論会, 和光, 2007/08, 同予稿集, 101-102

0608AG441
0407KB498
0610AA401

紀本英志(*1), 長谷川就一, 大気エア ロ ゾル成分連続測定法開発グループ(*1紀本電工) ： 大阪における大
気エア ロ ゾルの総合観測－光学的元素状炭素成分の測定－, 大気環境学会第48回年会(ポ ス ター発表),
岡山, 2007/09, 同講演要旨集, 449

0608AG441
0610AA401

田中悦子(*1), 青木輝夫(*1), 朽木勝幸(*1), 長谷川就一, 本吉弘岐(*2), 兒玉裕二(*3), 安成哲平(*3), 杉浦幸
之助(*4)(*1気象研, *2総研大, *3北大, *4JAMSTEC/IORGC) ： 札幌におけ る積雪不純物中のカーボン測
定， 日本気象学会 2007年度秋季大会(ポス ター発表), 札幌, 2007/10, 同講演予稿集, 373

0608AG441
0610AA401

早崎将光, 大原利眞, 宮下七重 ： 2007年5月に発生し た広域的な光化学オキシダン ト 汚染 (1)観測データ
解析, 第48回大気環境学会年会, 岡山, 2007/09, 同講演要旨集, 639

0709AH381
0610AA401

松井仁志(*1), 小池真(*1), 近藤豊(*2), 竹川暢之(*2), 宮川拓真(*1), 大原利眞, 菅田誠治(*1東大, *2東大先
端研)：3次元モデルを用いた関東域における2次有機エア ロ ゾルの変動過程について, 日本地球惑星科学
連合 2007年大会, 千葉, 2007/05, 同予稿集(CD-ROM), F118-010

0610AA401
0608AG441
0407KB498

森野悠(*1), 近藤豊(*1), 大原利眞, 菅田誠治, 竹川暢之(*1), 福田真人(*2)(*1東大先端研, *2東大) ： 首都圏
におけ る硝酸及び硝酸塩エア ロ ゾルの生成,消失,輸送過程, 日本地球惑星科学連合 2007年大会(ポ ス
ター発表), 千葉, 2007/05, 同予稿集, F118-P025

0610AA401
0608AG441
0407KB498

山地一代(*1), 大原利眞, 鵜野伊津志(*2), 黒川純一, 秋元肇(*1)(*1FRCGC/JAMSTEC, *2九大応用力研) ：
CMAQ/RAMSおよび Regional Emission inventory in Asia(REAS)を用いた対流圏オゾンの将来変動予測, 日
本地球惑星科学連合 2007年大会(ポス ター発表), 千葉, 2007/05, 同予稿集, F118-P019

0610AA401

秋元肇(*1), 大原利眞, 黒川純一, 堀井伸浩(*2)(*1FRCGC/JAMSTEC, *2アジア経済研) ： 衛星観測データ
を用いた1996-2003年におけ る中国エネルギー消費量の検証, 日本地球惑星科学連合 2007年大会(ポス
ター発表), 千葉, 2007/05, 同予稿集, F118-001

0610AA401

山地一代(*1), 大原利眞, 鵜野伊津志(*2), 金谷有剛(*1), Pochanart P.(*1), 劉宇(*1), 駒崎雄一(*1), 秋元肇
(*1), 王自発(*3)(*1FRCGC/JAMSTEC, *2九大応用力研, *3中国科院大気物理研) ： 中国泰山集中観測にお
け る ガ ス ・ エア ロ ゾル濃度のモデル解析, 第48回大気環境学会年会, 岡山, 2007/09, 同講演要旨集,
1B1018

0610AA401

大原利眞, 黒川純一, 片山学, 鵜野伊津志(*1), 山地一代(*2), 秋元肇(*2)(*1九大応用力研, *2FRCGC/
JAMSTEC) ： CMAQ/REASによ る1980～2003年の東アジアにおける地表オゾンの長期シ ミ ュ レーシ ョ ン,
第48回大気環境学会年会, 岡山, 2007/09, 同講演要旨集, 1B1030

0610AA401

大原利眞, 鵜野伊津志(*1), 黒川純一, 早崎将光(*1九大応用力研) ： 2007年5月に発生し た広域的な光化学
オキシダン ト 汚染 (2)モデル解析, 第48回大気環境学会年会, 岡山, 2007/09, 同講演要旨集, 3D1106

0610AA401
0709AH381

神成陽容, 大原利眞 ： オゾン週末効果に関する拡張解析, 第48回大気環境学会年会, 岡山, 2007/09, 同講
演要旨集, 3D1042

0709AH381
0608AG441

島正之(*1), 大原利眞, 小野雅司, 新田裕史(*1兵庫医大) ： 局地的大気汚染の健康影響に関する疫学調査(
そ らプロ ジェ ク ト ) ： 幼児症例対照調査の計画と実施状況, 第48回大気環境学会年会, 岡山, 2007/09, 同
講演要旨集, 2I1118

0710MA380

田中孝典(*1), 長田健太郎(*2), 大野隆史(*3), 若松伸司(*4), 大原利眞(*1島根県保健環境科研, *2山口県環
境保健セ, *3名古屋市環境科研, *4愛媛大) ： 中国 ・ 四国地方における光化学オキシダン ト 高濃度事例解
析(1), 第48回大気環境学会年会, 岡山, 2007/09, 同講演要旨集, 3D0954

0709AH381
0610AA401

長田健太郎(*1), 田中孝典(*2), 大野隆史(*3), 若松伸司(*4), 大原利眞(*1山口県環境保健セ, *2島根県保健
環境科研, *3名古屋市環境科研, *4愛媛大) ： 中国 ・ 四国地方における光化学オキシダン ト 高濃度事例解
析(2), 第48回大気環境学会年会, 岡山, 2007/09, 同講演要旨集, 3D1006

0709AH381
0610AA401
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大原利眞：光化学オゾンの 近の特徴－今春の高濃度エピ ソー ド を中心と し て－, 日本気象学会 2007年
度秋季大会(オゾン研究連絡会), 札幌, 2007/10, 同講演予稿集

0610AA401

森野悠, 大原利眞, 近藤豊(*1), 竹川暢之(*1), 宮川拓真(*1)(*1東大先端研)：夏季のエア ロ ゾル高濃度イベ
ン ト におけ る二次有機エア ロ ゾルのシ ミ ュ レーシ ョ ン, 第13回大気化学討論会(ポス ター発表), 名古屋,
2007/11, 同講演要旨集(Web)

0608AG441
0610AA401

山地一代(*1), 滝川雅之(*1), 李杰(*1), 金谷有剛(*1), Pochanart P.(*1), 劉宇(*1), 駒崎雄一(*1), 大原利眞,
鵜野伊津志(*2), 秋元肇(*1) 他(*1FRCGC/JAMSTEC, *2九州大応用力研) ： 領域化学輸送モデルを用いた
中国泰山におけ る ガス ・ エア ロ ゾル濃度変動要因の解析, 第13回大気化学討論会(ポス ター発表), 名古
屋， 2007/11, 同講演要旨集(Web)

0610AA401

大原利眞 ： 光化学オキシダン ト － 近の動向 と 今後について－, 大気環境学会九州支部第8回研究発表
会(特別講演), 福岡, 2008/01, 同講演要旨集(Web)

0610AA401

Ohara T., Sugata S., Kurokawa J., Morino Y., Miyashita N.：Chemical weather forecasting system at the National
Institute for Environmental Study: Part 1,introduction, Workshop Chem.Weather Forecasting Online Modeling,
Yokohama, 2008/02

0610AA401
0709AH381

大原利眞, 黒川純一, 秋元肇(*1), 山地一代(*1), 堀井伸浩(*2), 早坂忠裕(*3)(*1FRCGC/JAMSTEC, *2九大,
*3地球研) ： 東アジアにおけ るオゾン前駆物質排出量の経年変化 と 将来予測, 日本農業気象学会 2008年
度全国大会, 下関, 2008/03, 同講演要旨, 83

0610AA401

大原利眞 ： 光化学オキシダン ト と浮遊粒子状物質の全国的 ・ 地域的特性, 第48回大気環境学会年会, 岡
山, 2007/09, 同講演要旨集, 116-119

0610AA401
0709AH381
0608AG441

Hasegawa S., Takahashi K., Fushimi A., Jia Y.T.(*1), Duan J.C.(*1), Yang L.(*1), Shi Z.B.(*2), Ohara T.,
Wakamatsu S.(*3), Ma Y.L.(*1) et al.(*1Tsinghua Univ., *2Pref.Univ.Kumaoto, *3Ehime Univ.)：A comparison
of elemental and organic carbon in the urban atmosphere of Tokyo and Beijing in four seasons, 10th
Int.Conf.Atmos.Sci.Appl.Air Qual.(ASAAQ 2007), Hong Kong, 2007/05, Program & Abstracts, 41

0407KB498
0610AA401

Ohara T., Uno I.(*1), Kurokawa J., Horii N.(*2), Yamaji K.(*3), Akimoto H.(*3)(*1RIAM, *2IDE/JETRO,
*3FRCGC/JAMSTEC) ： Long-term simulations of surface ozone in East Asia during 1980-2003 with CMAQ
and REAS inventory, 10th Int.Conf.Atmos.Sci.Appl.Air Qual.(ASAAQ 2007), Hong Kong, 2007/05, Abstracts,
144

0610AA401

Yamaji K.(*1), Ohara T., Uno I.(*2), Liu Y.(*1), Kanaya Y.(*1), Pochanart P.(*1), Komazaki Y.(*1), Tanimoto
H., Kato S.(*3), Suthawaree J.(*3) et al.(*1FRCGC/JAMSTEC, *2RIAM, *3Tokyo Metrop.Univ.,
*4Inst.Atmos.Phys.Chin.Acad.Sci.) ： Modelling study using CMAQ/RAMS and REAS during the intensive
observation campaign at Taishan, 10th Int.Conf.Atmos.Sci.Appl.Air Qual.(ASAAQ 2007), Hong Kong, 2007/
05, Abstracts, 87

0610AA401

He Y.(*1), Uno I.(*1), Wang Z.(*2), Ohara T., Richter A.(*3), Burrows J.P.(*3)(*1 RIAM,
*2Inst.Atmos.Phys.Chin.Acad.Sci., *3Univ.Bremen) ： Variations of the increasing trend of tropospheric NO2

over Central East China during the past decade, 10th Int.Conf.Atmos.Sci.Appl.Air Qual.(ASAAQ 2007), Hong
Kong, 2007/05, Abstracts, 65

0610AA401

Yamaji K.(*1), Ohara T., Uno I.(*2), Kurokawa J., Akimoto H.(*1)(*1FRCGC/JAMSTEC, *2RIAM) ： Impacts
o f  fu ture anthropogen ic  emiss ion changes  on sur face  ozone leve l  over  East  As ia ,  10th
Int.Conf.Atmos.Sci.Appl.Air Qual.(ASAAQ 2007), Hong Kong, 2007/05, Abstracts, 203

0610AA401

Morino Y., Kondo Y.(*1), Ohara T., Sugata S., Takegawa N.(*1), Miyakawa T.(*1), Fukuda M.(*1)(*1RCAST)：
Produc t i on , t r anspor t , and  remova l  o f  HNO3 and  par t i cu l a te  n i t ra te  ove r  Tokyo ,  10 th
Int.Conf.Atmos.Sci.Appl.Air Qual.(ASAAQ 2007), Hong Kong, 2007/05, Abstracts, 154

0610AA401
0608AG441

Ohara T., Yamaji K.(*1), Uno I.(*2), Tanimoto H., Sugata S., Nagashima T., Kurokawa J., Horii N.(*2), Akimoto
H.(*1)(*1FRCGC/JAMSTEC, *2Kyushu Univ.) ： Long-term simulations of surface ozone in East Asia during
1980-2020 with CMAQ and REAS inventory, ITM 2007: 29th NATO/SPS Int.Tech.Meet.Air Pollut.Modelling
its Appl., Aveiro(Portugal), 2007/09, Proceedings

0610AA401

Yamaji K.(*1), Ohara T., Uno I.(*2), Kurokawa J., Akimoto H.(*1)(*1FRCGC/JAMSTEC, *2RIAM) ： Future
prediction of surface ozone over East Asia up to 2020, 6th Annu.CMAS User Conf., Chapel Hill, 2007/10,
Proceedings

0610AA401
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Ohara T., Kurokawa J., Akimoto H.(*1), Horii N.(*2), Uno I.(*2), Hayasaka T.(*3), Streets D.(*4)(*1FRCGC/
JAMSTEC, *2Kyushu Univ., *3RIHN, *4Argonne Natl.Lab.) ： REAS: Regional Emission inventory in Asia -
Emission changes during 1980-2030-, ACCENT Workshop Remote Sensing Invent.Anthropogenic Emiss.,
Laxenburg(Austria), 2007/12, Program

0610AA401

Ohara T., Kurokawa J., Akimoto H.(*1), Uno I.(*2), He Y.(*2)(*1FRCGC/JAMSTEC, *2Kyushu Univ.) ：
Verification of the NOx emissions in China by satellite observations, ACCENT Workshop Remote Sensing
Invent.Anthropogenic Emiss., Laxenburg(Austria), 2007/12, Program

0610AA401

福士亮太(*1), 米康充(*1), 鈴木恵一(*1), 武田知巳, 小熊宏之, 藤沼康実(*1パス コ) ： 高解像度デジタル航
空写真を用いたカ ラマツ林の林分構造の推定, 第118回日本森林学会大会(ポス ター発表), 福岡, 2007/04,
同予稿集(Web)

0610AC593
0307AC523

齊藤龍, 田中智章, 吉田幸生, 小熊宏之, 森野勇, 横田達也, 井上元(*1), 原熙(*2)(*1名古屋大, *2日鉄技情
報セ) ： 筑波山近辺の気象不連続変化時における複数計器の相関 と 考察, 日本気象学会 2007年度春季大
会(ポス ター発表), 東京, 2007/05, 同講演予稿集, 375

0610AA102
0406BA414

吉田幸生, 田中智章, 齊藤龍, 小熊宏之, 森野勇, 原熙(*1), 青木一真(*2), 町田敏暢, 横田達也(*1日鉄技情
報セ, *2富山大) ： 短波長赤外フー リ エ変換分光器(GOSAT-BBM)によ る二酸化炭素スペク ト ルの高地観
測実験 その2, 日本気象学会 2007年度春季大会(ポス ター発表), 東京, 2007/05, 同講演予稿集, 384

0610AA102
0406BA414

中路達郎 ： 分光指標を用いた光合成評価の利点 と 課題 ： カ ラ マツ林におけ る観測例, 第3回東海地区 リ
モー ト センシング研究集会, 岐阜, 2007/06, プロ グ ラ ム

9205AC264

須藤洋志(*1), 久世暁彦(*1), 金子豊(*1), 浜崎敬(*1), 小熊宏之, 吉田幸生, 森野勇, 横田達也, 井上元
(*2)(*1JAXA, *2名古屋大) ： GOSAT搭載TANSOによ る温室効果ガス観測, 電子情報通信学会研究発表会,
つ く ば, 2006/06, 信学技報, 43-46

0610AA102
0610AL917
0406BA414

小熊宏之, 降旗正忠(*1)(*1JAROS)：Kuバン ド合成開口レーダ観測によ る森林樹冠三次元情報の抽出につ
いて, 農業環境工学関連学会 2007年合同大会, 府中, 2007/09, 同予稿集

0610AC593

武田知己, 小熊宏之, 藤沼康実 ： レーザス キ ャナを用いた森林計測手法の開発, 農業環境工学関連学会
2007年合同大会, 府中, 2007/09, 同予稿集

0610AC593

中路達郎, 野口享太郎(*1), 小熊宏之(*1森林総研) ： 根圏生態計測における可視－近赤外ハイパースペク
ト ル画像の有効性, 農業環境工学関連学会 2007年合同大会, 府中, 2007/09, 同予稿集

0708BD437
0708CD386

井手玲子, 小熊宏之, 藤沼康実：地上分光観測によ る カ ラ マツ林フ ェ ノ ロ ジーの把握, 農業環境工学関連
学会 2007年合同大会, 府中, 2007/09, 同予稿集

0610AC593

松本卓也(*1), 小杉緑子(*1), 大久保晋治郎(*1), 西田顕郎(*2), 小熊宏之(*1京大院, *2筑波大) ： ヒ ノ キ林
における分光植生指標の検討, 農業環境工学関連学会 2007年合同大会(ポス ター発表), 府中, 2007/09, 同
予稿集

0610AC593

中路達郎 ： 分光計測を利用し たプロセス研究－個葉からサイ ト スケールの詳細化, 第55回日本生態学会
大会(企画集会) 「MAFES ： 物質循環をマルチスケールで攻める」 , 福岡, 2008/03, 同講演要旨集, 165

0708CD386
0610AA102

武田知己, 小熊宏之, 石濱史子, 竹中明夫 ： デジ タル航空写真を用いた渡良瀬遊水池の植生状態の把握,
第55回日本生態学会大会(ポス ター発表), 福岡, 2008/03, 同講演要旨集, 297

0708BD437

中路達郎, 野口享太郎(*1), 小熊宏之(*1森林総研) ： 根圏分類におけ る可視－近赤外分光画像の利用, 第
55回日本生態学会大会(ポス ター発表), 福岡, 2008/03, 同講演要旨集, 406

0708BD437

松本卓也(*1), 小杉緑子(*1), 大久保晋治郎(*1), 西田顕郎(*2), 小熊宏之, 中路達郎(*1京大, *2筑波大) ： 温
帯常緑針葉樹( ヒ ノ キ)林のガス交換過程を反映する分光植生指標, 第55回日本生態学会大会(ポス ター発
表), 福岡, 2008/03, 同講演要旨集, 413

0708BD437

武田知己, 小熊宏之, 藤沼康実 ： 常設型レーザスキ ャナを用いたカ ラ マツ林におけ る植物体表面積密度
の季節変化, 日本農業気象学会 2008年度全国大会, 下関, 2008/03, 同予稿集, 95

0610AC593

小熊宏之：常設型ハイパースペク ト ラルセンサの開発 と性能評価について, 日本農業気象学会 2008年度
全国大会, 下関, 2008/03, 同予稿集, 96

0610AC593

中路達郎, 井手玲子, 高木健太郎(*1), 小杉緑子(*2), 大久保晋治郎(*2), 奈佐原顕郎(*3), 三枝信子(*4), 小
熊宏之(*1北大, *2京大, *3筑波大, *4産総研) ： 針葉樹林の光利用効率推定のための分光指標の検索, 日
本農業気象学会 2008年度全国大会, 下関, 2008/03, 同予稿集, 97

0610AC593
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井手玲子, 中路達郎, 小熊宏之, 高木健太郎(*1), 三枝信子(*2)(*1北大, *2産総研)：分光植生指標を用いた
森林光合成能力の評価とGPPの推定, 日本農業気象学会 2008年度全国大会, 下関, 2008/03, 同予稿集, 98

0610AC593

Nakaji T., Noguchi K.(*1), Oguma H.(*1FFPRI)：Spectral imaging and classification of rhizosphere components,
Int.Symp.Agric.Meteorol.(ISAM 2008)(Poster Session), Shimonoseki, 2008/03, Abstracts, 119

0708BD437

Takeda T., Oguma H., Fujinuma Y. ：Seasonal change of plant area density measured by permanently-installed
laser scanner in larch forest, Int.Symp.Agric.Meteorol.(ISAM 2008)(Poster Session), Shimonoseki, 2008/03,
Abstracts, 138

0610AC593

米康充(*1), 福士亮太(*2), 小熊宏之(*1島根大, *2パス コ) ： 過去撮影の航空写真を活用し た樹高計測の課
題と その対応, 第119回日本森林学会大会, 府中, 2008/03, 同講演要旨集(CD-ROM), H04

0610AC593

中路達郎, 野口享太郎(*1), 小熊宏之(*1森林総研) ： 分光反射画像を利用し た根圏の分類, 第119回日本森
林学会大会, 府中, 2008/03, 同講演要旨集(CD-ROM), J06

0708BD437

小熊宏之, 米康充(*1), 橘菊生(*2), 鈴木恵一(*2), 福士亮太(*2)(*1島根大, *2パス コ) ： 過去撮影の航空写
真を活用し た樹高成長の検出 と 検証結果, 第119回日本森林学会大会(ポス ター発表), 府中, 2008/03, 同
講演要旨集(CD-ROM), P3a03

0610AC593
0610AK526

武田知己, 小熊宏之, 藤沼康実 ： 常設型レーザスキ ャナを用いたカ ラ マツ林における樹冠高の季節変化,
第119回日本森林学会大会(ポス ター発表), 府中, 2008/03, 同講演要旨集(CD-ROM), P3a10

0610AC593

福士亮太(*1), 鈴木恵一(*1), 米康充(*2), 小熊宏之, 藤沼康実, 岡野哲郎(*3)(*1パス コ , *2島根大, *3信州大)：
空中写真を用いたカ ラ マ ツ林の時系列変化の推定, 第119回日本森林学会大会(ポ ス タ ー発表), 府中,
2008/03, 同講演要旨集(CD-ROM), P3a16

0610AC593

Oguma H.：The development of a hyper spectral forest monitoring camera system, 2nd Int.Workshop Adv.Flux
Network Flux Eval.(Poster Session), Jeju(Korea), 2002/01, Abstracts, 102

0002BA100
9802BA266
9901BA258

Nakaji T., Noguchi K.(*1), Oguma H.(*1FFPRI)：Can spectral reflectance be useful for the evaluation of growth
stage of root?, 4th Int.Symp.Physiol.Processes Roots Woody Plants(Poster Session), Bangor(UK), 2007/09,
Abstracts, 149

0708CD386
0308AE539

Dannoura M.(*1), Kominami Y.(*2), Miyama T.(*2), Oguma H., Makita N.(*1), Jomura M.(*3), Kanazawa
Y.(*1)(*1Kobe Univ., *2FFPRI, *3NIAES) ： Development of the system for simultaneous measurement of root
respiration and root dynamics in Yamashiro experimental forest,central Japan, AsiaFlux Workshop 2007(Poster
Session), Taoyuan(Taiwan), 2007/10, Abstracts, 36

0610AC593

Ogura T., Webb M.(*1)(*1Met.Off.Hadley Cent.) ： Response of cloud condensate budget to CO2 increase in
GCMs, CFMIP/ENSEMBLES Workshop, Paris, 2007/04, Program

0406BA488
0306CE525

小野雅司 ： 地球に降 り 注ぐ紫外線, 太陽紫外線防御研究委員会 第17回シンポジウ ム, 東京, 2007/03, 同
講演要旨集, 16-17

0307AC585

島正之(*1), 小野雅司, 佐藤俊哉(*2), 新田裕史(*1兵庫医大, *2京大院) ： 局地的大気汚染の健康影響に関
する疫学調査(そらプロ ジェ ク ト ) ： 幼児症例対照調査, 第66回日本公衆衛生学会総会(ポス ター発表), 松
山, 2007/10, 日本公衆衛生雑誌, 648-649

0707BY535

明日香壽川(*1), 甲斐沼美紀子, 須藤智則(*2), 木村ひとみ(*2)(*1東北大, *2地球環境研戦略機関)：将来枠
組み提案 ： メ ニューアプローチによ るマルチステージおよびセ ク ター目標の導入, 環境経済 ・ 政策学会
2006年大会, 京都, 2006/07, 同報告要旨集(Web), 131-132

0507BA794

Kainuma M. ： Climate policy assessment project with Asian-Pacific integrated model(AIM), KCP Meet.World
Bank, Tokyo, 2007/05

0610AA104
0507BA794

甲斐沼美紀子 ： IPCC第4次報告 第3作業部会(緩和), 「環境を考え る経済人の会21」 , 東京, 2007/05 0507BA794
0610AA104

甲斐沼美紀子 ： IPCC第4次報告 第3作業部会(緩和), 国際連合大学ゼロエ ミ ッ シ ョ ンフ ォーラ ム 第8回総
会記念講演会－地球温暖化と低炭素社会－, 東京, 2007/05

0507BA794
0610AA104

甲斐沼美紀子 ： IPCC第4次報告 第3作業部会(緩和), 第32回芙蓉環境ビジネス協議会, 東京, 2007/07 0610AA104
0507BA794

甲斐沼美紀子 ： 脱温暖化社会に向けて, 「環境科学特別講座－研究 前線からの報告」 －上智大学 ・ 国
立環境研究所連携講座－, 東京, 2007/10

0408BA369
0610AA104
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甲斐沼美紀子 ： WG-3長期排出軌道－長期的視点からみた緩和－, エネルギー ・ 資源学会 平成19年度第
1回講習会, 東京, 2007/10

0507BA794
0610AA104

甲斐沼美紀子 ： 低炭素社会実現に向けたシナ リ オ構築, 第5回しずおか環境 ・ 森林フ ェア 環境保全セ ミ
ナー～脱温暖化社会に向けて～, 静岡, 2007/10

0408BA369
0610AA104

甲斐沼美紀子 ： 低炭素社会の実現にむけたシナ リ オ開発, 第1回つ く ば3Eフ ォーラ ム, つ く ば, 2007/12 0610AA104
0408BA369

Kainuma K. ：Asia-Pacific Integrated Model(AIM) for assessment of climate policy options, 平成19年度JICA温
暖化対策研修, つ く ば, 2008/01

0610AA104
0507BA794

Lee H.-L. ： The GTAP land use data base and illustrative modeling approaches for economy-wide analysis of
global land use and the potential for greenhouse gases mitigation in agriculture and forestry, Biofuel
Assess.Conf., Copenhagen, 2007/06

0610AA104

Lee H.-L. ： The GTAP land use data base and illustrative modeling approaches for economy-wide analysis of
global land use and the potential for greenhouse gases mitigation in agriculture and forestry,
Dep.Agric.Econom.,Natl.Taiwan Univ., Taipei, 2007/10

0610AA104

Lee H.-L. ： The GTAP land use data base and illustrative modeling approaches for economy-wide analysis of
global land use and the potential for greenhouse gases mitigation in agriculture and forestry,
Dep.Int.Trade,Chung Yuan Christ.Univ.,Taiwan, Chung Li(Taiwan), 2007/10

0610AA104

Lee H.-L. ： The GTAP land use data base and illustrative modeling approaches for economy-wide analysis of
global land use and the potential for greenhouse gases mitigation in agriculture and forestry,
Dep.Econom.,Natl.Chi Nan Univ.,Taiwan, Nantou(Taiwan), 2007/10

0610AA104

Lee H.-L. ： The GTAP land use data base and illustrative modeling approaches for economy-wide analysis of
global land use and the potential for greenhouse gases mitigation in agriculture and forestry,
Dep.Econom.,Natl.Tsing Hua Univ.,Taiwan, Hsinchu(Taiwan), 2007/10

0610AA104

Kainuma M., Hanaoka T.：Energy efficiency in the year 2050, Clim.Change Impacts Integrated Assess.Workshop
13, Snowmass, 2007/07

0507BA794
0610AA104

Kainuma M.：Views on future research challenges/questions/directions on driving forces of global environmental
change, IIASA Post-Conf., Vienna, 2007/11

0610AA104
0607BY530

Lee H.-L.：Analysis of global land use and the potential for greenhouse gas mitigation in agriculture and forestry,
Lecture in Academia Sinica, Taipei, 2007/12

0610AA104

Lee H.-L.：Analysis of global land use and the potential for greenhouse gas mitigation in agriculture and forestry,
Lecture in Natl.Chiayi Univ., Chiayi, 2007/12

0610AA104

合田意(*1), 松岡譲(*1), 金森有子(*1京大) ： 家計調査を用いた世帯属性 と 環境負荷発生量の係わ り に関
する研究, 京都大学環境衛生工学研究会, 京都, 2007/07, 環境衛生工学研究, 163-158

0408BA369
0507BA794

金森有子, 山下隆久(*1), 松岡譲(*2)(*1野村総研, *2京大) ： 人口 ・ 世帯構成が環境負荷発生量に及ぼす影
響について, 環境経済 ・ 政策学会2007年大会, 彦根, 2007/10, 同報告要旨集, 34-35

0408BA369
0507BA794

Kanamori Y. ： Proposal of household economy-environment accounts by household type, 13th AIM
Int.Workshop, Tsukuba, 2008/02, Program

0408BA369
0507BA794

Kanamori Y. ： Modeling of environmental load generation by household with household production and lifestyle
model, AIM/APEIS Train.Workshop, Tsukuba, 2007/11, Progarme

0408BA369
0507BA794

Kanamori Y., Matsuoka, Y.：Development of a model for estimation of household consumption and Environmental
load generation, SCORE!(Sustainable Consumption Res.Exch.Network), Brussels, 2008/03, Proceedings, 347-
355

0408BA369
0507BA794

Kameyama S., Sakawa T.(*1), Sato T.(*1), Shimazaki H., Nohara S., Inoue T.(*1Alpha Hydraul.Eng.Consult.)：
The impacts of anthopogenic watershed change on seasonal hydrologic dynamics in the Mekong River flood plain,
第4回GISコ ミ ュニテ ィ ーフ ォーラ ム(ポス ター発表), 東京, 2008/01, 同プロ グ ラ ムガイ ド

0608CD930
0610AA403
0508AH778

亀山哲： 自然再生事業の現状と 課題, 立正大学国際セミ ナー 水環境の修復－荒川から アジアへ－, 熊谷,
2008/02, 同プロ グ ラ ム, 41-42

0608CD930
0610AA403
0508AH778
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Kameyama S., Sakawa T.(*1), Sato T.(*1), Shimazaki H., Nohara S., Inoue T.(*1Alpha Hydraul.Eng.Consult.)：
The impacts of anthropogenic watershed change on seasonal hydrologic dynamics in the Mekong River flood
plain, 30th Congr.Int.Assoc.Theor.Appl.Limnol.(Poster Session), Montreal, 2007/08, Abstracts, SS13

0608CD930
0610AA403

Kameyama S., Sakawa T.(*1), Sato T.(*1), Shimazaki H., Nohara S., Inoue T.(*1Alpha Hydraul.Eng.Consult.)：
The impacts of anthropogenic watershed change onseasonal hydrologic dynamics in the Mekong River flood
plain, 5th Asia-Pac.DHI Software Conf., Auckland, 2008/03, Abstracts, 19

0608CD930
0610AA403

亀山康子, 久保田泉 ： 気候変動枠組条約第2条の究極目的の位置づけに関する一考察－多国間環境協定
間比較を中心に, 環境経済 ・ 政策学会2007年大会, 彦根, 2007/10, 同報告要旨集, 254-255

0608BA568

井上研一郎, 川本克也 ： 還元雰囲気下におけるガス中芳香族炭化水素の触媒分解, 第16回環境化学討論
会, 北九州, 2007/06, 同講演要旨集, 210-211

0610AB546

川本克也, 浅田正三(*1), 藤吉秀昭(*2), 宮田治男(*3), 渡辺信久(*4), 渡部剛(*5), 鈴木悟(*6)(*1日本品質保
証機構, *2日本環境衛セ, *3三機工業, *4大阪工大, *5電源開発, *6日鉄技情報セ) ： 有機ハロゲンモニタ
リ ングによ る焼却炉制御の支援について, 第16回環境化学討論会, 北九州, 2007/06, 同講演要旨集, 46-
47

0610AA203

Kawamoto K., Watanabe N.(*1), Asada S.(*2), Fujiyoshi H.(*3), Miyata H.(*4), Watanabe G.(*5), Suzuki
S.(*6)(*1Osaka Inst.Technol., *2Jpn.Qual.Assur.Org., *3Jpn.Environ.Sanit.Cent., *4Sanki Kogyo,
*5Electr.Power Dev., *6Jpn.Tec.Inf.Serv.)：Dioxin surrogate study under startup conditions of municipal waste
incinerator, 27th Int.Symp.Halogenat.Persistent Org.Pollut.-DIOXIN 2007, Tokyo, 2007/09, Organohalogen
Compd., 182-185

0610AA203

Inoue K., Kawamoto K.：Adsorption characteristics of carbonaceous adsorbents for organic pollutants in a model
incineration exhaust gas, 27th Int.Symp.Halogenat.Persistent Org.Pollut.-DIOXIN 2007(Poster Session),
Tokyo, 2007/09, Organohalogen Compd., 2478-2481

0610AB546

Kawamoto K., Watanabe N.(*1), Miyazaki T.(*2), Uchino H.(*2), Suzuki S.(*3)(*1Osaka Inst.Technol.,
*2Nippon Steel Kankyo Eng., *3Jpn.Tech.Inf.Serv.) ： Chlorobenzenes and chlorophenols as alternative indices
to dioxins in flue gases under steady state and at startup, 27th Int.Symp.Halogenat.Persistent Org.Pollut.-
DIOXIN 2007(Poster Session), Tokyo, 2007/09, Organohalogen Compd., 1301-1304

0610AB546

川本克也, 呉畏, 倉持秀敏, 福島龍太郎(*1), 田中新吾(*1)(*1日立造船) ： 流動床式熱分解ガス化によ るバ
イオマス原料からの水素製造, 第16回環境工学総合シンポジウ ム 日本機械学会, 東京, 2006/07, 同講演
論文集, 190-193

0307BH593

安田憲二, 石川紀子, 川本克也：排ガス中におけ る多環芳香族化合物のニ ト ロ化特性, 第18回廃棄物学会
研究発表会, つ く ば, 2007/11, 同講演論文集, 564-566

0608BE946

川本克也, 小林潤, 福島龍太郎(*1), 田中新吾(*1)(*1日立造船) ： ベンチスケール廃棄物ガス化装置におけ
る改質触媒適用効果, 第18回廃棄物学会研究発表会, つ く ば, 2007/11, 同講演論文集, 570-572

0610AA203

井上研一郎(*1), 川本克也(*1横浜国大院)：触媒を用いた還元雰囲気下におけるガス中芳香族炭化水素類
の分解, 第18回廃棄物学会研究発表会(ポス ター発表), つ く ば, 2007/11, 同講演論文集, 573-575

0507CD409

川本克也, 依田育子 ： 排ガス中有機ハロゲンの連続サンプ リ ングおよびその測定, 第18回廃棄物学会研
究発表会(ポス ター発表), つ く ば, 2007/11, 同講演論文集, 591-593

0610AB546

名久井博之(*1), 鈴木悟(*2), 浅田正三(*3), 藤吉秀昭(*4), 宮田治男(*5), 渡辺信久(*6), 川本克也(*1電源開
発, *2日鉄技術情報セ, *3日本品質保証機構, *4日本環境衛生セ, *5三機工業, *6大阪工大) ： 廃棄物焼却
炉立上げ時における排ガス中のダ イオキシン類と有機ハロゲン化合物の連続同時測定, 第18回廃棄物学
会研究発表会, つ く ば, 2007/11, 同講演論文集, 594-596

0507CD409

Inoue K., Yasuda K., Kawamoto K. ： Emission status of exhaust gases from municipal solid waste incinerators
in Japan, 第18回廃棄物学会研究発表会(ポス ター発表), つ く ば, 2007/11, 同講演論文集, 55-57

0507CD409

川本克也, 名久井博之(*1), 渡部剛(*1), 鈴木悟(*2), 浅田正三(*3), 藤吉秀昭(*4), 宮田治男(*5), 渡辺信久
(*6)(*1電源開発, *2日鉄技情報セ, *3日本品質保証機構, *4日本環境衛生セ, *5三機工業, *6大阪工大) ：
有機ハロゲン濃度のモニタ リ ングによ る焼却施設の環境安全および運転管理支援, 第29回全国都市清掃
研究 ・ 事例発表会, 広島, 2008/01, 同講演論文集, 202-204

0610AB546

安田憲二 ： 循環型社会におけ る焼却処理の役割向上 と評価, 第29回全国都市清掃研究 ・ 事例発表会, 広
島, 2008/01, 同講演論文集, 163-165

0610AB546

川本克也 ： 廃棄物資源化へのガス化－改質技術の応用, 第17回環境工学総合シンポジウ ム, 大阪, 2007/
07, 同講演論文集, 147-150

0610AA203
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Kawamoto K., Wu W., Kuramochi H. ： High efficiency hydrogen production from biomass waste via low
temperature gasification-reforming technology with catalyst materials, Hydrogen Fuel Cells 2007
Int.Conf.Trade Show(HFC2007), Vancouver, 2007/04, Proceedings, 264-271

0610AA203

Yasuda K., Matsumoto A.(*1), Sameshima R.(*1)(*1Takuma)：Environmental burden of the treatment of handling
residue arising from the recycling process, 11th Int.Waste Manage.Landfill Symp.(Sardinia 2007), Cagliari(Italy),
2007/10, Proceedings, 67-68

0608BE946

Yasuda K., Yamagata M.(*1), Takahashi F.(*2), Kida M.(*1Takenaka, *2Kyusyu Univ.) ： Emission behaviour
and Hg specification from waste incinerators, Environmental Health Risk 2007, Mellieha(Malta), 2007/06

0507BE955

Kawamoto K., Kuramochi H. ： Fate assessment of brominated organic compounds including flame retardants
based on physico-chemical parameters experimentally measured, Am.Chem.Soc.234th Nat.Meet., Boston,
2007/08, Abstracts(Web)

0610AA203

Shirahase T., Kida A. ： Case study of metal content in e-waste: Analysis of 100 parts in a personal computer,
3rd NIES Workshop E-Waste, Tsukuba, 2006/11, Proceedings, 35-41

0610AA202

Shirahase T., Kida A., Murakami S. ： Understanding the flows of metals in waste PC, 4th NIES Workshop E-
Waste, Tsukuba, 2007/11, Program

0610AA202

高橋史武(*1), 貴田晶子, 島岡隆行(*1)(*1九大) ： 排ガス処理によ る水銀排出低減効率の統計的代表値 と
ダ イ オキシン類対策に よ る影響評価, 第18回廃棄物学会研究発表会, つ く ば, 2007/11, 同講演論文集,
597-599

0507BE955
0610AA202

高橋史武(*1), 安田憲二, 貴田晶子(*1現 ・ 九大) ： 廃棄物焼却時の形態別水銀挙動 と サンプ リ ングデータ
の変動範囲の検討, 第16回環境化学討論会, 北九州, 2007/06, 同講演要旨集, 220-221

0507BE955
0610AA202

白波瀬朋子, 貴田晶子 ： 廃電子電気製品中の金属含有量試験法の確立－パーソナルコ ン ピ ュータ1台を
例と し て－, 第16回環境化学討論会, 北九州, 2007/06, 同講演要旨集, 216-217

0610AA202
0610AB447

白波瀬朋子, 貴田晶子 ： 廃製品中の金属含有量－パーソナルコ ンピ ュータ を例に－, 第18回廃棄物学会
研究発表会講演論文集(ポス ター発表), つ く ば, 2007/11, 同講演論文集, 300-302

0610AA202
0610AA204

貴田晶子： 廃棄アス ベス ト の無害化処理技術と その評価における 課題, 第6回環境と 耐火物研究会, 東京,
2007/10, 同報告集, 98-127

0608BE434
0610AB436

貴田晶子 ： アスベス ト ： 処理 ・ 測定に関する技術的評価, おおさ かATCグ リ ーンエコプラザビジネス交
流会水 ・ 土壌汚染対策研究部会セ ミ ナー , 大阪, 2007/09

0608BE434
0610AB436

木村盛児, 宇智田奈津代(*1), 貴田晶子, 岩佐航一郎, 鈴木肖子(*2)(*1環境研究セ, *2積水化学) ： カー ト
リ ッ ジ式高感度ボルタ ン メ ト リ ーによ る環境水 ・ 廃棄物溶出液中の ヒ 素の迅速定量, 第16回環境化学討
論会(ポス ター発表), 北九州, 2007/06, 同講演要旨集, 730-731

0610AB447
0709BC277

功刀正行, 中野武(*1), 松村千里(*1), 鶴川正寛(*1)(*1兵庫県健康環境科研セ) ： 商船を利用し た広域海洋
汚染観測(7), 日本分析化学会 第56年会, 徳島, 2007/09, 同講演要旨集, 162

0305BA412

Hiramoto S(*1), Tsurukawa M.(*2), Matsumura C.(*2), Nakano T.(*2), Kunugi M.(*1Hyogo
Environ.Adv.Assoc., *2Hyogo Pref.Inst.Public Health Environ.Sci.) ： Enantiomeric excess of POPs in the
environment, 27th Int.Symp.Halogenat.Persistent Org.Pollut.-DIOXIN 2007, Tokyo, 2007/09, Organohalogen
Compd., 15

0305BA412

久保明弘, 青野光子, 中嶋信美, 玉置雅紀, 佐治光 ： 遺伝子組換えダ イ ズの生態系影響評価に関する研究
－野生種ツルマ メ と の雑種について, 日本植物学会 第71回大会(ポス ター発表), 野田, 2007/09, 研究発表
記録, 202

0606BY960
0610JA970

佐治章子, 久保明弘, 玉置雅紀, 青野光子, 中嶋信美, 中路達郎, 武田知己, 朝山宗彦(*1), 佐治光(*1茨城大) ：
シ ロ イ ヌ ナズナのオゾ ン感受性突然変異体ozs1の生理学的解析, 第49回日本植物生理学会年会(ポ ス
ター発表), 札幌, 2008/03, 同講演要旨集, 304

0307AE503

Rakwal R.(*1), Cho K., Nam H.W.(*2), Shibato J.(*1), Higashi T.(*1), Agrawal G.K.(*3), Kubo A., Kim Y.S.(*2),
Tanaka Y.(*1), Iwahashi H.(*1)(*1AIST, *2Yonsei Univ., *3RLABB) ： Proteomics,transcriptomics,and
metabolomics: Screening of ozone(O3) effects in rice, HUPO 6th Annu.World Congr.(Poster Session), Seoul,
2007/10

0607AF961

久保田泉 ： 将来枠組みに関する諸提案の分析, 第11回環境法政策学会, 東京, 2007/06, 同報告要旨集,
149-153

0608BA568
0608AG527
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倉持秀敏, 川本克也, 酒井伸一(*1)(*1京大環境保全セ)：2,4,6- ト リ ブロモフ ェ ノールの物理化学パラ メ ー
タに対するpH依存性, 第16回環境化学討論会, 北九州, 2007/06, 同講演要旨集

0608BF326

倉持秀敏, 鈴木茂(*1), 前田光治(*2), 川本克也, 酒井伸一(*3)(*1中部大, *2兵庫県大, *3京大環境保全セ)：
ヘキサブロモシ ク ロ ド デカンの異性体間におけ る物理化学パラ メ ータの差異, 第16回環境化学討論会(
ポス ター発表), 北九州, 2007/06, 同講演要旨集, 486-487

0608BF326

倉持秀敏, 大迫政浩, 前田光治(*1), 中村一夫(*2), 酒井伸一(*3)(*1兵庫県大院, *2京都市環境局, *3京大環
境保全セ) ： 低品質廃油脂類か らのBDF製造の技術開発に関する基礎的検討, 化学工学会 第39回秋季大
会, 札幌, 2007/09, 同講演要旨集, Q203

0608CD993

前田光治(*1), 藤本大成(*1), 朝熊裕介(*1), 福井啓介(*1), 倉持秀敏, 大迫政浩, 酒井伸一(*2), 中村一夫
(*3)(*1兵庫県大院, *2京大環境保全セ, *3京都市環境局) ： バイオデ ィ ーゼル製造における関連物質の混
和性に関する検討, 化学工学会 第39回秋季大会, 札幌, 2007/09, 同講演要旨集, V218

0608CD993
0610AA203

倉持秀敏, 大迫政浩, 前田光治(*1), 中村一夫(*2), 酒井伸一(*3)(*1兵庫県大院, *2京都市, *3京大環境保全
セ) ： 廃食用油固化物からのバイオデ ィ ーゼル燃料(BDF)製造を目指し た新規製造法の基礎的検討, 第29
回全国都市清掃研究 ・ 事例発表会, 広島, 2008/01, 同講演論文集, 135-137

0608CD993
0610AA203
0709MA564

倉持秀敏, 崔基仁, 大迫政浩, 前田光治(*1), 中村一夫(*2), 酒井伸一(*3)(*1兵庫県大院, *2京都市, *3京大
環境保全セ) ： ト ラ ッ プグ リ ースモデルからの新規バイオデ ィ ーゼル燃料製造技術に関する基礎的検討,
第18回廃棄物学会研究発表会, つ く ば, 2007/11, 同講演論文集, 551-553

0608CD993
0610AA203
0709MA564

Choi  K.- I . ,  Kuramoch i  H. ,  Osako M.,  Nakamura K. (*1) ,  Saka i  S .- I . (*2) (*1Kyoto Ci ty ,
*2Environ.Preserv.Cent.Kyoto Univ.) ： Quality identification of trap grease as feedstock for biodiesel fuel, 第
18回廃棄物学会研究発表会(ポス ター発表), つ く ば, 2007/11, 同講演論文集, 49-51

0608BF326
0610AA203
0709MA564

倉持秀敏, 大迫政浩, 前田光治(*1), 中村一夫(*2), 酒井伸一(*3)(*1兵庫県大院, *2京都市, *3京大環境保全
セ) ： 液化DMEを用いた廃食用油固化物か ら のバイオデ ィ ーゼル燃料の高速合成法の開発, 化学工学会
第73年会, 浜松, 2008/03, 同講演要旨集

0608CD993
0610AA203
0709MA564

倉持秀敏, 大迫政浩, 前田光治(*1), 中村一夫(*2), 酒井伸一(*3)(*1兵庫県大院, *2京都市, *3京大環境保全
セ) ： 液化DMEを用いたバイオデ ィ ーゼル燃料の超高速製造プロ セスの開発, 化学工学会 第73年会, 浜
松， 2008/03, 同講演要旨集

0608CD993
0610AA203
0709MA564

Kuramochi H., Choi K.I., Osako M., Maeda K., Nakamura K.(*1), Sakai S.(*1)(*1Kyoto Univ.) ： A new
pretreatment method for biodiesel fuel production from trap grease, Int.Congr.Biodiesel(Poster Session),
Veinna, 2007/11

0608CD993
0610AA203
0709MA564

Choi K.I., Kuramochi H., Osako M. ： Identification of major glycerols and polar compounds in waste vegetable
oil and trap grease, Int.Congr.Biodiesel(Poster Session), Veinna, 2007/11, Abstracts, 50

0608CD993
0607BE579
0709MA564

倉持秀敏, 島宗敬太郎(*1), 坂田幸久(*2), 久保島賢(*2), 大迫政浩(*1廃棄物研究財団, *2日本技術開発) ：
廃棄物系油脂類に対するバイオデ ィ ーゼル燃料原料と し てのポテンシャル評価, 第18回廃棄物学会研究
発表会(ポス ター発表), つ く ば, 2007/11, 同講演論文集, 548-550

0607BE579
0610AA203
0709MA564

Kuramochi  H. ,  Suzuk i  S . (*1) ,  Kawamoto K. ,  Osako M. ,  Saka i  S .- i . (*2) (*1Chubu Univ . ,
*2Environ.Preserv.Cent.Kyoto Univ.) ： Measurements of water solubility and 1-octanol/water partition
coefficient of three hexabromocyclododecane diastereoisomers, 4th Int.Workshop Brominated Flame
Retardants(BFR 2007)(Poster Session), Amsterdam, 2007/04, Abstracts(Web)

0608BF326
0610AA202

北條理恵子, 黒河佳香, 塚原伸治, 中島大介, 藤巻秀和 ： オペラ ン ト 学習法を用いたマウ スのにおい検知
閾値の計測, 第20回におい ・ かお り 環境学会(ポス ター発表), 東京, 2007/06, 同講演要旨集, 136-137

0610AA302

黒河佳香, 北條理恵子, 中島大介, 藤巻秀和 ： マウ スにおける揮発性化学物質の嗅覚検知閾値, 第30回日
本神経科学大会(ポス ター発表), 横浜, 2007/09, Neuro2007(CD-ROM), P1-f18

0610AA302

小池英子, 高野裕久, 井上健一郎, 柳澤利枝, 小林隆弘(*1)(*1東京工大) ： カーボンブラ ッ クナ ノ粒子の曝
露がマウ ス骨髄由来樹状細胞の分化 と 機能に及ぼす影響, 第14回日本免疫毒性学会学術大会(ポス ター
発表), 神戸, 2007/09, 同講演要旨集, 67

0708AE362

小池英子, 高野裕久, 井上健一郎, 柳澤利枝：ナ ノ粒子の経気道曝露がマウ ス肺の抗原提示細胞に及ぼす
影響, 第57回日本アレルギー学会秋季学術大会(ポス ター発表), 横浜, 2007/11, アレルギー , 1171

0708AE362

小池英子, 高野裕久, 井上健一郎, 柳澤利枝 ： マウ ス脾細胞を用いた環境化学物質のin vitro影響評価, 第
78回日本衛生学会総会, 熊本, 2008/03, 日衛誌, 450

0507AG476
0708BD307
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Koike E., Takano H., Inoue K., Yanagisawa R., Sakurai M., Kobayashi T.(*1)(*1Tokyo Inst.Technol.)：Exposure
to carbon black nanoparticles activates antigen-presenting cells in vivo and in vitro, 47th
Annu.Meet.ToxExpo(Poster Session), Seattle, 2008/03, Program, 101

0507AG476
0708AE362

五箇公一, 岡部貴美子(*1), 後藤哲雄(*2)(*1森林総研, *2茨城大) ： 日本にやって く る外来ダニの生態 リ ス
ク, 第16回日本ダニ学会大会千葉大会, 千葉, 2007/10

0105AA205

国武陽子, 赤坂宗光, 五箇公一 ： セイ ヨ ウオオマルハナバチの空間分布は侵入圧 と景観要素にどのよ う
な影響を受け るのか？～ス ケール依存的プロ セスに注目し て～, 第55回日本生態学会大会(ポス ター発
表), 福岡, 2008/03, 同講演要旨集, 328

0610AA304
0610AK526

Goka K., Kojima H.(*1), Okabe K.(*2)(*1Nifty Insect Forum, *2FFPRI) ： Biological invasion caused by
commercialization of stag beetles in Japan, EcoSummit 2007, Beijing, 2007/05, Abstracts, 100

0105AA205

越川昌美, 渡邊未来, 林誠二, 越川海, 村田智吉, 高松武次郎(*1)(*1茨城大広域水圏セ) ： 筑波山渓流にお
け る溶存態アル ミ ニ ウ ムの濃度 と 化学形態, 日本陸水学会 第72回大会, 水戸, 2007/09, 同講演要旨集,
221

0508AE926

渡邊未来, 越川昌美, 林誠二, 越川海, 村田智吉, 山村茂樹, 高松武次郎(*1)(*1茨城大広域水圏セ)：茨城県
筑波山における森林地の窒素飽和の現状評価, 日本陸水学会 第72回大会, 水戸, 2007/09, 同講演要旨集,
222

0508AE926

小林潤, 川本克也, 呉畏(*1)(*1東北大(中国)) ： 廃棄物ガス化改質用ニ ッ ケル系触媒の耐久性能評価, 第18
回廃棄物学会研究発表会, つ く ば, 2007/11, 同講演論文集, 567-569

0610AA203

長谷川就一, 近藤美則, 伏見暁洋, 田邊潔 ： 排気後処理装置付デ ィ ーゼル車からのNO2排出特性, 自動車
技術会 2007春季大会学術講演会, 横浜, 2007/05, 同前刷集, 13-18

0608AG441

小林伸治 ： 自動車から排出されるナ ノ 粒子の環境動態, 第18回日本内分泌撹乱化学物質学会講演会, 東
京, 2007/06, 第18回講演会テキス ト －環境ホルモン汚染の現状と政策展望－, 1-12

0206BY968

伏見暁洋, 小林伸治, 近藤美則, 森口祐一, 若松伸司(*1), 田邊潔(*1愛媛大) ： 直接濃縮法によ る自動車排
出ガス中VOCsの迅速測定, 第16回環境化学討論会, 北九州, 2007/06, 同講演要旨集, 182-183

0608AG441

小林伸治 ： 排気後処理装置付デ ィ ーゼル車か ら のNOx,PM排出特性, 第48回大気環境学会年会, 岡山,
2007/09, 同講演要旨集, 236-237

0608AG441

藤谷雄二, 小林伸治, 鈴木明, 古山昭子, 平野靖史郎, 小林隆弘(*1)(*1東京工大) ： 吸入曝露実験における
デ ィ ーゼルエンジン由来ナ ノ粒子の物理的・化学的症状, 第48回大気環境学会年会, 岡山, 2007/09, 同講
演要旨集, 393

0608AG441

秋山賢一(*1), 小林伸治, 下野彰夫(*2)(*1日本自動車研, *2三友プラ ン ト サービ ス) ： エア ロ ゾル質量分析
計によ る道路沿道粒子成分の観測, 第48回大気環境学会年会, 岡山, 2007/09, 同講演要旨集, 395

0608AG441

加藤秀樹, 小林伸治, 近藤美則, 松橋啓介 ： ア イ ド リ ングス ト ッ プによ るCO2削減効果の推定, 第48回大
気環境学会年会, 岡山, 2007/09, 同講演要旨集, 538

0507AG521

Saitoh K.(*1), Ishikawa T.(*2), Iso H.(*2), Hasegawa S., Fushimi A., Kobayashi S., Tanabe K., Konishi T.(*2),
Imaseki H.(*2)(*1Akita Pref.Res.Cent.Public Health Environ., *2Natl.Inst.Radiol.Sci.)：Development of sample
preparation method for engine lubricating oil analysis using in-air PIXE, 11th Int.Conf.PIXE its Anal.Appl.(PIXE
2007)(Poster Session), Puebla(Mexico), 2007/05, Proceedings

0206BY968

Ieda T.(*1), Ochiai N.(*1), Sasamoto K.(*1), Fushimi A., Hasegawa S., Tanabe K., Kobayashi S.(*1GERSTEL)：
Determination of PAHs in atmospheric size-resolved particles by direct thermal desorption and comprehensive
two dimensional gas chromatography coupled to quadrupole mass spectrometer, 30th ISCC & 4th GCｰGC
Symp.(Poster Session), Dalian(China), 2007/06, Proceedings, 36-37

0206BY968

小林弥生, 根岸隆之(*1), 水村綾乃, 平野靖史郎(*1青山学院大) ： ジフ ェニルアルシン酸を反復投与し た
カニ ク イザルにおける ヒ 素の分布と排泄, 第18回微量元素学会, 福井, 2007/07, 同予稿集, 167

0509AE796

小林弥生, 水村綾乃(*1), 平野靖史郎(*1千葉大院)： ヒ 素の代謝 と解毒機構～胆汁中における3価 ヒ 素代謝
物の安定性と酸化～, 日本薬学会 第127年会(ポス ター発表), 富山, 2007/03, 同要旨集, 176

0509AE796
0606AF499

水村綾乃(*1), 小林弥生, 平野靖史郎(*1千葉大院) ： 3価 と5価の ヒ 素におけ る タ ンパク結合能の比較, 日
本薬学会 第127年会(ポス ター発表), 富山, 2007/03, 同要旨集, 178

0509AE796
0606AF499
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小林弥生, 根岸隆之(*1), 水村綾乃(*2), 渡辺喬之(*2), 平野靖史郎(*1青山学院大, *2千葉大院) ： ジフ ェニ
ルアルシン酸を単回投与し たカニ ク イザルにおける ヒ 素の分布 と排泄, フ ォーラ ム2007 衛生薬学・環境
ト キシ コ ロ ジー , 大阪, 2007/11, J.Health Sci., 92

0509AE796
0509BD785
0710AG333

Kobayashi Y., Hirano S.：Effects of glutathione and hydrogen peroxide on stability of biliary metabolites,arsenic
triglutathione and methylarsenic diglutathione,in rat bile, 47th Annu.Meet.ToxExpo(Poster Session), Seattle,
2008/03, Abstracts(CD-ROM), 271

0509AE796

小松一弘, 今井章雄, 松重一夫, 奈良郁子, 川崎伸之：蛍光分析によ る霞ヶ浦湖水中DOMのモニタ リ ング，
日本陸水学会 第72回大会, 水戸, 2007/09, 同講演要旨集, 170

0610AC593
0607BD966

近藤美則, 工藤祐揮(*1), 加藤秀樹, 松橋啓介, 小林伸治(*1産総研) ： 使用実感から見た市販電気自動車の
評価, EVSフ ォーラ ム2008, 東京, 2009/02, 同予稿集, 113-121

0507AG521

Kondo Y., Kudoh Y.(*1), Kato H., Matsuhashi K., Kobayashi S.(*1AIST)：Evaluation of commercial small-sized
battery electric vehicle in actual use, 23nd Int.Battery,Hybrid Fuel Cell Electr.Veh.Symp.Expo.(EVS23),
Anaheim, 2007/12, Proceedings(Web)

0507AG521

Saito T., Yokouchi Y., Mukai H.：Continuous measurements of perfluorocarbons at remote monitoring stations
in Japan, AGU 2007 Fall Meet.(Poster Session), San Francisco, 2007/12, Abstracts(CD-ROM), A11C-0612

0508BB770

肴倉宏史, 対馬雅己(*1), 花田智秋(*1)(*1秋田高専) ： セ メ ン ト と ごみ溶融ス ラ グを用いた締固め粘性土
への試料充填型拡散溶出試験の適用, 第42回地盤工学研究発表会, 名古屋, 2007/07, 同講演論文集,
2099-2100

0507BE509
0610AA202

肴倉宏史, 小林常伸, 大迫政浩 ： 環境 大溶出可能量試験の規格化における未規定因子によ る影響の解
明, 第18回廃棄物学会研究発表会, つ く ば, 2007/11, 同講演論文集(CD-ROM), 990-992

0507BE509
0610AA202

坂本広美(*1), 肴倉宏史, 大迫政浩(*1神奈川県環境科セ) ： プラ スチッ ク製品に含まれる親水性化合物の
溶出特性について－pH依存性試験 と イオン強度の影響－, 第18回廃棄物学会研究発表会, つ く ば, 2007/
11, 同講演論文集(CD-ROM), 975-977

0507BE509
0610AA202

辻本浩子(*1), 王寧(*1), 肴倉宏史, 大迫政浩(*1環境管理セ) ： 実埋立地試料採取分析によ る キレー ト 処理
溶融飛灰の長期安定性に関する調査研究, 第18回廃棄物学会研究発表会, つ く ば, 2007/11, 同講演論文
集(CD-ROM), 712-714

0507BE509
0610AA202

水林晋也(*1), 東條安匡(*2), 松藤敏彦(*2), 肴倉宏史, 大迫政浩(*1東洋エンジニア リ ング, *2北大) ： 再生
製品からの重金属溶出に環境因子が与え る影響の把握, 第18回廃棄物学会研究発表会, つ く ば, 2007/11,
同講演論文集(CD-ROM), 987-989

0507BE509
0610AA202

肴倉宏史, 大迫政浩, 遠藤和人, 貴田晶子, 宮脇健太郎(*1), 坂本広美(*2), 東條安匡(*3), 崎田省吾(*4), 田
野崎隆雄(*5), 酒井伸一(*6)(*1明星大, *2神奈川県環境科セ, *3北大, *4県立広島大, *5太平洋セ メ ン ト ,
*6京大環境保全セ)：建設系 リ サイ クル製品を対象と し た環境安全性評価試験のシステム規格化研究, 全
国環境研協議会廃棄物研究発表会, 東京, 2007/02, 同予稿集, 24-27

0507BE509
0610AA202

肴倉宏史, 崎田省吾(*1), 遠藤和人, 貴田晶子, 大迫政浩(*1県立広島大) ： 連続バッチ型溶出試験における
再生材からの成分溶出挙動の解析, 第7回環境地盤工学シンポジウ ム, 福岡, 2008/08, 同論文集, 163-168

0507BE509
0610AA202

Sakanakura H., Osako M., Miyawaki K.(*1), Sakita S.(*2), Tojo Y.(*3), Sakamoto H.(*4), Endo K., Tanosaki
T.(*5), Kida A., Sakai S.(*6)(*1Meisei Univ., *2Hiroshima Pref.Univ., *3Hokkaido Univ., *4Kanagawa
Pref.Environ.Sci.Res.Cent., *5Taiheiyo Cement, *6Kyoto Univ.) ： A study on hierarchical framing and
standardization of leaching tests for waste utilization in Japan, 11th Int.Waste Manage.Landfill Symp.(Sardinia
2007), Cagliari(Italy), 2007/10, Proceedings(CD-ROM)

0507BE509
0610AA202

櫻井健郎, 小林淳, 鈴木規之：水槽実験におけ る底質から底生魚類への残留性有機化合物の移行, 第16回
環境化学討論会(ポス ター発表), 北九州, 2007/06, 同講演要旨集, 414-415

0610AA301
0606BY991

小林淳, 櫻井健郎, 鈴木規之：水槽実験における底質から底生魚類へのPCBの移行について(2), 第16回環
境化学討論会(ポス ター発表), 北九州, 2007/06, 同講演要旨集, 456-457

0610AA301
0606BY991

Dhakal S. ： Controlling air pollution: Energy and greenhouse gas linkages in kathmandu valley's transportation
system, 1st NEA-JC Semin.Curr.Future Technol., Osaka, 2011/10

0712BA278

Dhakal S.：Urban carbon management challenges and scientific response, Int.Workshop Integrating Clim.Change
Mitigation Urban Dev.: Toward the Halving Energy Use GHG Emiss.Rapidly Dev.Asian Cities, Nagoya, 2007/
10, Program

0712BA278
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Dhakal S. ： Streamlining climate concerns in urban transport sector with special reference to Asia, Int.Forum
Integrating Clim.Change Mitigation Urban Dev.Asian Cities, Nagoya, 2007/12, Program

0712BA278

Dhakal S. ： Low carbon cities and behavioral change, 日英共同研究プロ ジェ ク ト 「低炭素社会の実現に向
けた脱温暖化2050プロ ジェ ク ト 」 第3回国際ワーク シ ョ ッ プ ・ シンポジウ ム, 東京, 2008/02

0712BA278

Dhakal S. ： Urban transport and environment in Kathmandu Valley -Local air pollution control and its synergy
with global carbon concerns, Int.Conf.Emerging Issues Res.Dev., Kathmandu, 2007/04

0712BA278

Dhakal S. ： Urban transport and environment in Kathmandu Valley -Local air pollution control and its synergy
with global carbon concerns, Asia Energy Environ.Modeling Forum 3rd Annu.Workshop, Beijing, 2007/05

0712BA278

Dhakal S. ： Urban carbon management initiative, Jpn.-UK Achieving Sustainable Low-Carbon Soc., London,
2007/06

0712BA278

Dhakal S. ： Urban energy use and carbon emissions in East Asian Mega-cities, Jpn.-UK Achieving Sustainable
Low-Carbon Soc., London, 2007/06

0712BA278

Dhakal S.：Policy models for climate friendly city in Asia, Business models and financial frameworks to scale up
responses to climate change,clean energy and sustainable development, Seoul, 2007/07, Program, 1-5

0712BA278

Dhakal S. ： Importance of urban carbon management in the context of global carbon management, UNFCCC/
COP13 Side-Event: Carbon management in cities: Gaps in policy discussions and scientific understanding, Bali,
2007/12, Program

0712BA278

Dhakal S. ： Global carbon poject, Asia Energy Environ.Modeling Forum 3rd Annu.Workshop, Beijing, 2007/05 0712BA278

Dhakal S. ： Importance of urban carbon management and prevailing gaps in scientific understanding and policy
discussions, Int.Symp.Urban Energy Carbon Manage.:Challenges Sci.Policy, Klong Luang(Thailand), 2008/02

0712BA278

Dhakal S. ： Urban and regional carbon management initiative of global carbon project, Int.Workshop Urban
Energy Carbon Modeling, Klong Luang(Thailand), 2008/02

0712BA278

Dhakal S. ： Global carbon project: Overview of activity, UNFCCC/COP13/Official Side-Event:
Vulnerability,resilience and adaptation: cutting-edge science for informed decisions, Bali, 2007/12

0712BA278

Dhakal S. ： Streamlining climate concerns in transport sector with special reference to Asia, 17th Asia-
Pac.Semin.Clim.Change, Bangkok, 2007/08

0712BA278

Dhakal S. ： Global carbon project activity highlights 2006-2007, 13th Jt.Inter-Gov.Meet./Sci.Plann.Group
Meet.Asia-Pacific Network Global Change Res., Kobe, 2008/03

0712BA278

Dhakal S. ： Global carbon project: urban and regional carbon management, 7th Annu.Sci.Steering
Comm.Meet.Global Carbon Project, Kruger NP(S.Afr.), 2007/08

0712BA278

Dhakal S., Canadell P.(*1)(*1GCP(Aust.)) ： GCP carbon neutral initiative, 7th Annu.Sci.Steering
Comm.Meet.Global Carbon Project, Kruger NP(S.Afr.), 2007/08

0712BA278

佐藤正典(*1), 佐竹潔(*1鹿児島大)：南日本の淡水域における ゴカ イ科多毛類3種の分布, 日本動物分類学
会 第43回大会, 北九州, 2007/06, 同講演要旨集, 12

0610AE463

布村昇(*1), 佐竹潔, 上野隆平(*1富山市科学文化セ) ： 小笠原諸島の陸産等脚目甲殻類, 日本土壌動物学
会 第30回大会(ポス ター発表), 横浜, 2007/05, 同講演要旨集, 28

0507CD539
0607AF452

佐竹潔, 上野隆平, 小林哲(*1), 佐々木哲郎(*2), 野原精一(*1佐賀大, *2小笠原自然文化研)：小笠原諸島の
河川におけ る固有水生生物の生息域 と その環境要因, 第55回日本生態学会大会(ポ ス ター発表), 福岡,
2008/03, 同講演要旨集, 314

0607AF452
0508CD539

小林哲(*1), 佐竹潔(*1佐賀大)：絶滅危惧種オガサワ ラモク ズガニの小笠原諸島父島における分布生活様
式(予報), 第55回日本生態学会大会(ポス ター発表), 福岡, 2008/03, 同講演要旨集, 363

0607AF452
0508CD539

成川正広(*1), 松本淳(*2), 高橋けんし (*3), 松見豊(*1), 藪下彰啓(*4), 佐藤圭, 今村隆史(*1名古屋大STE研,
*2東京工大院, *3京大次世代ユニ ッ ト , *4な し) ： シ ク ロヘキセンのオゾン分解で生成し た二次有機エア
ロ ゾルの生成機構：レーザーイオン化個別粒子質量分析計によ る解析, 日本地球惑星科学連合 2007年大
会, 千葉, 2007/05, 同予稿集(CD-ROM), F118-017

0610AE402

佐藤圭 ： 大気圧化学イオン化質量分析法によ る二次有機エア ロ ゾルの既知組成分子の質量スペク ト ル,
日本地球惑星科学連合 2007年大会(ポス ター発表), 千葉, 2007/05, 同予稿集(CD-ROM), F118-P028

0610AE402
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佐藤圭, 畠山史郎(*1), 今村隆史(*1東京農工大) ： ト ルエンの光酸化で生じ る二次有機粒子 ： 組成のNOx
依存性と反応機構の検証, 第23回化学反応討論会, 神戸, 2007/06, 同予稿集, 130

0610AE402

佐藤圭, 今村隆史 ： イ ソ プレ ンの光酸化で生成する二次有機粒子組成, 第13回大気化学討論会, 名古屋,
2007/11, 同講演要旨集, 35

0607CD403

小川志保(*1), 佐藤圭, 田中友里愛(*1), 李紅, 大原利眞, 畠山史郎(*2)(*1筑波大院, *2東京農工大) ： 沖縄
県辺戸岬におけ る有機エア ロ ゾルの組成 と 季節変化 ： 2005-2006年に観測されたn-アルカン類, 第13回
大気化学討論会(ポス ター発表), 名古屋, 2007/11, 同講演要旨集, 79

0507BA825
0610AA401

Sano T., Takagi H., Kaya K.(*1), Onji Y.(*2), Takaku Y.(*3), Nishikawa M.(*1Tohoku Univ., *2Nara
Pref.Inst.Hyg.Environ., *3Inst.Environ.Sci.) ： NIES certified reference material for quantitation of total
microcystins, 11th Int.Symp.Biol.Environ.Ref.Mater.(Poster Session), Tsukuba, 2007/10, Abstracts

0610AD474

Sano T., Takagi H., Nishikawa M., Kaya K.(*1)(*1Tohoku Univ.) ： NIES certified reference material for
microcystins, 7th Int.IUPAC Symp.Mycotoxins Phycotoxins, Istanbul(Turkey), 2007/05, USB メ モ リ

0610AD474

勝又美由希, 箕浦幸治(*1), 堀内一穂(*2), 柴田康行, 内田昌男 ： 樹木年輪を用いた 終退氷期における放
射性炭素濃度変動, 第10回AMSシンポジウ ム(ポス ター発表), 東京, 2008/03

0608AG466

柴田康行, 高澤嘉一, 吉兼光葉：POPsの現状とnew POPs, 第18回日本内分泌撹乱化学物質学会講演会, 東
京, 2007/06, 第18回講演会テキス ト －環境ホルモン汚染の現状と政策展望－, 13-26

0608AG457
0606BY446

柴田康行 ： 化学物質の環境動態 と放射性炭素測定の応用, 第2回放射線防護研究セン ターシンポジウ ム,
千葉, 2007/12, 同予稿集, 8

0608AG466

Shibata Y., Yoshikane M., Imai H., Nakamiya K., Shimizu N.(*1)(*1Agilent Technol.) ： Sensitive analytical
method of highly toxic phenylarsine oxide in environmental samples, Int.Symp.Metallomics 2007(ISM 2007),
Nagoya, 2007/12, Abstracts, 167

0307ZZ476

Yoshikane M., Shibata Y., Suzuki S.(*1)(*1Chubu Univ.) ： Development of a  highly-sensitive micro-LC/MS/
MS method for the elucidation of toxicokinetics of diphenyl arsenic acid in central nervous system,
Int.Symp.Metallomics 2007(ISM 2007)(Poster Session), Nagoya, 2007/11, Abstracts, 219

0507CD566

Ishii K.(*1), Shibata Y., Hosoya T.(*1), Takeda T.(*1), Iwasaki N.(*2), Nakamagoe K.(*1), Itoh Y., Kaise T.(*3),
Hirano S., Ishizaki M. et al.(*1Univ.Tsukuba, *2Ibaraki Pref.Univ.Health Sci., *3Tokyo Univ.Pharmacy Life
Sci.) ： Central nervous effect of organoarsinic compound clinical and neurological features of diphenylarsinic
asid(DPAA) intoxication,in Kamisu,Japan, 27th Int.Symp.Halogenat.Persistent.Org.Pollut.-DIOXIN 2007,
Tokyo, 2007/09, Organohalogen Compd., 22

0307ZZ476

Nakamura T.(*1)(*2), Nakai K.(*2), Suzuki K.(*2), Kameo S.(*2), Suzuki S., Saito Y.(*1), Shibata Y., Hosokawa
T.(*2), Okamura K.(*2), Sakai T.(*3) et al.(*1Miyagi Pref.Inst.Public Health, *2Grad.Sch.Tohoku Univ.,
*3Miyagi Children's Hospital) ： The biological monitoring program of persistent organic pollutants in Japan:
2.Concentrations of dioxins and polychlorinated biphenyls in breast milk,cord blood and maternal blood, 27th
Int.Symp.Halogenat.Persistent Org.Pollut.-DIOXIN 2007(Poster Session), Tokyo, 2007/09, Organohalogen
Compd., 89

0608AG457

Shibata Y., Tanaka A., Horiguchi T., Hashimoto S., Takazawa Y., Mukai H., Yoshikane M., Komori S.,
Kobayashi M., Uehiro T. et al. ： Environmental specimen bank at the National Institute for Environmental
Studies,Japan; ESB as an effective tool supplment environmental monitoring and assessment, 27th
Int.Symp.Halogenat.Persistent Org.Pollut.-DIOXIN 2007(Poster Session), Tokyo, 2007/09, Organohalogen
Compd., 79

0608AG457

Nakai K.(*1), Nakamura T.(*1)(*2), Suzuki K.(*1), Shibata Y., Murata K.(*3), Satoh H.(*1)(*1Grad.Sch.Tohoku
Univ., *2Miyagi Pref.Inst.Public Health Environ., *3Akita Univ.) ： The biological monitoring program of
persistent organic pollutants in Japan: 1.concentrations of organochlorine pesticides in breast milk,cord blood
and maternal blood, 27th Int.Symp.Halogenat.Persistent Org.Pollut.-DIOXIN 2007(Poster Session), Tokyo,
2007/09, Organohalogen Compd., 89

0608AG457

Iino F.(*1), Sebesvari Z.(*2), Renaud F.(*2), Kitsuwa T.(*3), Morita M., Shibata Y., Huang Y.(*4), Rajendran
B.R.(*5), Syanfrul H.(*6), Shim W.J.(*7) et al.(*1UNU-ESD, *2UNU-EHS, *3Shimadzu, *4Sino-Jpn.Frendship
Cent.Environ.Prot., *5Bharathidasan Univ.(India), *6SARPEDAL(Indonesia), *7KORDI(Korea))：POPs analysis
and  monitoring in the Asian coastal hydrosphere, 27th Int.Symp.Halogenat.Persistent Org.Pollut.-DIOXIN
2007(Poster Session), Tokyo, 2007/09, Organohalogen Compd., 65

0608AG457

中宮邦近, 今井裕恵, 柴田康行 ： 有機 ヒ 素の安定同位体化合物の合成, 日本 ヒ 素研究会 第13回 ヒ 素シン
ポジウ ム, 静岡, 2007/11, 同講演要旨集, 56-57

0307ZZ476
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清水厚, 杉本伸夫, 松井一郎： ミ ー散乱ラ イ ダーによ る雲底下のエア ロ ゾル後方散乱係数導出, 日本気象
学会 2007年度春季大会(ポス ター発表), 東京, 2007/05, 同講演予稿集, 245

0711AE458

清水厚, 杉本伸夫, 松井一郎：前方積分手法によ る地上 ミ ー散乱ラ イ ダーデータの解析, 第25回レーザセ
ンシングシンポジウ ム(ポス ター発表), 仙北(秋田), 2007/09, 同予稿集, 135-136

0711AE458

清水厚, 松井一郎, 杉本伸夫 ： 航空機 ・ 衛星搭載ラ イ ダー と地上ネ ッ ト ワーク ラ イ ダーによ る雲 ・ エア
ロ ゾル構造の同時観測, 第12回大気ラ イ ダー観測研究会, 東京, 2008/03, 同講演集

0711AE458

Shimizu A., Sugimoto N., Matsui I.：Aerosol retrieval with Mie-scattering lidar by Outward-Fernald's method,
Asia Oceania Geosci.Soc.4th Annu.Meet.(Poster Session), Bangkok, 2007/07, Abstracts

0711AE458

矢 ヶ 崎泰海, 小林祥子, 陳利軍(*1), 清水英幸(*1中国科院瀋陽應用生態研) ： 形式言語Lindenmayer
system(L-System) を用いた植物体立体構造モデ リ ング, 日本植物学会 第71回大会(ポス ター発表), 野田,
2007/09, 同研究発表記録, 202

0709BA513
0406BA405
0610AA401

武田麻由子(*1), 相原敬次(*1), 関達哉(*2), 清水英幸.(*1神奈川県環境科セ, *2神奈川県農業技セ) ： オゾ
ンおよび日照がブナ苗に及ぼす影響－西丹沢におけ るオープン ト ッ プチャ ンバー実験2－, 第48回大気
環境学会年会, 岡山, 2007/09, 同講演要旨集, 374

0509AH953

Yagasaki Y., Kobayashi S., Chen L.J.(*1), Xu Z.Z.(*2), Shimizu H.(*1IAECAS, *2IBCAS) ： Simulating three-
dimensional structure of plant shoots and roots using Lindenmayer system(L-system), 55th
Annu.Meet.Ecol.Soc.Jpn.(第55回日本生態学会大会), Fukuoka, 2008/03, Abstracts, 260

0709BA513
0406BA405
0709CD581

Shimizu H., Kobayashi S., Yagasaki Y., Xu Z.Z.(*1), Chen L.J.(*2)(*1IBCAS, *2IAECAS) ： Germination and
growth responses to water stress of Agropyron cristatum and Caragana microphylla grown in Horqin sandy
land,Inner Mongolia,China, 55th Annu.Meet.Ecol.Soc.Jpn.(第55回日本生態学会大会)(Poster Session),
Fukuoka, 2008/03, Abstracts, 414

0709BA513
0406BA405
0709CD581

宮脇博巳(*1), 山口富美夫(*2), 清水英幸., Simbolon H.(*3), 鈴木英治.(*4)(*1佐賀大, *2広島大院, *3LIPI,
*4鹿児島大) ： イ ン ド ネシア,東カ リ マン タ ンの樹皮生着生および葉上生稀産地衣類数種, 日本植物分類
学会 第7回大会(ポス ター発表), 東京, 2008/03, 同研究発表要旨集, 89

0507BA849
0002BA002

Shimizu H. ： Betula forest decline in Oku-Nikko,Japan, 学術報告(中国科院植物研), 北京, 2007/06 9901BA004

Shimizu H. ： Lecture on water demands of plant species in dry land: Environment-controlled experiments for
suitable grass field management, On-The-Job Train.Program Water Resour.Probl.China, Beijing, 2007/10

0709BA513
0406BA405
0610AA401

角野晴彦(*1), 室田龍一(*1), 大岩勇太(*1), 原田秀樹(*2), 大橋晶良(*3), 珠坪一晃(*1岐阜高専, *2東北大,
*3広島大)：Anaerobic Down-flow Hanging Sponges(AnDHS) リ ア ク ターによ る校内下水の連続処理, 第62回
土木学会年次学術講演会, 広島, 2007/09, 同講演概要集(CD-ROM), 445-446

0608KA954

大岩勇太(*1), 角野晴彦(*1), 小澤徹(*1), 原田秀樹(*2), 珠坪一晃, 大橋晶良(*3)(*1岐阜高専, *2東北大院,
*3広島大院) ： 硝化型DHS/硫黄脱窒 リ ア ク ターによ る下水二次処理水からの低コ ス ト 窒素除去システム
の開発, 第44回環境工学研究フ ォーラ ム, 山口, 2007/11, 同講演集, 95-97

0608AG506

室田龍一(*1), 角野晴彦(*1), 原田秀樹(*2), 大橋晶良(*3), 珠坪一晃(*1岐阜高専, *2東北大院, *3広島大院)：
学校下水を連続処理する嫌気性散水ろ床(AnDHS リ ア ク ター )の特性－並列運転するUASB リ ア ク ター と
の比較－, 第44回環境工学研究フ ォーラ ム, 山口, 2007/11, 同講演集, 39-41

0608KA954

珠坪一晃, Yoochatchaval W.(*1), 對馬育夫, 角野晴彦(*2), 大橋晶良(*3)(*1長岡技科大院, *2岐阜高専, *3
広島大)：グ ラ ニュール汚泥床法の 適化によ る低濃度排水の高効率 メ タ ン発酵処理, 第44回環境工学研
究フ ォーラ ム, 山口, 2007/11, 同講演集, 57-59

0608KA954

Okawara M.(*1), Yamaguchi T.(*1), Imachi H.(*2), Harada H.(*3), Syutsubo K., Ohashi A.(*4)(*1Nagaoka
Univ.Technol., *2JAMSTEC, *3Tohoku Univ., *4Hiroshima Univ.) ： Recovery of dissolved methane in effluent
of anaerobic wastewater treatment by DHS unit, 21st Century COE Program,8th Int.Symp. Nagaoka
Univ.Technol.(Poster Session), Nagaoka, 2008/01, 8th Int.Symp.Proc., 100

0608KA954

Pattanauwa N.(*1), Koge K.(*2), Kawai T.(*2), Choeisai P.K.(*3), Syutsubo K., Yamaguchi T.(*1)(*1Nagaoka
Univ.Technol., *2Mitsui Sugar, *3Khon Kaen Univ.)：Development of UASBs+DHS system for MSW treatment
and decolorization, 21st Century COE Program,8th Int.Symp. Nagaoka Univ.Technol.(Poster Session),
Nagaoka, 2008/01, 8th Int.Symp.Proc., 110

0608AG506
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Tsushima I., Yoochatchaval W., Yamaguchi T.(*1), Yamamura S., Yoneyama Y.(*2), Syutsubo K.(*1Nagaoka
Univ.Technol., *2Ebara Eng.)：Identification and detection of psychrotolerant cellulose-degrading bacteria, 21st
Century COE Program,8th Int.Symp. Nagaoka Univ.Technol.(Poster Session), Nagaoka, 2008/01, 8th
Int.Symp.Proc., 123

0608KA018

Sumino H.(*1), Kawano M.(*1), Aoi K.(*1), Yamazaki S.(*2), Harada H.(*3)Syutsubo K., Ohashi A.(*4)(*1Gifu
Natl.Coll.Technol., *2Kochi Natl.Coll.Technol., *3Tohoku Univ, *4Hiroshima Univ.) ： Estimation of glucose
profile in an anaerobic granular sludge fed with low strength wastewater by microelectrode, 21st Century COE
Program,8th Int.Symp. Nagaoka Univ.Technol.(Poster Session), Nagaoka, 2008/01, 8th Int.Symp.Proc., 124

0608KA954

Murota R.(*1), Sumino H.(*1), Ohashi A.(*2), Harada H.(*3), Syutsubo K.(*1Gifu Natl.Coll.Technol.,
*2Hiroshima Univ., *3Tohoku Univ.) ： A novel anaerobic treatment of low strength wastewater at low
temperature in an AnDHS reactor, 21st Century COE Program,8th Int.Symp. Nagaoka Univ.Technol.(Poster
Session), Nagaoka, 2008/01, 8th Int.Symp.Proc., 125

0608KA954

Wada K.(*1), Shigeta K.(*1), Oiwa Y.(*1), Sumino H.(*1), Harada H.(*2), Syutsubo K., Ohashi A.(*3)(*1Gifu
Natl.Coll.Technol., *2Tohoku Univ., *3Hiroshima Univ.) ： Development of cost-effective nitrogen removal
system from a secondary effluent by combination of DHS and sulfur autotrophic denitrification reactor, 21st
Century COE Program,8th Int.Symp. Nagaoka Univ.Technol.(Poster Session), Nagaoka, 2008/01, 8th
Int.Symp.Proc., 126

0608AG506

Nishikawa R.(*1), Murota R.(*1), Sumino H.(*1), Harada H.(*2), Ohashi A.(*3), Syutsubo K.(*1Gifu
Natl.Coll.Technol., *2Tohoku Univ., *3Hiroshima Univ.)：Characteristic of an AnDHS reactor treating sewage
from the college -compared with UASB as conventional anaerobic process-, 21st Century COE Program,8th
Int.Symp. Nagaoka Univ.Technol.(Poster Session), Nagaoka, 2008/01, 8th Int.Symp.Proc., 127

0608KA954

Ohtsuka Y.(*1), Kwakami S.(*2), Kubota K.(*3), Syutsubo K., Yamaguchi T.(*2), Harada H.(*3), Araki
N.(*1)(*1Nagaoka Natl.Coll.Technol., *2Nagaoka Univ.Tech., *3Tohoku Univ.)：Simultaneous fluorescence in-
situ hybridization targeting apsA mRNA and 16S rRNA in sulfate reducing bacteria, 21st Century COE
Program,8th Int.Symp. Nagaoka Univ.Technol.(Poster Session), Nagaoka, 2008/01, 8th Int.Symp.Proc., 135

0608AG506

Furukawa M.(*1), Sekine S.(*1), Syutsubo K., Yamaguchi T.(*2), Araki N.(*1)(*1Nagaoka Natl.Coll.Technol.,
*2Nagaoka Univ.Technol.) ： Shifts of methanogenic consortium in an expanded granular sludge bed reactor at
low-temperature operation, 21st Century COE Program,8th Int.Symp. Nagaoka Univ.Technol.(Poster Session),
Nagaoka, 2008/01, 8th Int.Symp.Proc., 136

0608AG506

関根さ ち(*1), 荒木信夫(*1), 珠坪一晃(*1長岡高専) ： 低温条件下における メ タ ン生成古細菌群の挙動, 第
13回高専シンポジウ ムin久留米, 久留米, 2008/01, 高専シンポジウ ム要旨集, 44

0608AG506
0608KA954

古川卓(*1), 荒木信夫(*1), 珠坪一晃, 對馬育夫(*1長岡高専) ： 低温 メ タ ン古細菌の定量におけるPCR増幅
産物の妥当性の検討, 第25回土木学会関東支部新潟会研究調査発表会, 長岡, 2007/11, 同要旨集, 362-
363

0608AG506

大河原正博(*1), 山口隆司(*1), 井町寛之(*2), 原田秀樹(*3), 珠坪一晃, 大橋晶良(*4)(*1長岡技科大,
*2JAMSTEC, *3東北大, *4広島大) ： 嫌気性処理水に含まれる溶存 メ タ ンの大気放散防止技術, 第42回日
本水環境学会年会, 名古屋, 2008/03, 同講演集, 181

0608AG506

大岩勇太(*1), 重田晃司(*1), 和田桂児(*1), 角野晴彦(*1), 原田秀樹(*2), 珠坪一晃, 大橋晶良(*3)(*1岐阜高
専, *2東北大院, *3広島大) ： 無曝気型硝化槽DHS リ ア ク ターと硫黄を用いた独立栄養型脱窒によ る下水
三次処理, 第42回日本水環境学会年会, 名古屋, 2008/03, 同講演集, 293

0608AG506

對馬育夫, Yoochatchaval W., 山口隆司(*1), 山村茂樹, 米山豊(*2), 珠坪一晃(*1長岡技科大, *2荏原環境エ
ンジニア リ ング)：常温 メ タ ン発酵におけ る主要酸生成細菌の同定と動態評価, 第42回日本水環境学会年
会, 名古屋, 2008/03, 同講演集, 382

0608KA018

草野真一(*1), 山口隆司(*1), 珠坪一晃, 荒木信夫(*2), 大橋晶良(*3), 原田秀樹(*4)(*1長岡技科大, *2長岡高
専, *3広島大, *4東北大) ： 実下水処理UASB リ ア ク ター内の保持汚泥特性の評価, 第42回日本水環境学会
年会, 名古屋, 2008/03, 同講演集, 386

0608KA018

大塚勇輝(*1), 荒木信夫(*1), 珠坪一晃, 山口隆司(*2), 久保田健吾(*3), 川上周司(*3), 阿部憲一(*4)(*1長岡
高専, *2長岡技大, *3東北大, *4広島大) ： 硫酸還元機能遺伝子apsA mRNAを標的 と し たFISH法の汚泥サ
ンプルへの適用, 第42回日本水環境学会年会, 名古屋, 2008/03, 同講演集, 419

0608AG506

Syutsubo K., Choeisai P.K.(*1), Yamaguchi T.(*2), Yoochatchaval W.(*1Khon Kaen Univ., *2Nagaoka
Univ.Tech.)：Characteristics of the distillery wastewater discharged from bioethanol industry in Thailand, 第42
回日本水環境学会年会, 名古屋, 2008/03, 同講演集, 471

0608AG506
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古川卓(*1), 関根さ ち(*1), 荒木信夫(*1), 角野晴彦(*2), 珠坪一晃(*1長岡高専, *2岐阜高専) ： 低濃度排水
の無加温嫌気性処理における メ タ ン生成古細菌の動態解析, 第42回日本水環境学会年会, 名古屋, 2008/
03, 同講演集, 479

0608KA954
0608AG506

室田龍一(*1), 西川竜太(*1), 角野晴彦(*1), 大橋晶良(*2), 原田秀樹(*3), 珠坪一晃(*1岐阜高専, *2広島大院
, *3東北大院)： スポンジ担体を用いた嫌気性散水ろ床(AnDHS リ ア ク ター)によ る学校下水の処理特性 と
汚泥性状, 第42回日本水環境学会年会, 名古屋, 2008/03, 同講演集, 480

0608KA954

Syutsubo K., Yoochatchaval W., Yoshida H., Nishiyama K.(*1), Okawara M.(*1), Sumino H.(*2), Araki N.(*3),
Harada H.(*1), Ohashi A.(*1)(*1Nagaoka Univ.Technol., *2Gifu Natl.Coll.Technol., *3Nagaoka
Natl.Coll.Technol.) ： Changes of microbial characteristics of retained sludge during low-temperature operation
of an EGSB reactor for low-strength wastewater treatment, 11th World Congr.Anaerobic Dig.(AD11), Brisbane,
2007/09, Proceedings(CD-ROM)

0608KA954

Yoochatchaval W., Nishiyama K.(*1), Okawara M.(*1), Ohashi A.(*1), Harada H.(*2), Syutsubo K.(*1Nagaoka
Univ.Technol., *2Tohoku Univ.) ： Influence of effluent-recirculation condition on the process performance of
EGSB reactor for treating of low strength wastewater, 11th World Congr.Anaerobic Dig.(AD11), Brisbane,
2007/09, Proceedings(CD-ROM)

0608KA954

Sumino H.(*1), Murota R.(*1), Ohashi A.(*2), Harada H.(*3), Syutsubo K.(*1Gifu Natl.Coll.Technol.,
*2Hiroshima Univ., *3Tohoku Univ.) ： Low-strength wastewater treatment by Anaerobic Down-flow Hanging
Sponge(AnDHS) reactor at low temperature, 11th World Congr.Anaerobic Dig.(AD11), Brisbane, 2007/09,
Proceedings(CD-ROM)

0608KA954

鈴木理恵(*1), 川原敦子(*2), 大内山高広(*3), 林紀男(*4), 徐開欽, 稲森悠平(*5)(*1茨城県薬剤師会, *2東邦
大, *3エコ ・ ク リ エイ テ ィ ブジ ャパン, *4千葉県中央博, *5福島大) ： フ ロー ト 式水耕栽培浄化システム
の機能と水質改善効果の解析, 第42回日本水環境学会年会, 名古屋, 2008/03, 同講演集, 49

0610AA204
0610AB519

西川直登(*1), 杉浦則夫(*1), 徐開欽, 蛯江美孝, 李東烈, 加藤義盛(*2), 稲森悠平(*3)(*1筑波大院, *2日水コ
ン, *3福島大) ： 高濃度事業場系排水を対象 と し た メ タ ン発酵 ・ 窒素除去効率化のための適正条件の解
析， 第42回日本水環境学会年会, 名古屋, 2008/03, 同講演集, 380

0610AA203
0307BH593

稲森悠平(*1), 稲森隆平(*1), 川原敦子(*2), 戎野棟一(*2), 鈴木理恵(*3), 徐開欽(*1福島大, *2東邦大, *3茨
城県薬剤師会) ： フ ロー ト 式水耕栽培浄化法における植物体 ・ 根圏生長特性と浄化効果の関係解析, 第42
回日本水環境学会年会(ポス ター発表), 名古屋, 2008/03, 同講演集, 560

0610AB519
0610AA204

井上廣輝(*1), 桑原健太郎(*1), 山海敏弘(*2), 竹崎義則(*2), 徐開欽, 稲森悠平(*3)(*1日本建築セ, *2建築研,
*3福島大)：生活排水対策と し ての浄化槽の高度化のための解析評価, 第10回日本水環境学会シンポジウ
ム, 熊本, 2007/09, 同講演集, 14-15

0610AB519

稲森悠平(*1), 稲森隆平(*1), 徐開欽, 蛯江美孝(*1福島大) ： 地球温暖化 ・ 富栄養化対策のための水 ・ 物質
循環のあ り 方, 第10回日本水環境学会シンポジウ ム, 熊本, 2007/09, 同講演集, 24-25

0610AB519
0610AA203
0610AA204

生地正人(*1), 稲森悠平(*2), 木持謙(*3), 徐開欽, 蛯江美孝(*1四電技コ ンサルタ ン ト , *2福島大, *3埼玉県
環境科国際セ)：有機性排水対策と し ての傾斜土槽法における原水性状と浄化効果の関係解析評価, 日本
水処理生物学会 第44回大会, 富山, 2007/11, 日本水処理生物学会誌, 40

0307KB008
0610AA204

稲森悠平(*1), 徐開欽, 稲森隆平(*1), 須藤隆一(*2)(*1福島大, *2埼玉県環境科国際セ)：藍藻防治与湖泊水
環境保全対策(中国語), 第7回江蘇科学技術論壇基調講演, 南京, 2007/09, 同講演要旨集, 1-10

0610AA402
0610AB519
0610AA204

Chu C.F., Xu K-Q., Li Y.Y.(*1), Ebie Y., Inamori Y.(*2), Kong H.N.(*3)(*1Tohoku Univ., *2Fukushima Univ.,
*3Shanghai Jiao Tong Univ.) ： A two-stage process for high-rate hydrogen and methane production from food
waste, 11th World Congr.Anaerobic Dig.(AD11)(Poster Session), Brisbane, 2007/09, Proceedings & Abstracts,
283

0610AA203

稲森悠平(*1), 徐開欽, 稲森隆平(*1), 須藤隆一(*2)(*1福島大, *2埼玉県環境科国際セ)：藍藻防治与湖泊水
環境保全対策(中国語), 第7回江蘇科学技術フ ォーラ ム, 南京, 2007/09, 同予稿集, 1-10

0610AA402
0610AB519
0610AA204

Xu Q-K., Liu C., Inamori R.(*1), Gui P., Ebie Y., Inamori Y.(*1)(*1Fukushima Univ.) ： A pilot-scale study of
domestic wastewater treatment by different type constructed wetland systems and its potential greenhouse
gases emissions, AGU 2007 Fall Meet.(Poster Session), San Francisco, 2007/12, Abstracts(CD-ROM), B41A-
0022

0610AA402
0610AB519
0610AA204
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白石寛明 ： 生態毒性簡易推計手法開発調査 生態毒性予測システム(KATE)について, 総合的 リ ス ク評価
によ る化学物質の安全管理 ・ 活用に対する各省の取 り 組み－平成19年度対象施策 成果報告会－, 東京,
2008/02, 同要旨集, 13-16

0610AK533

白石寛明 ： 生態毒性QSARモデル 「KATE」 の概要とWeb版の紹介, 生態影響に関する化学物質審査規制
／試験法セ ミ ナー , 東京, 2008/03, 同予稿集, 42-50

0610AK533

白石寛明 ： 生態毒性QSARモデル 「KATE」 の概要とWeb版の紹介, 生態影響に関する化学物質審査規制
／試験法セ ミ ナー , 大阪, 2008/04, 同予稿集, 42-50

0610AK533

Kodama K., Kume G.(*1), Ohyama M., Serizawa S., Shiraishi H., Shibata Y., Shimizu M.(*2), Horiguchi
T.(*1Univ.Canterbury, *2Univ.Tokyo) ： Seasonal changes in abundance and spatial distribution of the
assemblage of demersal fishes and invertebrates in Tokyo Bay,Japan: Hypoxia-induced habitat deterioration,
5th Int.Conf.Mar.Pollut.Ecotoxicol., Hong Kong, 2007/06, Abstracts, P-19

0610AA304
0610AE558

Shiraisi H. ： Characteristics and fate of PFOS and PFOA in Japan, 3rd Int.Workshop Perfluorinated
Compd.Environ.-Distribution and Fate-, Pusan, 2008/01, Program

0610AK545
0610AA301
0610AA304

武内伸治(*1), 白石不二雄, 鎌田亮, 中島大介, 小島弘幸(*1), 滝上英孝, 鈴木規之, 白石寛明(*1北海道衛研) ：
迅速で簡便な酵母を用い るAhRア ゴ ニ ス ト 活性のア ッ セ イ 法について, 第16回環境化学討論会(ポ ス
ター発表), 北九州, 2007/06, 同講演要旨集, 356-357

0610AA301

寺崎正紀(*1), 深澤均(*2), 白石不二雄, 牧野正和(*1)(*1静岡県大, *2静岡県環境衛科研)：製紙廃水に含ま
れる エス ト ロ ゲン レセプ ターアン タ ゴニ ス タ の特徴について, 第16回環境化学討論会(ポ ス ター発表),
北九州, 2007/06, 同講演要旨集, 532-533

0610AK545

白石不二雄, 中島大介, 鎌田亮, 武内伸治(*1), 永洞真一郎(*2), 高橋悟(*3), 大金仁一(*4), 鑪迫典久, 白石
寛明, 鈴木規之 他(*1北海道衛研, *2北海道環境科研, *3岩手県環境保健研セ, *4宮城県保健環境セ) ： 全
国河川水のin vitroバイオア ッ セイによ る曝露モニタ リ ングに関するパイ ロ ッ ト 研究 その1：酵母ア ッ セ
イ を用いた河川水の受容体結合活性, 第16回環境化学討論会(ポス ター発表), 北九州, 2007/06, 同講演要
旨集, 662-663

0610AA301

白石不二雄 ： 酵母Two-Hybridア ッ セイ法によ る環境ホルモンの評価手法の開発に関する研究, 第16回環
境化学討論会(受賞講演), 北九州, 2007/06, 同講演要旨集, 18-19

0610AA301

鎌田亮, 白石不二雄, 高橋慎司, 清水明, 白石寛明 ： ウ ズ ラ受精卵を用いた化学物質の発生 ・ 繁殖毒性試
験 ： o,p'-DDTによ る輸卵管の異常発達 と 卵殻形成不全, 第16回環境化学討論会, 北九州, 2007/06, 同講
演要旨集, 240-241

0607AE562

鎌田亮, 白石不二雄, 泉徳和(*1), 高橋慎司, 清水明, 白石寛明(*1石川県大) ： 化学物質の経卵曝露によ る
鳥類の発生・繁殖毒性試験：検査項目の創出とo,p'-DDTの毒性評価, 日本内分泌攪乱化学物質学会 第10
回研究発表会(ポス ター発表), さいたま, 2007/12, 同研究発表会要旨集, 166

0610AA301

多田哲子(*1), 坂雅宏(*1), 白石不二雄, 鎌田洋一(*2)(*1京都府保健環研, *2大阪府大院)：環境エス ト ロゲ
ンは ク サガ メ 雄に影響を及ぼし てい る のか？ , 日本内分泌攪乱化学物質学会 第10回研究発表会(ポス
ター発表), さいたま, 2007/12, 同研究発表会要旨集, 124

0610AA301

寺崎正紀(*1), 深澤均(*2), 白石不二雄, 牧野正和(*1)(*1静岡県大, *2静岡県環境衛科研)：ジテルペンのエ
ス ト ロゲン ・ アン タ ゴニス ト 活性, 日本内分泌攪乱化学物質学会 第10回研究発表会(ポス ター発表), さ
いたま, 2007/12, 同研究発表会要旨集, 123

0610AA301

武内伸治(*1), 小島弘幸(*1), 北村繁幸(*2), 黒木広明(*3), 白石不二雄(*1北海道衛研, *2日本薬大, *3第一
薬大) ： PCB水酸化体100物質における アン ド ロゲン受容体活性のス ク リ ーニング, 日本内分泌攪乱化学
物質学会 第10回研究発表会(ポス ター発表), さいたま, 2007/12, 同研究発表会要旨集, 116

0610AA301

鎌田亮, 白石不二雄, 西川淳一(*1), 白石寛明(*1武庫川女大)：酵母ア ッ セイ法によ る水酸化PCB類のレチ
ノ イ ン酸受容体(RAR)結合活性ス ク リ ーニング, 日本内分泌攪乱化学物質学会 第10回研究発表会(ポス
ター発表), さいたま, 2007/12, 同研究発表会要旨集, 113

0610AA301

早崎将光 ： OxおよびSPMの環境基準達成状況の過去 ・ 現在－常時監視局1時間値か ら得られる情報－,
第48回大気環境学会年会, 岡山, 2007/09, 同講演要旨集, 112-115

0709AH381
0407KB498
0608BA487

杉田考史, 齋藤尚子(*1), 林田佐智子(*2), 今村隆史, 中島英彰(*1東大気候シ ス テム研セ, *2奈良女大) ：
ILAS-IIで観測さ れた2003年の南極成層圏におけ る硝酸 と エア ロ ゾル消散係数の短時間変動, 日本地球
惑星科学連合 2007年大会, 千葉, 2007/05, 同予稿集(CD-ROM), F207-006

0406BA352
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杉田考史, 齋藤尚子(*1), 林田佐智子(*2), 今村隆史, 佐伯浩介, 中島英彰(*1東大気候システム研セ, *2奈
良女大) ： ILAS-IIによ って観測された南極成層圏のPSCによ る一時的な脱窒, 日本気象学会 2007年度秋
季大会, 札幌, 2007/10, 同講演予稿集, 309

0607AI298
0709BA375
0406BA352

杉田考史, 中島英彰, 横田達也, Oshchepkov S., 田中智章, 笹野泰弘：ILAS/ILAS-IIデータプロ ダ ク ト の現
状, 第13回大気化学討論会, 名古屋, 2007/11, 同講演要旨集, 5

0709BA375
0406BA352

Sugita T., Nakajima H. ： Overview of ILAS/ILAS-II: results and current status, SMILES Int.Workshop 2008,
Kyoto, 2008/03, Program

0710CD390

杉田考史： 地上観測データ と 比較可能な衛星観測データ について, 陸別観測所ユーザーズミ ーティ ング,
陸別, 2008/02, プロ グ ラ ム

0307KB571

西澤智明, 杉本伸夫, Boyan Tatarov, 松井一郎, 清水厚, 内山明博(*1), 山崎明宏(*1), 工藤玲(*1), 岡本創
(*2)(*1気象研, *2東北大) ： 能動型測器と受動型測器を用いたエア ロ ゾル導出アルゴ リ ズムの開発, 日本
気象学会 2007年度春季大会, 東京, 2007/05, 同講演予稿集, 142

0709AE404

杉本伸夫 ： ラ イ ダーに よ る エア ロ ゾルの定量測定について, 日本気象学会 2007年度春季大会, 東京,
2007/05, 同講演予稿集, 141

0709AE389

荻原雄一郎, 岡本創(*1), 中島孝(*2), 熊谷博(*3), 杉本伸夫, 浅野正二(*1)(*1東北大, *2東海大, *3情報通信
研機構) ： 衛星搭載イ メ ージ ャ と ア ク テ ィ ブセンサによ る水雲の雲物理特性の比較, 日本気象学会 2007
年度春季大会, 東京, 2008/05, 同講演予稿集, 127

0709AE404

佐藤可織, 岡本創(*1), 杉本伸夫, 熊谷博, 大野裕一(*2)(*1東北大院, *2情報通信研機構)：氷晶雲微物理量
抽出と ク ラ ス ター解析の適用結果, 日本気象学会 2007年度春季大会, 東京, 2007/05, 同講演予稿集, 119

0709AE404

亀山俊平(*1), 平野嘉仁(*1), 上野真一(*1), 杉本伸夫, 木村俊義(*2)(*1三菱電機, *2JAXA) ： 衛星搭載CO2
モニタ用1.6μm帯CW変調DIALに関する検討, 第25回レーザセンシングシンポジウ ム, 仙北(秋田), 2007/
09, 同予稿集, 6-7

0709AE404

小林喬朗, 河合寿二(*1), 杉本伸夫(*1福井大) ： 紫外域高スペク ト ル分解能ラ イ ダーによ るエア ロ ゾル と
雲の多元情報測定, 第25回レーザセンシングシンポジウ ム, 仙北(秋田), 2007/09, 同予稿集, 46-49

0709AE389

杉本伸夫, 松井一郎, 清水厚, 西澤智明 ： NIESラ イ ダーネ ッ ト ワーク と世界のネ ッ ト ワーク の動向, 第25
回レーザセンシングシンポジウ ム, 仙北(秋田), 2007/09, 同予稿集, 54-55

0608BA487

西澤智明, 杉本伸夫, 松井一郎, 清水厚, 岡本創(*1), 竹村俊彦(*2)(*1東北大, *2九大) ： 熱帯域でのみらい
搭載2波長偏光ラ イ ダー観測から指定されたエア ロ ゾル分布, 第25回レーザセンシングシンポジウ ム(ポ
ス ター発表), 仙北(秋田), 2007/09, 同予稿集, 60-63

0709AE434

Xie C., Sugimoto N., Matsui I., Shimizu A., Tatarov B., Nishizawa T.：Measurement of aerosols and clouds with
combined Raman elastic-backscatter lidar, 第25回レーザセンシングシンポジウ ム(ポス ター発表), 仙北(秋
田), 2007/09, 同予稿集, 76-78

0608BA487

杉本伸夫, 鵜野伊津志(*1)(*1九大応用力研) ： アジアダス ト ラ イ ダーネ ッ ト ワーク の貢献, 環日本海域の
環境シンポジウ ム ： 地球環境地域学の創成を目指し て, 金沢, 2007/09, 同予稿集, 8-9

0608BA487

Sugimoto N., Shimizu A., Matsui I., Dong X.(*1), Zhou J.(*2), Zhou Ji.(*3), Yoon S.-C.(*4), Batdorj D.(*5),
Dulam J.(*5), Uno I.(*6)(*1China-Jpn.Friendship Cent., *2Anhui Inst.Opt.Fine Mech., *3Cold Arid Regions
Environ.Eng.Res.Inst., *4Seoul Natl.Univ., *5Inst.Meteorol.Hydrol.(Mong), *6Kyushu Univ.) ： Dust/
sandstorm(DSS)monitoring with a network of polarization lidars, 4th Int.Workshop Sandstorms Assoc.Dustfall,
Ulaanbaatar(Mongolia), 2007/04, Abstracts, 13

0608BA487

Sugimoto N., Matsui I., Shimizu A., Nishizawa T., Uno I.(*1)(*1Kyushu Univ.) ： Movement of mineral dust and
air-pollution aerosols in the East Asian region: Ground-Based lidar network observations and the use of
CALIPSO data, EarthCARE Workshop, Noordwijk(Netherlands), 2007/05, Abstracts, 32

0709AE404

Nishizawa T., Sugimoto N., Matsui I., Shimizu A., Tatarov B., Okamoto H.(*1)(*1Tohoku Univ.)：Development
of aerosol retrieval algorithm from Mie-scattering lidar and high-spectral resolution lidar, EarthCARE
Worksuop, Noordwijk(Netherlands), 2007/05, Abstracts, 34

0709AE404

Sato K.(*1), Okamoto H.(*1), Sugimoto N., Nishizawa T., Kumagai H.(*2), Ohno Y.(*2)(*1Tohoku Univ.,
*2NICT)：Cloud dynamical and microphysical retrieval by 95GHz doppler radar and lidar: Implication to satellite
platforms, EarthCARE Workshop, Noordwijk(Netherlands), 2007/05, Abstracts, 41

0709AE404
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Okamoto H.(*1), Sato K.(*1), Nishizawa T., Sugimoto N., Kumagai H.(*2), Takano T.(*3), Takemura T.(*3),
Nakajima T.(*4)(*1Tohoku Univ., *2NICT, *3Chiba Univ., *4Kyushu Univ., *5Univ.Tokyo) ： Characterization
of cloud microphysics and evaluation of the simulated cloud signatures in the climate model, EarthCARE
Wrokshop, Noordwijk(Netherlands), 2007/05, Abstracts, 46

0709AE404

Nishizawa T., Sugimoto N., Matsui I., Shimizu A., Liu X., Zhang Y.(*1)(*1Beijing Univ.)：Aerosol vertical profile
estimated from a Mie-scattering lidar measurement in Guangzhou and Beijing,China, AOGS 4th Annu.Meet.,
Bangkok, 2007/08, CD-ROM, AS02-A0027

0608BA487

Sugimoto N., Shimizu A., Matsui I., Dong X.(*1), Zhou J.(*2), Zhou J.(*3), Yoon S.-C.(*4), Lee C.-H.(*5),
Batdorj D., Dulam J.(*6), Uno I.(*7)(*1China-Jpn.Frendship Cent., *2Anhui Inst.Opt.Fine Mech., *3Cold Arid
Reg.Environ.Eng.Res.Inst., *4Seoul Natl.Univ., *5Kyoung Hee Univ., *6Inst.Meteorol.Hydrol.(Mong.),
*7Kyusyu Univ.) ： Lidar network for Asian dust monitoring, AOGS 4th Annu.Meet., Bangkok, 2007/08, CD-
ROM, AS02-A0014

0608BA487

Sugimoto N.：Lidar methods for studying Asian dust phenomena, 7th Pac.Rim Conf.Lasers Electro-Opt., Seoul,
2007/08, Proceedings(CD-ROM), 1497-1498

0608BA487

Park C.-B.(*1), Lee C.-H.(*1), Sugimoto N.(*1Kyung Hee Univ.)：Characterization of dust aerosols with dual
wavelengths (532nm/1064nm)polarization lidar, 7th Pac.Rim Conf.Lasers Electro-Opt., Seoul, 2007/08,
Proceedings(CD-ROM), 1544-1545

0608BA487

Sugimoto N., Shimizu A., Matsui I., Zhou J.(*1), Zhou J.(*2), Yoon S.-C.(*3), Lee C.-H.(*4), Batdorj D.(*5),
Dulam J.(*5), Uno I.(*6)(*1Anhui Inst.Opt.Fine Mech., *2Cold Arid Reg.Environ.Eng.Res.Inst., *3Seoul
Natl.Univ., *4Kyoung Hee Univ., *5Inst.Meteorol.Hydrol.(Mong.), *6Kyusyu Univ.) ： Network observations of
Asian dust using polarization lidars, 3rd China-Korea-Jpn.Jt.Conf.Meteorol., Beijing, 2007/11, Abstract, 232

0608BA487

Sugimoto N., Liu X.(*1), Matsui I., Shimizu A., Nishizawa T., Xie C.(*4), Zhang Y.(*1), Li R.(*2), Liu J.(*2),
Wang Z.(*3)(*1Peking Univ., *2Environ.Monit.Cent., *3 Chin.Acad.Sci., *4Anhui.Inst.Opt.Fine.Mech.) ：
Continuous observations with two-wavelengths polarization lidars in Guangzhou and Beijing, 2nd Workshop
Mega-City Regi.Air Pollut., Guangzhou, 2008/01, Abstracts, 22

0610AA401

Kondo Y.(*1), Takegawa N.(*1), Hu M.(*2), Miyazaki Y.(*1), Sugimoto N., Zhang Y.(*2)(*1Univ.Tokyo,
*2Peking Univ.)：Temporal variation of fine aerosol in PRD in 2006, 2nd Workshop Mega-City Regi.Air Pollut.,
Guangzhou, 2008/01, Abstract, 15

0610AA401

鈴木明, 種田晋二, 藤谷雄二, 小林隆弘(*1)(*1東京工大) ： ナ ノ 粒子の多いデ ィ ーゼル排気暴露の循環器
影響, 第48回大気環境学会年会, 岡山, 2007/09, 同講演要旨集, 598

0610AA412

種田晋二, 鈴木明 ： アセチルコ リ ンによ る血管弛緩作用に及ぼす炭素ナ ノ 粒子の影響, 第48回大気環境
学会年会, 岡山, 2007/09, 同講演要旨集, 1I1448

0610AA412

鈴木明, 種田晋二, 藤谷雄二, 小林隆弘 ： ナ ノ粒子を多 く 含んだデ ィ ーゼル排気暴露の循環器影響, 第47
回大気環境学会年会(ポス ター発表), 東京, 2006/09, 同講演要旨集(CD-ROM), P54

0610AA412

李春梅, 種田晋二, 伊藤由起(*1), 柳場由絵(*1), Doni D.H.(*1), 那須民江(*1), 渡辺元(*2)(*3), 田谷一善
(*2)(*3), 鈴木明(*1名大院, *2東京農工大, *3岐阜大院) ： ナ ノ粒子を多 く 含むデ ィ ーゼル排気曝露によ り
引き起こ された雄ラ ッ ト の生殖機能変化, 日本内分泌攪乱化学物質学会 第10回研究発表会(ポス ター発
表), さいたま, 2007/12, 同研究発表会要旨集, 164

0610AA412

野田志穂(*1), 古田千恵(*1)(*2), 李春梅, 種田晋二, 鈴木明, 渡辺元, (*1)(*2), 田谷一善(*1)(*2)(*1東京農工
大, *2岐阜大院)： ヒ ト 副腎皮質癌細胞株(H295R)のステ ロ イ ド ホルモン合成経路に及ぼす3- メ チル-4-ニ
ト ロ フ ェ ノ ールの影響, 日本内分泌攪乱化学物質学会 第10回研究発表会(ポ ス タ ー発表), さ いた ま,
2007/12, 同研究発表会要旨集, 48

0610AA412

鈴木明 ： 大気汚染によ る環境問題－安全な大気環境を目指し て－, 平成19年度日本獣医師会学会年次大
会(香川)(招待講演), 高松, 2008/02, 同予稿集, 304-305

0610AA412

鈴木明 ： ナ ノ 粒子を多 く 含んだデ ィ ーゼル排気の生体影響, PMの健康影響 と自動排出PMの低減努力に
関するシンポジウ ム(招待講演), 東京, 2008/02, 同予稿集, 4-7

0610AA412

Suzuki A.K., Taneda S., Fujitani Y., Li C., Hirano S.：Effects of diesel exhaust particles with high concentration
nanoparticles on cardiovascular system, Int.Workshop Environ.Nanoparticles-Spec.Ref.Atmos.Environ.-,
Tsukuba, 2008/01, Abstracts

0610AA412

発表者 ・ 題目 ・ 学会等名称 ・ 開催都市名 ・ 年月 ・ 予稿集名 ・ 巻 （号） ・ 頁 研究課題ｺｰﾄﾞ
―  320  ―



国立環境研究所年報 （平成 19 年度）
種田晋二, 李春梅, 野矢洋一(*1), 関興一(*1), 大倉一枝(*2), 八巻耕也(*3), 吉野伸(*3), 鈴木明(*1北大院,
*2北海道医療大, *3神戸薬大)： ラ ッ ト 摘出血管標本を用いたアセチルコ リ ンによ る血管弛緩作用に及ぼ
す炭素ナ ノ粒子の影響の検討, 日本薬学会 第128年会, 横浜, 2008/03, 同予稿集, 152

0610AA412

野矢洋一(*1), 種田晋二, 鈴木明, 大倉一枝(*2), 関興一(*1)(*1北大RI総セ, *2北海道医療大) ： デ ィ ーゼル
排気ガス中の血管弛緩作用性ニ ト ロ フ ェ ノ ール類の定量, 日本薬学会 第128年会(ポス ター発表), 横浜,
2008/03, 同要旨集, 188

0610AA412

Hikmat R.D.(*1), 伊藤由紀(*1), 柳場由絵(*1), 林由美(*1), 李春海, 種田晋二, 鈴木明, 上島通浩(*1), 那須
民江(*1)(*1名古屋大院) ： ナ ノ サイ ズのデ ィ ーゼル排気粒子曝露によ る ラ ッ ト の精巣中テス ト ステ ロ ン
合成の攪乱, 第78回日本衛生学会総会(ポス ター発表), 熊本, 2008/03, 日衛誌, 540

0610AA412

柳場由絵(*1), 伊藤由紀(*1), 種田晋二, 李春梅, 鈴木明, Hikmat R.D.(*1), 林由美(*1), 上島道浩(*1), 那須
民江(*1)(*1名古屋大院)：ナ ノ 粒子を多 く 含むデ ィ ーゼル排気微粒子曝露によ るAhRを介し た化学物質代
謝への影響, 第78回日本衛生学会総会(ポス ター発表), 熊本, 2008/03, 日衛誌, 541

0610AA412

伊藤由起(*1), 柳場由絵(*1), 種田晋二, 李春海, 鈴木明, 林由美(*1), Hikmat R.D.(*1), 李宇飛(*1), 堀心一
(*1), 上島道浩(*1) 他(*1名古屋大院) ： ナ ノ粒子を多 く 含むデ ィ ーゼル排気曝露によ る動脈への影響, 第
78回日本衛生学会総会(ポス ター発表), 熊本, 2008/03, 日衛誌, 539

0610AA412

林由美(*1), 伊藤由起(*1), Hikmat R.D.(*1), 堀心一(*1), 李宇飛(*1), 柳場由絵(*1), 李春海, 種田晋二, 鈴木
明, 上島通浩(*1) 他(*1名古屋大院)： デ ィ ーゼル排気ナ ノ 粒子曝露の肝臓への影響と その メ カニズム, 第
78回日本衛生学会総会(ポス ター発表), 熊本, 2008/03, 日衛誌, 538

0610AA412

Trisomboon H.(*1)(*2), Furuta C.(*1)(*3), Li C.(*1), Suzuki A.K., Taneda S., Watanabe G., Taya
K.(*1)(*3)(*1Tokyo Univ.Agric.Technol., *2Srinakharinwirot Univ., *3Gifu Univ.) ： 4-nitro-3-phenylphenol
isolated from disel exhaust particles acts as an endocrine disupter in male rats, Int.Congr.Toxicol.(Poster
Session), Montreal, 2007/07, Abstracts, PM7.281

0610AA412

Suzuki A.K., Taneda S., Fujitani Y., Li C.(*1), Furuta C.(*1)(*2), Watanabe G.(*1)(*2), Taya
K.(*1)(*2)(*1Tokyo Univ.Agric.Technol., *2Gifu Univ.) ： Effects of diesel exhaust particles with high
concentration nanoparticles on living body in rats, Int.Congr.Toxicol.(Poster Session), Montreal, 2007/07,
Abstracts, RT7.178

0610AA412

Li C.(*1), Taneda S., Suzuki A.K., Furuta C.(*1)(*2), Watanabe G.(*1)(*2), Taya K.(*1)(*2)(*1Tokyo
Univ.Agric.Technol., *2Gifu Univ.) ： 3-methyl-4nitrophenol in diesel exhaust particles suppressess
adrenocorticai adrenocorticao function in immature male rats, Int.Congr.Toxicol.(Poster Session), Montreal,
2007/07, Abstracts, PT9.238

0610AA412

Taneda S., Li C.M.(*1), Suzuki A.K., Furuta C.(*1)(*2), Watanabe G.(*1)(*2), Taya K.(*1)(*2)(*1Tokyo
Univ.Agric.Technol., *2Gifu Univ.) ： 4-nitrophenol in diesel exhaust particles acts estrogen agonist and
androgen antagonist, Int.Congr.Toxicol.(Poster Session), Montreal, 2007/07, Abstracts, PT9.247

0610AA412

Suzuki T., Nohara K. ： Histone deacetylases are involved in species-specific modulation of arylhydrocarbon
receptor-dependent gene expression in humans and mice, 27th Int.Symp.Halogenat.Persistent Org.Pollut.-
DIOXIN 2007(Poster Session), Tokyo, 2007/09, Organohalogen Compd., 1858-1861

0608AE438

Ao K., Murai H., Suzuki T., Matsumoto M., Nagai H.(*1), Miyamoto Y., Tohyama C.(*2), Nohara K.(*1Tokyo
Univ.Sci., *2Univ.Tokyo)：Immunotoxicities of brominated dioxins in mice, 27th Int.Symp.Halogenat.Persistent
Org.Pollut.-DIOXIN 2007(Poster Session), Tokyo, 2007/09, Organohalogen Compd., 1792-1794

0608AE438
0710AG333

鈴木武博, 村井景, 野原恵子 ： 無機 ヒ 素によ って誘導される グ ローバルDNA メ チル化状態変化のマウ ス
系統差における検討, BMB2007(第30回日本分子生物学会年会 ・ 第80回日本生化学会大会合同大会)(ポス
ター発表), 横浜, 2007/12, 同講演要旨集, 643

0710AG333
0708CD336
0608AE438

鈴木規之, 今泉圭隆, 櫻井健郎, 田邊潔, 柴田康行, 白石寛明：グ ローバル多媒体モデルによ るPCBの地球
規模動態と東アジア地域の寄与に関する考察, 第16回環境化学討論会, 北九州, 2007/06, 同講演要旨集,
188-189

0610AA301

Suzuki N.：Global multimedia fate model simulation for PCBs by geo-referenced multimedia environmental fate
model(G-CIEMS) and its implication to the region-specific contribution to the global contamination, SETAC
Eur.17th Annu.Meet., Porto(Portugal), 2007/05, Abstracts, 301

0610AA301

Scheringer M.(*1), Fiedler H.(*2), Suzuki N., Holoubek I.(*3), Zetzsch C.(*4), Bergman A.(*5)(*1ETH Zurich,
*2UNEP Chem., *3Masaryk Univ., *4Bayreuth Univ., *5Stockholm Univ.)：Initiative for an international panel
on chemical pollution, SETAC Eur.17th Annu.Meet., Porto(Portugal), 2007/05, Abstracts, 61

0610AA301
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倉又未来(*1), 篠原直秀(*2), 加藤好美(*1), 吉永淳(*1), 瀬山春彦, 内田昌男, 柴田康行(*1東大, *2産総研)：
14C/12Cを利用し た室内空気中アルデ ヒ ド の起源解析のための前処理検討, 日本分析化学会 第56年会, 徳
島, 2007/09, 同講演要旨集, 169

0608AG466

瀬山春彦, 中村有希(*1), 吉永淳(*2), 田中敦, 久米博, 柴田康行(*1北里大, *2東大院) ： 室内塵の
SEM,XRD,XRFによ る キ ャ ラ ク タ リ ゼーシ ョ ン, 日本分析化学会 第56年会(ポス ター発表), 徳島, 2007/
09, 同講演要旨集, 271

0608AG466
0610AE413

Seyama H., Tani Y.(*1), Miyata N.(*1), Soma M.(*1), Iwahori K.(*1)(*1Univ.Shizuoka) ： Characterization of
pebble surfaces coated with biogenic manganese oxides by SIMS,XPS and SEM, 16th Int.Conf.Secondary Ion
Mass Spectrom.(SIMS 16)(Poster Session), Kanazawa, 2007/10, Abstracts, 126

0507AE797
0610AE413

Kuramata M.(*1), Shinohara N.(*2), Yoshinaga J.(*1), Yoneda M.(*1), Seyama H., Uchida M., Shibata
Y.(*1Univ.Tokyo, *2AIST) ： Radiocarbon analysis of aldehydes in indoor air for source apportionment, 第10回
AMSシンポジウ ム(ポス ター発表), 東京, 2008/03, 同予稿集, 77

0608AG466

Koikegami S.(*1), Sone H.(*1LLC) ： Bayesian network analysis on cell morphology, 日本バイオイ ン フ ォマ
テ ィ ク ス学会(ポス ター発表), 東京, 2007/12, 同予稿集, P104-1-P104-2

0709BD451

Sone H., Imanishi S., Zaha H.：Establishment of a system using mouse embryonic stem cells to evaluate for the
effects of chemicals on development, 6th World Congr.Alternatives Animal Use Life Sci., Tokyo, 2007/08,
Abstracts, 103

0709BD451

Sone H., Zaha H., Fujibuchi W.(*1), Taniguchi T.(*2), Osako S.(*3), Yonemoto J., Siraishi H.(*1AIST,
*2Mitsubishi Res.Inst., *3Tokyo Univ.)：A framework for the development of a prediction system for determining
the effects of exposure to environmental chemicals on children's health, 2007 Int.Sci.Forum
Comput.Toxicol.(Poster Session), North Calorina,Research Triangle Park, 2007/05, Abstracts(Web)

0709BD451

Ohsako S.(*1), Nishikawa D.(*2), Ogi S.(*2), Hamada K.(*2), Sone H.(*1Tokyo Univ., *2NS Solutions) ： A
microarray-oriented dioxin-response gene database(DRGdb) built in the National Institute for Environmental
Studies,Japan, 2007 Int.Sci.Forum Comput.Toxicol.(Poster Session), North Calorina,Research Triangle Park,
2007/05, Abstracts(Web)

0709BD451

Takagi H., Sano T., Nisikawa M., Kaya K.(*1)(*1Tohoku Univ.) ： NIES certified reference material for
quantification of total microcystins, 7th Int.Conf.Toxic Cyanobacteria(Poster Session), Rio de Janeiro, 2007/
08, Abstracts, 18

0610AD474

高澤嘉一 ： フ ッ素処理製品におけ るポ リ フルオロ アルキル化合物の定量, 第68回分析化学討論会, 宇都
宮, 2007/05, 同講演要旨集, 59

0608AG457

吉兼光葉, 小森住美子, 小林美哉子, 高澤嘉一, 田中敦, 柴田康行 ： 昆虫の中に蓄積されるパーフルオロ
化合物, 第16回環境化学討論会(ポス ター発表), 北九州, 2007/06, 同講演要旨集, 814-815

0608AG457

高澤嘉一, 橋本俊次, 伊藤裕康, 田邊潔 ： 熱脱離GC/MSを用いた市販製品中の有機フ ッ素化合物の検索,
第16回環境化学討論会, 北九州, 2007/06, 同講演要旨集, 144-145

0608AG457

高澤嘉一 ： 市販製品から抽出される フルオロ アルキル化合物, 第16回環境化学討論会, 北九州, 2007/06,
同講演要旨集, 140-141

0608AG457

Takazawa Y., Nishino T.(*1), Sasaki Y.(*1), Shibata Y.(*1Tokyo Metro.Res.Inst.Environ.Prot.)：A mass balance
o f  per fuorooctane su l fonate  and per f luorooctano ic  ac id  in  the Tama River,Tokyo,  27th
Int.Symp.Halogenat.Persistent.Org.Pollut.-DIOXIN 2007(Poster Session), Tokyo, 2007/09, Organohalogen
Compd., 2873-2876

0608AG457

Yoshikane M., Takazawa Y., Tanaka A., Komori S., Kobayashi M., Kanda Y., Shibata Y. ： Distribution of
fluorinated surfactants in bivalves along coastline of Japan, 27th Int.Symp.Halogenat.Persistent Org.Pollut.-
DIOXIN 2007(Poster Session), Tokyo, 2007/09, Organohalogen Compd., 1717-1720

0606BY446
0608AG457

Takazawa Y. ： Application of POPs monitoring data to the modelling of environmental transportation, DIOXIN
2007 side session -Background air monitoring of persistent organic pollutants in East Asian Countries-, Tokyo,
2007/09

0610AC593
0709AE438

高澤嘉一, 橋本俊次, 伊藤裕康, 田邊潔：熱脱離GC/MSによ る防水加工製品中のフルオロ アルキル化合物
分析, 日本分析化学会 第56年会, 徳島, 2007/09, 同講演要旨集, 168

0608AG457

Takazawa Y.：Air monitoring of persistent organic pollutants in Japan, 5th Workshop Environ.Monit.POPs East
Asian Countries, Kyoto, 2007/11

0610AC593
0709AE438
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蒲池知子(*1), 高野裕久, 柳澤利枝, 井上健一郎, 市瀬孝道(*2), 定金香里(*2), 吉川敏一(*3)(*1筑波大院, *2
大分県看護科大, *3京都府医大) ： ナ ノ サイ ズの二酸化チタ ン粒子(TiO2)がバ リ ア機能破綻時に皮膚炎に
及ぼす影響, 第19回日本アレルギー学会春季臨床大会(ポス ター発表), 横浜, 2007/06, 同予稿集, 369

0607CD510

蒲池知子(*1), 高野裕久, 柳澤利枝, 井上健一郎, 小池英子, 市瀬孝道(*2), 定金香里(*2), 吉川敏一(*3)(*1筑
波大, *2大分県看護科大, *3京都府医大) ： ナ ノ サイ ズの二酸化チタ ン(TiO2)がバ リ ア機能の破綻を想定
し た皮膚炎モデルに及ぼす影響, 第14回日本免疫毒性学会学術大会(ポス ター発表), 神戸, 2007/09, 同講
演要旨集, 68

0607CD510

高野裕久, 井上健一郎, 柳澤利枝, 小池英子 ： デ ィ ーゼル排気微粒子成分と アレルギー , 第57回日本アレ
ルギー学会秋季学術大会, 横浜, 2007/11, アレルギー , 995

0708BD307

高野裕久：浮遊粒子状物質によ る健康影響と包括的遺伝子解析－デイーゼル排気微粒子・黄砂を対象に
－, 日米医学協力研究会環境ゲ ノ ミ ッ ク ス・疾病専門部会平成19年度研究発表会, 東京, 2008/02, プロ グ
ラ ム

0607CD530
0607CD531

高野裕久：PM2.5の曝露,疫学,生体影響研究の現状 と海外の動向 PM2.5に関する毒性学的知見の整理, 大
気環境学会健康影響分科会(招待講演), 東京, 2008/02

0608CD530
0607CD531

Takano H., Yanagisawa R., Inoue Ken-ichiro., Koike E.：Low dose effects of phthalates and other environmental
chemicals on atopic dermatitis-like skin lesions in mice, 2nd Workshop Low Dose Eff.Chem.Spec.Consideration
Phthalates, Berlin, 2007/04, Abstracts

0507AG476

塩竈秀夫, 高橋潔, 永島達也, 野沢徹, 江守正多 ： 地球温暖化によ る降水量変化予測の排出シナ リ オ依存
性, 日本気象学会 2007年度秋季大会, 札幌, 2007/10, 同講演予稿集, 66

0406BA488
0610AA103
0306CE525

鎌田亮, 高橋慎司, 清水明, 白石不二雄： ウ ズ ラ受精卵を用いた化学物質の繁殖毒性および継代影響試験
法の開発, 第15回環境化学討論会, 仙台, 2006/06, 同講演要旨集, 110-111

0610AE539

泉徳和(*1), 石渡明(*2)高橋慎司, 清水明, 唐澤豊(*3), 古賀博則(*1)(*1石川県大, *2金沢大, *3信州大) ： ダ
チ ョ ウ,エ ミ ユ,ニワ ト リ ,ア イ ガモ及びウ ズ ラの卵殻構造におけ る偏光顕微鏡及び走査電子顕微鏡観察,
日本家禽学会 2007年度春季大会, 相模原, 2007/04, 日本家禽学会誌, 42

0610AE539

小山卓美(*1), 石渡由美子(*1), 高橋慎司(*1動物衛研)： ウズ ラ イ ン ターフ ェ ロ ン(IFNβ and IFNγ)の大腸
菌での発現, 日本家禽学会 2007年度秋季大会, 岡山, 2007/09, 日本家禽学会誌, 21

0610AE539

泉徳和(*1), 出雲章久(*2), 佐々木脩(*3), 高橋慎司, 清水明, 高美貴子(*4)(*1石川県大, *2大阪府環境農林
水総研, *3秋田県大, *4金沢たまご ク リ ニ ッ ク) ： 水禽類の未受精卵は単一細胞によ り 構成されているの
か, 北信越畜産学会第56回大会, 新潟, 2007/11, 北信越畜産学会報, 23

0610AE539

Haga I.(*1), Takahashi S.(*1Jpn.Quail Assoc.) ：Trend analysis of quail husbandry and processing in Japan, 3rd
Int.Symp.,2nd Brazilian Congr.Quail Prod., Lavras(Braz.), 2007/10, Abstracts, 80

0610AE539

Takahashi S., Iseki N.(*1), Koyama T.(*2)(*1RIHN, *2Natl.Inst.Animal Sci.) ： High quality egg production
strategy using the Japanese quail, 3rd Int.Symp.,2nd Brazilian Congr.Quail Prod., Lavras(Braz.), 2007/10,
Absstracts, 81

0610AE539

Koyama T.(*1), Iseki N.(*2), Takahashi S.(*1Natl.Inst.Animal Sci., *2RIHN)：Screening for the genes which play
a critical role in defending quails against pathogens, 3rd Int.Symp.,2nd Brazilian Congr.Quail Prod.,
Lavras(Braz.), 2007/10, Abstracts, 82

0610AE539

Funabashi F., Takahashi S.：Vaccine strategies for Newcastle disease virus and Avian Influenza virus in Japanese
quail, 3rd Int.Symp.,2nd Brazilian Congr.Quail Prod., Lavras(Braz.), 2007/10, Abstracts, 83

0610AE539

高橋善幸, 平田竜一, 藤沼康実：富士北麓カ ラ マツ林におけるCO2 高度分布の長期観測, 農業環境工学関
連学会 2007年合同大会(ポス ター発表), 府中, 2007/09, 同予稿集

0607BA587
0610AC593
0711BB323

Takahashi Y., Hirata R.：Use of stable isotope and trace gases as additional tracers in flux partitioning, AsiaFlux
Workshop 2007(Poster Session), Taoyuan(Taiwan), 2007/10, Abstracts, 32

0711BB323
0610AC593
0608CB961

畠山史郎(*1), 高見昭憲, Wang W.(*2), 相澤順子(*3)(*1東京農工大, *2中国環境科院, *3筑波大) ： 中国に
おけ る大気汚染物質の航空機観測 と これに同期し た地上観測(2006年4-5月)におけ るエア ロ ゾル化学成
分の特徴, 日本地球惑星科学連合 2007年大会, 千葉, 2007/05, 同予稿集(CD-ROM), F118-005

0507BA825
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高見昭憲, 滝口善洋(*1), 定永靖宗(*2), 坂東博(*2), 畠山史郎(*3)(*1筑波大, *2大阪府大, *3東京農工大) ：
東アジア域におけ る窒素系化合物の輸送 と変質, 日本地球惑星科学連合 2007年大会(ポス ター発表), 千
葉, 2007/05, 同予稿集(CD-ROM), F118-P018

0507BA825

濱名実(*1), 川上純一(*1), 定永靖宗(*1), 弓場彬江(*1), 竹中規訓(*1), 坂東博(*1), 高見昭憲, 畠山史郎(*2),
鵜野伊津志(*3)(*1大阪府大, *2東京農工大, *3九大) ： 沖縄辺戸岬でのNOy,HO3濃度の連続観測 とCMAQ
モデル と の比較・解析, 日本地球惑星科学連合 2007年大会(ポス ター発表), 千葉, 2007/05, 同予稿集(CD-
ROM), F118-P026

0507BA825

Hatakeyama S.(*1), Takami A., Wang W.(*2), Aizawa J.(*3)(*1Tokyo Univ.Agric.Technol.,
*2Chin.Res.Acad.Environ.Sci., *3Univ.Tsukuba)：Aerosol chemical constituents observed in aerial observations
in China and simulataneous ground-based observations, 日本地球惑星科学連合 2007年大会, 千葉, 2007/05,
Abstracts

0507BA825

畠山史郎(*1), 高見昭憲, 相澤順子(*2), Wang W.(*3)(*1東京農工大, *2筑波大院, *3中国環境科研院)：2006
年春の中国における大気 ・ エア ロ ゾルの航空機および地上観測, 第24回エア ロ ゾル科学 ・ 技術研究討論
会, 和光, 2007/08, 同予稿集

0507BA825

畠山史郎(*1), 高見昭憲, ワ ン ウ ェ イ (*2), 相澤純子(*3)(*1東京農工大院, *2中国環境科研院, *3筑波大院)：
中国北京 ・ 天津周辺におけ る大気汚染物質の航空機観測 と 地上観測, 第48回大気環境学会年会, 岡山,
2007/09, 同講演要旨集

0105AG108
0507BA825

白岩学(*1), 近藤豊(*1), 茂木信宏(*1), Sahu L.K.(*1), 竹川暢之(*1), 高見昭憲, 畠山史郎(*2)(*1東大先端研,
*2東京農工大)： アジア大陸起源空気塊中のブラ ッ ク カーボンの混合状態の測定, 第13回大気化学討論会,
名古屋, 2007/11, 同講演要旨集, K-37

0610AA401
0507BA825

Takamai A. ： Observation of ambient aerosol at Okinawa using an aerosol mass spectrometer, 13th
Int.Jt.Semin.Reg.Deposition Processes Atmos.(RDPA 2007), Tsukuba, 2008/01

0507BA825
0610AA401

Takami A., Lun X., Shimono A.(*1), Yonemura S., Wang W.(*2), Hatakeyama S.(*3)(*1Sanyu Plant Serv.,
*2CRAES, *3Tokyo Univ.Agric.Technol.) ： Transformation of aerosol chamical composition during transport
over east China Sea, IUGG 2007, Perugia, 2007/07

0507BA825

Takami A., Lun X., Miyoshi T.(*1), Shimono A.(*2), Hatakeyama S.(*3)(*1RIHN, *2SPS, *3Tokyo
Univ.Agric.Technol.) ： Three years measurement of sulfate at Okinawa,Japan in spring period, AAAR 26th
Annu.Conf., Nevada, 2007/09, Abstracts, 133

0507BA825
0610AA401

高村健二, 中原真裕子 ： 淡水産オイ カ ワ地理系統の関東地方河川におけ る混生実態, 2007年度日本魚類
学会年会, 札幌, 2007/10, 同講演要旨集, 69

0608AG430

高村健二, 中原真裕子 ： 同一河川に混在する淡水魚オイ カ ワ地理系統の繁殖状況, 第55回日本生態学会
大会(ポス ター発表), 福岡, 2008/03, 同講演要旨集, 462

0608AG430

松崎慎一郎(*1), 馬渕浩司(*2), 高村典子, 西田睦(*2), 鷲谷いづみ(*1)(*1東大院, *2東大海洋研) ： 在来型
コ イ と移入型コ イの食性と栄養段階－安定同位体からのアプローチ－, 平成19年度日本水産学会春季大
会(日本農学大会水産部会)(ポス ター発表), 東京, 2007/03, 同講演要旨集, 256

0105AA207
0508BD966

松崎慎一郎(*1), 馬渕浩司(*2), 高村典子, 西田睦(*2), Brendan Hicks(*3), 鷲谷いづみ(*1)(*1東大, *2東大
海洋研, *3Univ.Waikato) ： 霞ヶ浦のコ イの役割,在来型コ イ と移入型コ イ, 日本陸水学会 第72回大会, 水
戸, 2007/09, 同講演要旨集, 34-35

0508BD966

宇田川弘勝, 高村典子：懸濁物質から探る霞ヶ浦の水質, 日本陸水学会 第72回大会, 水戸, 2007/09, 同講
演予稿集, 30-31

0508BD966

高村典子：健全な霞ヶ浦を取 り 戻せるか？, 日本陸水学会 第72回大会, 水戸, 2007/09, 同講演予稿集, 27 0508BD966

高村典子 ： ダム湖の水質環境と プラ ン ク ト ン動態, ダム湖陸水研究会, 名古屋, 2007/10 0610AA304

高村典子, 中川惠, 上野隆平 ： 長期観測からみえて く る霞ヶ浦の生物学的特性, 〔シンポジウ ム〕 長期生
態系モニタ リ ングの現状と課題－温暖化影響と生態系応答－, つ く ば, 2007/11, 同予稿集, 15

0610AC593

高村典子, 中川惠：霞ヶ浦における植物プラ ン ク ト ンの長期変動, 第55回日本生態学会大会, 福岡, 2008/
03, 同講演要旨集, 206

0610AA304
0610AC593

赤坂宗光, 高村典子 ： ため池の連結は水生植物の出現を変化させる？－浮葉植物 と沈水植物の比較, 第
55回日本生態学会大会(ポス ター発表), 福岡, 2008/03, 同講演要旨集, 448

0610AA304
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松崎慎一郎(*1), 馬渕浩司(*2), 高村典子, 西田睦(*2), 鷲谷いづみ(*1)(*1東大院, *2東大海洋研) ： 新たに
レ ッ ド リ ス ト に記載 さ れた在来型コ イ の生態 と 行動, 第55回日本生態学会大会(ポ ス ター発表), 福岡,
2008/03, 同講演要旨集, 278

0610AA304

岡本実希(*1), 西廣淳(*1), 赤坂宗光, 中川惠, 佐治あずみ, 高村典子(*1東大院)：釧路湿原シ ラル ト ロ湖に
おける沈水植物の分布と環境要因と の関係, 第55回日本生態学会大会(ポス ター発表), 福岡, 2008/03, 同
講演要旨集, 312

0610AA304

高村典子 ： 霞ヶ浦の富栄養化 と その克服－現状 と 課題(中国語), 社会開発 と 水資源 ・ 水環境問題に関す
る国際シンポジウ ム, 南京, 2007/11, 同予稿集, 9-12

0610AA304
0508BD966
0610AC593

Matsuzaki S.S.(*1), Mabuchi K.(*2), Takamura N., Nishida M.(*2), Hicks B.(*3), Washitani
I.(*1)(*1Univ.Tokyo, *2Ocean Res.Inst.Univ.Tokyo, *3Waikato Univ.)：Trophic segregation between native and
introduced strains of the common carp(Cyprinus carpio) in Japan: insights from molecular and stable isotope
analyses, 3rd Spec.Symp.:Biol.Cypriniformes(Poster Session), Chiang Rai, 2007/11, Program & Abstract, 3

0610AA304

滝上英孝 ： ダ イオキシン類縁化合物を検出するバイオア ッ セイ～バ リ デーシ ョ ン,モニ タ リ ング,制度管
理の実際から今後の展開まで～, 生物化学的測定研究会 第12回学術集会(2007年), 広島, 2007/06, 同講演
要旨集, 29-39

0610AB447

滝上英孝 ： 循環資源 ・ 廃棄物中の有機臭素化合物管理のためのバイオア ッ セイ／化学分析によ る評価,
日本薬学会北陸支部講演会, 金沢, 2007/06

0610AA202

滝上英孝, 鈴木剛, 平井康宏(*1), 酒井伸一(*1)(*1京大) ： テレ ビ部材中から ダス ト への有機臭素系難燃剤
の移行可能性について, 第16回環境化学討論会, 北九州, 2007/06, 同講演要旨集, 152-153

0610AB202

鈴木剛, 滝上英孝, 渡部真文, 能勢和聡, 高橋真(*1), 浅利美鈴(*2), 酒井伸一(*2)(*1愛媛大, *2京大環境保
全セ) ： 室内ダス ト の ヒ ト 甲状腺ホルモン運搬蛋白質への結合性－結合能の評価 と 寄与物質の同定 ・ 定
量, 第16回環境化学討論会, 北九州, 2007/06, 同講演要旨集, 158-159

0610AA202
0610AB447

鈴木剛, 酒井伸一(*1), 滝上英孝(*1京大環境保全セ) ： DR-CALUXア ッ セイ を用いた食品 ・ 飼料中のダ イ
オキシン類測定に係る国際相互検定研究, 第16回環境化学討論会(ポス ター発表), 北九州, 2007/06, 同講
演要旨集, 376-377

0610AB447
0790BC277

滝上英孝 ： バイオア ッ セイの利用 ・ 活用と国際的動向, DIOXIN 2007 サテ ラ イ ト シンポジウ ム ダ イオキ
シン ・ POPsをめぐ るバイオア ッ セイの国際的動向と展望, 東京, 2007/09, 同講演要旨集, 2-3

0610AB447
0709BC277

Takigami H., Suzuki G., Hirai Y.(*1), Sakai S.(*1)(*1Kyoto Univ.)：Comparison of brominated flame retardants
in indoor air and dust samples from two homes in Japan, 27th Int.Symp.Halogenat.Persistent Org.Pollut.-
DIOXIN 2007(Poster Session), Tokyo, 2007/09, Organohalogen Compd., 2785-2788

0608BF326
0610AA202

Sato M.(*1), Takigami H., Hayakawa K.(*2), Sakai S.(*3)(*1Penta-Ocean Constr., *2Kaneka Techno Res.,
*3Kyoto Univ.) ： Water-Quality monitoring technique for dioxins during dredging using on-sight solid phase
extraction with graphitic carbon and analysis with DR-Calux, 27th Int.Symp.Halogenat.Persistent Org.Pollut.-
DIOXIN 2007(Poster Session), Tokyo, 2007/09, Organohalogen Compd., 2556-2559

0610AB447
0709BC277

Suzuki G., Takigami H., Nose K., Takahashi S.(*1), Asari M.(*2), Sakai S.(*2)(*1Ehime Univ., *2Kyoto Univ.)：
Tentative identification of Dioxin-Like compounds in house dusts collected from Japan, 27th
Int.Symp.Halogenat.Persistent Org.Pollut.-DIOXIN 2007(Poster Session), Tokyo, 2007/09, Organohalogen
Compd., 2180-2183

0610AB447
0610AA202

Kawashiro Y.(*1), Fukata H.(*1), Sato K.(*2), Takigami H., Aburatani H.(*3), Mori C.(*1)(*1Chiba Univ.,
*2Niigata Univ.Pharm.Appl.Life Sci., *3Univ.Tokyo) ： Effects of the flame retardants,polybrominated diphenyl
ethers ,on human umb i l i ca l  ve in  endothe l i a l  ce l l s  us ing  DNA microarray  ana lys i s ,  27th
Int.Symp.Halogenat.Persistent Org.Pollut.-DIOXIN 2007(Poster Session), Tokyo, 2007/09, Organohalogen
Compd., 2655-2658

0406BE493

滝上英孝 ： ハウ スダス ト 中の化学物質, 第51回全国環境衛生大会, 札幌, 2007/10, 同予稿集, 29-30 0610AA202
0608BF326
0608CD327

Takigami H., Suzuki G., Sakai S.-i.(*1)(*1Environ.Preserv.Cent.Kyoto Univ.)：Application of bioassays for the
detection of dioxins and dioxin-like compounds in wastes and the envrionment, Int.Symp.Biol.Responses
Chem.Pollut.(Global COE Program Ehime Univ.), Matsuyama, 2008/03, Abstracsts, 26-27

0601AA202
0610AB447
0607BA459

発表者 ・ 題目 ・ 学会等名称 ・ 開催都市名 ・ 年月 ・ 予稿集名 ・ 巻 （号） ・ 頁 研究課題ｺｰﾄﾞ
―  325  ―



国立環境研究所年報 （平成 19 年度）
Takigami H., Suzuki G., Hirai Y.(*1), Sakai S-i.(*1)(*1Kyoto Univ.)：Possibility of transfer of brominated flame
retardants onto dust from components of television sets, 4th Int.Workshop Brominated Flame Retardants(BFR
2007)(Poster Session), Amsterdam, 2007/04, Abstracts(Web)

0610AA202
0416BE493

Sakai S-i.(*1), Takigami H., Takahashi S.(*1), Takasuga T.(*2), Hirakawa T.(*3), Tomoda K.(*3)(*1Kyoto
Univ., *2Shimadzu Techno Res., *3Towa Kagaku) ： Behavior and control of brominated flame retardants and
polyhalogenated compounds in a municipal bulky waste shredder system, 4th Int.Workshop Brominated Flame
Retardants(BFR 2007), Amsterdam, 2007/04, Abstracts(Web)

0610AA202
0406BE493

Suzuki G., Takigami H., Nose K., Takahashi S.(*1), Asari M.(*2), Sakai S-i.(*2)(*1Ehime Univ., *2Kyoto
Univ.)：Chlorinated and brominated TTR binding compounds in house dust, 4th Int.Workshop Brominated Flame
Retardants(BFR 2007)(Poster Session), Amsterdam, 2007/04, Abstracts(Web)

0610AA202
0406BE493

Takigami H.：Application of bioassays for the detection of dioxins and dioxin-like compounds in the environment,
BioDetectors 2007, Amsterdam, 2007/10, Abstracts

0709BC277
0610AB447

竹中明夫：森の木々の暮ら し と多様性, 信州大学自然環境診断マイ ス ター養成：公開講演会, 松本, 2007/
11

Z00009999

田崎智宏, 亀山康子, 橋本征二, 森口祐一, 原沢英夫 ： 諸外国における持続可能な発展の指標の策定状況
と今後の課題, 環境科学会2007年会, 長崎, 2007/09, 同講演予稿集, 6-7

0608AG527

田崎智宏, 橋本征二, 小林均(*1)(*1エ ッ ク ス都市研) ： 関係者イ ン タ ビ ューによ る建設 リ サイ クル法の問
題点抽出と今後の課題の検討, 環境経済 ・ 政策学会2007年大会, 彦根, 2007/10, 同報告要旨集, 44-45

0610AA201

田崎智宏, 亀山康子, 橋本征二, 森口祐一, 原沢英夫：持続可能な発展の指標の策定状況と長期ビジ ョ ン・
シナ リ オ研究における利用可能性, 第35回環境システム研究論文発表会, 東京, 2007/10, 同講演集, 269-
276

0608AG527

田崎智宏, 橋本征二, 森口祐一：一般廃棄物実態調査結果を用いた廃棄物処理活動別の費用推計, 第18回
廃棄物学会研究発表会, つ く ば, 2007/11, 同講演論文集, 158-160

0406BE817
0610AA201

田崎智宏： リ サイ クル促進方策の比較 と評価, 第18回廃棄物学会研究発表会(平成18年度廃棄物学会論文
賞受賞者講演), つ く ば, 2007/11, 同講演論文集, 34-36

0610AA201

田崎智宏：廃棄物発生要因解析へのDecomposition Analysis法の適用－飲料容器廃棄物の発生量変化の要
因解析例などを も と に－, 第18回廃棄物学会研究発表会(社会 ・ 経済部会小集会), つ く ば, 2007/11, 同報
告資料集, 11-15

0610AA201

田崎智宏, 橋本征二, 森口祐一, 小林健一(*1), 入佐孝一(*1)(*1八千代エンジニヤ リ ング) ： 廃棄物処理施
設の経済的耐用年数の算出, 第29回全国都市清掃研究・事例発表会, 広島, 2008/01, 同講演論文集, 19-21

0610AA201
0406BE817

田崎智宏, 小口正弘(*1), 亀屋隆志(*2), 浦野紘平(*2)(*1環境資源システム総研, *2横浜国大)：製品中に含
まれる戦略的対応金属の選定方法, 第3回日本LCA学会研究発表会, 名古屋, 2008/02, 同講演要旨集, 50-
51

0608BE576
0610AA202

Tasaki T., Murakami S.(*1), Oguchi M.(*2), Hashimoto S.(*1Univ.Tokyo, *2Inst.Environ.Resour.Syst.) ： Life
span of commodities(Theme A7), 4th Int.Conf.Int.Soc.Ind.Ecol.(ISIE 2007)(Poster Session), Toronto, 2007/06,
Abstracts, 328

0608BE576

Oguchi M.(*1), Tasaki T., Moriguchi Y., Kameya T.(*2)(*1Inst.Environ.Resour.Syst., *2Yokohama Natl.Univ.)：
Decompos i t ion  ana lys i s  o f  f actors  in  the  generat ion o f  waste  durab les (Theme A1) ,  4th
Int.Conf.Int.Soc.Ind.Ecol.(ISIE 2007)(Poster Session), Toronto, 2007/06, Abstracts, 309

0608BE576
0610AA201

Tasaki T., Terazono A., Moriguchi Y. ： An evaluation of the first five years after enactment of the Japanese
WEEE Recycling Act and the current state, 11th Int.Waste Manage.Landfill Symp.(Sardinia 2007),
Cagliari(Italy), 2007/10, Proceedings, 25-26

0610AA201
0105PR011

小神野豊, 大山房枝, 多田満：つ く ば市周辺の環境水の ミ ジン コ を用いた生態影響試験, 日本陸水学会 第
72回大会(ポス ター発表), 水戸, 2007/09, 同講演要旨集, 115

0610AE455

多田満, 軽部智美, 小神野豊：淡水無脊椎動物の繁殖に及ぼすアルキルフ ェ ノ ール類化合物の影響, 日本
内分泌攪乱化学物質学会 第10回研究発表会(ポス ター発表), さ いた ま, 2007/12, 同研究発表会要旨集,
148

0610AE455
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鳥山成一, 島林誠, 松井あ き え, 米田京平(*1), 山崎敬久, 溝口俊明, 木戸瑞佳, 中村篤博(*2), 中谷訓幸(*3),
田中敦, 西川雅高(*1富山高専, *2富山県環境科セ, *3富山大院) ： 煙道内排出ガス採取法を用いたガス状
ホ ウ素化合物測定におけ るK2CO3,Na2CO3,LiOH及びBa(OH)2アルカ リ ろ紙の検討, 第16回環境化学討論
会, 北九州, 2007/06, 同講演要旨集, 110-111

0610AE413

石橋由梨(*1), 吉永淳(*2), 田中敦, 瀬山春彦, 柴田康行(*1北里大, *2東大院)：室内塵中重金属レベル と室
外レベル と の関連, 第16回環境化学討論会, 北九州, 2007/06, 同講演要旨集, 114-115

0608AG466
0610AE413

高木麻衣(*1), 中村有希, 石橋由梨(*2), 吉永淳(*1), 田中敦, 瀬山春彦, 柴田康行(*1東大院, *2北里大) ： 日
本家屋の室内塵中鉛の安定同位体比, 第16回環境化学討論会, 北九州, 2007/06, 同講演要旨集, 118-119

0610AE413
0608AG466

中村有希(*1), 吉永淳(*2), 田中敦, 瀬山春彦, 柴田康行(*1北里大, *2東大院)：日本家屋の室内塵の元素組
織, 第16回環境化学討論会(ポス ター発表), 北九州, 2007/06, 同講演要旨集, 710-711

0608AG466
0610AE413

鳥山成一(*1), 水上昭弘, 日吉真一郎, 山崎経久, 近藤隆之, 奥村秀一, 藤崎進, 溝口俊明, 田中敦, 西川雅
高 他(*1富山高専) ： 人口植物曝露装置を用いた1,500℃で発生させたガス状ホ ウ素化合物によ る各種植
物への影響, 第16回環境化学討論会, 北九州, 2007/06, 同講演要旨集, 274-275

0610AE413

Tanaka A., Utagawa H., Seyama H., Shibata Y., Yoshinaga J.(*1)(*1Univ.Tokyo) ： Lead isotope ratios in
environmental RMs issued by the National Institute for Environmental Studies,Japan, BERM11,11th
Int.Symp.Biol.Environ.Ref.Mater.(Poster Session), Tsukuba, 2007/11, Abstracts, P-16

0610FP013

田中嘉成 ： 生態 リ ス ク の新たな枠組み ： 種個体群から生物群集レベル効果への展開, 第13回バイオア ッ
セイ研究会 ・ 日本環境毒性学会合同研究発表会, 東京, 2007/09, 同講演要旨集, 15

0610AK484
0508CD532

長谷川就一, 伏見暁洋, 高橋克行, 藤谷雄二, 田邊潔, 小林伸治 ： 沿道および一般環境大気中粒子(10nm～
10μm)の粒径別炭素成分, 第24回エア ロ ゾル科学 ・ 技術研究討論会, 和光, 2007/08, 同予稿集, 197-198

0608AG441

伏見暁洋, 長谷川就一, 高橋克行, 藤谷雄二, 田邊潔, 小林伸治 ： 加熱脱着GC/MSによ る極微量粒子中の
PAHsとn-アルカン定量法の確立, 第24回エア ロ ゾル科学・技術研究討論会, 和光, 2007/08, 同予稿集, 39-
40

0507MA519
0608AG457
0608AG441

高橋克行, 長谷川就一, 伏見暁洋, 藤谷雄二, 田邊潔, 小林伸治 ： 沿道と一般環境における大気中ナ ノ 粒
子の粒径分布, 第24回エア ロ ゾル科学 ・ 技術研究討論会, 和光, 2007/08, 同予稿集, 195-196

0608AG441

高橋克行, 長谷川就一, 伏見暁洋, 藤谷雄二, 田邊潔, 小林伸治 ： 幹線道路沿道におけ る大気中ナ ノ 粒子
の粒径分布の長期観測, 第48回大気環境学会年会, 岡山, 2007/09, 同講演要旨集, 552

0608AG441
0207BY471

長谷川就一, 伏見暁洋, 高橋克行, 藤谷雄二, 田邊潔, 小林伸治 ： 幹線道路沿道におけ る大気中炭素成分
粒子の粒径分布, 第48回大気環境学会年会, 岡山, 2007/09, 同講演要旨集, 553

0608AG441
0207BY471

伏見暁洋, 長谷川就一, 高橋克行, 藤谷雄二, 田邊潔, 小林伸治 ： 加熱脱着GC/MSによ るデ ィ ーゼル排気
由来ナ ノ 粒子中のPAHs とn-アルカンの定量, 第48回大気環境学会年会, 岡山, 2007/09, 同講演要旨集,
554

0507MA519
0608AG441
0608AG457

Ochiai N.(*1), Ieda T.(*1), Sasamoto K.(*1), Fushimi A., Hasegawa S., Tanabe K., Kobayashi S.(*1Gerstel) ：
Characterization of organic compounds in atmospheric nanoparticles by thermal desorption -GCxGC coupled
to high-resolution time-of-flight mass spectrometry, 27th Int.Symp.Halogenat.Persistent Org.Pollut.-DIOXIN
2007(Poster Session), Tokyo, 2007/09, Organohalogen Compd., 2930-2933

0608AG457
0608AG441
0507MA519

Ieda T.(*1), Ochiai N.(*1), Sasamoto K.(*1), Fushimi A., Hasegawa S., Tanabe K., Kobayashi S., Hoshi J.(*2),
Amano S.(*2), Sasaki Y.(*2)(*1Gerstel, *2Tokyo Metro.Res.Inst.Environ.Prot.) ： Determination of PAHs in
atmospheric particles by direct thermal desorption and comprehensive two dimensional gas chromatography
coupled to quadrupole mass spectrometer, 27th Int.Symp.Halogenat.Persistent Org.Pollut.-DIOXIN
2007(Poster Session), Tokyo, 2007/09, Organohalogen Compd., 2926-2929

0608AG457
0608AG441
0507MA519

伏見暁洋, 長谷川就一, 高橋克行, 藤谷雄二, 田邊潔, 小林伸治, 落合伸夫(*1), 家田曜世(*1), 笹本喜久男
(*1)(*1ゲステル) ： 加熱脱着GC/MS及びGCxGC/MSによ る大気中ナ ノ 粒子の有機組成分析, 第48回大気
環境学会年会, 岡山, 2007/09, 同講演要旨集, 206-207

0608AG457
0608AG441
0507MA519

金谷有剛(*1), Pochanart P.(*1), Liu Y.(*1), 秋元肇(*1), 谷本浩志, 猪俣敏, Suthawaree J.(*2), 加藤俊吾(*2),
Wang Z.(*3)(*1地球環境フ ロ ンテ ィ ア研セ, *2首都大, *3中国科学院大気物質研) ： 2006年6月中国泰山に
おける光化学的オゾン生成, 日本地球惑星科学連合 2007年大会(ポス ター発表), 千葉, 2007/05, 同予稿集
(CD-ROM), F118-P021

0507BA405

亀山宗彦(*1), 猪俣敏, 谷本浩志, 角皆潤(*2)(*1JSPS, *2北大院)：PTR-MSを用いたVOC濃度の定量 と検出
感度の湿度依存性－溶存VOC連続測定に向けて－, 日本地球化学会 第54回年会, 岡山, 2007/09, 同講演
要旨集, 148

0507BA405
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亀山宗彦(*1), 谷本浩志, 猪俣敏, 角皆潤(*2)(*1JSPS, *2北大院)：PTR-MSを用いた海洋表層における溶存
VOC連続定量システムの開発, 第13回大気化学討論会, 名古屋, 2007/11, 同講演要旨集, 25

0507BA405

Tanimoto H., Inomata S., Kanaya Y.(*1), Kato S.(*2), Wang Z.(*3)(*1FRCGC/JAMSTEC, *2Tokyo
Metrop.Univ., *3NZC/IAP) ： Measurements of NOx,Noy,and NMVOCs at the summit of Mount Tai,China,in
June 2006, 10th Int.Conf.Atmos.Sci.Appl.Air Qual., Hong Kong, 2007/05

0507BA405

Kanaya Y.(*1), Pochanart P.(*1), Liu Y.(*1), Komazaki Y.(*2), Akimoto H.(*1), Tanimoto H., Inomata S.,
Suthawaree J.(*3), Kato S.(*3), Wang Z.(*4)(*1FRCGC/JAMSTEC, *2Univ.Tokyo, *3Tokyo Metrop.Univ.,
*4NZC/P) ： Photochemical ozone production rates at the summit of Taishan (Mount Tai),China,in June 2006,
10th Int.Conf.Atmos.Sci.Appl.Air Qual., Hong Kong, 2007/05

0507BA405

Kameyama S.(*1), Tanimoto H., Inomata S., Tsunogai U.(*2)(*1JSPS, *2Hokkaido Univ.) ： PTR-MS-based
method for measuring dissolved nonmethane hydrocarbons (or volatile organic compounds) in seawater:
Instrumentation and preliminary results, 2008 Ocean Sci.Meet.(Poster Session), Orlando, 2008/03,
Abstracts(Web)

0507BA405

玉置雅紀, Pilon-Smits E.(*1), Freeman J.(*1)(*1コ ロ ラ ド州立大) ： 植物はジ ャ スモン酸 ・ エチレ ンシグナ
ルの協調的な働きによ り セレン耐性 ・ 高蓄積性を獲得する, 第49回日本植物生理学会年会, 札幌, 2008/
03, 同講演要旨集, 108

0508AE772

筒井友和(*1), 加藤航(*1), 矢元奈津子(*1), 浅田裕(*1), 城所聡(*2), 篠崎和子(*2), 玉置雅紀, 池田亮(*1), 山
口淳二(*1)(*1北大, *2東大) ： シ ロ イ ヌナズナDEAR1はDREBド メ イ ン とEARモチーフ を持つ転写制御因
子であ り ,低温応答と病原体抵抗性を制御する, 第49回日本植物生理学会年会, 札幌, 2008/03, 同講演要
旨集, 216

0508AE772

Tamura K., Kondo Y., Jinsart W.(*1)(*1Chulalongkorn Univ.) ： Evaluation of fine particulate matter exposere
levels of drivers in big cities, 15th Acad.Conf.,2007 Annu.Meet.,Steps Towards 10th Decade of the Faculty of
Sci., Bangkok, 2007/03, Abstracts, 30-31

0608AG441

沈海花(*1), 李瑞成(*2), 下野綾子, 古松(*2), 唐艶鴻, 鷲谷いづみ(*1)(*1東大, *2中国科学院) ： チベッ ト 高
原における標高に伴 う 開花植物のバイオマスア ロ ケーシ ョ ン, 第54回日本生態学会大会(ポス ター発表),
松山, 2007/03, 同講演要旨集, 277

0103BA141

唐艶鴻, 沈海花(*1), 張鵬程(*2), 周華坤(*3)(*1東大, *2筑波大, *3中国科学院) ： チベッ ト 草原における植
物種数と地上部バイオマスの関係, 第54回日本生態学会大会(ポス ター発表), 松山, 2007/03, 同講演要旨
集, 385

0103BA141

白水貴(*1), 廣田充(*1), 大塚俊之(*2), 千賀有希子(*3), 杜明遠(*4), 下野綾子, 唐艶鴻(*1筑波大, *2茨大,
*3立正大, *4農環技研) ： チベッ ト 高山草原の標高傾度に伴 う セルロース分解 と微小菌類相の関係, 第54
回日本生態学会大会(ポス ター発表), 松山, 2007/03, 同講演要旨集, 264

0103BA141

廣田充(*1), 張鵬程(*1), 古松(*2), 唐艶鴻(*1筑波大, *2中国科学院) ： 青海 ・ チベッ ト 高山草原におけ る
CO2フ ラ ッ ク スの空間変動特性, 第54回日本生態学会大会(ポス ター発表), 松山, 2007/03, 同講演要旨集,
274

0103BA141

Cui X.(*1), Tang Y.(*1GUCAS)：Linking architecture witrh physiology in alpine plants with contrasting statures,
Eco Summit 2007, Beijing, 2007/05, Abstracts, 57-58

0509BB829

Tang Y. ： Potential strength of carbon sink in different grassland ecosystems on the Qinghai-Tibetan Plateau,
Eco Summit 2007, Beijing, 2007/05, Abstracts, 306

0509BB829

Zhao X-Q.(*1), Klein J.A.(*2), Tang Y.(*1Chin.Acad.Sci., *2Colorado State Univ.) ： Climate change and its
ecological impacts-the evidences from the field experiments on northeastern Tibetan-plateau, Eco Summit
2007, Beijing, 2007/05, Abstracts, 390

0509BB829

Du M.(*1), Kawashima S.(*1), Yonemura S.(*1), Yamada T.(*2), Zhang X.(*3), Liu J.(*3), Li Y.(*3), Gu S.(*3),
Tang Y.(*1NIAS, *2Yamada Sci.Art, *3Chin.Acad.Sci.)：Temperature distribution in the high mountain regions
on the Tibetan Plateau-measurement and simulation, MODSIM07, Christchurch, 2007/12, Proceedings, 2146-
2152

0509BB829

北條理恵子, 塚原伸治, 中島大介, 黒河佳香, 後藤純雄(*1), 藤巻秀和(*1麻布大) ： 妊娠ラ ッ ト における ト
ルエン吸入曝露によ る仔獣のオペラ ン ト 学習行動への影響, 第48回大気環境学会年会, 岡山, 2007/09,
同講演要旨集, 600

0610AA302

塚原伸治 ： VOCの脳神経系におよぼす影響, 第48回大気環境学会年会, 岡山, 2007/09, 同講演要旨集,
272-273

0709CD305
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塚原伸治 ： 発達期の脳の性分化機構におよぼす化学物質の影響, 日本薬学会 第128年会, 横浜, 2008/03,
プロ グ ラ ム

0709CD305

塚原伸治, 渡井浩太(*1), 黒田淑子(*1), 小澤貴明(*1), 福士碧沙(*1), 肖凱(*1), 津田夢芽子(*1), 戸田勝巳
(*2), 藤巻秀和, 小川園子(*1)(*1筑波大, *2高知大) ： エス ト ロゲン受容体 ノ ッ ク ア ウ ト マウ スおよびア ロ
マターゼ ノ ッ ク ア ウ ト マウ スにおける分界条床核主核の形態学的性差の消失, 第30回日本神経科学大会
(Neuro2007)(ポス ター発表), 横浜, 2007/09, 同予稿集, S221

0709CD305

村上理映 ： 台湾における産業廃棄物の管理について, 環境資源工学会 第118回例会 「東アジアにおける
環境 ・ リ サイ クル と資源循環を考え る」 , 大阪, 2007/06, 環境資源工学会, 94-99

0608BE328

村上(鈴木)理映, 村上進亮(*1)(*1東大) ： 欧州諸国 ・ 東アジア諸国の家電 リ サイ クル とEPRのあ り 方, 環境
経済 ・ 政策学会2007年大会, 彦根, 2007/10, 同報告要旨集, 50-51

0607AF971
0608AE938
0610AA204

Wen L.-C.(*1), Lin C.-H.(*1), Murakami-Suzuki R.(*1Chung-Hua Inst.Econ.Res.) ： Review and analysis of
recyclingp performance indicators: a case study of Taiwan, 環境経済 ・ 政策学会2007年大会, 彦根, 2007/10,
同報告要旨集, 52-53

0608AE938
0610AA204

小島道一(*1), 村上(鈴木)理映, 吉田綾, 佐々木創(*2), 鄭尤城(*3)(*1アジア経済研, *2三菱UFJ リ サーチ&
コ ンサルティ ング, *3北大)： 有害廃棄物等の越境移動： 摘発事例の検討, 第18回廃棄物学会研究発表会,
つ く ば, 2007/11, 同講演論文集, 282-284

0608BE328

Murakami-Suzuki R. ： E-waste recycle systems with EPR concept in East Asia countries and European
Countries, 4th NIES workshop E-waste, Tsukuba, 2007/11, Abstracts

0607AF971
0608AE938
0610AA204

寺園淳, 吉田綾, 中谷隼(*1), 林廣和(*2)(*1東大院, *2産業情報研セ) ： 中国における廃プラ スチッ ク の リ
サイ クル, 環境経済 ・ 政策学会2007年大会, 彦根, 2007/10, 同報告要旨集, 148-149

0608AE938
0610AA204
0608BE567

村上進亮, 白波瀬朋子, 寺園淳 ： 資源性の定量的な評価 と 国際資源循環の再検討, 環境経済 ・ 政策学会
2007年大会, 彦根, 2007/10, 同報告要旨集, 290-292

0610AA204
0608AE938

寺園淳, 吉田綾, 森口祐一 ： 使用済み家電製品の国内フ ローの推定, 第18回廃棄物学会研究発表会(ポス
ター発表), つ く ば, 2007/11, 同講演論文集, 120-122

0608AE938
0610AA204

Terazono A. ： Material flow and management of waste electrical and electronic equipment in Asia,
Int.Symp.JSWME 18th Annu.Conf., Tsukuba, 2007/11, Preceedings, 30

0608AE938
0610AA204

Terazono A. ： Challenges on municipal solid waste management research in China, Int.Workshop “Seeking for
Cooperation and Collaboration in East Asian Region at City Level Towards Establishing Environmentally Sound
Material-Cycle Society”, Yokohama, 2008/03, Proceedings, 77-78

0608AE938
0610AA204

寺園淳 ： アジアにおけ る廃電気電子機器のフ ロー , 第22回グ リ ーンケ ミ ス ト リ ー研究会講演会, 東京,
2008/03, 同講演要旨集, 56-61

0608AE938
0610AA204

Terazono A. ： Analysis of material cycle systems on E-waste and waste plastics in Asia, 3rd Expert Meet.Solid
Waste Manage.Asia Pac.Isl., Okayama, 2007/11, Proceedings, S5-1-1-S5-1-2

0608AE938

中島謙一, 横山一代(*1), 長坂徹也(*1)(*1東北大) ： 日本におけ る鉄鋼フ ローに随伴するマンガンの物質
フ ロー解析, 第3回日本LCA学会研究発表会, 名古屋, 2008/03, 同要旨集, 54-55

0708CD580

中島謙一, 横山一代(*1), 伊藤聰(*1), 長坂徹也(*1)(*1東北大) ： 日本における鉄鋼フ ローに随伴する亜鉛
の物質フ ロー解析, 第3回日本LCA学会研究発表会, 名古屋, 2008/02, 同要旨集, 56-57

0708CD580

吉澤佳恵(*1), 中島謙一, 中村愼一郎(*2), 横山一代(*1), 長坂徹也(*1)(*1東北大, *2早大) ： 社会におけ る
存在形態に着目し たPVCのマテ リ アルフ ロー分析, 第3回日本LCA学会研究発表会, 名古屋, 2008/03, 同
要旨集, 138-139

0707BE282

中島謙一 ： 鉄資源循環に随伴する枯渇性資源の物質フ ロー分析, 日本鉄鋼協会 第155回春季講演大会(受
賞講演), 東京, 2008/03, プロ グ ラ ム(Web)

0708CD580
0707BE282

中島謙一, 横山一代(*1), 伊藤聰(*1), 長坂徹也(*1)(*1東北大)：鉄鋼業を介し た亜鉛の物質フ ロー分析, 日
本鉄鋼協会 第155回春季講演大会, 東京, 2008/03, 材料と プロセス, 215

0708CD580
0707BE282

Murakami-Szuki R., Murakami S.(*1)(*1Univ.Tokyo)：How should be waste management and recycling policies
with Extended Producer Responsibility: EPR concept?, 4th Int.Conf.Int.Soc.Ind.Ecol.(ISIE Conf.2007)(Poster
Session), Toronto, 2007/06, Abstracts

0607AF971
0608AE938
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Terazono A., MurakamiS.(*1), Yoshida A.(*1Univ.Tokyo) ： Material flow of E-waste in Asia(Theme A2), 4th
Int.Conf.Int.Soc.Ind.Ecol.(ISIE Conf.2007), Toronto, 2007/06, Abstracts, 184

0608AE938
0610AA204

土井妙子, 中島一成(*1)(*1東京ニューク リ アサービ ス)：放射線設備解体時における汚染の状況 と放射線
管理, 日本放射線安全管理学会 第6回学術大会(ポス ター発表), 仙台, 2007/12, 同予稿集, 109

0307AE532

冨岡典子, 野原精一, 松重一夫, 今井章雄 ： 霞ヶ浦西浦の微生物群集, 日本陸水学会 第72回大会, 水戸,
2007/09, 同講演予稿集, 171

0307AF511

Yoochatchaval W., Tsushima I., Tomioka N., Ohashi A.(*1), Harada H.(*2), Yamaguchi T.(*3), Syutsubo
K.(*1Hiroshima Univ., *2Tohoku Univ., *3Nagaoka Univ.Technol.) ： Influence of feed composition change on
the physical and microbial properties of granular sludge in EGSB reactor at 20℃, 21st Century COE
Program,8th Int.Symp. Nagaoka Univ.Technol.(Poster Session), Nagaoka, 2008/01, 8th Int.Symp.Proc., 97

0608KA954

冨岡典子, 松重一夫, 今井章雄, 野原精一, 矢部徹 ： 霞ヶ浦エコ ト ーンにおける細菌群集構造の地理的 ・
季節的遷移解析, 第42回日本水環境学会年会, 名古屋, 2008/03, 同講演集, 128

0307AF511

山内恒幸(*1), 竹内靖人(*1), 村山留美子(*2), 内山巌雄(*2), 中島大介, 後藤純雄(*3), 河合俊夫(*1), 櫻井治
彦(*1)(*1中災防, *2京大院, *3麻布大) ： 作業環境における硫化水素曝露 1.個人曝露濃度測定用パッ シブ
サンプラーの開発, 第80回日本産業衛生学会(ポス ター発表), 大阪, 2007/04, 同予稿集, P3093

0610AA301
0610AK545

影山志保, 中島大介, 諸岡信久(*1), 白石不二雄, 後藤純雄(*2)(*1郡山女大, *2麻布大)：大気の変異原の測
定について, 日本家政学会 第59回大会, 岐阜, 2007/05, 同研究発表要旨集, 242

0610AA301

川上由紀子(*1), 塩崎卓哉(*2), 中島大介, 杉田和俊(*3), 峯木茂(*1), 白石不二雄, 鈴木規之, 後藤純雄
(*4)(*1東京理大, *2日本環境衛セ, *3ダ イヤ分析セ, *4麻布大)：半揮発性多環芳香族炭化水素類溶液の濃
縮法の検討及び環境試料への適用, 第16回環境化学討論会(ポス ター発表), 北九州, 2007/06, 同講演要旨
集, 568-569

0610AA301

高木敬彦(*1), 中島大介, Okatani A.T.(*1), 加藤行男(*1), 久松伸(*1), 光崎研一(*1), 白石不二雄, 稲葉一穂,
後藤純雄(*1)(*1麻布大) ： 公園の砂場における砂の変異原性及びPAHs濃度, 第16回環境化学討論会(ポス
ター発表), 北九州, 2007/06, 同講演要旨集, 654-655

0610AA301

影山志保, 中島大介, 高木敬彦(*1), 大森清美(*2), 伏脇裕一(*2), 白石不二雄, 鈴木規之, 後藤純雄(*1)(*1麻
布大, *2神奈川県衛研) ： 大気中の粒子及びガス状変異原の測定, 第16回環境化学討論会(ポス ター発表),
北九州, 2007/06, 同講演要旨集, 666-667

0610AA301

陰地義樹(*1), 武田耕三(*1), 松浦洋文(*1), 芳賀俊実(*1), 中島大介, 白石不二雄, 後藤純雄(*2)(*1奈良県
保健環境研, *2麻布大) ： エルゴ ステ ロール濃度から推定する空気中カビ胞子数, 第16回環境化学討論会
(ポス ター発表), 北九州, 2007/06, 同講演要旨集, 810-811

0610AA301
0610AA302

中島大介, 白石不二雄, 鎌田亮, 影山志保, 永洞真一郎(*1), 高橋悟(*2), 大金仁一(*3), 鑪迫典久, 白石寛明,
鈴木規之 他(*1北海道環境科研, *2岩手県環境保健研セ, *3宮城県保健環境セ) ： 全国河川水のin vitroバ
イオア ッ セイによ る曝露モニタ リ ングに関するパイ ロ ッ ト 研究 その2 ： umu試験によ る河川水の変異原
性測定, 第16回環境化学討論会(ポス ター発表), 北九州, 2007/06, 同講演要旨集, 664-665

0610AA301

松本真理子(*1), 杉田和俊(*2), 中島大介, 後藤純雄(*3), 小谷野道子(*1), 遠藤治(*1), 鈴木元(*1)(*1保健医
療科院, *2ダ イ ヤ分析セ, *3麻布大) ： 喫煙装置を用いて捕集されたたばこ煙中の水分分析, 平成19年度
室内環境学会総会(ポス ター発表), 仙台, 2007/12, 同講演集, 74-75

0610AA302
0610AA301

杉田和俊(*1), 小谷野道子(*2), 松本真理子(*2), 中島大介, 後藤純雄(*3), 緒方裕光(*2), 遠藤治(*2), 鈴木元
(*2)(*1ダイヤ分析セ, *2保健医療科院, *3麻布大) ： 喫煙装置を用いて捕集されたたばこ煙中多環芳香族
炭化水素の分析, 平成19年度室内環境学会総会(ポス ター発表), 仙台, 2007/12, 同講演集, 86-87

0610AA302
0610AA301

陰地義樹(*1), 武田耕三(*1), 寺田宗玄(*1), 芳賀敏実(*1), 中島大介, 影山志保, 白石不二雄, 高鳥浩介(*2),
後藤純雄(*3)(*1奈良県保環研, *2医薬品食品衛研, *3麻布大) ： エルゴ ステ ロールの大量注入GC/MS分析
によ る 室内外の真菌類濃度推定, 平成19年度室内環境学会総会(ポス タ ー発表), 仙台, 2007/12, 同講演集,
88-89

0610AA301
0610AA302

Endo O.(*1), Matsumoto M.(*1), Sugita K.(*2), Nakajima D., Goto S.(*3), Ogata H.(*1), Suzuki
G.(*1)(*1Natl.Inst.Public Health, *2Dia Anal.Serv.Inc., *3Azabu Univ.) ： Mutatenicity of mainstream smoke
condensate of major cigarettes in Japan with smoking machine, 1st Asian Conf.Environ.Mutagens/36th
Annu.Meet.Jpn.Environ.Mutagen Soc.(Poster Session), Kitakyushu, 2007/11, Program & Abstracts, 74

0610AA301
0610AK545
0610AA302

王青躍(*1), 飯島敦史(*1), 関口和彦(*1), 坂本和彦(*1), 黒川秀樹(*1), 中島大介(*1埼玉大) ： 廃木材 と鶏糞
の炭化処理昇温速度およびその炭化物着火特性に関する研究, 第18回廃棄物学会研究発表会(ポス ター
発表), つ く ば, 2007/11, 同講演論文集, 558-560

0204BE434
0610AA301
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Ohmori K.(*1), Nakajima D., Fushiwaki Y.(*1), Mori Y.(*1), Shiraishi F., Takeda K.(*2), Goto
S.(*3)(*1Kanagawa Pref.Inst.Public Health, *2Tokyo Univ.Sci., *3Azabu Univ.) ：Practical applications of Bhas
promotion assay for evaluation of tumor promoting potentials of urban air particulate matter,food contaminants
and food additives, 6th World Congr.Alternatives Animal Use Life Sci.(Poster Session), Tokyo, 2007/08,
Abstracts, 230

0610AA301

Takagi Y.(*1), Mineki S.(*2), Sera N.(*3), Hisamatsu S.(*1), Okatani A.T.(*1), Nakajima D., Kato Y.(*1),
Kohzaki K.(*1), Goto S.(*1)(*1Azabu Univ., *2Tokyo Univ.Sci., *3Fukuoka Inst.Health Environ.Sci.) ：
Measurement of concentrations of polycyclic aromatic hydrocarbons(PAHs) in sandboxes in 40 Japanese Parks,
21th Int.Symp.Polycyclic Aromatic Compo.(Poster Session), Trondheim(Normay), 2007/08, Abstracts, 128

0610AA301

Tin-Tin-Win-Shwe, Mitsushima D.(*1), Nakajima D., Fukushima A., Yamamoto S., Tsukahara S., Kakeyama M.,
Goto S., Fujimaki H.(*1Yokohama City Univ.Grad.Sch.) ： Analysis of toluene-induced extracellular amino acid
neurotransmitter levels in the hippocampus using in vivo microdialysis in a freely moving mouse model, 11th
Int.Congr.Toxicol.(Poster Session), Montoreal, 2007/07, Abstracts(CD-R), PM5.220 217

0610AA302

天沼喜美子, 中嶋信美, 青木康展 ： 遺伝子組換え赤色蛍光ゼブラ フ ィ ッ シュの検出方法 と生物多様性に
及ぼす影響, 日本薬学会 第128年会(ポス ター発表), 横浜, 2008/03, 同要旨集, 197

0608AG430

佐伯浩介(*1), 中島英彰, 杉田考史, 伊藤真之(*2)(*1東北大院, *2神戸大) ： ILAS-II観測によ る2003年冬季
南極成層圏脱窒 メ カニズムの解析(2), 日本気象学会 2006年度春季大会, つ く ば, 2006/05, 同講演予稿集,
435

0406BA352

村田功(*1), 中島英彰(*1東北大)：FTIRによ るつ く ばでの大気微量成分観測, 日本地球惑星科学連合 2007
年大会(ポス ター発表), 千葉, 2007/05, 同予稿集(CD-ROM), PO015

0406BA352

佐藤薫(*1), 冨川喜弘(*2), 橋田元(*2), 門倉昭(*2), 中島英彰, 杉田考史, 村田功(*3), 並木道義(*4), 松坂幸
彦(*4), 山上隆正(*4) 他(*1東大, *2極地研, *3東北大, *4ISAS/JAXA) ： 気球および衛星観測に基づ く 南極
オゾン層回復過程三次元構造の研究, 平成17年度大気球シンポジウ ム, 相模原, 2006/01, 同予稿集, 92-
95

0406BA352

Sato K.(*1), Tomikawa Y.(*2), Hashida G.(*2), Kadokura A.(*2), Nakajima H., Sugita T., Murata I.(*3), Namiki
M.(*4), Matsuzaka Y.(*4), Yamagami T.(*4) et al.(*1Univ.Tokyo, *2NIPR, *3Tohoku Univ., *4ISAS/JAXA) ：
Dynamics of Antarctic ozone hole dissipation revealed by balloon and satellite observations, オゾン研究に関
する ワーク シ ョ ッ プ(東北大学21世紀COE地球科学関連シンポジウ ム), 松島, 2006/02

0406BA352

Murata I.(*1), Nakajima H., Morino I., Ohyama H.(*2), Sakurai F.(*1Tohoku Univ., *2Grad.Sch.Kobe Univ.) ：
New HBr cells(No.30-39) -some One(or No?) problems-, NDACC Infrared Working Group Meet.,
Tenerife(Spain), 2007/05, Program, 1

0610AA102
0308AE539
0406BA414

Murata I.(*1), Nakajima H., Morino I.(*1Tohoku Univ.) ： Site report for Tsukuba(and Syowa) MIR, NDACC
Infrared Working Group Meet., Tenerife(Spain), 2007/05, Program, 4

0610AA102
0308AE539
0406BA414

Sato K.(*1), Tomikawa Y.(*2), Hashida G.(*2), Kadokura A.(*2), Nakajima H., Sugita T., Yamanouchi
T.(*2)(*1Univ.Tokyo, *2NIPR) ： Dynamics of Antarctic ozone hole dissipation revealed by ground-based and
satellite observations, Eur.Geosci.Union 2006, Vienna, 2006/04, Geophys.Res.Abstr., 02532

0406BA352

Sato K.(*1), Tomikawa Y.(*2), Hashida G.(*2), Kadokura A.(*2), Nakajima H., Sugita T., Murata I.(*3), Namiki
M.(*4), Matsuzaka Y.(*4), Yamagami T.(*4) et al.(*1Univ.Tokyo, *2NIPR, *3Tohoku Univ., *4ISAS/JAXA) ：
Dynamics of Antarctic ozone hole dissipation revealed by balloon and satellite observations, 36th COSPAR
Sci.Assem., Beijing, 2006/07

0406BA352

永田尚志, 田中忠(*1)(*1熊本市) ： 阿蘇のコ ジュ リ ンは,本州のコジ ュ リ ン と同じか？ , 日本鳥学会 2007
年度大会, 熊本, 2007/09, 同講演要旨集, 63

0507AE780
9904AE193

西海功(*1), 永田尚志, 斎藤大地(*2), 齋藤武間(*3), 茂田良光(*4), Surmach S.(*5), 金昌會(*6)(*1科博, *2東
大, *3立教大, *4山階鳥類研, *5生物学土壌科研ラ ウジオス ト ッ ク, *6韓国国立環境研院)： 系統地理分析
によ り 推定された ウチヤマセンニ ュ ウの リ ス氷期におけ る集団拡大, 日本鳥学会 2007年度大会, 熊本,
2007/09, 同講演要旨集, 30

0507AE780
9904AE193

永田尚志 ： 血液寄生虫 と 免疫能はどのよ う に繁殖成功度に影響を及ぼすか？ , 日本動物行動学会 第26
回大会(ポス ター発表), 京都, 2007/10, 同講演要旨集

0406CD473
0507AE780

永田尚志： 渡良瀬遊水池において繁殖鳥類の分布を決める 要因, 第55回日本生態学会大会(ポス タ ー発表),
福岡, 2008/03, 同講演要旨集, 349

0608AG485
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Tatarov B., Park C.B.(*1), Nakane H., Sugimoto N., Matsui I., Sasano Y.(*1Kyung Hee Univ.) ： Long term
variation of stratospheric ozone concentration and temperature observed by NIES ozone DIAL over
Tsukuba,Japan, 第25回レーザセンシングシンポジウ ム(ポス ター発表), 仙北, 2007/09, 同予稿集, 99-102

0307AC585

Mizuno A.(*1), Sugimoto T.(*1), Nagahama T.(*1), Maezawa H.(*1), Kuwahara T.(*1), Matsuura M.(*1),
Toriyama N.(*1), Fukui Y.(*2), Mizuno N.(*2), Nakane H. et al.(*1STEL Nagoya Univ., *2Nagoya Univ.) ：
Ground-based millimeter-wave measurements of stratospheric H218O in a subtropical region in the southern
hemisphere,Atacama highland in Chile, IUGG 2007, Perugia, 2007/07, Abstracts, 5688

0307KB571

Tatarov B., Park C.B.(*1), Nakane H., Sugimoto N., Matsui I., Sasano Y.(*1Kyung Hee Univ.) ： Stratospheric
ozone layer observations over Tsukuba,Japan by NIES Ozone DIAL, Int.Geosci.Remote Sensing
Symp.2007.(IGARSS 2007)(Poster Session), Barcelona, 2007/07, Proceedings, 1673-1676

0307AC585

Matsuura M.(*1), Nagahama T.(*1), Mizuno A.(*1), Nakane H., Fukui Y.(*2), Morihira A.(*3)(*1STEL Nagoya
Univ., *2Nagoya Univ., *3ULVAC) ： Analysis of short-term variation of stratospheric ozone connected
dynamical variations over Rikubetsu,Japan, IUGG 2007, Perugia, 2007/07, Abstracts, 5682

0307AC585

Nakayama T., Watanabe M.(*1)(*1Keio Univ.) ： Effect of vegetation change on hydrologic cycle in Changjiang
and Yellow River catchments, AGU Jt.Assem.2007, Acapulco, 2007/05, Abstracts(CD-ROM), H52B-07

0610AA402

Nakayama T.：Relationship between hydrogeological process and vegetation change in Kushiro Mire, ESA-SER
Jt.Meet., San Jose, 2007/08, Abstracts(Web)

0610AA402

Nakayama T. ： Estimation of hydrologic cycle in shallow eutrophic lake by integrated approach, SIL 2007,
Montreal, 2007/08, Abstracts(Web)

0610AA402

Nakayama T.：Shrinking of Dongting and Poyang lakes and its relation to large-scale flood in Changjiang River
catchment, 2nd Int.Conf.GIS/RS Hydrol.,Water Resour.Environ., Guangzhou, 2007/09, Abstracts, 36

0610AA402

Nakayama T., Fujita T. ： Simulation of cooling effect of newly-innovated urban pavements on water and heat
budgets, AGU 2007 Fall Meet., San Francisco, 2007/12, Abstracts(CD-ROM), H43D-1608

0610AA402

南齋規介, 加河茂美(*1), 森口祐一(*1九大) ： サービ スの物質化と家計消費起源の環境負荷と の関係, 第3
回日本LCA学会研究発表会, 名古屋, 2008/02, 同要旨集, 110-111

0610AA201

尾下優子(*1), 加河茂美(*1), 南齋規介(*1九大) ： 原油価格上昇の産業連関分析, 第3回日本LCA学会研究
発表会, 名古屋, 2008/02, 同要旨集, 48-49

0610AA201

加河茂美(*1), 近藤康之(*2), 南齋規介, 山田正人(*1九大, *2早稲田大) ： 地域間廃棄物産業連関分析の展
望, 第3回日本LCA学会研究発表会, 名古屋, 2008/02, 同要旨集, 224-225

0610AA201

工藤祐揮(*1), 南齋規介, 田原聖隆(*1)(*1産総研) ： 走行条件によ るエネルギー消費の違いを考慮し た代
替燃料車のLCCO2排出量の算出, 第3回日本LCA学会研究発表会, 名古屋, 2008/02, 同要旨集, 182-183

0608AG441

工藤祐揮(*1), 南齋規介, 近藤美則, 田原聖隆(*1)(*1産総研) ： 実使用を考慮し たFCEV,BEV,GVのラ イ フ
サイ クルCO2排出量, EVSフ ォーラ ム2008, 東京, 2008/02, 同予稿集, 104-112

0608AG441

Kagawa S.(*1), Kudoh Y.(*2), Nansai K., Tasaki T.(*1Kyushu Univ., *2AIST)：The economic and environmental
consequences of automobile lifetime extension and fuel economy improvement: Japan's Case, 16th Int.Input-
Output Conf., Istanbul, 2007/07, Abstracts, 2-3

0709CD304

Nansai K., Kagawa S.(*1), Moriguchi Y.(*1Kyushu Univ.)：Implications of the Japanese trading behind household
consumption considering its environmental impacts and stability in material flows, 16th Int.Input-Output Conf.,
Istanbul, 2007/07, Abstracts, 87-88

0709CD304

Suh S.(*1), Nansai K., Kagawa S.(*2)(*1Minnesota Univ., *2Kyushu Univ.) ： A structural comparison of
greenhouse gas emissions by the US and Japan, 16th Int.Input-Output Conf., Istanbul, 2007/07, Abstracts,
111-112

0709CD304

Nansai K., Kagawa S.(*1)(*1Kyushu Univ.) ： Environmenmental and economic implications of the Japansese
trading behind Household consumption(TU 3.13), 3rd Int.Conf.Life Cycle Manage., Zurich, 2007/08, Program
& Abstracts, 92

0709CD304

Nansai K., Kagawa S.(*1), Suh S.(*2), Fujii M., Hashimoto S., Moriguchi Y.(*1Kyushu Univ., *2Minnesota
Univ.) ： Examining the environmental soundness of growth of consumption and technology in Japan, 4th
Int.Conf.Int.Soc.Ind.Ecol.(ISIE Conf.2007), Toronto, 2007/06, Abstracts, 141

0610AA201
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Yokoyama K.(*1), Nakajima K., Yamasue E.(*2), Nansai K., Nagasaka T.(*1)(*1Tohoku Univ., *2Kyoto Univ.)：
The effect of contamination of tramp elements on ferrous material flow: Analysis by dynamic waste input output
model, 4th Int.Conf.Int.Soc.Ind.Ecol.(ISIE Conf.2007)(Poster Session), Toronto, 2007/06, Abstracts, 354

0610AA201

Kudoh Y.(*1), Nansai K., Kondo Y., Tahara K.(*1)(*1AIST) ： Life cycle CO2 emissions of FCEV,BEV and GV
in actual use, 23nd Int.Battery,Hybrid Fuel Cell Electr.Veh.Symp.Expo.(EVS23), Anaheim, 2007/12,
Proceedings(CD-ROM)

0608AG441

西川潮, 東典子(*1), 高村典子, 高村健二(*1北大) ： ミ ト コ ン ド リ アDNA解析に基づ く 外来ザ リ ガニ類の
遺伝的変異と分散様式, 第55回日本生態学会大会(企画集会) 「生物学的侵入の分子生態学：分子遺伝マー
カーを用いて外来生物の侵入生態を探る」 , 福岡, 2008/03, 同講演要旨集, 163

0610AA304

西川潮, 米倉竜次(*1)(*1岐阜県河川環境研) ： 「生物学的侵入の分子生態学 ： 分子遺伝マーカーを用いて
外来生物の侵入生態を探る」 趣旨説明(企画集会), 第55回日本生態学会大会, 福岡, 2008/03, 同講演要旨
集, 41

0610AA304

高橋克行, 西川雅高, 荒生公雄(*1), 河本和明(*1), 董樹屏(*2), Guo J.(*2)(*1長崎大, *2日中友好環境保全
セ) ： 2007年春季に観測された黄砂現象, 第24回エア ロ ゾル科学 ・ 技術研究討論会, 和光, 2007/08, 同予
稿集, 67-68

0608BA487

高橋克行, 河本和明(*1), 荒生公雄(*1), 佐々木淳一(*2), 藤村満(*2), 董樹屏(*3), Guo J.(*3), 西川雅高(*1長
崎大, *2グ リ ーンブルー , *3日中友好環境保全セ) ： 中国北京市における都市大気エア ロ ゾルの炭素安定
同位体比, 第48回大気環境学会年会, 岡山, 2007/09, 同講演要旨集, 364

0608BA487

高橋克行, 河本和明(*1), 荒生公雄(*1), 佐々木淳一(*2), 藤村満(*2), 西川雅高(*1長崎大, *2グ リ ーンブ
ルー ) ： 越境大気エア ロ ゾルの日中同時観測(2)安定同位体比の変動, 第48回大気環境学会年会, 岡山,
2007/09, 同講演要旨集, 365

0608BA487

Mori I.：Changes in chemical composition of kosa(Asian dust) aerosol, 第48回大気環境学会年会, 岡山, 2007/
09, 同講演要旨集, 94-96

0608BA487

西川雅高 ： これまでの黄砂問題への科学的対応と今後 ： 推進費黄砂プロ ジェ ク ト の成果と将来展開, 環
日本海域の環境シンポジウ ム ： 地球環境地域学の創成を目指し て, 金沢, 2007/09, 同予稿集, 6-7

0608BA487

Mori I., Sun Z.(*1), Sano T., Takagi H., Ukachi M., Miura K., Nagano K., Mcleod C.W.(*2), Cox A.G.(*2),
Nishikawa M. et al.(*1Inst.Ref.Mater.State Environ.Prot.Adm., *2Univ.Seffied) ： A new certified reference
material for chemical analysis of urban aerosol, BERM11,11th Int.Symp.Biol.Environ.Ref.Mater., Tsukuba,
2007/11, Abstracts, WE-A06

0610AD474

早崎将光, 西川雅高, 菅田誠治 ： 黄砂飛来時のSPM濃度 と視程の関係, 第24回エア ロ ゾル科学 ・ 技術研究
討論会(ポス ター発表), 和光, 2007/08, 同予稿集, 145-146

0608BA487
0709AH381
0610AA401

西村典子, 宮田千恵(*1), 伊藤智彦, 泉恵子(*2), 藤巻秀和, 西村久雄(*3)(*1麻布大, *2フ ァ イ ン ッ テ ッ ク,
*3愛知みずほ大)：授乳期ダ イオキシン曝露によ るマウ ス腎臓ビ タ ミ ンD代謝およびカルシウ ム輸送の撹
乱作用, 第77回日本衛生学会総会(ポス ター発表), 吹田, 2007/03, 日衛誌, 447

0610AA302

西村典子, 宮田千恵(*1), 伊藤智彦, 泉恵子(*2), 藤巻秀和, 西村久雄(*3)(*1麻布大, *2フ ァ イ ンテ ッ ク, *3
愛知みずほ大) ： マウ ス腎臓のビ タ ミ ンD代謝およびカルシウ ム輸送に及ぼす2,3,7,8-tetrachlorodibenzo-
p-dioxinの撹乱作用, 第34回日本 ト キシコ ロ ジー学会学術年会, 東京, 2007/06, J.Toxicol.Sci., S98

0707AF441

吉岡亘(*1), 西村典子, 遠山千春(*1)(*1東大院) ： ダ イオキシンによ る水腎症発症に及ぼす炎症性サイ ト
カ イ ンの影響, 第34回日本 ト キシ コ ロ ジー学会学術年会(ポ ス ター発表), 東京, 2007/07, J.Toxicol.Sci.,
S146

0708CD379

Nishimura N., Miyata C.(*1), Ito T., Izumi K.(*2), Fujimaki H., Nishimura H.(*3)(*1Azabu Univ., *2FINTEC,
*3Aichi Mizuho Univ.) ： Up-regulation of 25-hydroxyvitamin D3 1α-hydroxylase and disruption of calcium
metabol ism by 2,3,7,8-tetrachlorodibenzo-p-dioxin in the developing mouse kidney, 27th
Int.Symp.Halogenat.Persistent Org.Pollut.-DIOXIN 2007, Tokyo, 2007/09, Organohalogen Compd., 1079-
1082

0708CD379

赤木俊哉(*1), 吉岡亘(*1), 遠山千春(*1), 西村典子(*1東大院) ： ダ イオキシンが引き起こす水腎症におけ
る炎症関連因子の役割, 日本内分泌攪乱化学物質学会 第10回研究発表会(ポ ス タ ー発表), さ いた ま,
2007/12, 同研究発表会要旨集, 160

0708CD379
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西村典子, 伊藤智彦, 宮田千恵(*1), 泉恵子(*2), 藤巻秀和, 西村久雄(*3)(*1横浜市大, *2フ ァ イ ンテ ッ ク,
*3愛知みずほ大) ： 発育期マウ スにおけるダ イオキシンのビ タ ミ ンD代謝撹乱と骨毒性, 日本内分泌攪乱
化学物質学会 第10回研究発表会(ポス ター発表), さいたま, 2007/12, 同研究発表会要旨集, 179

0708CD379

西村典子 ： ダ イオキシンによ る ビ タ ミ ンDおよびカルシウ ム代謝の撹乱 と 骨毒性発現の メ カニズム, 第
78回日本衛生学会総会, 熊本, 2008/03, 日衛誌, 439

0708CD379

西村典子 ： ダ イオキシンによ る ビ タ ミ ンDおよびカルシウ ム代謝の撹乱 と 骨毒性発現の メ カニズム, 第
78回日本衛生学会総会(公募シンポジウ ム), 熊本, 2008/03, 日衛誌, 251

0708CD379

西村典子, 伊藤智彦, 泉恵子(*1), 藤巻秀和, 西村久雄(*2)(*1フ ァ イ ンテ ッ ク, *2愛知みずほ大)：マウ ス腎
におけるダ イオキシンによ る ビ タ ミ ンD代謝撹乱と骨形成への影響, 第78回日本衛生学会総会(ポス ター
発表), 熊本, 2008/03, 日衛誌, 542

0708CD379

Nishimura N., Miyata C.(*1), Ito T., Izumi K.(*2), Fujimaki H., Nishimura H.(*3)(*1Azabu Univ., *2FINTEC,
*3Aichi Mizuho Univ.) ： Changes of gene expression involved in vitamin D metabolism and transcellular CA2+

transport by 2,3,7,8-tetrachlorodibenzo-p-dioxin in developing mouse kidney, Int.Congr.Toxicol.(Poster
Session), Montreal, 2007/07, Abstracts, 72

0708CD379

Nishimura N. ： Administration of nonsteroidal anti-inflammatory drug prevents the kidney from hydronephrosis
induced by 2,3,7,8-tetrachlorodibenzo-p-dioxin in mice, Int.Forum Public Health 2007, Shanghai, 2007/12,
Abstracts, 26

0708CD379

Nishimura N., Ito T., Izumi K.(*1), Fujimaki H., Nishimura H.(*1FINETEC, *2Aichi Mizuho Univ.) ： Effects of
2,3,7,8-tetrachlorodibenzo-p-dioxin bone mineralization the growing mouse, SOT 2008, Seattle, 2008/03,
Abstracts, 416

0708CD379

Yoshioka W.(*1), Nishimura N., Akagi T.(*1), Tohyama C.(*1)(*1Grad.Sch.Univ.Tokyo) ： Involvement of
inflammation-related genes in TCDD-induced hydronephrosis in male C57BL/6 mouse pups, SOT 2008,
Seattle, 2008/03, Abstracts, 416

0708CD379

新田裕史, 大原利眞, 小野雅司, 佐藤俊哉(*1), 島正之(*2), 中館俊夫(*3)(*1京大院, *2兵庫医大, *3昭和大)：
局地的大気汚染の健康影響に関する疫学調査(そらプロ ジェ ク ト ) ： 学童コ ホー ト 調査のベース ラ イ ン調
査結果と進捗状況, 第48回大気環境学会年会, 岡山, 2007/09, 同講演要旨集, 605

0707BY535
0608AG441

新田裕史, 大原利眞, 小野雅司, 佐藤俊哉(*1), 島正之(*2), 中館俊夫(*3)(*1京大院, *2兵庫医大, *3昭和大)：
局地的大気汚染の健康影響に関する疫学調査(そ らプロ ジ ェ ク ト ) ： 曝露評価の手法, 第48回大気環境学
会年会, 岡山, 2007/09, 同講演要旨集, 606

0707BY535
0608AG441

新田裕史：大気汚染 と小児呼吸器疾患, 第40回日本小児呼吸器疾患学会, 大阪, 2007/11, 日本小児呼吸器
疾患学会雑誌, 45

0608AG441

荒井美紀(*1), 宮坂貴文(*2), 野沢徹, 木本昌秀(*1)(*1東大気候システム研セ, *2東大)：アジアモン スーン
域夏季降水に対するエア ロ ゾルの影響, 日本気象学会 2007年度秋季大会, 札幌, 2007/10, 同講演予稿集,
53

0608AE549
0608CD928
0610AA103

野沢徹, 塩竈秀夫, 永島達也(*1), 竹村俊彦(*2)(*1FRCGC, *2九大応用研) ： 人為起源の温室効果ガス増加
によ る20世紀の昇温量推定に及ぼす炭素性エア ロ ゾル増加の影響, 日本気象学会 2007年度秋季大会, 札
幌, 2007/10, 同講演予稿集, 63

0608AE549
0608CD928
0610AA103

阿部学, 塩竈秀夫, 野沢徹, 江守正多：パーフ ェ ク ト モデルテス ト によ る気候変化予測 と現在気候再現性
の関係の評価, 日本気象学会 2007年度秋季大会, 札幌, 2007/10, 同講演予稿集, 65

0608AE549
0608CD928
0610AA103

杉本憲彦(*1), 橘完太(*1), 塩竈秀夫, 野沢徹(*1名古屋大) ： 大規模気候データの高速自己組織化マ ッ プに
よ る可視化抽出例, 日本気象学会 2007年度秋季大会(ポス ター発表), 札幌, 2007/10, 同講演予稿集, 443

0608AE549
0608CD928
0610AA103

Nozawa T., Shiogama H., Nagashima T., Takemura T.(*1)(*1Kyushu Univ.)： Impact of carboneceaous aerosols
on attributable warming and future prediction, 10th Int.Meet.Stat.Climatol., Beijing, 2007/08, Abstracts, 38-39

0608AE549
0608CD928
0610AA103

Shiogama H., Nozawa T., Emori S. ： Robustness of climate change signals in near term predictions up to the
year 2030, 10th Int.Meet.Stat.Climatol., Beijing, 2007/08, Abstracts, 39

0608AE549
0608CD928
0610AA103
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Zhang X.(*1), Zwiers F.W.(*1), Hegerl G.C.(*2), Lambert F.H.(*3), Gillett N.P.(*4), Solomon S.(*5), Scott
P.(*6), Nozawa T.(*1Environ.Canada, *2Duke Univ., *3Univ.California, *4Univ.East Anglia, *5NOAA Earth
Syst.Res.Lab., *6Univ.Reading) ： Detection of human influence on 20th century precipitation trends, 10th
Int.Meet.Stat.Climatol., Beijing, 2007/08, Abstracts, 41-42

0608AE549
0608CD928
0610AA103

Nozawa T. ： Impact of carbonaceous aerosols on observationally constrained attributable warming and future
prediction, 1st Int.Workshop Kakushin Program, Honolulu, 2008/02, Abstracts

0608AE549
0608CD928
0610AA103

Nohara K., Fujimaki H.：Dioxin and allergy, 57th Annu.Meet.Jpn.Soc.Allergol.(第57回日本アレルギー学会秋
季学術大会), Yokohama, 2007/11, Jpn.J.Allergol.(アレルギー ), 973

0610AA302
0307BX015
0710AG333

Nohara K. ： Activation of the transcription factor AhR in T cells only is not sufficient to generate
CD62LlowCD25+CD4+ putative regulatory T cells and suppress the allo-CTL response, 37th
Annu.Meet.Jpn.Soc.Immunol.(Poster Session), Tokyo, 2007/11, Abstracts, 64

0608AE438
0307BX015
0710AG333

立石幸代, 村井景, 松本みち よ, 野原恵子：無機 ヒ 素のマウ スゲ ノ ムDNA メ チル化状態に及ぼす影響の解
析, BMB2007(第30回日本分子生物学会年会 ・ 第80回日本生化学会大会合同大会)(ポス ター発表), 横浜,
2007/12, 同講演要旨集, 643

0710AG333
0708CD336
0608AE438

野原恵子, 鈴木武博 ： ダ イオキシン類の免疫毒性, 日本薬学会 第128年会, 横浜, 2008/03, 同要旨集, 114 0608AE438
0307BX015
0710AG333

Nohara K., Ao K., Miyamoto Y., Inouye K., Pan X., Motohashi H.(*1), Yamamoto M.(*1), Tohyama
C.(*2)(*1Univ.Tsukuba, *2Univ.Tokyo)：A constitutively active AhR expressed in T cells increases percentage
of CD25+CD4+ T cells but does not suppress antibody production upon OVA-immunization of mice, SOT
2008(Poster Session), Seattle, 2008/03, Toxicologist, 39-40

0608AE438
0307BX015
0710AG333

高瀬智洋, 田中優平(*1), 黒川信(*2), 野原精一(*1都島し ょ 農水総セ, *2首都大) ： 八丈島における テング
サ藻場の変化と沿岸域の栄養塩環境特性, 第54回日本生態学会大会(ポス ター発表), 松山, 2007/03, 同講
演要旨集, 246

0610AA403
0406CD448

野原精一, 萩原富司(*1)(*1地球 ・ 人間環境フ ォーラ ム) ： 霞ヶ浦における湖岸帯と魚類相の変遷, 日本陸
水学会 第72回大会, 水戸, 2007/09, 同講演要旨集, 174

0610AC593
0610SP004
0307AF511

野原精一, 井上智美, 広木幹也, 樋渡武彦, 木幡邦男： 河口デルタ の干潟・ 塩生湿地生態系における 地盤高
と 生物分布の対応関係の解析, 日本陸水学会 第72回大会(ポス タ ー発表), 水戸, 2007/09, 同講演要旨集,
119

0608CB936
0610AA403
0709AE340

Watanabe M., Noma Y. ： Influence of primary combustion temperature and flue gas treatment on the behaviors
o f  n i t ro  po lycyc l i c  a romat i c  hydrocarbons  i n  mun ic i pa l  so l i d  was te  combus t i on ,  27 th
Int.Symp.Halogenat.Persistent Org.Pollut.-DIOXIN 2007, Tokyo, 2007/09, Organohalogen Compd.(CD-
ROM), 948-951

0608BE946
0610AA202

Kajiwara N., Noma Y., Takigami H. ： Photolytic debromination of decabromodiphenyl ether(DecaBDE) and
ethane(DBDPE) in flame-retarded plastics, 27th Int.Symp.Halogenat.Persistent Org.Pollut.-DIOXIN 2007,
Tokyo, 2007/09, Organohalogen Compd., 924-927

0610AA202
0610AA204

Noma Y., Sakai S.-i.(*1)(*1Environ.Preserv.Cent.Kyoto Univ.)：Differences of docomposition mechanism among
three non-combution methods for PCB, 27th Int.Symp.Halogenat.Persistent Org.Pollut.-DIOXIN 2007, Tokyo,
2007/10, Organohalogen Compd., 654-657

0610AB436
0610AA202

中村朋之, 鈴木滋, 菱沼早樹子, 岩澤理奈, 斎藤善則(*1), 橋本俊次, 柏木宣久(*2)(*1宮城県保健環境セ, *2
統計数理研) ： ダ イオキシン類発生源解析手法の検討 指標異性体を用いた概算手法 とベイ ズ型重回帰に
よ る ケ ミ カルマスバラ ン ス法と の比較, 第16回環境化学討論会, 北九州, 2007/06, 同講演要旨集, 40-41

0709AE438

服部雄次(*1), 橋本俊次, 山下道子, 高菅卓三(*1), 伊藤裕康(*1島津テク ノ リ サーチ)： パッ シブサンプラ ー
を用いた室内大気中PCB濃度の推算方法の検討, 第16回環境化学討論会, 北九州, 2007/06, 同講演要旨集,
56-57

0709AE438

東野和雄(*1), 佐々木啓行(*1), 吉岡秀俊(*1), 橋本俊次, 柏木宣久(*2), 佐々木裕子(*1)(*1東京都環境科研,
*2統計数理研)：東京都における環境大気中のダ イオキシン類及び総PCB濃度と汚染原因, 第16回環境化
学討論会(ポス ター発表), 北九州, 2007/06, 同講演要旨集, 344-345

0709AE438
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橋本俊次, 伏見暁洋, 伊藤裕康, 田邊潔, 生方正章(*1), 草井明彦(*1), 田中一夫(*1)(*1日本電子) ： 多次元
GC/TOFMSによ る試料抽出液中ダ イオキシン類の直接定量, 第16回環境化学討論会(ポス ター発表), 北
九州, 2007/06, 同講演要旨集, 372-373

0608AG457

村瀬秀也, 安田裕(*1), 橋本俊次, 伊藤裕康(*1岐阜県保健環境研) ： 水生昆虫を用いた河川におけ る有害
化学物質モニ タ リ ング－河川に生息する ト ビゲ ラ幼虫のPCB濃度－, 第16回環境化学討論会(ポス ター
発表), 北九州, 2007/06, 同講演要旨集, 402-403

0709AE438

落合伸夫(*1), 家田曜世(*1), 笹本喜久男(*1), 伏見暁洋, 橋本俊次, 長谷川就一, 田邊潔, 小林伸治(*1ゲス
テル) ： 直接加熱導入GCxGC-MSに よ る沿道大気中ナ ノ 粒子の分析 その3－高分解能TOF-MS とNPD/
qMSによ る キ ャ ラ ク タ リ ゼーシ ョ ン－, 第16回環境化学討論会, 北九州, 2007/06, 同講演要旨集, 208-209

0608AG457
0507MA519
0608AG441

Hashimoto S., Takazawa Y., Fushimi A., Ito H., Tanabe K., Noma Y., Shibata Y., Ubukata M.(*1), Kusai A.(*1),
Tanaka K.(*1)(*1JEOL) ： Preliminary study on direct measurement of PCDD/Fs in extracts from samples by
comprehensive multidemensional GC/High resolution TOFMS, 27th Int.Symp.Halogenat.Persistent
Org.Pollut.-DIOXIN 2007(Poster Session), Tokyo, 2007/09, Organohalogen Compd., 1106-1109

0608AG457

Hattori Y.(*1), Hashimoto S., Yamashita M.(*1), Takasuga T.(*1), Ito H.(*1Shimadzu Techno-Res.) ：
Quantification of PCB concentrations in indoor air by a static air sampler using yarns as trapping materials, 27th
Int.Symp.Halogenat.Persistent Org.Pollut.-DIOXIN 2007(Poster Session), Tokyo, 2007/09, Organohalogen
Compd., 2736-2739

0608AG457

橋本俊次 ： GCxGC/HR-TOFMSによ る残留性有機汚染物質の測定, 新産業を創る先端科学技術フ ォーラ
ム2007 第2回環境問題セ ミ ナー環境計測技術の 先端, 大阪, 2007/10, Program

0608AG457

花岡達也, 明石修(*1), 日比野剛(*2), 長谷川知子(*1), 藤野純一, 松岡譲(*1), 甲斐沼美紀子(*1京大, *2みず
ほ情報総研) ： 世界地域別 ・ 部門別の温室効果ガス排出削減ポテンシャルの評価, エネルギー ・ 資源学会
第24回エネルギーシステム ・ 経済 ・ 環境コ ンフ ァ レン ス, 東京, 2008/01, 同講演論文集, 119-122

0507BA794
0607BA529
0610AA104

花岡達也, 河瀬玲奈(*1), 松岡譲(*1), 甲斐沼美紀子(*1京大)： 温室効果ガス 排出主要国における 気候安定化
シナリ オの要因分析, エネルギー・ 資源学会 第24回エネルギーシス テム・ 経済・ 環境コ ンファ レ ンス , 東
京, 2008/01, 同講演論文集, 13-16

0307AC523
0507BA794
0610AA104

Hanaoka T., Kanamori Y., Kainuma M., Matsuoka Y.(*1), Akashi O.(*1), Hasegawa T.(*1), Hibino G.(*2),
Fujiwara K.(*2)(*1Kyoto Univ., *2Mizuho Inf.Res.Inst.) ： GHG reductions potentials and mitigation costs in
world regions, 13th AIM Int.Workshop, Tsukuba, 2008/02, Program

0507BA794
0607BA529
0610AA104

Hanaoka T.：Aligning climate change and sustainability, JICA Group Train.,Geogr.Surv.Inst., Tsukuba, 2008/03 0610AA104
0507BA794
0408BA369

Hanaoka T., Kainuma M., Masui T., Hijioka Y., Matsuoka Y.(*1)(*1Kyoto Univ.)：Global and regional transition-
related modeling -Application of AIM-, EMF22 Workshop, Dublin, 2008/02

0507BA794
0607BA529
0408BA369

井関和夫(*1), 清本容子, 岡村和磨(*2), 原島省(*1広島大院, *2西海区水研) ： 沖縄舟状海盆における植物
プラ ン ク ト ンのフ ラ ッ ク スの周年変動と物質輸送機構の推定, 2007年度日本海洋学会秋季大会, 西原町(
沖縄), 2007/09, 同講演要旨集, 227

0608BA934

浅野和仁(*1), 高橋理(*1), 石原靖文(*1)原島省(*1日本エヌ ・ ユー ・ エス) ： システムダ イナ ミ ク ス ツール
によ る海洋生態系モデルの構築, 海洋理工学会 平成19年度秋季大会, 京都, 2007/11, 同予稿集, 81-82

0608BA934

原島省 ： 海洋生態系における シ リ カの役割, 日本農芸化学会 2008年度大会, 名古屋, 2008/03, 同講演要
旨集, 4SY07-5

0608BA934

原島省, 井関和夫(*1), 浅野和仁(*2), 高橋理(*2), 石原靖文(*2)(*1広島大, *2日本エヌユーエス)：沿岸・縁
辺海域におけ る ミ ネ ラルバラ ス ト 効果のモデル解析, 2008年度日本海洋学会春季大会, 東京, 2008/03,
同講演要旨集, 149

0608BA934

東博紀, 林誠二, 大楽浩司(*1)(*1防災科技研)：地球温暖化によ る長江流域の洪水 リ ス クへの影響評価, 水
文 ・ 水資源学会 2007年研究発表会, 名古屋, 2007/07, 同予稿集, 88-89

0708CD316
0606AF406
0610AA402

竹中栄晶(*1), 福田悟(*2), 中島孝(*3), 日暮明子, 関口美保(*4), 橋本徹(*5), 奥山新(*5), 太原芳彦(*5), 操
野年之(*5), 高村民雄(*1) 他(*1千葉大CEReS, *2東大気候システム研セ, *3東海大, *4東京海洋大, *5気象
衛星セ)：GMS-5/VISSRデータ再解析－放射収支の推定－, 日本気象学会 2007年度秋季大会, 札幌, 2007/
10, 同講演予稿集, 95

0308AE486
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福田悟(*1), 中島映至(*1), 竹中栄晶(*2), 橋本徹(*3), 奥山新(*3), 太原芳彦(*3), 操野年之(*3), 中島孝(*4), 日
暮明子, 関口美保(*5) 他(*1東大気候シス テム研セ, *2千葉大CEReS, *3気象衛星セ, *4東海大, *5海洋大)：
GMS-5/VISSRデータ 再解析－エア ロ ゾ ル光学特性の推定－, 日本気象学会 2007年度秋季大会, 札幌,
2007/10, 同講演予稿集, 94

0308AE486

奥山新(*1), 橋本徹(*1), 太原芳彦(*1), 操野年之(*1), 竹中栄晶(*2), 福田悟(*3), 中島孝(*4), 日暮明子, 関
口美保(*5), 高村民雄(*2) 他(*1気象衛星セ, *2千葉大CEReS, *3東大気候システム研セ, *4東海大, *5東京
海洋大) ： GMS-5/VISSRデータ再解析－再校正技術の開発－, 日本気象学会 2007年度秋季大会, 札幌,
2007/10, 同講演予稿集, 93

0308AE486

Takenaka H.(*1), Fukuda S.(*2), Nakajima T.Y.(*3), Higurashi A., Sekiguchi M.(*4), Okuyama A.(*5),
Hashimoto T.(*5), Takamura T.(*1), Nakajima T.(*2)(*1CEReS Chiba Univ., *2CCSR Univ.Tokyo, *3Tokai
Univ., *4Tokyo Univ.Mar.Sci.Technol., *5Meteorol.Satell.Cent.) ： Vicarious calibration of GMS-5/VISSR for
estimation of radiation budget, IUGG 2007(Poster Session), Perugia, 2007/07

0308AE486

Nakajima T.(*1), Takemura T.(*2), Higurashi A., Nakajima T.Y.(*3), Suzuki K.(*1), Iguchi T.(*1), Goto
D.(*1)(*1CCSR Univ.Tokyo, *2Kyushu Univ, *3Tokai Univ.) ： Controlling factors of aerosol radiative forcing
in Asia, IUGG 2007(Poster Session), Perugia, 2007/07

0308AE486

Nakajima T.Y.(*1), Higurashi A., Suzuki K.(*2), Nakajima T.(*2)(*1Tokai Univ., *2CCSR Univ.Tokyo)：Global
distribution and microphysical properties of clouds and aerosols observed by multi-spectral imagers, AOGS
2007 4th Annu.Meet., Bangkok, 2007/07

0308AE486

Hibiki A., Managi S.(*1)(*1Yokohama Natil.Univ.) ： Dose housing market in Japan respond to the disclosure of
the information on the release and transfer of chemical substances from the facility?, 3rd World
Congr.Environ.Resour.Econ., Kyoto, 2006/07, Proceedings

0608AG527

馬奈木俊介(*1), 鶴見哲也(*2), 日引聡(*1横浜国大, *2東大院) ： 貿易自由化が環境へ及ぼす影響の実証研
究, 環境科学会2006年会, 東京, 2006/09, プロ グ ラ ム

0608AG527

宮脇幸治(*1), 大森裕浩(*1), 日引聡(*1東大) ： Bayesian estimation of demand functions under block rate
pricing, 2006年度統計関連学会連合大会, 仙台, 2006/09, プロ グ ラ ム

0608AG527

Miyawaki K.(*1), Omori H.(*1), Hibiki A.(*1Univ.Tokyo)：Bayesian estimation of demand functions under block
rate pricing, Recent Adv.Appl.Econ.,Jpn.Stat.Soc.75th Anniv.Symp., Tokyo, 2006/09, Program

0608AG527

日引聡, 島根哲哉(*1)(*1東京工大院)：空間的自己相関モデルによ る ごみ処理手数有料化のごみ排出削減
効果の計量分析, 日本経済学会 2006年度秋季大会, 大阪, 2006/10, プロ グ ラ ム

0610AA104

Managi S.(*1), Hibiki A., Tsurumi T.(*2)(*1Yokohama Natl.Univ., *2Univ.Tokyo) ： International trade and the
environment, Empirical Invest.Trade Investment Conf., Tokyo, 2007/02

0608AG527

鶴見哲也(*1), 馬奈木俊介(*1), 日引聡(*1横浜国大) ： 環境ク ズネ ッ ツ曲線仮説の再検討－ ノ ンパラ メ ト
リ ッ ク手法を用いて－, 環境経済 ・ 政策学会2007年大会, 彦根, 2007/10, 同報告要旨集(Web)

0608AG527

Matsuda A.(*1), Hibiki A.(*1Lehman Brothers) ： Environmental behavior of the firm and financial market
evaluation, AERNA 2006(Span.-Port.Assoc.Natl.Resour.Environ.Econ.), Lisbon, 2006/06, Proceedins(Web)

0608AG527
0610AA104

Hibiki A., Managi S.(*1)(*1Yokohama Natl.Univ.) ： Environmental information provision,market valuation and
firm incentives: empirical analysis in Japan, CORE 1st Conf., Milano(Italy), 2006/06, Program

0608AG527
0610AA104

Hibiki A., Shimane T.(*1)(*1Grad.Sch.Tokyo Inst.Technol.) ： Empirical study on determination of household
solid waste and the effect of the unit pricing in Japan, ISEIM 2006, Corte-Ajaccio(France), 2006/07, Program

0507BE946

Hibiki A., Managi S.(*1)(*1Yokohama Natl.Univ.)：Environmental information provisions,valuation of the market
and Firm's incentive: empirical analysis of PRTRs in Japan, ISEIM 2006, Corte-Ajaccio(France), 2006/07,
Program

0608AG527
0610AA104

Managi S.(*1), Hibiki A., Tsurumi T.(*2)(*1Yokohama Natl.Univ., *2Univ.Tokyo) ： International trade and the
environment: Is trade openness good for the environment?, 9th Int.Soc.Ecol.Econ.(ISEE 2006), New Delhi,
2006/12, Program, 67

0608AG527

Arimura T.(*1), Hibiki A., Katayama H.(*2)(*1Sophia Univ.*2Univ.Sydney)：Is a voluntary approach an effective
environmental policy instrument? A case for environmental management systems, 2007 AAEA Meet.,
Portland(USA), 2007/07, Program

0709AE453
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Hibiki A., Arimura T.H.(*1), Takeba N.(*2)(*1Sophia Univ., *2Future Consult.) ： An empirical study of the
effects of the exhaust gas regulation on R&D and the productivity of the Japanese auto industry,
Environ.Innovation Perfom.Conf., Grenoble, 2007/06, Program

0709AE453

平野靖史郎 ： ヒ 素によ る環境汚染 と 健康影響, フ ォーラ ム2007 衛生薬学 ・ 環境 ト キシ コ ロ ジー , 大阪,
2007/11, J.Health Sci., 75

0509BD785

Hirano S., Kanno S., Furuyama A. ： Carbon nanotubes injure the plasma membrane of macrophages, 11th
Int.Congr.Toxicol.(Poster Session), Montreal, 2007/07

0610AA412
0610BY303

広木幹也, 中川惠, 赤坂宗光, 高村典子 ：酵素活性から見た,ため池底質の生態系機能, 第55回日本生態学
会大会(ポス ター発表), 福岡, 2008/03, 同講演要旨集, 467

0610AA304

韓美徳(*1)福島路生, 亀山哲, 福島武彦(*1), 松下文経(*1)(*1筑波大) ： ダム と都市化が淡水外来魚の分布
に及ぼす影響, 第54回日本生態学会大会(ポス ター発表), 松山, 2007/03, 同講演要旨集, 369

0610AA403
0508AH778
0608CD930

福島路生 ： 猿払川のイ ト ウはなぜ残ったか－その科学的検証, 国際シンポジウ ム 「イ ト ウ と サケ科魚類
－その保全に関する国際的な取 り 組みについて」, 猿払村(北海道), 2007/04, 2007年イ ト ウ シンポジウ ム
inさ るふつ 「イ ト ウたちの憂い,いま私たちにでき る こ と」

0610AA403
0608AG485
0607AF999

福島路生 ： ダムが北海道の淡水魚に与え る影響, 2007年度日本魚類学会公開市民講座 北海道 ・ 淡水魚保
護フ ォーラ ムNo.8 in 札幌, 札幌, 2007/10

0610AA403

福島路生 ： ダムの分断によ る淡水魚類の多様性低下, ダム湖陸水学研究会, 名古屋, 2008/02 0610AA403

Fukushima M., Kameyama S., Kaneko M.(*1), Nakao K.(*2)(*1Rakuno Gakuen Univ., *2Hokkaido
Aquacult.Promot.) ： Impact of barriers on aquatic species composition in Japan, 7th Int.Assoc.Landscape
Ecol.(IALE) World Congr., Wageningen(Netherlands), 2007/07, Proceedings, 471-472

0610AA403
0608AG485

中谷隼(*1), 藤井実, 吉田綾, 寺園淳, 森口祐一(*1東大) ： 使用済みペッ ト ボ ト ルの日中間および国内完結
型 リ サイ クルシナ リ オの比較分析, 第18回廃棄物学会研究発表会, つ く ば, 2007/11, 同講演論文集, 279-
281

0608BE938
0610AA204
0608BE567

藤井実, 中谷隼(*1), 村上進亮(*1), 吉田綾, 森口祐一(*1東大)：プラ スチ ッ ク リ サイ クルの費用対効果, 第
3回日本LCA学会研究発表会, 名古屋, 2008/02, 同要旨集, 88-89

0608BE938
0610AA204
0608BE567

藤井実, 稲葉陸太, 南斉規介, 橋本征二, 大迫政浩, 森口祐一 ： もの と機能の組み合わせに配慮し た循環
資源の有効利用に関する研究, 第18回廃棄物学会研究発表会, つ く ば, 2007/11, 同講演論文集, 219-221

0610AA201

Fujii M., Hashimoto S., Osako M., Moriguchi Y. ： Which is a better material to fulfill a function?, 4th
Int.Conf.Int.Soc.Ind.Ecol.(ISIE Conf.2007), Toronto, 2007/06, Program

0610AA201

藤沼康実： 国環研における 大気汚染研究から 地球環境モニタ リ ングへの展開, 第48回大気環境学会年会,
岡山, 2007/09, 同講演要旨集, 197-200

0610AC593
0711BB323

深澤達矢(*1), 長谷川祥樹(*1), 高橋正広(*1), 太田幸雄(*1), 福澤加里部(*2), 高木健太郎(*3), 野村睦(*3),
柴田英昭(*3), 野口泉(*4), 藤沼康実(*1北大院, *2京大, *3北大北方生物圏フ ィ ール ド科学セ, *4北海道環
境科研セ)：天塩研究林における大気及び大気降下物中の金属成分に関する研究, 第48回大気環境学会年
会, 岡山, 2007/09, 同講演要旨集, 292

0610AC593

野口泉(*1), 深澤達矢(*2), 高木健太郎(*3), 林健太郎(*4), 藤沼康実(*1北海道環境科研セ, *2北大院, *3北
大北方生物圏フ ィ ール ド科セ, *4農環技研) ： 北方森林域における窒素成分の沈着と放出, 第48回大気環
境学会年会, 岡山, 2007/09, 同講演要旨集, 568

0610AC593

神村一幸(*1), 杵嶋修三(*1), 平卯太郎(*1), 内海康雄(*2), 吉田友紀子, 藤沼康実(*1山武, *2宮城高専)：CO2

排出量削減のための空調機器の自動制御シス テム開発に関する研究(第8報) 開発し た新しいBEMSの概
要, 平成19年度空気調和 ・ 衛生工学会大会, 仙台, 2007/09, 同学術講演会講演論文集, 617-620

0406BH478

神村一幸(*1), 杵嶋修三(*1), 内海康雄(*2), 吉田友紀子, 藤沼康実(*1山武, *2宮城高専) ： CO2削減のため
の建築設備の自動コ ン ト ロールシステム技術に関する開発 ・ 研究 その8 開発システムの概要, 2007年度
日本建築学会大会学術講演会, 福岡, 2007/08, 同講演梗概集, 1017-1018

0406BH478

内海康雄(*1), 神村一幸(*2), 杵嶋修三(*2), 吉田友紀子, 藤沼康実(*1宮城高専, *2山武) ： CO2排出量削減
のための空調機器の自動制御システム開発に関する研究(第9報) TRNSYSによ る熱負荷計算について, 平
成19年度空気調和 ・ 衛生工学会大会, 仙台, 2007/09, 同学術講演会講演論文集, 621-624

0406BH478
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杵嶋修三(*1), 神村一幸(*1), 内海康雄(*2), 吉田友紀子, 藤沼康実(*1山武, *2宮城高専) ： CO2排出量削減
のための空調機器の自動制御システム開発に関する研究(第10報) BACFlexについて, 平成19年度空気調
和 ・ 衛生工学会大会, 仙台, 2007/09, 同学術講演会講演論文集, 625-628

0406BH478

平卯太郎(*1), 神山一幸(*1), 杵島修三(*1), 吉田友紀子(*1山武) ： CO2排出量削減のための空調機器の自
動制御シ ス テム開発に関する研究(第11報) VAV空調の省エネルギー型温湿度制御, 平成19年度空気調
和 ・ 衛生工学会大会, 仙台, 2007/09, 同学術講演会講演論文集, 629-632

0406BH478

吉田友紀子, 井上隆(*1), 神村一幸(*2), 内海康雄(*3), 一 ノ瀬雅之(*1), 百田真史(*4), 杵嶋修三(*2), 藤沼康
実(*1東京理大, *2山武, *3宮城高専, *4東京電機大) ： CO2排出量削減のための空調機器の自動制御シス
テム開発に関する研究(第12報)開発システムの検証, 平成19年度空気調和・衛生工学会大会, 仙台, 2007/
09, 同学術講演会講演論文集, 633-636

0406BH478

内海康雄(*1), 神村一幸(*2), 杵嶋修三(*2), 吉田友紀子, 藤沼康実(*1宮城高専, *2山武) ： CO2削減のため
の建築設備の自動コ ン ト ロールシステム技術に関する開発 ・ 研究 その9 TRNSYSによ る熱負荷計算につ
いて, 2007年度日本建築学会大会学術講演会, 福岡, 2007/08, 同講演梗概集, 1019-1020

0406BH478

杵嶋修三(*1), 神村一幸(*1), 内海康雄(*2), 吉田友紀子, 藤沼康実(*1山武, *2宮城高専) ： CO2削減のため
の建築設備の自動コ ン ト ロールシステム技術に関する開発・研究 その10 BACFlexについて, 2007年度日
本建築学会大会学術講演会, 福岡, 2007/08, 同講演梗概集, 1021-1022

0406BH478

吉田友紀子, 井上隆(*1), 神村一幸(*2), 内海康雄(*3), 一 ノ瀬雅之(*1), 百田真史(*4), 杵嶋修三(*2), 藤沼康
実(*1東京理大, *2山武, *3宮城高専, *4東京電機大) ： CO2削減のための建築設備の自動コ ン ト ロールシ
ステム技術に関する開発・研究 その11 開発システムの検証, 2007年度日本建築学会大会学術講演会, 福
岡, 2007/08, 同講演梗概集, 1023-1024

0406BH478

太田恭兵(*1), 近藤靖史(*1), 小笠原岳(*1), 神村一幸(*2), 徐国海(*2), 吉田友紀子(*1武蔵工大, *2山武) ：
空調制気口の配置に起因する シ ョ ー ト サーキ ッ ト と ミ キシング ロ スに関するCFD解析, 2007年度日本建
築学会大会学術講演会, 福岡, 2007/08, 同講演梗概集, 1279-1280

0406BH478

平田竜一, 三枝信子(*1), 山本晋(*2), 大谷義一(*3), 井手玲子, 浅沼順(*4), 蒲生稔(*1), 平野高司(*5), 近藤
裕昭(*1), 小杉緑子(*6) 他(*1産総研, *2岡山大, *3森林総研, *4筑波大陸域環境研セ, *5北大, *6京大)： タ
ワーフ ラ ッ ク ス観測網か ら見え る東アジア森林生態系の炭素収支, 農業環境工学関連学会 2007年合同
大会, 府中, 2007/09, 同予稿集

0610AC593
0711BB323

平田竜一, 小林義和(*1), 溝口康子(*2), 油田さ と 子, 藤沼康実, 平野高司(*3)(*1JSPS, *2森林総研, *3北大)：
AsiaFluxDatabaseの紹介－陸域生態系の炭素 ・ 水収支解明のための総合的データ共有システムの構築 と
その展開－, 農業環境工学関連学会 2007年合同大会, 府中, 2007/09, 同予稿集

0307AC523

武田知己, 米康充(*1), 北田勝紀(*2)(*1島根大, *2中日本航空) ： ウ ェーブフ ォームLiDARによ る植生観測
の有効性について, 第55回日本生態学会大会(ポス ター発表), 福岡, 2008/03, 同講演要旨集, 334

0708BD437

Ohtani Y.(*1), Kim J.(*2), Fujinuma Y., Hirano T.(*3), Lee D.(*2), Miyata A.(*4), Saigusa N.(*5), Tani
M.(*6)(*1FFPRI, *2Yonsei Univ., *3Hokkaido Univ., *4NIAES, *5AIST, *6Kyoto Univ.)：Present situation and
challenges of AsiaFlux -Toward the next step-, AsiaFlux Workshop 2007, Taoyuan(Taiwan), 2007/10,
Abstracts, 1

0711BB323
0610AC593
0608CB961

Hamotani K.(*1), Nisimura W.(*1), Fujinuma Y.(*1Osaka Pref.Univ.) ： Measurement of methane flux over the
larch forest in Fuji-Hokuroku,Japan, AsiaFlux Workshop 2007, Taoyuan(Taiwan), 2007/10, Abstracts, 20

0711BB323
0610AC593
0608CB961

Mizoguchi Y.(*1), Ohtani Y.(*1), Iwata H.(*2), Takanashi S.(*1), Nakai Y.(*1), Hirakata A.(*3), Aoshima T.(*3),
Yorisaki A.(*4), Fujinuma Y.(*1FFPRI, *2Univ.Tsukuba, *3EKO Inst., *4Climatec) ： Comparative
measurements among Quantum Sensors to improve reliability of PAR data, AsiaFlux Workshop 2007(Poster
Session), Taoyuan(Taiwan), 2007/10, Abstracts, 37

0610AC593

Wang H.(*1), Saigusa N.(*2), Maeda T.(*2), Yamamoto S.(*3), Kondo H.(*2), Murayama S.(*2), Fujinuma
Y.(*1IGSNRR, *2AIST, *3Okayama Univ.) ： Detecting the leaf aging effect on the ecosystem photosynthesis
rate with carbon flux data, AsiaFlux Workshop 2007(Poster Session), Taoyuan(Taiwan), 2007/10, Abstracts, 50

0610AC593
0608CB961

Takagi K.(*1), Fukuzawa K.(*1), Liang N., Kayama M.(*1), Nomura M.(*1), Shibata H.(*1), Sasa K.(*1),
Fujinuma Y., Akibayashi Y.(*1), Koike T.(*1) et al.(*1Hokkaido Univ., *2Hokkaido Electr.Power)：Contribution
of the soil respiration to ecosystem respiration during a series of forestry activities in northernmost Japan,
AsiaFlux Workshop 2007(Poster Session), Taoyuan(Taiwan), 2007/10, Abstracts, 51

0608CB961
0610AC593
0711BB323
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Saigusa N.(*1), Hirata R., Matsuura Y.(*2), Yamamoto S.(*3)(*1AIST, *2FFPRI, *3Okayama Univ.) ： Cross-
Site synthesis of annual and seasonal carbon budget estimated by micrometeorological and biometric approaches
at different forest ecosystems in East Asia, AsiaFlux Workshop 2007(Poster Session), Taoyuan(Taiwan), 2007/
10, Abstracts, 53

0711BB323
0608CB961
0610AC593

藤野純一 ： 低炭素化社会に向けた挑戦 問われる日本の総合力, 第35回技術予測シ ンポジ ウ ム, 東京,
2007/04

0408BA369
0507BA794
0610AA104

藤野純一 ： 「今後の地球温暖化の行方を問 う ～IPCC第四次評価報告書を受けて～」 ど う すれば2050年50
％削減が読み取れるか？ , 第11期環境と経営のビジネス ト レン ド研究会, 東京, 2007/05

0408BA369
0507BA794
0610AA104

藤野純一 ： 「温暖化の現状 と 温暖化対策の可能性」 ～2050年日本低炭素社会シナ リ オ～, 平成19年度環
境問題研究会, 大阪, 2007/05

0408BA369
0507BA794
0610AA104

藤野純一 ： 2050年,CO2排出70％削減のシナ リ オ, 環境経営フ ォーラ ム, 東京, 2007/06 0408BA369
0507BA794
0610AA104

藤野純一 ： 低炭素社会への道筋－削減目標 と その方途, 大気環境学会 地球温暖化シンポジ ウ ム, 東京,
2007/07, 同予稿集, 19-24

0408BA369
0507BA794
0610AA104

藤野純一 ： 日本に と って低炭素社会を目指す意味は？ , 日本技術士会 月例会, 東京, 2007/07 0408BA369
0507BA794
0610AA104

藤野純一 ： 低炭素社会に向けた挑戦, エネルギー問題に発言する会, 東京, 2007/08 0408BA369
0507BA794
0610AA104

藤野純一 ： 2050年低炭素社会に向けた挑戦－問われる日本の総合力－, 日本技術士会 化学部会, 東京,
2007/08

0408BA369
0507BA794
0610AA104

藤野純一 ： 2050年低炭素社会に向けた挑戦－問われる日本の総合力－, 昭和電線講演会, 東京, 2007/08 0408BA369
0507BA794
0610AA104

藤野純一 ： 日本低炭素社会シナ リ オ, NTTド コモネ ッ ト ワーク企画部講演会, 東京, 2007/09 0408BA369
0507BA794
0610AA104

藤野純一 ： 低炭素社会なぜ必要か？ど う すればでき るのか？ , 脱 ・ 温暖化社会を築 く ための公開講座,
福井, 2007/09

0408BA369
0507BA794
0610AA104

藤野純一：低炭素社会なぜ必要か？ど う ずればでき るのか？, セイ リ ング型洋上風力発電研究成果報告
会, 千葉, 2007/10

0408BA369
0507BA794
0610AA104

藤野純一 ： 低炭素社会に向けて～日本2050年CO2排出量70％削減シナ リ オ, 日本民営鉄道協会, 東京,
2007/10

0408BA369
0507BA794
0610AA104

藤野純一：低炭素社会に向けてなぜ2050年半減が必要か？ど う すれば実現でき るのか？, 平成19年度地
球温暖化防止活動推進員等研修会, 千葉, 2007/10

0408BA369
0507BA794
0610AA104

藤野純一 ： 2050年を目指し た低炭素社会を考え る, 第2回次世代環境技術研究会, 大阪, 2007/10 0408BA369
0507BA794
0610AA104

藤野純一 ： 低炭素社会に向けた挑戦 2050年CO2排出量70％削減のビジ ョ ン, 「カーボンマイナス都市の
実現に向けて」 －民間技術によ る環境と経済の両立－, 東京, 2007/10

0408BA369
0507BA794
0610AA104
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藤野純一 ： 将来を見据えた低炭素社会への道筋, 第1回大気環境委員会, 東京, 2007/10 0408BA369
0507BA794
0610AA104

芦名秀一, 藤野純一 ： 低炭素社会実現のためのわが国家庭部門への水素エネルギー導入シナ リ オ, エネ
ルギー ・ 資源学会 第24回エネルギーシステム ・ 経済 ・ 環境コ ンフ ァ レ ン ス, 東京, 2008/01, 同講演論文
集, 97

0408BA369
0607BA529
0610AA104

芦名秀一, 池上貴志, 藤野純一 ： 太陽光 ・ 風力を活用し た2050年低炭素社会エネルギー供給システムの
検討－その2 ： エネルギー経済モデルを用いた日本におけ る 適シス テム設計, エネルギー ・ 資源学会
第24回エネルギーシステム ・ 経済 ・ 環境コ ンフ ァ レン ス, 東京, 2008/01, 同講演論文集, 40

0408BA369
0607BA529
0610AA104

Ashina S. ： Advanced LCS modeling: Backcast model, 13th AIM Int.Workshop, Tsukuba, 2008/02, Program 0408BA369
0607BA529
0610AA104

池上貴志, 荒巻俊也(*1), 花木啓祐(*1)(*1東大) ： 下水熱利用地域冷暖房シス テムの二酸化炭素排出削減
ポテンシ ャルの評価～東京都区部を対象 と し て～, 電気学会 メ タ ボ リ ズム社会 ・ 環境シス テム研究会,
東京, 2007/12, 電気学会研究会資料, 25-30

0408BA369
0507BA794
0610AA104

池上貴志, 芦名秀一, 藤野純一 ： 太陽光 ・ 風力を活用し た2050年低炭素社会エネルギー供給システムの
検討－その1 ： GISを用いた世界の太陽光 ・ 風力ポテンシ ャル量の推計－, エネルギー ・ 資源学会 第24回
エネルギーシステム ・ 経済 ・ 環境コ ンフ ァ レン ス, 東京, 2008/01, 同講演論文集, 39

0408BA369
0507BA794
0610AA104

Ikegami T. ： Assessment of the global technical potential of solar and wind energyusing geographic information
system, 13th AIM Int.Workshop, Tsukuba, 2008/02, Program

0408BA369
0507BA794
0610AA104

藤野純一 ： 日本低炭素社会構築に向けて なぜ必要か？ど う すればでき るのか？ , 第46回全国消費者大
会 ・ 環境分科会, 東京, 2007/11, 同予稿集

0408BA369
0507BA794
0610AA104

藤野純一, 山本博巳(*1), 山地憲治(*1), 森裕子(*1東大, *2ジェ イ ・ ケ イ ・ エル) ： 低炭素社会に向けた液
体エネルギー供給に関する分析－世界エネルギーモデルを用いたバイ オ液体燃料 と 非在来型原油の役
割分析－, エネルギー ・ 資源学会 第24回エネルギーシステム ・ 経済 ・ 環境コ ンフ ァ レン ス, 東京, 2008/
01, 同講演論文集, 211-214

0408BA369
0610AA104
0507BA794

藤野純一, 花岡達也, 芦名秀一, 井原智彦(*1), 加藤丈佳(*2), 小杉隆信(*3), 吉田好邦(*4), 藤澤(*5), 池上貴
志, 松橋隆治(*4)(*1産総研, *2名古屋大, *3立命館大, *4東大, *5東電) ： 2007年エネルギー ・ 資源学会サ
マーワーク シ ョ ッ プからの提言－産業・市場・消費における イ ノ ベーシ ョ ンの役割は？－, エネルギー・
資源学会 第24回エネルギーシステム・経済・環境コ ンフ ァ レン ス, 東京, 2008/01, 同講演論文集, 525-528

0408BA369
0610AA104

藤野純一 ： 低炭素社会 なぜ必要か？ど う すればでき るのか？ , 環境共生住宅推進協議会 会員交流セ ミ
ナー , 東京, 2007/11, プロ グ ラ ム

0408BA369
0610AA104
0507BA794

藤野純一, 増井利彦, 甲斐沼美紀子, 松岡譲(*1), 榎原友樹(*2), 日比野剛(*2)(*1京大, *2みずほ情報総研)：
2050年二酸化炭素排出量70％削減に向けたシナ リ オ構築分析, 第35回環境システム研究論文発表会, 東
京, 2007/10, 同講演集, 287-292

0408BA369
0610AA104

藤野純一 ： 低炭素社会に向けた挑戦 なぜ必要か？ど う すればでき るのか？ , 東北大学大学院環境科学
研究科 第5回環境技術シンポジウ ム, 仙台, 2007/12

0408BA369
0610AA104
0507BA794

藤野純一 ： 低炭素社会に向けた挑戦 なぜ必要か？ど う すればで き る のか？ , 日本化学会 「産学交流
フ ォーラ ム」 ： 資源 ・ エネルギー ・ 環境問題を考え る－資源 ・ エネルギー ・ 環境問題の展望と,解決への
取 り 組み ・ 挑戦, 東京, 2007/12, プロ グ ラ ム

0408BA369
0610AA104
0507BA794

藤野純一 ： 低炭素社会なぜ必要か？ど う すればでき るのか？ , 西東京市生活環境部環境保全課 「西東京
市エコ リ ーダー養成講座」 , 東京, 2007/12

0408BA369
0610AA104
0507BA794

藤野純一：2050年低炭素社会に向けた挑戦－問われる日本の総合力－, 科学技術 と経済の会 名古屋支部
第69回講演会, 名古屋, 2007/12, プロ グ ラ ム

0408BA369
0610AA104
0507BA794
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Fujino J.：Purpose of this workshop and introduction of Japan scenario, AIM Training Workshop 2007, Tsukuba,
2007/10, Program

0408BA369
0610AA104
0607BY530

藤野純一：低炭素社会に向けて, 日本LCA学会・LCA日本フ ォーラ ム共催 第5回LCA講演会, 東京, 2007/
08, 同講演集, 51-60

0408BA369
0610AA104
0507BA794

藤野純一 ： 脱温暖化社会はなぜ必要か 問われる日本の総合力, 野田興風会 長寿大学, 野田, 2007/07 0408BA369
0610AA104
0507BA794

藤野純一 ： 日本低炭素社会構築に向けた挑戦 なぜ必要か？ど う すれば実現でき るのか？ , Climate Cafe
温暖化について考え るべき こ と を考え る会, 東京, 2007/04

0408BA369
0610AA104

藤野純一 ： 低炭素社会に向けて－日本2050年70％削減シナ リ オの構築－, 第1回つ く ば3Eフ ォーラ ム(ポ
ス ター発表), つ く ば, 2007/12, 同要旨集, 18

0408BA369
0610AA104
0507BA794

藤野純一 ： 低炭素社会に向けた挑戦 なぜ必要か？ど う すればでき るのか？ , 循環型経済社会推進機構
意見交換会(第6回), 東京, 2008/01

0408BA369
0610AA104
0507BA794

Fujino J. ： Low-Carbon Society(LCS) scenarios through sustainable development, JICA Training Course,
Tsukuba, 2008/02

0607BY530
0408BA369
0610AA104

藤野純一 ： 低炭素社会に向けた挑戦 問われる日本／つ く ばの総合力, 第1回つ く ば3Eカ フ ェ , つ く ば,
2008/02

0408BA369
0610AA104
0608AG527

藤野純一 ： 低炭素社会に向けた挑戦 なぜ必要か？ど う すればでき るのか？ , 埼玉県20年度エコ ア ッ プ
宣言作成及びエコ ア ッ プ認証制度説明会, 浦和, 2008/02

0408BA369
0610AA104
0507BA794

藤野純一 ： 低炭素社会に向けた挑戦 なぜ必要か？ど う すればでき るのか？ , Green Japan Forum グ リ ー
ンパワーキ ャ ンペーン分科会 パネル討論1 ： 「再生可能エネルギー ： 供給サ イ ド の将来展望」 , 東京,
2008/02

0408BA369
0610AA104
0507BA794

藤野純一 ： 低炭素社会に向けた挑戦 なぜ必要か？ど う すればでき るのか？ , 科学技術 と経済の会 FF会
ミ ニ研修会, 東京, 2008/02

0408BA369
0610AA104
0507BA794

藤野純一 ： 低炭素社会に向けた挑戦 なぜ必要か？ど う すればでき るのか？ , 第423回地域開発研究懇談
会, 東京, 2008/02

0408BA369
0610AA104
0507BA794

Fujino J.：Introduction of LCS: Outputs of 3rd LCS workshop and next step, 13th AIM Int.Workshop, Tsukuba,
2008/02, Program

0408BA369
0610AA104
0507BA794

藤野純一 ： 低炭素社会に向けた挑戦 日本の取 り 組み ・ グ ローバルな取 り 組み, 筑波大学プレ戦略 「サス
テ ィ ナビ リ テ ィ ・ ス タデ ィ ーズの構築」 グループ, つ く ば, 2008/03

0408BA369
0610AA104
0507BA794

藤野純一 ： 低炭素社会に向けた挑戦 なぜ必要か？ど う すればでき るのか？ , JEITA第2回産業社会制御
システムフ ォーラ ム(特別講演), 東京, 2008/03, 同講演集, 1-21

0408BA369
0610AA104
0507BA794

藤野純一 ： 低炭素社会に向けた挑戦 なぜ必要か？ど う すればでき るのか？ , 東京西北ロータ リ ーク ラ
ブ卓話, 東京, 2008/03

0408BA369
0610AA104
0507BA794

藤野純一 ： 低炭素社会に向けた挑戦 なぜ必要か？ど う すればでき るのか？ , 第5回環境委員会活動発表
会(日本電線工業会環境委員会), 東京, 2008/03, プロ グ ラ ム

0408BA369
0610AA104
0507BA794

藤野純一 ： 低炭素社会に向けた挑戦 なぜ必要か？ど う すればでき るのか？ , 第5回環境委員会活動発表
会(日本電線工業会環境委員会), 大阪, 2008/03, プロ グ ラ ム

0408BA369
0610AA104
0507BA794
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Fujino J. ： Developing Low-Carbon society(LCS) scenarios through sustainable development, Asia Energy
Environ.Modeling Forum(AEEMF) 3rd Annu.Workshop, Beijing, 2007/05

0408BA369

Ashina S., Fujino J. ： Simulation analysis of CO2 reduction scenarios in Japan's electricity sector using multi-
regional optimal generation planning model, 9th IAEE Eur.Conf., Florence, 2007/06, Proceedings, 1-8

0408BA369
0610AA104
0607BA529

Fujino J. ： Japan Low-Carbon Society(LCS) study, Cleantech-Global Opportunities Bus., Helsinki, 2007/11 0408BA369
0507BA794
0610AA104

Fujino J. ： Developing Low-Carbon Society(LCS) scenarios through sustainable development, Chevron Meet.,
San Francisco, 2007/06

0408BA369
0507BA794
0610AA104

Fujino J.：Japan: Clear visions make it possible to reduce of 70％ CO2 emissions by 2050, COP13/CMP3 Side
Event"Low-Carbon Asia: To be or not to be"How to Align Climate Change and Sustainable Development, Bali,
2007/12

0408BA369
0610AA104
0607BY530

Fujino J. ： Results from the Low-Carbon Society modelling research, Achieving Sustainable Low-Carbon Soc.,
Bali, 2007/12

0408BA369
0610AA104
0507BA794

Fujino J., Masui T., Kainuma M., Ehara T.(*1), Hibino G., Kawase R.(*2), Matsuoka Y.(*2), Nishioka
S.(*1MHIR, *2Kyoto Univ.) ： Feasibility study to develop Japan Low-Carbon Society for 70％ CO2 emission
reduction below 1990 level, Int.Energy Workshop 2007(IEW), Stanford, 2007/06, Program

0408BA369
0610AA104
0507BA794

Fujino J. ： Developing Low-Carbon Society(LCS) scenarios toward 2050, Haagen-Smit Symp.7th Annu.Meet.,
Aptos, 2007/05, Program

0408BA369
0610AA104
0507BA794

Fujino J.：Low-Carbon Society(LCS) scenarios toward 2050, Asia-Eur.Environ.Forum-Global clim.policy after
2012-ASEM's contrib., Copenhagen, 2007/04

0408BA369
0610AA104
0507BA794

Strachan S., Fujino J.(*1)(Policy Stud.Inst.) ： Low Carbon Society(LCS) Modelling, Jpn.-UK Achieving
Sustainable Low-Carbon Soc., London, 2007/06

0408BA369
0610AA104
0507BA794

Fujino J. ： Japan Low-Carbon Society(LCS) study, EUSEW 2008, Brussels, 2008/01, Program 0408BA369
0610AA104
0507BA794

Fujino J. ： Delivering a Low-Carbon and Sustainable Society, NERO/OECD Workshop Econ.Clim.Change,
Paris, 2008/03, Program

0408BA369
0610AA104
0507BA794

藤巻秀和：VOCの健康影響研究の現状, 第48回大気環境学会年会, 岡山, 2007/09, 同講演要旨集, 270-271 0610AA302

松井康人(*1), 坂井伸光(*1), 塩田憲司(*1), 高岡昌輝(*1), 藤巻秀和, 内山巌雄(*1)(*1京大) ： 嗅神経を介在
し たデ ィ ーゼル排気中ナ ノ 粒子の曝露経路の検索, 第48回大気環境学会年会(ポ ス タ ー発表), 岡山,
2007/09, 同講演要旨集, 453

0610BY303

欅田尚樹(*1), 真鍋龍治(*1), 吉田安宏(*2), 山元昭二, 藤巻秀和, 嵐谷奎一(*1)(*1産業医大) ： マウ スに対
する低濃度 ト ルエン経気道曝露によ る免疫系への影響, 第48回大気環境学会年会(ポス ター発表), 岡山,
2007/09, 同講演要旨集, 518

0610AA302

藤巻秀和 ： 実験動物で探る低濃度有機化合物の影響機構, 第16回日本臨床環境医学会総会, 東京, 2007/
07, 同プロ グ ラ ム ・ 抄録集, 71

0610AA302

藤巻秀和：感受性要因に注目し た化学物質の健康影響評価, 第51回全国環境衛生大会, 札幌, 2007/10, 同
予稿集, 20-21

0610AA302

Fujimaki H., Yamamoto S., Tin-Tin-Win-Shwe, Fukushima A., Nakajima D., Goto S. ： Immunomodulatory role
of low-level toluene exposure in mice, 11th Int.Congr.Toxicol.(Poster Session), Montoreal, 2007/07,
Abstracts(CD-R), PM3.082 080

0610AA302
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Matsui Y.(*1), Chisaka H.(*1), Takaoka M.(*1), Fujimaki H., Tsuda A.(*2), Uchiyama I.(*1)(*1Grad.Sch.Kyoto
Univ., *2Harvard Sch.Public.Hlth.) ： Pathway for ultrafine diesel exhaust particles from the nose to the brain:
tracking by a synchrotron radiation-based imaging technique, Neuroscience 2007(Poster Session), San Diego,
2007/11, Abstracts(CD-R), 227.3-DD12

0610BY303

古山昭子, 平野靖史郎 ： 熱処理ク リ ソ タ イルの毒性学的評価, 第48回大気環境学会年会, 岡山, 2007/09,
同講演要旨集, 423

0608BE434
0610AA412

古山昭子, 菅野さ な枝, 山本貴士, 貴田晶子, 野馬幸生, 平野靖史郎 ： 熱処理ク ロ シ ド ラ イ ト の毒性学的
評価, 第78回日本衛生学会総会, 熊本, 2008/03, 日衛誌, 445

0608BE434
0610AA412

堀口敏宏, 児玉圭太, 李政勲(*1), 大山政明, 高尾雄二(*1), 白石寛明(*1長崎大)：貧酸素－有害物質流水式
連続曝露試験装置の試作, 第16回環境化学討論会(ポス ター発表), 北九州, 2007/06, 同講演要旨集, 468-
469

0610AA304

Horiguchi T., Shiraishi H., Nishikawa T., Ohta Y.(*1), Shiraishi F., Cho H.(*2), Nishikawa J.(*3), Morita
M.(*1Tottori Univ., *2Chonnam Natl.Univ., *3Mukogawa Women's Univ.) ： Involvement of the retinoid X
receptor in the development of imposex caused by organotin compounds in female gastropods, 27th
Int.Symp.Halogenat.Persistent Org.Pollut.-DIOXIN 2007(Poster Session), Tokyo, 2007/09, Organohalogen
Compd., 135

0708CD301

Lee Jeong-hoon(*1), 児玉圭太, 片山知史(*2), 久米元(*3), 大山政明, 堀口敏宏, 高尾雄二(*1)(*1長崎大, *2
中央水研, *3カン タベ リ ー大)：耳石を用いた東京湾産マコガレ イの年齢査定における表面観察法 と横断
切片観察法の比較, 平成19年度日本水産学会秋季大会(ポス ター発表), 函館, 2007/09, 同予稿集, 157

0610AA304

堀口敏宏 ： 有機スズによ る巻貝類の内分泌か く 乱 ： 分子 メ カニズムから個体群影響まで, 化学物質の環
境 リ ス ク に関する国際シンポジ ウ ム 化学物質の内分泌か く 乱作用について～10年間のあゆみ～, さ い
たま, 2007/12, 同予稿集, 32-33

0708CD301

堀口敏宏, 西川智浩, 太田康彦(*1), 白石寛明(*1鳥取大) ： 茨城 ・ 平磯における イ ボニシのRXR遺伝子発現
及び性成熟関連形質の経月変化, 日本内分泌攪乱化学物質学会 第10回研究発表会, さ いたま, 2007/12,
同研究発表会要旨集, 70

0708CD301

Park J.C.(*1), Cho H.S.(*1), Cho C.R.(*1), Harino H.(*2), Horiguchi T.(*1Chonnam Natl.Univ., *2Osaka City
Inst.Public Health Environ.Sci.) ： Antifouling paints in sediments collected from big harbors of Korea, 日本内
分泌攪乱化学物質学会 第10回研究発表会(ポス ター発表), さいたま, 2007/12, 同研究発表会要旨集, 93

0610AE558

堀口敏宏, Sousa A.(*1), 太田康彦(*2), 趙顯書(*3), Barroso C.M.(*1), 白石寛明(*1Univ.Aveiro, *2鳥取大,
*3全南大) ： 本邦産及び欧州産腹足類(ア ク キガ イ科,エゾバイ科及びオ リ イ レ ヨ フバイ科)数種に対する
RXR抗体の免疫組織化学染色, 日本内分泌攪乱化学物質学会 第10回研究発表会(ポス ター発表), さ いた
ま, 2007/12, 同研究発表会要旨集, 129

0708CD301

Horiguchi T., Yamakawa H.(*1), Kojima M.(*2), Kaya M., Shiraishi H., Morita M.(*1Tokyo
Univ.Mar.Sci.Technol., *2Intercraft) ： Contamination by organotin(Butyltin and Phenyltin) compounds and
ovarian spermatogenesis in abalone from Japan, 5th Int.Conf.Mar.Pollut.Ecotoxicol., Hong Kong, 2007/06,
Abstracts, O-13

0610AA304
0610AE558

Horiguchi T., Shiraishi H., Nishikawa T., Ohta Y.(*1), Shiraishi F., Cho H.S.(*2), Nishikawa J.(*3), Morita
M.(*1Tottori Univ., *2Chonnam Natl.Univ., *3Osaka Univ.) ： Involvement of the retinoid X receptor in the
development of imposex caused by organotins in female gastropods, SETAC Eur.17th Annu.Meet.,
Porto(Portugal), 2007/05, Abstracts, 31

0610AA304
0708CD301

Cho H.S.(*1), Lee J.H., Cho C.R.(*1), Choi H.G.(*2), Choi M.G.(*2), Horiguchi T.(*1Chonnam Natl.Univ.,
*2NFRDI)：Long term trends of imposex in the Rock Shell,Thais clavigera and organotin pollutions in the coast
of Korea, SETAC Eur.17th Annu.Meet., Porto(Portugal), 2007/05, Abstracts, 224

0610AA304
0708CD301

増井利彦： 環境と 経済の統合について～ 温暖化の観点から , 「 環境と 経済の統合」 についてのセミ ナー ,
東京, 2008/03

0507BA794

Masui T. ： Model for future scenario development, 13th AIM Int.Workshop, Tsukuba, 2008/02, Program 0408BA369
0507BA794

増井利彦 ： 2050年低炭素社会への道筋, 環境文明21ワーク シ ョ ッ プ, 東京, 2007/11 0507BA794
0408BA369

増井利彦, 肱岡靖明, 金森有子, 原沢英夫 ： 環境シナ リ オ ・ ビジ ョ ンおよびその作成方法のレ ビ ュー と
2050年の社会 ・ 環境像, 第35回環境システム研究論文発表会, 東京, 2007/10

0608AG527
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高山寛人(*1), 増井利彦(*1東京工大)： アジア諸国の発展に伴 う 二酸化炭素排出量の変化 と緩和策に関す
る分析, 環境経済 ・ 政策学会2007年大会, 彦根, 2007/10, 同報告要旨集(Web)

0507BA794

張暁曦(*1), 増井利彦(*1東京工大) ： 中国瀋陽市におけ る家庭部門のエネルギー需要見通し と 省エネル
ギー対策の効果の定量分析, 環境経済 ・ 政策学会2007年大会, 彦根, 2007/10, 同報告要旨集(Web)

0507BA794

棟居洋介(*1), 増井利彦(*1東京工大)：IPCC排出シナ リ オ(SRES)にも とづいた世界の食料および農地必要
量の長期推計, 環境経済 ・ 政策学会2007年大会, 彦根, 2007/10, 同報告要旨集(Web)

0610AE531

増井利彦 ： 低炭素社会の構築に向けて, 東京工大 世界文明セン ター公開研究会 温暖化 と21世紀文明(4),
東京, 2007/07

0507BA794
0408BA369

増井利彦 ： 2050年低炭素社会への道筋, ひらつか地域エネルギー協議会総会, 平塚, 2007/04 0507BA794
0408BA369

Xu Y., Jiang K.(*1), Masui T.(*1Energy Res.Inst.)：CGE linkage with AIM/Enduse: Assessing energy intensity
reduction target in china, 13th AIM Int.Workshop, Tsukuba, 2008/02, Program

0507BA794

Xu Y., Jiang K.(*1), Masui T.(*1Energy Res.Inst.) ： Global CGE model linking with bottom-up models, AIM/
APEIS Train.Workshop, Tsukuba, 2008/11, Progarme

0507BA794

Jiang K.(*1), Xu Y.(*1Energy Res.Inst.)：China's Energy and Climate Policies, Transdisciplinary Initiative Global
Sustainability(TIGS) Symp.2008, Honolulu, 2008/02, Progarme

0507BA794

Xu Y., Masui T. ： Assessing the impacts of a fuel tax in China using a computable general equilibrium model,
Int.Energy Workshop 2007(IEW), Stanford, 2007/06, Program

0507BA794

Xu Y., Jiang K.(*1), Masui T.(*1Energy Res.Inst.)：Hybrid modeling: Assessing energy intensity reduction target
in China, 3rd Asia Energy Environ.Modeling Forum(AEEMF), Beijing, 2007/05, Progarme

0607BY530

松重一夫, 今井章雄, 小松一弘 ： 霞ヶ浦水質の30年, 日本陸水学会 第72回大会, 水戸, 2007/09, 同講演要
旨集, 165

0610AC593

神谷航一(*1), 福島武彦(*1), 恩田裕一(*1), 松重一夫, 水垣滋(*2)(*1筑波大院, *2JST)：霞ヶ浦,諏訪湖にお
ける過去30年間の底質変化と リ ン収支, 日本陸水学会 第72回大会, 水戸, 2007/09, 同講演要旨集, 166

0610AC593

川崎伸之, Benner R.(*1)(*1Univ.South Carolina) ： 異なった有機物に対する従属栄養バク テ リ アの反応 と
化学組成変化について, 2007年度日本海洋学会秋季大会, 西原町(沖縄), 2007/09, 同講演要旨集, 161

0708CD540

大石優(*1), 松永恒雄, 中杉修身(*1)(*1上智大) ： 航空機 リ モー ト センシング画像上の足跡を用いた野生
動物の個体数推定, 第55回日本生態学会大会, 福岡, 2008/03, 同講演要旨集(Web), I2-08

0508AH778

作野裕司(*1), 古津年章(*2), 山本周一郎(*2), 都筑良明(*3), 松永恒雄(*1広島大, *2島根大, *3元島根大) ：
ALOS/AVNIR-2データ を用いた宍道湖・中海の表層濁度分布推定, 日本 リ モー ト センシング学会 第43回
学術講演会, 大阪, 2007/12, 同講演要旨集(Web), A21

0508AH778

春山純一(*1), 諸田智克(*1), 大竹真紀子(*1), 本田親寿(*1), 横田康弘(*1), 鳥居雅也(*1), 安部正真(*1), 松
永恒雄, 小川佳子(*1ISAS/JAXA) ： 「かぐや」 (SELENE)搭載月面撮像分光機器(LISM)の観測運用計画, 日
本惑星科学会 2007年周期講演会, 高知, 2007/09, プロ グ ラ ム

0507AE844

諸田智克(*1), 春山純一(*1), 本田親寿(*1), 横田康弘(*1), 大竹真紀子(*1), 小川佳子, 松永恒雄(*1ISAS/
JAXA) ： か ぐや(SELENE)/LISMに よ る月の地質年代の決定, 日本惑星科学会 2007年秋季講演会, 高知,
2007/09, プロ グ ラ ム

0507AE844

大竹真紀子(*1), 春山純一(*1), 松永恒雄, 横田康弘(*1), 諸田智克(*1), 本田親寿(*1)(*1ISAS/JAXA) ： 月周
回衛星 「かぐや(SELENE)」 搭載マルチバン ド イ メ ージャ を用いた研究計画, 2007年日本惑星科学会秋季
講演会, 高知, 2007/09, プロ グ ラ ム

0507AE844

横田康弘(*1), 春山純一(*1), 大竹真紀子(*1), 松永恒雄, 諸田智克(*1), 本田親寿(*1), 鳥居雅也(*1), 小川佳
子, 出村裕英(*2), 平田成(*2)(*1ISAS/JAXA, *2会津大) ： 月面デジタル地形モデルのkmスケール凹凸解析
法検討, 2007年日本惑星科学会秋季講演会(ポス ター発表), 高知, 2007/09, プロ グ ラ ム

0507AE844

小川佳子, 松永恒雄, 大竹真紀子(*1), 春山純一(*1), 横田康弘(*1), 本田親寿(*1), 諸田智克(*1), 鳥居雅也
(*1)(*1ISAS/JAXA)： かぐや(SELENE)/スペク ロル プロ フ ァ イ ラのデータ処理計画：月表面の鉱物組成情
報の収集に向けて, 2007年日本惑星科学会秋季講演会(ポス ター発表), 高知, 2007/09, プロ グ ラ ム

0507AE844

諸田智克(*1), 春山純一(*1), 本田親寿(*1), 横田康弘(*1), 大竹真紀子(*1), 鳥居雅也(*1), 小川佳子, 松永恒
雄(*1ISAS/JAXA)： かぐ や(SELENE)/LISMによ る 月の地質年代の決定精度, 第40回月・ 惑星シンポジウ ム,
相模原, 2007/07, 同講演予稿集(CD-ROM), 37-41

0507AE844

発表者 ・ 題目 ・ 学会等名称 ・ 開催都市名 ・ 年月 ・ 予稿集名 ・ 巻 （号） ・ 頁 研究課題ｺｰﾄﾞ
―  345  ―



国立環境研究所年報 （平成 19 年度）
春山純一(*1), 松永恒雄, 大竹真紀子(*1), 横田康弘(*1), 本田親寿(*1), 諸田智克(*1), 小川佳子, 鳥居雅也
(*1)(*1ISAS/JAXA)： かぐ や(SELENE)搭載地形カメ ラ (TC)の観測処理計画, 第40回月・ 惑星シンポジウ ム,
相模原, 2007/07, 同講演予稿集(CD-ROM), 23-24

0507AE844

小川佳子, 松永恒雄, 大竹真紀子(*1), 春山純一(*1), 横田康弘(*1), 本田親寿(*1), 諸田智克(*1)(*1ISAS/
JAXA) ： SELENE/LISMスペク ト ルプロ フ ァ イ ラ(SP)のデータ処理計画について ： 月周回軌道投入後の初
期チェ ッ ク から輝度値変換処理開始まで, 第40回月・惑星シンポジウ ム, 相模原, 2007/07, 同講演予稿集
(CD-ROM), 19-22

0507AE844

高木直樹(*1), 梅干野晁(*2), 村上暁信(*2), 松永恒雄(*1信州大, *2東京工大)： 航空機及び衛星熱赤外画像
によ る ヒ ート アイ ラ ンド マッ プの試作, 日本リ モート センシング学会 第42回学術講演会(ポス タ ー発表),
東京, 2007/05, プロ グ ラ ム

0508AH778

春山純一(*1), 松永恒雄, 大竹真紀子(*1), 諸田智克(*1), 横田康弘(*1), 本田親寿(*1)(*1ISAS/JAXA) ：
SELENE搭載月面撮像／分光機器(LISM)－その運用について, 日本地球惑星科学連合 2007年大会(ポス
ター発表), 千葉, 2007/05, 同予稿集(Web)

0507AE844

Yokota Y.(*1), Haruyama J.(*1), Ohtake M.(*1), Matsunaga T., Morota T.(*1), Honda C.(*1), Ogawa Y.,
Demura H.(*1), Hirota N.(*1)(*1ISAS/JAXA) ： Kilometer scale roughness analysis of Lunar Digital Terrain
Model, 日本地球惑星科学連合 2007年大会(ポス ター発表), 千葉, 2007/05, 同予稿集(Web)

0507AE844

本田親寿(*1), 春山純一(*1), 大竹真紀子(*1), 松永恒雄, 諸田智克(*1), 横田康弘(*1), 小川佳子, 出村裕英
(*1), 岩崎晃(*2), 中村良介(*3) 他(*1ISAS/JAXA, *2東大, *3産総研)：月周回衛星SELENE搭載TCデータ を
用いたDTM作成に向けた事前精度検証結果, 日本地球惑星科学連合 2007年大会(ポス ター発表), 千葉,
2007/05, 同予稿集(Web)

0507AE844

Ogawa K., Matsunaga T., Yokota Y.(*1), Ohtake M.(*1), Haruyama J.(*1)(*1ISAS/JAXA) ： Pre-launch
calibration of Spectral Profiler(SP)/LISM on SELENE mission, 日本地球惑星科学連合 2007年大会(ポス ター
発表), 千葉, 2007/05, 同予稿集(Web)

0507AE844

大竹真紀子(*1), 横田康弘(*1), 春山純一(*1), 松永恒雄(*1ISAS/JAXA) ： マルチバン ド イ メ ージ ャ を用い
た初期解析目標と期待される成果, 日本地球惑星科学連合 2007年大会(ポス ター発表), 千葉, 2007/05, 同
予稿集(Web)

0507AE844

平田成(*1), 浅田智朗(*1), 出村裕英(*2), 春山純一(*2), 大竹真紀子(*2), 松永恒雄(*3), 杉原孝充(*2), 佐々
木 晶(*4)(*1会津大, *2ISAS/JAXA, *3秋田大, *4東大) ： リ モー ト センシングデータによ る月ク レーター
形成過程の理解, 日本地球惑星科学連合 2007年大会(ポス ター発表), 千葉, 2007/05, 同予稿集(Web)

0508AH778

大石優(*1), 松永恒雄, 中杉修身(*1)(*1上智大) ： リ モー ト センシング画像に写った雪の上の足跡の自動
抽出, 日本 リ モー ト センシング学会 第43回学術講演会, 大阪, 2007/12, 同講演要旨集(Web)

0508AH778

Morota T.(*1), Haruyama J.(*1), Ohtake M.(*1), Matsunaga T., Yokota Y.(*1), Honda C.(*1), Torii M.(*1),
Ogawa Y., Abe M.(*1)(*1ISAS/JAXA) ： Age determination of mare basalts surrounding the crater lichtenberg:
preliminary results using selene(Kaguya)/Terrain camera data, 39th Lunar Planet.Sci.Conf.(Poster Session),
Houston, 2008/03, Abstracts, 1513.pdf

0507AE844

Yokota Y.(*1), Haruyama J.(*1), Ohtake M.(*1), Matsunaga T., Honda C.(*1), Morota T.(*1), Abe M.(*1), Torii
M.(*1), Ogawa Y., Demura H.(*2) et al.(*1ISAS/JAXA, *2Univ.Aizu)：Mapping of lunar topographic roughness
by digital terrain model, 39th Lunar Planet.Sci.Conf.(Poster Session), Houston, 2008/03, Abstracts, 1921.pdf

0507AE844

Demura H.(*1), Hodokuma T.(*1), Hirata N.(*1), Asada N.(*1), Haruyama J.(*2), Ohtake M.(*2), Matsunaga
T., Yokota Y.(*2), Morota T.(*2), Honda C.(*2) et al.(*1Univ.Aizu, *2ISAS/JAXA)：Preliminary integration of
digital terrain model(LISM) and topographic profile(LALT),Kaguya, 39th Lunar Planet.Sci.Conf.(Poster
Session), Houston, 2008/03, Abstracts, 1792.pdf

0507AE844

Haruyama J.(*1), Ohtake M.(*1), Matsunaga T., Morota T.(*1), Honda C.(*1), Torii M.(*1), Yokota Y.(*1),
Ogawa Y., Abe M.(*1), Hara S.(*2) et al.(*1ISAS/JAXA, *2Cent.Comput.Serv.) ： Kaguya(SELENE)/Terrain
Camera initial resulta and perspectives, 39th Lunar Planet.Sci.Conf., Houston, 2008/03, Abstracts, 1308.pdf

0507AE844

Hirata N.(*1), Haruyama J.(*2), Ohtake M.(*2), Matsunaga T., Yokota Y.(*2), Morota T.(*2), Honda C.(*2),
Ogawa Y., Torii M.(*2), Demura H.(*1) et al.(*1Univ.Aizu, *2ISAS/JAXA)：Morphology of large lunar craters:
Views from LISM/Kaguya, 39th Lunar Planet.Sci.Conf.(Poster Session), Houston, 2008/03, Abstracts, 1588.pdf

0507AE844

Matsunaga T., Ohtake M.(*1), Haruyama J.(*1), Ogawa Y., Yokota Y.(*1), Morota T.(*1), Honda C.(*1), Torii
M.(*1), Nakamura R.(*2), Kodama S.(*2) et al.(*1ISAS/JAXA, *2AIST) ： Kaguya(SELENE)/Spectral Frofiler:
In-flight performance and future plan, 39th Lunar Planet.Sci.Conf., Houston, 2008/03, Abstracts, 2226.pdf

0507AE844
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Ogawa Y., Matsunaga T., Ohtake M.(*1), Haruyama J.(*1), Yokota Y.(*1), Morota T.(*1), Honda C.(*1), Torii
M.(*1), Nakamura R.(*2), Kodama S.(*2) et al.(*1ISAS/JAXA, *2AIST) ： Initial dalibration of spectral profiler
and examples of the observed lunar surface spectral signatures, 39th Lunar Planet.Sci.Conf.(Poster Session),
Houston, 2008/03, Abstracts, 2498.pdf

0507AE844

Asada N.(*1), Harada N.(*1), Hirata N.(*1), Demura H.(*1), Haruyama J.(*2), Ohtake M.(*2), Matsunaga T.,
Yokota Y.(*2), Morota T.(*2), Honda C.(*2) et al.(*1Univ.Aizu, *2ISAS/JAXA) ： Recognition tool of craters
and linear features on Digital Terrain Model derived from LISM/TC,Kaguya, 39th Lunar Planet.Sci.Conf.(Poster
Session), Houston, 2008/03, Abstracts, 2431.pdf

0507AE844

Ohtake M.(*1), Haruyama J.(*1), Mastunaga T., Yokota Y.(*1), Morota T.(*1), Honda C.(*1), Torii M.(*1),
Ogawa Y., LISM Team(*1ISAS/JAXA) ： First results of the selene multiband imager, 39th Lunar
Planet.Sci.Conf., Houston, 2008/03, Abstracts, 1568.pdf

0507AE844

Terazono J.(*1), Asada N.(*1), Demura H.(*1), Hirata N.(*1), Saiki K.(*2), Iwasaki A.(*3), Oka R.(*1), Hayashi
T.(*1), Suzuki T.(*1), Matsunaga T. et al.(*1Univ.Aizu, *2Osaka Univ., *3Univ.Tokyo) ： Construction of
WebGIS system for lunar science data, 39th Lunar Planet.Sci.Conf.(Poster Session), Houston, 2008/03,
Abstracts, 1052.pdf

0507AE844

Alexandrov G.A., Matsunaga T. ： Routine checks of model consistency on terrestrial carbon sink components,
50th Anniv.Global Carbon Dioxide Record Symp.Celebration, Kona, 2007/11, Proceedings

0607BA583

柳下正治(*1), 早瀬隆司(*2), 松橋啓介, 濱田志穂(*3), 山田章博(*4)(*1上智大, *2長崎大, *3名古屋大, *4京
のアジェ ンダ21フ ォーラ ム) ： 社会変革のためのステーク ホルダー会議の可能性－持続可能な交通を事
例と し て－, 環境科学会2007年会, 長崎, 2007/09, 同講演予稿集, 152-153

0507AG521
0406BA499
0610AA104

松橋啓介, 工藤祐揮(*1)(*1産総研)： 2050年の脱温暖化社会実現に向けたLRTの役割, 第2回人 と環境にや
さ しい交通をめざす全国大会, 京都, 2007/09, 同予稿集, 91-92

0406BA499
0507AG521

松橋啓介： 2050年ま でに日本の運輸部門CO2を約70%削減する 対策について, 第1回つく ば3Eフ ォ ーラ ム,
つ く ば, 2007/12, 同講演要旨, 32

0406BA499
0507AG521

松橋啓介 ： 2050年の低炭素社会におけ る日本の交通の姿について, も ったいない学会第10回サロ ン講演
会, 東京, 2008/02

0406BA499
0507AG521

Matsumoto M., Amanuma K., Hashimoto A.H., Sakashita Y., Yanagisawa R., Takano H., Masumura K-i.(*1),
Nohmi T., (*1), Wakabayashi K.(*2), Aoki Y. et.al(*1Nat.Inst.Health Sci., *2Nat.Cancer Cent.Res.Inst.) ： In
vivo mutations by 3,6-dinitrobenzo[e]pyrene instilled into the lung of gpt delta transgenic mice, 1st Asian
Conf.Environ.Mutagens/36th Annu.Meet.Jpn.Environ.Mutagen Soc.(Poster Session), Kitakyushu, 2007/11,
Program & Abstracts, 73

0610AK544

松本理 ： 健康 リ ス ク評価における低濃度外挿と不確実性, ISM(統計数理研究所)シンポジウ ム 「環境 リ ス
ク研究における統計科学の貢献」 , 東京, 2008/01, 同予稿集, 5-8

0610AK544
0610AK915

Sato H.(*1), Matsumoto M., Itoh K.(*2), Yamamoto, M.(*2), Aoki Y.(*1Inst.Med.Mol.Design,
*2Univ.Tsukuba) ： Comprehensive gene expression analysis in male Nrf2KO mice treated with 2,3,7,8-
tetrachlorodibenzo-p-dioxin(TCDD), SOT.46th Annu.Meet., Charlotte, 2007/03, Abstracts(CD-ROM), 128

0408AE397

三森文行, 渡邉英宏, 高屋展宏, Garwood M.(*1)(*1 ミ ネ ソ タ大) ： ヒ ト 脳のフ ェ リ チン イ メ ージング, 第46
回NMR討論会, 札幌, 2007/09, 同講演要旨集, 20-21

0610AE416
0709CD311

三森文行, 高屋展宏, 渡邉英宏 ： ヒ ト 脳の超高磁場形態解析, 第35回日本磁気共鳴医学会大会, 神戸,
2007/09, 日磁医誌, 271-271

0610AE416
0709CD311

山口雅之(*1), 三森文行(*1国立がんセ東病院)：MR microscopyによ る精巣機能評価, 第35回日本磁気共鳴
医学会大会, 神戸, 2007/09, 日磁医誌, 122-122

0610AE416
0709CD311

三森文行 ： 高磁場MRIの将来-3Tを超えて, 第13回つ く ばMR懇話会, つ く ば, 2008/01 0610AE416
0709CD311

Mukai H., Tanimoto H., Hashimoto S., Machida T., Tohjima Y., Yokouchi Y. ： Standards for GHGs and ozone
monitoring in Japan, BERM11,11th Int.Symp.Biol.Environ.Ref.Mater., Tsukuba, 2007/10, Abstracts, TU-B03

0105AE155
0103BB151

寺尾有希夫, 北川浩之(*1), 向井人史, 野尻幸宏, 内田昌男, 柴田康行, 荒巻能史(*1名古屋大)：民間船舶を
利用し た西太平洋におけ る大気14CO2観測, 第10回AMSシンポジ ウ ム(ポス ター発表), 東京, 2008/03, 同
予稿集, 66

0610AA101
0408BB368
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Terao Y., Logan J.A.(*1)(*1Harvard Univ.) ： Correlation in interannual variability of ozone between lower
stratosphere and troposphere, 日本気象学会2007年度春季大会(ポス ター発表), 東京, 2007/05, 同予稿集,
240

0610AA101

藤哲士(*1), 森淳子(*1), 向井人史, 佐治光, 清水英幸, 村野健太郎(*1長崎県環境保健セ)：長崎県北部の水
稲被害と大気環境調査(第2報), 第48回大気環境学会年会, 岡山, 2007/09, 同講演要旨集, 307

0608BC597

Mukai H., Machida T., Tohmine K., Kajita Y., Terao Y., Sunaga A.：Preliminary experiment for change in oxygen
isotope ratio of CO2 in a glass bottle, 14th WMO/IAEA Meet.Experts Carbon Dioxide,Other Greenhouse
Gases,Related Tracer Measurement Techniques, Helsinki, 2007/09, Abstracts, 40

0105AE155
0103BB151

Terao Y., Kitagawa H.(*1), Mukai H., Nojiri Y., Uchida M., Shibata Y., Aramaki T.(*1Nagoya Univ.)：Interannual
variability and trends of atmospheric radiocarbon (14CO2) over the tropical western Pacific, 2007 AGU Fall
Meet., San Francisco, 2007/12, Abstracts(CD-ROM), B13B-1187

0610AA101
0408BB368

Goh K.(*1), Murata T.(*1Lincoln Univ.) ： Soil carbon inventory information and its impacts on the global
environment, 27th Annu.Conf.Int.Assoc.Impact Assess., Seoul, 2007/06, Abstracts, 43

0507CD468
0606AF417

持立克身 ： 基底膜培養基質を用いた人工組織の機能構築 シンポジウ ム2 ： 組織工学／再生医療を切 り 拓
く 細胞マ ト リ ッ ク ス工学, 第10回日本組織工学会, 東京, 2007/11, 同プロ グ ラ ム抄録集, 30

0307BY601

持立克身 ： 基底膜構造体を培養基質を用いた人工組織の構築, 第34回日本臓器保存生物医学会定期学術
集会, 札幌, 2007/11, Organ Biol., 223

0307BY601

森保文, 森賢三(*1), 犬塚裕雅(*2), 前田恭伸(*3), 淺野敏久(*4), 杉浦正吾(*5)(*1イ ンテージ, *2NPO法人
CoCoT, *3静岡大, *4広島大, *5projectECOⅡ) ： ボ ラ ンテ ィ ア活動の種類によ る参加決定要因の違い－
ボ ラ ンテ ィ ア機械理論の応用－, 環境科学会2007年会, 長崎, 2007/09, 同プロ グ ラ ム, 28-29

0610AE451
0709CD281

森保文, 森賢三(*1), 犬塚裕雅(*2), 前田恭伸(*3), 淺野敏久(*4), 杉浦省吾(*5)(*1イ ンテージ, *2NPO法人
CoCoT, *3静岡大, *4広島大, *5筑波大) ： 活動の種類によ る ボ ラ ンテ ィ ア参加の決定要因の違い, 日本
NPO学会 第10回年次大会, 東京, 2008/03, 同概要集, 35

0610AE451
0709CD281

森口祐一： ごみと 温暖化のかかわり －循環型社会と 低炭素社会の協調－, 第18回廃棄物学会研究発表会,
つ く ば, 2007/11, 特別シンポジウ ム講演資料集, 39-50

0610AA201

Moriguchi Y.：Analysis of material flows by input-output framework for environmental and resource issues, 16th
Int.Input-Output Conf., Istanbul, 2007/07, Abstracts(Web)

0406BA501
0610AA201

Moriguchi Y. ： The OECD MFA Project -A progress report of IE's contribution to intergovernmental activity-,
4th Int.Conf.Int.Soc.Ind.Ecol.(ISIE Conf.2007), Toronto, 2007/06, Abstracts, 5

0406BA501

森野勇, 中山智喜(*1), 福田久人(*1), 上川琢磨(*1), 井上元(*2), 川崎昌博(*1)(*1京大, *2名古屋大) ： キ ャ
ビテ ィ リ ングダウ ン分光法によ るN2O 3υu3 バンド の圧力幅と 同位体種測定, 第7回分子分光研究会, 東京,
2007/05, 同要旨集

0610AA102
0608CD387
0308AE539

中山智喜(*1), 福田久人(*1), 上川琢磨(*1), 天野達夫(*1), 佐藤啓文(*1), 榊茂好(*1), Aloisio S.(*2), 森野勇,
井上元(*3), 川崎昌博(*1)(*1京大院, *2カ リ フ ォルニア州大, *3名古屋大院) ： H2O,CO2,N2Oの二量体の相
互作用エネルギー , 第7回分子分光研究会, 東京, 2007/05, 同要旨集

0610AA102
0608CD387
0308AE539

中山智喜(*1), 福田久人(*1), 上川琢磨(*1), 橋本訓(*1), 川崎昌博(*1), 森野勇, 井上元(*2)(*1京大, *2名古
屋大) ： H2Oの圧力広が り 測定によ る(H2O)2のポテンシ ャルエネルギー深さ の推定, 第23回化学反応討論
会(ポス ター発表), 神戸, 2007/06, 同予稿集, 128

0610AA102
0308AE539
0406BA414

森野勇 ： 温室効果ガスの野外観測 と 実験室分光, 2007年日本化学会西日本大会(依頼講演), 岡山, 2007/
11, 同講演要旨集, 42

0610AA102
0308AE539
0406BA414

森野勇, 内野修, 工藤泰子(*1), 山口高明(*1), 横田達也(*1日本気象協) ： GOSATの検証計画, 第13回大気
化学討論会, 名古屋, 2007/11, 同講演要旨集, 18

0610AL917
0610AA102
0406BA414

大山博史(*1), 森野勇, 町田敏暢, 長浜智生(*2), 中根英昭, 中川和道(*1)(*1神戸大, *2名古屋大STE研)：つ
く ば高分解能FTSによ るCO2カ ラ ム平均濃度の変動観測, 第13回大気化学討論会(ポス ター発表), 名古屋,
2007/11, 同講演要旨集, 53

0610AA102
0308AE539
0406BA414

山農大輔(*1), 坂本陽介(*1), 川崎昌博(*1), 森野勇, 井上元(*2)(*1京大, *2名古屋大) ： キ ャ ビテ ィ ー リ ン
グダウ ン分光法によ る メ タ ンの圧力広が り 係数の計測, 第13回大気化学討論会(ポス ター発表), 名古屋,
2007/11, 同講演要旨集, 54

0610AA102
0308AE539
0406BA414
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坂本陽介(*1), 山農大輔(*1), 川崎昌博(*1), 中山智喜(*2), 井上元(*3), 森野勇(*1京大, *2名古屋大STE研,
*3名古屋大) ： 室温におけ るH2Oダ イ マーの実効的相互作用エネルギー , 第13回大気化学討論会(ポ ス
ター発表), 名古屋, 2007/11, 同講演要旨集, 105

0610AA102
0308AE539
0406BA414

Morino I., Ohyama H.(*1), Nagahama T.(*2), Nakane H.(*1Grad.Sch.Kobe Univ., *2Nagoya Univ.) ： Tsukuba
NIR Site Report in 2007(Bruker IFS 120 HR), NDACC Infrared Working Group Meet., Tenerife(Spain), 2007/
05, Program, 4

0610AA102
0308AE539
0406BA414

Nagahama T.(*1), Morino I.(*1Nagoya Univ.)：Status Report: Moshiri & Tsukuba NIR FTIRs, TCCON Sci.Team
Meet., Tenerife(Spain), 2007/05

0610AA102
0308AE539
0406BA414

Suto H.(*1), Kuze A.(*1), Kaneko Y.(*1), Hamazaki T.(*1), Morino I., Oguma H., Yokota T., Inoue
G.(*2)(*1JAXA, *2Nagoya Univ.) ： Development of airborne SWIR FTS for GOSAT validation and calibration,
SPIE Opt. + Photonics 2007417, San Diego, 2007/08, Program, 145

0610AA102
0507BH855

Morino I., Nakayama T.(*1), Fukuda H.(*1), Hashimoto H.(*1), Kawasaki M.(*1), Inoue G.(*2)(*1Kyoto Univ.,
*2Nagoya Univ.) ： Foreign-gas pressure broadening for the (0 00 3) ← (0 00 0) band of N2O measured with
continuous-wave cavity ring-down spectroscopy, 20th Colloquium High Resolut.Mol.Spectrosc.(Poster
Session), Dijon, 2007/09, Program & Abstracts, 200

0610AA102
0308AE539
0406BA414

Morino I., Nakayama T.(*1), Fukuda H.(*1), Kamikawa T.(*1), Kawasaki M.(*1), Inoue G.(*2)(*1Kyoto Univ.,
*2Nagoya Univ.)：Continuous-wave cavity ring-down spectroscopy of the 3ν3 band of 14N15N16O and 15N14N16O,
20th Colloquium High Resolut.Mol.Spectrosc.(Poster Session), Dijon, 2007/09, Program & Abstracts, 199

0610AA102
0308AE539
0406BA414

柳澤利枝, 高野裕久, 井上健一郎, 市瀬孝道(*1), 定金香里(*1), 吉川敏一(*2)(*1大分県看護科大, *2京都府
医大)： フタ ル酸ジエチルヘキシル(DEHP)の乳児期曝露がマウ ス アト ピー性皮膚炎モデルに及ぼす影響,
第19回日本アレルギー学会春季臨床大会(ポス ター発表), 横浜, 2007/06, 同予稿集, 368

0507AG476

柳澤利枝, 高野裕久, 水島かつら(*1), 井上健一郎, 小池英子, 市瀬孝道(*2), 定金香里(*2), 吉川敏一(*1)(*1
京都府医大, *2大分県看護科大)：デ ィ ーゼル排気微粒子がアレルギー性気道炎症モデルに及ぼす影響に
関するGeneChipを用いた遺伝子発現解析, 第14回日本免疫毒性学会学術大会, 神戸, 2007/09, 同講演要
旨集, 46

0307BX015

柳澤利枝, 蒲池知子(*1), 井上健一郎, 小池英子, 高野裕久(*1筑波大院) ： ナ ノ サイ ズの二酸化チタ ンがバ
リ ア機能破綻時のマウ ス皮膚炎モデルに及ぼす影響, 第78回日本衛生学会総会, 熊本, 2008/03, 日衛誌,
350

0607CD510

Yanagisawa R., Takano H., Mizushima K.(*1), Inoue K., Koike E., Yoshikawa T.(*1)(*1Kyoto Pref.Univ.Med.)：
Microarray analysis of murine lungs following pulmonary exposure to diesel exhaust particles, 47th
Annu.Meet.ToxExpo(Poster Session), Seattle, 2008/03, Program, 103

0307BX015

天野佳正, 矢部徹, 田中亘(*1), 富岡典子, 林誠二, 石井裕一(*2), 野原精一, 松重一夫, 今井章雄(*1ピー ・
シー ・ イー , *2茨城県霞ヶ浦環境科セ) ： 異な る地理的スケールでの湖岸地形と植生の関係探索, 第42回
日本水環境学会年会, 名古屋, 2008/03, 同講演集, 443

0307AF511

水田秀行, 山形与志樹 ： 京都議定書におけ る温暖化ガス排出量取引のシ ミ ュ レーシ ョ ン研究, 第26回日
本シ ミ ュ レーシ ョ ン学会大会, 横浜, 2007/06, 同大会発表論文集, 31-38

0610AA103

山崎邦彦 ： 環境 リ ス ク管理施策の検討に向けたス ク リ ーニング と し ての リ ス ク評価, 日本 リ ス ク研究学
会 第20回研究発表会, 徳島, 2007/11, 同講演論文集, 51-56

0610AK915

植木祥治(*1), 立尾浩一(*1), 山田正人, 遠藤和人, 古津澄人(*2)(*1日本環境衛生セ, *2福島県) ： 循環型社
会に対応し た廃棄物詳細品目の類型化の検討(第1報), 第18回廃棄物学会研究発表会, つ く ば, 2007/11,
同講演論文集, 155-157

0610AB546
0709BE280

中村拓郎(*1), 山本陽介(*1), 澤村啓美(*2), 池道彦(*2), 成岡朋弘(*3), 山田正人, 石垣智基(*1龍谷大, *2大
阪大, *3九大) ： 反復回分培養によ るバイオマスからの水素生成微生物群集の獲得, 第18回廃棄物学会研
究発表会(ポス ター発表), つ く ば, 2007/11, 同講演論文集, 530-532

0610AA203

山本陽介(*1), 石垣智基(*1), 澤村啓美(*2), 池道彦(*2), 成岡朋弘(*3), 山田正人(*1龍谷大, *2大阪大, *3九
大) ： バイオマス系廃棄物からの水素生成反応の促進に関する研究, 第18回廃棄物学会研究発表会, つ く
ば, 2007/11, 同講演論文集, 539-541

0610AA203

田中宏和(*1), 田中博義(*1), 橘治廣(*1), 中屋亮二(*2), 山田正人, 遠藤和人, 大家清紀(*3), 小林克至
(*3)(*1福井県衛環境研セ, *2福井県, *3福井資源化工) ： 管理型産業廃棄物 終処分場における経過期間
と浸出水水質の相関分析, 第18回廃棄物学会研究発表会, つ く ば, 2007/11, 同講演論文集, 751-753

0610AB546
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大石修(*1), 依田彦太郎(*1), 佐藤賢司(*1), 石渡康尊(*2), 栗原正憲(*1), 山田正人, 遠藤和人, 川嵜幹生
(*3), 磯部友護(*3), 小野雄策(*3), 米倉哲志(*3), 前田正男(*4)(*1千葉県環境研究セ, *2千葉県南房総県民
セ, *3埼玉県環境科学国際セ, *4テ ク ノ アース) ： 廃棄物層調査におけ る電磁探査法の適用事例, 第18回
廃棄物学会研究発表会(ポス ター発表), つ く ば, 2007/11, 同講演論文集, 766-768

0610AB546

山田正人, 遠藤和人, 川嵜幹生(*1), 米倉哲志(*1), 磯部友護(*1), 小野雄策(*1), 大石修(*2), 佐藤賢司(*2),
依田彦太郎(*2), 石渡康尊(*3), 前田正男(*4)(*1埼玉県環境科国際セ, *2千葉県環境研セ, *3千葉県南房総
県民セ, *4テ ク ノ アース)： 終処分場においてアスベス ト 含有廃棄物を確認するための掘削方法につい
て, 第18回廃棄物学会研究発表会(ポス ター発表), つ く ば, 2007/11, 同講演論文集, 772-774

0610AB546
0609BE996

澤村啓美(*1), 山田正人, 池道彦(*1), 石垣智基(*2)(*1大阪大, *2龍谷大)：熱帯地域の埋立地における微生
物生態系解析, 第18回廃棄物学会研究発表会(ポス ター発表), つ く ば, 2007/11, 同講演論文集, 790-792

0610AB546
0709BA279

古田祐介(*1), 占部武生(*1), 石垣智基(*1), 中村義世(*2), 山田正人, 小野芳朗(*3)(*1龍谷大, *2NPO法人豊
中市民環境会議アジェ ンダ21, *3岡山大) ： 廃棄物関連施設か らの温室効果ガス排出量算定手法の改善,
第18回廃棄物学会研究発表会, つ く ば, 2007/11, 同講演論文集, 849-851

0610AA204
0709BA279

石垣智基(*1), 佐野準治(*1), 白井啓一(*1), 山田正人(*1龍谷大) ： 東南アジア諸国の埋立地覆土層におけ
る メ タ ン排出量削減に関する研究, 第18回廃棄物学会研究発表会, つ く ば, 2007/11, 同講演論文集, 855-
857

0610AA204
0610AB546

山田正人, 遠藤和人, 朝倉宏, 阿部誠, 長森正尚(*1), 渡辺洋一(*1), 小野雄策(*1), 小野芳朗(*2)(*1埼玉県環
境科国際セ, *2岡山大) ： 無機系廃棄物の混合埋立からの初期におけるガスの発生挙動について, 第29回
全国都市清掃研究 ・ 事例発表会, 広島, 2008/01, 同講演論文集, 239-241

0610AB546
0610AA204
0709BA279

藤原謙一郎(*1), 加藤由紀乃(*1), 御幡寿(*1), 磯政男(*1), 宮口右二(*2), 豊田淳(*2), 山崎信(*3), 稲葉陸太,
山田正人, 井上雄三 他(*1茨城県畜産セ, *2茨城大, *3畜産草地研)： 乳酸発酵残さの給与が産卵鶏の ヒ ナ
の飼養成績および盲腸内環境に及ぼす影響, 日本畜産学会 第108回大会, 岡山, 2007/09, 同講演要旨集,
27

0610AA203

Yamada M., Abe M., Yabuki Y.(*1), Inoue Y., Ono Y.(*2)(*1Agri.Food Environ.Sci.Res.Cent.Osaka Pref.,
*2Okayama Univ.) ： Toxicity reduction evaluation(TRE) of unit processes for landfill leachate treatment with
Daphnia magna, SETAC Eur.17th Annu.Meet., Porto(Portugal), 2007/05, Abstracts, 128

0610AB546
0406BY762
0709BY310

Abe M., Yamada M., Inoue Y. ： Evaluation ecotoxicity of solid waste using terrestrial invertebrates, SETAC
Eur.17th Annu.Meet., Porto(Portugal), 2007/05, Abstracts, 130

0610AB546
0507AE781

Kondo Y.(*1), Kagawa S.(*2), Yamada M., Tachio K.(*3)(*1Waseda Univ., *2Kyusyu Univ.,
*3Jpn.Environ.Sanit.Cent.) ： Inter-regional waste input-output model and best available eco-efficiency of
regional and nationalwide economy, 4th Int.Conf.Int.Soc.Ind.Ecol.,ISIE, Toronto, 2007/06, Abstracts, 110

0610AA203

Kamura K.(*1), Hara Y.(*2), Yamada M.(*1Waseda Univ., *2Chiba Pref.) ：Movement and effect of moisture in
landfills clarified by varoius geo-scientific methods, 11th Int.Waste Manage.Landfill Symp.(Sardinia 2007),
Cagliari(Italy), 2007/10, Proceedings

0610AB546

Yamada M., Asakura H., Inoue Y., Watanabe Y.(*1), Ono Y.(*1), Tachio K.(*2)(*1Cent.Environ.Sci.Saitama,
*2Jpn.Environ.Sanit.Cent.) ： Role of intermediate treatment in industrial solid waste stream for quality control
of landfilled waste, 11th Int.Waste Manage.Landfill Symp.(Sardinia 2007), Cagliari(Italy), 2007/10, Proceedings

0610AB546
0407BC381
0709BE280

Ishigaki T.(*1), Hase T.(*2), Ono Y.(*2), Endo K., Yamada M., Ono Y.(*3)(*1Ryukoku Univ.,
*2Cent.Environ.Sci.Saitama, *3Okayama Univ.) ： Potential of biodegradation of hydrophilic chemicals in waste
landfills, 11th Int.Waste Manage.Landfill Symp.(Sardinia 2007)(Poster Session), Cagliari(Italy), 2007/10,
Proceedings

0610AB546

Sawamura H.(*1), Yamada M., Naruoka T.(*2), Ike M.(*1), Ishigaki T.(*3)(*1Osaka Univ., *2Kyushu Univ.,
*3Ryukoku Univ.)：Fermentative hydrogen production from mixture of organic wastes and incineration ash, 11th
Int.Waste Manage.Landfill Symp.(Sardinia 2007), Cagliari(Italy), 2007/10, Proceedings

0610AA203

Kayanne H.(*1), Yasukouchi T.(*1), Yamaguchi T.(*2), Yamano H., Yoneda M.(*1)(*1Univ.Tokyo, *2Keio
Univ.) ： Island formation and early settlement in Majuro Atoll,Marshall Islands, 21st Pac.Sci.Congr.,
Ginowan(Okinawa), 2007/06, Abstracts, 205

0610AE004

Yokoki H.(*1), Hayashi T.(*1), Kuwahara Y.(*1), Sato D.(*1), Yamano H., Kayanne H.(*2), Watanabe
M.(*3)(*1Ibaraki Univ., *2Univ.Tokyo, *3Fuyo Ocean Dev.Eng.) ： Field survey and numerical calculation on
beach profile changes around laura islet,Majuro Atoll,the Marshall Islands, 21st Pac.Sci.Congr.,
Ginowan(Okinawa), 2007/06, Abstracts, 207

0610AE004
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Sato D.(*1), Yokoki H.(*1), Kuwahara Y.(*1), Fujita K.(*2), Osawa Y.(*3), Yamano H., Kayanne H.(*3),
Watanabe M.(*4)(*1Ibaraki Univ., *2Ryukyu Univ., *3Univ.Tokyo, *4Fuyo Ocean Dev.Eng.) ： Numerical
calculation of the change of waves and longshore sediment transports due to the sea-level rise on Majuro
Atoll,the Marshall Islands, 21st Pac.Sci.Congr., Ginowan(Okinawa), 2007/06, Abstracts, 207

0610AE004

Fujita K.(*1), Osawa Y.(*2), Yamano H., Kayanne H.(*2), Ide Y.(*3)(*1Ryuku Univ., *2Univ.Tokyo, *3Oceanic
Plannig) ： Distribution and sediment production of larger benthic foraminifera on reef flats of Majuro
Atoll,Marshall Islands, 21st Pac.Sci.Congr., Ginowan(Okinawa), 2007/06, Abstracts, 208

0610AE004

Kuwahara Y.(*1), Yokoki H.(*1), Sato D.(*1), Yamano H, Kayanne H.(*2), Yamaguchi T.(*3), Sato K.(*4),
Watanabe M.(*5)(*1Ibaraki Univ., *2Univ.Tokyo, *3Keio Univ., *4JR-East, *5Fuyo Ocean Dev.Eng.)：Zoning
map based on field surveying of vegetation and land use on Majuro Atoll,the Marshall Islands, 21st
Pac.Sci.Congr., Ginowan(Okinawa), 2007/06, Abstracts, 208

0610AE004

Yamano H., Kayanne H.(*1), Yamaguchi T.(*2), Kuwahara Y.(*3), Yokoki H.(*3), Shimazaki H., Chikamori
M.(*2)(*1Univ.Tokyo, *2Keio Univ., *3Ibaraki Univ.) ： The Nature of Tuvalu's vulnerability to sea-level rise
revealed by historical reconstruction, 21st Pac.Sci.Congr., Ginowan(Okinawa), 2007/06, Abstracts, 209

0610AE004

Osawa Y.(*1), Fujita K.(*2), Ide Y.(*3), Kayanne H.(*1), Yamano H.(*1Univ.Tokyo, *2Ryukyu Univ.,
*3Oceanic Plann.)：Anthropogenic influences on foraminiferal distribution on reef flats of Majuro Atoll,Marshall
Islands, 21st Pac.Sci.Congr.(Poster Session), Ginowan(Okinawa), 2007/06, Abstracts, 366

0610AE004

Join J.-L.(*1), Yamano H., Banton O.(*2), Pennober G.(*3), Collaborators of the INTERFACE team(*1IRD,
*2Univ.Avignon, *3Univ.La Reunion)：Interface: An integrated research program to assess vulnerability of reef
islands and coral reefs to climate change based on groundwater observation, 21st Pac.Sci.Congr.(Poster
Session), Ginowan(Okinawa), 2007/06, Abstracts, 366

0610AE004

茅根創, 安河内貫(*1), 山野博哉, 横木裕宗, 佐藤大作(*2), 藤田和彦(*3)(*1東大, *2茨城大, *3琉球大) ：
マーシ ャル諸島マジ ュ ロ環礁におけ る有孔虫砂の生産－運搬－堆積収支, 日本サンゴ礁学会 第10回大
会, 那覇, 2007/11, 同講演要旨集, 13

0610AE004
0607BA475

山野博哉, 古瀬浩史(*1), 佐藤崇範(*2)(*1自然教育研セ, *2石垣自然保護官事務所) ： 環境教育 ・ 行政 ・ 研
究者のネ ッ ト ワーク を活用し た2007年夏のサンゴ白化データの収集, 日本サンゴ礁学会 第10回大会, 那
覇, 2007/11, 同講演要旨集, 23

0610AE005

山野博哉, 杉原 薫(*1), 渡邊剛(*2), 島村道代, Kiseong Hyeong(*3)(*1福岡大, *2北大, *3韓国海洋研院)：日
本 と 韓国に分布する造礁サンゴの群集組成 と 骨格年輪を用いた環境指標の構築, 日本サンゴ礁学会 第
10回大会(ポス ター発表), 那覇, 2007/11, 同講演要旨集, 68

0610AE005
0709LA582

永田俊輔(*1), 杉原 薫(*1), 山野博哉(*1福岡大) ： 高緯度域でみられるFaviaの形態的特徴, 日本サンゴ礁
学会 第10回大会(ポス ター発表), 那覇, 2007/11, 同講演要旨集, 71

0610AE005
0709LA582

山野博哉 ： 日本におけるサンゴ礁の分布, 2007年度日本海洋学会秋季大会, 西原町(沖縄), 2007/09, 同講
演要旨集

0610AE005

大西俊次(*1), 今枝良平(*1), 佐野滋樹(*1), 伊藤和弘(*1), 山野博哉, 茅根創(*2)(*1玉野総合コ ンサルタ ン
ト , *2東大) ： マーシャ ル諸島マジュ ロ 環礁における GPS測量と ジオイ ド , 第108回日本測地学会秋季大会,
那智勝浦, 2007/11, 同講演要旨集

0610AE004
0607BA475

Yamano H., Shimazaki H., Murase T.(*1), Itou K.(*2), Sano S.(*2), Suzuki Y.(*3), Leenders N.(*4), Forstreuter
W.(*4), Kayanne H.(*5)(*1Aichi Pref.Univ., *2Tamano Consultants, *3Nagoya Univ., *4GPO, *5Univ.Tokyo)：
Construction of digital elevation models for atoll islands using digital photogrammetry, CoastGIS'06,
Wollongong(Aust.), 2006/07, Proceedings

0610AE004
0607BA475
0607MA479

Yamano H.：The use of multi-temporal satellite images to estimate intertidal reef-flat topography, CoastGIS'06,
Wollongong(Aust.), 2006/07, Proceedings

0610AE005

Yamano H., Kayanne H.(*1), Yamaguchi T.(*2), Kuwahara Y.(*3), Yokoki H.(*3), Shimazaki H., Chikamori
M.(*3)(*4)(*1Univ.Tokyo, *2Keio Univ., *3Ibaraki Univ., *4Teikyo Heisei Univ.) ： The nature of Tuvalu's
vulnerability to flooding and inundation revealed by historical reconstruction for 108 years, GeoHab 2007,
Noumea(New Caledonia), 2007/05, Abstracts

0610AE004
0607BA475

山村茂樹, 神崎雅也(*1), 惣田訓(*1), 池道彦(*1)(*1大阪大院) ： 微生物によ る ヒ 酸塩及びキ ノ ン還元を利
用し た汚染土壌からの ヒ 素除去, 第7回環境技術学会 研究発表大会及び特別講演会, 大阪, 2007/09, 同予
稿集, 63-64

0607AE442
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對馬育夫, Yoochatchaval W., 山口隆司(*1), 山村茂樹, 米山豊(*2), 珠坪一晃(*1長岡技科大, *2荏原環境エ
ンジニア リ ング)：常温 メ タ ン発酵におけ る主要酸生成細菌の生態学的特性の評価, 第10回日本水環境学
会シンポジウ ム, 熊本, 2007/09, 同講演集, 46-47

0608KA018
0608AG506

Yamamura S., Watanabe M., Kanzaki M.(*1), Soda S.(*1), Fujita M.(*1), Ike M.(*1)(*1Osaka Univ.) ： Effect of
an electron-shuttling compound in microbial arsenic mobilization, 18th Int.Symp.Environ.Biogeochem.,
Taupo(New Zealand), 2007/11, Proceedings, S-6

0607CD940

Soda S.(*1), Kanzaki M.(*1), Yamamura S., Kashiwa M.(*2), Fujita M.(*3), Ike M.(*1)(*1Osaka Univ.,
*2JAMSTEC, *3Kochi Natl.Coll.Technol.) ： A bioreactor model for remediation of arsenic-contaminated soil,
IWA-2nd Aspire Asia Pac.Reg.Group Conf.Exhib., Perth, 2007/10, (USB メ モ リ ー )

0607CD940

Yamamoto S., Takeuchi S.(*1), Fujitani Y., Fukushima A., Tin-Tin-Win-Shwe, Fujimaki H.(*1Hokkaido
Inst.Public Health) ： Effects of nano rich-desel exhaust on lung inflammation related to cell wall components of
gram positive bacteria in mice, 13th Int.Congr.Mucosal Immunol.(Poster Session), Tokyo, 2007/07, Abstracts,
310

0610BY303
0610AA412

山元昭二, 武内伸治(*1), 藤谷雄二, 福島篤, Tin-Tin-Win-Shwe, 藤巻秀和(*1北海道衛研) ： デ ィ ーゼル排
気ナ ノ 粒子がグ ラ ム陽性菌毒素によ る肺の炎症反応に及ぼす影響, 第48回大気環境学会年会(ポス ター
発表), 岡山, 2007/09, 同講演要旨集, 517

0610BY303

福島篤, Tin-Tin-Win-Shwe, 欅田尚樹(*1), 山元昭二, 嵐谷奎一(*1), 藤巻秀和(*1産業医大)： マウ ス海馬に
おけ る記憶形成気候に及ぼす低濃度 ト ルエン曝露の影響, 第48回大気環境学会年会, 岡山, 2007/09, 同
講演要旨集, 599

0610AA302

Tin-Tin-Win-Shwe, 山元昭二, 福島篤, 藤巻秀和： ナノ 粒子を曝露し たマウ ス 嗅球における 神経伝達物質
レ ベルと 炎症性サイ ト カイ ンmRNA発現の分析, 第48回大気環境学会年会, 岡山, 2007/09, 同講演要旨集,
345

0610BY303

山元昭二, 福島篤, Tin-Tin-Win-Shwe, 北條理恵子, 藤巻秀和 ： マウ ス胎仔期および新生仔期における低
濃度 ト ルエン曝露 とペプチ ド グ リ カン刺激が全身性のTh1/Th2バラ ン スに及ぼす影響, 第14回日本免疫
毒性学会学術大会(ポス ター発表), 神戸, 2007/09, 同講演要旨集, 66

0709CD283
0610AA302

Yamamoto S. ： Effect of environmental nanoparticles on inflammatory response in lung and brain: Examination
in diesel-exhaust derived nanoparticles and substitute nanoparticles, Int.Workshop Environ.Nanoparticles-
Spec.Ref.Atmos.Environ.-, Tsukuba, 2008/01, Abstracts, 8

0610BY303

Fukushima A., Tin-Tin-Win-Shwe, Yamamoto S., Kunugita N.(*1), Yoshida Y.(*1), Arashidani K.(*1), Fujimaki
H.(*1UOEH)：Expression of transcription factor genes for T-cell differentiation in the spleen of C3H/HeN and
BALB/c mice by the inhalation of low-level toluene, World Allergy Congr.2007(Poster Session), Bangkok,
2007/12, Abstracts, 623

0610CD494

Yamamoto S., Fukushima A., Tin-Tin-Win-Shwe, Hojo R., Yoshida Y.(*1), Kunugita N.(*1), Arashidani K.(*1),
Fujimaki H.(*1UOEH) ： Effect of prenatal and postnatal exposure to low-level toluene and peptidoglycan on
systematic Th1/Th2 immunity in infant mice, World Allergy Congr.2007(Poster Session), Bangkok, 2007/12,
Abstracts, 655

0709CD283
0610AA302

Fukushima A., Tin-Tin-Win-Shwe, Ahmed S., Yamamoto S., Tsukahara S., Kunugita N.(*1), Arashidani K.(*1),
Fujimaki H.(*1UOEH)：Neuronal synaptic plasticity related gene expressions in the hippocampus and olfactory
bulb of mice chronically exposed to low-level toluene, Int.Congr.Toxicol.(Poster Session), Montoreal, 2007/07,
Abstracts (CD-R), PM5.175 172

0610AA302

山本貴士, 貴田晶子, 野馬幸生, 寺園淳, 酒井伸一(*1)(*1京大環境保全セ) ： 透過型電子顕微鏡によ る環境
試料中ア スベ ス ト の分析におけ る バ リ デーシ ョ ン, 第16回環境化学討論会(ポ ス タ ー発表), 北九州,
2007/06, 同講演要旨集, 812-813

0608BE434
0610AB436

山本貴士, 貴田晶子, 野馬幸生, 寺園淳, 酒井伸一(*1)(*1京大環境保全セ) ： アスベス ト 熱処理物の透過型
電子顕微鏡(TEM)によ る評価, 第18回廃棄物学会研究発表会, つ く ば, 2007/11, 同講演論文集, 969-971

0608BE434
0610AB436

山本貴士：透過型電子顕微鏡によ る アスベス ト 分析 と精度管理, 第18回廃棄物学会研究発表会(有害廃棄
物研究部会， 廃棄物試験 ・ 検査法研究部会小集会), つ く ば, 2007/11

0608BE434
0610AB436

Yamamoto T., Noma Y., Kida A., Sakai S-i.(*1)(*1Environ.Preserv.Cent.Kyoto Univ.) ： Thermal behavior of
brominated flame retardants and brominated dioxins duringcombustion of automobile shredder residue, 4th
Int.Workshop Brominated Flame Retardants(BFR 2007)(Poster Session), Amsterdam, 2007/04, Abstracts(Web)

0610AA202
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大木淳之, 横内陽子 ： 海水中の揮発性有機化合物分圧を測定する手法の開発, 2007年度日本海洋学会秋
季大会, 西原町(沖縄), 2007/09, 同講演要旨集, 158

0610CD974

横内陽子, 大木淳之, 渡辺浩男(*1), 井上英之(*2)(*1アジレ ト テ ク ノ ロ ジー , *2埼玉県環境部) ： 大気中非
メ タ ン炭化水素の成分別全自動連続測定システムの構築 と さいたま市における観測例, 第48回大気環境
学会年会, 岡山, 2007/09, 同講演要旨集, 642

0607BD963

横内陽子, 斉藤拓也, 向井人史：波照間島における海洋起源VOCの大気観測, 2007年度日本海洋学会秋季
大会(シンポジウ ムD), 西原町(沖縄), 2007/09, プロ グ ラ ム

0610CD974
0610AA101

青木忠生, 横田達也, 井上元(*1), 信田浩司(*2), 小谷明(*2)(*1名古屋大, *2富士通FIP) ： 宇宙からのFTS観
測における外来 ノ イ ズ と その補正, 日本 リ モー ト センシング学会 第42回学術講演会, 東京, 2007/05, 同
講演会論文集, 61

0610AA102
0506CD504

今須良一(*1), 齋藤尚子(*1), 太田芳文(*1東大気候システム研セ)：熱赤外スペク ト ルを用いたCO2濃度解
析時における気温情報の導入方法, 日本気象学会 2007年度春季大会, 東京, 2007/05, 同講演予稿集, 135

0406BA414

太田芳文, 今須良一(*1), 横田達也(*1東大気候システム研セ) ： 衛星からの温室効果ガス観測における誤
差の評価手法, 日本気象学会 2007年度春季大会, 東京, 2007/05, 同講演予稿集, 136

0610AA102

齋藤尚子(*1), 太田芳文, 丹羽洋介(*1), 今須良一(*1)(*1東大気候システム研セ) ： リ ト リ ーバルチャ ンネ
ルの選択によ るCO2濃度推定精度の向上, 日本気象学会 2007年度春季大会, 東京, 2007/05, 同講演予稿
集, 137

0406BA414

Desbiens R., 青木忠生, 横田達也 ： Optimization of GOSAT atmospheric VMR profile retrieval using empirical
orthogonal function representation, 日本気象学会 2007年度秋季大会, 札幌, 2007/10, 同講演予稿集, 256

0610AA102

吉田幸生, 横田達也：巻雲存在下におけるCO2気柱量推定アルゴ リ ズムの検討 その2, 日本気象学会 2007
年度秋季大会(ポス ター発表), 札幌, 2007/10, 同講演予稿集, 458

0610AA102

江口菜穂, 吉田幸生, 横田達也 ： GOSAT/TANSO-FTS観測視野内の晴天率について, 日本気象学会 2007
年度秋季大会(ポス ター発表), 札幌, 2007/10, 同講演予稿集, 493

0610AA102

江口菜穂, 木口雅司(*1), 村田文絵(*2), 山根悠介(*3), 津島俊介(*4), 寺尾徹(*5), 林泰一(*4)(*1東大生産研,
*2高知大, *3京大, *4京大防災研, *5香川大) ： 2007年夏季バング ラデ ィ ッ シ ュ上空におけ る水蒸気変動
について, 日本気象学会 2007年度秋季大会, 札幌, 2007/10, 同講演予稿集, 118

0506AF522

齋藤尚子(*1), 太田芳文, 丹羽洋介(*1), 今須良一(*1)(*1東大気候システム研セ) ： GOSAT/TANSO-FTS熱
赤外領域でのCO2濃度同種手法(その2), 第13回大気化学討論会(ポス ター発表), 名古屋, 2007/11, 同講演
要旨集, 55

0610AA102
0406BA414

Watanabe H., Yokota T., Matsunaga T., Hiraki K., Ishihara H.(*1), Ninomiya K.(*2)(*1Fujitsu FIP., *2IMS
Lab.) ： Development of GOSAT data handling facility(GOSAT DHF) at National Institute for Environmental
Studies(NIES),Japan and planned GOSAT data products, 4th Int.Working Group Greenhouse Gases
Meas.Space(IWGGMS)(Poster Session), Paris, 2007/06, Abstracts, 13

0610AL917

Yokota T. et al. ： Data retrieval(Level 2) algorithms of the TANSO-FTS in SWIR bands and A pre-launch field
experiment with GOSAT BBM-TOKYO in 2006, 4th Int.Working Group Greenhouse Gases
Meas.Space(IWGGMS), Paris, 2007/06, Abstracts, 4

0610AA102

Oshchepkov S. et al. ： Aerosol and cloud correction for the GOSAT data processing with respect to CO2

retrievals, 4th Int.Working Group Greenhouse Gases Meas.Space(IWGGMS)(Poster Session), Paris, 2007/06,
Abstracts, 13

0610AA102

Tanaka T. et al. ： Aircraft observation of solar scattered light spectra from land surface.Validation experiment
of GOSAT No.1, 4th Int.Working Group Greenhouse Gases Meas.Space(IWGGMS)(Poster Session), Paris,
2007/06, Abstracts, 13

0610AA102

Saito R. et al.：Comparison between in-situ aircraft observation and direct solar spectral observation.Validation
experiment of GOSAT No.2, 4th Int.Working Group Greenhouse Gases Meas.Space(IWGGMS)(Poster Session),
Paris, 2007/06, Abstracts, 14

0610AA102

Inoue G.(*1), Yokota T., Eguchi N., Yoshida Y., Aoki T., Morino I., Higurashi A., Oguma H.(*1Nagoya Univ.)：
Estimation of CO2 column concentration from space in the presence of cirrus cloud -Data Analysis of GOSAT
Project-, Open Sci.Conf.GHG Cycle Northern Hemisphere, Crete(Greece), 2006/11, Abstracts(CD-ROM),
RTII10

0610AA102
0406BA414
0507BH855
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Watanabe H., Ishihara H.(*1), Ninomiya K., Hiraki K., Matsunaga T., Yokota T.(*1Fujitsu FIP)：Development
of GOSAT ground data system at NIES and the data processing strategy, SPIE Eur.Remote Sensing 2007,
Florence, 2007/09, Programs

0610AL917

Watanabe H. ： Application of ASTER data to hazard evaluation with an example of damage evaluation of the
landslide in Pakistan, SPIE Eur.Remote Sensing 2007, Florence, 2007/09, Programs

0610AL917

Bril A., Oshchepkov S., Yokota T.：Carbon dioxide retrieval from reflected sunlight spectra in the presence of
cirrus cloud: model studies, SPIE Eur.Remote Sensing 2007, Florence, 2007/09, Programs

0610AA102
0406BA414

Aoki T., Yokota T., Inoue G.(*1), Nobuta K.(*2), Kotani A.(*2)(*1Nagoya Univ., *2Fujitsu FIP)：Disturbances
and their corrections in space observation with GOSAT Fourier transform spectrometer, SPIE Eur.Remote
Sensing 2007, Florence, 2007/09, Programs

0610AA102
0406BA414

Saitoh N.(*1), Ota Y., Imasu R.(*1), Niwa Y.(*1)(*1CCSR Univ.Tokyo) ： CO2 vertical profiels retrieved from
thermal infrared spectra of GOSAT/TANSO-FTS, ASSFTS13(Poster Session), Toulouse, 2007/11, Abstracts

0610AA102
0406BA414

Yokota T., Eguchi N., Yoshida Y.：Investigation of clear-sky and small albedo region from CALIOP and MODIS
observations -Optimal region for retrieving carbon dioxide from GOSAT TANSO-FTS observation-, AGU 2007
Fall Meet.(Poster Session), San Francisco, 2007/12, Abstracts(CD-ROM), A13D-1504

0610AA102
0406BA414

Yoshida Y., Tanaka T., Saito R., Oguma H., Morino I., Aoki K.(*1), Machida T., Yokota T.(*1Univ.Toyama) ：
Aerosol effects on the estimation of the carbon dioxide concentration from the measurements of solar absorption
spectra at an altitude of 800 meters by using the FTS(GOSAT-BBM) in SWIR region, AGU 2007 Fall
Meet.(Poster Session), San Francisco, 2007/12, Abstracts(CD-ROM), A13D-1503

0610AA102
0406BA414

Desbiens R., Aoki T., Yokota T. ： Optimization of GOSAT atmospheric retrieval of CO2 in presence of
atmospheric particles using empirical orthogonal function representation, AGU 2007 Fall Meet.(Poster Session),
San Francisco, 2007/12, Abstracts(CD-ROM), A13D-1506

0610AA102

Oshchepkov S., Bril A., Yokota T. ： DOAS-based methodology to account for cirrus cloud in observations of
carbon dioxide from space, AGU 2007 Fall Meet.(Poster Session), San Francisco, 2007/12, Abstracts(CD-
ROM), A13D-1502

0610AA102

Saitoh N.(*1), Ota Y., Niwa Y.(*1), Imasu R.(*1)(*1CCSR Univ.Tokyo)：Accuracy and precision of CO2 vertical
profiles retrieved from thermal infrared spectra of GOSAT/TANSO-FTS sensor, AGU 2007 Fall Meet.(Poster
Session), San Francisco, 2007/12, Abstracts(CD-ROM), A13D-1507

0610AA102
0406BA414

Suto H.(*1), Kuze A.(*1), Kaneko Y.(*1), Nakajima M.(*1), Hamazaki T.(*1), Yokota T., Inoue G.(*2)(*1JAXA,
*2Nagoya Univ.) ： Airborne SWIR FTS for GOSAT validation, AGU 2007 Fall Meet.(Poster Session), San
Francisco, 2007/12, Abstracts(CD-ROM), A13D-1509

0610AA102

吉田綾, 田崎智宏, 寺園淳 ： 使用済みパソ コ ンの発生 と マテ リ アルフ ロー , 第18回廃棄物学会研究発表
会(ポス ター発表), つ く ば, 2007/11, 同講演論文集, 117-119

0608AE938
0610AA204

Yoshida A. ： Current status of waste electrical and electronic equipment and end-of-life vehicle recycling in
China, 3rd East Asian Symp.Environ.Nat.Resour.Econ., Tokyo, 2008/02, Proceedings, 97-98

0608BE938
0610AA204

吉田綾, 寺園淳 ： 中古家電等の取扱事業者の把握 と その管理上の問題点, 環境経済 ・ 政策学会2007年大
会, 彦根, 2007/10, 同報告要旨集, 46-47

0608BE938
0610AA204

吉田綾, 田崎智宏, 寺園淳 ： 誤差 小化によ る使用済みパソ コ ンのマテ リ アルフ ローの推計手法, 第3回
日本LCA学会研究発表会, 名古屋, 2008/02, 同要旨集, 52-53

0608BE938
0610AA204

Yoshida A., Tasaki T., Terazono A., Kojima M.(*1)(*1IDE-JETRO) ： Current situation of reuse,recycle and
transboundary movement of used PSc, 4th NIES Workshop E-waste, Tsukuba, 2007/11, Program

0608AE938
0610AA204
0608BE328

Yoshida Y., Murakami S.(*1), Terazono A.(*1Univ.Tokyo) ： Used automobile battery recycling in Asia, 4th
Int.Conf.Int.Soc.Ind.Ecol.(ISIE Conf.2007)(Poster Session), Toronto, 2007/06, Abstracts, 355

0608AE938
0610AA204

Yoshida A., Terazono A., Hayashi H.(*1)(*1WIC)：Some economic aspects of waste plastic trade between Japan
and China, China Int.Recycling Conf.2007, Tanjin, 2007/05, Proceedings, 126-131

0608BE938
0610AA204

Yoshida A., Tasaki T., Terazono A.：Material flow of used PCs in Japan, 2007 IEEE Int.Symp.Electron.Environ.,
Orland, 2007/05, Proceedings, 46-51

0608BE938
0610AA204

Yoshida A., Murakami-Suzuki R., Terazono A.：Present status of reuse/recycling of WEEE in Japan, Thailand's
Electr.Electronic Green Soc.Int.Conf.2007, Bangkok, 2007/09

0608AE938
0610AA204
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吉田勝彦 ： 島の生態系は生物の侵入に弱い構造を持つか？ , 第9回日本進化学会大会, 京都, 2007/09, 同
プロ グ ラ ム ・ 講演要旨集, 88

0305AA506
0105SP041
0406BA421

吉田勝彦： 食物網の進化と 侵入に対する 脆弱性の関係について, 第55回日本生態学会大会(ポス タ ー発表),
福岡, 2008/03, 同講演要旨集, 451

0305AA506
0105SP041
0406BA421

Tanaka J.(*1), Yonemoto J., Zaha H., Kiyama R.(*2), Sone H.(*1Tsukuba Univ., *2AIST) ： Insulin-like growth
factor-binding protein 5: A Estrpgen-responsive gene newly found to be modified by TCDD exposure, 27th
Int.Symp.Halogenat.Persistent Org.Pollut.-DIOXIN 2007(Poster Session), Tokyo, 2007/09, Organohalogen
Compd., 1897-1900

0707BY562

田中順子(*1), 米元純三, 座波ひろ子, 木山亮一(*2), 曽根秀子(*1筑波大, *2産総研)：IGFBP5はTCDDによ
り 影響を受けるエス ト ロゲン応答遺伝子であ る, 日本内分泌攪乱化学物質学会 第10回研究発表会(ポス
ター発表), さいたま, 2007/12, 同研究発表会要旨集, 177

0707BY562

米元純三 ： 内分泌か く 乱に関わる健康影響の動向と方向性, 化学物質の環境 リ ス ク に関する国際シンポ
ジウ ム, さいたま, 2007/12, 同要旨集, 40-41

0707BY562

永野麗子, 小池上繁, 今西哲, 座波ひろ こ, 米元純三, 曽根秀子 ： レチ ノ イ ン酸によ るマウ スES細胞の分
化 ・ 増殖への影響に関する研究, 日本内分泌攪乱化学物質学会 第10回研究発表会(ポス ター発表), さ い
たま, 2007/12, 同研究発表会要旨集, 111

0709BD451

今西哲, 米元純三, 白石寛明, 曽根秀子：殺虫剤Permethrinが ヒ ト 脳毛細血管内皮細胞に及ぼす影響, 日本
内分泌攪乱化学物質学会 第10回研究発表会(ポス ター発表), さ いた ま, 2007/12, 同研究発表会要旨集,
114

0709BD451

座波ひろ子, 松本結美, 永野麗子, 今西哲, 米元純三, 曽根秀子：正常 ヒ ト 乳腺上皮細胞における ビ ス フ ェ
ノ ールAの分化,増殖及び老化に及ぼす影響, 日本内分泌撹乱化学物質学会 第10回研究発表会(ポス ター
発表), さいたま, 2007/12, 同研究発表会要旨集, 198

0709BD451

Imanishi S., Yonemoto J., Sone H. ： Evaluation of vascular toxicity of permethrin in human endothelial cell and
mouse ES Cell, 47th Annu.Meet.ToxExpo(Poster Session), Seattle, 2008/03, Program, 108

0709BD451

溝口康子(*1), 平田竜一, 小林義和(*2), 梁乃申, 油田さ と子, 藤沼康実, 平野高司(*3), 宮田明(*4), 大谷義
一(*1)(*1森林総研, *2JST, *3北大, *4農環技研) ： アジアにおける フ ラ ッ ク ス観測の現状, 農業環境工学
関連学会 2007年合同大会, 府中, 2007/09, 同予稿集

0608CB961
0610AA101
0610AC593

梁乃申, 向井人史, 高橋善幸, 藤沼康実, 角張嘉孝(*1), 王権(*1), 中根周歩(*2), 高木健太郎(*3)(*1静岡大,
*2広島大, *3北大)： 土壌呼吸に及ぼす温暖化影響の実験的評価, 農業環境工学関連学会 2007年合同大会,
府中, 2007/09, 同予稿集

0610AA101
0610AC593

佐野智人(*1), 平野高司(*1), 久木田大和(*1), 白濱世司(*1), 梁乃申, 小熊宏之, 犬飼孔, 藤沼康実(*1北大院)：
カ ラマツ林の風害跡地における植生変化と炭素動態の特徴, 農業環境工学関連学会 2007年合同大会, 府
中, 2007/09, 同予稿集

0507CD589

加藤大輔(*1), 里村多香美(*2), 梁乃申, 中路達郎, 水永博己(*1)(*1静岡大, *2北大生物圏セ) ： カ ラ マツ人
工林におけ る林床ご と の細根の寿命特性, 第119回日本森林学会大会(ポス ター発表), 府中, 2008/03, 同
講演要旨集(CD-ROM), P1d33

0610AC593

Liang N., Kim S-D.(*1), Shimoyama K., Kim Y.(*2), Hirano T.(*3), Takagi K.(*3), Fujinuma Y.(*1Chungnam
Natl.Univ., *2IARC, *3Hokkaido Univ.) ： An automated chamber network for long-term measurement of soil
CO2 efflux, AsiaFlux Workshop 2007(Poster Session), Taoyuan(Taiwan), 2007/10, Abstracts, 75

0610AC593
0711BB323

Sano T.(*1), Hirano T.(*1), Kukita D.(*1), Shirahama S.(*1), Liang N., Oguma H., Inukai K., Fujinuma
Y.(*1Hokkaido Univ.) ： Change of vegetation and carbon dynamics in a larch forest after typhoon damage,
AsiaFlux Workshop 2007(Poster Session), Taoyuan(Taiwan), 2007/10, Abstracts, 79

0507CD589
0610AC593

Watanabe H., Takaya N., Mitsumori F.：Simultaneous quantitation of glutamate and GABA in the human brain
using localized 2D CT-COSY: 2nd report, 46th Annu.Meet NMR Soc.Jpn.(Poster Session), Sapporo, 2007/09,
Summary, 368-371

0610AE416
0709CD315

渡邉英宏, 高屋展宏, 三森文行：局所励起2D CT COSY法を用いた ヒ ト 脳内のグルタ ミ ン酸,GABA同時濃
度計測の高精度化, 第35回日本磁気共鳴医学会大会, 神戸, 2007/09, 日磁医誌, 212

0610AE416
0709CD315

高屋展宏, 渡邉英宏, 三森文行：イ メ ージングによ る ヒ ト 脳T1緩和時間の迅速測定 と解析, 第46回NMR討
論会(ポス ター発表), 札幌, 2007/09, 同講演要旨集, 360-361

0610AE416
0709CD311
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高屋展宏, 渡邉英宏, 三森文行：4.7Tにおける ヒ ト 脳各部位のT1値測定法の検討, 第35回日本磁気共鳴医
学会大会(ポス ター発表), 神戸, 2007/09, 日磁医誌, 335

0610AE416
0709CD311

渡邉英宏 ： MRIで脳の形態,代謝,機能を見る, 第55回応用物理関係連合講演会, 船橋, 2008/03, 同講演予
稿集, 74

0610AE416
0709CD315

渡部真文, 川本克也, 野馬幸生：廃棄物焼却炉におけ るニ ト ロ多環芳香族炭化水素化合物について, 第18
回廃棄物学会研究発表会, つ く ば, 2007/11, 同講演論文集(CD-R), 585-587

0608BE946
0610AA202

Watanabe M., Kunisue T.(*1), Iwata H.(*1), Tanabe S.(*1)(*1Ehime Univ.)：Contamination and bioaccumulation
potencies of PCDDs,PCDFs and PCBs in marine mammals and birds from the northern Far East, Int.Symp.2006
Pioneering Stud.Young Sci.Chem.Pollut.Environ.Changes(Poster Session), Matsuyama, 2006/11, Abstracts, 94

0610AA202

Nakatsuka Y., Kadygrov N., Shimoyama K.(*1), Machida T., Maksyutov S.(*1ILTS)：Optimization of ecosystem
model parameters: Fitting the observed seasonal cycles of atmospheric CO2 of Siberia, 日本地球惑星科学連合
2007年大会(ポス ター発表), 千葉, 2007/05, 同予稿集(CD-ROM), F118-004

0406BA414
0610AA102

Valsala V., Maksyutov S. ： CFC-11 cycle in the ocean simulated using assimilated ocean currents, Hokkaido
Univ.COE Symp.Predict.Avoidance Abrupt Change Bio-Geosphere Syst., Sapporo, 2007/02, Abstracts

0608BB931

Nakatsuka Y., Maksyutov S., Kadygrov N., Machida T.：Optimization of the seasonal cycles of CO2 flux of CASA
and the effects of the vertical mixing in a transport model, 第13回大気化学討論会(ポス ター発表), 名古屋,
2007/11, 同講演要旨集, 56

0610AA102
0610AA101

Nakatsuka Y., Kadygrov N., Maksyutov S. ： Assimilating observed seasonal cycles of CO2 to CASA model
parameters, 8th TransCom Workshop, Indianapolis, 2007/04, Program

0610AA102
0608BB931

Maksyutov S., Machida T., Shimoyama K., Kadygrov N., Itoh A., Patra P.(*1), Arshinov M.(*2), Krasnov O.(*2),
Belan B.(*2), Fedoseev N.(*3)(*1JAMSTEC, *2IAO, *3Permafrost Res.Inst.)：Inverse modelling of regional CO2

fluxes using tower network in West Siberia, 8th TransCom Workshop, Indianapolis, 2007/04, Program

0206BA921

Maksyutov S., Houweling S.(*1), Naja M., Patra P.(*2)(*1SRON, *2FRCGC) ： Preliminary results of tracer
transport simulation with satellite experiment protocol, 8th TransCom Workshop, Indianapolis, 2007/04,
Program

0610AL917

Maksyutov S. et al. ： Towards development of the operational system for GOSAT CO2 data use in the inverse
model of the atmospheric CO2 transport, 4th Int.Working Group Greenhouse Gases Meas.Space(IWGGMS),
Paris, 2007/06, Abstracts, 11

0610AA102

Valsala V. ： Design and validation of an offline oceanic tracer transport model for carbon cycle study, Ocean
Carbon Biogeochem.Summer Workshop(Poster Session), Woods Hole, 2007/07, Abtracts

0608BB931

Koyama Y., Maksyutov S., Tohjima Y., Mukai H., Machida T. ： High resolution simulation of the atmospheric
greenhouse gases variability with a largangian particle dispersion model, AGU 2007 Fall Meet.(Poster Session),
San Francisco, 2007/12, Abstracts(CD-ROM), A13D-1511

0610AA102
0610AA101
0608BB931

Maksyutov S., Machida T., Kadygrov N., Carouge C.(*1), Peylin P.(*1), Patra P.K.(*2)(*1CEA, *2FRSGC) ：
Study of the regional carbon fluxes through inverse modeling of the siberian atmospheric CO2 observations, AGU
2007 Fall Meet., San Francisco, 2007/12, Abstracts(CD-ROM), GC22A-02

0610AA102
0608BB931

Kadygrov N., Maksyutov S. ： On the utility of GOSAT column average CO2 observations in reducing
uncertainties of CO2 flux estimates, AGU 2007 Fall Meet.(Poster Session), San Francisco, 2007/12,
Abstrasts(CD-ROM), A13D-1514

0610AA102
0608BB931

Maksyutov S. ： Global atmospheric tracer transport modeling using multiprocessor computing systems, 4th
Siberian Workshop Parallel Comput., Tomsk, 2007/10

0610AA101
0608BB931

発表者 ・ 題目 ・ 学会等名称 ・ 開催都市名 ・ 年月 ・ 予稿集名 ・ 巻 （号） ・ 頁 研究課題ｺｰﾄﾞ
―  356  ―



資　料





国立環境研究所年報 （平成 19 年度）
１  ． 独立行政法人国立環境研究所第 ２ 期中期計画の概要 ( 平成 18 ～ 22 年度 )
―  359  ―



国立環境研究所年報 （平成 19 年度）
２  ． 平成 19 年度独立行政法人国立環境研究所年度計画の概要
―  360  ―



国立環境研究所年報 （平成 19 年度）
３  ． 組織の状況
―  361  ―



国立環境研究所年報 （平成 19 年度）
４  ． 人員の状況

（ １ ） 役員及び常勤職員 （平成 20 年 3 月 31 日）
職 　  　 　 名 氏 　 名

理事長 大　塚　柳太郎

理事（研究担当） 安　岡　善　文

理事（企画・総務担当） 仁　井　正　夫

監事（非常勤） 舩　橋　誠　壽

監事（非常勤） 小　林　伸　行

企画部長 松　井　佳　巳

次長 大　坪　國　順

次長 岸　部　和　美

企画室長（兼） 岸　部　和　美

研究企画主幹 横　井　三知貴

〃 野　村　　　環

研究推進室長（兼） 大　坪　國　順

研究企画主幹（兼） 田　崎　智　宏

　〃　　   　（兼） 岩　崎　一　弘

　〃　　   　（兼） 黒　川　佳　香

広報・国際室長 佐　藤　邦　子

研究企画主幹 広　兼　克　憲

広報係長 欠

広報係員 竹　内　志　乃

主席研究企画主幹（兼） 植　弘　崇　嗣

　　　〃　　　 　　　（兼） 田　邊　　　潔

　　　〃　　　 　　　（兼） 藤　沼　康　実

総務部長 加　藤　正　男

総務課長 植　木　　　謙

課長補佐 渡　邊　　　充

　〃 尾　高　明　彦

総務係長 赤　塚　輝　子

総務係員 小　池　克　実

車庫長 染　谷　竹　男

秘書係長 川　村　和　江

秘書係員 欠

厚生係長（兼） 赤　塚　輝　子

厚生係員（兼） 小　池　克　実

人事係長 豊　田　淳　一

人事係員 生　川　優　美

　　〃 鎌　田　美　幸

安全衛生専門職 松　井　文　子

　（兼） 大　坪　國　順

　　〃 坂　下　和　恵

　　〃 横　井　三知貴

会計課長 桑　田　信　男

課長補佐 種　瀬　治　良

経理係長 松　本　行　央

経理係員 吉　田　勇　輝

　〃 渡　邊　浩　行

出納係長 相　澤　和　春

監

地

―  
出納係員 君　 　厚　志

契約第一係長 河　瀬　貴　広

契約第一係員 田　中　俊　秀

〃 関　根　　　薫

契約第二係長 佐々木　　　修

契約第二係員 錦　織　善　隆

財産管理係長 欠

財産管理係員 欠

業務係長（兼） 工　藤　常　男

業務係員 欠

会計システム専門職 工　藤　常　男

財産管理専門職 佐々木　淳　一

主査 吾　妻　　　洋

施設課長 竹　内　　　正

課長補佐 久　保　恒　男

管理係長 名　取　美保子

共通施設係長 小石原　　　慎

営繕係長 欠

施設整備専門職 幸　地　昭　夫

主査 土　屋　重　和

（兼） 上　原　　　清

査室長 平　尾　良　則

監査主幹 成　島　克　子

球環境研究センター長 笹　野　泰　弘

副センター長 野　尻　幸　宏

炭素循環研究室長 向　井　人　史

主任研究員 梁　　　乃　申

研究員 高　橋　善　幸

〃 寺　尾　有希夫

衛星観測研究室長 横　田　達　也

主任研究員 山　野　博　哉

〃 森　野　　　勇

温暖化リスク評価研究室長 江　守　正　多

主任研究員 高　橋　　　潔

研究員 小　倉　知　夫

〃 伊　藤　昭　彦

温暖化対策評価研究室長 甲斐沼　美紀子

主任研究員 亀　山　康　子

〃 藤　野　純　一

研究員 花　岡　達　也

大気・海洋モニタリング推進室長 町　田　敏　暢

研究員 白　井　知　子

陸域モニタリング推進室長 藤　沼　康　実

主任研究員 小　熊　宏　之

地球環境データベース推進室長 松　永　恒　雄

主席研究員 Shamil Maksyutov

職 　  　 　 名 氏 　 名

塚 
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主席研究員 山　形　与志樹

主幹 山　本　　　哲

業務係長 木　村　幸　子

交流係長 欠

観測第一係長（兼） 尾　高　明　彦

観測第二係長 欠

（兼） 森　口　祐　一

〃 中　根　英　昭

〃 横　内　陽　子

〃 小　野　雅　司

〃 遠　嶋　康　徳

〃 今　井　章　雄

〃 谷　本　浩　志

〃 一ノ瀬　俊　明

〃 田　中　　　敦

〃 荒　巻　能　史

〃 松　重　一　夫

循環型社会・廃棄物研究センター長 森　口　祐　一

副センター長 井　上　雄　三

研究調整主幹（兼） 横　井　三知貴

循環型社会システム研究室長（兼） 森　口　祐　一

主任研究員 橋　本　征　二

研究員 南　齋　規　介

国際資源循環研究室長 寺　園　　　淳

研究員 吉　田　　　綾

〃 中　島　謙　一

循環技術システム研究室長 大　迫　政　浩

主任研究員 倉　持　秀　敏

〃 田　崎　智　宏

研究員 藤　井　　　実

〃 稲　葉　陸　太

資源化・処理処分技術研究室長 川　本　克　也

主任研究員 山　田　正　人

〃 遠　藤　和　人

研究員 小　林　　　潤

廃棄物試験評価研究室長 貴　田　晶　子

主任研究員 山　本　貴　士

物質管理研究室長 野　馬　幸　生

主任研究員 滝　上　英　孝

研究員 肴　倉　宏　史

〃 渡　部　真　文

バイオエコ技術研究室長（兼） 森　口　祐　一

研究員 蛯　江　美　孝

（兼） 徐　　　開　欽

環境リスク研究センター長（兼） 白　石　寛　明

副センター長 米　元　純　三

研究調整主幹 山　崎　邦　彦

曝露評価研究室長 鈴　木　規　之

主任研究員 櫻　井　健　郎

職 　  　 　 名 氏 　 名

ア

社

―  
研究員 今　泉　圭　隆

健康リスク評価研究室長（兼） 米　元　純　三

主任研究員 曽　根　秀　子

主任研究員 西　村　典　子

〃 松　本　 　 理

研究員 河　原　純　子

生態リスク評価研究室長 田　中　嘉　成

主任研究員 菅　谷　芳　雄

〃 立　田　晴　記

環境曝露計測研究室長 白　石　不二雄

主任研究員 鑪　迫　典　久

〃 中　島　大　介

高感受性影響研究室長 藤　巻　秀　和

主任研究員 石　堂　正　美

〃 山　元　昭　二

〃 黒　河　佳　香

〃 塚　原　伸　治

環境ナノ生体影響研究室長 平　野　靖史郎

主任研究員 鈴　木　　　明

〃 古　山　昭　子

生態系影響評価研究室長 高　村　典　子

研究員 西　川　　　潮

主席研究員 堀　口　敏　宏

〃 五  箇  公  一

ジア自然共生研究グループ長 中　根　英　昭

副グループ長 村　上　正　吾

アジア広域大気研究室長 高　見　昭　憲

主任研究員 佐　藤　　　圭

〃 清　水　　　厚

広域大気モデリング研究室長 大　原　利　眞

主任研究員 菅　田　誠　治

〃 谷　本　浩　志

研究員 永　島　達　也

アジア水環境研究室長 王　　　勤　学

主任研究員 水　落　元　之

〃 越　川　　　海

研究員 岡　寺　智　大

〃 東　　　博　紀

環境技術評価システム研究室長 藤　田　　　壮

主任研究員 徐　　　開　欽

〃 中　山　忠　暢

研究員 橋　本　　　禅

流域生態系研究室長 野　原　精　一

主任研究員 亀　山　　　哲

〃 福　島　路　生

研究員 井　上　智　美

主席研究員 清　水　英　幸

会環境システム研究領域長 原　沢　英　夫

環境経済・政策研究室長 日　引　　  聡

職 　  　 　 名 氏 　 名
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研究員 久保田　　　泉

環境計画研究室長（兼） 原　沢　英　夫

主任研究員 青　柳　みどり

　　　 〃 森　　　保　文

〃 一ノ瀬　俊　明

統合評価研究室長 増　井　利　彦

主任研究員 肱　岡　靖　明

研究員 花　崎　直　太

〃 金　森　有　子

交通・都市環境研究室長 小　林　伸　治

主任研究員 須　賀　伸　介

〃 近　藤　美　則

〃 松　橋　啓　介

主席研究員　 青　木　陽　二

化学環境研究領域長 柴　田　康　行

上級主席研究員 田　邊　　　潔

有機環境計測研究室長（兼） 田　邊　　　潔

主任研究員 伊　藤　裕　康

〃 橋　本　俊　次

研究員 髙　澤　嘉　一

無機環境計測研究室長 瀬　山　春　彦

主任研究員 久　米　　　博

〃 田　中 　　 敦

研究員 内　田　昌　男

動態化学研究室長 横　内　陽　子

主任研究員 　刀　正　行

研究員 荒　巻　能　史

〃 斉　藤　拓　也

生体計測研究室長 三　森　文　行

主任研究員 梅　津　豊　司

〃 渡　邉　英　宏

研究員 板　山　朋　聡

環境健康研究領域長 高　野　裕　久

分子細胞毒性研究室長 野　原　惠　子

研究員 小　林　弥　生

　 〃 鈴　木　武　博

生体影響評価研究室長 井　上　健一郎

主任研究員 小　池　英　子

研究員 柳　澤　利　枝

　〃 伊　藤　智　彦

総合影響評価研究室長 小　野　雅　司

主任研究員 持　立　克　身

　　　 〃 田　村　憲　治

環境疫学研究室長 新　田　裕　史

大気圏環境研究領域長 今　村　隆　史

大気物理研究室長 野　沢　　　徹

主任研究員 上　原　　　清

　　　 〃 秋　吉　英　治

　　　 〃 杉　田　考　史

職 　  　 　 名 氏 　 名

水

　

　

　

　

生

―  
主任研究員 日　暮　明　子

遠隔計測研究室長 杉　本　伸　夫

主任研究員 松　井　一　郎

研究員 西　澤　智　明

大気化学研究室長（兼） 今　村　隆　史

主任研究員 猪　俣　　　敏

大気動態研究室長 遠　嶋　康　徳

主任研究員 内　山　政　弘

研究員 山　岸　洋　明

主席研究員 中　島　英　彰

土壌圏環境研究領域長 木　幡　邦　男

水環境質研究室長 稲　葉　一　穂

主任研究員 土　井　妙　子

　　 〃 岩　崎　一　弘

　　 〃 冨　岡　典　子

　　 〃 珠　坪　一　晃

研究員 山　村　茂　樹

湖沼環境研究室長 今　井　章　雄

主任研究員 松　重　一　夫

研究員 小　松　一　弘

海洋環境研究室長 原　島　　　省

主任研究員 中　村　泰　男

　　 〃 牧　　　秀　明

土壌環境研究室長 林　　　誠　二

主任研究員 村　田　智　吉

〃 越　川　昌　美

研究員 渡　邊　未　来

物圏環境研究領域長 竹　中　明　夫

個体群生態研究室長 高　村　健　二

主任研究員 永　田　尚　志

〃 佐　竹　　　潔

〃 多　田　　  満

〃 吉　田　勝　彦

研究員 今　藤　夏　子

生理生態研究室長 佐　治　　  光

主任研究員 名　取　俊　樹

〃 久　保　明　弘

〃 唐　　　艶　鴻

〃 青　野　光　子

微生物生態研究室長 笠　井　文　絵

主任研究員 河　地　正　伸

〃 広　木　幹　也

〃 上　野　隆　平

生態遺伝研究室長 中　嶋　信　美

主任研究員 宮　下 　　 衛

〃 玉　置　雅　紀

研究員 矢　部　　　徹

〃 石　濱　史　子

職 　  　 　 名 氏 　 名
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環境研究基盤技術ラボラトリー長 植　弘　崇　嗣

環境分析化学研究室長 西　川　雅　高

主任研究員 佐　野　友　春

主任研究員 高　木　博　夫

生物資源研究室長 桑　名　　　貴

主任研究員 清　水　　  明

〃 高　橋　慎　司

〃 戸　部　和　夫

〃 川　嶋　貴　治

（兼） 笠　井　文　絵

環境情報センター長 山　本　秀　正

情報企画室長 坂　下　和　恵

企画調整係長 堀　部　成　子

職 　  　 　 名 氏 　 名
―  

任期付研究員等

（ア）任期付職員就業規則（平成１８年４月施行）に規定さ

※平成 17 年度までの採用者数は， 「一般職の任期付研

年 ６ 月施行） によ る任期付任用制度に基づ く 採用者数

付研究員であ る。

（イ） 契約職員就業規則 （平成 １ ８ 年 ４ 月施行） に規定され

（単位 ： 人）

（ウ） 外国人の任用

年　　　　度
平成
１０ １１ １２

招へい型任期付研究員

研究テーマ型任期付研究員 3 1

年　　　　度
平成
１８ １９

ＮＩＥＳ 特別研究員 5 4

年　度
平成
６ ７ ８ ９ １０ １１

任用者数 1 1
出版普及係長 山　口　和　子

情報提供専門職 猪　爪　京　子

情報整備室長（兼） 平　塚　　　勉

整備係長 欠

研究協力係長 欠

環境データ専門職 橋　本　政　幸

地理情報専門職 宮　下　七　重

情報管理室長 平　塚　　　勉

研究情報係長 欠

電算機係長（兼） 阿　部　裕　明

ネットワーク係長 阿　部　裕　明

図書・文献情報専門職 古　田　早　苗

情報システム専門職 欠

職 　  　 　 名 氏 　 名
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れる任期付研究員を任期を定めて採用した者の数

（単位 ： 人）

究員の採用， 給与及び勤務時間の特例に関する法律」 （平成 ９

であ り ， 若手育成型任期付研究員は現在の研究テーマ型任期

る Ｎ Ｉ Ｅ Ｓ 特別研究員を任期を定めて採用し た者の数

（単位 ： 人）

１３ １４ １５ １６ １７ １８ １９

5 3

11 8 6 4 7 7 3

１２ １３ １４ １５ １６ １７ １８ １９

2 3 1 1
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（ ２ ） 研究系契約職員

【Ｎ Ｉ Ｅ Ｓ フ ェ ロー 　 ２ ４ 名】 （平成 20 年 ３ 月 31 日）

【Ｎ Ｉ Ｅ Ｓ ポス ド ク フ ェ ロー 　 ８ ６ 名】

Ｎ Ｏ 氏 　 名 所 　 属

1 北　村　健　二 企画部

2 青　木　忠　生 地球環境研究センター

3 Sergey Oshchepkov 地球環境研究センター

4 Georgii Alexandrov 地球環境研究センター

5 Shobhakar Dhakal 地球環境研究センター

6 曾　　　継　業 地球環境研究センター

7 宮　崎　　　真 地球環境研究センター

8 木　下　嗣　基 地球環境研究センター

9 開　　　和　生 地球環境研究センター

10 安　田　憲　二 循環型社会･廃棄物研究センター

11 川　口　光　夫 循環型社会･廃棄物研究センター

12 松　崎　加奈恵 環境リスク研究センター

13 天　沼　喜美子 環境リスク研究センター

14 長　尾　明　子 環境リスク研究センター

15 樋　渡　武　彦 アジア自然共生研究グループ

16 長谷川　就　一 アジア自然共生研究グループ

17 黒　川　純　一 アジア自然共生研究グループ

18 大　場　　　真 アジア自然共生研究グループ

19 耿　涌 アジア自然共生研究グループ

20 濱　野　裕　之 アジア自然共生研究グループ

21 江　嵜　宏　至 環境研究基盤技術ラボラトリー

22 森　　　育　子 環境研究基盤技術ラボラトリー

23 橋　本　光一郎 環境研究基盤技術ラボラトリー

24 大　沼　　　学 環境研究基盤技術ラボラトリー

Ｎ Ｏ 氏 　 名 所 　 属

1 Andrey Bril 地球環境研究センター

2 江　口　菜　穂 地球環境研究センター

3 吉　田　幸　生 地球環境研究センター

4 Anna　Peregon 地球環境研究センター

5 横　畠　徳　太 地球環境研究センター

6 塩　竈　秀　夫 地球環境研究センター

7 中　路　達　郎 地球環境研究センター

8 長谷川　　　聡 地球環境研究センター

9 芦　名　秀　一 地球環境研究センター

10 太　田　芳　文 地球環境研究センター

11 Boyan Tatarov 地球環境研究センター

12 津　守　博　通 地球環境研究センター

13 古　山　祐　治 地球環境研究センター

14 Nikolay Kadygrov 地球環境研究センター

15 田　中　智　章 地球環境研究センター

16 齊　籐　　　龍 地球環境研究センター

17 小　川　佳　子 地球環境研究センター

18 増　冨　祐　司 地球環境研究センター

19 早　渕　百合子 地球環境研究センター

20 奈　良　英　樹 地球環境研究センター

21 Raphael Desbiens 地球環境研究センター

22 池　上　貴　志 地球環境研究センター
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23 齊　藤　　　誠 地球環境研究センター

24 Jamsranjav　Baasansuren 地球環境研究センター

25 松　本　力　也 地球環境研究センター

26 阿部　学 地球環境研究センター

27 Dmitry　Belikov 地球環境研究センター

28 牧　戸　泰　代 地球環境研究センター

29 荒　木　光　典 地球環境研究センター

30 村　上　理　映 循環型社会･廃棄物研究センター

31 朝　倉　　　宏 循環型社会･廃棄物研究センター

32 鈴　木　　　剛 循環型社会･廃棄物研究センター

33 鄭　　　昌　煥 循環型社会･廃棄物研究センター

34 梶　原　夏　子 循環型社会･廃棄物研究センター

35 近　藤　貴　志 循環型社会･廃棄物研究センター

36 劉　　　超　翔 循環型社会･廃棄物研究センター

37 小　瀬　知　洋 循環型社会･廃棄物研究センター

38 李　　　東　烈 循環型社会･廃棄物研究センター

39 成　岡　朋　弘 循環型社会･廃棄物研究センター

40 黄　　　仁　姫 循環型社会･廃棄物研究センター

41 永　野　麗　子 環境リスク研究センター

42 藤　谷　雄　二 環境リスク研究センター

43 菅　野　さな枝 環境リスク研究センター

44 種　田　晋　二 環境リスク研究センター

45 小　林　　　淳 環境リスク研究センター

46 平　井　慈　恵 環境リスク研究センター

47 鎌　田　　　亮 環境リスク研究センター

48 国　武　陽　子 環境リスク研究センター

49 鈴　木　純　子 環境リスク研究センター

50 小　田　重　人 環境リスク研究センター

51 赤　坂　宗　光 環境リスク研究センター

52 郡　　　麻　里 環境リスク研究センター

53 樋　田　竜　男 環境リスク研究センター

54 堂　囿　いくみ 環境リスク研究センター

55 今　西　　　哲 環境リスク研究センター

56 真　野　浩　行 環境リスク研究センター

57 林　　　岳　彦 環境リスク研究センター

58 河　内　香　織 環境リスク研究センター

59 劉　　　　　晨 アジア自然共生研究グループ

60 呉　　　通　華 アジア自然共生研究グループ

61 島　崎　彦　人 アジア自然共生研究グループ

62 矢ヶ崎　　泰海 アジア自然共生研究グループ

63 森　野　　　悠 アジア自然共生研究グループ

64 早　崎　将　光 アジア自然共生研究グループ

65 徐　　　　　燕 社会環境システム研究領域

66 加　藤　秀　樹 社会環境システム研究領域

67 三　瓶　由　紀 社会環境システム研究領域

68 松　本　　　太 社会環境システム研究領域

69 伏　見　暁　洋 化学環境研究領域

70 大　木　淳　之 化学環境研究領域

71 宇田川　弘　勝 化学環境研究領域

72 中　村　宣　篤 環境健康研究領域

73 細　川　　　剛 環境健康研究領域

74 立　石　幸　代 環境健康研究領域

Ｎ Ｏ 氏 　 名 所 　 属
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【Ｎ Ｉ Ｅ Ｓ アシス タ ン ト フ ェ ロー 　 ４ ２ 名】

75 神　田　　　勲 大気圏環境研究領域

76 XIE Chenbo 大気圏環境研究領域

77 原　　　由香里 大気圏環境研究領域

78 奈　良　郁　子 水土壌圏環境研究領域

79 對　馬　育　夫 水土壌圏環境研究領域

80 川　崎　伸　之 水土壌圏環境研究領域

81 大　村　嘉　人 生物圏環境研究領域

82 平　林　周　一 生物圏環境研究領域

83 田　辺　雄　彦 生物圏環境研究領域

84 下　野　綾　子 生物圏環境研究領域

85 武　田　知　己 生物圏環境研究領域

86 Sawicka Edyta 環境研究基盤技術ラボラトリー

Ｎ Ｏ 氏 　 名 所 　 属

1 橋　本　　　茂 地球環境研究センター

2 長　友　利　晴 地球環境研究センター

3 油　田　さと子 地球環境研究センター

4 中　塚　由美子 地球環境研究センター

5 酒　井　広　平 地球環境研究センター

6 須　永　温　子 地球環境研究センター

7 石　渡　佐和子 地球環境研究センター

8 小　野　貴　子 地球環境研究センター

9 Anil　Kumar　Raut 地球環境研究センター

10 林　　　洋　平 地球環境研究センター

11 岩　渕　裕　子 地球環境研究センター

12 白波瀬　　朋子 循環型社会･廃棄物研究センター

13 Komsilp Wangyao 循環型社会･廃棄物研究センター

14 藤　原　　　好 環境リスク研究センター

15 蓮　沼　和　夫 環境リスク研究センター

16 鈴　木　広　子 環境リスク研究センター

17 中　川　　　惠 環境リスク研究センター

18 座　波　ひろ子 環境リスク研究センター

19 米　田　昌　浩 環境リスク研究センター

20 Solovieva　Elena 環境リスク研究センター

21 影　山　志　保 環境リスク研究センター

22 小　塩　正　朗 環境リスク研究センター

23 軽　部　智　美 環境リスク研究センター

24 大　山　房　枝 環境リスク研究センター

25 杉　山　佳　世 環境リスク研究センター

26 樋　渡　亜矢子 アジア自然共生研究グループ

27 松　田　あゆり 化学環境研究領域

28 小　出　昌　弘 化学環境研究領域

29 鈴　木　　　亮 化学環境研究領域

30 吉　兼　光　葉 化学環境研究領域

31 鈴　木　優　徳 化学環境研究領域

32 中　宮　邦　近 化学環境研究領域

33 武　内　章　記 化学環境研究領域

34 友　利　直　子 環境健康研究領域

35 尾　村　誠　一 環境健康研究領域

36 西　沢　　　徹 生物圏環境研究領域

Ｎ Ｏ 氏 　 名 所 　 属
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【Ｎ Ｉ Ｅ Ｓ リサーチアシス タ ン ト 　 ３ ９ 名】

37 田野井　孝　子 生物圏環境研究領域

38 大　塲　麻　生 環境研究基盤技術ラボラトリー

39 今　里　栄　男 環境研究基盤技術ラボラトリー

40 長　濱　麻　美 環境研究基盤技術ラボラトリー

41 石　黒　　　進 環境研究基盤技術ラボラトリー

42 高　橋　克　行 環境研究基盤技術ラボラトリー

Ｎ Ｏ 氏 　 名 所 　 属

1 釜　江　陽　一 地球環境研究センター

2 瀬　谷　　　創 地球環境研究センター

3 楊　　　　　 地球環境研究センター

4 井　上　研一郎 循環型社会・廃棄物研究センター

5 山　本　智　子 循環型社会・廃棄物研究センター

6 中　原　美　理 環境リスク研究センター

7 川　原　志　郎 環境リスク研究センター

8 岡　本　実　希 環境リスク研究センター

9 李　　　政　勲 環境リスク研究センター

10 赤　沼　宏　美 環境リスク研究センター

11 栗　田　尚　佳 環境リスク研究センター

12 孫　　　志　剛 アジア自然共生研究グループ

13 肖　　　慶　安 アジア自然共生研究グループ

14 小　林　祥　子 アジア自然共生研究グループ

15 Tarek　Mohamed　Naser アジア自然共生研究グループ

16 堀　　　紘　子 アジア自然共生研究グループ

17 沈　　　智　韜 アジア自然共生研究グループ

18 池　上　久　通 アジア自然共生研究グループ

19 長　澤　恵美里 アジア自然共生研究グループ

20 耿　　　子　威 アジア自然共生研究グループ

21 井　口　　　亮 社会環境システム研究領域

22 黒　田　洋　平 社会環境システム研究領域

23 中　村　哲　也 社会環境システム研究領域

24 原　田　一　平 社会環境システム研究領域

25 濱　砂　幸　裕 社会環境システム研究領域

26 橋　本　　　済 社会環境システム研究領域

27 鵜　野　　　光 化学環境研究領域

28 大　篭　敬　子 環境健康研究領域

29 片　桐　和　子 環境健康研究領域

30 曾　　　　　勤 環境健康研究領域

31 小　髙　真　希 環境健康研究領域

32 山　下　陽　介 大気圏環境研究領域

33 白　田　慶一郎 大気圏環境研究領域

34 清　水　康　弘 大気圏環境研究領域

35 山　田　尚　志 大気圏環境研究領域

36 平　山　　　歩 大気圏環境研究領域

37 出　村　幹　英 生物圏環境研究領域

38 中　原　真裕子 生物圏環境研究領域

39 天　野　佳　正 生物圏環境研究領域

Ｎ Ｏ 氏 　 名 所 　 属
―  369  ―



国立環境研究所年報 （平成 19 年度）
（ ３ ） 特別客員研究員等の状況

① 客員研究官 １１名
国立大学法人等 ８名
私立大学 ３名

② 客員研究員 ２２３名
国立大学法人等 ９８名
公立大学 １１名
私立大学 ３４名
国立機関 ２名
地方環境研究所 ３４名
独立行政法人等 １８名
民間企業 ８名
その他 １５名
国外機関 ３名

③ 共同研究員 ７８名
国立大学法人等 ２６名
公立大学 １名
私立大学 ９名
国立機関 ３名
地方環境研究所 １名
独立行政法人等 ２名
民間企業 １２名
その他 ７名
国外機関 １７名

④ 研究生 １０１名
国立大学法人等 ８３名
私立大学 １２名
国外機関 ６名

客員研究官等合計 ４１３名
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５  ． 収入及び支出の状況

（単位 ： 円）

* １ ． （） 「カ ッ コ」 書きは， 前事業年度からの繰越額内数であ る。

２ ． 「対前年度」 は繰越額を除 く 前年度比であ る。

区 　 　 　 　 　 　 　 　 分 収 　 入 　 額 対前年度 支 　 出 　 額 差 　 　 　 額

運営費交付金収入
10,321,035,636
(640,670,636)

107.3％ 9,407,605,852 913,429,784

施設整備費補助金収入
1,111,870,000
(610,903,000)

108.4％ 825,524,500 286,345,500

施設整備資金貸付金償還時補助金 0 ― 0 0

政府受託収入 3,465,016,941 103.3％ 3,465,061,841 0

（競争的資金等） 1,696,780,864 83.7% 1,696,780,864 0

地球環境研究総合推進費 1,020,021,000 83.4％ 1,020,021,000 0

地球環境保全等試験研究費 249,529,000 101.7％ 249,529,000 0

環境技術開発等推進事業費 172,541,000 197.4％ 172,541,000 0

廃棄物処理等科学研究費補助金等 ( 間接経費のみ ) 81,020,000 89.7％ 81,020,000 0

科学技術振興調整費 128,878,310 58.0％ 128,878,310 0

海洋開発及地球科学技術調査研究促進費 29,491,554 82.8％ 29,491,554 0

原子力試験研究費 0 ― 0 0

科学技術振興費 15,300,000 109.3％ 15,300,000 0

石油及びｴﾈﾙｷﾞｰ特別会計 0 ― 0 0

文部科学省 0 ― 0 0

（業務委託） 1,768,235,977 133.0％ 1,768,235,977 0

環境省 ( 一般会計 ) 1,245,739,977 124.7% 1,245,739,977 0

環境省 ( 石油及びｴﾈﾙｷﾞｰ特別会計 ) 475,000,000 168.1% 475,000,000 0

農林水産省 47,496,000 100.0% 47,496,000 0

研修生等受入経費収入 30,000 3.2％ 30,000 0

民間受託収入
218,396,616
(12,300,000)

96.8％ 218,396,616 0

環境標準試料等分譲事業収入 11,880,726 118.6％ 11,880,726 0

民間寄附金収入
28,500,352

(15,944,712)
256.5％ 5,999,635 22,500,717

知的所有権収益 274,380 94.2％ 262,500 11,880

事業外収入
10,445,680

(3,000)
136.1％ 9,622,497 823,183

その他の臨時利益 0 0.0％ 0 0

合 　 　 　 　 　 計 15,167,450,231 105.4％ 13,944,339,167 1,223,111,064
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６  ． 施設の整備状況一覧

（平成 20 年 ３ 月 31 日現在）

建 　 設 　 時 　 施 　 設 　 名 構 　 　 　 造
建物面積 （m2）

竣 　 工 　 年 　 月
建面積 延面積

研究本館Ⅰ （研究Ⅰ棟， 研究Ⅱ棟） RC － 3 5,540 11,633 Ⅰ期昭和49年3月竣工

Ⅱ期昭和52年5月竣工

研究本館Ⅱ （共同利用棟， 共同研究棟） RC － 3 2,405 5,664 Ⅰ期昭和54年11月竣工

Ⅱ期昭和57年2月竣工

研究本館Ⅲ RC － 4 1,068 4,077 平成 7 年 8 月竣工

管理棟 RC － 2 697 1,144 Ⅰ期昭和49年5月竣工

Ⅱ期昭和54年1月竣工

大気化学実験棟 （スモ ッ グチャ ンバー） RC － 1 723 723 昭和 51 年 10 月竣工

大気拡散実験棟 （風洞） RC － 2， 地下－ 1 741 2,329 昭和 53 年 3 月竣工

大気汚染質実験棟 （エア ロ ドーム） SRC － 8 176 1,321 昭和 54 年 4 月竣工

大気モニター棟 RC － 1 81 81 昭和 53 年 3 月竣工

大気共同実験棟 （フ リ ースペース） RC － 3 443 986 昭和 58 年 12 月竣工

ラ ジオア イ ソ ト ープ実験棟 RC － 3 974 1,580 昭和 53 年 3 月竣工

水生生物実験棟 （ア ク ア ト ロ ン） RC － 3， RC － 2 1,384 2,535 Ⅰ期昭和51年10月竣工

Ⅱ期昭和55年11月竣工

水理実験棟 S － 1 1,167 1,167 Ⅰ期昭和51年10月竣工

Ⅱ期昭和55年11月竣工

動物実験棟Ⅰ （ズー ト ロ ンⅠ） SRC － 7 794 4,031 Ⅰ期昭和51年3月竣工

Ⅱ期昭和51年10月竣工

動物実験棟Ⅱ （ズー ト ロ ンⅡ） RC － 3 934 1,862 昭和 55 年 5 月竣工

土壌環境実験棟 （ペド ト ロ ン） RC － 3 637 1,931 昭和 53 年 2 月竣工

植物実験棟Ⅰ （フ ァ イ ト ト ロ ンⅠ） RC － 3 1,392 3,348 昭和 50 年 12 月竣工

植物実験棟Ⅱ ・ 騒音保健研究棟 RC － 4， 地下－ 1 1,242 3,721 昭和 56 年 7 月竣工

実験ほ場 （本構内） Ⅰ期昭和52年11月竣工

Ⅱ期昭和57年3月竣工

　 　 管理棟 373 414

　 　 温室 3 棟 576 576

　 　 ほ場 5,600

実験ほ場 （別団地） Ⅰ期昭和52年11月竣工

Ⅱ期昭和 57 年 3 月竣工

　 　 管理棟 RC － 2 179 214 Ⅱ期昭和 57 年 3 月竣工

　 　 ほ場 11 面 7,000

生物生態園 15,000 昭和 54 年 10 月竣工

工作棟 RC － 2 158 189 昭和 49 年 10 月竣工

危険物倉庫 B － 1 82 82 昭和 55 年 11 月竣工

エネルギーセン ター RC － 2 2,590 3,101 昭和 49 年 10 月竣工

（昭和 51 年一部増築）

廃棄物処理施設Ⅰ 特殊実験廃水処理能力 昭和 49 年 10 月竣工

　 　 　 　 　 100m3/ 日

廃棄物処理施設Ⅱ 一般実験廃水処理能力 昭和 54 年 2 月竣工

　 　 　 　 　 300m3/ 日 平成 7 年 3 月更新

環境遺伝子工学実験棟 RC － 3 737 1,627 平成 5 年 6 月竣工

特高受電需要設備棟 RC － 1 524 524 平成 9 年 3 月竣工

環境ホルモン総合研究棟 RC － 4 1,850 5,354 平成 13 年 3 月竣工

平成15年12月一部増築

地球温暖化研究棟 RC － 3 1,883 5,447 平成 13 年 3 月竣工

循環 ・ 廃棄物研究棟 RC － 3 1,583 4,228 平成 14 年 3 月竣工

環境生物保存棟 RC － 3 489 1,382 平成 14 年 5 月竣工

微生物系統保存棟 RC － 2 355 801 昭和 58 年 1 月竣工
―  372  ―



国立環境研究所年報 （平成 19 年度）
環境試料タ イ ムカプセル棟 RC － ２ 1,043 2,071 平成 16 年 ２ 月

鳥飼育舎 W － １ 75.60 64.44 平成 16 年 5 月竣工

ナ ノ粒子健康影響実験棟 RC － ６ 502.34 2272.10 平成 17 年 3 月竣工

野生動物検疫施設 RC － 1 107.99 101.52 平成 18 年 3 月竣工

霞ヶ浦臨湖実験施設 昭和 58 年 3 月竣工

　 　 実験管理棟 RC － 2 1,045 1,748

　 　 用廃水処理施設 RC － 1 913 913

　 　 附属施設 RC － 1 286 286

　 　 臨湖実験施設電気室 S － 1 166 149 平成 17 年 3 月竣工

バイオ ・ エコエンジニア リ ング研究施設 S － 1 1,339 1,339 平成 13 年 12 月竣工

奥日光環境観測所

　 　 管理棟 RC － 2 121 189 昭和 61 年 10 月竣工

　 　 実験棟 RC － 1 198 198 昭和 63 年 3 月竣工

　 　 観測棟 RC － 1 8 8 昭和 63 年 3 月竣工

地球環境モニタ リ ングステーショ ン－波照間 観測棟 ： RC － 1 建 / 延面積 160.7m2 平成 4 年 3 月竣工

観測塔 ： 自立型鉄骨造

　 　 　 　 　 　 H39.0m

平成 4 年 3 月竣工

地球環境モニタ リ ングステーショ ン－落石岬 観測棟 ： アル ミ パネル

　 　 　 　 構造 1 階建

建 / 延面積 83.4m2 平成 6 年 3 月竣工

観測塔 ： 支線型鉄骨造

　 　 　 　 　 　 H55.5m

平成 6 年 3 月竣工

黒島 NOAA 受信施設 受信アンテナ塔 ：

　 自立型鉄骨造 H13.0m

平成 7 年 1 月竣工

建 　 設 　 時 　 施 　 設 　 名 構 　 　 　 造
建物面積 （m2）

竣 　 工 　 年 　 月
建面積 延面積
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７  ． 研究に関する業務の状況

（ １ ） 独立行政法人国立環境研究所外部研究評価委員会構成員 平成 19 年 ５ 月現在

氏 　 　 名 所属及び役職

青 　 木 　 周 　 司 東北大学大学院理学研究科 　 教授

磯 　 部 　 雅 　 彦 東京大学大学院新領域創成科学研究科 　 教授

稲 　 葉 　 　 　 裕 実践女子大学生活科学部食生活科学科 　 教授

岩 　 熊 　 敏 　 夫 北海道大学大学院地球環境科学研究院 　 院長

植 　 田 　 和 　 弘 京都大学大学院経済学研究科地球環境学堂 　 教授

植 　 松 　 光 　 夫 東京大学海洋研究所海洋科学国際共同研究セン ター 　 セン ター長 ・ 教授

岡 　 田 　 光 　 正 広島大学大学院 　 教授

加 　 藤 　 順 　 子 株式会社三菱化学安全科学研究所 　 執行役員

鎌 　 田 　 　 　 博 筑波大学大学院生命環境科学研究科 　 教授

河 　 村 　 公 　 隆 北海道大学低温科学研究所 　 教授

河 　 村 　 清 　 史 埼玉県環境科学国際セン ター研究所 　 所長

北 　 野 　 　 　 大 明治大学理工学部 　 教授

木 　 村 　 富士男 筑波大学大学院生命環境科学研究科 　 教授

小 　 泉 　  　   博 早稲田大学教育 ・ 総合科学学術院 　 教授

才 　 野 　 敏 　 郎 独立行政法人海洋研究開発機構地球環境観測研究セン ター

地球温暖化情報観測研究プロ グ ラ ム プロ グ ラ ムデ ィ レ ク ター

鈴 　 木 　 基 　 之 放送大学 　 教授

住 　 　 　 明 　 正 東京大学サステ イナビ リ テ ィ 学連携研究機構地球持続戦略研究イ ニシアテ ィ ブ

　 統括デ ィ レ ク ター ・ 教授

武 　 田 　 博 　 清 同志社大理工学部 　 教授

西 　 尾 　 文 　 彦 千葉大学環境 リ モー ト センシング研究セン ター 　 セン ター長

原 　 口 　 紘 　 社団法人国際環境研究協会 環境省 ・ プロ グ ラ ムオフ ィ サー

藤 　 江 　 幸 　 一 横浜国立大学大学院 　 教授

藤 　 田 　 正 　 憲 高知工業高等専門学校 　 校長

眞 　 柄 　 泰 　 基 学校法人 ト キ ワ松学園  理事長

松 　 田 　 裕 　 之 横浜国立大学大学院環境情報研究院 　 教授

松 　 藤 　 康 　 司 福岡大学大学院工学研究科 　 教授

安 　 井 　 　 　 至 国際連合大学 　 副学長

和 　 気 　 洋 　 子 慶應義塾大学商学部 　 教授

渡 　 辺 　 知 　 保 東京大学大学院医学系研究科 　 教授
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（ ２ ） 共同研究等の状況

（注） １．一つの契約であっても，複数の種類の機関と共同研究を行っている場合には，それぞれ該当する機関の欄

に計上する。（複数あり）

２．「国研等」は，国，国立研究機関，独法研究機関。

３．「国立大学」には，大学共同利用機関を含む。

４．「特殊法人等」は，特殊法人および認可法人。

５．国際共同研究は二国間政府協定に基づいて実施されているものと，研究所間協定に基づいて実施されてい

るものの合計。

区 　 分

  年 度

共 　 　 同 　 　 研 　 　 究 　 　 等 　 　 の 　 　 件 　 　 数

国 　 　 　 　 　 　 　 内

国 　 外 計
国研等

国 　 立
大 　 学

公 ・ 私
立大学

特 　 殊
法人等

公 　 益
法 　 人

民 　 間
企 　 業

その他
地 　 方

19 共 同 研 究 12 9 3 0 7 6 1 47 85

受 託 研 究 123 10 1 0 6 9 4 0 153

委 託 研 究 6 65 29 0 5 17 11 0 133

合 　 　 計 141 84 33 0 18 32 16 47 371
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（ ３ ） 平成 19 年度地方環境研究所等との共同研究応募課題一覧

地環研機関名 課 　 題 　 名

北海道環境科学研究セン ター In vitro バイオア ッ セイ を用いる河川及び大気の曝露モニタ リ ングに関する基礎的研究

ダ イオキシン類及び PCBs の発生源解析に関する研究

摩周湖の透明度変化に関する物理 ・ 化学 ・ 生物学的要因解析

釧路市教育委員会 阿寒湖マ リ モの遺伝的多様性と 保全に関する研究

岩手県環境保健研究セン ター バイオア ッ セ イによ る環境試料の毒性評価

In vitro バイオア ッ セイ を用いる河川及び大気の曝露モニタ リ ングに関する基礎的研究

宮城県保健環境セン ター In vitro バイオア ッ セイ を用いる河川及び大気の曝露モニタ リ ングに関する基礎的研究

北東部太平洋側における降水中の鉛同位体比測定によ る アジア大陸からの越境大気汚染

の調査

環境残留性有機汚染物質 （POPs） の発生源解析のための簡易分析法に関する研究

新潟県保健環境科学研究所 新潟県におけ るオゾン高濃度現象の解明

群馬県衛生環境研究所 In vitro バイオア ッ セイ を用いる河川及び大気の曝露モニタ リ ングに関する基礎的研究

アンチモンを指標と し た沿道大気におけ る自動車由来粒子状汚染物質の評価

福島県環境セン ター 猪苗代湖湖水の ｐ H 上昇の原因調査

茨城県霞ヶ浦環境科学セン ター 関東地域における広域大気汚染のモデル研究

埼玉県環境科学国際セン ター 関東地域における広域大気汚染のモデル研究

埋立地ガスな らびに層内保有水を象と し た 終処分場安定化モニ タ リ ング

循環型社会物流システムに適合し た 終処分手法の開発

廃棄物の安定化に着目し た品質評価技術の開発

千葉県環境研究セン ター オゾンによ る植物被害と その分子的 メ カニズムに関する研究

沿岸性植物プラ ン ク ト ンの自動画像解析システムの開発研究

( 財 ) 東京都環境整備公社東京都環境科学

研究所

関東地域における広域大気汚染のモデル研究

東京湾湾奥部水浴場におけ る水質指標と 要因解明

有害大気汚染物質自動分析計の精度管理に関する研究

PFOS， PFOA の環境実態把握及び汚染源の推定

Ｐ Ｃ Ｂ の迅速測定法に関する研究

神奈川県環境科学セン ター ブナ林衰退地域における総合植生モニ タ リ ング手法の開発

地衣類の遺伝的多様性を活用し た大気汚染診断

終処分場の安定度判定に関する研究

川崎市公害研究所 川崎市におけ る技術 ・ 政策シナ リ オづ く り に向けた統合的データベースの設計と 構築研

究

長野県環境保全研究所 湖沼における野生絶滅 ・ 絶滅危惧車軸藻類の保全と 復元に関する研究

環境試料中のダ イオキシン類および関連物質の分析法に関する研究

山岳地域における揮発性有機化合物の動態に関する研究

都市環境気候図 （ク リ マア ト ラ ス） の内容充実に向けた大気汚染， 植物季節観測によ る

環境評価

鉛同位体比測定によ る アジア大陸からの越境大気汚染の定量化

自治体向け ク リ マア ト ラ ス作成方法の開発 ： 長野市における研究をベースに

In vitro バイオア ッ セイ を用いる河川及び大気の曝露モニタ リ ングに関する基礎的研究

静岡県環境衛生科学研究所 In vitro バイオア ッ セイ を用いる河川及び大気の曝露モニタ リ ングに関する基礎的研究

静岡県内の河川の酵母ツーハイブ リ ッ ド ・ ア ッ セイ法によ る内分泌か く 乱活性の評価

地衣類の遺伝的多様性を活用し た大気汚染診断

富山県環境科学セン ター 立山山域における大気エア ロ ゾル粒子の化学的特徴に関する研究

富山県におけ る降水中の鉛同位体比に関する研究

ラ イ ダーを用いた黄砂エア ロ ゾル飛来状況に関する研究

福井県衛生環境研究セン ター 北陸地方における産業廃棄物 終処分場 （管理型） の安定化に関する研究

岐阜県保健環境研究所 環境試料中のダ イオキシン類の分析法と 環境動態に関する研究 　

名古屋市環境科学研究所 光化学オキシダン ト と粒子状物質等の汚染特性解明に関する研究

ため池の多面的な利用と 保全 ・ 再生に関する基礎的研究

土壌 ・ 地下水汚染物質の微生物分解に関する研究

水辺地域の生物の多様性に関する研究
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京都府保健環境研究所 In vitro バイオア ッ セイ を用いる河川及び大気の曝露モニタ リ ングに関する基礎的研究

日本海沿岸で採取し たエア ロ ゾル及び降水中の微量金属及び鉛同位体によ る長距離輸送

現象の解析

都市大気エア ロ ゾルの発生源寄与解明のためのレセプターモデルの高精度化

大阪府環境農林水産総合研究所 ラ イ ダー観測データ を用いた近畿地方の対流圏大気環境の調査

大阪市立環境科学研究所 地衣類の遺伝的多様性を活用し た大気汚染診断

岡山県自然保護セン ター 埋土種子および遺伝構造を考慮し た絶滅危惧植物の個体群再生

鳥取県生活環境部衛生環境研究所 藻場の生態系機能によ る海域再生研究

In vitro バイオア ッ セイ を用いる河川及び大気の曝露モニタ リ ングに関する基礎的研究

島根県保健環境科学研究所 ラ イ ダー観測に基づ く 高濃度エア ロ ゾルの解析

福岡県保健環境研究所 微細藻類が生産する有毒物質の分析に関する研究

北九州市環境科学研究所 In vitro バイオア ッ セイ を用いる河川及び大気の曝露モニタ リ ングに関する基礎的研究

長崎県環境保健研究セン ター ラ イ ダーによ る黄砂現象解明に関する研究

鹿児島県環境保健セン ター In vitro バイオア ッ セイ を用いる河川及び大気の曝露モニタ リ ングに関する基礎的研究

沖縄県衛生環境研究所 微細藻類が生産する有毒物質の分析に関する研究

地環研機関名 課 　 題 　 名
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（ ４ ） 国立環境研究所における研究評価について

中期計画の見直しに併せて所内の評価規程を見直し， 第二期中期期間 （平成 18 年度～ 22 年度） の各研究の評価を下

記のよ う な方針で行っている （独立行政法人国立環境研究所研究評価実施要領よ り 抜粋）。

平成 19 年度においては， 平成 19 年 4 月に開催された外部研究評価委員会において， 重点研究プロ グ ラ ム， 基盤的な

調査 ・ 研究活動， 知的研究基盤の整備事業について， 年度評価を受けた。 また， 平成 17 年度及び平成 18 年度終了特別

研究について， の事後評価を実施し た。

内部評価と し ては， 平成 20 年度開始特別研究， 平成 19 年度奨励研究 （後期募集分）， 平成 20 年度奨励研究 （前期募

集分） について事前評価を実施し， 研究課題の採択を行った。 また， 平成 18 年度奨励研究 （後期募集分） と平成 19 年

度奨励研究 （前期募集分） 等の事後評価を行った。

評価の種類 評価の方法 結果の取扱い

事前評価

研究の開始前に， 期待される研究成果及び波

及効果の予測， 研究計画及び研究手法の妥当

性の判断等を行 う 。

研究の方向性， 目的， 目標等の設定 と と もに，

研究資源 （研究資金， 人材等をい う 。） の配分

の決定に反映させる。

中間評価

研究の終了までの中間時期に， 研究の達成度

の把握， 成功又は不成功の原因の分析を行 う 。

研究の方向性， 目的， 目標等及び研究資源 （研

究資金， 人材等をい う 。） の配分等の見直しに

反映させる。

暫定評価

研究終了若し く は中期計画終了の一定期間前

に， 研究の達成度の把握， 成功又は不成功の

原因の分析を行 う 。

次期中期目標期間に実施する研究課題の選定，

研究の進め方等の検討に反映させる。

事後評価

研究の終了若し く は中期計画終了直後に， 研

究の達成度の把握， 成功又は不成功の原因の

分析を行 う 。

今後の研究課題の選定， 研究の進め方等の検討

に反映させる。

追跡評価

研究終了の数年後に， 研究開発の直接の成果

（ア ウ ト プ ッ ト ） のみな らず， そ こから生み出

された社会 ・ 経済への効果 （ア ウ ト カム） や

波及効果 （イ ンパク ト ） について評価を行 う 。

研究評価手法及び研究管理制度の見直しに反映

させる。

年度評価
年度終了直後に， 研究の達成度の把握， 成功

又は不成功の原因の分析を行 う 。

目標設定や研究計画の見直しに反映させる。
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（ ５ ） 国際交流及び研究協力等

　 １ ） 国際会議 （国立環境研究所主催 ・ 共催の主な国際会議）

　 ２ ） 国際共同研究 （二国間環境保護協力協定， 科学技術協力協定等に基づき実施されている国際共同研究）

　 注 ： 担当部等は直近の協定会合開催時のもので， 旧組織名で示されている場合があ る。

会 　 議 　 名 開催地 場所 開催期間

第 4 回中日韓三カ国環境研究機関長会合 （TPM ４ ） 及び大都市に

おけ る大気汚染 （自動車排ガス を含む） に関する ワーク シ ョ ッ プ

中国 ・ 成都 Wang Jiang Hotel 19.5.13 ～ 5.17

日英共同研究プロ ジェ ク ト 「低炭素社会の実現に向けた脱温暖化

2050プロ ジェ ク ト 」第2回国際ワーク シ ョ ッ プ                                                       

“Achieving a Sustainable Low Carbon Society”

イ ギ リ ス ・ ロ ン ド ン The Mermaid 

Conference and Events 

Centre

19.6.13 ～ 6.15

第 27 回残留性有機ハロゲン系汚染物質国際シンポジウ ム （The 

27th International Symposium on Halogenated Persistent Organic 

Pollutants,      "Dioxin 2007")

東京 ・ 港区 ホテルオーク ラ東京 19.9.2 ～ 9.7

都市産業共生国際ワーク シ ョ ッ プ 　 アジア ・ 太平洋  エコ ビジネス

フ ォーラ ム連携行事

神奈川 ・ 川崎市 川崎市産業振興会館 19.9.7

ブループラ ネ ッ ト 賞受賞者によ る国立環境研究所来所記念講演会

（講演者 ： ジ ョ セフ ・ L ・ サ ッ ク ス教授， エイモ リ ・ B ・ ロ ビン ス博

士）

茨城 ・ つ く ば市 国立環境研究所 19.10.19

Asia Flux Workshop 2007 台湾 ・ 桃園市 Aspire Park 19.10.19 ～ 10.22

第 7 回 「淡水 （湖沼） 汚染防止プロ ジェ ク ト 」 ワーク シ ョ ッ プ 富山 ・ 富山市 富山国際会議場 19.11.16

第 4 回国立環境研究所 E-waste ワーク シ ョ ッ プ （The 4th NIES 

Workshop on E-waste）

茨城 ・ つ く ば市 つ く ば国際会議場 19.11.21 ～ 11.22

第 13 回国連気候変動枠組条約締約国会議 / 第 3 回京都議定書締約

国会合 (COP13/CMP13)， 国立環境研究所公式サイ ド イベン ト

「都市における炭素管理－政策と科学理解のギ ャ ッ プ」

イ ン ド ネシア ・ バ リ グ ラ ン ド ハイ ア ッ ト 19.11.30

第 13 回国連気候変動枠組条約締約国会議 / 第 3 回京都議定書締約

国会合 (COP13/CMP13)， 国立環境研究所公式サイ ド イベン ト

"Low-Carbon  Asia" - How to align climate change and sustainable 

development

イ ン ド ネシア ・ バ リ グ ラ ン ド ハイ ア ッ ト 19.12.8

International Symposium on Urban Energy and Carbon Management: 

Challenges for Science and Policy, International Workshop on Urban 

Energy and Carbon Modeling

タ イ ・ パ ト ゥ ム ター

ニー

Asian Institute  of 

Technology Conference 

Center

20.2.4 ～ 2.6

日英共同低炭素社会研究プロ ジェ ク ト 　 第 3 回ワーク シ ョ ッ プシ

ンポジウ ム 「低炭素世界へのロード マ ッ プ」

東京 ・ 千代田区 ホテル

メ ト リ ポ リ タ ンエ ド モン ト

20.2.13 ～ 2.15

第 13 回 AIM ワーク シ ョ ッ プ 茨城 ・ つ く ば市 国立環境研究所 20.2.16 ～ 2.18

国 　 　 　 名 ・
レ ビ ュー年次

課 　 題 　 名 相手先研究機関名等 担当部等

カ 　 　 ナ 　 　 ダ 

（2003FY）

北太平洋における大気 ・ 海水間の二酸化炭素交換の研究 海洋科学研究所 地球温暖化研究プロ ジェ

ク ト

北太平洋海域における化学物質の動態解明 ブ リ テ ィ ッ シ ュ コ ロ ンビ

ア大学 

化学環境研究領域 

チ 　 ェ 　 コ 酸性 ・ 環境汚染物質によ る生態系の汚染と影響に関する研究 景観 ・ 生態学研究所 大気圏環境研究領域

景観認識に関する研究 景観 ・ 生態学研究所 社会環境システム研究領

域 

中 　 　 　 　 　 国

（2007FY）

中国の国情に合 う 排水処理プロセスの開発に関する研究 環境科学研究院 循環型社会形成推進 ・ 廃

棄物研究セン ター 

中国の国情に合 う 高効率低コ ス ト 新排水高度処理技術の開発に関

する研究 

国家環境保護総局環境工

程研究所 ・ 清華大学 

循環型社会形成推進 ・ 廃

棄物研究セン ター 

中国の国情に合 う 土壌浄化法を組み込んだ生活排水高度処理シス

テム開発に関する研究 

中国科学院沈陽応用生 

態研究所 

循環型社会形成推進 ・ 廃

棄物研究セン ター 

東アジアにおける酸性雨原因物質排出制御手法の開発と 環境への

影響評価に関する研究

国家環境保護総局 大気圏環境研究領域

中国大湖流域のバイオ ・ エコエンジニア リ ング導入によ る水環境

修復技術開発に関する研究 

中国環境科学院 循環型社会形成推進 ・ 廃

棄物研究セン ター 

ダ イオキシンの発生源と 汚染状況の解明等に関する研究 日中友好環境保全セン

ター 

化学環境研究領域

貴州省紅楓湖， 百花湖流域における生態工学を導入し た富栄養化

抑制技術の開発に関する研究 

貴州省環境保護科学研究

所 

循環型社会形成推進 ・ 廃

棄物研究セン ター 

黄砂飛来ルー ト の解明に関する共同研究 日中友好環境保全セン

ター 

化学環境研究領域

ヒ 素汚染によ る健康影響に関する分子易学的研究 中国予防医学院 環境健康研究領域
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（注）

○一部のプロ ジェ ク ト については採否が協議中のものがあ り ， 数が確定し ていない。

中 　 　 　 　 　 国

（2007FY）

生活排水処理過程で発生する温室効果ガスの生物工学 ・ 生態工学

を活用し た抑制技術の開発に関する研究

上海交通工学環境科学与

工程学院

循環型社会形成推進 ・ 廃

棄物研究セン ター 

中国の VOCs 及びアンモニアの排出に関する研究 環境科学研究院 大気圏環境研究領域 

水利構造物によ る准河流域の水環境劣化の実態把握と対策に関す

る研究

中国科学院地理科学資源

研究所陸地水循環と地表

プロセス重点実験室

アジア自然共生研究グ

ループ

フ 　 ラ 　 ン 　 ス

（2003FY）

植物の環境適応機構の分子生物学的研究 ピカルデイー大学 生物圏環境研究領域

大西洋及び太平洋域における微細藻類の多様性に関する研究 カーン大学 生物圏環境研究領域

韓 　 　 　 　 　 国 

（2003FY）

定期航路船舶を利用し た海洋汚染に関する研究 海洋研究所 水土壌圏環境研究領域

北東アジアにおけ る大気中の酸性 ・ 酸化性物質の航空機 ・ 地上観

測 

韓国科学技術研究院環境

研究セン ター 

大気圏環境研究領域

景観評価の国際比較 （日本列島 と朝鮮半島を例と し て） 国立慶北大学校 社会環境システム研究領

域 

有害藻類の発生現況モニ タ リ ング と窒素， リ ン除去対策に関する

研究 

国立環境研究院 循環型社会形成推進 ・ 廃

棄物研究セン ター

環境に起因する疾患の予防及び管理に関する研究 国立環境研究院 環境健康研究領域

ポ ー ラ ン ド

（2003FY）

植物の大気環境ス ト レ ス耐性の分子機構に関する研究 育種馴化研究所 生物多様性プロ ジェ ク ト

ロ 　 シ 　 ア

（2006FY ： 科）

凍土地帯からの メ タ ン発生量の共同観測 （環） 凍土研究所 地球環境研究セン ター

湿地からの メ タ ン放出のモデル化に関する共同研究 （環） 微生物研究所 地球環境研究セン ター

シベ リ アにおける温室効果気体の航空機観測 （環） 中央大気観測所 地球環境研究セン ター

シベ リ ア生態系の影響を受けた温室効果気体の観測 大気光学研究所 地球環境研究セン ター

シベ リ アにおける ラ ン ド ・ エコ システムの温室効果ガス収支 永久凍土研究所， 生物学

研究所

地球環境研究セン ター

ハバロ フ ス ク地域の野生動物遺伝資源の保存 天然資源省ボ ロ ン スキ自

然保護区

環境研究基盤技術ラ ボ ラ

ト リ ー

ス ウ ェ ー デ ン 

（2003FY）

人間活動の増大に伴 う 重金属暴露の健康 リ ス ク評価 カ ロ リ ン スカ研究所 化学物質環境 リ ス ク研究

セン ター

地中海における海洋表層の二酸化炭素分圧測定 エーテボ リ 大学 地球温暖化研究プロ ジェ

ク ト

イ 　 ギ 　 リ 　 ス

（2003FY）

加速器質量分析法 と ク ロマ ト グ ラ フ ィ ーの結合によ る放射性核種

測定方法の高度化に関する共同研究

オ ッ ク ス フ ォード大学 化学環境研究領域

ア メ リ カ合衆国

（2003FY  ハイ

レベル協議）

（2006FY 地球科

学 ・ 地球環境 リ

エゾン会合）

海洋の CO2 吸収量解明に向けた太平洋の CO2 観測の共同推進 米国海洋大気局 (NOAA) 地球温暖化研究プロ ジェ

ク ト

衛星によ る温室効果ガス観測に関する共同推進 ジェ ッ ト 推進研究所 地球環境研究セン ター

森林によ る炭素固定能力評価と その変動予測のためのフ ラ ッ ク ス

観測共同実施

米国エネルギー省 (DOE) 地球環境研究セン ター

炭素， その他の温室効果ガス， エア ロ ゾルの陸域／海洋での収支

推定のための大気成分比較 ・ 標準化 ・ 相補観測

米国海洋大気局 (NOAA) 地球環境研究セン ター

国 　 　 　 名 ・
レ ビ ュー年次

課 　 題 　 名 相手先研究機関名等 担当部等
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３ ） 国際研究協力協定等

注 ： 協定締結時点の旧組織名で示されている場合があ る。 ( 　 ) は締結年度。

国名等 研究所間の共同研究

カ 　 ナ 　 ダ Agreement between National Institute for Environmental Studies and Institute of Ocean Sciences (1995）

中 　 　 　 　 国 環境保護の分野における協力に関する独立行政法人国立環境研究所と 国家環境保護総局日中友好環境保全セン ターと

の間の総括協議書 (2006).

日本国立環境研究所と中国浙江海洋学院 「東シナ海の海洋生態環境及び生物資源の順応的管理技術開発研究」 に関す

る協議書 (2007).

イ 　 ン 　 ド Memorandum of Understanding between Anna University, Chennai, India and the National Institute for Environmental Studies, 

Japan for Collaborative Research on Atmospheric Science (2006)

モ  ン  ゴ  ル Memorandum of Understanding  Joint Research on Quality Assurance/Quality Control (QA/QC) of the Dust and Sandstorm 

(DDS) Monitoring Network System in Mongolia and the Data Analysis for Early Warning Implemented by NIES and the National 

Agency for Meteorology, Hydrology and Environment Monitoring, Mongolia (2007)

ロ 　 シ 　 ア Agreement on Cooperative Research Projects between National Institute for Environmental Studies， Environment Agency of 

Japan and Institute of Atmospheric Optics， Russian Academy of Sciences （1997）

Memorandum of Understanding on Joint Research concerning the Evaluation of Genetic and Cell Preservation of Rare Birds 

(2007)

タ 　 イ Memorandum of Understanding  Joint Research related to the Cryo-Phoenix Project  National Institute for Environmental 

Studies and Kasetsart University, Thailand (2007)

国連環境計画 Memorandum of Understanding referring to the Establishment and Operation of a GRID － compatible Centre in Japan （1991） 

Memorandum of Understanding  Joint Research on Global Energy-Economic Modeling  National Institute for Environmental 

Studies, Japan and UNEP Riso Centre on Energy, Climate and Sustainable Development, Denmark (2007)
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　 ４ ） 外国人研究者一覧 （流動研究員を除 く ）

①招へい外国人研究者 （1）

②客員研究員 （7）

③共同研究員 （20）

国 　 　 名 氏 　 　 　 名 受入先 研 　 究 　 課 　 題 　 名 期 　 　 間

カ 　 ナ 　 ダ TREMBLAY Louis 堀口 　 敏宏 海産生物に対する貧酸素水塊と有害化学物

質の複合影響評価

20.1.14 ～ 20.2.29

国 　 　 名 氏 　 　 　 名 受入先 研 　 究 　 課 　 題 　 名 期 　 　 間

中 　 　 　 国 楊 　 瑜芳 （YANG Yufang） 一 ノ瀬俊明 東京湾を媒体と し た熱循環によ る東京の暑

熱緩和効果に関する研究

19.4.01 ～ 20.3.31

余 　 偉明 （SHA Weiming） 一 ノ瀬俊明 直線直角座標系における超高解像度の都市

ス ケール LES 気象領域モデル開発および応

用

19.4.02 ～ 20.3.31

王 　 権 （WANG Quan） 藤沼 　 康実

梁 　 乃申

森林生態系の炭素収支モニタ リ ング （土壌

圏の根系動態等の調査）

19.4.02 ～ 20.3.31

孔 　 海南 （KONG Hai-nan） 徐 　 開欽 バイオエコエンジニア リ ング技術を用いた

液状廃液の高度処理技術の開発

19.4.02 ～ 20.3.31

李 　 玉友 （LI Yu-you） 徐 　 開欽 バイオマスからの水素 ・ メ タ ン発酵に関す

る技術開発

19.4.02 ～ 20.3.31

周 　 立波 （ZHOU Libo） 秋吉 　 英治 オゾン層の長期変動の解析 19.4.02 ～ 20.3.31

唐 　 常源 村上 　 正吾 流域地下水資源の劣化に関する研究 19.4.02 ～ 20.3.31

国 　 　 名 氏 　 　 　 名 受入先 研 　 究 　 課 　 題 　 名 期 　 　 間

イ 　 ラ 　 ン SAGHAR Zarenezhad 笠井 　 文絵 有毒シア ノ バク テ リ アの系統分類学的 ・ 毒

性学的研究

19.9.10 ～ 20.3.31

イ 　 ン 　 ド VAIDYANATHAN 

Venkatesan

今村 　 隆史 二次有機エア ロ ゾルの生成に関する分光学

的研究

19.4.01 ～ 20.3.31

SHUKLA Priyadarsh R 甲斐沼美紀

子

気候変動対策解析のための AIM イ ン ド モデ

ルの開発に関する研究

19.6.15 ～ 20.3.31

VALSALA Vinu マ ク シュー

ト フ ・ 　 　

シャ ミ ル

大気海洋間の二酸化炭素のロバス ト な推定 19.10.1 ～ 21.9.30

オ ラ ン ダ SCHUTGENS Nicolaas 

Alexander Johannes

日暮 　 明子

横田 　 達也

GOSAT/CAI を利用し たエア ロ ゾル と雲情報

の抽出に関する研究

19.5.09 ～ 20.3.31

韓 　 　 　 国 曹 　 炅源

（CHO Kyoungwon）

久保 　 明弘 穀物ゲ ノ ムモデルイネ品種日本晴における

オゾン誘導変化のプロ テオ ミ ク ス及びゲ ノ

ム ミ ク ス解析

19.4.01 ～ 20.2.20

李 　 龍太 （LEE Lyong Tae） 一 ノ瀬俊明 都市内大規模河川 （ソ ウル市清渓川） の復

元によ る暑熱現象改善効果の実証

19.4.02 ～ 20.3.15
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④研究生 （14）

中 　 　 　 国 邱 　 国玉 （QIU Guoyu） 清水 　 英幸 地球温暖化に対する庭園苔 ・ 地衣植生の応

答解析と熱画像情報によ るモニタ リ ング

19.4.01 ～ 19.4.11

FAN Bin 井上 　 雄三 受動的工法を用いた不適正処分場の環境汚

染物質の抑制と評価方法の提案

19.4.01 ～ 19.11.5

李 　 春梅 （LI Chunmei） 鈴木 　 明 ナ ノ 粒子を多 く 含むデ ィ ーゼル廃棄が生殖

系および内分泌に及ぼす影響

19.4.05 ～ 21.4.4

李 　 毳 （Li Cui） 唐 　 艶鴻 チベッ ト 高原を利用し た温暖化の早期検出

と早期予測に関する研究

19.4.02 ～ 19.6.30

ZHAO Chen 桑名 　 貴 鳥類消化管内寄生虫の遺伝子診断に関する

研究

19.6.01 ～ 20.3.31

烏 　 恩 （WU En） 青木 　 陽二 気候風土と文化的背景の違いによ る環境知

覚の違い

19.7.04 ～ 20.3.31

TIAN Hezhong 大原 　 利眞 東アジア域における大気汚染物質排出イ ン

ベン ト リ の構築と検証

19.9.19 ～ 21.9.18

GAO Ting 徐 　 開欽 水環境修復技術および流域環境管理に関す

る研究

19.10.01 ～ 20.3.31

趙 　 彦敏 梁 　 乃申 異なる森林生態系における土壌微生物活性

の変動 メ カニズム

19.10.05 ～ 20.3.31

許 　 振柱 （XU Zhenzhu) 清水 　 英幸 中国北部草原の劣化生態系に生育する使用

植物種に及ぼす気候変動の影響

19.11.5 ～ 21.11.4

フ ィ ジー

諸島共和国

MORSE Zac 久保田 　 泉 京都議定書第 １ 約束期間後の国際枠組みに

おける適応策に関する研究

19.10.29 ～ 20.3.31

ポーラ ン ド PUZYN Tomasz 鈴木 　 規之 化学物質の POPS 特性評価のための構造物

性相関－多媒体結合モデルの開発

19.9.13 ～ 20.9.12

ミ ャ ンマー TIN-TIN-WIN-SHWE 藤巻 　 秀和 脳内灌流法を用いたナ ノ 粒子の神経－免疫

軸への影響解析

19.4.01 ～ 20.3.31

国 　 　 名 氏 　 　 　 名 受入先 研 　 究 　 課 　 題 　 名 期 　 　 間

アフガニス タン SEDIQYAR Manila 鈴木 　 明 デ ィ ーゼル排気に含まれる化学物質のウズ

ラへの影響

19.5.09 ～ 20.3.31

エ ジ プ ト AYOUB Sameh Reyad 稲葉 　 一穂 有害物質によ る土壌 ・ 地下水汚染のレ メ

デ ィ エーシ ョ ンに関する研究

19.4.02 ～ 20.3.31

韓 　 　 　 国 李 　 政勲 堀口 　 敏宏 海洋環境中のス ト レ ス要因によ る魚類個体

群及び群集レベルでの応答

19.4.23 ～ 19.11.30

金 　 金花 （KIM Keumhwa) 久保 　 明弘 遺伝子組換イネで発現が変化し ている タ ン

パク質のプロ テオ ミ ク スによ る検索

19.11.28 ～ 20.2.20

BAEK Hae jun 五箇 　 公一 アジア地域における カエルツボカビ感染実

態の把握

20.2.04 ～ 20.2.17

タ 　 　    イ YOOCHATCHAVAL 

Wilasinee

珠坪 　 一晃 低濃度有機性排水の メ タ ン発酵処理に関す

る研究

19.4.23 ～ 19.9.30

中 　 　 　 国 倫 　 小秀 （LUN Xiaoxiu） 高見 　 昭憲 東アジア よ り 飛来する有機エア ロ ゾルの化

学成分測定

19.4.02 ～ 19.9.30

郭 　 虹 今井 　 章雄 湖水溶存有機物の特性評価 19.4.02 ～ 20.3.31

張 　 驥驤 徐 　 開欽 生態工学技術と し ての植栽 ・ 土壌浄化法の

処理機能のモデル解析

19.4.23 ～ 20.3.31

王 　 延華 徐 　 開欽 植栽 ・ 土壌浄化法によ る排水処理と温室効

果ガス発生特性に関する研究

19.5.09 ～ 20.3.31

張 　 暁曦 増井 　 利彦 中国瀋陽市における環境対策の評価に関す

る研究

19.6.20 ～ 20.3.31

施 　 佳 高野 　 裕久 化学物質が子宮内膜症に与える影響につい

ての検討

19.9.3 ～ 20.3.31

QI Yu 藤田 　 荘 拠点都市における産業共生技術 ・ シナ リ オ

の設計と評価システムに関する研究

19.11.1 ～ 20.3.31

耿 　 欣 青木 　 陽二 八景の研究 19.11.06 ～ 20.3.31

国 　 　 名 氏 　 　 　 名 受入先 研 　 究 　 課 　 題 　 名 期 　 　 間
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⑤ 国際協力等に係わる外国への依頼出張

派遣国名 氏 　 　 名 所 　 　 属 依 　 頼 　 元 内 　 　 　 容 期 　 間

ア メ  リ  カ 藤野 　 純一 地球環境研究セン ター AirResources Board ① Haagen-Smit Symposium

② LCF Symposium

19.5.14 ～ 

19.5.20

Shamil 

Maksyutov

地球環境研究セン ター 東北大学 2007 AGU Fall Meeting に出席し， 温室効果

気体に関する情報収集

19.12.8 ～ 

19.12.15

松永 　 恒雄 地球環境研究セン ター 宇宙航空研究開発

機構 (JAXA)

39th Lunar and Planetary Science Conference

参加

20.3.8 ～ 

20.3.12

鈴木 　 規之 環境 リ ス ク研究セン ター いであ株式会社 国連環境計画 　 水銀の大気中移動 ・ 運命研

究に関するパー ト ナーシ ョ ッ プ会議及び製

品中の水銀削減パー ト ナーシ ョ ッ プ会議へ

の出席

19.10.8 ～ 

19.10.13

山形与志樹 地球環境研究セン ター 独立行政法人海洋

研究開発機構

第 1 回 21 世紀気候変動予測革新プロ グ ラ

ム国際ワーク シ ョ ッ プ参加

20.2.27 ～ 

20.3.3

Shamil 

Maksyutov

地球環境研究セン ター 東北大学 Transcom 会議に出席 19.4.23 ～ 

19.4.29

イ ギ リ  ス 松永 　 恒雄 地球環境研究セン ター 独立行政法人産業

総合研究所グ リ ッ

ド研究セン ター

Open Meeting "EXPLOITING THE NEW 

EARTH OBSERVING PARADIGM" に出席

20.1.20 ～ 

20.1.24

横内 　 陽子 化学環境研究領域 UK Natural 

Environment 

Research Council

Halocarbon workshop( ハロ カーボン ワーク

シ ョ ッ プ） 出席および打ち合わせ

20.2.2 ～ 

20.2.6

イ タ リ  ア 平野靖史郎 環境 リ ス ク研究セン ター ( 財 ) 地球環境戦略

研究機関

ナ ノ 材料安全性に関する第 3， 4 回作業部

会会合への出席

19.10.1 ～ 

19.10.6

イ 　 ン 　 ド 江守 　 正多 地球環境研究セン ター 東京大学等 IR3S New Deihi Research Unit 開所に伴 う

Kick off meeting に出席

19.12.4 ～ 

19.12.8

イ ン ド ネシア 久保田 　 泉 社会環境システム研究領域 環境省 気候変動枠組条約第 13 回締約国会議

(COP13) 等出席

19.11.28 ～ 

19.12.17

一 ノ瀬俊明 社会環境システム研究領域 総合地球環境学研

究所

International Symposium and Workshop on 

Current Problems in Groundwater 

Management and Related Water Resources 

Issues 出席

19.12.3 ～ 

19.12.9

藤田 　 壮 アジア自然共生研究グループ APO アジア生産性

機構

Workshop on Eco-towns ワーク シ ョ ッ プ

「エコ タ ウ ン」 出席

19.10.24 ～ 

19.10.28

オース ト ラ リ ア 肴倉 　 宏史 循環型社会 ・ 廃棄物研究セン

ター

( 社 ) 土壌環境セン

ター

ISO/TC190 （土壌環境 ) 19.11.3 ～ 

19.11.10

伊藤 　 昭彦 地球環境研究セン ター （独） 海洋研究開発

機構

国際応用システム分析研究所 （IIASA) で開

催される気候変動に関する ワーク シ ョ ッ プ

（GEO-BENE2007） に参加し， 陸域生態系

モデルを用いて実施された影響評価研究に

ついての紹介。 また， 陸域炭素循環に関す

るモデル開発の方針についての議論。

19.6.3 ～ 

19.6.10

オ ラ ン ダ 江守 　 正多 地球環境研究セン ター 地球環境フ ォーラ

ム

IPCC Expert Meeting on New Scenarios 会議

に参加

19.9.18 ～ 

19.9.24

甲斐沼美紀子 地球環境研究セン ター 地球環境フ ォーラ

ム

地球環境問題に関する状況調査 （IPCC 排

出シナ リ オ専門家会合）

19.9.17 ～ 

19.9.24

杉本 　 伸夫 大気圏環境研究領域 宇宙航空研究開発

機構 (JAXA)

EarthCARE Workshop および会合出席 19.5.6 ～ 

19.5.11

カ 　 ナ 　 ダ 福島 　 路生 アジア自然共生研究グループ WSC IUCN （世界自然保護連合） サケ科専門委

員会年会に出席するため 　 および 　 WSC

（ワ イル ド サーモンセン ター） と の打ち合

わせのため

19.11.2 ～ 

19.11.7

韓 　 　 　 国 山野 　 博哉 地球環境研究セン ター 韓国海洋開発研究

所

環境変動に関する日韓共同研究の打ち合わ

せおよび現地調査

19.6.26 ～ 

19.6.30

高橋 　 善幸 地球環境研究セン ター 北海道大学大学院

農学研究院

「東アジア陸域生態系におけ る炭素動態の

定量化のための日中韓研究ネ ッ ト ワーク の

構築」 に関する ワーク シ ョ ッ プ参加

20.2.19 ～ 

20.2.22

梁 　 　 乃申 地球環境研究セン ター 北海道大学大学院

農学研究院

「東アジア陸域生態系におけ る炭素動態の

定量化のための日中韓研究ネ ッ ト ワーク の

構築」 に関する ワーク シ ョ ッ プ参加

20.2.18 ～ 

20.2.22

水落 　 元之 アジア自然共生研究グループ Kyunpook National 

University

資源 リ サイ クルに関する国際シンポジウ ム

に出席

19.4.25 ～ 

19.4.27

鑪迫 　 典久 環境 リ ス ク研究セン ター 国立教育政策研究

所 (NIER)

日韓共同研究現地研究打合せ 19.10.15 ～ 
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韓 　 　 　 国 白石 　 寛明 環境 リ ス ク研究セン ター Chonnam National 

University

国際ワーク シ ョ ッ プ （Perfluorinated 

Compounds in the Environment Distribution 

and Fate) での講演

20.1.24 ～ 

20.1.27

植弘 　 崇嗣 環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト

リ ー

韓国国立環境科学

研究院

環境試料長期保存に関する ワーク シ ョ ッ プ 19.5.30 ～ 

19.6.2

タ 　 　 　 イ 野尻 　 幸広 地球環境研究セン ター （社） 海外環境協力

セン ター

第 17 回地球温暖化アジア太平洋地域セ ミ

ナー

19.7.30 ～ 

19.8.3

江守 　 正多 地球環境研究セン ター National Research 　

Council

Thailand Research Expo 2007 International 

Integrated Forum for Global Change

19.9.10 ～ 

19.9.12

山野 　 博哉 地球環境研究セン ター 千葉大学大学院理

学研究科

熱帯性海草藻場の生態学的研究 20.3.2 ～ 

20.3.14

増井 　 利彦 社会環境システム研究領域 UNEP-DEWA Regional Workshop on GEO Resource Book 

に参加

19.7.16 ～ 

19.7.20

柴田 　 康行 化学環境研究領域 東京大学 ・ 国連大

学

International Conference "Conservation on 

the Coastal Environment"UNU Symposium on 

POPs; Global Transport, Best Environmental 

Practice, and Risk Perception

19.11.11 ～ 

19.11.16

板山 　 朋聡 化学環境研究領域 明星大学 現地池沼のアオコ ・ 水質調査及び供試体

（浄化実験システム） の設置 とデータ収集

19.7.30 ～ 

19.8.11

中 　 　 　 国 田崎 　 智宏 循環型社会 ・ 廃棄物研究セン

ター

（独） 国際協力機構

（JICA）

循環型経済発展の促進研究に関する派遣講

師

19.11.13 ～ 

19.11.15

吉田 　 　 綾 循環型社会 ・ 廃棄物研究セン

ター

日本貿易振興機構

アジア経済研究所

「中国経済の持続可能な成長 ： 資源 ・ 環境

制約の克服はなるか」 に関する現地調査

20.1.31 ～ 

20.2.3

一 ノ瀬俊明 社会環境システム研究領域 華東師範大学 上海市街地におけ る顕熱フ ラ ッ ク スの野外

観測指導

19.7.29 ～ 

19.8.9

徐 　 　 開欽 アジア自然共生研究グループ （財） 国際エ メ ッ ク

スセン ター

第 ８ 回国際 EMECS 会議及び国際ワーク

シ ョ ッ プについて詳細打ち合わせ及び現地

確認

19.8.20 ～ 

19.8.23

徐 　 　 開欽 アジア自然共生研究グループ 江蘇省政府 第 ７ 回江蘇科学技術フ ォーラ ムの招待講演

及び研究発表

19.9.1 ～ 

19.9.3

清水 　 英幸 アジア自然共生研究グループ 筑波大学 ①研究課題 「知的援助 リ ソース ・ ニーズ

データベースに も とづ く 水資源 ・ 環境 ・ 災

害教育協力モデルの 適化と その検証」

（文部科学省 「国際イ ニシアテ ィ ブ」 教育

協力拠点形成事業） に係る中国の水資源問

題に関する OJT （実地職業訓練） の実施及

び共同研究打合せ 　 ②受託研究打合せ

19.10.8 ～ 

19.10.15

藤田 　 　 壮 アジア自然共生研究グループ （財） 国際エ メ ッ ク

スセン ター

「Pre-EMECS8 国際ワーク シ ョ ッ プ」 に参

加のため

19.11.22 ～ 

19.11.24

徐 　 　 開欽 アジア自然共生研究グループ （財） 国際エ メ ッ ク

スセン ター

「Pre-EMECS8 国際ワーク シ ョ ッ プ」 に参

加のため

19.11.22 ～ 

19.11.25

水落 　 元之 アジア自然共生研究グループ （財） 地球環境戦略

研究機関 （IGES）

日中協力水質総量規制及び重要水域の水環

境管理等総合フ ォーラ ム参加

19.11.19 ～ 

19.11.23

水落 　 元之 アジア自然共生研究グループ （財） 地球環境戦略

研究機関 （IGES）

①水質自動測定装置の設置②中国の水環境

管理を強化する ための日中共同研究に係る

現地調査に参加

20.2.19 ～ 

20.3.1

杉本 　 伸夫 大気圏環境研究領域 （株） 数理計画 ラ イ ダーに関する ア ド バイザ リ ー支援 19.6.6 ～ 

19.6.14

杉本 　 伸夫 大気圏環境研究領域 九州大学応用力学

研究所

黄砂に関する観測資料収集のため 19.11.13 ～ 

19.11.17

柴田 　 康行 化学環境研究領域 日本エヌ ・ ユー ・

エス （株）

The inception workshop of the regional 

organization group for implementation of the 

global monitoring plan on persistent organic 

pollutants(POPs) in the Asia and acific Region 

19.9.16 ～ 

19.9.21

伊藤 　 裕康 化学環境研究領域 （独） 国際協力機構

（JICA)

日本有効環境保全セン ターフ ェ イ ス III 　 運

営指導調査団と し て出席

20.1.21 ～ 

20.1.25

植弘 　 崇嗣 環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト

リ ー

中国環境科学研究

院 （CRAES）

「第 4 回中日韓 3 カ国環境研究機関長会合」

に係る事務レベル会合参加

19.4.12 ～ 

19.4.15

植弘 　 崇嗣 環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト

リ ー

中国環境科学研究

院 （CRAES）

「第 4 回中日韓 3 カ国環境研究機関長会合」

TPM4 及び大都市におけ る大気汚染 （自動

車排気ガス を含む） に関する ワーク シ ョ ッ

プ

19.5.12 ～ 

19.5.18

松井 　 一郎 大気圏環境研究領域 日本気象協会 観測ラ イ ダーの メ ンテナン スおよび技術支

援

19.5.30 ～ 

19.6.19

派遣国名 氏 　 　 名 所 　 　 属 依 　 頼 　 元 内 　 　 　 容 期 　 間
―  390  ―



国立環境研究所年報 （平成 19 年度）
ド 　 イ 　 ツ 伊藤 　 昭彦 地球環境研究セン ター （独） 海洋研究開発

機構

第 2 回地球システムモデ リ ング会議に出席

し， 陸域生態系モデルによ る， 温暖化 と土

地利用変化が土壌流出に与え る影響評価に

関する研究成果を発表する。

19.8.26 ～ 

19.9.2

江守 　 正多 地球環境研究セン ター （独） 日本学術振興

会

独立行政法人日本学術振興会第 1 回日独ラ

ウ ン ド テーブル 「気候変動」

20.1.15 ～ 

20.1.20

藤野 　 純一 地球環境研究セン ター （財） 地球 ・ 人間環

境フ ォーラ ム

（GEF)

① IPCC 再生可能エネ会合② EUSEW 2008 20.1.19 ～ 

20.1.30

久保田 　 泉 社会環境システム研究領域 環境省 気候変動枠組条約第 ２ ６ 回補助機関会合等

出席

19.5.6 ～ 

19.5.20

森口 　 祐一 循環型社会 ・ 廃棄物研究セン

ター

Ernst Strungman 

Forum

Quantifying Comprehensive Sustainability 

ステア リ ング会合出席

19.11.30 ～ 

19.12.4

藤田 　 　 壮 アジア自然共生研究グループ 日独環境セン ター 国際会議 『資源効率性－ 前線におけ る日

本と ド イ ツ』 への出席

19.11.4 ～ 

19.11.8

ト リ ニダー

ド ・ ト バゴ

江守 　 正多 地球環境研究セン ター （財） 地球 ・ 人間環

境フ ォーラ ム

（GEF)

IPCC TGICA 第 14 回会合に参加 20.2.24 ～ 

20.3.2

ニューカレ

ド ニア

山野 　 博哉 地球環境研究セン ター Institute de 

Recherche pour le 

Developpement

ANR INTERFACE 調査 19.7.31 ～ 

19.8.11

フ ィ ン ラ ン ド 藤野 　 純一 地球環境研究セン ター SIRTA Cleantech-Global Opportunity for Business-

seminar

19.11.4 ～ 

19.11.11

フ ラ ン ス 藤野 　 純一 地球環境研究セン ター 環境省 OECD 気候変動の経済 WS 20.3.10 ～ 

20.3.13

橋本 　 征二 循環型社会 ・ 廃棄物研究セン

ター

国際ステン レ ス鋼

フ ォーラ ム

Team Stainless Meeting 出席 20.3.24 ～ 

20.3.27

鈴木 　 規之 環境 リ ス ク研究セン ター （株） エ ッ ク ス都市

研究所

OECD 化学品グループ／ PRTR タ ス ク

フ ォース （第 11 回） への出席

20.3.10 ～ 

20.3.15

鑪迫 　 典久 環境 リ ス ク研究セン ター ILSI-HESI International Workshop on the Application of 

the Fish Embryo Test as an Animal 

Alternative Method in Hazard and Risk 

Assessment and Scientific Research  への出席

20.3.3 ～ 

20.3.9

ベ ル ギ ー 原沢 　 英夫 社会環境システム研究領域 （財） 地球 ・ 人間環

境フ ォーラ ム

（GEF)

ICPP AR4 WG2CLA 報告書採択会議 19.4.1 ～ 

19.4.7

マレーシア 猪俣 　 　 敏 大気圏環境研究領域 北海道大学 12th Asian Chemical Congress(12ACC) 19.8.22 ～ 

19.8.26

モ ン ゴ ル 松井 　 一郎 大気圏環境研究領域 日本気象協会 観測モニ タ リ ングシステムの技術支援 19.8.8 ～ 

19.9.12

松井 　 一郎 大気圏環境研究領域 日本気象協会 技術支援および設置機器の保守 ・ 打ち合わ

せ

20.2.25 ～ 

20.3.12

ロ 　 シ 　 ア Shamil 

Maksyutov

地球環境研究セン ター 東北大学 メ タ ン と二酸化炭素のフ ラ ッ ク ス観測デー

タベース開発に関する打合せ

19.9.9 ～ 

19.9.16

町田 　 敏暢 地球環境研究セン ター 学術創成研究費 シベ リ アにおける次年度温室効果気体の観

測に関する研究打ち合わせ

20.3.20 ～ 

20.3.24

村上 　 正吾 アジア自然共生研究グループ POMRAC 第 5 回 NOWPAP POMRAC 連絡協会議 10.10.7 ～ 

19.10.10
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（ ６ ） 表 　 彰 　 等

氏 　 　 名 所 　 　 属 賞 の 名 称 受 賞 内 容 受賞年月日

稲森 　 悠平 循環型社会 ・ 廃棄物研究セン

ター

バイオエコ技術研究室長

第九回論文賞

（日本水処理生物学会）

「Effect of Constructed Wetland Structure 

on Wastewater Treatment and Its 

Evaluation by Algal Growth Potential Test」

18.11.16

内山 　 政弘 大気圏環境研究領域

　 大気動態研究室 　 主任研究員

電気化学会 論文賞

（社団法人 　 電気化学会）

「安定化ジルコニアチューブ と 亜硝酸塩

系補助検知極を用いた高感度 NO2 セン

サ」

19.3.30

内田 　 昌男 化学環境研究領域

　 無機環境計測研究室  研究員

ES&T's First Runner-Up Top 

Environmental Science Paper of 

2006

（American Chemical Society）

「Compound Class Specific 14C Analysis of 

Polycyclic Aromatic Hydrocarbons 

Associated with PM10 and PM1.1 Aerosols 

from Residential Areas of Suburban Tokyo」

19.4.2
柴田 　 康行 化学環境研究領域長

稲葉 　 陸太 循環型社会 ・ 廃棄物研究セン

ター

　 循環技術システム研究室

　 研究員

廃棄物学会論文賞

（廃棄物学会）

「鉄鋼産業におけるプラ スチ ッ ク製容器

包装 リ サイ クルの LCA －システム境界

の影響－」

19.5.24
橋本 　 征二 循環型社会 ・ 廃棄物研究セン

ター

　 循環型社会システム研究室

　 主任研究員

森口 　 祐一 循環型社会 ・ 廃棄物研究セン

ター長

南齋 　 規介 循環型社会 ・ 廃棄物研究セン

ター

　 循環型社会システム研究室 　 研究員

WASSILY W.LEONTIEF 

MEMORIAL PRIZE

（International Input-Output 

Association）

「THE ECONOMIC AND 

ENVIRONMENTAL CONSEQUENCES OF 

AUTOMOBILE LIFETIME EXTENSION 

AND FUEL ECONOMY 

IMPROVEMENT:JAPAN'S CASE」

19.7.6

田崎 　 智宏 循環型社会 ・ 廃棄物研究セン

ター

　 循環技術システム研究室

　 主任研究員

廃棄物学会奨励賞

（廃棄物学会）

廃棄物に対する真摯な研究を高 く 評価し

て

19.5.24

向井 　 人史 地球環境研究セン ター

　 炭素循環研究室長 日本エア ロ ゾル学会論文賞

（日本エア ロ ゾル学会）

「日本海沿岸で粒径別連続採取し たエア

ロ ゾル中の水可溶性イオン種および微量

金属成分によ る長距離輸送現象の解析－

2002 年春の黄砂イベン ト を中心に－」

19.8.10
村野 　 健太郎 大気圏環境研究領域

　 大気化学研究室長

谷本 　 浩志 アジア自然共生研究グループ

　 広域大気モデ リ ング研究室

　 主任研究員

奨励賞

（日本地球化学会）

対流圏における光化学オゾン と その支配

要因に関する地球化学的研究に対し て

19.9.20

一ノ瀬 　 俊明 社会環境システム研究領域

　 環境計画研究室 　 主任研究員

優秀ポス ター賞

（土木学会環境システム委員

会）

「都市内大規模河川 ( ソ ウル市清渓川 )

の復元によ る大気環境改善」

（第 34 回環境システム研究論文発表会）
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（ ７ ） 主要プロジ ェ ク ト ・ プログラムのフ ォーカルポイ ン ト 等の担当状況

プロ グ ラ ム等の名称 UNEP GRID- つくば
※ GRID（Global Resources Information Database：地球資源情報データベース）のセンターの一つ

発 　 足 　 年 　 度 1991 年，地球環境研究センター内に設立。

概 　 　 　 　 　 　 　 要 GEMS が収集・加工したデータや人工衛星によるリモートセンシングデータなど環境に関する多種・多
様なデータを統合し，世界中の研究者や政策決定者へ提供すること，環境データ処理技術の開発途上
国への移転を目的として，1985 年，GEMS の一部として設立。1991 年 5 月には，地球環境問題の深刻化
と情報整備の重要性増大に伴い，UNEP 管理理事会の決定によって GRID は GEMS から独立した UNEP の独
立機関となった。

国 環 研 の 役 割 GRID －つくばの設立に関して，UNEP と国立環境研究所との間に結ばれた覚え書きでは，以下の役割
が期待されている。
○日本および近隣諸国において，GRID の地球環境データの仲介者としての役割を果たすこと。
○国立環境研究所の環境研究やモニタリング計画によって得られた環境データを GRID データとして
提供すること。特に社会・経済データを提供すること。
○地理情報システムやリモートセンシング技術の開発と環境への応用を行うこと。また，この分野に
おける GRID データの利用者への技術的な支援を行うこと。
○地球環境研究および政策決定における地球環境データの利用を促進すること。

担 　 　 　 　 　 　 　 当 地球環境研究センター地球環境データベース推進室長　松永恒雄

プロ グ ラ ム等の名称 UNEP GEMS/Water：地球環境監視計画／陸水監視プロジェクト

発 　 足 　 年 　 度 l977 年度より開始，当初は国立公衆衛生院が担当していたが，1994 年度から地球環境研究センター
が引き継いだ。

概 　 　 　 　 　 　 　 要 国連環境計画（UNEP）と世界保健機関（WHO）などの国連専門機関が中心となり，地球環境監視およ
び人間の健康に影響を与える因子を継続的に評価するために，1974 年に GEMS が設立され，1976 年に
環境汚染のひとつである陸水（淡水）汚濁を対象とした陸水監視計画（GEMS/Water）が発足し，世界
的な水質監視ネットワークのもとにモニタリングを実施している。

国 環 研 の 役 割 地球環境研究センターが我が国の窓口となり，①ナショナルセンター業務，②摩周湖ベースラインモ
ニタリング，③霞ヶ浦トレンドステーションモニタリング等を実施している。

担 　 　 　 　 　 　 　 当 地球環境研究センター陸域モニタリング推進室長　藤沼康実

プロ グ ラ ム等の名称 アジアエア ロ ゾルラ イ ダー観測ネ ッ ト ワーク （Asian Dust and Aerosol Lidar Observation Network）

発 　 足 　 年 　 度 1999 年度

概 　 　 　 　 　 　 　 要 ライダー（レーザーレーダー）による対流圏エアロゾルのネットワーク観測。黄砂および人為起源エ
アロゾルの三次元的動態を把握し，リアルタイムで情報提供することを目指す。日本，韓国，中国，
モンゴル，タイの研究グループが参加。ネットワークの一部は，黄砂に関する ADB/GEF（アジア開発
銀行／地球環境ファシリティ）のマスタープランに基づくモニタリングネットワークを構成する。ま
た，一部は，大気放射に関するネットワーク SKYNET（GEOSS）に位置付けられている。現在検討が進
められている WMO/GAW（Global Atmosphere Watch）の地球規模の対流圏エアロゾル観測ライダーネッ
トワーク GALION のアジアコンポーネントでもある。

国 環 研 の 役 割 ネットワーク観測およびデータ品質の管理，リアルタイムのデータ処理，研究者間のデータ交換 WWW
ページの運用。黄砂データについては環境省の黄砂情報公開 WWW ページにリアルタイムでデータを提
供。

（http://www-lidar.nies.go.jp/）

担 　 　 　 　 　 　 　 当 大気圏環境研究領域遠隔計測研究室長 　 杉本伸夫，
（アジア自然共生研究グループ主任研究員 　 清水 厚 ： WWW ページの運用）

プロ グ ラ ム等の名称 UNEP-Infoterra

発 　 足 　 年 　 度 1974 年

概 　 　 　 　 　 　 　 要 環境に関する情報の国際的な流通・交換を促進する目的で，国連環境計画（UNEP）によって設立さ
れ，各国の協力の下に運営されている全世界的規模の情報ネットワークシステム

国 環 研 の 役 割 ナショナルフォーカルポイント（政策的な事項は環境省地球環境局と密接に連絡）

担 　 　 　 　 　 　 　 当 Manager：環境情報センター長　山本秀正
Technical Staff（担当）：環境情報センター情報企画室
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プロ グ ラ ム等の名称 日中韓三ヵ国環境大臣会合ホームページ（TEMM ウェブサイト）運営

発 　 足 　 年 　 度 2000 年

概 　 　 　 　 　 　 　 要 日中韓三ヵ国環境大臣会合で合意した各プロジェクトの進捗状況に関する情報を WEB 上に掲載，三ヵ
国それぞれが自国でのプロジェクトの進捗状況をアップロードし，これらの情報をシェアする。

国 環 研 の 役 割 フォーカルポイント（実際の作業にあたっては環境省環境協力室と密接に連絡）

担 　 　 　 　 　 　 　 当 環境情報センター情報企画室長　坂下和恵

プロ グ ラ ム等の名称 AsiaFlux ネ ッ ト ワーク

発 　 足 　 年 　 度 2000 年

概 　 　 　 　 　 　 　 要 アジア地域における陸上生態系の二酸化炭素などのフラックス観測に係わるネットワーク。アジア地
域におけるフラックス観測研究の連携と基盤強化を目指し，観測技術やデータベースの開発等，HP や
ニュースレターによる情報発信・交流を進めている。

国 環 研 の 役 割 地球環境研究センターが事務局として機能し，データベースの構築・運用，年次会合の開催，ホーム
ページやニュースレター等による情報発信を担当。また，富士北麓フラックス観測サイトは，技術開
発や技術研修の拠点としての役割を担っている。

担 　 　 　 　 　 　 　 当 地球環境研究センター陸域モニタリング推進室長　藤沼康実

プロ グ ラ ム等の名称 有害紫外線モニタリングネットワーク

発 　 足 　 年 　 度 2000 年度

概 　 　 　 　 　 　 　 要 地上への紫外線到達量の全国的な把握や，紫外線暴露による健康影響の評価などをはじめ，様々な形
でその成果を広く活用することを目指し，各観測機関等の協力を得て国内の有害紫外線観測拠点を
ネットワーク化し，有害紫外線に係わる観測情報の収集及び共有体制の整備を図るもの。
ネットワークは，国立環境研究所地球環境研究センターの観測拠点６ヵ所を中心に，14 機関の自発的
な参加を得て発足し，現在国立環境研究所５拠点を含む 26 拠点でデータ収集を行うとともに，精度
確保のためのキャリブレーションの実施，運営委員会及び担当者会議による技術検討を行っている。
また，一部拠点については紫外線情報（UV インデックス）のホームページからの提供を行っている。

国 環 研 の 役 割 ・ネットワークの事務局としての役割
・CGER の観測拠点が，ネットワークのコアサイトとしての役割
・データの解析，評価に関して，技術的に先導していく役割

担 　 　 　 　 　 　 　 当 環境健康研究領域総合影響評価研究室長　小野雅司
地球環境研究センター大気・海洋モニタリング推進室長　町田敏暢

プロ グ ラ ム等の名称 温室効果ガスインベントリオフィス（GIO）
（Greenhouse Gas Inventory Office of Japan）

発 　 足 　 年 　 度 2002 年， 地球環境研究セン ター内に設立。

概 　 　 　 　 　 　 　 要 日本国の温室効果ガス排出・吸収目録（GHGs インベントリ）報告書を作成し，所内外の機関との連携
による日本国インベントリの精緻化，データの解析，環境省へのインベントリ関連の政策支援を行う。
また，国外活動として，気候変動枠組条約締約国会議（COP）や補助機関会合（SB）等における国際交
渉支援，2006 年ガイドラインなどインベントリ方法論レポート作成への協力等の気候変動に関する政
府間パネル（IPCC）への貢献，途上国専門家のキャパシティビルディングの実施などの国外活動を行っ
ている。

国 環 研 の 役 割 環境省との請負契約に基づき，温室効果ガス排出量・吸収目録（GHG インベントリ）の作成・とりま
とめ，京都議定書下での対応事項の検討，国内制度のためのガイドラインに従った品質保証・品質管
理活動の実施，気候変動枠組条約に基づくインベントリ審査への対応支援，気候変動枠組条約締約国
会議（COP）および補助機関会合（SB）に日本政府代表団の一員として参画し，インベントリ関連議
題の交渉支援を行うほか，情報収集・資料作成等を含む「温室効果ガス排出量算定方法検討会」の開
催運営補助，気候変動枠組条約下および京都議定書下の審査活動への参画，温室効果ガス排出・吸収
量算定方法に係る研究情報の収集，ウェブアプリケーションを用いてインベントリデータを収集，蓄
積する温室効果ガス排出・吸収量データベースを構築し ,「アジアにおける温室効果ガスインベント
リ整備に関するワークショップ」の開催業務を行っている。

担 　 　 　 　 　 　 　 当 地球環境研究センター温室効果ガスインベントリオフィス（GIO）　野尻幸宏
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プロ グ ラ ム等の名称 グローバルカーボンプロジェクトつくば国際オフィス（GCP つくば国際オフィス）

発 　 足 　 年 　 度 2004 年，地球環境センター内に設立。

概 　 　 　 　 　 　 　 要 本オフィスの主たる業務は，GCP 国際研究計画の中心的な研究課題であるグローバルな炭素循環の自
然的側面と人間的側面の総合化に関する国際共同研究の推進及びアジア地域における GCP 関連研究の
コーディネーションの推進である。GCP つくばオフィスの運営の核は GCP が実施した国際公募によっ
て選考された事務局長（Executive Officer，略称 EO）が担い，組織上は CGER の管理下に位置するも
のとする。

国 環 研 の 役 割 本 GCP つくば国際オフィスは，日本における初めての ICSU 関連の国際研究の国際オフィスとなるだ
けではなく，アジアにおいても初めての国際オフィスの設置となる。今後，炭素循環に関する国際共
同研究の組織化に際して，日本がアジアにおけるリーダシップを発揮するために極めて重要な役割を
果たすことが期待される。さらには日本やアジアにおける炭素循環関連研究が，本国際オフィスを通
じて世界的により認知度が高まることも期待される。こうしたことを通じ，CGER の地球環境研究分野
における COE 的な機能の充実に資する。

担 　 　 　 　 　 　 　 当 地球環境研究センター主席研究員　山形与志樹

プロ グ ラ ム等の名称 気候変動枠組条約締約国会合（UNFCCC-COP）オブザーバー

発 　 足 　 年 　 度 2004 年

概 　 　 　 　 　 　 　 要 国立環境研究所は気候変動枠組条約締約国会議（UNFCCC-COP）の審査を経て，2004 年 12 月より
UNFCCC-COP のオブザーバーステータスを取得した。公式オブザーバーとして展示ブース等を COP 会場
内に設置できるようになったほか，NGO オブザーバーとして会合にも出席可能となった。

国 環 研 の 役 割 環境研究の専門家として COP 及びサイドイベントへ参画するとともに，会場内ブース等における研究
成果の積極的発信，関係者との意見交換等々，研究所において得られた知見等を幅広く COP 関係者に
アピールしていく。

担 　 　 　 　 　 　 　 当 企画部広報･国際室研究企画主幹　広兼克憲

プロ グ ラ ム等の名称 日韓中三ヵ国環境研究機関長会合（TPM）

発 　 足 　 年 　 度 2004 年

概 　 　 　 　 　 　 　 要 国立環境研究所（NIES）は，国立環境科学院（NIER），中国環境科学研究院（CRAES）との３研究機関
間で定期的なトップ会合（日韓中三ヵ国環境研究機関長会合（TPM））を開催し，アジアにおいて重要
な役割を有する３研究機関の機関長が協力して同地域の環境研究の推進を図ることに合意した。３研
究機関で情報交換，意見交換を行うほか，関連ワークショップの開催，分野を絞った共同研究の可能
性等々について議論を進める。各研究機関持ち回りで，年に１度，機関長会合等を開催する。

国 環 研 の 役 割 持ち回りにより準備会合及び本会合を主催するほか，３環境研究機関の連携のために必要な調整を行
う。

担 　 　 　 　 　 　 　 当 アジア自然共生研究グループ主席研究員　清水英幸
企画部広報・国際室長　佐藤邦子
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（ ８ ） 知的財産権等の状況

　 １ ） 所有等の状況 （単位 ： 件）

区分 年度末現在 平成 13 平成 14 平成 15 平成 16 平成 17 平成 18 平成 19

外 　 国
特 　 許 　 権

出願中 2 2 2 4 ７ 5 4

所 　 有 4 4 4 4 4 2 2

国 　 内
特 　 許 　 権

出願中 40 40 28 32 37 40 42

所 　 有 37 36 40 41 38 39 40

実用新案権
出願中 1 1 0 0 0 0 0

所 　 有 4 3 3 3 0 0 0

意 　 匠 　 権
出願中 0 0 0 0 0 0 0

所 　 有 3 3 3 3 3 3 3

商 　 標 　 権
出願中 1 0 0 0 0 0 0

所 　 有 0 1 1 1 1 1 1
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８  ． 研究活動に関する成果普及， 広報啓発の状況

（ １ ） 研究所行事及び研究発表会， セ ミ ナー等活動状況

１ ） 研究所

１ ．研究所行事

国立環境研究所公開シンポジウ ム 2007 　 『未来を拓 く 環境研究－持続可能な社会をつ く る－』

開催日 ： 平成 19 年 6 月 16 日 （土） 　 場所：京都シルク ホール （京都市下京区四条通室町東入ル 　 京都産業会館 8 階）

： 平成 19 年 6 月 24 日 （日） 　 場所 ： 東京 メ ルパルク ホール （東京都港区芝公園 2-5-20）

２ ．国立環境研究所セ ミ ナー

　 題 　 目 ： ブループラ ネ ッ ト 賞受賞者によ る国立環境研究所来所記念講演会

発表者 ： ジ ョ セフ ・ L ・ サ ッ ク ス教授

（米国 ： カ リ フ ォルニア大学 （バーク レー校） 教授） 　 及び

エイモ リ ・ B ・ ロ ビン ス博士

（米国 ： ロ ッ キー･マウ ンテン研究所理事長兼 Chief Scientist）

開催日 ： 平成 19 年 10 月 19 日 　 場所 ： 国立環境研究所 　 交流会議室

３ ．第 23 回全国環境研究所交流シンポジウム

題 　 目 ： 「地方環境研究所における沿岸海域調査研究―沿岸海域の再生と今後のモニ タ リ ングについて―」

開催日 ： 平成 20 年 2 月 13 日 （水） ～ 14 日 （木） 　 場所 ： 国立環境研究所大山記念ホール

プロ グ ラ ム （敬称略） ：

題 　 　 　 　 　 　 目 発 　 表 　 者

＜ポス ターセ ッ シ ョ ン＞

＜基調講演＞ 大塚 柳太郎 （理事長）

＜講 　 演 1 ＞ 「地球温暖化対策を巡る国際交渉 　 - その現状 と課題 -」 亀山 康子 （地球環境研究セン ター）

＜講 　 演 2 ＞ 「微生物を利用し たバイオマスの資源化技術
　 －廃棄物 ・ 排水の利用を考え る－」

珠坪 一晃 （水土壌圏環境研究領域）

＜講 　 演 3 ＞ 「脱温暖化社会に向けた交通と まちづ く り
　 -2050 年の持続可能な交通の姿を今から考えま し ょ う -」

松橋 啓介 （社会環境システム研究領域）

＜講 　 演 4 ＞ 「都市の温暖化と自然を活かし た暑さ対策」 一 ノ瀬 俊明 （社会環境システム研究領域）

閉会挨拶 京都会場 　 仁井 正夫 （理事）
東京会場 　 安岡 善文 （理事）

＜ポス ターセ ッ シ ョ ン＞

2 月 13 日 （水）

13:30-13:35 　 開会挨拶 国立環境研究所理事長 　 大塚 柳太郎

13:40-14:00 　 基調講演 国立環境研究所水土壌圏環境研究領域長 　 木幡 邦男

セ ッ シ ョ ン １ ： 海域環境モニタ リ ング （座長 ： 木幡 邦男）

14:00-14:20 「北海道沿岸海域におけ る環境質について （北海道における沿岸調査 ・ 研究の概要紹介）」

○福山 　 龍次 （北海道環境科学研究セン ター）

14:20-14:40 「富山湾海域におけ る難分解性溶存有機物に関する研究」

○藤島 　 裕典 （富山県環境科学セン ター）

14:40-15:00 「有明海北東部流域からの溶存態ケ イ素の流出と沿岸海域への影響」

○熊谷 　 博史 （福岡県保健環境研究所）

15:00-15:20 「鹿児島湾におけ る水質モニタ リ ング と海域の特性」

○實成 　 隆志 （鹿児島県環境保健セン ター）

15:20-15:40 「定期航路を利用し た長期 ・ 高頻度海洋モニタ リ ング」

○原島 　 　 省 （国立環境研究所）

15:40-16:00 休 　 憩

セ ッ シ ョ ン ２ ： 沿岸域の水質と生態系の関係 （座長 ： 原島 省）

16:00-16:20 「山口県におけ る浚渫土で造成し た人工干潟の環境モニタ リ ングについて」

○角野 　 浩二 （山口県環境保健セン ター）

16:20-16:40 「南西諸島に生息する水棲生物中の有害化学物質調査」

○宮城 　 俊彦 ( 沖縄県衛生環境研究所）
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４ ．研究所施設公開

研究所本講において， 年 ２ 回， 市民を対象に研究施設の公開並びに講演会等の普及活動を実施し ている。

（ １ ） 　 科学技術週間に伴 う 国立環境研究所一般公開

開催日 ： 平成 19 年 4 月 21 日 （土）

内 　 容 ： 双方向コ ミ ュニケーシ ョ ンを重視し たサイエン スカフ ェ方式の講演会，

電気自動車の展示等のイベン ト 開催。

参加者数 ： 468 名

（ ２ ） 　 国立環境研究所夏の大公開

開催日 ： 平成 19 年 7 月 21 日 ( 土 )

内 　 容 ： 「エコハカセヲサガセ！」 ( エコ博士を捜せ！ ) を メ イ ンテーマに研究所つ く ばキ ャ ンパス をフルに公開。

所内研究施設の公開， 環境問題を学べる体験プロ グ ラ ムの実施， コ コが知 り たい温暖化など環境講座等

を実施

参加者数 ： 4,844 名

16:40-17:00 「横浜市が取 り 組んできた沿岸海域調査研究と今後の課題」

○水尾 　 寛己 （横浜市環境科学研究所）

17:00-17:20 「モニタ リ ングデータから見た東京湾の水質と生物」

○安藤 　 晴夫 （財 ・ 東京都環境整備公社東京都環境科学研究所）

17:20-17:40 「東京湾におけ る環境の変化と底棲魚介類群集の変遷：1977～2007年の解析」

○堀口 　 敏宏 （国立環境研究所）

2 月 14 日 （木） 　

セ ッ シ ョ ン ３ ： 藻場 ・ 干潟環境 （座長 ： 中村 泰男）

09:00-09:20 「地環研 C 型共同研究 「藻場の生態系機能によ る海域再生研究」 について」

○矢部 　 徹 （国立環境研究所）

09:20-09:40 「中海におけ る コ アマモ再生に関する研究」

○初田亜希子 ( 鳥取県衛生環境研究所）

09:40-10:00 「アマモ場再生のための苗床シー ト 開発と移植試験」

○相田 　 聡 （広島県立総合技術研究所）

10:00-10:20 「英虞湾のアマモ場の酸素生成 ・ 消費および栄養塩吸収 ・ 溶出の把握」

○土橋 　 靖史 （三重県科学技術振興セン ター）

10:20-10:40 「英虞湾におけ る， 底質の栄養レベルを制御し た干潟再生技術」

○国分 　 秀樹 （三重県科学技術振興セン ター）

10:40-11:00 休 　 憩

セ ッ シ ョ ン ４ ： 沿岸環境の修復技術 （座長 ： 矢部 徹）

11:00-11:20 「沿岸域底層環境改善への自走式耕耘 ・ エアレーシ ョ ンシステムの適用」

○宮崎 　 一 （兵庫県立健康環境科学研究セン ター）

11:20-11:40 「生物を用いた内湾環境修復研究 （長崎県大村湾）」

○山口 　 仁士 （長崎県環境保健研究セン ター）

11:40-12:00 「海藻を用いた松島湾におけ る再生事業について」

○佐々木久雄 （宮城県保健環境セン ター）

12:00-12:20 「三河湾におけ る環境修復と課題」

○石田 　 基雄 （愛知県水産試験場）

12:20-12:40 「環境劣悪な干潟におけ る二枚貝の生残と成長」

○中村 　 泰男 （国立環境研究所）

12:40-12:45 閉会挨拶 　 　 国立環境研究所理事 　 安岡 　 善文
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（ ２ ） 委員会への出席

委 　 　 嘱 　 　 元 兼 　 　 職 　 　 名 氏 　 　 　 名

環境省

大臣官房総務課 中央環境審議会専門委員 木幡邦男，森口祐一，柴田康行，

米元純三，増井利彦，田中嘉成，

藤田 　 壮， 亀山康子， 田崎智宏

中央環境審議会臨時委員 原沢英夫，森口祐一，白石寛明，

五箇公一

大臣官房廃棄物・ リ サイ クル対策部 廃棄物会計基準 ・ 廃棄物有料化ガ イ ド ラ イ ン策定検討委員会委員 日引聡

3R イ ニシアテ ィ ブ国際推進委員会委員 森口祐一

IT 技術を利用し た維持管理手法に関する調査検討会委員 蛯江美孝

PCB 等処理技術調査検討委員会委員 野馬幸生

PCB 廃棄物収集運搬調査検討委員会委員 野馬幸生

ペッ ト ボ ト ルを始め と し た容器包装の リ ユース ・ デポジ ッ ト 等の

循環的な利用に関する研究会委員

森口祐一

リ サイ クル制度の体系化 ・ 高度化推進検討会委員 寺園淳， 日引聡， 寺園淳

田崎智宏

リ サイ クル率及び処理基準検討会 中島謙一

海面 終処分場の閉鎖 ・ 廃止適用マニュ アル策定に向けた幹事会

幹事

井上雄三， 遠藤和人

広域 終処分場計画調査 ( 廃棄物海面埋立環境保全調査 ) 検討会

委員

井上雄三， 遠藤和人

今後の公共関与施設におけ る温暖化対策のあ り 方に関する検討

会委員

山田正人

終処分場安定化指標等検討委員会委員 井上雄三， 山田正人

市町村の廃棄物処理事業の 3R化に向けた改革調査検討委員会委員 大迫政浩

次世代廃棄物処理技術基盤整備事業審査委員会委員 井上雄三

石綿含有廃棄物の処理技術調査検討委員会委員 野馬幸生

石綿含有廃棄物の無害化処理に係る技術専門委員会委員 貴田晶子

第 ３ 回アジア太平洋廃棄物専門家会議実行委員会委員 森口祐一

第5期市町村分別収集計画策定の手引き アド バイ ザリ ーボード 委員 田崎智宏

単独処理浄化槽等対策調査検討会委員 水落元之

廃棄物系バイオマス利用戦略検討委員会委員 倉持秀敏

廃木材を製鉄原料 と し て利用する事業の全国展開に係る調査委

員会委員

貴田晶子

微量 PCB の測定に関する検討委員会委員 野馬幸生， 滝上英孝

不適切処分場における土壌汚染防止対策検討委員会委員 井上雄三

物質フ ロー及び資源生産性に関する検討会委員 森口祐一

容器包装リ ユース・ リ サイ ク ルに係る 環境負荷等調査検討 WG 委員 森口祐一， 藤井実， 稲葉陸太

使用済自動車再資源化の効率および合理化推進調査業務調査委

員会委員

貴田晶子

総合環境政策局 リ ス ク コ ミ ュ ニケーシ ョ ンのための化学物質フ ァ ク ト シー ト の

作成検討会委員

白石寛明

干潟生態系の環境影響評価に関する技術懇談会委員 野原精一

環境技術実証モデル事業検討会検討員 加藤正男

環境研究 ・ 技術開発推進事業追跡評価委員会委員 植弘崇嗣

新規 POPs 等研究会 鈴木規之

生態毒性 GLP 適合性評価検討会検討員 鑪迫典久

超長期ビジ ョ ン検討会 森口祐一， 原沢英夫， 柴田康行

特定調達品目検討会委員 近藤美則， 松橋啓介

総合研究開発推進会議臨時分科会検討員 一ノ瀬俊明

有害金属対策基礎調査検討会委員 鈴木規之

消費者への製品環境情報システム検討会委員 青柳みど り

総合環境政策局環境保健部 小児環境保健疫学調査に関する検討会委員 米元純三

製品中の有害化学物質モニ タ リ ング調査に係る検討会検討員 野馬幸生

ExTEND2005 作用 ・ 影響評価検討部会検討員 白石寛明， 菅谷芳雄

POPs モニタ リ ング検討実務者会議委員 柴田康行， 鈴木規之， 高澤嘉一
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総合環境政策局環境保健部 POPs 条約有効性評価国内検討委員会委員 柴田康行， 鈴木規之

PRTR 排出量算出方法検討調査検討会委員 鈴木規之， 川本克也

ジフ ェニルアルシン酸に係る リ ス ク評価検討会検討委員 平野靖史郎

ジ フ ェ ニルアルシン酸に係る健康影響等についての臨床検討会

委員

柴田康行， 平野靖史郎

ジフ ェニルアルシン酸等の健康 リ ス ク評価に係る WG 検討員 平野靖史郎

ジフ ェニルアルシン酸等の健康影響に関する調査研究 （毒性研究

班） メ ンバー

平野靖史郎， 小林弥生

ジフ ェニルアルシン酸等の健康影響に関する調査研究 （分析研究

班） メ ンバー

柴田康行

ダ イ オキシン類生物検定法等簡易測定法検討調査検討会検討委

員及び検討作業委員

伊藤裕康， 滝上英孝

ヒ ト 生体試料 POPs 等調査検討実務者会議委員 柴田康行， 高澤嘉一

ヒ ト 生体試料 POPs 等分析調査 WG 委員 柴田康行， 高澤嘉一

モニ タ リ ング調査の結果に関する解析検討実務者会議検討員 白石寛明， 柴田康行

化学物質の内分泌か く 乱作用に関する魚類試験実務者会議委員 鑪迫典久

化学物質の内分泌か く 乱作用に関する両生類を用いた試験法開

発研究班会議委員

鑪迫典久

化学物質の内分泌か く 乱作用等に関する日韓共同研究に係る検

討会委員

柴田康行，鈴木規之，鑪迫典久，

高澤嘉一

化学物質フ ァ ク ト シー ト 作成委員会委員 白石寛明

化学物質環境実態調査分析法開発検討実務者会議 （水系） 委員 白石寛明

化学物質環境実態調査結果精査検討実務者会議委員 白石寛明

化学物質環境実態調査分析法開発検討実務者会議委員 白石寛明

化学物質要覧調査に係る化学物質環境実態調査対象物質選定実

務者会議検討委員

白石寛明， 柴田康行

化学物質要覧調査検討実務者会議委員 菅谷芳雄

化審法審査支援等検討会 白石寛明， 米元純三， 鈴木規之

田中嘉成， 櫻井健郎， 菅谷芳雄

鑪迫典久

花粉観測システム検討会検討委員 新田裕史

花粉飛散動態に関する調査研究検討委員会委員 大原利眞

学童コ ホー ト 調査に係る曝露検討委員会委員 新田裕史， 田村憲治， 大原利眞

学童コ ホー ト 調査に係る疫学検討委員会委員 小野雅司， 新田裕史

学童コ ホー ト 調査に係る解析検討委員会委員 小野雅司， 新田裕史， 大原利眞

環境 リ ス ク評価検討会委員 白石寛明，鈴木規之，菅谷芳雄 ,

鑪迫典久

環境保健サーベイ ラ ン ス ・ 局地的大気汚染健康影響検討会委員 小野雅司， 新田裕史， 大原利眞

監視化学物質 リ ス ク評価等検討会委員 白石寛明， 鈴木規之， 田中嘉成

菅谷芳雄， 鑪迫典久， 山崎邦彦

南齋規介

局地的大気汚染の健康影響に関する疫学調査 ( 成人調査 ) 実施業

務に係る専門委員

大原利眞， 新田裕史， 小野雅司

田村憲治

健康 リ ス ク評価分科会検討員 平野靖史郎， 松本理

高懸念物質検討会委員 白石寛明， 平野靖史郎，

田中嘉成

臭素系ダ イオキシンの人への健康影響調査に関する検討会委員 鈴木規之

初期環境調査及び詳細環境調査の結果に関する解析検討実務者

会議検討員

白石寛明， 菅谷芳雄

小児の健康保健に関する健康 リ ス ク評価 WG メ ンバー 米元純三， 曽根秀子

小児の脆弱性を考慮し た環境保健に関する研究検討会委員 白石寛明， 米元純三

小児環境保健疫学調査に関する検討会委員 白石寛明， 米元純三， 新田裕史

新規 POPs 等研究会委員 柴田康行

水環境中で検出 さ れる ホルモン剤等に よ る野生生物への影響の

試験法開発研究班委員

鑪迫典久

水銀の国際的な法的枠組み検討調査委員会委員 鈴木規之

委 　 　 嘱 　 　 元 兼 　 　 職 　 　 名 氏 　 　 　 名
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総合環境政策局環境保健部 水銀廃棄物の環境上適正な処理に関する ガ イ ド ラ イ ンに係る検

討会議委員

貴田晶子

成人を対象と し た局地的大気汚染の健康影響に関する 調査研究の

計画設計業務及び一般住民を対象と し た肺機能検査業務監督者

新田裕史

生態毒性 GLP 適合性評価検討会検討員 高橋慎司， 鑪迫典久， 菅谷芳雄

石綿の健康影響に関する検討会委員 平野靖史郎

難分解性 ・ 高濃縮性化学物質に係る鳥類毒性試験検討調査に関す

る検討委員会委員

白石寛明， 白石不二雄， 桑名貴

廃棄物処理施設等排出量推計作業部会委員 貴田晶子， 南齋規介

副生する特定化学物質の Ｂ Ａ Ｔ 削減レベルに関する評価委員会

委員

倉持秀敏

POPs モニタ リ ング検討実務者会議委員 伊藤裕康

化学物質審査検討会委員 平野靖史郎， 田中嘉成，

菅谷芳雄， 鑪迫典久， 中島大介

局地的大気汚染の健康影響に関する疫学調査 （幼児症例対照調

査） 専門委員

新田裕史，小野雅司，大原利眞，

田村憲治

臭素系ダ イオキシン類の人への健康影響検討会委員 鈴木規之， 伊藤裕康

生体試料中の化学物質濃度測定検討調査検討会委員 柴田康行

有害金属対策基礎調査検討会委員 柴田康行， 貴田晶子， 高見昭憲

地球環境局 CDM/JI プロ ジェ ク ト 支援委員会バイ オマス・ 廃棄物技術専門委員 井上雄三

EANET 排出イ ンベン ト リ 検討会委員 中根英昭， 大原利眞， 増井利彦

越境大気汚染 WG 検討委員 大原利眞

黄砂問題検討会委員 西川雅高

黄砂問題検討会黄砂情報提供 WG 委員 西川雅高， 杉本伸夫， 清水厚

宮下七重

海洋環境モニ タ リ ング調査検討会検討員 野尻幸宏

京都議定書目的達成計画評価 ・ 見直し検討会委員 森口祐一， 原沢英夫

酸性雨シ ミ ュ レーシ ョ ンモデル検討グループ委員 大原利眞

酸性雨対策検討会 ( 大気分科会 ・ 生態影響分科会 ) 検討員 清水英幸

酸性沈着解析 WG 検討委員 高見昭憲

黄砂共同研究運営委員会委員 西川雅高

地球温暖化影響 ・ 適応研究委員会委員 原沢英夫， 日引聡

地球温暖化影響 ・ 適応研究委員会健康分野 WG メ ンバー 小野雅司， 田村憲治

地球温暖化影響 ・ 適応研究委員会国民生活 ・ 都市生活分野 WG メ

ンバー

肱岡靖明

地球温暖化影響 ・ 適応研究委員会途上国分野 WG メ ンバー 原沢英夫， 高橋潔， 久保田泉

中国の水環境管理を強化す る ための日中共同研究ア ド バ イ ザ

リ ー委員

水落元之

廃棄物海洋投入処分環境影響評価調査検討会検討員 野尻幸宏

複数事業者連携等によ る非出削減対策評価検討委員会委員長 森口祐一

成層圏オゾン層保護に関する検討会科学分科会委員 中根英昭

成層圏オゾン層保護に関する検討会健康影響分科会委員 今村隆史， 小野雅司

地球環境企画委員会第 ４ 研究分科会中間 ・ 事後評価専門部会委員 一ノ瀬俊明

北東アジアにおける気候変動の影響を勘案し た砂漠化 ・ 干ばつ対

策検討委員会委員

清水英幸

海洋環境モニ タ リ ン グ調査総合解析業務に係わ る海洋環境モニ

タ リ ング調査検討会検討員

牧秀明

水 ・ 大気環境局 PCB 汚染土壌対策調査検討会委員 川本克也， 櫻井健郎

アジア水環境パー ト ナーシ ッ プ (WEPA) 国内検討会委員 中根英昭

ダイ オキシン類環境測定調査受注資格審査検討会への参画及びダ

イ オキシン類環境測定調査精度管理状況の確認に際し ての助言

滝上英孝

ダ イオキシン類環境測定調査受注資格審査検討会等委員 鈴木規之， 櫻井健郎， 伊藤裕康

橋本俊次

ダ イオキシン類環境測定調査受注資格審査審査分科会委員 櫻井健郎， 滝上英孝

ダ イオキシン類環境測定調査受注資格審査統括主査 ・ 主査会議 伊藤裕康， 櫻井健郎， 滝上英孝
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水 ・ 大気環境局 ダ イ オキシン類生物検定法簡易測定法検討調査検討会に係る検

討委員

鈴木規之

ダ イ オキシン類生物検定法等簡易測定法検討調査検討作業部会

委員

鈴木規之， 鑪迫典久

ナ ノ粒子検討会委員 小林伸治

ヒ ー ト ア イ ラ ン ド対策の計画的推進に関する調査検討会委員 小野雅司

汚染土に関する物流管理対策 ・ 再生利用促進等検討会委員 大迫政浩

海生生物テス ト ガイ ド ラ イ ン検討会委員 堀口敏宏， 菅谷芳雄， 鑪迫典久

感覚環境設計テキス ト 作成検討会委員 一ノ瀬俊明

環境測定分析統一精度管理調査 環境測定分析検討会統一精度管

理調査部会 検討委員

植弘崇嗣， 稲葉一穂， 山本貴士

環境大気測定機の信用性評価検討会委員 西川雅高

環境放射線等モニ タ リ ングデータ評価検討会委員 土井妙子

簡易 ・ 半自動計測器分析法検討会委員 田中敦

揮発性有機化合物 （VOC） の浮遊粒子状物質及び光化学オキシダ

ン ト の生成に係る調査検討会検討委員

大原利眞， 小林伸治

揮発生有機化合物 (VOC) 排出イ ンベン ト リ 検討会委員 南齋規介

健康 リ ス ク総合専門委員会 WG 検討員 松本理

湖沼水質保全対策に関する検討会委員 今井章雄

光化学オキシダン ト ・ 対流圏オゾン検討会検討委員 中根英昭， 大原利眞

公共用水域水質監視業務的確化 ・ 効率化方策検討会委員 松重一夫

今後の水生生物保全に関する懇談会委員 白石寛明， 鑪迫典久

使用過程車対策実証実験業務検討会委員 小林伸治

自動車排出ガス原単位及び総量算定検討調査に係る検討会委員 小林伸治

硝酸性窒素浄化技術開発普及等調査検討会委員 稲葉一穂

水産動植物登録保留基準設定検討会委員 白石寛明， 五箇公一， 菅谷芳雄

水質環境基準 （健康項目） 等検討委員会委員 白石寛明

水質環境基準生活環境項目検討調査に関する研究検討会委員 木幡邦男， 今井章雄， 堀口敏宏

水質分析法 ( 公定分析法 ) 検討委員会検討委員 柴田康行

水質分析法 ( 未規制物質 ) 検討委員会検討委員 柴田康行

水生生物保全に係る化学物質有害性評価作業委員会委員 白石寛明， 菅谷芳雄， 鑪迫典久

「星空の街 ・ あおぞらの街」 全国協議会表彰選考委員会委員 今村隆史

全国星空継続観察事業 ス ターウ ォ ッ チング研究会委員 今村隆史

騒音 ・ 振動によ る住民反応 （不快感） に関する社会調査睡眠影響

WG 委員

黒河佳香

大気汚染に係る環境保健サーベイ ラ ン ス調査検討会委員 小野雅司， 大原利眞

大気汚染に係る粒子状物質によ る長期曝露影響調査検討委員 田邊潔， 新田裕史

大気汚染に係る粒子状物質によ る長期曝露影響調査疫学WG検討

会検討委員

田邊潔， 新田裕史

大気汚染に係る粒子状物質に よ る長期曝露影響調査大気環境評

価 WG 検討会検討委員

田邊潔， 新田裕史

大気環境監視精度管理のあ り 方検討委員会検討委員 向井人史， 西川雅高

大気環境基準等文献レ ビ ュー WG 検討員 高野裕久， 新田裕史， 小野雅司

藤巻秀和， 田村憲治

地下水質監視業務的確化 ・ 効率化方策検討会委員 稲葉一穂

地方におけ る環境測定分析の外注に係る精度管理実情調査検討

会検討委員

山本貴士

低コ ス ト ・ 低負荷型土壌汚染調査 ・ 対策技術調査及びダ イオキシ

ン類汚染土壌浄化技術等確立調査に係る検討会委員

川本克也， 鈴木規之

都市内水路等によ る ヒ ー ト ア イ ラ ン ド抑制効果検討会委員 一ノ瀬俊明

土壌 ・ 底質ダ イオキシン類調査測定方法に関する検討会委員 白石寛明

土壌汚染調査対策手法検討調査検討会 鈴木規之

土壌環境モニ タ リ ングプラ ン推進調査 （検討 ・ 調査） 検討会委員 木幡邦男

東アジア諸国におけ る水質総量規制制度導入支援業務検討委員

会委員

徐開欽

農地用土壌環境保全技術検討会委員 村田智吉

農薬によ る陸域生態影響評価技術開発調査検討委員 五箇公一

委 　 　 嘱 　 　 元 兼 　 　 職 　 　 名 氏 　 　 　 名
―  402  ―



国立環境研究所年報 （平成 19 年度）
水 ・ 大気環境局 農薬に よ る陸域生態影響評価技術開発調査鳥類影響評価に関す

る ケース ス タデ ィ 調査検討委員

白石寛明

農薬登録保留基準に係る公定分析法設定技術検討会委員 中島大介

非意図的生成の POPs 排出抑制対策調査検討会検討委員 柴田康行， 田邊潔

非特定汚染源対策ガ イ ド ラ イ ン検討会委員 徐開欽

飛散 リ ス ク評価手法等確立調査検討会委員 白石寛明

微小粒子状物質 (PM2.5) 測定法評価検討会検討委員 西川雅高

微小粒子状物質健康影響評価検討会 委員 高野裕久， 新田裕史

微小粒子状物質健康影響評価検討会疫学 WG 検討員 新田裕史， 小野雅司

微小粒子状物質健康影響評価検討会毒性 WG 検討員 高野裕久， 藤巻秀和

微小粒子状物質健康影響評価検討会曝露 WG 検討員 西川雅高， 小林伸治， 大原利眞

田村憲治

微小粒子状物質等曝露影響調査疫学 WG 検討会検討委員 新田裕史， 小野雅司， 田村憲治

微小粒子状物質等曝露影響調査毒性評価 WG 検討会検討委員 高野裕久， 平野靖史郎

微小粒子状物質等曝露影響調査曝露評価 WG 検討会検討委員 田邊潔， 西川雅高， 田村憲治

微小粒子状物質曝露影響調査検討会 検討委員 新田裕史， 平野靖史郎

特定農薬環境安全性調査に係わる技術検討会委員 菅谷芳雄

今後の環境放射線等モニ タ リ ン グ調査等のあ り 方に関する検討

会委員

土井妙子

閉鎖性海域中長期ビジ ョ ン策定に係る懇談会委員 木幡邦男

閉鎖性海域中長期ビジ ョ ン策定に係る目標設定 WG 委員 木幡邦男， 堀口敏宏

有害大気汚染物質モニタ リ ング推進事業検討会検討委員 田邊潔

有明海 ・ 八代海水環境調査検討委員会委員 木幡邦男

有明海貧酸素水塊発生シ ミ ュ レーシ ョ ンモデル調査業務に係る

検討委員会委員

木幡邦男

有明海貧酸素水塊発生機構実証調査にかかる検討委員会委員 木幡邦男

里海創生検討会委員 木幡邦男

土壌環境基準等検討調査検討会委員 林誠二

中国の水環境管理を強化す る ための日中共同研究ア ド バ イ ザ

リ ー委員

水落元之

自然環境局 モニ タ リ ングサイ ト 1000 推進検討会検討委員 竹中明夫

モニ タ リ ングサイ ト 1000 陸水域作業部会検討委員 高村典子

自然環境保全基礎調査自然環境概況調査に係る 作業部会検討委員 小熊宏之

生物多様性条約におけ る世界分類学イ ニシアテ ィ ブに関するナ

シ ョ ナルフ ォーカルポ イ ン ト

志村純子

特定外来生物等 分類群専門家グループ会合(昆虫類等陸生節足動

物 ) 委員

五箇公一

ト キ野生復帰日中国際シンポジウ ム実行委員会委員 永田尚志

希少野生動植物種保存推進員 永田尚志

　 生物多様性セン ター モニ タ リ ングサイ ト 1000 推進検討会検討委員 永田尚志

モニ タ リ ングサイ ト 1000 陸生鳥類調査検討委員会検討委員 永田尚志

温暖化によ る身近な自然事象への影響調査手法検討会検討委員 竹中明夫

自然環境保全基礎調査検討会植生分科会検討員 安岡善文

第 7 回自然環境保全基礎調査自然環境概況調査に関わる作業部会

検討委員

松永恒雄

東北地方環境事務所 白神山地におけ る森林生態系の変動及び生物多様性等森林機能

の把握に関する調査研究検討会検員

小熊宏之

内閣府

政策統括官 ( 科学技術政策・

イ ノベーシ ョ ン担当 )

科学技術連携施策群化学物質の安全管理 ・ 活用タ ス ク フ ォース委

員

白石寛明， 鈴木規之

原子力委員会専門委員 植弘崇嗣

経済社会総合研究所 地域における環境経済統合勘定に関する研究会委員 橋本征二

日本学術会議事務局 環境学委員会 ・ 地球惑星科学委員会合同 IGBP ・ WCRP 合同分科

会 GLP 小委員会委員

山形与志樹

環境学委員会 ・ 地球惑星科学委員会合同 IGBP ・ WCRP 合同分科

会 IGAC 小委員会委員

横内陽子
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日本学術会議事務局 環境学委員会 ・ 地球惑星科学委員会合同 IGBP ・ WCRP 合同分科

会 iLEAPS 小委員会委員

野尻幸宏

環境学委員会 ・ 地球惑星科学委員会合同 IGBP ・ WCRP 合同分科

会 SOLAS 小委員会委員

横内陽子，大原利眞，谷本浩志，

畠山史郎， 野尻 　 幸宏

地球惑星科学委員会国際対応分科会 IAGC 小委員会委員 畠山史郎

日本学術会議連携会員 原沢英夫， 今村隆史， 柴田康行

山形与志樹， 江守正多， 田中嘉成

亀山康子

国土交通省

大臣官房技術調査課 公共事業の構想段階における計画策定プロセス研究会 藤田壮

総合政策局 社会資本整備分野におけ る環境報告書ガ イ ド ラ イ ン作成検討委

員会委員

山田正人

土地 ・ 水資源局 気候変動な どに よ る リ ス ク を踏ま えた総合的な水資源管理のあ

り 方研究会委員

木幡邦男

稲戸井調節池整備 ・ 活用検討懇談会委員 高村典子

都市 ・ 地域整備局 筑波研究学園都市の建設推進状況調査検討会委員 大坪國順

河川局 ダ イオキシン類精度管理検討会 櫻井健郎

河川水辺の国勢調査ス ク リ ーニング委員会委員 永田尚志， 菅谷芳雄

霞ヶ浦における沈水植物再生 ・ 保全検討 WG 委員 高村典子

新たな湖沼環境管理技術検討委員会委員 高村典子

関東地方整備局 圏央道稲敷市域対策技術検討委員会委員 鑪迫典久

首都圏広域地方計画有識者懇談会委員 森口祐一

東京湾水環境予測モデル開発検討研究会 メ ンバー 木幡邦男

　 国土技術政策総合研究所 LCA 手法検討会委員 藤田壮， 橋本征二

公共工事の環境負荷低減施策推進委員会 藤田壮

特定調達品目検討 WG 委員 橋本征二， 藤田壮

経済産業省

大臣官房政策評価広報課 独立行政法人評価委員会臨時委員会委員 原沢英夫

商務情報政策局 産業構造審議会環境部会廃棄物 ・ リ ユース等適正排出促進手法検

討会委員

田崎智宏

産構審 ・ リ ユース等適正排出促進手法検討会 森口祐一

産業技術環境局 ISO/TC147( 水質 ) 国際規格回答原案調査作成委員会委員 菅谷芳雄

環境測定 JIS 検討委員会委員 菅谷芳雄

環境測定 JIS 検討委員会水質分科会委員 菅谷芳雄

SD シナ リ オ WG 委員会委員 藤野純一， 橋本征二

エコ タ ウ ン連携促進等基礎調査事業委員 藤田壮

環境負荷物質対策調査 ( 閉鎖性海域水質環境対策検討調査 ) 委員

会委員

今井章雄

脱温暖化と持続的発展社会実現戦略技術委員会委員 江守正多， 甲斐沼美紀子

製造産業局 GHS 基盤整備検討委員会 白石寛明

生物化学的測定研究会標準化検討委員会委員 滝上英孝

化学物質審議会臨時委員 白石寛明

関東経済産業局 ガス石油非設備機器の リ サイ クルシステムの検討委員会委員 田崎智宏

農林水産省

消費 ・ 安全局 遺伝子組換え生物等の使用等の規制に よ る生物の多様性の確保

に関する法律施行規則第 10 条の規定に基づ く 農林水産大臣及び

環境大臣が意見を聴 く 学識経験者の名簿記載（動物用組換え DNA

技術応用医薬品調査会）

岩崎一弘

遺伝子組換え生物等の使用等の規制に よ る生物の多様性の確保

に関する法律第 13 条第 １ 項の規定に基づ く 拡散防止措置の確認

に先立ち意見を聞 く 学識経験者の名簿記載 （動物用組換え DNA

技術応用医薬品調査会）

岩崎一弘

生産局 循環型畜産の確立に向けた調査普及事業(環境に配慮し た草地飼料

畑の持続的生産体系調査事業 ) における 環境保全推進委員会委員

藤沼康実

大臣官房企画評価課 食料 ・ 農業 ・ 農村政策審議会委員 甲斐沼美紀子， 亀山康子

大臣官房統計部 水稲平年収量に関する検討会委員 原沢英夫
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大臣官房統計部 生物多様性影響評価検討会委員 岩崎一弘

地球環境問題に関する有識者会議委員 亀山康子

厚生労働省

大臣官房厚生科学課 厚生科学審議会専門委員 岩崎一弘

医薬品局 薬事 ・ 食品衛生審議会専門委員 岩崎一弘

　 国立社会保障・人口問題研究所 国立社会保障 ・ 人口問題研究所評議員 大塚柳太郎

文部科学省

大臣官房国際課 国際協力イ ニシアテ ィ ブ教育協力拠点形成事業におけ る水 ・ 環境

関連国際教育協力調査委員会委員

清水英幸

科学技術 ・ 学術政策局 科学技術振興調整費審査 WG 委員 白石寛明

研究振興局 GBIF 日本ノ ード委員会委員 志村純子

研究開発局 21 世紀気候変動予測革新プロ グ ラ ム平成 19 年度成果報告会講評

委員

安岡善文， 笹野泰弘

科学技術 ・ 学術審議会専門委員 笹野泰弘

科学技術 ・ 学術審議会臨時委員 横内陽子， 畠山史郎

第 48 次南極地域観測隊員 中島英彰

地球観測システム構築推進プラ ン 「二酸化炭素鉛直分布観測ラ イ

ダーの技術開発｣研究運営委員会委員

杉本伸夫

「超高解像度大気モデルによ る将来の極端現象の変化予測に関す

る研究」 研究運営委員会委員

江守正多

南極地域観測統合推進本部 「観測事業計画検討委員会」 構成員 安岡善文

21 世紀気候変動予測革新プロ グ ラ ム 「高解像度気候モデルによ

る近未来気候変動予測に関する研究」 運営委員会委員

笹野泰弘， 原沢英夫， 野沢徹

地球観測システム構築推進プラ ン 「地上からの分光法によ る対流

圏中のガス ・ エア ロ ゾル同時立体観測網の構築」 研究運営委員会

委員

杉本伸夫

科学技術政策研究所 科学技術政策研究所客員研究官 植弘崇嗣， 新田裕史， 川本克也

日引聡

総務省

行政評価局 リ サイ クル対策に関する政策評価研究会委員 田崎智宏

気象庁

地球環境海洋部 気象問題懇談会委員 原沢英夫

水産庁

増殖推進部 化学物質魚介類汚染調査検討会委員 白石寛明

蓄積機構解明， 削減方策検討調査検討委員会委員 白石寛明

資源エネルギー庁

省エネルギー ・ 新エネルギー部 バイオ燃料技術革新協議会委員 森口祐一

参議院

庶務部 参議院第一特別調査室客員調査員 江守正多

国立大学

北海道大学大学院 非常勤講師 ( 環境循環システム特別講義 ) 森口祐一

非常勤講師 ( 地球温暖化対策特別講義 ) 山形与志樹

東北大学大学院 客員教授 柴田康行

非常勤講師 ( 地球環境変動学 ) 笹野泰弘

非常勤講師 ( 太陽地球環境学 ) 町田敏暢

非常勤講師 ( 環境負荷評価学 ) 中島謙一

　 東北大学未来科学技術共同研究セン ター 客員教授 高野裕久

　 長岡技術科学大学大学院 客員助教授 珠坪一晃

新潟大学大学院 非常勤講師 ( 環境共生科学演習Ⅰ ) 高村典子

　 金沢大学自然計測応用研究セン ター 客員教授 刀正行

筑波大学 筑波大学比較市民社会 ・ 国家 ・ 文化特別プロ ジェ ク ト 研究組織客

員研究員

亀山康子

学位論文審査委員会委員 ( 副査 ) 佐藤圭， 高見昭憲

つ く ば 3E フ ォーラ ム実行委員会委員 安岡善文

非常勤講師(21世紀の環境・エネルギー問題と 科学・技術の役割-1) 山形与志樹

筑波大学大学院 非常勤講師 ( 医学セ ミ ナー ) 藤巻秀和

非常勤講師 ( 水資源再生工学 ) 板山朋聡
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筑波大学大学院 連携大学院方式に係る教員 ( 教授 ) 笠井文絵，高野裕久，大原利眞，

中嶋信美， 藤巻秀和， 野原恵子

連携大学院方式に係る教員 ( 准教授 ) 井上健一郎，河地正伸，玉置雅紀，

松永恒雄， 菅田誠治

茨城大学 非常勤講師 ( 保全生物学 ) 五箇公一

千葉大学 非常勤講師 ( 大気科学 ) 高見昭憲， 永島達也

非常勤講師 ( 保健学Ⅱ ) 田村憲治

千葉大学大学院 非常勤講師 ( 環境造園学特別セ ミ ナー B) 藤田壮， 肱岡靖明

非常勤講師 ( 緑地システム工学 ) 一ノ瀬俊明

非常勤講師 ( 環境分析化学 ) 野原精一

非常勤講師 ( 環境物質学演習， 等 ) 平野靖史郎， 塚原伸治

　 千葉大学普遍教育セン ター 非常勤講師 ( 地球環境の行方を知る ) 五箇公一

　 千葉大学環境 リ モー ト センシング研究セン ター 千葉大学環境 リ モー ト センシング研究セン ター外部評価委員 安岡善文

お茶の水女子大学 非常勤講師 ( 生物学特殊講義Ⅳ ) 河地正伸

東京大学 非常勤講師 ( 環境保健学 ) 新田裕史

非常勤講師 ( 環境 リ ス ク論 ) 鈴木規之， 堀口敏宏， 櫻井健郎

東京大学大学院 客員教授 森口祐一

客員准教授 橋本征二， 亀山康子

非常勤講師 ( 生物無機化学 ) 堀口敏宏

兼任教員 （教授） 高村典子

兼任教員 （准教授） 青柳みど り

博士学位論文審査委員会委員 高見昭憲， 山野博哉

　 東京大学気候システム研究セン ター 研究協議会委員 中根英昭

客員准教授 江守正多

　 東京大学空間情報科学研究セン ター 研究協議会委員 笹野泰弘

　 東京大学生産技術研究所 客員教授 ( 人間 ・ 社会系部門 ) 安岡善文

研究員 上原清

東京農工大学 非常勤講師 ( 環境資源科学特別講義Ⅰ ) 多田満

非常勤講師 ( 公衆衛生学Ⅰ ) 鈴木明

非常勤講師 ( 生物制御科学特論Ⅱ ) 五箇公一

東京工業大学 非常勤講師 ( 環境経済 ・ 政策論Ⅱ ) 肱岡靖明， 高橋潔， 久保田泉

東京工業大学大学院 非常勤講師 ( ノ ンプロ フ ィ ッ ト 地球環境論 ) 柴田康行，亀山康子，竹中明夫，

寺園淳，五箇公一，青柳みど り ，

牧秀明

非常勤講師 ( ク リ ーンエネルギーシステム ) 江守正多

非常勤講師 ( 環境モニタ リ ング と 情報化 2) 横田達也

非常勤講師 ( 環境数値シ ミ ュ レーシ ョ ン 2) 永島達也， 大原利眞

客員教授 今村隆史

連携教授 大迫政浩

連携准教授 増井利彦， 村田智吉， 日引聡

　 東京工業大学原子炉工学研究所 革新的エネルギー材料のための国際シンポジウ ム (IMPRES) 国内

委員

小林潤

東京医科歯科大学 非常勤講師 ( 衛生学 ) 平野靖史郎

横浜国立大学大学院 客員教授 川本克也

客員准教授 秋吉英治

総合研究大学院大学 博士論文審査委員 大塚柳太郎

　 静岡大学電子工学研究所 客員教員 （客員教授） 久米博

名古屋大学大学院 客員教授 一ノ瀬俊明

　 名古屋大学太陽地球環境研究所 名古屋大学太陽地球環境研究所運営協議員 笹野泰弘

名古屋大学太陽地球環境研究所附属ジオスペース研究セン ター

運営委員

今村隆史

北陸先端科学技術大学院大学 客員教授 甲斐沼美紀子， 須賀伸介

客員准教授 藤野純一

京都大学大学院 非常勤講師 （疫学実習） 山崎新

拠点大学交流事業にかかる研究協力 肴倉宏史

　 京都大学生存圏研究所 生存圏データベース全国 ・ 国際共同利用専門委員会委員 中島英彰

　 京都大学東南アジア研究所 学外研究協力者 大塚柳太郎
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大阪大学 非常勤講師 ( 環境経済学 ) 増井利彦

神戸大学大学院 非常勤講師 ( 自然環境先端科学 A) 今村隆史

客員教授 中根英昭， 今村隆史

広島大学大学院 21 世紀 COE プロ グ ラ ム 「社会的環境管理能力の形成と国際協力

拠点」 共同協力者

加藤正男， 松井佳巳

島根大学大学院 島根大学大学院生物資源科学研究科地域再生人材養成連携推進

委会議委員

今井章雄

　 島根大学汽水域研究セン ター 協力研究員 矢部徹

　 愛媛大学沿岸環境科学研究セン ター 客員研究員 柴田康行， 原島省， 堀口敏宏，

刀正行，中村泰男，滝上英孝，

野馬幸生

　 鳥取大学乾燥地研究セン ター 拠点大学交流事業に係る事業参加 清水英幸

長崎大学 非常勤講師 ( 環境科学特別講義 A) 鑪迫典久

福岡大学大学院 補助金研究に係わる 「循環型社会に対応し た 終処分システム研

究」 委員会委員

井上雄三

宮崎大学 非常勤講師 ( 衛生学 ) 鑪迫典久

　 熊本大学地域共同研究センター 非常勤講師 ( 環境， エネルギー分野に関する研究 ) 井上雄三

県立 ・ 都立大学

茨城県立農業大学校 非常勤講師 ( 環境保全と農業 ) 藤沼康実

首都大学東京 地球観測システム構築推進プラ ン運営委員会 杉本伸夫

非常勤講師 ( 自然ツー リ ズム学Ⅰ， Ⅱ ) 石濱史子

首都大学大学院 非常勤講師 ( 生態学持論 ) 竹中明夫

奈良県立医科大学 住居医学評価委員会委員 高野裕久

京都府立医科大学 客員教授 高野裕久

私立大学

日本大学 非常勤講師 ( 都市固形廃棄物 ) 井上雄三

日本大学大学院 非常勤講師 ( 地球環境論Ⅱ ) 大坪國順

非常勤講師 （環境化学特論） 刀正行

立正大学 非常勤講師 ( 土壌環境学， 土壌環境学実験 ) 広木幹也

帝京科学大学 非常勤講師 ( 植物 ・ 環境システム ト ピ ッ ク ２ ) 佐治光

東邦大学 非常勤講師 ( リ モー ト センシング ) 松永恒雄

非常勤講師 ( 生物分子科学特論Ⅱ ) 岩崎一弘

東京理科大学 非常勤講師 ( エネルギー環境工学 ) 藤野純一

上智大学 非常勤講師 ( 総合科目 ： 地球環境学Ⅰ ) 日引聡

上智大学大学院 非常勤講師 ( 環境研究のフ ロ ンテ ィ ア ) 森口祐一，今村隆史，柴田康行，

竹中明夫，木幡邦男，植弘崇嗣，

野尻幸宏，井上雄三，米元純三，

江守正多，甲斐沼美紀子，西川雅高，

五箇公一

日本女子大学 非常勤講師 ( 地球の自然と 資源 ) 刀正行

関東学院大学 非常勤講師 ( 環境衛生工学， 廃棄物工学， 等 ) 川本克也

金沢医科大学 非常勤講師 ( 眼科学 ) 小野雅司

自治医科大学医学部地域医療学セン ター 非常勤講師 ( 環境医学， 研究指導 ) 平野靖史郎

大学共同利用機関法人

人間文化研究機構 人間文化研究機構長選考会議委員 大塚柳太郎

評議会評議員 大塚柳太郎

連携研究委員会委員 大塚柳太郎

人間文化研究機構総合地球環境学研究所 共同研究員 安岡善文， Shamil Maksyutov，

一ノ瀬俊明， 板山朋聡

研究プロ ジェ ク ト 評価委員会委員 大塚柳太郎

情報 ・ システム研究機構国立遺伝学研究所 生物遺伝資源委員会委員 笠井文絵

情報 ・ システム研究機構国立極地研究所 国立極地研究所プロ ジェ ク ト 研究 ・ 開発研究 ・ 萌芽研究への研究

協力

柴田康行，中島英彰，横内陽子，

菅田誠治， 内田昌男

南極観測委員会重点プロ ジェ ク ト 分科会委員 横内陽子

情報・システム研究機構国立情報学研究所 運営会議委員 安岡善文

情報 ・ システム研究機構統計数理研究所 客員助教授 田崎智宏

自然科学研究機構国立天文台 自然科学研究機構国立天文台理科年表編集委員会委員 原沢英夫
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地方公共団体

北海道 希少野生動植物指定候補種検討委員会委員 福島路生

青森県 県境不法投棄現場現状回復対策推進協議会委員 川本克也

県境不法投棄廃棄物本格撤去計画策定技術顧問会委員 森口祐一

産業廃棄物溶融ス ラ グ を原材料 と し た再生加熱ア ス フ ァ ル ト 混

合物に関する認定基準策定検討会委員

肴倉宏史

十和田湖 ・ 奥入瀬川の水環境 ・ 水利用検討委員会委員 高村典子

岩手県 汚染土壌対策技術検討委員会委員 川本克也

福島県 福島県環境ホルモン評価検討委員 白石不二雄

猪苗代湖 pH 上昇原因検討委員会委員 田中敦

福島県環境影響評価審査会委員 上野隆平

福島県尾瀬保護指導委員会委員 野原精一

　 福島県相双建設事務所 鶴江川環境対策委員会 宮下衛

　 福島県南会津建設事務所 会津縦貫南道路環境検討会委員 上野隆平

栃木県 栃木県環境審議会専門委員会 ( 大気専門委員会議 ) 大原利眞

茨城県 いばら き イ ノ ベーシ ョ ン戦略検討ワーキング再資源化 ・ 地球温暖

化領域タ ス クチーム

寺園淳

つ く ば国際会議指定管理者選定委員会委員 大塚柳太郎

茨城県科学技術振興会議委員 大塚柳太郎

いばら き研究開発推進委員会委員 大塚柳太郎

茨城県 リ サイ クル製品認定審査会委員 貴田晶子

茨城県環境ア ド バイザー 藤巻秀和

茨城県環境影響評価審査会委員 黒河佳香

茨城県環境審議会委員及び茨城県環境影響評価審査会委員 甲斐沼美紀子

茨城県廃棄物処理施設設置等専門委員会委員 黒河佳香， 上原清

第 5 回いばら き霞ヶ浦賞選考委員会委員 ( 論文査読 ・ 評価 ) 今井章雄

茨城県環境影響評価審査会委員 甲斐沼美紀子， 黒河佳香， 冨岡典子

茨城県 リ サイ クル建設資材評価認定委員会委員 肴倉宏史

茨城県都市計画審議会専門委員 黒河佳香

　 茨城県霞ヶ浦環境科学センター 茨城県霞ヶ浦環境科学セン ター客員研究員 村上正吾

　 つ く ば市 つ く ば市一般廃棄物減量等推進審議会委員 井上雄三， 稲葉陸太

つ く ば市環境審議会委員 植弘崇嗣

つ く ば市生活安全推進協議会委員 植弘崇嗣

　 牛久市 牛久市廃棄物減量推進審議会審議員 日引聡

　 高萩市 高萩市ダ イオキシン類健康調査検討会委員 鈴木規之

　 水戸市 水戸市水源水質改善委員会委員 板山朋聡

　 龍ヶ崎市 龍ヶ崎市環境審議会委員 須賀伸介

龍ヶ崎市廃棄物減量等推進審議会委員 田崎智宏

千葉県 千葉県環境審議会委員 川本克也

千葉県廃棄物処理施設設置等専門委員会委員 川本克也， 上原清

印旛沼ヨ シ原の順応的管理に関する検討会委員 永田尚志

印旛沼水質改善技術検討会委員 高村典子

印旛沼水質改善技術検討会植生検討ワーキング委員 高村典子， 永田尚志

　 柏市 柏市第二清掃工場委員会委員 米元純三

柏市調査委員会委員 青柳みど り

　 流山市 流山市廃棄物対策審議会委員 中島大介

埼玉県 埼玉県環境影響評価技術審議会委員 古山昭子

産業廃棄物の山におけ る支障の評価手法の研究への助言 山田正人

　 埼玉県環境科学国際セン ター 埼玉県環境科学国際セン ター客員研究員 橋本俊次

埼玉県環境科学国際セン ター研究審査会委員 水落元之

　 越谷市 越谷市環境審議会委員 木幡邦男

東京都 東京都環境審議会委員 森口祐一， 原沢英夫

東京都水産海洋研究推進プロ ジェ ク ト 八丈海域 WG 委員 野原精一

東京都環境保健対策専門委員会大気汚染保健対策分科会委員 新田裕史

　 世田谷区 世田谷区清掃 ・ リ サイ クル審議会委員 山田正人

　 板橋区 東京都板橋区資源環境審議会委員 山田正人

　 豊島区 第 3 期豊島区 リ サイ クル ・ 清掃審議会委員 山田正人
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　 八王子市 八王子市廃プラ ステ ィ ッ ク中間処理施設調査研究評議会委員 川本克也

神奈川県 神奈川県科学技術会議研究推進委員会委員 川本克也

神奈川県廃棄物処理施設専門会員会員 川本克也

　 横浜市 戸塚区信濃町 終処分場技術検討委員会委員 野馬幸生

横浜市廃棄物減量化 ・ 資源化等推進審議会委員 川本克也

横浜市廃棄物処理施設生活環境影響調査専門委員会委員 川本克也

横浜市調査研究･試験検査機関のあ り 方検討会委員 山本秀正

　 鎌倉市 鎌倉市まちづ く り 審議会委員 亀山康子

鎌倉市廃棄物減量化及び資源化推進審議会委員 亀山康子

　 川崎市 川崎市環境審議会委員 大迫政浩

川崎市環境影響評価審議会委員 川本克也

川崎市廃棄物処理施設専門家会議委員 川本克也， 大迫政浩

　 二宮町 終処分場地下水に関する調査検討委員会委員 山田正人

長野県 長野県環境審議会第 4 次長野県水環境保全総合計画策定専門委員 青柳みど り

山梨県 山梨県環境保全審査会 （廃棄物部会） 専門委員 山田正人

福井県 敦賀市民間 終処分場環境保全対策協議会委員 井上雄三

富山県 富山県環境審議会専門部会専門委員 木幡邦男， 鈴木規之

富山県富岩運河等ダ イオキシン類対策検討会委員 井上雄三

　 富山県環境科学セン ター 富山県環境科学セン ター客員研究員 木幡邦男

富山県環境科学セン ター研究課題評価外部委員会委員 西川雅高

愛知県 港湾開発環境計画検討会委員 野原精一

三重県 三重県干潟･藻場等漁場環境保全創造事業懇談会 野原精一

滋賀県 滋賀県環境審議会環境企画部会持続可能な滋賀社会ビ ジ ョ ン策

定小委員会委員

松橋啓介

琵琶湖総合保全学術委員会委員 今井章雄

岐阜市 岐阜市北部地区産業廃棄物不法投棄事案に係る消火等支障除去

対策に関する技術専門会議委員

井上雄三

　 京都市京エコ ロジーセン ター 3R 検定実行委員会の委員 貴田晶子

　 大阪府環境農林水産総合研究所 大阪府環境農林水産総合研究所研究ア ド バイザ リ ー委員会委員 藤田壮

兵庫県 高砂西港盛立地の PCB 汚染土に係る技術検討専門委員会委員 野馬幸生

　 神戸市 遠矢浜北側水域ダ イオキシン類対策検討委員会委員 滝上英孝

長崎県 長崎県客員研究員 蛯江美孝

独立行政法人

（独） 宇宙航空研究開発機構 ALOS 利用研究公募研究中間評価実施支援に係る評価委員会委員 一ノ瀬俊明

Earth/CARE ミ ッ シ ョ ン定義審査 / システム要求審査会審査委員 笹野泰弘

EarthCARE/CPR 委員会委員 杉本伸夫， 野沢徹

プロ ジェ ク ト 共同研究員 松永恒雄

（独） 科学技術振興機構 GBIF 技術専門委員会委員 松永恒雄， 清水英幸

科学技術 ・ 研究開発の国際比較調査 環境技術分野 メ ンバー 安岡善文，森口祐一，白石寛明，

一ノ瀬俊明， 小林伸治

地球規模課題国際協力事業推進委員会推進委員 安岡善文

長期的な GHG 大幅削減に向けた政策形成対話の促進研究企画委

員会委員及びシナ リ オ WG 委員

藤野純一

（独） 海洋研究開発機構 「みらい」 運用検討委員会委員 木幡邦男

招聘上席研究員 大原利眞， Shamil Maksyutov

招聘主任研究員 江守正多， 伊藤昭彦， 永島達也

地球シ ミ ュ レータ計画推進委員会委員 安岡善文

21 世紀気候変動予測革新プロ グ ラ ム「地球システム統合モデルに

よ る長期気候変動予測実験」 研究運営委員会委員

江守正多

（独） 環境再生保全機構 窒素酸化物及び粒子状物質等に係る排出ガ ス診断装置の実用性

に関する調査検討会検討委員

小林伸治， 近藤美則

（独） 国際協力機構 日中友好環境保全セン タープロ ジェ ク ト （フ ェーズⅢ） にかかる

国内支援委員会委員

伊藤裕康

JICA 集団研修 「廃棄物総合管理セ ミ ナー」 に係る研修指導者 川本克也

（独） 産業技術総合研究所 Ｃ Ｃ Ｏ Ｐ 国内支援委員会委員 木幡邦男

GEO Grid 連携会議議員 安岡善文

ナ ノ テ ク ノ ロ ジー標準化国内審議委員会委員 平野靖史郎
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（独） 産業技術総合研究所 客員研究員 松永恒雄

研究ユニ ッ ト 設立審査委員会委員 森口祐一

国際計量研究連絡委員会委員 植弘崇嗣

地球化学標準物質認証委員会委員 西川雅高

物質量標準分科会委員 西川雅高

（独） 新エネルギー ・ 産業技術総合開発機構 Beyond2010 技術委員会委員 藤野純一

NEDO 技術委員 安岡善文，森口祐一，三森文行，

藤田壮， 亀山康子

環境汚染物質対策技術に関する先導調査委員会 貴田晶子

研究評価委員会 「既存化学物質安全性点検事業の加速化」 分科会

NEDO 技術委員

白石寛明

高性能ハ イ パースペ ク ト ルセンサ等 ミ ッ シ ョ ン要求審査委員会

委員

松永恒雄

高性能ハイパースペク ト ルセンサ等研究開発技術委員会委員 松永恒雄

産業技術研究助成事業平成 19 年度公募に係る提案書の事前書面

評価

木幡邦男，岩崎一弘，石堂正美，

刀正行

産業技術研究助成事業平成 20 年度公募に係る提案書の事前書面

評価

岩崎一弘

石油の国際輸送におけ る海洋汚染対策分科会委員 牧秀明

（独）新エネルギー・産業技術総合開発機構 知的基盤創生 ・ 利用促進研究開発事業 / 遺伝子解析に基づ く 化学

物質の簡易生態毒性予防法の研究開発」に関わる運営委員会 委員

菅谷芳雄

微量有害アスベス ト 削減技術調査委員会委員 野馬幸生

無曝気 ・ 省エネルギー型次世代水資源循環技術開発委員 珠坪一晃

化学物質の 適管理をめざす リ ス ク ト レー ド オフ解析手法の開

発推進委員会委員

森口祐一

（独） 森林総合研究所 研究評議会委員 大塚柳太郎

森林吸収源イ ンベン ト リ 情報整備事業検討委員会 亀山康子

独立行政法人森林総合研究所重点研究分野評価会議評価委員 山形与志樹

（独） 製品評価技術基盤機構 計量法に基づ く 校正事業者登録制度 （ Ｊ Ｃ Ｓ Ｓ ） 等に係る技術委

員会

西川雅高

標準物質情報委員会委員 西川雅高

（独） 日本学術振興会 国際生物学賞委員会審査委員会委員 高村典子

産学協力総合研究連絡会議 ( 第 13 期 ) 委員 大塚柳太郎

（独） 防災科学技術研究所 客員研究員 江守正多， 東博紀

（独） 放射線医学総合研究所 イ メ ージン グ研究セン ター研究推進委員会先端生体計測研究分

科会委員

渡邉英宏

（独） 緑資源機構 資源利活用型地球温暖化防止対策検討調査検討委員会 藤野純一

自立支援型黄砂発生源対策検討会 西川雅高

（独） 医薬品医療機器総合機構 独立行政法人医薬品医療機器総合機構専門委員 岩崎一弘

（独） 水資源機構 水質に関する ア ド バイザ リ ーグループ委員 今井章雄

（独） 日本貿易振興機構 「中国経済の持続可能な成長 - 　 資源 ・ 環境制約の克服はな るか」

研究会委員

吉田綾

「発展途上国におけ る 3R の促進 ： 日本の経験から何を学か」 研究

会委員

吉田綾

（独） 農業環境技術研究所 独立行政法人農業環境技術研究所評議員 大塚柳太郎

（独） 農畜産業振興機構 動物用医薬品等安全使用普及委員会委員 白石不二雄

（独） 理化学研究所 遺伝子組換え実験安全委員会委員 中嶋信美

（独） 日本原子力研究開発機構 原子力基礎工学分野におけ る研究開発課題の評価及び研究開発

事項に関する討議委員

柴田康行

（独） ダム水源地環境整備センター Ｗ Ｅ Ｃ 応用生態研究助成審査委員会委員 高村典子

（独） 情報通信研究機構 研究活動等に関する外部評価委員会安心 ・ 安全のための情報通信

技術領域評価委員会委員長

安岡善文

委 　 　 嘱 　 　 元 兼 　 　 職 　 　 名 氏 　 　 　 名
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（ ３ ） 研究所来訪者
年月日 事 　 　 　 　 　 項

19.4.18 環境省水 ・ 大気環境局

4.25 ラ テンア メ リ カ技術交流セン ター技術研修

5.08 ソ ニー株式会社 　

5.10 上田市自治会連合会 ( 丸子地域の自治会 ( 区 ) 長 )

5.18 横浜雙葉高等学校

5.28 カ リ フ ォルニア州立大学大学院生

5.31 東京農工大学農学部環境資源科学科

6.05 JICA アルジェ リ ア国環境モニタ リ ングキ ャパシテ ィ･

　 デ ィ ベロ ッ プ メ ン ト 研修

6.07 JICA 環境負荷物質の分析技術及び リ ス ク評価コース

6.07 ニュ ージーラ ンド 大使館科学技術コ ーディ ネータ ー 他

6.12 つ く ば市立大穂中学校

6.18 茨城県立猿島高等学校 緑地土木科

6.19 建築研究開発コ ン ソーシアム

6.26 環境省環境実務研修生部局別研修 （総合環境政策局）

6.27 筑波大学環境科学実習

6.29 四街道市消費者友の会

7.06 プラ ズマ分光分析研究会セ ミ ナー参加者

7.06 国土交通大学校平成19年度専門課程高等測量研修

7.06 環境大臣政務官 他

7.21 神奈川県立柏陽高等学校

7.21 茨城県立日立北高等学校 　 保健委員会

7.21 権現堂川地域環境保全協議会

7.24 和歌山県立向陽高等学校

7.24 JICA マング ローブ生態系の持続可能な管理と

　 保全コース

7.24 2007 ソ ウル市グ ローバル リ ーダー養成事業

　 Butterfly Effect

7.25 ベ ト ナム天然資源環境省

7.26 長崎県立長崎北陽台高等学校 理数科

7.26 サマー ・ サイエン スキ ャ ンプ （湖を知ろ う ～

　 霞ヶ浦調査船でのフ ィ ール ド実習～） 参加者

7.27 内閣府参事官 ( ラ イ フサイエン ス担当 ) 他

7.30 サマー ・ サイエン スキ ャ ンプ

（生物の力によ る環境浄化を考え よ う ） 参加者

7.31 長崎県立長崎西高等学校

8.01 広島県立福山誠之館高等学校

8.02 新潟県立新潟高等学校 理数科

8.03 福岡県立八幡高等学校 理数科

8.03 茨城県教育委員会主催 ミ ニ博士コース参加者

8.07 福岡県立小倉高等学校 (SS 環境科学研究会 )

8.07 江戸川学園取手中学校

8.08 高松第一高等学校

8.24 中国地質大学

8.28 定型コース

8.31 ブラ ジル環境省環境･再生及び可能天然資源院 (IBAMA)

8.31 佐賀県立致遠館高等学校

9.04 日本廃棄物処理施設技術管理者協議会山梨県支部

1

年

―  
9.9.06 群馬県立高崎高等学校 理系

9.11 那珂湊公民館

9.11 JICA イ ン ド ネシア中央統計庁職員研修

9.11 IGES/ 中国水質総量規制･分散型排水処理研究･

　 政策対話調査団

9.12 環境省総合環境政策局総務課

9.12 水戸市教育委員会

9.13 ツム ラ ラ イ フサイエン ス株式会社

9.18 株式会社 CSK-IS

9.20 群馬県環境ア ド バイザー連絡協議会 

　 温暖化･エネルギー部会太田支部

9.20 つ く ばサイエン ス ツアーオフ ィ ス

9.21 つ く ば市立吾妻中学校 

9.25 岩手県立釜石南高等学校 理数科

9.26 都立小石川高等学校

9.27 JICA 閉鎖性海域の水環境管理技術コース

9.27 JICA&KICA 日韓共同研修･淡水環境修復コース

10.02 千代田町生活環境委員会

10.09 富山工業高等専門学校 物質工学科

10.10 兵庫県立姫路東高等学校

10.10 環境省総合環境政策局環境研究技術室

10.11 島根県立松江南高等学校 理数科

10.11 環境省地球環境局研究調査室

10.11 JICA&KICA 日韓共同研修･淡水環境修復コース

10.16 柏市増尾近隣セン ター ふれあいセ ミ ナーますお

10.23 JICA 都市環境と交通研修

10.23 太田市薮塚本町中央公民館

10.24 岐阜県立岐山高等学校

10.25 JICA 水環境モニ タ リ ング コース

10.25 茨城県立土浦第一高等学校

10.30 松戸市地区環境美化組織連合会

10.30 茨城県立日立北高等学校

10.31 環境副大臣 他

10.31 茨城県立牛久栄進高等学校

11.01 イ ン ド ネシア共同研究者

11.05 首都大学東京大学院理工学研究科

11.06 荒井広幸参議院議員第 6 回議員会研修視察

11.06 東松山市環境保全連絡協議会

11.06 ( 社 ) 神奈川県専修学校各種学校協会 横浜支部

11.08 筑波研究学園専門学校

11.08 山形県立山形南高等学校 理数科

11.08 JICA 湖沼等の水質浄化対策研修

11.13 NPO 給排水設備研究会

11.14 筑波大学大学院生命環境科学研究科外国人留学生

11.14 沖縄県立球陽高等学校

11.15 豊田市議会自民ク ラブ議員団

11.15 茨城県立土浦第一高等学校

11.15 オゾン層･気候保護産業協議会 (JICOP) 台湾行政官研修

月日 事 　 　 　 　 　 項
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19.11.20 結城市婦人学級連絡協議会

11.20 明海大学不動産学部

11.22 秋田工業高等専門学校環境都市工学科

11.22 NHK 関東 ・ 甲信越管内記者

11.26 中国華南環境科学研究所 ・ 北京大学 ・ 中国地質大学研究員

11.27 東京商工会議所 墨田支部

11.28 葛飾区保護司会協力組織部

11.29 筑波大学大学生･大学院生 ( 理科教職課程履修者 )

11.30 エルサルバ ド ル経済社会開発財団総裁 

12.03 茨城県高等学校教育研究会理化部会

12.04 長崎県立長崎南高等学校

12.05 長崎県立島原高等学校

12.06 エコ ス タデ ィ いちかわ

12.06 JICA 東アジア酸性雨モニタ リ ングネ ッ ト ワーク研修

12.11 ( 株 ) 明電舎 社会システム事業本部環境 ・ 　

　 社会事業部営業技術部

12.12 平成 19 年度台湾青年訪日団

12.17 外務省招聘報道関係者

20.1.09 宮崎県立小林高等学校

1.22 定型コース

1.23 ブラ ジル国立宇宙研究所シマブ ク ロ上席研究員

1.24 熊本県立東稜高等学校

1.28 環境省自動車環境対策課

2.05 日本自動車部品工業会 中部支部 環境部会

2.06 JICA 集団地球温暖化対策コース

2.07 環境省地球環境局

年月日 事 　 　 　 　 　 項

2

年

―  
0.2.15 第 27 回地方環境研究所 と の協力に関する検討会

2.18 JICA 大気保全政策コース

2.18 JICA 中東地域産業環境対策コース

2.19 筑波大学北アフ リ カ研究セン ター受入

　 JICA チュニジア研修

2.19 かたつむ り 会 シニアーズ ク ラブ

2.21 沖電気 生産技術研究会

2.21 両毛六市環境保全担当連絡協議会

2.26 定型コース

2.27 JICA 集団地球温暖化対策コース

3.04 JICA イ ン ド ネシア絶滅危惧種/データ情報管理コース

3.04 山形市中小企業連盟

3.05 中国山西省環境保護局環境保全技術研修

3.06 法政大学工学部物質化学科

3.07 ベ ト ナム国家大学学生

3.10 環境省水･大気環境局

3.11 横須賀市役所環境部環境管理課

3.12 第11回環境及びハイ テ ク分野に関する欧州若手専門家

　 交流計画参加者一行

3.13 東京農工大学環境資源科学科 エコ ス タ

3.13 神戸大学発達科学部自然環境論コース

3.19 JICA 国家測量事業計画･管理コース

3.24 エルサルバ ド ル環境次官 他

3.25 国際ロータ リ ー 2750 地区 GSE 委員会

3.25 定型コース

3.26 日 NZ 環境ワーク シ ョ ッ プ参加者一行

月日 事 　 　 　 　 　 項
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（視察 ・ 見学者）

区 　 分

年 　 度

国 　 　 　 　 　 内

国 　 　 外 合 　 　 計

環  境  省
研究機関
職  員  等

一 　 　 般
議  員  ・
官  公  庁

小 　 　 計

平成 10
件
8

件
2

件
58

件
9

件
77

件
41

件
118

11 7 4 58 16 85 50 135

12 5 2 55 9 71 53 124

13 11 5 56 10 82 47 129

14 12 7 58 5 82 43 125

15 12 1 72 9 94 47 141

16 7 1 66 7 81 24 105

17 5 0 55 6 66 38 104

18 5 7 62 8 82 50 132

19 10 2 84 3 99 39 138
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（ ４ ） 研究所関係新聞記事

年 月 日 見 　 　 　 出 　 　 　 し 新聞社名

19. 4. 2 環境ナ ノ テ ク始動 （上） ＝日本， 国環研プロ ジェ ク ト 　 民間と 組み装置開発 　 大気汚染分析で成果 日経テレ コ ン ２ １

4. 2 環境省 　 有害金属対策 　 基礎調査事業を本格化 　 製品含有量 　 調査計画策定へ 　 大気排出量 　 対象
施設を拡大

化学工業日報

4. 3 エネルギー総合工学研究所 　 環境 ・ 中東で研究報告 “CO2 ７ 割削減” へ展望も 電気新聞

4. 3 環境省 　 温暖化対策技術開発事業 　 京都高度技術研究所など今年度 １ ４ 件を内定 化学工業日報

4. 5 文科省 　 今年度のナシ ョ ナルバイオ リ ソースプロ 　 京大など 20 件採択 日刊工業新聞

4. 6 国立環境研究所 　 05 年度特別研究の成果報告書 化学工業日報

4. 7 北海道内 4 度上昇 / サク ラ開花 4 日早 く 　 日本で も研究多数 北海道新聞

4. 7 地球が加熱する 　 温暖化被害の格差鮮明 　 重み増す 「気候外交」 朝日

4. 7 気候変動作業部会 　 地球温暖化 　 3 度上昇で水不足さ らに数億人 毎日

4. 7 温暖化 　 日本にも影響 　 害虫被害や感染症の危険拡大 　 報告書のポ イ ン ト 　 潘基文事務総長が懸念
　

産経

4. 9 地球異変 　 南太平洋の島々から （ １ ） ＝平ら な島 　 迫る海 朝日

4.10 国連大学ゼロエ ミ ッ シ ョ ンフ ォーラ ム 化学工業日報

4.10 先端科学の現場公開 　 16 日から 　 47 研究機関で 　 つ く ば 読売

4.12 16-22 日 　 研究成果を一般公開 　 つ く ばの研究機関 　 ツアーバス無料運行 　 常陽

4.13 環境立国特別部会 　 自治体などに ヒ ア リ ング 　 三鷹市長 　 「地域と 協働大切に」 電気新聞

4.14 環境 SOS ス ト ッ プ温暖化 　 森のちからに目を こ らす 日経 （夕刊）

4.14 環境ルネサン ス 　 レール復権 (5) ＝脱車社会の足がか り に （おわ り ） 読売

4.14 つ く ばで科学イベン ト 　 先端研究施設など公開 日経

4.15 こ ど も タ イ ムズ 　 黄砂の秘密 　 プラ ン ク ト ンの栄養源 　 中国大陸から風に乗って 　 ネ ッ ト で観測情
報始ま る よ

中日新聞

4.16 IPCC 警告 　 温暖化深刻 　 世界で影響 　 1.5 度上昇 　 生物 3 割絶滅の危機 　 3 度上昇 　 沿岸湿地が 　
3 割消失

毎日

4.16 ど う 築 く 新たな未来 　 国立環境研 ・ 原沢英夫領域長 　 温暖化防止への取 り 組み 　 脱炭素社会へビ
ジ ョ ンを

山梨日日新聞

4.17 『黄砂アレルギー』 じわ り 　 県内 　 花粉症の症状増幅 　 発生日増加， 有害物付着 　 専門家 　 広が り
懸念

福井新聞

4.18 「科学者のし ご と」 常設展示 　 き ょ う からつ く ばエキスポセン ター 茨城

4.18 「科学者の発想学んで」 　 今日から新規常設展 　 つ く ばエキスポセン ター 常陽

4.20 黄砂飛来情報 HP を開設 　 つ く ばなど 10 カ所で観測 　 環境省 常陽

4.20 バイオ燃料研究 　 5 省 12 独法で協議会 　 情報交換や共同研究推進 化学工業日報

4.20 環境省がホームページ 　 黄砂情報イ ン ターネ ッ ト で提供 　 札幌市など観測 北海道新聞

4.22 コー ヒ ー片手に環境講座 　 国立環境研究所 　 施設を一般公開 常陽

4.24 28 日 ・ 仙台市で緊急フ ォーラ ム 　 環境問題専門家ら討論 　 温暖化防止へ行動を 河北新報

4.24 国立環境研究所が調査 　 外来ハチ野生化 　 在来種 “不妊” に 　 ダニ感染も 　 生態系に悪影響 北海道新聞

4.25 海洋開発研究機構地球環境観測研究セン ター 　 内田昌男研究員， 米国誌で 優秀論文賞受賞 日本海事新聞

4.26 環境省専門委報告書案 　 気候安全保障積極支持へ 　 国連枠組み活用 　 国際交渉で有用性訴え 化学工業日報

4.26 国立環境研究所 　 ヤンバルク イナ，　 捨て犬が捕食 　 付着 DNA から判断 　 人もペッ ト も脅威 沖縄タ イ ム ス

4.26 国立環境研究所 　 ヤンバルク イナ咬傷部から唾液 　 ケナガネズ ミ 3 体から も検出 　 犬， 猫脅威に 琉球新報

4.26 熊本県内 　 光化学スモ ッ グ早 く も警戒水準 　 原因物質濃度 　 昨年よ り 観測値上昇 熊本日日新聞

4.27 顔＝第 ２ ７ 回猿橋賞を受賞する高薮縁さん 　 気象の謎た く さんあ る 読売

4.27 ひ と＝熱帯の雲の研究で第 ２ ７ 回猿橋賞受賞 　 高薮縁さ ん 　 地球温暖化問題にも何と か貢献できれ
ば

毎日

4.27 猿橋賞に高薮縁 ・ 東大教授 東京

4.27 甲府出身 ・ 高薮さ んに猿橋賞 　 熱帯域の雲分布解析 山梨日日新聞

4.28 天草市で光化学スモ ッ グ 　 熊本県が今年初の注意報 熊本日日新聞

4.29 仙台市でフ ォーラ ム 　 第一線の研究者ら講演 「温暖化被害現実に」 河北新報

4.30 つ く ば在住の外国人を支援 　 つ く ばオ リ エンテーシ ョ ン 　 ６ ０ 人が参加 常陽

5. 1 沖縄県内ペッ ト 店 　 カエル販売自粛 　 ツボカビで入荷停止 　 取引の規制な く 感染対策に課題 沖縄タ イ ム ス

5. 2 国産バイオ燃料の普及に向け 　 関連省庁所管の １ ２ 試験研究独法が連携 　 「推進協議会」 を発足 日刊自動車新聞

5. 2 黄砂の実態調査 　 本格化 　 原因は放牧 ・ 農地拡大など人為的影響？日本も支援 　 新たに 7 カ所で観
測

朝日

5. 3 社説 ２ １ 　 提言 　 日本の新戦略 　 脱 Ｃ Ｏ ２ がおカネになる社会モデルをつ く る 朝日

5. 3 白山で石川県調査 　 地球温暖化の指標 　 ク ロユ リ 開花に雪解け時期関係 北国新聞

5. 4 き ょ う は 「みど り の日」 特集 　 富士山のごみまだ残る 　 世界遺産登録の課題に 　 富士山ク ラブが清
掃活動

毎日

5. 5 スキ ャナー＝温暖化緩和 　 国連部会報告書 　 CO2 削減へ具体シナ リ オ 　 EU と中国 　 記述巡 り 激論 読売

5. 5 ク ローズア ッ プ 2007 ＝温暖化対策 IPCC 報告書 　 コ ス ト 明示 　 議論に弾み 　 自然災害深刻化の一
途

毎日

5. 5 CO2 排出量， 半減可能 　 国連の政府間パネル報告 中日新聞

5. 8 IPCC 報告書 「今後 30 年の努力カギ」 温暖化対策加速促す 　 技術開発が不可欠 　 市場原理の活用も
有効

毎日
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19. 5. 8 日本一の湖に魅せられる 　 霧の晴れ間の神秘の鏡 朝日 （夕刊）

5. 9 IPCC 予測 　 温暖化対策に貢献 　 海の CO2 吸収ど う 変化 　 増加割合， 低下へ 毎日

5. 9 伊勢原市 ・ 向上高校 　 シジ ミ 研究で 「大賞」 在来種の危機 　 部活で解明 神奈川新聞

5. 9 光化学スモ ッ グ九州かすむ 　 熊本， 長崎， 福岡 　 １ ９ 市町注意報 　 のど痛み， 部活中止も 　 原因物
質大陸から？

西日本新聞

5. 9 広がる光化学スモ ッ グ 　 汚染物質大陸から？ 　 原因不明， 頻発予測も 読売 （九州）

5.10 この人＝アジアの国際環境共同研究に取 り 組む 　 中根英昭さん 　 アジアの環境を守ら ない限 り 地球
の明日はない

中日新聞

5.10 広島以西で光化学スモ ッ グ 　 注意報 ６ 県 　 中国の影響指摘の声 中国新聞

 5.10 社説＝光化学スモ ッ グ 　 大陸からの贈 り 物は困る 西日本新聞

5.10 国立環境研究所 「公開シンポ ２ ０ ０ ７ 」 化学工業日報

5.10 光化学スモ ッ グ 　 九州北部など注意報相次ぐ 　 汚染物質， 大陸から？熊本県 　 菊池市は注意呼び掛
け

熊本日日新聞

5.11 仙台市であすフ ォーラ ム 　 途上国の福祉や環境問題を探る 河北新報

5.12 環境研 　 ８ ， ９ 日の光化学スモ ッ グ注意報 　 中国からの 「越境汚染」 毎日 （夕刊）

5.13 仙台市 ・ フ ォーラ ム 　 温暖化の現状研究者ら学ぶ 河北新報

5.13 越境汚染 　 国立環境研究所 ・ 九大 　 今月の動き再現 　 光化学スモ ッ グ 　 中国発か 朝日

5.14 メ ダカ大活躍 　 バイオ研究の 「顔役」 へ期待 　 注目集めるニホン メ ダカ 　 内蔵の仕組みは ヒ ト と ほ
ぼ同じ

朝日

5.14 国立環境研究所 ・ 九州大が新指標開発 　 IT ・ ペッ ト は温暖化助長？排出増加要因の上位に 日経

5.14 この人＝アジアの国際環境共同研究に取 り 組む 　 中根英昭さん 　 東京

5.15 チーム ・ マイナス ６ ％ 　 世界環境デーに低炭素社会でシンポ 化学工業日報

5.16 未踏科学技術協会エコマテ リ アル ・ フ ォーラ ム 　 日本発エコ材で講演 日刊工業新聞

5.16 韓国 ・ ソ ウル 　 清渓川 　 復元河川に風の道 　 高架道路撤去し 　 「逆開発」 　 海風吹いて気温下げる 朝日 （夕刊）

5.16 黄砂を予測する新手法 朝日 （夕刊）

5.16 WHO 新基準で 　 送電線電磁波規制 　 経産省が作業部会 毎日 （夕刊）

5.16 ガス状水銀が平均超 　 ２ ， ３ 月沖縄 ・ 辺戸岬で観測 　 中国大陸から到達か 琉球新報

5.16 婚姻の赤 　 イ ト ウ躍動 　 猿仏で国際調査 　 色を利用， 生息数把握へ 北海道新聞

5.17 NEC 　 企業の環境対策支援 　 製品群拡充 　 １ ０ 年 ２ ０ ０ 億円目標に 電気新聞

5.17 ２ ６ 日 ・ 東北大講演会 　 温暖化真剣に考えて 　 緊急性， 市民に説明 河北新報

5.17 九州覆 う 光化学スモ ッ グ 　 中国原因説強ま る 　 九大研究所が解析 　 「梅雨明けまで注意を」 西日本新聞

5.18 環境省と 国立環境研究所が ６ 月 　 環境ナ ノ テ ク ワーク シ ョ ッ プを開催 化学工業日報

5.19 暮ら しサプラ イ ズ＝紫外線防ぐ色は白？黒？ 　 日傘， 「黒」 が優勢 　 実際は加工次第 日経

5.21 環境対策大手 メ ーカーの試み 　 「源流」 見直す 　 国立環境研究所 　 西岡秀三さんに聞 く 毎日

5.21 光化学スモ ッ グ原因 ・ 飛来する黄砂 　 「越境汚染」 見えた 　 大気の流れ再現 フジサンケ イ ビジ
ネスア イ

5.22 NEC 　 「INEMS」 IT 機器の省エネを促進 　 オフ ィ スの消費電力自動管理 　 大 ４ ０ ％削減も 化学工業日報

5.23 温暖化緩和国連部会報告書 　 「原発で CO2 削減」 評価 　 求められる信頼回復 読売

5.23 G8 が問 う 　 世界’ 07 サ ミ ッ ト （ １ ） ＝ 「ポス ト 京都」 行方見えず 　 温室ガス削減 　 各国綱引き 毎日

5.23 G8 が問 う 　 世界’ 07 サ ミ ッ ト （ １ ） ＝温室ガス削減で綱引き 　 「ポス ト 京都」 混と ん 毎日 （大阪）

5.24 6 月 10 日 ミ ニ講演会 　 「侵入種 と日本の生き物たち」 　 つ く ば 常陽

5.25 社説＝安倍環境構想 　 脱炭素の義務化を掲げよ 朝日

5.25 ク ローズア ッ プ 2007 ＝ 「CO2 半減」 政府案 　 「覚悟」 問われる日本 　 「基準年」 明確にせず 毎日

5.25 国立環境研究所など 　 光化学オキシダン ト 汚染 　 シ ミ ュ レーシ ョ ン再現 化学工業日報

5.26 Pin と＝西日本一帯 　 光化学スモ ッ グ＋黄砂 　 W 大気汚染， 生活に “影” 　 鼻炎， のど炎症患者急
増

西日本新聞

5.26 社説＝安倍環境戦略 　 タ イ ト ルはきれいだが 東京

5.26 日本の研究チーム， 大気から解明 　 中国のエネルギー消費量減少は “ウ ソ” フジサンケ イ ビジ
ネスア イ

5.27 中国大陸から汚染物質飛来 　 光化学スモ ッ グ 　 信州にも？長野県， 対策を見直しへ 　 隣の新潟で初
の被害発生

信濃毎日新聞

5.27 東北大が講演会 　 「温室効果ガス排出削減急務」 河北新報

5.29 水 と緑の地球環境 　 省エネ生活楽しんで 　 ペッ ト ボ ト ル １ ０ ０ 個の手作 り 太陽熱温水器 毎日

5.29 尼崎ク ボタ周辺 　 中皮腫高死亡率 　 支援団体 　 因果関係徹底調査を 　 国の消極姿勢批判 神戸新聞

5.30 サ ミ ッ ト 　 識者に聞 く 　 ハイ リ ゲンダムから洞爺湖へ ( 中 ) ＝国立環境研究所参与 　 西岡秀三氏 日刊工業新聞

5.30 光化学スモ ッ グ拡散 　 中国 5 県 　 広島過去 速の注意報 　 山陰でも高濃度を観測 　 中国から汚染物
質？

中国新聞

5.31 福岡県発表 　 光化学スモ ッ グ中国から流入 産経

5.31 環境省， 国立環境研究所 　 環境ナ ノ テ ク で研究紹介 日刊工業新聞

5.31 環境特集 　 ト ヨ フジ海運 　 新環境型デ ィ ーゼル機関採用 　 エコ シ ッ プで運ぶ 日本海事新聞

5.31 環境省セン ター緊急アピール 　 地表オゾン濃度 25 年間上昇 　 スモ ッ グ対策急務 　 中国巻き込む規
制を

西日本新聞

6. 1 熊本県保健環境科学研究所 　 相次ぐ注意報 ・ ・ ・ 光化学オキシダン ト 　 天草市， 菊池市で上昇顕著 熊本日日新聞

年 月 日 見 　 　 　 出 　 　 　 し 新聞社名
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19. 6. 1 生物学会， 沖縄国際大学でシンポジウ ム 　 ハチのダニ ・ ツボカビ ・ デイ ゴ寄生虫 　 外来種の防除探
る

沖縄タ イ ム ス

6. 5 国立環境研究所公開シンポ ・ 未来をひら く 環境研究 東京

6. 6 中央環境審議会国際戦略委員会が報告書 　 「気候安全保障」 効果的活用を 　 排出削減の国際圧力に 化学工業日報

6. 6 明解要解＝再び頻発 「光化学スモ ッ グ」 　 中国からの 「越境汚染」 一因か 産経

6. 7 社説＝射程 　 光化学スモ ッ グの対応急げ 熊本日日新聞

6. 9 ド イ ツサ ミ ッ ト 　 温室効果ガス半減検討で合意 　 目標具体化で難航必至 　 日本， 08 年に向け正念
場

日刊工業新聞

6. 9 温室ガス 　 G ８ 目標 　 「半減」 遠い道筋 　 基準年は？中国 ・ イ ン ド引き込めるか 　 次の洞爺湖日本
正念場

朝日

6. 9 サ ミ ッ ト 閉幕 　 日本 「洞爺湖」 へ重い宿題 　 温暖化対策問われる調整力 　 先進国， 負担重 く 日経

6.11 野生カエル 　 ツボカビ確認 　 麻布大学など国内初 　 環境省， 秋までに実態を全国調査 日経 （夕刊）

6.11 ツボカビ菌 　 環境省， 全国調査へ 　 野生のカエルでも 　 42 匹で確認 読売 （夕刊）

6.11 麻布大学などチーム 　 野生カエルから ツボカビ初確認 東京 （夕刊）

6.11 ツボカビ 　 野生カエルに 　 神奈川で ４ 匹捕獲 　 麻布大 ・ 国立環境研究所 　 夏中に本格調査 沖縄タ イ ム ス （夕
刊）

6.12 麻布大 ・ 環境研 　 野生カエルで初確認 　 高致死率のツボカビ 　 環境省， 夏にも全国調査 茨城

6.12 中部原子力懇談会 　 教員向け研究会を開講 　 体系的な環境学習を 電気新聞

 6.12 カエル大量死 　 ツボカビ野生種にも 　 環境省， 全国調査へ 産経

6.12 せいかつだいじ てん＝光化学スモ ッ グ 　 観測値上昇不安再び 　 北東北も 「要注意」 河北新報

6.13 チーム ・ マイナス ６ ％ 　 環境デー記念シンポ開催 　 低炭素社会への道筋探る 保険毎日新聞

6.13 例年よ り 1ヶ月早 く 光化学スモ ッ グ注意報発令。 気を付け る こ と は。 　 屋内避難し安静に 　 中国の
汚染影響

毎日

6.14 温暖化対策今後の焦点 　 途上国負担ど こ まで 　 参加促す枠組み不可欠 読売

6.14 ち ょ っ と サイエン ス 　 バイオエネルギーって？ 新婦人しんぶん

6.18 環境省 ・ 麻布大 　 「ツボカビ」 野生カエルで確認 　 感染実態 　 全国で調査 　 大量死情報など収集 日経

6.18 WHO 　 家電の電磁波法整備を 　 小児白血病 と関連 「否定できぬ」 　 初の国際指針で勧告 東京

6.17 近未来交通で温暖化妨げ 　 環境研， 下京で公開シンポ 京都新聞

6.17 社説＝ツボカビ確認 　 カエルがないている 高知新聞

6.19 緩和急題＝黄砂アレルギー 　 春の風物詩に 「ご用心」 読売

6.19 緩和急題＝黄砂アレルギー 　 春の風物詩に 「ご用心」 読売 （大坂）

6.19 ニ ュースな言葉 　 週刊こ ど も塾＝光化学スモ ッ グ 　 原因物質， 中国から も 産経

6.19 急増 　 光化学スモ ッ グ 　 「汚染原因は中国」 　 真相もやの中 毎日 （夕刊）

6.21 社説＝ WHO データ 　 環境汚染が命を奪 う 高知新聞

6.22 北半球森林 　 7 カ国研究チーム分析 　 CO2 吸収， 定説の半分 毎日

6.22 東北大など 　 北半球中高緯度の森林 　 CO2 吸収量は少な く 　 航空機観測で判明 フジサンケ イ ビジ
ネスア イ

6.22 東北大など観測で判明 　 北半球 ・ 中高緯度森林の CO2 吸収量 　 推定値大幅に下回る 河北新報

6.23 環境省 　 温暖化研究に予算 ２ ０ 億投入 読売

6.23 光化学スモ ッ グ 　 新潟県， 原因解明 　 本年度から ３ 年計画 　 国立環境研究所が分析 新潟日報

6.25 社説＝光化学スモ ッ グ 　 中国発の 「越境汚染」 が問題だ 読売

6.26 気候変動シナ リ オ 　 総合研究プロ始動 　 政策活用， 国民啓発に期待 化学工業日報

6.27 第 16 回日本包装学会年次大会 / 第 7 回国際包装セ ミ ナー 化学工業日報

6.28 沖縄 　 美ら海水族館 　 カエルツボカビを野外調査 　 採取粘液， 茨城県へ 沖縄タ イ ム ス

6.28 沖縄 ・ 本部町 　 全国先駆ツボカビ調査 　 野外の感染状況確認 琉球新報

6.30 親 と子で考え る 　 君にも出来る環境対策 　 地球環境 毎日 （夕刊）

7. 3 国立環境研究所予測 　 27 度超え る日， 2030 年は 3 倍 　 温暖化どんどん増え る 「暑い夜」 朝日

7. 3 スーパーコ ンピ ューターで温暖化試算 　 東京 2030 年 　 酷暑日 1． 5 倍 　 氷点下の夜 3 分の 1 読売

7. 3 国立環境研究所が予測 　 20 世紀末 と比べ 　 2030 年暑い夜 3 倍に 毎日

7. 3 国立環境研究所予測 　 2030 年夏， 3 倍に 　 気温 27 度以上の 「暑い夜」 日経

7. 3 国立環境研究所チーム予測 　 暑増寒減 く っ き り 　 2011-2030 年の近い将来 　 寝苦しい夜 3 倍に 東京

7. 3 国立環境研究所 30 年予想 　 「暑い日」 3 倍に 日本農業新聞

7. 3 つ く ばの国立環境研 　 猛暑や熱帯夜 ２ ， ３ 倍増加 　 2030 年までの気温を予測 常陽

7. 3 東京周辺 　 寝苦しい夜 3 倍に 　 11-30 年， 温暖化の影響 茨城

7. 4 環境省， 今年度から 「三監」 リ ス ク評価着手 「二特」 指定替え睨み 　 手順定め 　 まずス ク リ ーニン
グ

化学工業日報

7. 4 海洋開発機構 　 海洋二酸化炭素分圧観測装置 　 実海域で性能試験開始 日本海事新聞

7. 4 あなたの安心 　 知って防ぐ熱中症 （ ３ ） ＝ 「暑さ指数」 で客観的に評価 朝日

7. 4 地球温暖化への警鐘 　 IPCC 第 4 次報告書が示すもの 聖教新聞

7. 6 天声人語＝しのぐ 朝日

7. 7 環境 SOS 　 原風景を復元 （ ６ ） ＝絶滅危惧種の細胞保存 　 ク ローン技術で種を救え （おわ り ） 日経 （夕刊）

7. 8 「日本 と世界の環境守る」 　 開催 １ 年前， 首相が決意 　 ’ 08 洞爺湖サ ミ ッ ト 室蘭日報

7. 8 科学のひろば 　 「日本 大の淡水魚 　 イ ト ウ」 赤旗

年 月 日 見 　 　 　 出 　 　 　 し 新聞社名
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19. 7. 9 ZoomUp ＝ツボカビ 　 進まぬ対策カエル悲鳴 　 自治体ノ ウハウな く ， 国の指示待ち 産経

7. 9 国立環境研が 「夏の大公開」 毎日

7. 9 産総研と 環境研が一般公開 常陽

7. 9 赤 と んぼ追跡大作戦 　 元国立環境研究官 　 霞ヶ浦から 　 羽に印 「見た ら教えて」 読売 （夕刊）

7.10 赤 と んぼ追跡大作戦 　 環境研 OB 春日さ ん 　 羽に印 「見た ら教えて」 読売

7.10 JFE スチール 　 川崎市に保水性舗装材寄付 　 駐車場に体験フ ィ ール ド 日刊工業新聞

7.10 JFE スチール 　 エコ材料で駐車場舗装 　 川崎市へ寄付 鉄鋼新聞

7.11 海の外来生物 「マ リ ンペス ト 」 　 「パラ ス ト 水」 で拡散， 生態系乱す 　 食中毒や赤潮の原因にも 朝日 （夕刊）

7.12 環境省 　 低濃度 Ｐ Ｃ Ｂ 　 簡易測定法の実用急ぐ 　 １ ９ 機関で共通試験 　 正確性， コ ス ト など評価 化学工業日報

7.12 Ｊ Ｆ Ｅ スチールの舗装材 　 川崎市など 　 温度低減効果で実験 鉄鋼新聞

7.13 環境省， 光化学スモ ッ グ検討会設置 　 中国と共同研究も 毎日

7.13 科学を楽し く 学んじ ゃお う 　 21 日， 研究施設を一般公開 　 つ く ばの産総研， 環境研 常陽

7.13 ト ピ Q ＝イ ン ターネ ッ ト 調査 　 夏バテ対策 　 栄養と って冷房ひかえめ 読売

7.16 IPCC など収穫減予測 　 温暖化農業は地域で明暗 　 東北以南でコ メ 減少 　 北海道では増収 日経

7.17 研究機関が施設公開 　 夏休みの 21， 28 日， 8 月 1 日 　 つ く ば 常陽

7.18 国立環境研究所夏の大公開 「エコハカセヲサガセ！」 日経

7.18 光化学スモ ッ グ多発の謎 　 大気改善中 ・ 都市部 　 汚染物質の比が変化？ 朝日

7.18 気象庁 　 温暖化テーマの講演会 朝日 （夕刊）

 7.19 建設論評＝サ ミ ッ ト と 二酸化炭素削減 建設通信新聞

7.19 国立環境研究所 　 21 日に研究紹介 日刊工業新聞

7.20 エコでき てね！環境研 　 夏の大公開 　 21 日 常陽ウ ィ ーク リ ー

7.22 温暖化の地球史 （ ５ ） ＝今世紀末， 生物の危機再び？ 　 水や食糧不足も人類の知恵問 う （おわ り ） 日経

7.22 学んで， 遊んで楽しい夏に 　 夏休みス ター ト 常陽

7.22 照明灯＝ ト ンボ池 神奈川新聞

7.23 地球温暖化 ５ カ年研究 　 スパコ ンで高精度予想 　 Ｉ Ｐ Ｃ Ｃ 第 5 次報告に向け 毎日

7.23 旅＝北海道 ・ 弟子屈 　 霧の摩周湖， 名さ え神秘 読売 （夕刊）

7.24 4 団体が独法機関に陳情 　 設備の分離発注継続を 　 品質確保， 低コ ス ト PR 建設通信新聞

7.24 設備工事業 4 団体 　 独法などへの要望活動開始 　 分離発注継続実施を 日刊建設工業新聞

7.24 地球シ ミ ュ レーター運用 5 年 　 未来を精密予測 　 温暖化研究に貢献 　 課題は人材の育成 東京

7.24 国際研究グループ 　 人間の活動， 降水量に影響 読売 （夕刊）

7.24 国内初の疫学調査 　 排ガス微粒子 「PM ２ ． ５ 」 呼吸疾患の死亡増加 毎日 （夕刊）

7.24 北半球の降水量増加 　 日米欧チーム推計 　 大 ８ ５ ％が人為的要因 　 温暖化ガスなど 日経 （夕刊）

7.25 国立環境研究所 　 生態系へ影響の可能性 　 温室ガス， 降水量を左右 朝日

7.25 意見交換会 　 東京都 CO2 削減制度企業など導入慎重 読売

7.25 広島で 1 日シンポ 　 専門家ら発表 ・ 解説 　 「何か変だぞ」 気候変動考え る 中国新聞

7.26 国立環境研究所などが推計 　 北半球中緯度の降水量増加 　 温室効果ガスなど 大 ８ ５ ％が人為的要
因

化学工業日報

7.26 札幌商工会議所 　 新エネでフ ォーラ ム 電気新聞

7.29 彩事記＝カブ ト ムシ 　 人気者の受難 読売

7.31 ク ワガタの国で （上） ＝外国産の輸入急増 　 価格低下入手容易に 　 「交配」 で遺伝か く 乱も 毎日

8. 1 も っ と知 り たい！＝光化学スモ ッ グ広がる 　 中国から？各地で監視強化 朝日

8. 2 外遊びがし たいから紫外線対策 　 真夏の厚着っ子 　 腕カバー ・ 全身水着 ・ 帽子 ・ ・ ・ 日経 （夕刊）

8. 3 船上から霞ヶ浦調査 　 全国から高校生参加し て 　 理解深める キ ャ ンプ実習 常陽

8. 6 オゾン濃度 　 2020 年， 日本の汚染深刻 　 環境基準越え 　 中国が対策行って も 毎日

8. 6 ワール ド ウ ォ ッ チング＝地球温暖化で １ ０ ０ ０ 兆円超す損害 　 個人レベルで心身の対策も フジサンケ イ ビジ
ネスア イ

8. 6 公害 　 過去 　 現在 ・ ・ ・ ＝九州大学など推計 　 オゾン， 2020 年基準越え も 　 中国からの越境汚染
深刻

毎日 （大阪）

8. 9 日本化学工業協会， LRI 研究報告会 　 8 月 31 日に東京 ・ 虎ノ門で開催 化学工業日報

8.11 高点の環境監視タ ワー 　 NPO 「富士山観測所を活用する会」 　 温室効果ガス 　 観測の可能性探る 静岡新聞

8.12 環境省 　 ツボカビ急がれる実態把握 　 本格調査に着手 「危険な病原体」 の印象先行 読売

8.14 列島 う だる 　 暑 　 熱中症で死者／水分小まめに 日本農業新聞

8.15 環境ルネサン ス 　 川の恵み （ ２ ） ＝ヘド ロの土で野菜豊作 読売

8.15 経済異聞 （ ２ ） ＝消え る希少資源 　 中古パソ コ ン海外流出 日経

8.16 どっ し り 太平洋高気圧 　 8 月に入 り ３ ５ 度超続々 　 酷暑対策グ ッ ズ人気 　 熱中症搬送全国 １ ４ ７ ２
人

朝日 （大阪 ・ 夕刊）

8.17 熱中症 　 京都で 72 歳女性死亡 　 大阪府内，　 59 人搬送 　 屋内でも注意必要 　 国も警鐘 「暑さ指数」 産経 （大阪）

8.20 猛暑， 消費に “地殻変動” 　 涼感市場熱気 　 店頭 　 陳列 ・ 包装クールに演出 　 グ ッ ズ 　 暑さ しのぎ，
ヒ ッ ト 続出

日経テレ コ ン ２ １

8.21 食品廃棄物 　 リ サイ クル事業化推進 　 研究会， つ く ばで設立総会 　 堆肥化， バイオマス支援 茨城

8.22 個人 ・ 企業 ・ 団体など ５ ０ 会員 　 食品 リ サイ クル推進へ 　 茨城で研究会 日刊工業新聞

8.23 科学のまち 　 遊歩 　 国立環境研究所 　 地球温暖化の近未来予測 産経

8.24 ツボカビ感染 　 静岡県が調査 　 麻機遊水池など 4 地点 　 環境省方針 　 4 種のカエル採取 静岡新聞

年 月 日 見 　 　 　 出 　 　 　 し 新聞社名
―  417  ―



国立環境研究所年報 （平成 19 年度）
19. 8.24 環境研調査 　 熱中症 　 政令都市など ３ ０ ０ ０ 人超す 　 新潟は ８ ７ 人 　 温暖化で大幅増へ 新潟日報

8.24 国立環境研ま と め 　 熱中症搬送が過去 多 　 静岡市， 浜松市も今月急増 　 都， 政令市など ３ ０ ０ ０
人超す

静岡新聞 （夕刊）

8.24 熱中症搬送者， 多に 　 ２ ０ ０ ０ 年以降 　 東京などで ３ ０ ０ ０ 人超 　 石川県内は １ ０ ２ 人に 北国新聞 （夕刊）

8.24 熱中症 　 全国で患者 ３ ０ ０ ０ 人突破 　 近畿でも搬送急増 　 死亡相次ぐ 産経 （大阪夕刊）

8.24 続 く 残暑まだまだご用心 　 熱中症搬送過去 多に 　 国立環境研究所調査 　 東京， 政令市で ３ １ ４ ２
人

神戸新聞 （夕刊）

8.24 熱中症， ４ 人死亡 　 沖縄県内発症 ４ ４ ６ 人， 昨年の ２ ． ６ 倍 　 東京など患者 多 ３ ０ ０ ０ 人超 琉球新報 （夕刊）

8.24 東京都と 政令市国立環境研調査 　 熱中症搬送が過去 多 　 初の ３ ０ ０ ０ 人超え 　 熊本県内は ３ １ ９
人

熊本日日新聞

8.25 熱中症搬送 　 多 ３ ０ ０ ０ 人超 産経

8.25 熱中症搬送 　 多 ３ ０ ０ ０ 人超 　 環境研 　 温暖化で大幅増予測 茨城

8.25 日報 　 政経懇 　 長岡 　 CO2 半減必須条件 　 国立環境研究所江守正多氏 　 温暖化防止語る 新潟日報

8.27 富士山から環境監視 　 測候所一部借 り 受け 　 研究者 １ ７ ０ 人利用予定 毎日

8.27 ひ と 前線 　 温暖化防止， 道筋示せるか 　 CO2 削減追加策， 議論は平行線 日経

8.27 外来種と 在来種の交雑を ヒ ラ タ ク ワガタで確認 　 「外来生物を逃がすな！」 　 日本のブームが原産地
の環境

常陽

破壊を促進 　 国立環境研究所 　 侵入生物研究チーム 　 五箇公一さ ん

8.29 温暖化後はこんな夏？ （上） ＝真夏日 100 日以上， 高気温 ３ ～ ４ 度上昇 　 熱中症 ・ 感染症深刻に 朝日

8.29 オピニオン 　 温室効果ガス削減は 「可能」 だ 　 国立環境研究所 　 温暖化対策評価研究室室長 　 甲斐
沼美紀子 　

ガスエネルギー新
聞

9. 1 長野県内 　 猛暑日 ９ ０ 年以降急増 　 温暖化 ・ 宅地化影響も 　 松本市は年平均 ０ ． ６ 日→ ５ ． ２ 日 信濃毎日新聞

9. 2 世界を拓 く 東海の技 　 中国編 　 海運生かし 　 再生に針路 　 廃プラ スチ ッ ク争奪戦激化， 製品化狙 う 朝日 （名古屋）

9. 4 熱中症， 報知器も誤作動ス イ カ甘 く １ 等米減る！？ 産経

9. 8 臨海部で環境革命 　 川崎で国際ワーク シ ョ ッ プ 神奈川新聞

9. 9 富山県環境科学セン ター 　 再生製品の評価手法構築 　 国立研究所渡橋道で 富山新聞

9.13 霞ヶ浦テーマに公開シンポ 　 「生態系」 「水質」 14 人発表 　 日本陸水学会水戸大会 2 日目 常陽

9.15 青春 リ サーチ＝地球環境の悪化 　 「温暖化」 ト ッ プ 　 猛暑で実感？ 　 各学年で高い関心 読売 （夕刊）

9.16 社説＝温暖化と 感染症 　 Ｃ Ｏ ２ をど う 抑え るかが鍵 沖縄タ イ ム ス

9.16 Wonderinlife ＝日曜ナン ト カ学 　 「極貧」 摩周湖清 く 透明 　 地球環境の高感度センサー 朝日

9.17 公開シンポジウ ム 「ポス ト 京都に向けた日本の戦略」 日経

9.18 ニ ュース入門＝家電 リ サイ クル見直しへ 　 薄型 TV など も 　 不法投棄に対処 　 １ ５ ０ 億円の負担増 日経

9.19 シ リ ーズ公害 　 過去現在 ・ ・ ・ 　 中国成長の代償 　 汚染 　 国境を越え 毎日

9.21 提言 　 ポス ト 安倍へ 　 環境対策で主導を 　 長期目標堅持， 今後も示せ 　 国立環境研究所主任研究員
　 亀山康子氏

朝日

9.21 環境省 　 越境大気汚染を追跡 　 ルー ト 解析 　 中韓と連携へ 東京

9.21 核心＝政府が予測モデルづ く り 　 光化学スモ ッ グ大陸から？中国成長に合わせ増加 　 ０ ４ 以降各地
で復活

東京

9.21 環境省方針 　 スモ ッ グ被害 　 越境汚染源を追跡調査 　 日中韓で連携 中日新聞

9.21 環境省 　 九州大など と 　 光化学スモ ッ グ 　 「越境汚染」 調査へ 　 中国含め飛来元解析 西日本新聞

9.24 「気候温暖化」 研究成果発表会 常陽

9.25 シンポジウ ム 　 「日本にやってき た外国の生き物たち」 化学工業日報

9.30 生態系乱す 　 淡水の “暴れん坊” 　 水草大幅減少の原因に しんぶん赤旗

10. 5 温暖化対策は急務 　 宮崎政懇日向会場 　 江守さん （国立環境研） 強調 宮崎日日新聞

10. 6 宮崎政懇 　 「CO2 排出半分に」 　 児湯 ・ 西都地区 　 江守さん （研究室長） 訴え 宮崎日日新聞

10. 6 き ょ う 仙台市 　 温暖化考え る シンポを開催 河北新報

10. 9 第 47 回 　 「丸の内市民環境フ ォーラ ム」 開催へ 　 １ １ 月 ２ ８ 日 保険毎日新聞

10.11 大気汚染物質排出量 　 アジア 　 ２ ３ 年で ３ 倍に 読売

10.11 窒素酸化物がアジアで急増 　 経済成長要因か 東京

10.11 日本プロ ジェ ク ト 産業協議会 　 環境と経済両立で 建設通信新聞

10.11 日本プロ ジェ ク ト 産業協議会 　 温暖化対策 　 官民の取 り 組み紹介 　 31 日にシンポジ ウ ム 日刊建設工業新聞

10.11 アジアの排出量 　 窒素酸化物 23 年で 3 倍 中国新聞

10.11 九州大など推計 　 窒素酸化物 23 年で 3 倍 西日本新聞

10.12 国立環境研究所 　 窒素酸化物 　 この 20 年で 3 倍に 　 アジア地域で急増 日本農業新聞

10.12 日本空調衛生工事業協会 　 京都で第 14 回全国会議 　 石田栄一会長 「環境問題解決へ役割大」 日本建設工業新聞

10.12 日本空調衛生工事業協会 　 「産業政策 ０ ７ 」 踏まえ討議 　 環境問題解決へ存在示す 建設通信新聞

10.13 アル ・ ゴア氏らに ノーベル平和賞 　 環境問題 「強い使命感」 国内から も喜びの声 日経

10.13 ノーベル平和賞 　 アル ・ ゴア氏 　 国連 IPCC も 　 温暖化問題を啓発 日経

10.13 ノーベル平和賞受賞 　 温暖化防止 　 「平和に科学不可欠」 　 研究者ら喜びの声 毎日

10.13 ノーベル平和賞 　 IPCC 「科学的に警告政策に」 日本人研究者， 大き く 貢献 　 温暖化脅威国際世論
に

読売

10.13 アジアの No ｘ 　 排出量 20 年で倍増 　 日本への越境汚染懸念 毎日 （夕刊）

10.14 国立環境研究所など推計 　 アジアの NOX 　 四半世紀で 3 倍 朝日

10.15 国立環境研究所など試算 　 アジアでの大気中 NOX 排出 　 過去四半世紀で 3 倍に 化学工業日報

年 月 日 見 　 　 　 出 　 　 　 し 新聞社名
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19. 10.15 原子力委員会懇談会 　 原子力， 重要な選択肢 電気新聞

10.15 現場から＝実験室に道路を再現 　 正確なデータ温暖化防止に活用 　 排ガス， 燃費 　 車の本当の性能
つかめ

読売 （夕刊）

10.16 記者の目＝西東京市の公園騒音差し止め仮処分決定 　 市の説明 ・ 配慮不足問題 　 噴水なぜ宅地寄 り
に

毎日

10.17 ノーベル平和賞温暖化防止でアル ・ ゴア氏と IPCC に 　 「環境」 3 度目の警鐘 　 「オゾン」 　 「植林」
に続き

毎日

10.19 No ｘ 排出量 　 アジアは悪化の一途 　 20 年まで試算 　 中国の急伸が影響 電気新聞

10.21 気候変動研究 　 英国は総力戦 読売

10.21 地球温暖化 　 環境省 　 湖 ・ 河川で来年度 　 水質悪化実態調査へ 毎日

10.21 選択の と き 　 低炭素社会へ 　 温室ガス 7 割減らせるか 　 深刻な影響防止 　 上昇 2 度まで 朝日

10.22 IPCC 議長に聞 く 　 「日本の研究貢献度大きい」 日経

10.22 2030 年までの日本の温暖化予測 　 気温 ・ 降水量よ り 正確に 　 海洋研究開発機構 ・ 東大など 日経

10.22 APEX 創立 20 年 　 27， 28 日にシンポ 毎日

10.22 環境省が研究委設置 　 温暖化適応策を本格検討 　 あす初会合 　 「食料」 など ７ 分野で WG 化学工業日報

10.23 深刻な状況 　 近未来に 　 国立環境研究所地球環境研究セン ター 　 温暖化 リ ス ク評価研究室長 　 江守
正多氏

河北新報

10.26 原子力委ビジ ョ ン懇 　 他電源と の比較を議論 　 安定供給には自信対策も 原子力産業新聞

10.26 日本空調衛生工事業教会全国会議 　 国立環境研究所参与 IPCC メ ンバー 　 西岡秀三氏が講演 建設通信新聞

10.27 環境 SOS 　 生き物盛衰 （ ５ ） ＝洪水は減ったけれど 　 幻の魚 　 消えゆ く すみか 日経 （夕刊）

10.27 大気汚染防止で全国大会 　 ９ ９ 自治体が情報交換 　 光化学スモ ッ グ， アスベス ト 北国新聞

10.28 低炭素社会へ 　 次の家電は省エネ型に 　 朝日

11. 1 日本プロ ジェ ク ト 産業協議会がシンポ 　 カーボンマイナス都市実現へ 日刊建設工業新聞

11. 2 日本空調衛生工事業協会 　 第 14 回全国会議 　 民間分野で勝つ独自戦略を 　 環境対応は独自性発揮
のチャ ン ス

建設通信新聞

11. 2 小笠原諸島に外来種大繁殖 　 世界自然遺産登録ピンチ 　 在来カ ワニナ駆逐の勢い 読売 （夕刊）

11. 3 小笠原に大繁殖の外来種 　 ヌ ノ メ カ ワニナ 　 環境省 「初耳だ」 　 地元と 連携不足 読売

11. 6 生体影響に関する化学物質審査規制 / 試験法セ ミ ナー 化学工業日報

11. 7 No ｘ 排出量 　 中国， 四半世紀で 4 倍 　 日本 「越境大気汚染」 懸念 産経

11. 7 警告強める 　 「第 4 次地球環境概況」 　 「人類そのものの危機」 　 2025 年水不足 18 億人 朝日 （夕刊）

11.10 こ と し ２ ０ 羽目の犠牲 　 事故で負傷の ク イナが死ぬ 琉球新報

11.11 環境省 　 両生類の全国調査 　 ツボカビ 　 野生の ７ ％感染 毎日

11.11 麻布大 　 カエルツボカビ 　 従来種も感染死 　 実験で初確認 神奈川新聞

11.12 焦点＝大気汚染 電気新聞

11.12 日本郵船 ・ グループ 2 社 　 海洋汚染調査協力で国立環境研究所から感謝状 日本海事新聞

11.12 現場から＝土壌からの CO2 放出量測定 　 自然循環の変化を検証 　 微生物から温暖化つかめ 読売 （夕刊）

11.13 イ ンフ ォ メ ーシ ョ ン 常陽

11.15 「CO2 排出し ない文明に」 　 国立環境研究所 　 江守正多氏が講演 　 熊本日情文懇 熊本日日新聞

11.16 ツボカビ症解明進む 　 野生カエル大量死，　 国内では未確認 　 動物園 ・ 水族館，　 ６ ９ ％が感染 朝日

11.18 IPCC 報告 　 執筆者ら会見 　 CO ２ 削減何でもやら なき ゃ 東京

11.18 IPCC 報告 　 シナ リ オ別に影響表記 　 「対策遅れればコ ス ト 増」 毎日

11.20 IPCC 第 4 次評価報告書ま と ま る 　 ポス ト 京都に 大の拠 り 所 　 今後 20 ～ 30 年の対策カギ 化学工業日報

11.20 経産省－農水省が産官学協議会 　 バイオ燃料 　 技術革新計画策定へ 　 セルロースに照準 化学工業日報

11.21 京都市 　 生ゴ ミ ・ 剪定枝燃料化 　 京都大など と 連携， 3 年後の実用化目標 　 自治体で全国初 　 温暖
化防止も

京都新聞

11.24 温暖化の影響でモンゴル凍土減少進む 日刊スポーツ

11.24 減少進むモンゴルの凍土 　 地球温暖化の影響で 共同通信

11.24 減少進むモンゴルの凍土 / 地球温暖化の影響で 四国新聞

11.24 桂川 ・ 相模川流域シンポ 　 農薬と 水質で議論 　 使用規制の報告 日本農業新聞

11.25 モンゴル 　 凍土減少 　 ７ 年間で １ － ２ メ ー ト ル 　 温暖化影響， 消失も 茨城

11.25 温暖化 　 モンゴル溶かす 　 永久凍土 7 年で １ ～ ２ メ ー ト ル減 　 国立環境研究所， 慶大チーム 20 年
後消失の恐れ

産経

11.25 国立環境研究所など調査 　 ７ 年で １ － ２ メ ー ト ル減モンゴル永久凍土 　 20 年で完全消失 東京

11.25 温暖化の影響モンゴルで拡大 　 凍土 2 メ ー ト ル減 　 寒冷地で も砂漠化の恐れ 日経

11.25 気候変動会議を読む （中） ＝土壌 ・ 海洋 CO ２ 放出源に 　 生物の呼気増加 　 海水の溶解量減 日経

11.25 選択の と き 　 低炭素社会へ 　 食べ物も実は排出源 　 手にし た ト マ ト は環境に優しい？ 朝日

11.26 IPCC 第 4 次統合報告書 　 温暖化， 海面上昇何世紀も 　 被害軽減へ適応策訴え 　 種の絶滅懸念も示
す

毎日

11.26 日中で環境保全 　 汚染防止へ技術供与 産経

11.26 環境改善 ・ CO2 削減両立 　 来月合意 　 日中新たな連携 フジサンケ イ ビジ
ネスア イ

11.26 中央環境審議会循環型社会計画部会 　 循環計画見直しで研究者と意見交換 化学工業日報

11.26 国立環境研究所 　 村野専門員に聞 く 　 温暖化など ４ つの問題 中国新聞

11.26 「地球温暖化の将来予測と その信頼性」 　 今世紀中に 1.1-6.4 度上昇 　 CO2 排出ない文明に移行を 熊本日日新聞

年 月 日 見 　 　 　 出 　 　 　 し 新聞社名
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19. 11.30 環境ホルモン 　 異常値検出で福島県評価検討委 　 データ精査と 再調査指摘 福島民友

12. 1 視点 　 日本の観光 （ １ ８ ） ＝北海道大学観光学部高等研究セン ター長 ・ 教授 　 石森秀三 週刊観光経済新聞

12. 2 国立環境研究所 　 国内の ５ ２ ３ 匹調査 　 ツボカビ野生カエルの ７ ％に 読売

12. 2 環境省が鳥イ ンフルエンザ調査 　 渡 り 鳥などすべて陰性 日本農業新聞

12. 3 き ょ う からバ リ 気候変動会合 　 地球環境戦略研究機関や国立環境研究所 　 パネル討論や展示 化学工業日報

12. 3 環境省， 中国で黄砂観測不能 　 飛来情報提供に痛手 日経

12. 3 仙台市で環境シンポ 　 市民の役割も模索 　 「便利＋省エネ」 可能 河北新報

12. 5 プラ スチ ッ ク再生地球に優しい？ 　 質向上に壁， 用途広がらず 　 CO ２ 削減，　 「燃料化」 に軍配 朝日 （夕刊）

12. 5 つ く ば新ステージ 　 合併 20 年を超えて 　 「科学の街」 に老朽化の影 日経

12. 9 身近に発見 「温暖化」 　 子ど もの力で解決 　 横浜 　 環境相ら前に発表 神奈川新聞

12.11 海洋研究開発機構などに， 「こ ど も環境教室」 開催 　 IPCC 報告書の研究者が熱弁 化学工業日報

12.12 ト ーア再保険 　 「ECONOSAURUS 環境家計簿エコ ・ カレ ンダー ２ ０ ０ ８ 」 作成 保険毎日新聞

12.13 外でスポーツでき な く な る 　 ス ト ッ プ温暖化 　 選手がアピール 　 五輪経験者も訴え 読売

12.14 聞きたい＝九州大学大学院工学研究院教授 　 島谷幸宏さ ん 　 住民参加の川づ く り を進めるには 西日本新聞

12.15 松下電器産業 　 暮ら しのエコ イベン ト 　 身近な CO2 削減紹介 フジサンケ イ ビジ
ネスア イ

12.15 来年度， 広島や山口 　 中国 4 県が煙霧調査 　 かすむ空原因はっ き り と 　 春から秋 　 浮遊物質分析へ 中国新聞

12.15 筑波大など 　 環境問題のイベン ト 　 研究機関が協力し開催 日経

12.16 選択の と き 　 低炭素社会へ 　 コ ンパク ト な街注目 　 宇都宮市で住宅地拡散， 車からの排出増加 朝日

12.16 選択の と き 　 低炭素社会へ 　 コ ンパク ト な街注目 　 宇都宮市で住宅地拡散， 車からの排出増加 朝日 （大阪）

12.16 温暖化防止 　 つ く ばモデル発信へ 　 筑波大でフ ォーラ ム 　 2030 年， CO2 半減目標 茨城

12.17 松下電器が 　 「エコ フ ォーラ ム」 　 東京 200 人参加 　 環境への取組み 　 PR 電波新聞

12.17 地球異変＝予想外今年 ２ 度の洪水 　 家が畑が 　 次いつ流されるか 朝日

12.17 奔流中国 ２ １ 　 忍び寄る脅威 （上） ＝雲仙の頂に北西風 　 黒い霧氷 　 越境汚染列島に影 朝日

12.19 つ く ばを環境モデル都市に 　 筑波大提案に英知集結 常陽

12.20 オオサンシ ョ ウ ウオ初， “陽性” 　 兵庫 ・ 出石川でカエルツボカビ症 　 研究者 「絶滅の恐れも」 産経 （大阪）

12.21 Technooline ＝中国の気象観測 　 早期の再開望む研究者 日経産業新聞 （日
経テレ コ ン ２ １ ）

12.25 兵庫県立人と自然の博物館 　 カエル危 う し感染調査開始 　 ツボカビ菌国内外で拡大 神戸新聞

12.27 中国疾走 　 五輪前夜 （ ３ ） ＝中朝合作汚染が拡大 　 遺伝子組み換え作物拡大 　 「何で も あ り 」 潜む
危険

読売

12.28 四季＝温暖化 日本農業新聞

12.28 那覇市具志の干潟 　 ク ロ ツ ラヘラサギ衰弱死 　 釣 り 糸のもの と 別個体 琉球新報 （夕刊）

20. 1. 1 モ ノ に頼ら ない豊かさ を求めて 　 循環型社会づ く り と 温暖化対策の融合 　 地球大気全体が 終処分
場

環境新聞

1. 1 温暖化に挑む日本の科学 日刊工業新聞

1. 1 20XX 年 　 IPCC と国内研究者が描 く 未来 　 予兆 　 世界は 　 日本は 読売

1. 1 ヒ ー ト ア イ ラ ン ド 　 「さわやか信州」 に警鐘 　 都市づ く り ・ 生活見直し を 信濃毎日新聞

1. 3 生き もの異変 　 温暖化の足音 （ １ ） ＝ 1 年に 5 キ ロ迫る亜熱帯 産経

1. 4 環境省 ０ ８ 年度から 　 中国， モンゴル と 本格協力 　 黄砂早期警報システム構築 　 データ交換， 飛来
予測へ

西日本新聞

1. 4 2050 年脱炭素社会 　 技術と 工夫で温暖化防止を 上毛新聞

1. 5 宮城大 ・ 仙台市で来月 　 気候変動と 農業シンポ開き討論 河北新報

1. 6 eco ideas フ ォーラ ム 　 TOKYOFM で放送 日刊スポーツ

1. 6 毎日新聞社全国世論調査 　 衆院選日本の岐路温暖化世界の試練 毎日

1. 7 「COP13 報告」 　 議定書期間幕開け 　 AWG で数値目標導入 保険毎日新聞

1. 7 ニ ッ ポン人 ・ 脈 ・ 記 　 海， その不思議 （ １ ０ ） ＝ 「貝のかたき と った るぞ」 人間が汚す命のふる さ
と （おわ り ）

朝日 （夕刊）

1. 7 朝日新聞社定期世論調査 　 地球温暖化肌身に 　 暮ら しの無駄自覚 　 日常行動 　 国内政策 　 京都議定
書

朝日

1. 8 国立環境研究所 　 地中の根，　 生死を判別 　 近赤外光使い自動で 日経産業新聞 （日
経テレ コ ン ２ １ ）

1. 9 今世紀末の国内平均気温 　 環境研究所など試算 　 温暖化 大 ６ 度上昇 毎日

1. 9 国立環境研究所 　 森林土壌の CO2 吸収 ・ 放出量 　 近赤外線で計測 日刊工業新聞

1. 9 福島県の環境ホルモン対策 　 処分場に排水処理指導へ 　 検討委が骨子案了承 福島民友

1.11 緩やかな破局＝第 2 部 　 地球からの警告 （ ９ ） 　 森林火災の悪循環 （第 2 部終わ り ） 毎日

1.11 国立環境研究所 　 筑波大学など 　 アオコ形成のバク テ リ ア 　 ゲ ノ ム解読を修了 日経産業新聞 （日
経テレ コ ン ２ １ ）

1.11 人間は地球の害虫か， それ と も友達か 読売 （大阪） 夕刊

1.12 国立環境研究所など 　 アオコ抑制へ弾み 　 原因微生物のゲ ノ ム解読 日本農業新聞

1.12 アオコの全ゲ ノ ム解読 常陽

1.14 有毒アオコの正体解明へ 　 ミ ク ロ システ ィ スの全ゲ ノ ム解読に成功 常陽

1.14 かずさ DNA 研究所などが成功 　 アオコ原因の藍藻類の一種 　 全ゲ ノ ムを解読 日刊工業新聞
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20. 1.15 国立環境研究所など 　 “アオコ原因” ゲ ノ ムを解読 フジサンケ イ ビジ
ネスア イ

1.15 横浜国立大学など 　 迷惑外来種拡散を予測 　 被害防止へ先手 朝日

1.15 ウエーブ＝木元教子 　 「ん？」 「ふーむ」 あれこれ 電気新聞

1.17 ツボカビ菌もつカエル生息拡大 常陽

1.17 時時刻刻 　 ガ ソ リ ン攻防 　 風雲 朝日

1.21 暫定税率廃止で政府が試算 　 温暖化防止に逆行 　 CO2 排出， 年 2400 万 ト ン増 日刊自動車新聞

1.21 国立環境研究所など 　 アオコ原因微生物のゲ ノ ム解読 日刊水産経済新聞

1.21 水危機 　 1 日何杯使いますか 　 「1 人分」 比べる と 読売

1.22 総務省の温暖化問題研究会 WG で提案 　 光ケーブル整備など 　 ICT 分野で CDM 活用 化学工業日報

1.23 地球異変 　 食のパラ ダ イ ムシフ ト 　 新食糧危機 （20） ＝新食糧危機 　 温暖化進行で需給は悪化 日本食糧新聞

1.23 省エネ効果の一方でごみ問題にも光 　 蛍光灯， お得でエコ 　 電気代， 1 年で元と れる 　 進む分別収
集

朝日 （夕刊）

1.23 蛍光灯 　 お得でエコ 　 省エネ効果の一方でゴ ミ 問題にも光 　 電気代， 1 年で元と れる 　 進む分別収
集

朝日 （大阪） 夕刊

1.23 地上観測候補地に波照間島と 石垣島 　 環境省 / 国立環境研究所 八重山毎日新聞

1.24 国立環境研究所が推計 　 Ｃ Ｏ ２ 吸収 　 海洋が ３ 割， ２ １ 億 ト ン 　 森林 １ ４ ％ 毎日

1.25 国立環境研究所 　 排出 CO2 の 4 割 　 海洋 ・ 森林が吸収 日経

1.26 税を問 う 　 環境にいいの？ガ ソ リ ン税 　 政府 「消費抑制」 PR →で も道路用 ・ ・ ・ 浮かぶ矛盾 朝日

1.27 ク ローズア ッ プ ２ ０ ０ ８ ＝サ ミ ッ ト に新たな課題 　 ダボス会議福田首相演説 　 日本案評価不透明 毎日

1.27 なんし よ う と 　 福博ブラ リ ぶら＝ ト キにた く す地球の未来 西日本新聞

1.28 国立環境研究所 　 化石燃料起源のの CO2 　 大気中酸素濃度から推計 　 海に ３ ０ ％， 陸に １ ４ ％吸
収

化学工業日報

1.28 茨城経済特集 　 茨城， ものづ く り で躍進 　 J-PARC 　 先端の 「知の拠点」 に 日経

1.28 来月にも環境省公表 　 温暖化ガス 　 削減可能な量を試算 　 ポス ト 京都に備え 日経

1.29 アオコの原因ゲ ノ ム解読 　 環境研 　 筑波大 　 世界初， 駆除に期待 産経

1.30 仙台市で来月 ２ ， ３ 日 　 地球温暖化防止フ ォーラ ム 　 シ ロ ク マを救お う 河北新報

1.31 国立環境研究所試算 　 大気中の二酸化炭素 　 海洋吸収量， 陸の 2 倍 　 化石起源の ３ ０ ％ 電気新聞

2. 2 政府募集の環境モデル都市 　 つ く ば市， 立候補へ 茨城

2. 3 財布 ・ 環境にやさ し く 生活 　 一石二鳥の 「エコ節約術」 　 雨戸のない窓に保温シー ト 日経

2. 4 国立環境研究所など 　 風求め発電所漂流構想 　 帆付けス イ ス イ 朝日 ( 夕刊）

2. 4 環境ホルモン不安が先行 　 日常の接触では影響な し 読売 （夕刊）

2. 6 つ く ば市 　 環境モデル都市 　 立候補へ 読売

2. 7 日刊工業新聞社主催 　 環境シンポ開 く 　 脱炭素文明活発に議論 日刊工業新聞

2.13 エチゼン ク ラゲ 　 奔流なお 　 東シナ海 ・ 黄海→日本海ルー ト 有力 　 発生源特定へ中国調査に期待 朝日 （夕刊）

2.13 エチゼン ク ラゲ奔流なお 　 発生源特定へ中国調査に期待 　 東シナ海 ・ 黄海→日本海ルー ト 有力 朝日 （大阪）

2.14 東京工業大学など 　 温室ガス 　 大 ８ ５ ％削減必要 　 ２ ０ ５ ０ 年目標値で試算 東京

2.14 東工大 ・ 国環研 　 試算 　 日本， 大 ８ ５ ％の削減必要 　 50 年に温室ガス半減へ 茨城

2.14 社説＝中国の環境汚染 　 日本は技術や資金の支援を 熊本日日新聞

2.16 学校で温暖化教えて 　 県の講師養成講座に ３ ０ 人 　 福井 福井新聞

2.16 京都議定書のゆ く え 　 温室効果ガス ６ ％削減へむけて 　 世界初！温室効果がすの観測衛星が飛ぶ 　 読売 （大阪）

GOSAT プロ ジェ ク ト 始動

2.17 牛久で環境シンポジウ ム 　 環境改善へ意見交換 常陽

2.18 耕論 　 リ サイ クルのあ り かた 朝日

2.18 ポス ト 京都議定書 　 東大で討論会 　 新たな枠組み議論 日経

2.18 気象上昇は一時的？データでは 「NO」 毎日

2.21 「循環型社会」 学ぶ 　 水戸 　 建設 リ サイ クル講演会 茨城

2.22 環境省関連の研究開発成果 　 情報発信を ０ ９ 年度一元化 　 実用化促進など狙い 　 ポータルサイ ト 開
設へ

化学工業日報

2.24 環境省がシンポジウ ム 　 「温暖化する と 損失」 　 講演聴き再認識 日本農業新聞

2.24 極地上空の雲に太陽光 　 化学反応でオゾン層破壊 毎日 （大阪）

2.25 テ ク ノ ウオ ッ チャー＝温暖化研究， 役所から圧力か 日経産業新聞 （日
経テレ コ ン ２ １ ）

2.25 温暖化対策 　 選択を問 う 　 ポス ト 京都枠組み急務 　 交渉のポ イ ン ト ２ 氏に聞 く 日経

2.25 「低炭素」 つ く ば 　 新都市物語 　 ３ E カフ ェ 　 目標高 く 学生ら議論 朝日

2.26 「低炭素」 つ く ば 　 新都市物語 　 車依存減へ市民も案 　 路面電車 朝日

2.27 イ ン ターネ ッ ト で黄砂情報 　 「洗濯物汚さ ないで」 朝日

2.28 国立環境研究所， ホームページに 　 自治体の測定値 　 一括で 　 環境データマ ッ プ公開 　 アセス利用
など見込む

日経産業新聞 （日
経テレ コ ン ２ １ ）

2.28 環境省， 今年 5 月末まで 　 黄砂情報をネ ッ ト で提供 化学工業日報

2.28 「低炭素」 つ く ば 　 新都市物語 　 妻が考案排水システム 　 木立の家 朝日

2.29 「低炭素」 つ く ば 　 新都市物語 　 子らに関心， 地域で知恵 　 環境教育 朝日

2.29 社説＝温室効果ガス削減 　 次世代のため地道な実践を 熊本日日新聞

年 月 日 見 　 　 　 出 　 　 　 し 新聞社名
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20. 3. 1 化学物質 と ど う つき あ う 　 「加工品頼み」 自覚し て工夫を 朝日

3. 1 国立環境研究所 ・ 東大推計 　 輸入農畜産物に水 ４ ２ ７ ト ン 　 現地国で使用 　 国内年間取水量の半分 毎日

3. 1 北極 ・ 永久凍土で 100 万種の種子 　 植物版 「 ノ アの箱船」 朝日 （夕刊）

3. 2 東大など推計 　 枯渇心配 　 輸入農畜産物の生産 　 ７ ％は地下水依存 朝日

3. 3 東大など 　 輸入植物生産の水使用量 　 日本は ２ ０ ０ ０ 年で ４ ２ ． ７ 立方 ｋ ｍ 日刊工業新聞

3. 3 富山で リ サイ クル製品の安全性研究報告会 化学工業日報

3. 4 日本に輸入される農畜産物 　 水 ４ ２ ７ 億 ト ン も使用 日本農業新聞

3. 4 黄砂すっぽ り 黄信号 　 花粉症悪化の恐れ 　 専門家 　 自衛呼びかけ 西日本新聞

3. 5 ク ローズア ッ プ＝地球温暖化によ る気候変動への適応策 　 国際協力機構が支援へ 　 アルゼンチンで
事業第一号

日刊建設工業新聞

3. 5 東電 　 エネルギー環境教育研修会 　 地球温暖化問題を解説 　 教員向け， 約 ６ ０ 人が参加 電気新聞

3. 7 脱温暖化 　 企業戦略 　 茨城発 ・ 次世代へ 　 エコ カー 　 導入決めた 「低燃費」 茨城

3.10 つ く ばの景観はどのよ う に変化し て き たか 　 30 年近 く 70 地点を定点観測 常陽

3.10 震災アスベス ト 相談 　 復旧作業従事者ら 　 中皮腫など死亡例 2 件 　 支援団体， 活動継続へ 神戸新聞

3.10 地球発熱＝未来へ不安 と きぼ う 　 温暖化シ ミ ュ レーシ ョ ン 　 環境相，　 サ ミ ッ ト でアピール検討 東京 （夕刊）

3.12 生活攻防 　 道路国会 Q ＆ A 　 ガ ソ リ ンの暫定税率 　 政府下がれば CO2 増加 　 民主党別途 「環境
税」 創設を

毎日

3.12 東大試算， ２ ０ ０ ０ 年時点 　 輸入食料生産に使った水 　 年 ４ ２ ７ 億立方 メ ー ト ルに 日経産業新聞 （日
経テレ コ ン ２ １ ）

3.13 世界の温室ガス 　 ２ ０ ２ ０ 年時点 　 排出量 １ ０ ０ 億 ト ン圧縮可能 　 日本， 試算公表へ 　 あすから閣
僚級対話

読売

3.14 温暖化防止策を探る 公明新聞

3.14 温室効果ガスの排出削減には ・ ・ ・ 　 日本人 １ 人 ８ ５ ％削減必要 読売

3.15 ニ ュースの追跡 ・ 話題の発掘＝北京五輪大気汚染の不安は晴れるか 　 「数人喫煙の部屋状態」 東京新聞

3.16 筑波大 　 環境研 　 新たなエネルギー源に期待 　 藻からバイオ燃料抽出 茨城

3.17 「Ｇ ２ ０ 対話」 閉幕 　 産業別削減方式 　 日本案 　 議論継続で一致 読売

3.17 カーボンオフセ ッ ト Ｃ Ｄ 　 エイベッ ク ス ・ マーケテ ィ ングが発売へ フジサンケ イ ビジ
ネスア イ

3.19 日本学術会議土木工学 ・ 建築学委員会 　 省エネの貢献語る 　 ４ 月 １ ４ ， １ ５ 日に講演会 建設通信新聞

3.21 ニ ュースの追跡 ・ 話題の発掘＝公害は終わら ない苦しみは死ぬまで 　 川崎， 名古屋両市 　 担当部名
称 「環境」 に

東京新聞

3.22 カブ ト ムシ密輸 　 邦人に未遂容疑 　 南米への渡航資金業者持ち 朝日

3.26 福島県環境ホルモン評価検討委員会が県に提言へ 　 環境ホルモン， 新調査 福島民友

3.26 点検 　 身近な環境 　 サ ミ ッ ト まで 100 日 　 直面する問題 　 専門家に聞 く 北海道新聞

3.27 環境元年＝第 2 部 　 都市ウ ォーズ （ ３ ） 　 重慶 　 汚染物質， 刻々と 変質 　 黄色い雲越境 　 オゾンで
疾患拡大予測

朝日

3.27 茨城県 ・ 産業技術総合研究所など 　 レア メ タルを リ サイ クル 　 システム構築検討 　 海外流出防ぐ 日刊工業新聞

3.28 国立環境研究所など試算 　 2020 年温暖化ガス 　 100 億 ト ン削減可能 日経産業新聞 （日
経テレ コ ン ２ １ ）

3.28 国立環境研究所が 20 年まで試算 　 温室ガス 　 100 億 ト ン削減が可能 電気新聞

3.29 週刊誌から＝地球 ・ 生物， 大ピンチ 　 週刊大衆 　 AERA 東京新聞 （夕刊）

3.31 エコナビ＝どんな考え方？ 　 バーチャル ・ ウオーター 毎日

3.31 京都議定書 　 あすから 　 「約束期間」 　 温暖化対策， 正念場に 　 義務達成へ政府も躍起 毎日 （夕刊）

年 月 日 見 　 　 　 出 　 　 　 し 新聞社名
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９  ． 環境情報に関する業務の状況

（ １ ） 国立環境研究所ホームページ （基幹システム） のア ク セス （ページビ ュー） 件数

29,375,669 件

（ ２ ） 国立環境研究所ホームページへの照会件数

質 　 問 　 等 121 件

リ ン ク依頼 61 件

出版物掲載依頼 40 件

（ ３ ） 環境研究技術ポータルサイ ト のア ク セス （ページビ ュー） 件数

約 120,000 件

（ ４ ） 環境データ フ ァ イル提供実績

貸 　 出 2,378 件

コ ピーサービ ス 75 件
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予算区分別研究課題一覧

予算区分 研究課題コード 研究課題 研究代表者 所属 分担者 頁
0610SP001 重点１　地球温暖化研究プログラム 笹野泰弘 地球 C 17

0610SP002 重点２　循環型社会研究プログラム 森口祐一 循環 C 42

0610SP003 重点３　環境リスク研究プログラム 白石寛明 リスク C 69

0610SP004 重点４　アジア自然共生研究プログラム 中根英昭 アジア 92

0610FP012 社会環境システム研究領域における研究活動 原沢英夫 社会 105

0610FP013 化学環境研究領域における研究活動 柴田康行 化学 113

0610FP014 環境健康研究領域における研究活動 高野裕久 健康 128

0610FP015 大気圏環境研究領域における研究活動 今村隆史 大気 138

0610FP016 水土壌圏環境研究領域における研究活動 木幡邦男 水土壌 146

0610FP017 生物圏環境研究領域における研究活動 竹中明夫 生物 158

0610CP018 環境研究基盤技術ラボラトリーにおける活動 植弘崇嗣 基盤ラボ 215

0610FP018 環境研究基盤技術ラボラトリーにおける研究活動

（基盤的な調査・研究活動）

植弘崇嗣 基盤ラボ 202

0610CP019 環境情報センターにおける活動 山本秀正 情報 C
0610FP008 地球環境研究センター（基盤的な調査・研究活動）笹野泰弘 地球 C 172

0610CP008 地球環境研究センター（知的研究基盤の整備） 笹野泰弘 地球 C 218

0610CP009 循環型社会・廃棄物研究センター（知的研究基盤

の整備）

森口祐一 循環 C 224

0610CP010 環境リスク研究センター（知的研究基盤の整備） 白石寛明 リスク C
0610FP009 循環型社会・廃棄物研究センター（基盤的な調

査・研究活動）

森口祐一 循環 C 177

0610FP010 環境リスク研究センター（基盤的な調査・研究活

動）

白石寛明 リスク C 180

0610FP011 アジア自然共生研究グループ（基盤的な調査・研

究活動）

中根英昭 アジア 190

中核研究 0610AA101 重点１中核 P1　温室効果ガスの長期的濃度変動メ

カニズムとその地域特性の解明

向井人史 地球 C 荒巻能史・白井知子・
高橋善幸・谷本浩志・
唐艷鴻・遠嶋康徳・
Shamil Maksyutov・町
田敏暢・横内陽子・
梁乃申

18

0610AA102 重点１中核 P2　衛星利用による二酸化炭素等の観

測と全球炭素収支分布の推定

横田達也 地球 C 青木忠生・Andrey 
Bril・江口菜穂・太田
芳文・小熊宏之・古
山祐治・齊藤誠・齊
藤龍・Sergey 
Oshchepkov・田中智
章・Raphael Desbiens・
中塚由美子・
Kadygrov Nikolay・日
暮明子・Vinu Valsala・
Belikov Dmitry・Anna 
Peregon・Shamil 
Maksyutov・松永恒
雄・森野勇・山野博
哉・吉田幸生

23

0610AA103 重点１中核 P3　気候・影響・土地利用モデルの統

合による地球温暖化リスクの評価

江守正多 地球 C 伊藤昭彦・小倉知夫・
高橋潔・永島達也・
野沢徹・花崎直太・
原沢英夫・日暮明子・
肱岡靖明・山形与志
樹

25

0610AA104 重点１中核 P4　脱温暖化社会の実現に向けたビ

ジョンの構築と対策の統合評価

甲斐沼美紀子 地球 C 芦名秀一・池上貴志・
金森有子・亀山康子・
久保田泉・XU Yan・
花岡達也・原沢英夫・
肱岡靖明・日引聡・
藤野純一・増井利彦・
松橋啓介・森口祐一・
LEE, Huey-Lin

30

0610AA201 重点２中核 P1　近未来の循環資源システムと政

策・マネジメント手法の設計・評価

大迫政浩 循環 C 稲葉陸太・鄭昌煥・
田崎智宏・南齋規介・
橋本征二・藤井実・
村上理映

43

0610AA202 重点２中核 P2　資源性・有害性をもつ物質の循環

管理方策の立案と評価

野馬幸生 循環 C 貴田晶子・肴倉宏史・
滝上英孝・田崎智宏・
寺園淳・山本貴士
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中核研究 0610AA203 重点２中核 P3　廃棄物系バイオマスの Win-Win
型資源循環技術の開発

川本克也 循環 C 稲葉陸太・井上雄三・
蛯江美孝・大迫政浩・
倉持秀敏・小林潤・
徐開欽・山田正人

51

0610AA204 重点２中核 P4　国際資源循環を支える適正管理

ネットワークと技術システムの構築

寺園淳 循環 C 井上雄三・蛯江美孝・
遠藤和人・梶原夏子・
貴田晶子・徐開欽・
滝上英孝・崔基仁・
中島謙一・村上理映・
山田正人・吉田綾・
李淑煕・劉超翔・渡
部真文

55

0610AA301 重点３中核 P1　化学物質曝露に関する複合的要因

の総合解析による曝露評価

鈴木規之 リスク C 今泉圭隆・櫻井健郎・
白石不二雄・鑪迫典
久・中島大介

71

0610AA302 重点３中核 P2　感受性要因に注目した化学物質の

健康影響評価

藤巻秀和 リスク C 石堂正美・井上健一
郎・黒河佳香・曽根
秀子・高野裕久・塚
原伸治・中島大介・
西村典子・野原恵子・
柳澤利枝・山元昭二

72

0610AA303 重点３中核 P3　環境中におけるナノ粒子等の体内

動態と健康影響評価

平野靖史郎 リスク C 鈴木明・古山昭子 78

0610AA304 重点３中核 P4　生物多様性と生態系機能の視点に

基づく環境影響評価手法の開発

高村典子 リスク C 赤坂宗光・国武陽子・
郡麻里・五箇公一・
児玉圭太・菅谷芳雄・
立田晴記・田中嘉成・
堂囿いくみ・中嶋美
冬・西川潮・堀口敏
宏・松崎慎一郎・真
野浩行

81

0610AA401 重点４中核 P1　アジアの大気環境評価手法の開発 大原利眞 アジア 猪俣敏・甲斐沼美紀
子・佐藤圭・清水厚・
清水英幸・白井知子・
菅田誠治・杉本伸夫・
高見昭憲・谷本浩志・
永島達也・西川雅高・
日暮明子・松井一郎・
横内陽子

94

0610AA402 重点４中核 P2　東アジアの水・物質循環評価シス

テムの開発

王勤学 アジア 岡寺智大・越川海・
木幡邦男・珠坪一晃・
徐開欽・中山忠暢・
林誠二・東博紀・藤
田壮・牧秀明・水落
元之・劉晨

97

0610AA403 重点４中核 P3　流域生態系における環境影響評価

手法の開発

野原精一 アジア 一ノ瀬俊明・井上智
美・今井章雄・小熊
宏之・亀山哲・島崎
彦人・広木幹也・福
島路生・矢部徹

99

循環セン

ター

0610AB436 廃棄物の不適正管理に伴う負の遺産対策 野馬幸生 循環 C 井上雄三・遠藤和人・
山田正人・山本貴士

63

0610AB447 循環資源・廃棄物の試験評価・モニタリング手法

の高度化・体系化

貴田晶子 循環 C 肴倉宏史・白波瀬朋
子・鈴木剛・滝上英
孝・野馬幸生・山本
貴士・渡部真文

62

0610AB454 資源循環・廃棄物処理に関するデータベース等の

作成

森口祐一 循環 C 稲葉陸太・井上雄三・
大迫政浩・貴田晶子・
倉持秀敏・肴倉宏史・
田崎智宏・南齋規介・
橋本征二・藤井実・
山田正人

224

0610AB462 資源循環に係る基盤的技術の開発 川本克也 循環 C 小林潤 178

0610AB519 液状・有機性廃棄物の適正処理技術の高度化 徐開欽 循環 C 蛯江美孝・近藤貴志 63

0610AB546 循環型社会に対応した安全・安心な適正処理・処

分技術の確立

井上雄三 循環 C 朝倉宏・阿部誠・遠
藤和人・川本克也・
安田憲二・山田正人

61

地球セン

ター

0307AC523 地球環境データベースの整備 松永恒雄 地球 C Georgii A Alexandrov・
甲斐沼美紀子・志村
純子・曾継業・花岡
達也・林洋平・開和
生・藤沼康実・町田
敏暢・森口祐一・山
形与志樹

220
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地球セン

ター

0307AC585 大気・海洋モニタリング 町田敏暢 地球 C 荒巻能史・小野雅司・
谷本浩志・遠嶋康徳・
中根英昭・野尻幸宏・
向井人史・横内陽子

218

0610AC593 陸域モニタリング 藤沼康実 地球 C 井手玲子・稲葉一穂・
犬飼孔・今井章雄・
岩崎一弘・上野隆平・
小熊宏之・高澤嘉一・
高橋善幸・高村典子・
武田知巳・田中敦・
冨岡典子・中路達郎・
西川雅高・平田竜一・
松重一夫・油田さと
子・梁乃申

219

0610AC932 地球環境研究の総合化及び支援 山本哲 地球 C 223

基盤ラボ 0610AD474 環境標準試料の作製と評価 西川雅高 基盤ラボ 伊藤裕康・佐野友春・
柴田康行・高木博夫・
森育子

215

0507AD816 微生物系統保存施設に保存されている微細藻類保

存株の分類学的再評価と保存株データベースの整

備

笠井文絵 生物 河地正伸・清水明・
広木幹也

215

0510AD944 培養細胞を用いた環境の標準評価法の開発と細胞

保存バンク

桑名貴 基盤ラボ 今里栄男・大沼学・
川嶋貴治

204

経常 0610AE004 重点 1 関連 P4　太平洋小島嶼国に対する温暖化の

影響評価

山野博哉 地球 C 島崎彦人・松永恒雄 37

0610AE005 重点 1 関連 P5　温暖化に対するサンゴ礁の変化の

検出とモニタリング

山野博哉 地球 C 松永恒雄 38

0408AE338 質量分析法を用いたラジカルの検出と反応に関す

る研究

猪俣敏 大気 141

0408AE373 3 次元モデルによる大気微量成分分布の長期変動

に関する研究

秋吉英治 大気 142

0408AE397 有害化学物質に対する感受性要因と薬物代謝系 松本理 リスク C 184

0608AE398 気候風土や文化的背景による環境知覚の違い 青木陽二 社会 108

0610AE401 微細藻類が生産する生理活性物質の構造解析・分

析に関する研究

佐野友春 基盤ラボ 高木博夫 205

0610AE402 揮発性有機化合物の光酸化で生成する二次有機エ

アロゾルの組成分析

佐藤圭 アジア 191

0610AE411 環境変動下における生態系とキーストーン種の挙

動

高村健二 生物 161

0610AE413 環境及び生体中の元素の存在状態と動態解明のた

めの計測手法に関する研究

瀬山春彦 化学 宇田川弘勝・内田昌
男・久米博・柴田康
行・田中敦

117

0610AE416 高磁場 MRI 法の高度化とヒトへの応用 三森文行 化学 高屋展宏・渡邉英宏 117

0608AE438 有害化学物質の毒性の臓器・細胞特異性に関与す

る転写因子機能の研究

野原恵子 健康 鈴木武博 132

0607AE442 水土壌環境における微生物群集構造及び活性評価

に関する基礎的研究

冨岡典子 水土壌 珠坪一晃・山村茂樹 153

0610AE444 環境化学物質の生体影響評価のための行動試験法

の体系の確立に関する研究

梅津豊司 化学 118

0610AE451 市民および企業などの自主的な環境活動の理論お

よび効果に関する研究

森保文 社会 109

0610AE455 淡水生物の個体群動態と繁殖に及ぼす化学物質の

生態影響に関する基礎的研究

多田満 生物 162

0610AE460 微生物の環境利用およびその影響評価に関する研

究

岩崎一弘 水土壌 153

0610AE463 島嶼河川に生息する底生動物の分類及び生態に関

する研究

佐竹潔 生物 162

0408AE467 ユスリカ類の多様性と環境要因との関連に関する

研究

上野隆平 生物 159

9911AE473 水質改善効果の評価手法に関する研究 徐開欽 循環 C 蛯江美孝 178

9911AE476 生物・物理・化学的手法を活用した汚水および汚

泥処理に関する研究

徐開欽 循環 C 蛯江美孝 179

9911AE477 難分解性有機物の高度処理に関する研究 徐開欽 循環 C 蛯江美孝 179

0608AE478 大気質成分の測定手法に関する研究 西川雅高 基盤ラボ 森育子 206
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経常 0308AE486 気候影響評価のための全球エアロゾル特性把握に

関する研究

日暮明子 大気 140

0408AE494 気候変化と大気化学諸過程の相互作用に関する数

値的研究

永島達也 アジア 193

0307AE503 植物の環境ストレス耐性に関与する遺伝子の探索

と機能解析

佐治光 生物 青野光子・久保明弘 159

0608AE508 ダイオキシン類の心臓血管系疾患および糖尿病関

連遺伝子に対する影響とそのメカニズムの解析

西村典子 リスク C 73

0308AE510 大気境界層における物質輸送の研究 菅田誠治 アジア 192

0607AE520 都市の街並みと街路の通風・換気に関する実験的

研究

上原清 大気 143

0610AE531 統合評価モデル改良のための基礎的情報収集 増井利彦 社会 金森有子・花崎直太・
肱岡靖明

110

0307AE532 東アジアの環境中における放射性核種の挙動に関

する研究

土井妙子 水土壌 151

0608AE538 エアロゾルの乾性沈着に関する研究 内山政弘 大気 143

0308AE539 分光法を用いた遠隔計測に関する研究 森野勇 地球 C 杉本伸夫・中根英昭 141

0610AE539 環境科学研究用に開発した実験動物の有用性 高橋慎司 基盤ラボ 桑名貴・清水明 206

0610AE548 東京湾小櫃川河口干潟における塩湿地植生 矢部徹 生物 163

0608AE549 外的な気候変動要因による長期気候変化シグナル

の検出に関する数値実験的研究

野沢徹 大気 140

0610AE558 海産生物に及ぼす内分泌かく乱化学物質の影響に

関する研究

堀口敏宏 リスク C 白石寛明・白石不二
雄

182

0607AE562 ニホンウズラ受精卵を用いた経卵曝露毒性試験法

の開発に関する研究

白石不二雄 リスク C 鎌田亮・清水明・高
橋慎司

203

0608AE563 環境微生物の特性に関わる新規計測手法の開発 板山朋聡 化学 118

0607AE586 海洋における溶存炭素中の放射性炭素測定と炭素

循環研究

荒巻能史 化学 118

0308AE591 大気海洋結合系の気候感度決定メカニズムに関す

る研究

小倉知夫 地球 C 30

0610AE599 水環境中における溶存有機物 (DOM) に関する研究 今井章雄 水土壌 小松一弘・松重一夫 151

0507AE771 ゲノム情報を利用した環境化学物質の影響評価法

の開発に関する研究

曽根秀子 リスク C 184

0508AE772 シロイヌナズナの酸化的ストレスに対する新規な

初期応答機構

玉置雅紀 生物 159

0507AE780 スズメ目鳥類の個体群構造に関する研究 永田尚志 生物 160

0507AE781 埋立廃棄物の陸生動物を用いた生態毒性評価手法

の確立

山田正人 循環 C 阿部誠・井上雄三 66

0507AE793 アジア諸国における環境配慮型ライフスタイルの

形成要因についての研究

青柳みどり 社会 108

0509AE796 メタロイドのメタボロミクスに関する研究 小林弥生 健康 平野靖史郎 131

0507AE797 生物的に生成したマンガン酸化物のキャラクタリ

ゼーション

瀬山春彦 化学 田中敦 117

0508AE799 環境指標生物としてのホタルの現状とその保全に

関する研究

宮下衛 生物 160

0510AE803 エアロゾル上での不均一反応の研究 高見昭憲 アジア 190

0507AE819 底質試料を用いた合成化学物質による水域汚染の

トレンドの解析に関する研究

稲葉一穂 水土壌 土井妙子・松重一夫 152

0507AE844 遠隔計測データ中の地形及び分光特徴の自動認識

に関する研究

松永恒雄 地球 C 小川佳子 174

0610AE926 人為影響による海洋生態系変質に関する研究 中村泰男 水土壌 原島省・牧秀明 154

0607AE009 地球温暖化に対する庭園蘚苔地衣植生の応答解析

と熱画像情報によるモニタリング

清水英幸 アジア 小林祥子・邱国玉 196

0710AE295 電気駆動車両の普及方策に関する研究 近藤美則 社会 107

0707AE312 都市土壌における Sb 等有害金属汚染に関する研

究

越川昌美 水土壌 渡邊未来 152

0708AE320 次世代利用型金属類の土壌中挙動および自然賦存

量に関する研究

村田智吉 水土壌 越川昌美・林誠二・
渡邊未来

154

0707AE338 環境問題に現れる拡散現象に対する数値シミュ

レーション手法の開発

須賀伸介 社会 108
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経常 0709AE340 環境同位体を用いた沿岸域生態系における流域環

境影響の評価手法に関する研究

野原精一 アジア 井上智美 200

0707AE355 光回復酵素の発現を指標とした植物の UVB シグ

ナリング機構の解明

中嶋信美 生物 163

0708AE361 波照間モニタリングステーションにおける大気微

量気体成分の観測に基づく東アジア地域の発生源

強度の時間変化の推定

遠嶋康徳 大気 142

0708AE362 環境化学物質が骨髄由来樹状細胞の分化および機

能に及ぼす影響の検討

小池英子 健康 130

0708AE367 ペルオキシレドキシン I（PrxI) の呼吸器系におけ

る役割

柳澤利枝 健康 135

0708AE370 空間統計モデルの環境政策の評価分析への適用に

関する研究

須賀伸介 社会 日引聡 109

0710AE378 海草藻場における根圏環境の研究 矢部徹 生物 166

0707AE385 水生植物の根圏酸化機能に関する研究 井上智美 アジア 201

0709AE389 ネットワーク観測用ライダーの高度化技術に関す

る基礎研究

杉本伸夫 大気 清水厚・西澤智明・
松井一郎

143

0709AE404 衛星搭載ライダー，雲レーダーによる雲，エアロ

ゾルの測定に関する研究

杉本伸夫 大気 西澤智明 144

0709AE434 ２波長偏光 Mie 散乱ライダーデータを用いた海洋

上でのエアロゾル時空間分布に関する研究

西澤智明 大気 清水厚・杉本伸夫・
松井一郎

145

0709AE438 環境モニタリングの手法と精度管理に関する研究 
(3) ダイオキシン類測定の高度化に伴う精度管理

伊藤裕康 化学 高澤嘉一・田邊潔・
橋本俊次

122

0709AE453 自主的アプローチの評価に関する研究 日引聡 社会 109

0711AE458 東アジア域におけるエアロゾル空間分布の把握お

よびその変動の抽出に関する研究

清水厚 アジア 198

0710AE480 アズキゾウムシの隠蔽種とボルバキアによる生殖

隔離機構の解明

今藤夏子 生物 170

0707AE495 チベット高原におけるキンロバイの分子系統地理

学的研究

下野綾子 生物 171

0709AE500 連続観測ミー散乱ライダーでの受光検出部が測定

誤差に及ぼす影響の検討

松井一郎 大気 清水厚・杉本伸夫・
西澤智明

146

0707AE501 鳥類繁殖技術の開発および基礎的研究 川嶋貴治 基盤ラボ 205

0707AE522 空間構造を導入した生態系モデルの開発 吉田勝彦 生物 172

0710AE525 廃棄物政策の有効性と廃棄物事業の非効率性に関

する実証研究

日引聡 社会 60

0707AE527 ポスト京都議定書吸収源としての森林機能評価に

関する研究

山形与志樹 地球 C 37

0707AE544 都心における大規模緑地の暑熱緩和効果 一ノ瀬俊明 社会 松本太 112

0707AE561 自然条件下の干潟底質有機物分解速度の定量的評

価手法の検討

広木幹也 生物 156

0508AE926 流域の森林土壌が渓流水に溶存するアルミニウム

の濃度と形態に与える影響

越川昌美 水土壌 渡邊未来 152

0509AE952 低圧環境下での植物の生理生態特性に及ぼす温度

上昇の影響

名取俊樹 生物 161

0507AE963 大気・陸域生態系間の CO2 同位体および微量ガス

の交換プロセス解明に関する基礎研究

高橋善幸 地球 C 21

奨励 0607AF443 ジフェニルアルシン酸の発達影響に関する行動毒

性学的研究

梅津豊司 化学 119

0607AF452 小笠原における河川環境の劣化と固有種の減少要

因の推定に関する研究

佐竹潔 生物 164

0307AF511 霞ヶ浦エコトーンにおける生物群集と物質循環に

関する長期モニタリング

冨岡典子 水土壌 今井章雄・野原精一・
松重一夫・矢部徹

154

0607AF961 分子マーカーを用いたイネ品種のオゾン影響評価

手法の開発に関する研究

久保明弘 生物 165

0607AF971 拡大生産者責任の概念導入に関する比較分析 村上理映 循環 C 56

0607AF973 神経幹細胞に対する環境化学物質の影響評価法の

確立

鈴木純子 リスク C 石堂正美 183

0607AF999 極東ロシアを中心とした絶滅危惧種イトウの保全

管理計画

福島路生 アジア 亀山哲・島崎彦人 195
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奨励 0608AF003 海洋生物資源情報と地球環境研究情報の統合化に

関する基礎的研究

志村純子 地球 C 開和生 174

0711AF303 東京湾における底棲魚介類群集の動態に関する長

期モニタリング

堀口敏宏 リスク C 児玉圭太・白石寛明 84

0707AF360 ランゲルハンス細胞を用いた皮膚免疫に対する環

境汚染物質の影響解析

伊藤智彦 健康 135

0607AF384 水生植物の根からの酸素漏出速度を測定する新し

い方法

井上智美 アジア 201

0707AF441 内分泌撹乱環境化学物質の骨代謝への影響と毒性

メカニズム

西村典子 リスク C 77

0707AF517 非競争的市場を仮定した経済モデルの開発と環境

税制度の定量評価

岡川梓 社会 日引聡 110

0708AF546 エレクトリカルエアロゾルディテクターを用いた

気相中ナノ粒子表面積の測定手法の検討

藤谷雄二 リスク C 188

0708AF556 波長・偏光特性を同時活用した２波長偏光ライ

ダーからのエアロゾル導出手法の開発

西澤智明 大気 140

0708AF558 海洋全層に分布する独立栄養古細菌による炭素固

定は，海洋における新たな巨大炭素リザーバーに

なりうるか？ー核実験由来放射性炭素トレーサー

を用いた海洋微生物マクロコズム実験」

内田昌男 化学 116

0708AF567 繊維製品に含まれる添加型化学物質の使用時挙動

の解明

梶原夏子 循環 C 49

0707AF572 高分子材料中の添加物質の放出挙動と高分子軟化

点温度の関係

白波瀬朋子 循環 C 64

0710AF573 マリモの遺伝的多様性と保全に関する研究 中嶋信美 生物 172

特別研究 0608AG430 重点 3 関連 P2　侵入生物・遺伝子組換え生物によ

る遺伝的多様性影響評価に関する研究

中嶋信美 生物 五箇公一・高村健二・
玉置雅紀・西沢徹

86

0608AG441 都市大気環境中における微小粒子・二次生成物質

の影響評価と予測

小林伸治 社会 今村隆史・上原清・
大原利眞・小野雅司・
神田勲・近藤美則・
須賀伸介・菅田誠治・
高橋克行・田邊潔・
田村憲治・南齋規介・
新田裕史・長谷川就
一・早崎将光・日引
聡・藤谷雄二・伏見
暁洋・松橋啓介・森
野悠

106

0608AG457 残留性有機汚染物質の多次元分離分析法の開発に

関する研究

橋本俊次 化学 伊藤裕康・柴田康行・
高澤嘉一・田邊潔・
野馬幸生・伏見暁洋

114

0608AG466 化学物質の動態解明のための同位体計測技術に関

する研究

瀬山春彦 化学 宇田川弘勝・内田昌
男・久米博・柴田康
行・田中敦

115

0608AG485 重点 4 関連 P2　湿地生態系の時空間的不均一性と

生物多様性の保全に関する研究

竹中明夫 生物 石濱史子・小熊宏之・
島崎彦人・武田知己・
永田尚志・福島路生

100

0608AG506 重点 4 関連 P1　省エネルギー型水・炭素循環処理

システムの開発

珠坪一晃 水土壌 冨岡典子・水落元之・
山村茂樹

99

0608AG527 中長期を対象とした持続可能な社会シナリオの構

築に関する研究

原沢英夫 社会 甲斐沼美紀子・亀山
康子・久保田泉・高
橋潔・田崎智宏・橋
本征二・花岡達也・
肱岡靖明・日引聡・
藤野純一・増井利彦・
森口祐一

107

0710AG333 重点 3 関連 P1　エピジェネティクス作用を包括し

たトキシコゲノミクスによる環境化学物質の影響

評価法開発のための研究

野原恵子 健康 小林弥生・鈴木武博・
立石幸代・塚原伸治・
西村典子・柳澤利枝

86

0710AG474 貧酸素水塊の形成機構と生物への影響評価に関す

る研究

牧秀明 水土壌 中村泰男 151

0507AG476 環境化学物質の高次機能への影響を総合的に評価

する in vivo モデルの開発と検証

高野裕久 健康 石堂正美・井上健一
郎・小池英子・塚原
伸治・柳澤利枝

133

0507AG521 身近な交通の見直しによる環境改善に関する研究 小林伸治 社会 加藤秀樹・近藤美則・
田邊潔・原田一平・
伏見暁洋・松橋啓介・
森口祐一

105
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特別研究 0507AG942 鳥類体細胞を用いた子孫個体の創出 桑名貴 基盤ラボ 石黒進・今里栄男・
大塲麻生・川嶋貴治・
橋本光一郎

202

地環研 0708AH293 オゾンによる植物被害とその分子的メカニズムに

関する研究

青野光子 生物 久保明弘 162

0708AH368 猪苗代湖湖水の ｐＨ 上昇の原因調査 田中敦 化学 119

0709AH371 摩周湖の透明度変化に関する物理・化学・生物学

的要因解析

田中敦 化学 121

0408AH376 藻場の生態系機能による海域再生研究 矢部徹 生物 165

0709AH381 光化学オキシダントと粒子状物質等の汚染特性解

明に関する研究

大原利眞 アジア 坂下和恵・菅田誠治・
早崎将光・宮下七重

101

0607AH550 自治体向けクリマアトラス作成方法の開発：長野

市における研究をベースに

一ノ瀬俊明 社会 原田一平・松本太 113

0509AH953 ブナ林衰退地域における総合植生モニタリング手

法の開発

清水英幸 アジア 小林祥子・矢ヶ崎泰
海

197

研究調整費 0607AI298 極域成層圏のエアロゾル物理化学過程の解明に関

する研究

杉田考史 大気 141

0707AI405 博多湾における円石藻ブルームの発生機構に関す

る研究

河地正伸 生物 168

0708AI516 植物のストレスを素早く適確に診断するための指

標遺伝子の選定

青野光子 生物 171

リーダー調

整

0610AJ001 重点 1 関連 P1　過去の気候変化シグナルの検出と

その要因推定

野沢徹 大気 永島達也 35

リスクセン

ター

0610AK484 化学物質管理のための生態影響試験法および生態

リスク評価法の検討

田中嘉成 リスク C 菅谷芳雄・立田晴記・
真野浩行

89

0611AK509 化学物質リスク総合解析手法と基盤の開発 鈴木規之 リスク C 今泉圭隆・櫻井健郎 88

0610AK513 化学物質データベースの構築と提供 白石寛明 リスク C 今泉圭隆 224

0611AK518 インフォマティックス手法を活用した化学物質の

影響評価と類型化手法の開発

米元純三 リスク C 座波ひろ子・曽根秀
子

91

0610AK526 生態系評価・管理のための流域詳細情報の整備 高村典子 リスク C 赤坂宗光・今田美穂・
小熊宏之

225

0610AK533 定量的構造活性相関による生態毒性予測手法の開

発

白石寛明 リスク C 櫻井健郎 90

0208AK536 メダカ，ミジンコなどの水生生物を用いた内分泌

かく乱化学物質に関するスクリーニング・試験法

開発

鑪迫典久 リスク C 90

0610AK544 発がん性評価と予測のための手法の開発 米元純三 リスク C 天沼喜美子・中島大
介・松本理

91

0610AK545 化学物質環境調査による曝露評価の高度化に関す

る研究

白石不二雄 リスク C 鎌田亮・白石寛明・
鑪迫典久・塚原伸治・
中島大介

89

0610AK550 国立環境研究所侵入生物データベース管理 五箇公一 リスク C 郡麻里 225

0610AK915 環境政策における活用を視野に入れたリスク評価

手法の検討，リスクコミュニケーション手法の検

討等の推進

山崎邦彦 リスク C 92

0608AK021 新たな幼若期学習試験法によるダイオキシン・

PCB 類の発達神経毒性の解析

北條理恵子 リスク C 藤巻秀和 75

GOSAT 0610AL917 GOSAT データ定常処理運用システム開発・運用 横田達也 地球 C 石原博成・河添史絵・
開和生・松永恒雄・
渡辺宏

221

環境 - 地球

推進

0408BA369 温暖化対策評価のための長期シナリオ研究 甲斐沼美紀子 地球 C 芦名秀一・池上貴志・
岩渕裕子・徐燕・高
橋潔・花岡達也・肱
岡靖明・藤野純一・
増井利彦

31

0507BA405 アジアにおけるオゾン・ブラックカーボンの空間

的・時間的変動と気候影響に関する研究

谷本浩志 アジア 95

0607BA459 アジア－太平洋地域における POPs 候補物質の汚

染実態解明と新規モニタリング法の開発

滝上英孝 循環 C 山本貴士・渡部真文 57

0608BA472 渡り鳥によるウエストナイル熱及び血液原虫の感

染ルート解明とリスク評価に関する研究

桑名貴 基盤ラボ 今里栄男・大沼学 206

0607BA475 環礁州島からなる島嶼国の持続可能な国土の維持

に関する研究

山野博哉 地球 C 松永恒雄 38
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環境 - 地球

推進

0608BA487 広域モニタリングネットワークによる黄砂の動態

把握と予測・評価に関する研究

西川雅高 基盤ラボ 清水厚・菅田誠治・
杉本伸夫・高橋克行・
早崎将光・原由香里・
松井一郎・森育子

210

0608BA568 気候変動に対処するための国際合意構築に関する

研究

亀山康子 地球 C 久保田泉 33

0607BA583 衛星利用の温室効果ガス全球分布観測に関する先

導的研究

松永恒雄 地球 C 小熊宏之・森野勇 175

0607BA587 陸域生態系 CO2 フラックスの分離評価を目的とし

た同位体・微量ガス観測手法の開発

高橋善幸 地球 C 21

0507BA776 重点 1 関連 P3　京都議定書吸収源としての森林機

能評価に関する研究 (2) 吸収量評価モデルの開発

と不確実性解析 1) 吸収量評価モデルの開発 2) 吸収

量評価モデルの不確実性解析

山形与志樹 地球 C 木下嗣基 36

0507BA792 ライフスタイル変革のための有効な情報伝達手段

とその効果に関する研究

青柳みどり 社会 59

0507BA794 アジア太平洋統合評価モデルによる地球温暖化の

緩和・適応政策の評価に関する研究

甲斐沼美紀子 地球 C 金森有子・高橋潔・
花岡達也・花崎直太・
原沢英夫・肱岡靖明・
日引聡・藤野純一・
増井利彦

32

0507BA825 アジア大陸からのエアロゾルとその前駆物質の輸

送・変質プロセスの解明に関する研究

高見昭憲 アジア 大原利眞・杉本伸夫 95

0507BA849 森林－土壌相互作用系の回復と熱帯林生態系の再

生に関する研究 (5) 熱帯林の生物多様性評価と再

生指標に関する研究

清水英幸 アジア 小林祥子・矢ヶ崎泰
海

198

0607BA923 Super GCM の開発およびそれを用いた温暖化時の

メソ気象現象変調に関する研究

江守正多 地球 C 小倉知夫 26

0608BA934 流下栄養塩組成の人為的変化による東アジア縁辺

海域の生態系変質の評価研究

原島省 水土壌 148

0712BA278 グローバルカーボンプロジェクト事業支援 笹野泰弘 地球 C Shobhakar Dhakal・山
形与志樹

221

0709BA279 廃棄物分野における温室効果ガスインベントリの

高度化と削減対策の評価に関する研究

山田正人 循環 C 遠藤和人・Komslip 
Wang-Yao・李淑煕

56

0711BA335 総合的気候変動シナリオの構築と伝達に関する研

究

江守正多 地球 C 伊藤昭彦・小倉知夫・
高橋潔・肱岡靖明

27

0712BA337 統合システム解析による空間詳細な排出・土地利

用変化シナリオの開発

山形与志樹 地球 C 大原利眞・野沢徹 28

0712BA339 分かりやすさを重視したマスメディア利用型コ

ミュニケーションに関する実証的研究

青柳みどり 社会 109

0709BA375 成層圏プロセスの長期変化の検出とオゾン層変動

予測の不確実性評価に関する研究

今村隆史 大気 秋吉英治・杉田考史 139

0709BA392 大型船舶のバラスト水・船体付着で越境移動する

海洋生物の動態把握と定着の早期検出

河地正伸 生物 功刀正行 167

0709BA504 国内放鳥トキの生態情報の収集に関する研究 永田尚志 生物 171

0507BA507 重点 1 関連 P6　統合評価モデルによる温暖化の危

険な水準と安定化経路に関する研究

原沢英夫 社会 亀山康子・久保田泉・
高橋潔・花崎直太・
肱岡靖明・増井利彦

39

0709BA513 北東アジアの草原地域における砂漠化防止と生態

系サービスの回復に関する研究 (2) 荒廃した草原

の回復にかかわる key species の環境適応性の解明

清水英幸 アジア 小林祥子・許振柱・
矢ヶ崎泰海

192

0408BA587 技術革新と需要変化を見据えた交通部門の CO2 削

減中長期戦略に関する研究

森口祐一 循環 C 小林伸治・松橋啓介 34

0509BA937 健康面からみた温暖化の危険性水準情報の高度化

に関する研究

小野雅司 健康 田村憲治 40

環境 - 地球

一括

0408BB368 陸域・海洋による二酸化炭素吸収の長期トレンド

検出のための酸素および二酸化炭素同位体に関す

る観測研究 

向井人史 地球 C 柴田康行・遠嶋康徳・
野尻幸宏・町田敏暢

19

0408BB475 重点 1 関連 P2　高山植生による温暖化影響検出の

モニタリングに関する研究

名取俊樹 生物 原沢英夫 36

0508BB770 東アジアにおけるハロゲン系温室効果気体の排出

に関する観測研究

横内陽子 化学 斉藤拓也・白井知子・
菅田誠治・向井人史

19

0509BB829 チベット高原を利用した温暖化の早期検出と早期

予測に関する研究

唐艷鴻 生物 下野綾子 166
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環境 - 地球

一括

0610BB920 民間航空機を活用したアジア太平洋域上空におけ

る温室効果気体の観測

町田敏暢 地球 C 21

0608BB931 東アジアの温室ガス収支推定のための大気多成分

観測データの診断モデル解析

Shamil 
Maksyutov

地球 C 22

0711BB323 アジア陸域炭素循環観測のための長期生態系モニ

タリングとデータのネットワーク化促進に関する

研究

藤沼康実 地球 C 高橋善幸・平田竜一 23

0711BB569 タワー観測ネットワークを利用したシベリアにお

ける CO2 と CH4 収支の推定

町田敏暢 地球 C 20

環境 - 公害

一括

0407BC381 埋立廃棄物の品質並びに埋立構造改善による高規

格 終処分システムに関する研究

井上雄三 循環 C 朝倉宏・遠藤和人・
大迫政浩・山田正人

66

0608BC597 水稲葉枯症の発症要因の究明と軽減対策技術の開

発

清水英幸 アジア 小林祥子・佐治光・
矢ヶ崎泰海

200

0709BC277 循環資源利用促進及びリスク管理のための簡易試

験法の確立

貴田晶子 循環 C 肴倉宏史・滝上英孝 64

0709BC383 新潟県におけるオゾン高濃度現象の解明 大原利眞 アジア 96

0709BC444 貧栄養湖十和田湖における難分解性溶存有機物の

発生原因の解明に関する研究

今井章雄 水土壌 小松一弘・奈良郁子・
松重一夫

148

0507BC935 地衣類の遺伝的多様性を活用した大気汚染診断 河地正伸 生物 大村嘉人 166

環境 - 環境

技術

0407BD480 空間明示モデルによる大型哺乳類の動態予測と生

態系管理に関する研究

立田晴記 リスク C 83

0608BD516 ゲノミクスに基づく化学物質の生態影響評価法の

開発に関する研究

鑪迫典久 リスク C 186

0509BD785 環境負荷を低減する水系クロマトグラフィーシス

テムの開発

平野靖史郎 リスク C 小林弥生 186

0607BD963 大気中非メタン炭化水素の成分別リアルタイム測

定システムの開発に関する研究

横内陽子 化学 120

0607BD966 水系溶存有機物の特性・反応性を評価するための

有機炭素検出クロマトグラフィーシステムの開発

に関する研究

今井章雄 水土壌 川崎伸之・小松一弘・
松重一夫

149

0708BD307 アトピー素因を有する高感受性集団に環境化学物

質が及ぼす影響を簡易・迅速に判定する抗原提示

細胞を用いた評価手法の開発

高野裕久 健康 伊藤智彦・井上健一
郎・小池英子・柳澤
利枝

132

0708BD437 森林・草地・湖沼生態系に共通した環境監視シス

テムと高度データベースの構築

小熊宏之 地球 C 中路達郎 176

0709BD451 マルチプロファイリング技術による化学物質の胎

生プログラミングに及ぼす影響評価手法の開発

曽根秀子 リスク C 今西哲・座波ひろ子 77

0508BD966 健全な湖沼生態系再生のための新しい湖沼管理評

価軸の開発

高村典子 リスク C 田中嘉成 83

環境 - 廃棄

物処理

0608BE434 アスベスト含有廃棄物の分解処理による無害化の

確認試験方法の確立とその応用

野馬幸生 循環 C 貴田晶子・寺園淳・
平野靖史郎・古山昭
子・山本貴士

177

0608BE567 国外リサイクルを含むシナリオ間のライフサイク

ル比較手法と廃プラスチックへの適用

森口祐一 循環 C 寺園淳・藤井実 58

0607BE579 近未来の循環型社会における技術システムビジョ

ンと転換戦略に関する研究

大迫政浩 循環 C 稲葉陸太・井上雄三・
倉持秀敏

44

0608BE581 ベンチマーク指標を活用した一般廃棄物処理事業

の評価に関する研究

大迫政浩 循環 C 45

0507BE937 産業拠点地区での地域循環ビジネスを中核とする

都市再生施策の設計とその環境・経済評価システ

ム構築

藤田壮 アジア 森口祐一 61

0608BE938 アジア地域における廃電気電子機器と廃プラス

チックの資源循環システムの解析

寺園淳 循環 C 村上理映・吉田綾 57

0608BE946 プラスチック含有廃棄物の処理およびリサイクル

過程における有害物質の生成特性解析と効率的対

策手法の開発

川本克也 循環 C 野馬幸生・安田憲二・
渡部真文

50

0608BE989 高度処理浄化槽におけるリン除去・回収・資源化

技術の開発とシステム評価

徐開欽 循環 C 蛯江美孝・近藤貴志 52

0609BE996 終処分場におけるアスベスト廃棄物の安全性評

価手法の開発

山田正人 循環 C 井上雄三・遠藤和人 65

0709BE280 破砕選別による建設系廃棄物の地域循環システム

の設計に関する研究

山田正人 循環 C 朝倉宏・阿部誠・遠
藤和人

68
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環境 - 廃棄

物処理

0707BE282 物質ストック勘定体系の構築とその適用による廃

棄物・資源管理戦略研究

橋本征二 循環 C 田崎智宏・中島謙一 45

0608BE328 アジア地域におけるリサイクルの実態と国際資源

循環の管理・３ Ｒ政策

吉田綾 循環 C 村上理映 59

0707BE452 リサイクル材（タイヤチップ等），ごみ焼却灰，そ

の他 終処分場由来物質など，循環型社会から派

生してくる複合廃棄物が環境に与える影響につい

てのバイオアッセイを用いた評価手法の構築

鑪迫典久 リスク C 82

0608BE508 バイオガス化プラント排水中の高濃度アンモニア

の MAP-ANAMMOX ハイブリッド処理技術の開発

井上雄三 循環 C 54

0507BE509 再生製品に対する環境安全評価手法のシステム規

格化に基づく安全品質レベルの合理的設定手法に

関する研究

大迫政浩 循環 C 遠藤和人・貴田晶子・
肴倉宏史

49

0507BE955 循環廃棄過程を含めた水銀の排出インベントリと

排出削減に関する研究

貴田晶子 循環 C 安田憲二 47

0608BF326 家庭系廃製品の残留性化学物質と３ Ｒシナリオ解

析

滝上英孝 循環 C 倉持秀敏 48

環境 - 石油

特会

0307BH593 バイオ資源・廃棄物等からの水素製造技術開発 川本克也 循環 C 蛯江美孝・小林潤・
徐開欽

53

0307BH598 洋上風力発電を利用した水素製造技術開発 植弘崇嗣 基盤ラボ 内山政弘・江嵜宏至・
須賀伸介

207

0507BH855 衛星によるスペクトルデータを利用した天然ガス

パイプラインからのメタン漏洩量導出アルゴリズ

ムの開発

横田達也 地球 C 井上元・齊藤龍・田
中智章

24

環境 - その

他

0307BX015 DNA チップを用いた有害化学物質の健康影響評価

手法の開発

野原恵子 健康 尾村誠一・高野裕久・
柳澤利枝

134

0707BX543 地下水の散水による環境影響とヒートアイランド

現象緩和効果の評価

一ノ瀬俊明 社会 松本太 112

環境 - 委託

請負

0610BY303 自動車排出ガスに起因する環境ナノ粒子の生体影

響調査

平野靖史郎 リスク C 井上健一郎・菅野さ
な枝 ・鈴木明・種田
晋二・藤谷雄二・古
山昭子・山元昭二

79

0408BY387 環境汚染修復のための新規微生物の迅速機能解析

技術の開発

板山朋聡 化学 121

0610BY505 絶滅の危機に瀕する藻類の収集と長期保存に関す

る研究

笠井文絵 生物 河地正伸 218

0607BY530 重点 1 関連 P7　アジア太平洋域における戦略的

データベースを用いた応用シナリオ開発

甲斐沼美紀子 地球 C 徐燕・高橋潔・花岡
達也・肱岡靖明・藤
野純一・増井利彦

41

0610BY571 温室効果ガスインベントリ策定事業支援 野尻幸宏 地球 C 相澤智之・梅宮知佐・
小野貴子・酒井広平・
Jamsranjav 
Baasansuren・田辺清
人・早渕百合子・松
本力也

222

0408BY576 新たな炭素材料を用いた環境計測機器の開発 久米博 化学 120

0307BY577 有害物質除去用ナノ構造認識膜の開発 佐野友春 基盤ラボ 高木博夫 208

0307BY592 大気汚染物質等のパーソナルモニタリング技術の

開発

内山政弘 大気 植弘崇嗣 144

0288BY599 絶滅危惧野生生物の細胞・遺伝子のタイムカプセ

ルに関する研究

桑名貴 基盤ラボ 今里栄男・植弘崇嗣・
大沼学・橋本光一郎・
美濃口祐子

215

0609BY922 地球温暖化観測連携拠点事業支援 野尻幸宏 地球 C 樋渡亜矢子・藤谷徳
之助・宮崎真・レオ
ン愛

221

0607BY004 水銀等の残留性物質の長距離移動特性の検討に関

する調査・研究

鈴木規之 リスク C 貴田晶子・柴田康行 72

0608BY023 温暖化影響早期観測ネットワークの構築 王勤学 アジア 呉通華・岡寺智大・
徐開欽・中山忠暢・
藤田壮・劉晨

98

0709BY310 ホウ素等に対応可能な排水対策技術の開発 山田正人 循環 C 阿部誠・成岡朋弘 67

0708BY364 平成１９年度ＲｏＨＳ 規制物質等対策調査業務 滝上英孝 循環 C 49

0608BY449 農薬等による水生生物影響実態把握調査 鑪迫典久 リスク C 80

0207BY471 粒子状物質の粒子数等排出特性実態に関する調査

研究

小林伸治 社会 高橋克行・田邊潔・
長谷川就一・藤谷雄
二・伏見暁洋

209
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環境 - 委託

請負

0711BY485 高エネルギー密度界面を用いた大容量キャパシタ

の開発

久米博 化学 125

0707BY535 局地的大気汚染の健康影響に係る疫学調査のため

の関東地区及び中京地区の同意確保調査

新田裕史 健康 小野雅司・友利直子 137

0707BY542 平成１９年度土壌生物生態影響試験法等検討調査 菅谷芳雄 リスク C 鑪迫典久 88

0707BY562 小児の感受性に着目した環境中の化学物質の健康

影響評価

米元純三 リスク C 河原純子・曽根秀子 189

0707BY563 平成１９年度残留性有機化合物の底質から水生生

物への移行に関する検討業務

鈴木規之 リスク C 櫻井健郎 88

0707BY583 平成１９年度サンゴ礁マッピング手法検討調査業

務

山野博哉 地球 C 小熊宏之・松永恒雄 39

0510BY947 タンチョウ (Grus japonensis) のハプロタイプおよび

雌雄判別

桑名貴 基盤ラボ 今里栄男・大沼学 216

文科 - 振興

調整

0608CB936 伊勢湾流域圏の自然共生型環境管理技術開発 木幡邦男 水土壌 井上智美・大場真・
越川海・野原精一・
東博紀・樋渡武彦・
藤田壮・水落元之・
村上正吾・王勤学

155

0608CB961 次世代アジアフラックスへの先導 藤沼康実 地球 C 犬飼孔・高橋善幸・
平田竜一・油田さと
子・梁乃申

176

文科 - 海地 0509CC331 海洋二酸化炭素センサー開発と観測基盤構築 野尻幸宏 地球 C 22

0610CC995 SKYNET 観測網によるエアロゾルの気候影響モニタ

リング

杉本伸夫 大気 清水厚・松井一郎 145

0507CC919 西太平洋の海洋大気間 CO2・酸素収支観測 向井人史 地球 C 荒巻能史・遠嶋康徳・
野尻幸宏

20

文科 - 科研

費

0607CD403 イソプレンを含むジアルケン炭化水素類の光酸化

で生成する二次有機粒子組成

佐藤圭 アジア 191

0608CD431 Material Stock Accounts に基づく中長期の物質

管理戦略研究

橋本征二 循環 C 180

0608CD450 マムシグサにおける父性繁殖成功度の集団間比較

に関する研究

西沢徹 生物 169

0607CD456 鳥類異種間生殖巣キメラからの子孫作出実験 川嶋貴治 基盤ラボ 208

0608CD461 マウスＥＳ細胞を用いた次世代影響予測システム

の開発研究

曽根秀子 リスク C 今西哲・座波ひろ子 187

0408CD465 途上国における温暖化対策と持続可能な発展－

「京都」以後の国際制度設計をめざして

亀山康子 地球 C 橋本征二 32

0407CD481 種の境界が不明瞭なフキバッタ亜科昆虫の進化経

路の探索

立田晴記 リスク C 187

0608CD494 炎症反応による記憶機能分子かく乱に着目した化

学物質に過敏な動物モデルの作成

藤巻秀和 リスク C 73

0607CD510 ナノ素材が皮膚疾患に及ぼす影響とそのメカニズ

ムの解明に関する研究

柳澤利枝 健康 136

0508CD532 野生メダカ個体群の絶滅確率による有害化学物質

の生態リスク評価

田中嘉成 リスク C 184

0608CD547 有害藻類モニタリングおよび特性解析のための新

規計測システムの開発

板山朋聡 化学 123

0608CD551 アジア産ヒラタクワガタにおける形態形質変異の

遺伝的基盤および種分化機構の解明

五箇公一 リスク C 国武陽子・今藤夏子・
立田晴記

85

0607CD560 混合状態を考慮した炭素性エアロゾルの 20 世紀気

候への影響評価

永島達也 アジア 193

0608CD561 大気オゾン全球分布の変動過程：化学・気候モデ

ルによる２０世紀再現実験

永島達也 アジア 194

0608CD565 ベリリウム１０と炭素１４を用いた 終退氷期の

太陽活動変遷史に関する研究

柴田康行 化学 123

0507CD566 ナノ・マイクロ LC/MS による環境・廃棄物試料の

グリーンケミストリー分析技術の開発

柴田康行 化学 123

0607CD572 河川における絶滅危惧ザリガニの機能的役割：地

域間ならびに地域個体群間比較

西川潮 リスク C 182

0607CD582 抗生物質耐性遺伝子を用いない遺伝子組換え植物

の新規な選抜手法に関する研究

玉置雅紀 生物 87
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0507CD589 台風 18 号による自然撹乱が北方森林の炭素交換量

および蓄積量に与える影響の評価

藤沼康実 地球 C 犬飼孔・小熊宏之・
梁乃申

23

0507CD821 東シベリアにおける森林火災による大気環境影響

とその日本への越境大気汚染の解明

向井人史 地球 C 173

0507CD824 都市内大規模河川（ソウル市清渓川）の復元によ

る暑熱現象改善効果の実証

一ノ瀬俊明 社会 原田一平・松本太 111

0607CD924 気候モデルによる温暖化予測の不確実性に関する

研究：火山噴火気候応答実験による制約

横畠徳太 地球 C 26

0607CD925 大気海洋結合モデルを用いた極端な気象現象の

２０世紀中の変化と将来予測に関する研究

塩竃秀夫 地球 C 27

0608CD928 人為起源の温暖化シグナルの検出を目指した気候

の長期内部変動に関する数値実験的研究

野沢徹 大気 永島達也 35

0608CD930 全国を対象とした淡水魚類生息地ポテンシャルの

時空間解析と流域再生支援システム

亀山哲 アジア 194

0607CD940 腐植物質還元微生物の特性の把握と環境浄化への

応用に関する研究

山村茂樹 水土壌 157

0607CD958 湖沼溶存有機物の同位体的キャラクタリゼーショ

ン

奈良郁子 水土壌 149

0607CD969 熱帯林発生源調査と安定同位体比測定による大気

中塩化メチルの収支バランスの解明

横内陽子 化学 斉藤拓也 124

0608CD972 温暖化防止の持続的国際枠組み 亀山康子 地球 C 橋本征二 33

0610CD974 海洋起源ハロカーボン類のフラックスと生成過程 横内陽子 化学 大木淳之 124

0608CD993 軽油代替燃料への利用拡大を目的とした廃食用油

の相平衡の把握と品質向上技術の評価

倉持秀敏 循環 C 大迫政浩・崔基仁 53

0709CD281 機会論に基づくマーケティングを応用した環境ボ

ランティア獲得のための情報システム 開発

森保文 社会 107

0709CD283 乳幼児期の細菌刺激および化学物質曝露による成

長後の Th1 ／ Th2 バランスへの影響

山元昭二 リスク C 藤巻秀和 74

0708CD290 チベット高原における高山植物の環境適応に関わ

る集団間の遺伝的分化の解明

下野綾子 生物 161

0709CD291 淡水域の生物多様性と生態的機能の基盤となる多

様な植生の維持機構の解明

高村典子 リスク C 赤坂宗光 83

0709CD299 黄砂モニタリング情報の整備とその化学組成の決

定

西川雅高 基盤ラボ 204

0708CD301 前鰓類におけるレチノイドＸ 受容体の機能解析：

雄性生殖器の分化・成長との関係

堀口敏宏 リスク C 白石寛明・西川智浩 185

0709CD304 国際貿易戦略と調和した「持続可能な消費」に向

けた消費と技術の転換ビジョンの構築

南齋規介 循環 C 46

0709CD305 脳の発達・性分化に及ぼす揮発性有機化合物の影

響と作用機序の解明

塚原伸治 リスク C 75

0708CD306 脳の性差発現機構の解明 塚原伸治 リスク C 76

0610CD309 海洋表層・大気下層間の物質循環リンケージ 高見昭憲 アジア 192

0709CD311 高磁場 MRI による含鉄タンパク質フェリチンの定

量化と分子イメージングへの適用研究

三森文行 化学 梅津豊司・渡邉英宏 116

0710CD313 大気―陸域間の生物地球化学的相互作用を扱うモ

デルの拡張と温暖化影響評価への適用

伊藤昭彦 地球 C 29

0709CD315 超高磁場 MRI を用いたヒト脳の無侵襲高速高感度

多次元スペクトロスコピー法の研究

渡邉英宏 化学 三森文行 119

0708CD316 地球温暖化による豪雨発生頻度の変化が長江河

口・沿岸海域の水質・生態系に及ぼす影響

東博紀 アジア 196

0608CD327 残留性化学物質の物質循環フローモデルの開発と

検証

滝上英孝 循環 C 48

0711CD331 地下に漏出した有機溶剤の洗浄剤注入による回収

効率と下層への汚染拡散に関する研究

稲葉一穂 水土壌 155

0708CD336 ヒ素の転写因子調節作用に着目した免疫細胞特異

的作用メカニズムと免疫毒性の解明

野原恵子 健康 133

0708CD351 アスベスト肺に対する常在細菌の急性増悪作用に

関する研究

山元昭二 リスク C 80

0709CD358 ストレス環境下における近交弱勢の個体群存続性

への影響評価

石濱史子 生物 164
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0709CD373 炭化水素産生藻類による石油代替資源の開発に関

する基盤技術研究

中嶋信美 生物 河地正伸 164

0708CD379 内分泌撹乱物質のビタミン D および骨 Ca 代謝に

及ぼす影響と毒性発現メカニズムの解明

西村典子 リスク C 76

0708CD386 光通信用波長可変光学フィルタを用いた大気微量

成分の高精度分光装置の開発

森野勇 地球 C 青木忠生・小熊宏之 174

0608CD387 Intracavity レーザー吸収法と結合した時間分解

フーリエ分光法の開発と応用

森野勇 地球 C 175

0710CD390 亜酸化窒素濃度分布を介した北極域オゾン層の長

期変動に関する研究

秋吉英治 大気 杉田考史 144

0709CD391 アイスコア中の宇宙線生成核種による宇宙線と地

球環境の変動史に関する研究

柴田康行 化学 122

0708CD397 マイクロサテライトマーカーによる Chattonella の

生活史解明

河地正伸 生物 167

0507CD409 熱分解ガス化－改質によるリサイクルプロセスに

おける環境安全

川本克也 循環 C 井上研一郎・小林潤 54

0607CD412 多種複合廃棄物の高度製鉄利用を可能にする有機

化合物の高温反応解明と制御

川本克也 循環 C 52

0708CD447 集中豪雨により放出される懸濁粒子の特徴と沿岸

生態系への影響評価

荒巻能史 化学 125

0608CD454 野生高等動物における残留性有機ハロゲン化合物

の蓄積・代謝特性の解明と影響評価

滝上英孝 循環 C 65

0508CD466 研究コンソーシアムによる気候変動に対する国際

的対応力の形成に関する総合的研究

原沢英夫 社会 江守正多・高橋潔 29

0507CD468 森林土壌炭素蓄積量の推定精度向上に向けた日本

の統一的土壌分類案の適用に関する研究

村田智吉 水土壌 亀山哲 156

0709CD487 空間系統学的アプローチによる Podisma 属昆虫に

おける染色体分化プロセスの解明

立田晴記 リスク C 186

0710CD494 チベット高原横断鉄道による野生動物への影響評

価に関する研究

亀山哲 アジア 199

0608CD509 環日本海都市の多環芳香族炭化水素／ニトロ多環

芳香族炭化水素の発生と曝露の国際比較

田村憲治 健康 135

0607CD528 表面張力測定を用いた有機エアロゾルの雲生成能

評価に関する研究

高見昭憲 アジア 194

0709CD529 ナノ素材がアレルギーに与える影響とメカニズム

の解明に関する研究

井上健一郎 健康 131

0608CD530 高感受性要因に配慮したナノマテリアルの健康影

響評価とメカニズムの解明に関する研究

高野裕久 健康 井上健一郎・柳澤利
枝

136

0507CD531 生物学的栄養塩類除去プロセスにおける同位体解

析を導入した微生物ループの解明

蛯江美孝 循環 C 180

0607CD531 大気中浮遊粒子状物質が脂肪肝と白内障に及ぼす

影響と機構の解明に関する研究

高野裕久 健康 137

0507CD539 小笠原諸島における固有水生生物の保全手法につ

いての研究

佐竹潔 生物 上野隆平・五箇公一 168

0708CD540 アミノ酸光学異性体 (D/L- 体 ) を利用した溶存有

機物の起源推定

川崎伸之 水土壌 今井章雄・松重一夫 151

0507CD554 上部対流圏から下部成層圏における水蒸気分布の

変動要因の解明と気候への影響評価

江口菜穂 地球 C 176

0608CD559 微生物 rRNA の自然レベル放射性炭素分析に基づ

く海洋堆積物中炭素サイクルの解明

内田昌男 化学 126

0708CD580 資源有効利用促進のためのレアメタル資源循環分

析モデルの開発

中島謙一 循環 C 46

0709CD581 中国北部草原の劣化生態系に生育する主要植物種

に及ぼす気候変動の影響

清水英幸 アジア 小林祥子・許振柱・
矢ヶ崎泰海

193

0607CD960 海底下メタンハイドレート湧出現象と気候変動と

の関連性解明に関する研究

内田昌男 化学 126

0507CD921 湖沼における溶存鉄の存在形態分析と鉄利用性が

アオコ発生に及ぼす影響

今井章雄 水土壌 小松一弘・松重一夫 157
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0609CE491 環境政策の長期シナリオ 原沢英夫 社会 江守正多・亀山康子・
近藤美則・高橋潔・
長谷川聡・肱岡靖明・
増井利彦・増富祐司・
森口祐一

211

0711CE302 藻類の収集・保存・提供―付加価値向上と品質管

理体制整備

笠井文絵 生物 河地正伸 216

0711CE432 高解像度大気海洋結合モデルによる近未来予測実

験

野沢徹 大気 伊藤昭彦・小倉知夫・
永島達也

28

0507CE943 鳥類細胞保存のアジア国際ネットワーク構築 桑名貴 基盤ラボ 今里栄男・大沼学・
川嶋貴治・橋本光一
郎

217

厚労 - 厚生

科学

0609DA502 内分泌かく乱物質の発がん・加齢などに及ぼす影

響の分子メカニズムに関する研究

曽根秀子 リスク C 189

0707DA532 ナノ粒子・ナノマテリアルの呼吸器，免疫影響 高野裕久 健康 137

農水 - 独法 0610JA970 遺伝子組換えダイズから野生種への遺伝子浸透に

関する研究－雑種の適応度の解明

佐治光 生物 久保明弘 169

NEDO 0608KA954 嫌気性生物膜の高度利用による排水処理技術 珠坪一晃 水土壌 150

0608KA018 無曝気・省エネルギー型次世代水資源循環技術の

開発「無加温嫌気処理における有機物分解特性の

評価」

珠坪一晃 水土壌 水落元之・山村茂樹 150

JST 0407KB498 都市域における PM2.5 大気汚染特性と生成機構解

明研究

大原利眞 アジア 足立幸穂・上原清・
片山学・神田勲・黒
川純一・小林伸治・
菅田誠治・西川雅高・
長谷川就一・早崎将
光・伏見暁洋・松橋
啓介・森野悠

96

0307KB571 可搬型超伝導ミリ波大気分子測定装置の開発 (2)
オゾン・ClO・水蒸気変動の解析とモデル化

中根英昭 アジア 秋吉英治 199

0307KB008 持続可能なサニテーションシステムの開発と水循

環系への導入

徐開欽 循環 C 蛯江美孝 58

0508KB555 気候変動問題についての市民の理解と対応につい

ての調査分析および文化モデルの構築

青柳みどり 社会 60

0709KB586 水利構造物による淮河流域の水環境劣化の実態把

握と対策に関する研究

村上正吾 アジア 100

その他公募 0507KZ555 受粉用マルハナバチの逃亡防止技術と生態リスク

管理技術の開発

五箇公一 リスク C 今藤夏子 85

0510KZ503 都市の地下環境に残る人間活動の影響 一ノ瀬俊明 社会 松本太 112

共同研究 0607LA482 希少野生鳥類保全のための新技術開発 桑名貴 基盤ラボ 今里栄男・大沼学・
Sawicka Edyta

209

0611LA554 病原生物と人間との相互作用環 板山朋聡 化学 127

0510LA843 環境有害因子の健康リスク評価とそのメカニズム

解明に関する研究

遠山千春 リスク C 米元純三 190

0708LA318 希少鳥類の遺伝的多様性の評価と細胞保存 桑名貴 基盤ラボ 今里栄男・大沼学・
川嶋貴治・Sawicka 
Edyta・橋本光一郎

204

0708LA457 カエルツボカビの日本国内への侵入実態と生態系

影響の解明

五箇公一 リスク C 169

0708LA488 遺伝多型情報に基づく環境影響評価に関する研究 立田晴記 リスク C 188

0609LA557 オホーツク海沿岸環境脆弱域における油汚染影響

評価とバイオレメディエーション実用化に関する

研究

牧秀明 水土壌 156

0709LA582 日本及び韓国の温帯域に分布する造礁サンゴの群

集構造・骨格年 輪に基づく環境変動解析

山野博哉 地球 C 38

委託請負 0607MA479 TerraSAR-X の実用可能性の評価に関する研究 山野博哉 地球 C 島崎彦人・松永恒雄 173

0710MA380 道路沿道での対象者別個人曝露量推計 大原利眞 アジア 上原清・小野雅司・
神田勲・田村憲治・
新田裕史・長谷川就
一

210

0507MA519 大気中ナノ粒子の多元素・多成分同時計測技術を

用いた環境評価技術の開発 「開発装置を用いた大

気中ナノ粒子のフィールド計測と評価」

田邊潔 化学 小林伸治・伏見暁洋 127

0709MA564 カーボンフリー ＢＤＦ のためのグリーンメタノー

ル製造及び副産物の高度利用に関する技術開発

倉持秀敏 循環 C 34
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委託請負 0708MA584 南西諸島におけるサンゴ礁及びサンゴ群集類型化

手法検討作業

山野博哉 地球 C 39

寄付 0607NA994 多成分揮発性・半揮発性有機化合物測定装置の高

速化・高感度化

猪俣敏 大気 谷本浩志 146

個別名を記

載

0307ZZ476 ジフェニルアルシン酸等の健康影響に関する調査

研究　（分析班）

柴田康行 化学 128

0608ZZ569 環境因子に起因する精神・神経疾患の解明に関す

る研究

石堂正美 リスク C 白石不二雄・鈴木純
子・柳澤利枝

74

0708ZZ536 幼児の日常生活における活動強度および活動環境

に関する研究

河原純子 リスク C 188

0607ZZ551 能動的多軸 DOAS 観測法による大気 NO2 とエア

ロゾルの計測

一ノ瀬俊明 社会 原田一平・松本太 113

0707ZZ553 プロテインホスファターゼ２ Ａを利用した藍藻毒

分析キットの開発

佐野友春 基盤ラボ 204

予算区分 研究課題コード 研究課題 研究代表者 所属 分担者 頁
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所属については略称で記載し た。

略称 正式名称

地球 C 地球環境研究セン ター

循環 C 循環型社会 ・ 廃棄物研究セン ター

リ ス ク C 環境 リ ス ク研究セン ター

アジア アジア自然共生研究グループ

社会 社会環境システム研究領域

化学 化学環境研究領域

健康 環境健康研究領域

大気 大気圏環境研究領域

水土壌 水土壌圏環境研究領域

生物 生物圏環境研究領域

基盤ラ ボ 環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー
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組織別研究課題一覧

所属 研究課題 研究代表者 研究課題コード 頁

地球環境研究セ
ンター

地球環境研究センター（知的研究基盤の整備） 笹野泰弘 0610CP008 218

地球環境研究センター（基盤的な調査・研究活動） 笹野泰弘 0610FP008 172

重点１　地球温暖化研究プログラム 笹野泰弘 0610SP001 17

重点１中核 P1　温室効果ガスの長期的濃度変動メカニズムとそ
の地域特性の解明

向井人史 0610AA101 18

重点１中核 P2　衛星利用による二酸化炭素等の観測と全球炭素
収支分布の推定

横田達也 0610AA102 23

重点１中核 P3　気候・影響・土地利用モデルの統合による地球
温暖化リスクの評価

江守正多 0610AA103 25

重点１中核 P4　脱温暖化社会の実現に向けたビジョンの構築と
対策の統合評価

甲斐沼美紀子 0610AA104 30

地球環境データベースの整備 松永恒雄 0307AC523 220

大気・海洋モニタリング 町田敏暢 0307AC585 218

陸域モニタリング 藤沼康実 0610AC593 219

地球環境研究の総合化及び支援 山本哲 0610AC932 223

分光法を用いた遠隔計測に関する研究 森野勇 0308AE539 141

大気海洋結合系の気候感度決定メカニズムに関する研究 小倉知夫 0308AE591 30

遠隔計測データ中の地形及び分光特徴の自動認識に関する研究 松永恒雄 0507AE844 174

大気・陸域生態系間の CO2 同位体および微量ガスの交換プロセ
ス解明に関する基礎研究

高橋善幸 0507AE963 21

重点 1 関連 P4　太平洋小島嶼国に対する温暖化の影響評価 山野博哉 0610AE004 37

重点 1 関連 P5　温暖化に対するサンゴ礁の変化の検出とモニタ
リング

山野博哉 0610AE005 38

ポスト京都議定書吸収源としての森林機能評価に関する研究 山形与志樹 0707AE527 37

海洋生物資源情報と地球環境研究情報の統合化に関する基礎的
研究

志村純子 0608AF003 174

GOSAT データ定常処理運用システム開発・運用 横田達也 0610AL917 221

温暖化対策評価のための長期シナリオ研究 甲斐沼美紀子 0408BA369 31

重点 1 関連 P3　京都議定書吸収源としての森林機能評価に関す
る研究 (2) 吸収量評価モデルの開発と不確実性解析 1) 吸収量評
価モデルの開発 2) 吸収量評価モデルの不確実性解析

山形与志樹 0507BA776 36

アジア太平洋統合評価モデルによる地球温暖化の緩和・適応政
策の評価に関する研究

甲斐沼美紀子 0507BA794 32

環礁州島からなる島嶼国の持続可能な国土の維持に関する研究 山野博哉 0607BA475 38

衛星利用の温室効果ガス全球分布観測に関する先導的研究 松永恒雄 0607BA583 175

陸域生態系 CO2 フラックスの分離評価を目的とした同位体・微
量ガス観測手法の開発

高橋善幸 0607BA587 21

Super GCM の開発およびそれを用いた温暖化時のメソ気象現象
変調に関する研究

江守正多 0607BA923 26

気候変動に対処するための国際合意構築に関する研究 亀山康子 0608BA568 33

総合的気候変動シナリオの構築と伝達に関する研究 江守正多 0711BA335 27

グローバルカーボンプロジェクト事業支援 笹野泰弘 0712BA278 221

統合システム解析による空間詳細な排出・土地利用変化シナリ
オの開発

山形与志樹 0712BA337 28

陸域・海洋による二酸化炭素吸収の長期トレンド検出のための
酸素および二酸化炭素同位体に関する観測研究 

向井人史 0408BB368 19

東アジアの温室ガス収支推定のための大気多成分観測データの
診断モデル解析

Shamil 
Maksyutov

0608BB931 22

民間航空機を活用したアジア太平洋域上空における温室効果気
体の観測

町田敏暢 0610BB920 21

アジア陸域炭素循環観測のための長期生態系モニタリングと
データのネットワーク化促進に関する研究

藤沼康実 0711BB323 23
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地球環境研究セ
ンター

タワー観測ネットワークを利用したシベリアにおける CO2 と
CH4 収支の推定

町田敏暢 0711BB569 20

森林・草地・湖沼生態系に共通した環境監視システムと高度
データベースの構築

小熊宏之 0708BD437 176

衛星によるスペクトルデータを利用した天然ガスパイプライン
からのメタン漏洩量導出アルゴリズムの開発

横田達也 0507BH855 24

重点 1 関連 P7　アジア太平洋域における戦略的データベースを
用いた応用シナリオ開発

甲斐沼美紀子 0607BY530 41

地球温暖化観測連携拠点事業支援 野尻幸宏 0609BY922 221

温室効果ガスインベントリ策定事業支援 野尻幸宏 0610BY571 222

平成１９年度サンゴ礁マッピング手法検討調査業務 山野博哉 0707BY583 39

次世代アジアフラックスへの先導 藤沼康実 0608CB961 176

西太平洋の海洋大気間 CO2・酸素収支観測 向井人史 0507CC919 20

海洋二酸化炭素センサー開発と観測基盤構築 野尻幸宏 0509CC331 22

途上国における温暖化対策と持続可能な発展－「京都」以後の
国際制度設計をめざして

亀山康子 0408CD465 32

上部対流圏から下部成層圏における水蒸気分布の変動要因の解
明と気候への影響評価

江口菜穂 0507CD554 176

台風 18 号による自然撹乱が北方森林の炭素交換量および蓄積量
に与える影響の評価

藤沼康実 0507CD589 23

東シベリアにおける森林火災による大気環境影響とその日本へ
の越境大気汚染の解明

向井人史 0507CD821 173

気候モデルによる温暖化予測の不確実性に関する研究：火山噴
火気候応答実験による制約

横畠徳太 0607CD924 26

大気海洋結合モデルを用いた極端な気象現象の２０世紀中の変
化と将来予測に関する研究

塩竃秀夫 0607CD925 27

Intracavity レーザー吸収法と結合した時間分解フーリエ分光
法の開発と応用

森野勇 0608CD387 175

温暖化防止の持続的国際枠組み 亀山康子 0608CD972 33

光通信用波長可変光学フィルタを用いた大気微量成分の高精度
分光装置の開発

森野勇 0708CD386 174

大気―陸域間の生物地球化学的相互作用を扱うモデルの拡張と
温暖化影響評価への適用

伊藤昭彦 0710CD313 29

日本及び韓国の温帯域に分布する造礁サンゴの群集構造・骨格
年 輪に基づく環境変動解析

山野博哉 0709LA582 38

TerraSAR-X の実用可能性の評価に関する研究 山野博哉 0607MA479 173

南西諸島におけるサンゴ礁及びサンゴ群集類型化手法検討作業 山野博哉 0708MA584 39

循環型社会・廃
棄物研究セン
ター

循環型社会・廃棄物研究センター（知的研究基盤の整備） 森口祐一 0610CP009 224

循環型社会・廃棄物研究センター（基盤的な調査・研究活動） 森口祐一 0610FP009 177

重点２　循環型社会研究プログラム 森口祐一 0610SP002 42

重点２中核 P1　近未来の循環資源システムと政策・マネジメン
ト手法の設計・評価

大迫政浩 0610AA201 43

重点２中核 P2　資源性・有害性をもつ物質の循環管理方策の立
案と評価

野馬幸生 0610AA202 46

重点２中核 P3　廃棄物系バイオマスの Win-Win 型資源循環技
術の開発

川本克也 0610AA203 51

重点２中核 P4　国際資源循環を支える適正管理ネットワークと
技術システムの構築

寺園淳 0610AA204 55

廃棄物の不適正管理に伴う負の遺産対策 野馬幸生 0610AB436 63

循環資源・廃棄物の試験評価・モニタリング手法の高度化・体
系化

貴田晶子 0610AB447 62

所属 研究課題 研究代表者 研究課題コード 頁
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循環型社会・廃
棄物研究セン
ター

資源循環・廃棄物処理に関するデータベース等の作成 森口祐一 0610AB454 224

資源循環に係る基盤的技術の開発 川本克也 0610AB462 178

液状・有機性廃棄物の適正処理技術の高度化 徐開欽 0610AB519 63

循環型社会に対応した安全・安心な適正処理・処分技術の確立 井上雄三 0610AB546 61

埋立廃棄物の陸生動物を用いた生態毒性評価手法の確立 山田正人 0507AE781 66

水質改善効果の評価手法に関する研究 徐開欽 9911AE473 178

生物・物理・化学的手法を活用した汚水および汚泥処理に関す
る研究

徐開欽 9911AE476 179

難分解性有機物の高度処理に関する研究 徐開欽 9911AE477 179

拡大生産者責任の概念導入に関する比較分析 村上理映 0607AF971 56

高分子材料中の添加物質の放出挙動と高分子軟化点温度の関係 白波瀬朋子 0707AF572 64

繊維製品に含まれる添加型化学物質の使用時挙動の解明 梶原夏子 0708AF567 49

技術革新と需要変化を見据えた交通部門の CO2 削減中長期戦略
に関する研究

森口祐一 0408BA587 34

アジア－太平洋地域における POPs 候補物質の汚染実態解明と
新規モニタリング法の開発

滝上英孝 0607BA459 57

廃棄物分野における温室効果ガスインベントリの高度化と削減
対策の評価に関する研究

山田正人 0709BA279 56

埋立廃棄物の品質並びに埋立構造改善による高規格 終処分シ
ステムに関する研究

井上雄三 0407BC381 66

循環資源利用促進及びリスク管理のための簡易試験法の確立 貴田晶子 0709BC277 64

再生製品に対する環境安全評価手法のシステム規格化に基づく
安全品質レベルの合理的設定手法に関する研究

大迫政浩 0507BE509 49

循環廃棄過程を含めた水銀の排出インベントリと排出削減に関
する研究

貴田晶子 0507BE955 47

近未来の循環型社会における技術システムビジョンと転換戦略
に関する研究

大迫政浩 0607BE579 44

アジア地域におけるリサイクルの実態と国際資源循環の管理・
３ Ｒ政策

吉田綾 0608BE328 59

アスベスト含有廃棄物の分解処理による無害化の確認試験方法
の確立とその応用

野馬幸生 0608BE434 177

バイオガス化プラント排水中の高濃度アンモニアの MAP-
ANAMMOX ハイブリッド処理技術の開発

井上雄三 0608BE508 54

国外リサイクルを含むシナリオ間のライフサイクル比較手法と
廃プラスチックへの適用

森口祐一 0608BE567 58

ベンチマーク指標を活用した一般廃棄物処理事業の評価に関す
る研究

大迫政浩 0608BE581 45

アジア地域における廃電気電子機器と廃プラスチックの資源循
環システムの解析

寺園淳 0608BE938 57

プラスチック含有廃棄物の処理およびリサイクル過程における
有害物質の生成特性解析と効率的対策手法の開発

川本克也 0608BE946 50

高度処理浄化槽におけるリン除去・回収・資源化技術の開発と
システム評価

徐開欽 0608BE989 52

終処分場におけるアスベスト廃棄物の安全性評価手法の開発 山田正人 0609BE996 65

物質ストック勘定体系の構築とその適用による廃棄物・資源管
理戦略研究

橋本征二 0707BE282 45

破砕選別による建設系廃棄物の地域循環システムの設計に関す
る研究

山田正人 0709BE280 68

家庭系廃製品の残留性化学物質と３ Ｒ シナリオ解析 滝上英孝 0608BF326 48

バイオ資源・廃棄物等からの水素製造技術開発 川本克也 0307BH593 53

平成１９年度 ＲｏＨＳ規制物質等対策調査業務 滝上英孝 0708BY364 49

所属 研究課題 研究代表者 研究課題コード 頁
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循環型社会・廃
棄物研究セン
ター

ホウ素等に対応可能な排水対策技術の開発 山田正人 0709BY310 67

熱分解ガス化－改質によるリサイクルプロセスにおける環境安
全

川本克也 0507CD409 54

生物学的栄養塩類除去プロセスにおける同位体解析を導入した
微生物ループの解明

蛯江美孝 0507CD531 180

多種複合廃棄物の高度製鉄利用を可能にする有機化合物の高温
反応解明と制御

川本克也 0607CD412 52

残留性化学物質の物質循環フローモデルの開発と検証 滝上英孝 0608CD327 48

Material Stock Accounts に基づく中長期の物質管理戦略研究 橋本征二 0608CD431 180

野生高等動物における残留性有機ハロゲン化合物の蓄積・代謝
特性の解明と影響評価

滝上英孝 0608CD454 65

軽油代替燃料への利用拡大を目的とした廃食用油の相平衡の把
握と品質向上技術の評価

倉持秀敏 0608CD993 53

資源有効利用促進のためのレアメタル資源循環分析モデルの開
発

中島謙一 0708CD580 46

国際貿易戦略と調和した「持続可能な消費」に向けた消費と技
術の転換ビジョンの構築

南齋規介 0709CD304 46

持続可能なサニテーションシステムの開発と水循環系への導入 徐開欽 0307KB008 58

カーボンフリー ＢＤＦのためのグリーンメタノール製造及び副
産物の高度利用に関する技術開発

倉持秀敏 0709MA564 34

環境リスク研究
センター

環境リスク研究センター（知的研究基盤の整備） 白石寛明 0610CP010

環境リスク研究センター（基盤的な調査・研究活動） 白石寛明 0610FP010 180

重点３　環境リスク研究プログラム 白石寛明 0610SP003 69

重点３中核 P1　化学物質曝露に関する複合的要因の総合解析に
よる曝露評価

鈴木規之 0610AA301 71

重点３中核 P2　感受性要因に注目した化学物質の健康影響評価 藤巻秀和 0610AA302 72

重点３中核 P3　環境中におけるナノ粒子等の体内動態と健康影
響評価

平野靖史郎 0610AA303 78

重点３中核 P4　生物多様性と生態系機能の視点に基づく環境影
響評価手法の開発

高村典子 0610AA304 81

有害化学物質に対する感受性要因と薬物代謝系 松本理 0408AE397 184

ゲノム情報を利用した環境化学物質の影響評価法の開発に関す
る研究

曽根秀子 0507AE771 184

ニホンウズラ受精卵を用いた経卵曝露毒性試験法の開発に関す
る研究

白石不二雄 0607AE562 203

ダイオキシン類の心臓血管系疾患および糖尿病関連遺伝子に対
する影響とそのメカニズムの解析

西村典子 0608AE508 73

海産生物に及ぼす内分泌かく乱化学物質の影響に関する研究 堀口敏宏 0610AE558 182

神経幹細胞に対する環境化学物質の影響評価法の確立 鈴木純子 0607AF973 183

内分泌撹乱環境化学物質の骨代謝への影響と毒性メカニズム 西村典子 0707AF441 77

エレクトリカルエアロゾルディテクターを用いた気相中ナノ粒
子表面積の測定手法の検討

藤谷雄二 0708AF546 188

東京湾における底棲魚介類群集の動態に関する長期モニタリン
グ

堀口敏宏 0711AF303 84

メダカ，ミジンコなどの水生生物を用いた内分泌かく乱化学物
質に関するスクリーニング・試験法開発

鑪迫典久 0208AK536 90

新たな幼若期学習試験法によるダイオキシン・PCB 類の発達神
経毒性の解析

北條理恵子 0608AK021 75

化学物質管理のための生態影響試験法および生態リスク評価法
の検討

田中嘉成 0610AK484 89

化学物質データベースの構築と提供 白石寛明 0610AK513 224
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環境リスク研究
センター

生態系評価・管理のための流域詳細情報の整備 高村典子 0610AK526 225

定量的構造活性相関による生態毒性予測手法の開発 白石寛明 0610AK533 90

発がん性評価と予測のための手法の開発 米元純三 0610AK544 91

化学物質環境調査による曝露評価の高度化に関する研究 白石不二雄 0610AK545 89

国立環境研究所侵入生物データベース管理 五箇公一 0610AK550 225

環境政策における活用を視野に入れたリスク評価手法の検討，
リスクコミュニケーション手法の検討等の推進

山崎邦彦 0610AK915 92

化学物質リスク総合解析手法と基盤の開発 鈴木規之 0611AK509 88

インフォマティックス手法を活用した化学物質の影響評価と類
型化手法の開発

米元純三 0611AK518 91

空間明示モデルによる大型哺乳類の動態予測と生態系管理に関
する研究

立田晴記 0407BD480 83

健全な湖沼生態系再生のための新しい湖沼管理評価軸の開発 高村典子 0508BD966 83

環境負荷を低減する水系クロマトグラフィーシステムの開発 平野靖史郎 0509BD785 186

ゲノミクスに基づく化学物質の生態影響評価法の開発に関する
研究

鑪迫典久 0608BD516 186

マルチプロファイリング技術による化学物質の胎生プログラミ
ングに及ぼす影響評価手法の開発

曽根秀子 0709BD451 77

リサイクル材（タイヤチップ等），ごみ焼却灰，その他 終処分
場由来物質など，循環型社会から派生してくる複合廃棄物が環
境に与える影響についてのバイオアッセイを用いた評価手法の
構築

鑪迫典久 0707BE452 82

水銀等の残留性物質の長距離移動特性の検討に関する調査・研
究

鈴木規之 0607BY004 72

農薬等による水生生物影響実態把握調査 鑪迫典久 0608BY449 80

自動車排出ガスに起因する環境ナノ粒子の生体影響調査 平野靖史郎 0610BY303 79

平成１９年度土壌生物生態影響試験法等検討調査 菅谷芳雄 0707BY542 88

小児の感受性に着目した環境中の化学物質の健康影響評価 米元純三 0707BY562 189

平成１９年度残留性有機化合物の底質から水生生物への移行に
関する検討業務

鈴木規之 0707BY563 88

種の境界が不明瞭なフキバッタ亜科昆虫の進化経路の探索 立田晴記 0407CD481 187

野生メダカ個体群の絶滅確率による有害化学物質の生態リスク
評価

田中嘉成 0508CD532 184

河川における絶滅危惧ザリガニの機能的役割：地域間ならびに
地域個体群間比較

西川潮 0607CD572 182

マウス ＥＳ細胞を用いた次世代影響予測システムの開発研究 曽根秀子 0608CD461 187

炎症反応による記憶機能分子かく乱に着目した化学物質に過敏
な動物モデルの作成

藤巻秀和 0608CD494 73

アジア産ヒラタクワガタにおける形態形質変異の遺伝的基盤お
よび種分化機構の解明

五箇公一 0608CD551 85

前鰓類におけるレチノイド Ｘ受容体の機能解析：雄性生殖器の
分化・成長との関係

堀口敏宏 0708CD301 185

脳の性差発現機構の解明 塚原伸治 0708CD306 76

アスベスト肺に対する常在細菌の急性増悪作用に関する研究 山元昭二 0708CD351 80

内分泌撹乱物質のビタミン D および骨 Ca 代謝に及ぼす影響と
毒性発現メカニズムの解明

西村典子 0708CD379 76

乳幼児期の細菌刺激および化学物質曝露による成長後の Th1 ／
Th2 バランスへの影響

山元昭二 0709CD283 74

淡水域の生物多様性と生態的機能の基盤となる多様な植生の維
持機構の解明

高村典子 0709CD291 83

脳の発達・性分化に及ぼす揮発性有機化合物の影響と作用機序
の解明

塚原伸治 0709CD305 75

空間系統学的アプローチによる Podisma 属昆虫における染色体
分化プロセスの解明

立田晴記 0709CD487 186
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環境リスク研究
センター

内分泌かく乱物質の発がん・加齢などに及ぼす影響の分子メカ
ニズムに関する研究

曽根秀子 0609DA502 189

受粉用マルハナバチの逃亡防止技術と生態リスク管理技術の開
発

五箇公一 0507KZ555 85

環境有害因子の健康リスク評価とそのメカニズム解明に関する
研究

遠山千春 0510LA843 190

カエルツボカビの日本国内への侵入実態と生態系影響の解明 五箇公一 0708LA457 169

遺伝多型情報に基づく環境影響評価に関する研究 立田晴記 0708LA488 188

環境因子に起因する精神・神経疾患の解明に関する研究 石堂正美 0608ZZ569 74

幼児の日常生活における活動強度および活動環境に関する研究 河原純子 0708ZZ536 188

アジア自然共生
研究グループ

アジア自然共生研究グループ（基盤的な調査・研究活動） 中根英昭 0610FP011 190

重点４　アジア自然共生研究プログラム 中根英昭 0610SP004 92

重点４中核 P1　アジアの大気環境評価手法の開発 大原利眞 0610AA401 94

重点４中核 P2　東アジアの水・物質循環評価システムの開発 王勤学 0610AA402 97

重点４中核 P3　流域生態系における環境影響評価手法の開発 野原精一 0610AA403 99

大気境界層における物質輸送の研究 菅田誠治 0308AE510 192

気候変化と大気化学諸過程の相互作用に関する数値的研究 永島達也 0408AE494 193

エアロゾル上での不均一反応の研究 高見昭憲 0510AE803 190

地球温暖化に対する庭園蘚苔地衣植生の応答解析と熱画像情報
によるモニタリング

清水英幸 0607AE009 196

揮発性有機化合物の光酸化で生成する二次有機エアロゾルの組
成分析

佐藤圭 0610AE402 191

水生植物の根圏酸化機能に関する研究 井上智美 0707AE385 201

環境同位体を用いた沿岸域生態系における流域環境影響の評価
手法に関する研究

野原精一 0709AE340 200

東アジア域におけるエアロゾル空間分布の把握およびその変動
の抽出に関する研究

清水厚 0711AE458 198

水生植物の根からの酸素漏出速度を測定する新しい方法 井上智美 0607AF384 201

極東ロシアを中心とした絶滅危惧種イトウの保全管理計画 福島路生 0607AF999 195

ブナ林衰退地域における総合植生モニタリング手法の開発 清水英幸 0509AH953 197

光化学オキシダントと粒子状物質等の汚染特性解明に関する研
究

大原利眞 0709AH381 101

アジアにおけるオゾン・ブラックカーボンの空間的・時間的変
動と気候影響に関する研究

谷本浩志 0507BA405 95

アジア大陸からのエアロゾルとその前駆物質の輸送・変質プロ
セスの解明に関する研究

高見昭憲 0507BA825 95

森林－土壌相互作用系の回復と熱帯林生態系の再生に関する研
究 (5) 熱帯林の生物多様性評価と再生指標に関する研究

清水英幸 0507BA849 198

北東アジアの草原地域における砂漠化防止と生態系サービスの
回復に関する研究 (2) 荒廃した草原の回復にかかわる key species
の環境適応性の解明

清水英幸 0709BA513 192

水稲葉枯症の発症要因の究明と軽減対策技術の開発 清水英幸 0608BC597 200

新潟県におけるオゾン高濃度現象の解明 大原利眞 0709BC383 96

産業拠点地区での地域循環ビジネスを中核とする都市再生施策
の設計とその環境・経済評価システム構築

藤田壮 0507BE937 61

温暖化影響早期観測ネットワークの構築 王勤学 0608BY023 98

イソプレンを含むジアルケン炭化水素類の光酸化で生成する二
次有機粒子組成

佐藤圭 0607CD403 191

表面張力測定を用いた有機エアロゾルの雲生成能評価に関する
研究

高見昭憲 0607CD528 194

混合状態を考慮した炭素性エアロゾルの 20 世紀気候への影響評
価

永島達也 0607CD560 193
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アジア自然共生
研究グループ

大気オゾン全球分布の変動過程：化学・気候モデルによる２０
世紀再現実験

永島達也 0608CD561 194

全国を対象とした淡水魚類生息地ポテンシャルの時空間解析と
流域再生支援システム

亀山哲 0608CD930 194

海洋表層・大気下層間の物質循環リンケージ 高見昭憲 0610CD309 192

地球温暖化による豪雨発生頻度の変化が長江河口・沿岸海域の
水質・生態系に及ぼす影響

東博紀 0708CD316 196

中国北部草原の劣化生態系に生育する主要植物種に及ぼす気候
変動の影響

清水英幸 0709CD581 193

チベット高原横断鉄道による野生動物への影響評価に関する研
究

亀山哲 0710CD494 199

可搬型超伝導ミリ波大気分子測定装置の開発 (2) オゾン・ClO・
水蒸気変動の解析とモデル化

中根英昭 0307KB571 199

都市域における PM2.5 大気汚染特性と生成機構解明研究 大原利眞 0407KB498 96

水利構造物による淮河流域の水環境劣化の実態把握と対策に関
する研究

村上正吾 0709KB586 100

道路沿道での対象者別個人曝露量推計 大原利眞 0710MA380 210

社会環境システ
ム研究領域

社会環境システム研究領域における研究活動 原沢英夫 0610FP012 105

アジア諸国における環境配慮型ライフスタイルの形成要因につ
いての研究

青柳みどり 0507AE793 108

気候風土や文化的背景による環境知覚の違い 青木陽二 0608AE398 108

市民および企業などの自主的な環境活動の理論および効果に関
する研究

森保文 0610AE451 109

統合評価モデル改良のための基礎的情報収集 増井利彦 0610AE531 110

環境問題に現れる拡散現象に対する数値シミュレーション手法
の開発

須賀伸介 0707AE338 108

都心における大規模緑地の暑熱緩和効果 一ノ瀬俊明 0707AE544 112

空間統計モデルの環境政策の評価分析への適用に関する研究 須賀伸介 0708AE370 109

自主的アプローチの評価に関する研究 日引聡 0709AE453 109

電気駆動車両の普及方策に関する研究 近藤美則 0710AE295 107

廃棄物政策の有効性と廃棄物事業の非効率性に関する実証研究 日引聡 0710AE525 60

非競争的市場を仮定した経済モデルの開発と環境税制度の定量
評価

岡川梓 0707AF517 110

身近な交通の見直しによる環境改善に関する研究 小林伸治 0507AG521 105

都市大気環境中における微小粒子・二次生成物質の影響評価と
予測

小林伸治 0608AG441 106

中長期を対象とした持続可能な社会シナリオの構築に関する研
究

原沢英夫 0608AG527 107

自治体向けクリマアトラス作成方法の開発：長野市における研
究をベースに

一ノ瀬俊明 0607AH550 113

重点 1 関連 P6　統合評価モデルによる温暖化の危険な水準と安
定化経路に関する研究

原沢英夫 0507BA507 39

ライフスタイル変革のための有効な情報伝達手段とその効果に
関する研究

青柳みどり 0507BA792 59

分かりやすさを重視したマスメディア利用型コミュニケーショ
ンに関する実証的研究

青柳みどり 0712BA339 109

地下水の散水による環境影響とヒートアイランド現象緩和効果
の評価

一ノ瀬俊明 0707BX543 112

粒子状物質の粒子数等排出特性実態に関する調査研究 小林伸治 0207BY471 209

都市内大規模河川（ソウル市清渓川）の復元による暑熱現象改
善効果の実証

一ノ瀬俊明 0507CD824 111

研究コンソーシアムによる気候変動に対する国際的対応力の形
成に関する総合的研究

原沢英夫 0508CD466 29

所属 研究課題 研究代表者 研究課題コード 頁
―  449  ―



国立環境研究所年報 （平成 19 年度）
社会環境システ
ム研究領域

機会論に基づくマーケティングを応用した環境ボランティア獲
得のための情報システム 開発

森保文 0709CD281 107

環境政策の長期シナリオ 原沢英夫 0609CE491 211

気候変動問題についての市民の理解と対応についての調査分析
および文化モデルの構築

青柳みどり 0508KB555 60

都市の地下環境に残る人間活動の影響 一ノ瀬俊明 0510KZ503 112

能動的多軸 DOAS 観測法による大気 NO2 とエアロゾルの計測 一ノ瀬俊明 0607ZZ551 113

化学環境研究領
域

化学環境研究領域における研究活動 柴田康行 0610FP013 113

生物的に生成したマンガン酸化物のキャラクタリゼーション 瀬山春彦 0507AE797 117

海洋における溶存炭素中の放射性炭素測定と炭素循環研究 荒巻能史 0607AE586 118

環境微生物の特性に関わる新規計測手法の開発 板山朋聡 0608AE563 118

環境及び生体中の元素の存在状態と動態解明のための計測手法
に関する研究

瀬山春彦 0610AE413 117

高磁場 MRI 法の高度化とヒトへの応用 三森文行 0610AE416 117

環境化学物質の生体影響評価のための行動試験法の体系の確立
に関する研究

梅津豊司 0610AE444 118

環境モニタリングの手法と精度管理に関する研究 (3) ダイオキ
シン類測定の高度化に伴う精度管理

伊藤裕康 0709AE438 122

ジフェニルアルシン酸の発達影響に関する行動毒性学的研究 梅津豊司 0607AF443 119

海洋全層に分布する独立栄養古細菌による炭素固定は，海洋に
おける新たな巨大炭素リザーバーになりうるか？ー核実験由来
放射性炭素トレーサーを用いた海洋微生物マクロコズム実験」

内田昌男 0708AF558 116

残留性有機汚染物質の多次元分離分析法の開発に関する研究 橋本俊次 0608AG457 114

化学物質の動態解明のための同位体計測技術に関する研究 瀬山春彦 0608AG466 115

猪苗代湖湖水の ｐＨ上昇の原因調査 田中敦 0708AH368 119

摩周湖の透明度変化に関する物理・化学・生物学的要因解析 田中敦 0709AH371 121

東アジアにおけるハロゲン系温室効果気体の排出に関する観測
研究

横内陽子 0508BB770 19

大気中非メタン炭化水素の成分別リアルタイム測定システムの
開発に関する研究

横内陽子 0607BD963 120

環境汚染修復のための新規微生物の迅速機能解析技術の開発 板山朋聡 0408BY387 121

新たな炭素材料を用いた環境計測機器の開発 久米博 0408BY576 120

高エネルギー密度界面を用いた大容量キャパシタの開発 久米博 0711BY485 125

ナノ・マイクロ LC/MS による環境・廃棄物試料のグリーンケミ
ストリー分析技術の開発

柴田康行 0507CD566 123

海底下メタンハイドレート湧出現象と気候変動との関連性解明
に関する研究

内田昌男 0607CD960 126

熱帯林発生源調査と安定同位体比測定による大気中塩化メチル
の収支バランスの解明

横内陽子 0607CD969 124

有害藻類モニタリングおよび特性解析のための新規計測システ
ムの開発

板山朋聡 0608CD547 123

微生物 rRNA の自然レベル放射性炭素分析に基づく海洋堆積物
中炭素サイクルの解明

内田昌男 0608CD559 126

ベリリウム１０と炭素１４を用いた 終退氷期の太陽活動変遷
史に関する研究

柴田康行 0608CD565 123

海洋起源ハロカーボン類のフラックスと生成過程 横内陽子 0610CD974 124

集中豪雨により放出される懸濁粒子の特徴と沿岸生態系への影
響評価

荒巻能史 0708CD447 125

高磁場 MRI による含鉄タンパク質フェリチンの定量化と分子イ
メージングへの適用研究

三森文行 0709CD311 116

超高磁場 MRI を用いたヒト脳の無侵襲高速高感度多次元スペク
トロスコピー法の研究

渡邉英宏 0709CD315 119
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化学環境研究領
域

アイスコア中の宇宙線生成核種による宇宙線と地球環境の変動
史に関する研究

柴田康行 0709CD391 122

病原生物と人間との相互作用環 板山朋聡 0611LA554 127

大気中ナノ粒子の多元素・多成分同時計測技術を用いた環境評
価技術の開発 「開発装置を用いた大気中ナノ粒子のフィールド
計測と評価」

田邊潔 0507MA519 127

ジフェニルアルシン酸等の健康影響に関する調査研究　（分析
班）

柴田康行 0307ZZ476 128

環境健康研究領
域

環境健康研究領域における研究活動 高野裕久 0610FP014 128

メタロイドのメタボロミクスに関する研究 小林弥生 0509AE796 131

有害化学物質の毒性の臓器・細胞特異性に関与する転写因子機
能の研究

野原恵子 0608AE438 132

環境化学物質が骨髄由来樹状細胞の分化および機能に及ぼす影
響の検討

小池英子 0708AE362 130

ペルオキシレドキシン I（PrxI) の呼吸器系における役割 柳澤利枝 0708AE367 135

ランゲルハンス細胞を用いた皮膚免疫に対する環境汚染物質の
影響解析

伊藤智彦 0707AF360 135

環境化学物質の高次機能への影響を総合的に評価する in vivo モ
デルの開発と検証

高野裕久 0507AG476 133

重点 3 関連 P1　エピジェネティクス作用を包括したトキシコゲ
ノミクスによる環境化学物質の影響評価法開発のための研究

野原恵子 0710AG333 86

健康面からみた温暖化の危険性水準情報の高度化に関する研究 小野雅司 0509BA937 40

アトピー素因を有する高感受性集団に環境化学物質が及ぼす影
響を簡易・迅速に判定する抗原提示細胞を用いた評価手法の開
発

高野裕久 0708BD307 132

DNA チップを用いた有害化学物質の健康影響評価手法の開発 野原恵子 0307BX015 134

局地的大気汚染の健康影響に係る疫学調査のための関東地区及
び中京地区の同意確保調査

新田裕史 0707BY535 137

ナノ素材が皮膚疾患に及ぼす影響とそのメカニズムの解明に関
する研究

柳澤利枝 0607CD510 136

大気中浮遊粒子状物質が脂肪肝と白内障に及ぼす影響と機構の
解明に関する研究

高野裕久 0607CD531 137

環日本海都市の多環芳香族炭化水素／ニトロ多環芳香族炭化水
素の発生と曝露の国際比較

田村憲治 0608CD509 135

高感受性要因に配慮したナノマテリアルの健康影響評価とメカ
ニズムの解明に関する研究

高野裕久 0608CD530 136

ヒ素の転写因子調節作用に着目した免疫細胞特異的作用メカニ
ズムと免疫毒性の解明

野原恵子 0708CD336 133

ナノ素材がアレルギーに与える影響とメカニズムの解明に関す
る研究

井上健一郎 0709CD529 131

ナノ粒子・ナノマテリアルの呼吸器，免疫影響 高野裕久 0707DA532 137

大気圏環境研究
領域

大気圏環境研究領域における研究活動 今村隆史 0610FP015 138

気候影響評価のための全球エアロゾル特性把握に関する研究 日暮明子 0308AE486 140

質量分析法を用いたラジカルの検出と反応に関する研究 猪俣敏 0408AE338 141

3 次元モデルによる大気微量成分分布の長期変動に関する研究 秋吉英治 0408AE373 142

都市の街並みと街路の通風・換気に関する実験的研究 上原清 0607AE520 143

エアロゾルの乾性沈着に関する研究 内山政弘 0608AE538 143

外的な気候変動要因による長期気候変化シグナルの検出に関す
る数値実験的研究

野沢徹 0608AE549 140

波照間モニタリングステーションにおける大気微量気体成分の
観測に基づく東アジア地域の発生源強度の時間変化の推定

遠嶋康徳 0708AE361 142

ネットワーク観測用ライダーの高度化技術に関する基礎研究 杉本伸夫 0709AE389 143
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大気圏環境研究
領域

衛星搭載ライダー，雲レーダーによる雲，エアロゾルの測定に
関する研究

杉本伸夫 0709AE404 144

２波長偏光 Mie 散乱ライダーデータを用いた海洋上でのエアロ
ゾル時空間分布に関する研究

西澤智明 0709AE434 145

連続観測ミー散乱ライダーでの受光検出部が測定誤差に及ぼす
影響の検討

松井一郎 0709AE500 146

波長・偏光特性を同時活用した２波長偏光ライダーからのエア
ロゾル導出手法の開発

西澤智明 0708AF556 140

極域成層圏のエアロゾル物理化学過程の解明に関する研究 杉田考史 0607AI298 141

重点 1 関連 P1　過去の気候変化シグナルの検出とその要因推定 野沢徹 0610AJ001 35

成層圏プロセスの長期変化の検出とオゾン層変動予測の不確実
性評価に関する研究

今村隆史 0709BA375 139

大気汚染物質等のパーソナルモニタリング技術の開発 内山政弘 0307BY592 144

SKYNET 観測網によるエアロゾルの気候影響モニタリング 杉本伸夫 0610CC995 145

人為起源の温暖化シグナルの検出を目指した気候の長期内部変
動に関する数値実験的研究

野沢徹 0608CD928 35

亜酸化窒素濃度分布を介した北極域オゾン層の長期変動に関す
る研究

秋吉英治 0710CD390 144

高解像度大気海洋結合モデルによる近未来予測実験 野沢徹 0711CE432 28

多成分揮発性・半揮発性有機化合物測定装置の高速化・高感度
化

猪俣敏 0607NA994 146

水土壌圏環境研
究領域

水土壌圏環境研究領域における研究活動 木幡邦男 0610FP016 146

東アジアの環境中における放射性核種の挙動に関する研究 土井妙子 0307AE532 151

底質試料を用いた合成化学物質による水域汚染のトレンドの解
析に関する研究

稲葉一穂 0507AE819 152

流域の森林土壌が渓流水に溶存するアルミニウムの濃度と形態
に与える影響

越川昌美 0508AE926 152

水土壌環境における微生物群集構造及び活性評価に関する基礎
的研究

冨岡典子 0607AE442 153

微生物の環境利用およびその影響評価に関する研究 岩崎一弘 0610AE460 153

水環境中における溶存有機物 (DOM) に関する研究 今井章雄 0610AE599 151

人為影響による海洋生態系変質に関する研究 中村泰男 0610AE926 154

都市土壌における Sb 等有害金属汚染に関する研究 越川昌美 0707AE312 152

次世代利用型金属類の土壌中挙動および自然賦存量に関する研
究

村田智吉 0708AE320 154

霞ヶ浦エコトーンにおける生物群集と物質循環に関する長期モ
ニタリング

冨岡典子 0307AF511 154

重点 4 関連 P1　省エネルギー型水・炭素循環処理システムの開
発

珠坪一晃 0608AG506 99

貧酸素水塊の形成機構と生物への影響評価に関する研究 牧秀明 0710AG474 151

流下栄養塩組成の人為的変化による東アジア縁辺海域の生態系
変質の評価研究

原島省 0608BA934 148

貧栄養湖十和田湖における難分解性溶存有機物の発生原因の解
明に関する研究

今井章雄 0709BC444 148

水系溶存有機物の特性・反応性を評価するための有機炭素検出
クロマトグラフィーシステムの開発に関する研究

今井章雄 0607BD966 149

伊勢湾流域圏の自然共生型環境管理技術開発 木幡邦男 0608CB936 155

森林土壌炭素蓄積量の推定精度向上に向けた日本の統一的土壌
分類案の適用に関する研究

村田智吉 0507CD468 156

湖沼における溶存鉄の存在形態分析と鉄利用性がアオコ発生に
及ぼす影響

今井章雄 0507CD921 157

腐植物質還元微生物の特性の把握と環境浄化への応用に関する
研究

山村茂樹 0607CD940 157
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水土壌圏環境研
究領域

湖沼溶存有機物の同位体的キャラクタリゼーション 奈良郁子 0607CD958 149

アミノ酸光学異性体 (D/L- 体 ) を利用した溶存有機物の起源推
定

川崎伸之 0708CD540 151

地下に漏出した有機溶剤の洗浄剤注入による回収効率と下層へ
の汚染拡散に関する研究

稲葉一穂 0711CD331 155

無曝気・省エネルギー型次世代水資源循環技術の開発「無加温
嫌気処理における有機物分解特性の評価」

珠坪一晃 0608KA018 150

嫌気性生物膜の高度利用による排水処理技術 珠坪一晃 0608KA954 150

オホーツク海沿岸環境脆弱域における油汚染影響評価とバイオ
レメディエーション実用化に関する研究

牧秀明 0609LA557 156

生物圏環境研究
領域

生物圏環境研究領域における研究活動 竹中明夫 0610FP017 158

微生物系統保存施設に保存されている微細藻類保存株の分類学
的再評価と保存株データベースの整備

笠井文絵 0507AD816 215

植物の環境ストレス耐性に関与する遺伝子の探索と機能解析 佐治光 0307AE503 159

ユスリカ類の多様性と環境要因との関連に関する研究 上野隆平 0408AE467 159

スズメ目鳥類の個体群構造に関する研究 永田尚志 0507AE780 160

シロイヌナズナの酸化的ストレスに対する新規な初期応答機構 玉置雅紀 0508AE772 159

環境指標生物としてのホタルの現状とその保全に関する研究 宮下衛 0508AE799 160

低圧環境下での植物の生理生態特性に及ぼす温度上昇の影響 名取俊樹 0509AE952 161

環境変動下における生態系とキーストーン種の挙動 高村健二 0610AE411 161

淡水生物の個体群動態と繁殖に及ぼす化学物質の生態影響に関
する基礎的研究

多田満 0610AE455 162

島嶼河川に生息する底生動物の分類及び生態に関する研究 佐竹潔 0610AE463 162

東京湾小櫃川河口干潟における塩湿地植生 矢部徹 0610AE548 163

光回復酵素の発現を指標とした植物の UVB シグナリング機構
の解明

中嶋信美 0707AE355 163

チベット高原におけるキンロバイの分子系統地理学的研究 下野綾子 0707AE495 171

空間構造を導入した生態系モデルの開発 吉田勝彦 0707AE522 172

自然条件下の干潟底質有機物分解速度の定量的評価手法の検討 広木幹也 0707AE561 156

海草藻場における根圏環境の研究 矢部徹 0710AE378 166

アズキゾウムシの隠蔽種とボルバキアによる生殖隔離機構の解
明

今藤夏子 0710AE480 170

小笠原における河川環境の劣化と固有種の減少要因の推定に関
する研究

佐竹潔 0607AF452 164

分子マーカーを用いたイネ品種のオゾン影響評価手法の開発に
関する研究

久保明弘 0607AF961 165

マリモの遺伝的多様性と保全に関する研究 中嶋信美 0710AF573 172

重点 3 関連 P2　侵入生物・遺伝子組換え生物による遺伝的多様
性影響評価に関する研究

中嶋信美 0608AG430 86

生物圏環境研究
領域

重点 4 関連 P2　湿地生態系の時空間的不均一性と生物多様性の
保全に関する研究

竹中明夫 0608AG485 100

藻場の生態系機能による海域再生研究 矢部徹 0408AH376 165

オゾンによる植物被害とその分子的メカニズムに関する研究 青野光子 0708AH293 162

博多湾における円石藻ブルームの発生機構に関する研究 河地正伸 0707AI405 168

植物のストレスを素早く適確に診断するための指標遺伝子の選
定

青野光子 0708AI516 171

大型船舶のバラスト水・船体付着で越境移動する海洋生物の動
態把握と定着の早期検出

河地正伸 0709BA392 167

国内放鳥トキの生態情報の収集に関する研究 永田尚志 0709BA504 171

重点 1 関連 P2　高山植生による温暖化影響検出のモニタリング
に関する研究

名取俊樹 0408BB475 36
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生物圏環境研究
領域

チベット高原を利用した温暖化の早期検出と早期予測に関する
研究

唐艷鴻 0509BB829 166

地衣類の遺伝的多様性を活用した大気汚染診断 河地正伸 0507BC935 166

絶滅の危機に瀕する藻類の収集と長期保存に関する研究 笠井文絵 0610BY505 218

小笠原諸島における固有水生生物の保全手法についての研究 佐竹潔 0507CD539 168

抗生物質耐性遺伝子を用いない遺伝子組換え植物の新規な選抜
手法に関する研究

玉置雅紀 0607CD582 87

マムシグサにおける父性繁殖成功度の集団間比較に関する研究 西沢徹 0608CD450 169

チベット高原における高山植物の環境適応に関わる集団間の遺
伝的分化の解明

下野綾子 0708CD290 161

マイクロサテライトマーカーによる Chattonella の生活史解明 河地正伸 0708CD397 167

ストレス環境下における近交弱勢の個体群存続性への影響評価 石濱史子 0709CD358 164

炭化水素産生藻類による石油代替資源の開発に関する基盤技術
研究

中嶋信美 0709CD373 164

藻類の収集・保存・提供―付加価値向上と品質管理体制整備 笠井文絵 0711CE302 216

遺伝子組換えダイズから野生種への遺伝子浸透に関する研究－
雑種の適応度の解明

佐治光 0610JA970 169

環境研究基盤技
術ラボラトリー

環境研究基盤技術ラボラトリーにおける活動 植弘崇嗣 0610CP018 215

環境研究基盤技術ラボラトリーにおける研究活動（基盤的な調
査・研究活動）

植弘崇嗣 0610FP018 202

培養細胞を用いた環境の標準評価法の開発と細胞保存バンク 桑名貴 0510AD944 204

環境標準試料の作製と評価 西川雅高 0610AD474 215

大気質成分の測定手法に関する研究 西川雅高 0608AE478 206

微細藻類が生産する生理活性物質の構造解析・分析に関する研
究

佐野友春 0610AE401 205

環境科学研究用に開発した実験動物の有用性 高橋慎司 0610AE539 206

鳥類繁殖技術の開発および基礎的研究 川嶋貴治 0707AE501 205

鳥類体細胞を用いた子孫個体の創出 桑名貴 0507AG942 202

渡り鳥によるウエストナイル熱及び血液原虫の感染ルート解明
とリスク評価に関する研究

桑名貴 0608BA472 206

広域モニタリングネットワークによる黄砂の動態把握と予測・
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環境情報セン
ター

環境情報センターにおける活動 山本秀正 0610CP019

所属 研究課題 研究代表者 研究課題コード 頁
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	1）　 アジア大陸からのエアロゾルとその前駆物質の輸 送・変質プロセスの解明に関する研究
	2）　 アジアにおけるオゾン・ブラックカーボンの空間的・ 時間的変動と気候影響に関する研究
	3）　 都市域におけるPM2.5大気汚染特性と生成機構解明 研究
	4）　 新潟県におけるオゾン高濃度現象の解明

	(4)-2.　重点４中核P2　東アジアの水・物質循環評価シス テムの開発
	【関連課題】
	1）　 温暖化影響早期観測ネットワークの構築

	(4)-3.　重点４中核P3　流域生態系における環境影響評 価手法の開発
	(4)-4.　重点4関連P1　省エネルギー型水・炭素循環処理 システムの開発
	(4)-4.　重点4関連P2　湿地生態系の時空間的不均一性と 生物多様性の保全に関する研究
	(4)-5. 重点研究プログラムに係るその他の活動
	(4)-5.　水利構造物による淮河流域の水環境劣化の実態 把握と対策に関する研究
	(4)-5.　光化学オキシダントと粒子状物質等の汚染特性 解明に関する研究


	Ⅳ．基盤的な調査・研究活動
	（１）社会環境システム研究領域における研究活動
	(1)-1.　社会環境システム研究領域プロジェクト
	1）　 身近な交通の見直しによる環境改善に関する研究
	2）　 都市大気環境中における微小粒子・二次生成物質の 影響評価と予測
	3）　 中長期を対象とした持続可能な社会シナリオの構築 に関する研究

	(1)-2.　その他の研究活動（社会環境システム研究領域）
	1）　 機会論に基づくマーケティングを応用した環境ボラ ンティア獲得のための情報システム 開発
	2）　 電気駆動車両の普及方策に関する研究
	3）　 アジア諸国における環境配慮型ライフスタイルの形 成要因についての研究
	4）　 気候風土や文化的背景による環境知覚の違い
	5）　 環境問題に現れる拡散現象に対する数値シミュレー ション手法の開発
	6）　 分かりやすさを重視したマスメディア利用型コミュ ニケーションに関する実証的研究
	7）　 市民および企業などの自主的な環境活動の理論およ び効果に関する研究
	8）　 空間統計モデルの環境政策の評価分析への適用に関 する研究
	9）　 自主的アプローチの評価に関する研究
	10）　 統合評価モデル改良のための基礎的情報収集
	11）　 非競争的市場を仮定した経済モデルの開発と環境 税制度の定量評価
	12）　 都市内大規模河川（ソウル市清渓川）の復元による 暑熱現象改善効果の実証
	13）　 地下水の散水による環境影響とヒートアイランド 現象緩和効果の評価
	14）　 都心における大規模緑地の暑熱緩和効果
	15）　 都市の地下環境に残る人間活動の影響
	16）　 自治体向けクリマアトラス作成方法の開発：長野市 における研究をベースに
	17）　 能動的多軸DOAS観測法による大気NO2とエアロ ゾルの計測


	（２）化学環境研究領域における研究活動
	(2)-1.　化学環境研究領域プロジェクト
	1）　 残留性有機汚染物質の多次元分離分析法の開発に関 する研究
	2）　 化学物質の動態解明のための同位体計測技術に関す る研究
	3）　 海洋全層に分布する独立栄養古細菌による炭素固定 は，海洋における新たな巨大炭素リザーバーになり うるか？−核実験由来放射性炭素トレーサーを用い た海洋微生物マクロコズム実験」

	(2)-2.　その他の研究活動（化学環境研究領域）
	1）　 高磁場MRIによる含鉄タンパク質フェリチンの定量 化と分子イメージングへの適用研究
	2）　 生物的に生成したマンガン酸化物のキャラクタリ ゼーション
	3）　 環境及び生体中の元素の存在状態と動態解明のため の計測手法に関する研究
	4）　 高磁場MRI法の高度化とヒトへの応用
	5）　 環境化学物質の生体影響評価のための行動試験法の 体系の確立に関する研究
	6）　 環境微生物の特性に関わる新規計測手法の開発
	7）　 海洋における溶存炭素中の放射性炭素測定と炭素循 環研究
	8）　 超高磁場MRIを用いたヒト脳の無侵襲高速高感度多 次元スペクトロスコピー法の研究
	9）　 ジフェニルアルシン酸の発達影響に関する行動毒性 学的研究
	10）　 猪苗代湖湖水のｐＨ上昇の原因調査
	11）　 大気中非メタン炭化水素の成分別リアルタイム測 定システムの開発に関する研究
	12）　 新たな炭素材料を用いた環境計測機器の開発
	13）　 環境汚染修復のための新規微生物の迅速機能解析 技術の開発
	14）　 摩周湖の透明度変化に関する物理・化学・生物学的 要因解析
	15）　 アイスコア中の宇宙線生成核種による宇宙線と地 球環境の変動史に関する研究
	16）　 環境モニタリングの手法と精度管理に関する研究 (3)ダイオキシン類測定の高度化に伴う精度管理
	17）　 有害藻類モニタリングおよび特性解析のための新 規計測システムの開発
	18）　 ベリリウム１０と炭素１４を用いた最終退氷期の 太陽活動変遷史に関する研究
	19）　 ナノ・マイクロLC/MSによる環境・廃棄物試料の グリーンケミストリー分析技術の開発
	20）　 熱帯林発生源調査と安定同位体比測定による大気 中塩化メチルの収支バランスの解明
	21）　 海洋起源ハロカーボン類のフラックスと生成過程
	22）　 集中豪雨により放出される懸濁粒子の特徴と沿岸 生態系への影響評価
	23）　 高エネルギー密度界面を用いた大容量キャパシタ の開発
	24）　 微生物rRNAの自然レベル放射性炭素分析に基づく 海洋堆積物中炭素サイクルの解明
	25）　 海底下メタンハイドレート湧出現象と気候変動と の関連性解明に関する研究
	26）　 病原生物と人間との相互作用環
	27）　 大気中ナノ粒子の多元素・多成分同時計測技術を用 いた環境評価技術の開発 「開発装置を用いた大気中 ナノ粒子のフィールド計測と評価」
	28）　 ジフェニルアルシン酸等の健康影響に関する調査 研究　（分析班）


	（３）環境健康研究領域における研究活動
	(3)-1.　その他の研究活動（環境健康研究領域）
	1）　 環境化学物質が骨髄由来樹状細胞の分化および機能 に及ぼす影響の検討
	2）　 ナノ素材がアレルギーに与える影響とメカニズムの 解明に関する研究
	3）　 メタロイドのメタボロミクスに関する研究
	4）　 有害化学物質の毒性の臓器・細胞特異性に関与する 転写因子機能の研究
	5）　 アトピー素因を有する高感受性集団に環境化学物質 が及ぼす影響を簡易・迅速に判定する抗原提示細胞 を用いた評価手法の開発
	6）　 ヒ素の転写因子調節作用に着目した免疫細胞特異的 作用メカニズムと免疫毒性の解明
	7）　 環境化学物質の高次機能への影響を総合的に評価す るin vivoモデルの開発と検証
	8）　 DNAチップを用いた有害化学物質の健康影響評価手 法の開発
	9）　 ランゲルハンス細胞を用いた皮膚免疫に対する環境 汚染物質の影響解析
	10）　 ペルオキシレドキシンI（PrxI) の呼吸器系における 役割
	11）　 環日本海都市の多環芳香族炭化水素／ニトロ多環 芳香族炭化水素の発生と曝露の国際比較
	12）　 高感受性要因に配慮したナノマテリアルの健康影 響評価とメカニズムの解明に関する研究
	13）　 ナノ素材が皮膚疾患に及ぼす影響とそのメカニズ ムの解明に関する研究
	14）　 大気中浮遊粒子状物質が脂肪肝と白内障に及ぼす 影響と機構の解明に関する研究
	15）　 ナノ粒子・ナノマテリアルの呼吸器，免疫影響
	16）　 局地的大気汚染の健康影響に係る疫学調査のため の関東地区及び中京地区の同意確保調査


	（４）大気圏環境研究領域における研究活動
	(4)-1.　大気圏環境研究領域プロジェクト
	1）　 成層圏プロセスの長期変化の検出とオゾン層変動予 測の不確実性評価に関する研究

	(4)-2.　その他の研究活動（大気圏環境研究領域）
	1）　 外的な気候変動要因による長期気候変化シグナルの 検出に関する数値実験的研究
	2）　 波長・偏光特性を同時活用した２波長偏光ライダー からのエアロゾル導出手法の開発
	3）　 気候影響評価のための全球エアロゾル特性把握に関 する研究
	4）　 分光法を用いた遠隔計測に関する研究
	5）　 質量分析法を用いたラジカルの検出と反応に関する 研究
	6）　 極域成層圏のエアロゾル物理化学過程の解明に関す る研究
	7）　 3次元モデルによる大気微量成分分布の長期変動に 関する研究
	8）　 波照間モニタリングステーションにおける大気微量 気体成分の観測に基づく東アジア地域の発生源強度 の時間変化の推定
	9）　 都市の街並みと街路の通風・換気に関する実験的研 究
	10）　 エアロゾルの乾性沈着に関する研究
	11）　 ネットワーク観測用ライダーの高度化技術に関す る基礎研究
	12）　 亜酸化窒素濃度分布を介した北極域オゾン層の長 期変動に関する研究
	13）　 衛星搭載ライダー，雲レーダーによる雲，エアロゾ ルの測定に関する研究
	14）　 大気汚染物質等のパーソナルモニタリング技術の 開発
	15）　 ２波長偏光Mie散乱ライダーデータを用いた海洋上 でのエアロゾル時空間分布に関する研究
	16）　 SKYNET観測網によるエアロゾルの気候影響モニ タリング
	17）　 連続観測ミー散乱ライダーでの受光検出部が測定 誤差に及ぼす影響の検討
	18）　 多成分揮発性・半揮発性有機化合物測定装置の高速 化・高感度化


	（５）水土壌圏環境研究領域における研究活動
	(5)-1.　水土壌圏環境研究領域プロジェクト
	1）　 貧栄養湖十和田湖における難分解性溶存有機物の発 生原因の解明に関する研究
	2）　 流下栄養塩組成の人為的変化による東アジア縁辺海 域の生態系変質の評価研究
	3）　 水系溶存有機物の特性・反応性を評価するための有 機炭素検出クロマトグラフィーシステムの開発に関 する研究
	4）　 湖沼溶存有機物の同位体的キャラクタリゼーション
	5）　 嫌気性生物膜の高度利用による排水処理技術
	6）　 無曝気・省エネルギー型次世代水資源循環技術の開 発「無加温嫌気処理における有機物分解特性の評価」
	7）　 貧酸素水塊の形成機構と生物への影響評価に関する 研究

	(5)-2.　その他の研究活動（水土壌圏環境研究領域）
	1）　 水環境中における溶存有機物(DOM)に関する研究
	2）　 アミノ酸光学異性体(D/L-体)を利用した溶存有機物 の起源推定
	3）　 東アジアの環境中における放射性核種の挙動に関す る研究
	4）　 都市土壌におけるSb等有害金属汚染に関する研究
	5）　 底質試料を用いた合成化学物質による水域汚染のト レンドの解析に関する研究
	6）　 流域の森林土壌が渓流水に溶存するアルミニウムの 濃度と形態に与える影響
	7）　 水土壌環境における微生物群集構造及び活性評価に 関する基礎的研究
	8）　 微生物の環境利用およびその影響評価に関する研究
	9）　 人為影響による海洋生態系変質に関する研究
	10）　 次世代利用型金属類の土壌中挙動および自然賦存 量に関する研究
	11）　 霞ヶ浦エコトーンにおける生物群集と物質循環に 関する長期モニタリング
	12）　 地下に漏出した有機溶剤の洗浄剤注入による回収 効率と下層への汚染拡散に関する研究
	13）　 伊勢湾流域圏の自然共生型環境管理技術開発
	14）　 オホーツク海沿岸環境脆弱域における油汚染影響 評価とバイオレメディエーション実用化に関する研 究
	15）　 森林土壌炭素蓄積量の推定精度向上に向けた日本 の統一的土壌分類案の適用に関する研究
	16）　 自然条件下の干潟底質有機物分解速度の定量的評 価手法の検討
	17）　 湖沼における溶存鉄の存在形態分析と鉄利用性が アオコ発生に及ぼす影響
	18）　 腐植物質還元微生物の特性の把握と環境浄化への 応用に関する研究


	（６）生物圏環境研究領域における研究活動
	(6)-1.　その他の研究活動（生物圏環境研究領域）
	1）　 植物の環境ストレス耐性に関与する遺伝子の探索と 機能解析
	2）　 ユスリカ類の多様性と環境要因との関連に関する研 究
	3）　 シロイヌナズナの酸化的ストレスに対する新規な初 期応答機構
	4）　 スズメ目鳥類の個体群構造に関する研究
	5）　 環境指標生物としてのホタルの現状とその保全に関 する研究
	6）　 低圧環境下での植物の生理生態特性に及ぼす温度上 昇の影響
	7）　 環境変動下における生態系とキーストーン種の挙動
	8）　 チベット高原における高山植物の環境適応に関わる 集団間の遺伝的分化の解明
	9）　 オゾンによる植物被害とその分子的メカニズムに関 する研究
	10）　 淡水生物の個体群動態と繁殖に及ぼす化学物質の 生態影響に関する基礎的研究
	11）　 島嶼河川に生息する底生動物の分類及び生態に関 する研究
	12）　 東京湾小櫃川河口干潟における塩湿地植生
	13）　 光回復酵素の発現を指標とした植物のUVBシグナ リング機構の解明
	14）　 ストレス環境下における近交弱勢の個体群存続性 への影響評価
	15）　 小笠原における河川環境の劣化と固有種の減少要 因の推定に関する研究
	16）　 炭化水素産生藻類による石油代替資源の開発に関 する基盤技術研究
	17）　 分子マーカーを用いたイネ品種のオゾン影響評価 手法の開発に関する研究
	18）　 藻場の生態系機能による海域再生研究
	19）　 海草藻場における根圏環境の研究
	20）　 チベット高原を利用した温暖化の早期検出と早期 予測に関する研究
	21）　 地衣類の遺伝的多様性を活用した大気汚染診断
	22）　 大型船舶のバラスト水・船体付着で越境移動する海 洋生物の動態把握と定着の早期検出
	23）　 マイクロサテライトマーカーによるChattonellaの生 活史解明
	24）　 博多湾における円石藻ブルームの発生機構に関す る研究
	25）　 小笠原諸島における固有水生生物の保全手法につ いての研究
	26）　 マムシグサにおける父性繁殖成功度の集団間比較 に関する研究
	27）　 遺伝子組換えダイズから野生種への遺伝子浸透に 関する研究−雑種の適応度の解明
	28）　 カエルツボカビの日本国内への侵入実態と生態系 影響の解明
	29）　 アズキゾウムシの隠蔽種とボルバキアによる生殖 隔離機構の解明
	30）　 チベット高原におけるキンロバイの分子系統地理 学的研究
	31）　 国内放鳥トキの生態情報の収集に関する研究
	32）　 植物のストレスを素早く適確に診断するための指 標遺伝子の選定
	33）　 空間構造を導入した生態系モデルの開発
	34）　 マリモの遺伝的多様性と保全に関する研究


	（７）地球環境研究センターおける研究活動
	1）　 TerraSAR-Xの実用可能性の評価に関する研究
	2）　 東シベリアにおける森林火災による大気環境影響と その日本への越境大気汚染の解明
	3）　 海洋生物資源情報と地球環境研究情報の統合化に関 する基礎的研究
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